
（添 付 書 類 八） 



補－添八－1 
 

添付書類八 変更後における再処理施設において事故が発生した場合における当該事故に対処す

るために必要な施設及び体制の整備に関する説明書を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 添付書類八を右記のとおり変更する。 別紙－１のとおり変更する。 

 

添付書類八 追補を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 

追補１「１．安全評価に関する基本方

針」の追補の記載を右記のとおり変更

する。 

（削除） 

－ － 

追補２「３．運転時の異常な過渡変化

を超える事象」の追補の記載を右記の

とおり変更する。 

（削除） 

－ － 
追補３「４．立地評価事故」の追補の

記載を右記のとおり変更する。 
（削除） 

 
 



 

 
 

別紙－１ 
 



別添－８

前書き

添　付　書　類　八

変更後における再処理施設において事故が発生した場合における
当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する説明書

平成４年12月24日付け４安（核規）第844号をもって事業指定を受け，その
後，平成23年２月14日付け平成22･02･19原第11号をもって変更の許可を受けた
再処理事業変更許可申請書の添付書類八の記述のうち，下記内容を変更する。

記

　「7.　重大事故等に対する対策の有効性評価」系統概要図　略記号一覧図
（その１）
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1. 安全評価に関する基本方針

 1.1 基本的考え方

  1.1.1 運転時の異常な過渡変化

   1.1.1.1 定 義

   1.1.1.2 事象の検討及び選定

   1.1.1.3 判断基準

  1.1.2 設計基準事故

   1.1.2.1 定 義

   1.1.2.2 事象の検討及び選定

   1.1.2.3 判断基準

  1.1.3 立地評価事故

   1.1.3.1 定 義

   1.1.3.2 評価事象

   1.1.3.3 判断基準

第1.1－1表 事故等の評価に係る工程

第1.1－2表 物質の出入り，エネルギの出入り及び固体の位置又は経
路の変化に関する変動項目

第1.1－3表 運転時の異常な過渡変化に係る事象の類似事象の分類項
目

第1.1－4表(1) 運転時の異常な過渡変化に係る事象

第1.1－4表(2) 運転時の異常な過渡変化に係る事象

第1.1－4表(3) 運転時の異常な過渡変化に係る事象

第1.1－4表(4) 運転時の異常な過渡変化に係る事象

第1.1－5表(1) 運転時の異常な過渡変化に係る事象の類似事象分類と代
表事象

第1.1－5表(2) 運転時の異常な過渡変化に係る事象の類似事象分類と代
表事象

第1.1－5表(3) 運転時の異常な過渡変化に係る事象の類似事象分類と代
表事象

第1.1－5表(4) 運転時の異常な過渡変化に係る事象の類似事象分類と代
表事象

第1.1－6表 設計基準事故に係る事象の類似事象の分類項目

表

 8－目－2



第1.1－7表(1) 設計基準事故に係る事象

第1.1－7表(2) 設計基準事故に係る事象

第1.1－8表(1) 設計基準事故に係る事象の類似事象分類と代表事象

第1.1－8表(2) 設計基準事故に係る事象の類似事象分類と代表事象

 1.2 解析に当たって考慮する事項

 1.3 再処理施設の事故等の代表事象の選定について

第1.3－1表 火災への拡大に係る事象の比較

第1.3－2表 爆発への拡大に係る事象の比較

第1.3－3表 臨界への拡大に係る事象の比較

第1.3－4表 放射性物質の浄化機能の低下に係る事象の比較

第1.3－5表 火災（セル内での有機溶媒火災）に係る事象の比較

第1.3－6表 漏えい（配管からセルへの漏えい）に係る事象の比較

第1.3－7表 使用済燃料集合体等の破損に係る事象の比較

 1.4 参考文献一覧

表
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2. 運転時の異常な過渡変化

 2.1 序

 2.2 プルトニウム精製設備の逆抽出塔での有機溶媒の温度異
常上昇

  2.2.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.2.2 過渡変化の解析

  2.2.3 判断基準への適合性の検討

 2.3 高レベル廃液濃縮缶における加熱蒸気の温度異常上昇

  2.3.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.3.2 過渡変化の解析

  2.3.3 判断基準への適合性の検討

 2.4 ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉での還元ガ
ス中の水素濃度異常上昇

  2.4.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.4.2 過渡変化の解析

  2.4.3 判断基準への適合性の検討

 2.5 分配設備のプルトニウム洗浄器におけるプルトニウム濃
度異常上昇

  2.5.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.5.2 過渡変化の解析

  2.5.3 判断基準への適合性の検討

 2.6 高レベル廃液濃縮缶凝縮器での冷却能力の低下による廃
ガス中蒸気量の増大

  2.6.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.6.2 過渡変化の解析

  2.6.3 判断基準への適合性の検討

 2.7 ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉の温度異常
上昇

  2.7.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策

  2.7.2 過渡変化の解析

  2.7.3 判断基準への適合性の検討

 2.8 外部電源喪失

  2.8.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策
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  2.8.2 過渡変化の解析

  2.8.3 判断基準への適合性の検討

 2.9 結論

 2.10 参考文献一覧
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3. 設計基準事故

 3.1 序

 3.2 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災

  3.2.1 原因及び説明

  3.2.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.2.3 事故経過

  3.2.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.2.4.1 放射性物質の放出量

   3.2.4.2 線量の評価

  3.2.5 判断基準への適合性の検討

第3.2－1表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の燃
焼有機溶媒中の放射性物質濃度

第3.2－2表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の放
射性物質の放出量

第3.2－3表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の線
量

第3.2－1図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災－プル
トニウム精製塔セル内の圧力解析

第3.2－2図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災－精製
建屋換気設備のセルからの排気系の高性能粒子フィルタ
に流入する気体の温度解析

第3.2－3図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災－精製
建屋内の圧力解析

第3.2－4図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の放
射性物質の大気放出過程

 3.3 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応

  3.3.1 原因及び説明

  3.3.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.3.3 事故経過

  3.3.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

表

図
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   3.3.4.1 放射性物質の放出量

   3.3.4.2 線量の評価

  3.3.5 判断基準への適合性の検討

第3.3－1表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応時のプルトニウム濃縮缶内の放射性物質濃度

第3.3－2表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応時の放射性物質の放出量

第3.3－3表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応時の線量

第3.3－1図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応－プルトニウム濃縮缶内の圧力解析

第3.3－2図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応－高性能粒子フィルタの差圧解析

第3.3－3図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応－高性能粒子フィルタに流入する気体の温度解析

第3.3－4図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応時の放射性物質の大気放出過程

 3.4 溶解槽における臨界

  3.4.1 原因及び説明

  3.4.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.4.3 事故経過

  3.4.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.4.4.1 放射性物質の放出量

   3.4.4.2 線量の評価

   3.4.4.3 臨界の事象想定について

  3.4.5 判断基準への適合性の検討

第3.4－1表 溶解槽における臨界時の放射性物質生成量及び諸定数

第3.4－2表 溶解槽における臨界時の溶液中の放射性物質濃度

第3.4－3表 溶解槽における臨界時の放射性物質の放出量

表

図

表
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第3.4－4表 溶解槽における臨界時の核分裂による放射線の発生数

第3.4－5表 溶解槽における臨界時の線量

第3.4－1図(1) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程（希
ガス及びよう素）

第3.4－1図(2) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程（希
ガス及びよう素以外の核種）

 3.5 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい

  3.5.1 原因及び説明

  3.5.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.5.3 事故経過

  3.5.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.5.4.1 放射性物質の放出量

   3.5.4.2 線量の評価

  3.5.5 判断基準への適合性の検討

第3.5－1表 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時の放
射性物質の放出量

第3.5－2表 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時の線
量

第3.5－1図 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時の放
射性物質の大気放出過程

 3.6 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい

  3.6.1 原因及び説明

  3.6.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.6.3 事故経過

  3.6.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.6.4.1 放射性物質の放出量

   3.6.4.2 線量の評価

図

表

図
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  3.6.5 判断基準への適合性の検討

第3.6－1表 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい時
の放射性物質の放出量

第3.6－2表 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい時
の線量

第3.6－1図 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい時
の放射性物質の大気放出過程

 3.7 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集
合体落下

  3.7.1 原因及び説明

  3.7.2 事故防止対策及び影響緩和対策

  3.7.3 事故経過

  3.7.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.7.4.1 放射性物質の放出量

   3.7.4.2 線量の評価

  3.7.5 判断基準への適合性の検討

第3.7－1表 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集
合体落下時の放射性物質の放出量

第3.7－2表 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集
合体落下時の線量

第3.7－1図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集
合体落下時の希ガスの大気放出過程（ガンマ線実効エネ
ルギ0.5ＭeＶ換算値）

第3.7－2図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集
合体落下時のよう素の大気放出過程

 3.8 短時間の全交流動力電源の喪失

  3.8.1 原因及び説明

  3.8.2 事故防止対策及び影響緩和対策

表

図

表

図
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  3.8.3 事故経過

  3.8.4 放射性物質の放出量及び線量の評価

   3.8.4.1 放射性物質の放出量

   3.8.4.2 線量の評価

  3.8.5 判断基準への適合性の検討

第3.8－1表 短時間の全交流動力電源の喪失時の放射性物質の放出量

第3.8－2表 短時間の全交流動力電源の喪失時の線量

第3.8－1図 短時間の全交流動力電源の喪失時の放射性物質の大気放
出過程

 3.9 安全評価における機能別の単一故障の仮定について

第3.9－1表 設計基準事故において仮定した単一故障

 3.10 結論

 3.11 参考文献一覧

表

図

表
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4. 立地評価事故

 4.1 序

 4.2 溶解槽における臨界

  4.2.1 事故の想定

  4.2.2 線量当量評価の種類

  4.2.3 放射性物質の放出量及び線量当量の評価

   4.2.3.1 放射性物質の放出量

   4.2.3.2 線量当量の評価

第4.2－1表 溶解槽における臨界時の放射性物質生成量及び諸定数
（立地評価事故）

第4.2－2表 溶解槽における臨界時の溶液中の放射性物質濃度（立地
評価事故）

第4.2－3表 溶解槽における臨界時の放射性物質の放出量（立地評価
事故）

第4.2－4表 溶解槽における臨界時の核分裂による放射線の発生数
（立地評価事故）

第4.2－5表 溶解槽における臨界時の線量当量（立地評価事故）

第4.2－6表 溶解槽における臨界時の全身線量（実効線量当量）の人
口積算値（立地評価事故）（1985年の人口)

第4.2－7表 溶解槽における臨界時の全身線量（実効線量当量）の人
口積算値（立地評価事故）（2040年の人口)

第4.2－1図(1) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程（希
ガス及びよう素）（立地評価事故）

第4.2－1図(2) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程（希
ガス及びよう素以外の核種）（立地評価事故）

 4.3 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災

  4.3.1 事故の想定

  4.3.2 線量当量評価の種類

  4.3.3 放射性物質の放出量及び線量当量の評価

   4.3.3.1 放射性物質の放出量

   4.3.3.2 線量当量の評価

表

図
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第4.3－1表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の燃
焼有機溶媒中の放射性物質濃度（立地評価事故）

第4.3－2表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の放
射性物質の放出量（立地評価事故）

第4.3－3表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の線
量当量（立地評価事故）

第4.3－4表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の全
身線量（実効線量当量）の人口積算値（立地評価事故）
（1985年の人口)

第4.3－5表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の全
身線量（実効線量当量）の人口積算値（立地評価事故）
（2040年の人口)

第4.3－1図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の放
射性物質の大気放出過程（立地評価事故）

 4.4 判断基準への適合性の検討

 4.5 結論

 4.6 参考文献一覧

表

図
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5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施する
ために必要な技術的能力

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（1／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（2／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（3／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（4／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（5／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（6／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（7／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（8／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（9／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（10／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（11／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（12／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（13／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（14／15）

第5－1表 重大事故等対処における手順の概要（15／15）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（1／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（2／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（3／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（4／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（5／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（6／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（7／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（8／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（9／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（10／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（11／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（12／14）

第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（13／14）

表
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第5－2表 重大事故等対策における操作の成立性（14／14）

第5－3表 事故対処するために必要な設備（1／16）　「前処理建
屋における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（2／16）　「精製建屋
における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（3／16）　「前処理建
屋における臨界事故の放射線分解水素の掃気」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（4／16）　「精製建屋
における臨界事故の放射線分解水素の掃気」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（5／16）　「前処理建
屋における臨界事故の廃ガス貯留設備による放射性物質
の貯留」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（6／16）　「精製建屋
における臨界事故の廃ガス貯留設備による放射性物質の
貯留」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（7／16）　「内部ルー
プへの通水」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（8／16）　「貯槽等へ
の注水」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（9／16）　「冷却コイ
ル等への通水」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（10／16）　「セルへの
導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（11／16）　「水素爆発
を未然に防止するための空気の供給」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（12／16）　「水素爆発
の再発を防止するための空気の供給」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（13／16）　「セルへの
導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（14／16）　「プルトニ
ウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプルトニウム濃縮
缶の加熱の停止」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（15／16）　「廃ガス貯
留設備による放射性物質の貯留」

第5－3表 事故対処するために必要な設備（16／16）　「燃料損傷
防止対策」

 5.1 重大事故等対策

  5.1.1 重大事故等対処設備に係る事項
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第5.1.1－1図 屋外のアクセスルート図

第5.1.1－2図 現場環境確認に用いるルート設定の基本方針

  5.1.2 復旧作業に係る事項

第5.1.2－1表 施設の復旧作業に必要な資機材

第5.1.2－2表 予備品として確保する部品の例（１／４）

第5.1.2－2表 予備品として確保する部品の例（２／４）

第5.1.2－2表 予備品として確保する部品の例（３／４）

第5.1.2－2表 予備品として確保する部品の例（４／４）

第5.1.2－3表 補修材による応急措置の例

第5.1.2－4表 活用可能な同型の既存機器の数量（１／４）

第5.1.2－4表 活用可能な同型の既存機器の数量（２／４）

第5.1.2－4表 活用可能な同型の既存機器の数量（３／４）

第5.1.2－4表 活用可能な同型の既存機器の数量（４／４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その１(１/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その１(２/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その１(３/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その１(４/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その２(１/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その２(２/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その２(３/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その３(１/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その３(２/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その３(３/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その３(４/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その４(１/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その４(２/４)

図

表

図
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第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その４(３/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その４(４/４)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その５(１/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その５(２/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その５(３/３)

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その６

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その７(１/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その７(２/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その７(３/４）

第5.1.2－1図 アクセスルート図　屋内　その７(４/４）

 5.1.3 支援に係る事項

第5.1.3－1図 全社対策本部の概要

第5.1.3－2図 防災組織全体図

 5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備

第5.1.4－1表 異常の検知から安全機能の喪失までの判断(1/2)

第5.1.4－1表 異常の検知から安全機能の喪失までの判断(2/2)

第5.1.4－2表 非常時対策組織の構成

第5.1.4－3表 実施組織の構成

第5.1.4－4表 支援組織の構成

第5.1.4－5表 宿直者の構成

第5.1.4－1図 制御建屋1階平面図

第5.1.4－2図 平常運転時の監視から対策の開始までの基本的な流れ

第5.1.4－3図 監視機能能及び制御機能の喪失から対策の開始までの流
れ

第5.1.4－4図 自然災害における対策の開始までの流れ

第5.1.4－5図 地震発生における対策の開始までの流れ

図

表

図

 8－目－16



第5.1.4－6図 文書体系図

第5.1.4－7図 非常時対策組織の体制図

第5.1.4－8図 非常時対策組織の初動体制及び全体体制の構成

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時0時間から24時間）（1／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時0時間から24時間）（2／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時24時間から48時間）（3／
20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時24時間から48時間）（4／
20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時48時間以降）（5／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として
発生する機能喪失の重畳時48時間以降）（6／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（放射線対応作業項
目）（7／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（情報把握計装設備
作業項目）（8／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（建屋外作業項目）
（9／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（建屋外作業項目）
（10／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（建屋外作業項目）
（11／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（制御建屋作業項
目）（12／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（使用済燃料受入
れ・貯蔵建屋作業項目）（13／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（前処理建屋作業項
目）（14／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（分離建屋作業項
目）（15／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（分離建屋作業項
目）（16／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（精製建屋作業項
目）（17／20）
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第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（ｳﾗﾝ・プルトニウ
ム混合脱硝建屋作業項目）（18／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋作業項目）（19／20）

第5.1.4－9図 重大事故等への対処に係る要員配置（高レベル廃液ガラ
ス固化建屋作業項目）（20／20）

第5.1.4－10図 六ヶ所村尾駮地区から緊急時対策所までのルート

第5.1.4－11図 全社対策本部の体制図

 5.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その
他のテロリズムへの対応における事項

  5.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備

   5.2.1.1 大規模損壊発生時の対応手順

   5.2.1.2 大規模損壊への対応を行うために必要な手順

  5.2.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備

   5.2.2.1 大規模損壊発生時の体制

   5.2.2.2 大規模損壊発生時の対応のための要員への教育及び訓練

   5.2.2.3 大規模損壊発生時の要員確保及び通常とは異なる被災時
に対する指揮命令系統の確立

   5.2.2.4 大規模損壊発生時の活動拠点

   5.2.2.5 大規模損壊発生時の支援体制の確立

  5.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（1／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（2／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（3／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（4／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（5／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（6／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（7／8）

第5.2.1－1表 自然現象が再処理施設へ与える影響評価（8／8）

第5.2.1－2表 大規模損壊へ至る可能性のある自然現象

図

表
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第5.2.1－1図 大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象の検討プ
ロセスの概要

第5.2.1－2図 大規模損壊発生時の対応全体概略フロー（再処理施設の
状態把握が困難な場合）
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6. 重大事故等の対処に係る有効性評価の基本的な考え方

 6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故
の発生を仮定する機器の特定

  6.1.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の考え方

  6.1.2 個々の重大事故の発生の仮定

  6.1.3 重大事故の発生を仮定する機器の特定結果

第6.1－1表 重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要
因となる可能性がある自然現象の選定結果

第6.1－2表 重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要
因となる可能性がある人為現象の選定結果

第6.1－3表 重大事故の起因となる機能喪失の要因となる自然現象と
他の自然現象の組合せの検討結果

第6.1－4表 機能喪失に至る前に対処が可能な自然現象と他の自然現
象の組合せ

第6.1－5表 臨界事故の発生を仮定する機器

第6.1－6表 冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を仮定する機器

第6.1－7表 放射線分解により発生する水素による爆発の発生を仮定
する機器

 6.2 評価対象の整理及び評価項目の設定

 6.3 評価に当たって考慮する事項

  6.3.1 安全機能を有する施設の安全機能の喪失に対する想定

  6.3.2 操作及び作業時間に対する想定

  6.3.3 環境条件の考慮

  6.3.4 有効性評価の範囲

 6.4 有効性評価に使用する計算プログラム

  6.4.1 臨界事故

  6.4.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固

  6.4.3 放射線分解により発生する水素による爆発

  6.4.4 有機溶媒等による火災又は爆発

  6.4.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷

  6.4.6 重大事故等の同時発生又は連鎖

表
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 6.5 有効性評価における評価の条件設定の方針

  6.5.1 評価条件設定の考え方

  6.5.2 共通的な条件

   6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間

   6.5.2.2 崩壊熱

   6.5.2.3 水素発生Ｇ値

   6.5.2.4 放射性物質量

   6.5.2.5 事故の影響を受ける割合及び機器の気相に移行する割合

   6.5.2.6 大気中への放出過程における放射性物質の除染係数

   6.5.2.7 放射性物質のセシウム－137 換算係数

   6.5.2.8 溶液，廃液，有機溶媒の温度

   6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量

 6.6 評価の実施

 6.7 解析コード及び評価条件の不確かさの影響評価方針

  6.7.1 解析コードにおける不確かさの影響評価

  6.7.2 評価条件の不確かさの影響評価

 6.8 重大事故等の同時発生又は連鎖

  6.8.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析

  6.8.2 重大事故等の同時発生

  6.8.3 重大事故等の連鎖

   6.8.3.1 重大事故等の連鎖の整理の考え方

   6.8.3.2 重大事故等の連鎖に係る検討方針

第6.8－1図 起因となる重大事故等（機器内）の事故影響が及ぶ安全
機能の概念図

 6.9 必要な要員及び資源の評価方針

  6.9.1 必要な要員

  6.9.2 必要な資源

 6.10 参考文献一覧

図
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7. 重大事故等に対する対策の有効性評価

 7.1 臨界事故への対処

  7.1.1 臨界事故の拡大防止対策

   7.1.1.1 臨界事故の拡大防止対策の具体的内容

   7.1.1.2 臨界事故の拡大防止対策の有効性評価

    7.1.1.2.1 有効性評価

    7.1.1.2.2 有効性評価の結果

    7.1.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.1.1.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.1.2 臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資源

  7.1.3 参考文献一覧

第7.1－1表 臨界事故の発生を仮定する機器

第7.1－2表 前処理建屋における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自
動供給の手順と設備の関係

第7.1－3表 精製建屋における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動
供給の手順と設備の関係

第7.1－4表 前処理建屋における臨界事故の放射線分解水素の掃気の
手順と設備の関係

第7.1－5表 精製建屋における臨界事故の放射線分解水素の掃気の手
順と設備の関係

第7.1－6表 前処理建屋における臨界事故の廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留の手順と設備の関係

第7.1－7表 精製建屋における臨界事故の廃ガス貯留設備による放射
性物質の貯留の手順と設備の関係

第7.1－8表 臨界事故において安全機能の喪失を想定する機器

第7.1－9表 臨界事故の拡大防止対策に使用する設備

第7.1－10表 可溶性中性子吸収材の自動供給に係る主要な評価条件

第7.1－11表 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る主
要な評価条件（共通条件）

第7.1－12表 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る主
要な評価条件（個別条件）

第7.1－13表 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る主
要な評価条件（溶液由来の放射線分解水素）

表
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第7.1－14表 大気中への放射性物質の放出量の算出に係る主要な評価
条件

第7.1－15表 可溶性中性子吸収材供給後の実効増倍率

第7.1－16表 臨界事故発生後の機器内の 大水素濃度及び水素濃度平
衡値

第7.1－17表 溶解槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放
出量

第7.1－18表 エンドピース酸洗浄槽における臨界事故時の大気中への
放射性物質の放出量

第7.1－19表 ハル洗浄槽における臨界事故時の大気中への放射性物質
の放出量

第7.1－20表 第５一時貯留処理槽における臨界事故時の大気中への放
射性物質の放出量

第7.1－21表 第７一時貯留処理槽における臨界事故時の大気中への放
射性物質の放出量

第7.1－22表 溶解槽における大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－
137換算）

第7.1－23表 エンドピース酸洗浄槽における大気中への放射性物質の
放出量（Ｃｓ－137換算）

第7.1－24表 ハル洗浄槽における大気中への放射性物質の放出量（Ｃ
ｓ－137換算）

第7.1－25表 第５一時貯留処理槽における大気中への放射性物質の放
出量（Ｃｓ－137換算）

第7.1－26表 第７一時貯留処理槽における大気中への放射性物質の放
出量（Ｃｓ－137換算）

第7.1－1図 可溶性中性子吸収材の自動供給の概要図

第7.1－2図 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気及び廃ガ
ス貯留設備による放射性物質の貯留の概要図

第7.1－3図 前処理建屋 臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（可
溶性中性子吸収材の自動供給）

第7.1－4図 精製建屋 臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（可溶
性中性子吸収材の自動供給）

第7.1－5図(1) 臨界事故に対処するための手順の概要（前処理建屋）
（１／２）

第7.1－5図(2) 臨界事故に対処するための手順の概要（前処理建屋）
（２／２）

図
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第7.1－6図(1) 臨界事故に対処するための手順の概要（精製建屋）（１
／２）

第7.1－6図(2) 臨界事故に対処するための手順の概要（精製建屋）（２
／２）

第7.1－7図 前処理建屋　臨界事故の拡大防止対策に必要な作業，
要員及び所要時間

第7.1－8図 精製建屋　臨界事故の拡大防止対策に必要な作業， 要
員及び所要時間

第7.1－9図 前処理建屋　臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（臨
界事故により発生する放射線分解水素の掃気）

第7.1－10図 精製建屋　臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（臨界
事故により発生する放射線分解水素の掃気）

第7.1－11図 前処理建屋　臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（廃
ガス貯留設備による放射性物質の貯留）

第7.1－12図 精製建屋　臨界事故の拡大防止対策の系統概要図（廃ガ
ス貯留設備による放射性物質の貯留）

第7.1－13図(1) フォールトツリー分析（溶解槽）

第7.1－13図(2) フォールトツリー分析（エンドピース酸洗浄槽）

第7.1－13図(3) フォールトツリー分析（ハル洗浄槽）

第7.1－13図(4) フォールトツリー分析（精製建屋　第５一時貯留処理
槽）

第7.1－13図(5) フォールトツリー分析（精製建屋　第７一時貯留処理
槽）

第7.1－14図 核分裂出力， 実効増倍率及び大気中への放射性物質の
放出率の推移　概念図

第7.1－15図 溶解槽の機器内水素濃度の推移

第7.1－16図 エンドピース酸洗浄槽の機器内水素濃度の推移

第7.1－17図 ハル洗浄槽の機器内水素濃度の推移

第7.1－18図 第５一時貯留処理槽の機器内水素濃度の推移

第7.1－19図 第７一時貯留処理槽の機器内水素濃度の推移

第7.1－20図 溶解槽における放射性物質の大気放出過程

第7.1－21図 エンドピース酸洗浄槽における放射性物質の大気放出過
程

第7.1－22図 ハル洗浄槽における放射性物質の大気放出過程

第7.1－23図 第５一時貯留処理槽における放射性物質の大気放出過程

第7.1－24図 第７一時貯留処理槽における放射性物質の大気放出過程
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 7.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処

  7.2.1 蒸発乾固の発生防止対策

   7.2.1.1 蒸発乾固の発生防止対策の具体的内容

   7.2.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価

    7.2.1.2.1 有効性評価

    7.2.1.2.2 有効性評価の結果

    7.2.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.2.1.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策

   7.2.2.1 蒸発乾固の拡大防止対策の具体的内容

    7.2.2.1.1 貯槽等への注水及び冷却コイル等への通水

     7.2.2.1.1.1 貯槽等への注水

     7.2.2.1.1.2 冷却コイル等への通水

    7.2.2.1.2 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

   7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価

    7.2.2.2.1 有効性評価

    7.2.2.2.2 有効性評価の結果

    7.2.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.2.2.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.2.3 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員
及び資源

  7.2.4 参考文献一覧

第7.2－1表 蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等

第7.2－2表 内部ループへの通水における手順及び設備の関係

第7.2－3表 有効性評価に係る主要評価条件（前処理建屋）

第7.2－4表 有効性評価に係る主要評価条件（分離建屋）

第7.2－5表 有効性評価に係る主要評価条件（精製建屋）

第7.2－6表 有効性評価に係る主要評価条件（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

表
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第7.2－7表 有効性評価に係る主要評価条件（高レベル廃液ガラス固
化建屋）

第7.2－8表 冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処に使用する設備

第7.2－9表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

第7.2－10表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員

第7.2－11表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果

第7.2－12表 分離建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

第7.2－13表 分離建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員

第7.2－14表 分離建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果

第7.2－15表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

第7.2－16表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員

第7.2－17表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果

第7.2－18表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固へ
の各対策に係る時間

第7.2－19表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固へ
の各対策に係る要員

第7.2－20表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固へ
の各対策に係る評価結果

第7.2－21表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対
策に係る時間

第7.2－22表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対
策に係る要員

第7.2－23表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対
策に係る評価結果

第7.2－24表 貯槽等への注水の手順及び設備の関係

第7.2－25表 冷却コイル等への通水の手順及び設備の関係

第7.2－26表 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
の手順及び設備の関係

第7.2－27表 凝縮水回収セル等

第7.2－28表 導出先セル

第7.2－29表 貯槽等ごとの設定値（前処理建屋）

第7.2－30表 貯槽等ごとの設定値（分離建屋）

第7.2－31表 貯槽等ごとの設定値（精製建屋）

第7.2－32表 貯槽等ごとの設定値（ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）
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第7.2－33表  貯槽等ごとの設定値（高レベル廃液ガラス固化建屋）

第7.2－34表 放射性物質の放出量（分離建屋）

第7.2－35表 放射性物質の放出量（精製建屋）

第7.2－36表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

第7.2－37表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋）

第7.2－38表 蒸発乾固が発生した場合の大気中への放射性物質の放出
量（セシウム－137換算）

第7.2－1図 内部ループへの通水による冷却の概要図

第7.2－2図 貯槽等への注水の概要図

第7.2－3図 冷却コイル等への通水による冷却の概要図

第7.2－4図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
の概要図

第7.2－5図(1) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための系統概
要図（内部ループへの通水）

第7.2－5図(2) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための系統概
要図（貯槽等への注水）

第7.2－5図(3) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための系統概
要図（冷却コイル等への通水）

第7.2－5図(4) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための系統概
要図（セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系によ
る対応）

第7.2－6図 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順の
概要

第7.2－7図 精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その１）

第7.2－7図 精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その２）

第7.2－7図 精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その３）

第7.2－7図 精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その４）

第7.2－8図 精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その１）

第7.2－8図 精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その２）

図
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第7.2－8図 精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その３）

第7.2－8図 精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの
通水に必要な要員及び作業項目（その４）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その１ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その２ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その３ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その４ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その５ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その６ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その７ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その８ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その９ ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その10 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その11 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その12 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その13 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その14 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その15 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その16 ）

第7.2－9図 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（ その17 ）

第7.2－10図 安全冷却水系の系統概要図
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第7.2－11図 前処理建屋内部ループ構成概要図(機器グループ)

第7.2－12図 分離建屋内部ループ構成概要図(機器グループ)

第7.2－13図 精製建屋内部ループ構成概要図(機器グループ)

第7.2－14図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループ構成概要
図(機器グループ)

第7.2－15図 高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ構成概要図(機
器グループ)

第7.2－16図 内部ループへの通水実施時の計量前中間貯槽に内包する
高レベル廃液等の温度傾向

第7.2－17図 内部ループへの通水実施時の高レベル廃液濃縮缶に内包
する高レベル廃液等の温度傾向

第7.2－18図 内部ループへの通水実施時のプルトニウム濃縮液一時貯
槽に内包する高レベル廃液等の温度傾向

第7.2－19図 内部ループへの通水実施時の硝酸プルトニウム貯槽に内
包する高レベル廃液等の温度傾向

第7.2－20図 内部ループへの通水実施時の高レベル廃液混合槽に内包
する高レベル廃液等の温度傾向

第7.2－21図 精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等
への注水，冷却コイル等への通水，セルへの導出経路の
構築及び代替セル排気系による対応に必要な要員及び作
業項目（その１）

第7.2－21図 精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等
への注水，冷却コイル等への通水，セルへの導出経路の
構築及び代替セル排気系による対応に必要な要員及び作
業項目（その２）

第7.2－21図 精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等
への注水，冷却コイル等への通水，セルへの導出経路の
構築及び代替セル排気系による対応に必要な要員及び作
業項目（その３）

第7.2－22図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の計量
前中間貯槽に内包する高レベル廃液等の温度及び液量傾
向

第7.2－23図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の高レ
ベル廃液濃縮缶に内包する高レベル廃液等の温度及び液
量傾向

第7.2－24図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時のプル
トニウム濃縮液一時貯槽に内包する高レベル廃液等の温
度及び液量傾向

第7.2－25図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の硝酸
プルトニウム貯槽に内包する高レベル廃液等の温度及び
液量傾向
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第7.2－26図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の高レ
ベル廃液混合槽に内包する高レベル廃液等の温度及び液
量傾向

第7.2－27図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の計量前中間貯槽に内包する高レベル廃液等の温
度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－28図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の前処理建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－29図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の高レベル廃液濃縮缶に内包する高レベル廃液等
の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－30図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の分離建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－31図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時のプルトニウム濃縮液一時貯槽に内包する高レベ
ル廃液等の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－32図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の精製建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－33図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の硝酸プルトニウム貯槽に内包する高レベル廃液
等の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－34図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋からの放出
及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－35図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の高レベル廃液混合槽に内包する高レベル廃液等
の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向

第7.2－36図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の高レベル廃液ガラス固化建屋からの放出及び蒸
気の凝縮傾向

第7.2－37図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋）

第7.2－38図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋）

第7.2－39図 放射性物質の大気放出過程（ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

第7.2－40図 放射性物質の大気放出過程（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

 7.3 放射線分解により発生する水素による爆発への対処

  7.3.1 水素爆発の発生防止対策
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   7.3.1.1 水素爆発の発生防止対策の具体的内容

   7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価

    7.3.1.2.1 有効性評価

    7.3.1.2.2 有効性評価の結果

    7.3.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.3.1.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.3.2 水素爆発の拡大防止対策

   7.3.2.1 水素爆発の拡大防止対策の具体的内容

    7.3.2.1.1 水素爆発の再発を防止するための空気の供給

    7.3.2.1.2 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

   7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価

    7.3.2.2.1 有効性評価

    7.3.2.2.2 有効性評価の結果

    7.3.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.3.2.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.3.3 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員
及び資源

  7.3.4 参考文献一覧

第7.3－1表 水素爆発の発生を仮定する貯槽等

第7.3－2表 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の手順及び
設備の関係

第7.3－3表 有効性評価に係る主要評価条件（前処理建屋）

第7.3－4表 有効性評価に係る主要評価条件（分離建屋）

第7.3－5表 有効性評価に係る主要評価条件（精製建屋）

第7.3－6表 有効性評価に係る主要評価条件（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋）

第7.3－7表 有効性評価に係る主要評価条件（高レベル廃液ガラス固
化建屋）

第7.3－8表 水素爆発への対処に使用する設備

第7.3－9表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る時間

第7.3－10表 前処理建屋における水素爆発の各対策に係る要員

第7.3－11表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果

表
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第7.3－12表 前処理建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果
（水素濃度）

第7.3－13表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る時間

第7.3－14表 分離建屋における水素爆発の各対策に係る要員

第7.3－15表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果

第7.3－16表 分離建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果
（水素濃度）

第7.3－17表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る時間

第7.3－18表 精製建屋における水素爆発の各対策に係る要員

第7.3－19表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果

第7.3－20表 精製建屋における水素爆発への各対策に係る評価結果
（水素濃度）

第7.3－21表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発へ
の各対策に係る時間

第7.3－22表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発の
各対策に係る要員

第7.3－23表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発へ
の各対策に係る評価結果

第7.3－24表 ウラン･プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発へ
の各対策に係る評価結果（水素濃度）

第7.3－25表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対
策に係る時間

第7.3－26表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発の各対策
に係る要員

第7.3－27表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対
策に係る評価結果

第7.3－28表 高レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発への各対
策に係る評価結果（水素濃度）

第7.3－29表 水素爆発の再発を防止するための空気の供給の手順及び
設備の関係

第7.3－30表 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
の手順及び設備の関係

第7.3－31表 導出先セル

第7.3－32表 水封安全器が設置されている導出先セル

第7.3－33表 放射性物質の放出量（セシウム－137換算)

第7.3－34表 放射性物質の放出量（前処理建屋）
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第7.3－35表 放射性物質の放出量（分離建屋）

第7.3－36表 放射性物質の放出量（精製建屋）

第7.3－37表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

第7.3－38表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋）

第7.3－1図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の概要図

第7.3－2図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給の概要図

第7.3－3図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
の概要図

第7.3－4図 水素爆発に対処するための設備の系統概要図（精製建
屋）（水素爆発を未然に防止するための空気の供給に使
用する設備）

第7.3－4図 水素爆発に対処するための設備の系統概要図（精製建
屋）（水素爆発の再発を防止するための空気の供給に使
用する設備）

第7.3－4図 水素爆発に対処するための設備の系統概要図（精製建
屋）（セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系によ
る対応に使用する設備）

第7.3－4図 水素爆発に対処するための設備の系統概要図（精製建
屋）（「放射線分解により発生する水素による爆発」の
発生を想定する対象機器）

第7.3－5図 水素掃気機能の喪失による水素爆発に対処するための手
順の概要（精製建屋）

第7.3－6図 精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気
の供給に必要な要員及び作業項目（１／３）

第7.3－6図 精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気
の供給に必要な要員及び作業項目（２／３）

第7.3－6図 精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気
の供給に必要な要員及び作業項目（３／３）

第7.3－7図 火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然
に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目
（１／３）

第7.3－7図 火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然
に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目
（２／３）

第7.3－7図 火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然
に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目
（３／３）

図
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第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その１）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その２）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その３）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その４）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その５）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その６）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その７）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その８）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その９）

第7.3－8図 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策のフォールト
ツリー分析（その10）

第7.3－9図 安全圧縮空気系の系統概要図

第7.3－10図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の計
量前中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋）

第7.3－11図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の第
２一時貯留処理槽の水素濃度の傾向（分離建屋）

第7.3－12図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時のプ
ルトニウム濃縮液一時貯槽の水素濃度の傾向（精製建
屋）

第7.3－13図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の硝
酸プルトニウム貯槽の水素濃度の傾向（ウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

第7.3－14図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の高
レベル濃縮廃液貯槽の水素濃度の傾向（高レベル廃液ガ
ラス固化建屋）

第7.3－15図 精製建屋における水素爆発の再発を防止するための空気
の供給，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系に
よる対応に必要な要員及び作業項目

第7.3－16図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の計
量前中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋）
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第7.3－17図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の第
２一時貯留処理槽の水素濃度の傾向（分離建屋）

第7.3－18図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時のプ
ルトニウム溶液供給槽の水素濃度の傾向（精製建屋）

第7.3－19図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の硝
酸プルトニウム貯槽の水素濃度の傾向（ウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

第7.3－20図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の高
レベル濃縮廃液貯槽の水素濃度の傾向（高レベル廃液ガ
ラス固化建屋）

第7.3－21図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の前処理建屋からの放出の傾向

第7.3－22図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の分離建屋からの放出の傾向

第7.3－23図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の精製建屋からの放出の傾向

第7.3－24図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋からの放出
の傾向

第7.3－25図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応
実施時の高レベル廃液ガラス固化建屋からの放出の傾向

第7.3－26図 放射性物質の大気放出過程（前処理建屋）

第7.3－27図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋）

第7.3－28図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋）

第7.3－29図 放射性物質の大気放出過程（ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

第7.3－30図 放射性物質の大気放出過程（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

 7.4 有機溶媒等による火災又は爆発への対処

  7.4.1 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策

   7.4.1.1 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策の具体
的内容

    7.4.1.1.1 プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプルトニ
ウム濃縮缶の加熱の停止

    7.4.1.1.2 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留

   7.4.1.2 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策の有効
性評価
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    7.4.1.2.1 有効性評価

    7.4.1.2.2 有効性評価の結果

    7.4.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.4.1.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.4.2 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策に必要
な要員及び資源

  7.4.3 参考文献一覧

第7.4－1表 プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプルトニ
ウム濃縮缶の加熱の停止における手順及び設備の関係

第7.4－2表 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留における手順及
び設備の関係

第7.4－3表 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の対処に使用する設備

第7.4－4表(1) 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮
缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性物質
の放出量（セル排気系からの放射性物質の放出量）

第7.4－4表(2) 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮
缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性物質
の放出量（塔槽類廃ガス処理設備からの放射性物質の放
出量）

第7.4－5表 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮
缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性物質
の放出量（セシウム－137換算値）

第7.4‐1図 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備
の系統概要図（プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停
止，プルトニウム濃縮缶の加熱の停止）

第7.4‐2図 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備
の系統概要図（廃ガス貯留設備による放射性物質の貯
留）

第7.4‐3図(1) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備
の系統概要図（プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停
止）

第7.4‐3図(2) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備
の系統概要図（プルトニウム濃縮缶の加熱の停止）

第7.4‐4図 「プルトニウム濃縮缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応」の手順の概要
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第7.4‐5図 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止のための措
置の作業及び所要時間（プルトニウム濃縮缶への供給液
の供給停止，プルトニウム濃縮缶の加熱の停止，廃ガス
貯留設備による放射性物質の貯留）

第7.4‐6図 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備
の系統概要図（廃ガス貯留設備による放射性物質の貯
留）

第7.4‐7図 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生時における放射性
物質の放出率の推移　概念図

第7.4‐8図(1) プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分
解反応の発生による放射性物質の大気放出過程（セルか
らの排気系からの放射性物質の放出量）

第7.4‐8図(2) プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分
解反応の発生による放射性物質の大気放出過程（塔槽類
廃ガス処理設備からの放射性物質の放出量）

第7.4‐9図 プルトニウム濃縮缶の運転概要並びにプルトニウム濃度
及びＴＢＰ量の推移

 7.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷への対処

  7.5.1 想定事故１の燃料損傷防止対策

   7.5.1.1 想定事故１の燃料損傷防止対策の具体的内容

   7.5.1.2 想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性評価

    7.5.1.2.1 有効性評価

    7.5.1.2.2 有効性評価の結果

    7.5.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.5.1.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.5.2 想定事故２の燃料損傷防止対策

   7.5.2.1 想定事故２の燃料損傷防止対策の具体的内容

   7.5.2.2 想定事故２の燃料損傷防止対策の有効性評価

    7.5.2.2.1 有効性評価

    7.5.2.2.2 有効性評価の結果

    7.5.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖

    7.5.2.2.4 判断基準への適合性の検討

  7.5.3 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な
要員及び資源
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   7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源

   7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源

第7.5－1表 想定事故１及び想定事故２の発生を想定する設備

第7.5－2表 燃料損傷防止対策（想定事故１）の対策の手順及び設備
の関係

第7.5－3表 燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移評価に係る主要
評価条件（想定事故１）

第7.5－4表 燃料損傷防止対策において使用する設備

第7.5－5表 燃料貯蔵プール等のプール水が沸騰に至るまでの時間
（想定事故１）

第7.5－6表 燃料損傷防止対策（想定事故２）の対策の手順及び設備
の関係

第7.5－7表 燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移評価に係る主要
評価条件（想定事故２）

第7.5－8表 燃料貯蔵プール等のプール水が沸騰に至るまでの時間
（想定事故２）

第7.5－1図 燃料損傷防止対策系統概要図

第7.5－2図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対処手順の
概要（想定事故１）（対応フロー）

第7.5－3図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その１）

第7.5－3図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その２)

第7.5－3図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その３）

第7.5－4図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その１）

第7.5－4図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その２）

第7.5－4図 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その３）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（１／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（２／ 16）
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第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（３／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（４／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（５／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（６／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（７／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（８／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（９／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（10／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（11／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（12／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（13／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（14／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（15／ 16）

第7.5－5図 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策の
フォールトツリー分析（16／ 16）

第7.5－6図 プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備の系統概
要図

第7.5－7図 想定事故１における燃料貯蔵プール等の水位の推移

第7.5－8図 想定事故１における燃料貯蔵プール等の水温の推移

第7.5－9図 想定事故１ における燃料貯蔵プール等の水位と線量率
の関係

第7.5－10図 「燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失」の対応手順の
概要（想定事故２）（対応フロー）

第7.5－11図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その１）
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第7.5－11図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その２）

第7.5－11図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（その３）

第7.5－12図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その１）

第7.5－12図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その２）

第7.5－12図 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び作業項
目（建屋外）（その３）

第7.5－13図 想定事故２における燃料貯蔵プール等の水位の推移

第7.5－14図 想定事故２における燃料貯蔵プール等の水温の推移

第7.5－15図 想定事故２ における燃料貯蔵プール等の水位と線量率
の関係

 7.6 放射性物質の漏えいへの対処

 7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処

  7.7.1 重大事故等の同時発生

   7.7.1.1 同時発生が想定される重大事故等の種類と想定する条件

   7.7.1.2 重大事故等が同時発生した場合の有効性評価の範囲

   7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場合の拡大防止対策の有効性
評価

    7.7.1.3.1 有効性評価

    7.7.1.3.2 有効性評価の結果

    7.7.1.3.3 判断基準への適合性の検討

   7.7.1.4 重大事故等が同時発生した場合の必要な要員及び資源

  7.7.2 重大事故等の連鎖

   7.7.2.1 臨界事故

   7.7.2.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固

   7.7.2.3 放射線分解により発生する水素による爆発

   7.7.2.4 有機溶媒等による火災又は爆発（ＴＢＰ等の錯体の急激
な分解反応）

   7.7.2.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷

   7.7.2.6 分析結果
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第7.7－1表 重大事故等の同時発生を仮定する機器と重大事故等の種
類の関係

第7.7－2表 前処理建屋における同時発生時の水素爆発に係る評価結
果

第7.7－3表 分離建屋における同時発生時の水素爆発に係る評価結果

第7.7－4表 精製建屋における同時発生時の水素爆発に係る評価結果

第7.7－5表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における同時発生時
の水素爆発に係る評価結果

第7.7－6表 高レベル廃液ガラス固化建屋における同時発生時の水素
爆発に係る評価結果

第7.7－7表 重大事故等が同時発生した場合の大気中への放射性物質
の放出量（セシウム－137換算）

第7.7－1図 冷却機能喪失及び水素掃気機能喪失の同時発生時のプル
トニウム濃縮液一時貯槽の水素濃度の傾向（精製建屋）

 7.8 必要な要員及び資源の評価

  7.8.1 必要な要員及び資源の評価の条件

  7.8.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果

  7.8.3 重大事故等対策時に必要な水源，燃料及び電源の評価結
果

   7.8.3.1 水源の評価結果

   7.8.3.2 燃料の評価結果

   7.8.3.3 電源の評価結果

第7.8－1図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処
理建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－1図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処
理建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－1図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処
理建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その１）
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第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その５）

第7.8－2図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離
建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

第7.8－3図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製
建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－3図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製
建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－3図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製
建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－4図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び
作業項目（その１）

第7.8－4図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び
作業項目（その２）

第7.8－4図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び
作業項目（その３）

第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その１）

第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その２）

第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その３）

第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その４）

第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その５）
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第7.8－5図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レ
ベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項
目（その６）

第7.8－6図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項
目（その１）

第7.8－6図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項
目（その２）

第7.8－6図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項
目（その３）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その４）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その５）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その６）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その７）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その８）

第7.8－7図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋
外における必要な要員及び作業項目（その９）

第7.8－8図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御
建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－8図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御
建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－8図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御
建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－9図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射
線対応における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－9図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射
線対応における必要な要員及び作業項目（その２）
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第7.8－9図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射
線対応における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－10図 地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の情報
把握計装設備における必要な要員及び作業項目

第7.8－11図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その
１）

第7.8－11図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その
２）

第7.8－11図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その
３）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その５）

第7.8－12図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

第7.8－13図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－13図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－13図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－14図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要
員及び作業項目（その１）

第7.8－14図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要
員及び作業項目（その２）

第7.8－14図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要
員及び作業項目（その３）
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第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その１）

第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その２）

第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その３）

第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その４）

第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その５）

第7.8－15図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び
作業項目（その６）

第7.8－16図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び
作業項目（その１）

第7.8－16図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び
作業項目（その２）

第7.8－16図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び
作業項目（その３）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その４)

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その５）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その６）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その７）
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第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その８）

第7.8－17図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の建屋外における必要な要員及び作業項目（その９）

第7.8－18図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

第7.8－18図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

第7.8－18図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

第7.8－19図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その
１）

第7.8－19図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その
２）

第7.8－19図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その
３）

第7.8－20図 火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合
の情報把握計装設備における必要な要員及び作業項目
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添付１　 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施する
ために必要な技術的能力

添付２ 重大事故の発生を仮定する機器の特定結果

添付３ 全身線量の人口積算値について

添付
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1. 安全評価に関する基本方針 

1.1 基本的考え方 

 (１) 再処理設備及びその附属施設（以下「再処理施設」という。）の安

全評価の目的は，以下のとおりである。 

 ａ．安全設計の基本方針の妥当性の確認 

 再処理施設が固有の安全性と安全確保のために設計した設備により安

全に運転できることを示し，再処理施設の設計の基本方針に深層防護の

考え方が適切に採用されていることを確認するために，運転時の異常な

過渡変化及び設計基準事故（以下「事故等」という。）を選定し評価す

る。 

 ｂ．再処理施設と一般公衆との離隔距離の妥当性の確認 

 再処理施設で，設計基準事象の範囲を超える放射性物質の放出量を仮

想し，再処理施設と一般公衆との離隔距離の妥当性を確認する。 

 (２) 再処理施設の安全設計の基本方針の妥当性は，「再処理施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」により，また，再処理施設と一般

公衆との離隔距離の妥当性は，「再処理施設安全審査指針」に基づき，

「核燃料施設の立地評価上必要なプルトニウムに関するめやす線量に

ついて」を適用するほか，「原子炉立地審査指針」及び「原子炉立地

審査指針を適用する際に必要な暫定的な判断のめやす」を参考にして，

それぞれ判断されるが，これらの判断の過程で行う安全評価は，次の

とおり行う。 

 ａ．事故等の評価 

 安全設計の基本方針の妥当性を判断するために行う安全評価において

は，放射性物質が存在する再処理施設内の工程ごとに，事故等を想定

し，それらの発生の可能性と影響との関連において各種の安全設計の妥
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当性を確認する観点から事故等を選定し評価する。 

ここで，事故等の評価の対象とする工程を第1.1－１表に示す。 

また，事故等の評価は，運転時の異常な過渡変化に係る事象と設計基

準事故に係る事象に分けて行うものとする。 

 ｂ．立地評価事故の評価 

 再処理施設と一般公衆との離隔距離の妥当性を判断するために行う安

全評価においては，設計基準事象よりはその発生する可能性は更に小さ

いが，設計基準事象の範囲を超える放射性物質の放出量を工学的観点か

ら仮想し，これを立地評価事故として評価する。 
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1.1.1 運転時の異常な過渡変化 

1.1.1.1 定  義 

  運転時の異常な過渡変化とは，運転時に予想される機械又は器具の単一

の故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の

頻度で発生すると予想される外乱によって発生する異常な状態であって，

当該状態が継続した場合には温度，圧力，流量その他の再処理施設の状態

を示す事項（以下「運転状態」という。）が安全設計上許容される範囲を

超えるおそれがあるものとして安全設計上想定すべき事象とする。 

 

1.1.1.2 事象の検討及び選定 

  再処理施設において評価する事象は，「再処理施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則」に基づき，再処理施設の各工程について機器ごと

に，次のような観点から運転が計画されていない状態に至る事象を検討し，

選定する。 

 (１) 運転時の異常な過渡変化の候補事象の検討 

   放射性物質が存在する再処理施設内の工程ごとに，第1.1－２表に示

す動的機器の単一故障等を起因事象として発生する物質の出入り，エ

ネルギの出入り及び固体の位置又は経路の変化，並びに外部電源喪失

に着目して運転時の異常な過渡変化の候補事象を検討す
（ １ ）

る。 

 この場合，変動を放置しても設計基準事故に波及，拡大しないことが

明らかな事象は候補事象としない。 

 また，起因事象のうち静的機器の破損による異常事象は，設計基準事

故で検討する。 

 (２) 運転時の異常な過渡変化の選定 

   前項で検討した候補事象の中から次の事象を除いたものを，安全設計
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の妥当性を評価する観点から，運転時の異常な過渡変化として選定す

る。
（ １ ）

 

 ａ．信頼性の高い自動起動の予備系の作動により，安全機能が維持される

事象 

 ｂ．変動が十分緩慢な事象で通常の運転管理によって施設の安全性が確実

に維持できる次の事象 

 (ａ) 異常の発生から，火災，爆発，臨界の発生及び閉じ込め機能の喪失

を防止するために設定された熱的，化学的又は核的な最大許容限度並

びに放射性物質の放出に当たっては平常時の年間の線量（以下「最大

許容限度等」という。）に至る時間が１日以上で，かつ，修理が容易

な事象 

 (ｂ) 異常の発生から最大許容限度等に至る時間が30分以上１日未満の事

象で，異常の検知性，修理の容易性を総合的に考慮して施設の安全性

が確実に維持できる事象 

 このようにして選定した事象を工程ごとに，かつ，第1.1－３表に示

す波及，拡大した場合の異常の種類又は拡大防止対策に着目した分類項

目ごとに整理したものを，第1.1－４表に示す。 

 (３) 代表事象の選定 

   上記(１)，(２)で選定した事象を，第1.1－３表に示す分類項目に従って

類似事象ごとにまとめ，この類似事象の中から事象の内容と拡大防止

対策の類似性を考慮し，事象の進展が最も厳しい事象を代表事象とし

て選定する。 

 ここで，最も厳しい事象を選定するに当たっては，最大許容限度に至

るまでの時間余裕の有無又は事象が波及，拡大した場合の影響の大きさ

に着目する。 
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 上記の考え方に従った運転時の異常な過渡変化の分類と代表事象の選

定結果を第1.1－５表に示す。 

 事象の厳しさの判断基準として，影響の大きさ（異常事象が波及，拡

大した場合の公衆の線量の観点から，機器の放射性物質保有量を相対

的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1とする。）を考慮し，代表

事象を選定する。ただし，臨界への拡大については，臨界安全管理の方

法を考慮し，事象の厳しさを相対的にＡ＞Ｂ＞Ｃとし，代表事象を選定

する。 

 選定した代表事象を下記に示す。 

 ａ．プルトニウム精製設備の逆抽出塔での逆抽出用液の流量低下による有

機溶媒の温度異常上昇（以下「プルトニウム精製設備の逆抽出塔での

有機溶媒の温度異常上昇」という。） 

 ｂ．高レベル廃液処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶

での一次蒸気の流量増大による加熱蒸気の温度異常上昇（以下「高レ

ベル廃液濃縮缶における加熱蒸気の温度異常上昇」という。） 

 ｃ．ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系の還元炉での還元

用窒素・水素混合ガス（以下「還元ガス」という。）中の水素濃度異

常上昇（以下「ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉での還元

ガス中の水素濃度異常上昇」という。） 

 ｄ．分配設備のプルトニウム分配塔，プルトニウム洗浄器での還元剤の流

量低下によるプルトニウム濃度異常上昇（以下「分配設備のプルトニ

ウム洗浄器におけるプルトニウム濃度異常上昇」という。） 

 ｅ．高レベル廃液処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶

凝縮器での冷却能力の低下による廃ガス中蒸気量の増大（以下「高レ

ベル廃液濃縮缶凝縮器での冷却能力の低下による廃ガス中蒸気量の増
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大」という。） 

 ｆ．ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系の還元炉の温度異

常上昇（以下「ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉の温度異

常上昇」という。） 

 ｇ．外部電源喪失 

 

   選定した代表事象の評価によって，再処理施設の安全設計の妥当性が

確認できる理由は，以下のとおりである。 

 ａ．再処理施設内の工程ごとに物質の出入り，エネルギの出入り及び固体

の位置又は経路の変化，並びに外部電源喪失に着目して，運転時の異

常な過渡変化の候補事象を検討した上で運転時の異常な過渡変化に係

る事象を選定した。 

 ｂ．運転時の異常な過渡変化に係る事象の評価によって確認する事項は，

深層防護の考え方における拡大防止対策の妥当性である。 

   代表事象の選定に当たっては，類似の事象が波及，拡大した場合の異

常事象の種類を考慮して拡大防止対策に係る設備対応の観点からまと

め，この類似事象の中から最大許容限度に至るまでの時間余裕の有無

又は事象が波及，拡大した場合の影響の大きさに着目して最も厳しい

事象で代表させた。したがって，この代表事象を評価すれば類似の他

の事象に係る安全設計の妥当性も合わせて評価したことになる。 

   また，外部電源喪失については，工程ごとに運転時の異常な過渡変化

として評価し，全施設の評価結果を総合して代表事象とした。 

 

1.1.1.3 判断基準 

  運転時の異常な過渡変化の判断基準は，運転時の異常な過渡変化時にお
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いて，運転状態を安全設計上許容される範囲内に維持できることであり，

次のとおりである。 

 (１) 工程内の溶液の温度又は気体の組成が，火災及び爆発の発生を防止

するために設定された熱的又は化学的な「最大許容限度」を超えない

こと。この主な「最大許容限度」は，次のとおりである。 

 ａ．有機溶媒火災については，化学的制限値であるｎ－ドデカンの引火点

  74℃ 

 ｂ．りん酸三ブチル（以下「ＴＢＰ」という。）又はその分解生成物であ

るりん酸二ブチル，りん酸一ブチル（以下「ＴＢＰ等」という。）と

硝酸，硝酸ウラニル又は硝酸プルトニウムの錯体（以下「ＴＢＰ等の

錯体」という。）の急激な分解反応については，急激な分解反応の開

始温度の下限値135℃ 

 ｃ．水素濃度上昇については，空気中での可燃限界濃度であるドライ換算

4.0ｖｏｌ％又は還元ガス中の可燃限界濃度であるドライ換算6.4ｖｏｌ％ 

 (２) 工程内の核燃料物質の濃度が，核的な「最大許容限度」を超えない

こと。この「最大許容限度」は，推定臨界下限値を下回る値として定

めた未臨界濃度である。 

 (３) 工程内の溶液又は機器等の温度が，沸騰による多量のミストの生成

又は機器の損傷を原因とする閉じ込め機能の喪失を防止するために設

定された熱的な「最大許容限度」を超えないこと。この主な「最大許

容限度」は，次のとおりである。 

 ａ．冷却機能喪失については，溶液の沸点 

 ｂ．機器の過加熱については，機器の閉じ込めを形成する材料の最高使用

温度 

 (４) 運転時の異常な過渡変化に伴って，放射性物質の放出があっても，
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この放出量は，平常時の線量評価の際に設定された年間の放出量を十

分下回っていること。 
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1.1.2 設計基準事故 

1.1.2.1 定  義 

  設計基準事故とは，発生頻度が「1.1.1 運転時の異常な過渡変化」で

記載する運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって，当該状態

が発生した場合には再処理施設から多量の放射性物質が放出するおそれが

あるものとして安全設計上想定すべき事象とする。 

 

1.1.2.2 事象の検討及び選定 

  再処理施設において評価する事象は，「再処理施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則」に基づき，再処理施設の各工程について機器ごと

に，次の観点から放射性物質を外部に放出する可能性のある事象を検討し，

選定する。 

 (１) 設計基準事故の候補事象の検討 

   設計基準事故の候補事象は，次の事象を検討する
（ １ ）

。 

 ａ．運転時の異常な過渡変化に係る事象の選定で検討した事象のうち，発

生の可能性との関連で火災・爆発，臨界等により放射性物質の閉じ込

め機能を損なうおそれがある事象 

 ｂ．各種機器及び配管の破損，故障による漏えい及び機能喪失並びに使用

済燃料集合体等の取扱いに伴う落下又は破損により放射性物質の閉じ

込め機能を損なうおそれがある事象 

 ｃ．短時間の全動力電源の喪失により放射性物質の閉じ込め機能を損なう

おそれがある事象 

   ただし，短時間の全動力電源の喪失については，直流電源設備及び計

測制御用交流電源設備が起動不良の問題のない信頼性の高い電源設備

であり，その機能喪失を考慮せず，以下「短時間の全交流動力電源の
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喪失」を検討する。 

 (２) 設計基準事故の選定 

   前項で検討した候補事象の中から次の事象を除いたものを，安全設計

の妥当性を評価する観点から設計基準事故として選定する
（ １ ）

。 

 ａ．十分な事故防止対策に加えて事象の進展速度が遅い事象 

 ｂ．十分な事故防止対策に加えて十分な点検管理で健全性が確認できる

  事象 

 ｃ．影響緩和機能を期待しなくとも，「1.1.2.3 判断基準」に示す評価

  の判断基準を超えないことが明らかな事象 

   このようにして選定した事象を工程ごとに，かつ，第1.1－６表に示

す事象の種類に着目した分類項目ごとに整理したものを，第1.1－７表

に示す。 

   上記の選定において，冷却機能及び水素掃気機能の安全上重要な施設

の機能喪失については，その機能を損なうことのないよう，その機能

を有する設備を多重化している。このため，仮に冷却機能を有する設

備が機能喪失したとしても，溶液の沸騰に至らない，又は運転員対応

が可能な時間余裕がある。また，仮に水素掃気機能を有する設備が機

能喪失したとしても，水素の可燃限界濃度に至るまでに運転員対応が

可能な時間余裕があることから，「ａ．十分な事故防止対策に加えて

事象の進展速度が遅い事象」として設計基準事故として選定しない。 

 (３) 代表事象の選定 

   上記(１)，(２)で選定した事象を，第1.1－６表に示す分類項目に従って

類似事象ごとにまとめ，この類似事象の中から影響緩和対策との関連

で敷地境界外の実効線量が最も大きい事象を代表事象として選定する。 

 上記の考え方に従った設計基準事故の分類と代表事象の選定結果を

８－１－10



第1.1－８表に示す。 

 事象の厳しさの判断基準として，公衆の線量（敷地境界外の実効線

量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1とする。）を考慮

し，代表事象を選定する。 

 選定した代表事象を下記に示す。 

ａ．プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

ｂ．プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応（以下「プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応」という。） 

ｃ．溶解設備の溶解槽における臨界（以下「溶解槽における臨界」とい

う。） 

ｄ．高レベル廃液処理設備の高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏

えい（以下「高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい」とい

う。） 

ｅ．高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい 

ｆ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合体落下 

ｇ．短時間の全交流動力電源の喪失 

 

   選定した代表事象の評価によって，再処理施設の安全設計の妥当性が

確認できる理由は，以下のとおりである。 

 ａ．設計基準事故は物質の出入り，エネルギの出入り及び固体の位置又は

経路の変動を起因とする事象と機器，配管の破損及び故障により発生

する事象に分類できる。このうち，変動を起因とする事象については，

運転時の異常な過渡変化に係る事象の選定で検討した事象から発生の

可能性との関連で候補事象とした。また，機器，配管の破損及び故障

８－１－11



により発生する事象については，工程ごとに検討することにより発生

の可能性との関連で候補事象とした。 

 さらに，短時間の全交流動力電源の喪失により放射性物質の閉じ込

め機能を損なうおそれがある事象を候補事象とした。 

 以上の候補事象の検討に基づき，放射性物質を外部に放出する可能

性のある設計基準事故に係る事象を選定した。 

 ｂ．設計基準事故に係る事象の評価によって確認する事項は，深層防護の

考え方における影響緩和対策の妥当性であり，過度の放射線被ばくを

防止する機能を有する安全上重要な施設を対象とする。 

 代表事象の選定に当たっては，事象の種類で分類して類似事象をま

とめ，この類似事象の中から影響緩和対策との関連で敷地境界外の実

効線量の最も大きい事象で代表させた。したがって，この代表事象を

評価すれば類似の他の事象に係る安全設計の妥当性も合わせて確認し

たことになる。 

 また，短時間の全交流動力電源の喪失については，工程ごとに設計

基準事故として評価し，全施設の評価結果を総合して代表事象とした。 

 

1.1.2.3  判断基準 

設計基準事故の判断基準は，設計基準事故時において，工場等周辺の

公衆に放射線障害を及ぼさないものであることであり，公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えないこととし，発生頻度が小さい事象の評

価に当たっては，敷地周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事象当たり５

ｍＳｖを超えなければリスクは小さいと判断する。 

また，上記の判断基準に対して，さらに，想定した事象ごとに具体的な安

全設計の妥当性を示す必要がある場合には，各事象の記述の中で説明する。 
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1.1.3 立地評価事故 

1.1.3.1 定  義 

  立地評価事故とは，「再処理施設安全審査指針」に基づき，再処理施設

と一般公衆との離隔距離の妥当性を評価する観点から想定する事象とする。 

 

1.1.3.2 評価事象 

  再処理施設において評価する立地評価事故は，技術的に見て発生が想定

される最大規模の事故を包括し，それらの事故よりも発生する可能性がさ

らに小さく，かつ，一般公衆への影響がさらに大きくなるようなものを工

学的観点から仮想する。このため，技術的に見て最大と考えられる放射性

物質の放出量を超える放出量を仮想し，これを立地評価事故とする。した

がって，「1.1.2 設計基準事故」の解析結果を参考として，これらの事

象の中から，離隔距離を判断するめやす線量との関連において，一般公衆

への影響が大きく，影響の拡大の可能性の大きい事象を取り上げ，設計基

準事象の範囲を超える放射性物質の放出量を工学的観点から仮想する。こ

のため，甲状腺（小児）に対する線量及び全身に対する線量の観点で影響

の拡大の可能性が最も大きい事象として「溶解槽における臨界」を，また，

プルトニウムのめやす線量の観点で影響の拡大の可能性が最も大きい事象

として「プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災」をそれぞれ想

定する。 

 

1.1.3.3 判断基準 

  再処理施設の立地上の妥当性の判断基準は，「再処理施設安全審査指

針」に従い，「核燃料施設の立地評価上必要なプルトニウムに関するめや

す線量について」を適用する。このめやす線量は，再処理施設と公衆が居
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住する区域との間に適当な距離を設定するに際して，プルトニウムによる

被ばくに係る適当な距離を判断する際のめやすとするものであり，以下に

示す「めやす線量」とする。 

 (１) 骨の「めやす線量」は，骨表面近くの細胞の線量として2.4Ｓvとす

る。 

 (２) 肺の「めやす線量」は，３Ｓvとする。 

 (３) 肝の「めやす線量」は，５Ｓvとする。 

 

  このほか，「原子炉立地審査指針」及び「原子炉立地審査指針を適用す

る際に必要な暫定的な判断のめやす」を参考とし，以下に示す項目をめや

すとする。 

 (１) 再処理施設の周囲は，再処理施設からある距離の範囲内は非居住区

域であること。 

   「ある距離の範囲」を判断するためのめやすとして，次の線量を用い

る。 

 ａ．甲状腺（小児）に対して1.5Ｓv 

 ｂ．全身に対して0.25Ｓv 

 (２) 再処理施設敷地は，人口密集地帯からある距離だけ離れていること。 

   「ある距離だけ離れていること」を判断するためのめやすとして，全

身線量の積算値に対して２万人Ｓvを参考とする。 

  なお，「再処理施設の周囲は，再処理施設のある距離の範囲内は非居住

区域であること」の「ある距離の範囲」を判断するためのめやす線量がよ

う素の吸入による内部被ばく及びガンマ線による外部被ばくに関連するも

のであることから，このめやす線量は，よう素及び希ガスの放出を伴う

「溶解槽における臨界」の評価において参考とする。 
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 また，「再処理施設敷地は，人口密集地帯からある距離だけ離れている

こと」の「ある距離だけ離れていること」を判断するための全身線量の積

算値が集団を対象とするものであることから，全身線量については，実効

線量当量を評価する。 
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第 1.1－１表 事故等の評価に係る工程 
 

   工     程       範        囲 

 使用済燃料の受入れ施設 

 及び貯蔵施設 

 使用済燃料受入れ設備，使用済燃料貯蔵設備 

 

 せん断処理施設  燃料供給設備，せん断処理設備 

 溶 解 施 設  溶解設備，清澄・計量設備 

 分 離 施 設 

 

 分離設備，分配設備，分離建屋一時貯留処理 

 設備 

 精 製 施 設 

 

 ウラン精製設備，プルトニウム精製設備，精 

 製建屋一時貯留処理設備 

 脱 硝 施 設  ウラン脱硝設備，ウラン・プルトニウム混合 

  脱硝設備 

 酸及び溶媒の回収施設  酸回収設備，溶媒回収設備 

 製品貯蔵施設 

 

 ウラン酸化物貯蔵設備，ウラン・プルトニウ 

 ム混合酸化物貯蔵設備 

 放射性廃棄物の廃棄施設 

  気体廃棄物の廃棄施設 

 

 

  

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃 

 ガス処理設備，高レベル廃液ガラス固化廃ガ 

 ス処理設備，換気設備 

  
  液体廃棄物の廃棄施設 

 

 高レベル廃液処理設備，低レベル廃液処理設 

 備 

  
  固体廃棄物の廃棄施設 

 

 

 高レベル廃液ガラス固化設備，ガラス固化体 

 貯蔵設備，低レベル固体廃棄物処理設備，低 

 レベル固体廃棄物貯蔵設備 

 その他再処理設備の附属 

 施設 

 分析設備 
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  第1.1－2表 物質の出入り，エネルギの出入り及び固体の 
          
                位置又は経路の変化に関する変動項目 
 

変動項目の大分類 変動項目の小分類 

工程内の液体及び 

固体に係る異常な 

変化 

 

 

 

流量の変動 

核燃料物質濃度の変動 

核分裂生成物濃度の変動 

試薬濃度の変動 

保有量の変動 

移送経路の変化，固体位置の変化 

工程内の気体に係

る異常な変化 

 

流量（又は圧力）の変動 

組成の変動 

流路の変化 

工程内の温度の異 

常な変化 

加熱能力の変動 

冷却能力の変動 

換気設備での異常 

な変化 

換気風量の変動 

換気流路の変化 

外部電源喪失 外部電源喪失 
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      第1.1－３表 運転時の異常な過渡変化に係る 
 
             事象の類似事象の分類項目 
 

     分 類 項 目               説       明 

火災への拡大 

 

 有機溶媒等の温度異常上昇による火災へ 

の波及，拡大を防止する。 

爆発への拡大 

 

 溶液の温度異常上昇又は水素濃度の異常

上昇による爆発への波及，拡大を防止する。 

臨界への拡大 

 

 

 核燃料物質の濃度の異常上昇又は質量の

異常増加による臨界事故への波及，拡大を

防止する。 

高レベル廃液等の冷却機能

の低下 

 冷却機能の低下による溶液温度の異常上

昇を防止する。 

機器の過加熱  過加熱による機器の損傷を防止する。 

塔槽類廃ガス処理設備への

放射性物質の過度の移行 

 

 圧縮空気の過剰供給等による塔槽類廃ガ

ス処理設備への放射性物質の過度の移行を

防止する。 

計画された放出経路外への 

放射性物質の過度の放出 

 

 

 塔槽類廃ガス処理設備の排気機能低下に

よる閉じ込め系の機能（負圧維持機能）低

下による計画された放出経路外への放射性

物質の放出の増大を防止する。 

放射性物質の浄化機能の低 

下 

 

 濃縮缶又は精留塔の凝縮器での浄化機能

（浄化に必要な冷却機能）の喪失による放

射性物質の放出の増大を防止する。 

外部電源喪失 

 

 

 外部電源が喪失した場合に，各種の機能

の一時喪失が設計基準事故に波及，拡大す

ることを防止する。 
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第 1.1－４表（１） 運転時の異常な過渡変化に係る事象 
 
 
 

工   程    分類項目 事   象 

 使用済燃料の受入れ 
 
 施設及び貯蔵施設 

―   該当する事象はない。 

 せん断処理施設 ―   該当する事象はない。 

 溶 解 施 設 ―   該当する事象はない。 

 分 離 施 設 
 
 

 爆発への拡大 
 
 

 ・分配設備のウラン濃縮缶での一次蒸気の流量増 
 
  大 

 

 

 臨界への拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ・分離設備の抽出塔での有機溶媒の流量低下 

 ・分離設備の抽出塔での溶解液の流量増加 

 ・分離設備の第１洗浄塔での洗浄用液の酸濃度低 

  下 

 ・分離設備の第２洗浄塔での洗浄用液の酸濃度低 

  下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔，プルトニウム 

  洗浄器での還元剤の流量低下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔，プルトニウム 

  洗浄器での還元剤濃度の低下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔でのヒドラジン 

  の流量低下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔でのヒドラジン 

  濃度の低下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔，プルトニウム 

  洗浄器での逆抽出用液の酸濃度上昇 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔での逆抽出用液 

  の流量低下 

 ・分配設備のプルトニウム分配塔でのパルセーシ 

  ョンガスの供給低下 
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第1.1－４表（２） 運転時の異常な過渡変化に係る事象 
 
 

   工   程    分類項目 事   象 

   
 分 離 施 設  放射性物質の浄化  ・分配設備のウラン濃縮缶の凝縮器での冷却能力 

     （つづき）  機能の低下   の低下 

   
   
 精 製 施 設  火災への拡大  ・プルトニウム精製設備の逆抽出塔での逆抽出用 

    液の流量低下 

   ・プルトニウム精製設備のウラン逆抽出器での温 

    水の温度上昇 

   ・プルトニウム精製設備のウラン逆抽出器での逆 

    抽出用硝酸の流量低下 

   
   
  爆発への拡大  ・ウラン精製設備のウラン濃縮缶での一次蒸気の 

    流量増大 

   ・プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶で 

    の一次蒸気の流量増大 

   
   
  臨界への拡大  ・プルトニウム精製設備の逆抽出塔での還元剤の 

    流量低下 

   ・プルトニウム精製設備の逆抽出塔での還元剤濃 

    度の低下 

   ・プルトニウム精製設備の逆抽出塔，プルトニウ 

    ム洗浄器での逆抽出用液の酸濃度上昇 

   ・プルトニウム精製設備の逆抽出塔でのパルセー 

    ションガスの供給低下 

   
   
  放射性物質の浄化  ・ウラン精製設備のウラン濃縮缶の凝縮器での冷 

  機能の低下   却能力の低下 

   ・プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶の 

    凝縮器での冷却能力の低下 

   
   

 脱 硝 施 設  爆発への拡大  ・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還 

    元系の還元炉での還元ガス中の水素濃度上昇 
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第 1.1－４表（３） 運転時の異常な過渡変化に係る事象 
 
 

   工   程    分類項目 事   象 

   
 脱 硝 施 設  機器の過加熱  ・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還 

     （つづき）    元系の焙焼炉での加熱能力増加 

   ・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還 

    元系の還元炉での加熱能力増加 

   
   

 酸及び溶媒の回収  火災への拡大  ・溶媒回収設備の溶媒再生系分離・分配系の第１ 

 施設    洗浄器，第３洗浄器での有機溶媒の流量低下 

   ・溶媒回収設備の溶媒再生系分離・分配系の第１ 

    洗浄器，第３洗浄器での温水の温度上昇 

   ・溶媒回収設備の溶媒再生系ウラン精製系の第１ 

    洗浄器，第３洗浄器での有機溶媒の流量低下 

   ・溶媒回収設備の溶媒再生系ウラン精製系の第１ 

    洗浄器，第３洗浄器での温水の温度上昇 

   ・溶媒回収設備の溶媒再生系プルトニウム精製系 

    の第１洗浄器，第３洗浄器での有機溶媒の流量 

    低下 

   ・溶媒回収設備の溶媒再生系プルトニウム精製系 

    の第１洗浄器，第３洗浄器での温水の温度上昇 

   
   
  爆発への拡大  ・酸回収設備の第２酸回収系の蒸発缶での一次蒸 

    気の流量増大 

   
   
  放射性物質の浄化  ・酸回収設備の第１酸回収系の精留塔の凝縮器で 

  機能の低下   の冷却能力の低下 

   ・酸回収設備の第２酸回収系の精留塔の凝縮器で 

    の冷却能力の低下 

   

 製品貯蔵施設 ―   該当する事象はない。 
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第1.1－４表（４） 運転時の異常な過渡変化に係る事象 
 

   工   程    分類項目 事   象 

   
 放射性廃棄物の廃棄  爆発への拡大  ・液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備 

 施設    の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶 

    での一次蒸気の流量増大 

   
   
  放射性物質の浄化  ・液体廃液物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備 

  機能の低下   の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶 

    凝縮器での冷却能力の低下 

   ・液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備 

    の高レベル廃液濃縮設備のアルカリ廃液濃縮缶 

    凝縮器での冷却能力の低下 

   
   

 その他再処理設備の ―   該当する事象はない。 

 附属施設   

   

 全施設共通  外部電源喪失  ・外部電源喪失 
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分
配
塔
，

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

洗
浄
器

で
の
還

元
剤
 
 
 
 

 
Ａ
 

  
 
は

，
分
配

設
備
の

プ
ル
ト
ニ
 

  
 
 

の
流
量

低
下
 

 
  
 
ウ

ム
分
配

塔
，
プ

ル
ト
ニ
ウ
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
，

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

洗
浄
器

で
の
還

元
剤
 
 
 
 

 
Ａ
 

  
 
ム

洗
浄
器

で
の
プ

ル
ト
ニ
ウ
 

  
 
 

濃
度
の

低
下
 

 
  
 
ム

の
蓄
積

に
関
す

る
事
象
で
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
で

の
ヒ
ド

ラ
ジ
ン

の
流
量

低
下
 

 
 
 

 
Ａ
 

  
 
あ

る
が
，

評
価
し

た
結
果
，
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
で

の
ヒ
ド

ラ
ジ
ン

濃
度
の

低
下
 

 
 
 

 
Ａ
 

  
 
唯

一
最
大

許
容
限

度
を
超
え
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
，

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

洗
浄
器

で
の
逆

抽
出
 
 
 
 

 
Ａ
 

  
 
る

お
そ
れ

の
あ
る

事
象
と
し
 

  
 
 

用
液
の

酸
濃
度

上
昇
 

 
  
 
て

，
上
記

事
象
を

代
表
事
象
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
で

の
逆
抽

出
用
液

の
流
量

低
下
 

 
 
 

 
Ａ
 

  
 
と

し
た

。
）
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

分
配
塔
で

の
パ
ル

セ
ー
シ

ョ
ン
ガ

ス
の
供

給
低
 
 
 
 

 
Ａ
 

 
 

  
 
 

下
 

 
 

 

  
（
精

製
施
設

の
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

精
製
設

備
）
 

 
 

 

  
○
 

逆
抽
出

塔
で
の

還
元
剤
の

流
量
低

下
 

 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
○
 

逆
抽
出

塔
で
の

還
元
剤
濃

度
の
低

下
 

 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
○
 

逆
抽
出

塔
，
プ

ル
ト
ニ
ウ

ム
洗
浄

器
で
の

逆
抽
出

用
液
の

酸
濃
 
 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
 
 

度
上
昇
 

 
 

 

  
○
 

逆
抽
出

塔
で
の

パ
ル
セ
ー

シ
ョ
ン

ガ
ス
の

供
給
低

下
 

 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
 

 
 

  
 

 
 

 
高
レ

ベ
ル
 
 
 
該

当
な
し
 

―
 

―
 

―
 

 
廃
液

等
の
 
 
 
 

（
発
生

防
止
対

策
に
よ
る

。
）
 

 
 

 

 
冷
却

機
能
 

 
 

 
 

 
の
低

下
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５
表

（
３

）
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
に

係
る

事
象

の
類

似
事

象
分

類
と

代
表

事
象

 
 

分
類
項
目
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

類
 
 
似

 
 
事

 
 
象
 

事
象
の
厳

し
さ
 

 
 
 

波
及
拡

大
防
止

対
策
 

 
 
 
代

表
事

象
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
機
器

の
過
 
 
（
脱

硝
施
設

の
ウ
ラ

ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
混
合

脱
硝
設

備
）
 

  
 
温

度
上
昇

を
検
知

し
，
電
流
 

 
☆
ウ

ラ
ン
・

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム
混
 

 
加
熱
 

 
○
 

焙
焼
・

還
元
系

の
焙
焼
炉

で
の
加

熱
能
力

増
加
 

 
 
 

 
Ａ
 

 
遮
断

を
行
う

。
 

 
 
合

脱
硝
設

備
の
焙

焼
・
還
元
 

  
○
 

焙
焼
・

還
元
系

の
還
元
炉

で
の
加

熱
能
力

増
加
 

 
 
 

 
Ａ
 

  
 
系

の
還
元

炉
の
温

度
異
常
上
 

 
 

 
  
 
昇
 

 
 

 
  
（
両

事
象
の

厳
し
さ

は
同
じ
で
 

 
 

 
  
 
あ

る
が
，

還
元
炉

で
は
可
燃
 

 
 

 
  
 
物

で
あ
る

水
素
を

扱
う
こ
と
 

 
 

 
  
 
か

ら
，
閉

じ
込
め

機
能
の
重
 

 
 

 
  
 
要

性
を
考

慮
し
，

上
記
事
象
 

 
 

 
  
 
を

代
表
事

象
と
し

た
。
）
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
塔
槽

類
廃
 
 
 
該

当
な
し
 

―
 

―
 

―
 

 
ガ
ス

処
理
 
 
 
 

（
最
大

許
容
限

度
に
至
る

ま
で
に

十
分
な

時
間
余

裕
が
あ

る
。

)
 

 
 

 

 
設
備

へ
の
 

 
 

 
 

 
放
射

性
物
 

 
 

 
 

 
質
の

過
度
 

 
 

 
 

 
の
移

行
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計
画

さ
れ
 
 
 
該

当
な
し
 

―
 

―
 

―
 

 
た
放

出
経
 
 
 
 

（
発
生

防
止
対

策
に
よ
る

。
）
 

 
 

 

 
路
外

へ
の
 

 
 

 
 

 
放
射

性
物
 

 
 

 
 

 
質
の

過
度
 

 
 

 
 

 
の
放

出
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５
表

（
４

）
 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
に

係
る

事
象

の
類

似
事

象
分

類
と

代
表

事
象

 
 

分
類
項
目
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

類
 
 
似

 
 
事

 
 
象
 

事
象
の
厳

し
さ
 

 
 
 

波
及
拡

大
防
止

対
策
 

 
 
 
代

表
事

象
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
放
射

性
物
 

質
の
浄
化
 

 
 
下

記
の
各

工
程
で

の
濃
縮
缶

及
び
蒸

発
缶
（

以
下
「

濃
縮
缶

等
」
 

と
い
う

。
）
の

凝
縮
器

で
の
冷
却

能
力
の

低
下
 

  
 
冷

却
能
力

低
下
に

よ
る
凝
縮
 

器
出
口
廃

ガ
ス
温

度
上
昇

の
検
 

 
☆
高

レ
ベ
ル

廃
液
処

理
設
備
の
 

高
レ
ベ
ル

廃
液
濃

縮
設
備

の
 

機
能
の
低
 

 
  
知
あ

る
い
は

濃
縮
缶

等
の
圧
力
 

 
 
高

レ
ベ
ル

廃
液
濃

縮
缶
凝
縮
 

下
 

 
（
分

離
施
設

）
 

  
上
昇

の
検
知

に
よ
り

加
熱
を
停
 

 
 
器

で
の
冷

却
能
力

の
低
下
に
 

 
 
○
 

分
配
設

備
の
ウ

ラ
ン
濃
縮

缶
の
凝

縮
器
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
止
す

る
。
 

 
 
よ

る
廃
ガ

ス
中
蒸

気
量
の
増
 

  
（
精

製
施
設

の
ウ
ラ

ン
精
製
設

備
）
 

  
 
 
大
 

  
○
 

ウ
ラ
ン

濃
縮
缶

の
凝
縮
器
 

 
 
 

 
Ｃ
 

  
（
万

一
，
波

及
，
拡

大
し
た
場
 

  
（
精

製
施
設

の
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

精
製
設

備
）
 

 
  
 
合

に
影
響

の
最
も

大
き
い
事
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

濃
縮
缶
の

凝
縮
器
 

 
 
 

 
Ｂ
 

  
 
象

と
し
て

，
上
記

事
象
を
代
 

  
（
酸

及
び
溶

媒
の
回

収
施
設
の

酸
回
収

設
備
）
 

 
  
 
表

事
象
と

し
た

。
）
 

  
○
 

第
１
酸

回
収
系

の
精
留
塔

の
凝
縮

器
 

 
 
 

 
Ｃ
 

  

  
○
 

第
２
酸

回
収
系

の
精
留
塔

の
凝
縮

器
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
 

  
（
液

体
廃
棄

物
の
廃

棄
施
設
の

高
レ
ベ

ル
廃
液

処
理
設

備
）
 

 
 

 

  
○
 

高
レ
ベ

ル
廃
液

濃
縮
設
備

の
高
レ

ベ
ル
廃

液
濃
縮

缶
凝
縮

器
 

 
 
 

 
Ａ
 

 
 

  
○
 

高
レ
ベ

ル
廃
液

濃
縮
設
備

の
ア
ル

カ
リ
廃

液
濃
縮

缶
凝
縮

器
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
 

  
 

 
 

  
 

 
 

 
外
部

電
源
 
 
○
 

外
部
電

源
喪
失
 

―
 

 
 
非

常
用
所

内
電
源

機
器
の
適
 

 
☆
外

部
電
源

喪
失
 

 
喪
失
 

 
  
切
な

設
置
を

行
う
。
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   第1.1－６表 設計基準事故に係る事象の類似事象の分類項目 
 
 

    分 類 項 目       説       明 

  
 火  災   火災に対するセルと換気設備の安全設計 

  の妥当性を確認する。 

  
  

 爆  発   爆発に対する塔槽類と塔槽類廃ガス処理 

  設備の安全設計の妥当性を確認する。 

  
  

 臨  界   臨界に対するせん断処理・溶解廃ガス処 

  理設備，換気設備等の安全設計の妥当性を 

  確認する。 

  
  

 漏 え い   漏えいに対する漏えいした液体状の放射 

  性物質等の回収設備，換気設備等の安全設 

  計の妥当性を確認する。 

  
  

 機能喪失   機能喪失に対する安全設計の妥当性を確 

  認する。 

  
  

 使用済燃料集合体等の破損   使用済燃料集合体の破損に対する閉じ込 

 めに係る設備の安全設計の妥当性を確認す 

 る。 

  
  

 短時間の全動力電源の喪失   短時間の全交流動力電源の喪失に対する 

  閉じ込めに係る設備の安全設計の妥当性を 

  確認する。 
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第1.1－７表（１） 設計基準事故に係る事象 

   工   程   分類項目 事   象 

使用済燃料の受入れ  使用済燃料集合体 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用

 施設及び貯蔵施設  等の破損 済燃料集合体落下

 せん断処理施設  使用済燃料集合体 ・燃料供給設備での使用済燃料集合体落下

 等の破損 

 溶 解 施 設  臨  界 ・溶解設備の溶解槽における臨界

 漏 え い ・溶解設備の配管からセルへの漏えい

・清澄・計量設備の清澄設備の配管からセルへの

漏えい

・清澄・計量設備の計量設備の配管からセルへの

漏えい

 分 離 施 設  火  災 ・分離設備のセル内での有機溶媒火災

・分配設備のセル内での有機溶媒火災

・分離建屋一時貯留処理設備のセル内での有機溶

媒火災

 漏 え い ・分離設備の配管からセルへの漏えい

・分配設備の配管からセルへの漏えい

・分離建屋一時貯留処理設備の配管からセルへの

漏えい

 精 製 施 設  火  災 ・プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火

災

・精製建屋一時貯留処理設備のセル内での有機溶

媒火災

 爆  発 ・プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶で

のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

 漏 え い ・プルトニウム精製設備の配管からセルへの漏え

い

・精製建屋一時貯留処理設備の配管からセルへの

漏えい

 脱 硝 施 設  漏 え い ・ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系の

配管からセルへの漏えい
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第1.1－７表（２）  設計基準事故に係る事象 
 
 

   工   程    分類項目          事   象 

   
 酸及び溶媒の回収 

―   該当する事象はない。 
 施設 

   
 製品貯蔵施設 ―   該当する事象はない。 

   
 放射性廃棄物の廃棄  漏 え い  ・液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備 

 施設    の高レベル廃液濃縮設備の配管からセルへの漏 

    えい 

   ・液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処理設備 

    の高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏 

    えい 

   ・固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固 

    化設備での高レベル廃液の配管からセルへの漏 

    えい 

   ・固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固 

    化設備での溶融ガラスの漏えい 

   
   

 その他再処理設備の ―   該当する事象はない。 

 附属施設   

   
   

 全施設共通  短時間の全動力  ・短時間の全交流動力電源の喪失 

  電源の喪失  
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８
表

（
１

）
 

設
計

基
準

事
故

に
係

る
事

象
の

類
似

事
象

分
類

と
代

表
事

象
 

 
分

類
項
目
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

類
 
 
似

 
 
事

 
 
象
 

 
事
象

の
厳
し

さ
＊
 

 
 
 

 
影
響

緩
和
対

策
 

 
 
 
 
 
代

表
事

象
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
火
 

 
災
 
 
（
分

離
施
設

）
 

  
 
セ

ル
と
換

気
設
備

に
て
閉
じ
 
 
☆
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
精

製
設
備
の
 

  
○
 

分
離
設

備
の
セ

ル
内
で
の

有
機
溶

媒
火
災
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
込
め

る
。
 

 
 
セ

ル
内
で

の
有
機

溶
媒
火
災
 

  
○
 

分
配
設

備
の
セ

ル
内
で
の

有
機
溶

媒
火
災
 

 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
○
 

分
離
建

屋
一
時

貯
留
処
理

設
備
の

セ
ル
内

で
の
有

機
溶
媒

火
災
 
 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
（
精

製
施
設

）
 

 
 

 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

精
製
設
備

の
セ
ル

内
で
の

有
機
溶

媒
火
災
 

 
 
 

 
Ａ
 

 
 

  
○
 

精
製
建

屋
一
時

貯
留
処
理

設
備
の

セ
ル
内

で
の
有

機
溶
媒

火
災
 
 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
 

 
 

  
 

 
 

 
爆
 

 
発
 
 
（
精

製
施
設

）
 

  
 
塔

槽
類
と

塔
槽
類

廃
ガ
ス
処
 
 
☆
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
精

製
設
備
の
 

  
○
 

プ
ル
ト

ニ
ウ
ム

精
製
設
備

の
プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
濃
縮

缶
で
の

Ｔ
Ｂ
 
 
 
 

 
Ａ
 

 
理
設

備
に
て

閉
じ
込

め
る
。
 

 
 
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃

縮
缶
で
の
 

  
 
 

Ｐ
等
の

錯
体
の

急
激
な
分

解
反
応
 

 
  
 
Ｔ

Ｂ
Ｐ
等

の
錯
体

の
急
激
な
 

 
 

 
  
 
分

解
反
応
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
臨
 

 
界
 
 
（
溶

解
施
設

）
 

  
 
せ

ん
断
処

理
・
溶

解
廃
ガ
ス
 
 
☆
溶

解
設
備

の
溶
解

槽
に
お
け
 

  
○
 

溶
解
設

備
の
溶

解
槽
に
お

け
る
臨

界
 

 
 
 

 
Ａ
 

 
処
理

設
備
，

セ
ル
及

び
換
気
設
 
 
 
る

臨
界
 

 
 

  
備
に

て
閉
じ

込
め
る

。
 

 

 
 

  
 

 
 

  
 

 
漏
え

い
 

 
（
溶

解
施
設

）
 

  
 
セ

ル
と
換

気
設
備

に
て
閉
じ
 
 
☆
高

レ
ベ
ル

廃
液
処

理
設
備
の
 

  
○
 

溶
解
設

備
の
配

管
か
ら
セ

ル
へ
の

漏
え
い
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
込
め

る
。
 

 
 
高

レ
ベ
ル

廃
液
貯

蔵
設
備
の
 

  
○
 

清
澄
・

計
量
設

備
の
清
澄

設
備
の

配
管
か

ら
セ
ル

へ
の
漏

え
い
 
 
 
 

 
Ｃ
 

  
 
配

管
か
ら

セ
ル
へ

の
漏
え
い
 

  
○
 

清
澄
・

計
量
設

備
の
計
量

設
備
の

配
管
か

ら
セ
ル

へ
の
漏

え
い
 
 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
（
分

離
施
設

）
 

 
 

 

  
○
 

分
離
設

備
の
配

管
か
ら
セ

ル
へ
の

漏
え
い
 

 
 
 

 
Ｃ
 

 
 

  
○
 

分
配
設

備
の
配

管
か
ら
セ

ル
へ
の

漏
え
い
 

 
 
 

 
Ｂ
 

 
 

  
○
 

分
離
建

屋
一
時

貯
留
処
理

設
備
の

配
管
か

ら
セ
ル

へ
の
漏

え
い
 
 
 
 

 
Ｃ
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1.2 解析に当たって考慮する事項 

 事故等の解析に当たっては，工程の運転状態を考慮して解析条件を設定

するとともに，事象が発生してから収束するまでの間の計測制御系，安全

保護回路及び安全上重要な施設の作動状況並びに運転員の操作を考慮する。

また，使用するモデル及びパラメータは，評価の結果がより厳しい結果と

なるよう選定する。 

さらに，異常事象の収束等に係る機能については，次の仮定を考慮する。 

 (１) 異常事象を速やかに収束させ，又はその拡大を防止し，あるいはそ

の結果を緩和することを主たる機能とする系統については，その機能

別に結果を最も厳しくする単一故障を仮定する。 

 (２) 事象の影響を緩和するのに必要な運転員の手動操作については，適

切な時間的余裕を考慮する。 

 (３) 放射性物質の放出の低減に係る系統及び機器の機能が要求される場

合には，外部電源の喪失を考慮する。 
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1.3 再処理施設の事故等の代表事象の選定について 

 再処理施設の安全評価で選定した事故等に対して，その代表事象の選定

方法を示す。 

 代表事象の選定検討においては，分類項目ごとに事象の内容と拡大防止

対策又は影響緩和対策との関連で事故等の厳しさを比較検討し，３段階

（Ａ，Ｂ及びＣ）に区分することにより，代表事象の選定が妥当であるこ

とを示す。この代表事象を評価すれば類似の他の事故等に係る安全設計の

妥当性も合わせて評価したことになる。 

 運転時の異常な過渡変化における外部電源喪失及び設計基準事故におけ

る短時間の全交流動力電源の喪失については，再処理施設全体を対象とし

て評価するため，ここでの検討対象とならない。 

 (１) 運転時の異常な過渡変化について 

運転時の異常な過渡変化については，分類項目ごとに，最大許容限度

に至るまでの時間余裕の有無又は事象が波及，拡大した場合の影響の

大きさに着目して，代表事象を選定する。 

ａ．火災への拡大に係る事象について 

 この分類項目に属する事象については，最大許容限度に至るまでの

時間余裕の有無の観点で，インターロックの作動又は運転員の操作に

対して十分な時間余裕があることを確認しているため，事象の厳しさ

の比較は，事象が波及，拡大した場合の公衆の線量の観点から，機器

の放射性物質の保有量によるものとする。具体的には，事象中にプル

トニウムを多量に含む機器があることから，有機溶媒中のプルトニウ

ムの保有量で比較する。事象の厳しさの比較を第1.3－１表に示す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，機器の有機溶媒中のプルトニウ

ムの保有量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1として，
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事象の厳しさを第1.3－１表のように分類する。 

 第1.3－１表から，最も厳しい事象は, 事象番号１の「プルトニウム

精製設備の逆抽出塔での逆抽出用液の流量低下」であり，この事象を

代表事象とする。 

ｂ．爆発への拡大に係る事象について 

 この分類項目に属する事象は，水素濃度上昇及びＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応に対する拡大防止対策の違いにより二つに分類する。 

 分類した事象のうち，水素濃度上昇に係る事象については，「ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系の還元炉での還元ガス

中の水素濃度異常上昇」のみであるため，事象の厳しさをＡとすると

ともに代表事象とする。 

 その他のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に係る事象については，

最大許容限度に至るまでの時間余裕の有無の観点で，インターロック

の作動により缶内液温度が最大許容限度を超えないことを確認してい

るため，事象の厳しさの比較は，事象が波及，拡大した場合の公衆の

線量の観点から，濃縮缶（又は蒸発缶）内の放射性物質の保有量によ

るものとする。事象の厳しさの比較を第1.3－２表に示す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，缶内の放射性物質の保有量を相

対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1として，事象の厳しさを

第1.3－２表のように分類する。 

 第1.3－２表から，最も厳しい事象は, 事象番号５の「高レベル廃液

処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶での一次蒸気

の流量増大」であり，この事象を代表事象とする。 

ｃ．臨界への拡大に係る事象について 

 この分類項目に属する事象については，第1.3－３表に示すように臨

８－１－34



界安全管理の方法を考慮し，分離設備に係る事象（事象番号１～４），

分配設備に係る事象（事象番号５～11）及びプルトニウム精製設備に

係る事象（事象番号12～15）に分類する。 

 分離設備に係る事象（事象番号１～４）では，濃度管理を行う分離

設備の抽出廃液中間貯槽において，試料採取し分析することにより抽

出廃液全量のプルトニウム濃度を確認した後，移送するため，下流の

臨界安全管理対象外の抽出廃液供給槽に対する異常の進展のおそれは

ない。それに対して，プルトニウム精製設備に係る事象（事象番号12

～15）では，下流の臨界安全管理対象外のウラン逆抽出器にＴＢＰ，

ｎ－ドデカン及びこれらの混合物（以下「有機溶媒」という。）を連

続移送するため，事象に対する拡大防止対策を十分に講じているもの

の潜在的な臨界への拡大の観点からは，分離設備に係る事象よりも厳

しいと考えられる。 

 また，分配設備に係る事象（事象番号５～11）では，下流の臨界安

全管理対象外のウラン逆抽出器に有機溶媒を連続移送する観点では，

プルトニウム精製設備に係る事象と同じであるが，ウラン逆抽出器上

流のプルトニウム洗浄器が，プルトニウム精製設備では液体の核燃料

物質を内包する機器において濃度に制限値を設定する必要がないよう

に設計する形状寸法管理（以下「全濃度安全形状寸法管理」とい

う。）を行うのに対し，分配設備では濃度管理を行うため，事象に対

する拡大防止対策を十分に講じているものの潜在的な臨界への拡大の

観点からは，プルトニウム精製設備に係る事象よりも厳しいと考えら

れる。 

 したがって，３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，臨界安全管理の方

法を考慮した事象の厳しさを相対的にＡ＞Ｂ＞Ｃとして，分配設備に
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係る事象（事象番号５～11）をＡとし，プルトニウム精製設備に係る

事象（事象番号12～15）をＢとし，分離設備に係る事象（事象番号１

～４）をＣとして分類する。 

 さらに，この分類項目に属する事象については，平常運転時の濃度か

ら最大許容限度に至るまでの時間余裕をＲｅｖｉｓｅｄ ＭＩＸＳＥＴ
（ ２ ）

により評価した。評価結果を事象の厳しさの比較とともに第1.3－３表

に示す。 

 第1.3－３表から，分離設備に係る事象（事象番号１～４）では，濃

度管理を行う分離設備の抽出廃液受槽又は補助抽出廃液受槽における

プルトニウム濃度は，最大許容限度を超えることはない。また，有機

溶媒を連続移送する分配設備及びプルトニウム精製設備に係る事象

（事象番号５～15）において，最大許容限度を超える事象は，事象番

号５の「分配設備のプルトニウム分配塔，プルトニウム洗浄器での還

元剤の流量低下」のみであり，安全評価上は，この事象で代表させ評

価する。 

ｄ．機器の過加熱に係る事象について 

 この分類項目に属する事象の対象機器は，ウラン・プルトニウム混

合脱硝設備の焙焼・還元系の焙焼炉及び還元炉である。しかしながら，

最大許容限度に至るまでの時間余裕の有無の観点及び事象が波及，拡

大した場合の影響の大きさの観点ともに，事象の間に差異はなく，焙

焼炉及び還元炉における過加熱に係る設計対応にも差異はないことか

ら，この分類項目に属する事象はいずれも事象の厳しさをＡとする。 

 また，これら類似する事象に差異はないものの，還元炉では可燃物

である水素を扱うことから，閉じ込め機能の重要性を考慮し，安全評

価上は，「ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系の還元
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炉の温度異常上昇」で代表させ評価する。 

ｅ．放射性物質の浄化機能の低下に係る事象について 

 この分類項目に属する事象については，最大許容限度に至るまでの

時間余裕の有無の観点で，インターロックの作動又は運転員の操作に

対して十分な時間余裕があることを確認しているため，事象の厳しさ

の比較は，事象が波及，拡大した場合の公衆の線量の観点から，濃縮

缶の蒸発率及び缶内液の放射性物質濃度によるものとする。事象の厳

しさの比較を第1.3－４表に示す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，濃縮缶の平常運転時の蒸発率と

缶内液の放射性物質（アクチノイド）濃度との積を相対的に示し，

Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1として，事象の厳しさを第1.3－４表の

ように分類する。 

 第1.3－４表から，最も厳しい事象は，事象番号６の「高レベル廃液

処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶凝縮器の冷却

機能の低下による廃ガス中蒸気量の増大」であり，この事象を代表事

象とする。 

 (２) 設計基準事故について 

 設計基準事故については，いずれの分類項目に対しても公衆の線量

（敷地境界外の実効線量）の大きさに着目して，代表事象を選定する。 

ａ．火災に係る事象について 

 この分類項目に属する事象の厳しさの比較を第1.3－５表に示す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，火災時の敷地境界外の実効線量

を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1として，事象の厳し

さを第1.3－５表のように分類する。 

 第1.3－５表から，最も厳しい事象は，「プルトニウム精製設備のセ
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ル内での有機溶媒火災」であり，この事象を代表事象とする。 

 なお，この分類に属する事象は，いずれもセルに漏えいした有機溶

媒が回収作業後，漏えい液受皿に少量残り燃焼する事象であり，消火

装置の作動を考慮しなくとも，火災は短時間に終了する。 

ｂ．爆発に係る事象について 

 この分類項目に属する事象は，「プルトニウム精製設備のプルトニ

ウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」のみであるため，

事象の厳しさをＡとするとともに代表事象とする。 

ｃ．臨界に係る事象について 

 この分類項目に属する事象は，「溶解設備の溶解槽における臨界」

のみであるため，事象の厳しさをＡとするとともに代表事象とする。 

ｄ．漏えいに係る事象について 

 この分類項目に属する事象は，溶融ガラスの漏えい及び溶液の漏え

いであり，漏えい後の現象が異なるため，二つに分類する。 

分類した事象のうち，溶融ガラスの漏えいについては，「高レベル

廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい」のみであるため，事象

の厳しさをＡとするとともに代表事象とする。 

 その他の溶液の漏えいに係る事象の厳しさの比較を第1.3－６表に示

す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，漏えい時の敷地境界外の実効線

量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1として，事象の厳

しさを第1.3－６表のように分類する。 

 第1.3－６表から，最も厳しい事象は，「高レベル廃液貯蔵設備の配

管からセルへの漏えい」であり，この事象を代表事象とする。 

ｅ．使用済燃料集合体等の破損に係る事象について 
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 この分類項目に属する事象の厳しさの比較を第1.3－７表に示す。 

 ３段階（Ａ，Ｂ及びＣ）の区分は，使用済燃料集合体の落下時の敷

地境界外の実効線量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧0.1，Ｃ＜0.1

として，事象の厳しさを第1.3－７表のように分類する。 

 第1.3－７表から，最も厳しい事象は，「使用済燃料受入れ施設及び

貯蔵施設での使用済燃料集合体落下」であり，この事象を代表事象と

する。 
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         第1.3－１表 火災への拡大に係る事象の比較 

 

  

    拡 大 防 止 対 策 

 
事象   有機溶媒の温度異常上昇に係る  事象の 

番号       事象  厳しさ＊ 

   
1  プルトニウム精製設備の逆抽出塔で  (1) 逆抽出塔内の溶液温度高（設定  

  の逆抽出用液の流量低下   値：69℃）により警報を発すると    Ａ 

    ともに，温水の供給を自動で停止  

    する系統を２系統設ける。  

2  プルトニウム精製設備のウラン逆抽  (1) 温水温度高により温水製造用の  

  出器での温水の温度上昇   蒸気の供給を自動で停止する。    Ｃ 

   (2) 逆抽出用硝酸流量低により警報  

    を発し，運転員が温水遮断弁又は  

    蒸気遮断弁を閉じる。  

3  プルトニウム精製設備のウラン逆抽  (3) ウラン逆抽出器内の溶液温度高  

  出器での逆抽出用硝酸の流量低下   （設定値：55℃）により警報を発    Ｃ 

    するとともに温水の供給を自動で  

    停止する。  

4  溶媒回収設備の溶媒再生系分離・分  (1) 温水温度高により温水製造用の  

  配系の第１洗浄器，第３洗浄器での   蒸気の供給を自動で停止する。    Ｃ 

  有機溶媒の流量低下  (2) 溶媒再生系に受け入れる有機溶  

5  溶媒回収設備の溶媒再生系分離・分   媒の流量の異常は，上流工程にお  

  配系の第１洗浄器，第３洗浄器での   いて検知して警報を発し，運転員    Ｃ 

  温水の温度上昇   が温水遮断弁又は蒸気遮断弁を閉  

6  溶媒回収設備の溶媒再生系ウラン精   じる。  

  製系の第１洗浄器，第３洗浄器での  (3) 洗浄器内の溶液温度高（設定値    Ｃ 

  有機溶媒の流量低下   ：55℃）により警報を発するとと  

7  溶媒回収設備の溶媒再生系ウラン精   もに温水の供給を自動で停止する。  

  製系の第１洗浄器，第３洗浄器での       Ｃ 

  温水の温度上昇   

8  溶媒回収設備の溶媒再生系プルトニ     

  ウム精製系の第１洗浄器，第３洗浄     Ｃ 

  器での有機溶媒の流量低下   

9  溶媒回収設備の溶媒再生系プルトニ     

  ウム精製系の第１洗浄器，第３洗浄     Ｃ 

  器での温水の温度上昇   

 
＊機器の有機溶媒中のプルトニウムの保有量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧０.１，
  Ｃ＜０.１として，火災への拡大に係る事象の厳しさを分類する。 
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         第 1.3－２表 爆発への拡大に係る事象の比較 

 

  

    拡 大 防 止 対 策 

 
事象   加熱蒸気の温度異常上昇に係る  事象の 

番号       事象  厳しさ＊ 

   
1  分配設備のウラン濃縮缶での一次蒸  (1) 加熱蒸気の温度高（設定値:134  

  気の流量増大   ℃）で，インタ－ロックにより蒸    Ｃ 

    気発生器への一次蒸気の供給を，  

    遮断弁で自動停止する。  

   (2) 上記(1)とは別に，加熱蒸気の温  

2  ウラン精製設備のウラン濃縮缶での   度高（設定値:134℃）で，インタ  

  一次蒸気の流量増大   －ロックにより濃縮缶への加熱蒸    Ｃ 

    気の供給を，遮断弁で自動停止す  

    る。  

3  プルトニウム精製設備のプルトニウ   

  ム濃縮缶での一次蒸気の流量増大     Ｃ 

    

    

4  酸回収設備の第２酸回収系の蒸発缶   

  での一次蒸気の流量増大     Ｃ 

    

    

5  高レベル廃液処理設備の高レベル廃   

  液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶で     Ａ 

  の一次蒸気の流量増大   

    

   

  ＊缶内の放射性物質の保有量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧０.１，Ｃ＜０.１として，爆 

    発への拡大に係る事象の厳しさを分類する。 
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（
最

大
許
容

限
度
）
 

 
  
厳
し

さ
 

 
 

 
 

  
1
2
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

の
逆

抽
出

塔
で
の
還

元
剤
の

流
量
低

下
 

 
プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
精
製
 
 
(1

) 
プ

ル
ト
ニ
ウ

ム
精
製

設
備

の
プ
ル

ト
 
 
 
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
洗

浄
器
第
５

段
有
機

相
に
お

け
 

 

 
 
設
備

の
プ
ル

ト
ニ
ウ
 
 
 
ニ

ウ
ム
洗

浄
器
第

４
段
の
ア

ル
フ
ァ

線
 
 
る
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃

度
は
，
最

大
許
容

限
度
を

超
  
 

 
Ｂ
 

 
 
ム
洗

浄
器
の

第
５
段
 
 
 
検

出
器
の

計
数
率

高
に
よ
り

，
警
報

を
 
 
え
る

こ
と
は

な
い
。
 

 

 
 
有
機

相
 

 
 
発

す
る
系

統
を
２

系
統
設
け

，
運
転

員
 

 
 

1
3
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

の
逆

抽
出

塔
で
の
還

元
剤
濃

度
の
低

下
 

 
（

8
.
2
g
・

P
u
／
L
）
 

 
 
が

工
程
を

停
止
す

る
。
 

 
 
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
洗

浄
器
第
５

段
有
機

相
に
お

け
 

 

 
 

  
る
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃

度
は
，
最

大
許
容

限
度
を

超
  
 

 
Ｂ
 

 
 

  
え
る

こ
と
は

な
い
。
 

 

 
 

 
 

 

1
4
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

の
逆

抽
出

塔
，

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

洗
浄

器
で

の
逆

抽
出
用
液

の
酸
濃

度
上
昇
 

 
  
 
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
洗

浄
器
第
５

段
有
機

相
に
お

け
 

 

 
 

  
る
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃

度
は
，
最

大
許
容

限
度
を

超
  
 

 
Ｂ
 

 
 

  
え
る

こ
と
は

な
い
。
 

 

 
 

 
 

 

1
5
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

の
逆

抽
出

塔
で

の
パ

ル
セ

ー
シ

ョ
ン

ガ
ス

の
供

給
低
下
 

 
  
 
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
洗

浄
器
第
５

段
有
機

相
に
お

け
 

 

 
 

  
る
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃

度
は
，
最

大
許
容

限
度
を

超
  
 

 
Ｂ
 

 
 

  
え
る

こ
と
は

な
い
。
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第1.3－４表 放射性物質の浄化機能の低下に係る事象の比較 

 

事象

番号 

下記の濃縮缶等の凝縮器

での冷却能力の低下によ

る廃ガス中蒸気量の増大

に係る事象 

拡 大 防 止 対 策 
事 象 の

厳しさ＊ 

1 分配設備のウラン濃縮缶 (1) 冷却水の流量低又は温度高により警報を発

し，運転員が濃縮缶（又は精留塔）への加熱

蒸気の供給を停止する。 

(2) 凝縮器での冷却能力の低下による濃縮缶

（又は精留塔）内の圧力高により，警報を発

するとともに濃縮缶（又は精留塔）の加熱を

自動停止する。 

Ｃ 

2 ウラン精製設備のウラン濃

縮缶 

Ｃ 

3 プルトニウム精製設備のプ

ルトニウム濃縮缶 

Ｂ 

4 酸回収設備の第１酸回収系

の精留塔 

Ｃ 

5 酸回収設備の第２酸回収系

の精留塔 

Ｃ 

6 高レベル廃液処理設備の高

レベル廃液濃縮設備の高レ

ベル廃液濃縮缶 

(1) 冷却水の流量低又は温度高により警報を発

し，運転員が濃縮缶への加熱蒸気の供給を停

止する。 

(2) 高レベル廃液濃縮缶凝縮器での冷却能力の

低下による凝縮器排気側出口温度高により，

警報を発するとともに濃縮缶への加熱蒸気及

び蒸気発生器への一次蒸気の供給を自動停止

する。 

Ａ 

7 高レベル廃液処理設備の高

レベル廃液濃縮設備のアル

カリ廃液濃縮缶 

(1) 冷却水の流量低又は温度高により警報を発

し，運転員が濃縮缶への加熱蒸気の供給を停

止する。 

(2) 凝縮器での冷却能力の低下による濃縮缶 

内の圧力高により，警報を発するとともに濃

縮缶の加熱を自動停止する。 

Ｃ 

 
＊濃縮缶の平常運転時の蒸発率と缶内液の放射性物質（アクチノイド）濃度との積を相対的 

  に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧０.１，Ｃ＜０.１として，放射性物質の浄化機能の低下に係る事 

  象の厳しさを分類する。ただし，酸回収設備の精留塔の場合には，上流の蒸発缶の平常運 

  転時の蒸発率と缶内液の放射性物質（アクチノイド）濃度を用いた。 
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     第1.3－５表 火災（セル内での有機溶媒火災）に係る事象の比較 
 

設備名 分離設備 分配設備 

分離建屋一

時貯留処理

設備 

プルトニウ

ム精製設備 

精製建屋一

時貯留処理

設備 

対象セル名 抽出塔セル 分配塔セル 

分離建屋一

時貯留処理

槽第１セル 

プルトニウ

ム精製塔セ

ル 

精製建屋一

時貯留処理

槽第１セル 

漏えいした有

機溶媒が主に

内包されてい

た機器 

抽出塔 
プルトニウ

ム分配塔 

第６一時貯

留処理槽 
抽出塔 

第２一時貯

留処理槽 

事故防止対策 (1) 主要な機器及び配管は，腐食し難い材料を使用し，溶接部は溶接構造に

より放射性物質が漏えいし難い設計とし，セル内の着火源は排除する設計

とする。 

(2) セルにはステンレス鋼製の漏えい液受皿を設置し，漏えい検知装置によ

り漏えいを検知すると，工程の停止，セル内の機器内の液移送及びセル内

の漏えい液の回収を行う。 

(3) 漏えいした有機溶媒の発熱量が大きく，ｎ－ドデカンの引火点に達する

おそれのあるセルについては，漏えい検知装置を多重化し，万一，外部電

源が喪失してもスチームジェットポンプをその他再処理設備の附属施設の

安全蒸気系に接続する設計とする。 

影響緩和対策 (1) 換気設備のセルの給気系には，防火ダンパを設置し，火災発生時には給

気を閉鎖する設計とする。 

(2) 分離建屋給気系及び精製建屋給気系には，建屋給気閉止ダンパを設置

し，外部電源が喪失した時に閉止する設計とする。 

(3) 火災時の煤煙及び気体は，換気設備のセルからの排気系で放射性物質を

除去し，主排気筒を介して放出する設計とする。 

(4) 分離建屋又は精製建屋内に漏えいした煤煙及び気体は，それぞれ分離建

屋又は精製建屋の汚染のおそれのある区域からの排気系で放射性物質を除

去し，主排気筒を介して放出する設計とする。 

(5) 上記(3)及び(4)の各排気系における解析条件としての高性能粒子フィルタ

の除染係数は，いずれも10３である。 

事象の厳しさ＊ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ 
 

＊火災時の敷地境界外の実効線量を相対的に示し，Ａ＝１，１＞Ｂ≧０.１，Ｃ＜０.１として， 

  火災（セル内での有機溶媒火災）に係る事象の厳しさを分類する。 
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第

1
.
3
－

６
表

 
漏

え
い

（
配

管
か

ら
セ

ル
へ

の
漏

え
い

）
に

係
る

事
象

の
比

較
 

 

設
備
名
 

溶
解
設
備
 

清
澄
・
計
量
設
備
 

分
離
設
備
 

分
配
設
備
 

分
離

建
屋

一

時
貯

留
処

理

設
備
 

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
精
製
設
備
 

精
製

建
屋

一

時
貯

留
処

理

設
備
 

ウ
ラ

ン
・

プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

混
合

脱
硝

設

備
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
処
理
設
備
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
ガ

ラ
ス

固

化
設
備
 

清
澄
設
備
 

計
量
設
備
 

溶
液
系
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
濃
縮
設
備
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
貯
蔵
設
備
 

対
象
セ
ル
名
 

溶
解
槽
セ
ル
 

清
澄
機
セ
ル
 

計
量

後
中

間

貯
槽
セ
ル
 

溶
解

液
中

間

貯
槽
セ
ル
 

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
溶

液
中

間

貯
槽
セ
ル
 

分
離

建
屋

一

時
貯

留
処

理

槽
第
１
セ
ル
 

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
濃

縮
液

計

量
槽
セ
ル
 

精
製

建
屋

一

時
貯

留
処

理

槽
第
１
セ
ル
 

硝
酸

プ
ル

ト

ニ
ウ

ム
貯

槽

セ
ル
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
濃

縮
缶

セ

ル
 

高
レ

ベ
ル

濃

縮
廃

液
貯

槽

セ
ル
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
混

合
槽

セ

ル
 

漏
え

い
し

た
液

体
状

放
射

性
物

質
が

主
に

内
包

さ
れ

て
い

た
機

器
 

第
１

よ
う

素

追
出
し
槽
 

不
溶

解
残

渣

回
収
槽
 

計
量

後
中

間

貯
槽
 

溶
解

液
中

間

貯
槽
 

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
溶

液
中

間

貯
槽
 

第
６

一
時

貯

留
処
理
槽
 

プ
ル

ト
ニ

ウ

ム
濃

縮
液

計

量
槽
 

第
２

一
時

貯

留
処
理
槽
 

硝
酸

プ
ル

ト

ニ
ウ
ム
貯
槽
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
濃
縮
缶
 

高
レ

ベ
ル

濃

縮
廃
液
貯
槽
 

高
レ

ベ
ル

廃

液
混
合
槽
 

事
故
防
止
対
策
 

(1
) 

主
要
な
機
器
及
び
配
管
は
，
腐
食
し
難
い
材
料
を
使
用
し
，
溶
接
部
は
溶
接
構
造
に
よ
り
放
射
性
物
質
が
漏
え
い
し
難
い
設
計
と
す
る
。
 

(2
) 

設
計
，
製
作
及
び
据
付
け
は
，
関
連
す
る
規
格
及
び
基
準
に
適
合
さ
せ
る
よ
う
に
し
，
品
質
管
理
を
十
分
に
行
う
。
 

影
響
緩
和
対
策
 

(1
) 

セ
ル
に
は
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
製
の
漏
え
い
液
受
皿
を
設
置
す
る
。
 

(2
) 

セ
ル
に
は
漏
え
い
検
知
装
置
を
設
け
る
。
た
だ
し
，
漏
え
い
液
を
重
力
流
で
回
収
す
る
セ
ル
を
除
き
，
以
下
の
セ
ル
で
は
，
漏
え
い
検
知
装
置
を
多
重
化
す
る
。
 

①
 
漏
え
い
液
が
沸
騰
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
セ
ル
 

②
 
有
機
溶
媒
を
含
む
漏
え
い
液
が
引
火
点
を
超
え
る
お
そ
れ
の
あ
る
セ
ル
 

③
 
無
限
体
系
の
未
臨
界
濃
度
以
上
の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
を
内
蔵
す
る
機
器
及
び
配
管
を
収
納
す
る
セ
ル
に
お
い
て
，
連
続
移
送
す
る
配
管
か
ら
の
漏
え
い
の
お
そ
れ
が
あ
る
セ
ル
 

(3
) 

セ
ル
内
の
漏
え
い
液
の
回
収
は
，
重
力
流
，
ポ
ン
プ
又
は
ス
チ
ー
ム
ジ
ェ
ッ
ト
ポ
ン
プ
に
よ
り
行
う
。
た
だ
し
，
万
一
，
外
部
電
源
が
喪
失
し
て
も
，
上
記
①
及
び
②
の
セ
ル
に
お
い
て
ス
チ
ー
ム
ジ

ェ
ッ
ト
ポ
ン
プ
を
使
用
す
る
場
合
は
，
ス
チ
ー
ム
ジ
ェ
ッ
ト
ポ
ン
プ
へ
は
そ
の
他
再
処
理
設
備
の
附
属
施
設
の
安
全
蒸
気
系
か
ら
蒸
気
を
供
給
で
き
る
設
計
と
し
，
上
記
①
の
セ
ル
に
お
い
て
ポ
ン
プ
を

使
用
す
る
場
合
は
，
ポ
ン
プ
は
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
受
電
で
き
る
設
計
と
す
る
。
 

(4
) 

放
射
性
物
質
を
含
む
気
体
は
，
換
気
設
備
の
セ
ル
か
ら
の
排
気
系
で
放
射
性
物
質
を
除
去
し
，
主
排
気
筒
を
介
し
て
放
出
す
る
設
計
と
す
る
。
 

(5
) 

上
記

(4
)の

各
排
気
系
に
お
け
る
解
析
条
件
と
し
て
の
高
性
能
粒
子
フ
ィ
ル
タ
の
除
染
係
数
は
，
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
設
備
の
溶
液
系
及
び
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
設
備
の
固
化
セ

ル
に
係
る
10

５
を
除
き
，
い
ず
れ
も
10

３
で
あ
る
。
 

事
象
の
厳
し
さ

＊
 

Ｃ
 

Ｃ
 

Ｂ
 

Ｃ
 

Ｂ
 

Ｃ
 

Ｂ
 

Ｃ
 

Ｃ
 

Ｂ
 

Ａ
 

Ｂ
 

 ＊
漏
え
い
時
の
敷
地
境
界
外
の
実
効
線
量
を
相
対
的
に
示
し
，
Ａ
＝
１
，
１
＞
Ｂ
＞

0.
1，

Ｃ
＜
0
.1

と
し
て
，
漏
え
い
（
配
管
か
ら
セ
ル
へ
の
漏
え
い
）
に
係
る
事
象
の
厳
し
さ
を
分
類
す
る
。
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 第 1.3－ ７ 表  使 用 済 燃 料 集 合 体 等 の 破 損 に 係 る 事 象 の 比 較  

 

事 象 
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設での使用済燃料集合体落下 

せん断処理施設の燃料供給設備で

の使用済燃料集合体落下 

事故防止対策 (1) 燃料取扱装置等の使用済燃料集合体の移送機器は，使用済燃料集合体

の総重量を上回る荷重を考慮しても，強度上十分耐え得る設計とする。 

(2) 燃料取扱装置等の使用済燃料集合体の移送機器では，つりワイヤを二

重化する。 

(3) 燃料取扱装置等のつかみ具駆動用の空気源が喪失した場合でも，使用

済燃料集合体が落下することのないフェイルセイフ設計とする。 

(4) 燃料取扱装置等が使用済燃料集合体を確実につかんでいない場合は，

つり上げができないようにインターロックを設ける。 

(5) 燃料取扱装置等には荷重計を設け，あらかじめ設定された荷重を超え

た場合には，つり上げが行えないようにインターロックを設ける。 

(6) 燃料取扱装置等での使用済燃料集合体のつり上げ高さは６ｍ以下とす

る設計とする。 

影響緩和対策 (1) 使用済燃料集合体から水中に

放出された後，燃料の受入れエ

リアの空気中に放出される放射

性物質は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋排気系を経て北換気筒

から放出する設計とする。 

(1) 使用済燃料集合体から燃料供

給セルに放出される放射性物質

は，前処理建屋換気設備のセル

からの排気系で放射性物質を除

去し，主排気筒から放出する設

計とする。 

事象の厳しさ＊ Ａ Ｃ 

 

＊使用済燃料集合体の落下時の敷地境界外の実効線量を相対的に示し，Ａ＝１，  

１＞Ｂ≧０.１，Ｃ＜０.１として，使用済燃料集合体等の破損に係る事象の厳し 

さを分類する。 
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2. 運転時の異常な過渡変化

2.1 序 

 再処理施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認するため，再処理施設

において発生する可能性のある運転時の異常な過渡変化に係る事象に対し

て，その発生原因，発生防止対策及び拡大防止対策を説明し，その過渡変

化の解析と結果の評価を行い，再処理施設の安全性がいかに確保されるか

を説明する。 
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2.2 プルトニウム精製設備の逆抽出塔での有機溶媒の温度異常上昇 

2.2.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，プルトニウム精製設備の逆抽出塔の運転中に，プル

トニウム洗浄器から逆抽出塔へ逆抽出用液を供給する系統が何らかの原

因により故障し，逆抽出用液の供給流量が低下することにより，温水で

加熱されている逆抽出用液の温度が上昇し，逆抽出塔内の有機溶媒の温

度が上昇する事象として考える。 

 しかし，このような事象は，逆抽出塔内の溶液温度を検知して，逆抽

出用液の加熱用の温水の供給を自動で停止することにより，有機溶媒火

災への拡大の観点で有機溶媒の温度が最大許容限度を超えることなく，

安全に終止できる。また，温水の温度上昇又は流量増加により，加熱能

力が増加した場合にも，同様な事象が発生するおそれがあるが，これら

の事象の場合には有機溶媒の温度が最大許容限度に至らない
（ １ ）

。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．逆抽出塔に供給されるプルトニウムを含む有機溶媒及び逆抽出用液の

温度は，温度制御系で約90℃の温水の流量を調節することにより，

50℃以下に制御する。 

 ｂ．逆抽出塔内の溶液温度が異常に上昇した場合には，温度検出器にて検

知し，警報を発するとともに，インターロックにより逆抽出用液の加

熱用の温水の供給を自動で停止する回路である安全保護回路によって，

逆抽出用液の加熱を停止する設計とする。 

 ｃ．上記ｂ．の逆抽出塔内の有機溶媒の温度異常上昇の検知及び温水の供

給の停止に係る系統は，二重化する。 
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2.2.2  過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．逆抽出塔は，異常発生直前まで平常運転していたものとし，逆抽出塔

  に供給するプルトニウムを含む有機溶媒及び逆抽出用液の温度の初期値

  は，異常発生後の温度が最大になるよう，それぞれ50℃とする。また，

  温水の温度は，90℃とする。 

 ｂ．プルトニウム洗浄器から逆抽出塔への逆抽出用液の供給流量が低下し

  たものとし，その結果として逆抽出用液の温度が上昇することにより，

  逆抽出塔内上部の有機溶媒の温度が上昇する。このとき，逆抽出塔内上

  部の有機溶媒の温度が最大となるように，逆抽出用液及び有機溶媒の供

  給流量を設定する。 

 ｃ．異常の拡大防止機能として考慮している系統は，「塔内液温度高」信

  号により逆抽出用液に係る熱交換器への温水の供給を停止するインタ－

  ロックであり，この系統に単一故障を仮定する。 

 (２) 解析方法 

 逆抽出塔へ供給する逆抽出用液を温水で加熱することを考慮し，熱交

換器内及び逆抽出塔シャフト部内の熱交換を定常解析することにより，

逆抽出塔上部に流入する有機溶媒温度を求め，逆抽出塔上部の有機溶媒

温度上昇を過渡解析する。 

 (３) 解析結果 

 逆抽出用液の供給流量低下により，逆抽出塔に供給する逆抽出用液の

温度は，50℃から約80℃に上昇する。その結果，逆抽出塔内の有機溶媒

の温度が上昇するが，有機溶媒の温度が「塔内液温度高」信号の設定値

69℃に上昇した後，さらにそのままの状態が継続したとして最大許容限

度74℃に至るまでには約42分を要する。有機溶媒の温度が設定値に達す

８－２－3



ると直ちに「塔内液温度高」信号のインターロックが作動することによ

り，逆抽出用液に係る熱交換器への温水の供給が停止される。 

 したがって，塔内の有機溶媒の温度は，最大許容限度74℃を超えるこ

とはない。 
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2.2.3  判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり逆抽出塔内の有機溶媒の温度は，最大許容限度

を超えることはなく，この過渡変化は,「1.1.1.3 判断基準｣の(１)を満

足する。 
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2.3 高レベル廃液濃縮缶における加熱蒸気の温度異常上昇 

2.3.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，高レベル廃液処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高

レベル廃液濃縮缶の運転中に，加熱蒸気を供給する系統が何らかの原因

により故障し，高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度が異常に上昇する

事象として考える。 

 しかし，このような事象は，加熱蒸気の温度上昇を検知し，高レベル

廃液濃縮缶への加熱蒸気の供給を自動で停止することにより，ＴＢＰ等

の錯体の急激な分解反応への拡大の観点で高レベル廃液濃縮缶内の溶液

の温度が最大許容限度を超えることなく，安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．高レベル廃液濃縮缶は，缶内温度約50℃，缶内圧力約6.9ｋＰａで運転

する減圧蒸発方式である。 

 ｂ．蒸気発生器で発生する高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の圧力は，蒸気

発生器の圧力制御系で加熱蒸気の熱源である一次蒸気の流量を調整す

ることにより，約167ｋＰａ[gage]（約130℃相当）に制御する（以下

［gage］は，特に記載のない限り屋外の大気圧との差圧である）。 

 ｃ．蒸気発生器で発生する高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の圧力が上昇し

ても，蒸気発生器に設けた蒸気逃がし弁が作動し，過度の圧力上昇を

防止する設計とする。 

 ｄ．高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度が異常に上昇した場合には，温

度検出器にて検知し，インターロックにより蒸気発生器への一次蒸気

の供給を遮断弁にて自動で停止する回路である安全保護回路によって，

高レベル廃液濃縮缶の加熱を停止する設計とする。 
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 ｅ．また，上記ｄ．とは別に，温度検出器にて高レベル廃液濃縮缶の加熱

蒸気の温度の異常な上昇を検知し，インターロックにより高レベル廃

液濃縮缶への加熱蒸気の供給を遮断弁にて自動で停止する回路である

安全保護回路によって，高レベル廃液濃縮缶の加熱を停止する設計と

する。 
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2.3.2  過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．高レベル廃液濃縮缶は，異常発生直前まで平常運転していたものとし，

  缶内の溶液の温度の初期値は51℃, 加熱蒸気の温度の初期値は130℃と

  する。 

 ｂ．加熱蒸気を供給する系統の蒸気発生器の圧力制御系の故障により，一

  次蒸気の流量が増加し，加熱蒸気の圧力及び温度が上昇するものとする。

  このとき，一次蒸気の流量増加後の加熱能力は，平常運転時の加熱能力

  の120％とする。 

 ｃ．解析上は，蒸気発生器に設置している蒸気逃がし弁の動作は考慮しな

  いものとする。 

 ｄ．異常の拡大防止機能として考慮している加熱停止に係るインターロッ

  クは，一次蒸気を停止するもの及び加熱蒸気を停止するものがあり，高

  レベル廃液濃縮缶に近い位置で加熱停止を行うインターロック，すなわ

  ち「加熱蒸気温度高」信号により加熱蒸気の供給を停止するインターロ

  ックに，単一故障を仮定する。 

 (２) 解析方法 

 蒸気発生器で発生する加熱蒸気の熱量がそのまま濃縮缶内の溶液に伝

達されるものと仮定し，蒸気発生器での熱交換前後における熱収支及び

濃縮缶での熱交換前後における熱収支に基づき，加熱蒸気の温度の過渡

変化を解析する。 

 (３) 解析結果 

 一次蒸気の流量が増加すると，高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度

が上昇するが，加熱蒸気の温度が「加熱蒸気温度高」信号の設定値134 

℃に上昇した後，さらにそのままの状態が継続したとして135℃に至る
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までには約30秒を要する。加熱蒸気の温度が設定値に達すると直ちに

「加熱蒸気温度高」信号による一次蒸気の供給を停止するインターロッ

クが作動することにより，一次蒸気の供給は，停止される。加熱蒸気の

温度が135℃のとき，高レベル廃液濃縮缶内の溶液の温度は約52℃であ

る。 

 したがって，高レベル廃液濃縮缶内の溶液の温度は，最大許容限度

135℃を超えることはない。 

 

８－２－9



2.3.3  判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり，高レベル廃液濃縮缶内の溶液の温度は，最大許

容限度を超えることはなく，この過渡変化は,「1.1.1.3 判断基準｣の(１)

を満足する。 
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2.4 ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉での還元ガス中の水素濃 

    度異常上昇 

2.4.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系

の還元炉の運転中に，還元ガスを製造する還元ガス供給系の水素ガスの

流量制御系統が何らかの原因により故障し，還元ガス中の水素濃度が上

昇する事象として考える。 

 しかし，このような事象は，還元ガス中の水素濃度上昇を検知し，還

元ガスの供給を自動で停止することにより，還元ガス中の水素の爆発へ

の拡大の観点で，還元ガス中の水素濃度が最大許容限度を超えることな

く，安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．還元ガスは，水素ガスを窒素ガスで希釈して製造し，還元ガス供給槽

に供給される。還元ガス中の水素濃度は，ドライ換算約５ｖｏｌ％に

なるように，水素ガスの流量制御系統により水素ガスの流量を制御し，

調整する。調整した還元ガスは，還元ガス供給槽から還元ガス受槽に

供給し，還元ガス受槽から還元炉へ供給する。 

 ｂ．還元ガス供給槽に供給される還元ガス中の水素濃度が異常に上昇した

場合には，水素濃度計にて検知し，警報を発するとともに，インター

ロックにより還元ガス供給槽から還元ガス受槽への還元ガスの供給を

自動で停止する。 

 ｃ．還元ガス受槽に供給される還元ガス中の水素濃度が異常に上昇した場

合には，水素濃度計にて検知し，警報を発するとともに，インターロ

ックにより還元ガス受槽から還元炉への還元ガスの供給を自動で停止
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する回路である安全保護回路によって，還元ガスの供給を停止し，還

元炉内を窒素ガスで掃気する設計とする。 

 ｄ．上記ｃ．の還元ガス中の水素濃度上昇の検知及び還元ガスの供給停止

に係る系統は，二重化する。 
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2.4.2 過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．還元炉は，異常発生直前まで平常運転していたものとし，還元ガス供

給槽から還元ガス受槽に供給する還元ガス及び還元ガス受槽から還元

炉に供給する還元ガス中の水素濃度の初期値は，ドライ換算5.0ｖｏｌ％

とする。 

 ｂ．還元ガス供給系の水素ガスの流量制御系統が故障し，窒素ガス流量に

対する水素ガスの流量比が平常運転時の流量比の５倍に上昇するもの

とする。その結果として還元ガス供給槽及び還元ガス受槽の還元ガス

中の水素濃度が上昇することにより，還元炉に供給する還元ガス中の

水素濃度が上昇するものとする。 

 ｃ．還元ガス受槽の還元ガス中の水素濃度上昇をより厳しく評価するため，

解析においては，還元ガス供給槽の「水素濃度高」信号のインターロ

ックの作動を無視する。 

 ｄ．異常の拡大防止機能として考慮している系統は，還元ガス受槽の「水

素濃度高」信号により還元炉への還元ガスの供給を停止するインター

ロックであり，この系統に単一故障を仮定する。 

 (２) 解析方法 

   還元ガスが還元ガス供給槽及び還元ガス受槽でそれぞれ均一に混合さ

れるものと仮定して，還元ガス中の水素濃度の過渡変化を解析する。 

 (３) 解析結果 

 窒素ガス流量に対する水素ガスの流量比が上昇すると，還元ガス受槽

に供給される還元ガス中の水素濃度が上昇するが，還元ガス受槽に供給

する還元ガス中の水素濃度が「水素濃度高」信号の設定値であるドライ

換算6.0ｖｏｌ％に上昇した後，さらにそのままの状態が継続したとし
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て最大許容限度であるドライ換算6.4ｖｏｌ％に至るまでには約200秒を

要する。水素濃度が設定値に達すると直ちに還元ガス受槽の「水素濃度

高」信号により還元ガスの供給を停止するインターロックが作動するこ

とにより，還元炉への還元ガスの供給が自動で停止される。 

 したがって，還元炉へ供給される還元ガス中の水素濃度は，最大許容

限度であるドライ換算6.4ｖｏｌ％を超えることはない。 
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2.4.3 判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり，還元炉に供給される還元ガス中の水素濃度は，

最大許容限度を超えることはなく，この過渡変化は,「1.1.1.3 判断基

準｣の(１)を満足する。 
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2.5 分配設備のプルトニウム洗浄器におけるプルトニウム濃度異常上昇 

2.5.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，分配設備のプルトニウム分配塔の運転中に，還元剤

を供給する系統が何らかの原因により故障し，還元剤の供給が停止する

ことによりプルトニウムが３価に還元されないため有機相から分離され

ることなく，ウランとともに有機相に保持されたまま，プルトニウム洗

浄器に移送され，そこでプルトニウム濃度が上昇する事象として考える。 

 しかし，このような事象は，プルトニウム分配塔からプルトニウム洗

浄器への過度のプルトニウムの流出を検知し，プルトニウム洗浄器への

有機溶媒の移送を自動で停止することにより，臨界への拡大の観点でプ

ルトニウム洗浄器でのプルトニウム濃度が最大許容限度を超えることな

く，安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．供給される還元剤の組成は，分析により確認する。 

 ｂ．還元剤の供給流量は，流量制御系により制御しており，その流量が減

少した場合には，警報を発する設計とする。 

 ｃ．プルトニウム分配塔には垂直方向に複数の中性子検出器を設置し，そ

れらの計数率の分布からプルトニウム分配塔垂直方向のプルトニウム

濃度分布の傾向を監視し，濃度管理を行うプルトニウム洗浄器への過

度のプルトニウムの流出を事前に検知する設計とする。 

 ｄ．万一，プルトニウム洗浄器に過度のプルトニウムが流入した場合には，

プルトニウム洗浄器の第１段の下部に二重に設置する中性子検出器に

て検知し，プルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送を自動で停止する

回路である安全保護回路によって，プルトニウム洗浄器への有機溶媒
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の移送を停止する設計とする。 

 ｅ．上記ｄ．のプルトニウム洗浄器の第１段の下部の中性子の検知及びプ

ルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送停止に係る系統は，二重化する。 
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2.5.2  過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．還元剤を供給する系統が故障し，その結果としてプルトニウム分配塔

  への還元剤の供給が停止するものとする。 

 ｂ．プルトニウム分配塔に設置されている中性子検出器の機能は，考慮し

  ないものとする。 

 ｃ．異常の拡大防止機能として考慮している系統は，プルトニウム洗浄器

  に設置する中性子検出器の「計数率高」信号によりプルトニウム分配塔

  からプルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送を停止するインターロック

  であり，この系統に単一故障を仮定する。 

 (２) 解析方法 

 解析は，解析コードRevised MIXSETを用いて行う。 

 Revised MIXSETは，連続抽出器を用いた溶媒抽出工程の動的状態及び

定常状態計算と各種供給液について流量と濃度の最適化計算が行えるコ

ードである。Revised MIXSETは，向流する水相と有機相が考慮され，有

機相中に抽出剤が存在する。このとき，水相と有機相の相互間の溶解は

ないものとし，抽出成分の２相間への分配は分配係数によって定義され

る。Revised MIXSETの入力は，段数，抽出器内の水相，有機相の容積，

水相及び有機相の流量及び濃度等であり，出力としては，濃度等の時間

変化等が求められる。 

 (３) 解析結果 

 プルトニウム分配塔への還元剤の供給が停止すると，プルトニウムは

プルトニウム分配塔での分離が不十分となりウランとともに有機相に保

持されたままプルトニウム洗浄器に移行する。 

 この場合，プルトニウム洗浄器の水相中のプルトニウム濃度は徐々に

（２） 
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上昇するが，プルトニウム洗浄器に設置した中性子検出器の「計数率高」

信号に相当するプルトニウム濃度7.0ｇ・Ｐｕ／ℓ に上昇した後，さら

にそのままの状態が継続したとして最大許容限度7.5ｇ・Ｐｕ／ℓ に至

るまでには約20分を要する。プルトニウム濃度7.0ｇ・Ｐｕ／ℓ に達す

ると直ちにプルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送を自動で停止する停

止系が作動することにより，プルトニウム洗浄器への有機溶媒の移送が

停止する。 

 したがって，プルトニウム洗浄器水相中のプルトニウム濃度は，最大

許容限度7.5ｇ・Ｐｕ／ℓ を超えることはない。 
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2.5.3 判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり，プルトニウム洗浄器におけるプルトニウム濃

度は，最大許容限度を超えることはなく，この過渡変化は,「1.1.1.3 

判断基準｣の(２)を満足する。 
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2.6 高レベル廃液濃縮缶凝縮器での冷却能力の低下による廃ガス中蒸気量

の増大 

2.6.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，高レベル廃液処理設備の高レベル廃液濃縮設備の高

レベル廃液濃縮缶の運転中に，高レベル廃液濃縮缶の蒸気を凝縮する高

レベル廃液濃縮缶凝縮器への冷却水の供給が何らかの原因により停止し，

高レベル廃液濃縮缶の蒸気が未凝縮のまま，塔槽類廃ガス処理設備に移

送される事象として考える。 

 しかし，このような事象は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器出口で廃ガス

の温度上昇を検知し，高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気を供給する系統へ

の蒸気の供給を自動で停止することにより，放射性物質の浄化機能の低

下の観点で放射性物質放出の増加はなく，安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．高レベル廃液濃縮缶は，缶内温度約50℃，缶内圧力約6.9ｋＰａで運転

する減圧蒸発方式である。 

 ｂ．高レベル廃液濃縮缶の圧力は，廃ガス流量を調整することにより制御

する設計とする。高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気側出口の温度は，約 

30℃である。 

 ｃ．蒸気発生器で発生する高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の圧力は，蒸気

発生器の圧力制御系で加熱蒸気の熱源である一次蒸気の流量を調整す

ることにより，約167ｋＰａ[gage]（約130℃相当) に制御する。 

 ｄ．高レベル廃液濃縮缶凝縮器への冷却水の供給が停止して廃ガスの温度

が異常に上昇した場合には，高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気側出口に

設置している温度計にて検知し，警報を発するとともに，インターロ
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ックにより高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の供給遮断弁を自動で閉じ

る回路である安全保護回路によって，高レベル廃液濃縮缶の加熱を停

止する設計とする。 

 ｅ．また，上記ｄ．とは別に，高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気側出口に設

置している温度計により温度の異常な上昇を検知し，警報を発すると

ともに，インターロックにより蒸気発生器への一次蒸気の供給遮断弁

を自動で閉じる回路である安全保護回路によって，高レベル廃液濃縮

缶の加熱を停止する設計とする。 
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2.6.2 過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．高レベル廃液濃縮缶は，異常発生直前まで平常運転していたものとし，

缶内の溶液の温度の初期値は51℃，加熱蒸気の温度の初期値は130℃と

する。 

 ｂ．高レベル廃液濃縮缶凝縮器の冷却機能が停止したものとする。 

 ｃ．異常の拡大防止機能として考慮している加熱停止に係るインタ－ロッ

クは，一次蒸気を停止するもの及び加熱蒸気を停止するものがあり，

高レベル廃液濃縮缶に近い位置で加熱停止を行うインタ－ロック，す

なわち「凝縮器排気側出口温度高」信号により加熱蒸気の供給を停止

するインターロックに単一故障を仮定する。 

 (２) 解析方法 

 高レベル廃液濃縮缶は減圧蒸発方式であり，高レベル廃液濃縮缶凝縮

器の凝縮機能が停止することにより缶内の圧力が上昇するため沸騰が停

止するが，その後の缶内温度の過渡変化を，高レベル廃液濃縮缶での熱

収支に基づき解析する。 

 (３) 解析結果 

 高レベル廃液濃縮缶凝縮器の凝縮機能が停止すると，高レベル廃液濃

縮缶で発生した蒸気が凝縮されずに，排気側に流れるため，高レベル廃

液濃縮缶凝縮器排気側出口温度が上昇するとともに，廃ガスの排気能力

を超える蒸気量となるため，缶内の圧力が上昇することにより缶内の溶

液の沸点が上昇し，沸騰が一時的に停止するとともに，高レベル廃液濃

縮缶凝縮器排気側の出口温度が上昇する。この出口温度が「凝縮器排気

側出口温度高｣信号の設定値51℃に達すると直ちに一次蒸気の供給を停

止するインターロックが作動することにより，蒸気発生器での加熱蒸気
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の発生が停止するため，自動で高レベル廃液濃縮缶の加熱が停止される。

加熱が停止されるまでの間，高レベル廃液濃縮缶の缶内の温度が上昇す

るが，高レベル廃液濃縮缶の加熱が停止されると缶内の温度上昇は停止

するため，再沸騰に至ることはなく蒸気の発生が抑制される。この間の

発生蒸気量は，沸騰状態での発生蒸気量よりも少なく，塔槽類廃ガス処

理設備の配管内での凝縮により蒸気が放出されることはなく，さらに，

その後，缶内溶液の移送あるいは冷却により蒸気の発生が抑制されるた

め，蒸気が放出されることはない。したがって，放射性物質放出の増加

はない。 

 また，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の凝縮機能停止後，減圧状態が喪失

した状態で加熱を継続しても缶内溶液が再沸騰するまでに約30分を要す

るため，この間に上記インターロックの作動により，高レベル廃液濃縮

缶の加熱を確実に停止することができる。 

 

８－２－24



2.6.3  判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり，高レベル廃液濃縮缶からの蒸気を凝縮する高レ

ベル廃液濃縮缶凝縮器が停止した場合，放射性物質放出の増加はなく，こ

の過渡変化は，「1.1.1.3 判断基準」の(４)を満足する。 

 

８－２－25



2.7 ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉の温度異常上昇 

2.7.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

この過渡変化は，ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の焙焼・還元系

の還元炉の運転中に，ヒータ電流の制御系統が何らかの原因により故障

し，還元炉内の温度が異常に上昇する事象として考える。 

しかし，このような事象は，ヒータ部の温度上昇を検知し，ヒータへ

の通電を自動で停止することにより還元炉のヒータ加熱が停止され，過

加熱に対する閉じ込め機能の低下の観点で還元炉の炉心管の温度が最大

許容限度を超えることなく，安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．還元炉内の温度は，約800℃で運転する。 

 ｂ．還元炉のヒータ部温度は，温度計により測定し，ヒータ電流の制御系

統で制御する。また，ヒータからの熱放射により炉心管（材料：ハス

テロイＸ）を加熱する設計とする。 

 ｃ．ヒータ部温度が異常に上昇した場合には，温度計にて検知し，警報を

発するとともに，インターロックによりヒータへの通電を停止する回

路である安全保護回路によって，還元炉の加熱を停止する設計とする。 

 ｄ．上記ｃ．のヒータ部の温度上昇の検知及びヒータへの通電停止に係る

系統は，二重化する。 
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2.7.2  過渡変化の解析 

 (１) 解析条件 

 ａ．還元炉は，異常発生直前まで平常運転していたものとする。 

 ｂ．ヒータ電流の制御系統が故障し，その結果としてヒータ電流値が上昇

  し，ヒータ及び炉心管の温度が上昇するものとする。 

 ｃ．異常の拡大防止機能として考慮している系統は，「ヒータ部温度高」

  信号によりヒータへの通電を停止するインターロックであり，この系統

  に単一故障を仮定する。 

 (２) 解析結果 

 ヒータ電流値が上昇すると，ヒータ部の温度が上昇し，「ヒータ部温

度高」信号の設定値890℃に達すると直ちにヒータへの通電を停止する

インターロックが作動することにより，還元炉のヒータ加熱が自動で停

止する。 

 したがって，還元炉の炉心管の温度は，最大許容限度としている機器

の閉じ込めを形成する材料の最高使用温度899℃を超えることはない。 
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2.7.3  判断基準への適合性の検討 

 解析結果に示すとおり，還元炉の炉心管の温度は，最大許容限度を超え

ることはなく，この過渡変化は，「1.1.1.3 判断基準」の(３)を満足する。 
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2.8 外部電源喪失 

2.8.1 原因，発生防止対策及び拡大防止対策 

 (１) 原因及び説明 

 この過渡変化は，電力系統の故障，外部電源系統の故障等により外部

電源の一部又は全部が喪失し，運転状態が乱されるような事象として考

える。 

 外部電源が喪失することにより，各設備の各工程は，運転停止の状態

に移行する。 

 一方，各工程の安全維持に必要な安全冷却水系，安全圧縮空気系，塔

槽類廃ガス処理設備，安全維持に必要な換気設備の排気系，計測制御設

備等に必要な電力は，非常用所内電源系統により供給され，過渡変化は，

安全に終止できる。 

 (２) 発生防止対策及び拡大防止対策 

 ａ．再処理施設に必要な電力は，154ｋＶ送電線２回線から受電し，受電

変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設の各施設へ給電する。

これら154ｋＶ送電線は，１回線停電時においても再処理施設を運転で

きる送電容量がある。 

 ｂ．非常用ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に安全上重要な

施設の安全機能の確保に必要な負荷（以下「安全上重要な負荷」とい

う。）に給電するため，第１非常用ディーゼル発電機２台及び第２非

常用ディーゼル発電機２台を設置する。 

 第１非常用ディーゼル発電機は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要

な施設の6.9ｋＶ非常用母線に接続する設計とする。 

 第２非常用ディーゼル発電機は，6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の

受入れ及び貯蔵に必要な施設の6.9ｋＶ非常用母線を除く。）に給電す
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る6.9ｋＶ非常用主母線に接続する設計とする。また，この6.9ｋＶ非

常用主母線は，運転予備用ディーゼル発電機からも受電できる設計とす

る。 

 ｃ．非常用所内電源系統は，分離・独立した２系統を設ける設計とする。

非常用所内電源系統は非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池及び非

常用無停電電源装置の非常用所内電源機器から安全上重要な負荷に電

力を供給する一連の電気設備で構成し，１系統が故障しても安全上重

要な負荷の安全機能は確保できる容量及び機能を有する設計とする。 

 ｄ．非常用所内電源系統のうちの非常用直流電源設備は，分離・独立した

２系統を設ける設計とする。非常用直流電源設備は，安全上重要な負

荷に給電するため第１非常用直流電源設備（使用済燃料の受入れ及び

貯蔵に必要な施設用。）及び第２非常用直流電源設備（使用済燃料の

受入れ及び貯蔵に必要な施設を除く再処理施設用。）を設置する。非

常用直流電源設備は，１系統が故障しても安全上重要な負荷の安全機

能は確保できる容量及び機能を有する設計とする。 

 ｅ．非常用所内電源系統のうちの計測制御用交流電源設備は，分離・独立

した２系統を設ける設計とする。計測制御用交流電源設備のうち105Ｖ

無停電交流母線は常に確実かつ安定した計測制御用交流電源を必要と

する負荷に給電するため静止形無停電電源装置から受電する。１系統

が故障しても安全上重要な負荷の安全機能は確保できる容量及び機能

を有する設計とする。 
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2.8.2 過渡変化の解析 

 ａ．外部電源喪失により，有機溶媒の温度がｎ－ドデカンの引火点に達す

るおそれのある機器及び溶液が沸騰するおそれのある機器に供給する

その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系へは，非常用所内電源系

統から給電する設計とするため，有機溶媒の温度はｎ－ドデカンの引

火点を超えることはなく，溶液は沸騰することはない。 

 ｂ．外部電源喪失により，１日以内に機器内の気相部の水素濃度が可燃限

界濃度に達するおそれのある機器に供給するその他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系へは，非常用所内電源系統から給電する設計と

するため，機器内の気相部の水素濃度が最大許容限度であるドライ換

算4.0ｖｏｌ％を超えることはない。 

 また，安全圧縮空気系から圧縮空気を供給されない機器のうち，機器

内の気相部の水素濃度が可燃限界濃度に達するおそれのある機器につい

ては，一般圧縮空気系からの圧縮空気により水素希釈をしているが，外

部電源喪失により圧縮空気の供給は停止する。しかしながら，機器内の

気相部の水素濃度が可燃限界濃度に達するまでには１日以上を要する。

さらに，非常用所内電源系統から給電されている塔槽類廃ガス処理設備の

排風機による排気及び一般圧縮空気系から空気を供給する配管を用いて空

気を取り入れることができる設計とすることから，機器内の気相部の水素

濃度は最大許容限度であるドライ換算4.0ｖｏｌ％を超えることはない。 

 ｃ．外部電源喪失により，塔槽類廃ガス処理設備，せん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備及び換気設備の

排気系は，一時的に風量が低下するが，非常用所内電源系統から給電

されることにより，排気機能は短時間に回復することから，放射性物

質の放出が増加することはない。 
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 また，外部電源喪失により，せん断処理・溶解廃ガス処理設備のよう

素フィルタ，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄器及

び吸収塔の放射性物質の捕集・浄化機能の維持に必要な電力は，非常用

所内電源系統から給電されることから，放射性物質の放出が増加するこ

とはない。 

 一方，非常用所内電源系統に接続されていない塔槽類廃ガス処理設備

及び換気設備の排気系は，外部電源喪失により排気機能が喪失するが，

これらに接続する塔槽類では，同時に加熱，かくはん及び溶液の移送も

停止し，放射性物質の廃ガスへの移行も減少するため，放射性物質の放

出が増加することはない。 
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2.8.3  判断基準への適合性の検討 

 外部電源が喪失しても，安全維持に必要な電力は，非常用所内電源系統

により，確保されるとともに，非常用所内電源系統に接続されていない施

設については，放射性物質の放出が増加することはないため，外部電源喪

失は，「1.1.1.3判断基準」の(１)，(２)，(３)及び(４)をすべて満足する。 
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2.9 結  論 

 再処理施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認するため，「再処理施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」に従って各種の運転時の異

常な過渡変化に係る事象を選定し，解析を行った。その結果は，それぞれ

の運転時の異常な過渡変化の「判断基準への適合性の検討」の項で述べた

ように，想定したすべての運転時の異常な過渡変化に対して，その判断基

準を満足する。 
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3. 設計基準事故 

3.1 序 

 再処理施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認するため，再処理施設

において発生する可能性のある設計基準事故に係る事象に対して，その発

生原因，事故防止対策及び影響緩和対策を説明し，事故経過の解析と結果

の評価を行い，再処理施設の安全性がいかに確保されるかを説明する。 

８－３－1



3.2  プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

3.2.1  原因及び説明 

 プルトニウム精製設備のパルスカラムを収納するプルトニウム精製塔セ

ル内での火災が発生する場合は，セルにＴＢＰ，ｎ－ドデカン等（以下

「有機溶媒等」という。）が漏えいし，漏えいした有機溶媒が加熱され，

かつ，着火する場合である。 

 プルトニウム精製設備は，容器等をステンレス鋼等の信頼性の高い材料

で製作することにより有機溶媒等が漏えいし難い設計とするとともに，万

一，プルトニウム精製塔セルに有機溶媒等が漏えいした場合，漏えい検知

装置により漏えいを検知し，プルトニウム精製設備の運転を停止するとと

もに，セル内の機器内の有機溶媒等は精製建屋一時貯留処理設備等の他の

セルの貯槽へ移送し，また，セルの漏えい液受皿に溜まった有機溶媒等は，

スチームジェットポンプにより回収するため，回収作業後漏えい液受皿の

集液部に少量の有機溶媒等しか残らず，その状態ではｎ－ドデカンの引火

点を超えることはない。さらに，セル内には漏えいした有機溶媒等を加熱

するような機器はなく，かつ，セルに収納する機器は接地を施す等により

着火源とならない設計とするため火災の発生は考えられない。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，漏えい液受皿の集

液部に残った少量の有機溶媒がそのまま放置され，何らかの原因によりそ

の有機溶媒がｎ－ドデカンの引火点を超えて加熱され，かつ，着火して燃

えることを想定して評価する。 

 この場合，防火ダンパ及び消火装置により速やかに消火されるが，これ

らの設備が作動しないと仮定して評価しても，精製建屋換気設備のセルか

らの排気系の高性能粒子フィルタの健全性が維持され，このセル内での有

機溶媒火災は，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることな

８－３－2



く，終止できる。 
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3.2.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 プルトニウム精製設備のパルスカラムを収納するプルトニウム精製塔

セル内での火災の発生を防止するため，次のような設計及び運転管理上

の対策を講ずる。 

 ａ．プルトニウム精製設備の機器及び配管は，設計，製作及び据付けにお

いて次のような考慮を払い，漏えいを防止する設計とする。 

 (ａ) 設計，製作及び据付けは，関連する規格及び基準に適合させるように

し，品質管理を十分に行う。 

 (ｂ) プルトニウム精製設備の主要機器は，腐食し難い材料を用い，接液部

は，溶接構造とし，漏えいし難い設計とする。 

 ｂ．漏えいした液がセルの漏えい液受皿の集液部に流入すると，漏えい検

知装置で検知し，警報を発する設計とする。運転員は，漏えいを認知

すると，工程の停止，セル内の機器内の液の移送及びセル内の漏えい

液の回収を行う。 

 ｃ．プルトニウム精製設備のセルには着火源を有する機器は設置せず，ま

たセルに収納する機器は接地を施すことにより着火源とならないよう

な設計とする。 

 (２) 影響緩和対策 

上記の防止対策にもかかわらず，万一，セル内で有機溶媒火災が発生

した場合には，以下の対策により影響緩和を図る。 

 ａ．セルの給気ダクトには防火ダンパを設置し，火災発生時には給気を閉

  鎖できる設計とする。 

 ｂ．火災時に発生する放射性物質を含む煤煙及び気体は，精製建屋換気設

備のセルからの排気系で放射性物質を除去した後，主排気筒を介して
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放出する設計とする。また，セルへの給気系には逆止ダンパを設け，

セル内から精製建屋内への逆流を防止する設計とする。 

 ｃ．万一，火災によりセルから精製建屋内へ放射性物質を含む煤煙及び気

体が漏えいしたとしても，それらの煤煙及び気体は，精製建屋換気設

備の汚染のおそれのある区域からの排気系にて放射性物質を除去した

後，主排気筒を介して放出する設計とする。また，精製建屋換気設備

の精製建屋給気系の送風機下流には建屋給気閉止ダンパを設け，外部

電源喪失時には，外部電源の喪失を検知し，建屋給気閉止ダンパを閉

止する回路である安全保護回路によって給気を閉鎖し精製建屋内が正

圧になることを防止する設計とし，建屋給気閉止ダンパについては，

単一故障により機能喪失することのない設計とする。 

 ｄ．火災検出装置で火災の発生を検知し，警報を発する設計とする。 

 ｅ．万一の火災に備えて消火装置を設ける。 
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3.2.3 事故経過 

 (１) 解析条件 

 ａ．有機溶媒中の放射性物質の濃度が最も高いプルトニウム精製設備の抽

出塔下流の有機溶媒がプルトニウム精製塔セルに漏えいするものとす

る。 

 ｂ．上記ａ．のセル内の機器内の有機溶媒は，精製建屋一時貯留処理設備

の第１一時貯留処理槽又は第２一時貯留処理槽へ移送し，また，セル

の漏えい液受皿に溜まった有機溶媒は，精製建屋一時貯留処理設備の

第１一時貯留処理槽へ回収するものとする。 

 ｃ．燃焼する有機溶媒量は，未回収の有機溶媒量をより厳しい結果となる

ように見積もる値として，集液部の容量0.07ｍ３とする。また，火災面

積は，未回収の有機溶媒量の表面積をより厳しい結果となるように見

積もる値として，集液部の表面積0.8ｍ２とする。 

 ｄ．火災時の有機溶媒の燃焼速度をより厳しい結果となるよう評価する観

点から，セル内での有機溶媒の燃焼時の蒸発速度は，大気中での有機

溶媒の燃焼時の蒸発速度0.07ｋｇ／ｍ２・ｓと
（ １ ）

する。 

 ｅ．精製建屋換気設備のセルの給気ダクトに設けた防火ダンパの作動によ

る給気の閉鎖の機能は考慮しないが，セル内の圧力が精製建屋に対し

て正圧になった場合には逆止ダンパが閉止しセルから精製建屋への逆

流が抑制されるものとする。 

 ｆ．火災発生と同時に外部電源が喪失するものとする。 

 ｇ．外部電源の喪失を検知し，建屋給気閉止ダンパが閉止するものとする。 

 ｈ．より厳しい結果となる評価をするために，消火装置の作動を考慮しな

いものとする。 

 ｉ．解析に当たって考慮する影響緩和機能は，プルトニウム精製塔セル，
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精製建屋及び精製建屋換気設備による放射性物質の閉じ込め機能，並

びに第２非常用ディーゼル発電機による支援機能である。 

 ｊ．上記ｉ．の閉じ込め機能に関連する動的機器には，精製建屋換気設備

の建屋給気閉止ダンパ，グローブボックス・セル排風機及び建屋排風

機がある。建屋給気閉止ダンパは，単一故障により機能喪失すること

のない設計としており，また，グローブボックス・セル排風機及び建

屋排風機双方とも外部電源喪失時には，第２非常用ディーゼル発電機

から給電する設計としている。したがって，セル内及び精製建屋内の

圧力，並びに高性能粒子フィルタの温度の観点で，解析の結果を最も

厳しくする単一故障として,第２非常用ディーゼル発電機に単一故障を

仮定する。 

 

 (２) 解析方法 

 解析は，解析コードＦＥＶＥＲを
（ ２ ）

用いて行う。 

 ＦＥＶＥＲは，火災時の区画室内及び換気系の圧力，温度等の過渡変

化を解析するコードである。ＦＥＶＥＲは，区画室内の空間を高温ガス

層と低温ガス層の２領域に分割するとともに，排気系統のダクト，フィ

ルタ，排風機等を流れ方向に一次元に多ノードで模擬する。排気系統内

の流動解析では基礎式として，質量，運動量及びエネルギの保存則を適

用するとともに，気体の圧縮性を各ノードで考慮する。ＦＥＶＥＲの入

力は，火災源の可燃物量と発熱量，並びに区画室内の空間，排気系統の

ダクト，フィルタ，排風機等の幾何学的形状等であり，出力として，区

画室内及び各ノードにおける圧力，温度等の時間変化が求められる。 

 また，精製建屋の閉じ込めについては，精製建屋の負圧の過渡変化を

より厳しく評価するため，上述のセルの閉じ込めに係る解析とは異なり
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精製建屋換気設備のセルへの給気系の逆止ダンパの機能を考慮せず，火

災時に発生したエネルギがすべて精製建屋内の気体に均一に与えられる

ことにより，精製建屋内の圧力が上昇するものとして解析を行う。 

 

 (３) 解析結果 

 プルトニウム精製塔セル内の圧力の変化を第3.2－１図に，セルから

の排気系の高性能粒子フィルタに流入する気体の温度の変化を第3.2－

２図に，精製建屋内の圧力の変化を第3.2－３図に示す。 

 プルトニウム精製塔セル内の圧力は第3.2－１図に示すように火災

初期の約110秒間は精製建屋内圧力に対して最高約11ｋＰａ[dif](0.11

ｋｇ／ｃｍ２）の正圧となる。火災は約17分間継続し，燃焼終了時点

までの精製建屋換気設備のセルからの排気系の高性能粒子フィルタに流

入する気体の最高温度は，第3.2－２図に示すように約140℃となり，

煤煙が到達することにより上昇する高性能粒子フィルタの最大差圧は
（ ４ ）

，

約0.6ｋＰａ[dif]（0.007ｋｇ／ｃｍ２）となる。これらの温度及び差圧
（１２）

は，それぞれ高性能粒子フィルタの健全性が保たれることが確認されて

いる値である使用温度 200℃及
（ ３ ）

び煤煙負荷時の差圧４ｋＰａ[dif]

(0.04ｋｇ／ｃｍ２）を下回り高性能粒子フィルタの機能に支障をきた

すことはない。 

 また，火災初期に煤煙及び気体の一部が精製建屋に漏えいするが，そ

れらの量は少なく，精製建屋内圧力についてより厳しい評価をするため

逆止ダンパの機能を考慮せずに解析を行うと，精製建屋内圧力は，第3.

2－３図に示すように約－0.05ｋＰａ[gage]（－0.0005ｋｇ／ｃｍ２Ｇ）

以下に維持され，精製建屋換気設備の汚染のおそれのある区域からの排

気系の高性能粒子フィルタの機能に支障をきたすこともない。 
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 火災発生と同時に外部電源が喪失しない場合については，放射性物

質の閉じ込め機能に関連する動的機器であるグローブボックス・セル

排風機及び建屋排風機は，火災発生前から機能しており，かつ，事象の

過程中も機能し続ける機器であり，外部電源の喪失によりグローブボッ

クス・セル排風機及び建屋排風機が一時的に機能喪失する場合に比べ，

セル内及び精製建屋内の圧力，並びに高性能粒子フィルタの温度の観点

で解析結果に与える影響を緩和する。一方，高性能粒子フィルタの煤

煙負荷時の差圧の観点では，外部電源が喪失することなくグローブボ

ックス・セル排風機が機能し続けた方が，解析結果をより厳しく評価

するが，上記高性能粒子フィルタの最大差圧の解析結果は，グローブ

ボックス・セル排風機が機能し続ける場合を考慮した解析結果である。

したがって，火災発生と同時に外部電源が喪失しない場合の解析結果は，

上記外部電源が喪失した場合の解析結果に包絡される。 
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3.2.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.2.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 セル内での有機溶媒火災の放射性物質の移行と放出量の評価は，次の

仮定により行う。 

 ａ．燃焼有機溶媒中の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する使用済燃

料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ(ここでいうｔ・ＵＰｒは，照射

前金属ウラン質量換算であり，以下｢ｔ・ＵＰｒ｣という｡) ，使用済燃料

最終取出し前の原子炉停止時からの期間（以下「冷却期間」とい

う。）４年を基に算出した平常運転時の最大値とする。各核種の濃度

を第3.2－１表に示す。 

 ｂ．火災による放射性物質の空気中への移行割合（燃焼有機溶媒中の放射

性物質の量に対する空気中へ移行する放射性物質の量の割合）は，

１％
（５）

とする。また，空気中に移行した放射性物質は全量が高性能粒子

フィルタの入口に到達するものとする。 

 ｃ．火災時に短時間であるがプルトニウム精製塔セル内圧力が精製建屋内

圧力に対して正圧になることから，放射性物質の一部がセルから精製

建屋に漏えいすることを考える。火災に伴い発生する放射性物質を含

む気体は，放出経路として精製建屋換気設備のセルからの排気系及び

汚染のおそれのある区域からの排気系を経て主排気筒に至るものとす

る。ただし，セルから汚染のおそれのある区域へ移行する際の放射性

物質の除去効率は，放出量をより厳しい結果となるように評価するた

め考慮しない。 

 ｄ．精製建屋換気設備のセルからの排気系及び汚染のおそれのある区域か

らの排気系の高性能粒子フィルタはいずれも１段であり，放射性エア

８－３－10



ロゾルの除去効率は，99.9％
（６）

とする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の，主排気筒を介しての大気中への放出量は，第3.2－２表のとおりで

ある。 

 また，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第3.2－４図に

示す。 

 

3.2.4.2  線量の評価 

 (１) 解析前提 

 敷地境界外の地表空気中濃度は，添付書類四「2.5 安全解析に使用

する気象条件」に記述する相対濃度に放射性物質の全放出量を乗じて求

める。 

 (２) 解析方法 

 放射性物質吸入による敷地境界外の内部被ばくに係る実効線量

ＤＩ（ＳＶ）は，次式で計算する。 

  ＤＩ＝ΣＱＩi・Ｒ・χ／Ｑ・(Ｋ５０)i 

 ここで， 

  ＱＩi  ：事故期間中の放射性核種i の大気放出量（Ｂｑ） 

  Ｒ  ：人間の呼吸率（ｍ３／ｓ） 

        呼吸率Ｒは，事故期間が短いことを考慮して「発電用軽水

型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」
（ ７ ）

の付録Ⅱに基

づく活動時間中の呼吸率3.33×10－４（ｍ３／ｓ）を用いる。 

  χ／Ｑ：相対濃度（ｓ／ｍ３） 

  (Ｋ５０)i：核種iの吸入による実効線量係数
（２８）

 (ＳＶ／Ｂｑ） 

i Ｂ 

Ｂ 
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 (３) 評価結果 

 上記の解析前提に基づいて，敷地境界外の実効線量を評価した結果は，

第3.2－３表のとおりである。 
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3.2.5  判断基準への適合性の検討 

 「3.2.4.2 線量の評価」で示したように，セル内での有機溶媒火災に

より公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはなく，「1.

1.2.3 判断基準」を満足する。 
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 第3.2－１表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       燃焼有機溶媒中の放射性物質濃度 
 

   核  種＊ 濃度（Ｂq／ｍ３） 

 Ｐｕ－238 (2.3％)       3.5×1014 

 Ｐｕ－239 ( 55％)       3.1×1013 

 Ｐｕ－240 ( 24％)       4.9×1013 

 Ｐｕ－241 ( 12％)       1.2×1016 

  ＊（ ）内はプルトニウムの同位体組成を示す。 

８－３－14



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.2－２表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       放射性物質の放出量 
 

核  種 放出量（Ｂq） 

   Ｐｕ－238        2.5×10８ 

   Ｐｕ－239        2.2×10７ 

   Ｐｕ－240        3.4×10７ 

   Ｐｕ－241        8.1×10９ 
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 第3.2－３表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       線量 
 

評価対象 線  量 

実効線量       2.1×10－２ｍＳｖ 
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第 3.2－１図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

       －プルトニウム精製塔セル内の圧力解析 
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第 3.2－２図  プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

       －精製建屋換気設備のセルからの排気系の高性能 

        粒子フィルタに流入する気体の温度解析 
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第 3.2－３図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

       －精製建屋内の圧力解析 
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燃焼有機溶媒中の放射性物質量 

Ｐｕ－238： 2.5×1013Ｂq 

Ｐｕ－239： 2.2×1012Ｂq 

Ｐｕ－240： 3.4×1012Ｂq 

Ｐｕ－241： 8.1×1014Ｂq 

放射性物質のセル雰囲気中への 
移行   移行割合：１％   

（精製建屋への漏えい） 

精製建屋換気設備のセルから               
の排気系の高性能粒子フィルタ 
 放射性エアロゾルの 
    除去効率：99.9％ 

精製建屋換気設備の汚染のおそ 
れのある区域からの排気系の高 
性能粒子フィルタ 
 放射性エアロゾルの 
    除去効率：99.9％   

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238： 2.5×10
８
Ｂq 

Ｐｕ－239： 2.2×10
７
Ｂq 

Ｐｕ－240： 3.4×10
７
Ｂq 

Ｐｕ－241： 8.1×10
９
Ｂq 

主排気筒放出 

第 3.2－４図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 
              
              時の放射性物質の大気放出過程 
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3.3 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

3.3.1 原因及び説明 

 プルトニウム濃縮缶でＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する場

合は，まず濃縮缶にＴＢＰ等が多量に混入し，そのＴＢＰ等が硝酸又は硝

酸プルトニウムと共存の状態で錯体を形成し，さらに，この錯体の温度が

急激に分解反応する温度に上昇する条件がすべて満たされる場合である
（８）（９）（１０）

。 

 これらの対策として，プルトニウム濃縮缶に供給される硝酸プルトニウ

ム溶液は，ＴＢＰ等の有機物を十分洗浄し除去する設計とするとともに，

プルトニウム濃縮缶内の溶液温度が異常に上昇しないように，自動で過熱

を防止する系統を二重化しているため，急激な分解反応の発生は考えられ

ない。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，ＴＢＰ等が濃縮缶

に混入して錯体を形成し，何らかの原因によりその錯体が急激な分解反応

を起こすことを想定して評価する。 

この場合，通常プルトニウム濃縮缶へのＴＢＰ等の混入はほとんどない

が，ＴＢＰ等の混入量をより厳しく仮定して評価しても，高性能粒子フィ

ルタの健全性は維持され，このＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は，公衆

に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく，終止できる。 
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3.3.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

   プルトニウム濃縮缶内でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を

防止するため，次のような設計及び運転管理上の対策を講ずる。 

 ａ．プルトニウム濃縮缶に供給する硝酸プルトニウム溶液については，逆

抽出塔を出た後，ＴＢＰ洗浄器でｎ－ドデカン（以下「希釈剤」とい

う。）を用い溶解しているＴＢＰ等を除去し，さらに，油水分離槽で

油分除去を施すことにより溶液に同伴しているＴＢＰ等を除去する設

計とする。 

 ｂ．プルトニウム濃縮缶の加熱蒸気は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の開始温度の下限値135℃以下に制限する設計とする。 

 ｃ．プルトニウム濃縮缶の加熱蒸気の温度が異常に上昇した場合には，温

度検出器にて検知し，インターロックにより蒸気発生器への一次蒸気

の供給を遮断弁にて自動で停止する回路によって，プルトニウム濃縮

缶の加熱を停止する設計とする。 

 ｄ．また，上記ｃ．とは別に，温度検出器にてプルトニウム濃縮缶の加熱

蒸気の温度の異常な上昇を検知し，インターロックによりプルトニウ

ム濃縮缶への加熱蒸気の供給を遮断弁にて自動で停止する回路によっ

て，プルトニウム濃縮缶の加熱を停止する設計とする。 

 ｅ．プルトニウム濃縮缶内の圧力が異常に上昇した場合には，圧力検出器

にて検知し，蒸気発生器への一次蒸気の供給を停止することによって

プルトニウム濃縮缶の加熱を停止する設計とする。 

 (２) 影響緩和対策 

   上記の防止対策にもかかわらず，万一，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応が発生した場合には，以下の対策により影響緩和を図る。 
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 ａ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生する放射性物質を含む気

体は，プルトニウム濃縮缶に接続する塔槽類廃ガス処理設備により放

射性物質を除去した後，主排気筒を介して放出する設計とする。 

 ｂ．プルトニウム濃縮缶をセルに収納し，仮に放射性物質がセル内に漏え

いしたとしても放射性物質をセル内に閉じ込めるとともに，放射性物

質を含む気体は，精製建屋換気設備のセルからの排気系にて放射性物

質を除去した後，主排気筒を介して放出する設計とする。 

８－３－23



 

3.3.3 事故経過 

 (１) 解析条件 

 ａ．プルトニウム濃縮缶は，事故発生直前まで平常運転していたものとす

る。 

 ｂ．プルトニウム濃縮缶内での急激な分解反応に寄与するＴＢＰの量は，

プルトニウム濃縮缶内に供給される硝酸プルトニウム溶液において最

大となりうるＴＢＰ濃度を考え
（３２）

，缶内でのＴＢＰの減少をより厳しい結

果となるように仮定
（３３）

して設定し，100ｇとする。 

 ｃ．急激な分解反応によるエネルギの放出は，1,400ｋＪ／ｋｇ・ＴＢＰ
（ ８ ）

とする。 

 ｄ．塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの差圧をより厳しい結果

となるように評価するため，外部電源が喪失することなく，塔槽類廃ガ

ス処理設備の排風機は運転されているものとする。 

 ｅ．解析に当たって考慮する影響緩和機能は，プルトニウム濃縮缶及び塔

槽類廃ガス処理設備による放射性物質の閉じ込め機能，並びに第２非

常用ディーゼル発電機による支援機能である。 

 ｆ．塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの差圧をより厳しい結果

となるように評価するため，上記ｅ．の閉じ込め機能に動的機器の単一

故障を仮定することなく，塔槽類廃ガス処理設備の排風機は運転され

ているものとする。 

 (２) 解析方法 

 解析は，解析コードＳＷＯＲＤ
（１１）

を用いて行う。 

 ＳＷＯＲＤは，塔槽類内での爆発時の塔槽類及び塔槽類廃ガス処理設

備の圧力，温度等の過渡変化を解析するコードである。ＳＷＯＲＤは，

塔槽類内の空間，並びに塔槽類廃ガス処理設備の配管，洗浄塔，フィル
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タ，排風機等を流れ方向に一次元に多ノードで模擬している。各ノード

について，圧縮性流体として質量，運動量及びエネルギの保存則を適用

し，流体から塔槽類及び塔槽類廃ガス処理設備の配管への熱移行を考慮

することにより，流体の熱及び流体力学的挙動を計算する。 

 ＳＷＯＲＤの入力は，爆発源としてのエネルギ放出率及び質量放出率

の時間関数，並びに塔槽類内の空間，塔槽類廃ガス処理設備の配管，洗

浄塔，フィルタ，排風機等の幾何学的形状等である。出力として，各ノ

ードにおける圧力，温度等の時間変化が求められる。 

 (３) 解析結果 

 プルトニウム濃縮缶内の圧力の変化を第3.3－１図に，塔槽類廃ガス

処理設備の高性能粒子フィルタの差圧の変化を第3.3－２図に，塔槽類

廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタに流入する気体の温度の変化を第

3.3－３図に示す。 

 プルトニウム濃縮缶内の最高圧力は，第3.3－１図に示すように約

57ｋＰａ[gage]（0.58ｋｇ／ｃｍ２Ｇ）であり，プルトニウム濃縮缶

が破損することはない。プルトニウム濃縮缶内の圧力上昇に伴う塔槽類

廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの最大差圧は，第3.3－２図に示

すように約1.7ｋＰａ[dif]（0.017ｋｇ／ｃｍ２）であり，また，高性能

粒子フィルタに流入する気体の温度については，第3.3－３図に示すよ

うに初期値約30℃からの上昇はわずかである。これらの差圧及び温度は，

それぞれ高性能粒子フィルタの健全性が保たれることが確認されている

値である大風量時の差圧9.3ｋＰａ[d i f
（１２）

](0.095ｋｇ／ｃｍ２）及び使

用温度200
（３）

℃を下回り，高性能粒子フィルタの機能に支障をきたすこ

とはない。 
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3.3.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.3.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の放射性物質の移行と放出量の評価

は，次の仮定により行う。 

 ａ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生時におけるプルトニウム濃縮缶

内の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼

度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ,冷却期間４年を基に算出した平常運転時の

最大値とする。各核種の濃度を第3.3－１表に示す。 

 ｂ．「3.3.3 事故経過」に記述したように，プルトニウム濃縮缶内でＴ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生しても，プルトニウム濃縮缶及

び塔槽類廃ガス処理設備の健全性は維持されるため，急激な分解反応

に伴い発生する放射性エアロゾルを含む気体は，放出経路として塔槽

類廃ガス処理設備を経て主排気筒に至るものとする。 

 ｃ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴いプルトニウム濃縮缶から塔槽

類廃ガス処理設備に流出する気体の量は，急激な分解反応の放出エネ

ルギによるプルトニウム濃縮缶内の気体の断熱膨張を仮定して計算し，

0.5ｍ３とする。また，塔槽類廃ガス処理設備に流出した気体中のエア

ロゾル濃度は，爆発により放出されるエアロゾル濃度として100ｍｇ／

ｍ
（５）

３とする。 

 ｄ．塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタに達するエアロゾル量は，

プルトニウム濃縮缶から塔槽類廃ガス処理設備に流出する気体の量と

気体中のエアロゾル濃度の積として与えられ，50ｍｇとする。 

 ｅ．塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは２段であるが，大風量

が除去効率を低下させる傾向をもつ
（１２）

ことを考慮して，高性能粒子フィ
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ルタの放射性エアロゾルの除去効率は１段相当の9 9
（６）

.9％とする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の，主排気筒を介しての大気中への放出量は，第3.3－２表のとおりで

ある。 

 また，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第3.3－４図に

示す。 

 

3.3.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 

 (２) 解析方法 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 

 (３) 評価結果 

   上記の解析前提に基づいて敷地境界外の線量を評価した結果は，第3.

3－３表のとおりである。 
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3.3.5 判断基準への適合性の検討 

「3.3.4.2 線量の評価」で示したように，ＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応により公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることは

なく，「1.1.2.3 判断基準」を満足する。 
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 第3.3－１表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解 
 
       反応時のプルトニウム濃縮缶内の放射性物質濃度 
 

   核  種＊ 濃度（Ｂq／ｍ３） 

 Ｐｕ－238  (2.3％)        6.9×1015 

 Ｐｕ－239  ( 55％)        6.1×1014 

 Ｐｕ－240  ( 24％)        9.7×1014 

 Ｐｕ－241  ( 12％)        2.3×1017 

  ＊（ ）内はプルトニウムの同位体組成を示す。 
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第3.3－２表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解 
 
       反応時の放射性物質の放出量 
 

核  種 放出量（Ｂq） 

   Ｐｕ－238        3.5×10５ 

   Ｐｕ－239        3.1×10４ 

   Ｐｕ－240        4.8×10４ 

   Ｐｕ－241        1.1×10７ 
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 第3.3－３表 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解 
 
       反応時の線量 
 

評価対象 線  量 

実効線量       3.0×10－５ｍＳｖ 
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第 3.3－１図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

       －プルトニウム濃縮缶内の圧力解析 
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第 3.3－２図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

       －高性能粒子フィルタの差圧解析 
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第 3.3－３図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

       －高性能粒子フィルタに流入する気体の温度解析 
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プルトニウム濃縮缶内の溶液中の放射性物質濃度 

Ｐｕ－238： 6.9×1015Ｂq／ｍ
３ 

Ｐｕ－239： 6.1×1014Ｂq／ｍ
３ 

Ｐｕ－240： 9.7×1014Ｂq／ｍ
３ 

Ｐｕ－241： 2.3×1017Ｂq／ｍ
３ 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

   に伴うエアロゾルの放出量：50ｍｇ 

塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ 

放射性エアロゾルの除去効率：99.9％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238： 3.5×10
５
Ｂq 

Ｐｕ－239： 3.1×10
４
Ｂq 

Ｐｕ－240： 4.8×10
４
Ｂq 

Ｐｕ－241： 1.1×10
７
Ｂq 

主排気筒放出 

第 3.3－４図 プルトニウム濃縮缶でのＴＢＰ等の錯体の急激な分解 
        
             反応時の放射性物質の大気放出過程 
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3.4 溶解槽における臨界 

3.4.1 原因及び説明 

 溶解槽内で臨界が発生する場合は，溶液中の硝酸濃度の異常な低下等を

防止し検知する種々の装置の故障が同時に起こり，かつ，そのような極度

の異常が継続される場合である。 

 これらの対策として，燃料せん断片の装荷量が所定量を超えるおそれの

ある場合，あるいは硝酸供給流量の低下等溶解条件が悪化した場合は，二

重化したせん断停止系が自動で作動する設計とする等，十分な安全対策を

講ずる設計であり，さらに，溶解槽は十分な安全余裕を見込んで臨界安全

設計をするため，臨界の発生は考えられない。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，何らかの原因によ

り，溶解槽に供給する硝酸濃度が異常に低下し，溶解槽で臨界が発生する

ことを想定して評価する。 

 この場合，臨界状態は可溶性中性子吸収材の注入により速やかに未臨界

状態が回復されるが，全核分裂数を1019として，より厳しく評価しても，

この事故は公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく，

終止できる。 
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3.4.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 溶解槽における臨界の発生を防止するため，次のような設計及び運転

管理上の対策を講ずる。 

 ａ．溶解槽は，燃料せん断片の装荷量及び溶解されたウラン及びプルトニ

ウムの濃度に対してそれぞれの変動を考慮して最も厳しい状態におい

ても臨界にならないよう設計する。 

 ｂ．使用済燃料集合体受入れ時において，使用済燃料集合体が可溶性中性

子吸収材（硝酸ガドリニウム）を必要とする燃料か否かの判断は，燃

焼度計測装置の測定結果に基づいて行い，燃焼度計測装置は測定方法

を多様化する。 

 ｃ．使用済燃料集合体の誤装荷を防止するため，使用済燃料集合体をせん

断機に供給する直前の燃料供給セルにおいて，複数の運転員により燃

料集合体番号を確認する。さらに，燃料供給セルには光学的文字読み

取り装置を設置し，燃料集合体番号を確認する。 

 ｄ．せん断機は，燃料せん断片の装荷量が所定量を超えないよう，使用済

燃料集合体の送り出し長さの異常をせん断停止回路で検知し，せん断

停止系により自動でせん断を停止する設計とする。せん断停止回路及

びせん断停止系は二重化する。 

 ｅ．溶解槽での十分な溶解条件の維持，かつウラン及びプルトニウム濃度

の上昇防止のため，以下に示す対策を講じた設計とする。 

 (ａ) 溶解槽で使用する硝酸は，硝酸調整槽で分析により濃度を確認した後，

硝酸供給槽を経て溶解槽に供給される。 

 (ｂ) さらに，硝酸濃度は，硝酸供給槽において二重化した密度計により監

視し，その「密度低」信号で，警報を発するとともに，せん断停止系
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により自動でせん断機を停止する。 

 (ｃ) 溶解槽に供給する硝酸流量は，多様化した流量計により監視し，それ

らの「流量低」信号で，警報を発するとともに，せん断停止系により

自動でせん断機を停止する。 

 (ｄ) 溶解槽内の溶液温度は，二重化した温度計により監視し，それらの

「温度低」信号で，警報を発するとともに，せん断停止系により自動で

せん断機を停止する。 

 (ｅ) 溶解槽内のウラン及びプルトニウム濃度は，二重化した密度計により

監視し，それらの「密度高」信号で，警報を発するとともに，せん断

停止系により自動でせん断機を停止する。 

 ｆ．可溶性中性子吸収材を使用する運転においては，上記のｅ．に示した

対策に加えて，以下に示す多重の対策を講じた設計とする。 

 (ａ) 溶解槽に供給する硝酸中の可溶性中性子吸収材濃度は，硝酸調整槽か

ら硝酸供給槽への移送の前に，硝酸調整槽で２回分析する。硝酸調整

槽から硝酸供給槽への液移送については施錠管理を行い，濃度確認を

行ったのち開錠して送液する。 

 (ｂ) さらに，可溶性中性子吸収材濃度は，可溶性中性子吸収材濃度計によ

り監視し，その「濃度低」信号で，警報を発する設計とする。 

 (ｃ) 使用済燃料集合体は，受入れ時の燃焼度計測装置の測定結果により可

溶性中性子吸収材の要否が判断され，せん断前に燃料集合体番号を確

認し，可溶性中性子吸収材を必要とする使用済燃料集合体に対しては，

確実に可溶性中性子吸収材を用いて溶解する。 

 (２) 影響緩和対策 

 上記の事故防止対策にもかかわらず，万一，溶解槽で臨界が発生した

場合には，影響緩和を図るため，以下の対策を講ずる。 
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 ａ．臨界の影響を緩和するために安全保護回路である可溶性中性子吸収材

緊急供給回路を設置し，その回路の「放射線レベル高」信号で警報を

発するとともに，可溶性中性子吸収材緊急供給系により自動で可溶性

中性子吸収材を溶解槽に注入する。また，同信号はせん断停止系にも

送られ，自動でせん断機を停止する設計とする。可溶性中性子吸収材

緊急供給回路及び可溶性中性子吸収材緊急供給系の供給弁は二重化す

る。 

 ｂ．臨界時に発生する放射性物質を含む気体は，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備又は前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排気系にて放射

性物質を除去した後，主排気筒を介して放出する設計とする。 
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3.4.3 事故経過 

  溶解槽における臨界において，次のような事故経過を想定する。 

 (１) 供給硝酸の酸濃度が低下することにより，溶解槽の酸濃度が異常に低

下した結果，溶液は水となり，燃料せん断片を受け入れる有孔容器

（以下「バケット」という。）内で臨界が起きるものとする。 

 (２) 臨界に伴い新たに生成する放射性物質及び溶液の蒸発に同伴する放射

性物質が気相中に放出される。放射性物質を含む気体は，せん断処

理・溶解廃ガス処理設備に移行する。一部の放射性物質を含む気体は

溶解槽水封部を経て前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排気系に

移行するものとする。 

 (３) 可溶性中性子吸収材緊急供給回路で臨界を検知すると，溶解槽に自動

で硝酸ガドリニウム溶液が注入されることにより，溶解槽は，3.5分以

内に未臨界状態になり，臨界による溶液の蒸発も停止する。したがっ

て，せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建屋換気設備に大量

の蒸気が移行することはなく，高性能粒子フィルタの健全性は維持さ

れる。また，臨界の検知とともにせん断機を停止する。 

 (４) 臨界の発生と同時に，外部電源が喪失するものとする。 

 (５) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，溶解槽，溶解槽セル，せん

断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建屋換気設備の溶解槽セルか

らの排気系による放射性物質の閉じ込め機能，可溶性中性子吸収材緊

急供給系によるソースターム制限機能，並びに第２非常用ディーゼル

発電機による閉じ込め機能に対する支援機能である。 

 (６) 上記(５)の閉じ込め機能に関連するいずれの動的機器に対して単一故障

を仮定しても，放射性物質の放出経路及び放出量に影響を及ぼさない。

そこで，ソースターム制限機能であり，臨界の影響を緩和することを
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主たる機能とする可溶性中性子吸収材緊急供給系に単一故障を仮定す

る。 
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3.4.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.4.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 溶解槽における臨界の放射性物質の移行と放出量の評価は，次の仮定

により行う。 

 ａ．臨界を検知すると，可溶性中性子吸収材緊急供給系が作動し，溶解槽

は速やかに未臨界となるが，線量評価上はより厳しい結果となるよう全核

分裂数を1019とす
（１３）

る。 

 ｂ．臨界に伴って新たに生成する放射性物質量は，次式で与えられる。 

   ｑi ＝λi・Ｙi・Ｐ 

 ここで， 

   ｑi ：i 核種の生成量（Ｂｑ） 

   λi ：i 核種の崩壊定数（ｓ－１） 

   Ｙi ：i 核種の収率 

  Ｐ ：核分裂数1019（ｆｉｓｓｉｏｎｓ） 

 核分裂は，希ガスの収率が大きいウラン－235を想定する。溶解槽に

おける臨界時の放射性物質生成量及び諸定数を第3.4－１表に示す。 

 また，溶解槽内の溶液の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する使

用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間４年を基に算

出した平常運転時の最大値とする。各核種の濃度を第3.4－２表に示す。 

 ｃ．気相中に移行する放射性物質の割合は以下のとおりとする
（１３）

。 

希ガス   溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の100％ 

よう素   溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の25％ 

ルテニウム 溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の0.1％ 

その他   全核分裂数10 1 9ｆｉｓｓｉｏｎｓのエネルギによ
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る蒸発量に相当する溶液体積(0.14ｍ３)中の保有量の

0.05％ 

 このうち，臨界により生成したルテニウムの移行量は，溶液中に存在

していたルテニウムの移行量に比べて無視できる。 

 ｄ．放射性物質を含む気体は，放出経路として，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備及び前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排気系を経て主

排気筒に至るものとする。 

 ｅ．せん断処理・溶解廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは２段である

が，蒸気雰囲気が除去効率を低下させる傾向をもつことを考慮して，高

性能粒子フィルタの放射性エアロゾルの除去効率は，１段相当の99.9％
（６）

とする。 

 また，前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排気系の高性能粒子フ

ィルタは１段であり，放射性エアロゾルの除去効率は，99.9％
（６）

とする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の，主排気筒を介しての大気中への放出量は，第3.4－３表のとおりで

ある。 

 また，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第3.4－１図に

示す。 

 

3.4.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

 ａ．大気中へ放出される放射性物質による線量 

 主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質による線量の計算は，

次の仮定に基づいて行う。 
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 (ａ) 敷地境界外の地表空気中濃度 

「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 

 (ｂ) 敷地境界外における放射性雲からの外部被ばくに係る線量 

敷地境界外における放射性雲からのガンマ線による空気カーマは，添

付書類四「2.5 安全解析に使用する気象条件」に記述する相対線量に

全放出量を乗じて求める。放射性雲からの外部被ばくに係る実効線量は，

ガンマ線による空気カーマから求める実効線量にベータ線による実効線

量を加えて計算する。 

また，参考としてベータ線外部被ばくによる皮膚の等価線量も計算す

る。 

 ｂ．溶解槽からのガンマ線及び中性子線による線量 

 臨界に伴って発生した核分裂により放射されるガンマ線及び中性子線

を線源と考え，これによる外部被ばくに係る線量の計算を次の仮定に基

づいて行う。 

 (ａ) ウラン－235の核分裂に伴い放射されるガンマ線及び中性子線を想定

する。核分裂当たりのガンマ線及び中性子線のエネルギ範囲別の発生数

は，文献に基
（１５）（１６）

づき設定し，第3.4－４表に示すとおりとする。 

 (ｂ) ガンマ線及び中性子線は，溶解槽から放射される。溶解槽周りのセル

壁及び建屋外周壁の遮蔽効果として厚さ1.2ｍの普通コンクリートを考

慮する。 

 (ｃ) 溶解槽内の溶液及び容器の遮蔽効果は，無視する。 

 (２) 解析方法 

 ａ．大気中へ放出される放射性物質による線量 

 (ａ) 放射性物質吸入による内部被ばくに係る線量 

 「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 
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 (ｂ) 放射性雲からの外部被ばくに係る線量 

敷地境界外における放射性雲からの外部被ばくに係る実効線量Ｄ 

(Ｓｖ)は，ガンマ線による空気カーマから求める実効線量にベータ線に

よる実効線量を加えて計算する。 

また，ベータ線外部被ばくによる皮膚の等価線量は，ベータ線の飛程

が短いことより，サブマージョンモデルに基づき計算する。 

 Ｄ ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ＋Ｄβ･fS・wT,S  

 Ｄβ＝Σ0.5・Ｋ１・Ｋβ・Ｅβi・χ／Ｑ・Ｑβi・ 

ここで， 

  Ｋ  ：空気カーマから実効線量への換算係数
（２９）

（Ｓｖ／Ｇｙ） 

      (実効線量に対してＫ＝１とする） 

  Ｄ／Ｑ：相対線量（Ｇｙ／Ｂｑ） 

  Ｑγ  ：事故期間中の放射性物質の大気放出量(Ｂｑ)(ガンマ線 

       実効エネルギ0.5ＭｅＶ換算値） 

  Ｄβ   ：ベータ線外部被ばくによる皮膚の等価線量（Ｓｖ） 

  fS   ：体表面積の平均化係数
（３１）

(１) 

  wT,Ｓ  ：皮膚の組織荷重係数
（３０）

 (0.01) 

  Ｋ１  ：空気吸収線量率への換算係数
（３１）

 

      4.46×10－４ 

  Ｋβ  ：空気吸収線量から皮膚の等価線量への換算係数
（３１）

 

     1.25（Ｓｖ／Ｇｙ） 

  Ｅβi ：放射性核種ｉのベータ線の実効エネルギ 

（ＭｅＶ／ｄｉｓ） 

  χ／Ｑ ：相対濃度（ｓ／ｍ３） 

  Ｑβi ：事故期間中の放射性核種ｉの大気放出量（Ｂｑ） 

ＭｅＶ・Ｂｑ・ｈ 

ｄｉｓ・ｍ３・μＧｙ 

i 3600 

10－６ 
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 ｂ．溶解槽からのガンマ線及び中性子線による線量 

 臨界に伴い放射されるガンマ線及び中性子線による外部被ばくに係る

実効線量の計算は，ＡＮＩＳＮコード
（１７）

で放射線束を算出し，ガンマ線に

ついては国際放射線防護委員会（以下「ＩＣＲＰ」という）のＰｕｂｌ

ｉｃａｔｉｏｎ74の
（２９）

換算係数及び「放射線を放出する同位元素の数量等

を定める件」（別表第５）の換算係数を，中性子線については「放射線

を放出する同位元素の数量等を定める件」（別表第６）の換算係数を用

いて行う。 

 (３) 解析結果 

 上記の解析前提に基づいて評価した敷地境界外の線量は，第3.4－５

表のとおりである。 

 また，ベータ線外部被ばくによる皮膚の等価線量は5.4×10－１ｍＳｖ

である。 

 

3.4.4.3 臨界の事象想定について 

  「3.4.4.1 放射性物質の放出量」において想定した線量評価上の事象

 規模である全核分裂数1.0×1019について以下に示す。 

 (１) 核燃料取扱い施設での臨界の規模について 

   公衆の放射線被ばくのリスクを評価するための事象として，全核分裂

数1.0×1019の規模の臨界を想定するに当たって，以下の点を考慮した。 

再処理施設等の核燃料物質を取り扱う工程のうち，溶液中で発生し

た臨界事故は，過去21件が報告されており，その際の全核分裂数は１件

を除いていずれも1.0×1019未満である。
（３４）

最大の臨界事故である米国アイ

ダホ再処理工場で1959年に起きた事故は，高濃縮ウランを含む硝酸ウ
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ラニル溶液が廃液貯留槽に流入して起きたものである。その全核分裂数

は4.0×1019と推定されており，臨界状態を放置し，溶液の蒸発による自

然終息に委ねたため，全核分裂数が大きくなったものである。ただし，

核出力は初期スパイクでも1017程度と推定されている。
（３４）

 

また，仏国で溶液状燃料の臨界事故事象の解明を目的として，様々

な条件の下で約60回の出力暴走実験が行われており,その時の全核分裂

数は2.2×1016～5.0×1018と報告されている。
（３５）

 

米国原子力規制委員会は，これらの事故事例，安全研究実験結果等

を基に，再処理施設の臨界事故による放射線の影響評価のための評価

条件として，全核分裂数で1.0×1019を推奨している。
（３６）

 

なお，再処理施設の臨界事故評価事例として動力炉・核燃料開発事

業団の再処理施設設置承認申請書では，災害評価として1.0×1020の臨

界を想定している。 

 (２) 想定した事象について 

   溶解槽は，形状寸法管理，濃度管理，質量管理及び中性子吸収材管理

という複数の手法を組み合わせることにより，臨界安全管理を行う代

表的臨界安全管理機器である。これらの管理には，技術的にみて想定

されるいかなる場合にも臨界に至らないよう万全の対策を講じている

が，安全設計の妥当性を評価する観点から，溶解槽での臨界を評価事

象とした。 

以下，溶解槽での臨界を評価する上で，事象規模1.0×1019を想定す

ることが，十分な安全余裕を有していることを示す。 

溶解槽の運転モードとしては，可溶性中性子吸収材を使用しない運

転と使用する運転がある。特に，可溶性中性子吸収材を使用しない運

転モードにおいて，可溶性中性子吸収材を必要とする使用済燃料集合

８－３－47



 

体を誤ってせん断しないために，また，可溶性中性子吸収材を使用す

る運転モードにおいて，溶解槽内の可溶性中性子吸収材濃度を確実に

維持するために，以下に示す厳重な対策を講じている。 

前者の使用済燃料集合体の誤認に対して， 

 ａ．使用済燃料集合体受入れ時において，燃料集合体番号の確認は複数の

運転員によって行い，燃焼度は多様化した燃焼度計測装置によって測

定し，その結果は管理用計算機に自動入力されて保存される。 

 ｂ．上記測定結果については，原子炉施設からの移動通知書の内容（燃料

集合体番号，燃焼度等）と整合性を確認する。 

 ｃ．使用済燃料集合体の所在番地及び溶解時の可溶性中性子吸収材要否の

情報は，管理用計算機により常時管理し，可溶性中性子吸収材を使用

しない運転時における可溶性中性子吸収材を必要とする使用済燃料集

合体の誤った移送指示を受け付けない設計とする。 

 ｄ．せん断直前の燃料供給セルにおいて，燃料集合体番号を複数の運転員

により確認する。 

 ｅ．燃料供給セルに設置する光学的文字読み取り装置の読み取り結果が，

複数の運転員により確認した番号と一致しない場合，又は，再処理計

画上予定されている燃料集合体番号と一致しない場合は，警報を発す

る設計とする。 

 

   また，後者の溶解槽内の可溶性中性子吸収材濃度を確実に維持するた

めに， 

 ａ．使用済燃料集合体は，受入れ時の燃焼度計測装置の測定結果により可

溶性中性子吸収材の要否が判断され，せん断前に燃料集合体番号を確

認し，可溶性中性子吸収材を必要とする使用済燃料集合体に対しては，
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確実に可溶性中性子吸収材を用いて溶解する。 

 ｂ．硝酸調整槽での試薬調整においては，硝酸と硝酸ガドリニウム溶液の

混合比をそれぞれの流量で管理することにより，必要な可溶性中性子

吸収材濃度を確保する。 

 ｃ．硝酸調整槽では分析による可溶性中性子吸収
（３７）

材の濃度確認を２回行い，

硝酸供給槽への液移送ラインは施錠管理を行う
（３７）

。 

 ｄ．可溶性中性子吸収材濃度は，可溶性中性子吸収材濃度計により連続監

視し，濃度低信号で警報を発する設計とする。 

 

   以上の対策を施すことにより，使用済燃料集合体の誤認や可溶性中性

子吸収材の濃度低下の可能性を極めて低く抑える設計としている。 

したがって，評価事象としては，可溶性中性子吸収材を使用しない

運転モードにおいて，せん断・溶解条件の異常に起因する事象の中か

ら，実効増倍率（ｋｅｆｆ）が最も大きくなる硝酸濃度の低下を選んだ。 

ＪＡＣＳコードシステムでの解析の結果はｋｅｆｆ＋３σで0.980であ

り，推定臨界増倍率0.996（非均質－Ｕ低濃縮グループ）
（３７）

に対しては下

回るが，推定臨界下限増倍率0.978（非均質－Ｕ低濃縮グループ）
（３７）

に対

しては超えるため，その差0.002の臨界超過を仮定した。また，実効増

倍率の算出に当たっては以下の計算条件を用いた。燃料組成及び燃料

装荷量については，添付書類六第4.3－４図に示す可溶性中性子吸収材

を使用しない運転モードにおいて，燃料組成及び燃料装荷量の両者が

厳しくなる条件として，初期濃縮度2.9ｗｔ％の発電用の軽水減速，軽

水冷却，加圧水型原子炉（以下「ＰＷＲ」という。）の未照射燃料215

ｋｇ・ＵＯ２とした。溶解槽内の溶液については，硝酸濃度の低下を模

擬するものとして水を仮定した。また，溶解槽は沸騰状態で運転する
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ため，溶液の温度は水の沸点100℃とした。 

実効増倍率で0.002の臨界超過分は，プルトニウムの生成を考慮して

より厳しい結果となるよう遅発中性子生成率を0.004とすると，50セン

トの過剰反応度であり，即発臨界未満である。
（３８）

評価においては，過剰

反応度とつり合う負の反応度を与えるボイド率に相当する蒸気が発生

して一定の臨界核出力になるものとする。50セントの過剰反応度を相

殺するボイド率は約１％である。溶液の発熱でこのボイド率を実現す

るためには，溶解槽から周辺への放熱分も考慮すると約35ｋＷ （1.1×

1015ｆｉｓｓｉｏｎ／ｓに相当する。）の熱出力が必要である。 

一方，溶解槽の臨界は可溶性中性子吸収材緊急供給回路の放射線検

出器で検知され，直ちに可溶性中性子吸収材緊急供給系から必要十分

量の硝酸ガドリニウム溶液が溶解槽に注入されることにより未臨界と

なる。硝酸ガドリニウム溶液の注入は3.5分以内で完了する設計であり，

その間前記の一定の臨界核出力が継続するものとし，全核分裂数は2.3

×1017となる。 

また，溶液の蒸発量は前記熱出力全量が蒸発に使われたとして見積

もっても約3.5ｋｇである。この程度の蒸気は途中の配管内で殆ど凝縮

し，しかも除去効率99％のミストフィルタが設置されているため，せ

ん断処理・溶解廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの健全性は維持

される。また，蒸気が溶解槽セルに漏えいしたとしても，溶解槽セル

の換気設備の高性能粒子フィルタは容量が大きく，この程度の蒸気で

健全性が損なわれることはない。
（３９）

 

以上のことから，溶解槽で仮に臨界が生じたとしても，可溶性中性

子吸収材緊急供給系の作動で直ちに未臨界となり，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備及び溶解槽セルに係る前処理建屋換気設備も健全性は
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維持されるため，公衆の放射線被ばくのリスクを評価するための事象

の規模として，全核分裂数に1.0×1019を想定することは十分な安全余

裕を有するものである。 
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3.4.5 判断基準への適合性の検討 

 「3.4.4.2 線量の評価」で示したように，溶解槽における臨界によ

り公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはなく，「1.

1.2.3 判断基準」を満足する。 
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                                              （１３）（１４） 

第3.4－１表 溶解槽における臨界時の放射性物質生成量及び諸定数 
〔希ガス〕 
 
       核 種 収率  半 減 期 崩 壊 定 数  （X ＋γ） 生 成 量  生成量（ガ 

 (％)  （ｓ－１）  線実効 （Ｂq）  ンマ線実効 

     エネルギ   エネルギ 

     (MeV/dis)   0.5MeV換算 

       値)(Ｂq) 

       
        Kr-83m 0.53   1.83 h  1.05×10－４ 0.0025   5.6×10１２   2.8×10１０ 

 Kr-85m 1.31   4.48 h  4.30×10－５ 0.159   5.6×10１２   1.8×10１２ 

 Kr-85 0.29  10.73 y  2.05×10－９ 0.0022   5.9×10 ７   2.6×10 ５ 

 Kr-87 2.54  76.3min  1.51×10－４ 0.793   3.8×10１３   6.1×10１３ 

 Kr-88 3.58   2.8 h  6.88×10－５ 1.95   2.5×10１３   9.6×10１３ 

 Kr-89 4.68   3.18min  3.63×10－３ 2.067   1.7×10１５   7.0×10１５ 

 Xe-131m 0.04  11.9  d  6.74×10－７ 0.02   2.7×10 ９   1.1×10 ８ 

 Xe-133m 0.19   2.25 d  3.57×10－６ 0.042   6.8×10１０   5.7×10 ９ 

 Xe-133 6.77   5.29 d  1.52×10－６ 0.045   1.0×10１２   9.2×10１０ 

 Xe-135m 1.06  15.65min  7.38×10－４ 0.432   7.8×10１３   6.8×10１３ 

 Xe-135 6.63   9.083h  2.12×10－５ 0.25   1.4×10１３   7.0×10１２ 

 Xe-137 6.13   3.83min  3.02×10－３ 0.181   1.8×10１５   6.7×10１４ 

 Xe-138 6.28  14.17min  8.15×10－４ 1.183   5.1×10１４   1.2×10１５ 

       
  合 計 ― ― ― ―   4.2×10１５   9.1×10１５ 

 

〔よう素〕 
 
       核 種 収率 半 減 期 崩 壊 定 数  （X ＋γ） 生 成 量  生成量（ガ 

  (％)    （ｓ－１）  線実効   （Ｂq）  ンマ線実効 

     エネルギ   エネルギ 

     (MeV/dis)   0.5MeV換算 

       値)(Ｂq) 

       
        Ｉ-129 0.66  1.57×10７y  1.40×10－１５ 0.024   9.2×10 １   4.4 

 Ｉ-131 2.84  8.06    d  9.95×10－７ 0.381   2.8×10１１   2.2×10１１ 

 Ｉ-132 4.21  2.28    h  8.45×10－５ 2.253   3.6×10１３   1.6×10１４ 

 Ｉ-133 6.77  20.8    h  9.26×10－６ 0.608   6.3×10１２   7.6×10１２ 

 Ｉ-134 7.61  52.6  min  2.20×10－４ 2.750   1.7×10１４   9.2×10１４ 

 Ｉ-135 6.41  6.61    h  2.91×10－５ 1.645   1.9×10１３   6.1×10１３ 

       
 合 計 ― ― ― ―   2.3×10１４   1.1×10１５ 
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 第3.4－２表 溶解槽における臨界時の溶液中の放射性物質濃度 
 

   核   種＊ 濃度（Ｂq／ｍ３） 
  
  Ｓｒ－90       9.1×1014 

  Ｒｕ－106       6.4×1014 

  Ｐｕ－238  (2.3％)         7.1×1013 

  Ｐｕ－239 ( 55％)       6.2×1012 

  Ｐｕ－240 ( 24％)       9.9×1012 

  Ｐｕ－241 ( 12％)       2.3×1015 

  Ａｍ－241       4.0×1013 

  Ｃｍ－244       1.1×1014 
  

  ＊（ ）内はプルトニウムの同位体組成を示す。 

                   

 

８－３－54



 第3.4－３表 溶解槽における臨界時の放射性物質の放出量 
 

  核 種 放出量（Ｂq）    核 種 放出量（Ｂq） 

     
Ｓｒ－90 

Ｒｕ－106 

Ｐｕ－238 

Ｐｕ－239 

Ｐｕ－240 

Ｐｕ－241 

Ａｍ－241 

Ｃｍ－244 

  6.4×10７ 

  1.9×10９ 

  5.0×10６ 

  4.4×10５ 

  6.9×10５ 

  1.6×10８ 

  2.8×10６ 

  7.8×10６ 

  希ガス     9.1×1015 

  （ガンマ線  

  実効エネル  

  ギ0.5ＭeＶ  

  換算値）  

   
   
  Ｉ－131 

 Ｉ－132 

 Ｉ－133 

 Ｉ－134 

 Ｉ－135 

   7.1×1010 

   8.9×1012 

   1.6×1012 

   4.2×1013 

   4.7×1012 
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 第3.4－４表 溶解槽における臨界時の核分裂による放射線の発生数 
 

〔ガンマ線〕           〔中性子線〕 
 

上限エネルギ 
  （ＭeＶ） 

 核分裂当たり 
 の発生数 

 
 上限エネルギ 
  （ＭeＶ） 

 核分裂当たり 
 の発生数 

     10 ―     1.50×10１ 

   1.22×10１ 

   1.00×10１ 

   8.18×10０ 

   6.36×10０ 

   4.96×10０ 

   4.06×10０ 

   3.01×10０ 

   2.46×10０ 

   2.35×10０ 

   1.83×10０ 

   1.11×10０ 

   5.50×10－１ 

   1.11×10－１ 

   3.35×10－３ 

   5.83×10－４ 

   1.01×10－４ 

   2.90×10－５ 

   1.07×10－５ 

   3.06×10－６ 

   1.12×10－６ 

   4.14×10－７ 

   3.91×10－４ 

   2.21×10－３ 

   8.69×10－３ 

   3.51×10－２ 

   8.55×10－２ 

   1.20×10－１ 

   2.66×10－１ 

   2.23×10－１ 

   5.33×10－２ 

   2.97×10－１ 

   5.41×10－１ 

   4.94×10－１ 

   3.35×10－１ 

   4.02×10－２ 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

8 ―  

6.5    1.20×10－２  

5   5.80×10－２  

4   1.59×10－１  

3   2.45×10－１  

2.5   5.90×10－１  

2   7.30×10－１  

1.66   9.58×10－１  

1.33   1.37×10０  

1    2.25×10０  

0.8    3.66×10０  

0.6    3.66×10０  

0.4    1.34×10０  

0.3    1.33×10０  

0.2    1.20×10０  

0.1    3.70×10－１  

0.05   1.68×10－１  
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 第3.4－５表 溶解槽における臨界時の線量 
 
 

評価対象 線  量 

実効線量        5.3×10－１ｍＳｖ 
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溶解槽での全核分裂数 

：1019 

   希ガスの放出量： 9.1×1015Ｂq 

 （ガンマ線実効エネルギ 0.5ＭeＶ換算値） 

           Ｉ－131： 7.1×1013Ｂq 

           Ｉ－132： 8.9×1012Ｂq 

           Ｉ－133： 1.6×1012Ｂq 

           Ｉ－134： 4.2×1013Ｂq 

           Ｉ－135： 4.7×1012Ｂq 

放射性物質の気相への移行割合 
  希ガス：溶液中の保有量及び生成量の 100％ 

  よう素：溶液中の保有量及び生成量の 25 ％ 

（セルへの漏えい） 

せん断処理・溶解廃ガス処理 
設備  

前処理建屋換気設備の溶解槽セル 
からの排気系 

 

主排気筒放出 

第 3.4－１図(1) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程 
                
                （希ガス及びよう素） 
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放射性物質の気相への移行割合 
ルテニウム：溶液中の保有量及び生成量の 0.1％ 
その他  ：全核分裂数 1019のエネルギによる蒸発 

      量（0.14ｍ
３
）中の保有量の 0.05％  

（セルへの漏えい） 

せん断処理・溶解廃ガス処理 
設備の高性能粒子フィルタ 
 放射性エアロゾルの 

  除去効率：99.9％ 

前処理建屋換気設備の溶解槽セル 
からの排気系の高性能粒子フィルタ 
 放射性エアロゾルの 

     除去効率：99.9％  

第3.4－１図(2) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程 
 
                （希ガス及びよう素以外の核種） 
 

主排気筒放出 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： 6.4×10７Ｂq 

Ｒｕ－106： 1.9×10９Ｂq 

Ｐｕ－238： 5.0×10６Ｂq 

Ｐｕ－239： 4.4×10５Ｂq 

Ｐｕ－240： 6.9×10５Ｂq 

Ｐｕ－241： 1.6×10８Ｂq 

Ａｍ－241： 2.8×10６Ｂq 

Ｃｍ－244： 7.8×10６Ｂq 

溶解槽での全核分裂数 

：1019 
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3.5 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい 

3.5.1 原因及び説明 

 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えいが発生する場合は，配

管の腐食等により破損が生じる場合である。 

 これらの対策として，高レベル廃液貯蔵設備の機器及び配管は，耐食性

の優れた材料を用いて廃液が漏えいしないよう設計，製作する。 

 万一，高レベル放射性液体廃棄物（以下「高レベル廃液」という。）が

漏えいしても，セルにステンレス鋼製の漏えい液受皿を設けて漏えいした

高レベル廃液が施設外に出ないよう設計するとともに，漏えい検知装置に

より漏えいを早期に検知して漏えいした高レベル廃液を予備の貯槽等に回

収する安全対策をとっている。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，高レベル廃液の移

送中に，何らかの原因により配管に貫通き裂が発生し，移送廃液が配管か

らセルの漏えい液受皿に漏えいすることを想定して評価する。 

 この場合，運転員は，漏えい検知装置からの警報により漏えいを認知す

ると，速やかに送液停止操作を行い，漏えいした高レベル廃液を回収する

ため，高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えいは，公衆に対して

著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく，終止できる。 
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3.5.2  事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 高レベル廃液の漏えいの発生を防止するため，高レベル廃液貯蔵設備

の機器及び配管の設計，製作及び据付けにおいては，次のような考慮を

払う。 

 ａ．設計，製作及び据付けは関連する規格及び基準に適合させるようにし，

  品質管理を十分に行う。 

 ｂ．高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，ステンレス鋼等の腐食し難い材

  料を用い，接液部は，溶接構造とし，漏えいし難い設計とする。 

 (２) 影響緩和対策 

 上記のような事故防止対策にもかかわらず，万一，配管からセルへの

漏えいが発生した場合には，以下の対策により影響緩和を図る。 

 ａ．漏えいした高レベル廃液はセル内に閉じ込めるように，ステンレス鋼

  製の漏えい液受皿を設ける。 

 ｂ．漏えいした高レベル廃液が沸点に達するおそれがあるセルには，漏え

  いを確実に検知できるように，漏えい液受皿の集液部に二重化した漏え

  い検知装置を設け，警報を発する設計とする。 

ｃ．漏えいした高レベル廃液が沸点に達するおそれがあるセルでは，セル内

の漏えいした高レベル廃液を高レベル廃液共用貯槽に確実に移送でき

るように，漏えい液受皿の集液部に設けたスチームジェットポンプへ

は，安全蒸気系から蒸気を供給できる設計とする。 

 ｄ．運転員は，上記ｂ．の警報によりセルへの廃液の漏えいを認知すると

配管の送液を停止させるとともに，上記ｃ．のスチームジェットポン

プにより，漏えいした高レベル廃液を沸騰に至ることなく回収を行う。 
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 ｅ．漏えいした高レベル廃液から移行した放射性物質を含む気体は，高レ

  ベル廃液ガラス固化建屋換気設備の高レベル濃縮廃液貯槽セルからの排

  気系にて放射性物質を除去した後，主排気筒から放出する設計とする。 

 

 

８－３－62



3.5.3 事故経過 

  配管からセルへの漏えいにおいては，次のような事故経過を想定する。 

 (１) 高レベル濃縮廃液一時貯槽と高レベル濃縮廃液貯槽の間の配管に貫通

  き裂が発生し，移送する高レベル廃液がセルに漏えいするものとする。 

 (２) 漏えいした高レベル廃液がセルの漏えい液受皿に流れ落ちる際に，そ

  の漏えいした高レベル廃液中の放射性物質の一部が空気中へ移行し，そ

  の放射性物質を含む気体は，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の高

  レベル濃縮廃液貯槽セルからの排気系にて放射性物質を除去した後，主

  排気筒を介して放出するものとする。 

 (３) 高レベル廃液が配管からセルへ漏えいすると同時に外部電源が喪失す 

  るものとする。 

 この場合，速やかに第２非常用ディーゼル発電機が起動し，漏えいし

た高レベル廃液を回収するために必要な機器の電源は確保される。 

 (４) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，高レベル濃縮廃液貯槽セル

  及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の高レベル濃縮廃液貯槽セル

  からの排気系による放射性物質の閉じ込め機能，漏えいした高レベル廃

  液を回収する系統によるソースターム制限機能，並びに第２非常用ディ

  ーゼル発電機による閉じ込め機能及びソースターム制限機能に対する支

  援機能である。 

 (５) 上記(４)の閉じ込め機能に関するいずれの動的機器に対して単一故障を

仮定しても，放射性物質の放出経路及び放出量に影響を及ぼさない。

そこで，ソースターム制限機能であり漏えいの影響を緩和することを

主たる機能とする漏えいした高レベル廃液を回収する系統に単一故障

を仮定する。 
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 (６) 漏えいした高レベル廃液は，漏えい検知装置により検知され，警報が

  発せられる。運転員はこの警報により高レベル廃液の送液停止操作を行

  い，漏えいは速やかに停止する。この間の配管の貫通き裂からの高レベ

  ル廃液の漏えい量3.3ｍ３（平常運転時の送液量20ｍ３／ｈの10分間に相

  当する量）を評価上は５ｍ３とする。 

 (７) 回収するために必要なスチームジェットポンプは，運転員の手動操作

に関する時間余裕として10分間を考慮しても，安全蒸気系からの蒸気

により１時間後には駆動可能となるため，漏えいした高レベル廃液は

沸騰に至ることはなく２時間以内に高レベル廃液共用貯槽に回収され

る。 
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3.5.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.5.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 配管からセルへの漏えいの放射性物質の移行と放出量の解析は次の仮

定により行う。 

 ａ．漏えいした高レベル廃液の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する

使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間４年を基に

算出した平常運転時の最大値とする。 

 ｂ．漏えいした高レベル廃液中の放射性物質の空気中への移行割合は，

0.002 ％
（１８）

とし，放射性物質を含む気体は，放出経路として高レベル廃液

ガラス固化建屋換気設備の高レベル濃縮廃液貯槽セルからの排気系を

経て主排気筒に至るものとする。 

 ｃ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の高レベル濃縮廃液貯槽セルか

らの排気系の高性能粒子フィルタは１段であり，放射性エアロゾルの

除去効率は，99.9％
（６）

とする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の大気中への放出量は，第3.5－１表のとおりである。 

また，放射性物質が主排気筒を介して大気に放出されるまでの過程を

第3.5－１図に示す。 

 

3.5.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 
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 (２) 解析方法 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 

 (３) 評価結果 

 上記の解析前提に基づき敷地境界外の線量を評価した結果は，第3.5

－２表のとおりである。 
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3.5.5 判断基準への適合性の検討 

 「3.5.4.2 線量の評価」で示したように，高レベル廃液貯蔵設備の

配管からセルへの漏えいにより，公衆に対して著しい放射線被ばくのリ

スクを与えることはなく，「1.1.2.3 判断基準」を満足する。 
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 第3.5－１表 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時 
 
            の放射性物質の放出量 
 

   核  種 放出量（Ｂq） 

  Ｓｒ－90        1.0×10９ 

  Ｒｕ－106        6.7×10８ 

    Ａｍ－241         4.6×10７ 

  Ｃｍ－244         1.2×10８ 
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 第3.5－２表 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時 
 
             の線量 
 

評価対象 線  量 

実効線量       4.7×10－３ｍＳｖ 
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漏えいした高レベル廃液中の放射性物質量 

Ｓｒ－90 ： 5.1×1016Ｂq 

Ｒｕ－106 ： 3.3×1016Ｂq 

Ａｍ－241 ： 2.3×1015Ｂq 

Ｃｍ－244 ： 6.2×1015Ｂq 

放射性物質のセル雰囲気中への移行 
移行割合： 0.002％ 

セル雰囲気内の放射性物質量 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備 
の高レベル濃縮廃液貯槽セルからの排 
気系の高性能粒子フィルタ 
放射性エアロゾルの除去効率：99.9％ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： 1.0×10
９
Ｂq 

Ｒｕ－106 ： 6.7×10
８
Ｂq 

Ａｍ－241 ： 4.6×10
７
Ｂq 

Ｃｍ－244 ： 1.2×10
８
Ｂq 

第3.5－１図 高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい時 
       
       の放射性物質の大気放出過程 

主排気筒放出 
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3.6 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい 

3.6.1 原因及び説明 

 高レベル廃液ガラス固化設備において，溶融ガラスの漏えいが発生する

のは，ガラス溶融炉の結合装置にガラス固化体容器が結合されない状態で

流下ノズルの加熱が行われる場合である。 

 これらの対策として，ガラス固化体容器とガラス溶融炉が結合装置によ

り結合していることを結合装置に設ける二重化した圧力計により検知し，

結合していない場合は，流下ノズルの加熱ができないように二重化したイ

ンターロックを設ける設計とする等十分な安全対策を講ずる設計であり，

これらの装置が同時に故障することはなく，溶融ガラスの漏えいが起こる

ことは考えられない。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，ガラス溶融炉下の

固化セル移送台車にガラス固化体容器が搭載されていない状態で，何らか

の原因により流下ノズルが加熱され，溶融ガラスが固化セル移送台車上の

パレットに誤流下することを想定して評価する。 

 この場合，誤流下する溶融ガラスに含まれる放射性物質の量はガラス固

化体容器２本分を仮定して評価しても，高レベル廃液ガラス固化設備での

溶融ガラスの漏えいにより，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを

与えることなく，終止できる。 
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3.6.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 溶融ガラスの漏えいを防止するため，次のような設計及び運転管理上

の対策を講ずる。 

 ａ．ガラス固化体容器とガラス溶融炉が結合装置により結合していること

  を結合装置に設ける二重化した圧力計により検知し，結合していない場

  合は，流下ノズルの加熱ができないように二重化したインターロックを

  設ける設計とする。 

 ｂ．固化セル移送台車がガラス溶融炉下の所定位置にあることをリミット

  スイッチにより確認し，所定の位置にない場合は，流下ノズルの加熱が

  できないようにインターロックを設ける設計とする。 

 ｃ．固化セル移送台車上の重量計により，固化セル移送台車にガラス固化

  体容器が搭載されていることを確認した後，固化セル移送台車はガラス

  溶融炉下に移動する。 

 ｄ．流下する溶融ガラスの質量は，固化セル移送台車上に設置したガラス

流下停止系の二重化した重量計により監視し，重量計の信号が固化ガラ

ス１本分の質量になると発信する信号（以下「質量信号」という。）に

達するとガラス流下停止系により自動で流下を停止する回路である安全

保護回路により，溶融ガラスの流下を停止する設計とする。 

   「質量信号」により自動で溶融ガラスの流下が停止しなかった場合は，

質量上限警報を発する設計とし，運転員の操作により流下を停止する。 

 (２) 影響緩和対策 

   上記のような事故防止対策にもかかわらず，万一，溶融ガラスの漏え

いが発生した場合には，以下の対策により影響緩和を図る。 

 ａ．パレット上への誤流下の場合にも，流下した溶融ガラスの質量が固化
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ガラス１本分に達すると，上記ｄ．のガラス流下停止系により自動で流

下が停止する。 

ｂ．溶融ガラスの誤流下時に発生する放射性物質を含む気体は，高レベル

  廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系にて放射性物質を

  除去した後，主排気筒を介して放出する設計とする。 
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3.6.3 事故経過 

  溶融ガラスの漏えいにおいては，次のような事故経過を想定する。 

 (１) ガラス溶融炉下の固化セル移送台車上にガラス固化体容器がない状

態で，流下ノズルの加熱が行われ，ガラス溶融炉内の溶融ガラスが固

化セル移送台車上のパレットに誤流下するものとする。 

 (２) 誤流下する溶融ガラスの質量は，「質量信号」でガラス流下停止系

により自動で停止する固化ガラス１本分の質量であるが，評価上はガ

ラス固化体２本分の固化ガラス質量とする。 

 (３) 溶融ガラスの誤流下時に発生する放射性物質を含む気体は，高レベ

ル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系にて放射性物

質を除去した後，主排気筒を介して放出するものとする。 

 (４) 誤流下する溶融ガラスは，固化セル移送台車上のパレット内で固化

する。 

 (５) 溶融ガラスがパレット内に誤流下すると同時に外部電源が喪失する

ものとする。 

 (６) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，固化セル及び高レベル廃

液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系による放射性物質

の閉じ込め機能，ガラス流下停止系によるソースターム制限機能，並

びに第２非常用ディーゼル発電機による閉じ込め機能及びソースター

ム制限機能に対する支援機能である。 

 (７) 上記(６)の閉じ込め機能に関連するいずれの動的機器に対して単一故

障を仮定しても，放射性物質の放出経路及び放出量に影響を及ぼさな

い。 

 一方，ガラス流下停止系に単一故障を仮定すると，溶融ガラスの流下

が停止するまでの時間が長くなるため，解析の結果を最も厳しくする単
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一故障として，ガラス流下停止系に単一故障を仮定する。 
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3.6.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.6.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 溶融ガラスの漏えい時の放射性物質の移行と放出量の評価は，次の仮

定により行う。 

 ａ．誤流下する溶融ガラス中の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する

使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間４年を基に

算出した平常運転時の最大値とする。 

 ｂ．誤流下する溶融ガラスに含まれる放射性物質の固化セル雰囲気への移

行は誤流下時に起こるものとし，その際の放射性物質の移行割合（誤

流下する溶融ガラス中の放射性物質の量に対する固化セル雰囲気へ移

行する放射性物質の量の割合）は，ルテニウム及びセシウムについて

は100％，ルテニウム及びセシウム以外の放射性エアロゾルについては

10％とする。 

 ｃ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系は，放

射性物質の捕集・浄化機能をもつ機器として洗浄塔，ルテニウム吸着

塔及び高性能粒子フィルタ２段があり，ルテニウムに対しては洗浄塔

及びルテニウム吸着塔の除去効率として 9 9
（１９）

. 9 8
（２０）

％，
（２１）

ルテニウム以外

の放射性エアロゾルに対しては高性能粒子フィルタ２段の除去効率と

して 99.999 ％
（６）

とする。 

 ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系による

固化セルの換気割合はセルの容積と換気風量から，１時間当たり６％

となる。また，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルから

の排気系の放射性物質の放出は，固化セル内の空気が１回入れ替わる

のに相当する時間継続するものとする。 
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 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の大気中への放出量は，第3.6－１表のとおりである。 

 また，放射性物質が主排気筒を介して大気中に放出されるまでの過程

を第3.6－１図に示す。 

 

3.6.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 

 (２) 解析方法 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 

 (３) 評価結果 

 上記の解析前提に基づいて，敷地境界外の線量を評価した結果は，第

3.6－２表のとおりである。 
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3.6.5 判断基準への適合性の検討 

 「3.6.4.2 線量の評価」で示したように，高レベル廃液ガラス固化設

備での溶融ガラスの漏えいにより公衆に対して著しい放射線被ばくのリス

クを与えることはなく，「1.1.2.3 判断基準」を満足する。 
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 第3.6－１表 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの 
 
      漏えい時の放射性物質の放出量 
 

   核  種 放出量（Ｂq） 

  Ｓｒ－90       6.0×10９  

  Ｒｕ－106       1.0×1012 

  Ｃｓ－137       8.8×1010 

  Ａｍ－241       2.6×10８  

  Ｃｍ－244       7.3×10８  
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 第3.6－２表 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの 
 
       漏えい時の線量 
 

  評価対象 線  量 

  実効線量           2.6×10－２ｍＳｖ 
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流下溶融ガラス中の放射性物質量 

ガラス固化体２本分 

放射性物質の固化セル雰囲気中への移行割合 

  ルテニウム及びセシウム ： 100％ 

  ルテニウム及びセシウム 

   以外の放射性エアロゾル：  10％   

主排気筒放出 

固化セル雰囲気内の放射性物質量 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90  ：6.0×10９Ｂq 

Ｒｕ－106 ：1.0×1012Ｂq 

Ｃｓ－137 ：8.8×1010Ｂq 

Ａｍ－241 ：2.6×10８Ｂq 

Ｃｍ－244 ：7.3×10８Ｂq 

第3.6－１図 高レベル廃液ガラス固化設備での溶融ガラスの漏えい 
       
            時の放射性物質の大気放出過程 
 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セ 

ルからの排気系の洗浄塔及びルテニウム吸着塔 

   ルテニウムの除去効率 ：99.98 ％ 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セ 

ルからの排気系の高性能粒子フィルタ 

   ルテニウム以外の放射性 

   エアロゾルの除去効率 ：99.999％ 
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3.7 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合体落下 

3.7.1 原因及び説明 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合体落下が発生

する場合は，燃料取扱装置等に故障が生じる場合である。 

 これらの対策として，使用済燃料集合体を取り扱う機器は，使用済燃料

集合体の総重量を上回る荷重を考慮して十分な強度を有するよう設計，製

作する。使用済燃料集合体を移送する燃料取扱装置等の機器は，つりワイ

ヤの二重化を施すとともに，電源喪失時は使用済燃料集合体を保持し，又

はつかみ具駆動用の空気源が喪失した場合は，使用済燃料集合体が外れな

い構造とし，また，使用済燃料集合体を確実につかんでいない場合は，つ

り上げられないようにする等十分な安全対策がとられているため，使用済

燃料集合体の取扱い作業中に，使用済燃料集合体が落下することは考えら

れない。また，バスケットには緩衝材を設けるとともに，つり上げ高さを

十分低くする設計（最大約0.35ｍ）とするため，バスケットが仮に落下し

たとしてもバスケット内における使用済燃料集合体は，破損することは考

えられない。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を評価するために，燃料取出し装置に

より使用済燃料集合体を移送中に，何らかの原因により燃料取出し装置が

故障し，取扱い中の使用済燃料集合体が燃料取出しピットの床に落下して

破損することを想定して評価する。 

 この場合，使用済燃料集合体１体に相当する燃料棒被覆管が破損し，燃

料棒のギャップ内核分裂生成物の全量が水中に放出されることを仮定して

評価しても，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合体

の落下は，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることなく，

終止できる。 
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3.7.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 使用済燃料集合体落下の発生を防止するため，次のような設計上の対

策を講ずる。 

 ａ．燃料取扱装置等の使用済燃料集合体の移送機器は，使用済燃料集合体

の総重量を上回る荷重を考慮しても，強度上十分耐え得る設計とする。 

 ｂ．燃料取扱装置等の使用済燃料集合体の移送機器は，つりワイヤを二重

化する。 

 ｃ．燃料取扱装置等のつかみ具駆動用の空気源が喪失した場合でも，使用

済燃料集合体が落下することのないフェイルセイフ設計とする。 

 ｄ．燃料取扱装置等が使用済燃料集合体を確実につかんでいない場合には，

つり上げができないようにインターロックを設ける。 

 ｅ．燃料取扱装置等には荷重計を設け，あらかじめ設定された荷重を超え

た場合には，つり上げが行えないようにインターロックを設ける。 

 ｆ．使用済燃料受入れ設備及び使用済燃料貯蔵設備では，使用済燃料集合

体の移動は，すべて水中で十分な遮蔽距離をもって行うとともに，燃

料取扱装置等での使用済燃料集合体のつり上げ高さは６ｍ以下にする

設計とする。 

 ｇ．使用済燃料集合体を収納するラック及びバスケットは，想定するいか

なる状態においても実効増倍率が0.95以下となるように，使用済燃料

集合体の中心間隔を設け，使用済燃料集合体を垂直に支えて貯蔵する

設計とする。 

 (２) 影響緩和対策 

 上記の事故防止対策にもかかわらず，万一，使用済燃料集合体の落下

が発生した場合には，燃料棒ギャップ内の核分裂生成物は，水中に放出
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された後，燃料の受入れエリア等の空気中に放出され，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋排気系を経て北換気筒から放出する設計とする。 

 また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の受入れ施

設の使用済燃料受入れ設備の燃料仮置きピット，並びに使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の

燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット（以下「燃料貯蔵プール等」とい

う。）の内面に漏水を防止するために設けるステンレス鋼の内張りは，

万一，使用済燃料集合体が落下したとしても，燃料貯蔵プール等の水の

保持機能を失うような著しい損傷を生じない設計とする。 
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3.7.3  事故経過 

  使用済燃料集合体の落下において次のような事故経過を想定する。 

 (１) 使用済燃料集合体の移送中におけるつり上げ高さは６ｍ以下とする設

計であるが，ここでは落下高さを６ｍとし，燃料取出しピットでの使

用済燃料集合体をつり上げている時間が比較的長いことを考慮して，

ＰＷＲの使用済燃料集合体１体が燃料取出しピットの床に落下し，落

下した使用済燃料集合体の燃料棒の全数が破損するものとする。 

 (２) 使用済燃料集合体の落下に伴う燃料棒被覆管の破損により，燃料棒の

ギャップ内の核分裂生成物の全量がピット水中に放出されるとする。 

 (３) 解析に当たって考慮する影響緩和機能に係る動的機器はないため，仮

定すべき単一故障はない。 
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3.7.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.7.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 使用済燃料集合体の落下の放射性物質の移行と放出量の評価は，次の

仮定により行う。 

 ａ．燃料棒内の核分裂生成物の量は，初期濃縮度５ｗｔ％，燃焼度55,000

ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，比出力60ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間１年を基に算

出した値とする。 

 ｂ．破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の存在量については，破損

した燃料棒内の全蓄積量に対して希ガス
（ ５ ）

30％
（２２）

，よう素
（ ５ ）

30％
（２２）

とする。 

 ｃ．放出される希ガスは，全量が水中から燃料の受入れエリアの空気中へ

放出されるものとする。 

 ｄ．水中へ放出されるよう素の水中での除染係数は，100
（５）

とする。 

 ｅ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の排気は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

排気系を経て北換気筒から放出されるが，線量評価上は使用済燃料集

合体の落下時に燃料の受入れエリアの空気中へ放出される希ガス及び

よう素は，直接大気へ放出されるものとする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する核分裂生成

物の大気中への放出量は，第3.7－１表のとおりである。 

 また，希ガス及びよう素が使用済燃料受入れ・貯蔵建屋を経て大気中

に放出されるまでの過程を第3.7－１図及び第3.7－２図に示す。 
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3.7.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

   大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放散されるものとし，これ

による線量の計算は，次の仮定に基づいて行う。 

 ａ．敷地境界外の地表空気中濃度 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 

 ｂ．敷地境界外における放射性雲からの外部被ばくに係る線量 

   「3.4.4.2 線量の評価」の(１)ａ．(ｂ)と同じとする。 

 (２) 解析方法 

 ａ．放射性よう素吸入による内部被ばくに係る線量 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 

 ｂ．放射性雲からの外部被ばくに係る線量 

   「3.4.4.2 線量の評価」の(２)ａ．(ｂ)と同じとする。 

 (３) 評価結果 

   上記の解析前提に基づき，敷地境界外の線量を評価した結果は，

第3.7－２表のとおりである。 

   また，ベータ線外部被ばくによる皮膚の等価線量は，1.7×10－１

ｍＳｖである。 
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3.7.5 判断基準への適合性の検討 

 「3.7.4.2 線量の評価」で示したように，使用済燃料集合体の落下に

より公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはなく，「1.

1.2.3 判断基準」を満足する。 
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 第3.7－１表 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合 
 
       体落下時の放射性物質の放出量 
 

   核  種 放出量（Ｂq） 

    希 ガ ス            3.4×1011 

 （ガンマ線実効  

  エネルギ０.５  

  ＭeＶ換算値）  

  
   Ｉ－129  2.6×10６ 
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  第3.7－２表 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合 
 
        体落下時の線量 
 

評価対象 線  量 

実効線量         1.9×10－３ｍＳｖ 
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破損燃料棒から放出される希ガス 

3.4×1011Ｂq 

ただし， 

  破損燃料集合体数 ： １体 

 原子炉停止後の時間： １年 

 燃料棒から水中への 

 放出割合     ： 30％ 

建 屋 放 出

希ガス放出量 

3.4×1011Ｂq 

（水中から燃料の受入れエリアへ放出） 

第 3.7－１図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合 
        
           体落下時の希ガスの大気放出過程 
            
            （ガンマ線実効エネルギ0.5ＭeＶ換算値） 
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破損燃料棒から放出されるよう素 

Ｉ－129 : 2.6×10８
 

Ｂq 

ただし， 

  破損燃料集合体数 ： １体 

  原子炉停止後の時間： １年 

  燃料棒から水中への 

  放出割合     ： 30％ 

（水中での除染係数： 100) 

（水中から燃料の受入れエリアへ放出） 

よう素放出量 

Ｉ－129 : 2.6×10６
 

Ｂq 

建 屋 放 出

第 3.7－２図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設での使用済燃料集合体 
        
             落下時のよう素の大気放出過程 
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3.8 短時間の全交流動力電源の喪失 

3.8.1 原因及び説明 

 再処理施設に必要な電力は，154ｋＶ送電線２回線から受電するととも

に，非常用ディーゼル発電機（第１非常用ディーゼル発電機２台及び第２

非常用ディーゼル発電機２台）に接続する非常用所内電源系統を設けるた

め，交流動力電源が完全に喪失することは考えられない。 

 さらに，非常用所内電源系統の6.9ｋＶ非常用主母線は，運転予備用デ

ィーゼル発電機からも受電することができる設計とし，電源の供給信頼度

を高めている。 

 しかしながら，安全設計の妥当性を確認するために，短時間の全交流動

力電源の喪失を想定する。短時間の全交流動力電源の喪失による影響とし

ては，せん断処理施設及び固体廃棄物の廃棄施設から放射性物質の放出が

あり，それ以外の施設からの放出はない。 

 せん断処理施設のせん断機での閉じ込め機能の一時喪失による公衆の線

量に対する寄与は，固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備

と比べて十分小さく，線量評価上無視できる 。
（２３）

 

 そこで，短時間の全交流動力電源の喪失により，高レベル廃液ガラス固

化設備においてガラス溶融炉内の廃ガス中に含まれる放射性物質が固化セ

ルに漏えいする事象を仮定した結果について述べる。 

 この場合，ガラス溶融炉から発生する廃ガス中に含まれる放射性物質の

全量が固化セルに漏えいすることを仮定して評価しても，短時間の全交流

動力電源の喪失は，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えるこ

となく，終止できる。 
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3.8.2 事故防止対策及び影響緩和対策 

 (１) 事故防止対策 

 短時間の全交流動力電源の喪失を防止するため，次のような設計及び

運転管理上の対策を講ずる。 

 ａ．再処理施設に必要な電力は，154ｋＶ送電線２回線から受電し，受電

  変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再処理施設の各施設へ給電する。

  これら154ｋＶ送電線は，１回線停電時においても再処理施設を運転で

  きる送電容量がある。 

 ｂ．非常用ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に安全上重要な

  負荷に給電するため，第１非常用ディーゼル発電機２台及び第２非常用

  ディーゼル発電機２台を設ける。 

 第１非常用ディーゼル発電機は, 使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要

な施設の6.9ｋＶ非常用母線に接続する設計とする。 

 第２非常用ディーゼル発電機は，6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の

受入れ及び貯蔵に必要な施設の6.9ｋＶ非常用母線を除く。）に給電す

る6.9ｋＶ非常用主母線に接続する設計とする。また，この6.9ｋＶ非常

用主母線は，運転予備用ディーゼル発電機からも受電できる設計とする。 

 ｃ．非常用所内電源系統は，分離・独立した２系統を設ける設計とする。

非常用所内電源系統は，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池及び

非常用無停電電源装置の非常用所内電源機器から安全上重要な負荷に

電力を供給する一連の電気設備で構成し，１系統が故障しても安全上

重要な負荷の安全機能は確保できる容量及び機能を有する設計とする。 

 ｄ．電源系統を構成する機器は，信頼性の高いものを用いるとともに，定

期的な試験検査，点検及び保守により機能及び性能の確認及び維持を

行う。 
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 (２) 影響緩和対策 

 上記の事故防止対策にもかかわらず，万一，高レベル廃液ガラス固化

設備で全交流動力電源が喪失した場合には，影響緩和を図るため，固化

セル及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備については，以下の対策

を講ずる。 

 ａ．高レベル廃液ガラス固化建屋の固化セルは，セルの内面にステンレス

鋼の内張りを施し，漏えいし難い設計とするとともに，固化セル圧力

放出系を設ける設計とする。 

 ｂ．固化セルの負圧が低下した場合には，圧力計にて検知し，固化セルへ

の給気系に設けた固化セル隔離ダンパを自動で閉止する回路である安

全保護回路によって固化セル隔離ダンパを閉止し，固化セルから建屋

への逆流を防止する設計とする。固化セル隔離ダンパについては，単

一故障を仮定しても機能喪失することのない設計とする。 

 ｃ．固化セル内の圧力が上昇した場合は，放射性物質を含む気体は固化セ

ル圧力放出系にて放射性物質を除去した後，主排気筒を介して放出す

る設計とする。 

 ｄ．非常用所内電源系統が復帰し，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

の固化セルからの排気系が回復した後は，固化セル内の放射性物質を

含む気体は，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの

排気系で放射性物質を除去した後，主排気筒を介して放出する設計と

する。 
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3.8.3 事故経過 

 高レベル廃液ガラス固化設備での短時間の全交流動力電源の喪失におい

て次のような事故経過を想定する。 

 (１) 全交流動力電源が喪失する時間は，30分間とする。 

 (２) 全交流動力電源の喪失により，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設

備，セル内クーラ及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セ

ルからの排気系が停止する。 

 (３) 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の停止に伴い，ガラス溶融炉

の負圧維持ができなくなり，ガラス溶融炉から放射性物質を含む気体

が固化セルに漏えいする。 

 (４) 外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電機の多重故障（以下「全交流

動力電源喪失」という。）後30分間を経過した時点で，第２非常用デ

ィーゼル発電機が起動し，安全上重要な負荷に電力が自動で順次投入さ

れる。ただし，引き続き外部電源系統の回復は考慮しないものとする。 

 (５) 非常用所内電源系統の回復後，セル内クーラは自動で再起動するが５

分間はその冷却機能を考慮しないものとする。 

 (６) 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備及び高レベル廃液ガラス固化

建屋換気設備の固化セルからの排気系は，非常用所内電源系統の回復

後再起動するが，30分間はその排気機能を考慮しないものとする。 

 (７) 固化セル内の放射性物質を含む気体は，セル内クーラが回復するまで

の間，固化セル内の機器の放熱により膨張する。固化セル内の負圧の

低下を検知し，固化セル隔離ダンパが閉止するものとする。固化セル

内の圧力の上昇により，固化セル圧力放出系の逆止ダンパが開くと固

化セル圧力放出系を経て主排気筒を介して放出されるものとする。セ

ル内クーラが起動してセル内が負圧になると，固化セル圧力放出系の
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逆止ダンパは閉止し，圧力放出系からの放射性物質を含む気体の放出

は止まる。 

 (８) 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備及び高レベル廃液ガラス固化

建屋換気設備の固化セルからの排気系が回復した後は，固化セル内の

放射性物質を含む気体は，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固

化セルからの排気系で放射性物質を除去した後，主排気筒を介して放

出する。 

 (９) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，固化セル，固化セル圧力放

出系及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気

系による放射性物質の閉じ込め機能，並びに第２非常用ディーゼル発

電機による支援機能である。 

 (10) 上記(９)の閉じ込め機能に関連する動的機器には，高レベル廃液ガラス

固化建屋換気設備の固化セル隔離ダンパ，固化セル換気系排風機及び

セル内クーラがある。固化セル隔離ダンパは，単一故障を仮定しても機

能喪失することのない設計としており，また，固化セル換気系排風機

及びセル内クーラは単一故障を仮定しても，放射性物質の放出経路及

び放出量に影響を及ぼさない。そこで，30分間の全交流動力電源喪失

の後の閉じ込めの機能を回復するのに必要な動的機器に給電する第２

非常用ディーゼル発電機に単一故障を仮定する。 
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3.8.4 放射性物質の放出量及び線量の評価 

3.8.4.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

 高レベル廃液ガラス固化設備での短時間の全交流動力電源の喪失時の

放射性物質の移行と放出量の評価は，次の仮定により行う。 

 ａ．ガラス溶融炉へ供給する高レベル廃液中の放射性物質の濃度は，１日

当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却

期間４年を基に算出した平常運転時の最大値とする。 

 ｂ．ガラス溶融炉から固化セルへ漏えいする気体中の放射性物質の量は，

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備が停止してから復帰するまで

の時間を考慮し，平常運転時におけるガラス溶融炉から高レベル廃液

ガラス固化廃ガス処理設備へ移行する放射性物質量
（２４）（２５）（２６）

の１時間分とする。 

 ｃ．固化セル圧力放出系に移行する放射性物質量は，固化セル内雰囲気温

度の上昇による固化セル内気体の膨張体積と固化セル体積との比に基

づき，固化セルへ漏えいした放射性物質量の６％とする。 

 ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系に移行

する放射性物質量は，上記ｃ．の固化セル圧力放出系へ移行する放射

性物質量の６％を考慮せず，固化セルへ漏えいした放射性物質の全量

とする。 

 ｅ．固化セル圧力放出系の高性能粒子フィルタは２段であり，ルテニウム

以外の放射性エアロゾルに対して，高性能粒子フィルタの除去効率は

99.999％
（６）

とする。 

 ｆ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系は，放

射性物質の捕集・浄化機能をもつ機器としてルテニウム吸着塔及び高

性能粒子フィルタ２段があり，ルテニウムに対してはルテニウム吸着
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塔の除去効率として99％，ルテニウム
（１９）（２１）

以外の放射性エアロゾルに対し

ては高性能粒子フィルタ２段の除去効率として99.999％
（６）

とする。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した公衆の線量に寄与する放射性物質

の大気中への放出量は，第3.8－１表のとおりである。 

 また，放射性物質が主排気筒を介して大気中に放出されるまでの過程

を，第3.8－１図に示す。 

 

3.8.4.2 線量の評価 

 (１) 解析前提 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(１)と同じとする。 

 (２) 解析方法 

   「3.2.4.2 線量の評価」の(２)と同じとする。 

 (３) 評価結果 

 上記の解析前提に基づいて，敷地境界外の線量を評価した結果は，第

3.8－２表のとおりである。 

 短時間の全交流動力電源の喪失は全施設同時に発生する事象であるが，

高レベル廃液ガラス固化設備以外の設備からの寄与は極めて小さく，上

記の評価結果に比べて無視できる。したがって，全施設からの寄与を合

計した敷地境界外の線量は第3.8－２表のとおりとなる。 
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3.8.5 判断基準への適合性の検討 

 「3.8.4.2 線量の評価」で示したように，短時間の全交流動力電源

の喪失により公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることは

なく，「1.1.2.3 判断基準」を満足する。 
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第3.8－１表 短時間の全交流動力電源の喪失時の 

放射性物質の放出量 

  核  種 放出量（Ｂq） 

  Ｓr －90 4.0×10７

  Ｒｕ－106 9.3×1012 

  Ｃｓ－137 5.8×10８

  Ａｍ－241 1.7×10６

  Ｃｍ－244 4.8×10６
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 第3.8－２表 短時間の全交流動力電源の喪失時の線量 
 

評価対象 線  量 

実効線量       2.5×10－１ｍＳｖ 
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固化セル雰囲気中へ漏えいするガラス溶融炉内廃ガス中 

の放射性物質量 

Ｓｒ－90  ：３.８×１０12Ｂq 

Ｒｕ－106 ：１.３×１０14Ｂq 

Ｃｓ－137 ：５.７×１０13Ｂq 

Ａｍ－241 ：１.７×１０11Ｂq 

Ｃｍ－244 ：４.６×１０11Ｂq 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ：４.０×１０７Ｂq 

Ｒｕ－106 ：９.３×１０12Ｂq 

Ｃｓ－137 ：５.８×１０８Ｂq 

Ａｍ－241 ：１.７×１０６Ｂq 

Ｃｍ－244 ：４.８×１０６Ｂq 

主排気筒放出 

第 3.8－１図 短時間の全交流動力電源の喪失時の放射性物質の 
      
          大気放出過程 

固化セル圧力放出系への 
    流入割合：６％     

高レベル廃液ガラス固化建屋換気 
設備の固化セルからの排気系への 
      流入割合：100％ 

高レベル廃液ガラス固化建屋換気 
設備の固化セルからの排気系のル 
テニウム吸着塔 
  ルテニウムの除去効率：99％ 
高レベル廃液ガラス固化建屋換気 
設備の固化セルからの排気系の高 
性能粒子フィルタ 
  ルテニウム以外の放射性エアロ 
  ゾルの除去効率：99.999％   

固化セル圧力放出系の高 

性能粒子フィルタ 

  ルテニウム以外の放射 

  性エアロゾルの除去効 

  率：99.999％     
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3.9 安全評価における機能別の単一故障の仮定について 

 (１) 単一故障を仮定すべき機能のレベルについて 

 再処理施設の安全評価において考慮する機能は，異常の拡大防止機能

である安全に係るプロセス量等の維持機能，影響緩和機能である放射性

物質の過度の放出防止機能及びそれぞれの支援機能であり，これらの基

本的な機能ごとに単一故障を検討した。 

 設計基準事故では，ほとんどの事象が評価対象とする放射性物質の過

度の放出防止機能について，安全機能の分類に基づき，さらに小さな分

類まで考慮した上で検討した。 

 (２) 機能別の単一故障について 

 設計基準事故の事象ごとに検討した結果を第3.9－１表に示す。 
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      第3.9－１表 設計基準事故において仮定した単一故障 
 

事 象 名             検  討  内  容 

 プルトニウム  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の閉じ込め機能 

 精製設備のセ   として，プルトニウム精製塔セル及び精製建屋による放射性物質の放出 

 ル内での有機   経路の維持機能，並びに精製建屋換気設備のセルからの排気系による放 

 溶媒火災   射性物質の放出経路の維持，捕集・浄化及び排気機能である。 

  (2) 上記(1)のプルトニウム精製塔セル，精製建屋及び精製建屋換気設備の 

   セルからの排気系による放射性物質の放出経路の維持機能は静的な閉じ 

   込め機能であるため，単一故障を仮定する必要はない。 

  (3) 上記(1)の精製建屋の閉じ込め機能に関連する動的機器には，建屋給気 

   閉止ダンパがあるが，単一故障により機能喪失することはない設計とし 

   ている。 

  (4) 上記(1)の放射性物質の捕集・浄化及び排気機能に関連する機器には， 

   セル排風機及び建屋排風機があるが，双方とも外部電源喪失時には第２ 

   非常用ディーゼル発電機から給電する設計としている。そこで，セル内 

   及び精製建屋内の圧力，並びに高性能粒子フィルタの温度の観点で，解 

   析の結果を最も厳しくする単一故障として，第２非常用ディーゼル発電 

   機に単一故障を仮定する。 

 プルトニウム  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の閉じ込め機能 

 濃縮缶でのＴ   として，プルトニウム濃縮缶による放射性物質の保持及び放出経路の維 

 ＢＰ等の錯体   持機能，並びに塔槽類廃ガス処理設備による放射性物質の放出経路の維 

 の急激な分解   持，捕集・浄化及び排気機能である。 

 反応  (2) 上記(1)のプルトニウム濃縮缶による放射性物質の保持及び放出経路の 

   維持機能，並びに塔槽類廃ガス処理設備による放射性物質の放出経路の 

   維持機能は静的な閉じ込め機能であるため，単一故障を仮定する必要は 

   ない。 

  (3) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応においては，塔槽類廃ガス処理設備 

   の高性能粒子フィルタの差圧をより厳しい結果となるように評価するた 

   めに，上記(1)の排気機能を有する塔槽類廃ガス処理設備の排風機は単一 

   故障を仮定することなく，運転されているものとする。 
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（つづき） 
 

事 象 名             検  討  内  容 

 溶解槽におけ  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の過度の放出防 

 る臨界   止機能として，可溶性中性子吸収材緊急供給系によるソースターム制限 

   機能であり，また放射性物質の閉じ込め機能として，溶解槽による放射 

   性物質の保持及び放出経路の維持機能，溶解槽セルによる放射性物質の 

   放出経路の維持機能，並びにせん断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処 

   理建屋換気設備のセルからの排気系による放射性物質の放出経路の維持， 

   捕集・浄化及び排気機能である。 

  (2) 上記(1)の溶解槽による放射性物質の保持及び放出経路の維持機能，並 

   びに溶解槽セル，せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建屋換気 

   設備のセルからの排気系による放射性物質の放出経路の維持機能は静的 

   な閉じ込め機能であるため，単一故障を仮定する必要はない。 

  (3) 上記(1)の放射性物質の捕集・浄化機能を有する高性能粒子フィルタに 

   ついては，その健全性の検討において動的機器の機能を期待していない 

   ため，単一故障を仮定する必要はない。 

  (4) 上記(1)の排気機能を有する排風機については，単一故障を仮定しても 

   一時的に排気風量が低下するのみで，放射性物質の放出量に影響を及ぼ 

   さない。 

  (5) 上記(1)の可溶性中性子吸収材緊急供給系については，単一故障を仮定 

   することにより可溶性中性子吸収材の注入に要する時間が長くなるため， 

   溶解槽における臨界での最も厳しい単一故障の仮定として選定する。 

 高レベル廃液  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の過度の放出防 

 貯蔵設備の配   止機能として，漏えいした高レベル廃液を回収する系統によるソースタ 

 管からセルへ   ーム制限機能であり，また放射性物質の閉じ込め機能として，高レベル 

 の漏えい   濃縮廃液貯槽セルによる放射性物質の放出経路の維持機能，並びに高レ 

   ベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液貯槽セルからの排気系によ 

   る放射性物質の放出経路の維持，捕集・浄化及び排気機能である。 

  (2) 上記(1)の高レベル濃縮廃液貯槽セル及び高レベル廃液ガラス固化建屋 

   の高レベル濃縮廃液貯槽セルからの排気系による放射性物質の放出経路 

   の維持機能は静的な閉じ込め機能であるため，単一故障を仮定する必要 
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（つづき） 
 

事 象 名             検  討  内  容 

 高レベル廃液   はない。 

 貯蔵設備の配  (3) 上記(1)の放射性物質の捕集・浄化機能を有する高性能粒子フィルタに 

 管からセルへ   ついては，その健全性の検討において動的機器の機能を期待していない 

 の漏えい   ため，単一故障を仮定する必要はない。 

 （つづき）  (4) 上記(1)の排気機能を有する排風機については，単一故障を仮定しても 

   一時的に排気風量が低下するのみで，放射性物質の放出量に影響を及ぼ 

   さない。 

  (5) 上記(1)の漏えいした高レベル廃液を回収する系統については，単一故 

   障を仮定することにより漏えいした高レベル廃液の回収を始めるまでの 

   時間が長くなるため，高レベル廃液貯蔵設備の配管からセルへの漏えい 

   における最も厳しい単一故障の仮定として選定する。 

 高レベル廃液  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の過度の放出防 

 ガラス固化設   止機能として，ガラス流下停止系によるソースターム制限機能であり， 

 備での溶融ガ   また放射性物質の閉じ込め機能として，固化セルによる放射性物質の放 

 ラスの漏えい   出経路の維持機能，高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルか 

   らの排気系による放射性物質の放出経路の維持，捕集・浄化及び排気機 

   能，並びにセル内クーラによる支援機能である。 

  (2) 上記(1)の固化セル及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セ 

   ルからの排気系による放射性物質の放出経路の維持機能は静的な閉じ込 

   め機能であるため，単一故障を仮定する必要はない。 

  (3) 上記(1)の放射性物質の捕集・浄化及び排気機能，並びに放射性物質の 

   閉じ込め機能の支援機能については，関連するいずれの動的機器に対し 

   て単一故障を仮定しても，放射性物質の放出経路及び放出量に影響を及 

   ぼさない。 

  (4) 上記(1)のガラス流下停止系については，単一故障を仮定することによ 

   り溶融ガラスの流下が停止するまでの時間が長くなるため，溶融ガラス 

   の誤流下における最も厳しい単一故障の仮定として選定する。 
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（つづき） 
 
事 象 名             検  討  内  容 

 使用済燃料の  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能に関連する動的機器はないため， 

 受入れ施設及   単一故障を仮定する必要はない。 

 び貯蔵施設で  

 の使用済燃料  

 集合体落下  

 短時間の全交  (1) 解析に当たって考慮する影響緩和機能は，放射性物質の閉じ込め機能 

 流動力電源の   として，固化セルによる放射性物質の放出経路の維持機能，固化セル圧 

 喪失   力放出系による放射性物質の放出経路の維持及び捕集・浄化機能，高レ 

   ベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セルからの排気系による放射性 

   物質の放出経路の維持，捕集・浄化及び排気機能，並びにセル内クーラ 

   による支援機能である。 

  (2) 上記(1)の固化セル，固化セル圧力放出系及び高レベル廃液ガラス固化 

   建屋換気設備の固化セルからの排気系による放射性物質の放出経路の維 

   持機能は静的な閉じ込め機能であり，また上記(1)の固化セル圧力放出系 

   には関連する動的機器はないため，単一故障を仮定する必要はない。 

  (3) 上記(1)の固化セルの閉じ込め機能に関連する動的機器には，固化セル 

   隔離ダンパがあるが，単一故障を仮定しても機能喪失することはない設 

   計としている。 

  (4) 電源回復後に上記(1)の放射性物質の閉じ込め機能を回復するための動 

   的機器には，固化セル排風機及びセル内クーラがあるが，いずれの単一 

   故障を仮定しても，放射性物質の放出経路及び放出量に影響を及ぼさな 

   い。そこで，短時間の全交流動力電源の喪失における最も厳しい単一故 

   障として, 上記両機器に給電する第２非常用ディーゼル発電機に単一故 

   障を仮定する。 

 

８－３－108



3.10 結  論 

 再処理施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認するため，「再処理施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」に従って各種の設計基準事

故に係る事象を選定し，解析を行った。その結果は，それぞれの設計基準

事故の「判断基準への適合性の検討」の項で示したように，想定したすべ

ての設計基準事故に対してその判断基準を満足する。 

 したがって，再処理施設で想定した事故等は，「2.9 結論」とあいま

って，事故等に対する「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則」の判断基準をすべて満足する。 
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4. 立地評価事故

4.1 序 

  再処理施設は，事故発生防止のため種々の対策を講じており，さらに，

各種の事故を想定して解析を行った結果においても，その安全性が十分確

保されることをこれまでに述べてきた。 

ここでは，再処理施設と一般公衆との離隔距離が適切に確保されてい

ることを判断するために，設計基準事象を超える放射性物質の放出量を工

学的観点から仮想することにより立地評価事故を想定し，再処理施設の安

全対策との関連において評価する。 

立地評価事故としては，設計基準事象の中から一般公衆の線量当量の

厳しさの観点で溶解槽における臨界及びプルトニウム精製設備のセル内で

の有機溶媒火災を選定する。 

８－４－1



4.2 溶解槽における臨界 

4.2.1 事故の想定 

 (１) 「運転時の異常な過渡変化」を超える事象の「溶解槽における臨界」

は，「3.4 溶解槽における臨界」で述べたように，何らかの原因によ

り臨界安全管理が損なわれ，臨界超過となると仮定した場合，核分裂

により生成する放射性物質及び溶解槽内溶液に含まれる放射性物質が

溶解槽から放出される事象であり，全核分裂数を１０１９とする。 

 (２) 立地評価事故を想定するに当たっては,「3.4 溶解槽における臨界」

で述べたよりも，全核分裂数, 放射性物質の移行割合並びにせん断処

理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排

気系に設けられる高性能粒子フィルタの放射性物質除去効率を更に保

守側に仮定して評価する。 
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4.2.2 線量当量評価の種類 

 (１) 敷地境界外での骨，肺及び肝の組織線量当量を下記のとおり求め，そ

の結果と「核燃料施設の立地評価上必要なプルトニウムに関するめや

す線量について」に記載されているめやすとしての線量を比較し，立

地条件の適否を判断する。 

 ａ．主排気筒から大気中に放出される放射性物質による敷地境界外での被

ばく（放射性物質吸入による内部被ばく及び放射性雲からのガンマ線

による外部被ばく）に係る骨，肺及び肝の組織線量当量を求める。 

 ｂ．溶解槽からのガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による敷地境

界外での骨，肺及び肝の組織線量当量を求める。 

 (２) 敷地境界外での下記の線量当量を求め，「原子炉立地審査指針」に記

載されている非居住区域に係るめやす線量と比較する。 

 ａ．主排気筒から大気中に放出される放射性物質による敷地境界外での被

ばく（放射性物質吸入による内部被ばく及び放射性雲からのガンマ線

による外部被ばく）に係る甲状腺（小児）の組織線量当量及び放射性

雲からのガンマ線による全身に対する線量を求める。 

 ｂ．溶解槽からのガンマ線等の直接線及びスカイシャイン線による敷地境

界外での甲状腺（小児）の組織線量当量及び全身に対する線量を求め

る。 

 (３) 下記の線量当量を求め，「原子炉立地審査指針」に記載されている人

口密集地帯からの離隔を判断するための値と比較する。 

 ａ．主排気筒から大気中に放出される放射性物質による全身線量（実効線

量当量）の人口積算値（放射性物質吸入による内部被ばくと放射性雲

からのガンマ線による外部被ばくの合計の実効線量当量の人口積算

値）を求める。なお，短半減期の放射性物質については，その影響範
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囲を考慮して全身線量（実効線量当量）の人口積算値を求める。 
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4.2.3 放射性物質の放出量及び線量当量の評価 

  線量当量の評価に当たっては，放出された放射性物質による内部被ばく

及び外部被ばくの合計の線量当量を評価する。また，溶解槽からのガンマ

線等による直接線及びスカイシャイン線による外部被ばくについても考慮

する。 

 

4.2.3.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

   大気中への放射性物質の放出量の計算は，次の仮定に基づいて行う。 

 ａ．全核分裂数を1020とする。 

 ｂ．臨界に伴って新たに生成される放射性物質の量は，次式で与えられる。 

  ｑｉ ＝λｉ・Ｙｉ・Ｐ 

 ここで， 

  ｑｉ  ：i 核種の生成量（Ｂｑ） 

  λｉ  ：i 核種の崩壊定数（ｓ－１） 

  Ｙｉ  ：i 核種の収率 

  Ｐ   ：核分裂数（10２０） 

   核分裂は，希ガスの収率が大きいウラン－235を想定する。溶解槽に

おける臨界時の放射性物質生成量及び諸定数を第4.2－１表に示す。 

また，溶解槽内の溶液の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する

使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間４年を基に

算出した平常運転時の最大値とする。各核種の濃度を第4.2－２表に示

す。 

 ｃ．気相中に放出される放射性物質の割合は以下のとおりとする。 

  希ガス   溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の100％ 
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  よう素   溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の100％ 

  ルテニウム 溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の １％ 

  その他   全核分裂数10２０のエネルギによる蒸発量に相当する溶

液体積（1.4ｍ３）中の保有量の0.5％ 

 なお，臨界により生成したルテニウムの放出量は，溶液中に存在して

いたルテニウムの放出量に比べて無視できる。 

 ｄ．放射性物質を含む気体は，放出経路として，せん断処理・溶解廃ガス

処理設備及び前処理建屋換気設備の溶解槽セルからの排気系を経て主

排気筒に至るものとする。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建屋換気設備の溶解槽

セルからの排気系の高性能粒子フィルタの放射性エアロゾルの除去効

率は，99％と仮定する。 

 (２) 解析結果 

   上記の解析条件に基づいて計算した一般公衆の線量当量に寄与する放

射性物質の主排気筒から大気中への放出量は，第4.2－３表のとおりと

する。 

なお，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第4.2－１図に

示す。 

 

4.2.3.2 線量当量の評価 

 (１) 解析前提 

 ａ．大気中へ放出される放射性物質による線量当量 

   放射性物質は主排気筒から放出される。これによる線量当量の計

算は，次の仮定に基づいて行う。 

 (ａ) 敷地境界外の地表空気中濃度 
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   添付書類四「2.5 安全解析に使用する気象条件」に記述する相対濃

度に放射性物質の全放出量を乗じて求める。 

 (ｂ) 敷地境界外の放射性雲からのガンマ線による外部被ばくに係る線量当

量 

   添付書類四「2.5 安全解析に使用する気象条件」に記述する相対線

量に放射性物質の全放出量(ガンマ線実効エネルギ0.5ＭｅＶ換算値)を

乗じて求める。 

また，参考としてベータ線外部被ばくによる皮膚の組織線量当量も

計算する。 

 (ｃ) さらに，大気中へ放出される放射性物質による全身線量（実効線量当

量）の人口積算値の評価を行う。この場合の解析前提を以下に示す。 

イ．大気拡散の評価に用いる風速は，1.5ｍ／ｓとする。 

ロ．鉛直方向の拡がりは，Ｆ型による。 

ハ．水平方向の拡がり角は，30゜とする。 

ニ．放出点は，主排気筒であるが，地上０ｍ位置と仮定する。 

 ｂ．溶解槽からのガンマ線等による線量当量 

   臨界に伴って発生した核分裂により放射されるガンマ線及び中性子線

を線源と考え，これによる外部被ばくに係る線量当量の計算を次の仮

定に基づいて行う。 

 (ａ) ウラン－235の核分裂に伴い放射されるガンマ線及び中性子線を想

定する。核分裂当たりのガンマ線及び中性子線のエネルギ範囲別の発生

数は，文献に基
（２）（３）

づき設定し，第4.2－４表に示すとおりとする。 

 (ｂ) ガンマ線及び中性子線は，溶解槽から放射される。溶解槽周りのセル

壁及び建物外周壁の遮蔽効果として，厚さ1.2ｍの普通コンクリートを

考慮する。 
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 (ｃ) 溶解槽内の溶液及び容器の遮蔽効果は，無視する。 

 (２) 解析方法 

 ａ．大気中へ放出される放射性物質による線量当量 

 (ａ) 敷地境界外の線量当量は次の方法で計算する。 

  (イ) 放射性物質吸入による内部被ばくに係る線量当量 

    （ＤＢ．Ｔ)ｊ＝Ｒ・χ／Ｑ・Σ｛Ｑｉ・(Ｈ５０．Ｔ)ｉ．ｊ・ｎ｝ 

   ここで， 

    （ＤＢ．Ｔ)ｊ ：着目する組織j の内部被ばくに係る組織線量当量（Ｓv） 

    Ｒ    ：成人の呼吸率（ｍ３／s） 

           呼吸率Ｒは，事故期間が短いことを考慮して「発

電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」
（ ６ ）

に

基づき活動期間中の呼吸率3.33×10－４（ｍ３／s）を用

いる。 

     χ／Ｑ  ：相対濃度（ｓ／ｍ３） 

      Ｑｉ   ：核種i の事故期間中の大気放出量（Ｂｑ) 

    （Ｈ５０.Ｔ)ｉ.ｊ：核種i の吸入摂取による着目する組織j に対する内部

被ばくによる組織線量当量への換算係数
（ ７ ）

(Ｓｖ／Ｂｑ) 

    ｎ    ：成人甲状腺に対する線量から小児甲状腺に対する線量

への換算係数ｎ＝２
（ ６ ）

,（その他の組織の場合には不要｡） 

  (ロ) 放射性雲からのガンマ線による外部被ばくに係る線量当量 

      Ｄγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ 

    ここで， 

      Ｄγ  ：外部被ばくに係る線量当量（Ｓｖ） 

     Ｋ   ：空気吸収線量から線量当量への換算係数（
（６）（８）

Ｓｖ／Ｇｙ) 

            全身に対する線量の場合 Ｋ＝１ 

ｉ 
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            骨以外の組織の場合   Ｋ＝１ 

            骨の組織の場合     Ｋ＝２ 

    Ｄ／Ｑ  ：相対線量（Ｇｙ／Ｂｑ) 

    Ｑγ   ：事故期間中の放射性物質の大気放出量（Ｂｑ)（ガンマ

線実効エネルギ0.5ＭｅＶ換算値） 

    また，ベータ線外部被ばくによる皮膚の組織線量当量は，べ－タ線

の飛程が短いことより，サブマージョンモデルに基づき次の方法で計

算する。 

    Ｄβ＝0.5・Ｋ１・Ｋβ・Ｅβ・χ／Ｑ・Ｑβ・ 

  ここで， 

    Ｄβ  ：ベータ線外部被ばくによる皮膚の組織線量当量（Ｓｖ） 

    Ｋ１  ：空気吸収線量への換算係数
（９）

 4.46×10－４ 

      Ｋβ  ：ベータ線空気吸収線量から皮膚の組織線量当量への換算

係数
（１０）

 1.25（Ｓｖ／Ｇｙ） 

     Ｅβ ：ベータ線の実効エネルギ（ＭｅＶ／ｄｉｓ） 

     χ／Ｑ：相対濃度（ｓ／ｍ３） 

    Ｑβ  ：事故期間中の放射性物質の大気放出量（Ｂｑ） 

 (ｂ) 全身線量(実効線量当量)の人口積算値は，計算の対象となる地点が遠

距離に及ぶことを考慮し，計算地点の地表面濃度が半無限空間に一様

分布すると仮定したサブマージョンモデルを用いて計算する。 

   サブマージョンモデルによる線量当量は，次式で与えられる。 

    Ｄ ＝Ｋ・χ 

   ただし， 

3600 

10－６ 

ＭｅＶ・Ｂq・ｈ 

dis・ｍ3・μＧy 
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Ｋ＝0.5・10－６・Ｋ１・Ｋ２・Ｅ（放射性雲による外部被ばくの場合） 

Ｋ＝Ｋ３・Ｒ             （吸入による内部被ばくの場合） 

 

 χ＝                 exp －2.3                

ここで， 

 Ｄ  ：実効線量当量（Ｓｖ） 

 Ｋ１  ：空気吸収線量への換算係数
（９）

 

     Ｋ１＝ 4.46×10－４ 

 Ｋ２  ：空気吸収線量から実効線量当量への換算係数
（８）

 

      Ｋ２＝１（Ｓｖ／Ｇｙ) 

 Ｅ  ：ガンマ線の実効エネルギ（0.5ＭｅＶ／ｄｉｓ） 

  Ｋ３  ：吸入による預託線量当量換算係数
（７）

（Ｓｖ／Ｂｑ) 

 Ｒ  ：呼吸率（ｍ３／ｈ） 

     呼吸率Ｒは，事故期間が短いことを考慮して「発電用軽

水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」
（ ６ ）

に基づき活

動期間中の呼吸率1.2（ｍ３／ｈ）を用いる。 

 χ  ：放射性物質の地上濃度（Ｂｑ・ｈ／ｍ３） 

 Ｑ  ：大気放出量（Ｂｑ) 

     ただし，放射性雲による外部被ばくの場合は，ガン

マ線実効エネルギ0.5ＭｅＶ換算値とする。 

 ｕ  ：風速（ｍ／ｓ） 

 θ  ：水平方向の拡がり（ｄｅｇ） 

 ｘ  ：風下距離（ｍ） 

 ｈ   ：鉛直方向の拡がり（ｍ） 

4.65×10－２Ｑ 

ｕ・θ・ｘ・ｈ ｈ 
Ｈ ２ 

ＭｅＶ・Ｂq・ｈ 

dis・ｍ3・μＧy 
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 Ｈ   ：放出点の地上高さ（ｍ） 

   対象となる方位は，敷地から見て全身線量（実効線量当量）の人口

積算値が最大となるような30゜扇形とする。 

 ｂ．溶解槽からのガンマ線等による線量当量 

   「3.4.4.2 線量当量の評価」の(２)ｂ．と同じとする。 

 (３) 解析結果 

 上記の解析前提に基づいて，敷地境界外の線量当量を評価した結果は，

第4.2－５表のとおりである。 

また，全身線量（実効線量当量）の人口積算値が最大となるのは，東

京，大阪等の大都市を含む方向にある。第4.2－６表に示すとおり，全

身線量（実効線量当量）の人口積算値は，1985年の人口に
（ ４ ）

対して0.36万

人・Ｓｖである。2040年の推計人口に
（ ５ ）

対しての全身線量（実効線量当

量）の人口積算値は，第4.2－７表に示すように，0.41万人・Ｓｖであ

る。 

なお，ベータ線外部被ばくによる皮膚の組織線量当量は，6.0×10－３

Ｓｖである。 
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                                                      （１） 

第4.2－1表 溶解槽における臨界時の放射性物質生成量及び諸定数 
 
               （立地評価事故） 

〔希ガス〕 

       核  種 収 率 半 減 期 崩 壊 定 数  （Ｘ＋γ) 生 成 量  生成量（ガ 
   (％)  （ｓ－１）  線実効エネ   （Ｂq）  ンマ線実効 
     ルギ   エネルギ 
     (MeV/dis）   0.5MeV換算 
       値)(Ｂq) 
       

       
 Kr-83m 0.53 1.83 h  1.05×10－４ 0.0025   5.6×10１３   2.8×10１１ 

 Kr-85m 1.31 4.48 h  4.30×10－５ 0.159   5.6×10１３   1.8×10１３ 

 Kr-85 0.29 10.73 y  2.05×10－９ 0.0022   5.9×10８   2.6×10６ 

 Kr-87 2.54 76.3 min  1.51×10－４ 0.793   3.8×10１４   6.1×10１４ 

 Kr-88 3.58 2.8 h  6.88×10－５ 1.95   2.5×10１４   9.6×10１４ 

 Kr-89 4.68 3.18min  3.63×10－３ 2.067   1.7×10１６   7.0×10１６ 

 Xe-131m 0.04 11.9  d  6.74×10－７ 0.02   2.7×10１０   1.1×10９ 

 Xe-133m 0.19 2.25 d  3.57×10－６ 0.042   6.8×10１１   5.7×10１０ 

 Xe-133 6.77 5.29 d  1.52×10－６ 0.045   1.0×10１３   9.2×10１１ 

 Xe-135m 1.06 15.65min  7.38×10－４ 0.432   7.8×10１４   6.8×10１４ 

 Xe-135 6.63 9.083h  2.12×10－５ 0.25   1.4×10１４   7.0×10１３ 

 Xe-137 6.13 3.83min  3.02×10－３ 0.181   1.8×10１６   6.7×10１５ 

 Xe-138 6.28 14.17min  8.15×10－４ 1.183   5.1×10１５   1.2×10１６ 

       

 合 計 ― ― ― ―   4.2×10１６   9.1×10１６ 

 

〔よう素〕 

       核  種 収 率 半 減 期 崩 壊 定 数  （Ｘ＋γ） 生 成 量  生成量（ガ 
 (％)  （ｓ－１）  線実効エネ   （Ｂq）  ンマ線実効 
     ルギ   エネルギ 
     (MeV/dis）   0.5MeV換算 
       値)(Ｂq) 
       
       

 Ｉ-129 0.66  1.57×10７y  1.40×10－１５ 0.024   9.2×10２   4.4×10 １ 

 Ｉ-131 2.84   8.06  d  9.95×10－７ 0.381   2.8×10１２   2.2×10１２ 

 Ｉ-132 4.21   2.28  h  8.45×10－５ 2.253   3.6×10１４   1.6×10１５ 

 Ｉ-133 6.77  20.8  h  9.26×10－６ 0.608   6.3×10１３   7.6×10１３ 

 Ｉ-134 7.61  52.6  min  2.20×10－４ 2.750   1.7×10１５   9.2×10１５ 

 Ｉ-135 6.41   6.61  h  2.91×10－５ 1.645   1.9×10１４   6.1×10１４ 

       

合 計 ― ― ― ―   2.3×10１５   1.1×10１６ 
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   第4.2－2表 溶解槽における臨界時の溶液中の放射性物質濃度 
 
           （立地評価事故） 
 

  核   種＊  濃 度(Ｂq／ｍ３) 

  
  Sr-90     9.1 × 10１４ 

  Ru-106     6.4 × 10１４ 

  Pu-238   (2.3％)     7.1 × 10１３ 

  Pu-239   ( 55％)     6.2 × 10１２ 

  Pu-240   ( 24％)    9.9 × 10１２ 

  Pu-241   ( 12％)     2.3 × 10１５ 

  Am-241     4.0 × 10１３ 

  Cm-244     1.1 × 10１４ 

  
       *（ ）内はプルトニウムの同位体組成を示す。 

 

 

   第4.2－3表 溶解槽における臨界時の放射性物質の放出量 
 
                  （立地評価事故） 
 
 

  核種    放出量(Ｂq)    核  種    放出量（Ｂq) 

     
  Sr-90 

  Ru-106 

  Pu-238 

  Pu-239 

  Pu-240 

  Pu-241 

  Am-241 

  Cm-244 

  6.4 × 10１０ 

  1.9 × 10１１ 

  5.0 × 10９ 

  4.4 × 10８ 

  6.9 × 10８ 

  1.6 × 10１１ 

  2.8 × 10９ 

  7.8 × 10９ 

   希ガス  

  （ガンマ線実    9.1 × 10１６ 

  効エネルギ  

  0.5ＭeＶ換算  

  値）  

   
   
     I-131 

   I-132 

   I-133 

   I-134 

   I-135 

   2.8 × 10１２ 

   3.6 × 10１４ 

   6.3 × 10１３ 

   1.7 × 10１５ 

   1.9 × 10１４ 
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    第4.2－4表 溶解槽における臨界時の核分裂による放射線の発生数 
 
                （立地評価事故） 

〔ガンマ線〕           〔中性子線〕  

上限エネルギ 

   （ＭeＶ) 

核分裂当たりの 

発 生 数     
 
 上限エネルギ 

    （ＭeＶ) 

核分裂当たりの 

発 生 数     

     
10 ―     1.50×10１ 

  1.22×10１ 

  1.00×10１ 

  8.18×10０ 

  6.36×10０ 

  4.96×10０ 

  4.06×10０ 

  3.01×10０ 

  2.46×10０ 

  2.35×10０ 

  1.83×10０ 

  1.11×10０ 

  5.50×10－１ 

   1.11×10－１ 

  3.35×10－３ 

  5.83×10－４ 

  1.01×10－４ 

  2.90×10－５ 

  1.07×10－５ 

  3.06×10－６ 

  1.12×10－６ 

  4.14×10－７ 

  3.91 × 10－４ 

  2.21 × 10－３ 

  8.69 × 10－３ 

  3.51 × 10－２ 

  8.55 × 10－２ 

  1.20 × 10－１ 

  2.66 × 10－１ 

  2.23 × 10－１ 

  5.33 × 10－２ 

  2.97 × 10－１ 

  5.41 × 10－１ 

  4.94 × 10－１ 

  3.35 × 10－１ 

  4.02 × 10－２ 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

8 ―  

6.5   1.20 × 10－２  

5   5.80 × 10－２  

4   1.59 × 10－１  

3   2.45 × 10－１  

2.5   5.90 × 10－１  

2   7.30 × 10－１  

1.66   9.58 × 10－１  

1.33   1.37 × 10０  

1   2.25 × 10０  

0.8   3.66 × 10０  

0.6   3.66 × 10０  

0.4   1.34 × 10０  

0.3   1.33 × 10０  

0.2   1.20 × 10０  

0.1   3.70 × 10－１  

0.05   1.68 × 10－１  
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    第4.2－5表 溶解槽における臨界時の線量当量 
 

                （立地評価事故） 
 
 
 

      評  価  対  象   線 量 当 量 

   骨の組織線量当量     2.7×10－２Ｓv 

 肺の組織線量当量    7.6×10－３Ｓv 
 肝の組織線量当量    8.8×10－３Ｓv 
 甲状腺（小児）の組織線量当量    1.2×10－２Ｓv 

 全身に対する線量    6.1×10－３Ｓv 
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第4.2－6表 溶解槽における臨界時の全身線量 
 

            （実効線量当量）の人口積算値 
 

  （立地評価事故）（1985年の人口) 
 
 

距   離 

 （ｋｍ） 

主 な 市 町 村 名 等 

 

 人 口 

（万人） 

平 均 線 量 当 量 

   （Ｓv） 

積 算 線 量 当 量 

 （万人・Ｓv） 

     
    0～10  ― ― ― ― 

  10～20  ― ― ― ― 

  20～30  上北町，東北町，天間林村 3.3    3.9 × 10－３   1.3 × 10－２ 

  30～40  十和田市, 七戸町 7.3   2.4 × 10－３   1.7 × 10－２ 

  40～50  十和田湖町 0.8   1.9 × 10－３   1.5 × 10－３ 

  50～60  新郷村 0.4   5.7 × 10－４   2.3 × 10－４ 

  60～70  ― ― ― ― 

  70～80  田子町 0.9   4.3 × 10－４   3.8 × 10－４ 

  80～90  小坂町 1.0   3.4 × 10－４   3.4 × 10－４ 

  90～100  安代町，鹿角市 5.2   2.9 × 10－４   1.5 × 10－３ 

  100～150  雫石町, 田沢湖町, 大館市, 14   2.5 × 10－４   3.5 × 10－３ 

  比内町   

  150～200  横手市, 大曲市, 秋田市 55   1.5 × 10－４   8.2 × 10－３ 

  200～300  酒田市, 鶴岡市, 新庄市, 90   1.0 × 10－４   9.2 × 10－３ 

  尾花沢市, 村山市, 東根市,    

  湯沢市, 本荘市    

  300～400  白石市, 福島市, 天童市, 230   7.0 × 10－５   1.6 × 10－２ 

  寒河江市, 山形市, 米沢市,    

  豊栄市, 新津市, 新潟市,    

  新発田市    

  400～500  郡山市, 須賀川市, 260   5.7 × 10－５   1.5 × 10－２ 

  会津若松市, 今市市,    

  三条市, 長岡市, 柏崎市    

  500～600  宇都宮市, 浦和市, 1,900   4.4 × 10－５   8.5 × 10－２ 

  東京都（足立区，北区等），    

  長野市, 富山市    

  600～700  東京都（千代田区，港区等), 1,800   4.0 × 10－５   7.3 × 10－２ 

  横浜市, 甲府市    

  700～800  静岡市, 岐阜市, 名古屋市 1,200   3.4 × 10－５   4.1 × 10－２ 

  800～900  津市, 大津市, 京都市, 2,100   3.0 × 10－５   6.2 × 10－２ 

  大阪市, 神戸市    

  900～  和歌山市, 徳島市, 那覇市 310   2.2 × 10－５   6.8 × 10－３ 

     
   計  ― 8,000 ―   3.6 × 10－１ 
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第4.2－7表 溶解槽における臨界時の全身線量 
 

            （実効線量当量）の人口積算値 
 
            （立地評価事故）（2040年の人口) 
 
 

距   離 

 （ｋｍ） 

主 な 市 町 村 名 等 

 

 人 口 

（万人） 

平 均 線 量 当 量 

   （Ｓv） 

積 算 線 量 当 量 

 （万人・Ｓv） 

     
    0～10  ― ― ― ― 

  10～20  ― ― ― ― 

  20～30  上北町，東北町，天間林村 2.7    3.9 × 10－３   1.1 × 10－２ 

  30～40  十和田市, 七戸町 6.1   2.4 × 10－３   1.4 × 10－２ 

  40～50  十和田湖町 0.7   1.9 × 10－３   1.3 × 10－３ 

  50～60  新郷村 0.3   5.7 × 10－４   1.7 × 10－４ 

  60～70  ― ― ― ― 

  70～80  田子町 0.7   4.3 × 10－４   3.0 × 10－４ 

  80～90  小坂町 0.8   3.4 × 10－４   2.8 × 10－４ 

  90～100  安代町，鹿角市 4.0   2.9 × 10－４   1.2 × 10－３ 

  100～150  雫石町, 田沢湖町, 大館市, 11   2.5 × 10－４   2.7 × 10－３ 

  比内町    

  150～200  横手市, 大曲市, 秋田市 42   1.5 × 10－４   6.3 × 10－３ 

  200～300  酒田市, 鶴岡市, 新庄市, 76   1.0 × 10－４   7.7 × 10－３ 

  尾花沢市, 村山市, 東根市,    

  湯沢市, 本荘市    

  300～400  白石市, 福島市, 天童市, 210   7.0 × 10－５   1.5 × 10－２ 

  寒河江市, 山形市, 米沢市,    

  豊栄市, 新津市, 新潟市,    

  新発田市    

  400～500  郡山市, 須賀川市, 250   5.7 × 10－５   1.5 × 10－２ 

  会津若松市, 今市市,    

  三条市, 長岡市, 柏崎市    

  500～600  宇都宮市, 浦和市, 2,600   4.4 × 10－５   1.1 × 10－１ 

  東京都（足立区，北区等），    

  長野市, 富山市    

  600～700  東京都（千代田区，港区等), 2,300   4.0 × 10－５   9.2 × 10－２ 

  横浜市, 甲府市    

  700～800  静岡市, 岐阜市, 名古屋市 1,400   3.4 × 10－５   4.9 × 10－２ 

  800～900  津市, 大津市, 京都市, 2,300   3.0 × 10－５   7.0 × 10－２ 

  大阪市, 神戸市    

  900～  和歌山市, 徳島市, 那覇市 350   2.0 × 10－５   7.1 × 10－３ 

     
   計  ― 9,600 ―   4.1 × 10－１ 
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第4.2－1図(1) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程 
         
               （希ガス及びよう素）（立地評価事故） 

前処理建屋換気設備の溶解槽セル 
からの排気系 

せん断処理・溶解廃ガス処理 

設備  

（セルへの漏えい） 

放射性物質の気相への移行割合 

 希ガス：溶液中の保有量及び生成量の 100％ 

 よう素：溶液中の保有量及び生成量の 100％ 

溶解槽での全核分裂数 

：10２０ 

希ガスの放出量： 9.1×10１６Ｂq 

（ガンマ線実効エネルギ 0.5ＭeＶ換算値） 

Ｉ-131： 2.8×10１２Ｂq 

Ｉ-132： 3.6×10１４Ｂq 

Ｉ-133： 6.3×10１３Ｂq 

Ｉ-134： 1.7×10１５Ｂq 

Ｉ-135： 1.9×10１４Ｂq 

主排気筒放出 
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溶解槽での全核分裂数 

：10２０ 

放射性物質の気相への移行割合 

ルテニウム：溶液中の保有量及び生成量の 1％ 

その他  ：全核分裂数10２０のエネルギによる 

            蒸発量(1.4 m３)中の保有量の 0.5％ 

 

第 4.2－1 図(2) 溶解槽における臨界時の放射性物質の大気放出過程 
           
                （希ガス及びよう素以外の核種）（立地評価事故） 

主排気筒放出 

放射性物質放出量 

Ｓｒ-90 ： 6.4×10１０ Ｂq 

Ｒｕ-106： 1.9×10１１ Ｂq 

Ｐｕ-238： 5.0×10９  Ｂq 

Ｐｕ-239： 4.4×10８  Ｂq 

Ｐｕ-240： 6.9×10８   Ｂq 

Ｐｕ-241： 1.6×10１１   Ｂq 

Ａｍ-241： 2.8×10９    Ｂq 

Ｃｍ-244： 7.8×10９   Ｂq 

前処理建屋換気設備の溶解槽セル 

からの排気系の高性能粒子フィルタ 

    放射性エアロゾルの 

     除去効率：99％     

せん断処理・溶解廃ガス処理 

設備の高性能粒子フィルタ 

  放射性エアロゾルの  

   除去効率：99％     

（セルへの漏えい） 
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4.3 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災 

4.3.1 事故の想定 

 (１) 「運転時の異常な過渡変化」を超える事象の「プルトニウム精製設備

のセル内での有機溶媒火災」は，「3.2 プルトニウム精製設備のセル

内での有機溶媒火災」で述べたように，有機溶媒が漏えいし，有機溶

媒の回収後に漏えい液受皿の集液部に一部の未回収有機溶媒が放置さ

れたまま滞留し，何らかの原因により引火点以上に加熱され，かつ着

火して火災が発生すると仮定した場合，燃焼有機溶媒中に含まれる放

射性物質が精製建屋換気設備のセルからの排気系及び汚染のおそれの

ある区域からの排気系を経て放出される事象である。 

 (２) 立地評価事故を想定するに当たっては，「3.2 プルトニウム精製設

備のセル内での有機溶媒火災」で述べたよりも，放射性物質の移行割

合及び高性能粒子フィルタの除去効率を更に保守側に仮定して評価す

る。 
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4.3.2 線量当量評価の種類 

 (１) 主排気筒から大気中に放出される放射性物質の吸入による敷地境界外

での骨，肺及び肝の組織線量当量を求め，その結果と「核燃料施設の

立地評価上必要なプルトニウムに関するめやす線量について」に記載

されているめやすとしての線量を比較し，立地条件の適否を判断する。 

 (２) 主排気筒から大気中に放出される放射性物質の吸入による全身線量

（実効線量当量)の人口積算値を求め,「原子炉立地審査指針」に記載

されている人口密集地帯からの離隔を判断するための値と比較する。 
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4.3.3 放射性物質の放出量及び線量当量の評価 

 線量当量の評価に当たっては，放出される放射性物質による内部被ばく

に係る線量当量を評価する。 

 

4.3.3.1 放射性物質の放出量 

 (１) 解析条件 

   大気中への放射性物質の放出量の計算は，次の仮定に基づいて行う。 

 ａ．燃焼有機溶媒中の放射性物質の濃度は，１日当たり処理する使用済燃

料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間４年を基に算出した

平常運転時の最大値とする。各核種の濃度を第4.3－１表に示す。また，

燃焼する有機溶媒量は，「運転時の異常な過渡変化」を超える事象の

評価と同様, 未回収の有機溶媒量として，集液部の容量0.07ｍ3とする。 

 ｂ．火災による放射性物質の空気中への移行割合（燃焼有機溶媒中の放射

性物質の量に対する空気中へ移行する放射性物質の量の割合）は，

10％と仮定する。また，空気中に移行した放射性物質は全量が高性能

粒子フィルタの入口に到達するものと仮定する。 

 ｃ．火災に伴い発生する放射性物質は，放出経路として精製建屋換気設備

のセルからの排気系及び汚染のおそれのある区域からの排気系を経て

主排気筒に至るものとする。精製建屋換気設備のセルからの排気系及

び汚染のおそれのある区域からの排気系の高性能粒子フィルタの放射

性エアロゾルの除去効率は，99％と仮定する。 

 (２) 解析結果 

 上記の解析条件に基づいて計算した一般公衆の線量当量に寄与する放

射性物質の主排気筒から大気中への放出量は，第4.3－２表のとおりで

ある。 
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 なお，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第4.3－１図に

示す。 

 

4.3.3.2 線量当量の評価 

 (１) 解析前提 

 ａ．大気中へ放出される放射性物質による線量当量 

 放射性物質は,主排気筒から放出される。これによる線量当量の計算

は，次の仮定に基づいて行う。 

 (ａ) 敷地境界外の地表空気中濃度 

   「4.2.3.2 線量当量の評価」の(１)ａ．(ａ)と同じとする。 

 (ｂ) 大気中へ放出される放射性物質による全身線量（実効線量当量）の人

  口積算値 

   「4.2.3.2 線量当量の評価」の(１)ａ．(ｃ)と同じとする。 

 (２) 解析方法 

 ａ．放射性物質吸入による内部被ばくに係る線量当量 

   「4.2.3.2 線量当量の評価」の(２)a．(ａ)(イ)と同じとする。 

 ｂ．全身線量（実効線量当量）の人口積算値 

   「4.2.3.2 線量当量の評価」の(２)ａ．(ｂ)と同じとする。ただし，放

射性雲による外部被ばくに係る線量当量は除く。 

 (３) 解析結果 

 上記の解析前提に基づいて，敷地境界外の線量当量を評価した結果は，

第4.3－３表のとおりである。 

 また，全身線量(実効線量当量)の人口積算値が最大となるのは，溶解

槽における臨界と同様，東京，大阪等の大都市を含む方向である。 

 第4.3－４表に示すとおり，全身線量（実効線量当量）の人口積算値
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は1985年の人口に
（ ４ ）

対して，0.37万人・Ｓvである。 2040年の推計人

口に
（ ５ ）

対しての全身線量 (実効線量当量) の人口積算値は，第4.3－５表

に示すように0.42万人・Ｓvである。 
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 第4.3－1表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
      燃焼有機溶媒中の放射性物質濃度（立地評価事故） 
 

   核    種＊   濃度（Ｂq／ｍ３） 

  
  Ｐｕ－238  ( 2.3％）    3.5 × 1０１４ 

  Ｐｕ－239  ( 55％）    3.1 × 1０１３ 

  Ｐｕ－240  ( 24％）    4.9 × 1０１３ 

  Ｐｕ－241  ( 12％）    1.2 × 1０１６ 

  
    ＊(  ) 内はプルトニウムの同位体組成を示す。 

 

 

第4.3－2表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       放射性物質の放出量（立地評価事故） 
 

 核   種    放出量（Ｂq） 

  Ｐｕ－238    2.5 × 1０１０ 

  Ｐｕ－239    2.2 × 1０９ 

  Ｐｕ－240    3.4 × 1０９ 

  Ｐｕ－241    8.1 × 1０１１ 

 

 

第4.3－3表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
      線量当量（立地評価事故） 
 

    評  価  対  象    線 量 当 量       

  
 骨の組織線量当量     4.0×10－２Ｓv 

 肺の組織線量当量     5.4×10－３Ｓv 

 肝の組織線量当量     7.0×10－３Ｓv 
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 第4.3－4表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       全身線量（実効線量当量）の人口積算値 
 

       （立地評価事故）（1985年の人口) 

 

距   離 

 （ｋｍ） 

主 な 市 町 村 名 等 

 

 人 口 

（万人） 

平 均 線 量 当 量 

（Ｓv） 

積 算 線 量 当 量 

（万人・Ｓv） 

     
   0～10  ― ― ― ― 

  10～20  ― ― ― ― 

  20～30  上北町，東北町，天間林村 3.3   1.6 × 10－３   5.4 × 10－３ 

  30～40  十和田市, 七戸町 7.3   1.0 × 10－３   7.3 × 10－３ 

  40～50  十和田湖町 0.8   8.0 × 10－４   6.4 × 10－４ 

  50～60  新郷村 0.4   6.1 × 10－４   2.4 × 10－４ 

  60～70  ― ― ― ― 

  70～80  田子町 0.9   4.6 × 10－４   4.2 × 10－４ 

  80～90  小坂町 1.0   3.7 × 10－４   3.7 × 10－４ 

  90～100  安代町，鹿角市 5.2   3.2 × 10－４   1.7 × 10－３ 

  100～150  雫石町, 田沢湖町, 大館市, 14   2.7 × 10－４   3.8 × 10－３ 

  比内町    

  150～200  横手市, 大曲市, 秋田市 55   1.6 × 10－４   8.9 × 10－３ 

  200～300  酒田市, 鶴岡市, 新庄市, 90   1.1 × 10－４   9.9 × 10－３ 

  尾花沢市, 村山市, 東根市,    

  湯沢市, 本荘市    

  300～400  白石市, 福島市, 天童市, 230   7.6 × 10－５   1.7 × 10－２ 

  寒河江市, 山形市, 米沢市,    

  豊栄市, 新津市, 新潟市,    

  新発田市    

  400～500  郡山市, 須賀川市, 260   6.2 × 10－５   1.6 × 10－２ 

  会津若松市, 今市市,    

  三条市, 長岡市, 柏崎市    

  500～600  宇都宮市, 浦和市, 1,900   4.7 × 10－５   9.2 × 10－２ 

  東京都（足立区，北区等），    

  長野市, 富山市    

  600～700  東京都（千代田区，港区等), 1,800   4.4 × 10－５   7.9 × 10－２ 

  横浜市, 甲府市    

  700～800  静岡市, 岐阜市, 名古屋市 1,200   3.7 × 10－５   4.5 × 10－２ 

  800～900  津市, 大津市, 京都市, 2,100   3.2 × 10－５   6.7 × 10－２ 

  大阪市, 神戸市    

  900～  和歌山市, 徳島市, 那覇市 310   2.4 × 10－５   7.4 × 10－３ 

     
   計  ― 8,000 ―   3.7 × 10 －１ 

 

８－４－26



 

  第4.3－5表 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
 
       全身線量（実効線量当量）の人口積算値 
 
       （立地評価事故）（2040 年の人口) 
 
 

距   離 

 （ｋｍ） 

主 な 市 町 村 名 等 

 

 人 口 

（万人） 

平 均 線 量 当 量 

（Ｓｖ） 

積 算 線 量 当 量 

（万人・Ｓｖ） 

     
   0～10  ― ― ― ― 

  10～20  ― ― ― ― 

  20～30  上北町，東北町，天間林村 2.7   1.6 × 10－３   4.4 × 10－３ 

  30～40  十和田市, 七戸町 6.1   1.0 × 10－３   6.1 × 10－３ 

  40～50  十和田湖町 0.7   8.0 × 10－４   5.6 × 10－４ 

  50～60  新郷村 0.3   6.1 × 10－４   1.8 × 10－４ 

  60～70  ― ― ― ― 

  70～80  田子町 0.7   4.6 × 10－４   3.2 × 10－４ 

  80～90  小坂町 0.8   3.7 × 10－４   3.0 × 10－４ 

  90～100  安代町，鹿角市 4.0   3.2 × 10－４   1.3 × 10－３ 

  100～150  雫石町, 田沢湖町, 大館市, 11   2.7 × 10－４   2.9 × 10－３ 

  比内町    

  150～200  横手市, 大曲市, 秋田市 42   1.6 × 10－４   6.8 × 10－３ 

  200～300  酒田市, 鶴岡市, 新庄市, 76   1.1 × 10－４   8.4 × 10－３ 

  尾花沢市, 村山市, 東根市,    

  湯沢市, 本荘市    

  300～400  白石市, 福島市, 天童市, 210   7.6 × 10－５   1.6 × 10－２ 

  寒河江市, 山形市, 米沢市,    

  豊栄市, 新津市, 新潟市,    

  新発田市    

  400～500  郡山市, 須賀川市, 250   6.2 × 10－５   1.6 × 10－２ 

  会津若松市, 今市市,    

  三条市, 長岡市, 柏崎市    

  500～600  宇都宮市, 浦和市, 2,600   4.7 × 10－５   1.2 × 10－１ 

  東京都（足立区，北区等），    

  長野市, 富山市    

  600～700  東京都（千代田区，港区等), 2,300   4.3 × 10－５   9.9 × 10－２ 

  横浜市, 甲府市    

  700～800  静岡市, 岐阜市, 名古屋市 1,400   3.7 × 10－５   5.3 × 10－２ 

  800～900  津市, 大津市, 京都市, 2,300   3.2 × 10－５   7.5 × 10－２ 

  大阪市, 神戸市    

  900～  和歌山市, 徳島市, 那覇市 350   2.2 × 10－５   7.7 × 10－３ 

     
   計  ― 9,600 ―   4.2 × 10－１ 
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精製建屋換気設備の汚染のおそ 

れのある区域からの排気系の高 

性能粒子フィルタ 

  放射性エアロゾルの 

   除去効率：99％ 

精製建屋換気設備のセルから   

の排気系の高性能粒子フィルタ 

  放射性エアロゾルの 

   除去効率：99％     

（精製建屋への漏えい） 

放射性物質のセル雰囲気中へ 

の移行  移行割合：10％  

燃焼有機溶媒中の放射性物質量 

Ｐｕ-238： 2.5×10１３Ｂq 

Ｐｕ-239： 2.2×10１２Ｂq 

Ｐｕ-240： 3.4×10１２Ｂq 

Ｐｕ-241： 8.1×10１４Ｂq 

 第4.3－1図 プルトニウム精製設備のセル内での有機溶媒火災時の 
         
             放射性物質の大気放出過程（立地評価事故） 

主排気筒放出 

放射性物質放出量 

Ｐｕ-238： 2.5×10１０Ｂq 

Ｐｕ-239： 2.2×10９ Ｂq 

Ｐｕ-240： 3.4×10９ Ｂq 

Ｐｕ-241： 8.1×10１１Ｂq 
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4.4 判断基準への適合性の検討 

 立地評価事故として，溶解槽における臨界及びプルトニウム精製設備の

セル内での有機溶媒火災を想定し，再処理施設の具体的構造，特性及び各

種の安全上の対策との関連において線量当量の評価を行った。 

 その結果は，それぞれ第4.2－５表及び第4.3－３表に示すとおりであ

る。これらの表から分かるように，この二つの立地評価事故での敷地境界

外における線量当量は，「核燃料施設の立地評価上必要なプルトニウムに

関するめやす線量について」に記載されているめやすとしての線量（骨に

対して2.4Ｓv, 肺に対して３Ｓv及び肝に対して５Ｓv)を下回る。このほ

か, よう素及び希ガスの放出を伴う溶解槽における臨界での敷地境界外に

おける甲状腺（小児）の組織線量当量及び全身に対する線量は，「原子炉

立地審査指針」及び「原子炉立地審査指針を適用する際に必要な暫定的な

判断のめやす」に記載されている非居住区域に係るめやす線量（甲状腺

（小児）に対して1.5Ｓv 及び全身に対して0.25Ｓv)を下回る。 

  また，全身線量（実効線量当量）の人口積算値は，それぞれの立地評価

事故の「線量当量の評価」に示したように，「原子炉立地審査指針」及

び「原子炉立地審査指針を適用する際に必要な暫定的な判断のめやす」に

記載されている人口密集地帯からの離隔を判断するための値（全身線量の

積算値に対して２万人・Ｓv)を下回る。 
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4.5 結  論 

  立地条件の適否を判断するため，溶解槽における臨界及びプルトニウム

精製設備のセル内での有機溶媒火災を想定し，再処理施設の安全上の対策

との関連において,線量当量の評価を行った。その結果は,それぞれの「判

断基準への適合性の検討」の項で示したように，想定した二つの事故は

「1.1.3.3 判断基準」に示した指針等によるめやすとしての線量を下回

るものである。 

したがって，本敷地に設置する再処理施設は，「再処理施設安全審査

指針」の立地条件を十分満足している。 
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5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえた重大

事故の発生防止対策及び重大事故の拡大防止対策（以下「重大事故等対

策」という。）の設備強化等の対策に加え，重大事故に至るおそれがある

事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは重大

事故（以下「重大事故等」という。）が発生した場合，大規模な自然災害

又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる再処理施設の

大規模な損壊（以下「大規模損壊」という。）が発生した場合若しくは大

規模損壊が発生するおそれがある場合における以下の重大事故等対処設備

に係る事項，復旧作業に係る事項，支援に係る事項及び手順書の整備，教

育，訓練の実施及び体制の整備を考慮し，当該事故等に対処するために必

要な手順書の整備，教育，訓練の実施及び体制の整備等運用面での対策を

行う。 

なお，再処理施設は，基本的に常温，常圧で運転していることから，

重大事故に至るおそれのある安全機能の喪失から重大事故発生までの事象

進展が緩やか（設備の温度上昇や圧力低下等のパラメータの変動までに一

定程度の時間を要する）である。したがって，重大事故に至るおそれのあ

る安全機能の喪失と判断した後に，現場の状況を把握し，その状況に応じ

た対策の準備とその後の対策を確実に実施することが可能である。このた

め，要求事項に加え，重大事故に至るおそれのある安全機能の喪失時の初

動対応に係る事項について手順の整備等の運用面での対策を行う。 

「5.1 重大事故等対策」については，重大事故等対策のための手順を

整備し，重大事故等の対応を実施する。「5.2 大規模な自然災害又は故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項」に
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ついては，「5.1 重大事故等対策」の対応手順を基に，大規模損壊が発

生した場合の様々な状況においても，事象進展の抑制及び緩和を行うため

の手順を整備し，大規模損壊が発生した場合の対応を実施する。 

また，重大事故等又は大規模損壊に対処し得る体制においても技術的

能力を維持管理していくために必要な事項を，「核原料物質，核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律」に基づく再処理施設保安規定等において

規定する。 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置については，「使用済燃

料の再処理の事業に係る再処理事業者の重大事故の発生及び拡大の防止に

必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」（以下

「技術的能力審査基準」という。）で規定する内容に加え，「再処理施設

の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「事業指定基準規則」

という。）に基づいて整備する設備の運用手順等についても考慮した「重

大事故等対策の手順の概要」，「重大事故等対策における操作の成立性」

及び「事故対処するために必要な設備」を含めて手順等を適切に整備する。

重大事故等対策の手順の概要を第５－１表，重大事故等対策における操作

の成立性を第５－２表，事故対処するために必要な設備を第５－３表に示

す。 

なお，第５－１表「1.6 放射性物質の漏えいに対処するための手順

等」に示すとおり，液体状，固体状及び気体状の放射性物質に関する閉じ込

め機能の喪失が発生した場合においても，放射性物質の漏えいは発生が想定

されないことから，放射性物質の漏えいに対処するための手順等は不要で

ある。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（1／15） 

1.0 地震を要因とする重大事故等における対応手順等（共通） 

方
針
目
的

地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失又は安

全系監視制御盤の機能喪失の場合，対策活動に先立ち，現場環境確認

（屋内のアクセスルートの確認），可搬型通話装置の設置及び圧縮空

気手動供給ユニットの弁操作，水素掃気用安全圧縮空気系の弁操作を

行うための手順を整備する。 

対
応
手
段
等

地
震
を
要
因
と
す
る
重
大
事
故
等
に
お
け
る
対
応

現
場
環
境
確
認

【現場環境確認（屋内のアクセスルートの確認）の着

手判断】 

地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機

能の喪失又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合，対

策活動に先立ち，実施責任者の指示に基づき，手順に

着手する。 

【屋内のアクセスルートの確認】 

重大事故等対策時に必要となる現場操作を実施する

場所までの移動ルート上の運搬，移動に支障をきたす

おそれのある阻害要因の有無を確認する。 

また，重大事故等対処設備を設置する作業場所の作

業環境についても確認を行う。 

可
搬
型
通
話
装
置
の
設
置

【可搬型通話装置の設置の着手判断】 

 地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機

能の喪失又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合，対

策活動に先立ち，実施責任者の指示に基づき，手順に

着手する。 

【可搬型通話装置の設置】 

 中央制御室，中央制御室内の中央安全監視室，現場

及び緊急時対策所間の連携を図るため，可搬型衛星電

話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用）の設置

を行う。 

 対策活動中の対策作業員間の連携及び作業状況の報

告のため，現場環境確認時に通信ケーブルの敷設を行

う。 
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1.0 地震を要因とする重大事故等における対応手順等（共通） 

対
応
手
段
等

地
震
を
要
因
と
す
る
重
大
事
故
等
に
お
け
る
対
応

圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
の
弁
操
作

【圧縮空気手動供給ユニットの弁操作の着手判断】 

地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機

能の喪失又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合，対

策活動に先立ち，実施責任者の指示に基づき，手順に

着手する。 

【圧縮空気手動供給ユニットの弁操作】 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に

おいて，安全圧縮空気系の水素掃気が喪失し，系統内

の圧力が低下した場合に，貯槽及び濃縮缶内の水素濃

度が，水素燃焼時においても貯槽等に影響を与えない

濃度に至る前までに，圧縮空気手動供給ユニットによ

る水素掃気を行うため，弁操作を行う。 

水
素
掃
気
用
安
全
圧
縮
空
気
系
の
弁
操
作

【水素掃気用安全圧縮空気系の弁操作の着手判断】 

地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機

能の喪失又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合，対

策活動に先立ち，実施責任者の指示に基づき，手順に

着手する。 

【水素掃気用安全圧縮空気系の弁操作】 

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋におい

て，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場

合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継続による大気

中への放射性物質の放出を低減するため，圧縮空気を

供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止す

る。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（2／15） 

1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

方
針
目
的 

臨界事故が発生した場合に対して，未臨界に移行し，及び未臨界

を維持するための手順を整備する。 

また，臨界事故に伴い気相中に移行する放射性物質をセル内に設

置された配管の外部へ排出するための手順及び放射性物質の大気中

への放出による影響を緩和するための手順を整備する。 

 

対
応
手
段
等 

臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
自
動
供
給 

【可溶性中性子吸収材の自動供給の着手及び実施判

断】 

異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界の核分裂反応に

伴って放出されるガンマ線による線量当量率の上昇を

同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発生を仮

定する機器において，臨界事故が発生したと判定した

場合，手順に着手する。 

【可溶性中性子吸収材の供給】 

臨界事故が発生した場合，未臨界に移行するため，

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給弁及び重大事故時可溶性中性子

吸収材供給系配管・弁又は代替可溶性中性子吸収材緊

急供給槽，代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁及び代

替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁により直

ちに自動で臨界事故が発生している機器に，可溶性中

性子吸収材を重力流で供給する。 

【可溶性中性子吸収材の供給開始の確認】 

中央制御室の監視制御盤において，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給弁又は代替可溶性中性子吸収材緊

急供給弁が開となったことを確認することで，臨界事

故が発生した機器に可溶性中性子吸収材の供給が開始

されたことを確認する。 
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1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

対
応
手
段
等 

臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
自
動
供
給 

【緊急停止系の操作】 

未臨界を維持するため，中央制御室における緊急停

止系の操作によって，臨界事故が発生した機器を収納

する建屋に応じ速やかに固体状又は液体状の核燃料物

質の移送を停止する。 

【未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確

認】 

中性子線用サーベイメータ及びガンマ線用サーベイ

メータを用いて臨界事故が発生した機器を収納したセ

ル周辺の線量当量率を計測し，線量当量率が平常運転

時程度まで低下したことにより未臨界への移行の成否

を判断し，未臨界の維持の確認を行う。線量当量率の

計測は，臨界事故による建屋内の線量率の上昇を考慮

し，可溶性中性子吸収材が自動供給された後に実施す

る。 
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1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

対
応
手
段
等 

臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策 

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す
る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気 

【臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気の着

手及び実施判断】 

異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界の核分裂反応に

伴って放出されるガンマ線による線量当量率の上昇を

同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発生を仮

定する機器において，臨界事故が発生したと判定した

場合，手順に着手する。 

【一般圧縮空気系からの空気の供給】 

臨界事故が発生した場合に，溶液の放射線分解によ

り発生する水素（以下「放射線分解水素」という。）

を掃気し，臨界事故が発生した機器内の水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止し，可燃限界濃

度（ドライ換算４ｖｏｌ％）未満とし，これを維持す

るため，可搬型建屋内ホースを用いて一般圧縮空気系

と臨界事故が発生した機器を接続し，可搬型建屋内ホ

ースに可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計を接続する。 

一般圧縮空気系の供給弁を操作し，臨界事故が発生

した機器に空気を供給する。この際の空気流量は，機

器によらず６ｍ３／ｈ[normal]以上とし，可搬型建屋

内ホースに設置している流量調節弁により流量を調整

する。 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により，臨界事故が

発生した機器に供給された空気の流量を計測する。 

【一般圧縮空気系からの空気の供給の成否判断】 

 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計の指示値が６ 

ｍ３／ｈ[normal]以上であることにより，一般圧縮空

気系からの空気の供給の成否を判断する。 

 廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽（以下，第５－１表 

（2／15）では「廃ガス貯留槽」という。）による放

射性物質を含む気体の導出完了後，一般圧縮空気系の

供給弁を操作し，空気の供給を停止する。 
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【廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の着手及び

実施判断】 

異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界の核分裂反応に

伴って放出されるガンマ線による線量当量率の上昇を

同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発生を仮

定する機器において，臨界事故が発生したと判定した

場合，手順に着手する。 

【廃ガス貯留槽への導出】 

臨界事故により気相中に移行した放射性物質の大気

中への放出量を低減するため，廃ガス貯留槽に放射性

物質を含む気体を導出する。そのため，廃ガス貯留設

備の隔離弁を自動で開とするとともに廃ガス貯留設備

の空気圧縮機を自動で起動し，廃ガス貯留槽に放射性

物質を含む気体を導出する。同時に，せん断処理・溶

解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）（以下，第

５－１表（2／15）では「廃ガス処理設備」とい

う。）の流路を遮断するため，自動で廃ガス処理設備

の隔離弁を閉止する。精製建屋にあっては廃ガス処理

設備の隔離弁の閉止に加え，自動で廃ガス処理設備の

排風機を停止する。 

【廃ガス貯留槽への導出開始の確認】 

 廃ガス貯留槽へ放射性物質を含む気体の導出が開始

されたことを，中央制御室の監視制御盤において，廃

ガス貯留設備の圧力計の指示値の上昇，廃ガス貯留槽

入口に設置する廃ガス貯留設備の放射線モニタの指示

値の上昇及び廃ガス貯留設備の流量計の指示値の上昇

により確認する。 
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【廃ガス処理設備による換気再開の実施判断】 

 放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出完了

後，廃ガス処理設備を再起動し，高い除染能力が期待

できる平常運転時の放出経路に復旧する。 

廃ガス貯留槽への導出完了後に実施する廃ガス処理

設備への系統切替は，廃ガス貯留設備の圧力計の指示

値が 0.4ＭＰａ[gage]に達した場合とする。 

【廃ガス処理設備による換気再開】 

 中央制御室において，廃ガス処理設備の隔離弁を開

とするとともに，廃ガス処理設備の排風機を起動し

て，高い除染能力が期待できる平常運転時の放出経路

に復旧する。 

 中央制御室において，廃ガス処理設備の排風機を起

動した後に，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉止し，廃ガ

ス貯留設備の空気圧縮機を停止する。 

【廃ガス処理設備による換気再開の成否判断】 

 放射性物質を含む気体の放出経路が平常運転時の放

出経路に復旧したことを，中央制御室の安全系監視制

御盤の排風機の運転表示及び溶解槽圧力計又は廃ガス

洗浄塔入口圧力計の指示値が負圧を示したことにより

確認する。 

【大気中への放射性物質の放出の状態監視】 

 排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中

への放射性物質の放出状況を監視する。 
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臨界事故が発生した場合には，可溶性中性子吸収材

の自動供給の手順に従い，未臨界に移行し，及び未臨

界を維持する。 

また，臨界事故により発生する放射線分解水素の掃

気対策の手順に従い，機器の気相部における水素濃度

がドライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止する。 

さらに，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の

手順に従い，放射性物質の大気中への放出量を低減す

る。 

自主対策設備を用いた対応の要員が確保できた場合

には，可溶性中性子吸収材の自動供給と並行して，自

主対策設備※１を用いた対応を選択することができる。 

作
業
性 

重大事故の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することと

する。 

重大事故の対処時においては，中央制御室等との連

絡手段を確保する。夜間においては，確実に運搬，移

動ができるように，ＬＥＤヘッドランプ及びＬＥＤ充

電式ライト等（以下「可搬型照明」という。）を配備

する。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することと

する。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業

当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業

においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じ

た対応を行うことにより，実施組織要員の被ばく線量

を可能な限り低減する。 
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大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係る監

視測定に関する手順については，「第５－１表 重大

事故等対処における手順の概要（13／15）」にて整備

する。 

 

※１ 自主対策設備：技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全て

のプラント状況において使用することは困難であ

るが，プラント状況によっては，事故対応に有効

な設備（以下「自主対策設備」という。） 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（3／15） 

1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

方
針
目
的

その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備

本体用の安全冷却水系（以下，第５－１表（3／15）では「安全冷却水

系」という。）の冷却機能の喪失に対して，貯槽及び濃縮缶（以下，

第５－１表（3／15）では「貯槽等」という。）に内包する冷却機能の

喪失による蒸発乾固の発生を仮定する冷却が必要な溶解液，抽出廃

液，硝酸プルトニウム溶液及び高レベル廃液（以下，第５－１表（3／

15）では「高レベル廃液等」という。）が沸騰に至ることなく，蒸発

乾固の発生を未然に防止するための手順を整備する。

また，蒸発乾固の発生を未然に防止するための対策が機能しなかっ

た場合に，貯槽等に内包する高レベル廃液等の蒸発乾固の進行の防

止，高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質をセル

内に設置された配管の外部への排出及び大気中への放射性物質の放出

による影響を緩和するための手順を整備する。 

対
応
手
段
等

蒸
発
乾
固
の
発
生
防
止
対
策

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却

【内部ループへの通水の着手判断】 

安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの

安全冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水循

環ポンプが全台故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪

失した場合，又は，外部電源が喪失し，かつ，第２非

常用ディーゼル発電機を運転できない場合，手順に着

手する。 

【建屋外の水の給排水経路の構築】 

可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽近傍へ敷設し，

可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋外ホースを接続

することで，第１貯水槽から各建屋への水を供給する

ための経路を構築する。また，可搬型建屋供給冷却水

流量計を可搬型建屋外ホースの経路上に設置する。さ

らに，可搬型排水受槽及び可搬型中型移送ポンプを建

屋近傍に敷設し，可搬型建屋外ホースで接続し，冷却

に使用した水を第１貯水槽へ移送するための経路を構

築する。 

【内部ループへの通水による冷却の準備】 

貯槽等へ可搬型貯槽温度計を設置し，高レベル廃液

等の温度を計測する。 
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代替安全冷却水系の内部ループ配管等の漏えいの有

無を，可搬型膨張槽液位計にて，当該系統に設置して

いる膨張槽の液位が低下していないことにより確認す

る。 

建屋内の通水経路を構築するため，可搬型建屋内ホ

ースを敷設し，可搬型冷却水流量計を可搬型建屋内ホ

ースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの

給水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬

型建屋外ホースを接続することで，第１貯水槽から各

建屋の内部ループに通水するための経路を構築する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの

排水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬

型建屋外ホースを接続することで，冷却に使用した水

を可搬型排水受槽に排水するための経路を構築する。 

【内部ループへの通水の実施判断】 

内部ループへの通水の準備が完了したことを確認

し，実施を判断する。 

【内部ループへの通水の実施】 

可搬型中型移送ポンプにより第１貯水槽から代替安

全冷却水系の内部ループ配管等を経由し，蒸発乾固対

象貯槽等に通水する。通水流量は，可搬型冷却水流量

計及び可搬型建屋内ホースに設置している流量調節弁

により調整する。 

可搬型冷却水排水線量計を用いて内部ループへの通

水に使用した水の汚染の有無を監視する。また，可搬

型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用いて

汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。 

【内部ループへの通水の成否判断】 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃以下

で安定していることを確認することにより，内部ルー

プへの通水により冷却機能が維持されていると判断す

る。 
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【貯槽等への注水の着手判断】 

蒸発乾固の発生防止対策の「内部ループへの通水の

着手判断」と同様である。 

【建屋外の水の給排水経路の構築】 

「内部ループへの通水による冷却」の「建屋外の水

の給排水経路の構築」にて実施する。 

【貯槽等への注水の準備】 

建屋内の注水経路を構築するため，「内部ループへ

の通水による冷却」で敷設する可搬型中型移送ポンプ

の下流側に，貯槽等への注水のための可搬型建屋内ホ

ースを敷設し，可搬型機器注水流量計を可搬型建屋内

ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを機器注水配管の接続口に接続

し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続

することで，第１貯水槽から各建屋の貯槽等に注水す

るための経路を構築する。 

貯槽等の液位を確認するため貯槽等に可搬型貯槽液

位計を設置し，貯槽等内の液位と貯槽等内に内包する

高レベル廃液等の温度の監視を継続する。 

【貯槽等への注水の実施判断】 

高レベル廃液等が沸騰に至り，高レベル廃液等の液

量が初期液量の 70％（高レベル廃液等の濃縮を考慮し

ても揮発性ルテニウムが発生する 120℃に至らない液

量）まで減少する前に貯槽等への注水開始を判断す

る。 

【貯槽等への注水の実施】 

貯槽等の可搬型貯槽液位計の指示値から貯槽等の液

位を算出し，注水停止液位（貯槽等への注水量）を決

定した上で，可搬型中型移送ポンプにより，第１貯水

槽から貯槽等に注水する。注水流量は，可搬型機器注

水流量計及び可搬型建屋内ホースに設置している流量

調節弁により調整する。 

注水停止液位に到達したことにより，注水作業を停

止し，予め定めた液位まで低下した場合には，貯槽等

への注水を再開する。 
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【貯槽等への注水の成否判断】 

貯槽等の液位から，貯槽等に注水されていることを

確認することで，蒸発乾固の進行が防止されていると

判断する。 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却 

【冷却コイル等への通水による冷却の着手判断】 

内部ループが損傷している場合，又は「内部ループ

への通水による冷却」を実施したにもかかわらず，貯

槽等に内包する高レベル廃液等の温度が低下しない場

合，手順に着手する。 

【建屋外の水の給排水経路の構築】 

「内部ループへの通水による冷却」の「建屋外の水

の給排水経路の構築」にて実施する。 

【冷却コイル等への通水による冷却の準備】 

建屋内の通水経路を構築するため，「内部ループへ

の通水による冷却」で敷設する可搬型建屋内ホースの

下流側に，冷却コイル又は冷却ジャケット（以下「冷

却コイル等」という。）への通水のための可搬型建屋

内ホースを敷設し，可搬型冷却コイル圧力計及び可搬

型冷却コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路

上に設置する。必要に応じて屋外に保管している可搬

型建屋内ホースを用いる。 

可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の給水側の接続

口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホー

スを接続することで，第１貯水槽から各建屋の冷却コ

イル等に通水するための経路を構築する。 

可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の排水側の接続

口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホー

スを接続することで，冷却に使用した水を可搬型排水

受槽に排水するための経路を構築する。 

冷却コイル等の損傷の有無を確認するため，冷却コ

イル等の冷却水出口弁を閉め切った状態で，可搬型中

型移送ポンプにより第１貯水槽から送水し，通水経路

を加圧した後，冷却水入口側の弁を閉止し，一定時間

保持する。一定時間経過後，冷却水出入口弁の間に設

置した可搬型冷却コイル圧力計の指示値の低下の有無

から冷却コイル等の健全性を確認する。 
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1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

蒸
発
乾
固
の
拡
大
防
止
対
策 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却 

冷却コイル等への通水は，冷却コイル等への通水に

係る準備作業及び実施に要する作業が多いことから，

「貯槽等への注水」及び「セルへの導出経路の構築及

び代替セル排気系による対応」に示す重大事故等対策

を優先して実施し，高レベル廃液等の水位の維持，温

度の上昇抑制及び大気中への放射性物質の放出を抑制

できる状態を整備してから実施する。 

【冷却コイル等への通水による冷却の実施判断】 

冷却コイル等の健全性確認結果をもって,冷却コイル

等への通水による冷却の準備が完了したことを確認

し，実施を判断する。 

【冷却コイル等への通水による冷却の実施】 

健全性が確認された冷却コイル等に可搬型中型移送

ポンプを用いて第１貯水槽から通水することにより，

貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却する。通水流

量は，可搬型冷却コイル通水流量計及び可搬型建屋内

ホースの流量調節弁により調整する。 

可搬型冷却水排水線量計を用いて，冷却コイル等へ

の通水に使用した水の汚染の有無を監視する。また，

可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用

いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送す

る。 

【冷却コイル等への通水の成否判断】 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃以下

で安定していることを確認することにより，冷却コイ

ル等への通水による冷却機能が維持されていると判断

する。 
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1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

蒸
発
乾
固
の
拡
大
防
止
対
策 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応 

【セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による

対応のための着手判断】 

蒸発乾固の発生防止対策の「内部ループへの通水の

着手判断」と同様である。 

【建屋外の水の給排水経路の構築】 

「内部ループへの通水による冷却」の「建屋外の水の

給排水経路の構築」にて実施する。 

【セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による

対応のための準備（セルへの導出経路の構築）】 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰に伴い発生

する蒸気を凝縮し，放射性物質を除去するために「内

部ループへの通水による冷却」で敷設する可搬型中型

移送ポンプの下流側に，凝縮器への通水のための可搬

型建屋内ホースを敷設し，可搬型凝縮器通水流量計を

可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを冷却水配管（凝縮器）の給水

側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建

屋外ホースを接続することで，第１貯水槽から各建屋

の凝縮器に通水するための経路を構築する。 

可搬型建屋内ホースを冷却水配管（凝縮器）の排水

側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建

屋外ホースを接続することで，冷却に使用した水を可

搬型排水受槽に排水するための経路を構築する。 

【凝縮器への冷却水の通水の実施判断】 

凝縮器への通水の準備完了後直ちに，凝縮器への通

水の実施を判断する。 

【凝縮器への冷却水の通水】 

可搬型中型移送ポンプにより，第１貯水槽から凝縮

器に通水する。通水流量は，可搬型凝縮器通水流量計

及び可搬型建屋内ホースに設置している流量調節弁に

より調整する。 

凝縮器への通水に使用した水を，可搬型冷却水排水

線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，可搬型

排水受槽に回収，可搬型放射能測定装置を用いて汚染

の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。 
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蒸
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乾
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ル
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の
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の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
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【塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の

実施判断】 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合に

は，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素

掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物

質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業

の実施を判断する。また，塔槽類廃ガス処理設備の排

風機が運転している場合であって，貯槽等に内包する

高レベル廃液等の温度が 85℃に至り，かつ，温度の上

昇傾向が続く場合には，沸騰に伴い気相中へ移行する

放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続によ

り移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導くための経路構築作業の実施を判断する。 

【セル導出設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニットの開放】 

塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに放射性物質

を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が起

動している場合は停止するとともに，セル導出設備の

隔離弁及びダンパを閉止し，塔槽類廃ガス処理設備と

導出先セルを接続している各建屋の塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導出するユニットの手動弁及びセル導

出設備の手動弁を開放する。また，導出先セル圧力を

監視する。 

【セル導出ユニットフィルタの隔離】 

 高レベル廃液等が沸騰した後，可搬型セル導出ユニ

ットフィルタ差圧計により，セル導出ユニットフィル

タの差圧を監視し，高性能粒子フィルタの差圧が上昇

傾向を示した場合，セル導出ユニットフィルタを隔離

し，バイパスラインへ切り替える。 
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【セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による

対応のための準備（代替セル排気系による対応）】 

排気経路を構築するためセル排気系，可搬型フィル

タ，可搬型ダクト及び可搬型排風機を接続する。 

可搬型排風機への電源系統を構築するため，可搬型

排風機と代替電源設備の各建屋の可搬型発電機，代替

所内電気設備の各建屋の重大事故対処用母線（常設分

電盤及び常設電源ケーブル），可搬型分電盤及び可搬

型電源ケーブルを接続する。 

【可搬型排風機の起動の判断】 

可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排風機

の起動を判断する。 

【可搬型排風機の運転】 

 可搬型排風機を運転することで，排気経路以外の経

路からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル

内の圧力上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタにより放

射性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して大気中へ

管理しながら放出する。また，導出先セル圧力を監視

する。 

【大気中への放射性物質の放出の状態監視】 

 排気モニタリング設備により，主排気筒を介して，

大気中への放射性物質の放出状況を監視する。 
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1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

蒸
発
乾
固
の
発
生
防
止
対
策 

安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，「内

部ループへの通水による冷却」の対応手順に従い，代

替安全冷却水系の内部ループ配管等を経由し，蒸発乾

固対象貯槽等に通水することにより，貯槽等に内包す

る高レベル廃液等の温度を低下させる。また，自主対

策設備を用いた対応の要員が確保できた場合には，冷

却機能喪失の要因に応じて，内部ループへの通水によ

る冷却と並行して，自主対策設備を用いた対応を選択

することができる。 

 

蒸
発
乾
固
の
拡
大
防
止
対
策 

安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，「貯

槽等への注水」の対応手順に従い，第１貯水槽の水を

貯槽等内へ注水することにより，貯槽等の高レベル廃

液等が乾燥し固化に至ることを防止する。また，「セ

ルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対

応」の手順に従い，沸騰により発生した廃ガス中の放

射性物質濃度を低下させる。さらに，事態を収束させ

るため，「冷却コイル等への通水による冷却」の対応

手順に従い，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度

を低下させる。 

これらの対応手段の他に交流動力電源が健全な場合

であって，自主対策設備を用いた対応の要員が確保で

きた場合には，自主対策設備を用いた対応を選択する

ことができる。 
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1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策

に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具

の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて

着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室等

との連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型

照明を配備する。 

電
源
確
保 

全交流動力電源喪失時は，可搬型発電機を用い

て可搬型排風機に給電する。 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５－１表（10／15）「1.9 

電源の確保に関する手順等」の燃料給油と同様で

ある。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策

に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具

の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて

着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１

作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理

する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び

作業においては，作業場所の線量率の把握及び状

況に応じた対応を行うことにより，実施組織要員

の被ばく線量を可能な限り低減する。 
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1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

再
処
理
施
設
の
状
態
把
握 

大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係

る監視測定に関する手順については，第５－１表

（13／15）「1.12 監視測定等に関する手順等」

にて整備する。 

可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
計
測

又
は
監
視
の
留
意
事
項 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度等の監

視及び再処理施設の状態を直接監視するパラメー

タ（以下「重要監視パラメータ」という。）が計

測不能となった場合の再処理施設の状態を換算等

により推定，又は推測するパラメータ（以下「重

要代替監視パラメータ」という。）による推定に

関する手順については，第５－１表（11／15）

「1.10 事故時の計装に関する手順等」にて整備

する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（4／15） 

1.3 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等 

方
針
目
的 

安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失に対して，貯槽及び濃縮缶

での水素爆発の発生を未然に防止するための手順を整備する。 

また，放射線分解により発生する水素による爆発（以下「水素爆

発」という。）の発生を未然に防止するための対策が機能せず，貯槽

及び濃縮缶での水素爆発が発生した場合に，水素爆発が続けて生じ

るおそれがない状態を維持すること，セル内に設置された配管の外

部への排出及び大気中への放射性物質の放出による影響を緩和する

ための手順を整備する。 

対
応
手
段
等 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給 

【水素爆発を未然に防止するための空気の供給の

着手判断及び実施】 

安全圧縮空気系の空気圧縮機が全台故障し，安

全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合，外

部電源が喪失し第２非常用ディーゼル発電機を運

転できない場合，又は，安全圧縮空気系の空気圧縮

機が全台故障し，安全圧縮空気系の水素掃気機能

が喪失した場合，かつ，外部電源が喪失し第２非常

用ディーゼル発電機を運転できない場合，発生防

止対策として，代替安全圧縮空気系による水素掃

気のための手順に着手する。この手順では，代替安

全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供

給配管（除染配管等）を用いた，可搬型空気圧縮機

による水素掃気のための系統の構築，可搬型空気

圧縮機の起動，貯槽及び濃縮缶の水素濃度，代替安

全圧縮空気系の流量及び圧力の監視について実施

する。 
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対
応
手
段
等 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給 

【圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供

給】 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，系統

内の圧力が低下した場合は，分離建屋及び精製建

屋については圧縮空気自動供給貯槽から，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋については圧縮空気自

動供給ユニットから，分離建屋，精製建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素爆発の発生

を仮定する機器へ自動で圧縮空気が供給されるこ

とを，圧縮空気の供給圧力により確認する。 

【機器圧縮空気自動供給ユニットへの切替え】 

溶液の沸騰又はかくはん状態により水素発生量

が増加することを想定し，可搬型空気圧縮機から

の空気の供給までに気相部の水素濃度がドライ換

算８ｖоｌ％（以下第５－１表（4／15）では「未

然防止濃度」という。）に至る貯槽及び濃縮缶にお

いては，水素発生量の増加が想定される時間の前

に，圧縮空気自動供給系から機器圧縮空気自動供

給ユニットに切り替え，圧縮空気の供給を開始す

ることにより，貯槽及び濃縮缶への圧縮空気の供

給量を増加させる。この手順では，圧縮空気自動供

給系の弁を手動で閉止する。 

機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力計によ

り，所定の圧力で圧縮空気が供給されていること

を確認する。 
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1.3 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給 

【可搬型水素濃度計の設置】 

着手判断を受け，貯槽及び濃縮缶内の水素濃度

の推移が想定どおりか監視するため，速やかに水

素濃度測定対象の貯槽及び濃縮缶に接続している

水素掃気配管又は計測制御系統施設の計測制御設

備に，可搬型水素濃度計を設置する。 

【可搬型水素濃度計による水素濃度測定の実施判

断及び測定の実施】 

 水素濃度の測定は準備が整い次第実施する。 

貯槽及び濃縮缶内の水素濃度の測定は所定の頻

度による監視に加え，高レベル廃液等の沸騰のよ

うな貯槽及び濃縮缶に内包する溶液の様態の変化

がある場合及び対策の実施後に水素濃度の測定を

実施する。対策実施前に水素濃度の測定が可能で

あれば水素濃度の測定を実施する。 

【代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧

縮空気供給配管（除染配管等）からの圧縮空気の供

給準備】 

着手判断を受け，各建屋に圧縮空気を供給する

ために，屋外に可搬型空気圧縮機を設置し，及び可

搬型建屋外ホースを敷設するとともに，屋内に可

搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース

を，安全機能を有する施設の安全圧縮空気系の水

素掃気配管の接続口又は機器圧縮空気供給配管

（除染用配管等）に接続する。 

代替安全圧縮空気系へ可搬型貯槽掃気圧縮空気

流量計，可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計及び

可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計を設置し，セ

ル導出設備へ可搬型セル導出ユニット流量計を設

置する。 
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対
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手
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水
素
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発
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発
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を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
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【代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧

縮空気供給配管（除染配管等）からの圧縮空気の供

給の実施判断】 

可搬型空気圧縮機を起動したこと，圧縮空気の

供給の準備の完了及び代替セル排気系の可搬型排

風機を起動したことを確認し，重大事故等の発生

防止対策としての圧縮空気の供給の実施を判断す

る。 

【代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧

縮空気供給配管（除染配管等）からの圧縮空気の供

給の実施】 

可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，代替

安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気

供給配管（除染配管等）へ圧縮空気を供給する。本

対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃気

圧縮空気流量，水素掃気系統圧縮空気の圧力，かく

はん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユニット流量

である。 

【代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧

縮空気供給配管（除染配管等）からの圧縮空気の供

給の成否判断】 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により貯槽及び

濃縮缶内の水素を可燃限界濃度未満に希釈できる

流量に維持されていることを確認し，水素掃気機

能が維持されていることを判断する。 
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【水素爆発の再発を防止するための空気の供給の

着手判断】 

水素爆発の発生防止対策と同様である。 

発生防止対策が機能しなかった場合には，拡大

防止対策として，発生防止対策とは異なる系統に

よる水素掃気のための手順に移行する。 

この手順では，機器圧縮空気供給配管（かくはん

用配管，計測制御用配管等）を用いた可搬型空気圧

縮機による水素掃気のための系統の構築，可搬型

空気圧縮機の起動，貯槽及び濃縮缶の水素濃度及

び代替安全圧縮空気系の流量及び圧力の監視等に

ついて実施する。 

【圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供

給】 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，系統

内の圧力が低下した場合は，貯槽及び濃縮缶内の

水素濃度が，水素燃焼時においても貯槽及び濃縮

缶に影響を与えない未然防止濃度に至る前まで

に，機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）を用いた圧縮空気手動供給ユニッ

トによる水素掃気のための手順に着手する。この

手順では，水素掃気のための系統構成，圧縮空気手

動供給ユニットの弁の操作について実施する。圧

縮空気の供給に用いる系統は貯槽及び濃縮缶に内

包する溶液中に浸っている系統を選択する。 

圧縮空気の供給を開始する前に当該系統への圧

縮空気供給圧力の変動を確認し，系統が健全であ

ること及び圧縮空気の供給が行われていることを

確認する。また，圧縮空気手動供給ユニットによる

圧縮空気の供給が成功していることを圧縮空気の

供給圧力で確認する。 
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【水素濃度の確認】 

水素爆発の発生防止対策で設置した可搬型水素

濃度計により，測定対象の貯槽及び濃縮缶の水素

濃度の推移を適時把握する。 

測定のタイミングは，水素爆発の発生防止対策

と同様である。 

【代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）からの圧縮

空気の供給準備】 

代替安全圧縮空気系の可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース及び機器圧縮空気供給配管（か

くはん用配管，計測制御用配管等）を接続すること

により，水素爆発の再発を防止するための空気の

供給に使用する設備を用いた圧縮空気の供給のた

めの系統を構築し，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量

計を流路上に設置する。 

【代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）からの圧縮

空気の供給の実施判断】 

発生防止対策の成否判断を受け，発生防止対策

が機能していないことを確認した場合，可搬型空

気圧縮機を起動したこと，圧縮空気の供給の準備

の完了及び代替セル排気系の可搬型排風機を起動

したことを確認し，重大事故等の拡大防止対策と

しての圧縮空気の供給の実施を判断する。 

【代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）からの圧縮

空気の供給の実施】 

可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，代替

安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくは

ん用配管，計測制御用配管等）へ圧縮空気を供給す

る。本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽

掃気圧縮空気流量及びセル導出ユニット流量であ

る。 
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【代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）からの圧縮

空気の供給の成否判断】 

可搬型空気圧縮機から貯槽及び濃縮缶へ圧縮空

気を供給する。 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により，貯槽及

び濃縮缶に供給する圧縮空気の流量が貯槽及び濃

縮缶内の水素を可燃限界濃度未満に希釈できる流

量に維持されていることを判断する。 
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【セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系に

よる対応のための準備着手判断】 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合

には，可搬型空気圧縮機による水素掃気のための

手順と並行して，セル導出経路の構築及び代替セ

ル排気系による対応のための手順に着手する。こ

の手順では，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の閉

止，セル排気系のダンパの閉止，可搬型排風機及び

可搬型発電機等による排気経路の構築，導出先セ

ルの圧力の監視，排気モニタリングについて実施

する。 

【セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系に

よる対応のための準備】 

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に

おいて，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止し

ている場合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継

続による大気中への放射性物質の放出を低減する

ため，貯槽及び濃縮缶へ圧縮空気を供給する水素

掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

【塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作

業の実施判断】 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機が起動している

場合，貯槽及び濃縮缶内の水素濃度が未然防止濃

度に至ることに備え，排風機を停止するとともに，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する

放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

くための経路構築作業の実施を判断する。 
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【セル導出設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニットの開放】 

塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに放射性

物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の排

風機が起動している場合，貯槽及び濃縮缶内の水

素濃度が未然防止濃度に至ることに備え，排風機

を停止するとともに，セル導出設備の隔離弁を閉

止し，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニットを開放する。

【塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の

構築，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いた

代替セル排気系による対応のための準備】 

可搬型ダクトにより，代替セル排気系のダクト，

可搬型フィルタ及び可搬型排風機を接続し，可搬

型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電

盤，常設電源ケーブル）及び可搬型発電機を可搬型

電源ケーブルを用いて接続する。前処理建屋にお

いては，可搬型ダクトにより，主排気筒へ排出する

ユニットも接続する。また，代替セル排気系のダン

パを閉止する。 

塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するた

め，塔槽類廃ガス処理設備に可搬型廃ガス洗浄塔

入口圧力計を設置する。また，導出先セルの圧力を

監視するため，導出先セルに可搬型導出先セル圧

力計を設置する。 

さらに，セル導出ユニットフィルタの差圧を監

視するため，可搬型セル導出ユニットフィルタ差

圧計を設置する。 
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【可搬型排風機の起動の判断】 

可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排

風機の起動を判断する。 

【可搬型排風機の運転】 

可搬型排風機を運転することで，大気中への平

常運転時の排気経路以外の経路からの放射性物質

の放出を抑制し，セル内の圧力上昇を緩和しつつ，

可搬型フィルタの高性能粒子フィルタにより放射

性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して，大気中

へ管理しながら放出する。また，可搬型フィルタ差

圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視する。 

【大気中への放射性物質の放出の状態監視】 

排気モニタリング設備により，主排気筒を介し

て，大気中への放射性物質の放出状況を監視する。 
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配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策

安全圧縮空気系を構成する設備のうち，安全圧

縮空気系の空気圧縮機及び電気設備の故障によ

り，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合においても，安全圧縮空気系へ圧縮空気を供給

することで，水素掃気機能を回復させる。 

安全圧縮空気系を構成する設備のうち，安全圧

縮空気系の空気圧縮機の故障により，水素掃気機

能が喪失した場合には，自主対策設備を用いた対

応を選択することができる。 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合，かつ，水素爆発の発生防止対策が機能しなかっ

た場合には，水素爆発の再発を防止するための空

気の供給の対応手順に従い，水素掃気機能を回復

させる。また，セルへの導出経路の構築及び代替セ

ル排気系による対応手順に従い，廃ガス中の放射

性物質の濃度を低下させる。 

作
業
性

重大事故等の対処においては，通常の安全対策

に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具

の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて

着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室等

との連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照

明を配備する。 

電
源
確
保

全交流電源喪失時は，可搬型発電機を用いて，可

搬型排風機へ給電する。 

燃
料
給
油

配慮すべき事項は，第５－１表（10／15）「電源

の確保に関する手順等」の燃料給油と同様である。 
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配
慮
す
べ
き
事
項 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策

に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具

の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて

着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作

業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理す

る。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び

作業においては，作業場所の線量率の把握及び状

況に応じた対応を行うことにより，実施組織要員

の被ばく線量を可能な限り低減する。 

再
処
理
施
設

の
状
態
把
握 

大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係

る監視測定に関する手順については，第５－１表

（13／15）「監視測定等に関する手順等」にて整備

する。 

可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
計
測
又
は

監
視
の
留
意
事
項 

貯槽及び濃縮缶に供給する圧縮空気の供給圧力

等の監視及び重要監視パラメータが計測不能とな

った場合の重要代替監視パラメータによる推定に

関する手順については，第５－１表（11／15）「事

故時の計装に関する手順等」にて整備する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（5／15） 

1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

方
針
目
的

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合に，ＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応の再発を防止するための手順を整備する。 

また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴い気相中に移行する

放射性物質をセル内に設置された配管の外部へと排出するための手

順及び大気中への放射性物質の放出による影響を緩和するための手

順を整備する。 

対
応
手
段
等

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供
給
液
の
供
給
停
止

【ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生の検知，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の着手及

び実施判断】 

重大事故時供給停止回路の３台の検出器のうち，

２台以上の検出器においてプルトニウム濃縮缶の異

常を検知し，論理回路により，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が発生したと判定した場合，手順に着手

する。 

【プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及び状

態確認】 

重大事故時供給停止回路を用いて，プルトニウム

濃縮缶供給槽ゲデオンを停止するための重大事故時

供給液停止弁を自動で閉止することにより，プルト

ニウム濃縮缶への供給液の供給を停止する。並行し

て，重大事故時供給停止回路の緊急停止系を中央制

御室で作動し，プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオン

を停止するための重大事故時供給液停止弁を手動で

閉止することにより，プルトニウム濃縮缶への供給

液の供給を停止する。また，プルトニウム濃縮缶供給

槽液位計，プルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム

濃縮缶気相部温度計及びプルトニウム濃縮缶液相部

温度計の指示値を確認する。 

【プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止の成否

判断】 

中央制御室の監視制御盤において，プルトニウム

濃縮缶供給槽液位計の指示値が一定となっているこ

とにより判断する。 
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1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

対
応
手
段
等

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
の
加
熱
の
停
止

【ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生の検知，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の着手及

び実施判断】 

重大事故時供給停止回路の３台の検出器のうち，

２台以上の検出器においてプルトニウム濃縮缶の異

常を検知し，論理回路により，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が発生したと判定した場合，手順に着手

する。 

【プルトニウム濃縮缶の加熱の停止】 

プルトニウム濃縮缶を加熱するための蒸気発生器

へ一次蒸気を供給する系統の一次蒸気停止弁を精製

建屋において手動で閉止することにより，プルトニ

ウム濃縮缶の加熱を停止し，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応の再発を防止する。 

【プルトニウム濃縮缶の加熱の停止の成否判断】 

中央制御室の安全系監視制御盤において，プルト

ニウム濃縮缶加熱蒸気温度計の指示値がＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応が発生する温度未満となるこ

とにより判断する。 
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1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

対
応
手
段
等

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留

【廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の着手及

び実施判断】 

重大事故時供給停止回路の３台の検出器のうち，

２台以上の検出器においてプルトニウム濃縮缶の異

常を検知し，論理回路により，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が発生したと判定した場合，手順に着手

する。 

【廃ガス貯留槽への導出】 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴い気相中に

移行した大気中への放射性物質の放出量を低減する

ため，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽に放射性物質

を含む気体を導出する。 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽への導出は，廃ガ

ス貯留設備の隔離弁を自動で開にするとともに廃ガ

ス貯留設備の空気圧縮機を自動で起動することによ

り開始する。また，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔

槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）（以下，第５－

１表（5／15）では「塔槽類廃ガス処理設備」という。）

の流路を遮断するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔

離弁を自動で閉止するとともに塔槽類廃ガス処理設

備の排風機を自動で停止する。 

【廃ガス貯留槽への導出開始の確認】 

中央制御室の監視制御盤において，廃ガス貯留設

備の廃ガス貯留槽の圧力計指示値の上昇及び廃ガス

貯留設備の廃ガス貯留槽への流量計指示値の上昇に

より確認する。 
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1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

【塔槽類廃ガス処理設備による換気再開の実施判

断】 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽の圧力が 0.4ＭＰ

ａ[gage]に達した場合，塔槽類廃ガス処理設備によ

る換気再開の実施を判断する。 

【塔槽類廃ガス処理設備による換気再開】 

放射性物質を含む気体の廃ガス貯留槽への導出完

了後，塔槽類廃ガス処理設備による換気を再開する

ため，中央制御室の監視制御盤において，塔槽類廃ガ

ス処理設備の隔離弁を開にするとともに，中央制御

室の安全系監視制御盤において，塔槽類廃ガス処理

設備の排風機を起動し，高い除染能力を有する平常

運転時の放出経路に復旧する。 

また，中央制御室の監視制御盤において，廃ガス貯

留設備の隔離弁を閉止するとともに，廃ガス貯留設

備の空気圧縮機を停止する。 

【塔槽類廃ガス処理設備による換気再開の成否判

断】 

中央制御室の安全系監視制御盤において，塔槽類

廃ガス処理設備の排風機の運転表示及び廃ガス洗浄

塔入口圧力計の指示値が負圧を示したことにより確

認する。 

【大気中への放射性物質の放出の状態監視】 

主排気筒の排気モニタリング設備により，主排気

筒を介した大気中への放射性物質の放出状況を監視

する。 
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1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
防
止
対
策

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合

には，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及

びプルトニウム濃縮缶の加熱の停止の手順に従い，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止す

る。 

また，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の

手順に従い，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生に伴い気相中に移行する放射性物質を含む気体を

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽へ導出することによ

り，大気中への放射性物質の放出量を低減する。 

これらの重大事故時の対応手段は，並行して実施

するため，対応手段の選択を要しない。 

作
業
性

重大事故の対処においては，通常の安全対策に加

えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備

を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用する

こととする。 

 重大事故の対処時においては，中央制御室等との

連絡手段を確保する。 

放
射
線
管
理

放
射
線
防
護

重大事故の対処においては，通常の安全対策に加

えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備

を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用する

こととする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業

当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作

業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に

応じた対応を行うことにより，実施組織要員の被ば

く線量を可能な限り低減する。 
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配
慮
す
べ
き
事
項 

再
処
理
施
設
の
状
態
把
握 

大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係る 

監視測定に関する手順については，第５－１表（13／

15）「監視測定等に関する手順等」にて整備する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（6／15） 

 

1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

方
針
目
的 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の受入れ施設

の使用済燃料受入れ設備の燃料仮置きピット並びに使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設

備の燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット（以下「燃料貯蔵プール等」

という。）の冷却機能又は注水機能が喪失した場合，又は燃料貯蔵プ

ール等からの水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が低下した場合に，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，放

射線を遮蔽し，及び臨界を防止するための手順を整備する。 

 燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の要因により燃

料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合に，使用済燃料の著しい

損傷の進行を緩和し，臨界を防止し，及び使用済燃料損傷時に，でき

る限り大気中への放射性物質の放出を低減するための手順を整備す

る。 

 燃料貯蔵プール等の監視として，重大事故等により変動する可能性

のある範囲にわたり測定するための手順を整備する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
時
， 

又
は
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
小
規
模
な
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
注
水 

【手順着手の判断】 

以下のいずれかによりプール水冷却系及び安全冷

却水系の冷却機能の喪失並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使用済

燃料貯蔵設備の補給水設備（以下「補給水設備」と

いう。）及び給水処理設備（以下「補給水設備等」と

いう。）の注水機能が喪失した場合，若しくはそのお

それがある場合又は燃料貯蔵プール等からの水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が

低下した場合，手順に着手する。 

・全交流動力電源喪失が発生した場合 

・その他外的要因による静的機器の複数系列損傷及

び動的機器の複数同時機能喪失の場合 

【燃料貯蔵プール等への注水準備】 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するため

に，可搬型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型移

送ポンプを第１貯水槽近傍へ運搬し敷設する。 

ホース展張車により可搬型建屋外ホースを敷設し，

可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋外ホースを接

続し，第 1 貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ

水を供給するための経路を構築する。 

運搬車により可搬型建屋内ホース及び可搬型代替

注水設備流量計を運搬し，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型代替

注水設備流量計を敷設する。 

可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース及び可

搬型代替注水設備流量計を接続し，第 1 貯水槽から

燃料貯蔵プール等に注水するための系統を構築す

る。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
時
， 

又
は
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
小
規
模
な
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
注
水 

【燃料貯蔵プール等への注水】 

 燃料貯蔵プール等への注水準備が完了したこと及

び燃料貯蔵プール等の水位が，目標水位に対して

0.05ｍ低下したことを確認し，可搬型中型移送ポン

プを起動し，第 1 貯水槽から燃料貯蔵プール等へ注

水する。注水流量は可搬型代替注水設備流量計によ

り確認し，可搬型中型移送ポンプの間欠運転により

注水流量を調整する。 

その後，目標水位への到達を確認し，可搬型中型

移送ポンプを停止する。 

【燃料貯蔵プール等への注水の成否判断】 

燃料貯蔵プール等の水位が目標水位程度であるこ

とを確認することにより，燃料貯蔵プール等への注

水により燃料貯蔵プール等の水位が回復し維持さ

れ，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料が冷却され，

放射線が遮蔽されていると判断する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
水
の
ス
プ
レ
イ

【手順着手の判断基準】 

代替注水設備により燃料貯蔵プール等への注水を

行っても燃料貯蔵プール等の水位低下が継続する場

合，又は事象発生に伴い実施する現場確認の結果，燃

料貯蔵プール等の水位の低下量が 40ｍｍ／30 分以上

である場合，手順に着手する。 

【燃料貯蔵プール等への水のスプレイ準備】 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の燃料貯蔵プール等

に水をスプレイするために，大型移送ポンプ車を第１

貯水槽近傍へ敷設する。 

ホース展張車により可搬型建屋外ホースを敷設し，

可搬型建屋外ホース及び大型移送ポンプ車を接続し，

第 1 貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ水を供

給するための経路を構築する。 

運搬車により可搬型建屋内ホース，可搬型スプレイ

ヘッダ及び可搬型スプレイ設備流量計を使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内へ運搬する。 

燃料貯蔵プール等の近傍に可搬型スプレイヘッダ

を敷設し固定する。 

可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型スプレイ設備

流量計を敷設する。 

可搬型建屋内ホース，可搬型建屋外ホース，可搬型

スプレイヘッダ及び可搬型スプレイ設備流量計を接

続し，第 1 貯水槽から燃料貯蔵プール等に水をスプレ

イするための系統を構築する。

【燃料貯蔵プール等への水のスプレイ】 

大型移送ポンプ車を起動し，第 1 貯水槽から燃料貯

蔵プール等に水をスプレイする。また，可搬型スプレ

イ設備流量計によりスプレイ流量を確認する。
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
水
の
ス
プ
レ
イ

【燃料貯蔵プール等への水のスプレイの成否判断】 

燃料貯蔵プール等に水がスプレイされていること

を確認することにより，燃料貯蔵プール等内の使用済

燃料の著しい損傷の進行を緩和し，使用済燃料の損傷

時に，大気中への放射性物質の放出を低減できている

と判断する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
監
視
の
た
め
の
手
順 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
時
，
又
は
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の 

小
規
模
な
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
状
況
監
視
並
び
に
監
視
設
備
の
保
護 

【手順着手の判断】 

燃料貯蔵プール等の水位，水温及び空間線量が設計

基準対象の施設により計測できなくなった場合であ

って，燃料貯蔵プール等の水位の低下が，可搬型中型

移送ポンプの注水により回復できる場合，手順に着手

する。 

【携行型の監視設備による監視】 

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬

型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー），燃料貯蔵プ

ール等温度計（サーミスタ）及び可搬型燃料貯蔵プー

ル等空間線量率計（サーベイメータ）にて燃料貯蔵プ

ール等の状態及び変動を監視する。 

【監視設備による監視準備】 

運搬車により可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率

計（線量率計）（可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率

計用冷却ケースを含む，可搬型燃料貯蔵プール等状態

監視カメラ（可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ

用冷却ケースを含む）（以下「監視カメラ等」という。），

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃

料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体）及び使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケーブルを

外部保管エリアから使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍

へ運搬する。 

けん引車により，可搬型監視ユニット，可搬型計測

ユニット，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機，可搬型空冷ユニット及び可搬型計測ユニッ

ト用空気圧縮機を外部保管エリアから使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，敷設する。 

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型

燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体）及び監視カメ

ラ等を建屋内に敷設する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
監
視
の
た
め
の
手
順 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
時
，
又
は
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の 

小
規
模
な
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
状
況
監
視
並
び
に
監
視
設
備
の
保
護 

【監視設備による監視】 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機を起動し，燃料貯蔵プール等を継続監視するととも

に，敷設した監視設備により燃料貯蔵プール等の監視

が継続できていると判断する。 

【監視設備の保護】 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機，可搬型計測ユニ

ット，可搬型空冷ユニット，可搬型燃料貯蔵プール等

状態監視カメラ用冷却ケース及び可搬型燃料貯蔵プ

ール等空間線量率計用冷却ケースを接続し，可搬型計

測ユニット用空気圧縮機及び可搬型空冷ユニットを

起動し，監視カメラ等の冷却保護を開始する。 

可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ用冷却ケ

ース及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計用冷

却ケースへ冷却空気が供給されていることを確認し，

重大事故等時における燃料貯蔵プール等の継続監視

を実施するとともに，可搬型空冷ユニットの稼働によ

り，監視カメラ等が冷却保護され，燃料貯蔵プール等

の監視が継続できていると判断する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
監
視
の
た
め
の
手
順 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
状
況
監
視
及
び
監
視
設
備
の
保
護 

【手順着手の判断】 

燃料貯蔵プール等の水位，水温及び空間線量が設計

基準対象の施設により計測ができなくなった場合で

あって，燃料貯蔵プール等の水位の低下が，可搬型中

型移送ポンプの注水により回復できない場合，手順に

着手する。 

【携行型の監視設備による監視】 

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬

型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー），可搬型燃料

貯蔵プール等温度計（サーミスタ）及び可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ）にて燃料

貯蔵プール等の状態を監視する。 

【監視設備による監視の準備】 

運搬車により可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エア

パージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵

抗体），監視カメラ等及び使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の可搬型電源ケーブルを外部保管エリア

から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬する。 

けん引車により，可搬型監視ユニット，可搬型計測

ユニット，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及び可搬

型空冷ユニットを外部保管エリアから使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，敷設する。 

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式），

可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体）及び監

視カメラ等を建屋内に敷設する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

対
応
手
段
等

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
監
視
の
た
め
の
手
順

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
状
況
監
視
及
び
監
視
設
備
の
保
護

【監視設備による監視】 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機

及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機を起動し，燃料

貯蔵プール等を継続監視するとともに，敷設した監視

設備により燃料貯蔵プール等の監視が継続できてい

ると判断する。 

【監視設備の保護】 

敷設済みの可搬型計測ユニット用空気圧縮機と，可

搬型空冷ユニット，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視

カメラ用冷却ケース及び可搬型燃料貯蔵プール等空

間線量率計用冷却ケースを接続し，可搬型空冷ユニッ

トを起動し，監視カメラ等の冷却保護を開始する。

可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ用冷却ケ

ース及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計用冷

却ケースへ冷却空気が供給されていることを確認し，

重大事故等時における燃料貯蔵プール等の継続監視

を実施するとともに，可搬型空冷ユニットの稼働によ

り，監視カメラ等が冷却保護され，燃料貯蔵プール等

の監視が継続できていると判断する。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
時
， 

又
は
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
小
規
模
な
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応 

プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能の喪

失並びに補給水設備等の注水機能が喪失した場合，若

しくはそのおそれがある場合又は燃料貯蔵プール等

からの水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合には，「燃料貯蔵プール等

への注水」の対応手順に従い，第 1 貯水槽を水源とし

て可搬型中型移送ポンプにより燃料貯蔵プール等へ

注水することで，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を

冷却し，放射線を遮蔽する。 

これらの対応手段の他に，全交流動力電源喪失にお

いて，電源復旧により設計基準対象の施設の機能維持

が可能である場合，自主対策設備を用いた対策を選択

することができる。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時
の
対
応 

可搬型中型移送ポンプにより燃料貯蔵プール等へ

の注水を行っても燃料貯蔵プール等の水位低下が継

続する場合，又は事象発生に伴い実施する現場確認の

結果，燃料貯蔵プール等の水位の低下量が 40ｍｍ／

30 分以上である場合には，第１貯水槽を水源として

スプレイ設備による燃料貯蔵プール等への水のスプ

レイを実施することにより，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，及び使用済燃

料の損傷時に，できる限り大気中への放射性物質の放

出を低減する。 

これらの対応手段の他に，燃料貯蔵プール等からの

水の漏えいが継続している場合で，燃料貯蔵プール等

近傍での作業が可能な場合に，自主対策設備を用いた

対策を選択することができる。 
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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，

放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時

及び作業時の状況に応じて着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室との連絡手段

を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

 

 

電
源
確
保 

 全交流動力電源喪失時は，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機を用いて，可搬型計測ユニットへ給電す

る。 

燃
料
給
油 

 配慮すべき事項は，第５－１表（10／15）「電源の確保に関

する手順等」の燃料給油と同様である。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，

放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時

及び作業時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり

10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（7／15） 

1.6 放射性物質の漏えいに対処するための手順等 

方
針
目
的

放射性物質の漏えいは発生が想定されないことから，放射性物質の

漏えいに対処に関するための手順はない。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（8／15） 

 

1.7 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

方
針
目
的 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の要因により燃料

貯蔵プール等の水位が異常に低下し，燃料貯蔵プール等の水位が維持

できない場合において，重大事故等が進展して継続的に生じる有意な

放射性物質の放出経路以外の経路からの放出及び放射線の放出に至る

おそれがある。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，重大事

故等が進展して継続的に生じる有意な放射性物質の放出経路以外の経

路からの放出に至るおそれがある。また，建物に放水した水が再処理

施設の敷地を通る排水路及びその他の経路を通じて，再処理施設の敷

地に隣接する尾駮沼から海洋への放射性物質の流出に至るおそれがあ

る。上記において工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための

対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

また，再処理施設の各建物周辺における航空機衝突による航空機燃

料火災，化学火災が発生した場合において，消火活動を行うための対

応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

対
応
手
段
等 

 

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制 

放
水
設
備
に
よ
る
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
抑
制 

線量率が上昇し，建屋内での作業継続が困難

であると判断した場合，又は他の要因により重

大事故等への対処を行うことが困難になり，大

気中への放射性物質の放出に至るおそれがある

と判断した場合，大型移送ポンプ車を第１貯水

槽近傍及び再処理事業所内の屋外道路及び屋内

通路（以下「アクセスルート」という）上に，

可搬型放水砲を放水対象の建屋近傍に設置し，

大型移送ポンプ車から可搬型放水砲まで可搬型

建屋外ホースを敷設し，可搬型放水砲との接続

を行い，大型移送ポンプ車で第１貯水槽の水を

取水し，中継用の大型移送ポンプ車を経由し

て，可搬型放水砲により，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋に放水する又はセル若し

くは建物へ注水ことで放射性物質の放出を抑制

する。建物への放水及び注水については，臨界

安全に及ぼす影響をあらかじめ考慮し，実施す

る。 
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1.7 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

対
応
手
段
等 

 

工
場
等
外
へ
の
放
射
線
の
放
出
抑
制 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
大
容
量
の
注
水
に
よ
る
工
場
等

外
へ
の
放
射
線
の
放
出
抑
制 

燃料貯蔵プール等から大量の水が漏えいし，

燃料貯蔵プール等の水位低下が継続し，水遮蔽

による遮蔽が損なわれ，高線量の放射線が放出

するおそれがあり，建屋内作業の継続が困難で

あると判断した場合（プール空間線量，プール

水位及びプール状態監視カメラによる確認），大

型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍及びアクセス

ルート上に設置する。可搬型建屋外ホースと可

搬型建屋内ホースを接続し，燃料貯蔵プール等

まで敷設する。大型移送ポンプ車で第１貯水槽

の水を取水し，中継用の大型移送ポンプ車を経

由して，燃料貯蔵プール等へ注水する。 

 

 

 

 

 

海
洋
，
河
川
，
湖
沼
等
へ
の
放
射
性
物
質
の
流
出
抑
制 

「対応手段等」の「大気中への放射性物質の

放出を抑制するための対応手段」の「放水設備

による大気中への放射性物質の放出抑制」の判

断に基づき，放水設備による大気中への放射性

物質の放出抑制の対処を開始した場合，建物に

放水した水に放射性物質が含まれていることを

考慮し，再処理施設の敷地を通る排水路を通じ

て再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及び海洋

へ放射性物質が流出することを想定し，可搬型

汚濁水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着材

を使用し，海洋，河川，湖沼等への放射性物質

の流出を抑制する。 
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1.7 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

対
応
手
段
等 

 

再
処
理
施
設
の
各
建
物
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突

に
よ
る
航
空
機
燃
料
火
災
，
化
学
火
災
の
対
応 

航空機燃料火災，化学火災が発生し，可搬型

放水砲による火災発生箇所へ泡消火又は放水に

よる消火活動を行う必要がある場合，大型移送

ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型放

水砲を再処理施設の各建物周辺における火災の

発生箇所近傍に設置し，可搬型建屋外ホースを

可搬型放水砲近傍まで敷設し，接続を行い，可

搬型放水砲による泡消火又は放水を行う。 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

【作業性】 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。重大事故等の対処

時においては，中央制御室等との連絡手段を確

保する。夜間及び停電時においては，確実に運

搬及び移動ができるように，可搬型照明を配備

する。 

【操作性】 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮

し，送水開始までの時間が最短になる組合せを

優先して確保する。可搬型放水砲の設置場所

は，建物放水の対象となる建物の開口部及び風

向きにより決定する。 
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1.7 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５－１表（10／15）「電

源の確保に関する手順等」の燃料給油と同様で

ある。 

 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率

の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（9／15） 

1.8 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

方
針
目
的 

重大事故等への対処の水源として第１貯水槽を水源とした，水源の

確保の対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等への対処に必要な水を第１貯水槽から継続して供給する

ため，第２貯水槽又は尾駮沼取水場所Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ又は二又

川取水場所Ａ（以下「敷地外水源」という。）を補給源とした，補給

源の確保及び第１貯水槽へ水を補給するための対応手段と重大事故等

対処設備を選定する。 

対
応
手
段
等 

水
源
の
確
保 

水
源
の
確
保 

重大事故等へ対処するために，水の供給を行う必要が

ある場合，水源の確保を行う。 

送
水
ル
ー
ト
の
選
択 

第１貯水槽，第２貯水槽及び敷地外水源の状態確認を

した後，水の移送に使用する水源及びホース敷設ルート

を決定する。 
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1.8 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

対
応
手
段
等 

 

第
１
貯
水
槽
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

第
２
貯
水
槽
を
水
の
補
給
源
と
し
た 

第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
補
給 

以下のいずれかの対処を行う必要がある場合，第２貯

水槽から第１貯水槽への水の補給作業に着手する。 

・第５－１表（6／15）「使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための手順等」のうち「燃料貯蔵プール等への水の

スプレイ」の対処を継続している場合。 

・第５－１表（8／15）「工場等外への放射性物質等の

放出を抑制するための手順等」のうち「放水設備に

よる大気中への放射性物質の放出抑制」の対処を継

続している場合。 

・第５－１表（8／15）「工場等外への放射性物質等の

放出を抑制するための手順等」のうち「燃料貯蔵プ

ール等への大容量の注水による工場等外への放射線

の放出抑制」への対処を継続している場合。 

 第１貯水槽を水源とした対処を継続するために，第２

貯水槽から第１貯水槽へ水を補給することを想定し，大

型移送ポンプ車を第２貯水槽近傍に設置する。可搬型建

屋外ホースを第２貯水槽から第１貯水槽まで敷設し，可

搬型建屋外ホースを第１貯水槽の取水箇所に設置した

後，大型移送ポンプ車を起動し，第１貯水槽へ水を補給

する。 
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1.8 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

対
応
手
段
等 

 

第
１
貯
水
槽
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

敷
地
外
水
源
を
水
の
補
給
源
と
し
た 

第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
補
給 

第２貯水槽から第１貯水槽への水の補給準備が完了し

た場合，敷地外水源から第１貯水槽への水の補給作業に

着手する。 

第１貯水槽を水源とした対処を継続するために，敷地

外水源から第１貯水槽へ水を補給することを想定し，大

型移送ポンプ車を敷地外水源に設置し，可搬型建屋外ホ

ースを敷地外水源から第１貯水槽まで敷設し，可搬型建

屋外ホースを第１貯水槽の取水箇所に設置した後，大型

移送ポンプ車を起動し，第１貯水槽へ水を補給する。 

配
慮
す
べ
き
事
項 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応 

第
２
貯
水
槽
か
ら
敷
地
外
水
源
に
第
１
貯
水
槽
へ
の 

水
の
補
給
源
の
切
り
替
え 

第２貯水槽の貯水槽水位が所定の水位以下となり第１

貯水槽への水の補給が行えなくなった場合であって，第

１貯水槽を水源とした重大事故等への対処が継続して行

われている場合，第１貯水槽への水の補給源を第２貯水

槽から敷地外水源に切り替える。 
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1.8 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

【作業性】 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放

射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び

作業時の状況に応じて着用することとする。重大事故等の対処

時においては，中央制御室等との連絡手段を確保する。夜間及

び停電時においては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。 

【操作性】 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮し，送水開始まで

の時間が最短になる組合せを優先して確保する。 

【成立性】 

大型移送ポンプ車の水中ポンプユニット吸込部には，ストレ

ーナを設置しており，異物の混入を防止する。 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５－１表（10／15）「電源の確保に関す

る手順等」の燃料給油と同様である。 

放
射
線
防
護 

放
射
線
管
理 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 

10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。さらに，実施組織

要員の作業場所への移動及び作業においては，作業場所の線量

率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施組織要

員の被ばく線量を可能な限り低減する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（10／15） 

 

1.9 電源の確保に関する手順等 

方
針
目
的 

設計基準事故に対処するための設備の電源が喪失（外部電源喪失及

び非常用ディーゼル発電機の多重故障（以下，第５表（10／15）で

は，「全交流動力電源喪失」という。））した場合において，当該重

大事故等に対処するために必要な電力を確保するための設備として代

替電源設備及び代替所内電気設備を確保する手順等を整備する。 

また，重大事故等の対処に必要な設備を継続運転させるため，補機

駆動用燃料補給設備により燃料補給する手順等を整備する。 

対
応
手
段
等 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
し
て
発
生
す
る
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の
確

保
に
関
す
る
対
応
手
順 

可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
給
電 

【着手判断】 

外部電源が喪失し，第１非常用ディーゼル発

電機２台がともに自動起動せず，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設において電源供給が確

認できない場合，手順に着手する。 

外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼル発

電機２台がともに自動起動せず，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，制御建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋において電源供給が確認できない場

合，手順に着手する。 

【可搬型発電機の起動】 

各可搬型発電機からケーブル接続口まで可搬

型電源ケーブル（屋外）を敷設し，接続する。 

各建屋内においては，可搬型分電盤及び可搬

型電源ケーブル（屋内）を敷設し，各建屋の重

大事故対処用母線及び可搬型分電盤の接続口に

可搬型電源ケーブルを接続する。なお，可搬型

分電盤又は重大事故対処用母線を設置しない場

合は直接重大事故等対処設備へ接続する。 

各可搬型発電機，各建屋の重大事故対処用母

線及び重大事故等対処設備について異臭，発

煙，破損，保護装置の動作等異常がないことを

外観点検により確認する。 

各可搬型発電機の燃料が規定油量以上である

ことを確認する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

対
応
手
段
等 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
し
て
発
生
す

る
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の
確
保

に
関
す
る
対
応
手
順 

可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
給
電 

可搬型発電機を起動し，当該可搬型発電機の

電圧計及び燃料油計により健全であることを確

認する。 

手順の成否は，可搬型発電機が正常に起動

し，可搬型分電盤まで必要な電源が確保できて

いることを検電器等にて確認する。 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
せ
ず
に
発
生
す
る
重
大
事
故
等
に
対
処

す
る
た
め
の
対
応
手
順 

設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
一
部
を
兼
用
す
る
重
大
事
故
等
対
処
設
備
か
ら

の
給
電 

動的機器の機能喪失又は人為的な過失の重畳

を要因として発生する重大事故等の対処におい

て，臨界事故，有機溶媒等による火災又は爆発

の対処に必要な設備，冷却機能の喪失による蒸

発乾固に対処するための設備，放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処するための設

備，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃

料貯蔵プール等の冷却等の対処に用いる放射線

監視設備，計装設備及び通信連絡設備が必要と

なる場合は，全交流動力電源が健全な環境の条

件において対処するため，受電開閉設備，所内

高圧系統，所内低圧系統，直流電源設備及び計

測制御用交流電源設備に対処するための電気設

備の一部を兼用し，電源を確保する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

考
慮
す
べ
き
事
項 

負
荷
容
量 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
し
て

発
生
す
る
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要

な
電
源
の
確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

可搬型発電機は，必要な負荷が最大となる全

交流動力電源喪失時における対処のために必要

な設備へ給電する。 

 

 

 

 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と

せ
ず
に
発
生
す
る
重
大
事
故
等
に

対
処
す
る
た
め
の
対
応
手
順 

代替設備による機能の確保，修理等の対応，

使用済燃料の再処理の停止等により重大事故等

に対処するための機能を維持する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
し
て
発
生

す
る
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の

確
保
に
関
す
る
対
応
手
順

全交流動力電源が喪失した場合には，燃料補

給のための対応手順及び前処理建屋可搬型発電

機，分離建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発

電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬

型発電機，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型

発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設可搬型発電機による給電の対応手順に従

い，電源を確保することにより，重大事故等時

の対処に必要な電源を確保する。 

これらの対応手段の他に系統の健全性を確認

し，対処に必要となる要員が確保できた場合に

は，自主対策設備を用いた対応を選択すること

ができる。 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と

せ
ず
に
発
生
す
る
重
大
事
故
等
に

対
処
す
る
た
め
の
対
応
手
順

全交流動力電源喪失を要因とせずに動的機器

の機能喪失又は人為的な過失の重畳を要因とし

て発生する重大事故等に対しては，設計基準事

故に対処するための電気設備の一部を兼用し，

電源を確保する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
し
て
発
生
す

る
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の
確
保

に
関
す
る
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

各建屋における代替電源設備及び代替所内電

気設備による対処は，設計基準事故に対処する

ための設備とは独立して単独で行う。 

【成立性】 

前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発

電機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，高レベル廃

液ガラス固化建屋可搬型発電機並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機によ

る電源の確保は，最短沸騰時間となる精製建屋

の制限時間までに十分な時間余裕があることか

ら，制限時間内で対策が確実に可能である。 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
せ
ず

に
発
生
す
る
重
大
事
故
等
に
対
処
す
る

た
め
の
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

安全機能を有する施設として使用する場合と

同じ系統構成とする。 

【成立性】 

全交流動力電源喪失を要因とせず発生する重

大事故等の対処は，制御室の監視制御盤にて速

やかに確認する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

燃
料
給
油
の
た
め
の
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

補機駆動用燃料補給設備による対処は，設計

基準事故に対処するための設備とは独立して単

独で行う。 

【成立性】 

可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中

型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，

大型移送ポンプ車，ホース展張車，運搬車，監

視測定用運搬車，けん引車，ホイールローダ及

び軽油用タンクローリの補機駆動用の燃料は，

補機駆動用燃料補給設備の第１軽油貯槽及び第

２軽油貯槽（以下「軽油貯槽」という。）及び軽

油用タンクローリにより必要な量を補給する。 

運転開始後に，可搬型発電機の近傍に設置し

たドラム缶の燃料が枯渇するまでに燃料補給を

実施する。 

可搬型発電機等の軽油を貯蔵する軽油貯槽

は，想定する事象の進展を考慮し，約 100ｍ３の

地下タンク８基により対処に必要な容量を確保

する。 
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1.9 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動

ができるように，可搬型照明を配備する。 

 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。 

線量管理については個人線量計を着用し，１

作業当たり10ｍＳｖ以下とすることを目安に管

理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移

動ができるように，可搬型照明を配備する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（11／15） 

1.10 事故時の計装に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを含む。）の直流

電源の喪失その他の故障により，当該重大事故等に対処するため

に監視することが必要なパラメータを計測することが困難とな

った場合に，当該パラメータの推定に有効な情報を把握するた

め，計器が故障した場合又は計測範囲を超過した場合の対応，計

器電源の喪失時の対応，計測結果を監視及び記録するための手順

を整備する。 

直流電源の喪失その他の故障として，再処理施設のパラメータ

を計測する機器の多くが交流電源により給電する設計としてい

ることから，必要なパラメータを計測することが困難となる条件

として全交流動力電源の喪失を想定し，また，計測機器の故障（計

装配管が損傷した場合を含む。）及び計測範囲の超過を想定する。 

計測及び推定に関する手順の整備に当たっては，重大事故等時

に監視することが必要なパラメータの使用目的を考慮し，これに

要求される制限時間に対して十分な余裕をもって計測すること

を基本方針とする。 

また，監視，記録に関する手順の整備に当たっては，重大事故

対策に影響しない範囲で可能な限り速やかに対処することを基

本方針とする。 

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムが発生した場合に，中央制御室及び緊急時対策所において必

要な情報を把握し記録するための手順を整備する。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

パ
ラ
メ
ー
タ
の
選
定
及
び
分
類 

重大事故等時において，重大事故等の発生防止対策及び拡大防

止対策等を実施するため，再処理施設の状態を把握することが重

要である。当該重大事故等に対処するために把握することが必要

なパラメータとして，重大事故等の対策における抽出パラメータ

を抽出する。 

抽出パラメータのうち，重大事故等の発生防止対策及び拡大防

止対策等を成功させるために監視することが必要なパラメータ

を主要パラメータとして分類する。抽出パラメータのうち，電源

設備の受電状態，重大事故等対処設備の運転状態又は再処理施設

の状態を補助的に監視するパラメータを補助パラメータとして

分類する。 

主要パラメータは，重要監視パラメータと重要代替監視パラメ

ータに分類する。重要監視パラメータを計測する設備を重要計器

とし，重大事故等の発生要因に応じて可搬型重大事故等対処設備

の計器又は常設重大事故等対処設備の計器を使用する。重要代替

監視パラメータを計測する設備を重要代替計器とし，重大事故等

の発生要因に応じて可搬型重大事故等対処設備の計器又は常設

重大事故等対処設備の計器を使用する。重要監視パラメータを計

測する可搬型重大事故等対処設備の計器を可搬型重要計器，重要

監視パラメータを計測する常設重大事故等対処設備の計器を常

設重要計器とする。また，重要代替監視パラメータを計測する可

搬型重大事故等対処設備の計器を可搬型重要代替計器，重要代替

監視パラメータを計測する常設重大事故等対処設備の計器を常

設重要代替計器とする。 

重要監視パラメータを計測する設計基準対象の施設の計測制

御設備の計器を常設計器とする。また，重要代替監視パラメータ

を計測する設計基準対象の施設の計測制御設備の計器を常設代

替計器とする。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
応
手
段
等 

計
器
の
故
障
時
に
パ
ラ
メ
ー
タ
を
計
測
す
る
手
順 

外
的
事
象
に
よ
る
安
全
機
能
の
喪
失
を
要
因
と
し
て 

重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合 

【着手判断】 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

移行を実施責任者が判断した場合，手順に着手

する。 

 

【手順】 

重要監視パラメータを可搬型重要計器にて

計測する。 

重要監視パラメータを計測する可搬型重要

計器の故障（計装配管が損傷した場合を含む。）

により，重要監視パラメータを計測することが

困難となった場合に備え，重要代替監視パラメ

ータを可搬型重要代替計器にて計測する。 

重要計器及び重要代替計器による計測につ

いて，必要な場合はテスター及び換算表を用い

て計測する。重要計器及び重要代替計器による

計測は，各重大事故の対策に必要な時間までに

開始する。 

これらの対応手段の他に，常設計器及び常設

代替計器の機能が維持されている場合は，自主

対策設備を用いた対応を選択することが出来

る。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
応
手
段
等 

計
器
の
故
障
時
に
パ
ラ
メ
ー
タ
を
計
測
す
る
手
順 

内
的
事
象
に
よ
る
安
全
機
能
の
喪
失
を 

要
因
と
し
て
重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合 

【着手判断】 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

移行を実施責任者が判断した場合，手順に着手

する。 

 

【手順】 

重要監視パラメータを常設重要計器又は可

搬型重要計器にて計測する。 

常設重要計器の故障により，重要監視パラメ

ータの計測が困難な場合は，重要代替監視パラ

メータを他チャンネルの常設重要代替計器に

て計測，又は可搬型重要計器により重要監視パ

ラメータを計測する。 

 可搬型重要計器の故障（計装配管が損傷した

場合を含む。）により，重要監視パラメータを計

測することが困難となった場合に備え，重要代

替監視パラメータを可搬型重要代替計器にて

計測する。 

重要計器及び重要代替計器による計測につ

いて，必要な場合はテスター及び換算表を用い

て計測する。重要計器及び重要代替計器による

計測は，各重大事故の対策に必要な時間までに

開始する。 

これらの対応手段の他に，常設計器及び常設

代替計器の機能が維持されている場合は，自主

対策設備を用いた対応を選択することが出来

る。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
応
手
段
等 

計
測
に
必
要
な
電
源
の
喪
失
時
に
パ
ラ
メ
ー
タ
を
計
測
す
る
手
順 

外
的
事
象
に
よ
る
安
全
機
能
の
喪
失
及
び
内
的
事
象
の
う
ち 

全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
を
要
因
と
し
て
重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合 

【着手判断】 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

移行を実施責任者が判断した場合，手順に着手

する。 

 

【手順】 

全交流動力電源及び直流電源の喪失により

監視機能が喪失した場合は，重要監視パラメー

タを可搬型重要計器にて計測する。 

重要計器及び重要代替計器による計測につ

いて，必要な場合はテスター及び換算表を用い

て計測する。重要計器及び重要代替計器による

計測は，各重大事故の対策に必要な時間までに

開始する。 

これらの対応手段の他に，常設計器及び常設

代替計器にて重要監視パラメータ又は重要代

替監視パラメータが計測可能な場合は，共通電

源車を含む自主対策設備を用いた対応を選択

することが出来る。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
応
手
段
等 

重
大
事
故
等
時
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
及
び
記
録
す
る
手
順 

外
的
事
象
に
よ
る
安
全
機
能
の
喪
失
及
び
内
的
事
象
の
う
ち 

全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
を
要
因
と
し
て
重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合 

【着手判断】 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

移行を実施責任者が判断した場合，手順に着手

する。 

【手順】 

情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝

送用無線装置，前処理建屋可搬型情報収集装

置，分離建屋可搬型情報収集装置，精製建屋可

搬型情報収集装置，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋可搬型情報収集装置，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可

搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報表示装

置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，情報

把握計装設備可搬型発電機，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋可搬型情報表示装置，情報収

集装置，情報表示装置及び各建屋の可搬型発電

機にて，重要監視パラメータ及び重要代替監視

パラメータを監視及び記録する。 

可搬型重要計器又は可搬型重要代替計器に

より測定したパラメータは，情報把握計装設備

が設置されるまで，代替通信連絡設備を用いて

中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室又は緊急時対策所に連絡し，記録

用紙に記録する。 

これらの対応手段の他に，監視制御盤，安全

系監視制御盤，データ収集装置及びデータ表示

装置の機能が維持されている場合は，共通電源

車を含む自主対策設備を用いた対応を選択す

ることが出来る。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
応
手
段
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重
大
事
故
等
時
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
及
び
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喪
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て 
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大
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し
た
場
合 

【着手判断】 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

移行を実施責任者が判断した場合，手順に着手

する。 

 

【手順】 

監視制御盤，安全系監視制御盤，データ収集

装置，データ表示装置，情報把握計装設備用屋

内伝送系統，建屋間伝送用無線装置，前処理建

屋可搬型情報収集装置，分離建屋可搬型情報収

集装置，精製建屋可搬型情報収集装置，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装

置，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収

集装置，制御建屋可搬型情報収集装置，制御建

屋可搬型情報表示装置，第１保管庫・貯水所可

搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型

情報収集装置，情報把握計装設備可搬型発電

機，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収

集装置，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情

報表示装置，情報収集装置，情報表示装置及び

び各建屋の可搬型発電機等にて重要監視パラ

メータ及び重要代替監視パラメータを監視及

び記録する。 

可搬型重要計器又は可搬型重要代替計器に

より測定したパラメータは，情報把握計装設備

が設置されるまで，通信連絡設備を用いて中央

制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室又は緊急時対策所に連絡し，記録用紙

に記録する。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

対
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手
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再
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手
順 

【着手判断】 

大型航空機の衝突その他のテロリズムにより，安全機

能喪失を確認後，重大事故等への体制移行を実施責任者

が判断した場合，手順に着手する。 

 

【手順】 

常設重要計器，常設重要代替計器，可搬型重要計器，

可搬型重要代替計器，監視制御盤，安全系監視制御盤，

データ収集装置，データ表示装置，情報把握計装設備用

屋内伝送系統，建屋間伝送用無線装置，前処理建屋可搬

型情報収集装置，分離建屋可搬型情報収集装置，精製建

屋可搬型情報収集装置，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋可搬型情報収集装置，高レベル廃液ガラス固化建屋

可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置，制

御建屋可搬型情報表示装置，第１保管庫・貯水所可搬型

情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，

情報把握計装設備可搬型発電機，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋可搬型情報収集装置，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋可搬型情報表示装置，情報収集装置，情報表示装置及

び各建屋の可搬型発電機等を用いて，中央制御室又は緊

急時対策所において必要な情報を把握し記録する。 

これらの対応手段の他に，常設計器及び常設代替計器

の機能が維持されている場合は，自主対策設備を用いた

対応を選択することが出来る。 

配
慮
す
べ
き
事
項 

確
か
ら
し
さ
の
考
慮 

重要代替監視パラメータが複数ある場合は，重要監視

パラメータとの相関性の高さ，検出器の種類及び使用環

境条件を踏まえた確からしさを考慮し，計測に当たって

の優先順位を定める。 

８－５－76



 
 

1.10 事故時の計装に関する手順等 

 
 
 

配
慮
す
べ
き
事
項 

圧
縮
空
気
の
供

給 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測するために圧縮空気を用いる場合，可搬型計器に

附属の計測用ボンベ，可搬型空気圧縮機又は可搬型計

測ユニット用空気圧縮機により必要な圧縮空気を供給

する。 
可
搬
型
空
冷
ユ
ニ
ッ
ト
等
に
よ
る
可
搬
型
重
要

計
器
の
保
護 

けん引車により，可搬型空冷ユニット，可搬型計測ユ

ニット，可搬型監視ユニット，可搬型計測ユニット用空

気圧縮機及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機を外部保管エリアから使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋近傍へ運搬し，設置する。 

運搬した設備と可搬型計器を接続し，可搬型空冷ユニ

ット及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機を起動し，可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）及び可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラの冷却保護を開

始する。 

同時に，可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ

式）の計測に必要な圧縮空気を供給し，当該計器による

計測を開始する。 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することとす

る。 

また，中央制御室等との連絡手段を確保する。夜間及

び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

電
源
確
保 

全交流電源喪失時は，乾電池，充電池又は情報把握計

装設備可搬型発電機及び各建屋の可搬型発電機を用い

て，可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器へ給電す

る。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いては，各建屋の可搬型発電機から情報把握計装設備を

介して可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器へ給電

する。使用済燃料受入れ・貯蔵建屋においては，可搬型

計測ユニットを介して可搬型重要計器へ給電する。 
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1.10 事故時の計装に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

燃
料
給
油

配慮すべき事項は，第５表（10／15）「電源の確保に

関する手順等」の燃料給油と同様である。 

放
射
線
管
理

放
射
線
防
護

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することとす

る。 

線量管理については個人線量計を着用し，１作業当た

り 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員及び支援組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組織要員及

び支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

再
処
理
施
設
の
状
態
把
握

主要パラメータを計測する設備は，重大事故等時にお

ける再処理施設の状態を把握可能な計測範囲を有する

設計とする。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（12／15）

1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

方
針
目
的

重大事故等が発生した場合において，実施組織要員が制御室にとどま

るために必要な対処設備及び資機材を整備しており，この対処設備及

び資機材を活用した手順等を整備する。 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
換
気
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

代
替
中
央
制
御
室
送
風
機
に
よ
る
中
央
制
御
室
の
換
気
の
確
保

【着手判断】 

中央制御室送風機が機能喪失若しくは制御建屋の換

気ダクトの損傷により，制御建屋中央制御室換気設備が

機能喪失している場合又は外部電源が喪失し，第２非常

用ディーゼル発電機を運転できない場合，手順に着手す

る。 

【代替中央制御室送風機による起動】 

 制御建屋の可搬型分電盤を制御建屋内に設置し，制御

建屋可搬型発電機と代替中央制御室送風機を制御建屋

の可搬型分電盤を介して制御建屋の可搬型電源ケーブ

ルにより接続する。

制御建屋の可搬型ダクトを代替中央制御室送風機か

ら中央制御室まで敷設する。 

制御建屋可搬型発電機を起動し，その後代替中央制御

室送風機を起動する。 

 手順の成否は，制御建屋可搬型発電機及び代替中央制

御室送風機が正常に起動し，中央制御室内の酸素濃度が

19％以上，かつ，二酸化炭素濃度が 1.0％以下であるこ

とにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
換
気
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

代
替
制
御
室
送
風
機
に
よ
る
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の
制
御
室
の
換

気
の
確
保 

【着手判断】 

制御室送風機が機能喪失若しくは使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋の換気ダクトの損傷により，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋制御室換気設備が機能喪失している場合又

は外部電源が喪失し，第１非常用ディーゼル発電機を運

転できない場合，手順に着手する。 

【代替制御室送風機による起動】 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電

盤を使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機と代替制御室

送風機を使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬

型分電盤を介して使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の可搬型電源ケーブルにより接続する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクト

を代替制御室送風機から使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室まで敷設する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機

を起動し，その後代替制御室送風機を起動する。 

手順の成否は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

可搬型発電機及び代替制御室送風機が正常に起動し，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の酸素

濃度が 19％以上，かつ，二酸化炭素濃度が 1.0％以下で

あることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
照
明
を
確
保
す
る
措
置

可
搬
型
代
替
照
明
に
よ
る
中
央
制
御
室
の
照
明
の

確
保 

【着手判断】 

非常用照明の損傷又は電気設備の損傷により中央制

御室の照明が使用できない場合，手順に着手する。 

【可搬型代替照明による点灯】 

可搬型代替照明を制御建屋内の保管場所から中央制

御室内に運搬し，設置する。 

可搬型代替照明を起動する。 

可搬型代替照明の点灯を確認する。 

手順の成否は，可搬型代替照明が正常に点灯し，想定

される重大事故等時に実施組織要員が中央制御室で操

作可能な照明を確保できていることにより確認する。 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
照
明
を
確
保
す
る
措
置

可
搬
型
代
替
照
明
に
よ
る
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の

制
御
室
の
照
明
の
確
保 

【着手判断】 

非常用照明の損傷又は電気設備の損傷により使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の照明が使用

できない場合，手順に着手する。 

【可搬型代替照明による点灯】 

可搬型代替照明を使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の保

管場所から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室内に運搬し，設置する。 

可搬型代替照明を起動する。 

可搬型代替照明の点灯を確認する。 

手順の成否は，可搬型代替照明が正常に点灯し，想定

される重大事故等時に実施組織要員が使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室で操作可能な照明を確

保できていることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
酸
素
等
濃
度
測
定
に
関
す
る
措
置

中
央
制
御
室
の
酸
素
及
び
二
酸
化
炭
素
の
濃
度
測
定

【着手判断】 

代替中央制御室送風機にて中央制御室を換気してい

る場合又は共通電源車からの受電による制御建屋中央

制御室換気設備の再循環運転中の場合，手順に着手す

る。 

【可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭素濃度計によ

る測定】 

可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭素濃度計を起

動し，中央制御室内の酸素及び二酸化炭素の濃度を測定

する。 

中央制御室の酸素濃度が 19％を下回る場合又は二酸

化炭素濃度が 1.0％を上回る場合には，予備機への切替

運転や外気の取入れを開始する。 

手順の成否は，可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭

素濃度計が正常に起動し，中央制御室の酸素濃度及び二

酸化炭素濃度が活動に支障のない範囲であることによ

り確認する。 

中
央
制
御
室
の
窒
素
酸
化
物
の
濃
度
測
定

【着手判断】 

再処理施設内で窒素酸化物の発生が予測される場合，

手順に着手する。 

【可搬型窒素酸化物濃度計による測定】 

可搬型窒素酸化物濃度計を起動し，中央制御室内の窒

素酸化物の濃度を測定する。 

中央制御室の窒素酸化物濃度が0.2ｐｐｍを上回る場

合には，外気の取入れを停止する。 

手順の成否は，可搬型窒素酸化物濃度計が正常に起動

し，中央制御室の窒素酸化物濃度が活動に支障のない範

囲であることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
酸
素
等
濃
度
測
定
に
関
す
る
措
置

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の
制
御
室
の
酸
素
及
び

二
酸
化
炭
素
の
濃
度
測
定 

【着手判断】 

代替制御室送風機にて使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室を換気している場合又は共通電源車

からの受電による使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換

気設備の再循環運転中の場合，手順に着手する。 

【可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭素濃度計によ

る測定】 

可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭素濃度計を起

動し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内

の酸素及び二酸化炭素の濃度を測定する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の酸

素濃度が 19％を下回る場合又は二酸化炭素濃度が

1.0％を上回る場合には，予備機への切替運転や外気の

取入れを開始する。 

手順の成否は，可搬型酸素濃度計及び可搬型二酸化炭

素濃度計が正常に起動し，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活

動に支障のない範囲であることにより確認する。 

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の
制
御

室
の
窒
素
酸
化
物
の
濃
度
測
定 

【着手判断】 

再処理施設内で窒素酸化物の発生が予測される場合，

手順に着手する。 

【可搬型窒素酸化物濃度計による測定】 

可搬型窒素酸化物濃度計を起動し，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室内の窒素酸化物の濃度を

測定する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の窒

素酸化物濃度が 0.2ｐｐｍを上回る場合には，外気の取

入れを停止する。 

手順の成否は，可搬型窒素酸化物濃度計が正常に起動

し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の窒

素酸化物濃度が活動に支障のない範囲であることによ

り確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

制
御
室
の
放
射
線
計
測
に
関
す
る
措
置 

中
央
制
御
室
の
放
射
線
計
測 

【着手判断】 

主排気筒モニタが機能喪失しており，かつ，再処理施

設内で放射性物質の放出が予測される場合，手順に着手

する。 

【ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプ

ラ（ＳＡ）による測定】 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプ

ラ（ＳＡ）を起動し，中央制御室内の放射性物質を測定

する。 

中央制御室の放射性物質の測定結果が2.6μＳｖ／ｈ

を上回る場合には，保護具を着装する。 

手順の成否は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬

型ダストサンプラ（ＳＡ）が正常に起動し，中央制御室

の実効線量が活動に支障のない範囲であることにより

確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
の
放
射
線
計
測
に
関
す
る
措
置

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の
制
御
室
の
放
射
線
計
測

【着手判断】 

主排気筒モニタが機能喪失しており，かつ，再処理施

設内で放射性物質の放出が予測される場合，手順に着手

する。 

【ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプ

ラ（ＳＡ）による測定】

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプ

ラ（ＳＡ）を起動し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室内の放射性物質を測定する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放

射性物質の測定結果が 2.6μＳｖ／ｈを上回る場合に

は，保護具を着装する。 

手順の成否は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬

型ダストサンプラ（ＳＡ）が正常に起動し，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の実効線量が活動

に支障のない範囲であることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
へ
の
汚
染
の
持
込
み
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置

中
央
制
御
室
の
出
入
管
理
区
画
の
設
置
及
び
運
用

【着手判断】 

実施責任者が重大事故等の対処を実施するための体

制移行が必要と判断した場合，手順に着手する。 

【出入管理区画の設置及び運用】 

作業服の着替え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検

査並びに除染作業ができる区画（以下「出入管理区画」

という。）設置場所の照明が確保されていない場合，可

搬型代替照明を設置する。 

出入管理区画において使用する資機材（以下「出入管

理区画用資機材」という。）を準備・移動・設置し，床・

壁等の養生シートの状態を確認する。 

各エリア間にバリア，入口に粘着マット等を設置す

る。 

簡易シャワー等を設置する。 

脱装した防護具類を回収するロール袋及びサーベイ

メータ等を必要な箇所に設置する。

手順の成否は，出入管理区画の設置が完了し，汚染管

理ができることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

制
御
室
へ
の
汚
染
の
持
込
み
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
の
制
御
室
の
出
入
管
理
区
画
の
設
置
及
び
運
用

【着手判断】 

実施責任者が重大事故等の対処を実施するための体

制移行が必要と判断した場合，手順に着手する。 

【出入管理区画の設置及び運用】 

出入管理区画設置場所の照明が確保されていない場

合，可搬型代替照明を設置する。 

出入管理区画用資機材を準備・移動・設置し，床・壁

等の養生シートの状態を確認する。 

各エリア間にバリア，入口に粘着マット等を設置す

る。 

簡易シャワー等を設置する。 

脱装した防護具類を回収するロール袋及びサーベイ

メータ等を必要な箇所に設置する。

手順の成否は，出入管理区画の設置が完了し，汚染管

理ができることにより確認する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

換
気
の
確
保

制御建屋中央制御室換気設備の機能喪失が発生した

場合には，中央制御室の換気を確保するための措置の対

応手順に従い，代替中央制御室送風機により，中央制御

室の換気を確保する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能喪

失が発生した場合には，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の換気を確保するための措置の対応手

順に従い，代替制御室送風機により，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室の換気を確保する。 

これらの対応手段の他に系統の健全性を確認し，対処

に必要となる要員が確保できた場合には，自主対策設備

を用いた対応を選択することができる。 

照
明
の
確
保

中央制御室の照明が使用できない場合には，可搬型代

替照明を設置し，照明を確保する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の照

明が使用できない場合には，可搬型代替照明を設置し，

照明を確保する。 

汚
染
の
持
ち
込
み
防
止

実施責任者が重大事故等の対処を実施するための体

制移行が必要と判断した場合には，出入管理建屋玄関又

は制御建屋内搬出入口付近に出入管理区画を設置し，中

央制御室への汚染の持ち込みを防止する。 

実施責任者が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室での操作が必要と判断した場合には，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋玄関口付近に出入管理区画を設置

し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への

汚染の持ち込みを防止する。 
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1.11 制御室の居住性等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

作
業
性

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することとす

る。 

また，重大事故等の対処時においては，中央制御室等

との連絡手段を確保する。夜間及び停電時においては，

確実に運搬及び移動ができるように，可搬型照明を配備

する。 

電
源
確
保

全交流動力電源喪失時は，制御建屋可搬型発電機又は

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機を

用いて代替中央制御室送風機又は代替制御室送風機等

へ給電する。 

燃
料
給
油

電気設備の操作の判断等に関わる手順については，第

５－１表（10／15）「電源の確保に関する手順等」にて

整備する。 

放
射
線
管
理

放
射
線
防
護

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用することとす

る。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当

たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業に

おいては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対

応を行うことにより，実施組織要員の被ばく線量を可能

な限り低減する。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（13／15） 

1.12 監視測定等に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生した場合に再処理施設から大気中へ放出される

放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を

記録するための手順を整備する。また，風向，風速その他の気象条件

を測定し，及びその結果を記録するための手順を整備する。 

対
応
手
段
等 

設
計
基
準
対
象
の
施
設 

設計基準対象の以下の施設を重大事故等対処設備とし

て位置付け重大事故等の対処に用いる。 

［放射線監視設備］ 

・主排気筒の排気モニタリング設備（排気筒モニタ及び排

気サンプリング設備） 

・北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

モニタリング設備（排気筒モニタ及び排気サンプリング

設備） 

・環境モニタリング設備（モニタリングポスト及びダスト

モニタ） 

［試料分析関係設備］ 

・放出管理分析設備（放射能測定装置（ガスフローカウン

タ），放射能測定装置（液体シンチレーションカウンタ），

核種分析装置） 

・環境試料測定設備（核種分析装置） 

［環境管理設備］ 

・気象観測設備 

・放射能観測車 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
主
排
気
筒
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定

主排気筒の排気モニタリング設備は，平常運転時か

ら排気筒モニタにより放射性希ガスの連続監視及び排

気サンプリング設備により放射性物質を連続的に捕集

している。重大事故等時に主排気筒の排気モニタリン

グ設備の機能が維持されていると判断した場合，手順

に着手する。 

具体的には，継続して排気筒モニタにより放射性希

ガスを連続監視するとともに，排気サンプリング設備

により放射性物質を連続的に捕集する。排気筒モニタ

の測定値は，中央制御室において指示及び記録し，放

射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，

警報を発する。また，排気筒モニタの測定値は，緊急

時対策所へ伝送する。 

排気筒モニタによる放射性希ガスの測定及び排気サ

ンプリング設備による放射性物質の捕集は継続されて

いるため，排気筒モニタにより監視及び測定並びにそ

の結果の記録を継続し，排気サンプリング設備により

連続的に捕集する。
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
主
排
気
筒
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に主排気筒の排気モニタリング設備が

機能喪失したと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型排気モニタリング設備（可搬型

ガスモニタ及び可搬型排気サンプリング設備）を主排

気筒の排気モニタリング設備の接続口に接続し，主排

気筒から大気中へ放出される放射性よう素，粒子状放

射性物質，炭素－14 及びトリチウムを連続的に捕集す

るとともに，放射性希ガスの濃度を連続測定し，記録

する。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置を可搬型

排気モニタリング設備の可搬型ガスモニタに接続し，

測定値を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所

に伝送する。伝送した測定値は，中央制御室に設置す

る可搬型データ表示装置により，監視及び記録すると

ともに，緊急時対策所においても緊急時対策建屋情報

把握設備により監視及び記録する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型排気

モニタリング設備及び可搬型排気モニタリング用デー

タ伝送装置への給電を行い，放射性物質の濃度の測定

を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用データ伝送装置及び可搬型排気モニタリン

グ用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準備を実

施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰

作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

放
出
管
理
分
析
設
備
に
よ
る
主
排
気
筒
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

放出管理分析設備（放射能測定装置（ガスフローカ

ウンタ），放射能測定装置（液体シンチレーションカウ

ンタ）及び核種分析装置）は，平常運転時から主排気

筒の排気サンプリング設備により捕集した放射性物質

の濃度を測定している。重大事故等時に放出管理分析

設備の機能が維持されていると判断した場合，手順に

着手する。 

具体的には，継続して放出管理分析設備により，主

排気筒の排気サンプリング設備又は可搬型排気サンプ

リング設備で捕集した放射性物質の濃度を測定する。 

主排気筒の排気サンプリング設備又は可搬型排気サ

ンプリング設備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）

又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合

に回収し，放出管理分析設備により放射性物質の濃度

を測定し，主排気筒から大気中へ放出される放射性物

質の濃度を評価し，記録する。測定結果及び評価結果

は，通信連絡設備により中央制御室に連絡する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
主
排
気
筒
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に放出管理分析設備が機能喪失したと

判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能測

定装置，可搬型核種分析装置及び可搬型トリチウム測

定装置）により，主排気筒の排気サンプリング設備又

は可搬型排気サンプリング設備で捕集した放射性物質

の濃度を測定する。 

主排気筒の排気サンプリング設備又は可搬型排気サ

ンプリング設備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）

又は大気中への放射性物質の放出のおそれがある場合

に回収し，可搬型試料分析設備により放射性物質の濃

度を測定し，主排気筒から大気中へ放出される放射性

物質の濃度を評価し，記録する。測定結果及び評価結

果は，通信連絡設備により中央制御室に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料

分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測定を

行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
北
換
気
筒
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
換
気
筒
）
か
ら
放
出
さ
れ
る

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の

排気モニタリング設備は，平常運転時から排気筒モニ

タにより放射性希ガスの連続監視及び排気サンプリン

グ設備により放射性物質を連続的に捕集している。重

大事故等時に北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

換気筒）の排気モニタリング設備の機能が維持されて

いると判断した場合，手順に着手する。

具体的には，継続して排気筒モニタにより放射性希

ガスを連続監視するとともに，排気サンプリング設備

により放射性物質を連続的に捕集する。排気筒モニタ

の測定値は，中央制御室において指示及び記録し，放

射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，

警報を発する。また，排気筒モニタの測定値は，緊急

時対策所へ伝送する。 

排気筒モニタによる放射性希ガスの測定及び排気サ

ンプリング設備による放射性物質の捕集は継続されて

いるため，排気筒モニタにより監視及び測定並びにそ

の結果の記録を継続し，排気サンプリング設備により

連続的に捕集する。
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
北
換
気
筒
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
換
気
筒
）
か
ら
放
出
さ
れ
る

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の気体廃棄物の廃棄施設の機能が維持されていると

判断した場合，また，北換気筒（使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋換気筒）の排気モニタリング設備が機能喪失

したと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型排気モニタリング設備（可搬型

ガスモニタ及び可搬型排気サンプリング設備）を使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクトに接続し，

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）から

大気中へ放出される放射性よう素，粒子状放射性物質，

炭素－14 及びトリチウムを連続的に捕集するととも

に，放射性希ガスの濃度を連続測定し，記録する。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置を可搬型

排気モニタリング設備の可搬型ガスモニタに接続し，

測定値を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所

に伝送する。伝送した測定値は，中央制御室に設置す

る可搬型データ表示装置により，監視及び記録すると

ともに，緊急時対策所においても緊急時対策建屋情報

把握設備により監視及び記録する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機

により可搬型排気モニタリング設備及び可搬型排気モ

ニタリング用データ伝送装置への給電を行い，放射性

物質の濃度の測定を行う。

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用データ伝送装置の建屋内への移動及び除灰

作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必

要に応じ，除灰作業を実施する。
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

放
出
管
理
分
析
設
備
に
よ
る
北
換
気
筒
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
換
気
筒
）
か
ら
放
出
さ
れ
る

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

放出管理分析設備（放射能測定装置（ガスフローカ

ウンタ），放射能測定装置（液体シンチレーションカウ

ンタ）及び核種分析装置）は，平常運転時から北換気

筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気サン

プリング設備により捕集した放射性物質の濃度を測定

している。重大事故等時に放出管理分析設備の機能が

維持されていると判断した場合，手順に着手する。

具体的には，継続して放出管理分析設備により，北

換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

サンプリング設備又は可搬型排気サンプリング設備で

捕集した放射性物質の濃度を測定する。

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の

排気サンプリング設備又は可搬型排気サンプリング設

備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）又は大気中

への放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，

放出管理分析設備により放射性物質の濃度を測定し，

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）から

大気中へ放出される放射性物質の濃度を評価し，記録

する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設備により

中央制御室に連絡する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
北
換
気
筒
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
換
気
筒
）
か
ら
放
出
さ
れ
る 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に放出管理分析設備が機能喪失したと

判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能測

定装置，可搬型核種分析装置及び可搬型トリチウム測

定装置）により，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒）の排気サンプリング設備又は可搬型排気

サンプリング設備で捕集した放射性物質の濃度を測定

する。 

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の

排気サンプリング設備又は可搬型排気サンプリング設

備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）又は大気中

への放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，

可搬型試料分析設備により放射性物質の濃度を測定

し，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）

から大気中へ放出される放射性物質の濃度を評価し，

記録する。測定結果及び評価結果は，通信連絡設備に

より中央制御室に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料

分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測定を

行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定 

モニタリングポストは，平常運転時から周辺監視区

域境界付近にて，空間放射線量率の連続監視を行って

いる。また，ダストモニタは，平常運転時から空気中

の放射性物質の濃度を監視するため，粒子状放射性物

質を連続的に捕集及び測定している。重大事故等時に

環境モニタリング設備の機能が維持されていると判断

した場合，手順に着手する。 

具体的には，モニタリングポストにより空間放射線

量率を連続監視するとともに，ダストモニタにより空

気中の放射性物質を連続的に捕集及び測定する。環境

モニタリング設備の測定値は，中央制御室において指

示及び記録し，空間放射線量率又は放射能レベルがあ

らかじめ設定した値を超えたときは，警報を発する。

また，環境モニタリング設備の測定値は，緊急時対策

所へ伝送する。 

モニタリングポストによる空間放射線量率の測定及

びダストモニタによる空気中の放射性物質の捕集及び

測定は継続されているため，監視及び測定並びにその

結果の記録を継続する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
代
替
測
定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失し

たと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型環境モニタリング設備（モニタ

リングポストの代替として可搬型線量率計，ダストモ

ニタの代替として可搬型ダストモニタ）により，周辺

監視区域境界付近において，線量を測定するとともに，

空気中の粒子状放射性物質を連続的に捕集及び測定す

る。 

可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を可搬型

環境モニタリング設備に接続し，測定値を衛星通信に

より中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。伝送し

た測定値は，中央制御室に設置する可搬型データ表示

装置により，監視及び記録するとともに，緊急時対策

所においても緊急時対策建屋情報把握設備により監視

及び記録する。 

可搬型環境モニタリング用発電機により可搬型環境

モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用デー

タ伝送装置への給電を行い，放射性物質の濃度及び線

量の測定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型環境モニ

タリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝送

装置及び可搬型環境モニタリング用発電機の建屋内へ

の移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を

確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
建
屋
周
辺
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失し

たと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型環境モニタリング設備を設置す

るまでの間，可搬型建屋周辺モニタリング設備（ガン

マ線用サーベイメータ（ＳＡ），中性子線用サーベイメ

ータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ））により，重大

事故等の対処を行う前処理建屋，分離建屋，精製建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の周辺

における線量当量率並びに出入管理室を設置する出入

管理建屋，低レベル廃棄物処理建屋及び使用済燃料受

入れ・貯蔵管理建屋の周辺における空気中の放射性物

質の濃度及び線量当量率を測定する。 

線量当量率の測定については，想定事象を踏まえて，

測定線種及び対象建屋を設定する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備による測定結果

は，通信連絡設備により中央制御室に連絡する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

放
射
能
観
測
車
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の

濃
度
及
び
線
量
の
測
定 

放射能観測車は，平常時及び事故時に，敷地周辺の

空間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を迅速

に測定するため，空間放射線量率測定器，中性子線用

サーベイメータ，ダストサンプラ，よう素サンプラ及

び放射能測定器を搭載した無線通話装置付きの放射能

観測車を備えている。重大事故等時に放射能観測車の

機能が維持されていると判断した場合，手順に着手す

る。

具体的には，放射能観測車により，敷地周辺の空間

放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を測定す

る。 

放射能観測車による測定結果は，通信連絡設備によ

り中央制御室に連絡する。 

可
搬
型
放
射
能
観
測
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の

濃
度
及
び
線
量
の
代
替
測
定 

重大事故等時に放射能観測車が機能喪失（搭載機器

の測定機能又は車両の走行機能）したと判断した場合，

手順に着手する。 

具体的には，可搬型放射能観測設備（ガンマ線用サ

ーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション）（Ｓ

Ａ），ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ），中

性子線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線

用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダスト・よう素

サンプラ（ＳＡ））により，再処理施設及びその周辺に

おいて，空気中の放射性物質の濃度及び線量を測定す

る。

可搬型放射能観測設備による測定結果は，通信連絡

設備により中央制御室に連絡する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

環
境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
空
気
中
の

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，平常運転時

から再処理施設及びその周辺における環境試料の分

析，放射性物質の濃度を測定している。重大事故等時

に環境試料測定設備の機能が維持されていると判断し

た場合，手順に着手する。 

具体的には，継続して環境試料測定設備により，ダ

ストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した粒子状

放射性物質の濃度を測定する。

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した試

料は，定期的（１日ごと）又は大気中への放射性物質

の放出のおそれがある場合に回収し，環境試料測定設

備により放射性物質の濃度を測定し，空気中の放射性

物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通

信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

環
境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
水
中
及
び
土
壌
中
の

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，平常運転時

から再処理施設及びその周辺における環境試料の分

析，放射性物質の濃度を測定している。重大事故等時

に環境試料測定設備の機能が維持されていると判断し

た場合，また，主排気筒の排気モニタリング設備，北

換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気

モニタリング設備，環境モニタリング設備，可搬型排

気モニタリング設備，可搬型環境モニタリング設備，

可搬型建屋周辺モニタリング設備，放出管理分析設備，

環境試料測定設備，可搬型試料分析設備，放射能観測

車及び可搬型放射能観測設備による測定により，再処

理施設からの放射性物質の放出のおそれがあると判断

した場合，手順に着手する。

具体的には，環境試料測定設備により，再処理施設

及びその周辺において採取した水試料及び土壌試料の

放射性物質の濃度を測定し，水中及び土壌中の放射性

物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通

信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失したと

判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能測

定装置及び可搬型核種分析装置）により，ダストモニ

タ又は可搬型ダストモニタで捕集した粒子状放射性物

質の濃度を測定する。

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した試

料は，定期的（１日ごと）又は大気中への放射性物質

の放出のおそれがある場合に回収し，可搬型試料分析

設備により放射性物質の濃度を測定し，空気中の放射

性物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料

分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測定を

行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
に
よ
る
水
中
及
び
土
壌
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失したと

判断した場合，また，主排気筒の排気モニタリング設

備，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）

の排気モニタリング設備，環境モニタリング設備，可

搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニタリング

設備，可搬型建屋周辺モニタリング設備，放出管理分

析設備，環境試料測定設備，可搬型試料分析設備，放

射能観測車及び可搬型放射能観測設備による測定によ

り，再処理施設からの放射性物質の放出のおそれがあ

ると判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能測

定装置及び可搬型核種分析装置）により，再処理施設

及びその周辺において採取した水試料及び土壌試料の

放射性物質の濃度を測定し，水中及び土壌中の放射性

物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通

信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試料

分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測定を

行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型排気モニ

タリング用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
の
手
順
等

気
象
観
測
設
備
に
よ
る

気
象
観
測
項
目
の
測
定

気象観測設備は，敷地内において，風向，風速，日

射量，放射収支量及び雨量を観測している。重大事故

等時に気象観測設備の機能が維持されていると判断し

た場合，手順に着手する。 

具体的には，継続して気象観測設備により風向，風

速，日射量，放射収支量及び雨量を観測し，その観測

値を中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。 

気象観測設備による気象観測項目の測定は継続され

ているため，測定及びその結果の記録を継続する。 

可
搬
型
気
象
観
測
設
備
に
よ
る
気
象
観
測
項
目
の
代
替
測
定

重大事故等時に気象観測設備（風向風速計，日射計，

放射収支計，雨量計）が機能喪失したと判断した場合，

手順に着手する。 

具体的には，可搬型気象観測設備（風向風速計，日

射計，放射収支計，雨量計）により，敷地内において

風向，風速その他の気象条件を測定する。 

可搬型気象観測用データ伝送装置を可搬型気象観測

設備に接続し，観測値を衛星通信により中央制御室及

び緊急時対策所に伝送する。伝送した観測値は，中央

制御室に設置する可搬型データ表示装置により記録す

るとともに，緊急時対策所においても緊急時対策建屋

情報把握設備により記録する。 

可搬型気象観測用発電機により可搬型気象観測設備

及び可搬型気象観測用データ伝送装置への給電を行

い，敷地内において風向，風速その他の気象条件の測

定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，可搬型気象観測

設備，可搬型気象観測用データ伝送装置及び可搬型気

象観測用発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準備

を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
の
手
順
等

可
搬
型
風
向
風
速
計
に
よ
る
風
向
及
び
風
速
の
測
定

重大事故等時に気象観測設備が機能喪失したと判断

した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型気象観測設備を設置するまでの

間，可搬型風向風速計により，敷地内において風向及

び風速を測定する。 

可搬型風向風速計による測定結果は，通信連絡設備

により中央制御室に連絡する。 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
電
源
を
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

代
替
電
源
設
備
か
ら
給
電
す
る
手
順
等 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
可
搬
型
発
電
機
に
よ
る

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
へ
の
給
電 

重大事故等時に，第１非常用ディーゼル発電機が自

動起動せず，非常用所内電源系統から環境モニタリン

グ設備への給電が喪失し，無停電電源装置により給電

され，環境モニタリング設備の機能が維持されている

と判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，環境モニタリング用可搬型発電機によ

り，環境モニタリング設備へ給電する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を

確認した場合は，事前の対応として，環境モニタリン

グ用可搬型発電機の建屋内への移動及び除灰作業の準

備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
手
順

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
の 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策

重大事故等時に，再処理施設から大気中への放射性

物質の放出により，モニタリングポストのバックグラ

ウンドが上昇するおそれがあると判断した場合，手順

に着手する。

具体的には，事故後の周辺汚染により，モニタリン

グポストによる測定ができなくなることを避けるた

め，モニタリングポスト局舎内の換気システムを停止

し，モニタリングポストの検出器カバーに養生シート

を被せ，養生する。検出器カバーの養生シートは，必

要に応じて交換する。 

また，バックグラウンドが通常より高い場合には，

必要に応じてモニタリングポスト局舎の除染，周辺土

壌の撤去及び樹木の伐採を行いバックグラウンドの低

減を図る。 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策 

重大事故等時に，再処理施設から大気中への放射性

物質の放出により，可搬型環境モニタリング設備のバ

ックグラウンドが上昇するおそれがあると判断した場

合，手順に着手する。 

具体的には，事故後の周辺汚染により，可搬型環境

モニタリング設備による測定ができなくなることを避

けるため，可搬型環境モニタリング設備を設置する際

にあらかじめ検出器カバーに養生シートを被せた後，

可搬型環境モニタリング設備を設置する。検出器カバ

ーの養生シートは，必要に応じて交換する。

また，バックグラウンドが通常より高い場合には，

必要に応じて可搬型環境モニタリング設備の除染，周

辺土壌の撤去及び樹木の伐採を行いバックグラウンド

の低減を図る。 

８－５－108



1.12 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
手
順

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
の 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策

重大事故等時に可搬型試料分析設備による放射性物

質を捕集した試料の測定場所は，主排気筒管理建屋を

基本とする。ただし，試料測定に影響が生じる場合は，

緊急時対策所又は再処理事業所外の適切な場所に設備

を移動し，測定する。 

配
慮
す
べ
き
事
項

作
業
性

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加

えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を

行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用すること

とする。 

また，中央制御室等との連絡手段を確保する。夜間

及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるよ

うに，可搬型照明を配備する。 

電
源
確
保

全交流電源喪失時は，可搬型重大事故等対処設備の

可搬型発電機を用いて，放射性物質の濃度及び線量の

測定で使用する設備及び風向，風速その他の気象条件

の測定で使用する設備へ給電する。 

燃
料
給
油

配慮すべき事項は，第５表（10／15）「電源の確保に

関する手順等」の燃料給油と同様である。 
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1.12 監視測定等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

放
射
線
管
理

放
射
線
防
護

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加

えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を

行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用すること

とする。線量管理については個人線量計を着用し，１

作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理す

る。さらに，実施組織要員及び支援組織要員の作業場

所への移動及び作業においては，作業場所の線量率の

把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員及び支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。 

他
の
機
関
と
の
連
携

重大事故等時の敷地外でのモニタリングは，国が立

ち上げる緊急時モニタリングセンターにおいて，国が

地方公共団体と連携して策定するモニタリング計画に

従い，資機材，要員及び放出源情報を提供するととも

にモニタリングに協力する。 

また，原子力災害が発生した場合に他の原子力事業

者との協力体制を構築するため原子力事業者間協力協

定を締結し，環境放射線モニタリング等への要員の派

遣，資機材の貸与等を受けることが可能である。 
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第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（14／15）

1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

方
針
目
的

【居住性を確保するための措置】 

重大事故等が発生した場合においても，重大事故等に対処するた

めに必要な指示を行う要員等の被ばく線量を７日間で 100ｍＳｖを

超えないようにするために必要な対応手段として，緊急時対策建屋

の遮蔽設備，緊急時対策建屋換気設備，緊急時対策建屋環境測定設

備，緊急時対策建屋放射線計測設備及び緊急時対策建屋電源設備に

より，緊急時対策所にとどまるために必要な居住性を確保する手順

を整備する。 

【重大事故等に対処するために必要な指示及び通信連絡に関する措

置】 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するため

に必要な指示を行う要員等が，緊急時対策建屋情報把握設備及び通

信連絡設備により，必要なパラメータを監視又は収集し，重大事故等

に対処するために必要な情報を把握するとともに，重大事故等に対

処するための対策の検討を行う手順を整備する。 

また，重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料を緊

急時対策建屋に整備する。 

【必要な数の要員の収容に係る措置】 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備により，再処理

施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う。 

外部電源喪失時は，緊急時対策建屋電源設備からの給電により，緊

急時対策建屋情報把握設備及び通信連絡設備を使用する。 

緊急時対策所には，非常時対策組織本部，支援組織及び実施組織の

要員並びに全社対策組織の一部の要員として最大 360 人を収容でき

る。 

なお，気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出する場合にお

いて，緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要員は約 50 人であ

る。 

また，要員の収容が適切に行えるようにトイレや休憩スペース等

を整備するとともに，収容する要員に必要な資機材を整備し，通常時

から維持，管理する。 

【緊急時対策建屋電源設備からの給電措置】 

重大事故等が発生した場合においても，当該重大事故等に対処す

るために，代替電源設備からの給電について手順を整備する。 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機，緊急時対策

建屋高圧系統の 6.9ｋＶ緊急時対策建屋用母線及び緊急時対策建屋

低圧系統の 460Ｖ緊急時対策建屋用母線により，緊急時対策所の必要

な負荷に給電していることを確認する手順に着手する。
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

緊
急
時
対
策
所
立
ち
上
げ
の
手
順

緊
急
時
対
策
建
屋
換
気
設
備
の
起
動
確
認
手
順

外部電源が喪失した場合は，緊急時対策建

屋電源設備より受電したのち，緊急時対策建

屋換気設備の緊急時対策建屋送風機及び緊急

時対策建屋排風機が自動起動するため，緊急

時対策建屋換気設備の起動確認の手順に着手

する。 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性

物質の放出を確認した場合は，居住性を確保

するため，緊急時対策建屋換気設備の再循環

モード又は緊急時対策建屋加圧ユニットによ

る加圧へ切り替える。

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」

以上)を確認した場合は，事前の対応作業とし

て,除灰作業の準備を実施する。 

また, 降灰を確認したのち必要に応じて除

灰作業を実施し，緊急時対策建屋換気設備に

影響を及ぼすおそれがある場合は，再循環モ

ードに切り替える。 

緊
急
時
対
策
所
内
の
酸
素
濃
度
，
二
酸
化
炭

素
濃
度
及
び
窒
素
酸
化
物
濃
度
の
測
定
手
順

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の使

用を開始した場合は，緊急時対策所の居住性

確保の観点から，緊急時対策所内の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度を測定す

る手順に着手する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置 

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
第
十
条
特
定
事
象
発
生
の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
の
手
順 

緊
急
時
対
策
建
屋
放
射
線
計
測
設
備 

（
可
搬
型
屋
内
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
）
の
測
定
手
順 

重大事故等が発生した場合は，緊急時対

策所の居住性の確認（線量率及び放射性物

質濃度）を行うために，緊急時対策所におい

て可搬型屋内モニタリング設備の可搬型エ

リアモニタ，可搬型ダストサンプラ及びア

ルファ・ベータ線用サーベイメータにより

測定する手順に着手する。 

緊
急
時
対
策
建
屋
放
射
線
計
測
設
備 

（
可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
）
の
測
定
手
順 

重大事故等が発生した場合は，放出する

放射性物質による指示値を確認し，緊急時

対策建屋換気設備の切替操作を行うための

判断に使用するため，可搬型環境モニタリ

ング設備の可搬型線量率計及び可搬型ダス

トモニタにより測定する手順に着手する。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多

量」以上)を確認した場合は，事前の対応作

業として,除灰作業の準備を実施する。 

また, 降灰を確認したのち必要に応じ，

除灰作業を実施する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
の
放
射
線
防
護
等
に
関
す
る
手
順
等

緊
急
時
対
策
建
屋
換
気
設
備
の

再
循
環
モ
ー
ド
切
替
手
順

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射

性物質の放出を確認した場合，窒素酸化物

の発生により緊急時対策所の居住性に影響

を及ぼすと判断した場合又は火山の影響に

よる降灰により緊急時対策建屋換気設備の

運転に影響を及ぼすおそれがある場合に，

緊急時対策建屋換気設備を再循環モードへ

切り替える手順に着手する。 

緊
急
時
対
策
建
屋
加
圧
ユ
ニ
ッ
ト

に
よ
る
加
圧
手
順

再循環モードにおいて，気体状の放射性

物質が大気中へ大規模に放出するおそれが

ある場合で，酸素濃度の低下，二酸化炭素濃

度の上昇，対策本部室の差圧の低下又は線

量当量率の上昇により居住性の確保ができ

なくなるおそれがある場合は，緊急時対策

建屋加圧ユニットによる加圧を行う手順に

着手する。 

緊
急
時
対
策
建
屋
加
圧
ユ
ニ
ッ
ト
に
よ
る
加
圧

か
ら
外
気
取
入
加
圧
モ
ー
ド
へ
の
切
替
手
順

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型

環境モニタリング設備等の指示値が上昇し

た後に，下降に転じ，さらに安定的な状態に

なり，周辺環境中の放射性物質濃度が十分

低下した場合は，緊急時対策建屋加圧ユニ

ットによる加圧から外気取入加圧モードへ

切り替える手順に着手する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（必要な指示及び通信連絡） 

対
応
手
段
等 

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡
に
関
す
る
措
置 

緊
急
時
対
策
所
に
お
け
る
パ
ラ
メ
ー
タ
の 

情
報
収
集
手
順 

重大事故等が発生した場合に，重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員等が，情報把握計装設

備による情報伝送準備ができるまでの間，通信連絡設

備により，必要なパラメータの情報を収集し，重大事

故等に対処するために必要な情報を把握するととも

に，重大事故等に対処するための対策の検討を実施す

る手順に着手する。 

 

緊
急
時
対
策
建
屋
情
報
把
握
設
備 

に
よ
る
パ
ラ
メ
ー
タ
の
監
視
手
順 

重大事故等が発生した場合に，緊急時対策建屋情報

把握設備の情報収集装置及び情報表示装置並びにデ

ータ収集装置及びデータ表示装置により重大事故等

に対処するために必要なパラメータを監視する手順

に着手する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（必要な指示及び通信連絡） 

対
応
手
段
等

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡
に
関
す
る
措
置

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め
の

対
策
の
検
討
に
必
要
な
資
料
の
整
備

重大事故等に対処するための対策の検討に必要な

資料を緊急時対策建屋に配備し，資料を更新した場合

は資料の差し替えを行い，常に最新となるよう通常時

から維持，管理する。 

通
信
連
絡
に
関
す
る
手
順
等

重大事故等時において，通信連絡設備により，中央

制御室，屋内外の作業場所，国，原子力規制委員会，

青森県，六ヶ所村等の再処理施設の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行う手順に着手す

る。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（必要な要員の収容） 

対
応
手
段
等

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置

放
射
線
管
理

放
射
線
管
理
用
資
機
材
（
個
人
線
量
計
及
び
防
護
具
類
）

及
び
出
入
管
理
区
画
用
資
機
材
の
維
持
管
理
等

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により

汚染したような状況下において，支援組織の要

員が応急復旧対策の検討，実施等のために屋外

で作業を行う際，当該要員は個人線量計及び防

護具類を着用する。 

緊急時対策建屋には，７日間外部からの支援

がなくとも非常時対策組織の要員が使用する

のに十分な数量の，食料，その他の消耗品及び

汚染防護服等並びにその他の放射線管理に使

用する資機材等（以下「放射線管理用資機材」

という。）（個人線量計及び防護具類）及び緊

急時対策所への汚染の持ち込みを防止するた

め，出入管理区画において使用する出入管理区

画用資機材を配備するとともに，通常時から維

持，管理する。重大事故等時には，放射線管理

用資機材（個人線量計及び防護具類），出入管

理区画用資機材の使用及び管理を適切に行い，

十分な放射線管理を行う手順に着手する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（必要な要員の収容） 

対
応
手
段
等 

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置 

放
射
線
管
理 

出
入
管
理
区
画
の
設
置
及
び
運
用
手
順 

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により

汚染したような状況下において，出入管理区画

を設置する手順に着手する。 

出入管理区画には，防護具類を脱装する脱装

エリア，放射性物質による要員又は物品の汚染

の有無を確認するためのサーベイエリア及び

汚染を確認した際に除染を行う除染エリアを

設け，非常時対策組織の要員が汚染検査及び除

染を行うとともに，出入管理区画の汚染管理を

行う。 

除染エリアは，サーベイエリアに隣接して設

置し，除染はアルコールワイプや生理食塩水で

の拭き取りを基本とするが，拭き取りにて除染

ができない場合は，簡易シャワーにて水洗いに

よる除染を行う。 

簡易シャワーで発生した汚染水は，必要に応

じて紙タオルへ染み込ませる等により固体廃

棄物として廃棄する。 

また，出入管理区画設置場所の全照明が消灯

した場合は，可搬型照明を配備する。 

出入管理区画用資機材は，出入管理区画内に

保管する。 

緊
急
時
対
策
建
屋 

換
気
設
備
の
切
替
手
順 

運転中の緊急時対策建屋換気設備が故障す

る等，切り替えが必要となった場合は，緊急時

対策建屋送風機，緊急時対策建屋排風機及び緊

急時対策建屋フィルタユニットを待機側に切

り替える手順に着手する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（必要な要員の収容） 

対
応
手
段
等

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置

放
射
線
管
理

飲
料
水
，
食
料
等
の
維
持
管
理

重大事故等に対処するために必要な指示

を行う要員等が重大事故等の発生後，少なく

とも外部からの支援なしに７日間，活動する

ために必要な飲料水，食料等を備蓄するとと

もに，通常時から維持，管理する。 

重大事故等が発生した場合には飲料水，食

料等の支給を適切に運用する。 

また，緊急時対策所内での飲食等の管理と

して，適切な頻度で緊急時対策所内の空気中

放射性物質濃度の測定を行い，飲食しても問

題ない環境であることを確認する。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等（給電） 

対
応
手
段
等 

 

緊
急
時
対
策
建
屋
電
源
設
備
か
ら
の
給
電
措
置 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発
電
機
に
よ
る
給
電
手
順 

緊急時対策建屋用発電機の多重性が確保されてい

る状態において，外部電源が喪失した場合は，緊急時

対策建屋用発電機が自動起動し，緊急時対策建屋高圧

系統の 6.9ｋＶ緊急時対策建屋用母線に自動で接続

し，緊急時対策建屋換気設備，緊急時対策建屋情報把

握設備及び通信連絡設備へ給電する。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」以上)を

確認した場合は，事前の対応作業として,除灰作業の

準備を実施する。 

また, 降灰を確認したのち必要に応じて除灰作業

を実施し，緊急時対策建屋用発電機の運転に影響を及

ぼすおそれがある場合は，給気フィルタの交換を行

う。 
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1.13 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項

作
業
性

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，

移動時及び作業時の状況に応じて着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室との連絡

手段を確保する。夜間及び停電時においては，確実に運

搬，移動ができるように，可搬型照明を配備する。 

電
源
確
保

全交流動力電源喪失時は，緊急時対策建屋用発電機を

用いて緊急時対策建屋換気設備，緊急時対策建屋情報把

握設備及び通信連絡設備へ給電する。 

また，緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モ

ニタリング設備の可搬型発電機を用いて，可搬型線量率

計，可搬型ダストモニタ及び可搬型データ伝送装置へ給

電する。

燃
料
給
油

緊急時対策建屋用発電機の燃料は，緊急時対策建屋電

源設備の燃料補給設備の重油貯槽より補給する。 

可搬型環境モニタリング設備の可搬型発電機の配慮す

べき事項は，第５－１表（10／15）「電源の確保に関する

手順等」の燃料給油と同様である。 

放
射
線
管
理

放
射
線
防
護

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加え

て，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，

移動時及び作業時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当

たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業に

おいては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対

応を行うことにより，支援組織要員の被ばく線量を可能

な限り低減する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信

連絡する必要のある場所と通信連絡を行うため，通信連絡設備及び

代替通信連絡設備により通信連絡を行う手順等を整備する。 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
内
デ
ー
タ
伝
送
設
備
を
用
い
る
場
合 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制に移行

した際に，全交流動力電源の喪失を伴わない場合，所

内通信連絡設備及び所内データ伝送設備を用いて通信

連絡及びパラメータを共有する手順に着手する。 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，

屋外（現場），屋内（中央制御室，緊急時対策所並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室）にお

いて相互に通信連絡を行う場合は，ページング装置，

所内携帯電話，専用回線電話等を使用する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業

所内の必要な場所で共有するため，ページング装置，

所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話，ファク

シミリ，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計

算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を使用する。 

 

 

 

 

 

 
  

第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（15／15） 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
内
デ
ー
タ
伝
送
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制に移行

した際に，中央制御室の実施組織要員が所内携帯電話

を用いて他建屋の要員に連絡を実施し，他建屋の要員

に対して連絡ができず，外部電源喪失に伴う非常用所

内電源系統等の機能喪失等により所内携帯電話が機能

喪失したと判断した場合，代替通信連絡設備を用いて

通信連絡をする手順に着手する。 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，

屋外（現場），屋内（中央制御室，緊急時対策所並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室）にお

いて相互に通信連絡を行う場合は，代替通話系統，可

搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋外用）等を使用す

る。 

所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備が損傷又

は電源喪失した場合は，代替電源設備（充電池及び乾

電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋内用），可

搬型トランシーバ（屋内用）等へ給電する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡 

所
内
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
内
デ
ー
タ
伝
送
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

また，安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

に移行した際に，外部電源喪失に伴う非常用所内電源

系統等の機能喪失等により所内通信連絡設備及び所内

データ伝送設備が機能喪失していると判断した場合，

代替通信連絡設備を用いてパラメータを共有する手順

に着手する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業

所内の必要な場所で共有する。 

・屋内（現場）等における通信連絡には，代替通話系

統及び可搬型通話装置を使用する。 

・屋外（現場）における通信連絡には，可搬型衛星電

話（屋外用）又は可搬型トランシーバ（屋外用）を

使用する。 

・屋内（中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室）における通信

連絡には，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型ト

ランシーバ（屋内用）を使用する。 

・緊急時対策所へのデータ伝送は，情報把握計装設備

の一部である前処理建屋可搬型情報収集装置等，代

替モニタリング設備の一部である可搬型排気モニタ

リング用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリン

グ用データ伝送装置並びに代替気象観測設備の一部

である可搬型気象観測用データ伝送装置を使用す

る。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡 

所
外
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
外
デ
ー
タ
伝
送
設
備
を
用
い
る
場
合 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制に移行

した際に，全交流動力電源の喪失を伴わない場合，所

外通信連絡設備及び所外データ伝送設備を用いて通信

連絡及びパラメータを共有する手順に着手する。 

実施組織要員が，中央制御室から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡

を行う必要がある場所と通信連絡を行う場合は，一般

加入電話，衛星携帯電話及びファクシミリを使用する。 

支援組織要員が，緊急時対策所から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡

を行う必要がある場所と通信連絡を行う場合は，統合

原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム等を使用する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業

所外の必要な場所で共有するため，統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，

ファクシミリ及びデータ伝送設備を使用する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡 

所
外
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
外
デ
ー
タ
伝
送
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制に移行

した際に，中央制御室の一般加入電話等から外部へ発

信を行い，発信音が確認できず，外部電源喪失に伴う

非常用所内電源系統等の機能喪失等により一般加入電

話等が機能喪失したと判断した場合，代替通信連絡設

備を用いて通信連絡する手順に着手する。 

実施組織要員が，中央制御室から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡

を行う必要がある場所と通信連絡を行う場合は，可搬

型衛星電話（屋外用）を使用する。 

また，安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

に移行した際に，緊急時対策所の一般加入電話等から

外部へ発信を行い，発信音が確認できず，一般加入電

話等が機能喪失したと判断した場合，代替通信連絡設

備を用いて通信連絡する手順に着手する。 

支援組織要員が，緊急時対策所から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡

を行う必要がある場所と通信連絡を行う場合は，統合

原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム及び可搬型衛星電話（屋内用）を

使用する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡 

所
外
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
外
デ
ー
タ
伝
送
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備が損傷又

は電源喪失した場合は，代替電源設備（充電池及び乾

電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋内用），可

搬型衛星電話（屋外用），統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデ

ータ伝送設備へ給電する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡

所
外
通
信
連
絡
設
備
及
び
所
外
デ
ー
タ
伝
送
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合

また，安全機能喪失を確認後，重大事故等への体制

に移行した際に，外部電源喪失に伴う非常用所内電源

系統等の機能喪失等により所外通信連絡設備及び所外

データ伝送設備が機能喪失していると判断した場合，

代替通信連絡設備を用いてパラメータを共有する手順

に着手する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業

所外（国，地方公共団体，その他関係機関等）の必要

な場所で共有する。 

・中央制御室からの連絡は，可搬型衛星電話（屋外用）

を使用する。

・緊急時対策所からの連絡は，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステム及び可搬型衛星電話（屋内用）を使用する。

・再処理事業所外（国の緊急時対策支援システム（Ｅ

ＲＳＳ））へのデータ伝送は，データ伝送設備を使用

する。
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1.14 通信連絡に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，

屋外（現場）及び屋内（中央制御室，緊急時対策所並

びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室）

との間で通信連絡を行う場合は，通常，ページング装

置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話，フ

ァクシミリを使用する。また，重要なパラメータを計

測し，その結果を再処理事業所内の必要な場所で共有

する場合は，上記設備に加えてプロセスデータ伝送サ

ーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合

防災盤を使用する。 

重大事故等時においてこれらが使用できない場合

は，代替通話系統，可搬型通話装置，可搬型衛星電話

（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

を使用する。また，重要なパラメータを計測し，その

結果を再処理事業所内の必要な場所で共有する場合

は，上記設備に加えて情報把握計装設備の一部である

前処理建屋可搬型情報収集装置等，代替モニタリング

設備の一部である可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置

並びに代替気象観測設備の一部である可搬型気象観測

用データ伝送装置を使用する。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

電
源
確
保 

所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備が損傷又

は電源喪失した場合は，充電池，乾電池，代替電源設備

の一部である制御建屋可搬型発電機並びに使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，緊急時対策

建屋代替電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電

機に接続することにより，可搬型通話装置，可搬型衛

星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可

搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）へ給電する。 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡 

実施組織要員又は支援組織要員が，中央制御室又は

緊急時対策所から再処理事業所外（国，地方公共団体，

その他関係機関等）へ通信連絡を行う場合は，通常，

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネット

ワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電

話，衛星携帯電話，ファクシミリ又はデータ伝送設備

を使用するが，これらが使用できない場合は，代替通

信連絡設備として統合原子力防災ネットワークＩＰ電

話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合

原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬型衛

星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及びデー

タ伝送設備を使用する。統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システムは，起動，通信状態の確認等を緊急

時対策所で実施する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業

所外の必要な場所で共有する場合も同様である。 
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1.14 通信連絡に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

電
源
確
保 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備が損傷又

は電源喪失した場合は，充電池及び緊急時対策建屋代

替電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電機に接

続することにより，統合原子力防災ネットワークＩＰ

電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬型

衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及びデ

ータ伝送設備へ給電する。 

配
慮
す
べ
き
事
項 

代
替
電
源
設
備
か
ら
給
電
す
る
手
順
等 

代替電源設備から給電する手順については，「1.9 

電源の確保に関する手順等」及び「1.13 緊急時対策

所の居住性等に関する手順等」にて整備する。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(1/14)

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

地
震
を
要
因
と
す
る
重
大
事
故
等
に
お
け
る
対
応
手
順
（
共
通
）

現場環境確認 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
8人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（分離建屋） 

実施責任者等 

の要員 
8人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
8人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
8人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
8人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
6人 

1 時間 30分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
2人 

現場環境確認 

（制御建屋） 

実施責任者等 

の要員 
5人 

1 時間 5分 

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

現場環境確認 

（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋：居住性確保） 

実施責任者等 

の要員 
6人 

13 時間 15分

以内 
－ 

建屋対策班 

の班員 
6人 

可搬型通話装置の設置 

（制御建屋） 

実施責任者等 

の要員 
5人 

1 時間 25分 

以内 建屋対策班 

の班員 
12 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(2/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

臨
界
事
故
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
手
順
等 

可溶性中性子吸収材の自動供給 

・緊急停止系の操作 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

１分以内 ※１ 

建屋対策班長 １人 

可溶性中性子吸収材の自動供給 

・可溶性中性子吸収材の供給開

始確認 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

３分以内 ※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班の 

班員 
２人 

可溶性中性子吸収材の自動供給 

・未臨界への移行の成否判断及

び未臨界の維持の確認 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

45 分以内 ※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班の 

班員 
２人 

臨界事故により発生する放射線

分解水素の掃気 

・一般圧縮空気系からの空気の

供給 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

40 分以内 ※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班の 

班員 
２人 

廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留 

・廃ガス処理設備による換気を

再開するための操作 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

３分以内 ※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班の 

班員 
４人 

廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留 

・廃ガス貯留設備の空気圧縮機

を停止するための操作 

（前処理建屋又は精製建屋） 

実施責任者 １人 

５分以内 ※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班の 

班員 
４人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(3/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

内部ループへの通水による冷却 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

35 時間 40分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

40 時間 10分 

以内 
330 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

45 時間 45分 

以内 
180 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
28 人 

内部ループへの通水による冷却 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

８時間 50分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

内部ループへの通水による冷却 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
18 人 

内部ループへの通水による冷却 

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

20 時間 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

貯槽等への注水 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

39 時間 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
26 人 

貯槽等への注水 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

12 時間 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(3/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

貯槽等への注水 

（分離建屋内部ループ２,３の貯

槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

69 時間 40分 

以内 
180 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

貯槽等への注水 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

9 時間 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

貯槽等への注水 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

貯槽等への注水 

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

20 時間 20分 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（前処理建屋内部ループ１の貯

槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

46 時間 20分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（前処理建屋内部ループ２の貯

槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

45 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

25 時間 55分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（分離建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

47 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
24 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(3/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（分離建屋内部ループ３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

65 時間 45分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（精製建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

30 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（精製建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

37 時間 30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

26 時間 20分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷

却 

（高レベル廃液ガラス固化建屋

内部ループ１～５の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

37 時間 55分  

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
28 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（前処理建屋のセルへの導出経

路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

41 時間 10分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（前処理建屋の代替セル排気系

による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

33 時間 10分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（分離建屋内部ループ１のセル

への導出経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

10 時間  

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(3/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（分離建屋内部ループ２,３のセ

ルへの導出経路の構築の操作） 

セルへの導出経路の構築及

び代替セル排気系による対

応（分離建屋内部ループ１

のセルへの導出経路の構築

の操作）の要員で実施 

51 時間 

以内 
180 時間 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（分離建屋の代替セル排気系に

よる対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 10分 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（精製建屋のセルへの導出経路

の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

８時間 30分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（精製建屋の代替セル排気系に

よる対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 40分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋のセルへの導出経路の構

築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

14 時間 10分 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の代替セル排気系よる対

応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋

のセルへの導出経路の構築の操

作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

19 時間 55分  

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
18 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋

の代替セル排気系による対応の

操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

※１：貯槽等への注水により，高レベル廃液等の濃縮を防止している期間に，速やかに対処を行う。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(4/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

36 時間 35分 

以内 
76 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
26 人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（分離建屋，機器圧縮空気自動

供給ユニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

４時間 25分 ５時間 35分 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
２人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（分離建屋，圧縮空気自動供給

貯槽及び機器圧縮空気自動供給

ユニットからの圧縮空気の供給

がない貯槽等の場合） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 40分 

以内 
14 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
24 人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（精製建屋，機器圧縮空気自動

供給ユニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

２時間 20分 ４時間 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
２人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（精製建屋，圧縮空気自動供給

貯槽及び機器圧縮空気自動供給

ユニットからの圧縮空気の供給

がない貯槽等の場合） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

７時間 15分 

以内 
13 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋，機器圧縮空気自動供給

ユニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 40分 ８時間５分 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
２人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋，可搬型空気圧縮機から

の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 40分 

以内 
20 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
30 人 

水素爆発を未然に防止するため

の空気の供給 

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

14 時間 15分 

以内 
24 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
36 人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

39 時間５分 

以内 
76 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
24 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(4/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（分離建屋，圧縮空気手動供給

ユニットからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

４時間５分 ７時間 35分 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
２人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（分離建屋，可搬型空気圧縮機

からの圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 10分 

以内 
14 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
24 人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（精製建屋，圧縮空気手動供給

ユニットからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

50 分 １時間 25分 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
４人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（精製建屋，可搬型空気圧縮機

からの圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 45分 

以内 
13 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
26 人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

55 分 ７時間 25分 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
６人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋，可搬型空気圧縮機から

の圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

18 時間 

以内 
20 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
30 人 

水素爆発の再発を防止するため

の空気の供給 

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

19 時間 45分 

以内 
24 時間 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
36 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（前処理建屋のセルへの導出経

路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

３時間以内 ※１ 
建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
10 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(4/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（前処理建屋の代替セル排気系

による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

33 時間 10分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（分離建屋のセルへの導出経路

の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

３時間 10分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
６人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（分離建屋の代替セル排気系に

よる対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 10分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（精製建屋のセルへの導出経路

の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

２時間 50分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（精製建屋の代替セル排気系に

よる対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋のセルへの導出経路の構

築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

３時間 10分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋の代替セル排気系による

対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋

のセルへの導出経路の構築の操

作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 10分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
－ 

建屋対策班 

の班員 
18 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(4/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生

す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に

対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋

の代替セル排気系による対応の

操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間以内 ※１ 建屋外対応班 

の班員 
13 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(5/14) 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

プルトニウム濃縮缶への供給液

の供給停止 

・重大事故時供給停止回路の緊

急停止系の作動による手動停

止操作 

実施責任者 １人 
１分 

以内 
※１ 

建屋対策班長 １人 

プルトニウム濃縮缶への供給液

の供給停止 

・供給液の供給停止後に実施す

る供給停止の成否判断 

実施責任者 １人 

20 分 

以内 
※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
２人 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停

止 

・一次蒸気停止弁の閉止操作 

実施責任者 １人 

25 分 

以内 
※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
２人 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停

止 

・プルトニウム濃縮缶の加熱停

止後に実施する加熱停止の成

否判断 

実施責任者 １人 

25 分 

以内 
※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
２人 

廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留 

・精製建屋塔槽類廃ガス処理設

備塔槽類廃ガス処理系（プル

トニウム系）による換気を再

開するための操作 

実施責任者 １人 

３分 

以内 
※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
４人 

廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留 

・廃ガス貯留設備の空気圧縮機

を停止するための操作 

実施責任者 １人 

５分 

以内 
※１ 建屋対策班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
４人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(６／14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
手
順
等 

燃料貯蔵プール等への注水 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

21 時間 30分 

以内 
35 時間 

建屋外対応班の 

班員 
19 人 

建屋対策班の 

班員 
18 人 

燃料貯蔵プール等への水のスプレ

イ 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

14 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員 
15 人 

建屋対策班の 

班員 
16 人 

燃料貯蔵プール等の監視及び監視

設備の保護（燃料貯蔵プール等へ

の注水時） 

実施責任者等 

の要員 
18 人※２ 

30 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員 
２人 

建屋対策班の 

班員 
28 人※２ 

燃料貯蔵プール等の監視及び監視

設備の保護（燃料貯蔵プール等へ

の水のスプレイ時） 

実施責任者等 

の要員 
18 人※２ 

13 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員 
２人 

建屋対策班の 

班員 
28 人※２ 

※１：速やかな対応が求められるものを示す。 

※２：地震を要因として重大事故等に至った場合に行う「現場環境確認」の要員を含む。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(7/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
手
順
等 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制 

（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋） 

実施責任者等の

要員 
５人 

４時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
26 人 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制 

（精製建屋） 

放水設備による大気中への

放射性物質の放出抑制 

（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋）と同じ要員及び要員

数にて対処を実施する。 

11 時間 

以内 
11 時間 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制 

（分離建屋） 

15 時間 

以内 
15 時間 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制 

（ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋） 

19 時間 

以内 
19 時間 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制（高レベル廃

液ガラス固化建屋） 

23 時間 

以内 
23 時間 

放水設備による大気中への放射

性物質の放出抑制 

（前処理建屋） 

26 時間 

以内 
140 時間 

燃料貯蔵プールへ等への大容量

の注水による工場等外への放射

線の放出抑制 

実施責任者等の

要員 
６人 

５時間 30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
14 人 

建屋対策班の 

班員 
８人 

海洋，河川，湖沼等への放射性

物質の流出抑制（排水路（北東

排水路（北側）及び北東排水路

（南側））への可搬型汚濁水拡散

防止フェンスの敷設及び放射性

物質吸着材の設置） 

実施責任者等の

要員 
５人 

４時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
６人 

海洋，河川，湖沼等への放射性

物質の流出抑制（排水路（北排

水路，東排水路及び南東排水

路）への可搬型汚濁水拡散防止

フェンスの敷設及び放射性物質

吸着材の設置） 

実施責任者等の

要員 
５人 

10 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
６人 

海洋，河川，湖沼等への放射性

物質の流出抑制（尾駮沼出口及

び尾駮沼への可搬型汚濁水拡散

防止フェンスの敷設） 

実施責任者等の

要員 
５人 

58 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
24 人 

再処理施設の各建物周辺におけ

る航空機衝突による航空機燃料

火災，化学火災の対応 

実施責任者等の

要員 
５人 

２時間 30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
16 人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(8/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
手
順
等 

水源の確保 

実施責任者等の

要員 
５人 

１時間 30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
４人 

第２貯水槽を水の補給源とし

た，第１貯水槽への水の補給 

実施責任者等の

要員 
５人 

３時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
10 人 

敷地外水源を水の補給源とし

た，第１貯水槽への水の補給 

実施責任者等の

要員 
５人 

１系統目 

７時間 

以内 

※１ 

２系統目 

13 時間 

以内 

※１ 

建屋外対応班の

班員 
26 人 ３系統目 

19 時間 

以内 

※１ 

第２貯水槽から敷地外水源へ第

１貯水槽への水の補給源の切り

替え 

実施責任者等の

要員 
５人 

７時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の

班員 
26 人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(9/14)

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
手
順
等

前処理建屋における可搬型発電

機による給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

６時間 50分

以内 
76 時間 

建屋対策班の班

員 
６人 

分離建屋における可搬型発電機

による給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

４時間 50分

以内 
15 時間 

建屋対策班の班

員 
10 人 

精製建屋における可搬型発電機

による給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

４時間 50分

以内 
11 時間 

建屋対策班の班

員 
４人 

制御建屋における可搬型発電機

による給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

４時間５分以

内 
26 時間 

建屋対策班の班

員 
４人 

ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋における可搬型発電機によ

る給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

４時間 50分

以内 
19 時間 

建屋対策班の班

員 
６人 

高レベル廃液ガラス固化建屋に

おける可搬型発電機による給電 

実施責任者等の

要員 
８人 

６時間 50分

以内 
23 時間 

建屋対策班の班

員 
８人 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設における可搬型発電機に

よる給電 

実施責任者等

の要員 
８人 

22 時間 10分

以内 
35 時間 

建屋対策班の班

員 
26 人 

設計基準対象の施設と一部兼用

する重大事故等対処設備からの

給電 

全交流動力電源喪失を要因とせず発生する重大事故等の対処

は，中央制御室の監視制御盤にて速やかに確認する。 

軽油貯槽から軽油用タンクロー

リへの燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

１時間 15分

以内 

１時間 15分

以内 建屋外対応班の

班員 
３人 

軽油用タンクローリから可搬型

発電機の近傍のドラム缶への燃

料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

９時間 55分

以内 

２回目以降 

９時間 15分

以内 

２回目以降 

22 時間 10分

※１
建屋外対応班の

班員 

２人 

２回目以

降１人 

軽油用タンクローリから可搬型

空気圧縮機の近傍のドラム缶へ

の燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 ７時間以内 

２回目以降 

９時間 15分

以内 

２回目以降 

12 時間５分

※１建屋外対応班の

班員 
１人 

軽油用タンクローリから可搬型

中型移送ポンプの近傍のドラム

缶への燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

５時間 35分

以内 

２回目以降 

12 時間 25分

以内 

２回目以降 

32 時間 30分

※１建屋外対応班の

班員 
１人 

軽油用タンクローリから大型移

送ポンプ車の近傍のドラム缶へ

の燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

15 時間 55分

以内 

２回目以降 

12 時間 25分

以内 

２回目以降 

12 時間 50分

※１建屋外対応班の

班員 
２人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(9/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
手
順
等 

軽油貯槽から可搬型中型移送ポ

ンプの近傍のドラム缶への燃料

の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

２時間 20分

以内 

４時間 35分 

※１ 建屋外対応班の

班員 
１人 

ドラム缶から可搬型発電機への

燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
14 人 

１時間 30分

以内 
10 時間 30分 

建屋対策班の班

員 
22 人 

ドラム缶から可搬型空気圧縮機

への燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
15 人 

１時間 30分

以内 
８時間 40分 

建屋対策班の班

員 
26 人 

ドラム缶から可搬型中型移送ポ

ンプへの燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

２時間 50分

以内 
２時間 50分 

建屋外対応班の

班員 
５人 

ドラム缶から大型移送ポンプ車

への燃料の補給 

実施責任者等の

要員 
８人 

１時間以内 ２時間 50分 
建屋外対応班の

班員 
４人 

※１：ドラム缶の燃料が枯渇する時間，初回は満タンであるため制限時間無し。 

 

 

 

８－５－147



第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の発生時に計器故障した場合の手順 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

35 時間 10分 

以内 
35 時間 10分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（前処

理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

39 時間 

以内 
406 時間 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（前処理建屋内部

ループ１の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

44 時間 30分 

以内 
44 時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（前処理建屋内部

ループ２の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

43 時間 

以内 
43 時間 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（前処理建屋のセルへの

導出経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

40 時間 20分 

以内 
40 時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（前処理建屋の代替セル

排気系による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 20分 

以内 
32 時間 10分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（分離建屋内部ルー

プ１の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

12 時間 25分 

以内 
12 時間 25分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（分離建屋内部ルー

プ２の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

38 時間 40分 

以内 
39 時間 35分 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（分離建屋内部ルー

プ３の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

44 時間 20分 

以内 
45 時間 10分 

建屋対策班 

の班員 
24 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋内部ループ１の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

12 時間 

以内 
12 時間 25分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋内部ループ２,３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

69 時間 20分 

以内 
69 時間 20分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（分離建屋内部ル

ープ１の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

24 時間 50分 

以内 
24 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（分離建屋内部ル

ープ２の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

45 時間 50分 

以内 
45 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（分離建屋内部ル

ープ３の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

55 時間 40分 

以内 
55 時間 40分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（分離建屋内部ループ１

のセルへの導出経路の構築の

操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 30分 

以内 
12 時間 25分 建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（分離建屋内部ループ２,

３のセルへの導出経路の構築

の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

49 時間 10分 

以内 
49 時間 20分 建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（分離建屋の代替セル排

気系による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

４時間５分 

以内 
５時間 10分 

建屋対策班 

の班員 
４人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 30分 

以内 
９時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（精製

建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 

以内 
９時間 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（精製建屋内部ル

ープ１の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

25 時間 20分 

以内 
25 時間 20分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（精製建屋内部ル

ープ２の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

31 時間 

以内 
31 時間 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（精製建屋のセルへの導

出経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 30分 

以内 
９時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（精製建屋の代替セル排

気系による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

５時間 15分 

以内 
５時間 40分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

16 時間 50分 

以内 
16 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
17 時間 

建屋対策班 

の班員 
８人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

24 時間 30分 

以内 
24 時間 40分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋のセルへの導出

経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 50分 

以内 
15 時間 20分 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋の代替セル排気

系による対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 40分 

以内 
14 時間 

建屋対策班 

の班員 
８人 

内部ループへの通水による冷

却において使用する計器の設

置・計測（高レベル廃液ガラ

ス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
19 時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

貯槽等への注水において使用

する計器の設置・計測（高レ

ベル廃液ガラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

14 時間 15分 

以内 
71 時間 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

冷却コイル等への通水による

冷却において使用する計器の

設置・計測（高レベル廃液ガ

ラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

27 時間 45分 

以内 
27 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（高レベル廃液ガラス固

化建屋のセルへの導出経路の

構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

19 時間 15分 

以内 
19 時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

建屋外対応班 

の班員 
８人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（高レベル廃液ガラス固

化建屋の代替セル排気系によ

る対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 45分 

以内 
12 時間 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る

た
め
の
手
順
等 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（前処

理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

35 時間５分 

以内 
36 時間 35分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（前処

理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

38 時間 10分 

以内 
39 時間５分 

建屋対策班 

の班員 
４人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

35 時間５分 

以内 
36 時間 35分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋，機器圧縮空気自動供給

ユニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 45分 

以内 
11 時間 45分 

建屋対策班 

の班員 
16 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋，圧縮空気自動供給貯槽

及び機器圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気の供給

がない貯槽等の場合） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 45分 

以内 
11 時間 45分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 45分 

以内 
11 時間 45分 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（分離

建屋，可搬型空気圧縮機から

の圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

11 時間 45分 

以内 
11 時間 45分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（分離建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

４時間５分 

以内 
６時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（精製

建屋，機器圧縮空気自動供給

ユニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

３時間 

以内 
３時間 

建屋対策班 

の班員 
８人 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（精製

建屋，圧縮空気自動供給貯槽

及び機器圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気の供給

がない貯槽等の場合） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 45分 

以内 
７時間 15分 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（精製

建屋，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

１時間 50分 

以内 
１時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
４人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（精製

建屋，可搬型空気圧縮機から

の圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

９時間 30分 

以内 
９時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
４人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

５時間 15分 

以内 
７時間 15分 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建

屋，機器圧縮空気自動供給ユ

ニットへの切替え） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

３時間 

以内 
３時間 

建屋対策班 

の班員 
14 人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建

屋，可搬型空気圧縮機からの

供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 20分 

以内 
15 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建

屋，圧縮空気手動供給ユニッ

トからの供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

１時間 10分 

以内 
１時間 10分 

建屋対策班 

の班員 
６人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建

屋，可搬型空気圧縮機からの

圧縮空気の供給開始） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 40分 

以内 
18 時間 

建屋対策班 

の班員 
４人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 20分 

以内 
15 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（高レ

ベル廃液ガラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 55分 

以内 
14 時間 15分 

建屋対策班 

の班員 
18 人 

水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給において使用

する計器の設置・計測（高レ

ベル廃液ガラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

18 時間 40分 

以内 
19 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応に

おいて使用する計器の設置・

計測（高レベル廃液ガラス固

化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

２時間 45分 

以内 
14 時間 50分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
手
順
等 

燃料貯蔵プール等への注水に

おいて使用する計器の設置・

計測 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

21 時間 30分 

以内 
21 時間 30分 

建屋対策班 

の班員 
８人 

燃料貯蔵プール等への水のス

プレイにおいて使用する計器

の設置・計測 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

８時間 55分 

以内 
14 時間 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

燃料貯蔵プール等の監視及び

監視設備の保護において使用

する計器の設置・計測（燃料

貯蔵プール等への注水時） 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

30 時間 40分 

以内 
※１ 建屋対策班 

の班員 
28 人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

燃料貯蔵プール等の監視及び

監視設備の保護において使用

する計器の設置・計測（燃料

貯蔵プール等への水のスプレ

イ時） 

実施責任者等 

の要員 
18 人 

13 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋対策班 

の班員 
28 人 

建屋外対応班 

の班員 
２人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
手
順
等 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

２時間 30分 

以内 
３時間 30分 

建屋外対応班

の班員 
４人 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

４時間 30分 

以内 
10 時間 30分 

建屋外対応班

の班員 
４人 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（分離建屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

６時間 30分 

以内 
14 時間 30分 

建屋外対応班

の班員 
４人 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

15 時間 30分 

以内 
18 時間 30分 

建屋外対応班

の班員 
４人 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（高レベル廃液ガラス固化建

屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

17 時間 

以内 
22 時間 

建屋外対応班

の班員 
４人 

放水設備による大気中への放

射性物質の放出抑制において

使用する計器の設置・計測

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
５人 

20 時間 20分 

以内 
139 時間 30分 

建屋外対応班

の班員 
４人 

燃料貯蔵プール等への大容量

の注水による工場等外への放

射線の放出抑制において使用

する計器の設置・計測 

実施責任者等 

の要員 
６人 

３時間 40分 

以内 

 

５時間 30分 

 
建屋外対応班

の班員 
12 人 

再処理施設の各建物周辺にお

ける大型航空機衝突による大

型航空機燃料火災及び化学火

災の対応において使用する計

器の設置・計測 

実施責任者等 

の要員 
５人 

２時間 

以内 

 

２時間 20分 

 
建屋外対応班

の班員 
６人 

重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
手
順
等 

第２貯水槽を水の補給源とし

た，第１貯水槽への水の補給

において使用する計器の設

置・計測 

実施責任者等 

の要員 
５人 

１時間 

以内 
３時間 

建屋外対応班 

の班員 
10 人 

敷地外水源を水の補給源とし

た，第１貯水槽への水の補給

において使用する計器の設

置・計測 

実施責任者等 

の要員 
５人 

３時間 

以内 
７時間 

建屋外対応班 

の班員 
４人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

内的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の発生時に計器故障した場合の手順 

臨
界
事
故
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
手
順
等 

可溶性中性子吸収材の自動供

給において使用する計器の設

置・計測 

（前処理建屋，未臨界への移

行の成否判断及び未臨界の維

持の確認） 

実施責任者等 

の要員 
２人 

20 分 

以内 
20 分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

可溶性中性子吸収材の自動供

給において使用する計器の設

置・計測 

（精製建屋，未臨界への移行

の成否判断及び未臨界の維持

の確認） 

実施責任者等 

の要員 
２人 

20 分 

以内 
20 分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

臨界事故により発生する放射

線分解水素の掃気において使

用する計器の設置・計測 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
２人 

40 分 

以内 
40 分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

臨界事故により発生する放射

線分解水素の掃気において使

用する計器の設置・計測 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
２人 

40 分 

以内 
40 分 

建屋対策班 

の班員 
２人 

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処

するための手順等において使用する計

器の設置・計測 外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の

発生時に計器故障した場合の手順と同様。 放射線分解により発生する水素による

爆発に対処するための手順等において

使用する計器の設置・計測 

有機溶媒等による火災又は爆発に対処

するための手順等において使用する計

器の設置・計測 

常設計器のみを使用するため，可搬型計器を設置する手順

はない。 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手

順等において使用する計器の設置・計

測 

外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の

発生時に計器故障した場合の手順と同様。 

工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための手順等において使用する

計器の設置・計測 

重大事故等への対処に必要となる水の

供給手順等において使用する計器の設

置・計測 

外的事象による安全機能の喪失及び内

的事象のうち全交流動力電源の喪失を

要因として重大事故等が発生した場合

の手段において使用する計器の設置・

計測 

外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の

発生時に計器故障した場合の手順と同様。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(10/14) 
手順

等 
対応手段 

要員 

※３ 

要員数 

※３ 

想定時間 

※３ 

制限時間 

※３ 

事
故
時
の
計
装
に
関
す
る
手
順
等 

重大事故等時のパラメータを監視及び

記録する手順において使用する計器の

設置・計測 

実施責任者等 

の要員 
８人 

22 時間 30分 

以内 
22 時間 30分 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

1時間 30分 

以内 

(第１保管

庫・貯水所) 

1 時間 30分 

建屋外対応班 

の班員 
２人 

９時間 

以内 

(第２保管

庫・貯水所) 

９時間 

建屋対策班 

の班員 
３人 

３時間 10分 

以内 

(制御建屋) 

３時間 10分 

６時間 50分 

以内 

(前処理建

屋) 

６時間 50分 

４時間 20分 

以内 

(分離建屋) 

４時間 20分 

３時間 45分 

以内 

(精製建屋) 

３時間 45分 

４時間 55分 

以内 

(ウラン・プ

ルトニウム

混合脱硝建

屋) 

４時間 55分 

６時間 15分 

以内 

(高レベル廃

液ガラス固

化建屋) 

６時間 15分 

建屋対策班 

の班員 
26 人 

22 時間 30分 

以内 

(使用済燃料

受入れ・貯

蔵建屋) 

22 時間 30分 

※２ 

建屋外対応班 

の班員 
１人 

再処理施設への故意による大型航空機

の衝突その他のテロリズムが発生した

場合に必要な情報を把握し記録するた

めの手順において使用する計器の設

置・計測 

外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等の

発生時に計器故障した場合の手順，重大事故等時のパラメ

ータを監視及び記録する手順と同様。 

※１：速やかな対応が求められるものを示す。 

※２：可搬型情報表示装置は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の制御室に設置されるものであり，事故の事象進

展に影響がなく，制限時間はない。 

※３：重大事故等対処の一連の作業のうち，可搬型計器の運搬・設置に係る要員，要員数，想定時間（設置完

了までの時間）及び制限時間（計測開始時間）を示す。 
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第 5－２表 重大事故等対策における操作の成立性(11/14) 

 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

制
御
室
の
居
住
性
等
に
関
す
る
手
順
等 

代替中央制御室送風機による中

央制御室の換気の確保 

実施責任者等 

の要員 
９人 

４時間 

以内 
26 時間 

制御建屋対策班

の班員 
８人 

代替制御室送風機による使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室の換気の確保 

実施責任者等 

の要員 
９人 

22 時間 30分 

以内 
163 時間 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

４人 

可搬型代替照明による中央制御

室の照明の確保 

（中央制御室内の中央安全監視

室） 

実施責任者等 

の要員 
８人 

１時間 10分 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
２人 

可搬型代替照明による中央制御

室の照明の確保 

（第３ブロック及び第４ブロッ

ク） 

実施責任者等 

の要員 
８人 

２時間 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
２人 

可搬型代替照明による中央制御

室の照明の確保 

（第１ブロック，第２ブロッ

ク，第５ブロック及び第６ブロ

ック） 

実施責任者等 

の要員 
８人 

３時間 10分

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
４人 

可搬型代替照明による使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室の照明の確保 

実施責任者等 

の要員 
８人 

22 時間 30分 

以内 
※１ 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

４人 

中央制御室の酸素及び二酸化炭

素の濃度測定 

実施責任者等 

の要員 
８人 

10 分 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
２人 

中央制御室の窒素酸化物の濃度

測定 

実施責任者等の

要員 
８人 

10 分 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
２人 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の酸素及び二酸

化炭素の濃度測定 

実施責任者等の

要員 
８人 

10 分 

以内 
※１ 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

２人 
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手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の窒素酸化物の

濃度測定 

実施責任者等の

要員 
８人 

10 分 

以内 
※１ 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

２人 

制
御
室
の
居
住
性
等
に
関
す
る
手
順
等 

中央制御室の放射線計測 

実施責任者等 

の要員 
８人 

15 分 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
２人 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の放射線計測 

実施責任者等 

の要員 
８人 

15 分 

以内 
※１ 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

２人 

中央制御室の出入管理区画の設

置及び運用 

実施責任者等 

の要員 
８人 

１時間 30分 

以内 
※１ 

制御建屋対策班

の班員 
６人 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の出入管理区画

の設置及び運用 

実施責任者等 

の要員 
８人 

１時間 

以内 
※１ 

使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋対

策班の班員 

２人 

中央制御室の通信連絡設備の設

置の手順 

操作の判断等に関わる通信連絡の手順の詳細

は， 「1.14 通信連絡に関する手順等」にて

整備する。 

※１ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の通信連絡設備

の設置の手順 

操作の判断等に関わる通信連絡の手順の詳細

は， 「1.14 通信連絡に関する手順等」にて

整備する。 

※１ 

中央制御室の情報把握計装設備

の設置 

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手

順の詳細は，「1.10 事故時の計装に関する手

順等」にて整備する。 

※１ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の情報把握計装

設備の設置 

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手

順の詳細は，「1.10 事故時の計装に関する手

順等」にて整備する。 

※１ 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(12/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

監
視
測
定
等
に
関
す
る
手
順
等 

排気モニタリング設備による主

排気筒から放出される放射性物

質の濃度の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

速やかに対応

が可能 
11 時間 

可搬型排気モニタリング設備に

よる主排気筒から放出される放

射性物質の濃度の代替測定（可

搬型排気モニタリング設備の設

置） 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
１時間 20分 

以内 
11 時間 

放射線対応班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

可搬型排気モニタリング設備に

よる主排気筒から放出される放

射性物質の濃度の代替測定（可

搬型ガスモニタの測定値の伝

送） 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
１時間 30分 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

放出管理分析設備による主排気

筒から放出される放射性物質の

濃度の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 １時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 

可搬型試料分析設備による主排

気筒から放出される放射性物質

の濃度の代替測定 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
１時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

排気モニタリング設備による北

換気筒（使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気筒）から放出される

放射性物質の濃度の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

速やかに対応

が可能 
35 時間 

可搬型排気モニタリング設備に

よる北換気筒（使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋換気筒）から放出

される放射性物質の濃度の代替

測定 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
23 時間 

以内 
35 時間 

放射線対応班の班員 ６人 

建屋外対応班の班員 ３人 

放出管理分析設備による北換気

筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋換気筒）から放出される放射

性物質の濃度の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 １時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 

可搬型試料分析設備による北換

気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒）から放出される放

射性物質の濃度の代替測定 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
１時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

環境モニタリング設備による空

気中の放射性物質の濃度及び線

量の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

速やかに対応

が可能 
11 時間 

可搬型環境モニタリング設備に

よる空気中の放射性物質の濃度

及び線量の代替測定 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
５時間 

以内 
11 時間 

放射線対応班の班員 ６人 

建屋外対応班の班員 ３人 

可搬型建屋周辺モニタリング設

備による空気中の放射性物質の

濃度及び線量の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

１時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 

建屋対策班の班員 
８人 

現場管理者 

建屋対策班の班員 
10 人 

放射能観測車による空気中の放

射性物質の濃度及び線量の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 ２時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の班員 ２人 
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(12/14) 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

監
視
測
定
等
に
関
す
る
手
順
等

可搬型放射能観測設備による空

気中の放射性物質の濃度及び線

量の代替測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 ２時間 

以内 
※１

放射線対応班の班員 ２人 

環境試料測定設備による空気中

の放射性物質の濃度の測定 

放射線管理班長 １人 
２時間 50分 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

環境試料測定設備による水中及

び土壌中の放射性物質の濃度の

測定 

放射線管理班長 １人 ２時間 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

可搬型試料分析設備による空気

中の放射性物質の濃度の代替測

定 

放射線管理班長 

建屋外対応班長 
２人 

２時間 50分 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

可搬型試料分析設備による水中

及び土壌中の放射性物質の濃度

の測定 

放射線管理班長 

建屋外対応班長 
２人 

２時間 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

気象観測設備による気象観測項

目の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

速やかに対応

が可能 
※１

可搬型気象観測設備による気象

観測項目の代替測定 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
２時間 

以内 
※１

放射線対応班の班員 ２人 

建屋外対応班の班員 ３人 

可搬型風向風速計による風向及

び風速の測定 

実施責任者 

放射線対応班長 
２人 

30 分 

以内 
※１

放射線対応班の班員 ２人 

環境モニタリング用可搬型発電

機による環境モニタリング設備

への給電 

実施責任者 

放射線対応班長 

建屋外対応班長 

３人 
５時間 

以内 
※１

放射線対応班の班員 ６人 

建屋外対応班の班員 ３人 

モニタリングポストのバックグ

ラウンド低減対策 

放射線管理班長 １人 ５時間 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

可搬型環境モニタリング設備の

バックグラウンド低減対策 

放射線管理班長 １人 ５時間 

以内 
※１

放射線管理班の班員 ２人 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(13/14)

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

緊
急
時
対
策
所
の
居
住
性
等
に
関
す
る
手
順
等

緊急時対策建屋換気設備の起

動確認 

本部長 １人 
５分 

以内 
11 時間 非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策所内の酸素濃度，二酸

化炭素濃度及び窒素酸化物濃度

の測定 

本部長 １人 
10分 

以内 
24 時間 非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策建屋放射線計測設備

（可搬型屋内モニタリング設備）

の測定 

本部長 １人 
10分 

以内 
11 時間 非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策建屋放射線計測設備

（可搬型環境モニタリング設備）

の測定 

実施責任者 １人 

１時間 

以内 
11 時間 

放射線対応班長 １人 

建屋外対応班長 １人 

放射線対応班の

班員 
２人 

建屋外対応班の

班員 
３人 

緊急時対策建屋換気設備の再循

環モード切り替え 

本部長 １人 
１時間 40分 

以内 
11 時間 非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策建屋加圧ユニットに

よる加圧 

本部長 １人 
45 分 

以内 
※２非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策建屋加圧ユニットに

よる加圧から外気取入加圧モー

ドへの切り替え 

本部長 １人 
２時間 30分 

以内 
※２非常時対策組織

の要員 
２人 

緊急時対策建屋情報把握設備に

よるパラメータの監視 

本部長 １人 
５分 

以内 
※２非常時対策組織

の要員 
２人 

重大事故等に対処するための対

策の検討に必要な資料の整備 

重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料を緊

急時対策建屋に配備し，資料を更新した場合は資料の差し替え

を行い，常に最新となるよう通常時から維持，管理する。 

放射線管理用資機材（個人線量計

及び防護具類）及び出入管理区画

用資機材の維持管理等 

７日間外部からの支援がなくとも非常時対策組織の要員が

使用するのに十分な数量の放射線管理用資機材（個人線量計及

び防護具類）及び出入管理区画において使用する出入管理区画

用資機材を配備するとともに，通常時から維持，管理し，重大

事故等時には，放射線管理用資機材，出入管理区画用資機材の

使用及び管理を適切に行い，十分な放射線管理を行う。 

出入管理区画の設置及び運用 

本部長 １人 
１時間 

以内 
11 時間 非常時対策組織

の要員 
３人 

緊急時対策建屋換気設備の切り

替え 

本部長 １人 
１時間 

以内 
※２非常時対策組織

の要員 
２人 

飲料水，食料等の維持管理 

重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員等が重

大事故等の発生後，少なくとも外部からの支援なしに７日間，

活動するために必要な飲料水，食料等を備蓄するとともに，通

常時から維持，管理する。 

重大事故等が発生した場合には飲料水，食料等の支給を適切

に運用する。 

緊急時対策建屋用発電機による

給電 

本部長 １人 
５分 

以内 
※１非常時対策組織

の要員 
２人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。

※２：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。
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第５－２表 重大事故等対策における操作の成立性(14/14) 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 
※２：重大事故等対処の一連の作業のうち，可搬型の通信設備の運搬・設置に係る要員，要員数，想定時間

（設置完了までの時間）及び制限時間（可搬型の通信設備が使用可能となる時間）を示す。 

手順等 対応手段 
要員 

※２ 

要員数

※２ 

想定時間 

※２ 

制限時間 

※２ 

通
信
連
絡
に
関
す
る
手
順
等 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備を用いる場合 

ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電

話，ファクシミリ，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理

用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤は，設計基準の範

囲内において使用している設備であり，特別な技量を要する

ことなく，容易に操作が可能である。 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（屋内（現

場）等における通信連絡） 

可搬型通話装置による通信連絡については，代替通話系統が

常設重大事故等対処設備として敷設されているため，作業に

要する時間は無く，可搬型通話装置を接続することにより通

信連絡が可能である。 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（屋外（現

場）における通信連絡） 

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外

用）は，配備後すぐに使用可能である。 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（屋内（制御

建屋）における通信連絡） 

実施責任者 １人 

１時間 30分 

以内 
１時間 30分 

要員管理班 

の班員 
３人 

情報管理班 

の班員 
３人 

建屋外対応班長 １人 

通信班長 １人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（屋内（使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋）にお

ける通信連絡） 

実施責任者 １人 

１時間 

以内 
※１ 

要員管理班 

の班員 
３人 

情報管理班 

の班員 
３人 

通信班長 １人 

建屋外対応班長 １人 

放射線対応班 

の班員 
３人 

所内通信連絡設備及び所内デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（屋内（緊急

時対策建屋）における通信連

絡） 

本部長 １人 

１時間 20分 

以内 
１時間 30分 

支援組織要員 ８人 

所外通信連絡設備及び所外デー

タ伝送設備を用いる場合 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会

議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，

ファクシミリ及びデータ伝送設備は，設計基準の範囲内にお

いて使用している設備であり，特別な技量を要することな

く，容易に操作が可能である。 

所外通信連絡設備及び所外デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（中央制御室

における通信連絡） 

可搬型衛星電話（屋外用）は，配備後すぐに使用可能であ

る。 

所外通信連絡設備及び所外デー

タ伝送設備が損傷した場合及び

電源喪失した場合（緊急時対策

所における通信連絡） 

本部長 １人 
１時間 20分 

以内 
１時間 30分 

支援組織要員 ８人 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（１／16）「前処理建屋におけ

る臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等 
対処設備 

可搬型重大事故等 
対処設備 

計装設備 

可溶性中性子
吸収材の自動
供給の着手及
び実施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出
器 

可溶性中性子
吸収材の供給 ・臨界事故の発生を仮定

する機器 
・代替可溶性中性子吸収
材緊急供給槽 

・代替可溶性中性子吸収
材緊急供給弁 

・代替可溶性中性子吸収
材緊急供給系主配管・
弁 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給槽 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給弁 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給系配管・
弁 

－ － 

可溶性中性子
吸収材の供給
開始の確認 

－ － － 

緊急停止系の
操作 

・緊急停止系 － － 

未臨界への移
行の成否判断
及び未臨界の
維持の確認 － － 

・中性子線用サーベイメ
ータ 

・ガンマ線用サーベイメ
ータ 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（２／16）「精製建屋における

臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備 
可搬型重大事故等対処設

備 
計装設備 

可溶性中性子
吸収材の自動
供給の着手及
び実施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出
器 

可溶性中性子
吸収材の供給 

・臨界事故の発生を仮定
する機器 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給槽 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給弁 

・重大事故時可溶性中性
子吸収材供給系配管・
弁 

－ － 

可溶性中性子
吸収材の供給
開始の確認 

－ － － 

緊急停止系の
操作 

・緊急停止系 － － 

未臨界への移
行の成否判断
及び未臨界の
維持の確認 － － 

・中性子線用サーベイメ
ータ 

・ガンマ線用サーベイメ
ータ 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（３／16）「前処理建屋におけ

る臨界事故の放射線分解水素の掃気」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等 
対処設備 

可搬型重大事故等 
対処設備 

計装設備 

臨界事故によ
り発生する放
射線分解水素
の掃気の着手
及び実施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出
器 

一般圧縮空気
系からの空気
の供給 

・臨界事故の発生を仮定
する機器 

・機器圧縮空気供給配
管・弁 

・一般圧縮空気系 
・安全圧縮空気系 

・可搬型建屋内ホース － 

一般圧縮空気
系からの空気
の供給の成否
判断 

－ － 
・可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（４／16）「精製建屋における

臨界事故の放射線分解水素の掃気」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等 
対処設備 

可搬型重大事故等 
対処設備 

計装設備 

臨界事故によ
り発生する放
射線分解水素
の掃気の着手
及び実施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出
器 

一般圧縮空気
系からの空気
の供給 

・臨界事故の発生を仮定
する機器 

・機器圧縮空気供給配
管・弁 

・一般圧縮空気系 
・安全圧縮空気系 

・可搬型建屋内ホース － 

一般圧縮空気
系からの空気
の供給の成否
判断 

－ － 
・可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（５／16）「前処理建屋におけ

る臨界事故の廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等 
対処設備 

可搬型重大事故等 
対処設備 

計装設備 

廃ガス貯留設
備による放射
性物質の貯留
の着手及び実
施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出

器 

廃ガス貯留槽
への導出 

・廃ガス貯留設備の隔離
弁 

・廃ガス貯留設備の空気
圧縮機 

・廃ガス貯留設備の廃ガ
ス貯留槽 

・廃ガス貯留設備の配
管・弁 

 
せん断処理・溶解廃ガス
処理設備 
・凝縮器 
・隔離弁 
・主配管・弁 

－ － 

廃ガス貯留槽
への導出開始
の確認 

－ － 

・溶解槽圧力計 
・廃ガス貯留設備の圧力
計（前処理建屋用） 

・廃ガス貯留設備の流量
計（前処理建屋用） 

・廃ガス貯留設備の放射
線モニタ（前処理建屋
用） 

廃ガス処理設
備による換気
再開の実施判
断 

－ － 
・廃ガス貯留設備の圧力
計（前処理建屋用） 

 
  

８－５－167



 

 

（つづき） 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備 
可搬型重大事故等対処設

備 
計装設備 

廃ガス処理設
備による換気
再開 

・廃ガス貯留設備の隔離
弁 

・廃ガス貯留設備の空気
圧縮機 

・廃ガス貯留設備の逆止
弁 

・廃ガス貯留設備の廃ガ
ス貯留槽 

・廃ガス貯留設備の配
管・弁 

 
せん断処理・溶解廃ガス
処理設備 
・凝縮器 
・高性能粒子フィルタ 
・排風機 
・隔離弁 
・主配管・弁 
 
・前処理建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備主配管 

・高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処
理設備高レベル濃縮廃
液廃ガス処理系主配管 

・主排気筒 

－ － 

廃ガス処理設
備による換気
再開の成否判
断 

－ － ・溶解槽圧力計 

大気中への放
射性物質の放
出の状態監視 ・主排気筒 － 

・主排気筒の排気モニタ

リング設備 

・放出管理分析設備 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（６／16）「精製建屋における

臨界事故の廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備 
可搬型重大事故等対処設

備 
計装設備 

廃ガス貯留設
備による放射
性物質の貯留
の着手及び実
施判断 

－ － 
・臨界検知用放射線検出

器 

廃ガス貯留槽
への導出 

・廃ガス貯留設備の隔離
弁 

・廃ガス貯留設備の空気
圧縮機 

・廃ガス貯留設備の廃ガ
ス貯留槽 

・廃ガス貯留設備の配
管・弁 

 
精製建屋塔槽類廃ガス処
理設備塔槽 
類廃ガス処理系（プルト
ニウム系） 

・凝縮器 
・排風機 
・隔離弁 
・主配管・弁 

－ － 

廃ガス貯留槽
への導出開始
の確認 

－ － 

・廃ガス洗浄塔入口圧力
計 

・廃ガス貯留設備の圧力
計（精製建屋用） 

・廃ガス貯留設備の流量
計（精製建屋用） 

・廃ガス貯留設備の放射
線モニタ（精製建屋
用） 

廃ガス処理設
備による換気
再開の実施判
断 

－ － 
・廃ガス貯留設備の圧力
計（精製建屋用） 
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（つづき） 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備 
可搬型重大事
故等対処設備 

計装設備 

廃ガス処理設
備による換気
再開 

・廃ガス貯留設備の隔離弁 
・廃ガス貯留設備の空気圧縮機 
・廃ガス貯留設備の逆止弁 
・廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 
・廃ガス貯留設備の配管・弁 
 
精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽 
類廃ガス処理系（プルトニウム系） 
・凝縮器 
・高性能粒子フィルタ 
・排風機 
・隔離弁 
・主配管・弁 
 
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建 
屋塔槽類廃ガス処理設備主配管 

・高レベル廃液ガラス固化建屋塔 
槽類廃ガス処理設備高レベル濃縮
廃液廃ガス処理系主配管 

・主排気筒 

－ － 

廃ガス処理設
備による換気
再開の成否判
断 

－ － 
・廃ガス洗浄塔入口圧
力計 

大気中への放
射性物質の放
出の状態監視 ・主排気筒 － 

・主排気筒の排気モニタ

リング設備 

・放出管理分析設備 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（７／16） 
「内部ループへの通水」 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

内部ループ

への通水の

着手判断 

－ － － 

建屋外の水

の給排水経

路の構築 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポン

プ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型中型移送ポン

プ運搬車 

  ホース展張車 

  運搬車 

  可搬型建屋供給冷却水流

量計 

内部ループ

への通水に

よる冷却の

準備 

  各建屋の内部ループ

配管・弁 

  各建屋の冷却コイル

配管・弁及び冷却ジ

ャケット配管・弁 

  高レベル廃液ガラス

固化建屋の冷却水給

排水配管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポン

プ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型貯槽温度計 

  可搬型膨張槽液位計 

  可搬型冷却コイル圧力計 

  可搬型建屋供給冷却水流

量計 

  可搬型冷却水流量計 

  可搬型漏えい液受皿液位

計 

内部ループ

への通水の

実施判断 
－ － － 
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（つづき） 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

内部ループ

への通水の

実施 

  各建屋の内部ループ

配管・弁 

  各建屋の冷却コイル

配管・弁及び冷却ジ

ャケット配管・弁 

  高レベル廃液ガラス

固化建屋の冷却水給

排水配管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポン

プ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型貯槽温度計 

  可搬型建屋供給冷却水流

量計 

  可搬型冷却水排水線量計 

  可搬型冷却水流量計 

  可搬型放射能測定装置 

内部ループ

への通水の

成否判断 － －   可搬型貯槽温度計 

 
 

８－５－172



 

 

 

第５－３表 事故対処するために必要な設備（８／16） 
「貯槽等への注水」 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

貯槽等への

注水の着手

判断 
－ － － 

建屋外の水

の給排水経

路の構築 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型中型移送ポンプ

運搬車 

  ホース展張車 

  運搬車 

  可搬型建屋供給冷却

水流量計 

貯槽等への

注水の準備 

 

  各建屋の機器注水配

管・弁 

  高レベル廃液ガラス固

化建屋の冷却水注水配

管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型貯槽液位計 

  可搬型機器注水流量

計 

  可搬型貯槽温度計 

貯槽等への

注水の実施

判断 
－ － 

  可搬型貯槽液位計 

  可搬型貯槽温度計 

貯槽等への

注水の実施 

  各建屋の機器注水配

管・弁 

  高レベル廃液ガラス固

化建屋の冷却水注水配

管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型貯槽液位計 

  可搬型貯槽温度計 

  可搬型建屋供給冷却

水流量計 

  可搬型機器注水流量

計 

貯槽等への

注水の成否

判断 
－ －   可搬型貯槽液位計 

 

８－５－173



 

 

 

第５－３表 事故対処するために必要な設備（９／16） 
「冷却コイル等への通水」 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

冷却コイル

等への通水

による冷却

の着手判断 

－ －   可搬型貯槽温度計 

建屋外の水

の給排水経

路の構築 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型中型移送ポンプ

運搬車 

  ホース展張車 

  運搬車 

  可搬型建屋供給冷却

水流量計 

冷却コイル

等への通水

による冷却

の準備 

  各建屋の冷却コイル配

管・弁及び冷却ジャケ

ット配管・弁 

  高レベル廃液ガラス固

化建屋の冷却水給排水

配管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型冷却コイル圧

力計 

  可搬型冷却コイル通

水流量計 

  可搬型建屋供給冷却

水流量計 

  可搬型貯槽温度計 

 

冷却コイル

等への通水

による冷却

の実施判断 

－ － － 
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（つづき） 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

冷却コイル

等への通水

による冷却

の実施 

 

  各建屋の冷却コイル

配管・弁及び冷却ジ

ャケット配管・弁 

  高レベル廃液ガラス

固化建屋の冷却水給

排水配管・弁 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポン

プ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型貯槽温度計 

  可搬型冷却コイル通水流

量計 

  可搬型建屋供給冷却水流

量計 

  可搬型冷却水排水線量計 

  可搬型放射能測定装置 

冷却コイル

等への通水

の成否判断 
－ －   可搬型貯槽温度計 

 
 

８－５－175



 

 

 

第５－３表 事故対処するために必要な設備（10／16） 

「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系 
による対応」 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

セルへの導

出経路の構

築及び代替

セル排気系

による対応

のための着

手判断 

－ － － 

建屋外の水

の給排水経

路の構築 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型中型移送ポンプ

運搬車 

  ホース展張車 

  運搬車 

  可搬型建屋供給冷

却水流量計 
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（つづき） 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

セルへの導

出経路の構

築及び代替

セル排気系

による対応

のための準

備 

  凝縮器 

  高レベル廃液濃縮缶凝縮

器 

  第１エジェクタ凝縮器 

  予備凝縮器 

  高レベル廃液ガラス固化

建屋の凝縮器冷却水給排

水配管・弁 

  冷却水配管・弁（凝縮器） 

  高レベル廃液ガラス固化

建屋の気液分離器 

  前処理建屋の主排気筒へ

排出するユニット 

  各建屋のセル導出設備の

配管・弁 

  各建屋の重大事故対処用

母線（常設分電盤及び常設

電源ケーブル） 

  各建屋のセル導出設備の

ダクト・ダンパ 

  各建屋の代替セル排気系

のダクト・ダンパ 

  各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

  セル導出ユニットフィル

タ 

  蒸発乾固対象貯槽等 

  第１貯水槽 

  水素掃気用安全圧縮空気

系の手動弁（前処理建屋，

高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型排水受槽 

  可搬型配管 

  可搬型ダクト 

  可搬型フィルタ 

  可搬型デミスタ 

  可搬型排風機 

  可搬型発電機 

  可搬型分電盤 

  可搬型電源ケーブル 

  運搬車 

  可搬型建屋供給冷

却水流量計 

  可搬型凝縮器通水

流量計 

  可搬型凝縮器出口

排気温度計 

  可搬型廃ガス洗浄

塔入口圧力計 

  可搬型導出先セル

圧力計 

  可搬型セル導出ユ

ニットフィルタ差

圧計 

  可搬型フィルタ差

圧計 

  可搬型漏えい液受

皿液位計 

  可搬型凝縮水槽液

位計 
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（つづき） 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導くための

作業の実施

判断 

－ －   可搬型貯槽温度計 

セル導出設

備の隔離弁

の閉止及び

塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導出するユ

ニットの開

放 

  各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

  各建屋のセル導出設備の

ダクト・ダンパ 

  セル導出ユニットフィル

タ 

  各建屋のセル導出設備の

配管・弁 

  各建屋のセル導出設備の

隔離弁 

－ － 

凝縮器への

冷却水の通

水の実施判

断 

－ － － 

凝縮器への

冷却水の通

水 

  凝縮器 

  高レベル廃液濃縮缶凝縮

器 

  第１エジェクタ凝縮器 

  予備凝縮器 

  冷却水配管・弁（凝縮器） 

  高レベル廃液ガラス固化

建屋の凝縮器冷却水給排

水配管・弁 

  各建屋の凝縮液回収系 

  高レベル廃液ガラス固化

建屋の気液分離器 

  第１貯水槽 

  可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型建屋外ホース 

  可搬型建屋内ホース 

  可搬型配管 

  可搬型排水受槽 

  可搬型建屋供給冷

却水流量計 

  可搬型凝縮器通水

流量計 

  可搬型凝縮器出口

排気温度計 

  可搬型漏えい液受

皿液位計 

  可搬型凝縮水槽液

位計 

  可搬型冷却水排水

線量計 

  可搬型放射能測定

装置 
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（つづき） 

判断及び操

作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

セル導出ユ

ニットフィ

ルタの隔離 

  各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

  各建屋のセル導出ユニッ

トフィルタ 

－ 

  可搬型貯槽温度計 

  可搬型セル導出ユ

ニットフィルタ差

圧計 

可搬型排風

機の起動の

判断 － － － 

可搬型排風

機の運転 
  各建屋の代替セル排気系

のダクト・ダンパ 

  各建屋の重大事故対処用

母線（常設分電盤及び常

設電源ケーブル） 

  主排気筒 

  可搬型ダクト 

  可搬型フィルタ 

  可搬型デミスタ 

  可搬型排風機 

  可搬型発電機 

  可搬型分電盤 

  可搬型電源ケーブル 

  可搬型フィルタ差

圧計 

大気中への

放射性物質

の放出の状

態監視 

  主排気筒 － 

  主排気筒の排気モ

ニタリング設備 

  可搬型排気モニタ

リング設備 

  可搬型排気モニタ

リング用データ伝

送装置 

  可搬型データ表示

装置 

  可搬型排気モニタ

リング用発電機 

  放出管理分析設備 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（11／16） 

「水素爆発を未然に防止するための空気の供給」 

 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

水素爆発を未

然に防止する

ための空気の

供給の着手判

断及び実施 

－ － － 

圧縮空気自動

供給系からの

圧縮空気の自

動供給 

  圧縮空気自動供給

貯槽 

  圧縮空気自動供給

ユニット 

  各建屋の水素爆発

対象機器 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

－ 

  可搬型圧縮空気自

動供給貯槽圧力計 

  可搬型圧縮空気自

動供給ユニット圧

力計 

機器圧縮空

気自動供給

ユニットへ

の切替え 

  機器圧縮空気自動

供給ユニット 

  各建屋の水素爆発

対象機器 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

－ 

・可搬型機器圧縮空気

自動供給ユニット圧

力計 

可搬型水素

濃度計の設

置 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

  各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

－ 

  計測制御設備 

  可搬型水素濃度計 

可搬型水素濃

度計による水

素濃度測定の

実施判断及び

測定の実施 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

  各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

－ 

  計測制御設備 

  可搬型水素濃度計 

  可搬型貯槽温度計 

代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給準備 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

  各建屋の機器圧縮

空気供給配管・弁 

  建屋内空気中継配

管 

  可搬型空気圧縮機 

  可搬型建屋外ホー

ス 

  可搬型建屋内ホー

ス 
－ 
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（つづき） 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の実

施判断 

－ － － 

代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の実

施 

  各建屋の水素掃気

配管・弁 

  各建屋の機器圧縮

空気供給配管 

  建屋内空気中継配

管 

  各建屋の水素爆発

対象機器 

  可搬型空気圧縮機 

  可搬型建屋外ホー

ス 

  可搬型建屋内ホー

ス － 

代替安全圧縮

空気系の水素

掃気配管又は

機器圧縮空気

供給配管（除

染用配管等）

からの圧縮空

気の供給の成

否判断 

－ － 

  可搬型貯槽掃気圧

縮空気流量計 

  可搬型水素掃気系

統圧縮空気圧力計 

  可搬型かくはん系

統圧縮空気圧力計 

  可搬型セル導出ユ

ニット流量計 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（12／16） 

「水素爆発の再発を防止するための空気の供給」 
 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

水素爆発の再

発を防止する

ための空気の

供給の着手判

断 

－ － － 

圧縮空気手

動供給ユニ

ットからの

圧縮空気の

供給 

・ 圧縮空気手動供給

ユニット 

・ 各建屋の水素爆発

対象機器 

・ 機器圧縮空気供給

配管・弁 

・ 可搬型建屋内ホー

ス 

・圧縮空気手動供給 

ユニット接続系統圧

力計 

水素濃度の

確認 

・各建屋の水素掃気配

管・弁 

・各建屋の機器圧縮空

気供給配管・弁 

－ 

・計測制御設備 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型貯槽温度計 

代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

準備 

・各建屋の機器圧縮空

気供給配管・弁 

・建屋内空気中継配管 

・可搬型空気圧縮機 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

－ 

代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

の実施判断 

－ － － 
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（つづき） 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

代替安全圧縮

空気系の機器

圧縮空気供給

配管（かくは

ん用配管，計

測制御用配管

等）からの圧

縮空気の供給

の成否判断 

－ － 

・可搬型貯槽掃気圧縮

空気流量計 

・可搬型セル導出ユニ

ット流量計 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（13／16） 

「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」 
 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

セルへの導出

経路の構築及

び代替セル排

気系による対

応のための準

備着手判断 

－ － － 

セルへの導出

経路の構築及

び代替セル排

気系による対

応のための準

備 

・前処理建屋の主排気

筒へ排出するユニッ

ト 

・各建屋のセル導出設

備の配管・弁 

・各建屋の重大事故対

処用母線（常設分電

盤，常設電源ケーブ

ル） 

・各建屋のセル導出設

備のダクト・ダンパ 

・各建屋の代替セル排

気系のダクト・ダン

パ 

・各建屋の水素爆発対

象機器 

・前処理建屋及び高レ

ベル廃液ガラス固化

建屋の水素掃気用安

全圧縮空気系の手動

弁 

・ 可搬型ダクト 

・ 可搬型フィルタ 

・ 可搬型排風機 

・ 可搬型発電機 

・ 可搬型分電盤 

・ 可搬型電源ケーブ

ル 

・計測制御設備 

・可搬型導出先セ 

ル圧力計 

・可搬型フィルタ 

差圧計 
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（つづき） 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

セルへの導出

経路の構築及

び代替セル排

気系による対

応のための準

備 

－ － 

・可搬型廃ガス洗 

浄塔入口圧力計 

・可搬型セル導出ユニ

ットフィルタ差圧計 

・計測制御設備 

塔槽類廃ガス

処理設備から

セルに導くた

めの作業の実

施判断 

－ － 

・計測制御設備 

・可搬型貯槽掃気 

圧縮空気流量計 

セル導出設備

の隔離弁の閉

止及び塔槽類

廃ガス処理設

備からセルに

導出するユニ

ットの開放 

 

  各建屋の塔槽類廃ガ

ス処理設備からセル

に導出するユニット 

  各建屋のセル導出設

備のダクト・ダンパ 

  各建屋のセル導出ユ

ニットフィルタ 

  各建屋のセル導出設

備の配管・弁 

  各建屋のセル導出設

備の隔離弁 

  各建屋の水封安全器 

－ － 

可搬型排風機

の起動の判断 
－ － － 
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（つづき） 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

可搬型排風機

の運転 

  各建屋の代替セル排

気系のダクト・ダンパ 

  各建屋の重大事故対

処用母線（常設分電

盤，常設電源ケーブ

ル） 

  主排気筒 

  可搬型ダクト 

  可搬型フィルタ 

  可搬型排風機 

  可搬型発電機 

  可搬型フィルタ差圧

計 

  可搬型セル導出ユニ

ットフィルタ差圧計 

大気中への放

射性物質の放

出の状態監視 

  主排気筒 

－ 

  主排気筒の排気モニ

タリング設備 

  可搬型排気モニタリ

ング設備 

  可搬型排気モニタリ

ング用データ伝送装

置 

  可搬型データ表示装

置 

  可搬型排気モニタリ

ング用発電機 

  放出管理分析設備 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（14／16） 「プルトニウム濃縮缶へ

の供給液の供給停止及びプルトニウム濃縮缶の加熱の停止」 
 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型 

重大事故等 

対処設備 

計装設備 

ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応の発生の検

知，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応への対

処の着手及び実施判断 

・プルトニウム濃縮缶 － 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

圧力計 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

気相部温度計 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

液相部温度計 

プルトニウム濃縮缶へ

の供給液の供給停止 
・緊急停止系 － － 

プルトニウム濃縮缶へ

の供給液の供給停止の

成否判断 

－ － 
・プルトニウム濃縮缶

供給槽液位計 

プルトニウム濃縮缶の

加熱の停止 
・一次蒸気停止弁 － － 

プルトニウム濃縮缶の

加熱の停止の成否判断 
－ － 

・プルトニウム濃縮缶

加熱蒸気温度計 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（15／16） 「廃ガス貯留設備による

放射性物質の貯留」 
 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型 

重大事故等 

対処設備 

計装設備 

廃ガス貯留設備によ

る放射性物質の貯留

の着手及び実施判断 

－ － 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

圧力計 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

気相部温度計 

・分解反応検知機器の

プルトニウム濃縮缶

液相部温度計 

廃ガス貯留槽への導

出開始の確認 

廃ガス貯留設備（精製建屋） 

・廃ガス貯留設備の隔離弁 

・廃ガス貯留設備の空気圧縮機 

・廃ガス貯留設備の廃ガス貯留

槽 

・廃ガス貯留設備の配管・弁 

 

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類

廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処

理系（プルトニウム系）） 

・排風機 

・隔離弁 

・主配管・弁 

－ 

・廃ガス貯留設備の圧

力計（精製建屋用） 

・廃ガス貯留設備の流

量計（精製建屋用） 

・廃ガス洗浄塔入口圧

力計 

精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備塔槽類廃

ガス処理系（プルトニ

ウム系）による換気再

開の実施判断 

－ － 
・廃ガス貯留設備の圧

力計（精製建屋用） 
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（つづき）

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型 

重大事故等 

対処設備 

計装設備 

精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備塔槽類廃

ガス処理系（プルトニ

ウム系）による換気再

開 

廃ガス貯留設備（精製建屋） 

・廃ガス貯留設備の隔離弁

・廃ガス貯留設備の空気圧縮機

・廃ガス貯留設備の逆止弁

・廃ガス貯留設備の廃ガス貯留

槽

・廃ガス貯留設備の配管・弁

廃ガス貯留設備（ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備）

・主配管

廃ガス貯留設備（高レベル廃液ガ

ラス固化建屋塔槽類廃ガス処理

設備高レベル濃縮廃液廃ガス処

理系） 

・主配管

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類

廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処

理系（プルトニウム系）） 

・高性能粒子フィルタ

・排風機

・隔離弁

・主配管・弁

廃ガス貯留設備（主排気筒） 

・主排気筒

－ － 

精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備塔槽類廃

ガス処理系（プルトニ

ウム系）による換気再

開の成否判断 

－ － 
・廃ガス洗浄塔入口圧

力計
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 （つづき） 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型 

重大事故等 

対処設備 

計装設備 

大気中への放射性物

質の放出の状況監視 

廃ガス貯留設備（主排気筒） 

・主排気筒 
－ 

・主排気筒の排気モニ

タリング設備 

・放出管理分析設備 
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第５－３表 事故対処するために必要な設備（16／16） 

「燃料損傷防止対策」 

判断及び 

操作 

重大事故等対処設備 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 
計装設備 

燃料損傷

防止対策

の着手判

断 

－ － － 

建屋外の

水供給経

路の構築 
・第１貯水槽 

・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ

運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

－ 
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（つづき） 

判断及び 

操作 

重大事故等対処設備 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 
計装設備 

燃料損傷

防止対策

の準備 

・第１貯水槽 

・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・運搬車 

・使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設可搬

型発電機 

・使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の可

搬型電源ケーブル 

・けん引車 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（電波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（サーミスタ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（測温抵抗体） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（線量率計） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（サーベイメータ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態

監視カメラ 

・可搬型計測ユニット用空気圧

縮機 

・可搬型計測ユニット 

・可搬型監視ユニット 

・可搬型代替注水設備流量計 
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（つづき） 

判断及び 

操作 

重大事故等対処設備 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 
計装設備 

燃料貯蔵

プール等

への注水

の実施判

断 

－ － 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー） 

燃料貯蔵

プール等

への注水

の実施 ・第１貯水槽 

・可搬型中型移送ポンプ 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（サーミスタ） 

・可搬型代替注水設備流量計 

燃料貯蔵

プール等

への注水

の成否判

断 

－ － 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー） 
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（つづき） 

判断及び 

操作 

重大事故等対処設備 

常設重大事故等 

対処設備 

可搬型重大事故等 

対処設備 
計装設備 

監視設備

及び空冷

設備の設

置 

－ 

・運搬車 

・使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設可搬

型発電機 

・使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の可

搬型電源ケーブル 

・けん引車 

・可搬型空冷ユニットＡ 

・可搬型空冷ユニットＢ 

・可搬型空冷ユニットＣ 

・可搬型空冷ユニットＤ 

・可搬型空冷ユニットＥ 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（線量率計）（可搬

型燃料貯蔵プール等空間線

量率計用冷却ケースを含む） 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態

監視カメラ（可搬型燃料貯蔵

プール等状態監視カメラ用

冷却ケースを含む） 

・可搬型計測ユニット用空気圧

縮機 

・可搬型計測ユニット 

・可搬型監視ユニット 
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5.1 重大事故等対策 

5.1.1 重大事故等対処設備に係る事項 

 (１) 切替えの容易性 

本来の用途（安全機能を有する施設としての用途等）以外の用途とし

て重大事故等に対処するために使用する設備は，平常運転時に使用する

系統から速やかに切替操作が可能となるように，必要な手順書等を整備

するとともに確実に切り替えられるように訓練を実施する。 

 

 (２) アクセスルートの確保 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対

処設備を保管場所から設置場所へ運搬し，又は他の設備の被害状況を把

握するため，アクセスルートが確保できるように，以下の実効性のある

運用管理を実施する。 

アクセスルートは，自然現象，再処理施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるもの，溢水，化学薬品の漏

えい及び火災を考慮しても，運搬，移動に支障をきたすことがないよう，

被害状況に応じてルートを選定することができるように, 迂回路も含め

た複数のルートを確保する。 

アクセスルートに対する自然現象については，地震，津波（敷地に遡

上する津波を含む）に加え，敷地及びその周辺での発生実績の有無に関

わらず，国内外の基準や文献等に基づき収集した洪水，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害等の事象を考慮する。 

その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事象進展速
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度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセスルートに影

響を与えるおそれがある事象としては，地震，津波（敷地に遡上する津

波を含む），洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象及び森林火災を選定する。 

アクセスルートに対する敷地又はその周辺において想定する再処理施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれのある事象であって人為によ

るもの（以下「人為事象」という。）については,国内外の文献等から

抽出し，さらに事業指定基準規則の解釈第９条に示される飛来物（航空

機落下），有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，

近隣工場等の火災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズム等の事象を考慮する。 

その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセスルートに影

響を与えるおそれがある事象としては，航空機落下，有毒ガス，敷地内

における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発，ダ

ムの崩壊，船舶の衝突及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムを選定する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，設計基準事故に対

処するための設備の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散

を図る。屋外の可搬型重大事故等対処設備は複数箇所に分散して保管す

る。 

 ａ．屋外のアクセスルート 

   重大事故等が発生した場合，事故収束に迅速に対応するため，屋外の

可搬型重大事故等対処設備を保管場所から設置場所まで運搬するため
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のアクセスルートの状況確認，取水箇所の状況確認及びホース敷設ル

ートの状況確認を行い，あわせて屋外設備の被害状況の把握を行う。 

屋外のアクセスルートについては，「添付書類六 1.6.2 重大事故

等対処施設の耐震設計」にて考慮する地震の影響（周辺構造物等の損

壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），その他自然現象による影

響（風（台風）及び竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響）及び

人為事象による影響（航空機落下，爆発）を想定し，複数のアクセス

ルートの中から状況を確認し，早期に復旧可能なアクセスルートを確

保するため，障害物を除去可能なホイールローダ等の重機を保有し，

使用する。また，それらを運転できる要員を確保する。 

   屋外のアクセスルートは，地震による屋外タンクからの溢水及び降水

に対しては，道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受

けない箇所に確保する。 

   敷地外水源の取水場所及び取水場所への屋外のアクセスルートに遡上

するおそれのある津波に対しては，津波警報の解除後に対応を開始す

る。なお，津波警報の発令を確認時にこれらの場所において対応中の

場合に備え，非常時対策組織の実施組織要員及び可搬型重大事故等対

処設備を一時的に退避するための手順書を整備する。 

   屋外のアクセスルートは，人為事象のうち，飛来物（航空機落下），

爆発，近隣工場等の火災及び有毒ガスに対して，迂回路も含めた複数

のアクセスルートを確保する。なお，有毒ガスについては複数のアク

セスルートを確保することに加え，薬品防護具等の適切な防護具を装

備するため通行に影響はない。 

   洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突については, 立地的要因により設計

上考慮する必要はない。 
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   落雷及び電磁的障害に対しては，道路面が直接影響を受けることはな

いことからアクセスルートへの影響はない。 

   生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アクセスルートへ

の影響はない。 

   屋外のアクセスルートの「添付書類六 1.6.2 重大事故等対処施設

の耐震設計」にて考慮する地震の影響による周辺構造物等の倒壊によ

る障害物については，ホイールローダ等の重機による撤去あるいは複

数のアクセスルートによる迂回を行う。 

   屋外のアクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊及び道路

面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で，ホイ

ールローダ等による崩壊箇所の復旧又は迂回路を確保する。また，不

等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所においては，ホイールロ

ーダ等の重機による段差箇所の復旧により，通行性を確保する。 

   屋外のアクセスルート上の風（台風）及び竜巻による飛来物に対して

は，ホイールローダ等の重機による撤去を行い，積雪又は火山の影響

（降灰）に対しては，ホイールローダ等による除雪又は除灰を行う。 

   想定を上回る積雪又は火山の影響（降灰）が発生した場合は，除雪又

は除灰の頻度を増加させることにより対処する。 

   また，凍結及び積雪に対しては，アクセスルートに融雪剤を配備する

とともに，車両には凍結及び積雪に対処したタイヤチェーンを装着し

通行を確保する。 

   屋外のアクセスルートにおける森林火災及び近隣工場等の火災発生時

は，消防車による初期消火活動を実施する。 

   屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線被ばく

を考慮し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の
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状況に応じて着用する。 

   また，地震による化学物質の漏えいに対しては，必要に応じて薬品防

護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の状況に応じて着用す

る。 

   屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央制御室等

との連絡手段を確保する。 

   夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬

型照明を配備する。屋外のアクセスルート図を第5.1.1－１図に示す。 

 

 ｂ．屋内のアクセスルート 

   重大事故等が発生した場合，屋内の可搬型重大事故等対処設備を操作

場所に移動するためのアクセスルートの状況確認を行う。あわせて，

その他屋内設備の被害状況の把握を行う。 

   屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定する風

（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物

学的事象，森林火災，塩害，航空機落下，爆発，敷地内における化学

物質の漏えい，近隣工場等の火災，有毒ガス及び電磁的障害に対して，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋内に確保する。 

屋内のアクセスルートは，津波に対して立地的要因によりアクセス

ルートへの影響はない。 

   屋内のアクセスルートは，重大事故等対策時に必要となる現場操作を

実施する場所まで移動可能なルートを選定する。 

   屋内のアクセスルートは，地震の影響，溢水，化学薬品の漏えい，火

災を考慮しても，運搬，移動に支障をきたすことがないよう，迂回路

も含め可能な限り複数のアクセスルートを確保する。 
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   地震を要因とする機器からの溢水及び化学薬品の漏えいに対しては，

破損を想定する機器について耐震対策を実施することにより，その供

用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以下「基準地震動に

よる地震力」という。）に対する耐震性を確保するとともに，地震時

に通行が阻害されないように，アクセスルート上の資機材の固縛，転

倒防止対策及び火災の発生防止対策を実施する。 

   設定したアクセスルートの通行が阻害される場合に，統括当直長（実

施責任者）の判断の下，阻害要因の除去，迂回又は障害物を乗り越え

て通行することでアクセス性を確保することを手順書に明記する。 

   屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線被ばく

を考慮し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の

状況に応じて着用する。 

   屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央制御室等

との連絡手段を確保する。 

   夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬

型照明を配備する。 

   機器からの溢水や化学物質の漏えいが発生した場合については，薬品

防護具等の適切な防護具を着用することにより，屋内のアクセスルー

トを通行する。 

   また，地震を要因とする安全機能の喪失が発生した場合においては，

屋内の可搬型重大事故等対処設備を操作場所に移動するためのアクセ

スルートの状況確認を行い，あわせて，その他の屋内設備の被害状況

を把握するため, 現場環境確認を行う。現場環境確認に用いるアクセ

スルート設定の基本方針を第5.1.1－２図に示す。 
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第5.1.1－１図 屋外のアクセスルート図 
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5.1.2 復旧作業に係る事項 

(１) 予備品等の確保

機能喪失した場合，重大事故等の原因となる安全機能を有する施設

を構成する機器については，必要な予備品及び予備品への取替えのた

めに必要な機材等を確保する方針とする。 

これらの機器については，故障時の重大事故等への進展の防止及び

重大事故等発生後の収束状態の維持のため，１年以内を目安に速やか

に復旧する方針とする。 

また，安全上重要な施設を構成する機器については，適切な部品を

予備品として確保し，故障時に速やかに復旧する方針とする。 

予備品への取替えのために必要な機材等として，がれき撤去のため

のホイールローダ，夜間の対応を想定した照明機器及びその他の資機

材をあらかじめ確保する。施設の復旧作業に必要な資機材を第5.1.2－

１表に示す。 

復旧に必要な予備品等の確保の方針は以下のとおりとする。 

ａ．定期的な分解点検に必要な部品の確保 

機能喪失の原因を特定し，当該原因を除去するための分解点検が速

やかに実施できるよう，定期的な分解点検に必要な部品を予備品とし

て確保する。 

予備品として確保する部品の例を第5.1.2－２表に示す。 

確保している予備品では復旧が困難な損傷が判明した場合に備え，

プラントメーカ，協力会社及び他の原子力事業者と覚書又は協定等を

締結し，早期に設備を復旧するために必要な支援が受けられる体制を

整備する。 
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 ｂ．応急措置に必要な補修材の確保 

応急措置に必要な補修材を確保する。 

補修材による応急措置の例を第5.1.2－３表に示す。 

 ｃ．同型の既存機器の活用 

   機能喪失した場合に，重大事故等の原因となる安全機能を有する施設

を構成する機器と同型の既存機器の部品を活用し，復旧する。 

   ただし，同型の既存機器の部品を活用する場合，再処理施設の状況や

安全確保上の優先度を十分考慮する。 

   活用可能な同型の既存機器の数量を第5.1.2－４表に示す。 

   今後も多様な復旧手段の確保，復旧を想定する機器の拡大及びその他

の有効な復旧対策について継続的な検討を行うとともに，そのために

必要な予備品等の確保を行う。 

 (２) 保管場所の確保 

   施設を復旧するために必要な部品，補修材及び資機材は，地震による

周辺斜面の崩落，敷地下斜面のすべり及び津波による浸水等の外部か

らの影響を受ける事象（以下「外的事象」という。）の影響を受けに

くく，当該施設との位置的分散を考慮した場所に保管する。 

 (３) 復旧作業に係るアクセスルートの確保 

   復旧作業に係るアクセスルートは，「5.1.1 (２) アクセスルートの

確保」と同様の設定方針に基づき，想定される重大事故等が発生した

場合において，施設を復旧するために必要な部品，補修材及び資機材

を保管場所から当該機器の設置場所へ移動させるため，アクセスルー

トに確保する。保管場所から当該機器の設置場所へ移動させるための

復旧作業に係るアクセスルート図を第5.1.1－１図及び第5.1.2－１図

に示す。 
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期
設

定
と

し
て

管
理

す
る

。
な
お

,
 訓

練
等

を
通

じ
て

見
直
し

を
行

う
。
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第
5
.
1
.
2
－

２
表

 
予

備
品

と
し

て
確

保
す

る
部

品
の

例
（

１
／

４
）

 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器

の
名

称
 

部
品
 

使
用

済
燃

料
 

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ａ
 

・
軸

受
 

・
パ

ッ
キ

ン
 

・
ガ

ス
ケ

ッ
ト
 

・
メ

カ
ニ

カ
ル

シ
ー

ル
 

・
シ

ャ
フ

ト
ス

リ
ー

ブ
 

・
ス

ナ
ッ

プ
リ

ン
グ
 

・
ボ

ル
ト
 

・
ナ

ッ
ト
 

・
ワ

ッ
シ

ャ
 

・
座

金
 

・
シ

ム
板
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ｂ

 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ｃ

 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ａ
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ｂ
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ａ
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ｂ
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ｃ
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第
5
.
1
.
2
－

２
表

 
予

備
品

と
し

て
確

保
す

る
部

品
の

例
（

２
／

４
）

 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器

の
名

称
 

部
品
 

前
処

理
建

屋
 

安
全

冷
却

水
Ａ

循
環

ポ
ン

プ
Ａ

 

・
軸

受
 

・
パ

ッ
キ

ン
 

・
ガ

ス
ケ

ッ
ト
 

・
メ

カ
ニ

カ
ル

シ
ー

ル
 

・
シ

ャ
フ

ト
ス

リ
ー

ブ
 

・
ス

ナ
ッ

プ
リ

ン
グ
 

・
ボ

ル
ト
 

・
ナ

ッ
ト
 

・
ワ

ッ
シ

ャ
 

・
座

金
 

・
シ

ム
板
 

安
全

冷
却

水
Ａ

循
環

ポ
ン

プ
Ｂ

 

安
全

冷
却

水
Ｂ

循
環

ポ
ン

プ
Ａ

 

安
全

冷
却

水
Ｂ

循
環

ポ
ン

プ
Ｂ

 

安
全

冷
却

水
Ａ

冷
却

塔
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

冷
却

塔
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ａ
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ｂ
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ａ
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ｂ
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ｃ
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第
5
.
1
.
2
－

２
表

 
予

備
品

と
し

て
確

保
す

る
部

品
の

例
（

３
／

４
）

 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器

の
名

称
 

部
品
 

分
離

建
屋
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

・
軸

受
 

・
パ

ッ
キ

ン
 

・
ガ

ス
ケ

ッ
ト
 

・
メ

カ
ニ

カ
ル

シ
ー

ル
 

・
シ

ャ
フ

ト
ス

リ
ー

ブ
 

・
ス

ナ
ッ

プ
リ

ン
グ
 

・
ボ

ル
ト
 

・
ナ

ッ
ト
 

・
ワ

ッ
シ

ャ
 

・
座

金
 

・
シ

ム
板
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ａ
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ｂ
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｂ
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｃ
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｄ
 

精
製

建
屋
 

安
全

冷
却

水
Ａ

ポ
ン

プ
Ａ
 

安
全

冷
却

水
Ａ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

ポ
ン

プ
Ａ
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

安
全

冷
却

水
Ｃ

ポ
ン

プ
Ａ
 

安
全

冷
却

水
Ｃ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
 

混
合

脱
硝

建
屋
 

冷
水

移
送

ポ
ン

プ
Ａ
 

冷
水

移
送

ポ
ン

プ
Ｂ
 

冷
水

移
送

ポ
ン

プ
Ｃ
 

冷
水

移
送

ポ
ン

プ
Ｄ
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第
5
.
1
.
2
－

２
表

 
予

備
品

と
し

て
確

保
す

る
部

品
の

例
（

４
／

４
）

 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器

の
名

称
 

部
品
 

高
レ

ベ
ル

廃
液
 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

・
軸

受
 

・
パ

ッ
キ

ン
 

・
ガ

ス
ケ

ッ
ト
 

・
メ

カ
ニ

カ
ル

シ
ー

ル
 

・
シ

ャ
フ

ト
ス

リ
ー

ブ
 

・
ス

ナ
ッ

プ
リ

ン
グ
 

・
ボ

ル
ト
 

・
ナ

ッ
ト
 

・
ワ

ッ
シ

ャ
 

・
座

金
 

・
シ

ム
板
 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

冷
却
水

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

冷
却

水
Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

冷
却

水
Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

冷
却

水
Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

冷
却

水
Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
Ａ

系
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
Ａ

系
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

系
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

系
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

上
記

機
器

に
電

源
を

供
給

す
る

電
気
設

備
 

・
リ

レ
ー
 

・
ヒ

ュ
ー

ズ
 

※
 

本
表

に
記

載
し

た
部

品
は

例
で
あ

り
，

そ
れ

ぞ
れ

の
機

器
に
つ

い
て

確
保

す
る

部
品

の
詳
細

は
社

内
規

定
に

定
め

る
も
の

と
す

る
。
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第
5
.
1
.
2
－

３
表

 
補

修
材

に
よ

る
応

急
措

置
の

例
 

対
象
 

事
象
 

応
急

措
置

の
内

容
 

配
管
 

外
部

漏
え

い
（

ピ
ン

ホ
ー

ル
, 
破

損
）
 

・
硬

化
剤

の
塗

布
 

・
巻

き
硬

化
剤

の
巻

付
け
 

ダ
ク

ト
類
 

外
部

漏
え

い
（

ピ
ン

ホ
ー

ル
, 
破

損
）
 

・
硬

化
剤

の
塗

布
 

・
補

修
テ

ー
プ

の
貼

付
け
 

弁
,
 
ダ
ン

パ
類
 

外
部

漏
え

い
（

ピ
ン

ホ
ー

ル
, 
破

損
）
 

・
硬

化
剤

の
塗

布
 

・
巻

き
硬

化
剤

の
巻

付
け
 

ケ
ー

ブ
ル

類
 

断
線
 

断
線

箇
所

の
補

修
 

熱
交

換
器

類
 

外
部

漏
え

い
（

ピ
ン

ホ
ー

ル
, 
破

損
）
 

硬
化

剤
の

塗
布
 

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ
 

外
部

漏
え

い
（

ケ
ー

シ
ン

グ
の

破
損
）
 

・
硬

化
剤

の
塗

布
 

・
補

修
テ

ー
プ

の
貼

付
け
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第
5
.
1
.
2
－

４
表

 
活

用
可

能
な

同
型

の
既

存
機

器
の

数
量

（
１

／
４

）
 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器
 

系
統

の
機

能
維

持
に
 

必
要

な
機

器
の

数
量
 

活
用

可
能

な
同

型
 

の
既

存
機

器
の

数
量
 

機
器

の
名

称
と

台
数
 

同
型

の
既

存
 

機
器

の
数

量
 

使
用

済
燃

料
 

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ａ
 

１
台
 

３
台
 

１
台
 

２
台
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ｂ

 
１

台
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ
Ｃ

 
１

台
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ａ
 

１
基
 

２
基

（
4
0
台

※
）
 

１
基

（
2
0
台

※
）
 

１
基

（
2
0
台

※
）
 

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ｂ
 

１
基
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

３
台
 

１
台
 

２
台
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

Ｃ
 

１
台
 

前
処

理
建

屋
 

安
全

冷
却

水
Ａ

循
環

ポ
ン

プ
Ａ

 
１

台
 

４
台
 

１
台
 

３
台
 

安
全

冷
却

水
Ａ

循
環

ポ
ン

プ
Ｂ

 
１

台
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

循
環

ポ
ン

プ
Ａ

 
１

台
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

循
環

ポ
ン

プ
Ｂ

 
１

台
 

安
全

冷
却

水
Ａ

冷
却

塔
 

１
基
 

２
基

（
3
6
台

※
）
 

１
基

（
1
8
台

※
）
 

１
基

（
1
8
台

※
）
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

冷
却

塔
 

１
基
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

４
台
 

１
台
 

３
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

※
 

冷
却

フ
ァ

ン
の

数
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第
5
.
1
.
2
－

４
表

 
活

用
可

能
な

同
型

の
既

存
機

器
の

数
量

（
２

／
４

）
 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器
 

系
統

の
機

能
維

持
に
 

必
要

な
機

器
の

数
量
 

活
用

可
能

な
同

型
 

の
既

存
機

器
の

数
量
 

機
器

の
名

称
と

台
数
 

同
型

の
既

存
 

機
器

の
数

量
 

前
処

理
建

屋
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ａ
 

１
台
 

２
台
 

１
台
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ｂ
 

１
台
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ａ
 

１
台
 

３
台
 

１
台
 

２
台
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ｂ
 

１
台
 

安
全

空
気

圧
縮

装
置

Ｃ
 

１
台
 

分
離

建
屋
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

４
台
 

１
台
 

３
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ａ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
１

Ｂ
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ａ
 

１
台
 

２
台
 

１
台
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
２

ポ
ン

プ
Ｂ
 

１
台
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
 

１
台
 

４
台
 

１
台
 

３
台
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｂ
 

１
台
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｃ
 

１
台
 

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｄ
 

１
台
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４
表

 
活

用
可

能
な

同
型

の
既

存
機

器
の

数
量

（
３

／
４

）
 

建
屋
 

機
能

喪
失

し
た

場
合

，
重

大
事

故
等
の

原
因

と
な

る
 

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

を
構

成
す
る

機
器
 

系
統

の
機

能
維

持
に
 

必
要

な
機

器
の

数
量
 

活
用

可
能

な
同

型
 

の
既

存
機

器
の

数
量
 

機
器

の
名

称
と

台
数
 

同
型

の
既

存
 

機
器

の
数

量
 

精
製

建
屋
 

安
全

冷
却

水
Ａ

ポ
ン

プ
Ａ
 

１
台
 

４
台
 

１
台
 

３
台
 

安
全

冷
却

水
Ａ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

ポ
ン

プ
Ａ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
Ｂ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
Ｃ

ポ
ン

プ
Ａ
 

１
台
 

２
台
 

１
台
 

１
台
 

安
全

冷
却

水
Ｃ

ポ
ン

プ
Ｂ
 

１
台
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
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5.1.3 支援に係る事項 

 (１) 概要 

   重大事故等に対して事故収束対応を実施するため，再処理施設内であ

らかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，予備品，燃料等）に

より，重大事故等対策を実施し，重大事故等発生後７日間は継続して

事故収束対応を維持できるようにする。 

   プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子力事業者とは

平常時から必要な連絡体制を整備する等の協力関係を構築するととも

に，重大事故等発生に備え，あらかじめ協議及び合意の上，事故収束

手段及び復旧対策に関する技術支援や要員派遣等の支援並びに燃料の

供給の覚書又は協定等を締結し，再処理施設を支援する体制を整備す

る。 

   重大事故等発生後，社長を本部長とする全社対策本部が発足し，協力

体制が整い次第，外部からの現場操作対応等を実施する要員の派遣，

事故収束に向けた対策立案等の要員の派遣等，重大事故等発生後に必

要な支援及び要員の運搬並びに資機材の輸送について支援を迅速に得

られるように支援計画を定める。 

   重油及び軽油に関しては，迅速な燃料の確保を可能とするとともに，

中長期的な燃料の確保にも対応できるように支援計画を定める。 

   原子力災害時における原子力事業者間協力協定に基づき，他の原子力

事業者からは，要員の派遣，資機材の貸与及び環境放射線モニタリン

グの支援を受けられるようにするほか，原子力緊急事態支援組織から

は，被ばく低減のために遠隔操作可能なロボット及び無線重機等の資

機材並びに資機材を操作する要員及び再処理施設までの資機材輸送の

支援を受けられるよう支援計画を定める。 
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   再処理施設内に配備する重大事故等対処設備に不具合があった場合に

は，継続的な重大事故等対策を実施できるよう，再処理施設内であら

かじめ用意された手段（重大事故等対処設備と同種の設備，予備品及

び燃料等）について, 重大事故等発生後６日間までに支援を受けられ

る体制を整備する。さらに，再処理施設外であらかじめ用意された手

段（重大事故等対処設備と同種の設備，予備品及び燃料等）により，

重大事故等発生後６日間までに支援を受けられる体制を整備する。 

   また，原子力事業所災害対策支援拠点（以下「支援拠点」という。）

から，再処理施設の支援に必要な資機材として，食料，その他の消耗

品及び汚染防護服等及びその他の放射線管理に使用する資機材等（以

下「放射線管理用資機材」という。）を継続的に再処理施設へ供給で

きる体制を整備する。 

 

 (２) 事故収束対応を維持するために必要な燃料，資機材 

 ａ．重大事故等発生後７日間の対応 

   再処理施設では，重大事故等が発生した場合において，重大事故等

に対処するためにあらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，

予備品及び燃料等）により，重大事故等発生後７日間における事故収

束対応を実施する。重大事故等対処設備については，第5－１表に示す

「1.1  臨界事故の拡大を防止するための手順等」から「1.14  通信連

絡に関する手順等」にて示す。 

   再処理施設内で保有する燃料については，重大事故等発生から７日

間において，重大事故等の対応における各設備の使用開始から連続運

転した場合に必要となる燃料を上回る量を確保する。 

   放射線管理用資機材，出入管理区画用資機材，その他資機材及び原
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子力災害対策活動で使用する資料については，重大事故等対策を実施

する要員が放射線環境に応じた作業を実施することを考慮し，外部か

らの支援なしに，重大事故等発生後７日間の活動に必要となる数量を

中央制御室及び緊急時対策建屋に配備する。 

ｂ．重大事故等発生後７日間以降の体制の整備 

重大事故等発生後７日間以降の事故収束対応を維持するため，重大

事故等発生後６日間後までに，あらかじめ選定している第一千歳平寮

に支援拠点を設置し，再処理施設の事故収束対応を維持するための支

援を受けられる体制を整備する。 

支援拠点には，再処理施設内に配備している重大事故等対処設備に

不具合があった場合の代替手段として，重大事故等対処設備と同種の

設備（通信連絡設備，放射線測定装置等），放射線管理に使用する資

機材，予備品，消耗品等を保有する。 

これらの物品を重大事故等発生後７日間以降の事故収束対応を維持

するため，重大事故等発生後６日間後までに，再処理施設へ供給でき

る体制を整備する。 

さらに，他の原子力事業者と，原子力災害発生時における設備及び

資機材の融通に向けて，各社が保有する主な設備及び資機材のデータ

ベースを整備する。 

 

 (３) プラントメーカ，協力会社及び燃料供給会社による支援 

   重大事故等発生時における外部からの支援については，プラントメー

カ，協力会社及び燃料供給会社等からの重大事故等発生後に現場操作

対応等を実施する要員の派遣や事故収束に向けた対策立案等の技術支

援要員派遣等について，協議及び合意の上，再処理施設の技術支援に
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関するプラントメーカ，協力会社及び燃料供給会社等との覚書等を締

結することで，重大事故等発生後に必要な支援が受けられる体制を整

備する。 

   また，外部からの支援については，作業現場の線量率を考慮して支援

を受けることとする。 

   外部から支援を受ける場合に必要となる資機材については，あらかじ

め緊急時対策建屋に確保している資機材の余裕分の活用とあわせ，必

要に応じて追加調達する。 

 ａ．プラントメーカによる支援 

   重大事故等発生時に当社が実施する事態収拾活動を円滑に実施するた

め，再処理施設の状況に応じた事故収束手段及び復旧対策に関する技

術支援を迅速に得られるよう，プラントメーカと覚書を締結し，支援

体制を整備するとともに，平常時より必要な連絡体制を整備する。 

 (ａ) 支援体制 

  ⅰ．重大事故等発生時の技術支援のため，プラントメーカと平常時より

連絡体制を構築する。 

  ⅱ．「原子力災害対策特別措置法」（以下「原災法」という。）10条第

１項又は15条第１項に定める事象（おそれとなる事象が発生した場合

も含む）が発生した場合に技術支援を要請する。また，通報訓練によ

り連絡体制を確実なものとする。 

  ⅲ．重大事故等発生時に状況評価及び復旧対策に関する助言，電気，機

械，計装設備，その他の技術的情報の提供等により支援を受ける。 

  ⅳ．技術支援については，全社対策本部室のみならず，必要に応じて緊

急時対策所でも実施可能とする。 

  ⅴ．中長期対応として，事故収束手段及び復旧対策に関する技術支援体
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制の更なる拡充をプラントメーカと協議する。 

 ｂ．協力会社及び燃料供給会社による支援 

重大事故等対策時に当社が実施する事故対策活動を円滑にするため，

事故収束及び復旧対策活動の協力が得られるよう，平常時に当社業務

を実施している協力会社及び燃料供給会社と支援内容に関する覚書又

は協定等を締結し，支援体制を整備するとともに，平常時より必要な

連絡体制を整備する。 

協力会社の支援については，重大事故等対策時においても要請でき

る体制とし，協力会社要員の人命及び身体の安全を最優先にした放射

線管理を実施する。また，事故対応が長期に及んだ場合においても交

代要員等の継続的な派遣を得られる体制とする。 

 (ａ) 放射線測定，管理業務の支援体制 

   重大事故等発生時における放射線測定，管理業務の実施について，協

力会社と覚書を締結する。 

 (ｂ) 重大事故等発生時における設備の修理，復旧の支援体制 

重大事故等発生時に，事故収束及び復旧対策活動に関する支援協力

について協力会社と覚書を締結する。 

 (ｃ) 燃料調達に係る支援体制 

   再処理施設に重大事故等が発生した場合における燃料調達手段として，

当社と取引のある燃料供給会社の油槽所等と燃料の優先調達の協定を

締結する。 

   また，再処理施設の備蓄及び近隣からの燃料調達により，燃料を確保

する体制とする。 

 (d) 注水活動に係る支援体制 

   再処理施設に重大事故等が発生した場合に，燃料貯蔵プール等への注
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水活動の支援について協力会社と契約する。 

   大型移送ポンプ車等の取扱いについては平常時より，24時間交代勤務

体制のため，迅速な初動活動が可能である。また，再処理施設で定期

的に訓練を実施する。 

 

 (４) 他の原子力事業者による支援 

   上記のプラントメーカ，協力会社等からの支援のほか，原子力事業者

間で「原子力災害時における原子力事業者間協力協定」を締結し，他

の原子力事業者による支援を受けられる体制を整備している。第5.1.3

－１図及び第5.1.3－２図に原子力災害発生時における支援体制を示す。 

 ａ．目的 

国内原子力事業所（事業所外運搬を含む。）において，原子力災害

が発生した場合，協力事業者が発災事業者に対し，協力要員の派遣，

資機材の貸与その他当該緊急事態応急対策の実施に必要な協力を円滑

に実施し，原子力災害の拡大防止及び復旧対策に努める。 

 ｂ．発災事業者による協力要請 

 (ａ) 原子力災害対策指針に基づく警戒事態が発生した場合，発災事業者

は速やかにその情報を他の原子力事業者に連絡する。 

 (ｂ) 発災事業者は，原災法10条に基づく通報を実施した場合，直ちに他

の協定事業者に対し，協力要員の派遣及び資機材の貸与に係る協力要

請を行う。 

 ｃ．協力の内容 

協力事業者は，発災事業者からの協力要請に基づき，原子力事業所

災害対策が的確, かつ, 円滑に行われるよう，以下の措置を講ずる。 

 (ａ) 環境放射線モニタリングに関する協力要員の派遣 
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 (ｂ) 周辺地域の汚染検査及び汚染除去に関する協力要員の派遣 

 (ｃ) 資機材の貸与他 

 ｄ．原子力事業者支援本部の活動 

 (ａ) 幹事事業者 

発災事業所の場所ごとに，あらかじめ支援本部幹事事業者，支援本

部副幹事事業者を設定している。再処理施設が発災した場合は，それ

ぞれ東北電力株式会社，東京電力ホールディングス株式会社とする。 

幹事事業者は副幹事事業者と協力し，協力要員及び貸与された資機

材を受け入れるとともに，業務の基地となる原子力事業者支援本部を

設置し，運営する。なお，幹事事業者が被災するなど業務の遂行が困

難な場合は，副幹事事業者が幹事事業者の任に当たり，幹事事業者以

外の事業者の中から副幹事事業者を選出する。また支援期間が長期化

する場合は，幹事事業者，副幹事事業者を交代することができる。 

 (ｂ) 原子力事業者支援本部の運営について 

   発災事業者は，協力を要請する際に，候補地の中から原子力事業者支

援本部の設置場所を決定し伝える。当社は，放射性物質が放出された

場合を考慮し，あらかじめ原子力事業者支援本部候補地を再処理事業

所から半径５ｋｍ（原子力災害対策指針における原子力災害対策重点

区域：ＵＰＺ）圏外に設定している。 

   原子力事業者支援本部設置後は，緊急事態応急対策等拠点施設（オフ

サイトセンター）に設置される原子力災害合同対策協議会と連携を取

りながら，発災事業者との協議の上，協力事業者に対して具体的な業

務の依頼を実施する。 

 

 (５) その他組織による支援 
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   原子力事業者は，福島第一原子力発電所の事故対応の教訓を踏まえ，

原子力災害が発生した場合に多様, かつ, 高度な災害対応を可能とす

る原子力緊急事態支援組織を設立し，平成25年１月に，原子力緊急事

態支援センターを共同で設置した。 

   原子力緊急事態支援センターは，平成28年３月に体制の強化及び資機

材の更なる充実化を図り，平成28年12月より美浜原子力緊急事態支援

センターとして本格的に運用を開始した。 

   美浜原子力緊急事態支援センターは，発災事業者からの原子力災害対

策活動に係る要請を受けて以下の内容について支援する。 

   なお，美浜原子力緊急事態支援センターにおいて平常時から実施して

いる，遠隔操作による災害対策活動を行うロボット操作技術等の訓練

には当社の原子力防災要員も参加し，ロボット操作技術の修得による

原子力災害対策活動能力の向上を図っている。 

 ａ．発災事業者からの支援要請 

発災事業者は，原災法10条に基づく通報後，原子力緊急事態支援組

織の支援を必要とするときは，美浜原子力緊急事態支援センターに原

子力災害対策活動に係る支援を要請する。 

ｂ．美浜原子力緊急事態支援センターによる支援の内容 

美浜原子力緊急事態支援センターは，発災事業者からの支援要請に

基づき，美浜原子力緊急事態支援センター要員の安全が確保される範

囲において以下の業務を実施することで，発災事業者の事故収束活動

を積極的に支援する。 

 (ａ) 美浜原子力緊急事態支援センターから支援拠点までの，美浜原子力

緊急事態支援センター要員の派遣や資機材の搬送。 

(ｂ) 支援拠点から発災事業所の災害現場までの資機材の搬送。 
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 (ｃ) 発災事業者の災害現場における線量当量率をはじめとする環境情報

収集の支援活動。 

 (ｄ) 発災事業者の災害現場における作業を行う上で必要となるアクセス

ルートの確保作業の支援活動。 

 (ｅ) 支援活動に必要な範囲での，放射性物質の除去等の除染作業の支援

活動。 

ｃ．美浜原子力緊急事態支援センターの支援体制 

(ａ) 事故時 

  ⅰ．原子力災害発生時，事故が発生した事業者からの出動要請を受け，

要員及び資機材を美浜原子力緊急事態支援センターから迅速に搬送す

る。 

  ⅱ．事故が発生した事業者の指揮の下，協同で遠隔操作可能なロボット

等を用いて現場状況の偵察，線量当量率の測定，がれき等屋外障害物

の除去によるアクセスルートの確保，屋内障害物の除去や機材の運搬

等を行う。 

(ｂ) 平常時 

  ⅰ．緊急時の連絡体制（24時間体制）を確保し，出動計画を整備する。 

  ⅱ．ロボット等の操作訓練や必要な資機材の調達及び維持管理を行う。 

  ⅲ．訓練等で得られたノウハウや経験に基づく改良を行う。 

 (ｃ) 要員 

  ⅰ．21 人 

 (ｄ) 資機材 

  ⅰ．遠隔操作資機材（小型ロボット，中型ロボット，無線重機，無線ヘ

リコプター） 

  ⅱ．現地活動用資機材（放射線防護用資機材，放射線管理用及び除染用
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資機材，作業用資機材，一般資機材） 

  ⅲ．搬送用車両（ワゴン車，大型トラック，中型トラック） 

 

 (６) 支援拠点 

   福島第一原子力発電所事故において，発電所外からの支援に係る対応

拠点としてＪヴィレッジを活用したことを踏まえ，再処理施設におい

ても同様な機能を配置する候補地点をあらかじめ選定し，必要な要員

及び資機材を確保する。 

   候補地点の選定に当たっては，放射性物質が放出された場合を考慮し，

再処理施設から半径５ｋｍ圏外の地点に選定する。 

   再処理事業所再処理事業部原子力事業者防災業務計画においては，第

一千歳平寮を支援拠点として定めている。 

   原災法10条に基づく通報の判断基準に該当する事象が発生した場合，

全社対策本部長は，原子力事業所災害対策の実施を支援するための再

処理施設周辺の拠点として支援拠点の設置を指示し，支援拠点の責任

者を指名する。また，全社対策本部長は，支援計画を策定して支援拠

点の責任者に実行を指示するとともに，再処理施設の災害対応状況，

要員及び資機材の確保状況等を踏まえて，効果的な支援ができるよう

に適宜見直しを行う。 

   支援拠点の責任者は，支援計画に基づき，全社対策本部及び関係機関

と連携して，再処理施設における災害対策活動を支援する。防災組織

全体図を第5.1.3－２図に示す。 

   また，支援拠点で使用する資機材は，第一千歳平寮等にて確保してお

り，定期的に保守点検を行い，常に使用可能な状態に整備する。 

   なお，資機材ついては，再処理施設内であらかじめ用意された資機材
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により，事故発生後７日間は事故収束対応が維持でき，また，事象発

生後６日間までに外部から支援を受けられる計画としている。 
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第5.1.3－１図 全社対策本部の概要 
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第5.1.3－２図 防災組織全体図 
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5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備 

重大事故等に的確，かつ，柔軟に対処できるように，手順書を整備し，

教育及び訓練を実施するとともに，必要な体制を整備する。 

 

 (１) 再処理施設の重大事故の特徴 

再処理施設で取り扱う使用済燃料の崩壊熱は，原子炉から取り出した

後の冷却期間により低下している。再処理施設は，基本的に常温，常圧

で運転していることから，重大事故に至るおそれのある安全機能の喪失

から重大事故発生までの事象進展が緩やか（設備の温度上昇や圧力低下

等のパラメータの変動までに一定程度の時間を要する）であり，時間余

裕がある。したがって，重大事故に至るおそれのある安全機能の喪失と

判断した後，対策の準備とその後の対策を確実に実施することが可能で

ある。また，放射性物質を閉じ込めるための安全機能の喪失に至った場

合であっても，大気中への放射性物質の放出に至るまでの時間余裕があ

る。 

一方で，再処理施設は，同時に複数の工程を運転するため，放射性物

質も多数の建屋及び機器に分散しており，設備及び機器により内包する

放射性物質量が異なることから，重大事故に至るまでの時間余裕もそれ

ぞれ異なる。また，放射性物質の形態が工程によって異なるため，大気

中へ放射性物質を放出する重大事故の形態も多様である。 

重大事故には，その発生を警報により検知する重大事故及び安全機能

の喪失により判断する重大事故がある。発生を警報により検知する重大

事故については，制御建屋の中央制御室における安全系監視制御盤，監

視制御盤等により事故の発生を瞬時に検知し，事故発生を判断して直ち

に重大事故の対策を行う。制御建屋1階平面図を第5.1.4－１図に示す。 
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安全機能の喪失により，発生のおそれを検知する重大事故等について

は，通常の運転状態の監視により異常を検知し，復旧操作により，安全

機能が回復できない場合には，安全機能の喪失と判断し，直ちに重大事

故等の対策準備を開始する。 

 a．発生を警報により検知する重大事故 

 (a) 臨界事故 

 (b) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

 ｂ．安全機能の喪失により判断する重大事故等 

 (a) 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

 (b) 放射線分解により発生する水素による爆発 

 (c) 燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

 

 (2) 平常運転時の監視から対策開始までの流れ 

平常運転時の監視から対策開始までの基本的な流れを第 5.1.4－２図，

第 5.1.4－３図に示す。自然災害については，前兆事象を確認した時点

で手順書に基づき対応を実施する。自然災害における対策の開始まで

の流れを第 5.1.4－４図，第 5.1.4－５図に示す。 

 a．平常運転時の監視 

平常運転時の監視は，制御室の安全監視制御盤及び監視制御盤にて

流量，温度等のパラメータが適切な範囲内であること，機器の起動状

態及び受電状態を定期的に確認し，記録する。 

また，機能喪失により事故に至る可能性がある安全機能について，

対処の制限時間を常時把握する。 
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 ｂ．異常の検知 

 (ａ) 異常の検知は，制御室での状態監視及び巡視点検結果から，警報発

報，運転状態の変動，動的機器の故障及び静的機器の損傷等の異常の発

生により行う。 

臨界警報の発報を確認した場合は，臨界事故発生と判断し，第5－１

表に示す「1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等」へ移行する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生による警報の発報を確認し

た場合は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生と判断し，第5－１

表に示す「1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順

等」へ移行する。 

 (ｂ) 地震時においては，揺れが収まったことを確認してから，速やかに

監視制御盤等にて警報発報を確認する。 

 (ｃ) 火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合

は，設備の運転状態の監視を強化するとともに，事前の対応作業とし

て，手順書に基づき，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中型

移送ポンプ等の建屋内への移動，可搬型建屋外ホースの敷設及び除灰

作業の準備を実施する。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰

作業を実施する。 

 ｃ．安全機能の回復操作  

   回復操作は，発報した警報に対応する警報対応手順書を参照し，あら

かじめ定められた対応を行い，異常状態の解消を図ることにより行う。 

 (ａ) 内部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流

量低警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認に

よる故障の判断及び回復操作を行う。 

 (ｂ) 外部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流
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量低警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認に

よる故障の判断及び回復操作を行う。 

 (ｃ) 安全空気圧縮装置故障警報又は安全圧縮空気系の圧力低警報が発報

した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認による故障の判

断及び回復操作を行う。 

 (ｄ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設における安全冷却水系冷却水循

環ポンプの故障警報，プール水冷却系ポンプの故障警報又は補給水設備

ポンプの故障警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現

場確認による故障の判断及び回復操作を行う。 

 (ｅ) 母線電圧低警報及び非常用発電機故障警報が発報した場合は警報対

応手順書にしたがって，現場確認による故障の判断及び回復操作を行

う。 

 ｄ．安全機能喪失の判断 

回復操作により異常状態からの回復ができず，動的機器の多重故障

又は全交流動力電源の喪失に至る場合には，安全機能の喪失と判断す

る。 

ただし，地震を要因とする動的機器の多重故障，全交流動力電源の

喪失又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合は，回復操作を実施せず

安全機能の喪失と判断する。 

なお，地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失

又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合は，第5－１表に示す「1.0 

地震を要因とする重大事故等における対応手順等（共通）」へ移行し，

対策活動に先立ち現場環境確認等を行う。 

 (ａ) 内部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流

量低警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができず，動
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的機器の多重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，発生した

建屋個別で第5－１表に示す「1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に

対処するための手順等」へ移行する。 

 (ｂ) 外部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流量

低警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができず，動的機

器の多重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示

す「1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等」及

び「1.3 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等」へ移行する。 

 (ｄ) 安全空気圧縮装置故障警報又は安全圧縮空気系の圧力低警報が発報

後，回復操作による異常状態からの回復ができず，安全圧縮空気系の

動的機器の多重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第5－１

表に示す「1.3 放射線分解により発生する水素による爆発に対処する

ための手順等」へ移行する。 

 (ｅ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設における安全冷却水系冷却水循

環ポンプの故障警報，プール水冷却系ポンプの故障警報又は補給水設備

ポンプの故障警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができ

ず，動的機器の多重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第5

－１表に示す「1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」へ移

行する。 

 (ｆ) 母線電圧低警報及び非常用発電機故障警報が発報後，回復操作による

異常状態からの回復ができず，全交流動力電源の喪失に至る場合は，安

全機能の喪失と判断し，第5－１表に示す「1.2  冷却機能の喪失による

蒸発乾固に対処するための手順等」，「1.3  放射線分解により発生す

る水素による爆発に対処するための手順等」及び「1.5  使用済燃料貯
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蔵槽の冷却等のための手順等」へ移行する。 

 (ｇ) 火山の影響により外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機の多

重故障が発生した場合は，安全機能の喪失と判断し，第5－１表に示す

「1.2  冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等」，

「1.3  放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手

順等」及び「1.5  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」へ移行

する。 

また，火山の影響により安全冷却水系の冷却塔が機能喪失した場合

は，安全機能の喪失と判断し，第5－１表に示す「1.2  冷却機能の喪

失による蒸発乾固に対処するための手順等」，「1.3 放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処するための手順等」及び「1.5  使用

済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」へ移行する。 

火山の影響により安全圧縮空気系の空気圧縮機が機能喪失した場合

は，安全機能の喪失と判断し，第5－１表に示す「1.3  放射線分解に

より発生する水素による爆発に対処するための手順等」へ移行する。 

異常の検知から安全機能の喪失までの判断を第5.1.4－1表に示す。 

 

 (3) 手順書の整備 

重大事故等対策時において，事象の種類及び事象の進展に応じて重

大事故等に的確，かつ，柔軟に対処できるように重大事故等発生時対

応手順書を整備する。 

 ａ．全ての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失，安全機能を有する

施設の機器若しくは計測器類の多重故障が，単独で，同時に又は連鎖

して発生した状態において，限られた時間の中で，再処理施設の状態

の把握及び重大事故等対策の適切な判断を行うため，必要な情報の種
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類，その入手の方法及び判断基準を明確にし，重大事故等発生時対応

手順書に整備する。 

重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータのうち，

再処理施設の状態を直接監視するパラメータを再処理施設の状態を監視

するパラメータの中からあらかじめ選定し，計器の故障時に再処理施

設の状態を把握するための手順及び計測に必要な計器電源が喪失した

場合の手順を重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

また，選定した直接監視するパラメータが計器の故障等により計測

できない場合は，可搬型計器を現場に設置し，定期的にパラメータ

確認を行うことを重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

具体的には，第 5－１表に示す「1.10  事故時の計装に関する手順

等」の内容を含むものとする。 

中央制御室には，昼夜にわたり，再処理施設に影響を及ぼす可能性

のある自然現象等(森林火災，草原火災，航空機落下，近隣工場等の火

災等)の発生を確認するための暗視機能を有する監視カメラの表示装置

並びに敷地内の気象観測関係の表示装置を設ける。また，火災発生等

を確認した場合に消火活動等の対策に着手するための判断基準を明確

にした手順書を整備する。 

 ｂ．重大事故等の発生及び拡大を防ぐために 優先すべき操作等の判断基

準をあらかじめ明確にし，限られた時間の中で実施すべき重大事故等

への対処について各役割に応じて対処できるよう，以下のとおり重大

事故等発生時対応手順書を整備する。 

全交流動力電源喪失時等において，準備に長時間を要する可搬型重

大事故等対処設備を必要な時期に使用可能とするため，準備に要する

時間を考慮の上，明確な手順着手の判断基準を重大事故等発生時対応
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手順書に整備する。 

警報発報により発生を検知する重大事故については，当該重大事故

への対処において，放射性物質を再処理施設内に可能な限り閉じ込め

るための対処等を重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策については，発生防止

対策の結果に基づき，拡大防止対策の実施を判断するのではなく，安

全機能の喪失により，重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策の

実施を同時に判断することを重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

重大事故等対策を実施する際の優先順位については，重大事故の発

生を仮定する機器の時間余裕が短いものから実施する。 

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素

による爆発については原則として，まず，高性能粒子フィルタ等によ

り放射性物質を可能な限り除去した上で排気できるよう，既存の排気

設備の他，放射性物質の浄化機能を有する代替策を追加することによ

り，管理放出するための重大事故等対策を優先し，その後に冷却機能

及び水素掃気機能の代替手段としての重大事故等対策を実施する。こ

れらの対策を記載した重大事故等発生時対応手順書を整備する。 

重大事故等の発生防止対策，拡大防止対策については，いずれの対

策も不測の事態に備えて，原則として事象発生予測時間の２時間前ま

でに完了するよう，手順を重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等への対処を実施するに当たり，作業に従事する要員の過

度な放射線被ばくを防止するため，放射線被ばく管理に係る対応につ

いて重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等発生時の被ばく線量管理は，個人線量計による被ばく線

量管理及び管理区域での作業時間管理によって行う。１作業あたりの
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被ばく線量が10ｍＳｖ以下とすることを目安に計画線量を設定し，作

業者の被ばく線量を可能な限り低減できるようにする。また，１作業

あたりの被ばく線量が10ｍＳｖ以下での作業が困難な場合は，緊急作

業における線量限度である100ｍＳｖ又は250ｍＳｖを超えないよう管

理する。その場合においても，作業者の被ばく線量が可能な限り低減

できるよう，段階的に計画線量を設定する。 

建屋内の重大事故等対策の作業については，作業負荷の観点から１

回当たり１時間30分以内を目安とし，当該作業後に他の作業を行う場

合には，30分の休憩時間を確保する。 

建屋外の重大事故等対策の作業については，予備要員を３人確保し，

交代で休憩をとりながら作業を行う。また，可搬型中型移送ポンプや

大型移送ポンプ車の連続運転中の監視作業は，２人の監視要員が１時

間交代で休憩をとりながら監視を行う。 

地震時においては，監視制御盤等により安全機能の喪失を判断するた

めの情報を把握した時点を起点として，安全機能の喪失の判断に10分間

を要するものと想定する。そのため，重大事故等の対策に必要な要員の

評価等においては，重大事故等への対処のうち判断に基づき実施する操

作及び作業は，安全機能の喪失を判断するための情報の把握から10分後

以降に開始するものとする。 

 ｃ．財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち，行動でき

るよう，社長は，あらかじめ方針を示す。 

   重大事故等時の対処においては，財産（設備等）保護よりも安全を優

先する方針に基づき定めた重大事故等発生時対応手順書を整備し，判断

基準を明記する。重大事故等対策時においては，統括当直長（実施責任

者）が躊躇せず判断できるように，財産（設備等）保護よりも安全を優
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先する方針に基づき，判断基準を定めた重大事故等発生時対応手順書を

整備する。 

   重大事故等対策時の非常時対策組織の活動において，重大事故等対策

を実施する際に，再処理事業部長（非常時対策組織本部長）は，財産

（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従った判断を実施する。 

 ｄ．事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策を実施するため，実

施組織用及び支援組織用の手順書を適切に定める。手順書が事故の進

展状況に応じていくつかの種類に分けられる場合は，それらの構成を

明確化し，かつ，各手順書相互間の移行基準を明確化する。各手順書

は，重大事故等対策を的確に実施するために，事故の進展状況に応じ

て，以下のように構成し定める。重大事故等発生時対応手順書を含む

文書体系を第5.1.4－６図に示す。 

 (ａ) 運転手順書 

再処理施設の平常運転（操作項目，パラメータ等の確認項目，操作

上の注意事項等）を記載した手順書 

 (ｂ) 警報対応手順書 

制御室及び現場制御盤に警報が発生した際に，警報発生原因の除去

あるいは設備を安全な状態に維持するために必要な対応を警報ごとに

記載した手順書 

 (ｃ) 重大事故等発生時対応手順書 

複数の設備の故障等による異常又は重大事故に至るおそれがある場

合に必要な対応を重大事故事象ごとに記載した手順書は，以下のとお

りとする。 

ⅰ．重大事故への進展を防止するための発生防止手順書 

ⅱ．重大事故に至る可能性がある場合，事故の拡大を防止するための
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手順書（放射性物質の放出を防止するための手順書を含む） 

警報対応手順書で対応中に機器の多重故障が発生し，安全機能の回

復ができない場合には，統括当直長（実施責任者）が安全機能の喪失

と判断し，重大事故等発生時対応手順書へ移行する。 

さらに，重大事故等発生時対応手順書で対応中に発生防止及び拡大

防止（影響緩和含む）への措置がすべて機能しない場合は，大規模損

壊発生時対応手順書へ移行する。 

大気及び海洋への放射性物質の拡散の抑制，制御室，監視測定設備，

緊急時対策所並びに通信連絡設備に関する手順書を整備する。 

重大事故等発生時対応手順書は，事故の進展状況に応じて構成を明

確化し，手順書相互間を的確に移行できるよう，移行基準を明確にす

る。 

重大事故等発生時の対策のうち，要員に余裕があった場合のみに実

施できるもの， 特定の状況下においてのみ有効に機能するもの， 対

処に要する手順が多いこと等により，対処に要する時間が重大事故等

対処設備を用いた対処よりも長いものは，自主対策として位置づける。 

自主対策については，重大事故等の対処に悪影響を与えない範囲で

実施することをこれらの手順書に明記する。 

 ｅ．重大事故等対策実施の判断基準として確認する温度，圧力，水位等の

計測可能なパラメータを整理し，重大事故等発生時対応手順書に明記

する。また，重大事故等対策実施時におけるパラメータの挙動予測，

影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を，重大事故等発生時対応

手順書に明記する。 

   重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータのうち，

再処理施設の状態を直接監視するパラメータを，あらかじめ選定し，
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運転手順書及び重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

重大事故等発生時対応手順書には，耐震性，耐環境性のある計測機

器での確認の可否，記録の可否，直流電源喪失時における可搬型計器

による計測可否等の情報を明記する。 

再処理施設の状態を監視するパラメータが故障等により計測不能な

場合における他のパラメータによる推定方法を重大事故等発生時対応

手順書に明記する。 

有効性評価等にて整理した有効な情報は，実施組織要員である当直

（運転員）が監視すべきパラメータの選定，状況の把握及び進展予測

並びに対応処置の参考情報とし，重大事故等発生時対応手順書に明記

する。 

また，有効性評価等にて整理した有効な情報は，支援組織が支援す

るための参考情報とし，重大事故等発生時支援実施手順書に整理する。 

 ｆ．前兆事象として把握ができるか，重大事故等を引き起こす可能性があ

るかを考慮して，設備の安全機能の維持及び事故の未然防止対策をあ

らかじめ検討し，前兆事象を確認した時点で，必要に応じて事前の対

応ができる体制及び手順書を整備する。 

対処により重大事故等に至ることを防止できる自然現象については，

施設周辺の状況に加えて，気象庁発表の警報等を踏まえた進展を予測

し，施設の安全機能の維持及び事故の防止措置を講ずるため，必要に

応じて事前の対応ができる体制及び手順書を整備する。 

大津波警報が発表された場合に，再処理施設を安定な状態に移行さ

せるため，原則として各工程の停止操作を実施するための手順書を整

備する。 
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台風の通過が想定される場合に，屋外設備の暴風雨対策及び巡視点

検を強化するため，必要に応じて事前の対応を実施するための手順書

を整備する。 

竜巻の発生が予想される場合に，車両の退避又は固縛の実施，クレ

ーン作業の中止等，設計竜巻から防護する施設を防護するため，必要

に応じて事前の対応を実施するための手順書を整備する。 

火山の影響により，降灰予報(「やや多量」以上)を確認した場合に，

事前の対応作業として，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中

型移送ポンプ等の建屋内への移動，可搬型建屋外ホースの敷設を実施

するための手順書並びに除灰作業を実施するための手順書を整備する。 

設計基準を上回る規模の積雪が予想される場合に，降雪の状況に応

じて除雪作業を実施するための手順書を整備する。 

干ばつ及び湖若しくは川の水位低下が発生した場合に，再処理施設

を安定な状態に移行させるため，原則として各工程を停止するための

手順書を整備する。また，必要に応じて外部からの給水作業を実施す

るための手順書を整備する。 

その他の前兆事象を伴う事象については，気象情報の収集，巡視点

検の強化及び前兆事象に応じた事故の未然防止の対応ができる手順書

を整備する。 

 

 (4) 訓練の実施 

   重大事故等対策を実施する要員に対し，重大事故等対策時における事

故の種類及び事故の進展に応じて的確, かつ，柔軟に対処するために

必要な力量を確保するため，教育及び訓練を計画的に実施する。 

必要な力量の確保については，平常運転時の実務経験を通じて付与
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される力量を考慮する。 

また， 事故時対応の知識及び技能について，重大事故等対策を実施

する要員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻度及び内容で計

画的に実施することにより，重大事故等対策を実施する要員の力量の

維持及び向上を図る。 

   教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は，以下の基本方針に基づき

教育訓練の計画を定め，実施する。 

 

 ａ．基本方針 

 (ａ) 重大事故等対策を実施する要員に対し必要な教育及び訓練を年１回

以上実施し，評価することにより，力量が維持されていることを確認

する。 

 (ｂ) 重大事故等対策を実施する要員が力量の維持及び向上を図るために

は，各要員の役割に応じた教育及び訓練を受ける必要がある。各要員

の役割に応じた教育及び訓練を計画的に繰り返すことにより，各手順

を習熟し，力量の維持及び向上を図る。 

 (ｃ) 重大事故等対策を実施する要員の力量評価の結果に基づき教育及び

訓練の有効性評価を行い，年１回の実施頻度では力量の維持が困難と

判断される教育及び訓練については，年２回以上実施する。 

 (ｄ) 重大事故等対策における制御室での操作及び動作状況確認等の短時

間で実施できる操作以外の作業や操作については，第5－２表の「重大

事故等対策における操作の成立性」に必要な重大事故等に対処する要

員数及び想定時間にて対応できるように，教育及び訓練により効果的， 

かつ， 確実に実施できることを確認する。 

 (ｅ) 教育及び訓練の実施結果により，手順，資機材及び体制について改
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善要否を評価し，必要により手順，資機材の改善，体制，教育及び訓

練計画への反映を行い，力量を含む対応能力の向上を図る。 

重大事故等対策を実施する要員に対して，重大事故等対策時におけ

る事故の種類及び事故の進展に応じて的確，かつ，柔軟に対処できる

ように，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じた教育及び訓練

を実施し，計画的に評価することにより力量を付与し，運転開始前ま

でに力量を付与された重大事故等対策を実施する要員を必要人数配置

する。 

重大事故等対策を実施する要員を確保するため，以下の基本方針に

基づき教育及び訓練を実施する。 

計画（Ｐ），実施（Ｄ），評価（Ｃ），改善（Ａ）のプロセスを適切に

実施し，ＰＤＣＡサイクルを回すことで，必要に応じて手順書の改善，

体制の改善等の継続的な重大事故等対策の改善を図る。 

 ｂ．教育及び訓練の実施 

 (ａ) 重大事故等対策は，再処理施設の状況に応じた幅広い対策が必要で

あることを踏まえ，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，

重大事故等時の再処理施設の挙動に関する知識の向上を図る教育及び

訓練を実施する。 

   重大事故等対策時に再処理施設の状態を早期に安定な状態に導くため

の的確な状況把握，確実及び迅速な対応を実施するために必要な知識

について，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じた，教育及び

訓練を計画的に実施する。 

 (ｂ) 重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，定期的に重大事故

等対策に係る知識ベースの理解の向上に資する教育を行う。また，重

大事故等対策に関する基本的な知識，施設のプロセスの原理，安全設
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計及び対処方法について，教育により修得した知識の維持及び向上を

図るとともに，日常的な施設の操作により，習得した操作に関する技

能についても維持及び向上を図る。 

   現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員が，作業に習熟し必

要な作業を確実に完了できるように，重大事故等対策を実施する要員

の役割分担及び責任者などを定め，連携して一連の活動を行う訓練を

計画的に実施する。 

重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，

重大事故等対策時の再処理施設の状況の把握，的確な対応操作の選択，

確実な指揮命令の伝達等の一連の非常時対策組織の機能，非常時対策

組織における支援組織の位置付け，実施組織と支援組織の連携を含む

非常時対策組織の構成及び手順書の構成に関する机上教育を実施する

とともに，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，重大事故

等対策に係る訓練を実施する。 

   重大事故等対策時の再処理施設の状況の把握，的確な対応操作の選択

等，実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための訓練

等を計画的に実施する。 

   重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，知

識の向上と手順書の実効性を確認するため，模擬訓練を実施する。ま

た，重大事故等対策時の対応力を養成するため，手順に従った対応中

において判断に用いる監視計器の故障や作動すべき機器の不作動等，

多岐にわたる機器の故障を模擬し，関連パラメータによる事象判断能

力，代替手段による復旧対応能力等の運転操作の対応能力向上を図る。 

   重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，再

処理施設の安全機能の回復のために必要な電源確保及び可搬型重大事
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故等対処設備を使用した対応操作を習得することを目的に，手順や資

機材の取扱い方法の習得を図るための訓練を，訓練ごとに頻度を定め

て実施する。訓練では，訓練ごとの訓練対象者全員が実際の設備又は

訓練設備を操作して訓練を実施する。 

 (ｃ) 重大事故等対策時において復旧を迅速に実施するために，平常時か

ら保守点検活動を社員自らが行って，部品交換等の実務経験を積むこ

と等により，再処理施設，予備品等について熟知する。 

   当直（運転員）は，平常運転時に実施する項目を定めた手順書に基づ

き，設備の巡視点検，定期試験及び運転に必要な操作を自らが行う。 

   現場における設備の点検においては，マニュアルに基づき，隔離の確

認，外観目視点検，試運転等の重要な作業ステップをホールドポイン

トとし立会確認を行うとともに，工事要領書の内容確認及び作業工程

検討等の保守点検活動を社員自らが行う。さらに， 重大事故等対策時

からの設備復旧に係わる要員は，要員の役割に応じて，研修施設等に

てポンプ及び空気圧縮機の分解点検及び部品交換，並びに補修材によ

る応急措置の実習を協力会社とともに実施することにより技能及び知

識の向上を図る。 

   重大事故等対策については，重大事故等対策を実施する要員が，要員

の役割に応じて，可搬型重大事故等対処設備の設置，配管接続，ケー

ブルの敷設及び接続，放出される放射性物質の濃度の測定，線量の測

定，アクセスルートの確保及びその他の重大事故等対策の資機材を用

いた訓練を行う。 

   重大事故等対策を実施する要員のうち自衛消防組織の消火班の要員は，

初期消火活動を実施するための消防訓練を定期的に実施する。 
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   再処理施設とウラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設（以下

「ＭＯＸ燃料加工施設」という。）の各要員の教育及び訓練は，連携

して行うことで必要な知識の向上及び技能の習得を図る。 

   統括当直長は，重大事故等発生時及び大規模損壊時の各事象発生時に

的確に判断することが求められるため，総合的に教育及び訓練を実施

する。 

   小型船舶，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，監

視測定用運搬車, けん引車，ホイールローダ及びタンクローリについ

ては，有資格者により取扱いを可能とし，教育及び訓練を実施するこ

とで技能の維持及び向上を図る。 

 (d) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策及び重大事故等発

生後の復旧を迅速に実施するため，高線量下を想定した訓練及び放射

線防護具等を使用する訓練並びに夜間の視界不良及び悪天候下の厳し

い環境条件を想定した事故時対応訓練を行う。 

   また，あらかじめ定めた連絡体制に基づき，夜間及び休日（平日の勤

務時間帯以外）を含めて必要な重大事故等の対策を行う要員を非常招

集できるように，アクセスルート等を検討するとともに, 非常時対策

組織要員の対象者に対して計画的に通報連絡訓練を実施する。 

 (e) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策時の対応や事故後

の復旧を迅速に実施するため，設備及び事故時用の資機材等に関する

情報及び手順書並びにマニュアルが即時に利用できるよう，平常時か

ら保守点検活動等を通じて準備し，それらの情報及び手順書並びにマ

ニュアルを用いた事故時対応訓練を行う。 

それらの情報及び手順書並びにマニュアルを用いて，事故時対応訓

練を行うことで，設備資機材の保管場所，保管状態を把握し，取扱い
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の習熟を図るとともに，資機材等に関する情報及び手順書の管理を実

施する。 

 

 (5) 体制の整備 

重大事故等発生時において重大事故等に対応するための体制として，

以下の方針に基づき整備する。 

 ａ．重大事故等対策を実施する実施組織及び支援組織の役割分担及び責任

者などを定め，指揮命令系統を明確にし,効果的な重大事故等対策を実

施し得る体制を整備する。 

重大事故等を起因とする原子力災害が発生するおそれがある場合又

は発生した場合に，事故原因の除去，原子力災害の拡大防止及びその

他の必要な活動を迅速，かつ，円滑に行うため，再処理事業部長（原

子力防災管理者）は，事象に応じて非常事態を発令し，非常時対策組

織の非常招集及び通報連絡を行い，非常時対策組織を設置して対処す

る。 

非常時対策組織は，再処理施設内の各工程で同時に重大事故等に至

るおそれのある事故が発生した場合においても対応できるようにする。 

   再処理事業部長（原子力防災管理者）は，非常時対策組織本部の本部

長として，非常時対策組織の統括管理を行い，責任を持って原子力防

災の活動方針を決定する。 

非常時対策組織における指揮命令系統を明確にするとともに，指揮

者である非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）が不在の

場合は，あらかじめ定めた順位に従い，副原子力防災管理者がその職

務を代行する。 

非常時対策組織は，本部長，副本部長，再処理工場長，核燃料取扱
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主任者，連絡責任者及び支援組織の各班長で構成する非常時対策組織

本部，重大事故等対策を実施する実施組織，実施組織に対して技術的

助言を行う技術支援組織及び実施組織が重大事故対策に専念できる環

境を整える運営支援組織で構成する。 

非常時対策組織において，指揮命令は非常時対策組織本部の本部長

を 上位に置き，階層構造の上位から下位に向かってなされる。一方，

下位から上位へは，実施事項等が報告される。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設との同時発災の場合においては，非常時

対策組織本部の副本部長として燃料製造事業部長及びＭＯＸ燃料加工

施設の核燃料取扱主任者を非常時対策組織本部に加え，非常時対策組

織本部の本部長が両施設の原子力防災の方針を決定する。非常時対策

組織の構成を第 5.1.4－２表，非常時対策組織の体制図を第 5.1.4－７，

８図に示す。 

平常運転時の体制下での運転，日常保守点検活動の実施経験が非常

時対策組織での事故対応，復旧活動に活かすことができ，組織が効果

的に重大事故等対策を実施できるように，専門性及び経験を考慮した

作業班の構成を行う。 

火災発生時の消火活動は，非常時対策組織とは別組織の自衛消防組

織（第5.1.4－８図参照）のうち，消火班及び消火専門隊が実施する。 

 b．非常時対策組織本部は，本部長，副本部長，再処理工場長，核燃料取

扱主任者，連絡責任者及び支援組織の各班長で構成し，緊急時対策所

を活動拠点として，施設状況の把握等の活動を統括管理し，非常時対

策組織の活動を統括管理する。 

   重大事故等対策時には支援組織要員を中央制御室へ派遣し，再処理施

設や中央制御室の状況及び実施組織の活動状況を非常時対策組織本部
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及び支援組織に報告する。また，支援組織の対応状況についても支援

組織の各班長より適宜報告されることから，常に綿密な情報の共有が

なされる。 

   あらかじめ定めた手順にしたがって実施組織が行う重大事故等対策に

ついては，統括当直長（実施責任者）の判断により自律的に実施し，

非常時対策組織本部及び支援組織に実施の報告が上がってくることに

なる。 

   核燃料取扱主任者は，重大事故等対策時の非常時対策組織において，

その職務に支障をきたすことがないように，独立性を確保する。核燃

料取扱主任者は，再処理施設の重大事故等対策に関し保安監督を誠実， 

かつ， 優先に行うことを任務とする。 

   夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）に重大事故等が発生した場合，

核燃料取扱主任者が保安の監督を誠実に行うことができるように，非

常時対策組織要員は，通信連絡設備により必要の都度，情報連絡（再

処理施設の状況，対策の状況）を行う。核燃料取扱主任者は得られた

情報に基づき，再処理施設の重大事故等対策に関し保安上必要な場合

は非常時対策組織要員への指示並びに非常時対策組織本部の本部長へ

の意見具申及び対策活動への助言を行う。 

   非常時対策組織の機能を担う要員の規模は，対応する事故の様相及び

事故の進展や収束の状況により異なるが，それぞれの状況に応じて十

分な対応が可能な組織とする。 

 c．実施組織は，当直（運転員）等により構成され，重大事故等対策を円

滑に実施できる体制とし，役割に応じて責任者を配置する。 

 (ａ) 実施組織 

   実施組織は，統括当直長を実施責任者とする。実施責任者（統括当直
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長）は，重大事故等対策の指揮を執る。 

   実施組織は，建屋対策班，建屋外対応班，通信班，放射線対応班，要

員管理班及び情報管理班で構成する。 

   実施責任者（統括当直長）は，実施組織の建屋対策班の各班長，通信

班長，放射線対応班長，要員管理班長，情報管理班長を任命し，重大

事故等対策の指揮を執るとともに，対策活動の実施状況に応じ，支援

組織に支援を要請する。 

また，実施責任者（統括当直長）又はあらかじめ指名された者は，

実施組織の連絡責任者として，事象発生時における対外連絡を行う。 

   実施責任者（統括当直長）及び実施責任者（統括当直長）が任命した

各班長は，制御建屋を活動拠点としているが，制御建屋が使用できな

くなる場合には緊急時対策所に活動拠点を移す。 

  ⅰ．実施組織の各班の役割 

  (ⅰ) 建屋対策班は，制御建屋対策班，前処理建屋対策班，分離建屋対

策班，精製建屋対策班，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋対策班，

ガラス固化建屋対策班，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋対策班及びＭＯ

Ｘ燃料加工施設対策班で構成する。 

  (ⅱ) 建屋対策班は，各対策実施の時間余裕の算出，可搬型計器の設置

を含む各建屋における対策活動の実施及び各建屋の対策の作業進捗管

理並びに各建屋周辺の線量率確認及び可搬型設備の起動確認等を行う。 

    また，地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失

又は安全系監視制御盤の機能喪失の場合には，対策活動に先立ち，現

場環境確認（屋内のアクセスルートの確認），可搬型通話装置の設置

及び圧縮空気手動供給ユニットの弁操作を行う。 

    なお，建屋対策班の詳細な役割をⅱ項に示す。 
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  (ⅲ) 建屋外対応班は，屋外のアクセスルートの確保，貯水槽から各建

屋近傍までの水供給及び可搬型重大事故等対処設備への燃料補給を行

うとともに，工場等外への放射性物質及び放射線の放出抑制並びに航

空機墜落火災発生時の消火活動を行う。 

  (ⅳ) 通信班は，中央制御室において，所内携帯電話の使用可否の確認

結果に応じて，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外

用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型トランシーバ（屋外

用）の準備，確保及び設置を行う。また，通信班は，通信連絡設備設

置完了後は要員管理班へ合流する。 

  (ⅴ) 放射線対応班は，可搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニ

タリング設備及び可搬型気象観測設備の設置，重大事故等の対策に係

る放射線並びに放射能の状況把握，管理区域退域者の身体サーベイ, 

モニタリンクポスト等への代替電源給電，実施組織要員の被ばく管理，

制御室への汚染拡大防止措置等を行う。 

    また，実施組織要員又は自衛消防組織の消火班員若しくは消火専門

隊員に負傷者が発生した場合は，負傷者の汚染検査（除染等を含む）

を行い，その結果とともに，負傷者を支援組織の放射線管理班へ引き

渡す。 

  (ⅵ) 要員管理班は，中央制御室内の中央安全監視室において，中央制

御室内の要員把握を行うとともに，建屋対策班の依頼に基づき，中央

制御室内の対策作業員の中から各建屋の対策作業の要員の割り当てを

行う。 

    対策作業に先立ち実施する現場環境確認のため，実施責任者（統括

当直長）の指示に基づき，対策作業員の中から現場環境確認要員を確

保する。 
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    また，実施組織要員又は自衛消防組織の消火班員若しくは消火専門

隊員に負傷者が発生した場合は，人命保護を目的に速やかに負傷者の

救護を行い，汚染検査のため，実施組織の放射線対応班へ引き渡す。 

  (ⅶ) 情報管理班は，中央制御室内の中央安全監視室において時系列管

理表の作成，作業進捗管理表の作成及び作業進捗の管理，作業時間

の管理，各建屋での対策実施に係る時間余裕の集約及び作業開始目

安時間の集約を行う。 

  ⅱ．建屋対策班の要員ごとの役割 

  (ⅰ) 地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失又は

安全系監視制御盤の機能喪失の場合 

建屋対策班の対策作業員は，建屋対策班長の指示に基づき，対策実

施の時間余裕の算出，作業開始目安時間の算出を行う。 

    また，建屋対策班長は，対策作業に先立ち実施する現場環境確認の

ため，実施責任者（統括当直長）の指示に基づき要員管理班が割り当

てた要員に対して現場環境確認（屋内のアクセスルートの確認），可

搬型通話装置の設置及び手動圧縮空気ユニットの弁操作を指示する。 

    建屋対策班の現場管理者は，初動対応として，担当建屋近傍におい

て，各建屋周辺の線量率確認，可搬型発電機，可搬型排風機及び可搬

型空気圧縮機の起動確認を行う。 

    地震を要因とする溢水及び化学薬品の漏えいに対しては，破損を想

定する機器について耐震対策を実施することにより基準地震動による

地震力に対して耐震性を確保する。 

    しかしながら，現場環境確認時の建屋対策班の対策作業員の防護装

備については，現場環境が悪化している可能性も考慮し，溢水，化学

薬品の漏えい等を考慮した装備とする。現場環境確認により施設状況
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を把握した後の建屋対策班の対策作業員の防護装備については，手順

書に定めた判断基準に基づき適切な防護装備を選定し，建屋対策班長

と放射線対応班長が協議の上，実施責任者（統括当直長）が判断し，

放射線防護装備を決定する。 

    建屋対策班の現場管理者は，対策作業員が実施した現場環境確認の

結果を通信設備を用いて建屋対策班長に報告し，建屋対策班長は，そ

の結果に基づいて対策作業に使用するアクセスルートを決定するとと

もに，手順書に基づいた対策作業の実施を建屋対策班に指示する。 

    建屋対策班は，要員管理班に対して対策作業に必要な作業員の確保

を依頼し，割り当てられた対策作業員により対策作業を行う。 

    建屋対策班の現場管理者は，対策作業開始後，担当建屋の作業状況

を通信設備を用いて建屋対策班長へ伝達するとともに，担当建屋の対

策の作業進捗管理を行う。また，建屋対策班の現場管理者は，対策作

業員に建屋対策班長からの指示を伝達するともに，建屋内の状況や作

業進捗状況等の情報収集を行う。対策作業員に係る汚染管理として，

各建屋入口にて対策作業員同士による相互での身体サーベイを実施す

るとともに，必要に応じ簡易な除染又は養生により，管理区域外への

汚染拡大防止を図る。また，現場作業時は，携行したサーベイメータ

により線量率を把握する。 

    建屋対策班長は，中央制御室内の中央安全監視室において，現場管

理者からの担当建屋内の状況や作業進捗状況の報告に基づき，建屋内

での作業状況の把握及び実施責任者（統括当直長）への作業進捗状況

の報告を行う。 

  (ⅱ) 内的事象を要因とする安全機能の喪失の場合 

内的事象を要因とする場合，上記と同じ対応を行うが，建屋内の
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環境に変化はないので，現場環境確認（屋内のアクセスルートの確

認）は不要である。 

    動的機器の多重故障により発生する内的事象については，故障の判

断の後，動的機器の回復操作を試みるが，１時間30分（地震を要因と

する時の現場環境確認に必要な時間）以内での回復ができない場合に

は，実施責任者（統括当直長）が安全機能の喪失と判断し，重大事故

等対策の作業を開始する。 

    ＭＯＸ燃料加工施設において重大事故等が発生した場合，ＭＯＸ燃

料加工施設の当直長は，再処理施設の中央制御室内の中央安全監視室

において，実施責任者（統括当直長）のもとＭＯＸ燃料加工施設対策

班長として，ＭＯＸ燃料加工施設における状況確認及び活動状況の把

握を行い，実施責任者（統括当直長）への活動結果の報告を行う。 

ＭＯＸ燃料加工施設の対策はＭＯＸ燃料加工施設の当直（運転員）

である現場管理者，対策作業員が行う体制とし，ＭＯＸ燃料加工施設

対策班長が再処理施設の制御建屋へ移動中は，ＭＯＸ燃料加工施設の

現場管理者が指揮を代行する。 

    再処理施設において重大事故等が発生した場合，再処理施設の要員

で重大事故対策が実施できる体制とし，必要に応じてＭＯＸ加工施設

の要員が対策作業に加わる体制を整備する。 

    ＭＯＸ燃料加工施設と再処理施設との同時発災において，両施設の

重大事故等の対策に係る指揮は実施責任者（統括当直長）が行い，両

施設の事故状況に関わる情報収集や事故対策の検討等を行うことによ

り，情報の混乱や指揮命令が遅れることのない体制を整備する。 

    ＭＯＸ燃料加工施設のみに重大事故等が発生した場合，実施責任者

（統括当直長）は，運転手順書に基づき再処理施設の各工程を停止す
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る操作を開始し，再処理施設を安定な状態に移行させることとする。 

    実施組織の構成を第5.1.4－３表に示す。 

 d．支援組織として，実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織及

び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織

を設ける。 

非常時対策組織本部要員及び支援組織要員は，非常時対策組織の本

部長の指示に基づき中央制御室へ派遣する者を除き，緊急時対策所を

活動拠点とする。 

また，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設のそれぞれの必要要員を

確保することにより，両施設の同時発災時においても，重大事故等対

応を兼務して対応できる体制を整備する。 

 (a) 技術支援組織 

技術支援組織は，施設ユニット班，設備応急班及び放射線管理班で

構成する。 

  ⅰ．施設ユニット班は，運転部長又は代行者を班長とし，実施組織が行

う重大事故等の対応の進捗を確認するとともに，事象進展の制限時間

等に関する施設状況を詳細に把握し，重大事故等の対応の進捗に応じ

た要員配置に関する助言，実施組織の要請に基づく追加の資機材の手

配を行う。また，設備応急班が行う応急復旧対策の検討及び実施に必

要な情報の収集及び応急復旧対策の実施支援を行う。 

  ⅱ．設備応急班は，保全技術部長又は代行者を班長とし，施設ユニット

班の収集した情報又は現場確認結果に基づき，設備の機能喪失の原因

及び破損状況を把握し，応急復旧対策を検討及び実施する。 

ⅲ．放射線管理班は，放射線管理部長又は代行者を班長とし，再処理

施設内外の放射線並びに放射能の状況把握，影響範囲の評価，非常
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時対策組織本部要員及び支援組織要員の被ばく管理，緊急時対策建

屋への汚染拡大防止措置等を行う。 

支援組織の放射線管理班は，実施組織要員又は自衛消防組織の消火

班若しくは消火専門隊に負傷者が発生した場合，実施組織の放射線対

応班により実施された汚染検査（除染等を含む）の結果（汚染の有無

等）を受領し，２次搬送先（外部医療機関）へ汚染の有無等の情報を

伝達する。また，非常時対策組織本部要員又は支援組織要員に負傷者

が発生した場合は，負傷者の汚染検査（除染等を含む）を行い，２次

搬送先（外部医療機関）へ汚染の有無等の情報を伝達する。 

 (b) 運営支援組織 

運営支援組織は，総括班，総務班，広報班及び防災班で構成する。 

  ⅰ．総括班は，技術部長又は代行者を班長とし，発生事象に関し，支援

組織の各班が収集した情報を集約，整理するとともに社内外関係機関

への通報連絡及び支援組織の運営を行う。 

  ⅱ．総務班は，再処理計画部長又は代行者を班長とし，事業所内通話制

限，事業所内警備，避難誘導，点呼，安否確認取りまとめ，負傷の程

度に応じた負傷者の応急処置，外部からの資機材の調達，輸送，食料，

水及び寝具の配布管理を行う。 

  ⅲ．広報班は，報道部長又は代行者を班長とし，総括班が集約した情報

等を基に，報道機関及び地域住民への広報活動に必要な情報を収集し，

報道機関及び地域住民に対する対応を行う。 

  ⅳ．防災班は，防災管理部長又は代行者を班長とし，可搬型重大事故等

対処設備を含む防災資機材の配布，公設消防及び原子力防災専門官等

の社外関係機関の対応並びに緊急時対策所の設備操作を行う。 

支援組織の構成を第5.1.4－4表に示す。 
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 ｅ．再処理事業部長（原子力防災管理者）は，警戒事象（その時点では，

公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが，原

災法第10条第１項に基づく特定事象に至るおそれがある事象）におい

ては警戒事態を，特定事象が発生した場合には第１次緊急時態勢を，

原災法第15条第１項に該当する事象が発生した場合には第２次緊急時

態勢を発令し，非常時対策組織要員の非常招集及び通報連絡を行い，

非常時対策組織を設置する。その中に再処理事業部長（原子力防災管

理者）を本部長とする非常時対策組織本部，実施組織及び支援組織を

設置し，重大事故等対策を実施する。 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において，重大事故等が発

生した場合でも，速やかに対策を行えるよう，再処理事業所内に必要

な重大事故等に対処する要員を常時確保する。 

非常時対策組織（全体体制）が構築されるまでの間，宿直している

非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力防災管理者）の指揮の

下，非常時対策組織本部要員（宿直者及び電話待機者），支援組織要員

（当直員及び宿直者）及び実施組織要員（当直員及び宿直者）による

初動体制を確保し，迅速な対応を図る。 

重大事故等が発生した場合に迅速に対応するため，再処理施設の重

大事故等に対処する非常時対策組織（初動体制）の要員として，統括

管理及び全体指揮を行う非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子

力防災管理者）１人，社内外関係各所への通報連絡に係る連絡補助を

行う連絡責任補助者２人，電話待機する再処理施設の核燃料取扱主任

者１人，電話待機するＭＯＸ燃料加工施設の核燃料取扱主任者１人，

支援組織要員12人，実施組織要員185人の合計202人を確保する。 

８－５－279



 

非常時対策組織（初動体制）の非常時対策組織本部の本部長代行者

（副原子力防災管理者）１人，社内外関係各所への通報連絡に係る連

絡補助を行う連絡責任補助者２人，重大事故等への対処に係る情報の

把握及び社内外関係各所への通報連絡に係る役割を持つ支援組織要員

４人，建屋外対応班の班員２人，制御建屋対策班の対策作業員10人は，

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）における宿直及び当直とする。 

宿直者の構成を第5.1.4－５表に示す。 

非常時対策組織本部及び支援組織の宿直者は，大きな揺れを伴う地

震の発生又は実施責任者（統括当直長）の連絡を受け，緊急時対策所

に移動し，非常時対策組織の初動体制を立ち上げ，施設状態の把握及

び社内外関係各所への通報連絡を行う。 

実施組織の宿直者は，大きな揺れを伴う地震の発生又は実施責任者

（統括当直長）の連絡を受け，中央制御室へ移動し，重大事故等対策

を実施する。 

重大事故等が発生した場合に速やかに対応するため，再処理施設の

重大事故等に対処する非常時対策組織の実施組織について， 実施責任

者（統括当直長）１人，建屋対策班長７人，現場管理者６人，要員管

理班３人，情報管理班３人，通信班長１人，放射線対応班15人，建屋

外対応班20人，再処理施設の各建屋対策作業員105人の合計161人で対

応を行う。ＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等に対処する非常時対策組

織の実施組織については, 建屋対策班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設現

場管理者１人，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長１人，放射線対応班

２人，建屋対策作業員16人の合計21人で対応を行う。また，予備要員

として再処理施設に３人を確保する。再処理施設とＭＯＸ燃料加工施

設が同時に発災した場合には，それぞれの施設の実施組織要員182人で
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重大事故対応を行う。再処理施設は，夜間及び休日を問わず，予備要

員を含め164人が駐在し，ＭＯＸ燃料加工施設では，夜間及び休日を問

わず，21人が駐在する。両施設を合わせた実施組織の必要要員数は182

人で，これに予備要員３人を加えた185人が夜間及び休日を問わず駐在

する。重大事故等への対処に係る要員配置を記載したタイムチャート

を第5.1.4－９図に示す。 

非常時対策組織（全体体制）については，事象発生後24時間を目途

に緊急時対策所にて支援活動等ができる体制を整備する。 

宿直者以外の非常時対策組織本部要員及び支援組織要員については，

緊急連絡網等により非常招集連絡を受けて参集拠点に参集する体制と

する。 

また，地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による非常招集

連絡ができない場合においても，再処理施設周辺地域（六ヶ所村）で

震度６弱以上の地震の発生により，宿直者以外の非常時対策組織本部

要員及び支援組織要員が参集拠点に自動参集する体制とする。 

参集拠点は，緊急時対策所まで徒歩で約３時間30分の距離にあり，

社員寮及び社宅がある六ヶ所村尾駮地区に設ける。六ヶ所村尾駮地区

から緊急時対策所までのルートを第5.1.4－10図に示す。 

実施組織要員については，緊急連絡網等を活用して事象発生後24時

間以内に交替要員を確保する。 

地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による招集連絡ができ

ない場合においても，事象発生時以降に勤務予定の当直（運転員）は

再処理施設周辺地域（六ヶ所村）で震度６弱以上の地震が発生した場

合には，参集拠点に自動参集する体制とする。 
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参集拠点には，災害時にも使用可能な通信連絡設備を整備し，これ

を用いて再処理施設の情報を入手し，必要に応じて交替要員を再処理

施設へ派遣する体制を整備する。 

平常運転時は，病原性の高い新型インフルエンザや同様の危険性を

有する新感染症等の発生に備えた体制管理を行う。重大事故等の対策

を行う要員を確保できなくなるおそれがある場合には，交替要員を呼

び出すことにより要員を確保する。 

重大事故等に対処する要員の補充の見込みが立たない場合は，統括

当直長(実施責任者)の判断のもと，運転手順書に基づき再処理施設の各

工程を停止する操作を開始し，再処理施設を安定な状態に移行させる

こととする。 

火災に対する消火活動については，敷地内に駐在する自衛消防組織

の消火班に属する消火専門隊が実施する体制を整備する。また，火災

が発生した場合は，消火班員が必要に応じて消火活動の支援を行う体

制を整備する。 

再処理施設において重大事故等が発生するおそれがある場合又は発

生した場合，再処理施設の重大事故等対策の実施に影響を与える可能

性を考慮し，隣接施設の状況を共有する体制を整備する。 

中央制御室のカメラの表示装置にて，航空機落下による火災を確認

した場合は，実施責任者（統括当直長）の指示に基づき，実施組織の

建屋外対応班による消火活動を実施する。 

 ｆ．再処理施設における重大事故等対策の実施組織及び支援組織の機能は，

ｃ，ｄ項に示す通り明確にするとともに，責任者としてそれぞれ班長

を配置する。 

 g．重大事故等対策の判断については全て再処理事業部にて行うこととし，
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非常時対策組織における指揮命令系統を明確にするとともに，指揮者

である非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）が欠けた場

合に備え，代行者として副原子力防災管理者をあらかじめ定め明確に

する。また，非常時対策組織の実施組織及び支援組織の各班長並びに

実施責任者（統括当直長）についても，代行者と代行順位をあらかじ

め明確にする。 

非常時対策組織本部の本部長は，非常時対策組織の統括管理を行い，

責任を持って，原子力防災の活動方針の決定を行う。 

非常時対策組織本部の本部長が欠けた場合は，副原子力防災管理者

が，あらかじめ定めた順位に従い代行する。 

非常時対策組織の実施組織及び支援組織の各班長が欠けた場合には，

同じ機能を担務する下位の要員が代行するか，又は上位の職位の要員

が下位の職位の要員の職務を兼務することとし，具体的な代行者の配

置については上位の職位の要員が決定することをあらかじめ定める。 

実施責任者（統括当直長）が欠けた場合は，統括当直長代理が代務

に当たることをあらかじめ定める。 

 h．非常時対策組織要員が実効的に活動するための施設及び設備等を整備

する。 

重大事故等が発生した場合，実施組織及び支援組織が定められた役

割を遂行するために，関係各所との連携を図り，迅速な対応により事

故対応を円滑に実施することが必要となることから，以下の施設及び

設備を整備する。 

実施組織は，中央制御室，中央制御室内の中央安全監視室，現場及

び緊急時対策所間の連携を図るため，所内携帯電話の使用可否を確認

し，その結果に基づき，可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トランシ
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ーバ（屋内用）等を整備する。 

支援組織は，再処理施設内外と通信連絡を行い，関係各所と連携を

図るための統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備等

（テレビ会議システムを含む。）を備えた緊急時対策所を整備する。 

また，電源が喪失し照明が消灯した場合でも，迅速な現場への移動，

操作及び作業を実施し，作業内容及び現場状況の情報共有を実施する

ため可搬型照明を整備する。 

これらは，重大事故等対策時において，初期に使用する施設及び設

備であり，これらの施設又は設備を使用することによって再処理施設

の状態を確認し，必要な社内外関係機関への通報連絡を行う。 

また重大事故等対策のため，夜間においても速やかに現場へ移動す

る。 

 i．支援組織は，再処理施設の状態及び重大事故等対策の実施状況につい

て，全社対策本部，国，関係地方公共団体等の社内外関係機関への通

報連絡が実施できるように衛星電話設備及び統合原子力防災ネットワ

ークを用いた通信連絡設備等を配備し，広く情報提供を行う。 

 j．重大事故等発生時に，社外からの支援を受けることができるように支

援体制を整備する。外部からの支援計画を定めるために，あらかじめ

支援を受けることができるようにプラントメーカ，協力会社，燃料供

給会社及び他の原子力事業者との重大事故等発生時の支援活動に係る

覚書又は協定等の締結を行う。 

非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）は，再処理施設

において，警戒事象が発生した場合には警戒態勢を，特定事象が発生

した場合には第１次緊急時態勢を，原災法第 15 条第１項に該当する事

象が発生した場合には第２次緊急時態勢を発令するとともに社長へ直
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ちにその旨を連絡する。 

報告を受けた社長は，警戒事象が発生した場合には全社における警戒

態勢を，特定事象が発生した場合には全社における第１次緊急時態勢

を，原災法第15条第１項に該当する事象が発生した場合には全社にお

ける第２次緊急時態勢を直ちに発令し，全社対策本部の要員を非常招

集する。 

社長は，全社における警戒態勢，第１次緊急時態勢又は第２次緊急時

態勢を発令した場合，速やかに事務建屋に全社対策本部を設置し，全

社対策本部の本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あ

らかじめ定めた順位に従い，副社長及び社長が指名する役員がその職

務を代行する。 

全社対策本部は，非常時対策組織が重大事故等対策に専念できるよう

に技術面及び運用面で支援する。 

全社対策本部の本部長は，全社対策本部の各班等を指揮し，非常時対

策組織の行う応急措置の支援を行うとともに，必要に応じ全社活動方

針を示す。また，原子力規制庁緊急時対応センターの対応要員を指名

し，指名された対応要員は，原子力規制庁緊急時対応センターに対し

て各施設の状況，支援の状況を説明するとともに，質問対応等を行う。 

全社対策本部の事務局は，全社対策本部の運営，非常時対策組織との

情報連絡及び社外との情報連絡の総括を行う。社外からの問合せ対応

にあたり，各施設の情報（回答）は再処理事業部の連絡員を通じて非

常時対策組織より入手する。 

全社対策本部の事務局は，非常時対策組織が実施する応急措置状況

を把握し，全社対策本部の本部長に報告するとともに，必要に応じ全

社対策本部の本部長の活動方針に基づき，関係各設備の応急措置に対
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し，指導又は助言を行う。 

全社対策本部の電力対応班は，プラントメーカ，協力会社，燃料供給

会社及び他の原子力事業者への協力要請並びにそれらの受入れ対応，

支援拠点の運営を行う。 

全社対策本部の放射線情報収集班は，非常時対策組織の支援組織の放

射線管理班が実施する放射線影響範囲の推定及び評価結果を把握し，

全社対策本部の本部長に報告する。 

放射線情報収集班は，非常時対策組織の支援組織の放射線管理班が実

施する放射線防護上の措置について必要に応じ支援を行う。 

全社対策本部の総務班は，全社対策本部の本部長が必要と認めた場合

に，当社従業員等の安否の状況を確認し，全社対策本部の本部長へ報

告する。 

全社対策本部の総務班は，非常時対策組織の支援組織の総務班が実施

する避難誘導状況を把握し，必要に応じ非常時対策組織の支援組織の

総務班と協力して再処理事業部以外の人員に係る避難誘導活動を行う。 

全社対策本部の総務班は，負傷者発生に伴い，非常時対策組織の支援

組織の総務班が実施する緊急時救護活動状況を把握し，必要に応じ指

導又は助言を行う。 

全社対策本部の総務班は，非常時対策組織の支援組織の総務班から社

外の医療機関への搬送及び治療の手配の依頼を受けた場合は，関係機

関へ依頼する。 

全社対策本部の広報班は，記者会見，当社施設見学者の避難誘導及び

オフサイトセンター広報班等との連携を行う。 

全社対策本部の東京班は，国，電気事業連合会及び報道機関対応を行

う。 
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全社対策本部の青森班は，青森県及び報道機関対応を行う。 

全社対策本部の構成を第5.1.4－11図に示す。 

 ｋ．重大事故等発生後の中長期的な対応が必要になる場合に備えて，全社

対策本部が中心となり，プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及

び他の原子力事業者を含めた社内外の関係各所と連携し，適切，かつ，

効果的な対応を検討できる体制を整備する。 

重大事故等への対応や作業が長期間にわたる場合に備えて，機能喪

失した設備の部品取替による復旧手段を整備するとともに，主要な設

備の取替部品をあらかじめ確保する。 

また，重大事故等対策時に，機能喪失した設備の復旧を実施するた

めの作業環境の線量低減対策や，放射性物質を含んだ汚染水が発生し

た場合の対応等について，事故収束対応を円滑に実施するため，平常

時から必要な対応を検討できる協力体制を継続して構築する。 

 ⅼ．全社対策本部は，再処理施設において重大事故等が発生した際に，当

社施設の六ヶ所ウラン濃縮工場加工施設及び廃棄物埋設施設で同時期

に事象が発生した場合においても，ｊ.項及びｋ.項に記載した対応を

行う。 
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場
/
中

央
制

御
室

)

全
台

故
障

(
多

重
故

障
)

・
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

　
フ

ァ
ン

故
障

警
報

待
機

号
機

へ
の

切
り

替
え
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第
5
.
1
.
4
－

1
表

　
異

常
の

検
知

か
ら

安
全

機
能

の
喪

失
ま

で
の

判
断

(
2
/
2
)

起
因

事
象

事
前

対
応

発
生

の
確

認
異

常
の

検
知

(
警

報
発

報
確

認
)

安
全

機
能

の
喪

失
回

復
操

作
故

障
の

判
断

1
.
2
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
5
 
の

手
順

へ
移

行

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

1
.
2
　

の
手

順
へ

移
行

1
.
3
　

の
手

順
へ

移
行

1
.
5
　

の
手

順
へ

移
行

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
中

央
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
2
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
5
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
2
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
5
　

の
手

順
へ

移
行

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

の
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

1
.
5
 
の

手
順

へ
移

行

1
.
1

1
.
2

1
.
3

1
.
4

1
.
5

1
.
5
 
の

手
順

へ
移

行

・
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

　
フ

ァ
ン

故
障

警
報

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

の
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

1
.
5
 
の

手
順

へ
移

行

安
全

冷
却

水
系

ポ
ン

プ
の

故
障

警
報

・
安

全
冷

却
水

系
ポ

ン
プ

過
負

荷
警

報
・

安
全

冷
却

水
系

ポ
ン

プ
地

絡
警

報
・

安
全

冷
却

水
系

の
流

量
低

警
報

・
安

全
冷

却
水

系
膨

張
槽

の
液

位
低

警
報

・
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
入

口
圧

力
低

警
報

内
部

ル
ー

プ
起

動
状

態
の

確
認

(
現

場
/
中

央
制

御
室

)

・
安

全
圧

縮
空

気
系

空
気

圧
縮

機
故

障
警

報
・

安
全

圧
縮

空
気

系
の

圧
力

低
警

報

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

の
故

障
警

報
・

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

過
負

荷
警

報
・

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

地
絡

警
報

・
安

全
冷

却
水

系
膨

張
槽

水
位

2
低

低
警

報
・

安
全

冷
却

水
系

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

入
口

圧
力

低
警

報

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

の
故

障
警

報
・

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

吸
込

圧
力

低
警

報
・

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

過
負

荷
・

プ
ー

ル
水

冷
却

系
ポ

ン
プ

地
絡

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

の
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

全
台

故
障

(
多

重
故

障
)

1
.
2
 
の

手
順

へ
移

行
(
建

屋
個

別
)

外
部

ル
ー

プ
起

動
状

態
の

確
認

(
現

場
/
中

央
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え
全

台
故

障
(
多

重
故

障
)

全
台

故
障

(
多

重
故

障
)

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
中

央
制

御
室

)

外
的

監
視

制
御

機
能

の
喪

失
安

全
系

監
視

制
御

盤
の

機
能

喪
失

・
外

部
電

源
喪

失
‐

母
線

　
電

圧
低

・
D
/
G
故

障
‐

D
/
G
自

動
起

動
失

敗
‐

D
/
G
保

護
継

電
器

動
作

使
用

済
燃

料
貯

蔵
槽

の
冷

却
等

の
た

め
の

手
順

等

D
/
G
手

動
起

動
・

電
源

車
(
自

主
対

策
)

-

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
制

御
室

)

起
動

状
態

の
確

認
(
現

場
/
制

御
室

)

地
震

の
発

生
-

-
安

全
系

監
視

制
御

盤
の

状
態

確
認

(
中

央
制

御
室

)

・
外

部
電

源
喪

失
‐

母
線

　
電

圧
低

・
D
/
G
故

障
‐

D
/
G
自

動
起

動
失

敗
‐

D
/
G
保

護
継

電
器

動
作

・
補

給
水

設
備

ポ
ン

プ
の

故
障

警
報

・
補

給
水

槽
水

位
低

低
警

報
起

動
状

態
の

確
認

(
現

場
/
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

の
制

御
室

)
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え

臨
界

事
故

の
拡

大
を

防
止

す
る

た
め

の
手

順
等

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

に
対

処
す

る
た

め
の

手
順

等

放
射

線
分

解
に

よ
り

発
生

す
る

水
素

に
よ

る
爆

発
に

対
処

す
る

た
め

の
手

順
等

有
機

溶
媒

等
に

よ
る

火
災

又
は

爆
発

に
対

処
す

る
た

め
の

手
順

等

全
台

故
障

(
多

重
故

障
)

・
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

　
フ

ァ
ン

故
障

警
報

・
安

全
圧

縮
空

気
系

空
気

圧
縮

機
故

障
警

報

外
的

・
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
・

可
搬

型
発

電
機

の
建

屋
内

へ
の

移
動

・
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
の

建
屋

内
へ

の
移

動
・

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
建

屋
内

へ
の

移
動

降
灰

予
報

（
「

や
や

多
量

」
以

上
）

の
確

認

※
安

全
機

能
の

喪
失

後
,
 
実

施
す

る
重

大
事

故
等

対
応

手
順

等

1
.
5
　

の
手

順
へ

移
行

1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行
待

機
号

機
へ

の
切

り
替

え

待
機

号
機

へ
の

切
り

替
え

Ｄ
/
Ｇ

故
障

(
多

重
故

障
)

電
源

車
に

よ
る

供
給

不
可

Ｄ
/
Ｇ

故
障

(
多

重
故

障
)

1
.
2
 
の

手
順

へ
移

行
1
.
3
 
の

手
順

へ
移

行

８－５－289



第
5
.
1
.
4
－

２
表

非
常

時
対

策
組

織
の

構
成

名
称

職
位

主
な
役
割

非 常 時 対 策 組 織 本 部

本
部
長

再
処
理
事
業
部
長

・
非
常
時
対
策
組
織
の
統
括
，
指
揮

副
本
部
長

副
事
業
部
長
，
燃
料
製
造
事
業
部
長

他
・
本
部
長
補
佐
，
本
部
長
代
行

再
処
理
工
場
長

再
処
理
工
場
長

・
施
設
状
態
の
把
握
等
の
統
括
管
理

核
燃
料
取
扱
主
任
者

再
処
理
施
設
核
燃
料
取
扱
主
任
者
，

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
核
燃
料
取
扱
主
任
者

・
本
部
長
補
佐
，
本
部
長
へ
の
意
見
具
申
及
び
対
策
活
動

へ
の
助
言

連
絡
責
任
者

技
術
部
長

・
社
内
外
関
係
機
関
へ
の
通
報
連
絡

支
援
組
織
の
各
班
長

下
記
の
支
援
組
織
の
項
目
参
照

第
5.
1.
4－

４
表

参
照

実 施 組 織

実
施
責
任
者

統
括
当
直
長

第
5.
1.
4－

３
表

参
照

建 屋 対 策 班

制
御
建
屋
対
策
班
長

実
施
責
任
者
(統

括
当
直
長
)に

任
命
さ
れ
た
者

前
処
理
建
屋
対
策
班
長

分
離
建
屋
対
策
班
長

精
製
建
屋
対
策
班
長

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
対
策
班
長

ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
対
策
班
長

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
対
策
班
長

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班
長

建
屋
外
対
応
班
長

防
災
管
理
部
員

通
信
班
長

実
施
責
任
者
(統

括
当
直
長
)に

任
命
さ
れ
た
者

放
射
線
対
応
班
長

要
員
管
理
班
長

情
報
管
理
班
長

実
施
組
織
各
班
員

実
施
組
織
要
員

支 援 組 織

施
設
ユ
ニ
ッ
ト
班
長

運
転
部
長

第
5.
1.
4－

４
表

参
照

設
備
応
急
班
長

保
全
技
術
部
長

放
射
線
管
理
班
長

放
射
線
管
理
部
長

総
括
班
長

技
術
部
長

総
務
班
長

再
処
理
計
画
部
長

広
報
班
長

報
道
部
長

防
災
班
長

防
災
管
理
部
長

支
援
組
織
各
班
員

支
援
組
織
要
員
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第
5
.
1
.
4
－

３
表

 
実

施
組

織
の

構
成

 

 

班
名
 

主
な
役
割
 

実
施

責
任
者
（
統
括
当
直
長
）
 

・
対

策
活
動
の
指
揮
 

建 屋 対 策 班 

制
御
建
屋
対
策
班
 

・
現

場
環
境
確
認

(屋
内
の
ア

ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
確
認

) 

・
可

搬
型
通
話
装
置

の
設
置
 

・
圧

縮
空
気
手
動
供

給
ユ
ニ
ッ
ト
の

弁
操
作
 

・
可

搬
型
計
器
の
設

置
 

・
各

建
屋
に
お
け
る

対
策
活
動
の
実

施
 

・
各

建
屋
周
辺
の
線

量
率
確
認
 

・
可

搬
型
設
備
の
起

動
確
認
 

・
各

建
屋
の
対
策
の

作
業
進
捗
管
理
 

・
各

対
策
実
施
の
時

間
余
裕
・
作
業

開
始
目
安
時
間

の
算
出
 

前
処
理
建
屋
対
策
班

 
分
離
建
屋
対
策
班

 
精
製
建
屋
対
策
班

 
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
対
策
班

 
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
対
策
班

 
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
対
策
班

 
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
対
策
班

 

建
屋

外
対
応
班

 

・
屋

外
の
ア
ク
セ
ス

ル
ー
ト
の
確
保
 

・
貯

水
槽
か
ら
各
建

屋
近
傍
ま
で
の

水
供
給
 

・
可

搬
型
重
大
事
故

等
対
処
設
備
へ

の
燃
料
補
給
 

・
工

場
等
外
へ
の
放

射
性
物
質
及
び

放
射
線
の
放
出

抑
制
 

・
航

空
機
墜
落
火
災

発
生
時
の
消
火

活
動
 

通
信
班

 
・
所

内
携
帯
電
話
の

使
用
可
否
の
確

認
 

・
通

信
連
絡
設
備
の

準
備
，
確
保
及

び
設
置
 

放
射

線
対
応
班

 

・
可

搬
型
排
気
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
設
備

の
設
置

 
・
可

搬
型
環
境
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
設
備

の
設
置

 
・
可

搬
型
気
象
観
測

設
備
の
設
置

 
・
重

大
事
故
等
の
対

策
に
係
る
放
射

線
・
放
射
能
の

状
況
把
握

 
（

可
搬

型
試
料

分
析

設
備
に

よ
る

試
料

測
定
，

建
屋
周
辺
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
，
可
搬
型
風
向
風
速
計
に
よ
る
観
測
，
可
搬
型
環

境
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
及
び

可
搬

型
気
象
観
測

設
備
に
よ
る
監
視
・
測
定
，
放
射
能
観
測
車
（
又
は
可
搬
型
放
射
能
観
測
設

備
）

に
よ
る
最
大
濃

度
地
点
等
の
測

定
）

 
・
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
ポ

ス
ト
等
へ
の
代

替
電
源
給
電

 
・
管

理
区
域
退
域
者

の
身
体
サ
ー
ベ

イ
 

・
実

施
組
織
要
員
の

被
ば
く
管
理
（

制
御
室
へ
の
出

入
管
理
，
線
量
管
理
）

 
・
制

御
室
へ
の
汚
染

の
持
込
み
防
止

措
置
（
出
入
管

理
区
画
の
設
営
，
汚
染
検
査
）
 

要
員

管
理
班

 
・
中

央
制
御
室
内
の

要
員
把
握
 

・
各

建
屋
の
対
策
作

業
の
要
員
の
割

当
て
 

情
報

管
理
班

 
・
時

系
列
管
理
表
の

作
成
，
作
業
進

捗
管
理
表
の
作

成
 

・
作

業
時
間
及
び
作

業
進
捗
の
管
理
 

・
各

建
屋
で
の
対
策

実
施
に
係
る
時

間
余
裕
の
集
約

及
び
作
業
開
始
目
安
時
間
の
集
約
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第
5
.
1
.
4
－

４
表

 
支

援
組

織
の

構
成

 

    

班
名
 

主
な

役
割
 

施
設

ユ
ニ

ッ
ト

班
 

・
実

施
組

織
が

行
う

重
大

事
故

等
の
対

応
の

進
捗

確
認
 

・
重

大
事

故
等

の
対

応
の

進
捗

に
応
じ

た
要

員
配

置
に

関
す

る
助
言
 

・
実

施
組

織
の

要
請

に
基

づ
く

追
加
の

資
機

材
の

手
配
 

・
応

急
復

旧
対

策
の

検
討

及
び

実
施
に

必
要

な
情

報
の

収
集

 

・
応

急
復

旧
対

策
の

実
施

支
援

 

設
備

応
急

班
 

・
設

備
の

機
能

喪
失

の
原

因
及

び
破
損

状
況

の
把

握
 

・
応

急
復

旧
対

策
の

検
討

及
び

実
施
 

放
射

線
管

理
班
 

・
再

処
理

施
設

内
外

の
放

射
線

・
放
射

能
の

状
況

把
握

，
影

響
範
囲

の
評

価
 

（
排

気
筒
か

ら
の

放
射

性
物
質

の
放

出
量

の
評

価
，

放
射
性

物
質

の
拡

散
評

価
，

環
境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
試

料
の

採
取

・
測

定
（

水
中

及
び

土
壌

中
の
放

射
性

物
資

の
測

定
含

む
））

 
・

非
常

時
対

策
組

織
本

部
要

員
及

び
支

援
組

織
要

員
の

被
ば

く
管

理
（

緊
急

時
対

策
建

屋
へ

の
出

入
管

理
, 
線

量

管
理

）
 

・
緊

急
時

対
策

建
屋

へ
の

汚
染

の
持
込

み
防
止

措
置
（
汚

染
検

査
）

 
・

モ
ニ
タ

リ
ン

グ
ポ

ス
ト

等
の

バ
ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
低

減
措

置
 

・
負

傷
者

発
生

時
に

お
け

る
二

次
搬
送

に
係

る
放

射
線

管
理

情
報
の

伝
達
 

総
括

班
 

・
発

生
事

象
に

関
す

る
情

報
の

集
約
及

び
情

報
の

整
理
 

・
社

内
外

関
係

機
関

へ
の

通
報

連
絡
及

び
支

援
組

織
の

運
営

 

総
務

班
 

・
事

業
所

内
通

話
制

限
 

・
事

業
所

内
警

備
 

・
避

難
誘

導
 

・
点

呼
，

安
否

確
認

取
り

ま
と

め
 

・
負

傷
者

の
応

急
処

置
 

・
外

部
か

ら
の

資
機

材
調

達
及

び
輸
送
 

・
食

料
，

水
及

び
寝

具
の

配
布

管
理
 

広
報

班
 

・
報

道
機

関
及

び
地

域
住

民
へ

の
広
報

活
動

に
必

要
な

情
報

収
集
 

・
報

道
機

関
等

に
対

す
る

対
応

 

防
災

班
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
を
含

む
防

災
資

機
材

の
配

布
 

・
公

設
消

防
及

び
原

子
力

防
災

専
門
官

等
の

社
外

関
係

機
関

の
対
応
 

・
緊

急
時

対
策

所
の

設
備

操
作
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第
5
.
1
.
4
－

５
表

 
宿

直
者

の
構

成
 

 

名
 
 
称

 
主
な
役
割

 
平
日
昼
間
対
応
者

 
夜
間
及
び
休
日
代
行
者

 

本
部
長

 
・
非
常
時
対
策
組
織
の
統
括
管
理
，
全
体
指
揮

 
・
再
処
理
事
業
部
長

 
・
宿
直
 

（
副
原
子
力
防
災
管
理
者
）

 
連
絡
責
任
補
助
者

 
・
社
内
外
関
係
機
関
へ
の
通
報
連
絡
に
係
る
連
絡
補
助

 
・
技
術
部
員

 
・
宿
直

 

情
報
管
理
者
（
総
括
班
）

 
・
重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
係
る
情
報
の
把
握
 

・
社
内
外
関
係
機
関
へ
の
通
報
連
絡

 
・
技
術
部
員

 
・
宿
直
 

情
報
連
絡
要
員
（
総
括
班
）
 

・
技
術
部
員
 

・
宿
直
 

建
屋
外
対

応
班
 

班
長
 

・
屋
外
の
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
確
保
 

・
貯
水
槽
か
ら
各
建
屋
近
傍
ま
で
の
水
供
給
 

・
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
へ
の
燃
料
補
給
 

・
工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
及
び
放
射
線
の
放
出
抑
制
 

・
航
空
機
墜
落
火
災
発
生
時
の
消
火
活
動
 

・
防
災
管
理
部
員
 

・
宿
直
又
は
当
直
 

連
絡
要
員
 

・
防
災
管
理
部
員
 

・
宿
直
又
は
当
直
 

制
御
建
屋
対
策
班
 
対
策
作
業
員
 ・

制
御
室
居
住
性
確
保
 

・
当
日
の
宿
直
に
指
定
さ
れ

た
者
又
は
当
直
 

・
当
日
の
宿
直
に
指
定
さ
れ
た

者
又
は
当
直
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中
央

安
全

監
視

室

中
央

制
御

室

T
.
M
.
S
.
L
.
約

+
5
5
,
5
0
0

約40m

約
7
1
m

N

制
御

建
屋

分
析

建
屋

：
対

処
設

備
保

管
場

所

可
搬

型
重

大
事

故
等

第
5.
1
.
4－

1
図
　

制
御
建

屋
1
階

平
面

図
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                      【
中
央
制
御
室
】

 

○
パ

ラ
メ

ー
タ

が
範

囲
内

で

あ
る

こ
と

を
確

認
 

・
流

量
 

・
温

度
 

・
液

位
 

・
圧

力
 

・
機

器
の

起
動

状
態

 

・
受

電
状

態
 

【
現

場
】

 

○
巡

視
点

検
に

て
, 
パ

ラ
メ

ー
タ

が
範

囲
内

で
あ

る
こ

と

を
確

認
 

・
流

量
 

・
温

度
 

・
液

位
 

・
圧

力
 

・
機

器
の

起
動

状
態

 

・
受

電
状

態
 

平
常

運
転
時

の
監
視

 
異

常
の

検
知

 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

・
パ

ラ
メ

ー
タ

の
変

動
 

・
警

報
の

発
報

 

・
監

視
機

能
及

び
制

御
機

能

の
確

認
 

・
屋

内
外

状
況

の
確

認
・

 

把
握

 

※
１

, 2
 

・
周

辺
の

放
射

線
状

況
の

 

確
認

 

安
全

機
能
喪

失
の
判

断
 

対
策

の
準
備

開
始

 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

・
重

大
事

故
に

至
る

お
そ

れ

が
あ

る
た

め
, 
発

生
防

止
, 

拡
大

防
止

対
策

の
準

備
を

開
始

 

※
3 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

○
警

報
対

応
手

順
書

及
び

運

転
手

順
書

等
に

従
い

以
下

の
対

応
を

実
施

 

 

・
機

器
の

起
動

状
態

の
 

確
認

 

・
設

備
の

健
全

性
確

認
 

故
障

の
判
断

 
回

復
操

作
 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

・
可

搬
型

計
器

で
得

ら
れ

た

パ
ラ

メ
ー

タ
に

よ
り

, 
再

処
理

施
設

の
状

態
を

把
握

し
, 
重

大
事

故
等

発
生

時

対
応

手
順

書
に

基
づ

い
て

対
策

の
開

始
を

判
断

す

る
。

 

※
3,

 4
 

対
策

の
開
始

 

※
1：

屋
外

カ
メ

ラ
，

社
員

及
び

協
力

会
社

社
員

に
よ

る
確

認
 

※
2：

火
災

発
見

し
た

場
合

は
，

初
期

消
火

活
動

を
実

施
す

る
。

 

※
3：

安
全

機
能

の
喪

失
が

確
認

さ
れ

た
場

合
は

, 
確

認
さ

れ
た

建
屋

ご
と

に
重

大
事

故
等

対
策

を
行

う
。

 

※
4：

対
策

の
開

始
判

断
及

び
成

否
判

断
時

, 
監

視
制

御
盤

で
の

パ
ラ

メ
ー

タ
確

認
が

可
能

な
場

合
は

, 
判

断
に

用
い

る
。

 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

○
警

報
対

応
手

順
書

及
び

運

転
手

順
書

等
に

従
い

以
下

の
対

応
を

実
施

 

・
パ

ラ
メ

ー
タ

を
適

切
な

範

囲
内

へ
復

旧
 

・
待

機
号

機
へ

の
切

替
え

 

・
電

源
復

旧
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
等

 

【
中
央
制
御
室
／
現
場
】

 

・
回

復
操

作
不

可
 

警
報

対
応

手
順

書
及

び
運

転
手

順
書

等
に

よ
る

対
応

に

よ
り

, 
安

全
機

能
の

回
復

が

で
き

な
か

っ
た

場
合

, 
安

全

機
能

の
喪

失
と

判
断

 

※
3 

第
5
.
1
.
4
－

２
図

 
平

常
運

転
時

の
監

視
か

ら
対

策
の

開
始

ま
で

の
基

本
的

な
流

れ
 

 

監
視

機
能

及
び

制
御

機
能

の
喪

失
の

場
合

は
第

5
.
1
.
4
－

３
図

へ
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第
5
.
1
.
4
－

3
図

 
監

視
機

能
及

び
制

御
機

能
の

喪
失

か
ら

対
策

の
開

始
ま

で
の

流
れ

 

成
功

 

安
全

系
監

視
制

御
盤

, 
監

視
制

御
盤

の
異

常
 

停
止

中
 

機
器

の
回

復
操

作
 

監
視

 

現
場

確
認

に
よ

る
機

器
故

障
の

判
断

 

・
機

器
の

起
動

状
態

の
確

認
 

失
敗

 

以
降

, 
第

5
.
1
.
4
－

２
図

 

「
対

策
の

準
備

開
始

」
へ

 

起
動

中
 

監
視

機
能

及
び

制
御

機
能

の
 

回
復

操
作

 

第
5
.
1
.
4
－

２
図

よ
り

 

監
視

機
能

及
び

制
御

機
能

の
喪

失
の

判
断

 

・
制

御
盤

の
起

動
状

態
の

確
認

 

安
全

機
能

喪
失

の
判

断
 

現
場

 

中
央

制
御

室
 

成
功

 

失
敗
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第

5
.
1
.
4
－

４
図

 
自

然
災

害
に

お
け

る
対

策
の

開
始

ま
で

の
流

れ
 

維
持

 

気
象
庁
発
表
に
よ
る

 

警
報
の
把
握

 

対
応
不
要

 

状
況
把
握
※

 
各
事
象
に
対
す
る
主
な
活
動

 

火
山
の
影
響
：

 

・
屋
外
で
使
用
す
る
設
備
の

 

事
前
対
応

 

・
除
灰
作
業

 

積
雪
：
除
雪
作
業

 

津
波
：
施
設
の
屋
外
点
検

 

（
事
象
収
束
後
）

 

風
（
台
風
）
：
施
設
の
屋
外
点
検

 

（
事
象
収
束
後
）

 

降
水
：
浸
水
の
お
そ
れ
箇
所
へ
土
嚢
設
置

 

竜
巻
：
施
設
の
屋
外
点
検

 

（
事
象
収
束
後
）

 

落
雷
：
安
全
系
監
視
制
御
盤

, 
監
視
制
御

盤
, 
防
災
盤
に
て

, 
異
常
の
有
無

を
点
検

 

森
林
火
災

, 
草
原
火
災
：
消
火
活
動

 

生
物
学
的
事
象
：
生
物
の
除
去
作
業

 

高
温
：
冷
却
塔
へ
の
散
水

 

低
温
：
冷
却
塔
（
フ
ァ
ン
）
の
運
転
台
数

の
調
整

 

干
ば
つ

, 
湖
若
し
く
は
川
の
水
位
低
下
：

 

外
部
か
ら
の
輸
送
等
に
よ
る
給
水

 

自
然
災
害
の
発
生
情
報

の
入
手

 

火
山
の
影
響

, 
積
雪

, 
 

津
波

, 
風
（
台
風
）

,  

降
水

, 
竜
巻

 

森
林
火
災

, 
生
物
学
的
事
象

, 

高
温

, 
低
温

, 
地
震

 

回
復
操
作

 
対
応
の
必
要
性
の

 

判
断

 

有
 

無
 

喪
失

 

安
全
機
能
の
維
持

 
以
降

, 
第

5.
1.
4－

2
図

 

「
対
策
の
準
備
開
始
」
へ

 

監
視
継
続

 

失
敗

 

成
功

 

※
屋
外
カ
メ
ラ

, 
屋
外
作
業
員
に
よ
り
確
認

 

雷
・
気
象
情
報
提
供

 

シ
ス
テ
ム
に
よ
り
把
握

 

落
雷

 

地
震
の
場
合
は

 

第
5.
1
.4
－
５
図
へ
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第
5
.
1
.
4
－

５
図

 
地

震
発

生
に

お
け

る
対

策
の

開
始

ま
で

の
流

れ
 

中
央
制
御
室
で
の
警
報
等
確
認

 
a)

 制
御
室
に
お
け
る
警
報
等
の
確
認

 
・
安
全
系
監
視
制
御
盤

 
 
・
監
視
制
御
盤

 
 
・
防
災
盤

 
 
・
放
射
線
監
視
盤

 
 
・
環
境
監
視
盤

 
b)

 監
視
制
御
盤
に
よ
る
運
転
状
態
の
確
認

 
・
フ
ロ
ア
ド
レ
ン
集
液
槽
の
液
位
異
常
上
昇

 
 
・
予
備
機
へ
の
切
替
え

 
※
第

5.
1.
4－

２
図
「
平
常
運
転
時
の
監
視
」
参
照

 

現
場
点
検

 
a)

 機
器
・
配
管
等
か
ら
の
異
音

, 
振
動

, 
異
臭
等

 
b)

 機
器
・
配
管
等
の
変
形

, 
損
傷

, 
破
損
等

  
c)

 ガ
ス

, 
水

, 
蒸
気

, 
試
薬
等
の
漏
え
い

  
d)

 計
装
設
備
・
放
管
設
備
の
変
形

, 
損
傷

, 
破
損
等

  
e)

 建
物
等
の
損
傷

, 
ひ
び
割
れ

, 
扉
の
変
形
等

  
※
第

5
.1
.4
－
２
図
「
平
常
運
転
時
の
監
視
」
参
照

 

以
降

, 
第

5.
1.
4－

２
図
「
故
障
の
判
断
」

へ
 

震
度
情
報
の
入
手

 

 
震
度
計
測
装
置
に
震
度
１
以
上
表
示
ま
た
は
青
森
県
内
に
お
け
る
地
震
の
情
報
を
受
信

 

青
森
県
内
震
度
３
で
以
下
に
該
当

 

岩
手
県
・
秋
田
県
の
北
部
震
度
５
弱
以
上

 

六
ヶ
所
村
尾
駮
震
度

 

２
以
下
（
１
未
満
含
む
）

 
３

 

B 
C 

 

青
森
県
内
最
大
震
度

 
六
ヶ
所
村
尾
駮
震
度

 

１
未
満

 
１

, 
２

 
３

 
４
以
上

 

１
, 
２

 
A 

A 
－

 
－

 

３
 

A 
B 

C 
－

 

４
以
上

 
B 

B 
C 

C 
地
震
発
生
時
 

A 
：
 
点
検
等
の
対
応
は
不
要

 
地
震
発
生
時
 

B 
：
 
中
央
制
御
室
に
お
け
る
警
報
等
の
確
認

 
地
震
発
生
時
 

C 
：
 
中
央
制
御
室
に
お
け
る
警
報
等
の
確
認
お
よ
び
現
場
に
お
け
る
点
検

 

ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト

が
不
通
の
場
合

 
大
規
模
損
壊
発
生
時

対
応
手
順
へ
移
行

 

第
5
.1
.4
－
４
図
よ
り

 

外
部
電
源
喪
失

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

 

発
電
機
起
動

 

重
大
事
故
等
対
策
を

 

実
施
す
る
体
制
へ
移
行

 

現
場
環
境
確
認

 

（
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト

, 
装
備
等
の
決
定
）

 

以
降

, 
第

5.
1.
4－

２
図

 

「
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始
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全
系
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の
機
能
喪
失

 

有
 

無
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敗

 

成
功

 

無
 

有
 

溢
水
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用
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急
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断
弁
の
作
動

 

無
 

使
用
済
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の
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処
理
の
停
止

 

操
作
開
始

 

有
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第5.1.4－６図 文書体系図 

再処理事業部

要員参集マニュアル

再処理事業所

再処理施設保安規定運用要領

再処理事業所

重大事故等発生時対応細則

前処理課

重大事故等発生時対応手順書

燃料管理課

重大事故等発生時対応手順書

分離課

重大事故等発生時対応手順書

精製課

重大事故等発生時対応手順書

脱硝課

重大事故等発生時対応手順書

ガラス固化課

重大事故等発生時対応手順書

ユーティリティ施設課

重大事故等発生時対応手順書

防災施設課

重大事故等発生時対応手順書

放射線安全課

重大事故等発生時対応手順書

各班　重大事故等発生時支援

実施手順書

再処理事業部

異常時対応マニュアル

放射線管理課
非常時対策組織等放射線管理班マニュアル

各施設　運転手順書

各施設　警報対応手順書

各施設　巡視・点検マニュアル

自然災害対応マニュアル

（地震, 火山の影響, 竜巻等）

再処理事業部

巡視・点検細則

再処理事業部

自然災害対応細則

再処理工場

外部電源喪失時対応細則

各施設

外部電源喪失時対応マニュアル

再処理事業所

重大事故等発生時支援実施細則

再処理事業所

大規模損壊発生時対応細則

再処理事業所

大規模損壊発生時支援実施細則

大規模損壊発生時対応手順書

大規模損壊発生時支援実施手順書

運転部

重大事故等発生時初動対応手順書

MOX燃料加工施設

重大事故等発生時対応手順書

注）体系図については, 今後の運用を基に必要に応じて見直す。

※1
【重大事故等発生時対応手順

書への移行】

警報発報時には警報対応手
順書及び運転手順書を用い
て警報発生原因の除去や設
備を安全な状態に維持するた

めの対応を実施。

　警報対応手順書で対応中

に機器の多重故障が発生し, 
安全機能の回復ができなかっ

た場合には, 統括当直長（実
施責任者）が安全機能の喪失

と判断し, 重大事故等発生時

対応手順書へ移行する。

※1

※2
【大規模損壊発生時対応
手順書への移行】

重大事故等発生時対応手
順書で対応中に発生防止
対策及び拡大防止（影響
緩和含む）への措置がす
べて機能しない場合は,  
大規模損壊発生時対応手
順書へ移行する。

※2

安全ユーティリティ課

重大事故等発生時対応手順書

再処理事業所

再処理施設保安規定

全社品質保証計画書

職務権限規程

再処理事業所

重大事故等発生時の体制に係る計画

再処理事業部

異常・非常時対策要領

再処理事業所

MOX燃料加工施設保安規定

再処理事業所

MOX燃料加工施設保安規定運用要領

燃料製造事業部

異常・非常時対策要領

燃料製造事業部

全社品質保証計画書運用要則

再処理事業部

全社品質保証計画書運用要則

再処理事業所

初期消火活動の体制に係る計画

再処理事業部

火災防護計画

再処理事業所

大規模損壊発生時の体制に係る計画
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建屋対策班※1（班長，現場管理者，対策作業員）

・現場環境確認(屋内のアクセスルートの確認)
・可搬型通話装置の設置
・圧縮空気手動供給ユニットの弁操作
・可搬型計器の設置
・各建屋における対策活動の実施
・各建屋周辺の線量率確認
・可搬型設備の起動確認
・各建屋の対策の作業進捗管理
・各対策実施の時間余裕・作業開始目安時間の算出

・時系列管理表の作成
・作業時間の管理
・作業進捗管理表の作成及び作業進捗の管理
・建屋での対策実施に係る時間余裕の集約及び
   作業開始目安時間の集約

・実施組織が行う重大事故等の対応の進捗確認
・重大事故等の対応の進捗に応じた要員配置に関する助言
・実施組織の要請に基づく追加の資機材の手配
・応急復旧対策の検討及び実施に必要な情報の収集
・応急復旧対策の実施支援

実施責任者（統括当直長）

・設備の機能喪失の原因及び破損状況の把握
・応急復旧対策の検討及び実施

・再処理施設内外の放射線・放射能の状況把握，影響範囲の評価
・非常時対策組織本部要員及び支援組織要員の被ばく管理
・緊急時対策建屋への汚染の持込み防止措置
・モニタリングポスト等のバックグラウンド低減措置
・負傷者発生時における二次搬送に係る放射線管理情報の伝達

通信班（班長，班員）

・可搬型排気モニタリング設備の設置
・可搬型環境モニタリング設備の設置
・可搬型気象観測設備の設置
・重大事故等の対策に係る放射線・放射能の状況把握
・管理区域退域者の身体サーベイ
・モニタリングポスト等への代替電源給電
・実施組織要員の被ばく管理
・制御室への汚染の持込み防止措置

・社内外関係機関への通報連絡

本部長

副本部長

核燃料取扱主任者（ＭＯＸ）

・所内携帯電話の使用可否の確認
・通信連絡設備の準備，確保及び設置

・非常時対策組織の統括，指揮

建屋外対応班（班長，班員）

・施設状態の把握等の統括管理

・本部長補佐，本部長代行

・屋外のアクセスルートの確保
・貯水槽から各建屋近傍までの水供給
・可搬型重大事故等対処設備への燃料補給
・工場等外への放射性物質及び放射線の放出抑制
・航空機墜落火災発生時の消火活動

再処理工場長

核燃料取扱主任者

連絡責任者

・本部長補佐，本部長への意見
具申及び対策活動への助言

副本部長（ＭＯＸ）

技術支援組織及び
運営支援組織の各班長

・技術支援組織及び運営支援組織
　各班の実施事項等の報告
・技術支援組織及び運営支援組織
　各班の指揮

・本部長補佐，本部長への意見
具申及び対策活動への助言

第5.1.4－７図　非常時対策組織の体制図

制御建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

前処理建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

分離建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

ガラス固化建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

使用済燃料貯蔵建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

・本部長補佐

放射線対応班（班長，班員）

・可搬型重大事故等対処設備を含む防災資機材の配布
・公設消防及び原子力防災専門官等の社外関係機関の対応
・緊急時対策所の設備操作

・発生事象に関する情報の集約及び各班の情報の管理
・社内外関係機関への通報連絡及び支援組織の運営

ＭＯＸ燃料加工施設対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

精製建屋対策班（班長，現場管理者，対策作業員）

施設ユニット班（班長※2，班員）

設備応急班（班長※2，班員）

放射線管理班（班長※2，班員）

総括班（班長※2，班員）

総務班（班長※2，班員）

広報班（班長※2，班員）

防災班（班長※2，班員）

・事業所内通話制限
・事業所内警備
・避難誘導
・点呼，安否確認取りまとめ
・負傷者の応急処置
・外部からの資機材調達及び輸送
・食料，水及び寝具の配布管理

・報道機関及び地域住民への広報活動に必要な情報収集
・報道機関等に対する対応

情報管理班（班長，班員）

・中央制御室内の要員把握
・各建屋の対策作業の要員の割当て

要員管理班（班長，班員）

・対策活動の指揮

技術支援組織

運営支援組織

実施組織

非常時対策組織本部

非常時対策組織

情報共有・必要な助言

情報共有

※1 建屋対策班は、以下の８つの班で構成される。

情報共有・必要な助言

情報共有

情報共有・必要な助言

※2 技術支援組織及び運営支援組織の各班長は,  

非常時対策組織本部要員としても活動を行う
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要員数 要員数 要員数

要員数

要員数 要員数

要員数

184

消火専門隊 5

184
※2

建屋対策班※1

建屋外対応班

要員管理班

通信班

放射線管理班

建屋対策班

情報管理班

要員数

※2： 184人中12人は当日の宿直に指定された
者又　　は当直員とする

：当直体制

：宿直体制

：構外で電話待機

連絡責任補助者

情報管理班

通信班

放射線対応班

本部長
（副原子力防災管理者）

1

緊急時対策所設備操作員
（防災班）

8

2
情報管理者
（総括班）

1

核燃料取扱主任者 1

核燃料取扱主任者（ＭＯＸ） 1

消火専門隊 5

実施責任者
（統括当直長）

1

情報連絡要員
（総括班）

3

総括班 5

設備応急班 11

施設ユニット班※ 14

消火班 3

放射線管理班 5

連絡責任者 1

副本部長（ＭＯＸ） 1

建屋外対応班

要員管理班

再処理工場長 1

核燃料取扱主任者 1

第5.1.4-８図　非常時対策組織の初動体制及び全体体制の構成

1

副本部長 1

核燃料取扱主任者（ＭＯＸ） 1

本部長 1
実施責任者
（統括当直長）

広報班 5

防災班 10

総務班 3

自衛消防組織

非
常
時
対
策
組
織
（
初
動
体
制
）

非
常
時
対
策
組
織
（
全
体
体
制
）

※1：建屋対策班は, 以下の班で構成される。

・制御建屋対策班

・前処理建屋対策班

・分離建屋対策班

・精製建屋対策班

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋対策班

・ガラス固化建屋対策班

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋対策班

・ＭＯＸ燃料加工施設対策班

※再処理施設の重大事故等対策の実施に影響を与

える可能性を考慮し, 隣接施設の状況を共有する体

制とする。
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1

7

6

3

3

1

1

1

1

24

放射線対応班長 1

放対2班 2

放対3班（ＦＢ） 1

放対4班（ＤＡ） 1

放対5班（ＡＫ） 2

放対6班 2

放対7班 2

放対8班 1

放対9班 1

MOX放対班 2

小計 17

建屋外対応班長 1

建屋外対応班員 1

燃料給油1班 1

燃料給油2班 1

燃料給油3班 1

建屋外3班 2

建屋外4班 2

建屋外5班 2

建屋外6班 2

建屋外7班 2

建屋外8班 1

合計 20

制御室1班 2

制御室2班 2

制御室3班 2

制御室4班 2

制御室5班 2

小計 10

人数班名 23:0021:005:00 7:00

班名 人数

経過時間（時：分）

10:007:00

建屋外
対応班

建屋
対策班

制御室居
住性確保

0:00 1:00 3:00 4:00 6:00

班名 人数

経過時間（時：分）

人数班名 23:009:00 10:00 11:00 12:00 22:004:00 5:00 6:003:00 13:00 14:00 15:00

8:00 9:003:00 4:00 5:00 6:00

経過時間（時：分）

17:00 22:0011:00 12:0010:00 14:00

20:00 21:00 22:00

15:00

経過時間（時：分）

20:00

23:0017:00 18:00

23:00

7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 14:0012:00 13:006:00

8:007:00

8:00 9:00

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00

2:000:00 1:00

19:00 20:0015:00 16:00

11:00 12:00

21:0018:0016:00 17:00 20:00

16:00 19:0013:00 14:00 15:00

21:00

18:00 19:00

18:0017:00

19:00

16:0013:00

22:00

0:00 1:00 2:00

2

2

実施責任者

建屋対策班長

現場管理者

要員管理班

情報管理班

通信班長

MOX燃料加工施設対策班長

MOX燃料加工施設現場管理者

MOX燃料加工施設情報管理班長

小計

2:00

建屋外2班

放射線
対応班

放対1班

建屋外1班

2

外34外19

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室居住性確保対策完

対応終了後は出入管理区画設営へ合流

実施責任者

建屋対策班長

要員管理班

現場管理者

通信班長

MOX放射線対応

建屋外対応班長

建屋外対応班員

精製建屋 蒸発乾固 制限時間

AG14

中央制御室居住性確保対策完了

外2

外

外

外4

外9

外4

外4

外4

外4

外8 外9

外10

外11

外11

外11

外12

外14

外15

外15

外15

外16

外16

外16

外36

外25

外26

外26

外26

外27

外28 外29

外30

外30

外30

外30

外30

外30

外30

外30

外31

外24

外32

外32

外32

外33

外33

外33

外35

外37 外38

外38

外38

外39 外40 外41

外44

外45

外45

外46

外46

外49

外66

外67

外68

外69

外4

外43

外43

外43

外43

外50

外64 外65

外65

外65

外68

外68

外5 外5

外5

外5

外5外5

外5

外5 外5 外5

外5

放11

放11

放11 放11

放11 放11

情報管理班

放1

放3 A

A

B

放7 B放8 放8

放8

放8

放8

放8

放8

放15

放15

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8 放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

B

A

B

A

A

A

B

B

AG10

AG10

AG4

MOX燃料加工施設現場管理者

MOX燃料加工施設対策班長

MOX燃料加工施設情報管理班長

通信設備敷設後，要員管理班へ合流

外47

放16放13放18

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として発生する機能喪失の重畳時 0時間から24時間）（1／20）

AG1

F制5 F制6

F制5 F制6

F制7

AG2

AG3

AG5 AG6AG7

AG11

AG11

AG12

AG13

F制4

通4

通4

通2

通2

通2

通3

通3

通3

放2

放9

放9

放9

放10

放10

放10

放6

放10

放10

放10

放5 放5 放5 放5 放5 放5

放10

放10

放10

F制1 F制3

F制2

F制2

外48

外48

外18 外21

外20

外21

外22

外23外22

外23

外35

A 放14

A A A

A

放12

放17 放11

放17 放11

放11

放11

AA15-2

AA15-2

AA15-2

AA15-2

AA15-2

AA15-2

AA15-1 AA16

AA15-2 AA15-2

燃6

外13

外13

外13

外13

外13

外13

外13

外13

外17-2

外1

外1

燃1 燃2 燃3 燃4 燃5 燃1 燃2 燃3 燃4 燃5 燃1 燃2

燃7 燃8 燃8

外42

外42

外42

外42

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

F制4

外7

外6

外7

外7

外6

外6

外6

外6
外7

外7

AA15-1

AA15-1

MOX放射線対応

外17-1

放19

AG2

８－５－302



建屋内1班 1

建屋内2班 1

建屋内3班 2

建屋内4班 2

建屋内5班 2

建屋内6班 2

建屋内7班 2

建屋内8班 2

建屋内9班 2

建屋内10班 2

建屋内11班 2

建屋内12班 2

建屋内13班 2

建屋内14班 2

建屋内15班 2

建屋内16班 2

建屋内17班 2

建屋内18班 2

建屋内19班 2

建屋内20班 2

建屋内21班 2

建屋内22班 2

建屋内23班 2

建屋内24班 2

建屋内25班 2

建屋内26班 2

建屋内27班 2

建屋内28班 2

建屋内29班 2

建屋内30班 2

建屋内31班 2

建屋内32班 2

建屋内33班 2

建屋内34班 2

建屋内35班 2

建屋内36班 2

建屋内37班 2

建屋内38班 2

建屋内39班 2

建屋内40班 2

建屋内41班 2

建屋内42班 2

建屋内43班 2

建屋内44班 2

建屋内45班 2

建屋内46班 2

建屋内47班 2

建屋内48班 2

建屋内49班 1

小計 95

MOX1班 2

MOX2班 2

MOX3班 3

MOX4班 2

MOX5班 2

MOX6班 2

MOX7班 2

MOX燃料給油班 1

小計 16

合計 182

班名 人数

経過時間（時：分）

人数班名 10:00 21:00 22:00 23:0020:0017:0013:00 14:001:00 2:00 16:00 18:00 19:0015:00

燃料加工建屋の要員は火災が発見され
なかった場合又は対策が終了した場合
は，他の建屋等の待機要員となる。

11:00

9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

経過時間（時：分）

8:007:00

MOX燃料
加工施設
対策班

3:00 4:00 5:00 6:000:00 1:00 2:00

各建屋
対策班

実施責任者

建屋対策班長

現場管理者

MOX
-

-

5:003:00 4:00 6:00 7:00 8:00

20:00

12:009:00

備考

17:0014:00 21:0018:0015:00 22:00 23:0016:00 19:00

0:00

MOX燃料加工施設情報管理班長

放射線対応班

建屋外対応班

建屋対策班
（制御室居住性確保）

各建屋対策班

MOX燃料加工施設対策班

合計

再処理
1

7

6

3

3

1

-

-

-

15

20

10

95

-

161

要員管理班

情報管理班

通信班長

MOX燃料加工施設対策班長

MOX燃料加工施設現場管理者

必要要員

-

-

-

-

1

1

1

2

16

21

両施設
1

7

6

3

3

1

1

1

1

17

20

10

95

16

182

-

-

-

建屋内１班，２班については，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の建屋対策班長又

は

PA12

F現場環境

状態監視

※1：他建屋での内部ループ通水開始に合わせ，

自建屋内部ループ通水流量を調整する。

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

KA現場環境

KA現場環境

KA現場環境

AB4

AB現場環境

AB現場環境

AB現場環境

AC現場環境

AC現場環境

AC現場環境

精製建屋

蒸発乾固 制限時間

CA現場環境

CA現場環境

CA現場環境

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

蒸発乾固 制限時間

AC受皿

KA1

KA1

高レベル廃液ガラス固化建

屋

蒸発乾固 制限時間

AA現場環境

AA現場環境

AA現場環境

AB現管補助

AC・CA現管補助

AB18

AB22

AB23

KA1

KA2

KA3

KA10

KA14

KA14

KA14

KA14

KA14

KA14

KA14

KA14

KA13

KA22

KA22

KA22AA・KA現管補助

KA10

KA17

KA17

KA11-2

KA11-2

KA7 KA9

KA11-2

KA11-2

KA16

KA15

KA15

KA15

KA15

KA15

KA15

KA15

KA15

KA18

KA18

KA18

KA18

KA18

KA18

KA19

KA19

KA19

KA20

KA20

KA20

KA21

KA21

KA21

KA24

KA24

KA24

KA24

KA24

KA24

KA24

KA24

KA25

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

KA受皿

AC1

AC12

AC14

AC16

AC16

AC16

AC16

AC19

AC19

AC20

AC21

AC21

AC受皿

AC受皿

AC29

AC29

AC22

AC22

AC23

AC24

AC25

AC25

AC26

AC26

AC26

AC18

AB1

AB24

AB24

AB24

AB24

AB27

AB29

AB29 AB33

AB34-1

AB35

AB36

AB36 AB37-1

AB受皿

AB受皿

AB9

AB10

AB13
AB14

AB15

AB16

AB26

AB17

AB2

CA1

CA16

CA16

CA受皿

CA20

CA21

CA21

CA26

CA22

CA22

CA27

CA27

CA27

CA27

CA27

CA27

CA28

CA23

CA14

CA14

CA14

CA18

CA18

CA7 CACA19

CA24

CA24

KA30

KA30

KA30

KA30

KA30

AB38

AB38

AB38  ※1

AB38

AB38

AB38

AB38

AB37-1

AC3

AC3

AC7

AC9

AC9 AC10

AC11

AC11AC7

CA5

CA5

CA 9

CA 9

KA5-2

AB9 AB17

PA15

飛散又は漏えいした核燃料物質の回収

（一連の対応終了後，体制を整えて実施）

PA14

PA14

PA14

KA30

外電遮断

CA29

CA29

CA29 CA 29

CA 29

AC31

AC31

AC31  ※1

AC31

AC31

AC31  ※1

AC31

AC31

AC31

CA29

CA10

CA11

CA12CA11

CA15

CA15

CA14

CA14

CA14CA12

AC16

AC16

KA1

KA1

KA2

KA5-2

KA7

KA7

KA7

KA7

KA7

KA9

KA9

KA9

AA11

AA12

AA14

通1

通1

通1

通1

通1

通1

AC31

CA29

AB38

分離建屋

蒸発乾固 制限時間

CA4

KAコ2 1

KAコ2 3

KAコ2 3

KAコ2 2

KAコ2 2

KAコ3 1

KAコ3 3

KAコ3 3

KAコ3 2

KAコ3 2

KAコ5 1
KAコ5 3

KAコ5 3

KAコ5 2

KAコ5 2

KAコ4 1

KAコ4 1

KAコ4 2

KAコ4 2

KAコ1 1

KAコ1 1

CA＊

AB＊

AC＊

KA＊

：放射線対応に係る作業項目

：精製建屋における作業項目

：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における作業項目

：高レベル廃液ガラス固化建屋における作業項目

注）「重大事故等対処に係る要員配置（７／２０）」～「重大事故等対処に

係る要員配置（２０／２０）」に記載の作業番号を示す。

PA＊ ：MOX燃料加工施設における作業項目

放＊

＊ ：中央制御室等における指揮命令機能項

：分離建屋における作業項目

情＊ ：情報把握に係る作業項目

外＊ ：建屋外における作業項目

AG＊ ：制御建屋における作業項目

F＊

F制＊

：使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における作業項目

：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おける作業項目

通＊ ：可搬型通信設備に係る作業項目

AA＊ ：前処理建屋における作業項目

燃＊ ：燃料給油に係る作業項目

放9 放10

放9 放10

AG8AG9

AB19

AB3
AB5

AB21

AB25

AB6 AB7 AB8

AB12
AB11

AB37-2

AB32

AB32

AB31

AB28

AB28

AB30

AB30

AC13

AC17

AC30

AC30

AC6

AC5 AC2
CA16

CA17

AC4

AC4

AC8

AC8

CA受皿

CA3

CA6

KA11-1

KA6
KA8

KA26 KA27

PA7

PA8

PA3

PA3

PA2，4，6

PA5

AC15 AC32

CA13 CA30

AB20

AB20

AC1

AB40

AB40

AB41

AB39

AC15

CA13

KA12

KA12

KA32

KA32

KA31KA33

AA13

AA13

AA31

AC32

AB41

CA 30

KA33

KA31

AB39

AB41

AC32

CA 30

KA33

KA31

AB39

AB41

AC32 CA30

KA33

KA31

KA4

AC35

AB44

CA

AB39

AB39
AB39

AB39

AB39

AB39

AB39

AB39

AB39

AB41

AB39

AB41
AB42

AB43

AB42

AB42
AB42

AB42

AB42AB42AB43

AB43

AB43
AB43

AB43
AB41

AB41

AB41AB41 AB41

AC32

AC32

AC32

AC32

AC32

AC32

AC33

AC33 AC33

AC33

AC33

AC34

AC34 AC34

AC34

AC34

CA30

CA30

CA30

CA30 CA30

CA30

CA30

CA30

CA30

CA30

CA30

CA32 CA31

CA31

CA32

CA31
CA32

CA31

CA32 CA31 CA32

CA31 CA32

CA31

KA33
KA31

KA33 KA31
KA33

KA31KA33 KA31

KA33

KA33

KA31
KA33

KA31

KA33

KA31

AA31 AA31 AA31 AA31AB41 AB39

AB41

AB39

AB41

AC32

AC32

CA30

KA33

KA31

KA33

KA31

AB42

AC34

CA32
CA32

CA31

CA32

F1

F2 F3

F1

F1

F1

F4

F4

F4

F2

F4

F4

F4

F4

F4

F5

F5

F5

F5

F2

F2

F3

F3

F3

F5

F5

F5

F5

F6

F6

F6

F6

F7

F7

F7

F7

F1

情2情1 情3

CA30

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として発生する機能喪失の重畳時 0時間から24時間）（2／20）

情4 情5 情6 情7

情2情1 情3 情4 情5 情6 情7

AB37-2

KA11-2

KA11-2

KA11-2

CA26

CA2

KA5-1

KA5-1

PA14

PA13

PA2，4，6

建屋外対応班長の指揮下で燃料給油の作業を実施

PA16

MOX燃料加工施設対策終了時間

PA14

PA16
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1

7

6

4

3

1

1

1

24

放射線対応班長 1

放対1班 2

放対2班 2

放対3班（ＦＢ） 1

放対4班（ＤＡ） 1

放対5班（ＡＫ） 2

放対6班 2

放対7班 2

放対8班 1

放対9班 1

MOX放対班 2

小計 17

建屋外対応班長 1

建屋外対応班員 1

燃料給油1班 1

燃料給油2班 1

燃料給油3班 1

建屋外3班 2

建屋外4班 2

建屋外5班 2

建屋外6班 2

建屋外7班 2

建屋外8班 1

合計 20

制御室1班 2

制御室2班 2

制御室3班 2

制御室4班 2

制御室5班 2

小計 10

経過時間（時：分）

班名 人数

経過時間（時：分）

班名 人数

建屋外1班 2

建屋外2班 2

47:00

39:0034:00 40:00

建屋外
対応班

44:00 45:00 46:00

経過時間（時：分）

班名 人数

経過時間（時：分）

班名 人数

小計

実施責任者

建屋対策班長

現場管理者

要員管理班

情報管理班

MOX燃料加工施設対策班長

MOX燃料加工施設現場管理者

MOX燃料加工施設情報管理班長

43:00 44:00 45:00 46:00 47:0033:00 34:00 35:00 36:00 37:00 38:00 39:00 40:00 41:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00

26:00 27:00 28:00 32:00 33:00 37:00 38:00

39:00

47:0042:00 43:00

45:00 46:00 47:0041:00 42:00 43:00 44:0039:00 40:00

42:00

33:00 34:00 35:00 36:00 37:00 38:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00

31:00 41:0035:00 36:0029:00 30:0024:00 25:00

建屋
対策班

制御室居
住性確保

41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0035:00 36:0034:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 37:00 38:00 40:0033:0031:0030:00 32:00

放射線
対応班

外61

実施責任者

建屋対策班長

現場管理者

建屋外対応班長

建屋外対応班員

AA5AA17

AA17

AA18

AA18

AA18

外51

外51

外51

外52

外53

外53

外53

外55 外56

外58

外59

外59

外60 外62

外63

外71

外71

外71

外72

外24

外36

外49

外70

外66

外69

外5

外5

外5

外5
外5

アクセスルートの状況を確認し，整備を行う。

放1

放8

要員管理班

情報管理班

MOX燃料加工施設対策班長

MOX燃料加工施設現場管理者

MOX燃料加工施設情報管理班長

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放16

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

放8

通5

通5

外54
外60

外60

外62

燃6

外57

外57

外57

外57

燃1 燃2 燃3 燃4 燃5燃3 燃4 燃5 燃1 燃2 燃3 燃4 燃5

燃8 燃8

AA18

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

AG14AG14

AG14

AG14

AG14

AG14

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（地震を要因として発生する機能喪失の重畳時 24時間から48時間）（3／20）
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建屋内1班 1

建屋内2班 1

建屋内3班 2

建屋内4班 2

建屋内5班 2

建屋内6班 2

建屋内7班 2

建屋内8班 2

建屋内9班 2

建屋内10班 2

建屋内11班 2

建屋内12班 2

建屋内13班 2

建屋内14班 2

建屋内15班 2

建屋内16班 2

建屋内17班 2

建屋内18班 2

建屋内19班 2

建屋内20班 2

建屋内21班 2

建屋内22班 2

建屋内23班 2

建屋内24班 2

建屋内25班 2

建屋内26班 2

建屋内27班 2

建屋内28班 2

建屋内29班 2

建屋内30班 2

建屋内31班 2

建屋内32班 2

建屋内33班 2

建屋内34班 2

建屋内35班 2

建屋内36班 2

建屋内37班 2

建屋内38班 2

建屋内39班 2

建屋内40班 2

建屋内41班 2

建屋内42班 2

建屋内43班 2

建屋内44班 2

建屋内45班 2

建屋内46班 2

建屋内47班 2

建屋内48班 2

建屋内49班 1

小計 95

MOX1班 2

MOX2班 2

MOX3班 3

MOX4班 2

MOX5班 2

MOX6班 2

MOX7班 2

MOX燃料給油班 1

小計 16

合計 182

班名 人数

経過時間（時：分）

班名 人数 32:00 33:0025:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 38:00 39:0036:00

38:00

経過時間（時：分）

35:0026:00 27:00 28:00 30:00 31:00

46:00 47:00

42:00 44:00

42:00

47:0046:0045:00

40:00 44:0041:00 43:00

41:00 43:00

45:0037:00

39:00 40:0036:00 37:0032:00 33:00 34:00

34:00 35:00

各建屋
対策班

MOX燃料
加工施設
対策班

29:0024:00 25:00

24:00

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

状態監視

KA30

KA30

KA30

KA30

KA30

AB38AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

PA15

飛散又は漏えいした核燃料物質の回収

（一連の対応終了後，体制を整えて実施）

CA29CA29 CA29

CA29

AC31

AC31

AC31

AC31

AC31

AC31

CA29

AB38 AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

AB38

AC31

AC31

AC31
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作業内容 作業班 要員数

放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う各建屋対策班の対
策作業員への着装補助

放対2班 2

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

放 12 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊急時対策所用） 放対6班 2

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置（可搬型ガスモニタ
用）

放対1班 2

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室
用）

放対3班，放対4班 2

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施（11：00以降を想
定））

放対1班 2

放 17 ・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋） 放対8班，放対9班 2

放 18 ・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋） 放対1班 2

放 19 ・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋） 放対6班 2

－ A ・放4，5の作業を実施
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班

6

－ B ・放4，5，6の作業を実施
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

作業番号

放射線
対応

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（放射線対応作業項目）（7／20）
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作業班 要員数

情 1 建屋内48班，建屋内49班 3

情 2 建屋内48班，建屋内49班 3

情 3 建屋内48班，建屋内49班 3

情 4 建屋内48班，建屋内49班 3

情 5 建屋内48班，建屋内49班 3

情 6 建屋内48班，建屋内49班 3

情 7 建屋内48班，建屋内49班 3

・情報収集装置設置（分離建屋）

・情報収集装置設置（前処理建屋）

情報把握
計装設備

作業番号 作業内容

・保管庫から設置場所までの運搬

・情報表示装置及び情報収集装置設置（中央制御
室）

・情報収集装置設置（精製建屋）

・情報収集装置設置（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

・情報収集装置設置（ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（情報把握計装設備作業項目）（8／20）
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作業内容 作業班 要員数

燃 1
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）への燃料の
補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建屋用1台，高レベル廃液ガラス固
化建屋用1台並びに精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃料の補給
及び軽油用タンクローリの移動（分離建屋用1台，ウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1
台，環境監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 3
・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃料の補給
及び軽油用タンクローリの移動（前処理建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋用1台及び環境監視測定設備用3台）

燃料給油3班 1

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム缶等）への燃料の
補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理建屋用1台及び可搬型計測ユニッ
ト用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1

燃 5
・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃料の補給
及び軽油用タンクローリの移動（気象監視測定設備用1台，環境監視測定設備
用5台，緊急時対策所用1台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）への燃料の補給及
び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯
蔵建屋用1台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1
台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶等）への燃料の補給
及び軽油用タンクローリの移動（排気監視測定設備用1台，気象監視測定設備
用1台，緊急時対策所用1台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可
搬型発電機2台）

燃料給油2班 1

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）への燃
料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分離建屋，精製建屋及びウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋排水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに
前処理建屋排水用1台)

燃料給油2班 1

外 1 ・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(北ルート)の確認
燃料給油1班
燃料給油2班

2

外 2 ・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(南ルート)の確認 建屋外7班 2

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3

外 4 ・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班，建屋外8班 3

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，ガレキ撤去）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外2班，建屋外4班
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班，建屋外8班

11

建屋外

作業番号
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作業内容 作業班 要員数

外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の運搬車で
運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外2班 2

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の運搬車に
よる可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型中
型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外3班 2

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型中
型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用のホース展
張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用のホース展
張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型中
型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建
屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型排
水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 17-1 ・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発電機設置 建屋外1班 2

外 17-2 ・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発電機設置 建屋外3班 2

外 18 ・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続 建屋外4班 2

外 19 ・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続 建屋外3班 2

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋
内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精製建屋側も調
整）

建屋外1班，建屋外3班 4

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必
要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4

外 24
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給
及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬
型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確
認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外
ホースの準備

建屋外6班 2

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの
準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホース
の敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 31 ・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 32 ・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設
置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホー
スとの接続

建屋外3班 2

外 35 ・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外3班 4

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1
貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

作業番号

建屋外

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（建屋外作業項目）（10／20）
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作業内容 作業班 要員数

外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2

外 38 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外3班 2

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷設（使用済燃料受
入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転（使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認（使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班，建屋外5班 4

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可搬型空冷ユニッ
ト等）の運搬

建屋外8班 1

外 48 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外6班，建屋外7班 4

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1
貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外4班 2

外 51 ・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの
運搬

建屋外6班 2

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 54 ・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備 建屋外6班 2

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具類，可搬
型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可搬型流
量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 57 ・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接続
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋外
ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 61 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続 建屋外4班 2

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプの運搬（分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建屋，精製建屋及びウ
ラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 66
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯水槽の水位確認
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプの運搬（高
レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル廃液ガラス固化建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯水槽の水位確認
（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプの運搬（前
処理建屋）

建屋外7班 2

外 71 ・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建屋）
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯水槽の水位確認
（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

建屋外

作業番号
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対策 作業内容 作業班 要員数

通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班， 建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12

通 2 ・電源ケーブルの敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AG 1 ・外部電源及び第2非常用ディーゼル発電機の運転状態確認 制御室2班 2

AG 2 ・送風機，ダンパ及び制御建屋内ハザード確認 制御室3班，制御室5班 4

AG 3 ・制御建屋内ケーブルルート確認 制御室2班 2

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 7 ・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4

制御
建屋

作業番号

通信手段の
確保

中央制御室
の対応判断

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換

気確保

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（制御建屋作業項目）（12／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3

F制 1 ・外部電源及び第1非常用ディーゼル発電機の運転状態確認 制御室1班 2

F制 2 ・送風機，ダンパ及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ハザード確認 制御室2班，制御室3班 4

F制 3 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ケーブルルート確認 制御室1班 2

可搬型照明によ
る使用済燃料の
受入れ施設及び
貯蔵施設の制御
室の照明確保

F制 4 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型代替照明設置 制御室2班，制御室3班 4

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，可搬型送風
機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2

現場環境
確認

- - ・建屋内のアクセスルートの確認 建屋内1班 1

F 1 ・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処設備の運搬
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

作業番号

使用済燃
料受入

れ・貯蔵
建屋

通信手段の
確保

使用済燃料の受
入れ施設及び貯
蔵施設の制御室

の対応判断

代替制御室送風
機による使用済
燃料の受入れ施
設及び貯蔵施設
の制御室の換気

確保

状態監視

使用済燃料損傷
対策

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋作業項目）（13／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

現場環境確認 - - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班

6

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4

AA 20 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離） 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確
認）

建屋内14班 2

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル
圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処理建屋内部ルー
プ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル
圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処理建屋内部ルー
プ 2）

建屋内25班 2

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計設置
及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 5 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気の圧力確認 放対6班 2

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧
縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，可搬型セル導出
ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 28 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 29 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監視 建屋内16班 2

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬型凝縮器通水流
量計設置

建屋内32班 2

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水素掃気系統圧縮空
気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部ループ通水流量，排水線量，溶解槽セ
ル圧力，放射性配管分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽
等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，
凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4

前処理
建屋

作業番号

蒸発乾固
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防止）

水素爆発
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（前処理建屋作業項目）（14／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

AB現管補助 - - ・現場管理者の作業の補助 建屋内3班 2

現場環境確認 - - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班

6

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接続） 建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ健全性確認，内
部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内3班，建屋内4班 4

ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 3 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）（分離建屋内部
ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 5 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確認）
（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）（分離建屋内部
ループ 2）

建屋内40班 2

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4

ABル2 3 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3）
建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）（分離建屋内部
ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 5 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建屋内部ループ 3） 建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確認）
（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）（分離建屋内部
ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離建屋内部ループ
1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離建屋内部ループ
2）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離建屋内部ループ
3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB機1 1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 2 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 3 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

分離
建屋

作業番号

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
発生防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（分離建屋作業項目）（15／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計設置 建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気圧力確認 建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮
空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42 ・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供給ユニット接続系統
圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内10班 2

AB 12 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内10班 2

AB 13 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内7班 2

AB 14 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内7班 2

AB 15 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット
流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 36 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB凝1 1
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬型セル導出ユニッ
トフィルタ差圧計設置

建屋内36班，建屋内38班 4

AB凝1 2 ・ダンパ閉止 建屋内39班，建屋内40班 4

AB凝1 3 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内36班，建屋内38班 4

AB 18 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内4班 2

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，貯槽等温
度，内部ループ通水流量，排水線量，導出先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注
水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水
回収セル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4

分離
建屋

作業番号

拡大防止
（放出防止）

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（分離建屋作業項目）（16／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

AC，CA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内24班 2

現場環境確認 - - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内26班

6

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 22 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁隔離） 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 23 ・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確認） 建屋内14班 2

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製建屋内部ループ
1）

建屋内22班 2

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製建屋内部ループ
2）

建屋内20班 2

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2

AC 3 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

AC 6 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気圧力確認 建屋内22班 2

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮
空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 33 ・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット圧力確認
建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可
搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4

AC 10 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空気圧力確認 建屋内23班 2

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 29 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬型セル導出ユニッ
トフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，水素掃気系統圧縮
空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯
槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮
器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4

蒸発乾固
発生防止

精製
建屋

作業番号

拡大防止
（放出防止）

水素爆発
拡大防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（精製建屋作業項目）（17／20）

８－５－318



対策 作業内容 作業班 要員数

現場環境確認 - - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操
作）

建屋内15班，建屋内16班 4

CA 23 ・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確認） 建屋内23班 2

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6

CAコ1 3 ・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 2 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計設置 建屋内20班 2

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 4 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気の圧力確認 建屋内20班 2

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮
空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 31 ・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユニット圧力確認
建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型
かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2

CA 8 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空気圧力確認 建屋内21班 2

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット
流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬型セル導出ユニッ
トフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気圧力，貯
槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部
ループ通水流量，排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流
量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排
気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4

作業番号

ウラン・
プルトニ
ウム混合
脱硝建屋

拡大防止
（放出防止）

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
拡大防止

水素爆発
発生防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋作業項目）（18／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

AA，KA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内36班 2

現場環境確認 - - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内40班，建屋内41班
建屋内42班

6

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21 ・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ループ通水流量確認）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2） 建屋内30班 2

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（高レベル廃液ガラス固化建内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高レベル廃液ガラス固
化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3） 建屋内32班 2

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高レベル廃液ガラス固
化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ5 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5） 建屋内34班 2

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高レベル廃液ガラス固
化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ4 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4） 建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高レベル廃液ガラス固
化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1） 建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可搬型冷却コイル圧
力計設置）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル圧力確認）
（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高レベル廃液ガラス固
化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4

蒸発乾固
拡大防止

作業番号

蒸発乾固
発生防止

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置

（高レベル廃液ガラス固化建屋作業項目）（19／20）
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対策 作業内容 作業班 要員数

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型空気圧縮機
起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計又は
かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋への圧縮空気の供給，
水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気圧
縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7 ・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置
建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8 ・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋への圧縮空気の供給 建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット
流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2

KA 10 ・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置 建屋内28班，建屋内29班 4

KA 13 ・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧力計の設置 建屋内31班 2

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の接続，可搬型
発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気系，可搬型フィルタ及
び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，貯槽等液位，貯槽
等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝
縮水回収セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流量，水
素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気圧力，導出先セル圧力，
貯槽等水素濃度，セル導出経路圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防止）

高レベル
廃液ガラ
ス固化建
屋

作業番号

水素爆発
発生防止

第5.1.4－９図 重大事故等への対処に係る要員配置

（高レベル廃液ガラス固化建屋作業項目）（20／20）

８－５－321



 
 

   

六
ヶ

所
村

尾
駮

地
区

か
ら

の
ル

ー
ト

 

・
六

ヶ
所

村
尾

駮
地

区
か

ら
緊

急
時

対
策

所
ま

で
の

ル
ー

ト
は

３
つ

の
異

な
る

ル
ー

ト
が

あ
る

。
 

再
処

理
施

設
構

内
緊

急
時

対
策

所
へ

の
ル

ー
ト

 

・
上

記
を

踏
ま

え
，

右
図

の
よ

う
な

ル
ー

ト
を

選
定

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

が
，

図
示

し
た

 

ル
ー

ト
以

外
に

も
安

全
を

確
認

で
き

れ
ば

他
の

ル
ー

ト
で

も
通

行
で

き
る

。
 

・
再

処
理

事
務

所
か

ら
緊

急
時

対
策

所
ま

で
の

ル
ー

ト
に

お
い

て
，

危
険

物
及

び
薬

品
に

係
る

通
行

の
 

阻
害

要
因

は
な

い
。

 

第
5
.
1
.
4
－

1
0
図

 
六

ヶ
所

村
尾

駮
地

区
か

ら
緊

急
時

対
策

所
ま

で
の

ル
ー

ト
 

凡
例
 ：
燃
料
貯
蔵
所
 

 
 
：
試
薬
建
屋
 

 
 
：
連
絡
通
路
 

 
 
：
段
差
予
想
箇
所
（
一
般
共
同
溝
）
 

 
 
：
緊
急
時
対
策
所
へ
の
ル
ー
ト

 

８－５－322



・全社対策本部の運営
・非常時対策組織との情報連絡
・社外との情報連絡の総括（問合せ対応含む）
・原子力施設事態即応センターの運営
・オフサイトセンターとの連絡（全社対策本部に係る事項）
・原子力事業所災害対策支援拠点の運営

本部員

本部長

副本部長

事務局（班長，班員）

・全社対策本部の各班等の指揮
・非常時対策組織の行う応急措置の支援
・全社活動方針策定
・原子力規制庁緊急時対応センター対応
要員の指名

総務班（班長，班員）

・非常時対策組織の支援組織の総務班が実施する避難誘導状況の把
握
・再処理事業部以外の人員に係る避難誘導活動
・非常時対策組織の支援組織の総務班が実施する緊急時救護活動状
況の把握及び必要に応じ指導または助言
・非常時対策組織の支援組織の総務班から依頼を受けた場合の社外
医療機関への搬送及び治療の手配

・記者会見
・当社施設見学者の避難誘導
・オフサイトセンター広報班等との連携

東京班（班長，班員）

・国，電気事業連合会及び報道機関対応

青森班（班長，班員）

・青森県対応及び報道機関対応

放射線情報収集班（班長，班員）

・非常時対策組織の支援組織の放射線管理班が実施する放射線
影響範囲の推定及び評価結果の把握
・非常時対策組織の支援組織の放射線管理班が実施する放射線
防護上の措置について必要に応じ支援

広報班（班長，班員）

電力対応班（班長，班員）

・他の原子力事業者等への協力要請
・受入れ対応
・原子力事業所災害対策支援拠点の運営

第5.1.4-11図　全社対策本部の体制図

全社対策本部
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5.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムへの対応における事項

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合における体制

の整備に関し，次の項目に関する手順書を適切に整備し，また，当該手順

書に従って活動を行うための体制及び資機材を整備する。 

・大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火

活動に関すること

・大規模損壊発生時における燃料貯蔵プール等の水位を確保するための

対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対策に関すること

・大規模損壊発生時における放射性物質及び放射線の放出を低減するた

めの対策に関すること

5.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 

  大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，大規模損壊の発生

によって放射性物質及び放射線が工場等外に放出されるような万一の事態

に至る可能性も想定し，以下の大規模な自然災害及び故意による大型航空

機衝突その他のテロリズムを考慮する。 

(１) 大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害の選定

自然災害については，多数ある自然現象の中から再処理施設に大規模

損壊を発生させる可能性のある自然災害を選定する。 

ａ．自然現象の網羅的な抽出 

国内外の基準を参考に，網羅的に自然現象を抽出及び整理し，自然現

象 55 事象を抽出した。 

ｂ．特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象の選定 

各自然現象については，次の選定基準を踏まえて想定する再処理施設
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への影響を考慮し，非常に過酷な状況を想定した場合に考え得る自然現

象について評価した。 

基準１－１：自然現象の発生頻度が極めて低い 

基準１－２：自然現象そのものは発生するが，大規模損壊に至る規

模の発生を想定しない 

基準１－３：再処理施設周辺では起こり得ない 

   基準２  ：発生しても大規模損壊に至るような影響が考えられな

いことが明らかである 

   特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性がある事象の影響を整

理した結果を第 5.2.1－１表及び第 5.2.1－１図にそれぞれ示す。 

   検討した結果，地震，竜巻，落雷，森林火災，凍結，干ばつ，火山の

影響，積雪及び隕石を非常に過酷な状況を想定した場合に大規模損壊の

要因として考慮すべき自然現象として選定する。 

   上記の９事象に対し，大規模損壊に至る前に対処が可能な自然現象は

再処理施設に影響を与えないものと考え，特に再処理施設の安全性に影

響を与える可能性のある自然現象を選定した結果，地震，竜巻，火山の

影響及び隕石を大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害として選

定する。 

 ｃ．大規模損壊の対象シナリオ選定 

   非常に過酷な状況を想定した場合に大規模損壊の要因として考慮すべ

き自然現象について，それぞれで特定した外的事象及びシナリオを基に，

大規模損壊として想定することが適切な事象を選定する。 

   上記ｂ．での整理から，再処理施設の最終状態は以下の３項目に類型

化することができる。 

・大規模損壊で想定しているシナリオ 
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・重大事故等で想定しているシナリオ 

・設計基準事故で想定しているシナリオ 

   事象ごとに再処理施設の最終状態を整理した結果を第 5.2.1－２表に

示す。その結果，再処理施設において大規模損壊を発生させる可能性の

ある自然現象は，地震，竜巻，火山の影響及び隕石の４事象である。 

   また，大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象のうち，各事象

のシナリオについては以下のとおりである。 

 (ａ) 地震 

   最も過酷なケースは電力系統，保安電源設備，安全冷却水系，安全圧

縮空気系，全交流動力電源，閉じ込め機能，遮蔽機能等の喪失により発

生する冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素

による爆発，燃料貯蔵プール等の冷却機能等の喪失，放射性物質及び放

射線の放出によるシナリオの場合となる。 

 (ｂ) 竜巻 

   最も過酷なケースは全交流動力電源の喪失により発生する冷却機能の

喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発，燃料

貯蔵プール等の冷却機能等の喪失によるシナリオの場合となる。 

 (ｃ) 火山の影響 

   最も過酷なケースは全交流動力電源の喪失により発生する冷却機能の

喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発，燃料

貯蔵プール等の冷却機能等の喪失によるシナリオの場合となる。 

 (ｄ) 隕石 

   建物又は屋外設備等に隕石が衝突した場合は，当該建物又は設備が損

傷し，機能喪失に至る可能性がある。 

   再処理施設敷地に隕石が落下した場合は，振動により安全機能が損傷
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し，機能喪失に至る可能性がある。 

 (２) 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応 

   テロリズムは様々な状況を想定するが，その中でも施設の広範囲にわ

たる損壊，多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発生して再処理施

設に大きな影響を与える故意による大型航空機の衝突を想定し，多様性

及び柔軟性を有する手段を構築する。 

   また，大型航空機の建物への衝突を要因とする大規模な火災が発生す

ることを前提とした手順書を整備する。事前にテロリズムの情報を入手

した場合は，可能な限り被害の低減や人命の保護に必要な安全措置を講

ずることを考慮する。 

   その他のテロリズムによる爆発等での再処理施設への影響については，

故意による大型航空機の衝突と同様として考慮する。 

   テロリストの敷地内への侵入に対する備えについては，核物質防護対

策として，区域の設定，人の容易な侵入を防止できる柵及び鉄筋コンク

リート造りの壁等の障壁の設置，巡視，監視，出入口での身分確認，探

知施設を用いた警報及び映像等の集中監視，治安当局への通信連絡並び

に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他

の物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外か

らの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するための持込み点

検を行う設計とする。また，常日頃より核物質防護措置に係る治安当局

との協力体制を構築し，連携を密にすることでテロリズムの発生に備え

る。テロリストの侵入やその兆候を確認した場合には，速やかに治安当

局に通報するとともに，再処理施設の安全確保のため使用済燃料の再処

理工程を停止する。また，要員の安全を確保するため，治安当局との連

携の上， の必要な措置を講ず
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る。 

   テロリストの破壊行為により再処理施設が損壊した場合，以下のとお

り事業者として可能な限りの対応を行う。 

 ａ．安全系監視制御盤等の監視や現場での測定により施設状態の把握に努

める。 

 ｂ．把握した安全機能の喪失に対して安全機能の回復を図るとともに，治

安当局による鎮圧後に必要な措置を講ずるための準備を行う。 

以上より，大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，(１)及

び(２)において整理した大規模損壊の発生によって，放射性物質及び放射

線が工場等外に放出されるような万一の事態に至る可能性も想定し，再

処理施設において使用できる可能性のある設備，資機材及び要員を最大

限に活用した多様性及び柔軟性を有する手段を構築する。 

 

5.2.1.1 大規模損壊発生時の対応手順 

 (１) 再処理施設の状態把握 

   大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムの発生を，緊急地震速報，外部からの情報連絡，衝撃音，衝突音等に

より検知した場合は，以下の状況に応じて再処理施設の状態把握（運転

状態，火災発生の有無，建物の損壊状況等）を行うことにより，重大事

故等対策が機能せず，重大事故が進展し，工場等外への放射性物質及び

放射線の放出に至る可能性のある事故（以下5.2では「放出事象」とい

う。）や大規模損壊の発生の確認を行う。 

再処理施設の状態把握及び大規模損壊への対処のために把握すること

が必要なパラメータは，制御室における再処理施設の監視機能及び制御

機能の状態を確認するための平常運転時の運転監視パラメータ，緊急時
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対策所における再処理施設の監視機能にて再処理施設の状態を確認する

ための平常運転時の運転監視パラメータ並びに現場における機器の状態

を確認するための起動状態及び受電状態のパラメータである。 

これらのパラメータ採取の対応に当たっては，制御室，緊急時対策所

及び現場から採取可能なパラメータを確認する。また，大規模損壊への

対応を行うために把握することが必要なパラメータが故障等により計測

不能な場合は，臨機応変に他のパラメータにて当該パラメータを推定す

る。 

ａ．制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策所の監視機能が維持

され，かつ，現場確認が可能な場合 

   制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策所の監視機能にて再

処理施設の状態を平常運転時の運転監視パラメータによって確認しつつ，

現場の機器の起動状態及び受電状態を確認することにより再処理施設の

被害状況を確認する。 

ｂ．制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策所の監視機能の一部

又はすべてが機能喪失しているが，現場確認が可能な場合 

   可能な限り制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策所の監視

機能にて再処理施設の状態を平常運転時の運転監視パラメータによって

確認しつつ，現場の機器の起動状態及び受電状態を確認することにより

再処理施設の被害状況を確認する。また，機能喪失している機器につい

ては機能の回復操作を実施する。 

ｃ．大規模損壊によって制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策

所の監視機能の一部又はすべてが機能喪失しており，現場確認が不可能

な場合 

   可能な限り制御室の監視機能及び制御機能並びに緊急時対策所の監視
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機能にて再処理施設の状態を平常運転時の運転監視パラメータによって

確認しつつ，優先順位に従い，現場へのアクセスルートを可能な限り復

旧する。アクセスルートが確保され次第，確認できないパラメータを対

象にして，外からの目視による確認又は可搬型計器により，現場の機器

の起動状態及び受電状態を確認することにより再処理施設の被害状況を

確認する。また，機能喪失している機器については機能の回復操作を実

施する。 

放出事象や大規模損壊の発生を確認した場合は，実施責任者（統括当

直長）は得られた情報を考慮し，大規模損壊への対処として大規模な火

災が発生した場合における消火活動，燃料貯蔵プール等の水位を確保す

るための対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対策，放射

性物質の放出を低減するための対策，放射線の放出を低減するための対

策及び重大事故等対策（以下「実施すべき対策」という。）の判断を行

う。大規模損壊発生時の対応全体概略フローについて，第5.2.1－２図

に示す。 

(２) 大規模損壊への対応の優先事項

大規模損壊への対処に当たっては，工場等外への放射性物質及び放射

線の放出低減を最優先として，被害を可能な限り低減させることを考慮

しつつ，優先すべき手順を判断する。優先事項の項目を次に示す。 

ａ．大規模な火災が発生した場合における消火活動 

・消火活動

ｂ．燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び使用済燃料の著し

い損傷を緩和するための対策 

・燃料貯蔵プール等の水位異常低下時の燃料貯蔵プール等への注水

ｃ．放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策 
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・事故の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）に係る対策

・放射性物質及び放射線の放出の可能性がある場合の再処理施設への放

水等による放出低減

ｄ．その他の対策 

・要員の安全確保

・対応に必要なアクセスルートの確保

・各対策の作業を行う上で重要となる区域の確保

・電源及び水源の確保並びに燃料補給

・人命救助

(３) 大規模損壊に係る対応及び判断フロー

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合は，その対

処として再処理施設の状態把握，異常の検知及び回復操作により，実施

すべき対策を決定する。 

具体的な対応は以下のとおり。 

ａ．大規模な自然災害発生時の対応 

(ａ) 事象が発生した場合は，当直（運転員）が速やかに制御室にてパラメ

ータ及び警報発報の確認を行い，異常の有無について確認する。また，

警報対応手順書に基づき，現場での状況の把握，機器及び設備の起動状

態，健全性確認等により，故障の判断を行い，その後必要に応じて回復

操作を実施する。 

建物に大規模な損壊を確認した場合は，実施責任者（統括当直長）は

大規模損壊が発生したと判断し，大規模損壊発生時の対応手順書に基づ

いて対策の開始を判断する。 

また，事故対応への支障となる火災に対して初期消火活動を開始する。 

(ｂ) 実施責任者（統括当直長）は回復操作が失敗し，安全機能喪失を確認
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した場合は実施すべき対策の判断を行う。 

 (ｃ) 実施すべき対策に基づき，発生防止対策及び拡大防止対策（影響緩和

対策を含む）の準備を開始する。対策の準備開始に当たってはアクセス

ルートの確認を実施する。 

 (ｄ) 施設の損壊程度が激しく，屋内アクセスルートを確認することが困難

な場合は，大規模損壊が発生したと判断し，大規模損壊発生時の対応手

順書に基づいて対策の開始を判断する。 

 ｂ．故意による大型航空機の衝突時の対応 

 (ａ) 実施責任者（統括当直長）は，事前に故意による大型航空機の衝突の

情報を入手した場合には，治安当局への通報，原子力防災管理者等への

連絡，社外関係者への連絡等を行う。また，再処理施設の運転停止やパ

ラメータ確認を行うとともに，被害の低減や人命の保護を考慮し，実施

組織要員を可能な限り分散して待機させる。 

 (ｂ) 実施責任者（統括当直長）は大型航空機が衝突したことの確認をもっ

て大規模損壊の発生を判断する。その後は制御室にて速やかにパラメー

タ確認，警報発報の確認及び屋外状況の把握を行い，異常の有無につい

て確認するとともに，大規模な火災が発生した場合における消火活動に

関する手順書に基づき，消火優先順位に従って消火を開始する。消火活

動においては，臨界安全に及ぼす影響を考慮する。 

 (ｃ) 実施責任者（統括当直長）は消火活動後又は可能な限り消火活動と並

行して，異常を確認していた機器及び設備の起動状態，健全性確認等に

より，故障の判断を行い，その後，必要に応じて回復操作を実施する。 

 (ｄ) 実施責任者（統括当直長）は回復操作が失敗し，安全機能喪失を確認

した場合は実施すべき対策の判断を行う。 

 (ｅ) 実施すべき対策に基づき，大規模損壊の対策の準備を開始する。対策
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の準備開始に当たってはアクセスルートの確認を実施する。 

 (ｆ) 大規模損壊発生時の対応手順書に基づいて対策の開始を判断する。 

 ｃ．その他のテロリズム発生時の対応 

 (ａ) 実施責任者（統括当直長）は，その他のテロリズムが発生した場合に

は，治安当局への通報，原子力防災管理者等への連絡，社外関係者への

連絡等を行う。また，再処理施設の運転停止やパラメータ確認を行うと

ともに，被害の低減や人命の保護を考慮し，屋内への退避を指示する。 

 (ｂ) 実施責任者（統括当直長）は治安当局によるテロリストの鎮圧を確認

した後は，制御室にて速やかにパラメータ確認，警報発報の確認，屋外

状況の把握，初期消火活動等を行い，異常の有無について確認する。異

常を確認した場合は，機器及び設備の起動状態，健全性確認等により，

故障の判断を行い，その後，必要に応じて回復操作を実施する。また，

建物に大規模な損壊を確認した場合は，大規模損壊が発生したと判断し，

大規模損壊発生時の対応手順書に基づいて対策の開始を判断する。 

 (ｃ) 実施責任者（統括当直長）は回復操作が失敗し，安全機能喪失を確認

した場合は実施すべき対策の判断を行う。 

 (ｄ) 実施すべき対策に基づき，発生防止対策及び拡大防止対策（影響緩和

対策含む）の準備を開始する。対策の準備開始に当たってはアクセスル

ートの確認を実施する。 

 (４) 大規模損壊発生時の対応手順書の適用の条件 

   実施責任者（統括当直長）は，大規模損壊が発生するおそれ又は発生

した時の対応で得られた情報を基に，以下の条件に該当すると判断した

場合は，実施すべき対策を選択し，大規模損壊発生時の対応手順書に基

づく事故の進展防止及び影響を緩和するための措置を開始する。 

ａ．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ
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ムにより再処理施設が以下のいずれかの状態となった場合又は疑われる

場合 

(ａ) 大型航空機の衝突による大規模な火災が発生した場合（大規模損壊

発生に伴い広範囲に機能が喪失した場合） 

(ｂ) 燃料貯蔵プール等の損傷により著しい水の漏えいが発生し，燃料貯

蔵プール等の水位を維持することが困難な場合（大規模損壊発生に伴

い広範囲に機能が喪失した場合） 

(ｃ) 放射性物質の閉じ込め機能及び放射線の遮蔽機能に影響を与える可

能性がある大規模な損壊（大規模損壊発生に伴い広範囲に機能が喪失

した場合又は発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）への措置がすべ

て機能しなかった場合） 

ｂ．実施すべき対策 

(ａ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムによって大規模な火災を確認した場合は，大規模な火災が発生した場

合における消火活動を実施する。 

(ｂ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムによって燃料貯蔵プール等の水位を維持することが困難な場合は，燃

料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び使用済燃料の著しい損

傷を緩和するための対策を実施する。 

(ｃ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムによって放射性物質の閉じ込め機能及び放射線の遮蔽機能に影響を与

える可能性がある大規模な損壊を確認した場合は，放射性物質及び放射

線の放出を低減するための対策を実施する。 

８－５－334



5.2.1.2 大規模損壊への対応を行うために必要な手順 

  技術的能力審査基準の「２．大規模な自然災害又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムへの対応における要求事項」の一～三までの

活動を行うための手順書として，重大事故等対策で整備する設備を活用し

た手順書等に加えて，事象進展の抑制及びその影響の緩和に資するための

多様性を持たせた手順書等を整備する。 

  また，技術的能力審査基準の「１．重大事故等対策における要求事項」

における１．１項～１．９項の要求事項に基づき整備する手順書に加えて，

大規模損壊の発生を想定し，制御室の監視及び制御機能が喪失した場合も

対応できるよう現場にて再処理施設の状態を監視する手順書，現場におい

て直接機器を作動させるための手順書等を整備する。 

  整備に当たっては，重大事故等への対処を考慮した上で，取り得る対処

の内容を整理するとともに，判断基準及び手順書を整備する。 

  具体的には，大規模損壊発生時の対応として再処理施設の被害状況を速

やかに把握し，実施責任者（統括当直長）が実施すべき対策を決定した上

で，取り得る全ての施設状況の回復操作及び重大事故等対策を実施すると

ともに，著しい施設の損壊その他の理由により，それらが成功しない可能

性があると実施責任者（統括当直長）が判断した場合は，工場等外への放

射性物質及び放射線の放出低減対策に着手する。 

  これらの対処においては，実施責任者（統括当直長）が躊躇せずに的確

に判断し対処の指揮を行えるよう，財産（設備等）保護よりも安全を優先

する方針に基づき定めた判断基準を手順書に明記する。 

  また，重大事故等対策を実施する実施組織要員の安全を確保するため，

対処においては作業環境を確認するとともに，実施責任者（統括当直長）

は必要な装備及び資機材を選定する。 
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  対処を実施するに当たって，以下の手順書を整備する。 

 (１) ３つの活動を行うための手順 

   大規模損壊が発生した場合に対応する手順については，以下に示す３

つの活動を行うための手順を網羅する。 

 ａ．大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

   大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合における消火活動の

手順書を整備するに当たっては，故意による大型航空機の衝突に伴う航

空機燃料火災を想定し，以下の事項を考慮する。 

   また，大規模な自然災害における火災は，敷地内に設置している複数

の油タンク火災等による火災の発生を想定する。 

 (ａ) 消火優先順位の判断 

 消火活動を行うに当たっては，火災発見の都度，次に示すⅰ．～ⅲ．

の区分を基本に消火活動の優先順位を実施責任者（統括当直長）が判断

し，優先順位の高い火災より順次消火活動を実施する。 

  ⅰ．アクセスルート及び車両の確保のための消火 

    アクセスルート及び初期消火活動に用いる大型化学高所放水車，消

防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車に火災が発生している場合は，

消火活動を行い，確保する。 

    アクセスルート上で火災が発生している場合は，以下の点を考慮し

て実施責任者（統括当直長）は確保すべきアクセスルートを判断する。 

・アクセスルートに障害がないルートがあれば，そのルートを確保す

る。 

・アクセスルートに障害がある場合は，アクセスルートを確保しやす

いルートを優先的に確保する。 

  ⅱ．原子力安全の確保のための消火 
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    放出事象の対象となる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋に対して優先的に消火活動を行う。 

    屋外の可搬型重大事故等対処設備を接続する常設の接続口及び周辺

エリアの消火活動を行い，確保する。 

    可搬型放水砲による放水を行うための設置エリアの消火活動を行い，

確保する。 

  ⅲ．その他火災の消火 

    ⅰ．及びⅱ．以外の火災については，対応可能な段階に至った後に

消火活動を行う。 

 (ｂ) 消火手段の判断 

   消火活動を行うに当たっては，次に示すⅰ．及びⅱ．の区分を基本に

消火活動の手段を実施責任者（統括当直長）が判断し，順次消火活動を

実施する。 

  ⅰ．大型航空機の衝突による大規模な火災 

    基本方針として，早期に準備が可能な大型化学高所放水車，消防ポ

ンプ付水槽車及び化学粉末消防車による延焼防止のための水による消

火，泡消火及び粉末消火の消火活動を実施しつつ，可搬型放水砲，大

型移送ポンプ車，運搬車，ホース展張車及び可搬型建屋外ホースを用

いた泡消火又は放水による消火活動について速やかに準備する。また，

事故対応を行うためのアクセスルート上の火災，操作の支障となる火

災等の消火活動を実施する。さらに，建屋外から可能な限り消火活動

を行い，入域可能な状態に至った後に建屋内の消火活動を実施する。 

    臨界安全に及ぼす影響を考慮した建屋に対する放水については，直

接損傷箇所への放水を行わないことによる建屋内へ極力浸水させない
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消火活動や粉末噴射による消火活動を実施する。 

  ⅱ．大規模な自然災害による火災 

大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車によ

る延焼防止のための水による消火及び泡消火の消火活動を実施する。 

(ｃ) 消火活動における留意点 

消火活動に当たっては，現場間では無線連絡設備を使用するとともに，

現場と非常時対策組織間では衛星電話設備を使用し，連絡を密にする。

無線連絡設備及び衛星電話設備での連絡が困難な建屋内において火災が

発生している場合には，連絡要員を配置する等により外部との通信ルー

ト及び自衛消防隊員の安全を確保した上で，対応可能な範囲の消火活動

を行う。 

ｂ．燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び使用済燃料の著し

い損傷を緩和するための対策に関する手順等 

燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対応手段及び使用済燃料の

著しい損傷を緩和するための対応手段を以下のとおり整備する。 

(ａ) 重大事故等対策に係る手順 

「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（6／15）」の使用

済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等に示す。 

(ｂ) 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても，使用済燃料の著しい損傷の緩和，臨界

の防止，放射性物質及び放射線の工場等外への著しい放出による影響を

緩和するため，重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは

共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を

用いた手順書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応でき

るよう，現場にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器にて
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パラメータを監視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認

するための手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を整

備する。 

   大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が大

きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設やア

クセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，手順

から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることにより，燃

料貯蔵プール等の水位低下及び使用済燃料の著しい損傷への事故緩和措

置を行う。 

   (ａ)及び(ｂ)の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物質及び

放射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等外への放

射性物質等の放出を抑制するための手順等を実施する。 

 ｃ．放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順等 

 (ａ) 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（2／15）」の臨

界事故の拡大を防止するための手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時においても臨界の拡大を緩和するため，重大事故

等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共通要因で同時に機能

喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順書，制御

室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，現場にて

パラメータを確認するための手順書，可搬型計器にてパラメータを監

視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認するための手

順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を整備する。 
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    大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，臨界事故の事故緩和措置を行う。 

    ⅰ．及びⅱ．の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物

質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等

外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等を実施する。 

 (ｂ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（3／15）」の冷

却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時においても冷却機能の喪失による蒸発乾固によっ

て発生する大気中への放射性物質の放出に伴う影響を緩和するため，

重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共通要因で同

時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順

書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，

現場にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器にてパラメ

ータを監視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認する

ための手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を整備

する。 

    大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，
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手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，蒸発乾固の事故緩和措置を行う。 

    ⅰ．及びⅱ．の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物

質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等

外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等を実施する。 

 (ｃ) 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（4／15）」の放

射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等に示

す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時においても放射線分解により発生する水素による

爆発によって，大気中への放射性物質の放出に伴う影響を緩和するた

め，重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共通要因

で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた

手順書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよ

う，現場にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器にてパ

ラメータを監視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認

するための手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を

整備する。 

    大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，水素爆発の事故緩和措置を行う。 
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    ⅰ．及びⅱ．の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物

質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等

外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等を実施する。 

 (ｄ) 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（5／15）」の有

機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時において有機溶媒等による火災又は爆発により発

生する大気中への放射性物質の放出に伴う影響を緩和するため，重大

事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共通要因で同時に

機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順書，

制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，現場

にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器にてパラメータ

を監視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認するため

の手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を整備する。 

    大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，有機溶媒等による火災又は爆発の事故緩和措置を行う。 

    ⅰ．及びⅱ．の手順では対策が有効に機能しない場合は，放射性物

質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順である工場等

外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等を実施する。 

 (ｅ) 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 
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  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（8／15）」の工

場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時においても工場等外への放射性物質及び放射線の

放出を抑制するため，重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，

これらは共通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等

対処設備を用いた手順書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場

合も対応できるよう，現場にてパラメータを確認するための手順書，

可搬型計器にてパラメータを監視するための手順書，建物や設備の状

況を目視にて確認するための手順書，現場にて直接機器を作動させる

ための手順書等を整備する。 

    大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，工場等外への放射性物質及び放射線の放出を抑制する事故緩和措

置を行う。 

 (ｆ) 放出事象への対処に必要となる水の供給手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

    「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（9／15）」の重

大事故等への対処に必要となる水の供給手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

    大規模損壊発生時においても対処に必要となる水の供給をするため，

重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共通要因で同
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時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を用いた手順

書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応できるよう，

現場にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器にてパラメ

ータを監視するための手順書，建物や設備の状況を目視にて確認する

ための手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順書等を整備

する。 

大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が

大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，事故緩和措置を行う。 

(ｇ) 電源の確保に関する手順等 

  ⅰ．重大事故等対策に係る手順 

「第５－１表 重大事故等対処における手順の概要（10／15）」の

電源の確保に関する手順等に示す。 

  ⅱ．大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても事故対処するために必要な電力を確保

するため，重大事故等対策で整備した手順書を基本とし，これらは共

通要因で同時に機能喪失することのない可搬型重大事故等対処設備を

用いた手順書，制御室での監視及び制御機能が喪失した場合も対応で

きるよう，現場にてパラメータを確認するための手順書，可搬型計器

にてパラメータを監視するための手順書，建物や設備の状況を目視に

て確認するための手順書，現場にて直接機器を作動させるための手順

書等を整備する。 

大規模損壊発生時には，再処理施設が受ける影響及び被害の程度が
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大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定するため，施設

やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事項の実行判断のもと，

手順から適切なものを臨機応変に選択し，又は組み合わせることによ

り，事故緩和措置を行う。 

(ｈ) 可搬型設備等による対応手順等 

大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順については，「第

５－１表 重大事故等対処における手順の概要（2／15）」の臨界事故の

拡大を防止するための手順等から「第５－１表 重大事故等対処におけ

る手順の概要（10／15）」の電源の確保に関する手順等で示した重大事

故等対策で整備する手順書等を活用することで「大規模な火災が発生し

た場合における消火活動」，「燃料貯蔵プール等の水位を確保するための

対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩和するための対策」及び「放射性

物質及び放射線の放出を低減するための対策」の措置を行う。 

さらに，大規模損壊では，再処理施設の損傷等により遮蔽機能が喪失

し，損傷箇所を復旧するまでの間，長期にわたって放射線が工場等外へ

放出されることを想定し，放射線の放出低減を目的としたクレーンの輸

送及び組立て並びに遮蔽体設置の作業に関して柔軟な対応を行うための

大規模損壊に特化した手順書を整備する。 

本手順は大規模損壊特有の支援として，あらかじめ協力会社と支援協

定を締結し，支援体制を確立した上で実施する。 
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5.2.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合における体制

については，「5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備」に基づ

いた体制を基本とする。また，以下のとおり大規模損壊発生時の体制，対

応のための要員への教育及び訓練，要員被災時の指揮命令系統の確立，活

動拠点及び支援体制について流動性をもって柔軟に対応できるよう整備す

る。 

5.2.2.1 大規模損壊発生時の体制 

大規模損壊発生時の体制については，「5.1.4 手順書の整備，訓練の実

施及び体制の整備」に基づいた体制を基本として，大規模損壊発生時に対

応するために，以下の点を考慮する。 

(１) 大規模損壊への対処を実施するため，統括管理及び全体指揮を行う非

常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力防災管理者）１人，社内外

関係箇所への通報連絡に係る連絡補助を行う連絡責任補助者２人，電話

待機する再処理施設の核燃料取扱主任者１人，電話待機するＭＯＸ燃料

加工施設の核燃料取扱主任者１人，支援組織要員12人，実施組織要員

185人（実施責任者（統括当直長）１人，建屋対策班長７人，現場管理

者６人，要員管理班３人，情報管理班３人，通信班長１人，放射線対応

班15人，建屋外対応班20人,再処理施設の各建屋対策作業員105人，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設の要員として建屋対策班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設情

報管理班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者１人，放射線対応班２

人，建屋対策作業員16人，予備要員として再処理施設３人）の合計202

人を確保し，大規模損壊の発生により実施組織要員の被災，制御室の機

能喪失等によって体制が部分的に機能しない場合においても，流動性を
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もって柔軟に対応できる体制を整備する。 

(２) 建物の損壊等により対応を実施する要員が被災するような状況におい

ても，平日の日中であれば敷地内に勤務している他の要員を割り当て，

平日の夜間及び休日であれば他班の実施組織要員を速やかに招集し，最

大限に活用する等の柔軟な対応をとる。 

(３) 緊急連絡網等により非常招集連絡を受けて参集拠点に参集する体制と

するが，六ヶ所村内において大規模な地震が発生した場合は参集拠点に

自動参集する体制を整備する。実施組織要員，支援組織要員及びその交

代要員が時間とともに確保できる体制を整備する。 

(４) 消火活動については，基本的に消火専門隊が実施するが，消火専門隊

員の不測の事態を想定し，バックアップの要員として当直（運転員）が

消防車の準備及び機関操作を含めた消火活動の助勢等を実施できるよう，

当直（運転員）の中から各班５人以上を確保する。 

5.2.2.2 大規模損壊発生時の対応のための要員への教育及び訓練 

(１) 基本方針

大規模損壊発生時において，事象の種類及び事象の進展に応じて的確，

かつ，柔軟に対応するために必要な力量を確保するため，実施組織及び

自衛消防隊の要員への教育及び訓練については，重大事故等への対処と

して実施する教育及び訓練に加え，過酷な状況下においても柔軟に対応

できるよう大規模損壊発生時の対応手順，事故対応用の資機材の取扱い

等を習得するための教育及び訓練を実施する。また，実施責任者（統括

当直長）及びその代行者を対象に，通常の指揮命令系統が機能しない場

合を想定した個別の教育及び訓練を実施する。さらに，実施組織要員に

対して，実施組織要員の役割に応じて付与される力量に加え，流動性を
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もって柔軟に対応できるような力量を確保していくことにより，本来の

役割を担う実施組織要員以外の実施組織要員でも助勢等の対応ができる

よう教育及び訓練の充実を図る。原則，最低限必要な非常時対策組織要

員以外の要員は，敷地外に退避するが，敷地内に勤務する要員を最大限

に活用しなければならない事態を想定して，非常時対策組織要員以外の

必要な要員に対しても適切に教育及び訓練を実施する。 

 (２) 大規模な火災への対応のための教育及び訓練 

航空機衝突による大規模な火災への対処のための教育及び訓練は，上

記の基本方針に加え，航空機落下による消火活動に対する知識の向上を

図ることを目的に，消火専門隊や消火活動の助勢等を実施する当直（運

転員）に対して空港における航空機火災の消火訓練の現地教育並びに大

型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車による泡消

火訓練や粉末噴射訓練等を実施する。具体的な教育及び訓練は以下のと

おり。 

ａ．大規模損壊発生時における大規模な火災を想定した訓練として，大型

化学高所放水車及び可搬型放水砲による泡消火剤及び水の放水訓練並び

に化学粉末消防車による粉末噴射，泡消火剤及び水の放水訓練を実施す

ることにより，各機材の操作方法並びに泡及び粉末の挙動を習得する。 

ｂ．空港における航空機火災の消火訓練の現地教育により，航空機火災の

消火に関する知識の向上を図る。 

ｃ．消火活動の助勢等を実施する当直（運転員）は，消防車の取扱い操作

について，消火専門隊と同等の力量を確保するため，机上教育及び消防

車の操作方法の訓練を行う。 

 

5.2.2.3 大規模損壊発生時の要員確保及び通常とは異なる被災時に対する 
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指揮命令系統の確立 

大規模損壊発生時には，要員の被災によって通常の非常時対策組織の指

揮命令系統が機能しない場合も考えられる。このような状況においても，

招集により対応にあたる要員を確保することで指揮命令系統が確立できる

よう，大規模損壊発生時に対応するための体制の基本的な考え方を整備す

る。 

(１) 平日の日中

ａ．建物の損壊等により実施責任者（統括当直長）が被災した場合，代理

の実施責任者（統括当直長）又は敷地内に勤務している実施責任者（統

括当直長）の力量を有している別の要員が指揮を引き継ぎ，指揮命令系

統を確立する。 

ｂ．建物の損壊等により実施組織要員が被災した場合，敷地内に勤務して

いる他の要員を実施組織での役割に割り当てることで指揮命令系統を確

立する。 

ｃ．制御室への故意による大型航空機の衝突によって，実施組織要員が多

数被災した場合は，上記ａ．及びｂ．を実施し，指揮命令系統を確立す

る。 

(２) 平日の夜間及び休日

ａ．建物の損壊等により実施責任者（統括当直長）が被災した場合，代理

の実施責任者（統括当直長）又は実施責任者（統括当直長）の力量を有

している別の要員を招集して指揮を引き継ぎ，指揮命令系統を確立する。 

ｂ．建物の損壊等により実施組織要員が被災した場合，要員を招集して指

揮命令系統を確立する。 

ｃ．制御室への故意による大型航空機の衝突によって，実施組織要員が多

数被災した場合は，上記ａ．又はｂ．を実施し，指揮命令系統を確立す
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る。 

(３) 大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合における指揮命

令系統の確立 

大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合における指揮命

令系統の確立については，自衛消防組織の火災対応の指揮命令系統の下，

自衛消防隊は延焼防止等の消火活動を実施する。また，実施責任者（統

括当直長）が事故対応を実施又は継続するために，可搬型放水砲等によ

る泡放水の実施が必要と判断した場合は，実施責任者（統括当直長）の

指揮命令系統の下，建屋外対応班を消火活動に従事させる。 

(４) 要員確保及び指揮命令系統の確立における留意点

ａ．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムの発生により，原子力防災体制での指揮命令系統が機能しない場合も

考慮し，平日の日中は原子力防災管理者の代行者をあらかじめ複数定め

ることで体制を維持する。 

ｂ．要員の招集を確実に行えるよう，平日の夜間及び休日に宿直する副原

子力防災管理者を含む宿直者は，大規模な自然災害又は故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズムが発生した場合にも対応できるよう，

制御室から離れた場所に分散して待機する。 

ｃ．要員の招集に当たり，大規模な自然災害の場合は道路状況が不明なこ

とから平日の夜間及び休日を含めて必要な要員は参集拠点に参集する。

参集拠点は緊急時対策所まで徒歩で約３時間 30 分の距離にあり，社員

寮及び社宅がある六ヶ所村尾駮地区に設ける。尾駮地区から緊急時対策

所までのルートは複数を確保し，非常招集される要員はその中から適用

可能なルートを選択する。大型航空機の衝突の場合は車両による参集方

法を基本とする。また，社員寮，社宅等からの要員の招集に時間を要す

８－５－350



る場合も想定し，実施組織要員により当面の間は事故対応を行えるよう

体制を整備する。 

 

5.2.2.4 大規模損壊発生時の活動拠点 

「5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備」で整備する体制

と同様に，大規模損壊が発生した場合は，実施組織は制御建屋，支援組織

は緊急時対策所を活動拠点とする。また，工場等外への放射性物質若しく

は放射線の大量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が生じたこ

とにより，制御建屋が使用できなくなる場合には，実施組織要員は緊急時

対策所に活動拠点を移行し，対策活動を実施するが，緊急時対策所が機能

喪失する場合も想定し，緊急時対策所以外に代替可能なスペースも状況に

応じて活用する。 

  気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出した場合は，再処理施設周

辺の線量率が上昇する。そのため，気体状の放射性物質が大気中へ大規模

に放出するおそれがある場合は，緊急時対策所にとどまり活動する要員以

外の要員は不要な被ばくを避けるため，再処理事業所構外へ一時退避する。

緊急時対策所については，緊急時対策建屋換気設備を再循環モード又は緊

急時対策建屋加圧ユニットによる加圧によって緊急時対策所の居住性を確

保し，要員の放射線影響を低減させ，気体状の放射性物質が通過後，活動

を再開する。緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要員の再処理事

業所構外への一時退避については，再処理事業所から離れることで放射線

影響を低減させ，気体状の放射性物質が通過後，再処理事業所へ再参集す

る。 

 

5.2.2.5 大規模損壊発生時の支援体制の確立 
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  大規模損壊発生時における全社対策本部の設置による支援体制は，

「5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備」で整備する支援体

制と同様である。 

  大規模損壊発生時において外部からの支援が必要な場合は，「5.1.3 

支援に係る事項」と同様の方針を基本とし，他の原子力事業者及び原子力

緊急事態支援組織へ応援要請し，技術的な支援が受けられるよう体制を整

備する。また，原子力事業者間と必要な契約を締結して連絡体制の構築，

協力会社より現場作業や資機材輸送等に係る要員の派遣を要請できる体制

及びプラントメーカによる技術的支援を受けられる体制を構築する。 

大規模損壊特有の支援として，大規模損壊発生時に建物損傷を想定し，

損傷箇所を復旧するまでの間，長期にわたって放射線が工場等外へ放出さ

れることを防止するために，クレーンの輸送及び組立て並びに遮蔽体設置

の作業に係る支援について，あらかじめ協力会社と支援協定を締結する。 
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5.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備  

  大規模損壊の発生に備え，大規模損壊発生時の対応手順に従って活動を

行うために必要な設備及び資機材は，重大事故等発生時に使用する重大事

故等対処設備及び資機材を用いることを基本とし，これらは次に示す重大

事故等対処設備の配備の基本的な考え方に基づき配備する。 

 (１) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムへの対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な考え方 

可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故に対処するための設備の

安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必

要な機能と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的分

散を考慮して保管する。 

可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その他の自然現象又は故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズム，設計基準事故に対処す

るための設備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上

で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管する。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，自然現象，人為事象及

び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，設計基準

事故に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重

大事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能を損なわれるお

それがないよう，設計基準事故に対処するための設備又は常設重大事故

等対処設備これらを考慮して設置される建屋の外壁から 100ｍ以上の離

隔距離を確保した場所に保管するとともに異なる場所にも保管すること

で位置的分散を図る。また，屋外に設置する設計基準事故に対処するた

めの設備からも 100ｍ以上の離隔距離を確保する。 
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   屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，地震により生じる敷地

下斜面のすべり，液状化又は揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き

上がり，地盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等の影響を受けない

複数の保管場所に分散して保管する。 

可搬型重大事故等対処設備は，各保管場所において，必要に応じて転

倒しないよう固縛等の措置を講ずるとともに，動的機器については，加

振試験等により重大事故等の対処に必要な機能が維持されることを確認

する。 

 (２) 大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的な考え方 

   資機材については，大規模な火災の発生及び外部支援が受けられない

状況を想定し配備する。また，そのような状況においても使用を期待で

きるよう，同時に影響を受けることがないように再処理施設から 100ｍ

以上離隔をとった場所に分散配置する。 

   資機材の配備に当たっては，以下の点を考慮し，配備する。 

 ａ．大規模な地震による油タンク火災又は故意による大型航空機の衝突に

伴う大規模な航空機燃料火災及び化学火災の発生時において，必要な消

火活動を実施するために着用する防護具，消火に必要な消火剤等の資機

材，可搬型放水砲等の設備を配備する。 

 ｂ．放射性物質又は放射線の放出による高い線量率の環境下において事故

対応するために着用する防護具を配備する。 

 ｃ．大規模損壊発生時において，実施組織の拠点である制御建屋，支援組

織の拠点である緊急時対策所及び対策を実施する現場間並びに再処理施

設外との連絡に必要な通信手段を確保するため，多様な通信手段を複数

配備する。 

また，通常の通信手段が使用不能な場合を想定した通信連絡手段とし
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て，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用及び屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋内用及び屋外用）を配備するとともに，消火活動に使

用できるよう，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末

消防車に無線機を搭載する。 

ｄ．化学薬品が流出した場合において，事故対応を行うために着用する防

護具を配備する。 

ｅ．大規模な自然災害により外部支援が受けられない場合においても，事

故対応を行うための資機材を確保する。 

ｆ．全交流動力電源が喪失した環境で対応するために必要な照明機能を有

する資機材を配備する。 
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自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

1
／

8
）

 

自
然

現
象

設
計

基
準

を
超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

自
然

現
象

の
想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
最

終
的

な
再

処
理

施
設

の
状

態

地
震

【
影

響
評

価
に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
基

準
地

震
動
の

1
.
2
倍
を

超
え
る

地
震

の
発

生
を

想
定

す
る

。

・
地

震
の

事
前

の
予

測
に

つ
い

て
は

，
現

在
確

立
し

た
手

法
が

存
在

し
な

い
こ

と
か

ら
，

予
兆

な
く
発

生
す

る
。

【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
開

閉
所

設
備

の
碍

子
，

変
圧

器
等

の
電

力
系

統
の

損
傷

に
伴

う
外

部
電

源
喪

失
の

可
能

性
が

あ
る
。

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
損

傷
に

よ
り

，
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
安

全
冷

却
水

系
の

損
傷

に
よ

り
，

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

及
び

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等
の

冷
却

機
能

等
の
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。

・
安

全
圧

縮
空

気
系

の
損

傷
に

よ
り

，
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発

に
至

る
可
能

性
が

あ
る

。

・
制

御
室

は
，

堅
牢

な
建

屋
内

に
あ

る
こ

と
か

ら
，

操
作

機
能

の
喪

失
は

可
能

性
と

し
て

低
い

が
，
計

装
・

制
御

機
能
に

つ
い

て
は

喪
失

す
る

可
能

性
が
あ

る
。

・
モ

ニ
タ

リ
ン
グ

ポ
ス

ト
の

監
視
機

能
が

喪
失

す
る

可
能

性
が

あ
る
。

・
保

管
し

て
い
る

危
険

物
に

よ
る
火

災
の

発
生

の
可

能
性

が
あ

る
。

・
地

盤
の

陥
没

等
に

よ
り

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
通

行
が

困
難

と
な

り
，

事
故

の
対

策
に

影
響

を
及
ぼ

す
可

能
性

が
あ
る

。

・
再

処
理

施
設

の
損

傷
等

に
よ

り
閉

じ
込

め
機

能
及

び
遮

蔽
機

能
が

喪
失

す
る

可
能

性
が

あ
る

。

【
主

な
対

応
】
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注

水
等

を
行

う
。

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ポ

ス
ト

を
使

用
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
場

合
は

，
可

搬
型

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
設

備
に

よ
る

測
定
及

び
監

視
を

行
う

。

・
排

気
モ

ニ
タ
に

よ
る

放
射

性
物
質

の
放

出
の

監
視

。

・
火

災
が

発
生

し
た

場
合

は
，

大
型

化
学

高
所

放
水

車
等

の
消

火
設

備
に

よ
る

消
火

活
動

を
行

う
。

・
屋

外
ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
が

通
行
不

能
で

あ
る

場
合

は
，
重

機
に
よ
り

復
旧

を
行

う
。
 

【
基

準
地

震
動

の
1.
2
倍

を
超

え
る

地
震

を

想
定

し
た

場
合

に
喪

失
す

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
】

  

・
電

力
系

統

・
保

安
電

源
設
備

・
安

全
冷

却
水
系

・
安

全
圧

縮
空
気

系

・
計

測
制

御
系
統

施
設

・
安

全
保

護
回
路

・
放

射
線

管
理
施

設

・
監

視
設

備

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
冷

却
機

能
の
喪

失
に

よ
る

蒸
発
乾

固

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

・
全

交
流

動
力
電

源
喪

失

再
処

理
施

設
の

損
傷

等
に

よ
る

閉
じ

込

め
機

能
及

び
遮

蔽
機

能
の

喪
失

に
よ

り
，

大
規

模
損

壊
に
至

る
可

能
性

が
あ
る

。
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現

象
が
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処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

2
／

8
）

 

自
然

現
象

設
計

基
準

を
超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

自
然

現
象

の
想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
最

終
的

な
再

処
理

施
設

の
状

態

竜
巻

【
影

響
評

価
に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
竜

巻
防

護
施

設
及

び
竜

巻
防

護
施

設
に

波
及

的
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
は

，
風

速
1
0
0
m
／

s
の

竜
巻

か
ら
設

定
し
た

荷
重

に
対

し
て

，
竜

巻
防

護
対
策

に
よ

っ
て

防
護

さ
れ

て
い
る

。

・
事

前
の

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
再

処
理

施
設

の
安

全
性

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

に
，

あ
ら

か
じ

め
体

制
を

強
化

し
て

安
全

対
策

（
飛

散
防

止

措
置

の
確

認
等
）

を
講

ず
る

こ
と
が

可
能

で
あ

る
。

・
最

大
風

速
10
0
m
／

s
を
超

え
る
規

模
の

竜
巻

を
想

定
す

る
。

【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】

・
風

荷
重

及
び

飛
来

物
の

衝
突

に
よ

る
電

力
系

統
の

損
傷

に
伴

い
機

能
喪

失
し

，
外

部
電

源
喪

失
に
至

る
可

能
性

が
あ
る

。

・
風

荷
重

及
び

飛
来

物
の

衝
突

に
よ

り
，

安
全

冷
却

水
系

が
損

傷
し

，
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
及

び
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

に
至

る

可
能

性
が

あ
る
。

・
飛

来
物

の
衝

突
に

よ
る

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

機
能

喪
失

及
び

風
荷

重
又

は
飛

来
物

の
衝

突
に

よ
る

電
力

系
統

の
損

傷
に

伴
う

短
絡

に
よ

る
外

部
電

源
喪

失

が
同

時
に

発
生
し

，
全

交
流

動
力
電

源
が

喪
失

す
る

可
能

性
が

あ
る
。

【
主

な
対

応
】
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注

水
等

を
行

う
。

・
屋

外
ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
が

通
行
不

能
で

あ
る

場
合

は
，
重

機
に
よ
り

復
旧

を
行

う
。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
竜

巻
を

想
定

し
た

場

合
に

喪
失

す
る
可

能
性

の
あ

る
機
器

】
 

・
電

力
系

統

・
保

安
電

源
設
備

・
安

全
冷

却
水
系

・
安

全
圧

縮
空
気

系

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
冷

却
機

能
の
喪

失
に

よ
る

蒸
発
乾

固

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

・
全

交
流

動
力
電

源
喪

失
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自
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設
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準
を
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る
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価
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想
定
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模

と
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失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
 

最
終

的
な

再
処
理

施
設

の
状

態
 

落
雷

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
設

計
基

準
雷
撃

電
流

27
0
k
A
を
超

え
る

雷
サ

ー
ジ

の
影

響
を

想
定
す

る
。
 

・
落

雷
に

対
し
て

，
建

築
基

準
法
に

基
づ

き
高

さ
2
0
m
を

超
え

る
建
築

物
等

へ
避

雷

設
備

を
設

置
し

，
避

雷
設

備
は

構
内

接
地

網
と

連
接

す
る

こ
と

に
よ

り
，

接
地

抵

抗
の

低
減

や
雷

撃
に

伴
う

構
内

接
地

網
の

電
位

分
布

の
平

坦
化

を
考

慮
し

た
設

計

と
す

る
こ

と
か

ら
，

安
全

保
護
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等

の
設

備
に

影
響

を
与

え
る

こ
と

は
な

く
，

安

全
に

大
地

に
導
く

こ
と

が
で

き
る
。

 

・
外

部
電

源
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
か

ら
の

給
電

に
よ

り
，

全
交

流
動
力

電
源

喪
失

に
は
至

ら
な

い
。
 

 【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
電

力
系

統
が

機
能

喪
失

す
る

こ
と

に
よ

り
，

外
部

電
源

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

 【
主

な
対

応
】
 

・
必
要

に
応

じ
て

可
搬

型
重

大
事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
給

電
及
び

注
水

を
行

う
。  

【
設

計
基

準
を

超
え

る
落

雷
を

想
定

し
た

場

合
に

喪
失

す
る
可

能
性

の
あ

る
機
器

】
 

・
電

力
系

統
 

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
な

し
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第
5
.
2
.
1
－

１
表

 
自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

4
／

8
）

 

自
然

現
象

設
計

基
準

を
超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

自
然

現
象

の
想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
最

終
的

な
再

処
理

施
設

の
状

態

森
林

火
災

【
影

響
評

価
に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
防

火
帯

を
超
え

て
延

焼
す

る
よ
う

な
規

模
を

想
定

す
る

。

・
森

林
火

災
が

拡
大

す
る

ま
で

の
時

間
的

余
裕

は
十

分
あ

る
こ

と
か

ら
，

再
処

理
施

設
の

安
全

性
に

影
響

を
与

え
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

，
予

防
散

水
す

る
等

の
安

全

対
策

を
講

ず
る
こ

と
が

可
能

で
あ
る

。

・
外

部
電

源
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
か

ら
の

給
電

に
よ

り
，

全
交

流
動
力

電
源

喪
失

に
は
至

ら
な

い
。

【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
送

電
鉄

塔
，
送

電
線

の
損

傷
に
伴

う
外

部
電

源
喪

失
の

可
能

性
が
あ

る
。

・
森

林
火

災
の

延
焼

に
よ

り
，

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
の

通
行

が
困

難
と

な
り

，
事

故
の

対
策

に
影

響
を
及

ぼ
す

可
能

性
が
あ

る
。

【
主

な
対

応
】
 

・
必

要
に

応
じ

て
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注
水

等
を

行
う

。

・
大

型
化

学
高

所
放

水
車

等
の

消
火

設
備

に
よ

る
建

物
及

び
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

へ
の

予
防

散
水

を
行
う

。

【
設

計
基

準
を

超
え

る
森

林
火

災
を

想
定

し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機

器
】

 

・
電

力
系

統

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
な

し
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第
5
.
2
.
1
－

１
表

 
自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

5
／

8
）

 

自
然

現
象

設
計

基
準

を
超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

自
然

現
象

の
想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
最

終
的

な
再

処
理

施
設

の
状

態

凍
結

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
の

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
再

処
理

施
設

の
安

全
性

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

，
事

前
に

保
温

，
電

熱
線

ヒ
ー

タ
に

よ
る

加

熱
等

の
凍

結
防
止

対
策

を
実

施
す
る

こ
と

が
で

き
る

。

・
敷

地
付

近
で
観

測
さ

れ
た

最
低
気

温
-
1
5
.
7
℃
を

下
回

る
規

模
を

想
定

す
る

。

・
外

部
電

源
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
か

ら
の

給
電

に
よ

り
，

全
交

流
動
力

電
源

喪
失

に
は
至

ら
な

い
。

【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
安

全
冷

却
水

系
等

の
凍

結
に

よ
り

，
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
及

び
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル
等

の
冷

却
機

能
等
の

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
送

電
線

や
碍

子
に

着
氷

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

相
間

短
絡

の
発

生
に

伴
う

外
部

電
源

喪
失

の
可

能
性
が

あ
る

。

【
主

な
対

応
】
 

・
事

前
の

凍
結
防

止
対

策
（

加
温
等

の
凍

結
防

止
対

策
）

を
行

う
。

・
必

要
に

応
じ

て
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注
水

等
を

行
う

。

【
設

計
基

準
を

超
え

る
凍

結
を

想
定

し
た

場

合
に

喪
失

す
る
可

能
性

の
あ

る
機
器

】
 

・
電

力
系

統

・
安

全
冷

却
水
系

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
な

し

干
ば

つ
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
二

又
川

か
ら

の
取

水
が

困
難

な
場

合
で

あ
っ

て
も

，
給

水
の

使
用

量
に

対
し

て
給

水
処

理
設

備
の

容
量

が
十

分
に

あ
る

こ
と

か
ら

，
そ

の
間

に
村

内
水

道
等

か
ら

の

給
水

が
可

能
で
あ

る
。

【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
安

全
冷

却
水

系
へ

の
補

給
が

途
絶

え
る

こ
と

に
よ

る
冷

却
機

能
の

喪
失

に
伴

う
蒸

発
乾

固
及

び
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

【
主

な
対

応
】
 

・
村

内
水

道
等
か

ら
の

給
水

【
設

計
基

準
を

超
え

る
干

ば
つ

を
想

定
し

た

場
合

に
喪

失
す
る

可
能

性
の

あ
る
機

器
】
 

・
安

全
冷

却
水
系

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
な

し
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第
5
.
2
.
1
－

１
表

 
自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

6
／

8
）

 

自
然

現
象

 
設

計
基

準
を

超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

 
自

然
現

象
の

想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
 

最
終

的
な

再
処
理

施
設

の
状

態
 

火
山

の
影

響
 

【
影

響
評

価
に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
の

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
再

処
理

施
設

の
安

全
性

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

，
あ

ら
か

じ
め

体
制

を
強

化
し

て
対

策
（

除

灰
）

を
実

施
す
る

こ
と

が
で

き
る
。

 

・
降
下

火
砕

物
（
火

山
灰

）
の
堆
積

厚
さ

の
設

計
基

準
で

あ
る

堆
積
厚

さ
5
5
㎝

を
超

え
る

規
模

の
堆
積

厚
さ

を
想

定
す
る

。
 

 【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
送

電
線

や
碍

子
へ

の
降

下
火

砕
物

の
付

着
に

よ
り

相
間

短
絡

が
発

生
し

，
外

部
電

源
喪

失
の

可
能
性

が
あ

る
。
 

・
外

気
を

取
り

込
む

機
器

が
機

能
喪

失
に

至
り

，
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
機

能
喪

失
及

び
電

力
系

統
の

損
傷

に
伴

う
短

絡
に

よ
る

外
部

電
源

喪
失

が
同

時
に

発

生
し

，
全

交
流
動

力
電

源
が

喪
失
す

る
可

能
性

が
あ

る
。
 

・
火

山
灰

の
荷

重
に

よ
り

，
安

全
冷

却
水

系
が

損
傷

し
，

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

及
び

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
冷

却
機

能
等

の
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
に

よ
り

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
通

行
に

支
障

を
来

し
，

重
大

事
故

等
対

策
に
影

響
を

及
ぼ

す
可
能

性
が

あ
る

。
 

 【
主

な
対

応
】
 

・
既

存
の

体
制
で

対
策

（
除

灰
）
を

行
う

。
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注

水
等

を
行

う
。
 

・
屋

外
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

が
通

行
不

能
で

あ
る

場
合

は
，
重

機
に

よ
り

復
旧

を
行

う
。 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
火

山
灰

堆
積

厚
さ

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性

の
あ

る
機

器
】
 

・
電

力
系

統
 

・
保

安
電

源
設
備
 

・
安

全
冷

却
水
系
 

・
安

全
圧

縮
空
気

系
 

 

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
冷

却
機

能
の
喪

失
に

よ
る

蒸
発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発
 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

 

・
全

交
流

動
力
電

源
喪

失
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第
5
.
2
.
1
－

１
表

 
自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

7
／

8
）

 

自
然

現
象

 
設

計
基

準
を

超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

 
自

然
現

象
の

想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
 

最
終

的
な

再
処
理

施
設

の
状

態
 

積
雪

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
の

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
再

処
理

施
設

の
安

全
機

能
に

影
響

を
与
え

る
こ

と
が

な
い
よ

う
，
あ
ら

か
じ

め
体

制
を

強
化
し

て
対

策
（

除

雪
）

を
実

施
す
る

こ
と

が
で

き
る
。

 

・
建

築
基

準
法
で

定
め

ら
れ

た
敷
地

付
近

の
設

計
基

準
積

雪
量

19
0
㎝

を
超

え
る

規

模
の

積
雪

を
想
定

す
る

。
 

・
外

部
電

源
喪

失
し

た
と

し
て

も
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
か

ら
の

給
電

に
よ

り
，

全
交

流
動
力

電
源

喪
失

に
は
至

ら
な

い
。
 

 【
設

計
基

準
を
超

え
る

場
合

の
影
響

評
価

】
 

・
送

電
線

や
碍

子
へ

の
着

雪
に

よ
り

相
間

短
絡

が
発

生
し

，
外

部
電

源
喪

失
の

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
積

雪
の

荷
重

に
よ

り
，

安
全

冷
却

水
系

が
損

傷
し

，
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
及

び
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
積

雪
に

よ
り

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
通

行
に

支
障

を
来

し
，

重
大

事
故

等
対

策
に

影
響

を
及

ぼ
す
可

能
性

が
あ

る
。
 

 【
主

な
対

応
】
 

・
既

存
の

体
制
で

対
策

（
除

雪
）
を

行
う

。
 

・
必

要
に

応
じ

て
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
再

処
理

施
設

の
状

態
把

握
，

給
電

，
注
水

等
を

行
う

。
 

・
屋

外
ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
が

通
行
不

能
で

あ
る

場
合

は
，
重

機
に
よ
り

復
旧

を
行

う
。
 【

設
計

基
準

を
超

え
る

積
雪

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る
可

能
性

の
あ

る
機
器

】
 

・
電

力
系

統
 

・
安

全
冷

却
水
系
 

 

【
次

の
事

象
が

相
乗

し
て

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

】
 

・
な

し
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第
5
.
2
.
1
－

１
表

 
自

然
現

象
が

再
処

理
施

設
へ

与
え

る
影

響
評

価
（

8
／

8
）

 

自
然

現
象

 
設

計
基

準
を

超
え

る
自

然
現

象
が
 

再
処

理
施

設
に
与

え
る

影
響

評
価

 
自

然
現

象
の

想
定

規
模

と
喪

失
す
る

 

可
能

性
の

あ
る
機

器
 

最
終

的
な

再
処
理

施
設

の
状

態
 

隕
 

石
 

【
影

響
評

価
に
当

た
っ

て
の

考
慮
事

項
】
 

・
事

前
の

予
測
に

つ
い

て
は

，
行
え

な
い

も
の

と
想

定
す

る
。
 

 【
影

響
評

価
】
 

・
建

物
又

は
屋
外

設
備

等
に

隕
石
が

衝
突

し
た

場
合

は
，

当
該

建
物
又

は
設

備
が

損
傷

し
，

機
能

喪
失

に
至
る

可
能

性
が

あ
る
。

 

・
再

処
理

施
設
敷

地
に

隕
石

が
落
下

し
た

場
合

は
，
振

動
に
よ

り
安
全

機
能

が
損

傷
し

，
機

能
喪

失
に

至
る
可

能
性

が
あ

る
。
 

 【
主

な
対

応
】
 

・
建

物
又

は
屋
外

設
備

等
に

隕
石
が

衝
突

し
た

場
合

は
，
故
意

に
よ
る

大
型

航
空

機
の

衝
突

と
同

様
に

対
応
す

る
。
 

・
再

処
理

施
設
敷

地
に

隕
石

が
衝
突

し
，
振

動
が
発

生
し

た
場

合
は
，
地

震
発

生
時
と

同
様

に
対

応
す

る
。
 

・
屋

外
ア

ク
セ
ス

ル
ー

ト
が

通
行
不

能
で

あ
る

場
合

は
，

重
機

に
よ
り

復
旧

を
行

う
。

 

・
具

体
的

に
喪
失

す
る

機
器

は
特
定

し
な

い
。
 

 

・
具

体
的

な
再

処
理

施
設

の
状

態
は

特
定

し

な
い

。
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第
5
.
2
.
1
－

２
表

 
大

規
模

損
壊

へ
至

る
可

能
性

の
あ

る
自

然
現

象
 

自
然

現
象

 
大

規
模

損
壊

で
想

定
し
て

い
る

シ
ナ

リ
オ

 
重

大
事

故
等

で
想

定
し
て

い
る

シ
ナ

リ
オ

 
設

計
基

準
事

故
で

想
定
し

て
い

る
 

シ
ナ

リ
オ

 

地
震

 

・
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発
 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
 

・
閉

じ
込

め
機

能
喪

失
 

・
遮

蔽
機

能
喪

失
 

 再
処

理
施

設
の

損
傷

等
に

よ
る

閉
じ

込
め

機
能

及
び

遮
蔽

機
能

の
喪

失

に
よ

り
，

大
規

模
損

壊
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発

 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
 

・
閉

じ
込

め
機

能
喪

失
 

・
遮

蔽
機

能
喪

失
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
設

計
基

準
事

故
 

 

竜
巻

 

・
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発
 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

落
雷

 
（

な
し

）
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

森
林

火
災
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

（
な

し
）

 
凍

結
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

（
な

し
）

 
干

ば
つ

 
（

な
し

）
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

火
山

の
影

響
 

・
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発
 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
 

・
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
 

・
放

射
線

分
解

に
よ

り
発

生
す

る
水

素
に

よ
る

爆
発

 

・
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

機
能

等
の

喪
失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

 

（
な

し
）

 

積
雪

 
（

な
し

）
 

（
な

し
）

 
（

な
し

）
 

隕
石

 
地

震
又

は
故

意
に

よ
る
大

型
航

空
機

の
衝

突
と

同
様

。
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① 外的事象の抽出

再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある外的事象を網羅的に抽出するため，国内外

の基準等で示されている外的事象を参考に 55 事象を抽出。 

② 非常に過酷な状況を想定した場合に考え得る自然現象の評価

抽出した各自然現象について，非常に過酷な状況を想定した場合に考え得る自然現象を以下

の選定基準で評価。

基準１－１：自然現象の発生頻度が極めて低い

基準１－２：自然現象そのものは発生するが，大規模損壊に至る規模の発生を想定しない

基準１－３：再処理施設周辺では起こり得ない

基準２：発生しても大規模損壊に至るような影響が考えられないことが明らかである

③ 非常に過酷な状況を想定した場合に大規模損壊の要因として考慮すべき自然現象の選定

②の評価により，非常に過酷な状況を想定した場合に大規模損壊の要因として考慮すべき自

然事象を以下のとおり選定。

・地震，竜巻，落雷，森林火災，凍結，干ばつ，火山の影響，積雪，隕石

④ 考慮すべき事象のうち，大規模損壊に至る前に対処が可能な自然現象

大規模損壊に至る前に対処が可能な自然現象は再処理施設に影響を与えないものと考え，そ

の影響によって大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象を選定。

⑤ 特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象の選定

地震，竜巻，火山の影響，隕石を大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害として選定

第 5.2.1－１図  大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象の検討プロ

セスの概要
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第5.2.1－２図 大規模損壊発生時の対応全体概略フロー 

（再処理施設の状態把握が困難な場合） 

対応要員数，可搬型設備，常設設備を含めた残
存する資源等を確認し，最大限の努力によって
得られる結果を想定して，実施すべき対策を決
定する。 

燃料貯蔵プール等の 
水位確保及び使用済

燃料の損傷緩和 

放射性物質 
及び放射線の

放出低減

大規模損壊が発生

再処理施設の状態確認（最優先事項） 

・緊急時対策所との連絡並びにパラメータの監視機能及び制御機能の確認

・再処理工程停止確認

・放射線モニタ指示値の確認

・火災の確認

・アクセスルート確保，消火※

・現場によるパラメータの確認

・対応可能な要員の確認

・通信設備の確認

・建物等へのアクセス性の確認

・施設損壊状態の確認

・電源系統の確認

・可搬型設備，資機材等の確認

・常設設備の確認

・水源の確認

大規模火災へ
の対応 

※ ホイールローダ等によるがれきなどの撤去作業，事故対応を

行うためのアクセスルート及び各実施すべき対策の操作に支

障となる火災並びに延焼することにより被害の拡散につなが

る可能性のある火災の消火活動を優先的に実施する。

アクセスルート確保，消火活動等を含めて，各事故対応に当

たっては，実施組織要員の安全確保を最優先とするとともに，

人命救助が必要な場合は，事故に対応しつつ，再処理事業所構

内の要員の協力を得て，安全確保の上，人命救助を行う。
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6. 重大事故等の対処に係る有効性評価の基本的な考え方

6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定

する機器の特定 

6.1.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の考え方 

重大事故の発生を仮定する機器の特定に当たり，外部からの影響によ

る機能喪失（以下 6.1 では「外的事象」という。）及び動的機器の故障，

静的機器の損傷等による機能喪失（以下 6.1 では「内的事象」という。）

並びにそれらの同時発生について検討し，重大事故の発生を仮定する際の

条件を設定する。 

(１) 外的事象

自然現象及び再処理施設敷地内又はその周辺の状況を基に想定される

飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒

ガス，船舶の衝突，電磁的障害等のうち再処理施設の安全性を損なわせ

る原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるも

のを除く。）（以下「人為事象」という。）（以下これらを「自然現象等」

という。）に対して，設計基準においては，想定する規模において安全

上重要な施設の安全機能が喪失しない設計としている。 

重大事故に至る可能性がある機能喪失又はその組合せを特定するため

には，安全機能を有する施設の設計において想定した規模よりも大きい

規模の影響を施設に与えることで，安全機能の喪失を仮定する必要があ

る。 

したがって，重大事故の起因となる安全上重要な施設の安全機能の喪

失の要因となる自然現象等を選定し，安全機能の喪失により考えられる

施設の損傷状態を想定する。 
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ａ．検討の母集団 

外部からの影響として，国内外の文献から抽出した自然現象等を対象

とする。 

ｂ．重大事故の起因となる安全上重要な施設の安全機能の喪失の要因とし

て考慮すべき自然現象等の選定 

(ａ) 自然現象等の発生及び規模の観点からの選定 

ａ．のうち，重大事故の起因となる安全上重要な施設の安全機能の喪

失の要因となる可能性がある自然現象等として，以下の基準のいずれに

も該当しない自然現象等を選定する。 

基準１：重大事故の起因となる安全上重要な施設の安全機能の喪失の

要因となる自然現象等の発生を想定しない 

基準１－１：自然現象等の発生頻度が極めて低い 

基準１－２：自然現象等そのものは発生するが，重大事故の起因と

なる安全上重要な施設の安全機能の喪失の要因となる

規模の発生を想定しない 

基準１－３：再処理施設周辺では起こり得ない 

  基準２：発生しても重大事故の起因となる安全上重要な施設の安全機

能の喪失の要因となるような影響が考えられないことが明ら

かである 

自然現象に関しての選定結果を第6.1－１表に，人為事象に関しての

選定結果を第6.1－２表に示す。 

選定の結果，重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要

因となる可能性がある自然現象は，地震，森林火災，草原火災，干ばつ，

火山の影響，積雪及び湖若しくは川の水位降下である。 
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 (ｂ) 自然現象等への対処の観点からの選定 

上記(ａ)において，重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失

の要因となる可能性がある自然現象として選定した地震，森林火災，草

原火災，干ばつ，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィルタの

目詰まり等），積雪及び湖若しくは川の水位降下について，発生規模を

整理する。 

発生規模に関しては，「設計上の安全余裕により，安全機能を有する

施設の安全機能への影響がない規模」，「設計上の安全余裕を超え，重

大事故に至る規模」，「設計上の安全余裕をはるかに超え，大規模損壊

に至る規模」をそれぞれ想定する。 

上記の自然現象のうち，森林火災及び草原火災，積雪並びに火山の影

響（降下火砕物による積載荷重）に関しては，消火活動，堆積した雪や

降下火砕物の除去を行うこと，また，干ばつ及び湖若しくは川の水位降

下については，工程を停止した上で必要に応じて外部からの給水を行う

ことにより，設計上の安全余裕を超える規模の自然現象を想定したとし

ても設備が機能喪失に至ることを防止できることから，重大事故の起因

となる機能喪失の要因となる自然現象として選定しない。 

したがって，地震及び火山の影響（降下火砕物によるフィルタの目詰

まり等）を重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因と

なる自然現象として選定する。 

ｃ．重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる自然

現象の組合せ 

重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる可能

性がある自然現象については，重大事故の起因となる安全上重要な施設

の機能喪失の要因となる自然現象と，機能喪失に至る前に対処が可能な
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自然現象に分類できる。これらの自然現象を組み合わせることによって

想定する事態がより深刻になる可能性があることを考慮し，組合せの想

定の要否を検討する。 

組合せを想定する自然現象の規模については，設計上の想定を超える

規模の自然現象が独立して同時に複数発生する可能性は想定し難いこと

から，重大事故の起因となる機能喪失の要因となる可能性がある自然現

象に対して，設計上想定する規模の自然現象を組み合わせて，その影響

を確認する。  

 (ａ) 重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる自然

現象と他の自然現象の組合せ 

重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる自然

現象として選定された地震及び火山の影響（降下火砕物によるフィルタ

の目詰まり等）に対して，他の重大事故の起因として考慮すべき自然現

象との組合せの影響を検討する。検討に当たっては，同時に発生する可

能性が極めて低い組合せ，重大事故に至るまでに実施する対処に影響し

ない組合せ，一方の自然現象の評価に包絡される組合せを除外し，いず

れにも該当しないものを考慮すべき組合せとする。 

重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる自然

現象と他の自然現象の組合せの検討結果を第 6.1－３表に示す。検討の

結果，重大事故の起因となる安全上重要な施設の機能喪失の要因となる

自然現象に対して組合せを考慮する必要のある自然現象はない。 

 (ｂ) 機能喪失に至る前に対処が可能な自然現象と他の自然現象の組合せ 

機能喪失に至るまでに対処が可能な自然現象として選定された森林火

災，草原火災，干ばつ，火山の影響（降下火砕物による積載荷重），積

雪及び湖若しくは川の水位降下に対して，他の重大事故の起因となる安
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全上重要な施設の機能喪失の要因となる可能性がある自然現象との組合

せの影響を検討する。検討に当たっては，同時に発生する可能性が極め

て低い組合せ，重大事故に至る前に実施する対処に影響しない組合せ，

一方の自然現象の評価に包絡される組合せを除外し，いずれにも該当し

ないものを考慮すべき組合せとする。 

機能喪失に至るまでに対処が可能な自然現象と他の自然現象の組合せ

の検討結果を第 6.1－４表に示す。検討の結果，機能喪失に至る前に実

施する対処の内容が厳しくなる組合せとして火山の影響（降下火砕物に

よる積載荷重）及び積雪の組合せを想定するが，積雪及び火山の影響

（降下火砕物による積載荷重）が同時に発生した場合には，必要に応じ

て除雪及び降下火砕物の除去を実施することから，組合せを考慮する必

要のある自然現象はない。 

いずれの場合においても，重大事故の要因となる自然現象の組合せに

よる影響はないことから，重大事故の起因となる安全上重要な施設の機

能喪失の要因となる自然現象として地震及び火山の影響（降下火砕物に

よるフィルタの目詰まり等）を選定する。 

(２) 内的事象

ａ．設計基準における想定 

設計基準事故の想定においては，内的事象として以下を想定している。 

(ａ) 静的機器の損傷 

放射性物質を内包する腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）の移送配管

の貫通き裂による１時間漏えいを想定し，さらに漏えい液を回収するた

めの系統（以下「回収系」という）の単一故障を想定する。放射性物質

を内包する流体の移送配管以外の静的機器の損傷は，設計上定める条件
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においては想定していない。 

 (ｂ) 動的機器の機能喪失 

事業指定基準規則の解釈第15条より，動的機器とは「外部からの動力

の供給を受けて，それを含む系統が本来の機能を果たす必要があるとき，

機械的に動作する部分を有する機器」であり，「排風機，弁，ダンパ，

ポンプ，遮断器，リレー等」をいう。 

ここでいう「外部からの動力」とは，その機器の動力源（電源，圧縮

空気，蒸気等）の他，機器を制御するために入力される信号及び運転員

による操作も含むものと整理する。したがって，外部入力によっても機

器が動作しない状態を「故障」，外部入力に対して所定の機能以外の動

作をする状態を「誤作動」，及び外部入力のうちの運転員による操作間

違いを「誤操作」とする。 

ⅰ．単一故障，単一誤作動又は単一誤操作 

安全上重要な施設の動的機器については単一故障を想定し，その場

合でも安全上重要な施設の安全機能が喪失しないよう，独立した系統

で多重化又は多様化を講じている。また，単一誤作動及び単一誤操作

によっても安全上重要な施設の安全機能を喪失しないような系統構成

及び運転手順としている。 

ⅱ．短時間の全交流動力電源の喪失 

安全上重要な施設は非常用所内電源系統からの給電を可能とするこ

とから，安全評価においては外部電源の喪失から30分後に安全機能が

回復することを想定している。 

ｂ．重大事故の起因として想定する内的事象 

ａ．で整理した設計基準における想定を踏まえ，設計基準としては喪

失を想定していない安全機能を喪失させる，又は設計基準事故の規模を
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拡大させる条件として，静的機器の損傷及び動的機器の機能喪失を以下

のとおり想定する。 

 (ａ) 静的機器の損傷 

配管内の流体（溶液，有機溶媒等）は中低エネルギ流体系であり，米

国ＮＲＣのＳＴＡＮＤＡＲＤ ＲＥＶＩＥＷ ＰＬＡＮ 3.6.2に基づき

設計基準事故においては移送配管の破損規模として貫通き裂を想定して

いるが，これを超える損傷として全周破断を想定し，さらに回収系の単

一故障を想定する。 

対象は，再処理施設の放射性物質を内包する腐食性の液体（溶液，有

機溶媒等）を内包する配管とする。非腐食性の流体（空気，気送による

粉末又は冷却水）を内包する配管に関しては，腐食の進行が緩やかであ

り，保守点検により健全性を維持できることから，機能喪失の対象とし

ない。 

また，配管が破断した場合には，早期に検知が可能であり，工程停止

等の措置を行うことができるため，複数の配管の全周破断の同時発生は

考慮しない。 

 (ｂ) 動的機器の機能喪失 

ⅰ．動的機器の多重故障，多重誤作動又は多重誤操作 

単一故障，単一誤作動又は単一誤操作を超える条件として，独立し

た系統で構成している同一機能を担う安全上重要な施設の動的機器に

対して，多重故障，多重誤作動又は多重誤操作による機能喪失を想定

する。 

共通要因により発生するおそれのない機器における関連性が認めら

れない偶発的な同時発生は想定しない。 

 

８－６－7



ⅱ．長時間の全交流動力電源の喪失 

外部電源の喪失に加え，非常用所内電源系統の機能喪失による，長

時間の全交流動力電源の喪失を想定する。 

 (３)  重大事故の発生を仮定する際の条件 

前項までにおいて想定した，重大事故の起因となる機能喪失の要因と

なる外的事象及び内的事象について，想定する機能喪失の状況を詳細化

するとともに，機能喪失を想定する対象設備，また同時に機能喪失を想

定する範囲を明確にすることで，それぞれの外的事象及び内的事象とし

ての機能喪失の状態を「重大事故の発生を仮定する際の条件」として設

定することにより，重大事故の発生を仮定する機器を特定するとともに，

それぞれの重大事故についての有効性評価の条件とする。 

ａ．外的事象 

 (ａ) 地震 

ⅰ．発生する外力の条件 

基準地震動を超える地震動の地震を想定する。 

ⅱ．発生する外力と施設周辺の状況 

地震により加速度が発生する。地震による加速度は，敷地内外を問

わず，周辺の設備に対しても一様に加わる。したがって，送電線の鉄

塔が倒壊することにより外部電源が喪失する可能性がある。 

ⅲ．影響を受ける設備 

全ての設備の安全機能について，外力の影響により喪失の可能性が

ある。 

ⅳ．外力の影響により喪失する機能 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計に

より維持する静的な機能は，地震の外力（加速度）による機能喪失を
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想定しない。これら以外の機能は，全て機能を喪失する（地震の加速

度により，機器が損傷し，機能を喪失する）。 

動的機器については，動力源，制御部，駆動部と多くの要素から構

成され，復旧に要する時間に不確実性を伴うことから，全ての動的機

器に対して機能喪失を想定する。 

ⅴ．外力による機能喪失の影響による機能喪失 

外部電源の喪失に加えて，非常用所内電源系統が機能喪失すること

により，電源を必要とする機器は全て機能喪失に至るものとする。 

ⅵ．外力の影響による機能喪失後の施設状況 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計に

より維持する機能に該当しない静的な機能の喪失により，溢水，化学

薬品漏えいが発生することに加え，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考

慮した際に機能維持できる設計により維持する機能に該当しない静的

な機能は，継続して長時間機能喪失を想定する。また，電源を必要と

する機器は全て機能喪失に至るものとすることから，安全上重要な施

設の安全機能確保のための支援機能（非常用所内電源系統，その他再

処理設備の附属施設の蒸気供給設備の安全蒸気系，その他再処理設備

の附属施設の圧縮空気設備の安全圧縮空気系の安全圧縮空気系（以下

6.1 では「安全圧縮空気系」という。）等）についても，継続して長

時間機能喪失を想定する。 

 (ｂ) 火山の影響 

ⅰ．想定する条件 

火山の影響により降下火砕物の発生を想定する。 

ⅱ．発生する外力と施設周辺の状況 

火山の影響により降下火砕物が発生する。降下火砕物は，敷地内外
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を問わず，周辺の設備に対しても一様に影響を与える。したがって，

送電線の碍子に降下火砕物が堆積すること等により外部電源が喪失す

る可能性がある。 

ⅲ．影響を受ける設備 

屋内の動的機器のうち，外気を取り込む機器に関しては，降下火砕

物によりフィルタが目詰まりすることにより，機能喪失に至ることを

想定する。 

ⅳ．外力の影響により喪失する機能 

外部電源の喪失に加えて，屋外の動的機器であるその他再処理設備

の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本体用の安全冷却水

系（再処理設備本体用）（以下 6.1 では「安全冷却水系（再処理設備

本体用）」という。）の冷却塔に対して機能喪失を想定する。また，屋

内の動的機器のうち空気圧縮機，非常用所内電源系統の非常用ディー

ゼル発電機のフィルタが，降下火砕物により目詰まりすること等によ

り，機能喪失に至ることを想定する。 

ⅴ．外力による機能喪失の影響による機能喪失 

外部電源の喪失に加えて，非常用所内電源系統が機能喪失すること

により，電源を必要とする機器は全て機能喪失に至るものとする。 

ⅵ．外力の影響による機能喪失後の施設状況 

静的機器については機能喪失を想定しないが，電源を必要とする機

器は全て機能喪失に至るものとすることから，安全上重要な施設の安

全機能確保のための支援機能（非常用所内電源系統，その他再処理設

備の附属施設の蒸気供給設備の安全蒸気系，安全圧縮空気系等）につ

いても，継続して長時間機能喪失を想定する。 
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ｂ．内的事象 

 (ａ) 配管の全周破断 

放射性物質を内包する腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）を内包する

配管の全周破断を想定する。また，破断を想定した配管に加えて，回収

系の単一故障を想定する。 

配管の全周破断による漏えいが発生した場合は，漏えい検知装置又は

移送時の液位変動の監視により速やかに漏えいを検知し，送液を停止す

ることができるが，誤操作等の影響を考慮し，漏えいは１時間継続する

と想定する。ただし，回分移送の場合であって，１時間以内に移送が終

了する場合は，平常運転時における最大の回分移送量が漏えいすると想

定する。また，配管の全周破断により機器に保有している液体が漏えい

する可能性がある場合には，機器の設計最大保有量に加えて，当該機器

への送液分が漏えいすることを想定する。 

また，複数箇所からの漏えいの同時発生は，関連性が認められないこ

とから，想定しない。配管から漏えいした液体により被水する可能性が

ある動的機器は，機能喪失を想定する。 

 (ｂ) 動的機器の多重故障，多重誤作動又は多重誤操作 

ⅰ．動的機器の多重故障 

独立した系統で構成している同一機能を担う安全上重要な施設の動

的機器に対して，全台の故障により，当該機器が有する動的機能の喪

失を想定する。 

その結果，動力源（電源，圧縮空気，蒸気等）が喪失する場合は，

それらが供給されることで機能を果たす動的機器の機能も同時に喪失

を想定する。 

上記以外の動的機器については，互いに関連性がない動的機器が同
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時に多重故障に至るとは考え難いことから同時に機能を喪失しない。

また，動的機器の多重故障は，静的機器の損傷の要因にはならないこ

とから，静的機器の機能喪失は想定しない。 

ⅱ．動的機器の多重誤作動 

独立した系統で構成している同一機能を担う安全上重要な施設の動

的機器に対して多重誤作動を想定する。その際，互いに関連性がない

動的機器が同時に多重誤作動に至るとは考え難いことから，多重誤作

動の同時発生は考慮しない。具体的には，安全上重要な施設の異常の

発生防止機能（ＰＳ）を担保する安全上重要な施設の動的機器並びに

異常の拡大防止及び影響緩和機能（ＭＳ）を担保する安全上重要な施

設の動的機器が同時に機能喪失に至ることは，上記ⅰ．の多重誤作動

の同時発生に該当することから想定しない。 

動的機能の誤作動として以下の事象を想定する。 

 (ⅰ) 異常停止（起動操作時に起動できないことを含む） 

 (ⅱ) 異常起動（停止操作時に停止できないことを含む） 

 (ⅲ) 出力低下 

 (ⅳ) 出力過剰 

 (ⅴ) インターロック（警報）不作動 

 (ⅵ) インターロック（警報）誤作動 

上記のうち，(ⅰ)，(ⅲ)及び(ⅴ)は機器（計装設備）の故障と同一の事象

として整理できる。また，(ⅵ)については，警報の発報に対して運転員

が安全側の対応を講ずるので事故の起因にはならない。したがって，

多重誤作動として考慮する事象は(ⅱ)及び(ⅳ)とし，具体的には流量の増

加（供給流量又は換気風量の増加）を想定する。 
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ⅲ．多重誤操作 

安全上重要な施設が担う機能に関する運転員の単一の「行為」につ

いて，多重誤操作を想定する。その際，確認を複数の運転員で行って

いたとしても，誤った操作をすることを想定する。複数の行為におい

て，連続して複数の運転員が誤操作することは考え難いため，多重誤

操作の同時発生は考慮しない。 

安全上重要な施設の機器の動的な安全機能は，運転員の操作に期待

しておらず，安全上重要な施設の機能に対する誤操作としては，安全

機能を担保する機器の操作に関わるものとして，以下の誤操作を想定

する。 

  (ⅰ) 安全上重要な施設の動的機器の操作 

安全上重要な施設の動的機器の操作については，当該機器の保守や

運転モード切り替えにおける起動，停止の作業における誤操作を想定

する。この場合，起こり得る現象としては当該機器の多重誤作動（異

常停止，異常起動及び出力異常）と同じであり，多重誤作動と同一の

事象として整理できる。 

  (ⅱ)  安全上重要な施設の警報吹鳴に対する運転員対応 

以下に示す安全上重要な施設の警報が吹鳴した場合の運転員操作

における誤操作を想定する。 

   １） 塔槽類廃ガス処理設備の圧力警報 

２） 第１よう素追出し槽及び第２よう素追出し槽の溶解液密度高によ

る警報 

３） プルトニウム洗浄器アルファ線検出器の計数率高による警報

（分離施設又は精製施設） 

４） セルの漏えい液受皿の集液溝の液位警報 
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このうち，１）については，警報対応時の誤操作を考慮しても，排風

機の出力低下又は停止の事象に含まれる。２）及び３）については，誤操

作を考慮しても設備的に臨界に至る条件とならない。また，４）につい

ては，漏えい液受皿の集液溝の液位警報が吹鳴した場合の運転員によ

る液移送の停止操作における誤操作を想定する。しかし，この場合は

他のパラメータ（漏えい液受皿の液位変化や移送元及び移送先の槽の

液位変化）を監視することにより，漏えいの停止の有無が判断できる

ことから，誤操作に容易に気付くことができる。誤操作により漏えい

量が増加する可能性があるが，重大事故の発生を仮定する機器の特定

における漏えい量を十分な時間余裕（１時間）を想定した漏えい量と

しているため，誤操作の影響はない。 

(ⅲ) 施錠管理を伴う溶液の移送 

施錠管理を伴う溶液の槽間移送を行う場合の運転員操作における誤

操作を想定する。施錠管理を伴う溶液の移送については以下に示す複

数のステップ（臨界となる可能性のある状態に達するまでに期待でき

る防止措置）を経て実施する。 

１） 計画策定

２） 臨界施錠管理（試料採取及び分析）

３） 臨界施錠管理（結果確認）

それぞれのステップにおいては，複数の運転員による確認行為が行

われており，これらのどの行為について多重誤操作を想定しても，臨

界に至る条件は成立しない。このため，施錠管理を伴う溶液の移送に

おける多重誤操作を想定しても事故に至ることはない。 

(ｂ) 長時間の全交流動力電源の喪失 

外部電源の喪失時に，非常用ディーゼル発電機が多重故障により起動
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しないことを想定する。 

これにより，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び再処理設備本体におい

て，全ての交流動力電源が喪失することから，電源により駆動する動的

機器は，全て機能喪失を想定する。当該機器が電源以外で駆動する場合

であっても，その駆動源を供給する機器が電源を要する場合には，機能

喪失を想定する。 

全交流動力電源の喪失と同時に動的機器自体の故障は想定しないこと

から，非常用ディーゼル発電機の復旧までの間に外部電源が回復又は喪

失した電源を代替することにより，動的機器は対処において期待できる。

また，全ての静的機能は維持されることから，対処において期待できる。 

以上より，重大事故の発生を仮定する際の安全上重要な施設の条件と

して，外的事象と内的事象のそれぞれについて，機能喪失を想定する対

象設備，また同時に機能喪失を想定する範囲を以下のとおり設定する。 

ａ．外的事象 

地  震 ：安全上重要な施設の動的機器及び交流動力電源の機能は復

旧に時間を要することを想定し全て長時間機能喪失する。

また，安全上重要な施設の静的機器の機能は長時間機能喪

失する。ただし，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した

際に機能維持できる設計とした安全上重要な施設の静的機

器は機能を維持する。 

火山の影響：交流動力電源及び屋外に設置する安全上重要な施設の動的

機器の機能並びに屋内の外気を吸い込む安全上重要な施設

の動的機器の機能は降下火砕物によるフィルタ目詰まり等

により全て長時間機能喪失する。 
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ｂ．内的事象 

配管の全周破断：腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）を内包する安全上

重要な施設の配管の全周破断と回収系の単一故障が同

時発生する。 

動的機器の多重故障：安全上重要な施設の動的機器の多重故障により機

能喪失する。 

長時間の全交流動力電源の喪失：全交流動力電源の喪失により安全上重

要な施設の動的機器が全て機能喪失す

る。 

 (ｃ) 外的事象及び内的事象の同時発生 

外的事象及び内的事象のそれぞれの同時発生については，以下のとお

り考慮する必要はない。 

ⅰ．外的事象同士の同時発生 

外的事象はそれぞれ発生頻度が極めて低いことに加え，火山の影響

による機能喪失の範囲は地震による機能喪失の範囲に包絡されること

から考慮する必要はない。 

ⅱ．内的事象同士の同時発生 

内的事象発生時には速やかに対処を行うことに加え，それぞれの内

的事象は関連性の認められない偶発的な事象となることから考慮する

必要はない。 

ⅲ．外的事象と内的事象の同時発生 

外的事象は発生頻度が極めて低いことに加え，外的事象と内的事象

は関連性の認められない偶発的な事象となることから考慮する必要は

ない。 

以上より，外的事象及び内的事象をそれぞれ考慮することにより，適
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切に重大事故の発生を仮定する機器を特定することが可能である。 
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6.1.2 個々の重大事故の発生の仮定 

設備ごとの安全機能の整理と機能喪失により発生する事故の分析を行い，

重大事故の発生を仮定する際の条件による安全機能の喪失状態を特定する

ことで，その重大事故の発生を仮定する機器を特定する。  

 (１) 設備ごとの安全機能の整理と機能喪失により発生する事故の分析 

ａ．対象の整理 

安全機能の喪失を想定する対象は，公衆への著しい被ばく影響をもた

らす可能性のある事故が重大事故であることを踏まえ，安全機能を有す

る施設のうち安全上重要な施設とする。安全上重要な施設は，その機能

喪失により，公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼす可能性のあ

る機器を選定していることから，安全上重要な施設の安全機能を対象と

して，安全機能の喪失を考慮し，重大事故に至る可能性を整理する。安

全機能を有する施設のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施

設の機能が喪失したとしても，公衆及び従事者に過度な放射線被ばくを

及ぼすおそれはない。 

ｂ．重大事故を発生させ得る安全機能の喪失又はその組合せの特定 

安全上重要な施設の安全機能が喪失した場合に至る施設状態及びその

後の事象進展を分析することにより，重大事故に至る可能性がある機能

喪失又はその組合せを整理する。 

 (２) 安全機能喪失状態の特定 

重大事故を発生させ得る安全機能の喪失又はその組合せが，重大事故

の発生を仮定する際の条件において発生するか否かを判定する。 

安全機能が喪失しない，又は安全機能が組合せで同時に喪失しなけれ

ば，事故が発生することはなく，重大事故に至らないと判定できる。 
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(３) 重大事故の発生を仮定する機器

(２)により，重大事故を発生させ得る安全機能の喪失又はその組合せが

発生する場合には，重大事故の発生の可能性がある箇所（機器、セル、

室等）ごとに重大事故に至るかを評価し，重大事故の発生を仮定する箇

所を特定する。 

ａ．事故発生の判定 

(２)において，安全機能が喪失する，又は安全機能が組合せで喪失する

場合であっても，評価によって事故（大気中への放射性物質の放出）に

至らないことを確認できれば，重大事故に至らないと判定できる。 

ｂ．重大事故の判定 

上記ａ．において，評価によって事故に至らないことを確認できない

場合には，事故の収束手段，事象進展の早さ又は公衆への影響をそれぞ

れ評価する。 

具体的には，安全機能の喪失又はその組合せが発生したとしても，設

計基準対象の施設で事象の収束が可能である，安全機能の喪失から事故

に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能である，又は機能喪失

時の公衆への影響が平常運転時と同程度であれば，設計基準として整理

する事象に該当する。 

いずれにも該当しない場合には，重大事故の発生を仮定する機器とし

て特定する。 

 また，重大事故の同時発生については，機能喪失の要因との関連にお

いて，同種の重大事故が複数箇所で同時に発生する場合と，異種の重大

事故が同一箇所又は複数箇所で同時に発生する場合をそれぞれ仮定する。 
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6.1.3 重大事故の発生を仮定する機器の特定結果 

(１) 臨界事故

臨界事故は，臨界が発生することにより，気体状の放射性物質や放

射性エアロゾルが発生し，大気中への放射性物質の放出量が増加する

ものである。 

ａ．地震の場合 

  基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計によ

り形状・寸法の核的制限値等が維持されることから事故の発生は想定

されない。また，地震発生時には工程を停止することからプロセス量

に変動は起こらず，平常運転時において核燃料物質の濃度が未臨界濃

度以下，又は核燃料物質の質量が未臨界質量以下の機器では事故の発

生は想定されない。 

ｂ．火山の影響の場合 

工程を停止することから，プロセス量に変動は起こらず，核的制限値

を超えることはないため，事故の発生は想定されない。 

ｃ．配管の全周破断の場合 

核燃料物質の漏えいは生じるが，漏えいする溶液の濃度が未臨界濃度

であれば事故の発生は想定されない。また，漏えいする溶液の濃度が未

臨界濃度を超える場合でも，漏えいを検知して１時間以内に漏えいを停

止することにより，漏えい液受皿の核的制限値の保持機能は維持される

ことから事故の発生は想定されない。 

ｄ．動的機器の多重故障の場合 

工程を停止することで，プロセス量に変動は起こらず，核的制限値を

超えることはない。また，多重誤操作においては，臨界に至る条件が成

立しないことから事故の発生は想定されない。 
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ｅ．長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

工程が停止することで，プロセス量に変動は起こらず，核的制限値を

超えることはないため，事故の発生は想定されない。 

臨界事故は，過去に他の施設において発生していること，臨界事故

の発生に対しては直ちに対策を講ずる必要があること，及び臨界事故

は核分裂の連鎖反応によって放射性物質が新たに生成するといった特

徴を有している。このため，設計基準事故では臨界管理上重要な施設

である溶解槽において硝酸の供給に係る多重の誤操作により，事故が

発生することを想定している。重大事故の発生を仮定する際の条件下

では，上記のとおり臨界事故の発生は想定されないが，技術的な想定

を超えて，複数の動的機器の多重故障及び多重誤作動並びに運転員の

多重誤操作により多量に核燃料物質が集積することを想定し，設計基

準事故で発生を想定していた溶解槽を含め， 8 つの機器を特定し，こ

れらの機器において単独での臨界事故の発生を仮定する。 

臨界事故の発生を仮定する機器を第 6.1－５表に示す。 

 

 (２) 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

冷却機能の喪失による蒸発乾固は，安全冷却水系（再処理設備本体

用）の冷却機能の喪失により発生する可能性があり，その後，溶解液，

抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液が沸騰に至ること

で，放射性エアロゾルが発生し，大気中への放射性物質の放出量が増

加するものである。 

ａ．地震の場合 

   安全冷却水系（再処理設備本体用）の冷却水のポンプ，屋外に設置す

る冷却塔等の直接的な機能喪失及び電源喪失による間接的な機能喪失
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により溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を

内包する 59 の機器で「崩壊熱除去機能」が喪失する。このうち６機器

については，安全機能の喪失から事故に至るまでの間に喪失した安全

機能の復旧が可能であるため設計基準として整理する事象に該当する

ことから，53 の機器を特定し，蒸発乾固の発生を仮定する。 

   機器外の蒸発乾固については，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮

した際に機能維持できる設計により漏えいは発生しないため事故の発

生は想定されない。 

ｂ．火山の影響の場合 

   屋外に設置する安全冷却水系（再処理設備本体用）の冷却塔の直接的

な機能喪失並びに電源喪失による冷却水のポンプ，屋外に設置する冷

却塔等の間接的な機能喪失により溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウ

ム溶液又は高レベル廃液を内包する 59 の機器で「崩壊熱除去機能」が

喪失する。このうち６機器については，安全機能の喪失から事故に至

るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるため設計基準とし

て整理する事象に該当することから，53 の機器を特定し，蒸発乾固の

発生を仮定する。 

ｃ．配管の全周破断の場合 

 冷却水を内包する配管は腐食の進行が緩やかであり，保守点検によ

りその機能を維持できることから，漏えいは想定せず，したがって事

故の発生は想定されない。また，配管の全周破断においては，冷却対

象の機器からの漏えいは発生するが，回収系が多重化されていること

から事故の発生は想定されない。 

ｄ．動的機器の多重故障の場合 

   安全冷却水系（再処理設備本体用）の外部ループの冷却水のポンプ又
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は屋外に設置する冷却塔の多重故障により，溶解液，抽出廃液，硝酸

プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する 59 の機器で「崩壊熱除

去機能」が喪失する。このうち６機器については，安全機能の喪失か

ら事故に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるため設

計基準として整理する事象に該当することから，53 の機器を特定し，

蒸発乾固の発生を仮定する。 

   また，安全冷却水系（再処理設備本体用）の内部ループの冷却水のポ

ンプが多重故障により機能喪失した場合には，その内部ループに接続

されている貯槽等で同時に重大事故の発生を仮定し，対策が同じ重大

事故の発生を仮定する機器のグループである「機器グループ」の単位

で，５建屋 13 機器グループを特定し，蒸発乾固の発生を仮定する。 

ｅ．長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

   設計基準事故での想定である短時間の全交流動力電源の喪失に対して

長時間の全交流動力電源の喪失を想定することにより，電源喪失によ

る安全冷却水系（再処理設備本体用）の冷却水のポンプ，屋外に設置

する冷却塔等の間接的な機能喪失により溶解液，抽出廃液，硝酸プル

トニウム溶液又は高レベル廃液を内包する 59 の機器で「崩壊熱除去機

能」が喪失する。このうち６機器については，安全機能の喪失から事

故に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるため設計基

準として整理する事象に該当することから，53 の機器を特定し，蒸発

乾固の発生を仮定する。 

   冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を仮定する機器及び機器グルー

プを第 6.1－６表に示す。 
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 (３) 放射線分解により発生する水素による爆発 

放射線分解により発生する水素による爆発は，安全圧縮空気系の掃

気機能の喪失により発生する可能性があり，その後，溶解液，抽出廃

液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する機器内の水素

濃度が上昇して水素爆発が生じることで，放射性エアロゾルが発生し，

大気中への放射性物質の放出量が増加するものである。 

ａ．地震の場合 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機の直接的な機能喪失，並びに空気圧縮機

を冷却する安全冷却水系（再処理設備本体用）の外部ループの冷却水

のポンプ又は屋外に設置する冷却塔の機能喪失及び電源喪失による間

接的な機能喪失により溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は

高レベル廃液を内包する 86 の機器で「掃気機能」が喪失する。このう

ち７機器については安全機能の喪失から事故に至るまでの間に喪失し

た安全機能の復旧が可能であるため設計基準として整理する事象，30

機器については機能喪失時の公衆への影響が平常運転時と同程度であ

るため設計基準として整理する事象に該当することから，49 の機器を

特定し，水素爆発の発生を仮定する。 

機器外の水素爆発については，基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮

した際に機能維持できる設計により漏えいは発生しないため事故の発

生は想定されない。 

ｂ．火山の影響の場合 

安全圧縮空気系の空気圧縮機の直接的な機能喪失，並びに電源喪失

及び空気圧縮機を冷却する安全冷却水系（再処理設備本体用）の機能

喪失による安全圧縮空気系の空気圧縮機の間接的な機能喪失により溶

解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する
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86 の機器で「掃気機能」が喪失する。このうち７機器については安全

機能の喪失から事故に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能

であるため設計基準として整理する事象，30 機器については機能喪失

時の公衆への影響が平常運転時と同程度であるため設計基準として整

理する事象に該当することから，49 の機器を特定し，水素爆発の発生

を仮定する。 

ｃ．配管の全周破断の場合 

   空気又は冷却水を内包する配管は腐食の進行が緩やかであり，保守点

検によりその機能を維持できることから，漏えいは想定せず，したが

って事故の発生は想定されない。また，水素掃気対象機器からの漏え

いは発生するが，セルからの排気機能が維持されていることから事故

の発生は想定されない。 

ｄ．動的機器の多重故障の場合 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機の多重故障により溶解液，抽出廃液，硝

酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する 86 の機器で「掃気機

能」が喪失する。このうち７機器については安全機能の喪失から事故

に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるため設計基準

として整理する事象，30 機器については機能喪失時の公衆への影響が

平常運転時と同程度であるため設計基準として整理する事象に該当す

ることから，49 の機器を特定し，水素爆発の発生を仮定する。 

   また，外部ループの冷却水のポンプ又は屋外に設置する冷却塔の多重

故障により，安全圧縮空気系の空気圧縮機が冷却できなくなり，安全

圧縮空気系の空気圧縮機の間接的な機能喪失により溶解液，抽出廃液，

硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する 86 の機器で「掃気

機能」が喪失する。このうち７機器については安全機能の喪失から事
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故に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるため設計基

準として整理する事象，30 機器については機能喪失時の公衆への影響

が平常運転時と同程度であるため設計基準として整理する事象に該当

することから，49 の機器を特定し，水素爆発の発生を仮定する。 

ｅ．長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

   設計基準事故での想定である短時間の全交流動力電源の喪失に対して

長時間の全交流動力電源の喪失を想定することにより，電源喪失によ

る安全圧縮空気系の空気圧縮機の間接的な機能喪失により溶解液，抽

出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液を内包する 86 の機器

で「掃気機能」が喪失する。このうち７機器については安全機能の喪

失から事故に至るまでの間に喪失した安全機能の復旧が可能であるた

め設計基準として整理する事象，30 機器については機能喪失時の公衆

への影響が平常時と同程度であるため設計基準として整理する事象に

該当することから，49 の機器を特定し，水素爆発の発生を仮定する。 

放射線分解により発生する水素による爆発の発生を仮定する機器を

第6.1－７表に示す。 

 

 (４) 有機溶媒等による火災又は爆発 

有機溶媒等による火災又は爆発における重大事故は，有機溶媒等に

よる火災または爆発が生じることにより，放射性エアロゾルが発生し，

大気中への放射性物質の放出量が増加するものである。 

ａ．地震の場合 

工程が停止することで，温度上昇が抑制され有機溶媒の引火点，ＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応の開始温度に至ることはない，又は還元炉

への水素の供給が停止することから，水素濃度は可燃限界濃度に至るこ
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とはないため，事故の発生は想定されない。 

ｂ．火山の影響の場合 

工程が停止することで，温度上昇が抑制され有機溶媒の引火点，ＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応の開始温度に至ることはない，又は還元炉

への水素の供給が停止することから，水素濃度は可燃限界濃度に至るこ

とはないため，事故の発生は想定されない。 

ｃ．配管の全周破断の場合 

  有機溶媒の漏えいは生じるが，放熱を考慮すれば崩壊熱による温度上

昇が抑制され，有機溶媒の引火点に至ることはなく，事故の発生は想定

されない。 

ｄ．動的機器の多重故障の場合 

工程を停止することで，温度上昇は抑制され，有機溶媒の引火点及び

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の開始温度に至ることはない，又は還

元炉への水素の供給を停止することから，水素濃度は可燃限界濃度に至

ることはないため，事故の発生は想定されない。 

ｅ．長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

工程が停止することで，温度上昇は抑制され，有機溶媒の引火点及び

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の開始温度に至ることはない，又は還

元炉への水素の供給が停止することから，水素濃度は可燃限界濃度に至

ることはないため，事故の発生は想定されない。 

有機溶媒等による火災又は爆発のうち，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応は，過去に海外の複数の再処理施設において，硝酸溶液とＴＢＰ等

の接触により発生しており，また，事故の発生に対しては直ちに対策を

講ずる必要がある。このため，設計基準事故では，溶液の温度上昇防止

機能，ＴＢＰの混入防止機能等の多重の機能喪失により精製建屋のプル
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トニウム濃縮缶において事故が発生することを想定している。重大事故

の発生を仮定する際の条件下では，上記のとおりＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応の発生は想定されないが，設計基準事故の機能喪失に加え，

技術的な想定を超えて溶液の供給停止回路が誤作動することにより，設

計基準事故の想定を上回る量のＴＢＰが混入した事故が発生することを

仮定する。その結果，設計基準事故で発生を想定していた精製建屋のプ

ルトニウム濃縮缶を特定し，本重大事故が単独で発生することを仮定す

る。 

 

 (５) 使用済燃料の著しい損傷 

ａ．想定事故１ 

 (ａ) 地震の場合 

プール水冷却系，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全

冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）（以下 6.1 では

「安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）」とい

う。）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施

設の使用済燃料貯蔵設備の補給水設備（以下「補給水設備」という。）

のポンプ等の動的機器の直接的な機能喪失並びに電源喪失による間接

的な機能喪失により，燃料貯蔵プール等において「崩壊熱除去機能」

が喪失する。ただし，同時に「プール水の保持機能」も喪失すること

に加え，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低

下する事故（以下「想定事故１」という。）は燃料貯蔵プール等の水面

が揺動しない事故，「プール水の保持機能」が喪失し，サイフォン効果

及び越流せきからの流出（以下「サイフォン効果等」という。）により，

ＢＷＲ燃料用，ＰＷＲ燃料用，ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用の合計３
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基の燃料貯蔵プール，並びに受け入れた使用済燃料を仮置きする燃料

仮置きピット及び前処理建屋へ使用済燃料を送り出すための燃料送出

しピット内の水の小規模な喪失が発生し，燃料貯蔵プール等の水位が

低下する事故（以下「想定事故２」という。）は燃料貯蔵プール等の水

面が揺動をする事故と整理し，地震によるスロッシングを考慮して想

定事故２として発生を仮定する。 

 (ｂ) 火山の影響の場合 

屋外に設置する安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設用）の冷却塔の直接的な機能喪失並びに電源喪失によるプール水冷

却系，安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）及び

補給水設備のポンプの間接的な機能喪失により燃料貯蔵プール等にお

いて同時に「崩壊熱除去機能」が喪失する。その結果，想定事故１の

発生を仮定する。 

 (ｃ) 配管の全周破断の場合 

冷却水を内包する配管は腐食の進行が緩やかであり，保守点検によ

りその機能を維持できることから，漏えいは想定せず，したがって事

故の発生は想定されない。 

 (ｄ) 動的機器の多重故障の場合 

プール水冷却系のポンプ，安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設用）のポンプ又は屋外に設置する安全冷却水系（使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）の冷却塔の多重故障により沸騰に

は至るものの，補給水設備からの給水を継続することにより燃料貯蔵

プール等の水位を維持できることから事故の発生は想定されない。 

また，補給水設備のポンプが多重故障しても，プール水冷却系及び

安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）により冷却
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が継続される。自然蒸発による燃料貯蔵プール等の水位低下に対して

は，その他再処理設備の附属施設の給水処理設備からの給水が可能で

あることから事故の発生は想定されない。 

 (ｅ) 長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

   電源喪失によるプール水冷却系，安全冷却水系（使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設用）及び補給水設備のポンプの間接的な機能喪失に

より燃料貯蔵プール等において同時に「崩壊熱除去機能」が喪失する。

その結果，想定事故１の発生を仮定する。 

ａ．想定事故２ 

 (ａ) 地震の場合 

基準地震動の 1.2 倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計と

しないプール水冷却系の配管が破断することに加え，地震によるスロ

ッシングにより燃料貯蔵プール等において想定事故２の発生を仮定す

る。 

 (ｂ) 火山の影響の場合 

プール水冷却系の配管の「プール水の保持機能」は喪失しないこと

から事故の発生は想定されない。 

 (ｃ) 配管の全周破断の場合 

冷却水を内包する配管は腐食の進行が緩やかであり，保守点検によ

りその機能を維持できることから，漏えいは想定せず，したがって事

故の発生は想定されない。 

 (ｄ) 動的機器の多重故障の場合 

プール水冷却系，安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設用），補給水設備のポンプ等の多重故障ではプール水は漏えいしな

いことから事故の発生は想定されない。 
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 (ｅ) 長時間の全交流動力電源の喪失の場合 

 電源喪失による間接的な機能喪失ではプール水は漏えいしないこと

から事故の発生は想定されない。 

以上のとおり，重大事故の発生を仮定する際の条件においては，地

震を要因として発生を仮定するものの，内的事象では事故の発生は想

定されない。 

ただし，プール水冷却系の配管からの漏えいによるサイフォン効果

等によりプール水が漏えいし，燃料貯蔵プール等の水位低下に至るこ

とを踏まえ，重大事故の発生を仮定する際の条件を超える条件として，

プール水冷却系の配管の全周破断と補給水設備及び給水処理設備（以

下「補給水設備等」という。）の多重故障を想定し，内的事象による想

定事故２の発生を仮定する。 

 

 (６) 放射性物質の漏えい  

機器から放射性物質が漏えいすることで発生を仮定する重大事故のう

ち，上記(１)～(５)に掲げる重大事故に関しては，それぞれの項での検討に

包絡されるため，ここでは，上記(１)～(５)以外の重大事故の発生の有無に

ついて検討する。 

 放射性物質の漏えいによる重大事故については，放射性物質の保持

機能の機能喪失により発生する。液体状又は固体状の放射性物質の保

持機能は，基準地震動の1.2倍の地震動を考慮した際に機能維持できる

設計とすることにより喪失しない，又は喪失する場合であっても工程

停止により漏えいを収束させることから事故の発生は想定されない。

火山の影響，機器の多重故障及び長時間の全交流動力電源喪失におい

ては，機能喪失は考えられないことから事故の発生は想定されない。 

８－６－31



また，内的事象において，放射性物質を内包する液体の移送配管の全

周破断で液体状の放射性物質の保持機能が機能喪失し漏えいが発生する

が，設計基準対象の施設により漏えいを停止し漏えい液を回収すること

で事象を収束できることから，事故の発生は想定されない。その他の内

的事象においては，保持機能の喪失は考えられないことから事故の発生

は想定されない。 

気体状の放射性物質の閉じ込め機能（放出経路維持機能，放射性物質

の捕集及び浄化機能並びに排気機能）の機能喪失は，外的事象（地震及

び火山の影響）を想定した場合，排風機，廃ガス洗浄器へ水を供給する

ポンプ等の直接的な機能喪失，電源喪失による間接的な機能喪失により

閉じ込め機能が喪失するが，工程停止により放射性物質の気相への移行

量が減少し，放射性物質の放出が抑制されることから事故の発生は想定

されない。 

内的事象として，長期間にわたり全交流動力電源が喪失した場合も，

外的事象と同様に工程が停止することから事故の発生は想定されない。

また，動的機器の多重故障の場合は，当該系統の異常を検知し，工程を

停止した上で建屋換気設備（セルからの排気系，汚染のおそれのある区

域からの排気系）により代替排気を行うことから事故の発生は想定され

ない。 

(７) 同時発生又は連鎖を仮定する重大事故

事業指定基準規則の解釈第28条に基づき，重大事故が単独で又は同種

の重大事故が複数の機器で同時に発生することの想定に加えて，異種の

重大事故が同時に発生する場合又は発生した重大事故の影響を受けて連

鎖して発生する場合について，以下のとおり仮定する。 
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同種の重大事故が複数の機器で同時に発生する場合の仮定について，

安全冷却水系（再処理設備本体用）は，複数の機器に内包される溶解液，

抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液又は高レベル廃液の冷却を同時に行っ

ていることから，当該系統が機能喪失した場合には，複数の機器にその

影響が及ぶ。同様に，安全圧縮空気系も，複数の機器内の水素を同時に

掃気していることから，当該系統が機能喪失した場合には，複数の機器

にその影響が及ぶ。したがって，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放

射線分解により発生する水素による爆発については，(２）及び(３）にて特

定した機器での同時発生を仮定する。 

異種の重大事故が同一の機器又は複数の機器で同時に発生する場合に

ついては，機能喪失の要因と各重大事故との関係を踏まえて， 以下の

同時発生を仮定する。 

ａ．外的事象 

 (ａ) 地震 

冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素爆

発及び使用済燃料の著しい損傷のうち想定事故２の３つの重大事故が

同時に発生することを仮定する。 

 (ｂ) 火山の影響 

冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素爆

発及び使用済燃料の著しい損傷のうち想定事故１の３つの重大事故が

同時に発生することを仮定する。 

ｂ．内的事象 

 (ａ) 動的機器の多重故障 

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素

爆発の２つの重大事故が同時に発生することを仮定する。 
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(ｂ) 長時間の全交流動力電源の喪失 

冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素爆

発及び使用済燃料の著しい損傷のうち想定事故１の３つの重大事故が

同時に発生することを仮定する。 

重大事故等の対処に係る有効性評価においては，これらの重大事故

が同時に発生した場合の相互影響を考慮する。 

重大事故が連鎖して発生する場合については，各重大事故が発生した

場合における事故影響によって顕在化する環境条件の変化を明らかにし

た上で，溶液の状態によってさらに事故が進展する可能性及び他の安全

機能への影響を分析し，その他の重大事故の起因となりうるかどうかを，

重大事故等の対処に係る有効性評価の中で確認して，起因となる場合に

は連鎖を仮定して対処を検討する。 

なお，確認に当たっての前提条件として，事業指定基準規則の解釈第

28条を踏まえ，有効性評価において想定している発生防止対策の機能喪

失は考慮するが，発生防止対策で用いる設備に対して，多様性や位置的

分散が考慮された設備での対処である拡大防止対策の機能喪失は考慮し

ない。 
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に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

８
 

泥
湧
出
 

×
 

×
 

○
 

×
 

泥
湧
出
の
誘
因
と
な
る
地
割
れ
が
発
生
し
た
痕
跡
は
認
め
ら
れ
な
い
。
 

－
 

９
 

山
崩
れ
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
山
崩
れ
の
お
そ
れ
の
あ
る
急
斜
面
は
存
在
し
な
い
。
 

－
 

1
0 

崖
崩
れ
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
崖
崩
れ
の
お
そ
れ
の
あ
る
急
斜
面
は
存
在
し
な
い
。
 

－
 

1
1 

津
波
 

×
 

○
 

×
 

×
 

設
計
上
考
慮
す
る
津
波
か
ら
防
護
す
る
施
設
は
標
高
約

5
0ｍ

～
約

55
ｍ
及
び
海
岸
か
ら
の
距
離
約
４
ｋ
ｍ
～
約
５

ｋ
ｍ

の
地

点
に

位
置

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
再
処

理
施

設
に

影
響

を
及

ぼ
す

規
模
（

＞
50
ｍ

）
の

津
波
は

発
生

し

な
い
。
 

－
 

８－６－35



（
つ

づ
き

）
 

№
 

自
然
現
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
２
 

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

1
2 

静
振
 

×
 

×
 

×
 

○
 

敷
地
周
辺

に
尾

駮
沼
及

び
鷹
架

沼
が

あ
る
が

，
再

処
理
施

設
は
標

高
約

5
5ｍ

に
造
成

さ
れ
た

敷
地
に

設
置

す
る
た

め
，
静
振
に
よ
る
影
響
を
受
け
な
い
。
 

－
 

1
3 

高
潮
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
，
標
高
約

55
ｍ
に
位
置
す
る
た
め
，
高
潮
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受

け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

1
4 

波
浪
・
高
波
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
，
標
高
約

55
ｍ
に
位
置
す
る
た
め
，
波
浪
・
高
波
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影

響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

1
5 

高
潮
位
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
，
標
高
約

55
ｍ
に
位
置
す
る
た
め
，
高
潮
位
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を

受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

1
6 

低
潮
位
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
に
は
，
潮
位
の
変
動
の
影
響
を
受
け
る
よ
う
な
設
備
は
な
い
。
 

－
 

1
7 

海
流
異
変
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
に
は
，
海
流
の
変
動
の
影
響
を
受
け
る
よ
う
な
設
備
は
な
い
。
 

－
 

1
8 

風
（
台
風
）
 

×
 

○
 

×
 

×
 

「
竜
巻
」
の
影
響
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
。
 

－
 

1
9 

竜
巻
 

×
 

○
 

×
 

×
 

機
能

喪
失

の
要

因
と

な
る

規
模

（
＞

10
0
ｍ

／
ｓ

）
の

発
生

は
想

定
し

な
い

。
な

お
，

降
水

と
の

同
時

発
生

を
考

慮
し
て
も
，
竜
巻
に
よ
る
風
圧
力
，
飛
来
物
の
衝
撃
荷
重
が
増
長
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

2
0 

砂
嵐
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
砂
漠
や
砂
丘
は
な
い
。
 

－
 

2
1 

極
限
的
な
気
圧
 

×
 

×
 

×
 

○
 

「
竜
巻
」
の
影
響
評
価
（
気
圧
差
）
に
包
絡
さ
れ
る
。
 

－
 

2
2 

降
水
 

×
 

○
 

×
 

×
 

過
去
の
観
測
記
録
よ
り
，
機
能
喪
失
の
誘
因
と
な
る
規
模
（
＞

30
0ｍ

ｍ
／
ｈ
）
の
発
生
は
想
定
し
な
い
。
 

－
 

８－６－36



（
つ

づ
き

）
 

№
 

自
然
現
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
２
 

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

2
3 

洪
水
 

×
 

×
 

○
 

×
 

再
処
理
施
設
は
標
高
約

55
ｍ
に
造
成
さ
れ
た
敷
地
に
設
置
し
，
二
又
川
は
標
高
約
１
～
５
ｍ
の
低
地
を
流
れ
て
い

る
た
め
，
再
処
理
施
設
に
影
響
を
与
え
る
洪
水
は
起
こ
り
得
な
い
。
 

－
 

2
4 

土
石
流
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
の
地
形
及
び
表
流
水
の
状
況
か
ら
，
土
石
流
は
発
生
し
な
い
。
 

－
 

2
5 

降
雹
 

×
 

×
 

×
 

○
 

「
竜
巻
」
の
影
響
評
価
（
飛
来
物
）
に
包
絡
さ
れ
る
。
 

－
 

2
6 

落
雷
 

×
 

×
 

×
 

○
 

落
雷
は
発

生
す

る
が
，

安
全
上

重
要

な
施
設

の
制

御
設
備

は
，
電

源
盤

の
自
己

保
持

機
能
に

よ
り
機

能
喪

失
に
至

ら
ず
，
安

全
上

重
要
な

施
設
以

外
の

制
御
設

備
は

光
フ
ァ

イ
バ
の

た
め

機
能
喪

失
に

は
至
ら

な
い
。

電
源

設
備
も

落
雷
に
よ
り
機
能
喪
失
に
は
至
ら
な
い
こ
と
か
ら
，
機
能
喪
失
の
要
因
に
な
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

2
7 

森
林
火
災
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

2
8 

草
原
火
災
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

2
9 

高
温
 

×
 

○
 

×
 

×
 

過
去
の
観
測
記
録
よ
り
，
機
能
喪
失
の
要
因
と
な
る
規
模
（
＞

50
℃
）
の
高
温
は
発
生
は
想
定
し
な
い
。
 

－
 

3
0 

凍
結
 

×
 

○
 

×
 

×
 

過
去
の
観
測
記
録
よ
り
，
機
能
喪
失
の
要
因
と
な
る
規
模
（
＜
－

40
℃
）
の
低
温
は
発
生
は
想
定
し
な
い
。
 

－
 

3
1 

氷
結
 

×
 

×
 

×
 

○
 

二
又

川
の

氷
結

が
取

水
設

備
へ

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

く
，

機
能

喪
失

の
要

因
に

な
る

こ
と

は
考

え
ら

れ
な

い
。
 

－
 

3
2 

氷
晶
 

×
 

×
 

×
 

○
 

氷
晶
に
よ
る
再
処
理
施
設
へ
の
影
響
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

3
3 

氷
壁
 

×
 

×
 

×
 

○
 

二
又
川
の
氷
壁
は
，
機
能
喪
失
の
要
因
に
な
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

８－６－37



（
つ

づ
き

）
 

№
 

自
然
現
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
２
 

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

3
4 

高
水
温
 

×
 

×
 

×
 

○
 

河
川
の
温
度
変
化
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

3
5 

低
水
温
 

×
 

×
 

×
 

○
 

同
上
。
 

－
 

3
6 

干
ば
つ
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

3
7 

霜
 

×
 

×
 

×
 

○
 

霜
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

3
8 

霧
 

×
 

×
 

×
 

○
 

霧
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

3
9 

火
山
の
影
響
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

4
0 

熱
湯
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
熱
湯
の
発
生
源
は
な
い
。
 

－
 

4
1 

積
雪
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

4
2 

雪
崩
 

×
 

×
 

○
 

×
 

周
辺
の
地
形
か
ら
雪
崩
は
発
生
し
な
い
。
 

－
 

4
3 

生
物
学
的
事
象
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
内
に
農
作
物
は
な
く
，
昆
虫
類
が
大
量
に
発
生
す
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

4
4 

動
物
 

×
 

×
 

×
 

○
 

動
物
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

８－６－38



（
つ

づ
き

）
 

№
 

自
然
現
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
2  

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

4
5 

塩
害
 

×
 

○
 

×
 

×
 

屋
外

の
受

電
開

閉
設

備
の

碍
子

部
分

の
絶
縁

を
保

つ
た

め
に

洗
浄

が
行

え
る
設

計
と

し
て

お
り

，
塩

害
に

よ
る

影

響
は
機
能
喪
失
の
要
因
と
は
な
ら
な
い
。
 

－
 

4
6 

隕
石
 

○
 

×
 

×
 

×
 

隕
石
の
衝
突
は
，
極
低
頻
度
な
自
然
現
象
で
あ
る
。
 

－
 

4
7 

陥
没
 

×
 

×
 

×
 

○
 

岩
盤
に
支
持
さ
れ
て
い
る
た
め
，
陥
没
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

4
8 

土
壌

の
収

縮
・

膨

張
 

×
 

×
 

×
 

○
 

岩
盤
に
支
持
さ
れ
て
い
る
た
め
，
土
壌
の
収
縮
・
膨
張
に
よ
り
再
処
理
施
設
が
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

4
9 

海
岸
浸
食
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処

理
施

設
は

海
岸

か
ら

約
５

ｋ
ｍ

に
位

置
す

る
こ

と
か

ら
，

考
慮

す
べ

き
海

岸
浸

食
の

発
生

は
考

え
ら

れ
な

い
。
 

－
 

5
0 

地
下

水
に

よ
る

浸

食
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
の
地
下
水
の
調
査
結
果
か
ら
，
再
処
理
施
設
に
影
響
を
与
え
る
地
下
水
に
よ
る
浸
食
は
起
こ
り
得
な
い
。
 

－
 

5
1 

カ
ル
ス
ト
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
は
カ
ル
ス
ト
地
形
で
は
な
い
。
 

－
 

5
2 

海
氷

に
よ

る
川

の

閉
塞
 

×
 

×
 

×
 

○
 

二
又

川
の

海
氷

に
よ

る
閉

塞
が

取
水

設
備
へ

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

く
，
機

能
喪

失
の

要
因

と
な

る
こ

と
は

考

え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

5
3 

湖
若

し
く

は
川

の

水
位
降
下
 

×
 

×
 

×
 

×
 

 
レ
 

5
4 

河
川
の
流
路
変
更
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
近
傍
の
二
又
川
は
谷
を
流
れ
て
お
り
，
河
川
の
流
路
変
更
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

5
5 

毒
性
ガ
ス
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
毒
性
ガ
ス
の
発
生
源
は
な
い
。
 

－
 

８－６－39



（
つ

づ
き

）
 

 注
１
：
除
外
の
基
準
は
，
以
下
の
と
お
り
。
 

 基
準
１

-１
 ：

自
然
現
象
の
発
生
頻
度
が
極
め
て
低
い
 

 基
準
１

-２
 ：

自
然
現
象
そ
の
も
の
は
発
生
す
る
が
，
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
規
模
の
発
生
は
想
定
し
な
い
 

 基
準
１

-３
 ：

再
処
理
施
設
周
辺
で
は
起
こ
り
得
な
い
 

 
基
準
２
 
：
発
生
し
て
も
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
よ
う
な
影
響
が
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
 

 
○
 

：
基
準
に
該
当
す
る
 

 
×
 

：
基
準
に
該
当
し
な
い
 

注
２
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
に
関
し
て
は
，
以
下
の
と
お
り
。
 

レ
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
 

―
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
は
な
い
 

８－６－40



第
6
.
1
－

２
表

 
重

大
事

故
の

起
因

と
な

る
安

全
上

重
要

な
施

設
の

機
能

喪
失

の
要

因
と

な
る

可
能

性
が

あ
る

人
為

現
象

の
選

定
結

果
 

№
 

人
為
事
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
2  

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

１
 

船
舶
事
故
に
よ
る
油
流
出
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
，
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
離
れ
て
お
り
影
響
を
受
け
な
い
。
 

－
 

２
 

船
舶
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
，
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
離
れ
て
お
り
影
響
を
受
け
な
い
。
 

－
 

３
 

船
舶
の
衝
突
 

×
 

×
 

×
 

○
 

再
処
理
施
設
は
，
海
岸
か
ら
約
５
ｋ
ｍ
離
れ
て
お
り
影
響
を
受
け
な
い
。
 

－
 

４
 

航
空
機
落
下
（
衝
突
，
火
災
）
 

○
 

×
 

×
 

×
 

航
空
機
落
下
（
衝
突
，
火
災
）
は
極
低
頻
度
で
あ
る
。
 

－
 

５
 

鉄
道
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
鉄
道
路
線
が
な
い
。
 

－
 

６
 

鉄
道
の
衝
突
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
鉄
道
路
線
が
な
い
。
 

－
 

   

８－６－41



（
つ

づ
き

）
 

№
 

人
為
事
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
2  

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

７
 

交
通
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

×
 

○
 

喪
失

時
に

重
大

事
故

の
起

因
に

な
り

得
る

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

は
，

幹
線

道
路

か
ら

40
0

ｍ
以

上
離

れ
て

お
り

，
爆

発
に

よ
り

当
該

安
全

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

考
え

ら
れ

な

い
。

化
学

物
質

の
漏

え
い

に
つ

い
て

は
，

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設
へ

直
接

被
水

す
る

こ
と

は

な
く

，
ま

た
硝

酸
の

反
応

に
よ

り
発

生
す

る
窒

素
酸

化
物

（
以

下
「

Ｎ
Ｏ

ｘ
」

と
い

う
。
）

及

び
液

体
二

酸
化

窒
素

か
ら

発
生

す
る

Ｎ
Ｏ

ｘ
は

気
体

で
あ

る
た

め
，
当

該
安

全
機

能
に

影
響

を

及
ぼ
す
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

８
 

自
動
車
の
衝
突
 

×
 

×
 

○
 

○
 

周
辺

監
視

区
域

の
境

界
に

は
フ

ェ
ン

ス
を

設
置

し
て

お
り

，
施

設
は
敷

地
外

か
ら

の
自

動
車

の

衝
突
に
よ
る
影
響
を
受
け
な
い
。
 

敷
地

内
の

運
転

に
際

し
て

は
速

度
制

限
を

設
け

て
お

り
，

安
全

機
能
に

影
響

を
与

え
る

よ
う

な

衝
突
は
考
え
ら
れ
ず
，
重
大
事
故
の
要
因
と
は
な
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

９
 

爆
発
 

×
 

○
 

×
 

×
 

敷
地

内
に

設
置

す
る

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
加

工
施

設
の

高
圧

ガ
ス

ト
レ

ー
ラ
庫

に
お

け
る

水
素

爆
発

を

想
定

し
て

も
，

爆
発

時
に

発
生

す
る

爆
風

が
上

方
向

に
開

放
さ

れ
る
こ

と
及

び
離

隔
距

離
を

確

保
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
再
処
理
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

1
0 

工
場
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

○
 

○
 

敷
地

内
で

の
工

事
は

十
分

管
理

さ
れ

る
こ

と
か

ら
再

処
理

施
設

に
影
響

を
及

ぼ
す

よ
う

な
工

事

事
故

の
発

生
は

考
え

ら
れ

な
い

。
ま

た
，

敷
地

外
で

の
工

事
は

敷
地
境

界
か

ら
再

処
理

施
設

ま

で
距
離
が
あ
る
こ
と
か
ら
，
再
処
理
施
設
へ
の
影
響
は
な
い
。
 

－
 

1
1 

鉱
山
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
周
辺
に
は
，
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
を
起
こ
す
よ
う
な
鉱
山
は
な
い
。
 

－
 

1
2 

土
木
・
建
築
現
場
の
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

○
 

○
 

敷
地

内
で

の
土

木
・

建
築

工
事

は
十

分
管

理
さ

れ
る

こ
と

か
ら

再
処
理

施
設

に
影

響
を

及
ぼ

す

よ
う

な
工

事
事

故
の

発
生

は
考

え
ら

れ
な

い
。

ま
た

，
敷

地
外

で
の
土

木
・

建
築

現
場

の
事

故

は
敷

地
境

界
か

ら
再

処
理

施
設

ま
で

距
離

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

再
処

理
施

設
へ

の
影

響
は

な

い
。
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

№
 

人
為
事
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
2  

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

1
3 

軍
事
基
地
の
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

×
 

○
 

三
沢
基
地
は
敷
地
か
ら
約

2
8ｋ

ｍ
離
れ
て
お
り
影
響
を
受
け
な
い
。
 

－
 

1
4 

軍
事
基
地
か
ら
の
飛
来
物
 

（
航
空
機
を
除
く
）
 

○
 

×
 

×
 

×
 

軍
事
基
地
か
ら
の
飛
来
物
は
，
極
低
頻
度
な
事
象
で
あ
る
。
 

－
 

1
5 

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
事
故
 

（
爆
発
，
化
学
物
質
の
漏
え
い
）
 

×
 

×
 

○
 

×
 

む
つ

小
川

原
国

家
石

油
備

蓄
基

地
の

陸
上

移
送

配
管

は
，

1.
2
ｍ

以
上

の
地

下
に

埋
設

す
る

と

と
も

に
，

漏
え

い
が
発

生
し

た
場
合

は
，
配

管
の

周
囲
に

設
置

さ
れ
た

漏
油
検

知
器

に
よ
り

緊

急
遮
断
弁
が
閉
止
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
火
災
の
発
生
は
想
定
し
難
い
。
 

－
 

1
6 

敷
地

内
に

お
け

る
化

学
物

質
の

漏
え

い
 

×
 

×
 

×
 

○
 

敷
地

内
に

搬
入

す
る
化

学
物

質
が
運

搬
時
又

は
受

入
れ
時

に
漏

え
い
し

た
場
合

に
も

，
安
全

機

能
を

有
す

る
施

設
へ
直

接
被

水
す
る

こ
と
は

な
く

，
ま
た

硝
酸

の
反
応

に
よ
り

発
生

す
る
Ｎ

Ｏ

ｘ
及

び
液

体
二

酸
化
窒

素
か

ら
発
生

す
る
Ｎ

Ｏ
ｘ

は
気
体

で
あ

る
た
め

，
当
該

安
全

機
能
に

影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

1
7 

人
工
衛
星
の
落
下
 

○
 

×
 

×
 

×
 

人
工
衛
星
の
衝
突
は
，
極
低
頻
度
な
事
象
で
あ
る
。
 

－
 

1
8 

ダ
ム
の
崩
壊
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
の
周
辺
に
ダ
ム
は
な
い
。
 

－
 

 

８－６－43



（
つ

づ
き

）
 

№
 

人
為
事
象
 

除
外
の
基
準

注
１
 

除
外
す
る
理
由
 

要
因

注
2  

基
準
 

１
-１

 

基
準
 

１
-２

 

基
準
 

１
-３

 

基
準
 

２
 

1
9 

電
磁
的
障
害
 

×
 

×
 

×
 

○
 

人
為

的
な

電
磁

波
に
よ

る
電

磁
的
障

害
に
対

し
て

は
，
日

本
工

業
規
格

に
基
づ

い
た

ノ
イ
ズ

対

策
及

び
電

気
的

・
物
理

的
独

立
性
を

持
た
せ

る
こ

と
か
ら

，
重

大
事
故

の
要
因

に
な

る
こ
と

は

考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

2
0 

掘
削
工
事
 

×
 

×
 

×
 

○
 

敷
地

内
で

の
工

事
は
十

分
管

理
さ
れ

る
こ
と

及
び

敷
地
外

で
の

工
事
は

敷
地
境

界
か

ら
再
処

理

施
設

ま
で

距
離

が
あ
る

こ
と

か
ら
，

再
処
理

施
設

に
影
響

を
及

ぼ
す
よ

う
な
掘

削
工

事
に
よ

る

重
大
事
故
の
発
生
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

2
1 

重
量
物
の
落
下
 

×
 

○
 

×
 

×
 

重
量

物
の

取
扱

い
は
十

分
に

管
理
さ

れ
る
こ

と
か

ら
，
再

処
理

施
設
に

影
響
を

及
ぼ

す
よ
う

な

規
模
の
重
量
物
の
落
下
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

2
2 

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
 

×
 

×
 

○
 

×
 

敷
地
内
に
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
を
発
生
さ
せ
る
よ
う
な
タ
ー
ビ
ン
は
な
い
。
 

－
 

2
3 

近
隣
工
場
等
の
火
災
 

×
 

×
 

×
 

○
 

最
も

影
響

の
大

き
い

む
つ

小
川

原
国

家
石

油
備

蓄
基

地
の

火
災

（
保

有
す

る
石

油
の

全
量

燃

焼
）

を
考

慮
し

て
も
，

安
全

機
能
に

影
響
が

な
い

こ
と
か

ら
，

重
大
事

故
の
要

因
に

な
る
こ

と

は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
 

2
4 

有
毒
ガ
ス
 

×
 

×
 

×
 

○
 

有
毒
ガ
ス
が
冷
却
，
再
処
理
施
設
へ
直
接
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

 注
１
：
除
外
の
基
準
は
，
以
下
の
と
お
り
。
 

 基
準
１

-１
 ：

人
為
事
象
の
発
生
頻
度
が
極
め
て
低
い
 

 基
準
１

-２
 ：

人
為
事
象
そ
の
も
の
は
発
生
す
る
が
，
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
規
模
の
発
生
は
想
定
し
な
い
 

 基
準
１

-３
 ：

再
処
理
施
設
周
辺
で
は
起
こ
り
得
な
い
 

 
基
準
２
 
：
発
生
し
て
も
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
よ
う
な
影
響
が
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
 

 
○
 

：
基
準
に
該
当
す
る
 

 
×
 

：
基
準
に
該
当
し
な
い
 

 

注
２
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
に
関
し
て
は
，
以
下
の
と
お
り
。
 

レ
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
 

―
：
重
大
事
故
の
起
因
と
な
る
安
全
上
重
要
な
施
設
の
安
全
機
能
の
喪
失
の
要
因
と
な
る
可
能
性
は
な
い
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第
6
.
1
－

３
表

 
重

大
事

故
の

起
因

と
な

る
機

能
喪

失
の

要
因

と
な

る
自

然
現

象
と

他
の

自
然

現
象

の
組

合
せ

の
検

討
結

果
 

他
※
２
 

要
因

※
１
 

地
震
 

森
林
火
災

 
及

び
 

草
原
火
災
 

干
ば
つ

 
及
び
 

湖
若
し
く

は
川
の

水
位
降

下
 

火
山
の
影

響
 

（
降
下
火

砕
物
に

よ
る
 

積
載
荷
重

，
フ
ィ

ル
タ
等

の

目
詰
ま
り

）
 

積
雪
 

地
震
 

 
ａ
 

ｂ
 

a
 

ｃ
 

火
山
の
影

響
 

（
降
下
火

砕
物
に

よ
る
フ

ィ
ル
タ
の

目
詰
ま

り
等
）
 

ａ
 

ａ
 

ｂ
 

 
ｂ
 

 

※
１

：
 重

大
事
故

の
起

因
と

な
る

機
能

喪
失
の

要
因

と
な

る
自

然
現

象
 

※
２

：
 他

の
自
然

現
象
 

 ＜
凡

例
＞
 

a
 ：

同
時
に

発
生

す
る

可
能

性
が

極
め
て

低
い

組
合

せ
 

b
 ：

重
大
事

故
に

至
る

前
に

実
施

す
る
対

処
に

影
響

し
な

い
組

合
せ
 

c
 ：

一
方
の

自
然

現
象

の
評

価
に

包
絡
さ

れ
る

組
合

せ
 

d
 ：

重
畳
を

考
慮

す
る

組
合

せ
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第
6
.
1
－

４
表

 
機

能
喪

失
に

至
る

前
に

対
処

が
可

能
な

自
然

現
象

と
他

の
自

然
現

象
の

組
合

せ
 

他
※
２
 

対
処

※
１
 

地
震
 

森
林
火
災

 
及

び
 

草
原
火
災
 

干
ば
つ

 
及
び
 

湖
若
し
く

は
川
の

水
位
降

下
 

火
山
の
影

響
 

（
降
下
火

砕
物
に

よ
る
積

載
荷
重
）
 

積
雪
 

森
林
火
災

 
及

び
 

草
原
火
災
 

ａ
 

 
ｂ
 

ａ
 

ｂ
 

干
ば
つ

 
及
び
 

湖
若
し
く

は
川
の

水
位

降
下
 

ｂ
 

ｂ
 

 
ｂ
 

ｂ
 

火
山
の
影

響
 

（
降
下
火

砕
物
に

よ
る

積
載
荷
重

）
 

ａ
 

ａ
 

ｂ
 

 
ｄ
 

積
雪
 

ｂ
 

ｂ
 

ｂ
 

ｄ
 

 

 

※
１

：
 機

能
喪
失

に
至

る
前

に
対

処
が

可
能
な

自
然

現
象
 

※
２

：
 他

の
自
然

現
象
 

 ＜
凡

例
＞
 

a
 ：

同
時
に

発
生

す
る

可
能

性
が

極
め
て

低
い

組
合

せ
 

b
 ：

重
大
事

故
に

至
る

前
に

実
施

す
る
対

処
に

影
響

し
な

い
組

合
せ
 

c
 ：

一
方
の

自
然

現
象

の
評

価
に

包
絡
さ

れ
る

組
合

せ
 

d
 ：

重
畳
を

考
慮

す
る

組
合

せ
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第 6.1―５表 臨界事故の発生を仮定する機器 

 

建屋 機器 

前処理建屋 

溶解槽Ａ 

溶解槽Ｂ 

エンドピース酸洗浄槽Ａ 

エンドピース酸洗浄槽Ｂ 

ハル洗浄槽Ａ 

ハル洗浄槽Ｂ 

精製建屋 
第５一時貯留処理槽 
第７一時貯留処理槽 
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第 6.1―６表 冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を仮定する 

機器 

 

建屋 機器グループ 機器 

前処理建屋 

前処理建屋 

内部ループ１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋 

内部ループ２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

分離建屋 

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶※１ 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽※１ 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

※１ 長期予備は除く。
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

精製建屋 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

内部ループ

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空

き容量を確保している。 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

高レベル 

廃液ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ２ 
第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ３ 
第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ５ 
高レベル廃液共用貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空

き容量を確保している。 
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第 6.1－７表 放射線分解により発生する水素による爆発の発生を 

仮定する機器 

建屋 機器グループ 機器 

前処理建屋 
前処理建屋 

水素爆発 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量・調整槽 

計量補助槽 

計量後中間貯槽 

分離建屋 
分離建屋 

水素爆発 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

プルトニウム溶液受槽 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶※１ 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

プルトニウム溶液供給槽 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム濃縮缶 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

リサイクル槽
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

希釈槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

ウラン・プルト

ニウム混合脱硝

建屋

ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋

水素爆発

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

高レベル廃液ガ

ラス固化建屋

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋

水素爆発

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

※１ 長期予備は除く

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容

量を確保している。 
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6.2 評価対象の整理及び評価項目の設定 

「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生

を仮定する機器の特定」では，フォールトツリー分析により，各機能喪失

の要因となっている事象ごとに機能喪失の範囲が整理されている。 

有効性評価を実施する代表事例は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際

の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において体系的

に整理された上記情報を基に，機能喪失の範囲，講じられる対策の網羅性

及び生じる環境条件を考慮し選定する。 

重大事故等対策の有効性を確認するため，重大事故等のそれぞれについ

て有効性を確認するための評価項目を設定する。評価項目は重大事故等の

特徴を踏まえた上で，重大事故の発生により放射性物質の放出に寄与する

重大事故等のパラメータ又はパラメータの推移とする。 

これらの有効性を確認するための評価項目は，重大事故等の同時発生又

は連鎖を仮定する場合であっても変わらない。ただし，大気中への放射性

物質の放出量に関する有効性については，重大事故等の同時発生又は連鎖

を仮定する重大事故等による大気中への放射性物質の放出量を合算した上

で評価を実施する。 
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6.3 評価に当たって考慮する事項 

有効性評価では，共通して以下の事項を考慮する。 

6.3.1 安全機能を有する施設の安全機能の喪失に対する想定 

網羅性を確保した有効性評価を実施するため，「6.2 評価対象の整理及

び評価項目の設定」において選定した代表事例にて想定される機能喪失の

範囲に加えて，更なる機能喪失を重ね合わせることが合理的な場合には，

代表事例では想定されない安全機能の喪失を加えて想定し，有効性評価を

実施する。 

 

6.3.2 操作及び作業時間に対する想定 

重大事故等への対処のために実施する操作及び作業を開始する時間は，

安全機能の機能喪失の要因となる事象によって異なり，事象の特徴を踏ま

えて以下のとおり想定する。 

 (１) 外的事象の地震における想定 

地震発生直後，要員は自らの身を守るための行為を実施し，揺れが収

まったことを確認してから，安全機能が維持されているかの確認を実施

する。したがって，地震の発生を起点として，その後10分間は要員によ

る対処を期待しない。地震の発生から10分後以降，要員による安全系監

視制御盤等の確認を実施し，その結果に基づき安全機能の喪失を把握し，

通常の体制から重大事故等への対処を実施するための実施組織に体制

を移行するものと想定する。その後，重大事故等対処の体制に移行する

ために５分を要するものと想定して，地震の発生から25分後以降，要員

による現場状況の把握のための初動対応に移行し，地震発生から90分後

まで現場状況確認を実施するものと想定する。 
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 (２) 外的事象の火山における想定 

安全系監視制御盤等の情報から安全機能の喪失又は事故の発生を把

握するためには，一つの指示情報だけではなく複数の指示情報から判断

する必要がある。したがって，安全系監視制御盤等により安全機能の喪

失を判断するための情報を把握した時点を起点として，安全機能の喪失

の判断に10分間を要するものと想定し，重大事故等への対処のうち判断

に基づき実施する操作及び作業は安全機能の喪失を判断するための情

報の把握から10分後以降に実施するものと想定する。ただし，火山によ

る降下火砕物が発生している場合には，運転員は安全機能の喪失の可能

性があるものと認識した上で安全系監視制御盤等の監視を行っており，

判断に10分を要することはないと考えられる。 

 

 (３) 内的事象における想定 

安全系監視制御盤等の情報から安全機能の喪失又は事故の発生を把

握するためには，一つの指示情報だけではなく複数の指示情報から判断

する必要がある。したがって，安全系監視制御盤等により安全機能の喪

失を判断するための情報を把握した時点を起点として，安全機能の喪失

の判断に10分間を要するものと想定し，重大事故等への対処のうち判断

に基づき実施する操作及び作業は安全機能の喪失を判断するための情

報の把握から10分後以降に実施するものと想定する。 

ただし，判断に用いる指示情報が安全系監視制御盤等に集約されてお

り，事故の発生を直ちに判断できる場合においては，上記の設定によら

ず，操作可能な時間を設定する。 
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 (４) 外的事象及び内的事象に共通する想定 

重大事故等への対処のために実施する操作及び作業の所要時間は，そ

れぞれの訓練の実績に基づき想定する。 
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6.3.3 環境条件の考慮 

「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生

を仮定する機器の特定」に整理される自然現象の組み合わせを基に，設計

基準において想定した規模の自然現象の発生を想定する。ただし，対処に

より事象を収束させるまでの時間が短い場合には，その間に自然現象が発

生する可能性が十分に低いと考えられることから，対処実施中の自然現象

の発生は想定しない。 

 

6.3.4 有効性評価の範囲 

有効性評価の範囲は，事態が収束するまでの期間を対象として実施する。 
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6.4 有効性評価に使用する計算プログラム 

有効性評価に使用する解析コードは，重大事故等の特徴に応じて，着目

している現象をモデル化でき，実験等を基に妥当性が確認され，適用範囲

を含めてその不確かさが把握されているものとして，以下に示す解析コー

ドを使用する。 

 

6.4.1 臨界事故  

臨界事故の有効性評価としてＪＡＣＳコードシステムを使用する。 

 (１) 概  要  

ＪＡＣＳコードシステムは，臨界安全解析コードシステムであり，モ

ンテカルロ法による臨界安全解析を行うことができる。 

核データライブラリは，評価済核データＥＮＤＦ／Ｂ－ＩＶから作成

された，ＭＧＣＬ断面積セットを標準で使用することが可能である。 

ＪＡＣＳコードシステムは，１次元Ｓｎ法輸送計算コードであるＡＮ

ＩＳＮ－ＪＲ，３次元多群モンテカルロ法臨界計算コードであるＫＥＮ

Ｏ－ＩＶにより，核燃料物質を有する体系の実効増倍率を計算すること

ができる。 

また，ＭＧＣＬ断面積セットを処理してＡＮＩＳＮ－ＪＲ及びＫＥＮ

Ｏ－ＩＶで使用できる断面積を出力するためのＭＡＩＬコード，ＡＮＩ

ＳＮ－ＪＲで計算されたセル平均断面積をＫＥＮＯ－ＩＶ用の断面積形

式に変換するＲＥＭＡＩＬコードを備えている。 

 

 (２) 妥当性確認及び不確かさの把握  

ＪＡＣＳコードシステムは，多くのベンチマーク実験の解析により十

分に検証されており，ＪＡＣＳコードシステムの不確かさを考慮して，
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計算した実効増倍率が0.95以下となることを未臨界の判断基準とする。 

 

6.4.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

冷却機能の喪失による蒸発乾固の有効性評価において，解析コードは使

用していない。 

 

6.4.3 放射線分解により発生する水素による爆発 

放射線分解により発生する水素による爆発の有効性評価において，解析

コードは使用していない。 

 

6.4.4 有機溶媒等による火災又は爆発 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の有効性評価としてＦｌｕｅｎｔを使

用する。 

(１) 概  要 

解析コードＦｌｕｅｎｔは，汎用熱流体解析ソフトウェアである。航

空機の翼に流れる気流，人体の血流，クリーンルーム設計，廃水処理プ

ラント等様々な工業用途に対応し，活用されているソフトウェアであり，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合における配管内の圧

力や温度解析を行うことができる。 

解析コードＦｌｕｅｎｔは，塔槽類内でのＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応が発生した際の塔槽類及び塔槽類廃ガス処理設備の圧力及び温

度の過渡変化を解析することができる。解析コードＦｌｕｅｎｔは，塔

槽類内の区間，塔槽類廃ガス処理設備の配管，洗浄塔及びフィルタを流

れ方向に三次元に多ノードで模擬している。各ノードについて，圧縮性

流体として質量，運動量及びエネルギの保存則を適用し，流体から塔槽
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類及び塔槽類廃ガス処理設備の配管への熱移行は考慮せず，塔槽類及び

塔槽類廃ガス処理設備内の流体にのみ熱移行させることとし，流体の熱

及び流体力学的挙動を計算する。 

解析コードＦｌｕｅｎｔの入力はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

としてのエネルギ，塔槽類内の空間温度，圧力，物性，塔槽類廃ガス処

理設備の機器及び配管の幾何学的形状である。出力として，各ノードに

おける圧力及び温度の時間変化が求められる。 

 

 (２) 妥当性確認及び不確かさの把握  

解析コードＦｌｕｅｎｔは，多くのベンチマーク実験の解析により十

分に検証されている。圧力損失として配管に通気した流体の圧力損失に

ついて解析結果と理論式を比較した結果，ほぼ等しい値となっており，

その妥当性を確認している。 

また，水素爆発を模擬した実験と解析結果を比較した結果，ほぼ同じ

波形を示しているため，適切に評価されていることを確認している。 

 

6.4.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷  

想定事故１及び想定事故２の有効性評価において，解析コードは使用し

ていない。 

 

6.4.6 重大事故等の同時発生又は連鎖 

重大事故等の同時発生又は連鎖の有効性評価において，解析コードは使

用していない。 
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6.5 有効性評価における評価の条件設定の方針 

6.5.1 評価条件設定の考え方 

有効性評価における評価の条件設定については，事象進展の不確かさを

考慮して，設計値及び運転状態の現実的な条件を設定することを基本とす

る。この際，6.4 において把握した解析コードの持つ不確かさや評価条件

の不確かさによって，有効性評価の評価項目に対する安全余裕が小さくな

る可能性がある場合は，影響評価において感度解析を行うことを前提に設

定する。 

 

6.5.2 共通的な条件 

6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間 

重大事故等への対処における時間余裕は，崩壊熱密度による影響が大き

いため，冷却期間を現実的な期間に制限することにより，重大事故等への

対処における対処の優先順位の設定をより現実的なものとすることができ，

重大事故等への対処の確実性をより向上させることができる。 

また，冷却期間を制限することで，崩壊熱密度の低減が図られ，重大事

故等への対処における時間余裕が確保されることになり，大気中へ放射性

物質を放出する事故に至ったとしても，溶液，廃液及び有機溶媒中の放射

性物質量の総量を制限することにより，その影響を一定程度以下に抑制す

ることが可能である。特に，冷却機能の喪失による蒸発乾固において特徴

的に放出される放射性ルテニウムは，再処理する使用済燃料の冷却期間を

制限することにより大きく減衰するため抑制効果が大きい。 

以上より，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料貯蔵プールの容

量3,000ｔ・ＵＰｒのうち，冷却期間４年以上12年未満の使用済燃料の貯蔵

量が600ｔ・ＵＰｒ未満，それ以外は，冷却期間12年以上の使用済燃料となる

８－６－64



ように，新たに受け入れる使用済燃料の冷却期間を制限すること及び再処

理する使用済燃料の冷却期間が15年以上となるように計画し管理すること

を前提とし，以下のとおり使用済燃料の冷却期間を設定する。 

 (１) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設において発生を仮定する重大

事故等に対する評価では，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料

貯蔵プールで貯蔵する使用済燃料3,000ｔ・ＵＰｒに対し，冷却期間12年

の使用済燃料が2,400ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間４年の使用済燃料が600ｔ・

ＵＰｒ貯蔵された状態とする。 

 

 (２) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の施設において発生を仮

定する重大事故等に対する評価では，再処理する使用済燃料の冷却期間

を15年とする。 

 

6.5.2.2 崩壊熱 

 (１) 燃料仕様の領域区分 

崩壊熱は，使用済燃料集合体を１体程度の量で取り扱う場合（以下「１

体領域」という。），平均燃焼度が45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ以下になる

ように調整する溶解施設の計量・調整槽以降の溶解液等を取り扱う場合

（以下「１日平均領域」という。）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の崩壊熱除去，放射性物質の推定年間放出量等を考慮する場合

（以下「１年平均領域」という。）に区分して，それぞれの領域につい

て，再処理を行う使用済燃料の仕様を満たす範囲から，より厳しい結果

を与える使用済燃料集合体燃焼度，照射前燃料濃縮度，比出力及び冷却

期間を組み合わせた以下の崩壊熱を評価するための燃料仕様に基づき

設定する。 
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ａ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設は，年間の最大再処理能力以上

の貯蔵容量があるので１年平均領域とする。 

ｂ．せん断処理施設から計量前中間貯槽までは，少数体の取扱い量となる

ことから１体領域とする。 

ｃ．計量・調整槽では，払い出す溶解液を１日当たり再処理する使用済燃

料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ以下に混合及び調整するため，

計量・調整槽及び計量補助槽からは１日平均領域とする。 

ｄ．ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備，ガラス固化体貯蔵設備及

び低レベル固体廃棄物貯蔵設備では，年間の最大再処理能力以上の貯蔵

容量があるので１年平均領域とする。 

ｅ．プルトニウム溶液が支配的な溶液は発電用の軽水減速，軽水冷却，沸

騰水型原子炉（以下「ＢＷＲ」という。）燃料とし，プルトニウム溶液

以外の溶液はＰＷＲ燃料とする。 

 

 (２) 燃料仕様 

ａ．使用済燃料集合体燃焼度 

使用済燃料集合体燃焼度の大きい使用済燃料ほど崩壊熱が大きいた

め，１体領域では再処理を行う使用済燃料集合体最高燃焼度55,000ＭＷ

ｄ／ｔ・ＵＰｒ，１日平均領域及び１年平均領域では１日当たり再処理す

る使用済燃料の平均燃焼度の最高値45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒを設定する。 

ｂ．照射前燃料濃縮度  

照射前燃料濃縮度が小さい使用済燃料ほど崩壊熱が大きいため，１体

領域では高燃焼度実証燃料のような特異な場合を想定して3.0ｗｔ％，１

日平均領域では高燃焼度燃料の下限としての照射前燃料濃縮度として

3.5ｗｔ％，１年平均領域では高燃焼度燃料の平均的な照射前燃料濃縮度
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として，ＢＷＲ燃料では4.0ｗｔ％，ＰＷＲ燃料では4.5ｗｔ％を設定す

る。 

ｃ．比出力 

比出力の大きい使用済燃料ほど崩壊熱が大きいため，１体領域及び１

日平均領域ともＢＷＲ燃料は40ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，ＰＷＲ燃料は60ＭＷ／

ｔ・ＵＰｒを設定する。１年平均領域では平均的な値としてＢＷＲ燃料は

26ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，ＰＷＲ燃料は38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒを設定する。 

また，１日平均領域のうちプルトニウムの寄与が支配的な設備につい

ては，プルトニウムの単位重量当たりの崩壊熱が大きくなる10ＭＷ／ｔ・

ＵＰｒを設定する。 

ｄ．冷却期間 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設では，貯蔵する使用済燃料のう

ち，2,400ｔ・ＵＰｒは冷却期間を12年，600ｔ・ＵＰｒは冷却期間を４年と

する。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設以外の施設では冷却期間

を15年とする。 

 

6.5.2.3 水素発生Ｇ値 

水素発生Ｇ値は，事故形態，溶液の種類，温度及び硝酸濃度に依存し，

水素発生量が，溶液の沸騰状態及びかくはん状態に依存するため，重大事

故の発生の前提となる溶液の状態，重大事故発生後の溶液の状態及びこれ

らの状態に対する重大事故等対策の実施状況並びに重大事故等が同時発生

又は連鎖している場合を想定し，適切に設定する。 

 (１) 事故形態 

「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発
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生を仮定する機器の特定」において特定された「臨界事故」，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解により発生する水素による爆

発」，「ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」及び「使用済燃料貯蔵槽に

おける燃料損傷」を対象とする。 

これらのうち，「臨界事故」については，臨界事故発生前後において，

線量率の急激な上昇が生じることから，これに起因する水素発生量の増

加を適切に考慮できる水素発生Ｇ値を文献等に基づき設定する。 

 

 (２) 溶液の種類 

「臨界事故」，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」，「ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」

及び「使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷」の発生の前提となる「硝酸

溶液」，「有機溶媒」及び「水」ごとに水素発生Ｇ値を設定する。 

 

 (３) 溶液の温度 

  各溶液の事象進展の過程における温度変化を基に，水素発生Ｇ値の温

度依存性の考慮の必要性を判断する。 

事象進展の過程において温度変化がある場合には，文献等に基づき各

溶液の温度依存性を適切に考慮するとともに，設定にあたっての不確か

さを適切に考慮し，水素発生Ｇ値を設定する。 

 

 (４) 硝酸濃度 

対象とする溶液が「硝酸溶液」の場合には，硝酸濃度に応じた水素発

生Ｇ値を文献等に基づき設定する。なお，事象進展の過程において溶液

の性状変化等に伴い，硝酸濃度の変動がある場合には，有効性評価にお

８－６－68



ける硝酸濃度の変動の影響を硝酸濃度変動の特徴に応じて適切に考慮

する。 

 

 (５) 溶液の沸騰及びかくはん状態 

溶液が沸騰に至った場合及び空気供給により，溶液中に有意な気泡が

発生する場合には，水素発生Ｇ値が増加することで，水素発生量が増加

する不確かさを有することから，文献等に基づき，溶液が沸騰又はかく

はん状態にある場合の水素発生Ｇ値を適切に設定するとともに，不確か

さに対し，設備容量の余力の確保及び操作等の運用上の考慮を適切に行

う。 

 

6.5.2.4 放射性物質量 

大気中への放射性物質の放出量を算出し，これをセシウム－137換算し

た値（以下「大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）」とい

う。）の評価に用いる放射性物質量は，機器の容量に放射性物質の濃度を

乗じたものであり，以下に示すとおりの条件とする。  

機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の放射性物質の濃度は，以下の標

準燃料仕様（１年平均領域の使用済燃料のうち放射性物質量が大きいＰＷ

Ｒ燃料）を基に，ＯＲＩＧＥＮ２コードにより算出される核種組成を基準

に，工程内での平常運転時の組成変化及び濃度変化を考慮し設定する。 

燃料型式：ＰＷＲ 

使用済燃料集合体燃焼度：45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ 

照射前燃料濃縮度：4.5ｗｔ％ 

比出力：38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ 

冷却期間：15年 
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放射性物質量は，施設内での分離，分配，精製等に伴う挙動が同様であ

るいくつかの元素グループごとに，燃料仕様の変動に伴う放射性物質の濃

度の変動を包含できるように，放射性物質の濃度を補正する係数（以下「補

正係数」という。）を設定し，機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の放

射性物質の濃度に補正係数及び機器の容量を乗じて算出する。 

 

6.5.2.5 事故の影響を受ける割合及び機器の気相に移行する割合 

事故の影響を受ける割合及び機器の気相に移行する割合は，重大事故の

特徴ごとに既往の知見を参考に設定する。 

 

6.5.2.6 大気中への放出過程における放射性物質の除染係数 

 (１) 放出経路を経由して放出する場合 

   配管，ダクト等を通じた流動がある場合の放出過程における放射性物

質の除染係数の設定の基本的な考え方は，以下のとおりとする。 

 ａ．塔槽類廃ガス処理設備等の流路 

   流動がある場合のエアロゾルは，配管曲がり部等への慣性沈着の効果

が見込めるため，セル及び建屋換気設備を含む流路全体で，除染係数Ｄ

Ｆ10を設定する。 

ｂ．高性能粒子フィルタ 

   高性能粒子フィルタは，設計値を基に１段あたり除染係数ＤＦ10３を

設定する。ただし，高性能粒子フィルタを蒸気が通過する場合は，湿分

による高性能粒子フィルタの劣化を考慮し，１桁低下させた除染係数を

設定する。また，複数段で構成する場合，２段目以降は１段目に対して

１桁低下させた除染係数を設定する。 

 

８－６－70



 ｃ．その他の除染機器 

   その他の除染機器の除染係数は，事故の特徴に応じて個別に設定する。 

 

 (２) 閉空間からバウンダリを超えて放出する場合 

   配管，ダクト等を通じた放出のような有意な流動がない場合の放出過

程における放射性物質の除染係数の設定の基本的な考え方は，以下のと

おりとする。 

ａ．水封安全器 

定常的な流れがなく，水封安全器をバウンダリとして期待できる場合

は，除染係数ＤＦ10を設定する。 

ｂ．セル壁及び建屋壁 

セルにおける放射性物質の滞留による重力沈降の効果，セル壁等への

熱泳動による沈着の効果が見込めるため，壁１枚あたり除染係数ＤＦ10

を設定する。 

 

6.5.2.7 放射性物質のセシウム－137 換算係数 

大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への換算係数を乗じて，

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）を算出する。セシウ

ム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－1162
（ １ ）

に示される，地表

沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び再浮遊した放射

性物質の吸入摂取による内部被ばくに係る実効線量への換算係数
（ １ ）

を用いて，

セシウム－137と着目核種との比から算出する。ただし，プルトニウム等の

一部の核種は，化学形態による影響の違いを補正する 係 数
（１）（２）

を乗じて算出

する。 
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6.5.2.8 溶液，廃液，有機溶媒の温度 

安全機能を有する施設の安全機能の喪失時における溶液，廃液，有機溶

媒の温度を考慮する場合には，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備

の安全冷却水系（再処理設備本体用）が１系列運転している状態を前提と

して設定する。 

また，冷却機能喪失時の沸騰温度は，各溶液の硝酸濃度より，硝酸濃度

と沸点の関係から算出する。実際の溶液は，硝酸以外の溶質も溶存してお

り水－硝酸の沸点より高くなるが，時間余裕の算出に用いる沸点は，モル

沸点上昇は考慮せずに，より厳しい結果を与えるように以下の近似 式
（３）

に各

溶液の硝酸濃度を代入し算出したものを用いる。 

 

Ｔ１＝－0.005447×ｃ３＋0.1177×ｃ２＋0.7849×ｃ＋99.90 

ｃ：硝酸濃度［Ｍ］ 

 

6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量 

溶液，廃液，有機溶媒の液量は，当該機器の公称容量とする。 

ただし，臨界事故については，臨界事故の発生条件を考慮し，個別に液

量を設定する。 

８－６－72



6.6 評価の実施 

有効性評価は，発生を仮定する重大事故等の特徴を基に重大事故等の進

展を考慮し，放射性物質の放出に寄与するパラメータ又はパラメータの推

移を評価する。また，対策の実施により事態が収束することを確認する。  

ただし，事象進展の特徴や厳しさを踏まえ，評価・解析以外の方法で施

設が安定状態に導かれ，事態が収束することが合理的に説明できる場合は

この限りではない。 
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6.7 解析コード及び評価条件の不確かさの影響評価方針 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，対策を実施する実施組織

要員の操作の時間余裕に与える影響及び評価項目に与える影響を評価する。 

不確かさの影響確認は，評価項目に対する安全余裕が小さくなる場合に

感度解析を行う。 

 

6.7.1 解析コードにおける不確かさの影響評価 

解析コードの不確かさは，重大事故等の特徴に応じて，着目している現

象をモデル化でき，評価項目となるパラメータに与える影響を確認する。 

 

6.7.2 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件のうち，初期条件，事故の条件及び機器の条件並びに有効性評

価の前提となる各安全機能の機能喪失の要因となる事象の違いに起因する

不確かさについて，運転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパ

ラメータに与える影響を確認する。なお，評価条件である操作の条件の不

確かさについては，重大事故等の同時発生の可能性を考慮した上で，操作

の不確かさ要因である，「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要

時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」に起因して生じる運

転員等操作の開始及び完了時間の変動並びに可搬型重大事故等対処設備及

びそれらの予備機の設置等の対処に時間を要した場合の完了時間の変動が，

実施組織要員の操作の時間余裕及び評価項目となるパラメータに与える影

響を確認する。 
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6.8 重大事故等の同時発生又は連鎖 

6.8.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

重大事故の発生の前提となる溶液の状態又は重大事故発生後の溶液の

状態を基に，起因となる重大事故等の事象進展，事故規模を分析し，顕在

化する環境条件の変化を，起因となる重大事故等が発生している機器ごと

に特定する。 

ａ．溶液の状態 

  重大事故の発生の前提となる溶液及び重大事故発生後の溶液の組成，

崩壊熱等の物理化学的な性質を明らかにした上で，拡大防止対策の実施

状況を踏まえて，溶液の物理的，化学的な変化の有無を明らかにする。 

ｂ．溶液の状態によって生じる事故時環境 

「ａ．溶液の状態」において明らかにした溶液の状態によって生じる

環境変化を以下の観点について分析する。 

 (ａ) 温  度 

発熱する溶液等による直接加熱や構造材を通じた熱伝導，空間部を通

じての熱伝達による熱影響を分析する。 

 (ｂ) 圧  力 

閉空間の場合には，当該空間のバウンダリを構成する機器への圧力上

昇に伴う応力を，また，配管・ダクト等を通じて空間が連結されている

場合には圧力伝播によって発生する応力の影響を分析する。 

 (ｃ) 湿  度 

当該環境にさらされる機器の材質との関係から，脆化等が発生し得る

かを分析する。 

 (ｄ) 放射線 

当該環境にさらされる機器の材質との関係から，脆化等が発生し得る
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かを分析する。また，放射線による溶液のＧ値の変化等，物理的な影響

を分析する。 

 (ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発生 

新たな物質又はエネルギの発生による溶液の状態変化及び各種安全

機能の容量又は安全機能を有する設備の構造的な健全性への影響を分

析する。 

水素等の可燃性物質の化学反応の発生可能性を除外できない場合は，

水素等の可燃性物質の化学反応の発生を想定し，「温度」及び「圧力」

と同じ観点での影響を分析する。 

蒸気，煤煙及び放射性物質の発生は，当該環境にさらされる機器の材

質，機器が有する機能との関係から脆化等が発生し得るかを分析する。 

また，物質の発生及びエネルギの発生が，安全機能が有する容量に与

える影響を分析する。 

 (ｆ) 落下又は転倒による荷重 

落下又は転倒物の衝突及び衝突に伴い発生する荷重の影響を分析す

る。 

 (ｇ) 腐食環境 

腐食性物質の発生等，当該環境にさらされる機器の材質，機器が有す

る機能との関係から腐食等が発生し得るかを分析する。 
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6.8.2 重大事故等の同時発生 

  「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を

仮定する機器の特定」の結果を基に，同じ種類の重大事故がどの範囲で発

生するかを整理する。また，各安全機能の機能喪失の要因となる事象がも

たらす機能喪失の範囲に基づき，異なる種類の重大事故がどの範囲で発生

するかを整理する。 

同じ種類の重大事故等の同時発生は，複数の機器において重大事故等が

同時発生することを前提として有効性評価を行う。 

  異なる種類の重大事故等の同時発生は，「6.8.1 重大事故等の事象進展，

事故規模の分析」における分析結果を基に，異なる種類の事故影響が相互

に与える影響を明らかにする。 

明らかにした相互影響を基に，互いの重大事故等対策の容量不足等が生

じるか否かを整理し，重大事故等対策を阻害する可能性がある場合には，

「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」にて追加対策

等の有効性を再評価する。 

  また，異なる種類の重大事故等の同時発生時の大気中への放射性物質の

放出量の評価は「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

において評価する。 

  

８－６－77



6.8.3 重大事故等の連鎖 

6.8.3.1 重大事故等の連鎖の整理の考え方 

 連鎖して発生する重大事故等の整理は，重大事故の発生の前提となる溶

液の状態又は重大事故発生後の溶液の状態を基に，起因となる重大事故等

の事象進展，事故規模を分析し，事故影響によって顕在化する環境条件の

変化を明らかにした上で，自らの貯槽等に講じられている安全機能への影

響，自らの貯槽等に講じられている安全機能に因らず，溶液の状態によっ

てさらに事故が進展する可能性及び他の安全機能への影響を分析し，その

他の重大事故等が連鎖して発生するかを明らかにする。 

 

6.8.3.2 重大事故等の連鎖に係る検討方針 

 連鎖して発生する重大事故等の特定は，以下の流れに沿って実施する。 

 (１) 起因となる重大事故等の抽出 

  起因となる重大事故等は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件

の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で抽出された重大事

故等を対象に検討を行う。 

 

(２) 事故進展により自らの貯槽等において発生する重大事故等の特定 

   「6.8.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」において明らかに

した溶液の状態及び環境条件によって，自らの貯槽等に講じられている

安全機能が構造的に又は容量不足によって機能喪失し，その他の重大事

故等が連鎖して発生するかを分析する。また，自らの貯槽等に講じられ

ている安全機能に因らず，重大事故の発生の前提又は重大事故発生後の

溶液の組成，崩壊熱等の状態によって，自らの貯槽等において事故がさ

らに進展し，その他の重大事故等が連鎖して発生するかを分析する。 
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   なお，重大事故のうち，使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷は，当該

重大事故と臨界事故，冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解によ

り発生する水素による爆発及び有機溶媒等による火災又は爆発の発生

が想定される建屋が異なることから，臨界事故，冷却機能の喪失による

蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による爆発及び有機溶媒等に

よる火災又は爆発を起因とした場合の分析では，使用済燃料貯蔵槽にお

ける燃料損傷への連鎖の観点の分析を省略する。 

 

 (３) 重大事故等が発生した貯槽等以外への安全機能への影響及び連鎖し

て発生する重大事故等の特定 

「6.8.1 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」において明らかに

した溶液の状態及び環境条件が及ぶ範囲を特定し，環境条件が及ぶ範囲

にある安全機能が構造的に又は容量不足によって機能喪失し，その他の

重大事故等が連鎖して発生するかを分析する。 

   起因となる重大事故等の事故影響によって生じる環境条件が及ぶ範囲

の特定の考え方を第6.8－１図に示す。 
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① 起因となる重大事故等が発生している機器自体の損傷・劣化及び機

器に接続している各種安全機能を担う機器・系統の損傷・劣化

② ①の結果，起因となる重大事故等の事故影響が，起因となる重大事

故等が発生している機器を超えて波及すると判断された場合には，隣

接するその他機器の損傷・劣化

③ ①の結果，起因となる重大事故等の事故影響が，起因となる重大事

故等が発生している機器を超えて波及すると判断された場合には，機

器が設置されるセルの損傷・劣化

④ ①の結果，起因となる重大事故等の事故影響が，セルを超えて波及

すると判断された場合には，起因となる重大事故等が発生する機器が

設置されているセル外の機器の損傷・劣化

⑤ 上記①から④は，機器又はセルを通過している配管，ダクト等を通

じた事故影響の伝播を考慮する。

第 6.8－１図 起因となる重大事故等（機器内）の事故影響が 

及ぶ安全機能の概念図 
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6.9 必要な要員及び資源の評価方針 

重大事故等への対処に必要となる要員及び資源の評価においては，重大

事故の発生を仮定する際の条件をもたらす要因ごとに，同時に又は連鎖し

て発生することを仮定する重大事故等が全て同時に又は連鎖して発生する

ことを仮定して評価を行う。具体的には，同時に又は連鎖して発生するこ

とを仮定する重大事故等における必要な要員及び資源の有効性評価は，他

の同時に又は連鎖して発生する事象の影響を考慮する必要があるため，こ

れらを考慮した必要な要員及び資源の有効性評価を「7.8 必要な要員及び

資源の評価」に纏めて示す。また，内的事象でのみ発生を仮定する重大事

故等については，単独で発生することを仮定し，個別に評価を行う。 

 

6.9.1 必要な要員 

再処理施設として，評価項目を満たすために必要な要員を確保できる体

制となっていることを評価する。 

 

6.9.2 必要な資源 

(１) 水  源 

再処理施設として，重大事故等への対処に使用する水の流量及び使用

開始時間から，敷地外水源からの取水までに使用する水量を算出するこ

とにより，敷地内水源が枯渇しないことを評価する。 

 

(２) 燃  料 

再処理施設として，軽油又は重油を燃料とする重大事故等対処施設の

燃費及び使用開始時期から，安全機能を有する施設の安全機能の喪失か

ら７日間で消費する軽油又は重油の総量を算出することにより，補機駆
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動用燃料補給設備が重大事故等対処施設への給油を継続できる容量を

有していることを評価する。 

 

 (３) 電  源 

再処理施設として，使用する重大事故等対処施設の起動電流及び定格

電流を考慮して，これらの起動順序を定めた上で，必要となる負荷の最

大容量に対して電源設備の容量で給電が可能であることを評価する。 
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7. 重大事故等に対する対策の有効性評価

7.1 臨界事故への対処 

( １ ) 臨界事故の特徴

核燃料物質を内包する機器においては，技術的に見て想定

されるいかなる場合でも臨界を防止するため，形状，寸法，

溶液中の核燃料物質濃度等の適切な核的制限値をもって核

的制限値を超えないよう管理することで未臨界を維持する

よう設計している。

臨界事故の発生を仮定する機器，臨界事故の発生を仮定す

る機器を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ

せん断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス

処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）（以下 7.

では「廃ガス処理設備」という。），建屋換気設備のセルか

らの排気系並びにセル，グローブボックス及びこれらと同等

の閉じ込め機能を有する施設（以下「セル等」という。）以

外の建屋内の気体を排気する建屋換気設備により換気され，

臨界事故の発生を仮定する機器，セル，建屋の順に圧力を低

くできる設計としている。 

核的制限値に係る管理が機能せず，核燃料物質が含まれる

溶液において臨界事故が発生した場合，臨界に達した直後に

短時間の出力上昇を何回か繰り返しながら核分裂反応が継

続する。 

その過程において，ウラン及びプルトニウムの核分裂の連

鎖反応によって新たに核分裂生成物が生成し，このうち放射

性希ガス及び気体状の放射性よう素が気相中に移行する。臨
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界事故により生成する放射性希ガス及び気体状の放射性よ

う素については，高性能粒子フィルタによる除去に期待でき

ず，大気中への放射性物質の放出量は核分裂数に比例して増

加する。 

   なお，放射性希ガス及び放射性よう素の大部分は短半減期

の核種である。 

   また，核分裂反応により放出されるエネルギによって，溶

液の温度が上昇し蒸気が発生すること及び臨界に伴う溶液

の放射線による分解等により水素が発生することで，液相中

の気泡が液面で消失する際に発生する飛まつが放射性エア

ロゾルとして蒸気とともに気相中に移行し，大気中へ放出さ

れる放射性物質の量が増加する。 

   さらに，放射線分解水素は，臨界継続中は通常より多量で

あり，溶液を取り扱う機器内の水素濃度が高くなると水素爆

発が発生するおそれがある。水素爆発が発生すると，水素爆

発での圧力変動による飛まつの発生により放射性エアロゾ

ルが気相中に移行するため，臨界継続中に水素爆発が連鎖し

て発生すると，臨界事故が単独で発生したときよりも気相中

に移行する放射性物質の量が増加する。 

   仮に臨界事故への対処を行わないとした場合には，核分裂

が継続することで溶液の更なる温度上昇又は沸騰が生じる。

沸騰が継続した場合，溶液中の水分量が減少することで体系

が減速不足となり，事象の進展に伴って，新たな対処を講じ

ずとも未臨界に移行する可能性も考えられるが，それを考慮

せず，臨界事故の全核分裂数を，過去に発生した臨界事故
（ ３ ）

，
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溶 液 状 の 核 燃 料 物 質 に よ る 臨 界 事 故 を 模 擬 し た 過 渡 臨 界

実験
（ ４ ）

及び国内外の核燃料施設の安全評価で想定している臨

界事故規模
（ ５ ）

を踏まえ 10 2 0ｆｉｓｓｉｏｎｓとした場合には，

機器内において溶液が乾燥し固化する可能性があり，その場

合，ルテニウム，セシウムその他の放射性物質の揮発が生じ，

大気中への放射性物質の放出量が増加する。 

   臨界事故は２建屋８機器において発生を仮定する。 

 

 ( ２ ) 臨界事故への対処の基本方針 

   臨界事故への対処として，事業指定基準規則第二十八条及

び第三十四条に規定される要求を満足する臨界事故の拡大

防止対策を整備する。 

   臨界事故が発生した場合には，「 ( １ ) 臨界事故の特徴」に

記載したとおり，放射性希ガス及び放射性よう素が気相中に

移行する。また，溶液の沸騰及び放射線分解水素の発生によ

り，飛まつが生成することで放射性物質の気相中への移行量

が増加する。臨界が継続した場合には機器内において溶液が

乾燥し固化する可能性があり，さらに，水素濃度が上昇する

ことによる水素爆発への進展により，大気中への放射性物質

の放出量が増加する可能性がある。この際の水素濃度は，放

射性物質の放出の観点で爆ごうを生じさせないこと，再処理

施設内における爆燃から爆ごうへの遷移に関する知見が少

ないこと，排気系統が爆燃から爆ごうへの遷移を発生しやす

い形状であることを踏まえ，爆燃する領域の水素濃度の下限

値であるドライ換算８ｖｏｌ％未満に抑えるということが
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重要である。 

   以上を考慮し，臨界事故の拡大防止対策として，可溶性中

性子吸収材を自動供給することで，速やかに未臨界に移行し，

未臨界を維持するための対策を整備する。 

   また，臨界事故により発生する放射線分解水素を掃気し，

臨 界 事 故 が 発 生 し た 機 器 内 の 水 素 濃 度 が ド ラ イ 換 算

８ｖｏｌ％に至ることを防止し，可燃限界濃度（ドライ換算

４ｖｏｌ％）未満とし，これを維持するため，臨界事故が発

生した機器に接続する配管から空気を供給する対策を整備

する。 

   さらに，臨界事故により気相中に移行した放射性物質の大

気中への放出量を低減するため，直ちに自動で臨界事故が発

生した機器に接続される廃ガス処理設備の流路を遮断し，放

射性物質を含む気体を貯留する対策を整備する。 

   臨界事故の発生を仮定する機器を第 7.1－１表に，各対策

の概要図を第 7.1－１図及び第 7.1－２図に示す。また，各

対策の基本方針の詳細を以下に示す。 

 ａ．臨界事故の拡大防止対策 

   内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わせにより，

臨界事故が発生した場合，臨界事故の発生を検知し，臨界事

故が発生している機器に，重大事故時可溶性中性子吸収材供

給槽，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁及び重大事故時

可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（以下「重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系」という。）（溶解槽における臨界事

故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系）を用いて
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自動で可溶性中性子吸収材を供給することで，速やかに未臨

界に移行する。臨界事故が発生した機器への更なる核燃料物

質の供給を防止するため，臨界事故が発生した機器を収納す

る建屋に応じて固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停

止することで未臨界を維持する。 

   臨界事故が発生した機器に，臨界事故時水素掃気系の一般

圧縮空気系（以下 7.1 では「一般圧縮空気系」という。）か

ら空気を供給し，放射線分解水素を掃気することにより，機

器の気相部における水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至

ることを防止し，可燃限界濃度（ドライ換算４ｖｏｌ％）未

満とし，これを維持する。 

   また，臨界事故の発生を検知した場合には，直ちに自動で

臨界事故が発生した機器から廃ガス貯留設備の廃ガス貯留

槽（以下 7.では「廃ガス貯留槽」という。）への流路を確立

し，廃ガス貯留設備の空気圧縮機を用いて廃ガス貯留槽に放

射性物質を含む気体を導出する。また，廃ガス処理設備の流

路を遮断する。 

   廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，臨

界事故が発生した機器内に残留している放射性物質を，高い

除染能力を有する廃ガス処理設備から主排気筒を介して，大

気中へ放出する。放出経路の切替えにおいては，廃ガス貯留

槽設備に設けられた逆止弁により，廃ガス貯留槽内の放射性

物質を含む気体が廃ガス処理設備に逆流することはない。 

   その後，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉止し，廃ガス貯留設

備の空気圧縮機を停止する。 
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   拡大防止対策による事態の収束は，未臨界が維持され，臨

界事故によって気相中に移行した放射性物質の大気中への

放出が止まり，水素濃度が平常運転時と同様に可燃限界濃度

（ドライ換算４ｖｏｌ％）未満となることとする。 

 

7.1.1 臨界事故の拡大防止対策 

7.1.1.1 臨界事故の拡大防止対策の具体的内容 

 ( １ ) 可溶性中性子吸収材の自動供給 

   核分裂反応に伴って放出されるガンマ線による線量当量

率の上昇を臨界検知用放射線検出器により検知し，論理回路

により，臨界事故の発生を判定する。臨界事故が発生したと

判定した場合，直ちに自動で重大事故時可溶性中性子吸収材

供給系（溶解槽における臨界事故の場合は，代替可溶性中性

子吸収材緊急供給系）により，臨界事故が発生している機器

に，可溶性中性子吸収材の供給を開始する。この際の供給に

は重力流を用いる。可溶性中性子吸収材は，臨界事故の発生

を判定した時点を起点として 10 分以内に，未臨界に移行す

るために必要な量を供給する。 

   また，中央制御室における緊急停止系の操作によって速や

かに，臨界事故が発生した機器を収納する建屋に応じて固体

状又は液体状の核燃料物質の移送を停止する。 

   第 7.1－１表に示す機器への対策の概要を以下に示す。ま

た，対策の系統概要図を第 7.1－３図及び第 7.1－４図に，

対策の手順の概要を第 7.1－５図及び第 7.1－６図に，対策

における手順及び設備の関係を第 7.1－２表及び第 7.1－３
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表に，必要な要員及び作業項目を第 7.1－７図及び第 7.1－

８図に示す。 

 ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給の着手及び実施判断 

   異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の

臨界検知用放射線検出器が核分裂反応に伴って放出される

ガンマ線による線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路

により，臨界事故の発生を判定する。 

   臨界事故が発生したと判定した場合には，可溶性中性子吸

収材の自動供給の着手及び実施を判断し，以下のｃ．からｅ．

へ移行する。 

   臨界事故への対処の着手判断及び実施判断に必要な監視

項目は，臨界検知用放射線検出器の論理回路からの警報であ

る。 

 ｂ．可溶性中性子吸収材の供給 

   臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を検知し

た場合，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（溶解槽にお

ける臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽）

から自動で臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材

を重力流で供給する。 

 ｃ．可溶性中性子吸収材の供給開始の確認 

   可溶性中性子吸収材の供給が開始されたことを，中央制御

室において，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（溶解槽

における臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供

給弁）が開となったことにより確認する。 

   可溶性中性子吸収材の供給開始の確認に必要な監視項目
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は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（溶解槽における

臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁）の

開閉表示である。 

 ｄ．緊急停止系の操作 

   中央制御室からの操作により，緊急停止系を作動させ，臨

界事故が発生した機器を収納する建屋に応じて固体状又は

液体状の核燃料物質の移送を停止する。 

   緊急停止系の操作の成否判断に必要な監視項目は，緊急停

止系の緊急停止操作スイッチの状態表示ランプである。 

 ｅ．未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系（溶解槽における臨

界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系）によ

る可溶性中性子吸収材の供給後，計装設備として配備する中

性子線用サーベイメータ及びガンマ線用サーベイメータに

より臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の線量当

量率を計測し，線量当量率が平常運転時程度まで低下したこ

とにより，臨界事故が発生した機器の未臨界への移行の成否

を判断し，未臨界が維持されていることを確認する。 

   未臨界移行の成否判断及び未臨界維持の確認には，臨界事

故によって生成する核分裂生成物からのガンマ線の影響を

考慮し，中性子線の線量当量率の計測結果を主として用いる。 

   未臨界移行の成否判断及び未臨界維持の確認に必要な監

視項目は，臨界事故が発生した機器周辺の中性子線及びガン

マ線の線量率である。 

 ( ２ ) 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 
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   臨界事故が発生した機器の気相部における水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止し，可燃限界濃度（ド

ライ換算４ｖｏｌ％）未満とし，これを維持するため，平常

運転時から供給されている安全圧縮空気系の水素掃気用の

圧縮空気並びに安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系の計測

制御用の圧縮空気による水素掃気に加え，一般圧縮空気系と

機器圧縮空気供給配管を可搬型建屋内ホースにより接続し，

一般圧縮空気系から臨界事故が発生した機器に空気を供給

し，水素掃気を実施する。 

   機器圧縮空気供給配管は，溶解設備，精製建屋一時貯留処

理設備及び計測制御設備の設計基準対象の設備の配管であ

り，平常運転時においては試薬等を供給するために使用する。 

   第 7.1－１表に示す機器への対策の概要を以下に示す。ま

た，各建屋の対策の系統概要図を第 7.1－９図及び第 7.1－

10 図に，対策の手順の概要を第 7.1－５図及び第 7.1－６図

に，各建屋の対策における手順及び設備の関係を第 7.1.－

４表及び第 7.1－５表に，必要な要員及び作業項目を第 7.1

－７図及び第 7.1－８図に示す。 

 ａ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気の着手及び

実施判断 

   「 7.1.1.1 ( １ ) ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給の着

手及び実施判断」と同様である。 

   臨界事故が発生したと判定した場合には，臨界事故により

発生する放射線分解水素の掃気の着手及び実施を判断し，以

下のｂ．へ移行する。 
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 ｂ．一般圧縮空気系からの空気の供給 

   機器圧縮空気供給配管と一般圧縮空気系を，可搬型建屋内

ホースを用いて接続し，臨界事故が発生した機器に空気を供

給する。 

 ｃ．一般圧縮空気系からの空気の供給の成否判断 

   計装設備として配備する可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

の指示値により，臨界事故が発生した機器に所定の流量で空

気が供給されていることを確認し，成否を判断する。 

   一般圧縮空気系からの空気の供給の成否判断に必要な監

視項目は，一般圧縮空気系から供給される空気の流量である。 

 

 ( ３ ) 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   臨界事故により気相中に移行した放射性物質の大気中へ

の放出量を低減するため，廃ガス貯留槽に放射性物質を含む

気体を導出する。そのため，直ちに自動で廃ガス貯留設備の

隔離弁を開とするとともに廃ガス貯留設備の空気圧縮機を

自動で起動し，廃ガス貯留槽に放射性物質を導く。その後，

廃ガス処理設備の流路を遮断するため，自動で廃ガス処理設

備の隔離弁を閉止する。精製建屋にあっては廃ガス処理設備

の隔離弁の自動閉止に加え，自動で精製建屋塔槽類廃ガス処

理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機を

停止する。 

   放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出完了後，廃ガ

ス処理設備を再起動し，高い除去能力を有する平常運転時の

放出経路に復旧する。 
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   第 7.1－１表に示す機器への対策の概要を以下に示す。ま

た，各建屋の対策の系統概要図を第 7.1－ 11 図及び第 7.1－

12 図に，対策の手順の概要を第 7.1－５図及び第 7.1－６図

に，各建屋の対策における手順及び設備の関係を第 7.1－６

表及び第 7.1－７表に，必要な要員及び作業項目を第 7.1－

７図及び第 7.1－８図に示す。 

 ａ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の着手及び実施判

断 

   「 7.1.1.1 ( １ ) ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給の着

手及び実施判断」と同様である。 

   臨界事故が発生したと判定した場合には，廃ガス貯留設備

による放射性物質の貯留の着手及び実施を判断し，以下のｃ．

へ移行する。 

 ｂ．廃ガス貯留槽への導出 

   臨界事故が発生したと判定した場合，直ちに自動で廃ガス

貯留設備の隔離弁を開とするとともに廃ガス貯留設備の空

気圧縮機を自動で起動し廃ガス貯留槽に放射性物質を導く。

その後，廃ガス処理設備の流路を遮断するため，自動で廃ガ

ス処理設備の隔離弁を閉止する。精製建屋にあっては隔離弁

の自動閉止に加え，自動で精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機を停止する。 

 ｃ．廃ガス貯留槽への導出開始の確認 

   廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出開始後，廃

ガス貯留設備の圧力計の指示値の上昇，廃ガス貯留設備の放

射線モニタの指示値の上昇及び廃ガス貯留設備の流量計の
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指示値の上昇により，放射性物質を含む気体の導出が開始さ

れたことを確認する。 

   また，臨界事故が発生した建屋に応じて，溶解槽圧力計又

は廃ガス洗浄塔入口圧力計により，廃ガス処理設備の系統内

の圧力が水封部の水頭圧に相当する圧力範囲内に維持され，

廃ガス貯留設備による圧力の制御が機能していることを確

認する。 

   廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出開始の確

認に必要な監視項目は，廃ガス貯留設備の圧力，放射線レベ

ル及び流量並びに廃ガス処理設備の系統内の圧力である。 

 ｄ．廃ガス処理設備による換気再開の実施判断 

   可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故が発生し

た機器が未臨界に移行したことを，臨界事故が発生した機器

を収納したセル周辺の線量当量率の低下により確認した上

で，廃ガス貯留槽内の圧力が規定の圧力（0.4ＭＰａ[gage]）

に達した場合に，廃ガス貯留槽への導出を完了することとし，

廃ガス処理設備による換気再開の実施を判断し，以下のｅ．

へ移行する。 

   廃ガス貯留槽への導出完了後，廃ガス処理設備による換気

再開の実施判断において必要な監視項目は，廃ガス貯留槽内

の圧力である。 

 ｅ．廃ガス処理設備による換気再開 

   廃ガス処理設備による換気再開の実施判断後，中央制御室

において臨界事故が発生した機器が接続される廃ガス処理

設備の弁の開操作を行い，廃ガス処理設備の排風機を再起動
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して，高い除染能力を有する平常運転時の放出経路に復旧し，

機器内に残留している放射性エアロゾルを，廃ガス処理設備

の高性能粒子フィルタにより低減した上で管理された状態

において主排気筒を介して，大気中へ放出する。 

   廃ガス処理設備の再起動後，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉

止し，空気圧縮機を停止する。 

 ｆ．廃ガス処理設備による換気再開の成否判断 

   廃ガス処理設備による換気が再開されたことを，安全系監

視制御盤で確認し，成否を判断する。 

   廃ガス処理設備による換気の再開の成否判断において必

要な監視項目は，安全系監視制御盤における廃ガス処理設備

の排風機の運転表示及び廃ガス処理設備の系統内の圧力で

ある。 

 ｇ．大気中への放射性物質の放出の状態監視 

   主排気筒の排気モニタリング設備により，主排気筒を介し

て大気中へ放出される放射性物質の放出状況を監視する。 

 

7.1.1.2 臨界事故の拡大防止対策の有効性評価 

7.1.1.2.1 有効性評価 

 ( １ ) 代表事例 

   臨界事故の発生の要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定

する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の

特定」で示したとおり，技術的な想定を超えた，内的事象の

「動的機器の多重故障」の組み合わせである。 

   臨界事故は，技術的な想定を超えた，内的事象の「動的機
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器の多重故障」の組み合わせにより発生するものであり，ま

た，ある機器の臨界事故の発生の要因が，ほかの機器の臨界

事故の発生の起因とならないことから，複数の機器で同時に

臨界事故が発生することもない。 

   そのため，有効性評価の各項目において最も厳しい結果を

与える機器を代表として選定する。 

 

 ( ２ ) 代表事例の選定理由 

   臨界事故の発生の要因をフォールトツリー分析により明

らかにする。臨界事故の発生を頂上事象とした場合のフォー

ルトツリーを第 7.1－ 13 図に示す。 

   臨界事故の拡大防止対策は，臨界事故の発生を仮定する機

器によらず，同様である。 

   また，臨界事故への対処時の環境条件についても，臨界事

故の発生の要因が内的事象であり，地震等の発生時に想定さ

れるような，溢水，化学薬品漏えい及び火災による影響を受

けることはない。 

   そのため，以下のａ．からｃ．に示す各項目において最も

厳しい結果を与える機器を代表として選定することとし，具

体的には以下のとおりとする。 

 ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

   未臨界に移行するために必要な可溶性中性子吸収材の量

が最大となる機器である前処理建屋のエンドピース酸洗浄

槽を代表とする。 

 ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 
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   臨界事故が発生した場合に，気相部の体積が最も小さく，

機器内の気相部における水素濃度が最も高くなる機器であ

る前処理建屋のエンドピース酸洗浄槽を代表とする。 

 ｃ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   プルトニウムの濃度が最も高く，気相部の体積が大きいた

め機器内に残留する割合が大きくなり，大気中への放射性物

質の放出量が最大となる機器である精製建屋の第７一時貯

留処理槽を代表とする。 

 

 ( ３ ) 有効性評価の考え方 

   可溶性中性子吸収材の自動供給に係る有効性評価は，臨界

事故の発生を仮定した機器の状態に可溶性中性子吸収材を

供給した場合の実効増倍率を，三次元の体系を取り扱うこと

ができ，評価済みの核データライブラリを用いたモンテカル

ロ法による実効増倍率の計算が可能であり，多数のベンチマ

ークにより検証されたＪＡＣＳコードシステムにより評価

し，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系（溶解槽における

臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系）か

らの可溶性中性子吸収材の供給により未臨界に移行し，及び

未臨界を維持できることを確認する。ＪＡＣＳコードシステ

ムで用いる核データライブラリは，ＥＮＤＦ／Ｂ－Ⅳである。

なお，非均質体系の臨界計算においては実効増倍率の計算に

先立って体系の均質化を行う。 

   実効増倍率の計算においては，臨界事故が発生した機器内

の核燃料物質量，核燃料物質濃度，核燃料物質の形状，機器
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の形状，減速条件，反射条件等が重要なパラメータとなるこ

とから，それらのパラメータを，想定される最も厳しい条件

となるよう設定し，可溶性中性子吸収材が供給された機器の

実効増倍率を計算する。 

   臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る有

効性評価は,臨界事故が発生した機器の気相部の水素濃度が

ドライ換算８ｖｏｌ％に至らず，事態の収束時点において可

燃限界濃度（ドライ換算４ｖｏｌ％）未満となることを確認

するため，臨界事故発生後の水素濃度の推移を評価する。 

   この評価では発生した水素は全て気相に移行するとし，機

器の気相中の雰囲気が水素掃気として供給される空気と混

合され，機器から排気系に移行するとして評価する。また，

臨界事故における核分裂数，臨界事故時の水素発生に係るＧ

値，機器に供給する空気量，機器の気相部体積等を考慮する。

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気の有効性評

価においては，解析コードは用いず，簡便な計算に基づき評

価する。 

   廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に係る有効性評

価は，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）

を評価する。気体状の放射性希ガス及び放射性よう素の取り

扱いについては，これらの元素による長期的な被ばく影響が

十分小さいことから，評価対象外とする。 

   この評価においては，可溶性中性子吸収材の自動供給によ

り未臨界へ移行し，及び維持され，また，廃ガス貯留槽への

放射性物質を含む気体の導出が完了し，廃ガス貯留槽におい
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て放射性物質を貯留している状況下において，臨界事故が発

生した機器内に残留している放射性物質が，廃ガス処理設備

による換気の再開に伴って大気中へ放出されることを想定

する。また，機器に内包する溶液の放射性物質量，臨界事故

時の放射性物質の移行率，高性能粒子フィルタ及び放出経路

構造物による除染係数並びに廃ガス貯留設備による放射性

物質の貯留により期待される放出低減効果等を考慮する。廃

ガス貯留設備による放射性物質の貯留の有効性評価におい

ては，解析コードは用いず，簡便な計算に基づき評価する。 

 

 ( ４ ) 有効性評価の評価単位 

   「 7.1.1.2.1  (１ ) 代表事例」で示したとおり，臨界事故は，

内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わせにより発生

するものであり，また，ある機器の臨界事故の発生の要因が，

ほかの機器の臨界事故の発生の起因とならないことから，複

数の機器で同時に臨界事故が発生することもない。 

   そのため，有効性評価の各項目において最も厳しい結果を

与える機器を代表として選定し，有効性評価の評価単位は，

臨界事故の発生を仮定する機器とする。 

 

 ( ５ ) 機能喪失の条件 

   エンドピース酸洗浄槽における臨界事故では，臨界事故の

発生の要因となる異常の発生防止に係る安全機能及び異常

の進展防止に係る安全機能の喪失により，せん断処理施設の

せん断処理設備のせん断機から過剰に核燃料物質が移行す

８－７－17



 

ることによって臨界事故が発生すると仮定する。 

   精製建屋の第７一時貯留処理槽における臨界事故は，プル

トニウム濃度の確認等における人為的な過失の重畳により，

未臨界濃度を超えるプルトニウムを含む溶液を移送するこ

とによって臨界事故が発生すると仮定する。 

   臨界事故は，外的事象では発生せず，また長時間の全交流

動力電源の喪失を想定しても発生しない。さらに，臨界事故

の発生の要因となる異常の発生防止に係る安全機能及び異

常の進展防止に係る安全機能の喪失は共通要因によっても

発生しない。 

   臨 界 事 故 に お い て 安 全 機 能 の 喪 失 を 想 定 す る 機 器 を 第

7.1－８表に示す。 

 

 ( ６ ) 事故の条件及び機器の条件 

   臨界事故の拡大防止対策に使用する設備を第 7.1－９表

に示す。また，主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．臨界事故が発生した機器内に存在する核燃料物質の状態 

   可溶性中性子吸収材の自動供給に係る有効性評価におい

ては，臨界事故が発生した機器における溶液中の核燃料物質

量，溶液の液量，核種及び減速条件は，臨界事故の発生を仮

定する機器の運転状態により変動し得るが，それらの変動を

包絡し，評価結果が最も厳しくなるよう条件を設定する。 

   以下に，代表としたエンドピース酸洗浄槽の条件を示すと

ともに，臨界事故の発生を仮定する機器の主要な評価条件を

第 7.1－ 10 表に示す。 
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 ( ａ ) エンドピース酸洗浄槽 

  ⅰ．再処理施設で取り扱う使用済燃料の条件を包絡する条件

として初期濃縮度 5.0ｗｔ％及び燃焼度０ＭＷｄ／ｔ・ 

Ｕ Ｐ ｒとする。 

  ⅱ．エンドピース酸洗浄槽へ装荷する燃料せん断片の質量を

包絡する条件として，燃料せん断片装荷量を燃料集合体１

体に相当する約 550ｋｇ・ＵＯ ２とする。 

  ⅲ．溶液中の硝酸による中性子吸収効果が小さくなる条件と

して洗浄液の酸濃度を０規定とする。 

  ⅳ．供給する可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリニウムであり，

１Ｌ当たりガドリニウム150ｇを含む溶液28Ｌを供給する。

これにより，エンドピース酸洗浄槽内のガドリニウム量は

4,200ｇ・Ｇｄとなる。 

  ⅴ．安全機能の喪失を想定するせん断処理設備の計測制御系

（せん断刃位置），エンドピースせん断位置異常によるせ

ん断停止回路及びエンドピース酸洗浄槽洗浄液密度高に

よるせん断停止回路については機能しないものとする。 

 ｂ．重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，約 150ｇ・Ｇｄ

／Ｌの硝酸ガドリニウム溶液を内包し，臨界事故が発生した

機器へ自動で可溶性中性子吸収材を供給する。 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界事故の発生

を仮定する機器に対して，必要な量の可溶性中性子吸収材を

供給できる設計とすることから，代表としたエンドピース酸

洗浄槽の場合は以下の量の中性子吸収材が供給される。 
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   前処理建屋 エンドピース酸洗浄槽 4,200ｇ・Ｇｄ 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界検知用放射

線検出器による臨界の発生検知を起点として，10 分で必要

な量の可溶性中性子吸収材を供給できる設計としている。 

 ｃ．緊急停止系 

   緊急停止系は，中央制御室に設置した緊急停止操作スイッ

チを操作することで,速やかに工程を停止できる。 

 ｄ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る評価

に使用する機器の条件 

   臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る有

効性評価においては，放射線分解水素の発生量，気相部体積

及び圧縮空気の流量を用いる。 

   機器の気相部体積は，機器の全容量から，臨界事故の発生

を想定する条件において，機器に内包されている溶液量を差

し引いて算出し，さらに，機器に他の機器が接続されている

等により気相部を考慮できる場合には考慮する。 

   以下に，代表としたエンドピース酸洗浄槽の気相部におけ

る水素濃度の推移の算出に必要な機器の条件を示すととも

に，臨界による水素発生Ｇ値，機器内の気相部体積，溶液量，

溶液由来の放射線分解水素に係るＧ値等の主要な評価条件

を第 7.1－ 11 表～第 7.1－ 13 表に示す。 

 ( ａ ) 過去に発生した臨界事故等
（ ３ ） （ ４ ） （ ５ ）

の規模を踏まえ，臨界状態を

継 続 さ せ た 場 合 の 全 核 分 裂 数 を １×10 2 0ｆ ｉ ｓ ｓ ｉ ｏ ｎ ｓ

と設定した上で，臨界事故発生初期に生じる急激な核分裂反

応の核分裂数を１×10 1 8ｆｉｓｓｉｏｎｓ，核分裂が継続的
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に 発 生 す る 期 間 に お け る 核 分 裂 率 を １ ×10 1 5ｆ ｉ ｓ ｓ ｉ ｏ

ｎｓ／ｓと設定する。 

 ( ｂ ) エンドピース酸洗浄槽の溶液量は，平常運転時の溶液量

とし，2.1ｍ ３とする。 

 ( ｃ ) エンドピース酸洗浄槽に内包する溶液の崩壊熱密度は，

エンドピース酸洗浄槽に多量の燃料せん断片が装荷され，そ

の一部分が溶解しているとして，再処理する使用済燃料の冷

却期間を15年とし，これを基に算出される放射性物質の核種

組成を基準に，溶解槽が内包する溶解液の崩壊熱密度の平常

運転時の最大値とした600Ｗ／ｍ ３を用いる。 

 ( ｄ ) エンドピース酸洗浄槽の気相部体積は，機器内及び接続

される機器の体積とし，３ｍ ３とする。 

 ( ｅ ) 臨界による水素発生Ｇ値は，臨界事故の体系における水

素発生に係るＧ値として報告されている数値のうち，最大の

数値である 1.8 と
（９）

する。 

 ( ｆ ) エンドピース酸洗浄槽に内包する溶液の硝酸濃度及び溶

液由来の放射線分解水素に係るＧ値は，臨界事故が発生して

いる状況下において想定するエンドピース酸洗浄槽内の硝

酸濃度が３規定であることを踏まえ，アルファ線にあっては

0.11，ベータ線にあっては 0.042 とする。 

 ( ｇ ) 圧縮空気流量については，平常運転時にエンドピース酸

洗浄槽に供給されている安全圧縮空気系及び一般圧縮空気

系 の 計 測 制 御 用 の 圧 縮 空 気 流 量 と し て ， 0.2 ｍ ３ ／ ｈ

[normal]とし，臨界事故の対処に移行した後には一般圧縮空

気系から６ｍ ３ ／ｈ[normal]の流量で空気を追加供給する。 
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 ｅ．一般圧縮空気系 

   一般圧縮空気系は，臨界事故の発生を仮定する機器に対し

て，平常運転時に供給される圧縮空気流量に加え，臨界事故

の対処において６ｍ ３／ｈ[normal]で空気を供給する。 

 ｆ．電気設備 

   電気設備は，１系列当たり精製建屋で最小約 110ｋＶＡの

余裕を有する。 

   有効性評価においては，臨界事故への対処に用いる設備が

必要な電力を供給できる設計としていることから，以下に示

す必要な電力を供給できる。 

   前処理建屋の臨界事故に対処するための設備 

約 40ｋＶＡ（起動時 約 80ｋＶＡ） 

   精製建屋の臨界事故に対処するための設備 

約 40ｋＶＡ（起動時 約 80ｋＶＡ） 

 

 ( ７ ) 操作の条件 

   可溶性中性子吸収材の自動供給において操作を要するも

のは，緊急停止系による核燃料物質の移送停止操作と，可溶

性中性子吸収材供給後に実施する，セル周辺の線量当量率の

計測である。 

   緊急停止系による核燃料物質の移送停止操作は，臨界事故

の検知から１分で操作を完了する。 

   セル周辺の線量当量率の計測による未臨界移行の成否判

断及び未臨界維持の確認は臨界事故の検知から 20 分後に開

始し，45 分後までに完了する。 
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   臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気において

操作を要するものは，臨界事故が発生した機器を収納する建

屋内で実施する一般圧縮空気系からの水素掃気用空気の供

給である。 

   本操作は，臨界事故の検知から20分後に臨界事故が発生し

た機器を収納する建屋内で準備作業を開始し，40分後から水

素掃気用空気の供給を開始する。この供給は，廃ガス貯留槽

への放射性物質を含む気体の導出完了まで継続する。 

   廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に要する操作は，

臨界事故により発生する放射性物質を廃ガス貯留槽へ導出

した後に，臨界事故が発生した機器からの放出経路を，廃ガ

ス貯留設備から平常運転時の廃ガス処理設備に切り替える

操作である。 

   本操作は，中央制御室から行う操作であり，廃ガス処理設

備の隔離弁を開とする操作及び廃ガス処理設備の排風機の

再起動を，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完

了から３分で完了する。その後，廃ガス貯留設備の空気圧縮

機を停止する操作及び隔離弁の閉止操作を，廃ガス処理設備

の排風機の起動操作後，５分で完了する。 

   これらの対策の準備及び実施時に想定される作業環境を

考慮した必要な作業と所要時間を，第7.1－７図及び第7.1－

８図に示す。 

 

 ( ８ ) 放出量評価に関連する事故の条件，機器の条件及び操作

の条件の具体的な展開 
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   臨界検知用放射線検出器によって臨界事故の発生が検知

された場合，直ちに自動で廃ガス処理設備から廃ガス貯留設

備へ流路が切り替わり，臨界事故により発生する放射性物質

を含む気体が廃ガス貯留槽に導出される。この流路の切替え

は，臨界事故の発生が検知された時点を起点として約１分以

内に完了する。 

   臨界事故において気相中に移行した放射性物質は，機器に

供給される空気及び臨界事故に伴う溶液の沸騰で発生した

蒸気により廃ガス貯留槽に導かれ，廃ガス貯留槽で貯留され

る た め ， 廃 ガ ス 貯 留 槽 内 の 圧 力 が 規 定 の 圧 力 で あ る

0.4ＭＰａ[gage]に達するまでの期間においては大気中への

放射性物質の放出は生じない。 

   廃ガス貯留槽内の圧力が既定の圧力に達した場合には，廃

ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出を完了し，廃ガ

ス貯留槽への流路から平常運転時の放出経路に切り替える。 

   廃ガス貯留設備に設けた逆止弁により，廃ガス処理設備の

排風機を再起動した場合でも廃ガス貯留槽内の放射性物質

を含む気体は廃ガス処理設備に逆流しない。 

   廃ガス処理設備からの放出経路の切替え以降は，機器の気

相部に残留している放射性エアロゾルが廃ガス処理設備に

おいて除染された上で大気中へ放出される。 

   廃ガス貯留槽は，臨界事故の検知を起点として１時間にわ

た っ て 放 射 性 物 質 を 含 む 気 体 を 貯 留 で き る 容 量 と し て

約 21ｍ ３を有する。 

   有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，臨
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界事故が発生した機器に内包する放射性物質量に対して，臨

界事故の影響を受ける割合，溶液の沸騰に伴い気相中に移行

する放射性物質の割合及び大気中への放出経路における除

染係数の逆数を乗じて算出する。 

   また，算出した大気中への放射性物質の放出量に，セシウ

ム－137 への換算係数を乗じて，大気中への放射性物質の放

出量（セシウム－137 換算）を算出する。 

   セシウム－137 への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ

－1162
（ ６ ）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線

による外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取に

よる内部被ばくに係る実効線量への換算係数
（ ６ ）

を用いて，セシ

ウム－137 と着目核種との比から算出する。ただし，プルト

ニウム等の一部の核種は，化学形態による影響の違いを補正

する 係 数
（６）（７）

を乗じて算出する。 

   以下に，代表とした精製建屋の第７一時貯留処理槽の大気

中への放射性物質の放出量評価の評価条件を示すとともに，

臨界事故が発生した機器に内包する放射性物質の状態等の

主要な評価条件を第 7.1－ 14 表に示す。 

 ａ．臨界事故が発生した機器に内包する放射性物質量 

   臨界事故が発生した機器に内包する放射性物質量は，臨界

事故の発生を仮定する機器に内包する溶液中の放射性物質

量を設定する。 

   なお，臨界事故により発生し，溶液中に残留した臨界事故

の核分裂による核分裂生成物については微小であることか

ら無視する。 
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   臨界事故の発生を仮定する機器に内包する溶液中の放射

性物質の濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼

度45,000ＭＷｄ／ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，

比出力38ＭＷ／ｔ・Ｕ Ｐ ｒ ，冷却期間15年を基に算出した第

７一時貯留処理槽への移送元である精製建屋の第３一時貯

留処理槽の放射性物質の濃度とする。具体的には第３一時貯

留処理槽に受け入れる溶液のうち，最もプルトニウム濃度が

高くなるプルトニウム精製設備の第２酸化塔の平常運転時

の最大値とし，崩壊熱密度の設定と同様に，再処理する使用

済燃料の冷却期間を 15年とした際の放射性物質の濃度とす

る。 

   また，臨界事故の発生を仮定する機器に内包する放射性物

質量は，上記において算出した放射性物質濃度に，第７一時

貯留処理槽に内包する溶液量を乗じて算出する。 

   第７一時貯留処理槽の溶液の保有量は，移送元である精製

建屋の第３一時貯留処理槽の公称容量とする。 

 ｂ．臨界事故により影響を受ける割合 

   臨界事故により影響を受ける割合は，放射性物質の気相中

への移行率の設定を踏まえ，ルテニウムについては１とし，

その他については，機器に内包する溶液量に対する蒸発する

溶液量の割合とする。 

   核分裂反応で発生するエネルギにより蒸発する溶液の量

の算出に用いる全核分裂数は，「7.1.1.2.1 (６ ) 事故の条件

及び機器の条件」において設定した，臨界事故発生初期に生

じる急激な核分裂反応の核分裂数１×10 1 8ｆｉｓｓｉｏｎｓ
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及 び 核 分 裂 が 継 続 的 に 発 生 す る 期 間 に お け る 核 分 裂 率

１×10 1 5ｆ ｉ ｓ ｓ ｉ ｏ ｎ ｓ ／ ｓ に 可 溶 性 中 性 子 吸 収 材 の 自

動供給の完了時間を乗じた核分裂数の合計とし，全核分裂数

を 1.6×10 1 8ｆｉｓｓｉｏｎｓとする。また，臨界事故発生

時点で既に溶液が沸騰状態にあるものとし，核分裂で発生す

るエネルギは，全て溶液の蒸発に使用されるものとする。 

 ｃ．核分裂反応のエネルギによる沸騰等により放射性物質が機

器の気相中に移行する割合 

   核分裂反応のエネルギによる沸騰等により放射性物質が

機器の気相中に移行する割合は，設計基準事故のうち，溶解

槽における臨界と同じ値とし，以下のとおりとする。 

ル テ ニ ウ ム  溶 液 中 の 保 有 量 及 び 臨 界 に 伴 う 生 成 量 の

0.1％  

その他    核分裂反応のエネルギによる蒸発量に相当

する溶液体積中の保有量の 0.05％  

 ｄ．大気中への放出経路における除染係数 

   大気中への放出経路における除染係数は以下のとおりと

する。 

   廃ガス貯留槽への導出が完了した後に，廃ガス処理設備を

起動することで，機器内の気相部に残留している放射性物質

を，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系

（プルトニウム系）から主排気筒を介して，大気中へ管理し

ながら放出する。 

   精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プ

ルトニウム系）の高性能粒子フィルタは２段で，１段当たり
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の放射性エアロゾルの除染係数は 10３ 以上
（ １ ）

であるが，蒸気雰

囲気が除染係数を低下させる傾向を有することを考慮して，

高性能粒子フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は，蒸気

による劣化を考慮した高性能粒子フィルタの除染係数（１段

当たり 1 0
（２）

２）とし，２段として 10４とする。 

   放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染

係数は 1 0
（８）

とする。 

   機器内に残留する放射性物質の割合は，臨界事故発生時点

において溶液が沸騰状態にあり，臨界事故のエネルギにより

蒸気が発生し，この蒸気によって機器外に放射性物質が移行

する効果及び水素掃気用空気等の供給により機器外に放射

性物質が移行する効果を考慮して求めた割合である 25％と

する。 

 

 ( ９ ) 判断基準 

   臨界事故の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下

のとおりとする。 

 ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

   速やかに未臨界に移行し，及び未臨界を維持できること。

具体的には，臨界事故の発生検知後，重大事故時可溶性中性

子吸収材供給系により速やかに可溶性中性子吸収材の供給

が開始され，臨界事故の発生を仮定する機器の実効増倍率が

0.95 以下になること及び緊急停止系の操作により，核燃料

物質の移送が停止し，未臨界を維持できること。 

 ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 
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   臨界事故時に，放射線分解により発生する水素による爆発

の発生を未然に防止できること。具体的には，機器内の水素

濃度をドライ換算８ｖｏｌ％未満に維持でき，事態の収束の

時点において機器内の水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％未

満となること。 

 ｃ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   未臨界に移行し，廃ガス貯留槽への導出が完了した上で，

廃ガス処理設備を再起動して平常運転時の放出経路に復旧

した状況下での大気中へ放出される放射性物質の放出量が

セシウム－137 換算で 100ＴＢｑを十分下回るものであって，

かつ，実行可能な限り低いこと。 

7.1.1.2.2 有効性評価の結果 

 ( １ ) 有効性評価の結果 

 ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

   可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故が発生し

た機器を，速やかに未臨界に移行し，及び未臨界を維持でき

る。 

   評価結果のうち，未臨界に移行するために最も多くの中性

子吸収材を必要とするエンドピース酸洗浄槽においては，臨

界事故の発生を検知した場合，可溶性中性子吸収材の供給が

直ちに自動で開始され，臨界事故の発生検知後10分以内に重

大事故時可溶性中性子吸収材供給系からエンドピース酸洗

浄槽に，解析条件で設定した4,200ｇ・Ｇｄのガドリニウム

を供給した場合の実効増倍率（ｋｅｆｆ＋３σ）が0.941で

あることから，速やかに未臨界に移行できる。また，緊急停
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止系により固体状の核燃料物質の移送が停止するため，エン

ドピース酸洗浄槽の実効増倍率は0.95を下回り，未臨界を維

持できる。 

   エンドピース酸洗浄槽その他の臨界事故の発生を仮定す

る機器の可溶性中性子吸収材供給後の実効増倍率の計算結

果を第7.1－ 15表に示す。また，核分裂出力及び実効増倍率

の推移の概念図を第7.1－ 14図に示す。 

 ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

   臨界事故が発生した場合の機器内の水素濃度は，臨界事故

による放射線分解水素の発生を考慮した場合でも，ドライ換

算８ｖｏｌ％未満に維持できる。 

   評価結果のうち，水素濃度が最も大きくなるエンドピース

酸洗浄槽においては，臨界事故後の機器内の水素濃度の最大

値はドライ換算約７ｖｏｌ％であり，ドライ換算８ｖｏｌ％

未満となる。 

   また，臨界事故の検知を起点として40分後から，一般圧縮

空気系から空気を６ｍ ３ ／ｈ [normal]の流量で供給するこ

とで，臨界事故の検知を起点として１時間以内に機器内の水

素濃度をドライ換算４ｖｏｌ％未満にできる。 

   さらに，溶液由来の放射線分解水素の水素濃度平衡値は，

想 定 さ れ る 最 も 厳 し い 条 件 に お い て も ド ラ イ 換 算 ４ ｖ ｏ ｌ ％

未満であることから，一般圧縮空気系からの空気の供給によ

り機器内の水素濃度をドライ換算４ｖｏｌ％未満にした後

に一般圧縮空気系からの空気の供給を停止した場合におい

ても，機器内の水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％に達するこ
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とはない。 

   以上より，臨界事故時に機器内の水素濃度をドライ換算

８ｖｏｌ％未満に維持できる。また，臨界事故により発生す

る 放 射 線 分 解 水 素 の 掃 気 に よ り ， 速 や か に ド ラ イ 換 算

４ｖｏｌ％を下回り，これを維持できる。 

   エンドピース酸洗浄槽その他の臨界事故の発生を仮定す

る機器内の最大水素濃度及び水素濃度平衡値の計算結果を

第7.1－ 16表に示す。また，一般圧縮空気系から空気を供給

した場合の機器内の気相部の水素濃度の推移を第7.1－ 15図

～第7.1－ 19図に示す。 

 ｃ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   廃ガス貯留槽への放射性物質の導出完了後に，廃ガス処理

設備の再起動によって平常運転時の放出経路に復旧した状

況下で機器の気相部に残留している放射性物質が主排気筒

を介して大気中へ放出される。これによる事態の収束までの

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）は，

100ＴＢｑを十分に下回る。 

   評価結果のうち，大気中への放射性物質の放出量（セシウ

ム－137換算）が最大となる機器である第７一時貯留処理槽

においては約８×10－ ７ＴＢｑとなる。 

   また，臨界事故で発生した放射性物質については，廃ガス

貯留設備により，可能な限り大気中へ放出されないよう措置

することから，大気中への放射性物質の放出量は，実行可能

な限り低くなっている。 

   第７一時貯留処理槽その他の臨界事故の発生を仮定する
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機器における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量

の計算結果を第7.1－ 17表～第7.1－ 26表に示す。また，大気

中への放射性物質の放出率の推移の概念図を第7.1－ 14図に

示す。 

   放射性物質が大気中へ放出されるまでの過程を第7.1－ 20

図～第7.1－ 24図に示す。 

 ( ２ ) 不確かさの影響評価 

 ａ．解析コードの不確かさの影響 

   ＪＡＣＳコードシステムは臨界実験データの実効増倍率

について，核データライブラリ等に起因して評価結果にばら

つきを有する傾向にあることから，未臨界に移行したことの

判断基準については，評価結果にばらつきがあることを踏ま

え，実効増倍率が0.95以下となることとしている。 

   このため，実効増倍率を0.95以下にするために必要な可溶

性中性子吸収材が供給された体系は十分に未臨界が確保さ

れた状態であり，解析コードの不確かさが未臨界に移行した

ことの判断に与える影響はない。 

   また，実効増倍率を起点とした操作はないことから解析コ

ードにおける特有の傾向が運転員等の操作に与える影響は

ない。 

 ｂ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

   臨界事故の拡大防止対策は，臨界事故の発生を検知した場

合に速やかに開始するものであり，また，臨界事故の発生状

況によらず，同様の対策を実施する。そのため，事象，事故

の条件及び機器の条件の不確かさを考慮しても，操作内容に
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変更は生じない。 

   以下に各対策の評価結果への不確かさの影響を述べる。 

 ( ａ ) 可溶性中性子吸収材の自動供給 

   解析条件として用いた核燃料物質の同位体組成や質量等

の条件には，臨界事故の発生が想定される下限量を設定する

のではなく，臨界事故の発生が想定される条件において想定

可能な限り厳しい条件を設定しているため，可溶性中性子吸

収材の量が不足することはない。また，実際には臨界事故の

発生を判定してから１分以内に緊急停止系を操作すること

により当該工程の運転を停止し，当該機器への新たな核燃料

物質の供給が絶たれることで，より少ない量の可溶性中性子

吸収材量でも未臨界に移行できる。 

   沸騰が継続することにより水と核燃料物質の減速比が変

化した場合においても可溶性中性子吸収材の供給により実

効増倍率が 0.95を下回ることを解析により確認しているた

め，未臨界への移行について，判断基準を満足することに変

わりはない。 

 ( ｂ ) 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

   一般圧縮空気系からの水素掃気のための空気の供給によ

り，溶液がかくはん状態となり，溶液中から機器の気相部へ

の水素の移行量が増加することで，溶液由来の放射線分解水

素に係る水素発生Ｇ値が上昇する可能性が考えられるが，一

般圧縮空気系からの圧縮空気流量は水素濃度をドライ換算

４ｖｏｌ％未満に希釈できるほど十分に大きいことから，判

断基準を満足することに変わりはない。 
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   また，廃ガス貯留槽への導出完了にともない，水素掃気の

ための空気の供給を停止することから，水素濃度平衡値がド

ライ換算４ｖｏｌ％を下回ることに変わりはない。 

   臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気の評価に

用いる崩壊熱密度は，再処理する使用済燃料の冷却期間を

15年として得られる放射性物質の核種組成を基に算出した，

臨界事故時に機器が内包する溶液の平常運転時の最大値を

設定しており，安全余裕を排除したより現実的な条件の場合

は，水素濃度がさらに低下する。このため，判断基準を満足

することに変わりはない。 

   また，臨界事故時における核分裂数については，供給完了

までの時間に安全余裕を見込んでいること及び未臨界移行

後の実効増倍率を0.95以下と評価していることから，評価時

間より早期に未臨界状態に移行できると考えられ，核分裂数

が少なくなることで水素発生量が減少し，機器内の水素濃度

が低下することから判断基準を満足することに変わりはな

い。 

 ( ｃ ) 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の評価に用いる

パラメータは，不確かさを有するため，大気中への放射性物

質の放出量に影響を与えるが，その場合でも，大気中への放

射性物質の放出量がセシウム－ 137換算で 100ＴＢｑを十分

下回り，判断基準を満足することに変わりはない。 

   不確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す。 

  ⅰ．臨界事故が発生した機器に内包する放射性物質量 
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    再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮する

と，放射性物質量の最大値は，１桁程度の下振れを有する。

また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，減衰

による放射性物質量のさらなる低減効果を見込める可能

性がある。 

  ⅱ．臨界事故の影響を受ける割合 

    臨界事故の影響を受ける割合は，全核分裂数に依存する。

そのため，臨界事故時の全核分裂数が，想定している全核

分裂数よりも大きい場合として，全核分裂数を，過去の臨

界事故
（ ３ ）

の知見を踏まえ，有効性評価で基準としている全核

分裂数の約２倍とした場合においては，大気中への放射性

物質の放出量は約２倍の上振れを有する可能性がある。 

    一方で，可溶性中性子吸収材の自動供給が想定よりも短

い時間で完了できた場合には，全核分裂数が小さくなるた

め，臨界事故の影響を受ける割合は小さくなる。 

    可溶性中性子吸収材の自動供給において，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給系から，未臨界への移行に必要な量

の可溶性中性子吸収材が供給されるまでの時間を一律 10

分と設定しているが，実際の設備構成を踏まえた場合，そ

の時間は短縮される。この時間は，臨界事故が発生した機

器までの配管長等に依存するが，供給完了までの時間が５

分以下であるとした場合，条件によっては，大気中への放

射性物質の放出量は１桁程度の下振れを見込める可能性

がある。 

    また，臨界事故の挙動の不確かさの影響により，臨界事
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故時の全核分裂数が想定している全核分裂数よりも小さ

い場合，臨界事故の影響を受ける割合は小さくなる可能性

がある。この効果は，臨界事故発生時の条件に依存するが，

条件によっては，大気中への放射性物質の放出量は１桁程

度の下振れを見込める可能性がある。 

    また，臨界事故発生時において，溶液が既に沸騰状態に

あるものとし，核分裂反応により発生するエネルギは，全

て溶液の蒸発に使用されるとしているが，現実的には，溶

液が沸騰するまでに核分裂反応により発生するエネルギ

は溶液の温度上昇及び機器温度の上昇で消費される。この

効果は，臨界事故発生時の条件に依存するが，条件によっ

ては，大気中への放射性物質の放出量は１桁程度の下振れ

を見込める可能性がある。 

  ⅲ．核分裂反応のエネルギによる沸騰等により放射性物質が

機器の気相中に移行する割合 

    核分裂反応のエネルギによる沸騰等により放射性物質

が気相中へ移行する割合は，設計基準事故のうち，溶解槽

における臨界と同様とし，核分裂反応のエネルギによる沸

騰等により放射性物質が機器の気相中に移行する割合が

有する不確かさの幅の設定は行わない。 

  ⅳ．大気中への放出経路における除染係数 

    高性能粒子フィルタの除染係数の設定においては，蒸気

雰囲気が除染係数を低下させる傾向を有することを考慮

して設定しているが，実際には，廃ガス処理設備の凝縮器

により蒸気は凝縮されるため，蒸気による高性能粒子フィ
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ルタの除染係数の低下が生じないことが考えられる。この

効果として，大気中への放射性物質の放出量は１桁程度の

下振れを見込める。 

    さらに，廃ガス処理設備には廃ガス洗浄塔等の機器が設

置されており，廃ガス洗浄塔等による放射性物質の除去に

期待できる可能性がある。この効果として，大気中への放

射性物質の放出量は１桁程度の下振れを見込める。 

    なお，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質に，気体

状の放射性物質が含まれていた場合には，放出経路上の除

染係数が期待できず，大気中への放射性物質の放出量は

１桁程度の上振れとなる可能性がある。 

 ｃ．操作の条件の不確かさの影響 

 ( ａ ) 実施組織要員の操作 

   一般圧縮空気系の空気取出口と機器圧縮空気供給配管を，

可搬型建屋内ホースにより接続し，一般圧縮空気系から空気

を供給する操作においては，供給開始までの時間によらず，

安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系の計測制御用の圧縮空

気による水素掃気により，前処理建屋のエンドピース酸洗浄

槽内の水素濃度はドライ換算７ｖｏｌ％未満となり，判断基

準であるドライ換算８ｖｏｌ％未満に維持できることから，

判断基準を満足することに変わりはない。 

   放出経路の廃ガス処理設備への切替え操作については，切

替え操作が想定よりも時間を要した場合においても，廃ガス

貯留槽と廃ガス処理設備との間に設置する逆止弁により，廃

ガス貯留槽内の放射性物質が廃ガス処理設備に移行するこ
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とはない。 

 ( ｂ ) 作業環境 

   臨界事故が発生した場合，臨界事故が発生した機器周辺

の線量率及び臨界事故により気相中へ移行する放射性物質

を内包する機器周辺の線量率が上昇するが，臨界事故への

対処の操作場所はそれらの線源から離れた位置にあり，ま

た，建屋躯体による遮蔽を考慮できるため，アクセスルー

ト及び作業場所において，有意な作業環境の悪化はないこ

とから，実施組織要員の操作には影響を与えない。 

 

7.1.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 ( １ ) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   臨界事故が発生した場合には，拡大防止対策として，臨界

事故が発生した機器に自動で可溶性中性子吸収材を供給す

る。 

   また，臨界事故により発生する放射線分解水素を掃気する

ため，一般圧縮空気系から，臨界事故が発生した機器に空気

を供給する。 

   さらに，臨界事故により発生した放射性物質を廃ガス貯留

槽に導くため，気体の流路を自動で廃ガス処理設備から廃ガ

ス貯留設備に切り替える。 

   以上の拡大防止対策を考慮した際の核燃料物質を含む溶

液の状態及び核燃料物質を含む溶液の状態によって生じる

事故時環境は次のとおりである。 

 ａ．核燃料物質を含む溶液の状態 
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   臨界事故は，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合

わせにより，平常運転時は多量の核燃料物質を取り扱わない

機器に核燃料物質が集積することによって発生する。その際

の核燃料物質の濃度及び質量は，プルトニウムが最も多量に

集積する機器である精製建屋の第７一時貯留処理槽におい

て，24ｇ・Ｐｕ／Ｌ及び72ｋｇ・Ｐｕである。そのため，臨

界事故が発生した場合においては，核燃料物質を含む溶液の

状態は平常運転時と異なった状態となっている。 

   臨界事故の発生後，自動で可溶性中性子吸収材の供給が開

始され，臨界事故の検知後10分で臨界事故が発生した機器は

未臨界に移行する。 

   未臨界に移行するまでの期間において，核分裂反応による

エネルギが溶液に付与されることで，前処理建屋のハル洗浄

槽及び精製建屋の第５一時貯留処理槽において溶液が沸騰

に至る。この際の溶液の温度は約110℃である。 

   また，臨界事故の発生を仮定する機器において，核分裂反

応によるエネルギが全て溶液の沸騰に使用されたとした場

合，溶液の蒸発量は約23Ｌとなる。 

   核燃料物質を含む溶液の種類は，臨界事故の発生を仮定す

る機器が平常運転時において有意な量の有機溶媒を内包す

ることはなく，また，臨界事故の発生の要因との関係で有機

溶媒を含む溶液を誤移送することもないことから，水相のみ

である。 

 ｂ．核燃料物質を含む溶液の状態によって生じる事故時環境 

 ( ａ ) 温   度  
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   核燃料物質を含む溶液の温度は，核分裂によるエネルギが

溶液に付与されることで上昇し，核燃料物質を含む溶液の種

類に応じた沸点に至る。 

   この場合の沸点は，プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）に

おいては約105℃であり，溶解液においては約110℃である。 

   また，臨界事故の発生の要因との関係において，臨界事故

の発生を仮定する機器には平常運転時よりも多量の核燃料

物質が集積しており，核燃料物質を含む溶液の崩壊熱密度は，

精製建屋の第７一時貯留処理槽で平常運転時の最大値の約

３倍となる。 

   さらに，核分裂の連鎖反応により生成する核分裂生成物に

より，溶液中に新たに崩壊熱をもたらす物質が生成する。こ

の際の崩壊熱は，未臨界に移行した直後においては臨界事故

により発生する全エネルギに対し約４％（約４ｋＷ）である

が，未臨界に移行後，放射性壊変により急速に減衰し，未臨

界への移行から約１時間後には，臨界事故により発生する全

エネルギに対し約0.1％（約0.05ｋＷ）まで低下する。 

   精製建屋の第７一時貯留処理槽の場合，未臨界に移行した

直後において機器が内包する溶液の崩壊熱密度は，核燃料物

質を含む溶液の崩壊熱密度（約930Ｗ／ｍ ３）と核分裂の連鎖

反応により生成する核分裂生成物の崩壊熱密度（約1,200Ｗ

／ｍ ３）の合計約2,200Ｗ／ｍ ３であり，未臨界への移行から

約１時間後には，核燃料物質を含む溶液の崩壊熱密度（約9

30Ｗ／ｍ ３）と放射性壊変を考慮した核分裂生成物の崩壊熱

密度（約17Ｗ／ｍ ３）の合計約950Ｗ／ｍ ３まで低下する。 
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   そのため，平常運転時よりも崩壊熱が大きい状態を考慮し

ても，未臨界移行後は，機器内の溶液はセルへの放熱により

冷却され，機器内の溶液の沸騰は継続しない。 

 ( ｂ ) 圧   力  

   核分裂によるエネルギが溶液に付与され，溶液が沸騰に至

ることで蒸気が発生し，また放射線分解水素等が発生した場

合，機器内及び系統内が加圧される。この場合であっても，

臨界事故の拡大防止対策として実施する廃ガス貯留槽への

放射性物質を含む気体の導出により，機器内及び系統内の圧

力は約３ｋＰａに制限される。以上のことから，臨界事故が

発生した場合でも，機器内及び系統内の圧力は最大でも約３

ｋＰａであり，平常運転時と同程度である。 

 ( ｃ ) 湿   度  

   核燃料物質を含む溶液において臨界事故が発生し，溶液が

沸騰に至った場合，蒸気により多湿環境下となる。 

 ( ｄ ) 放射線 

   臨界事故が発生した場合，核分裂によって発生する放射線

によりセル内及びセル近傍の線量率が上昇する。また，機器

外に着目した場合には，核燃料物質を含む溶液中の放射性物

質が蒸気，水素掃気用空気等に伴い機器外へ移行するととも

に，核分裂により生成する核分裂生成物のうち，気体状の放

射性物質である放射性希ガス及び放射性よう素が蒸気，水素

掃気用空気等によって機器外に移行するため，機器外の線量

率は上昇する。 

 ( ｅ ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネ
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ルギの発生 

   核分裂によるエネルギが溶液に付与されることで，核分裂

の連鎖反応が継続している期間においては，平常運転時より

も多量の放射線分解水素が生成する。また，臨界事故の発生

の要因との関係で平常運転時よりも多量の核燃料物質が集

積することにより，未臨界への移行後においても平常運転時

よりも多い量の放射線分解水素が発生する。 

   核燃料物質を含む溶液において臨界事故が発生し，溶液が

沸騰に至った場合，沸騰による蒸気が発生する。 

   核分裂により溶液中には核分裂生成物が生成する。生成し

た核分裂生成物は短半減期核種が主であるため，未臨界に移

行した以降は速やかに減衰する。 

   臨界事故の発生を仮定する機器には平常運転時において

有意な量の有機溶媒を内包することはなく，また，臨界事故

の発生の要因との関係で有機溶媒を含む溶液を誤移送する

こともないため，有機溶媒火災又はＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応の発生は想定されないことから，これらの反応によ

り生成する煤煙その他の物質が発生することはない。 

 ( ｆ ) 落下又は転倒による荷重 

   臨界事故が発生した場合の溶液温度の上昇を考慮したと

しても，臨界事故が発生した機器の材質の強度が有意に低下

することはなく，臨界事故が発生した機器が落下又は転倒す

ることはない。 

 ( ｇ ) 腐食環境 

   核燃料物質を含む溶液において臨界事故が発生し，溶液が
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沸騰に至った場合，核燃料物質の硝酸濃度は上昇するものの，

沸騰量が小さいため，臨界事故が発生した溶液，蒸気及び凝

縮水の硝酸濃度は，硝酸濃度の上昇の程度が最大となる精製

建屋の第５一時貯留処理槽において約１規定である。 

 

 ( ２ ) 重大事故等の同時発生 

   臨界事故については，「6.1 重大事故の発生を仮定する

際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」

で示したとおり，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み

合わせにより，核燃料物質の異常な集積を検知できない場合

に発生するものであり，その具体的な発生条件は機器ごとに

異なるものの，それぞれの発生条件は同種の重大事故及び異

種の重大事故等の起因となる安全機能の喪失に当たらない

ことから，重大事故が同時に発生することは想定されない。 

 

 ( ３ ) 重大事故等の連鎖 

   拡大防止対策を考慮した時の核燃料物質を含む溶液の状

態及び核燃料物質を含む溶液の状態によって生じる事故時

環境を明らかにし，核燃料物質を含む溶液の状態によって連

鎖して発生する重大事故の有無及び事故時環境が安全機能

の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重大事故

の有無を明らかにする。 

 ａ．事故進展により自らの機器において連鎖して発生する重大

事故等の特定 

 ( ａ ) 蒸発乾固 
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   「 7.1.1.2.3 (１ ) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，核分裂のエネルギにより約23Ｌの溶液が

蒸発するが，臨界事故の発生を仮定する機器に内包する溶液

量は最小の機器でも約200Ｌであり，水分が喪失する状態に

はならない。 

   また，核燃料物質の集積及び核分裂生成物の影響による崩

壊熱の上昇を踏まえても，未臨界移行後に沸騰が継続するこ

とはない。 

   以上より，蒸発乾固が発生することはない。 

 ( ｂ ) 放射線分解により発生する水素による爆発 

   「 7.1.1.2.3 (１ ) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，核分裂によるエネルギ及び平常運転時と

溶液性状が変化していることにより，平常運転時よりも放射

線分解水素が多く発生するが，この現象は臨界事故の有効性

評価において想定したものである。臨界事故への対処を行う

ことで，機器内の水素濃度は，最大となる前処理建屋のエン

ドピース酸洗浄槽においてもドライ換算約７ｖｏｌ％とな

る。また，事態の収束時点では，水素濃度は平衡状態となり，

最大となる前処理建屋の溶解槽においてもドライ換算3.8ｖ

ｏｌ％であって，ドライ換算４ｖｏｌ％未満が維持される。 

   以上より，放射線分解により発生する水素による爆発が発

生することはない。 

 ( ｃ ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「 7.1.1.2.3 (１ ) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」

に記載したとおり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への連
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鎖については，臨界事故の発生を仮定する機器には平常運転

時において有意な量のＴＢＰを含む有機溶媒を内包するこ

とはなく，また，臨界事故の発生の要因との関係でＴＢＰを

含む有機溶媒を誤移送することもない。 

   また，有機溶媒火災への連鎖については，臨界事故の発生

を仮定する機器には平常運転時において有意な量の有機溶

媒を内包することはなく，また，臨界事故の発生の要因との

関係で有機溶媒を誤移送することもない。 

   さらに，臨界事故の発生を仮定する機器に接続する配管等

の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定され

る温度，圧力，腐食環境等の環境条件によって，これらのバ

ウンダリの健全性が損なわれることはないことから，有機溶

媒が混入することもない。 

   以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生すること

はない。 

 ( ｄ ) 放射性物質の漏えい 

   機器及び機器に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又は

ジルコニウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の

環境条件によってこれらのバウンダリの健全性が損なわれ

ることはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故が発生した機器以外への安全機能への影響及び

連鎖して発生する重大事故の特定 

   機器及び機器に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又は

ジルコニウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件に

よってこれらのバウンダリが喪失することはなく，温度及び
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放射線以外の機器内の環境条件が，機器外へ及ぶことはない

ことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化によってそ

の他の重大事故が連鎖して発生することはない。 

   温度及び放射線の影響は機器外へ及ぶものの，温度は最大

でも110℃程度であり，放射線については躯体による遮蔽に

よって，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセ

ル外へ及ぶことはなく，また，セル内の安全機能を有する機

器も，これらの環境条件で健全性を損なうことはないことか

ら，温度及び放射線の環境条件の変化によってその他の重大

事故が連鎖して発生することはない。 

   機器に接続する配管を通じての機器内の環境の伝播によ

る安全機能への影響の詳細は次のとおりである。 

 ( ａ ) 安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系 

   安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系からの圧縮空気の供

給圧力は，機器内の圧力より高いため，安全圧縮空気系及び

一般圧縮空気系の配管を通じて機器内の影響が波及するこ

とはないことから，臨界事故により安全圧縮空気系及び一般

圧縮空気系が機能喪失することはない。 

   また，臨界事故が発生した機器と同一のセルに収納される

臨界事故が発生しない機器に対し，核分裂に伴う放射線が入

射することにより機器内で放射線分解水素が発生すること

が考えられるが，安全側に推定した場合でも放射線分解水素

の発生量は数Ｌ程度であり，機器内の水素濃度は，ドライ換

算８ｖｏｌ％未満に維持され，未臨界への移行後速やかにド

ライ換算４ｖｏｌ％を下回る。 
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   以上より，安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系が機能喪失

することはなく，機器内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％

未満を維持できることから，水素爆発が発生することはない。 

 ( ｂ ) 廃ガス処理設備及び廃ガス貯留設備 

   機器に接続する廃ガス処理設備の配管を通じて，機器内の

環境が廃ガス処理設備及び廃ガス貯留設備に波及する。 

   廃ガス処理設備及び廃ガス貯留設備の材質はステンレス

鋼であり，機器内の環境条件によってバウンダリが喪失する

ことはない。 

   一方，廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，蒸気によ

る機能低下が想定されるものの，本現象は臨界事故における

想定条件である。 

   以上より，臨界事故により廃ガス処理設備及び廃ガス貯留

設備が機能喪失することはなく，臨界事故への対処に影響を

及ぼすことはない。 

 ( ｃ ) 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

   可溶性中性子吸収材の供給時の供給圧力は，機器内の圧力

より高いため，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系（溶解

槽における臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊急

供給系）の配管を通じて機器内の影響が波及することはない

ことから，臨界事故により重大事故時可溶性中性子吸収材供

給系（溶解槽における臨界事故の場合は，代替可溶性中性子

吸収材緊急供給系）が機能喪失することはなく，臨界事故へ

の対処に影響を及ぼすことはない。 

 ｃ．分析結果 
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   臨界事故の発生を仮定する２建屋の８機器において，臨界

事故が発生することを前提として評価を実施した。 

   核分裂反応によるエネルギ放出及び平常運転時を上回る

核燃料物質の集積により水素発生量が増加し機器内の水素

濃度は上昇するが，圧縮空気流量は水素発生量に対して十分

な余力を有しており，水素濃度が最も高くなる前処理建屋の

エンドピース酸洗浄槽においてドライ換算約７ｖｏｌ％で

ある。また，事態の収束時点では，水素濃度は平衡状態とな

り，最大となる前処理建屋の溶解槽においてもドライ換算

3.8ｖｏｌ％であって，ドライ換算４ｖｏｌ％未満が維持さ

れる。 

   以上より，臨界事故の発生によって他の重大事故等が連

鎖して発生することがないことを確認した。 

 

7.1.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

  臨界事故の拡大防止対策として，未臨界に移行し，及び未臨

界を維持すること並びに大気中への放射性物質の放出量を低

減することを目的として，臨界事故の発生を仮定する機器への

可溶性中性子吸収材の供給手段，臨界事故により発生する放射

線分解水素を掃気する手段及び放射性物質を含む気体を貯留

する手段を整備しており，これらの対策について，臨界事故の

発生の要因となる内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合

わせを条件として有効性評価を行った。 

  臨界事故が発生した機器への可溶性中性子吸収材の供給は，

臨界事故の発生を検知した場合に直ちに自動で開始され，速や
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かに未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる。 

  また，供給する可溶性中性子吸収材は未臨界に移行するため

に必要な量に十分な安全余裕を考慮しており，確実に未臨界に

移行する措置を講ずることができる。 

  臨界事故が発生した機器内の水素濃度は，臨界事故による放

射 線 分 解 水 素 の 発 生 を 考 慮 し た 場 合 で も ， ド ラ イ 換 算 ８ ｖ ｏ ｌ ％

未満に維持できる。また，事態の収束の時点においては，水素

濃度はドライ換算４ｖｏｌ％を下回る。 

  臨界事故が発生した場合において，廃ガス貯留設備による放

射性物質の貯留により，臨界事故による大気中への放射性物質

の放出量を可能な限り低減している。放射性物質の貯留によっ

て，事態の収束までの大気中への放射性物質の放出量（セシウ

ム－137 換算）は，臨界事故の発生を仮定する機器で最大約８

×10－ ７ ＴＢｑであり，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯

留の評価に用いるパラメータの不確かさの幅を考慮しても，

100ＴＢｑを十分下回る。 

  評価条件の不確かさは，運転員等操作時間に与える影響及び

評価結果に与える影響は無視できるか又は小さいことを確認

した。 

  以上の有効性評価は，臨界事故の発生を仮定する機器である

２建屋の８機器を対象に実施し，上記のとおり臨界事故への対

策が有効であることを確認した。 

  また，想定される事故時環境において，臨界事故の発生を仮

定する機器に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能

喪失することはなく，他の重大事故等が連鎖して発生すること
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がないことを確認した。 

  以上より，臨界事故が発生した場合においても，可溶性中性

子吸収材の自動供給により未臨界に移行し，及び未臨界を維持

できる。また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放出

量は実行可能な限り低く，大気中への異常な水準の放出を防止

することができる。 

  以上より，「7.1.1.2.1 ( ９ ) 判断基準」を満足する。 
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7.1.2 臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資源 

  臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下に示

す。 

 ( １ ) 必要な要員の評価 

   臨界事故の拡大防止対策として実施する可溶性中性子吸

収材の自動供給，臨界事故により発生する放射線分解水素の

掃気及び廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に必要な

要員は 10 人（実施責任者を含む。）である。さらに，臨界

事故発生時に実施する大気中への放出状況の監視等及び電

源の確保に必要な要員は，前処理建屋における臨界事故にお

いては 11 人（実施責任者を除く。），精製建屋における臨

界事故においては 14 人（実施責任者を除く。）である。上

記より，臨界事故の拡大防止対策に要する実施組織要員は，

前処理建屋における臨界事故においては 21 人，精製建屋に

おける臨界事故においては 24 人である。 

   これに対し実施組織要員は，前処理建屋における臨界事故

においては 28 人，精製建屋における臨界事故においては 41

人であるため，実施組織要員の要員数は，必要な要員数を上

回っており，臨界事故への対応が可能である。 

 

 ( ２ ) 必要な資源の評価 

   「 7.1.1.2.1 ( ５ ) 機能喪失の条件」に記載したとおり，

臨界事故は，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わ

せを要因として発生することから，電源等については平常運

転時と同様に使用可能である。 
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臨界事故への対処には，水源を要せず，また，軽油等の燃

料を消費する電気設備を用いない。 

 ａ．可溶性中性子吸収材 

   臨界事故への対処で使用する可溶性中性子吸収材は，臨界

事故が発生した機器を未臨界に移行し，及び未臨界を維持す

るために必要な量を内包することとし，具体的には，重大事

故時可溶性中性子吸収材供給系の可溶性中性子吸収材供給

槽（溶解槽における臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸

収材緊急供給系の代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽）にお

いて，臨界事故の発生を仮定する機器を未臨界に移行するた

めに必要な量及び配管への滞留量を考慮した量を内包する

ことから，臨界事故が発生した場合に確実に未臨界に移行す

ることが可能である。 

 ｂ．圧縮空気 

   放射線分解水素の掃気に使用する一般圧縮空気系は，有効

性評価の機器の条件とした圧縮空気流量である，平常運転時

に供給される圧縮空気流量に加え，臨界事故の対処において

供給する圧縮空気流量６ｍ ３ ／ｈ [normal]を十分上回る供

給能力を有しているため，水素濃度をドライ換算４ｖｏｌ％

未満に低減できる。 

   上記以外の圧縮空気については，平常運転時においても継

続的に重大事故等対処設備に供給されているものであり，臨

界事故への対処においても平常運転時と同様に使用可能で

ある。 

 ｃ．電  源  
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   臨界事故への対処に必要な負荷は，前処理建屋において，

460Ｖ非常用母線の最小余裕約 160ｋＶＡに対し最大でも廃

ガス貯留設備の空気圧縮機の約40ｋＶＡである。また，廃ガ

ス貯留設備の空気圧縮機の起動時を考慮しても約 80ｋＶＡ

であり最小余裕に対して余裕があることから，必要な電源容

量を確保できる。 

   精 製 建 屋 に お い て は ， 4 6 0Ｖ 非 常 用 母 線 の 最 小 余 裕

約110ｋＶＡに対し最大でも廃ガス貯留設備の空気圧縮機の

約40ｋＶＡである。また，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起

動時を考慮しても約 80ｋＶＡであり最小余裕に対して余裕

があることから，必要な電源容量を確保できる。 

 ｄ．冷却水 

   冷却水については，平常運転時においても継続的に重大事

故等対処設備に供給されているものであり，臨界事故への対

処においても平常運転時と同様に使用可能である。 
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第 7.1－１表 臨界事故の発生を仮定する機器 

建屋 機器名 

前処理建屋 

溶解槽Ａ 

溶解槽Ｂ 

エンドピース酸洗浄槽Ａ 

エンドピース酸洗浄槽Ｂ 

ハル洗浄槽Ａ 

ハル洗浄槽Ｂ 

精製建屋 
第５一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 
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量
率

が
平

常
運

転
時

程
度

ま
で

低
下

し
た

こ
と

に
よ

り
，
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

の
未

臨
界

へ
の

移
行

の
成

否
を

判
断

し
，
未

臨
界

が
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

・
中

性
子

線
用

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
 

・
ガ

ン
マ

線
用

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
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第
7
.
1
－

３
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
臨

界
事

故
の

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

自
動

供
給

の
手

順
と

設
備

の
関

係
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ａ
．

 
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の

自
動

供
給

の

着
手

及
び

実

施
判

断
 

・
異

な
る

３
台

の
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出

器
の

う
ち

，
２

台
以

上
の

臨
界

検
知

用
放

射

線
検

出
器

が
核

分
裂

反
応

に
伴

っ
て

放
出

さ
れ

る
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

線
量

当
量

率
の

上
昇

を
同

時
に

検
知

し
，

論
理

回
路

に
よ

り
，
臨

界
事

故
の

発
生

を
仮

定
す

る
機

器
に

お
い

て
，

臨
界

事
故

の
発

生
を

判
定

す
る

。
 

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
と

判
定

し
た

場
合

に
は

，
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
自

動
供

給
の

着
手

及
び

実
施

を
判

断
し

，
以

下
の

ｃ
．

か
ら

ｅ
．

へ
移

行
す

る
。

 

－
 

－
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

 

ｂ
．

 
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の

供
給

 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

に
よ

り
臨

界

事
故

の
発

生
を

検
知

し
た

場
合

，
重

大
事

故

時
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

供
給

槽
か

ら
自

動
で

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
機

器
に

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
を

重
力

流
で

供
給

す
る

。
 

・
臨

界
事

故
の

発
生

を
仮

定
す

る
機

器
 

・
重

大
事

故
時

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給
槽

 
・

重
大

事
故

時
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

供
給

弁
 

・
重

大
事

故
時

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給
系

配
管

・
弁

 

－
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ｃ
．

 
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の

供
給

開
始

の

確
認

 

・
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
供

給
が

開
始

さ

れ
た

こ
と

を
，

中
央

制
御

室
に

お
い

て
，

重

大
事

故
時

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給
弁

が
開

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

り
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

－
 

ｄ
．

 
緊

急
停

止
系

の
操

作
 

・
中

央
制

御
室

か
ら

の
操

作
に

よ
り

，
緊

急
停

止
系

を
作

動
さ

せ
，
液

体
状

の
核

燃
料

物
質

の
移

送
を

停
止

す
る

。
 

・
緊

急
停

止
系

 
－

 
－

 

ｅ
．

 
未

臨
界

へ
の

移
行

の
成

否

判
断

及
び

未

臨
界

の
維

持

の
確

認
 

・
重

大
事

故
時

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給

系
に

よ
る

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

供
給

後
，
計

装
設

備
と

し
て

配
備

す
る

中
性

子
線

用
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

及
び

ガ
ン

マ
線

用
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

り
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

を
収

納
し

た
セ

ル
周

辺
の

線
量

当
量

率
を

計
測

し
，
線

量
当

量
率

が
平

常
運

転
時

程
度

ま
で

低
下

し
た

こ
と

に
よ

り
，
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

の
未

臨
界

へ
の

移
行

の
成

否
を

判
断

し
，
未

臨
界

が
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

・
中

性
子

線
用

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
 

・
ガ

ン
マ

線
用

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
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第
7
.
1
－

４
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

臨
界

事
故

の
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

手
順

と
設

備
の

関
係

 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ａ
．

 
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す

る
放

射
線

分

解
水

素
の

掃

気
の

着
手

及

び
実

施
判

断
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

に
よ

り
臨

界

事
故

の
発

生
を

検
知

し
，
論

理
回

路
に

よ
り

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
と

判
定

し
た

場
合

，

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

着
手

及
び

実
施

を
判

断
し

，

以
下

の
ｂ

．
へ

移
行

す
る

。
 

－
 

－
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

 

ｂ
．

 
一

般
圧

縮
空

気
系

か
ら

の

空
気

の
供

給
 

・
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
と

一
般

圧
縮

空

気
系

を
，
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

を
用

い
て

接
続

し
，
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

に
空

気
を

供
給

す
る

。
 

・
臨

界
事

故
の

発
生

を
仮

定
す

る
機

器
 

・
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁
 

・
一

般
圧

縮
空

気
系

 

・
安

全
圧

縮
空

気
系

 

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

 
－

 

ｃ
．

 
一

般
圧

縮
空

気
系

か
ら

の

空
気

の
供

給

の
成

否
判

断
 

・
計

装
設

備
と

し
て

配
備

す
る

可
搬

型
貯

槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
の

指
示

値
に

よ
り

，

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
機

器
に

所
定

の
流

量
で

空
気

が
供

給
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

，
成

否
を

判
断

す
る

。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
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第
7
.
1
－

５
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
臨

界
事

故
の

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

の
手

順
と

設
備

の
関

係
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ａ
．

 
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す

る
放

射
線

分

解
水

素
の

掃

気
の

着
手

及

び
実

施
判

断
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

に
よ

り
臨

界

事
故

の
発

生
を

検
知

し
，
論

理
回

路
に

よ
り

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
と

判
定

し
た

場
合

，

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

着
手

及
び

実
施

を
判

断
し

，

以
下

の
ｂ

．
へ

移
行

す
る

。
 

－
 

－
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

 

ｂ
．

 
一

般
圧

縮
空

気
系

か
ら

の

空
気

の
供

給
 

・
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
と

一
般

圧
縮

空

気
系

を
，
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

を
用

い
て

接
続

し
，
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

に
空

気
を

供
給

す
る

。
 

・
臨

界
事

故
の

発
生

を
仮

定
す

る
機

器
 

・
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁
 

・
一

般
圧

縮
空

気
系

 

・
安

全
圧

縮
空

気
系

 

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

 
－

 

ｃ
．

 
一

般
圧

縮
空

気
系

か
ら

の

空
気

の
供

給

の
成

否
判

断
 

・
計

装
設

備
と

し
て

配
備

す
る

可
搬

型
貯

槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
の

指
示

値
に

よ
り

，

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
機

器
に

所
定

の
流

量
で

空
気

が
供

給
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

，
成

否
を

判
断

す
る

。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
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第
7
.
1
－

６
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

臨
界

事
故

の
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
 

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
手

順
と

設
備

の
関

係
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ａ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る

放
射

性
物

質

の
貯

留
の

着

手
及

び
実

施

判
断

 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

に
よ

り
臨

界

事
故

の
発

生
を

検
知

し
，
論

理
回

路
に

よ
り

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
と

判
定

し
た

場
合

，

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
着

手
及

び
実

施
を

判
断

し
，
以

下
の

ｃ
．

へ
移

行
す

る
。

 
－

 
－

 
・

臨
界

検
知

用
放

射

線
検

出
器

 

ｂ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
導

出
 

・
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

と
判

定
し

た
場

合
，

直
ち

に
自

動
で

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
を

開
と

す
る

と
と

も
に

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

空
気

圧
縮

機
を

自
動

で
起

動
し

廃
ガ

ス
貯

留
槽

に
放

射
性

物
質

を
導

く
。

そ
の

後
，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
流

路
を

遮
断

す
る

た
め

，
自

動
で

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

隔
離

弁

を
閉

止
す

る
。

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

空
気

圧
縮

機
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
廃

ガ
ス

貯
留

槽
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
配

管
・

弁
 

せ
ん

断
処

理
・

溶
解

 
廃

ガ
ス

処
理

設
備

 
・

凝
縮

器
 

・
隔

離
弁

 

・
主

配
管

・
弁

 

－
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ｃ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
導

出

開
始

の
確

認
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
放

射
性

物
質

を
含

む

気
体

の
導

出
開

始
後

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の

圧
力

計
の

指
示

値
の

上
昇

，
廃

ガ
ス

貯
留

設

備
の

放
射

線
モ

ニ
タ

の
指

示
値

の
上

昇
及

び
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
流

量
計

の
指

示
値

の
上

昇
に

よ
り

，
放

射
性

物
質

を
含

む
気

体

の
導

出
が

開
始

さ
れ

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

ま
た

，
溶

解
槽

圧
力

計
に

よ
り

，
廃

ガ
ス

処

理
設

備
の

系
統

内
の

圧
力

が
水

封
部

の
水

頭
圧

に
相

当
す

る
圧

力
範

囲
内

に
維

持
さ

れ
，

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

圧
力

の
制

御
が

機
能

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

・
溶

解
槽

圧
力

計
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
圧

力
計

（
前

処
理

建
屋

用
）

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

流
量

計
（

前
処

理
建

屋
用

）
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

 
 

 
 
の

放
射

線
モ

ニ
タ

 
 

 
（

前
処

理
建

屋
用

）
 

ｄ
．

 
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

の

実
施

判
断

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

槽
内

の
圧

力
が

規
定

の
圧

力

（
0
.
4
Ｍ

Ｐ
ａ

[
g
a
g
e
]
）
に

達
し

た
場

合
に

，

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
へ

の
導

出
を

完
了

す
る

こ
と

と
し

，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気

再
開

の
実

施
を

判
断

し
，

以
下

の
ｅ

．
へ

移

行
す

る
。

 

－
 

－
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
圧

力
計
（

前
処

理

建
屋

用
）
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（
つ

づ
き

）

判
断

及
び

操

作
 

手
順

重
大

事
故

等
対

処
施

設

常
設

重
大

事
故

等

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備

ｅ
．

廃
ガ

ス
処

理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

 

・
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
再

開
の

実

施
判

断
後

，
中

央
制

御
室

に
お

い
て

臨
界

事

故
が

発
生

し
た

機
器

が
接

続
さ

れ
る

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

弁
の

開
操

作
を

行
い

，
廃

ガ

ス
処

理
設

備
の

排
風

機
を

再
起

動
し

て
，
高

い
除

染
能

力
を

有
す

る
平

常
運

転
時

の
放

出
経

路
に

復
旧

し
，
機

器
内

に
残

留
し

て
い

る
放

射
性

エ
ア

ロ
ゾ

ル
を

，
廃

ガ
ス

処
理

設

備
の

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ
に

よ
り

低
減

し
た

上
で

管
理

さ
れ

た
状

態
に

お
い

て
主

排
気

筒
を

介
し

て
，

大
気

中
へ

放
出

す
る

。
 

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

再
起

動
後

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

を
閉

止
し

，
空

気
圧

縮
機

を
停

止
す

る
。

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
空

気
圧

縮
機

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
逆

止
弁

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
廃

ガ
ス

貯
留

槽
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

配
管

・
弁

せ
ん

断
処

理
・

溶
解

廃
ガ

ス
処

理
設

備
 

・
凝

縮
器

・
高

性
能

粒
子

フ
ィ

ル
タ

・
排

風
機

・
隔

離
弁

・
主

配
管

・
弁

・
前

処
理

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

主
配

管
・

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
廃

ガ
ス

処
理

系
主

配
管

・
主

排
気

筒

－
－

ｆ
．

廃
ガ

ス
処

理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

の

成
否

判
断

 

・
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
が

再
開

さ

れ
た

こ
と

を
，
安

全
系

監
視

制
御

盤
で

確
認

し
，

成
否

を
判

断
す

る
。

－
－

・
溶

解
槽

圧
力

計
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（
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 
計

装
設

備
 

ｇ
．

 
大

気
中

へ
の

放
射

性
物

質

の
放

出
の

状

態
監

視
 

・
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

に

よ
り

，
主

排
気

筒
を

介
し

て
大

気
中

へ
放

出

さ
れ

る
放

射
性

物
質

の
放

出
状

況
を

監
視

す
る

。
 

・
主

排
気

筒
 

－
 

・
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設

備
 

・
放

出
管

理
分

析
設

備
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第
7
.
1
－

７
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
臨

界
事

故
の

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

 

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
手

順
と

設
備

の
関

係
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故

等
対

処
設

備
 

計
装

設
備

 

ａ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る

放
射

性
物

質

の
貯

留
の

着

手
及

び
実

施

判
断

 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

に
よ

り
臨

界

事
故

の
発

生
を

検
知

し
，
論

理
回

路
に

よ
り

臨
界

事
故

が
発

生
し

た
と

判
定

し
た

場
合

，

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
着

手
及

び
実

施
を

判
断

し
，
以

下
の

ｃ
．

へ
移

行
す

る
。

 

－
 

－
 

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

 

ｂ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
導

出
 

・
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

と
判

定
し

た
場

合
，

直
ち

に
自

動
で

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
を

開
と

す
る

と
と

も
に

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

空
気

圧
縮

機
を

自
動

で
起

動
し

廃
ガ

ス
貯

留
槽

に
放

射
性

物
質

を
導

く
。

そ
の

後
，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
流

路
を

遮
断

す
る

た
め

，
自

動
で

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

隔
離

弁

を
閉

止
す

る
。

 

精
製

建
屋

に
あ

っ
て

は
隔

離
弁

の
自

動
閉

止
に

加
え

，
自

動
で

精
製

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ

ス
処

理
設

備
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

の
排

風
機

を
停

止
す

る
。

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

空
気

圧
縮

機
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
廃

ガ
ス

貯
留

槽
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
配

管
・

弁
 

 精
製

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
(
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
系

)
 

・
凝

縮
器

 
・

排
風

機
 

・
隔

離
弁

 

・
主

配
管

・
弁

 

－
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故

等
対

処
設

備
 

計
装

設
備

 

ｃ
．

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
導

出

開
始

の
確

認
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
放

射
性

物
質

を
含

む

気
体

の
導

出
開

始
後

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の

圧
力

計
の

指
示

値
の

上
昇

，
廃

ガ
ス

貯
留

設

備
の

放
射

線
モ

ニ
タ

の
指

示
値

の
上

昇
及

び
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
流

量
計

の
指

示
値

の
上

昇
に

よ
り

，
放

射
性

物
質

を
含

む
気

体

の
導

出
が

開
始

さ
れ

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

ま
た

，
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

に
よ

り
，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
系

統
内

の
圧

力
が

水
封

部
の

水
頭

圧
に

相
当

す
る

圧
力

範
囲

内
に

維
持

さ
れ

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る

圧
力

の
制

御
が

機
能

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

－
 

－
 

・
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

圧
力

計
（

精
製

建
屋

用
）

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

流
量

計
（

精
製

建
屋

用
）

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
放

射
線

モ
ニ

タ

（
精

製
建

屋
用

）
 

ｄ
．

 
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

の

実
施

判
断

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

槽
内

の
圧

力
が

規
定

の
圧

力

（
0
.
4
Ｍ

Ｐ
ａ

[
g
a
g
e
]
）
に

達
し

た
場

合
に

，

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
へ

の
導

出
を

完
了

す
る

こ
と

と
し

，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気

再
開

の
実

施
を

判
断

し
，

以
下

の
ｅ

．
へ

移

行
す

る
。

 

－
 

－
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
圧

力
計
（

精
製

建

屋
用

）
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（
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故

等
対

処
設

備
 

計
装

設
備

 

ｅ
．

 
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

 

・
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
再

開
の

実

施
判

断
後

，
中

央
制

御
室

に
お

い
て

臨
界

事

故
が

発
生

し
た

機
器

が
接

続
さ

れ
る

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

弁
の

開
操

作
を

行
い

，
廃

ガ

ス
処

理
設

備
の

排
風

機
を

再
起

動
し

て
，
高

い
除

染
能

力
を

有
す

る
平

常
運

転
時

の
放

出
経

路
に

復
旧

し
，
機

器
内

に
残

留
し

て
い

る
放

射
性

エ
ア

ロ
ゾ

ル
を

，
廃

ガ
ス

処
理

設

備
の

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ
に

よ
り

低
減

し
た

上
で

管
理

さ
れ

た
状

態
に

お
い

て
主

排
気

筒
を

介
し

て
，

大
気

中
へ

放
出

す
る

。
 

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

再
起

動
後

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

を
閉

止
し

，
空

気
圧

縮
機

を
停

止
す

る
。

 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

空
気

圧
縮

機
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
逆

止
弁

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

廃
ガ

ス
貯

留
槽

 
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

配
管

・
弁

 
精

製
建

屋
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
系

(
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
系

）
 

・
凝

縮
器

 
・

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ
 

・
排

風
機

 
・

隔
離

弁
 

・
主

配
管

・
弁

 
・

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

主
配

管
 

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

廃
ガ

ス
処

理
系

主
配

管
 

・
主

排
気

筒
 

－
 

－
 

ｆ
．

 
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る

換
気

再
開

の

成
否

判
断

 

・
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
が

再
開

さ

れ
た

こ
と

を
，
安

全
系

監
視

制
御

盤
で

確
認

し
，

成
否

を
判

断
す

る
。

 
－

 
－

 
・

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入

口
圧

力
計
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（
つ

づ
き

）
 

 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順

 

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備

 

可
搬

型
重

大
事

故

等
対

処
設

備
 

計
装

設
備

 

ｇ
．

 
大

気
中

へ
の

放
射

性
物

質

の
放

出
の

状

態
監

視
 

・
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

に

よ
り

，
主

排
気

筒
を

介
し

て
大

気
中

へ
放

出

さ
れ

る
放

射
性

物
質

の
放

出
状

況
を

監
視

す
る

。
 

・
主

排
気

筒
 

－
 

・
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設

備
 

・
放

出
管

理
分

析
設

備
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第
7
.
1
－

８
表

 
臨

界
事

故
に

お
い

て
安

全
機

能
の

喪
失

を
想

定
す

る
機

器
 

臨
界

事
故

の

発
生

を
仮

定

す
る

機
器

 

安
全

機
能

の
喪

失
を

想
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第 7.1－９表 臨界事故の拡大防止対策に使用する設備 

 

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

溶解槽 ○ ○ ×

エンドピース酸洗浄槽 ○ ○ ×

ハル洗浄槽 ○ ○ ×

配管・弁［流路］ × × ×

可溶性中性子吸収材緊急供給系 × × ×

（溶解設備） 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽 ○ × ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁 ○ × ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁［流路］ ○ × ×

安全圧縮空気系 ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（エンドピース酸洗浄槽用）［流
路］

○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（ハル洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（ハル洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（ハル洗浄槽用）［流路］ ○ × ×

一般圧縮空気系 ○ × ×

廃ガス貯留設備の隔離弁 × × ○

廃ガス貯留設備の空気圧縮機 × × ○

廃ガス貯留設備の逆止弁 × × ○

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 × × ○

廃ガス貯留設備の配管・弁［流路］ × × ○

凝縮器 × × ○

高性能粒子フィルタ × × ○

排風機 × × ○

隔離弁 × × ○

主配管・弁［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(前処理建屋塔槽類廃
ガス処理設備)

主配管［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(高レベル廃液ガラス
固化建屋塔槽類廃ガス処理設備　高
レベル濃縮廃液廃ガス処理系)

主配管［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(主排気筒) 主排気筒 × × ○

廃ガス貯留設備(冷却水設備） 一般冷却水系 × × ○

一般圧縮空気系 × × ○

安全圧縮空気系 × × 〇

廃ガス貯留設備(低レベル廃液処理設
備)

第１低レベル廃液処理系 × × ○

分析設備 配管・弁［流路］ × × ×

臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） ○ ○ ○

緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） ○ ○ ○

臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） ○ ○ ○

緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） ○ × ×

計装設備 溶解槽圧力計 × × ○

ガンマ線用サーベイメータ ○ × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽
用）

× ○ ×

廃ガス貯留設備の圧力計(前処理建屋用) × × ○

廃ガス貯留設備の流量計(前処理建屋用) × × ○

廃ガス貯留設備の放射線モニタ(前処理建屋用) × × ○

構成する機器

溶解設備

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回
路

重大事故時可溶性中性子吸収材供給
回路

廃ガス貯留設備（せん断処理・溶解廃
ガス処理設備）

（計装設備）

廃ガス貯留設備(圧縮空気設備）

臨界事故の拡大を防止するための設備

廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留

臨界事故により発生する
放射線分解水素の掃気

可溶性中性子吸収材の自
動供給

機器グループ

設備名称

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

重大事故時可溶性中性子吸収材供給
系

廃ガス貯留設備（前処理建屋）

前処理建屋
臨界

設備
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（つづき） 

 

 

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

受電開閉設備 ○ ○ ○

受電変圧器 ○ ○ ○

6.9ｋＶ非常用主母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ運転予備用主母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ非常用母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ運転予備用母線 ○ ○ ○

460Ｖ非常用母線 ○ ○ ○

460Ｖ運転予備用母線 ○ ○ ○

第２非常用直流電源設備 ○ ○ ○

直流電源設備 ○ ○ ○

計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 ○ ○ ○

一般圧縮空気系 × ○ ×

可搬型建屋内ホース（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽用）[流路] × ○ ×

機器圧縮空気供給配管・弁（溶解設備）［流路］ × 〇 ×

機器圧縮空気供給配管・弁（（本文）主な工程計装設備/（添六）計測制御設備）

［流路］
× 〇 ×

安全圧縮空気系 × ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○

第５一時貯留処理槽 ○ ○ ×

第７一時貯留処理槽 ○ ○ ×

配管・弁［流路］ × × ×

（精製建屋一時貯留処理設備） 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第５一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（第５一時貯留処理槽用）［流
路］

○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第７一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（第７一時貯留処理槽用）［流

路］
○ × ×

安全圧縮空気系 ○ × ×

一般圧縮空気系 ○ × ×

廃ガス貯留設備の隔離弁 × × ○

廃ガス貯留設備の空気圧縮機 × × ○

廃ガス貯留設備の逆止弁 × × ○

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 × × ○

廃ガス貯留設備の配管・弁［流路］ × × ○

凝縮器 × × ○

高性能粒子フィルタ × × ○

排風機 × × ○

隔離弁 × × ○

主配管・弁［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備)
主配管［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(高レベル廃液ガラス

固化建屋塔槽類廃ガス処理設備　高
レベル濃縮廃液廃ガス処理系)

主配管［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(主排気筒) 主排気筒 × × ○

廃ガス貯留設備(冷却水設備) 一般冷却水系 × × ○

一般圧縮空気系 × × ○

安全圧縮空気系 × × 〇

廃ガス貯留設備(低レベル廃液処理設

備)
第１低レベル廃液処理系 × × ○

重大事故時可溶性中性子吸収材供給

系

精製建屋一時貯留処理設備

廃ガス貯留設備（精製建屋）

直流電源設備

所内低圧系統

所内高圧系統

受電開閉設備・受電変圧器

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類廃
ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プ

ルトニウム系））

廃ガス貯留設備(圧縮空気設備)

臨界事故の拡大を防止するための設備

可溶性中性子吸収材の自

動供給

臨界事故により発生する

放射線分解水素の掃気

廃ガス貯留設備による放

射性物質の貯留
機器グループ

設備

設備名称 構成する機器

前処理建屋

臨界

精製建屋

臨界

臨界事故時水素掃気系
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（つづき） 

 

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） ○ ○ ○

臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） ○ ○ ○

緊急停止系（精製建屋用，電路含む） ○ × ×

計装設備 廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○

ガンマ線用サーベイメータ ○ × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽
用）

× ○ ×

廃ガス貯留設備の圧力計(精製建屋用) × × ○

廃ガス貯留設備の流量計(精製建屋用) × × ○

廃ガス貯留設備の放射線モニタ(精製建屋用) × × ○

受電開閉設備 ○ ○ ○

受電変圧器 ○ ○ ○

6.9ｋＶ非常用主母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ運転予備用主母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ非常用母線 ○ ○ ○

6.9ｋＶ運転予備用母線 ○ ○ ○

460Ｖ非常用母線 ○ ○ ○

460Ｖ運転予備用母線 ○ ○ ○

第２非常用直流電源設備 ○ ○ ○

直流電源設備 ○ ○ ○

計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 ○ ○ ○

一般圧縮空気系 × ○ ×

可搬型建屋内ホース（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用）［流路］ × ○ ×

機器圧縮空気供給配管・弁（精製建屋一時貯留処理設備）［流路］ × 〇 ×

機器圧縮空気供給配管・弁（（本文）主な工程計装設備/（添六）計測制御設備）
［流路］

× 〇 ×

安全圧縮空気系 × ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○

注）設備名称を（）としている設備は,  新たに設置する重大事故等対処設備であって,  代替する機能を有する設計基準設備が存在しない設備を示す。

精製建屋
臨界

臨界事故時水素掃気系

重大事故時可溶性中性子吸収材供給
回路

直流電源設備

受電開閉設備・受電変圧器

所内低圧系統

所内高圧系統

（計装設備）

機器グループ

設備
臨界事故の拡大を防止するための設備

可溶性中性子吸収材の自
動供給

臨界事故により発生する
放射線分解水素の掃気

廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留

設備名称 構成する機器
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混

合
物

で
充

満
し

た
状

態
）

 

円
筒

形
 

2
3
5
U
：

2
3
8
U
＝

5
：

9
5
 

3
0
0
0
g
・

G
d
 

精
製

建
屋

 
第

５
一

時
貯

留

処
理

槽
 

均
質

P
u
(
N
O

3
)

3
水

溶

液
 

P
u
濃

度
：

g
・

P
u
/
L
 

液
量

：
2
0
0
L
 

第
５

一
時

貯
留

処
理

槽
の

形
状

 

2
3
9
P
u
：

2
4
0
P
u
：

2
4
1
P
u
＝

7
1
：

1
7
：

1
2
 

1
5
0
g
・

G
d
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

均
質

P
u
(
N
O

3
)

3
水

溶

液
 

P
u
濃

度
：

g
・

P
u
/
L
 

液
量

：
3
0
0
0
L
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
の

形
状

 

2
3
9
P
u
：

2
4
0
P
u
：

2
4
1
P
u
＝

7
1
：

1
7
：

1
2
 

2
4
0
0
g
・

G
d
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表

 
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

に
係

る
主

要
な

評
価

条
件

（
共

通
条

件
）

 

 

項
目

 
設

定
値

 

臨
界

に
お

け
る

水
素

発
生

Ｇ
値

[
m
o
l
e
c
u
l
e
s
/
1
0
0
e
V
]
 

1
.
8
 

バ
ー

ス
ト

期
の

核
分

裂
数

[
f
i
s
s
i
o
n
s
]
 

1
.
0
×

1
0
1
8
 

プ
ラ

ト
ー

期
の

核
分

裂
率

[
f
i
s
s
i
o
n
s
/
s
]
 

1
.
0
×

1
0
1
5
 

臨
界

継
続

時
間

[
m
i
n
]
 

1
0
 

バ
ー

ス
ト

期
の

水
素

発
生

量
[
m
3
]
 

0
.
1
3
4
 

プ
ラ

ト
ー

期
の

水
素

発
生

量
[
m
3
/
h
]
 

0
.
4
8
3
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1
－

1
2
表

 
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

に
係

る
主

要
な

評
価

条
件

（
個

別
条

件
）

 

 

建
屋

名
 

機
器

名
 

気
相

部
体

積
 

[
m
3
]
 

平
常

運
転

時
圧

縮
空

気
流

量
 

[
m
3
/
h
[
n
o
r
m
a
l
]
]
 

前
処

理
建

屋
 

溶
解

槽
Ａ

 
6
.
9
7
 

0
.
2
7
9
 

溶
解

槽
Ｂ

 
6
.
9
7
 

0
.
2
7
9
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ａ
 

３
 

0
.
2
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ｂ
 

３
 

0
.
2
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ａ

 
7
.
0
0
8
※

1
 

0
.
1
3
9
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ｂ

 
7
.
0
0
8
※

1
 

0
.
1
3
9
 

精
製

建
屋

 
第

５
一

時
貯

留
処

理
槽

 
3
.
6
 

0
.
0
4
2
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
.
8
 

0
.
3
8
1
 

※
１

 
接

続
す

る
溶

解
槽

の
気

相
部

体
積

も
考

慮
し

て
い

る
。
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第
7
.
1
－

1
3
表

 
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

に
係

る
主

要
な

評
価

条
件

 

（
溶

液
由

来
の

放
射

線
分

解
水

素
）

 

建 屋 名
 

機
器

名
 

液
量

[
m
3
]
 

硝
酸

濃
度

 
[
m
o
l
/
L
]
 

水
素

発
生

に
係

る
Ｇ

値
 

崩
壊

熱
密

度
 

水
素

発
生

量
 

[
m
3
/
h
]
 

Ｇ
α
 

[
m
o
l
e
c
u
l
e
s

/
1
0
0
e
V
]
 

Ｇ
β

γ
 

[
m
o
l
e
c
u
l
e
s

/
1
0
0
e
V
]
 

α
 

[
W
/
m
3
]
 

β
 

[
W
/
m
3
]
 

前 処 理 建 屋
 

溶
解

槽
Ａ

 
３

※
１
 

０
 

1
.
4
 

4
.
5
×

1
0
-
1
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

1
.
1
×

1
0
-
2
 

溶
解

槽
Ｂ

 
３

※
１
 

０
 

1
.
4
 

4
.
5
×

1
0
-
1
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

1
.
1
×

1
0
-
2
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ａ
 

2
.
1
※

１
 

３
 

1
.
1
×

1
0
-
1
 

4
.
2
×

1
0
-
2
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

6
.
6
×

1
0
-
4
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ｂ
 

2
.
1
※

１
 

３
 

1
.
1
×

1
0
-
1
 

4
.
2
×

1
0
-
2
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

6
.
6
×

1
0
-
4
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ａ

 
0
.
2
※

１
 

０
 

1
.
4
 

4
.
5
×

1
0
-
1
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

7
.
3
×

1
0
-
4
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ｂ

 
0
.
2
※

１
 

０
 

1
.
4
 

4
.
5
×

1
0
-
1
 

1
.
7
×

1
0
2
 

4
.
4
×

1
0
2
 

7
.
3
×

1
0
-
4
 

精 製 建 屋
 

第
５

一
時

貯
留

処
理

槽
 

0
.
2
※

２
 

0
.
9
1
 

4
.
7
×

1
0
-
1
 

9
.
8
×

1
0
-
2
 

9
.
3
×

1
0
2
 

0
.
0
 

7
.
3
×

1
0
-
4
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

３
※

３
 

0
.
5
 

6
.
4
×

1
0
-
1
 

1
.
6
×

1
0
-
1
 

9
.
3
×

1
0
2
 

0
.
0
 

1
.
5
×

1
0
-
2
 

※
１

 
臨

界
発

生
機

器
の

公
称

容
量

 

※
２

 
臨

界
事

故
の

発
生

の
要

因
を

考
慮

し
設

定
 

※
３

 
移

送
元

で
あ

る
精

製
建

屋
の

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
の

公
称

容
量
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性
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質
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出

量
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評
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件

 

建
屋
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界
事

故
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生

を
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定
す
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界

事
故

が
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器
に
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す
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放
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性
物

質
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度

 

臨
界

事
故

の
影
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を

受
け

る
割

合
 

核
分

裂
の

エ
ネ

ル
ギ

に
よ

る
沸

騰
等

に
よ

り
放

射
性

物
質
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機

器
の

気
相

中
に

移
行

す
る

割
合

 

大
気

中
へ

の
放

出
経

路
に

お
け

る
除

染
係

数
 

前
処

理
建

屋
 

溶
解

槽
 

溶
解

液
に

お
け

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
 

ル
テ

ニ
ウ

ム
：

１
 

 そ
の

他
：

 
全

核
分

裂
数

（
1
.
6
×

1
0
1
8
 

f
i
s
s
i
o
n
s
）

に
相

当
す

る
溶

液
の

沸
騰

量
（

2
3
L
）

よ
り

設
定

 
 

ル
テ

ニ
ウ

ム
：

 
１

×
1
0
－

３
 

 そ
の

他
：

 
５

×
1
0
－

４
 

１
／

(
1
.
5
×

1
0
－

６
)
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

 

溶
解

液
に

お
け

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
 

１
／

(
５

×
1
0
－

７
)
 

ハ
ル

洗
浄

槽
 

溶
解

液
に

お
け

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
 

１
／

(
1
.
5
×

1
0
－

６
)
 

精
製

建
屋

 

第
５

一
時

貯
留

処
理

槽
 

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

（
2
4
g
P
u
/
L
）

 
１

／
(
１

×
1
0
－

６
)
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

（
2
4
g
P
u
/
L
）

 
１

／
(
2
.
5
×

1
0
－

６
)
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第 7.1－ 15 表  可溶性中性子吸収材供給後の実効増倍率 

 

建屋 
臨界事故の発生を仮定

する機器 

実効増倍

率 

keff+3σ  

前処理建屋 溶解槽 0.925 

エンドピース酸洗浄槽 0.941 

ハル洗浄槽 0.940 

精製建屋 第５一時貯留処理槽 0.776 

第７一時貯留処理槽 0.921 
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1
－

1
6
表

 
臨

界
事

故
発

生
後

の
機

器
内

の
最

大
水

素
濃

度
及

び
水

素
濃

度
平

衡
値

 

建 屋 名
 

機
器

名
 

最
大

水
素

濃
度

※
１

(
v
o
l
％

)
 

水
素

濃
度

平
衡

値
※

２
 

(
v
o
l
％

)
 

前 処 理 建 屋
 

溶
解

槽
Ａ

 
３

 
3
.
8
 

溶
解

槽
Ｂ

 
３

 
3
.
8
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ａ
 

７
 

0
.
4
 

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

酸
洗

浄
槽

Ｂ
 

７
 

0
.
4
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ａ

 
３

 
0
.
6
 

ハ
ル

洗
浄

槽
Ｂ

 
３

 
0
.
6
 

精 製 建 屋
 

第
５

一
時

貯
留

処
理

槽
 

６
 

1
.
7
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

６
 

3
.
8
 

※
１

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
放

射
性

物
質

の
導

出
完

了
ま

で
の

間
の

水
素

濃
度

の
最

大
値

 

※
２

 
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
放

射
性

物
質

の
導

出
完

了
後

に
水

素
濃

度
が

平
衡

に
至

る
濃

度
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第 7.1－ 17表  溶解槽における臨界事故時の 

大気中への放射性物質の放出量 

 

核  種  放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ２×10４  

Ｃｓ－137 ２×10４  

Ｅｕ－154 ８×10２  

Ｐｕ－238 ２×10３  

Ｐｕ－239 ２×10２  

Ｐｕ－240 ２×10２  

Ｐｕ－241 ３×10４  

Ａｍ－241 ２×10３  

Ｃｍ－244 ９×10２  
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第 7.1－ 18表  エンドピース酸洗浄槽における臨界事故時の 

大気中への放射性物質の放出量 

 

核  種  放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ４×10３  

Ｃｓ－137 ６×10３  

Ｅｕ－154 ３×10２  

Ｐｕ－238 ４×10２  

Ｐｕ－239 ４×10１  

Ｐｕ－240 ６×10１  

Ｐｕ－241 ９×10３  

Ａｍ－241 ４×10２  

Ｃｍ－244 ３×10２  
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第 7.1－ 19表  ハル洗浄槽における臨界事故時の 

大気中への放射性物質の放出量 

 

核  種  放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ２×10４  

Ｃｓ－137 ２×10４  

Ｅｕ－154 ８×10２  

Ｐｕ－238 ２×10３  

Ｐｕ－239 ２×10２  

Ｐｕ－240 ２×10２  

Ｐｕ－241 ３×10４  

Ａｍ－241 ２×10３  

Ｃｍ－244 ９×10２  
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第 7.1－ 20表  第５一時貯留処理槽における臨界事故時の 

大気中への放射性物質の放出量 

 

核  種  放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 ８×10３  

Ｐｕ－239 ８×10２  

Ｐｕ－240 ２×10３  

Ｐｕ－241 ２×10５  
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第 7.1－ 21表  第７一時貯留処理槽における臨界事故時の 

大気中への放射性物質の放出量 

 

核  種  放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 ２×10４  

Ｐｕ－239 ２×10３  

Ｐｕ－240 ３×10３  

Ｐｕ－241 ４×10５  
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第 7.1－ 22表  溶解槽における大気中への放射性物質の 

放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 １×10－ ７  
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第 7.1－ 23表  エンドピース酸洗浄槽における大気中への 

放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 ４×10－ ８  
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第 7.1－ 24表  ハル洗浄槽における大気中への 

放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 １×10－ ７  
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第 7.1－ 25表  第５一時貯留処理槽における大気中への 

放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 ３×10－ ７  
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第 7.1－ 26表  第７一時貯留処理槽における大気中への 

放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 ８×10－ ７  
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ス
等

）

代
替
可

溶
性
中

性
子
吸

収
材
緊

急
供
給

槽
又
は

重
大
事

故
時
可

溶
性
中

性
子

吸
収

材
供
給

槽

凝
縮

器

隔
離

弁

廃
ガ

ス
貯

留
槽

逆
止
弁

① ①

① ①

Ｐ

圧
力

計

Ｒ

放
射

線
モ

ニ
タ

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留
設

備
の

空
気
圧

縮
機

廃
ガ
ス

貯
留
設

備
の

空
気
圧

縮
機

Ｐ

圧
力
計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮
空

気
流

量
計

せ
ん

断
機

緊
急

停
止

操
作

ス
イ
ッ

チ

せ
ん
断

機
を

停
止

す
る

回
路

臨
界
事

故
の

発
生

を
仮

定
す

る
機
器

へ

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
以

外
の
設

備
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主
排

気
筒

排
風
機

隔
離

弁

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ

り

（
建
屋

境
界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①①

① ①

①

①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸
収

材
供
給

槽

凝
縮

器

廃
ガ
ス

貯
留

槽

隔
離
弁

逆
止

弁

① ①

① ① ①

Ｒ
Ｐ

放
射

線
モ

ニ
タ

圧
力
計

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

圧
力

計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型
貯

槽
掃

気
圧

縮
空
気

流
量

計

（
太

い
実

線
）

緊
急

停
止

操
作

ス
イ

ッ
チ

核
燃

料
物

質
を

含
む

溶
液

を
貯

留
す

る
機
器

←

駆
動

源
常

設
重

大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止

）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

凡
例

信
号

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可

搬
型
ホ

ー
ス
等

）

エ
ア

リ
フ

ト
ポ
ン

プ
又
は

ス
チ
ー

ム
ジ
ェ

ッ
ト
ポ

ン
プ

←

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

以
外
の

設
備
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臨
界
検

知
用
放

射
線

検
出

器
に

よ
る

臨
界

事
故

の
発
生

検
知

※
１

未
臨
界

へ
の
移

行
の

成
否

判
断

の

た
め
建

屋
内
へ

移
動

可
搬
型

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材

供
給
器

接
続
（

手
動

）

未
臨
界

へ
の

移
行

の
成
否

判
断

・
セ
ル

周
辺

の
線

量
当

量
率
が

平
常

運
転

時
程

度
ま
で

低
下

し
た

こ
と

を
確

認

臨
界
事

故
が
発

生
し

た
機

器
を
収

納
し
た

セ
ル
周

辺
の

線
量

当
量
率

を
計
測

線
量
当

量
率

継
続
監

視Ａ
：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備
に

よ
る

放

射
性
物

質
の
貯

留

重
大
事

故
時

可
溶

性
中
性

子
吸

収
材
供

給
弁

又
は

代
替
可

溶
性

中
性
子

吸
収

材
緊

急
供
給

弁

「
開
」

（
自

動
）

中
央

制
御

室
に

お
い
て

緊
急

停

止
操

作
ス

イ
ッ

チ
押
下

（
手

動
）

固
体
状

の
核

燃
料

物
質
の

移
送

停
止
の

成
否
判

断

・
中
央

制
御
室

に
お

い
て

緊
急

停
止

操
作
ス

イ
ッ

チ
の

状
態

表
示

ラ
ン

プ
点

灯
確
認

可
溶
性

中
性
子

吸
収

材
の

供
給

開
始
（

自
動

）
確

認

・
中
央

制
御
室

の
監

視
制

御
盤

及
び

安
全

系
監

視
制
御

盤
に

お
い

て
重

大
事

故
時
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

供
給
弁

又
は

代
替

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材

緊
急

供
給

弁
「

開
」
確

認

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
の

供
給

開
始
確

認

・
供
給

容
器

内
の

可
溶
性

中
性

子

吸
収

材
の

減
少

の
目
視

確
認

※
１

臨
界

検
知
手
段

に
よ

る
臨
界

事
故
の
発

生
検
知

異
な

る
３

台
の
臨
界

検
知

用
放
射

線
検
出

器
の
う
ち

，
２
台

以
上
の

臨
界
検
知

用
放

射
線
検

出
器
が
臨

界
に

伴
っ

て
放
出

さ
れ
る
ガ

ン
マ

線
の
線

量
当
量

率
の
上
昇

を
同

時
に
検

知
し
，
論

理
回

路
に
よ

り
臨
界

事
故
の
発

生
を

仮
定
す

る
機
器
に

お
い

て
臨
界

事
故
が

発
生
し
た

と
判

定
し
た

場
合
。

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
の

手
動

供

給
の
た

め
建

屋
内

へ
移
動

供
給
容

器
へ

の
可

溶
性
中

性
子

吸

収
材
供

給
，

供
給

ポ
ン
プ

操
作

（
手
動

）

着
手

判
断

及
び
実

施
判

断

・
中

央
制

御
室
に

お
い

て
臨

界
検

知
用
放

射
線

検
出
器

か
ら
の

臨
界

警
報

発
報

の
確
認

凡
例

中
央

制
御

室
の

安
全
系

監

視
制

御
盤

に
お

い
て
可

溶

性
中

性
子

吸
収

材
緊
急

供

給
系

の
供

給
弁

「
開
」

（
手

動
）

溶
解

槽
の

場
合

Ｃ
：

臨
界

事
故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の
掃

気

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
緊

急
供

給
系

か
ら

の
供

給
確

認 ・
中

央
制

御
室

の
安

全
系

監
視
制

御
盤

に
お

い
て

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材

緊
急
供

給
系

の
供

給
弁

「
開
」

確
認

主
排

気
筒

か
ら

大
気
中

へ
の

放
出

状
況

監
視

Ｂ
：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備
に

よ
る

放

射
性
物

質
の
貯

留

：
操

作
・
確
認

：
判

断

：
監
視

：
可

溶
性
中
性

子
吸

収
材
の

供
給

：
自

主
対
策
設

備
を

用
い
た

対
応
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臨
界

事
故

に
よ
り

発
生

す
る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃
気

の
た

め
建
屋

内
へ

移
動

一
般

圧
縮

空
気
系

接
続

（
手
動

）

一
般

圧
縮

空
気
系

の
供

給
弁
操

作
（

手
動
）

せ
ん
断

処
理
・

溶
解

廃
ガ

ス
処
理

設
備
の

隔
離

弁
「
閉

」
（
自

動
）

廃
ガ
ス

貯
留
設

備
の

隔
離

弁
「
開

」
及
び

空
気

圧
縮
機

「
起
動

」
（

自
動

）

廃
ガ

ス
貯

留
槽
へ

の
導
出

開
始

確
認

中
央

制
御

室
の
監

視
制
御

盤
に

お
い
て

，
以

下
を

確
認
す

る
。

・
廃

ガ
ス

貯
留
設

備
の
圧

力
計

の
指
示

値
上

昇
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の
放

射
線

モ
ニ
タ

指
示

値
上

昇
・

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の
流

量
計

の
指
示

値
上

昇
ま

た
，

中
央

制
御

室
の

安
全
系

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
，

以
下
を

確
認

す
る
。

・
溶

解
槽

の
圧
力

指
示
値

が
水

封
部
の

水
頭

圧
に

相
当

す
る
圧

力
範
囲

内
で

あ
る

こ
と

せ
ん

断
処

理
・
溶

解
廃
ガ

ス
処

理
設
備

へ
の

系
統

切
替

の
実

施
判

断
・

廃
ガ

ス
貯

留
槽

内
の

圧
力
が

0.
4Ｍ

Ｐ
ａ

[
ga
g
e]
ま

で
上

昇

せ
ん

断
処

理
・

溶
解
廃

ガ
ス

処
理

設
備
の

隔
離

弁
「

開
」

及
び

排
風
機

「
起

動
」

（
手
動

）

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の
隔

離
弁

「
閉

」
及
び

空
気

圧
縮

機
「

停
止

」
（
手

動
）

臨
界

事
故

に
よ
り

発
生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の
成

否
判

断
・

可
搬

型
貯

槽
掃

気
圧
縮

空
気

流
量

計
の

指
示
値

が
６
ｍ

3 ／
ｈ

[
no
r
ma
l
]以

上
の

確
認

中
央

制
御

室
の

監
視
制

御
盤

に
お

い
て
せ

ん
断

処
理

・
溶

解
廃

ガ
ス
処

理
設

備
の

隔
離
弁

「
閉

」
確

認
中

央
制
御

室
の

監
視
制

御
盤

に
お

い
て
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁
「

開
」

及
び

空
気
圧

縮
機

「
起

動
」

確
認

：
操

作
・
確

認

：
判

断

：
監

視

：
廃

ガ
ス
貯

留
設
備
に

よ
る

放
射
性
物

質
の

貯
留

臨
界
事
故

に
よ
り
発

生
す

る
放
射
線

分
解

水
素
の
掃

気

凡
例

可
搬

型
貯

槽
掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
の
指

示
値

継
続
監

視

放
射
線

分
解
に

よ
り

発
生

す
る
水

素
の

掃
気

の
た
め

の
空

気
供

給
停
止

放
出

経
路

復
旧
の

成
否

判
断

・
中

央
制

御
室
の

安
全

系
監
視

制
御

盤
に

お
い

て
排
風

機
の
運

転
表

示
・

中
央

制
御

室
の

安
全
系

監
視

制
御
盤

に
お

い
て

溶
解

槽
圧
力

計
の

指
示
値

が
負
圧

を
示

し
た

こ
と

Ｃ
：

臨
界

事
故
に

よ
り

発
生
す

る
放

射
線

分
解
水

素
の

掃
気

Ｂ
：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備
に

よ
る
放

射
性

物
質

の
貯
留

Ａ
：

廃
ガ

ス
貯
留

設
備

に
よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留
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臨
界
検
知

用
放
射

線
検
出

器
に

よ
る
臨
界

事
故
の

発
生
検

知
※
１

未
臨
界
へ

の
移
行

の
成
否

判
断
の

た
め

建
屋
内

へ
移
動

可
搬
型
可

溶
性
中

性
子
吸

収
材
供

給
器

接
続
（

手
動
）

未
臨
界
へ

の
移
行

の
成
否

判
断

・
セ
ル
周

辺
の
線

量
当
量

率
が
平

常
運
転

時
程
度

ま
で
低

下
し
た

こ
と
を

確
認

臨
界
事
故

が
発
生

し
た
機

器
を
収

納
し

た
セ
ル

周
辺
の

線
量
当

量
率
を

計
測

線
量
当
量

率

継
続
監
視

重
大
事
故

時
可
溶

性
中
性

子
吸
収

材
供

給
弁
「

開
」
（

自
動
）

中
央
制
御

室
に
お

い
て
緊

急
停
止

操
作
ス
イ

ッ
チ
押

下
（
手

動
）

液
体
状
の

核
燃
料

物
質
の

移
送
停

止
の
成
否

判
断

・
中
央
制

御
室
に

お
い
て

緊
急
停

止
操
作

ス
イ
ッ

チ
の
状

態
表
示

ラ
ン
プ

点
灯
確

認

着
手
判
断

及
び
実

施
判
断

・
中
央
制

御
室
に

お
い
て

臨
界
検

知
用
放

射
線

検
出
器

か
ら
の

臨
界
警

報
発
報

の
確
認

可
溶
性
中

性
子
吸

収
材
の

供
給
開

始
確

認
・

供
給
容

器
内
の

可
溶
性

中
性
子

吸
収
材
の

減
少
の

目
視
確

認

※
１

臨
界
検
知
手
段
に
よ
る
臨
界
事
故
の
発
生
検
知

異
な
る
３
台
の
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器
の
う
ち
，

２
台
以
上
の
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器
が
臨
界
に

伴
っ
て
放
出
さ
れ
る
ガ
ン
マ
線
の
線
量
当
量
率
の
上
昇

を
同
時
に
検
知
し
，
論
理
回
路
に
よ
り
臨
界
事
故
の
発

生
を
仮
定
す
る
機
器
に
お
い
て
臨
界
事
故
が
発
生
し
た

と
判
定
し
た
場
合
。

可
溶
性
中

性
子
吸

収
材
の

手
動
供

給
の

た
め
建

屋
内
へ

移
動

供
給
容
器

へ
の
可

溶
性
中

性
子
吸

収
材

供
給
，

供
給
ポ

ン
プ
操

作
（

手
動
）

凡
例

可
溶
性
中

性
子

吸
収
材
の

供
給
開

始
（

自
動
）

確
認

・
中
央
制

御
室

の
監
視
制

御
盤
に

お
い
て
重

大
事
故

時
可
溶

性
中
性

子
吸
収
材

供
給

弁
「
開
」

確
認

Ｃ
：
臨
界

事
故
に

よ
り
発

生
す
る

放
射

線
分

解
水
素

の
掃
気

主
排
気
筒

か
ら
大

気
中

へ
の
放
出

状
況
監

視

Ａ
：
廃
ガ

ス
貯
留

設
備
に

よ
る
放

射
性
物
質

の
貯
留

Ｂ
：
廃
ガ

ス
貯
留

設
備
に

よ
る
放

射
性
物
質

の
貯
留

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

：
可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
供
給

：
自
主
対
策
設
備
を
用
い
た
対
応
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臨
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事
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に
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処
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た
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手
順
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概

要
（

精
製

建
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（

１
／
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塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

へ
の

系
統

切
替

の
実

施
判

断
・

廃
ガ

ス
貯

留
槽

内
の

圧
力

が
0.

4Ｍ
Ｐ

ａ
[g

a
ge

]
ま

で
上

昇

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
「

閉
」

及
び

空
気

圧
縮

機
「

停
止

」
（

手
動

）

：
操

作
・
確

認

：
判

断

：
監

視

：
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

に
よ
る

放
射
性

物
質
の

貯
留

臨
界

事
故

に
よ
り

発
生
す

る
放
射

線
分
解

水
素
の
掃

気

凡
例

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

流
路

「
遮

断
」

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
「

開
」

及
び

空
気

圧
縮

機
「

起
動

」
（

自
動

）

中
央

制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
系

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
系

）
の

隔
離

弁
「

閉
」

確
認

中
央

制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

「
開

」
及

び
空

気
圧

縮
機

「
起

動
」

確
認

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お

い
て

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

の
排

風
機

「
停

止
」

確
認

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

の
隔

離
弁

「
開

」
及

び
排

風
機

「
起

動
」

（
手

動
）

廃
ガ

ス
貯

留
槽

へ
の

導
出

開
始

確
認

中
央

制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
，

以
下

を
確

認
す

る
。

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
圧

力
計

の
指

示
値

上
昇

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
放

射
線

モ
ニ

タ
指

示
値

上
昇

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
流

量
計

の
指

示
値

上
昇

ま
た

，
中

央
制

御
室

の
安

全
系

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
，

以
下

を
確

認
す

る
。

・
塔

槽
類

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

の
圧

力
指

示
値

が
水

封
部

の
水

頭
圧

に
相

当
す

る
圧

力
範

囲
内

で
あ

る
こ

と

放
出

経
路

復
旧

の
成

否
判

断
・

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お

い
て

排
風

機
の

運
転

表
示

・
中

央
制

御
室

の
安

全
系

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

の
指

示
値

が
負

圧
を

示
し

た
こ

と

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

た
め

建
屋

内
へ

移
動

放
射

線
分

解
に

よ
り

発
生

す
る

水
素

の
掃

気
の

た
め

の
空

気
供

給
停

止

Ｃ
：

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
Ｂ

：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留
Ａ

：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留

一
般

圧
縮

空
気

系
接

続
（

手
動

）

一
般

圧
縮

空
気

系
の

供
給

弁
操

作
（

手
動

）

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

成
否

判
断

・
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
の

指
示

値
が

６
ｍ

3 ／
ｈ

[
no

r
ma

l
]以

上
の

確
認

可
搬

型
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

の
指

示
値

継
続

監
視
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前

処
理

建
屋

 
臨

界
事

故
の

拡
大

防
止

対
策

に
必

要
な

作
業

，
要

員
及

び
所

要
時

間
 

1
・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

の
警

報
の

発
報

の
確

認
に
よ
る

　
臨

界
事

故
の

拡
大

防
止

対
策

の
作

業
の

着
手

判
断

及
び
実

施
判

断
0
:0
1

2
・
対

策
活

動
の

指
揮

1
:0
8

3
・
固

体
状

の
核

燃
料

物
質

の
移

送
停

止
0
:0
1

4
・
対

策
の

実
施

，
対

策
作

業
の

進
捗

管
理

1
:0
8

2

放
射

線
対

応
班

長
5

・
放

射
線

監
視

盤
の

状
態

確
認

及
び
監

視
1

―

6
・
放

射
線

監
視

盤
の

状
態

確
認

及
び
監

視
0
:1
5

7
・
主

排
気

筒
管

理
建

屋
ダ
ス
ト
ろ
紙

回
収

及
び
測

定
※

初
回

測
定

以
降

，
事

象
継

続
状

況
を
踏

ま
え
，
測

定
・
報

告
を
繰

り
返

す
。

―

8
・
放

射
線

監
視

盤
の

状
態

確
認

及
び
監

視
0
:1
0

9
・
建

屋
周

辺
サ

ー
ベ
イ

※
初

回
測

定
以

降
，
事

象
継

続
状

況
を
踏

ま
え
，
測

定
・
報

告
を
繰

り
返

す
。

0
:3
0

1
0

・
放

射
能

観
測

車
に
よ
る
環

境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
対

策
成

立
性

に
影

響
し
な
い
項

目
）

―

5

建
屋

内
1
班

1
1

・
セ
ル

周
辺

の
線

量
当
量

率
の

計
測

に
よ
る
未

臨
界

移
行

の
成

否
判

断
及

び
未

臨
界

維
持

の
確

認
2

0
:2
5

1
2

・
圧

縮
空

気
設

備
の

一
般

圧
縮

空
気

系
か

ら
の

空
気

供
給

準
備

0
:2
0

1
3

・
圧

縮
空

気
設

備
の

一
般

圧
縮

空
気

系
か

ら
の

空
気

供
給

0
:2
0

1
4

・
計

器
監

視
（
水

素
掃

気
系

統
圧

縮
空

気
流

量
）

0
:2
0

建
屋

内
3
班

1
5

・
圧

力
計

，
放

射
線

モ
ニ
タ
及

び
流

量
計

並
び
に
溶

解
槽

圧
力

計
監

視
2

1
:0
8

1
6

・
せ

ん
断

処
理

・
溶

解
廃

ガ
ス
処

理
設

備
の

隔
離

弁
の

操
作

及
び
排

風
機

の
起

動
※

廃
ガ
ス
貯

留
槽

へ
の

導
出

完
了

に
よ
り
実

施
を
判

断
す
る
。

0
:0
3

1
7

・
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
の

操
作

及
び
空

気
圧

縮
機

の
停

止
0
:0
5

1
8

・
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
供

給
開

始
（
自

動
）
確

認
0
:0
3

1
9

・
臨

界
事

故
が

発
生

し
た
機

器
の

状
態

等
の

確
認

　
及

び
非

常
用

電
源

建
屋

の
受

電
状

態
確

認
0
:1
5

8

2
0

・
制

御
建

屋
の

受
電

状
態

確
認

3
0
:1
5

2
1

・
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
建

屋
の

受
電

状
態

確
認

3
0
:1
5

6

合
計

2
1

作
業

内
容

要
員

数
所

要
時

間
（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

小
計

小
計

1
:1
0

1
:2
0

1
:3
0

1
:4
0

1
:5
0

実
施

組
織

要
員

小
計

放
射

線
対

応
班

建
屋

対
策

班

班
名

作
業

番
号

作
業

内
容

0
:4
0

0
:5
0

1
:0
0

所
要

時
間

（
時

：
分

）

要
員

数
所

要
時

間
（
時

：
分

）

建
屋

内
2
班

0
:2
0

建
屋

内
4
班

班
名

作
業

番
号

作
業

内
容

班
名

作
業

番
号

放
管

2
班

22
放

管
1
班

1
:3
0

1
:4
0

1
:5
0

0
:5
0

建
屋

対
策

班
長

実
施

責
任

者
1 1

要
員

数
所

要
時

間
（
時

：
分

）
1
:2
0

1
:3
0

1
:4
0

0
:4
0

0
:5
0

1
:0
0

1
:1
0

班
名

作
業

番
号

作
業

内
容

2 2

小
計

要
員

数

経
過

時
間

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:0
0

0
:1
0

0
:2
0

0
:3
0

1
:5
0

1
:1
0

1
:2
0

0
:4
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:3
0

0
:0
0

0
:1
0

0
:0
0

0
:1
0

0
:2
0

0
:0
0

0
:1
0

0
:2
0

1
:3
0

1
:4
0

1
:5
0

1
:0
0

1
:1
0

1
:2
0

0
:3
0

0
:4
0

0
:5
0

1
:0
0

0
:3
0
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精

製
建

屋
 

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
に

必
要

な
作

業
，

要
員

及
び

所
要

時
間

 

1
・
臨

界
検

知
用
放

射
線

検
出
器

の
警
報

の
発

報
の
確

認
に
よ
る

　
臨
界

事
故
の

拡
大
防

止
対

策
の
作

業
の

着
手
判

断
及
び
実

施
判

断
0
:0
1

2
・
対

策
活

動
の
指

揮
1
:0
8

3
・
液

体
状

の
核
燃

料
物

質
の
移

送
停
止

0
:0
1

4
・
対

策
の

実
施
，
対
策

作
業

の
進
捗

管
理

1
:0
8

2

放
射
線

対
応
班

長
5

・
放

射
線

監
視
盤

の
状

態
確
認

及
び
監

視
1

―

6
・
放

射
線

監
視
盤

の
状

態
確
認

及
び
監

視
0
:1
5

7
・
主

排
気

筒
管
理

建
屋

ダ
ス
ト
ろ
紙

回
収

及
び
測

定
※

初
回
測

定
以

降
，
事

象
継

続
状
況

を
踏

ま
え
，
測
定

・
報
告

を
繰

り
返
す
。

―

8
・
放

射
線

監
視
盤

の
状

態
確
認

及
び
監

視
0
:1
0

9
・
建

屋
周

辺
サ
ー
ベ
イ

※
初

回
測

定
以

降
，
事

象
継

続
状
況

を
踏

ま
え
，
測
定

・
報
告

を
繰

り
返
す
。

0
:3
0

1
0

・
放

射
能

観
測
車

に
よ
る
環

境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
対
策

成
立

性
に
影

響
し
な
い
項

目
）

―

5

建
屋

内
1
班

1
1

・
セ
ル

周
辺

の
線

量
当

量
率

の
計

測
に
よ
る
未

臨
界

移
行

の
成

否
判

断
及

び
未

臨
界

維
持

の
確

認
2

0
:2
5

1
2

・
圧

縮
空

気
設
備

の
一

般
圧
縮

空
気
系

か
ら
の
空

気
供

給
準
備

0
:2
0

1
3

・
圧

縮
空

気
設
備

の
一

般
圧
縮

空
気
系

か
ら
の
空

気
供

給
0
:2
0

1
4

・
計

器
監

視
（
水

素
掃
気

系
統

圧
縮
空

気
流
量

）
0
:2
0

建
屋

内
3
班

1
5

・
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
の

圧
力

計
，
放

射
線

モ
ニ
タ
及

び
流

量
計

並
び

に
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
監

視
2

1
:0
8

1
6

・
塔

槽
類

廃
ガ
ス
処

理
系

（
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
系

）
の
隔

離
弁

の
操
作

及
び
排

風
機
の

起
動

※
廃

ガ
ス
貯

留
槽

へ
の
導

出
完
了

に
よ
り
実
施

を
判

断
す
る
。

0
:0
3

1
7

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
隔

離
弁
の

操
作

及
び
空
気

圧
縮

機
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第 7.1－ 15 図 溶解槽の機器内水素濃度の推移

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0 20 40 80 100 120

機
器
内
水
素
濃
度
［
ｖ

ｏ
ｌ

％
］

60

経過時間［ｍⅰｎ］

未臨界へ
移行

一般圧縮空
気系からの
空気供給

開始

一般圧縮空
気系からの
空気供給

停止

10 30

平衡水素濃度
3.8 ｖｏｌ％

８－７－114



第 7.1－ 16 図 エンドピース酸洗浄槽の機器内水素濃度の推移
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第 7.1－ 17 図 ハル洗浄槽の機器内水素濃度の推移
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第 7.1－ 18 図 第５一時貯留処理槽の機器内水素濃度の推移
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第 7.1－ 19 図 第７一時貯留処理槽の機器内水素濃度の推移
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第 7.1－ 20図  溶解槽における放射性物質の大気放出過程 

溶液中の放射性物質 濃度  

Ｓｒ－ 90 ：  ７×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｓ－ 137 ：  １×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｅｕ－ 154 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 238 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  ７×10 1 2Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  １×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  ２×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ａｍ－ 241 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｍ－ 244 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

放射性物質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  ２×10４ Ｂｑ  

Ｃｓ－ 137：  ２×10４ Ｂｑ  

Ｅｕ－ 154：  ８×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 238：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  ２×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  ２×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  ３×10４ Ｂｑ  

Ａｍ－ 241：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｃｍ－ 244：  ９×10２ Ｂｑ  

放射性物質の気相中 への移行割合  

ルテニウム：溶液中 の保有量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×10 1 8 のエネルギによる蒸発

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保有量 の 0.05％   

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係数： 10４  

廃ガス貯留設備によ る放射性物質の貯留 実施時の放出割合： 15％  

放出経路構造物によ る除染係数： 10 

主排気筒放出  
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第 7.1－ 21図  エンドピース酸洗浄槽における 

放射性物質の大気放出過程 

溶液中の放射性物質 濃度  

Ｓｒ－ 90 ：  ７×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｓ－ 137 ：  １×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｅｕ－ 154 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 238 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  ７×10 1 2Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  １×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  ２×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ａｍ－ 241 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｍ－ 244 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

放射性物質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  ４×10３ Ｂｑ  

Ｃｓ－ 137：  ６×10３ Ｂｑ  

Ｅｕ－ 154：  ３×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 238：  ４×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  ４×10１ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  ６×10１ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  ９×10３ Ｂｑ  

Ａｍ－ 241：  ４×10２ Ｂｑ  

Ｃｍ－ 244：  ３×10２ Ｂｑ  

 

放射性物質の気相中 への移行割合  

ルテニウム：溶液中 の保有量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×10 1 8 のエネルギによる蒸発

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保有量 の 0.05％   

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係数： 10４  

廃ガス貯留設備によ る放射性物質の貯留 実施時の放出割合： ５％  

放出経路構造物によ る除染係数： 10 

主排気筒放出  
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第 7.1－ 22図  ハル洗浄槽における放射性物質の 

大気放出過程 

溶液中の放射性物質 濃度  

Ｓｒ－ 90 ：  ７×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｓ－ 137 ：  １×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｅｕ－ 154 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 238 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  ７×10 1 2Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  １×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  ２×10 1 5Ｂｑ／ ｍ ３  

Ａｍ－ 241 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｃｍ－ 244 ：  ５×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

放射性物質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  ２×10４ Ｂｑ  

Ｃｓ－ 137：  ２×10４ Ｂｑ  

Ｅｕ－ 154：  ８×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 238：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  ２×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  ２×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  ３×10４ Ｂｑ  

Ａｍ－ 241：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｃｍ－ 244：  ９×10２ Ｂｑ  

 

放射性物質の気相中 への移行割合  

ルテニウム：溶液中 の保有量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×10 1 8 のエネルギによる蒸発

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保有量 の 0.05％   

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係数： 10４  

廃ガス貯留設備によ る放射性物質の貯留 実施時の放出割合： 15％  

放出経路構造物によ る除染係数： 10 

主排気筒放出  
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第 7.1－ 23図  第５一時貯留処理槽における 

放射性物質の大気放出過程 

溶液中の放射性物質 濃度  

Ｐｕ－ 238 ：  ７×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  １×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  ２×10 1 6Ｂｑ／ ｍ ３  

 

放射性物質の気相中 への移行割合  

ルテニウム：溶液中 の保有量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×10 1 8 のエネルギによる蒸発  

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保有量 の 0.05％   

塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル の 除

染係数： 10４  

廃ガス貯留設備によ る放射性物質の貯留 実施時の放出割合： 10％  

放出経路構造物によ る除染係数： 10 

放射性物質放出量  

Ｐｕ－ 238：  ８×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  ８×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  ２×10５ Ｂｑ  

主排気筒放出  
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第 7.1－ 24図  第７一時貯留処理槽における 

放射性物質の大気放出過程 

溶液中の放射性物質 濃度  

Ｐｕ－ 238 ：  ７×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  ７×10 1 3Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  １×10 1 4Ｂｑ／ ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  ２×10 1 6Ｂｑ／ ｍ ３  

放射性物質の気相中 への移行割合  

ルテニウム：溶液中 の保有量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×10 1 8 のエネルギによる蒸発  

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保有量 の 0.05％   

塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル の 除

染係数： 10４  

廃ガス貯留設備によ る放射性物質の貯留 実施時の放出割合： 25％  

放出経路構造物によ る除染係数： 10 

放射性物質放出量  

Ｐｕ－ 238：  ２×10４ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  ２×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  ３×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  ４×10５ Ｂｑ  

主排気筒放出  
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7.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処 

 (１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固の特徴 

   蒸発乾固の発生を仮定する冷却が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プル

トニウム溶液及び高レベル廃液（以下7.2では「高レベル廃液等」とい

う。）を内包する貯槽及び濃縮缶（以下7.2では「貯槽等」という。）

は，崩壊熱を有するため，平常運転時には，その他再処理設備の附属

施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）（以下7.2では

「安全冷却水系」という。）により冷却を行い，高レベル廃液等の沸

騰を防止している。 

   安全冷却水系は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の崩壊熱を除去す

る内部ループ及び内部ループによって除かれた熱を外部ループに伝え

る熱交換器並びに外部ループに移行した熱を最終ヒートシンクである

大気中へ逃がす冷却塔で構成される。 

   貯槽等，貯槽等を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ

塔槽類廃ガス処理設備，建屋換気設備のセルからの排気系（以下7.2で

は「セル排気系」という。），建屋排気系により換気され，貯槽等の

圧力を最も低くし，次いでセル，建屋の順に圧力を低くできる設計と

している。 

   安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，高レベル廃液等の温度

が崩壊熱により上昇し，沸騰に至った場合には，液相中の気泡が液面

で消失する際に発生する飛まつが放射性エアロゾルとして蒸気ととも

に気相中に移行することで，大気中へ放出される放射性物質の量が増

加する。 

   さらに，ルテニウムを内包する高レベル廃液濃縮缶において蒸発濃縮

した廃液（以下「高レベル濃縮廃液」という。）は，沸騰の継続によ
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り硝酸濃度が約６規定以上でかつ温度が120℃以上に至った場合に，ル

テニウムが揮発性の化学形態となり気相中に移行する。さらに，高レ

ベル廃液等は，沸騰が継続した場合には，乾燥し固化に至る。 

蒸発乾固は５建屋，13機器グループ，合計53の貯槽等で発生する。 

冷却機能喪失の状態が継続した場合，高レベル廃液等が沸騰に至る

までの最短の時間は，前処理建屋の溶解液を内包する貯槽等において

約140時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約

15時間，精製建屋のプルトニウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸プルト

ニウム溶液（以下「プルトニウム濃縮液」という。）を内包する貯槽

等において約11時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋のプルトニ

ウム濃縮液を内包する貯槽等において約19時間及び高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約23時間で

ある。 

また，乾燥し固化に至るまでの最短の時間は，前処理建屋の溶解液

を内包する貯槽等において約1,000時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液

を内包する貯槽等において約110時間，精製建屋のプルトニウム濃縮液

を内包する貯槽等において約59時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋のプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等において約65時間及び高

レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等にお

いて約180時間である。 

 

 (２) 蒸発乾固への対処の基本方針 

蒸発乾固への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の第二十八条及び第三十五条に規定される要求を満足す

る蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策を整備する。 
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蒸発乾固の発生防止対策として，高レベル廃液等の沸騰を未然に防

止するため，喪失した冷却機能を代替する設備である代替安全冷却水

系により，沸騰に至る前に高レベル廃液等の冷却を実施するための対

策を整備する。 

蒸発乾固の発生防止対策が機能せず，高レベル廃液等が沸騰に至っ

た場合には，「7.2 (１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固の特徴」に記

載したとおり，気相中へ移行する放射性エアロゾルの量が増加する可

能性がある。 

沸騰が継続し，貯槽等の液位が低下した場合には，ルテニウムを内

包する高レベル濃縮廃液において揮発性のルテニウムが発生する可能

性があること，さらに，沸騰が継続することで乾燥し固化に至る可能

性がある。 

以上を考慮し，蒸発乾固の拡大防止対策として，沸騰が継続し，高

レベル廃液等の濃縮を防止するための貯槽等への注水を実施するため

の対策を整備する。 

さらに，事態を収束させるため，安全冷却水系による冷却及び蒸発

乾固の発生防止対策とは異なる位置から貯槽等の冷却コイル又は冷却

ジャケット（以下7.2では「冷却コイル等」という。）へ通水すること

により，高レベル廃液等を冷却し，未沸騰状態に導くとともに，これ

を維持するための対策を整備する。 

高レベル廃液等が沸騰に至ると，蒸気の影響によって塔槽類廃ガス

処理設備の高性能粒子フィルタの処理能力が低下する可能性があるこ

とから，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を防止するた

め，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，気相中に移行した放射性

物質をセルに導出するための対策を整備する。この際，セル内の圧力
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上昇を抑制するため，貯槽等内で発生した蒸気を凝縮器で凝縮し，発

生する凝縮水は，セル又は貯槽に回収し貯留する。また，放出される

放射性物質量の低減のため，凝縮器の下流側に設置するセル導出ユニ

ットフィルタの高性能粒子フィルタを経由してセルに導出するための

対策を整備する。 

さらに，代替セル排気系により，放射性エアロゾルを可搬型フィル

タの高性能粒子フィルタで低減した上で，主排気筒を介して，大気中

に放出するための対策を整備する。 

蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等を第7.2－１表に，各対策の概要図

を第7.2－１図～第7.2－４図に示す。また，各対策の基本方針の詳細

を以下に示す。 

 ａ．蒸発乾固の発生防止対策 

   安全冷却水系の機器が損傷し冷却機能が喪失した場合には，高レベル

廃液等の沸騰を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに通

水し，蒸発乾固を仮定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却す

る。 

   本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに完了させる。 

 ｂ．蒸発乾固の拡大防止対策 

内部ループへの通水が機能せず，貯槽等に内包する高レベル廃液等

が沸騰に至る場合には，貯槽等に注水することにより，高レベル濃縮

廃液において揮発性のルテニウムが発生することを防止し，高レベル

廃液等が乾燥し固化に至ることを防止する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配

管以外に，貯槽等に接続しているその他の配管を活用した貯槽等への

注水手順書を整備することにより，貯槽等への注水を確実なものとす
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る。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに準備を完了させる。 

また，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態の収束

の観点から，冷却コイル等への通水を実施し，貯槽等に内包する高レ

ベル廃液等を冷却することで未沸騰状態に導くとともに，これを維持

する。冷却コイル等への通水の準備は，対策の準備に要する作業が多

く，他の拡大防止対策と同時に準備作業を実施した場合，大気中への

放射性物質の放出を抑制できる状態を整備する前に高レベル廃液等が

沸騰する可能性があることから，貯槽等への注水，貯槽等において沸

騰に伴い気相中へ移行した放射性物質のセルへの導出，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去並びに放射性物質の放出経路及び

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去に関する対処を優先し

て実施し，大気中への放射性物質の異常放出に至る可能性のある事態

を防止した後に実施することを基本とする。 

外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失す

るとともに，全交流動力電源も喪失し，安全冷却水系の冷却機能以外

にも塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。 

したがって，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽

等に接続する塔槽類廃ガス処理設備内の圧力が上昇する場合には，塔

槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し，放射性物質をセルに導出

するための経路を構築することで，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を

導出先セルに開放するとともに，放射性物質を導出先セルに導出する。 

また，冷却機能が喪失している状況において，高レベル廃液等が未

沸騰状態であっても水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されること

に伴い，貯槽等の気相部の放射性物質は，水素掃気用の圧縮空気に同
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伴し，冷却機能が喪失した貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の

配管に設置されている水封安全器からセル等へ移行した後，平常運転

時の排気経路以外の経路から漏えいする可能性がある。 

このため，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を可能な

限り低減するため，放射線分解により発生する水素による爆発を仮定

する貯槽等内の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至る時間が長い建

屋への水素掃気用の圧縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停

止するとともに，各建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導

出する経路を速やかに構築する。 

導出先セルへ放射性物質を導出した場合，塔槽類廃ガス処理設備の

浄化機能を期待できないため，塔槽類廃ガス処理設備における放射性

物質の除去効率に相当する代替換気設備を設置及び配置し，放射性物

質を可能な限り除去する。 

具体的には，高レベル廃液等が未沸騰状態で貯槽等の気相中へ移行

し，水素掃気用の圧縮空気により同伴された放射性物質については，

セルへの導出経路である塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユ

ニット上に設置したセル導出ユニットフィルタの高性能粒子フィルタ

により放射性エアロゾルを除去し，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生

した蒸気及び放射性物質は，導出先セルに導出する前に，凝縮器によ

り沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する放射性物質を凝

縮水として回収し貯留する。 

また，放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気

経路以外の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，

可搬型排風機を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除

去することで大気中へ放出される放射性物質量を低減し，主排気筒を
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介して，大気中へ管理しながら放出する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに実施する。 
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7.2.1 蒸発乾固の発生防止対策 

7.2.1.1 蒸発乾固の発生防止対策の具体的内容 

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，貯槽等に内包する高レベル

廃液等が沸騰に至ることを防止するため，代替安全冷却水系を構成する可

搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型建屋

内ホース，弁等を敷設し，内部ループに水を供給するために可搬型建屋外

ホースと可搬型中型移送ポンプを接続し，第１貯水槽から建屋へ水を供給

するための経路を構築する。 

また，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホースと内部ループの給水

口を接続することで，建屋へ供給された水を内部ループへ供給するための

経路を構築する。 

冷却に使用した排水を第１貯水槽へ移送するため，内部ループの排水

口と可搬型建屋内ホースを接続し，建屋近傍に敷設した可搬型排水受槽へ

の排水経路を構築する。 

また，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホースと可搬型中型移送ポンプ

を接続し，可搬型排水受槽から第１貯水槽への排水経路を構築する。 

給水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，第１貯水槽から内

部ループへ通水する。冷却に用いた水は，可搬型排水受槽に一旦貯留した

後，排水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，排水経路を経由し

て第１貯水槽に移送し，再び，内部ループへの通水の水源として用いる。 

本対策は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間

が短い機器グループを優先して実施する。 

また，可搬型漏えい液受皿液位計を設置し，貯槽等の損傷による安全

冷却水及び貯槽等に内包する高レベル廃液等の漏えいの発生の有無を確認

する。 
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各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.2－

５図(１)に，対策の手順の概要を第7.2－６図に，また，各建屋の対策にお

ける手順及び設備の関係を第7.2－２表に，必要な要員及び作業項目を精

製建屋を例として第7.2－７図及び第7.2－８図に示す。 

 (１) 内部ループへの通水の着手判断 

   安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部

ループの冷却水を循環させるためのポンプが多重故障し，安全冷却水

系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用

ディーゼル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の着手

を判断し，以下の(２)及び(３)に移行する。 

 

 (２) 建屋外の水の給排水経路の構築 

第１貯水槽から各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポン

プを第１貯水槽近傍に敷設する。 

可搬型中型移送ポンプに可搬型屋外ホースを接続し，第１貯水槽か

ら各建屋まで水を供給するための経路を構築する。 

また，可搬型建屋供給冷却水流量計を可搬型建屋外ホースの経路上

に設置する。 

冷却に使用した水を第１貯水槽へ移送するために，可搬型排水受槽

及び可搬型中型移送ポンプを各建屋近傍に敷設する。 

可搬型中型移送ポンプ及び可搬型排水受槽に可搬型建屋外ホースを

接続し，各建屋から第１貯水槽まで水を移送するための経路を構築す

る。 

外的事象の「火山の影響」を要因として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止する
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ため，給水用及び排水用の可搬型中型移送ポンプを保管庫内に敷設し，

給排水経路を構築する。 

可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車，可搬型建屋

外ホースはホース展張車及び運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋

供給冷却水流量計は運搬車により運搬する。 

 

 (３) 内部ループへの通水による冷却の準備 

常設重大事故等対処設備により貯槽等の温度を計測できない場合は，

第7.2－１表に示す貯槽等へ可搬型貯槽温度計を設置し，高レベル廃液

等の温度を計測する。 

また，膨張槽に可搬型膨張槽液位計を設置し，第7.2－１表に示す機

器グループの内部ループの損傷の有無を膨張槽の液位により確認する。 

ただし，分離建屋内部ループ１の内部ループの損傷の有無は，当該

内部ループが高レベル廃液濃縮缶の加熱運転時の加熱蒸気の供給経路

を兼ねており，当該内部ループには膨張槽がないことから，第１貯水

槽から安全冷却水系の内部ループへ水を供給するための経路を構築後，

可搬型冷却コイル圧力計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置し，可

搬型中型移送ポンプにより安全冷却水系の内部ループを加圧すること

で，可搬型冷却コイル圧力計の指示値から確認する。 

建屋内の通水経路を構築するために，可搬型建屋内ホースを敷設し，

可搬型冷却水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの給水側の接続口

に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続すること

で，第１貯水槽から各建屋の内部ループに通水するための経路を構築

する。 

８－７－133



 
 

冷却に使用した水を可搬型排水受槽へ移送するために，可搬型建屋

内ホースを敷設する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの排水側の接続口

に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続すること

で，冷却に使用した水を可搬型排水受槽に排水するための経路を構築

する。 

   また，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の給排水経路とし

て冷却水給排水配管・弁も用いる。 

 

 (４) 内部ループへの通水の実施判断 

   安全冷却水系の内部ループへの通水の準備が完了後直ちに，安全冷却

水系の内部ループへの通水の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。  

 

 (５) 内部ループへの通水の実施 

   可搬型中型移送ポンプを運転し，第１貯水槽の水を安全冷却水系の内

部ループに通水する。通水流量は，可搬型冷却水流量計の指示値を基

に調整する。 

   内部ループへの通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を用い

て汚染の有無を監視する。 

また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型試料分析設備可搬型放射能

測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。 

   安全冷却水系の内部ループへの通水時に必要な監視項目は，建屋給水

流量，内部ループ通水流量，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度及

び排水線量である。 
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 (６) 内部ループへの通水の成否判断 

   第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が85℃以

下で安定していることを確認することにより，安全冷却水系の内部ル

ープへの通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

   冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度である。 

 

7.2.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価 

7.2.1.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   蒸発乾固の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定す

る際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示し

たとおり，外的事象の「地震」及び「火山の影響」並びに内的事象の

「動的機器の多重故障」及び「長時間の全交流動力電源の喪失」であ

る。 

   これらの要因において，安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲，重大

事故等への対処の種類及び重大事故等への対処時に想定される作業環

境の苛酷さを考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が厳

しい結果を与えることから，外的事象の「地震」を代表として有効性

評価を実施する。 

外的事象の「地震」を要因とした場合の蒸発乾固の発生箇所は，５

建屋，13 機器グループ，53 貯槽等である。 

   外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施するのは，蒸発乾

固の拡大防止対策も同様である。 
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 (２) 代表事例の選定理由 

 ａ．安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲 

   蒸発乾固の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定す

る際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」におい

て，フォールトツリー分析により明らかにした。安全冷却水系の冷却

機能の喪失を頂上事象とした場合のフォールトツリーを第 7.2－９図に

示す。また，安全冷却水系の系統概要図を第 7.2－10 図に示す。 

   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，安全冷却水系の

冷却機能の喪失は，外的事象の「地震」において，冷却塔，外部ルー

プの冷却水循環ポンプ，内部ループの冷却水循環ポンプ，外部電源及

び第２非常用ディーゼル発電機の動的機器の直接的な機能喪失並びに

全交流動力電源の喪失による動的機器の間接的な機能喪失により発生

する。 

   また，外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動

力電源の喪失」において，全交流動力電源の喪失による動的機器の間

接的な機能喪失により，安全冷却水系の冷却機能が喪失する。内的事

象の「動的機器の多重故障」において，同一機能を有する動的機器の

いずれか１種類の動的機器における直接的な機能喪失により冷却機能

が喪失する。 

以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因

とした場合が，動的機器の機能喪失及び全交流動力電源の喪失が同時

に発生し，機能喪失する機器が多く，その範囲も広い。 

   本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ等の動的
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機器及び動的機器を起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備

故障に対応でき，かつ，複数の設備故障が発生した場合においても対

処が可能となるような対策を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第 7.2－９図のフォ

ールトツリーに示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」を含む全ての要因で

想定される機能喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類

の観点から，外的事象の「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

   本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設

計とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想

定される。建屋内では，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザー

ドが発生する可能性があり，また，全交流動力電源の喪失により換気

空調が停止し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋

外構築物の倒壊による環境悪化が想定される。 

   外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋内では，全交

流動力電源の喪失に伴い換気空調が停止し，照明が喪失するものの，

外的事象の「地震」の場合のように，溢水，化学薬品漏えい及び内部

火災のハザードの発生は想定されない。一方，建屋外では，降灰によ

る環境悪化が想定される。 

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において建屋内の換

気空調が停止し，照明が喪失するものの，外的事象の「地震」の場合

のように溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定
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されず，また，内的事象の「動的機器の多重故障」を要因とした場合

には，建屋内の環境条件が有意に悪化することはない。 

また，これらを要因とした場合に，建屋外の環境条件が悪化するこ

とはない。 

   以上より，外的事象の「地震」が建屋内外の作業環境を最も悪化させ

る可能性があるものの，建屋外の環境条件では外的事象の「地震」及

び「火山の影響」において想定される環境悪化要因の特徴が異なるこ

とを考慮し，これらの特徴の違いが重大事故等対策の有効性に与える

影響を不確かさとして分析する。 

   本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

 

 (３) 有効性評価の考え方 

高レベル廃液等の沸騰が未然に防止できるかについて確認するため

に，高レベル廃液等の温度上昇の推移を評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移は，貯槽等からセルへの放熱を考慮せ

ず，断熱として評価する。 

沸騰に至るまでの時間算出の前提となる高レベル廃液等の沸点は，

沸騰に至るまでの時間を安全側に評価するため，溶質によるモル沸点

上昇を考慮せず，高レベル廃液等の硝酸濃度のみを考慮することとし，

溶解液及び抽出廃液では103℃，プルトニウム溶液（約24ｇＰｕ／Ｌ）

では101℃，プルトニウム濃縮液（約250ｇＰｕ／Ｌ）では109℃，プル

トニウム濃縮液（約154ｇＰｕ／Ｌ）では105℃，高レベル濃縮廃液で

は102℃とし，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間は，貯槽等の熱

容量を考慮して評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移の評価は，解析コードを用いず，水の
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定圧比熱等を用いた簡便な計算に基づき算出する。 

 (４) 有効性評価の評価単位 

蒸発乾固は，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間及び講ずる対

処が機器グループ及び建屋単位で整理されることを考慮し，有効性評

価は機器グループ及び建屋単位で整理し，重大事故等対策ごとに実施

する。蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等の機器グループを第7.2－１表

に，機器グループの概要を第7.2－11図～第7.2－15図に示す。 

   有効性評価の評価単位の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様

である。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

外的事象の「地震」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定は，

基準地震動の1.2倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を損

なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失するものとし，ま

た，全ての動的機能の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電

源喪失も想定していることから，更なる安全機能の喪失は想定しない。 

機能喪失の条件の設定の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同

様である。 

 

 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   本重大事故は，５建屋，13機器グループ，53貯槽等で同時に発生する

ことを仮定する。 

高レベル廃液等の温度上昇の推移の評価条件を第7.2－３表～第7.2

－７表に示す。 

蒸発乾固の発生防止対策に使用する機器を第7.2－８表に示す。また，
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主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

安全冷却水系の内部ループへの通水を実施する場合には，前処理建屋

における蒸発乾固の発生防止対策の実施に対して１台，分離建屋，精

製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発

生防止対策の実施に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建

屋における蒸発乾固の発生防止対策の実施に対して１台を使用し，各

機器グループに属する貯槽等の冷却に必要な水を供給できる設計とし

ていることから，各機器グループへの水の供給流量は，内包する高レ

ベル廃液等の崩壊熱を踏まえて調整し，以下に示す設定値以上で通水

する。また，「7.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策」に示す貯槽等への注

水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水の実施に必要な水の供

給は，同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実施する。 

前処理建屋内部ループ１     約13ｍ３／ｈ 

前処理建屋内部ループ２     約16ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ１     約14ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ２     約8.8ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ３     約10ｍ３／ｈ 

精製建屋内部ループ１     約2.9ｍ３／ｈ 

精製建屋内部ループ２     約1.2ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループ 約1.3ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ１  約17ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ２  約14ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ３  約13ｍ３／ｈ 

８－７－140



 
 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ４  約13ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ５  約13ｍ３／ｈ 

 ｂ．高レベル廃液等の核種組成，濃度及び崩壊熱密度 

「6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間」に記載したとおり，高レベル廃

液等の核種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を15年として得

られる使用済燃料の核種組成を基に設定し，高レベル廃液等の濃度及

び崩壊熱密度は，これを基準として，平常運転時における再処理する

使用済燃料の核種組成の変動幅を考慮した最大値を設定する。 

 ｃ．高レベル廃液等の液量 

「6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量」に記載し

たとおり，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は，貯槽等の公称

容量とする。 

 

 (７) 操作の条件 

内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベ

ル廃液等が沸騰に至る前までに準備が整い次第開始し，安全冷却水系

の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建屋にお

いて，沸騰に至るまでの時間である11時間に対して８時間50分後まで

に内部ループへの通水を開始する。  

内部ループへの通水の準備作業及び実施時に想定される作業環境を

考慮した内部ループへの通水に必要な作業と所要時間を，精製建屋を

例として第7.2－７図及び第7.2－８図に示す。また，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液

等が沸騰に至るまでの時間を第7.2－９表，第7.2－12表，第7.2－15表，

第7.2－18表及び第7.2－21表に示す。 
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 (８) 判断基準 

蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりと

する。 

 ａ．内部ループへの通水 

   蒸発乾固の発生を未然に防止できること。 

具体的には，高レベル廃液等が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至

る前に，第１貯水槽から内部ループに水を通水することで，高レベル

廃液等の温度が沸点に至らずに低下傾向を示すこと。  

 

7.2.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   建屋内及び建屋外における内部ループへの通水準備作業の完了を確認

した上で，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループへ

の通水を開始する。 

可搬型中型移送ポンプによる精製建屋内部ループ１及び精製建屋内

部ループ２の安全冷却水系の内部ループへの通水は，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から63人にて８時間50分で作業を完了するため，安全

冷却水系の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時間以

内に内部ループへの通水が可能である。内部ループへの通水開始時の

高レベル廃液等の温度は，沸騰までの時間が最も短い精製建屋内部ル

ープ１のプルトニウム濃縮液一時貯槽において約96℃であり，また，

内部ループへの通水実施後は，プルトニウム濃縮液一時貯槽に内包す

るプルトニウム濃縮液の温度が低下傾向を示し，プルトニウム濃縮液

一時貯槽おいてプルトニウム濃縮液の温度が約59℃で平衡に至る。 

内部ループへの通水開始時の高レベル廃液等の温度と高レベル廃液

８－７－142



 
 

等の沸点の温度差が最も小さくなるウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋内部ループの硝酸プルトニウム貯槽の場合，内部ループへの通水実

施開始時のプルトニウム濃縮液の温度は約102℃であり，また，内部ル

ープへの通水実施後は，硝酸プルトニウム貯槽に内包するプルトニウ

ム濃縮液の温度が低下傾向を示し，硝酸プルトニウム貯槽においてプ

ルトニウム濃縮液の温度が約56℃で平衡に至る。 

以上の有効性評価の結果を第7.2－９表～第7.2－23表に，対策実施

時のパラメータの推移を第7.2－16図～第7.2－20図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   内的事象の「動的機器の多重故障」を要因として安全冷却水系の冷却

機能が喪失した場合，重大事故等への対処が必要な建屋，設備の範囲

が限定される。当該有効性評価では，外的事象の「地震」を要因とし

て，安全冷却水系の冷却機能の喪失が５建屋，13機器グループ，53貯

槽等の全てで同時に発生することを前提に，各建屋で並行して作業し

た場合の対策の成立性を確認していることから，有効性評価の結果は

変わらない。 

   外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全動力電源の喪

失」を要因として安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，現場状況

確認のための初動対応及びアクセスルート確保のための作業において，

外的事象の「地震」を要因とした場合と比較して，早い段階で重大事

故等対策に着手できることから，実施組織要員の操作の時間余裕に与

える影響はない。 
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   外的事象の「火山の影響」を想定した場合の準備作業及び実施時に想

定される作業環境を考慮した蒸発乾固への対処に必要な作業と所要時

間を，精製建屋を例として第7.2－８図に示す。 

 (ｂ) 実際の熱条件の影響 

沸騰に至るまでの時間余裕の算出では，水及び高レベル廃液等の物

性値の変動が影響を与えると考えられるものの，より厳しい結果を与

えるように，高レベル廃液等の崩壊熱密度は，冷却期間15年を基に算

出した平常運転時の最大値を設定した上で，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等の液量は貯槽等の公称容量とし，貯槽等からセル雰囲気への

放熱を考慮せず断熱評価で実施している。 

これらのうち，高レベル廃液等の崩壊熱密度の最大値が有する安全

余裕は，高レベル廃液等の崩壊熱密度の中央値に対して1.0倍から約

1.2倍となる。 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量に着目すると，実際の運転

時には，全ての貯槽等が公称容量の高レベル廃液等を内包しているわ

けではなく，公称容量よりも少ない液量を内包している状態が想定さ

れるが，この場合，高レベル廃液等の崩壊熱は小さくなり，沸騰に至

るまでの時間が延びることになる。 

また，貯槽等の表面からセル雰囲気への放熱の効果は，貯槽等の表

面温度とセル雰囲気の温度差に依存し，温度差が20℃～80℃の範囲に

おいて鉛直平板を仮定した場合，貯槽等の表面とセル雰囲気間の熱伝

達率は約1.8Ｗ／（ｍ２・Ｋ）～約3.3Ｗ／（ｍ２・Ｋ）となる。 

放熱の効果は，高レベル廃液等の崩壊熱密度に高レベル廃液等の体

積を乗じて算出された崩壊熱を，放熱に寄与する貯槽等の表面積で除

して算出される値に依存し，この値が大きい高レベル濃縮廃液及びプ

８－７－144



 
 

ルトニウム濃縮液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，

数％となる。一方，高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等

の表面積で除して算出される値が小さくなる溶解液，抽出廃液及びプ

ルトニウム溶液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，

溶解液に対して約30％，抽出廃液に対して約40％，プルトニウム溶液

に対して100％となる。 

高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して

算出される値が大きい高レベル濃縮廃液及びプルトニウム濃縮液を内

包する貯槽等は，沸騰に至るまでの時間が短いという特徴を有してい

る。高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除し

て算出される値が小さい溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液を内

包する貯槽等は，沸騰に至るまでの時間が長いという特徴を有してい

ることから，断熱条件においても沸騰に至るまでの時間が長い溶解液，

抽出廃液及びプルトニウム溶液を内包する貯槽等が沸騰に至るまでの

時間は，断熱条件において沸騰に至るまでの時間が短い高レベル濃縮

廃液及びプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等に比べてより長くなる

ことになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，評価結果に示す沸騰に至るまで

の時間は，全ての高レベル廃液等においてより長い時間となる可能性

があるが，その効果は崩壊熱の小さな高レベル廃液等ほど顕著であり，

高レベル廃液等の沸騰までの時間が逆転することはないことから，蒸

発乾固への対処の作業の優先順位及び実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はない。 
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 (ｃ) 内部ループへの通水開始タイミングが高レベル廃液等の平衡温度に

与える影響 

内部ループへの通水時の高レベル廃液等の温度は，内部ループへの

通水の開始時間及び通水流量に応じて変動する。内部ループへの通水

は，通水の準備が完了した内部ループから順次通水を開始するため，

内部ループへの通水開始初期において，複数系統ある内部ループのう

ち，特定の内部ループへ集中して通水する時間帯が生じる。 

この場合，計画している流量以上が通水されることにより，当該内

部ループによって冷却されている貯槽等に内包する高レベル廃液等の

温度の低下速度が速まるものの，その他の内部ループへの通水が開始

された後の定常状態では，高レベル廃液等の平衡温度は評価値と同じ

値となり，通水初期の流量が高レベル廃液等の平衡温度に影響を与え

ることはない。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に

与える影響を考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安

全冷却水系の冷却機能の喪失をもって着手し，対処の制限時間である

高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間に対して，２時間前までに完

了できるよう計画することで，これら要因による影響を低減した。 

   作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備しており，必

要な時期までに操作できるよう体制を整えていることから，実際の重

大事故等への対処では，より早く作業を完了することができる。また，

可搬型中型移送ポンプ等の可搬型重大事故等対処設備の設置等の対処
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に時間を要した場合や，予備の可搬型重大事故等対処設備による対処

を想定したとしても，余裕として確保した２時間以内に対処を再開す

ることができる。 

 (ｂ) 作業環境 

   沸騰開始までは放射性物質の放出による有意な作業環境の悪化はなく，

内部ループへの通水の準備及び実施は沸騰開始前までに実施すること

から，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えること

はない。 

   また，外的事象の「火山の影響」を要因とした場合であっても，建屋

外における重大事故等対策に係る作業は降灰予報（「やや多量」以上）

を受けて作業に着手することから，降灰の影響を受けることはない。 

降灰発生後は，対策の維持に必要な燃料の運搬が継続して実施され

るが，除灰作業を並行して実施することを前提に作業計画を整備して

おり，重大事故等対策を維持することが可能である。 

 

7.2.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変

わるものではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大き

く変わるものではない。 

 ａ．温度 

   内部ループへの通水開始時の温度は，最大でも約 102℃であり，安全

機能を有する機器の材質の強度が有意に低下することはなく，貯槽等

に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはな

い。 
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 ｂ．圧力 

   高レベル廃液等が未沸騰状態であり，蒸気の発生もないことから，有

意な圧力上昇はなく，安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失す

ることはない。 

 ｃ．湿度 

   高レベル廃液等の温度上昇に伴い多湿環境下となるが，貯槽等自体及

び貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失する

ことはなく，また，湿度の影響が貯槽等のバウンダリを超えて波及す

ることはない。 

 ｄ．放射線 

   貯槽等内の放射線環境は平常運転時の環境下から変化することはなく，

安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはない。 

 ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発生 

   新たな物質及びエネルギが発生することはなく，安全機能を有する機

器が損傷又は機能が喪失することはない。 

 ｆ．落下又は転倒による荷重 

   高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が有

意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

 ｇ．腐食環境 

   ｃ．と同様である。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故等が

同時に発生する場合及び異種の重大事故等が同時に発生する場合が考

えられる。 
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蒸発乾固は，事故の条件に示すとおり，５建屋，13機器グループ53

貯槽等で同時に発生する可能性があり，本評価は同時発生するものと

して評価した。 

蒸発乾固と同時発生する可能性のある異種の重大事故等は，「6.1 

重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定

する機器の特定」に示すとおり，外的事象の「地震」及び「火山の影

響」並びに内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」により，安

全冷却水系，安全圧縮空気系，プール水冷却系及び補給水設備が同時

に機能を喪失することから，これらの機能喪失により発生する放射線

分解により発生する水素による爆発及び使用済燃料貯蔵槽における燃

料損傷である。 

異種の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性につ

いては，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

にまとめる。 

 

 (３) 重大事故等の連鎖 

  「7.2.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載し

たとおり，内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と

大きく変わるものではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転

時と大きく変わるものではないため，他の重大事故等が連鎖して発生

することはない。 

 

7.2.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

  蒸発乾固の発生を未然に防止することを目的として，内部ループへの通

水手段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地震」を要
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因として有効性評価を行った。 

  内部ループへの通水は，沸騰開始前までに内部ループへの通水に係る準

備作業を完了し，沸騰開始前に内部ループへ通水することで高レベル廃液

等の温度を沸点未満に維持し，高レベル廃液等が沸騰に至ることを防止し

ている。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における内部

ループへの通水の準備に要する時間に与える影響及び内部ループへの通水

の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を受けて建

屋外作業に着手すること及び除灰作業を考慮した作業計画を整備している

ことから，内部ループへの通水の有効性へ与える影響が排除されているこ

とを確認した。 

  以上の有効性評価は，蒸発乾固の発生を仮定する５建屋，13 機器グル

ープ，53 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提と

して評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確認

した。また，想定される高レベル廃液等の状態において他の重大事故等が

連鎖して発生することがないことを確認し，想定される事故時環境におい

て，蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等に接続する安全機能を有する機器が

損傷又は機能喪失することはなく，他の重大事故等が連鎖して発生するこ

とがないことを確認した。 

  以上のことから，内部ループへの通水により蒸発乾固の発生を未然に防

止できる。 
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  以上より，「7.2.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。  
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7.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策 

7.2.2.1 蒸発乾固の拡大防止対策の具体的内容 

7.2.2.1.1 貯槽等への注水及び冷却コイル等への通水 

内部ループへの通水が機能しなかった場合に備え，発生防止対策の準

備と並行して蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの

下流側に，貯槽等内に注水するための可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，

可搬型建屋内ホースと機器注水配管の接続口を接続する。 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，液位低下及びこれによる濃縮

の進行を防止するため，液位を一定範囲に維持するよう，第１貯水槽の

水を貯槽等内へ注水する。 

貯槽等への注水は，間欠注水を前提として実施するため，余裕のある注

水の作業時間を確保した上で，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液

からのルテニウムの揮発が発生することがないよう，濃縮した状態であ

っても，高レベル濃縮廃液の温度が115℃以下であって，硝酸濃度が４規

定以下に収まる液量として，初期液量の70％に至る前までに貯槽等への

注水を開始する。 

また，事態を収束させるため，貯槽等への注水により高レベル廃液等の

濃縮の進行を防止しながら，蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型

中型移送ポンプの下流側に，冷却コイル等への通水のための可搬型建屋

内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホースと各貯槽等の冷却コイル

等の接続口を接続した後，第１貯水槽の水を冷却コイル等へ通水する。

冷却に用いた水は可搬型排水受槽に一旦貯留した後，排水側の可搬型中

型移送ポンプを運転することで，敷設した排水経路を経由して第１貯水

槽に移送し，再び，冷却コイル等への通水の水源として用いる。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.2－
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５図(２)及び第7.2－５図(３)に，対策の手順の概要を第7.2－６図に，各建

屋の対策における手順及び設備の関係を第7.2－24表及び第7.2－25表に，

必要な要員及び作業項目を第7.2－21図に示す。 

 

7.2.2.1.1.1 貯槽等への注水 

 (１) 貯槽等への注水の着手判断 

「7.2.1.1(１) 内部ループへの通水の着手判断」と同様である。 

貯槽等への注水の実施のための準備作業として以下の(２)及び(３)へ移

行する。 

 

 (２)  建屋外の水の給排水経路の構築 

「7.2.1.1(２) 建屋外の水の給排水経路の構築」と同様である。 

 

 (３) 貯槽等への注水の準備 

建屋内の注水経路を構築するために，給水用の可搬型中型移送ポン

プの下流側に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型機器注水流量計を

可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースと機器注水配管を接続し，可搬型建屋内ホース

と可搬型建屋外ホースを接続することで，第１貯水槽から第7.2－１表

に示す貯槽等に注水するための経路を構築する。また，高レベル廃液

ガラス固化建屋においては，水の注水経路として冷却水注水配管・弁

も用いる。 

常設重大事故等対処設備により貯槽等の液位を計測できない場合は，

第7.2－１表に示す貯槽等に可搬型貯槽液位計を設置し，第7.2－１表

に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の液位を計測する。また，第
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7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の監視を継続

する。 

 

 (４) 貯槽等への注水の実施判断 

高レベル廃液等が沸騰に至り，高レベル廃液等の液量が初期液量の

70％まで減少する前に貯槽等への注水開始を判断し，以下の(５)へ移行

する。 

第7.2－１表に示す貯槽等への注水の実施を判断するために必要な監

視項目は，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等液位及び貯槽等温度であ

る。 

 

 (５) 貯槽等への注水の実施 

第7.2－１表に示す貯槽等の可搬型貯槽液位計の指示値から貯槽等の

液位を算出し，貯槽等への注水量を決定した上で，可搬型中型移送ポ

ンプを運転し第１貯水槽の水を第7.2－１表に示す貯槽等に注水する。

注水流量は，可搬型機器注水流量計の指示値を基に調整する。 

決定した注水量の注水が完了した場合は，注水作業を停止し，第7.2

－１表に示す貯槽等の液位及び温度の監視を継続する。貯槽等の温度

の監視により沸騰が継続していることを確認し，かつ，貯槽等の液位

の監視により，貯槽等の液位が低下している場合には，高レベル廃液

等の初期液量の70％に相当する液位に至る前までに，第7.2－１表に示

す貯槽等への注水を再開する。 

貯槽等への注水時に確認が必要な監視項目は，建屋給水流量，貯槽

等注水流量，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等液位及び貯槽等温度で

ある。 
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 (６) 貯槽等への注水の成否判断 

第7.2－１表に示す貯槽等の液位から，第7.2－１表に示す貯槽等に

注水されていることを確認することで，蒸発乾固の進行が防止されて

いることを判断する。 

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視

項目は，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等液位である。 

 

7.2.2.1.1.2 冷却コイル等への通水 

 (１) 冷却コイル等への通水による冷却の着手判断 

   内部ループへの通水が機能しないことをもって冷却コイル等への通水

による冷却のための準備に着手することを判断する。 

冷却コイル等への通水による冷却のための準備の着手を判断するた

めに必要な監視項目は，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度である。 

 

 (２) 建屋外の水の給排水経路の構築 

「7.2.1.1(２) 建屋外の水の給排水経路の構築」と同様である。 

 

 (３) 冷却コイル等への通水による冷却の準備 

   第7.2－１表に示す機器グループの内部ループへの通水が機能しない

場合には，冷却コイル等の損傷の有無を確認するため，給水用の可搬

型中型移送ポンプの下流側に，内部ループへの通水のために敷設した

可搬型建屋内ホースの他に，冷却コイル等への通水のために必要な可

搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型冷却コイル圧力計及び可搬型冷却

コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

   可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の給水側の接続口に接続し，冷却
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コイル等の排水側の接続口の弁を閉め切った状態で，可搬型中型移送

ポンプにより第１貯水槽から送水し，通水経路を加圧することで，可

搬型冷却コイル圧力計の指示値から冷却コイル等の健全性を確認する。 

冷却に使用した水を可搬型排水受槽へ移送するために，可搬型建屋

内ホースを敷設する。 

可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の排水側の接続口に接続し，可

搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続することで，冷却に使

用した水を可搬型排水受槽に排水するための経路を構築する。 

   また，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の給排水経路とし

て冷却水給排水配管・弁も用いる。 

本対応は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時

間が短い貯槽等を優先して実施する。 

冷却コイル等への通水の準備は，準備作業及び実施に要する作業が

多く，他の拡大防止対策と同時に準備作業を実施した場合，大気中へ

の放射性物質の放出を抑制できる状態を整備する前に高レベル廃液等

が沸騰する可能性があることから，貯槽等への注水，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，塔槽類廃ガス処理設備からセルへ

の導出経路の構築並びに可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いた代

替セル排気系による対応を優先して実施し，大気中への放射性物質の

放出を抑制できる状態を整備してから実施する。 

 

 (４) 冷却コイル等への通水による冷却の実施判断 

冷却コイル等への通水の準備が完了後直ちに，冷却コイル等への通

水の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 
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 (５) 冷却コイル等への通水による冷却の実施 

可搬型中型移送ポンプを運転し，第１貯水槽の水を健全性が確認さ

れた冷却コイル等に通水する。 

通水流量は，可搬型冷却コイル通水流量計の指示値を基に調整する。 

冷却コイル等への通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を

用いて汚染の有無を監視する。 

また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型試料分析設備可搬型放射能

測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。 

冷却コイル等への通水に必要な監視項目は，建屋給水流量，冷却コ

イル通水流量，第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度及び排水線量で

ある。 

 

 (６) 冷却コイル等への通水の成否判断 

第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が沸点か

ら低下傾向を示していることを確認することにより，冷却コイル等へ

の通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

第7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度である。 

 

7.2.2.1.2 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

高レベル廃液等が沸騰に至る場合に備え，塔槽類廃ガス処理設備の隔

離弁を閉止することで，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，貯槽等か

らの排気をセルに導出するための常設重大事故等対処設備の塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニットを開放する。 

本対応と並行して，当該排気経路に設置した凝縮器へ通水するため，
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蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，凝

縮器へ通水するための可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内

ホースと凝縮器の接続口を接続し，第１貯水槽の水を凝縮器に通水する。 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，排気をセルに導出する前に，

排気経路上の凝縮器により排気中の蒸気を凝縮させるとともに，凝縮器下

流側に設置したセル導出ユニットフィルタにより放射性エアロゾルを低減

する。 

また，凝縮器で蒸気を凝縮させることにより発生する凝縮水は，セル

又は貯槽に回収し貯留する。 

回収先のセル又は貯槽の液位及び凝縮器下流側の凝縮器出口温度を確

認することにより凝縮器が稼働していることを確認する。 

凝縮器の冷却に用いた水は，内部ループへの通水と同じように排水経

路を経由して第１貯水槽に移送し，再び，凝縮器への通水の水源として用

いる。 

凝縮器下流側に設置したセル導出ユニットフィルタの差圧が，凝縮器

通過後の排気の湿分により上昇する場合には，セル導出ユニットフィルタ

をバイパスしてセルに導出する。 

貯槽等内においては，放射線分解により常に水素が発生しているため，

蒸発乾固が発生した場合においても，継続して水素掃気を実施する必要が

ある。一方，蒸発乾固発生時には，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，

貯槽等からの排気をセルに導出する。 

この際，セル排気系の排風機が機能喪失している場合，導出先セルの

圧力が上昇し，排気系統以外の場所から，放射性物質を含む気体の漏えい

が生じる可能性があるが，高レベル廃液等が沸騰に至る前であれば，排気

に含まれる放射性エアロゾルの濃度は平常運転時と同程度であり，セルへ
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導出する前に，セル導出ユニットフィルタで除去する。 

また，前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等について

は，気相部の体積が大きく，水素濃度の上昇が緩やかであることから，代

替セル排気系を構築するまでの間，導出先セルの圧力上昇を抑制するため

水素掃気用の圧縮空気の供給を停止し，セル内の圧力上昇を防止する。 

セルへの放射性物質の導出後においては，セル排気系の高性能粒子フ

ィルタは１段であることから，代替セル排気系として，可搬型排風機，可

搬型ダクト及び可搬型フィルタを２段敷設し，主排気筒へつながるよう，

可搬型排風機，可搬型ダクトと可搬型フィルタを接続し，可搬型ダクトと

セル排気系を接続した後，可搬型排風機を運転することで放射性エアロゾ

ルを可搬型フィルタで除去しつつ，主排気筒を介して，大気中に管理しな

がら放出する。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.2－

５図(４)に，対策の手順の概要を第7.2－６図に，各建屋の対策における手

順及び設備の関係を第7.2－26表に，必要な要員及び作業項目を第7.2－21

図に示す。 

 

 (１) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための着

手判断 

「7.2.1.1(１) 内部ループへの通水の着手判断」と同様である。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準

備作業として以下の(２)，(３)及び(４)へ移行する。 

 

 (２) 建屋外の水の給排水経路の構築 

「7.2.1.1(２) 建屋外の水の給排水経路の構築」と同様である。 
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 (３) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準備 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の圧縮空気の

供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，貯槽等

へ水素掃気用の圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動

弁を閉止する。 

   第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰に伴い発

生する蒸気を凝縮し，放射性物質を除去するために，可搬型中型移送

ポンプの下流側に，凝縮器へ通水するための可搬型建屋内ホースを敷

設し，可搬型建屋内ホース及び凝縮器を接続する。 

高レベル廃液ガラス固化建屋においては，凝縮器への水の供給経路

として凝縮器冷却水給排水配管・弁を用いるとともに，凝縮器通過後

の排気の排気経路として気液分離器も用いる。 

前処理建屋においては，凝縮器からの凝縮水の排水経路を構築する

ため，可搬型建屋内ホースも用いる。 

可搬型凝縮器通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

常設重大事故等対処設備を用いて凝縮水回収セル等の液位を計測で

きない場合は，第7.2－27表に示す凝縮水回収セル等に可搬型漏えい液

受皿液位計及び可搬型凝縮水槽液位計を設置する。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続することにより，

第１貯水槽から凝縮器に水を通水するための経路を構築する。また，

可搬型凝縮器出口排気温度計を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットに設置する。 

セル排気系，可搬型フィルタ，可搬型ダクトと可搬型排風機を接続

する。また，可搬型フィルタ差圧計を可搬型フィルタに設置する。 
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前処理建屋においては，排気経路を構築するため，主排気筒へ排出

するユニットを用いる。高レベル廃液ガラス固化建屋においては，蒸

気量が多いため，排気経路上に可搬型デミスタを設置する。  

可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電

源ケーブル），可搬型分電盤，可搬型電源ケーブル及び各建屋の可搬

型発電機を接続する。 

常設重大事故等対処設備を用いて塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計

測できない場合は，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計を塔槽類廃ガス処理設備に設置する。 

また，常設重大事故等対処設備を用いて導出先セルの圧力を計測で

きない場合は，第7.2－28表に示す導出先セルの圧力を監視するため，

可搬型導出先セル圧力計を第7.2－28表に示す導出先セルに設置する。 

セル導出ユニットフィルタの差圧を監視するため，可搬型セル導出

ユニットフィルタ差圧計をセル導出ユニットフィルタに設置する。 

外的事象の「火山の影響」を要因として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型発電機が機能喪失することを防止するため，運

搬車を用いて可搬型発電機を各建屋内に敷設する。 

 

 (４) 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施判断 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，沸騰に伴

い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続

により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くた

めの作業の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

   塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質の大気中
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への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を

継続し，第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の

監視を継続する。温度の監視の結果，第7.2－１表に示すいずれかの貯

槽等に内包する高レベル廃液等の温度が85℃に至り，かつ，温度の上

昇傾向が続く場合には，その貯槽等が設置されている建屋について，

沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の

供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導くための作業の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，第7.2－１表に示

す貯槽等の貯槽等温度である。 

 

 (５) 塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニットの開放 

   塔槽類廃ガス処理設備から第7.2－28表に示す導出先セルに放射性物

質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類

廃ガス処理設備と第7.2－28表に示す導出先セルを接続している塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの手動弁及び塔槽類廃ガ

ス処理設備の手動弁を開放する。 

これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.2－28表に

示す導出先セルに導出される。 

また，沸騰に伴い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇した

場合，発生した放射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットを経由して第7.2－28表に示す導出先セルに導出される。 
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 (６) 凝縮器への冷却水の通水の実施判断 

凝縮器への通水の準備が完了後直ちに，凝縮器への通水の実施を判

断し，以下の(７)へ移行する。 

 

 (７) 凝縮器への冷却水の通水 

可搬型中型移送ポンプにより，第１貯水槽から凝縮器に通水する。

通水流量は，可搬型凝縮器通水流量計の指示値を基に調整する。 

凝縮器への通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて

汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収した後，可搬型

試料分析設備可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上

で，第１貯水槽へ移送する。 

凝縮器から発生する凝縮水は，第7.2－27表に示す凝縮水回収セル等

に回収し貯留する。 

凝縮器への通水時に必要な監視項目は，建屋給水流量，凝縮器通水

流量，凝縮水回収セル液位，凝縮水槽液位，凝縮器出口排気温度及び

排水線量である。 

 

 (８) セル導出ユニットフィルタの隔離 

   第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰した後，

可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計により，セル導出ユニットフ

ィルタの差圧を監視し，セル導出ユニットフィルタの差圧が上昇傾向

を示した場合，セル導出ユニットフィルタを隔離し，バイパスライン

へ切り替える。 

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，セル導出ユニッ

トフィルタ差圧である。 
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 (９) 可搬型排風機の起動の判断 

可搬型排風機の運転の準備完了後，可搬型排風機の起動を判断する。 

 

 (10) 可搬型排風機の運転 

可搬型排風機を運転することで，平常運転時の排気経路以外の経路

からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル内の圧力上昇を緩

和しつつ，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去し，主排気

筒を介して，大気中へ管理しながら放出する。 

また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視

する。 

 

 (11) 大気中への放射性物質の放出の状態監視 

排気モニタリング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性

物質の放出状況を監視する。 

排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，代替モニタリング設

備により，主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出状況を監視

する。 

 

7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価 

7.2.2.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   「7.2.1.2.1(１) 代表事例」に示したとおりである。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

   「7.2.1.2.1(２) 代表事例の選定理由」に示したとおりである。 

８－７－164



 
 

 (３) 有効性評価の考え方 

   内部ループへの通水が有効に機能せず，高レベル廃液等が沸騰に至っ

た場合に，貯槽等への注水により貯槽等の液位を一定の範囲に維持で

き，また，冷却コイル等への通水により高レベル廃液等の温度が低下

傾向を示し，未沸騰状態を継続して維持できることを確認するため，

高レベル廃液等の温度及び液位の推移を評価する。 

   高レベル廃液等の温度の推移は，セルへの放熱を考慮せず断熱として

評価し，解析コードを用いず，水の定圧比熱等を用いた簡便な計算に

基づき算出する。また，高レベル廃液等の液位の推移の評価にあたっ

ては，高レベル廃液等が濃縮する過程において沸点が上昇するため，

崩壊熱の一部は顕熱として消費され，見かけ上，蒸発に寄与する崩壊

熱が減少することで蒸発速度が低下するが，評価上は顕熱としての消

費を考慮せず，全ての崩壊熱が蒸発に寄与するものとする。 

また，貯槽等からの蒸気をセルに導出する際，凝縮器の機能が継続

的に維持できているか確認するため，凝縮器で発生する凝縮水量が回

収先セルの漏えい液受皿等の容量を下回ることを確認する。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に係る有効

性評価は，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）を評

価する。 

この評価においては，貯槽等への注水及び冷却コイル等への通水の

実施状況を踏まえて，貯槽等に内包する高レベル廃液等の放射性物質

量，事故時の放射性物質の移行率並びに可搬型フィルタ，凝縮器及び

放出経路構造物による除染係数を考慮する。 

塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風
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機を用いた代替セル排気系による対応に係る有効性評価においては，

解析コードを用いず，簡便な計算に基づき評価する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   「7.2.1.2.1(４) 有効性評価の評価単位」に示したとおりである。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

   「7.2.1.2.1(５) 機能喪失の条件」に示したとおりである。 

 

 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の液量」設定の考え方は，「7.2.1.2.1(６) 事故の条件及び機器の

条件」に記載したとおりである。 

高レベル廃液等の温度及び液位の推移の評価条件を第7.2－３表～第

7.2－７表に示す。 

蒸発乾固の拡大防止対策に使用する機器を第7.2－８表に示す。また，

主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水を実施す

る場合には，前処理建屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に対

して１台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に対して１台を兼用し，高

レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に

対して１台を使用し，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び凝
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縮器への通水を実施するのに必要な水を供給できる設計としているこ

とから，各貯槽等への水の供給流量は，内包する高レベル廃液等の崩

壊熱を踏まえて調整し，以下に示す設定値以上で通水する。 

また，「7.2.1 蒸発乾固の発生防止対策」に示す内部ループへの通

水の実施に必要な水の供給は，同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実

施する。 

 (ａ) 蒸発速度の３倍の流量を想定した場合の貯槽等への注水流量 

前処理建屋 約3.3×10－１ｍ３／ｈ 

分離建屋 約6.1×10－１ｍ３／ｈ 

精製建屋 約4.0×10－１ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約9.3×10－２ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約5.5ｍ３／ｈ 

 (ｂ) 冷却コイル等への通水流量 

前処理建屋 約2.3ｍ３／ｈ 

分離建屋 約5.2ｍ３／ｈ 

精製建屋 約2.8ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約1.0ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約51ｍ３／ｈ 

 (ｃ) 凝縮器への通水流量 

前処理建屋 約10ｍ３／ｈ 

分離建屋 約30ｍ３／ｈ 

精製建屋 約6.0ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約6.0ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約45ｍ３／ｈ 
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 ｂ．塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁 

塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止することにより，塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管の流路を遮断する。 

 ｃ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放すること

により，塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備

から凝縮器及びセル導出ユニットフィルタを経由して放射性物質の導

出先セルに導出する。 

 ｄ．可搬型発電機 

可搬型発電機は１台当たり約80ｋＶＡの容量を有し，前処理建屋の

可搬型排風機の運転に対して１台，分離建屋の可搬型排風機の運転に

対して１台，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の運転に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建屋

の可搬型排風機の運転に対して１台を使用することで，可搬型排風機

を起動し，運転するのに必要な電力を供給できる設計としていること

から，以下に示す必要な電力を供給できる。 

前処理建屋の可搬型排風機 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

分離建屋の可搬型排風機 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

精製建屋の可搬型排風機 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機 

 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機 

 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

 ｅ．凝縮器 

凝縮器は貯槽等からの蒸気を凝縮させるために必要な除熱能力を有

８－７－168



 
 

する。 

 ｆ．凝縮水回収先セルの漏えい液受皿等 

前処理建屋の凝縮水回収先セルである放射性配管分岐第１セルの漏

えい液受皿の容量は約20ｍ３，分離建屋の凝縮水回収先貯槽である第１

供給槽及び第２供給槽の容量は合計で約27ｍ３，分離建屋の凝縮水回収

先セルである放射性配管分岐第１セルの漏えい液受皿の容量は約22ｍ３，

精製建屋の凝縮水回収先セルである精製建屋一時貯留処理槽第１セル

の漏えい液受皿の容量は約5.3ｍ３，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋の凝縮水回収先セルである凝縮廃液受槽Ａセル，凝縮廃液受槽Ｂセ

ル及び凝縮廃液貯槽セルの漏えい液受皿の容量は合計で約17ｍ３であり，

これらを凝縮水受入可能量として確保する。また，高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の凝縮水回収先セルである固化セルは，固化セル内がステ

ンレス鋼の内張りが施されていることを考慮し，セル貫通部高さまで

の容量として約1,300ｍ３を凝縮水受入れ可能量として確保する。 

 

 (７) 操作の条件 

貯槽等への注水に係る準備作業は，安全冷却水系の冷却機能の喪失

から高レベル廃液等が沸騰に至る前までに開始し，沸騰に至るまでの

時間が最も短い精製建屋では９時間後までに準備作業を完了する。ま

た，貯槽等の液位を監視しつつ，高レベル廃液等の液量が初期液量の

70％に減少する前までに貯槽等への直接注水を開始する。 

冷却コイル等への通水に係る準備作業については，貯槽等への注水

により沸騰継続による高レベル廃液等の濃縮を防止することから，冷

却コイル等への通水実施に対する制限時間はないが，事態の収束のた

め速やかに準備作業を完了する。冷却コイル等への通水の実施は準備
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作業が完了次第開始し，沸騰の継続時間が最も長くなる精製建屋にお

いても安全冷却水系の冷却機能の喪失から30時間40分後までに冷却コ

イル等への通水を開始する。 

貯槽等への注水の準備作業時に想定される作業環境を考慮した貯槽

等への注水に必要な作業と所要時間及び冷却コイル等への通水に必要

な作業と所要時間を，精製建屋を例として第7.2－21図に示す。 

沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質を放射性物質の導出先セル

に導くための塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットへの

切替操作は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベル廃液等が沸

騰に至る前までに準備が整い次第開始し，沸騰に至るまでの時間が最

も短い精製建屋では２時間25分後までに作業を完了する。 

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋における水素掃気用の

圧縮空気の停止操作は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から45分後ま

でに完了する。 

凝縮器への通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベル廃

液等が沸騰に至る前までに準備作業が完了次第開始し，沸騰に至るま

での時間が最も短い精製建屋では８時間30分後までに凝縮器への通水

を開始する。 

代替セル排気系による排気は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から

高レベル廃液等が沸騰に至る前までに準備が整い次第開始し，沸騰ま

での時間が最も短い精製建屋では６時間40分後までに開始する。 

精製建屋を例として，これらの対策の準備及び実施時に想定される

作業環境を考慮した必要な作業と所要時間を第7.2－21図に示す。また，

安全冷却水系の冷却機能の喪失から第7.2－１表に示す貯槽等に内包す

る高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間を第7.2－９表，第7.2－12
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表，第7.2－15表，第7.2－18表及び第7.2－21表に示す。 

 

 (８) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

   「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の保有量」設定の考え方は，「7.2.1.2.1(６) 事故の条件及び機器

の条件」に記載したとおりである。 

主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出量の評価は，高レベ

ル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放

出量評価及び高レベル廃液等の沸騰後の冷却コイル等への通水の実施

により事態が収束するまでの主排気筒を介した大気中への放射性物質

の放出量評価に分けられる。 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等

が発生する貯槽等に内包する放射性物質量に対して，高レベル廃液等

が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間のうち，放射性物

質の放出に寄与する時間割合，高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に

移行する放射性物質の割合，大気中への放出経路における除染係数の

逆数を乗じて算出する。 

また，算出した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への

換算係数を乗じて，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換

算）を算出する。セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤ

ＯＣ－1162
（ １ ）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線によ

る外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばく

に係る実効線量への換算係数
（ １ ）

を用いて，セシウム－137と着目核種との

比から算出する。ただし，プルトニウム等の一部の核種は，化学形態

による影響の違いを補正する 係 数
（１）（２）

を乗じて算出する。 
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 ａ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価 

   高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物

質の放出量評価の評価条件については，「7.3.2.2.1(８)ａ．空気貯槽等

から供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評価」に示すと

おりである。 

 ｂ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの主排気筒を介した大気中

への放射性物質の放出量評価 

 (ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の放射性物質の

濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷

却期間15年を基に算出した平常運転時の最大値とする。 

また，貯槽等に内包する放射性物質量は，上記において算出した放

射性物質の濃度に，第7.2－１表の貯槽等に内包する高レベル廃液等の

体積を乗じて算出する。 

 (ｂ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの時間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，貯槽等ごとに算出

する。 

算出方法は，沸騰開始から冷却コイル等への通水により事態が収束

するまでの沸騰継続時間を高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥

し固化に至るまでの時間で除して算出する。 

沸騰継続時間は，貯槽等の高レベル廃液等の液量と崩壊熱密度から
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高レベル廃液等の潜熱を考慮して算出する。 

貯槽等ごとの設定値を第7.2－29表～第7.2－33表に示す。高レベル

廃液等が沸騰に至る前までに冷却コイル等への通水により事態が収束

する貯槽等については，沸騰に至らず，気相中への放射性物質の移行

がないため設定値は０とする。 

また，安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系

が１系列運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失か

ら第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るま

での時間は，各貯槽等の高レベル廃液等の崩壊熱密度から算出する。 

 (ｃ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，

模擬高レベル廃液400ｍＬを蒸気流速が1.1ｃｍ／ｓとなるように沸騰

させ，模擬高レベル廃液が乾燥し固化に至り，乾固物の温度が140℃に

到達するまでの間に，試料容器以降で捕集された物質の割合を測定し

た試験結果に基づき，積算移行率を0.005 ％
（３）

とする。模擬高レベル廃液

を沸騰させた試験では，ブロアにより流量10Ｌ／ｍｉｎでの吸引及び

試験装置内の圧力を一定に保つためのＮ２ガスの自動供給が実施される

ため，積算移行率には，Ｎ２ガスによる掃気に起因する放射性物質の移

行も含まれる。また，高さ約0.8ｍでは，本来，積算移行率に含まれな

い粗大粒子を含むおそれがあるが，安全余裕を見込んで積算移行率を

0.005％としている。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等で，事態の収束

までに沸騰に伴い発生した放射性物質を含む蒸気は，凝縮器による蒸

気の凝縮及び放射性物質の除去を経て，塔槽類廃ガス処理設備からセ
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ルに導出するユニットから放射性物質の導出先セルに導出され，可搬

型フィルタ及び主排気筒を介して，大気中へ管理しながら放出する。 

放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係 数
（４）

は，10

とする。 

凝縮器による放射性エアロゾルの除染係 数
（５）

は，10とする。 

また，可搬型フィルタは，１段あたり10３以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）

の除染係数を有し，２段で構成する。可搬型フィルタの放射性エアロ

ゾルの除染係 数
（６）

は，凝縮器による蒸気の凝縮により可搬型フィルタが

設計上の除染能力を発揮できることから10５とする。 

凝縮器下流に設置するセル導出ユニットフィルタの除染係数は，蒸

気によって劣化する可能性を考慮し評価上考慮しない。 

 

 (９) 判断基準 

蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりと

する。 

 ａ．貯槽等への注水 

   高レベル廃液等が沸騰に至った場合であっても，第１貯水槽から貯槽

等へ注水することで，貯槽等の液位を一定範囲に維持できること。 

 ｂ．冷却コイル等への通水 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合であっても，冷却コイル等へ通

水することにより，高レベル廃液等の温度が沸点から低下傾向を示し，

高レベル廃液等が未沸騰状態を継続して維持できること。 

 ｃ．凝縮器への通水 

   事態の収束までに発生する凝縮水の発生量が，凝縮水の回収先セルの

漏えい液受皿等の容量を下回ること。 
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 ｄ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

冷却コイル等への通水による事態の収束までに大気中へ放出される

放射性物質の放出量が，セシウム－137換算で100ＴＢｑを十分下回る

ものであって，かつ，実行可能な限り低いこと。 

 

7.2.2.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．貯槽等への注水 

沸騰に至るまでの時間が最も短い貯槽等を有する精製建屋における

可搬型中型移送ポンプによる貯槽等への注水に係る準備作業は，安全

冷却水系の冷却機能の喪失から63人にて９時間で作業を完了するため，

安全冷却水系の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時

間以内に注水準備の完了が可能である。 

高レベル廃液等が沸騰に至り液位が低下するが，液位を監視しつつ

貯槽等への注水を高レベル廃液等の蒸発速度を上回る注水流量で適時

実施することにより，高レベル廃液等の液量は貯槽等の事故発生直前

の初期液量の70％を下回ることなく，液位を一定範囲に維持できる。 

また，ルテニウムを含む高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等におい

て，高レベル濃縮廃液の温度を120℃未満に維持でき，揮発性のルテニ

ウムが大量に生成することはない。 

以上の有効性評価結果を第7.2－９表～第7.2－23表に，対策実施時

のパラメータの推移を第7.2－22図～第7.2－26図に示す。 

 ｂ．冷却コイル等への通水 

蒸発乾固の発生防止対策が機能しなかった場合に実施する冷却コイ

ル等への通水による貯槽等に内包する高レベル廃液等の冷却は，健全
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な冷却コイル配管・弁又は冷却ジャケット配管・弁が１本あれば可能

であり，高レベル廃液等が沸騰に至ってから冷却コイル等への通水が

実施されるまでの時間が最も長い精製建屋内部ループ１に属する貯槽

等に対して冷却コイル等への通水を実施する場合，精製建屋における

可搬型中型移送ポンプによる冷却コイル等への通水に係る準備作業は，

安全冷却水系の冷却機能の喪失から59人にて30時間40分で作業を完了

できる。 

冷却コイル等への通水実施後は，高レベル廃液等の温度が沸点から

低下傾向を示し，高レベル廃液等の平衡温度が最も高いプルトニウム

濃縮液受槽において約75℃で平衡に至る。 

同様に，上記以外の機器グループである精製建屋内部ループ２に属

する貯槽等に対して冷却コイル等への通水を実施する場合，精製建屋

で安全冷却水系の冷却機能の喪失から61人にて37時間30分で作業を完

了し実施できる。冷却コイル等への通水実施後の高レベル廃液等の平

衡温度は，最も温度が高いプルトニウム溶液受槽において約70℃であ

る。 

以上の有効性評価結果を第7.2－９表～第7.2－23表に，対策実施時

のパラメータの推移を第7.2－22図～第7.2－26図に示す。 

 ｃ．凝縮器への通水 

   沸騰に至るまでの時間が最も短い貯槽等を有する精製建屋における可

搬型中型移送ポンプによる凝縮器への通水は，安全冷却水系の冷却機

能の喪失から55人にて８時間30分で実施できるため，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時間以内に凝縮器

への通水が可能である。 

高レベル廃液等の沸騰から事態の収束までの凝縮水の発生量は，凝
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縮水回収先セルの漏えい液受皿等の容量に対して凝縮水発生量の占め

る割合が大きい精製建屋において約３ｍ３であり，凝縮水の発生量は凝

縮水回収先セルの漏えい液受皿等の容量を十分下回る。 

事態が収束するまでに発生する凝縮水の発生量の詳細を第7.2－11表，

第7.2－14表，第7.2－17表，第7.2－20表及び第7.2－23表に示す。 

 ｄ．セルへの導出経路の構築及びに代替セル排気系による対応 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による排気の実施は，

沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建屋においても，安全冷却水系

の冷却機能の喪失から71人にて５時間40分で実施できるため，安全冷

却水系の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時間以内

に代替セル排気系による排気が可能である。 

セル導出経路の系統構成，凝縮器への通水，代替セル排気系による

排気により，高レベル廃液等の沸騰から事態の収束までの大気中への

放射性物質の放出量（セシウム－137換算）は，前処理建屋において約

６×10－13ＴＢｑ，分離建屋において約５×10－７ＴＢｑ，精製建屋にお

いて約５×10－６ＴＢｑ，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において

約３×10－７ＴＢｑ，高レベル廃液ガラス固化建屋において約４×10－６

ＴＢｑとなり，合計で約１×10－５ＴＢｑとなる。 

継続して実施される水素掃気用の圧縮空気の供給により，導出先セ

ルの圧力が上昇し，平常運転時の排気経路以外の場所から放射性物質

を含む気体の漏えいのおそれがあるが，上記の放出量は，この寄与分

も含めた結果である。 

平常運転時の排気経路以外の場所からの放射性物質の放出継続時間

は，最も長い分離建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋で３時

間10分であり，大気中への放出に至る建屋内の移行経路を踏まえれば
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その影響はわずかである。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応は，蒸発乾

固に伴い気相中へ移行する放射性物質に対して各々十分な除染係数を

確保している。また，放射性物質のセルへの導出に係る準備作業，凝

縮器への通水に係る準備作業及び可搬型フィルタ，可搬型デミスタ，

可搬型排風機，可搬型ダクトをセル排気系に接続し，主排気筒を介し

て大気中へ放射性物質を管理放出するための準備作業は，高レベル廃

液等が沸騰に至る前で実行可能な限り早期に完了させ，これらを稼動

させることで，事態が収束するまでの主排気筒を介した大気中への放

射性物質の放出量（セシウム－137換算）は，100ＴＢｑを十分下回る

ものであって，かつ，実行可能な限り低い。 

以上の有効性評価結果を第7.2－９表～第7.2－23表に，対策実施時

のパラメータの推移を第7.2－27図～第7.2－36図に示す。 

各建屋の主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出量及び大気

中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）の詳細を第7.2－34

表～第7.2－37表及び第7.2－38表に示す。また，放射性物質が大気中

に放出されるまでの過程を第7.2－37図～第7.2－40図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   「7.2.1.2.2(２)ａ．(ａ) 想定事象の違い」に記載したとおりである。 

 (ｂ) 実際の熱条件の影響 

沸騰に至るまでの時間に与える影響は，「7.2.1.2.2(２)ａ．(ｂ) 実際

の熱条件の影響」に記載したとおりである。 
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貯槽等への注水の実施間隔に与える影響は，高レベル廃液等の液量

が初期液量の70％に減少するまでの時間が影響する。高レベル廃液等

の濃縮に伴う沸点の上昇は５℃程度であり，例えばプルトニウム濃縮

液１ｍ３の場合，30％分の水の蒸発に消費される熱量が約4.5×10８Ｊな

のに対し，５℃の温度上昇に必要な熱量が約２×10７Ｊであり，崩壊熱

の約５％が顕熱として消費されることが想定される。 

したがって，初期液量から70％の液量に至るまでの時間が数％延び

ることになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，高レベル廃液等の液量が初期液

量の70％に至るまでの時間は，全ての高レベル廃液等においてより長

い時間となる可能性があるが，時間余裕が延びる方向の変動であるこ

とから，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。 

 (ｃ) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応の有効性評

価に用いるパラメータの不確かさ 

事態の収束までの大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換

算）は，気相中に移行する放射性物質の移行割合や放出経路における

放射性物質の除染係数に不確かさがある。 

仮に移行した放射性物質に気体状の放射性物質が含まれていた場合，

放射性物質の移行率に変動があった場合及び冷却コイル等への通水ま

での時間に変動があった場合，放出量が１桁程度増加する可能性があ

る。一方，放出量評価に用いた高レベル廃液等の核種組成や放出経路

上での除染係数を評価が厳しくなるよう設定しており，放出量がさら

に小さくなることが想定される。 

このように不確かさを有するものの，これらを考慮した場合でも判

断基準を満足することに変わりはない。 
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不確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す。 

  ⅰ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価 

    高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価の設定パラメータの不確かさについては，

「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に示すとおりで

ある。 

  ⅱ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの放射性物質の放出量評

価 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

貯槽等に内包する放射性物質量は，再処理する使用済燃料の燃焼条

件の変動幅を考慮すると，放射性物質量の最大値は，１桁程度の下振

れを有する。 

また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，減衰による放

射性物質量のさらなる低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，蒸発乾固の発生を

仮定する高レベル廃液等の崩壊熱密度に依存するパラメータであり，

再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，崩壊熱密度

の最大値は，１桁程度の下振れを有する。 

また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，減衰による崩

壊熱密度のさらなる低減効果を見込める可能性がある。 

一方，高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまで
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の期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，冷却コイル

等への通水が実施されるタイミングに依存する。 

冷却コイル等への通水の準備及び実施は，高レベル廃液等が沸騰に

至った後に実施されることから，作業環境が悪化している可能性があ

り，これに伴い冷却コイル等への通水の準備及び実施が遅れる可能性

がある。 

このため，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，大気中への放

射性物質の放出量（セシウム－137換算）に対する感度が大きいと考

えられる。この感度を把握するため，冷却コイル等への通水の準備の

計画値である30時間40分に対し，安全側の想定として，冷却コイル等

への通水の準備にさらに24時間の時間を要し，54時間40分後に冷却コ

イル等への通水が開始されたと想定した場合，放射性物質の放出量は

約３倍となり，条件によっては，設定値に対して１桁程度の上振れを

有する可能性がある。 

  (ⅲ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，

実験値に基づき安全余裕を考慮して0.005％を設定しているが，実験

体系が実機の体系を全て網羅できていないため，体系に起因した不確

かさが存在する。 

上限値としては，臨界に伴う沸騰時の移行率である0.05％がある。 

一方，実験値に対して安全余裕を見込んで設定しているため，１桁

程度の下振れを有する。 

また，設定した移行率は，沸騰開始から乾燥し固化に至るまでの間

の積算移行率を確認した実験に基づき設定しているため，沸騰初期と

乾燥し固化に至る沸騰晩期とでは，高レベル廃液等の性状が異なり，
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性状に応じて移行率が変化する可能性がある。 

これについては，移行率の設定にあたって参照した実験における積

算移行率の時間変化を確認し，沸騰初期と沸騰晩期において有意な差

を確認できなかったことから，高レベル廃液等の性状の差が移行割合

に与える影響は無視できる。 

以上より，設定値に対して１桁程度の下振れを有するとともに，条

件によっては，設定値に対して１桁程度の上振れを有する可能性があ

る。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

大気中への放出経路における除染係数は，設定値に対して，凝縮器

による除去効果として１桁程度の下振れを有するとともに，各建屋の

塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴並びに放射性物質の導出先セル

及び各建屋のセル排気系の構造的な特徴として，大気中への放射性物

質の放出量は１桁程度の下振れを有する。 

さらに，第 7.2－１表に示す貯槽等から放射性物質の導出先セルま

での放出経路上の塔槽類廃ガス処理設備の配管は，曲がり部が多く数

十ｍ以上の長さがあり，塔槽類廃ガス処理設備は多数の機器で構成さ

れることにより，放射性エアロゾルの沈着による除去が期待できる。 

また，凝縮器による蒸気の凝縮効果により放射性物質を大気中へ押

し出すエネルギの減衰が期待できる。 

また，放射性物質の導出先セルへの導出後においては，放射性物質

を導出先セルへ導出することによる放射性エアロゾルの重力沈降によ

る除去，セル排気系のダクトの曲がり部における慣性沈着及び圧力損

失による放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰により放射性

エアロゾルの除去が期待できるため，条件によっては，大気中への放
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射性物質の放出量は１桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

一方，条件によっては設定値に対して，凝縮器による除去効果，塔

槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴並びに放射性物質の導出先セル及

び各建屋のセル排気系の構造的な特徴全体で，大気中への放射性物質

の放出量は１桁程度の上振れを有する可能性がある。 

沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質に気体状の放射性物質が含

まれていた場合には，放出経路上の除染係数が期待できず，大気中へ

の放射性物質の放出量は，高レベル廃液ガラス固化建屋の場合で１桁

程度増加する可能性がある。 

 (ｄ) 貯槽等への注水による高レベル廃液等の温度低下に起因する不確かさ 

沸騰している高レベル廃液等へ注水することにより，沸騰状態にあ

る高レベル廃液等が未沸騰状態へ移行することで放射性物質の放出量

が低減する可能性がある。 

貯槽等への注水により高レベル廃液等の温度を沸点未満に下げるた

めには，高レベル廃液等が有する崩壊熱に対して，注水される水が沸

点に至るまでの熱量（顕熱）が大きくなければならず，蒸発速度の約

８倍以上の注水速度で注水する必要がある。 

貯槽等への注水では，過剰な量の注水による貯槽等内の高レベル廃

液等のオーバーフローの可能性があり，いかなる条件においても蒸発

速度の８倍以上の注水流量を確保することが困難であることから，貯

槽等への注水による放射性物質の放出量低減に係る不確かさの幅は設

定しない。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

「7.2.1.2.2(２)ｂ．(ａ) 実施組織要員の操作」に記載したとおりであ
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る。 

 (ｂ) 作業環境 

高レベル廃液等が沸騰に至るまでは有意な作業環境の悪化はなく，

貯槽等への注水の準備，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系

による対応に関する対策の準備及び実施は，高レベル廃液等が沸騰に

至る前までに実施することから，作業環境が実施組織要員の操作の時

間余裕に影響を与えることはない。 

 

7.2.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，拡大防止対策として，第

１貯水槽から貯槽等へ注水する。 

   貯槽等への注水は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が初期液量の

70％まで減少する前に実施する。 

   さらに，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態収束

のため，冷却コイル等への通水を実施し，蒸発乾固を仮定する貯槽等

に内包する高レベル廃液等を冷却することで，未沸騰状態に導くとと

もに，これを維持する。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベ

ル廃液等の状態によって生じる事故時環境は次のとおりである。 

 ａ．高レベル廃液等の状態 

蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等に内包されている高レベル廃液等

は，溶解液，抽出廃液，プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ），プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）及び高レベル濃縮廃液である。 

   蒸発乾固は，平常運転時に貯槽等に内包する高レベル廃液等に対して，
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異なる溶液が混入して発生する事象ではなく，冷却機能の喪失により

発生する事象であるため，高レベル廃液等の組成が変化することはな

い。 

一方，拡大防止対策である貯槽等への注水は間欠注水にて実施する

ため，高レベル廃液等が濃縮及び希釈を繰り返す。 

この過程における高レベル廃液等の状態変化のうち温度は，プルト

ニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）において最大で約120℃まで上昇する。 

また，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液において約110℃まで

上昇する。 

核燃料物質等の濃度及び崩壊熱密度は，プルトニウム濃縮液（250ｇ

Ｐｕ／Ｌ）において初期値の約1.5倍まで，高レベル濃縮廃液において

初期値の約1.2倍まで上昇する。 

一方，溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）は，

高レベル廃液等が沸騰に至る前に冷却コイル等への通水が開始される

ため，溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）が濃

縮することはない。 

また，高レベル廃液等は温度上昇及び濃縮するのみであり，貯槽等

に内包する放射性物質量及び崩壊熱自体が変わることはない。高レベ

ル廃液等の硝酸濃度は，最大でもプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）

の約９規定であり，高レベル濃縮廃液の場合，約３規定である。また，

冷却コイル等への通水が実施される時間が初期液量の70％に至るまで

の時間より長いプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）は，貯槽等への

注水により希釈され，この時のプルトニウム濃縮液の硝酸濃度は約５

規定となる。 
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 ｂ．高レベル廃液等の状態によって生じる事故時環境 

 (ａ) 温度 

高レベル廃液等の温度は，各貯槽等における冷却コイル等への通水

を開始した時の温度又は高レベル廃液等が初期液量の 70％まで減少し

た時の温度を基に設定しており，「7.2.2.2.3(１)ａ．高レベル廃液等の

状態」に記載したとおり最大でも約 122℃である。 

高レベル廃液等の具体的な温度は，以下のとおりである。 

 プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ） 

  ：約 122℃（70％濃縮時の温度） 

 プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） 

  ：約 65℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

 溶解液 ：約 57℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

  抽出廃液 ：約 53℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

  高レベル濃縮廃液 ：約 105℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

 (ｂ) 圧力 

高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等内及び貯槽等に接続する塔槽

類廃ガス処理設備内が加圧された場合には，水封安全器から圧力が減

圧される設計となっている。 

以上のことから，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，系統内

の圧力は最大でも約３ｋＰａであり，平常運転時と同程度である。 

 (ｃ) 湿度 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合，蒸気により多湿環境となる。 

 (ｄ) 放射線 

高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等が濃縮す

るのみであり，貯槽等内の放射性物質量が増加することはなく，また，
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高レベル廃液等が濃縮する過程において臨界の発生は想定されないこ

とから，線量率は平常運転時から変化することはない。 

一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放

射性物質が蒸気に同伴され，貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の線

量率は上昇する。 

 (ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発生 

高レベル廃液等の沸騰に伴い，水素発生Ｇ値が上昇し，プルトニウ

ム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等への注水により硝酸濃

度が低下するため水素発生量が増加する。 

また，高レベル廃液等の沸騰に伴い蒸気が発生する。 

一方，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等の

放射性物質の濃度が上昇するのみであり，臨界の発生は想定されない

ことから，新たな放射性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒は，平常運転時において，分離

建屋一時貯留処理設備の第１一時貯留処理槽，第６一時貯留処理槽，

第７一時貯留処理槽及び第８一時貯留処理槽並びに精製建屋一時貯留

処理設備の第１一時貯留処理槽，第２一時貯留処理槽及び第３一時貯

留処理槽において，有意量を受け入れる場合があるが，通常状態で受

け入れる可能性のある溶液の混合を考慮しても，総崩壊熱は最大でも

１ｋＷ程度であり，高レベル廃液等の濃縮又は温度上昇が想定されず，

有機溶媒等による火災又は爆発の発生は想定されないことから，これ

らの反応により生成する煤煙及びその他の物質が発生することはない。 

また，上記以外の貯槽等においては，分離設備のＴＢＰ洗浄塔及び

ＴＢＰ洗浄器並びにプルトニウム精製設備のＴＢＰ洗浄器において，

希釈材により除去され，溶媒再生系（分離・分配系）の第１洗浄器，
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第２洗浄器及び第３洗浄器並びに溶媒再生系（プルトニウム精製系）

の第１洗浄器，第２洗浄器及び第３洗浄器において，炭酸ナトリウム

溶液等により，洗浄及び再生されることから，高レベル廃液等の沸騰

が発生する貯槽等には，有意量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒

が含まれることはなく，有機溶媒等による火災又は爆発の発生は想定

されないことから，これらの反応により生成する煤煙及びその他の物

質が発生することはない。 

 (ｆ) 落下又は転倒による荷重 

高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が

有意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

 (ｇ) 腐食環境 

高レベル廃液等の沸騰により，高レベル廃液等の硝酸濃度は，プル

トニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合は最大で約９規定となり，高

レベル濃縮廃液の場合は最大で約３規定となる。そのため，蒸気及び

凝縮水の硝酸濃度が最大で約８規定となる。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

「7.2.1.2.3(２) 重大事故等の同時発生」に記載したとおりである。 

異種の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性につ

いては，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

にまとめる。 

 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベル廃液

等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，高レベル廃液等の
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状態によって新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び事故時環

境が安全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重大事

故等の有無を明らかにする。 

 ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の

特定 

 (ａ) 臨界事故 

   「7.2.2.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載し

たとおり，プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の濃度が上昇し，

70％濃縮時には約360ｇＰｕ／Ｌまでプルトニウムの濃度が上昇するが，

プルトニウム濃縮液を内包する貯槽等は全濃度安全形状寸法管理によ

り臨界事故の発生を防止しており，また，貯槽等の材質はステンレス

鋼又はジルコニウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環

境条件によって貯槽等のバウンダリの健全性が損なわれることはなく，

貯槽等の胴部の外側に設置されている全濃度安全形状寸法管理を担う

中性子吸収材が損傷することはない。 

以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 放射線分解により発生する水素による爆発 

   「7.2.2.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載し

たとおり，高レベル廃液等が沸騰した場合の水素発生量は，平常運転

時と比べて相当多くなる。 

蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等は，全て安全圧縮空気系から水素

掃気用の圧縮空気が供給されており，安全圧縮空気系からの水素掃気

用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保されていることから，沸

騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％を

超えることはない。 
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さらに，プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等

への注水により硝酸濃度が平常運転時の７規定から５規定に低下し，

これにより水素発生量が増加するが，各々の硝酸濃度における水素発

生Ｇ値は0.048及び0.059であり，希釈後のプルトニウム濃縮液の水素

発生量は平常運転時の約1.3倍になる程度である。これに対し，安全圧

縮空気系からの水素掃気用の圧縮空気の供給量は十分な余裕が確保さ

れていることから，沸騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％を超えることはない。 

   また，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生する蒸気により，貯槽等内の

圧力が上昇するが，圧力の上昇は最大でも約３ｋＰａと平常運転時と

同程度であり，貯槽等内の圧力上昇により安全圧縮空気系からの水素

掃気用の圧縮空気の供給が阻害されることはない。 

また，安全圧縮空気系の配管の材質はステンレス鋼であり，想定さ

れる温度，圧力，腐食環境等の環境条件によって安全圧縮空気系の配

管が損傷することはない。 

以上より，放射線分解により発生する水素による爆発が発生するこ

とはない。 

 (ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「7.2.2.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載し

たとおり，有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベ

ル廃液等の沸騰が発生する貯槽等に混入することはない。 

   また，沸騰が発生する貯槽等に接続する機器注水配管，冷却コイル等

の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定される温度，

圧力，腐食環境等の環境条件によってこれらのバウンダリの健全性が

損なわれることはないことから，有機溶媒が混入することもない。 
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   以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によって

これらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，放射性物質の

漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発

生する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれらのバ

ウンダリの健全性が損なわれることはなく，温度及び放射線以外の貯

槽等内の環境条件が貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及ぶこと

はないことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化によってその

他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及ぶ

ものの，温度は最大でも120℃程度であり，また，放射線は平常運転時

と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセル外

へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，温度及び放射線の環境条件の変化によ

ってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   貯槽等に接続する配管を通じた貯槽等内の環境の伝播による安全機能

への影響の詳細は次のとおりである。 

 (ａ) 安全圧縮空気系 

安全圧縮空気系からの水素掃気用の圧縮空気の供給圧は，貯槽等内
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の圧力より高いことから，安全圧縮空気系配管を通じて貯槽等内の影

響が波及することはなく，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気

系が機能喪失することはない。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気系が機能喪失

することはなく，放射線分解により発生する水素による爆発が発生す

ることはない。 

 (ｂ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニット及び凝縮器並びに凝縮液回収系（以下7.2では「塔槽類廃

ガス処理設備等」という。）に波及する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼又はジルコニウムであ

り，貯槽等内の環境条件によってバウンダリの健全性が損なわれるこ

とはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは蒸気による機能

低下が想定されるものの，本現象は，蒸発乾固における想定条件その

ものである。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 (ｃ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備） 

導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の除去及

び除熱により 50℃以下となり，平常運転時の温度と同程度であるが，

水素掃気用の圧縮空気に溶存する湿分が導出先セルへ導出され多湿環

境となるものの，蒸気に含まれる硝酸成分のほとんどが凝縮水として
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回収されることから，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の腐

食環境は，平常運転時と同じである。 

また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の

除去及び可搬型排風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転

時の圧力と同程度である。 

   以上より，高レベル廃液等の沸騰により放射性物質の放出経路（建屋

換気設備）が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生す

ることはない。 

 ｃ．分析結果 

蒸発乾固の発生を仮定する５建屋，13機器グループ，53貯槽等の全

てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施し

た。高レベル廃液等が沸騰し，濃縮及び希釈を繰り返す過程において，

放射線分解により発生する水素の量が増加するが，安全圧縮空気系か

らの水素掃気用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保されており，

沸騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％

を超えることがないこと等，蒸発乾固の発生によって他の重大事故等

が連鎖して発生することがないことを確認した。 

 

7.2.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

  蒸発乾固の拡大防止対策として，蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等への

注水手段，冷却コイル等への通水手段，貯槽等において沸騰に伴い気相中

へ移行した放射性物質をセルへの導出経路の構築及び代替セル排気系によ

る対応により除去する手段を整備しており，これらの対策について，外的

事象の「地震」を要因として有効性評価を行った。 
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  貯槽等への注水は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに貯槽等への注

水に係る準備作業を完了し，沸騰後，沸騰に伴い減少した高レベル廃液等

の液量を回復するため，定期的に貯槽等へ注水することで，蒸発乾固が進

行することを防止している。 

  また，実施組織要員に余裕ができた時点で，貯槽等への注水により蒸発

乾固の進行を防止している状態を維持しながら，冷却コイル等への通水の

準備に着手し，準備が完了次第実施することで，高レベル廃液等の温度を

沸点未満へ移行させることで，蒸発乾固の事態の収束を図り，安定状態を

維持できる。 

  セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応により放射性物

質を除去する手段は，蒸発乾固に伴い気相中へ移行する放射性物質に対し

て各々十分な除染係数を確保し，大気中への放射性物質の放出量を可能な

限り低減している。 

また，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応を高レ

ベル廃液等が沸騰に至る前で実行可能な限り早期に完了させ，これらを稼

動させることで主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出量を低減で

きる。 

事態が収束するまでの沸騰による主排気筒を介した大気中への放射性

物質の放出量（セシウム－137 換算）は，５建屋合計で約１×10－５ＴＢｑ

であり，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応の評価に

用いるパラメータの不確かさの幅を考慮しても，100ＴＢｑを十分下回る。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響は無視できる又は小さいことを確認

した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の
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影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における蒸発

乾固の拡大防止対策の準備に要する時間に与える影響及び蒸発乾固の拡大

防止対策の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を

受けて建屋外作業に着手すること及び除灰作業を考慮した作業計画を整備

していることから，蒸発乾固の拡大防止対策の有効性へ与える影響が排除

されていることを確認した。 

  以上の有効性評価は，蒸発乾固の発生を仮定する５建屋，13 機器グル

ープ，53 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提と

して評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確認

した。また，想定される事故時環境において，蒸発乾固の発生を仮定する

貯槽等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能喪失することは

なく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

  以上のことから，内部ループへの通水が機能しなかったとしても，貯槽

等への注水により放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止

でき，冷却コイル等への通水により事態を収束できる。また，有効性評価

で示す大気中への放射性物質の放出量は実行可能な限り低く，大気中への

異常な水準の放出を防止することができる。 

  以上より，「7.2.2.2.1(９) 判断基準」を満足する。 
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7.2.3 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源 

  蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下

に示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策において，外的事象の

「地震」を要因とした場合の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対

策に必要な要員は141人である。 

外的事象の「地震」とは異なる環境条件をもたらす可能性のある外

的事象の「火山の影響」を要因とした場合の蒸発乾固の発生防止対策

及び拡大防止対策に必要な要員は140人である。 

また，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機

器の多重故障」を要因とした場合は，外的事象の「地震」を要因とし

た場合に想定される環境条件より悪化することが想定されず，重大事

故等対策の内容にも違いがないことから，必要な要員は合計141人以内

である。 

以上より，蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員

は，最大でも141人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は

164人であり，必要な作業が可能である。 

 

 (２) 必要な資源の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な水源，燃料及び

電源を以下に示す。 
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 ａ．水源 

 (ａ) 内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に

よる水の温度影響評価 

   第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱を考慮せず断熱を仮定し

た場合であっても，内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水で使用する第１貯水槽の一区画の水温の上昇は１日あ

たり約 3.1℃であり，実際の放熱を考慮すれば冷却を維持することは可

能である。 

   水の温度影響評価の詳細を以下に示す。 

   内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に使

用した排水は，第１貯水槽の一区画へ戻し再利用する。 

この場合，第１貯水槽の水量は，貯槽等への注水並びに第１貯水槽

及び可搬型排水受槽の開口部からの自然蒸発によって減少するが，第

１貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部は小さく，自然蒸発の影響は小

さいことから，貯槽等への注水による減少分を考慮した第１貯水槽の

一区画の温度上昇を算出するとともに，冷却への影響を分析した。 

   第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件は，外的事象の「地震」

又は「火山の影響」の想定によらず同じである。 

   第１貯水槽の水温の上昇は以下の仮定により算出した。 

 冷却対象貯槽の総熱負荷 ：1,470ｋＷ 

 第１貯水槽の水量 ：9,970ｍ３※１ 

 第１貯水槽の初期水温 ：29℃ 

 第１貯水槽の水の密度 ：996ｋｇ／ｍ３※２ 

 第１貯水槽の水の比熱 ： 4,179Ｊ／ｋｇ／Ｋ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することによって消費する蒸発量
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約 26ｍ３を切り上げて 30ｍ３とし，第１貯水槽の一区画分の容

積約 10,000ｍ３から減じて設定。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を引用 

 

   貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水槽の水に与えられること

から，第１貯水槽の１日あたりの水温上昇⊿Ｔは次のとおり算出され

る。 

 

    ⊿Ｔ[℃／日] ＝ 1,470,000[Ｊ／ｓ]×86,400[ｓ／日] 

                ／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／ｍ３]×4,179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ] 

           ＝ 約 3.1℃／日 

 

   なお，上記に示したとおり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少は，

第１貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有意な

量の水が蒸発することは考え難いが，自然蒸発による第１貯水槽の水

の減少が第１貯水槽の水の温度に与える影響を把握する観点から，現

実的には想定し得ない条件として，冷却対象貯槽等の総熱負荷により

第１貯水槽の水が蒸発する想定を置いた場合の第１貯水槽の水の温度

上昇を評価する。 

   本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約 310ｍ３となる。これを

考慮し，第１貯水槽の水量を 9,690ｍ３と設定した場合，第１貯水槽の

温度上昇は約 3.2℃／日であり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少

が第１貯水槽の水の温度に与える影響は小さいと判断できる。 

 (ｂ) 水の使用量の評価 

   貯槽等への注水によって消費される水量は，冷却コイル等への通水を
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開始し，高レベル廃液等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮す

ると，外的事象の「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，合計

約26ｍ３の水が必要である。また，内部ループへの通水，凝縮器への通

水及び冷却コイル等への通水の実施において，代替安全冷却水系と第

１貯水槽間を循環させるために必要な水量は，約3,000ｍ３である。 

水源として，第１貯水槽の貯水槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約

10,000ｍ３の水を保有しており，蒸発乾固への対処については，このう

ち一区画を使用し，他方の区画は使用済燃料貯蔵槽の燃料損傷への対

処に使用する。これにより必要な水源は確保可能である。 

   貯槽等への注水によって消費される水量についての詳細を以下に示す。 

    前処理建屋                 約0.0ｍ３ 

    分離建屋                  約1.4ｍ３ 

    精製建屋                  約2.1ｍ３ 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋      約0.2ｍ３ 

    高レベル廃液ガラス固化建屋         約23ｍ３ 

    全建屋合計                 約26ｍ３ 

 ｂ．燃料 

全ての建屋の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策を７日間継

続して実施するのに必要な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約62ｍ３である。また，外的事象の「火山の影響」を想定し

た場合，合計で約63ｍ３である。 

軽油貯槽にて合計約800ｍ３の軽油を確保していることから，外部支

援を考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

   必要な燃料についての詳細を以下に示す。  
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(ａ) 内部ループへの通水，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水に使用する可搬型中型移送ポンプ 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に使用する可搬型中型移送

ポンプによる各建屋の水の給排水については，可搬型中型移送ポンプ

の起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火

山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約40ｍ３の軽油が必要であ

る。 

前処理建屋 約12ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

約14ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約14ｍ３ 

全建屋合計 約40ｍ３ 

(ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発電機 

蒸発乾固の拡大防止対策に使用する可搬型発電機は，可搬型発電機の

起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山

の影響」の想定によらず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要である。 

前処理建屋 約2.9ｍ３ 

分離建屋 約3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

約3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約3.0ｍ３ 

全建屋合計 約12ｍ３ 

(ｃ) 可搬型排気モニタリング用発電機 

可搬型排気モニタリング用発電機による電源供給は，可搬型排気モニ

タリング用発電機の起動から７日間の運転を想定すると，外的事象の
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「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約0.22

ｍ３の軽油が必要である。 

 (ｄ) 可搬型空気圧縮機 

   可搬型貯槽液位計への圧縮空気の供給に使用する可搬型空気圧縮機は，

可搬型空気圧縮機の起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の

「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約5.9ｍ３

の軽油が必要である。 

 前処理建屋 約1.4ｍ３ 

 分離建屋 約1.7ｍ３ 

 精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

  約1.4ｍ３ 

 高レベル廃液ガラス固化建屋 約1.6ｍ３ 

 全建屋合計 約5.9ｍ３ 

 (ｅ) 蒸発乾固対応時の運搬等に必要な車両 

   燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び敷設並びにアクセ

スルートの整備等に使用する軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポ

ンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車並びにホイールローダは，外的

事象の「地震」を想定した場合，車両の使用開始から７日間の対応を

考慮すると，運転継続に合計約4.7ｍ３の軽油が必要となる。また，外

的事象の「火山の影響」を想定した場合，車両の使用開始から７日間

の対応を考慮すると，運転継続に合計約4.8ｍ３の軽油が必要である。 

 ｃ．電源 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における蒸発乾

固の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡで

あり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋ
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ＶＡである。 

   前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。 

   分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における蒸発乾固の拡

大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，

必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡで

ある。 

   分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷に

対しての電源供給が可能である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精製

建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の拡大

防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型排

風機の起動は，冷却機能の喪失から６時間40分後，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の起動は，冷却機能の喪失から15時

間後であり，可搬型排風機の起動タイミングの違いを考慮すると，約

45ｋＶＡの給電が必要である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約80

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル廃

液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負荷とし

て，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型排

風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡである。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡ

であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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   可搬型排気モニタリング用発電機の電源負荷は，主排気筒を介した大

気中への放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷として，約1.8ｋＶ

Ａであり，対象負荷の起動時を考慮しても約1.8ｋＶＡである。 

   代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリング用発電機の供給容量

は，約３ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

  

８－７－203



 
 

7.2.4 参考文献一覧 

 (１) GENERIC PROCEDURES FOR ASSESSMENT AND RESPONSEDURING A 

RADIOLOGICAL EMERGENCY．IAEA，VIENNA，2000 IAEA-TECDOC-1162 

 (２) ICRP．Age-dependent Doses to Members of the Public from 

Intake of Radionuclides：Part 5 Compilation of Ingestion and 

Inhalation Dose Coefficients．Annals of the ICRP，ICRP 

Publication 72．1996，vol．26，no．1． 

 (３) 「再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究」運営管理グ

ループ．再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究報告書．

2014-02 

 (４) “Sitting of fuel Reprocessing Plants and Waste Management 

Facilities”, ORNL-4451, 1970 （P8-45～） 

 (５) J.D.Christian,D.T.Pence: “Critical Assessment of Method for 

Treating Airborne fluents from High-Level Waste Solidification 

Processes” PNL-2486(1977) 

 (６) Science Applications International．Nuclear Fuel Cycle Facility 

Accident Analysis Handbook．United States Nuclear Regulatory 

Commission，1998-03，NUREG/CR-6410 

８－７－204



 

 

第 7.2－１表 蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

前処理建屋 

前処理建屋内部ループ

１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋内部ループ

２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋内部ループ１ 高レベル廃液濃縮缶※１ 

分離建屋内部ループ２ 
高レベル廃液供給槽※１ 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

※１ 長期予備は除く 

 

 

 

 

 

 

８－７－205



 

（つづき） 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

精製建屋 

精製建屋内部ループ

１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋内部ループ

２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

２ 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

３ 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

５ 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第
7
.
2
－

２
表

 
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
お

け
る

手
順

及
び

設
備

の
関

係
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

 
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水
の
着
手
判
断
 

  
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
塔
，
外
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
若
し
く
は
内
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
を
循
環

さ
せ
る
た
め
の
ポ
ン
プ
が
多
重
故
障
し
，
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
，
又
は
，
外
部
電

源
が
喪
失
し
，
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
を
運
転
で
き
な
い
場
合
は
，
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
の
着

手
を
判
断
し
，
以
下
の

(２
)及

び
(３

)に
移
行
す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

(２
) 

建
屋

外
の

水
の

給

排
水
経
路
の
構
築
 

・
第

１
貯

水
槽
か
ら

各
建
屋
に

水
を

供
給

す
る
た
め

に
，
可

搬
型
中
型
移

送
ポ
ン
プ

を
第
１
貯

水
槽

近
傍
に

敷
設
す
る
。
 

・
可

搬
型

中
型
移
送

ポ
ン
プ
に

可
搬

型
屋

外
ホ
ー
ス

を
接
続

し
，
第
１
貯

水
槽
か
ら

各
建
屋
ま

で
水

を
供
給

す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
冷

却
に

使
用
し
た

水
を
第
１

貯
水

槽
へ

移
送
す
る

た
め
に

，
可
搬
型
排

水
受
槽
及

び
可
搬
型

中
型

移
送
ポ

ン
プ
を
各
建
屋
近
傍
に
敷
設
す
る
。
 

・
可

搬
型

中
型
移
送

ポ
ン
プ
及

び
可

搬
型

排
水
受
槽

に
可
搬

型
建
屋
外
ホ

ー
ス
を
接

続
し
，
各

建
屋

か
ら
第

１
貯
水
槽
ま
で
水
を
移
送
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
外
的
事
象
の
「
火
山
の
影
響
」
を
要
因
と
し
て
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
に
は
，
降
灰
に
よ
り
可
搬
型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
が
機

能
喪
失
す
る

こ
と
を
防

止
す
る
た
め
，

給
水
用
及
び

排
水
用
の

可
搬
型
中
型
移

送
ポ

ン
プ
を
保
管
庫
内
に
敷
設
し
，
給
排
水
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
可

搬
型

中
型
移
送

ポ
ン
プ
は

可
搬

型
中

型
移
送
ポ

ン
プ
運

搬
車
，
可
搬

型
建
屋
外

ホ
ー
ス
は

ホ
ー

ス
展
張

車
及
び
運
搬
車
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
は
運
搬
車
に
よ
り
運
搬
す
る
。 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー

ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
運
搬
車
 

  
ホ
ー
ス
展
張
車
 

  
運
搬
車
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷
却

水
流
量
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

 
内
部
ル
ー
プ
へ
の

通
水
に
よ
る
冷
却

の
準
備
 

・
常

設
重

大
事
故
等

対
処
設
備

に
よ

り
貯

槽
等
の
温

度
を
計

測
で
き
な
い

場
合
は
，

貯
槽
等
へ

可
搬

型
貯
槽

温
度
計
を
設
置
し
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
温
度
を
計
測
す
る
。
 

・
ま

た
，

膨
張
槽
に

可
搬
型
膨

張
槽

液
位

計
を
設
置

し
，
機

器
グ
ル
ー
プ

の
内
部
ル

ー
プ
の
損

傷
の

有
無
を

膨
張
槽
の
液
位
に
よ
り
確
認
す
る
。
 

・
た

だ
し

，
分
離
建

屋
内
部
ル

ー
プ

１
の

内
部
ル
ー

プ
の
損

傷
の
有
無
は

，
当
該
内

部
ル
ー
プ

が
高

レ
ベ
ル

廃
液

濃
縮
缶
の
加
熱

運
転
時
の
加

熱
蒸
気
の

供
給
経
路
を
兼

ね
て
お
り
，

当
該
内
部

ル
ー
プ
に
は
膨

張
槽

が
な

い
こ
と
か
ら
，

第
１
貯
水
槽

か
ら
安
全

冷
却
水
系
の
内

部
ル
ー
プ
へ

水
を
供
給

す
る
た
め
の
経

路
を

構
築

後
，
可
搬
型
冷

却
コ
イ
ル
圧

力
計
を
可

搬
型
建
屋
内
ホ

ー
ス
の
経
路

上
に
設
置

し
，
可
搬
型
中

型
移

送
ポ

ン
プ
に
よ
り
安

全
冷
却
水
系

の
内
部
ル

ー
プ
を
加
圧
す

る
こ
と
で
，

可
搬
型
冷

却
コ
イ
ル
圧
力

計
の

指
示
値
か
ら
確
認
す
る
。
 

・
建

屋
内

の
通
水
経

路
を
構
築

す
る

た
め

に
，
可
搬

型
建
屋

内
ホ
ー
ス
を

敷
設
し
，

可
搬
型
冷

却
水

流
量
計

を
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
可

搬
型

建
屋
内
ホ

ー
ス
を
安

全
冷

却
水

系
の
内
部

ル
ー
プ

の
給
水
側
の

接
続
口
に

接
続
し
，

可
搬

型
建
屋

内
ホ

ー
ス
と
可
搬
型

建
屋
外
ホ
ー

ス
を
接
続

す
る
こ
と
で
，

第
１
貯
水
槽

か
ら
各
建

屋
の
内
部
ル
ー

プ
に

通
水
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
冷
却
に
使
用
し
た
水
を
可
搬
型
排
水
受
槽
へ
移
送
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
を
敷
設
す
る
。
 

・
可

搬
型

建
屋
内
ホ

ー
ス
を
安

全
冷

却
水

系
の
内
部

ル
ー
プ

の
排
水
側
の

接
続
口
に

接
続
し
，

可
搬

型
建
屋

内
ホ

ー
ス
と
可
搬
型

建
屋
外
ホ
ー

ス
を
接
続

す
る
こ
と
で
，

冷
却
に
使
用

し
た
水
を

可
搬
型
排
水
受

槽
に

排
水
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
ま
た
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
は
，
水
の
給
排
水
経
路
と
し
て
冷
却
水
給
排
水
配
管
・

弁
も
用
い
る
。
 

  
各

建
屋

の
内

部
ル

ー

プ
配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
冷

却
コ

イ

ル
配
管
・
弁
及
び
冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配
管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ

ス
固

化
建

屋
の

冷
却

水
給
排
水
配
管
・
弁
 

  
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽

等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可

搬
型

中
型

移
送

ポ

ン
プ
 

  
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

  
可
搬
型
膨
張
槽
液
位
計
 

  
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル
圧

力
計
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷
却

水
流
量
計
 

  
可
搬
型
冷
却
水
流
量
計
 

  
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(４
) 

 
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水
の
実
施
判
断
 

・
安

全
冷

却
水
系
の

内
部
ル
ー

プ
へ

の
通

水
の
準
備

が
完
了

後
直
ち
に
，

安
全
冷
却

水
系
の
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通
水
の
実
施
を
判
断
し
，
以
下
の

(５
)へ

移
行
す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

(５
) 

 
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水
の
実
施
 

・
可

搬
型

中
型
移
送

ポ
ン
プ
を

運
転

し
第

１
貯
水
槽

の
水
を

安
全
冷
却
水

系
の
内
部

ル
ー
プ
に

通
水

す
る
。

通
水
流
量
は
，
可
搬
型
冷
却
水
流
量
計
の
指
示
値
を
基
に
調
整
す
る
。
 

・
内

部
ル

ー
プ
へ
の

通
水
に
使

用
し

た
水

は
，
可
搬

型
冷
却

水
排
水
線
量

計
を
用
い

て
汚
染
の

有
無

を
監
視

す
る
。
 

・
ま

た
，

可
搬
型
排

水
受
槽
に

回
収

し
，

可
搬
型
試

料
分
析

設
備
可
搬
型

放
射
能
測

定
装
置
を

用
い

て
汚
染

の
有
無
を
確
認
し
た
上
で
，
第
１
貯
水
槽
へ
移
送
す
る
。
 

・
安

全
冷

却
水
系
の

内
部
ル
ー

プ
へ

の
通

水
時
に
必

要
な
監

視
項
目
は
，

建
屋
給
水

流
量
，
内

部
ル

ー
プ
通

水
流
量
，
貯
槽
等
の
貯
槽
等
温
度
及
び
排
水
線
量
で
あ
る
。
 

  
各

建
屋

の
内

部
ル

ー

プ
配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
冷

却
コ

イ

ル
配
管
・
弁
及
び
冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配
管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ

ス
固

化
建

屋
の

冷
却

水
給
排
水
配
管
・
弁
 

  
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽

等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

  
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却

水
流
量
計
 

  
可
搬
型
冷
却
水
排
水
線

量
計
 

  
可
搬
型
冷
却
水
流
量
計
 

  
可
搬
型
試
料
分
析
設
備

可
搬
型
放
射
能
測
定
装

置
 

(６
) 

 
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水
の
成
否
判
断
 

・
貯

槽
等

に
内
包
す

る
高
レ
ベ

ル
廃

液
等

の
温
度
が

85
℃
以

下
で
安
定
し

て
い
る
こ

と
を
確
認

す
る

こ
と
に

よ
り

，
安
全
冷
却
水

系
の
内
部
ル

ー
プ
へ
の

通
水
に
よ
る
冷

却
機
能
が
維

持
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
判

断
す

る
。
 

・
冷

却
機

能
が
維
持

さ
れ
て
い

る
こ

と
を

判
断
す
る

た
め
に

必
要
な
監
視

項
目
は
，

貯
槽
等
の

貯
槽

等
温
度

で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
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第
7
.
2
－

３
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

前
処

理
建

屋
）

 

 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 
貯
槽
等
の
材
質
 

崩
壊
熱
 

密
度
 

Ｑ
 

[
Ｗ
/ｍ

３
] 

液
量
 

Ｖ
 

[
ｍ

３
] 

貯
槽
等
の
 

質
量
 

Ｍ
 

[
ｋ
ｇ
] 

 

貯
槽
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
 

[
Ｊ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
廃
液

等
の
密
度
 

ρ
 

[
ｋ
ｇ
/ｍ

３
] 

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
 

の
比
熱
 

Ｃ
‘
 

[
ｋ
ｃ
ａ
ｌ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 
 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の

硝
酸
濃
度
 

[
規
定
] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
沸
点
 

Ｔ
１
[℃

] 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の

初
期
温
度
 

Ｔ
０
[℃

] 

中
継
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

7
 
 

1
2
10
0 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
4 

中
継
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

7
 
 

1
2
10
0 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
4 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

2
 
 

3
7
50
 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
3 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

2
 
 

3
7
50
 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
3 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

2
5 

 
1
9
10
0 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
2 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

6
0
0 

2
5 

 
1
9
10
0 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
2 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

4
6
0 

2
5 

 
1
9
80
0 

4
9
9 

 
1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
2 

計
量
・
調
整
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

4
6
0 

2
5 

7
9
50
 

4
9
9 

1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
2 

計
量
補
助
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

4
6
0 

7
 

5
1
00
 

4
9
9 

1
4
10
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
2 

中
間
ポ
ッ
ト
Ａ
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
 

6
0
0 

 
3
8
5 

2
8
8 

1
4
00
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
0 

中
間
ポ
ッ
ト
Ｂ
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
 

6
0
0 

 
3
8
5 

2
8
8 

1
4
00
 

0
.
7 

3
 

1
0
3 

3
0 
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第
7
.
2
－

４
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

分
離

建
屋

）
 

 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 
貯
槽
等
の
材
質
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｑ
 

[
Ｗ
/ｍ

３
] 

液
量
 

Ｖ
 

[
ｍ

３
] 

 

貯
槽
等
の
 

質
量
 

Ｍ
 

[
ｋ
ｇ
] 

 

貯
槽
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
 

[
Ｊ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
密
度
 

ρ
 

[
ｋ
ｇ
/ｍ

３
] 

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
‘
 

[
ｋ
ｃ
ａ
ｌ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

硝
酸
濃
度
 

[
規
定
] 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

沸
点
 

Ｔ
１
[℃

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
 

初
期
温
度
 

Ｔ
０
[℃

] 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

4
60
 

2
5 

1
09
5
0 

4
99
 

1
41
0 

0
.7
 

3 
1
03
 

3
2 

溶
解
液
供
給
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

4
60
 

6 
3
36
0 

4
99
 

1
41
0 

0
.7
 

3 
1
03
 

3
2 

抽
出
廃
液
受
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

1
5 

5
04
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

2
0 

6
14
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

3 
1
03
 

3
5 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

6
0 

2
07
0
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.6
 

1
03
 

3
5 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

6
0 

2
10
5
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.6
 

1
03
 

3
5 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

3 
6
20
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

 
7
50
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

 
5
80
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

2
0 

7
13
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

2
0 

7
43
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
5 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

2
90
 

 
2
78
0 

4
99
 

1
07
3 

0
.8
4
5 

2
.8
 

1
03
 

3
2 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

1
20
 

2
0 

1
80
0
0 

4
99
 

1
05
0 

0
.8
7 

2
.6
 

1
03
 

3
0 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

5
80
0 

 
 

6
34
0
0 

4
99
 
 

1
46
0 

 
0
.5
8 

4 
 

1
04
 

5
0 
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第
7
.
2
－

５
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

精
製

建
屋

）
 

 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等

 
貯
槽
等
の
材
質
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｑ
 

[Ｗ
/ｍ

３
] 

液
量
 

Ｖ
 

[ｍ
３
] 

 

貯
槽
等
の
 

質
量
 

Ｍ
 

[ｋ
ｇ
] 

 

貯
槽
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
 

[Ｊ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
 

廃
液
等
の
密
度
 

ρ
 

[ｋ
ｇ
/ｍ

３
] 

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
 

の
比
熱
 

C’
 

[ｋ
ｃ
ａ
ｌ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 
 

高
レ
ベ
ル
 

廃
液
等
の
 

硝
酸
濃
度
 

[規
定
] 

 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

沸
点
 

Ｔ
１
[℃

] 

高
レ
ベ
ル
 

廃
液
等
の
 

初
期
温
度
Ｔ

０
[℃

] 
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

 
3
40
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

3
6 

油
水
分
離
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

 
3
50
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

3
6 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

3 
8
70
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

4
2 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

3 
9
00
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

4
1 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

1 
4
50
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
9 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

1 
4
50
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
9 

希
釈
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

2
.5
 

8
30
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

1
.5
 

5
80
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

1 
4
50
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
60
0 

1 
4
50
0 

4
99
 

1
62
0
  

0
.5
9
  

7 
1
09
 

4
9 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

1
.5
 

4
60
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

3
8 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

1
.5
 

4
60
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

3
8 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

9
30
 

3 
8
70
0 

4
99
 

1
08
0
  

0
.8
9
  

1
.5
8 

1
01
 

4
2 
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第
7
.
2
－

６
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

）
 

 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

貯
槽
等
の
材
質
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｑ
 

[
Ｗ
/ｍ

３
] 

液
量
 

Ｖ
 

[
ｍ

３
] 

 

貯
槽
等
の
 

質
量
 

Ｍ
 

[
ｋ
ｇ
] 

貯
槽
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
 

[
Ｊ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
密
度
 

ρ
 

[
ｋ
ｇ
/ｍ

３
] 

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
‘
 

[
ｋ
ｃ
ａ
ｌ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
 

廃
液
等
の
 

硝
酸
濃
度
 

[
規
定
] 

 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

沸
点
 

Ｔ
１
[℃

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
 

初
期
温
度
 

Ｔ
０
[℃

] 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
6
00
 

1
 

9
6
00
 

4
9
9 

1
5
80
  

0
.
59
  

7
 

1
0
9 

4
1 

混
合
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

5
3
00
 

1
 

9
6
00
 

4
9
9 

1
5
70
  

0
.
59
  

4
.
38
 

1
0
5 

3
7 

混
合
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

5
3
00
 

1
 

9
6
00
 

4
9
9 

1
5
70
  

0
.
59
  

4
.
38
 

1
0
5 

3
7 

一
時
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

8
6
00
 

1
 

9
6
00
 

4
9
9 

1
5
80
  

0
.
59
  

7
 

1
0
9 

4
1 
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第
7
.
2
－

７
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

貯
槽
等
の
材
質
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｑ
 

[
Ｗ
/ｍ

３
] 

液
量
 

Ｖ
 

[
ｍ

３
] 

 

貯
槽
等
の
 

質
量
 

Ｍ
 

[
ｋ
ｇ
] 

貯
槽
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
 

[
Ｊ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
密
度
 

ρ
 

[
ｋ
ｇ
/ｍ

３
] 

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
 

比
熱
 

Ｃ
‘
 

[
ｋ
ｃ
ａ
ｌ
/ｋ

ｇ
/Ｋ

] 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

硝
酸
濃
度
 

[
規
定
] 

高
レ
ベ
ル

廃
液
等
の
 

沸
点
 

Ｔ
１
[℃

] 

高
レ
ベ
ル
廃

液
等
の
 

初
期
温
度
 

Ｔ
０
[℃

] 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
2
00
 
 

1
2
0 

 
7
0
00
0 

4
9
9 

 
1
3
00
 

0
.
8 

2
 

1
0
2 

4
1 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
2
00
 
 

1
2
0 

 
7
0
00
0 

4
9
9 

 
1
3
00
 

0
.
8 

2
 

1
0
2 

4
1 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
5 

 
2
0
60
0 

 
4
9
9 

 
1
3
00
 

0
.
8 

 
2
 
 

1
0
2 

3
9 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
5 

 
2
0
60
0 

 
4
9
9 

 
1
3
00
 

0
.
8 

 
2
 
 

1
0
2 

3
9 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
0 

 
2
2
20
0 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 

1
0
2 

4
1 

 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
0 

 
2
2
20
0 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 

1
0
2 

4
1 

 

供
給
液
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 
 

5
 
 

8
3
00
 
 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 
 

1
0
2 

4
1 

供
給
液
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 
 

5
 
 

8
3
00
 
 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 
 

1
0
2 

4
1 

供
給
槽
Ａ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
 
 

3
3
00
 
 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 

1
0
2 

 
4
1 

供
給
槽
Ｂ
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
6
00
 

2
 
 

3
3
00
 
 

4
9
9 

 
1
3
00
 
 

0
.
8 

 
2
 

1
0
2 

 
4
1 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
 

3
2
00
 
 

1
2
0 

 
7
0
00
0 

4
9
9 

 
1
3
00
 

0
.
8 

2
 

1
0
2 

4
1 
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

中
継

槽
A

○
○

○
○

中
継

槽
B

○
○

○
○

リ
サ
イ
ク
ル

槽
A

○
○

○
○

リ
サ
イ
ク
ル

槽
B

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

主
排

気
筒

へ
排

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

代
替

安
全

冷
却

水
系

清
澄

・
計

量
設

備

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ
１

前
処

理
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

前
処

理
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

前
処

理
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

前
処

理
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ
１

代
替

所
内

電
気

設
備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
3
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

計
量

前
中

間
貯

槽
A

○
○

○
○

計
量

前
中

間
貯

槽
B

○
○

○
○

計
量

後
中

間
貯

槽
○

○
○

○

計
量

・
調

整
槽

○
○

○
○

計
量

補
助

槽
○

○
○

○

中
間

ポ
ッ
ト
A

○
○

○
○

中
間

ポ
ッ
ト
B

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

主
排

気
筒

へ
排

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ
２

代
替

安
全

冷
却

水
系

溶
解

設
備

清
澄

・
計

量
設

備

前
処

理
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

前
処

理
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
4
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

前
処

理
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

前
処

理
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ
２
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
5
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
設

備
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
缶

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
缶

凝
縮

器
×

×
×

○

第
１
エ
ジ
ェ
ク
タ
凝

縮
器

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

分
離

建
屋

セ
ル

導
出

設
備

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

代
替

安
全

冷
却

水
系

分
離

建
屋

代
替

セ
ル

排
気

系

８－７－220



第
7
．
2
－
８
表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
6
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

分
離

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
○

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
水

槽
液

位
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
7
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
設

備
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
供

給
槽

○
○

○
○

分
離

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

第
6
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

分
離

建
屋

代
替

セ
ル

排
気

系

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

代
替

安
全

冷
却

水
系

分
離

建
屋

セ
ル

導
出

設
備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
8
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

分
離

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
9
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

第
1
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
3
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
4
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
7
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
8
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

溶
解

液
中

間
貯

槽
○

○
○

○

溶
解

液
供

給
槽

○
○

○
○

抽
出

廃
液

受
槽

○
○

○
○

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

○
○

○
○

抽
出

廃
液

供
給

槽
A

○
○

○
○

抽
出

廃
液

供
給

槽
B

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

分
離

建
屋

セ
ル

導
出

設
備

分
離

建
屋

代
替

セ
ル

排
気

系

分
離

設
備

代
替

安
全

冷
却

水
系

分
離

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
３
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第
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
0
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

分
離

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
３
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
1
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
液

受
槽

○
○

○
○

リ
サ
イ
ク
ル

槽
○

○
○

○

希
釈

槽
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
液

一
時

貯
槽

○
○

○
○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
液

計
量

槽
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
液

中
間

貯
槽

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
精

製
設

備

精
製

建
屋

代
替

セ
ル

排
気

系

代
替

安
全

冷
却

水
系

精
製

建
屋

セ
ル

導
出

設
備

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１
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第
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
2
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

精
製

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
3
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
溶

液
受

槽
○

○
○

○

油
水

分
離

槽
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
缶

供
給

槽
○

○
○

○

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
溶

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○

第
１
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
２
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

第
３
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

代
替

安
全

冷
却

水
系

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
精

製
設

備

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

精
製

建
屋

代
替

セ
ル

排
気

系

精
製

建
屋

セ
ル

導
出

設
備

精
製

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
4
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

精
製

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
5
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

硝
酸

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
貯

槽
○

○
○

○

混
合

槽
A

○
○

○
○

混
合

槽
B

○
○

○
○

一
時

貯
槽

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

代
替

安
全

冷
却

水
系

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
設

備
溶

液
系

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
内

部
ル

ー
プ

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
セ
ル

導
出

設
備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
6
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

混
合

廃
ガ
ス
凝

縮
器

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

ウ
ラ
ン
・
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
混

合
脱

硝
建

屋
内

部
ル

ー
プ
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
7
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

水
注

水
配

管
・
弁

×
○

×
×

凝
縮

器
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ａ
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ｂ
○

○
○

○

供
給

液
槽

Ａ
○

○
○

○

供
給

液
槽

Ｂ
○

○
○

○

供
給

槽
Ａ

○
○

○
○

供
給

槽
Ｂ

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

気
液

分
離

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
デ

ミ
ス
タ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
設

備
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
１

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
8
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
１
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
1
9
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

水
注

水
配

管
・
弁

×
○

×
×

凝
縮

器
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

蔵
系

第
１
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
○

○
○

○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

気
液

分
離

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
デ

ミ
ス
タ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
２

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

８－７－234



第
7
．
2
－
８
表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
0
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

代
替

所
内

電
気

設
備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
２

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
1
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

水
注

水
配

管
・
弁

×
○

×
×

凝
縮

器
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

蔵
系

第
２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
○

○
○

○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

気
液

分
離

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
デ

ミ
ス
タ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
３

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

８－７－236



第
7
．
2
－
８
表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
2
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
３

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
3
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

水
注

水
配

管
・
弁

×
○

×
×

凝
縮

器
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

第
１
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○

第
２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

気
液

分
離

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
デ

ミ
ス
タ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
セ
ル

導
出

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
４

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

蔵
系
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
4
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
４

代
替

所
内

電
気

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
5
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
○

○
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
○

○
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

○
○

○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

○
○

○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

冷
却

コ
イ
ル

配
管

・
弁

○
×

○
×

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
○

×
×

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

○
×

○
×

冷
却

水
注

水
配

管
・
弁

×
○

×
×

凝
縮

器
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

冷
却

水
配

管
・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
○

○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
○

○
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
○

○
○

運
搬

車
○

○
○

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
共

用
貯

蔵
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
共

用
貯

槽
○

○
○

○

配
管

・
弁

×
×

×
○

隔
離

弁
×

×
×

○

塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ
ル

に
導

出
す

る
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

凝
縮

器
×

×
×

○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

○

可
搬

型
配

管
×

×
×

○

気
液

分
離

器
×

×
×

○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

凝
縮

液
回

収
系

×
×

×
○

ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ

×
×

×
○

可
搬

型
デ

ミ
ス
タ

×
×

×
○

可
搬

型
ダ
ク
ト

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
×

×
×

○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
５

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
代

替
セ
ル

排
気

系

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
セ
ル

導
出

設
備
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表
　
冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
の
対
処
に
使
用
す
る
設
備
（
2
6
／
2
6
）

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策

設
備

名
称

構
成

す
る
機

器

蒸
発

乾
固

の
拡

大
防

止
対

策

セ
ル

へ
の
導

出
経

路
の
構

築
及

び
代

替
セ
ル

排
気

系
に
よ
る
対

応

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

冷
却

コ
イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却
貯

槽
等

へ
の
注

水
内

部
ル

ー
プ
へ

の
通

水
に
よ
る
冷

却

代
替

電
源

設
備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ
ー

ブ
ル

）
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ
ー

ブ
ル

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
○

軽
油

貯
槽

○
○

○
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

○
○

○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

可
搬

型
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×

可
搬

型
漏

え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

○
○

○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
○

○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
○

×
×

可
搬

型
機

器
注

水
流

量
計

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

圧
力

計
×

×
○

×

可
搬

型
冷

却
コ
イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
〇

×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

○

可
搬

型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
導

出
先

セ
ル

圧
力

計
×

×
×

○

可
搬

型
セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

可
搬

型
フ
ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○

貯
槽

液
位

計
×

○
×

×

漏
え
い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

○

廃
ガ
ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
デ

ー
タ
表

示
装

置
×

×
×

〇

可
搬

型
排

気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用

発
電

機
×

×
×

〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
〇

代
替

試
料

分
析

関
係

設
備

可
搬

型
試

料
分

析
設

備
〇

×
〇

〇

計
装

設
備

代
替

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設

備

高
レ
ベ

ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ
５

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備
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９
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

時
間

 

機
器

 

グ
ル

ー
プ

 

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等
 

時
間

 

余
裕

 

（
ｈ

）
 

※
１

 

発
生

防
止

対
策

 

（
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
）

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
貯

槽
等

へ
の

注
水

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

準

備
完

了
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

開

始
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
へ

の
 

通
水

開
始

か
ら

 

沸
騰

に
至

る
ま

で
の

 

時
間

余
裕

 

貯
槽

等
へ

の
注

水
 

準
備

完
了

 

時
間

 

※
２

 

貯
槽

等
へ

の
注

水
 

開
始

時
間

 

※
３

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

開
始

時
間

 

※
２

 

セ
ル

導
出

 

準
備

完
了

 

時
間

 

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

準
備

完
了

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

 

起
動

開
始

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

開
始

 

時
間

 

※
２

 

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

１
 

中
継

槽
Ａ

 
1
5
0
 

3
5
時

間
1
0
分

 
3
5
時

間
4
0
分

 

1
1
4
時

間
2
0
分

 

3
9
時

間
 

4
1
7
時

間
 

4
5
時

間
4
0
分

 
4
6
時

間
1
5
分

 

２
時

間
2
5
分

 
3
1
時

間
4
5
分

 
3
3
時

間
1
0
分

 
4
0
時

間
2
0
分

 
4
1
時

間
1
0
分

 

中
継

槽
Ｂ

 
1
5
0
 

1
1
4
時

間
2
0
分

 
4
1
7
時

間
 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

Ａ
 

1
6
0
 

1
2
4
時

間
2
0
分

 
4
4
1
時

間
 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

Ｂ
 

1
6
0
 

1
2
4
時

間
2
0
分

 
4
4
1
時

間
 

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

２
 

計
量

前
中

間
貯

槽
Ａ

 
1
4
0
 

1
0
4
時

間
2
0
分

 
4
0
6
時

間
 

4
4
時

間
3
0
分

 
4
5
時

間
 

計
量

前
中

間
貯

槽
Ｂ

 
1
4
0
 

1
0
4
時

間
2
0
分

 
4
0
6
時

間
 

計
量

後
中

間
貯

槽
 

1
9
0
 

1
5
4
時

間
2
0
分

 
5
3
0
時

間
 

計
量

・
調

整
槽

 
1
8
0
 

1
4
4
時

間
2
0
分

 
5
2
0
時

間
 

計
量

補
助

槽
 

1
9
0
 

1
5
4
時

間
2
0
分

 
5
2
9
時

間
 

中
間

ポ
ッ

ト
Ａ

 
1
6
0
 

1
2
4
時

間
2
0
分

 
4
2
5
時

間
 

中
間

ポ
ッ

ト
Ｂ

 
1
6
0
 

1
2
4
時

間
2
0
分

 
4
2
5
時

間
 

※
１

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
る
ま

で
の

時
間
 

※
２

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

の
時
間
 

※
３

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
初

期
液

量
の

7
0％

に
な

る
ま

で
の
時

間
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0
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

要
員

 

機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築

及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構

築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系

に
よ
る
対
応
に
必
要
な
要

員
数
［
人
］
 

前
処
理
建
屋
内
部
ル
ー
プ

１
 

中
継
槽
Ａ
 

6
1（

建
屋
対
策
班

14
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

7
3（

建
屋
対
策
班

26
，

建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１

※
２
 

7
3（

建
屋
対
策
班

26
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

7
3（

建
屋
対
策
班

26
，
建

屋
外
対
応
班

19
，
実
施
責

任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

中
継
槽
Ｂ
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ａ
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ｂ
 

前
処
理
建
屋
内
部
ル
ー
プ

２
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ａ
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ｂ
 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

計
量
・
調
整
槽
 

計
量
補
助
槽
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ａ
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ｂ
 

※
１

 
実

施
責

任
者

等
：

実
施

責
任
者

，
建

屋
対

策
班

長
，

現
場
管

理
者

，
建

屋
外

対
応

班
長
，

要
員

管
理

班
，

情
報

管
理
班

，
通

信
班

長
及

び
放

射
線
対

応
班

 
※

２
 
初

動
対

応
（

現
場

環
境

確
認
）

に
係

る
要

員
を

含
ま

な
い
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1
1
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

沸
点
 

［
℃
］
 

沸
点
と
内
部
ル
ー
プ
 

通
水
へ
の
開
始
時
温
度
 

の
温
度
差
 

［
℃
］
 

前
処

理
建

屋
内

部
ル
ー
プ
１
 

中
継
槽
Ａ
 

約
13
 

約
50
 

約
36
 

約
10
3 

約
53
 

中
継
槽
Ｂ
 

約
50
 

約
36
 

約
10
3 

約
53
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ａ
 

約
49
 

約
35
 

約
10
3 

約
54
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ｂ
 

約
49
 

約
35
 

約
10
3 

約
54
 

前
処

理
建

屋
内

部
ル
ー
プ
２
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ａ
 

約
16
 

約
49
 

約
33
 

約
10
3 

約
54
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ｂ
 

約
49
 

約
33
 

約
10
3 

約
54
 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

約
45
 

約
34
 

約
10
3 

約
58
 

計
量
・
調
整
槽
 

約
46
 

約
34
 

約
10
3 

約
57
 

計
量
補
助
槽
 

約
46
 

約
35
 

約
10
3 

約
57
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ａ
 

約
46
 

約
31
 

約
10
3 

約
57
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ｂ
 

約
46
 

約
31
 

約
10
3 

約
57
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

蒸
発
速
度
 

（
飽
和
水
）
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

供
給
流
量
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
※
１
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
の
実

施
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
※
３
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

前
処

理
建

屋

内
部

ル
ー

プ

１
 

中
継
槽
Ａ
 

約
6.
8×

1
0－

３
 

約
2.
1×

1
0－

２
 

※
２
 

約
54
 

約
63
 

約
1.
4×

1
0－

１
 

中
継
槽
Ｂ
 

約
6.
8×

1
0－

３
 

約
2.
1×

1
0－

２
 

※
２

 
約

54
 

約
63
 

約
1.
4×

1
0－

１
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ａ
 

約
2.
0×

1
0－

３
 

約
5.
8×

1
0－

３
 

※
２

 
約

53
 

約
58
 

約
4.
1×

1
0－

２
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ｂ
 

約
2.
0×

1
0－

３
 

約
5.
8×

1
0－

３
 

※
２

 
約

53
 

約
58
 

約
4.
1×

1
0－

２
 

前
処

理
建

屋

内
部

ル
ー

プ

２
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ａ
 

約
2.
4×

1
0－

２
 

約
7.
3×

1
0－

２
 

※
２

 
約

54
 

約
56
 

約
5.
1×

1
0－

１
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ｂ
 

約
2.
4×

1
0－

２
 

約
7.
3×

1
0－

２
 

※
２

 
約

54
 

約
56
 

約
5.
1×

1
0－

１
 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

約
1.
9×

1
0－

２
 

約
5.
6×

1
0－

２
 

※
２

 
約

49
 

約
56
 

約
3.
9×

1
0－

１
 

計
量
・
調
整
槽
 

約
1.
9×

1
0－

２
 

約
5.
6×

1
0－

２
 

※
２

 
約

50
 

約
56
 

約
3.
9×

1
0－

１
 

計
量
補
助
槽
 

約
5.
2×

1
0－

３
 

約
1.
6×

1
0－

２
 

※
２

 
約

49
 

約
58
 

約
1.
1×

1
0－

１
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ａ
 

約
1.
3×

1
0－

４
 

約
3.
8×

1
0－

４
 

※
２

 
約

50
 

約
55
 

約
2.
6×

1
0－

３
 

中
間
ポ
ッ
ト
Ｂ
 

約
1.
3×

1
0－

４
 

約
3.
8×

1
0－

４
 

※
２

 
約

50
 

約
55
 

約
2.
6×

1
0－

３
 

※
１

 
蒸

発
速

度
に

対
し

て
３

倍
の

流
量

で
注

水
し

た
場

合
 

※
２

 
沸

騰
開

始
前

ま
で

に
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

が
完

了
す

る
貯

槽
 

※
３

 
冷

却
コ

イ
ル

等
１

本
に

通
水

し
た

場
合

の
平

衡
温

度
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

凝
縮
水
発
生
量
 

［
ｍ

３
］
 

凝
縮
水
回
収
 

セ
ル
容
量
 

［
ｍ

３
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

機
器
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

前
処

理
建

屋
内

部
ル
ー
プ
１
 

中
継
槽
Ａ
 

－
※
４
 

約
20
 

約
10
 

－
※
５

 

－
※
５

 

－
※
５
 

（
約
６
×
10

－
1
3 ）

※
６
 

中
継
槽
Ｂ
 

－
※
５

 
リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ａ
 

－
※
５

 
リ
サ
イ
ク
ル
槽
Ｂ
 

－
※
５

 

前
処

理
建

屋
内

部
ル
ー
プ
２
 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ａ
 

－
※
５

 

－
※
５

 

計
量
前
中
間
貯
槽
Ｂ
 

－
※
５

 
計
量
後
中
間
貯
槽
 

－
※
５

 
計
量
・
調
整
槽
 

－
※
５

 
計
量
補
助
槽
 

－
※
５

 
中
間
ポ
ッ
ト
Ａ
 

－
※
５

 
中
間
ポ
ッ
ト
Ｂ
 

－
※
５

 

※
４

 
沸

騰
に

至
る

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
を

実
施

し
て

事
態

の
収

束
を

図
る

た
め

，
凝

縮
水

は
発

生
し

な
い

。
 

※
５

 
沸

騰
に

至
る

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
を

実
施

し
て

事
態

の
収

束
を

図
る

た
め

，
放

出
無

し
。

 

※
６

 
括

弧
内

は
，

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

沸
騰

前
の

圧
縮

空
気

に
同

伴
す

る
放

射
性

物
質

の
放

出
量
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機
器

グ
ル

ー
プ

 
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽
等

 

時
間

 

余
裕

 

（
ｈ

）
 

※
１

 

発
生

防
止

対
策

 

（
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
）

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
貯

槽
等

へ
の

注
水

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

準

備
完

了
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

開

始
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
へ

の

通
水

開
始

か
ら

 

沸
騰

に
至

る
ま

で
 

の
時

間
余

裕
 

貯
槽

等
へ

の

注
水

 

準
備

完
了

 

時
間

※
２

 

貯
槽

等
へ

の
注

水
 

開
始

時
間

 

※
３

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

準
備

完
了

時
間

 

※
２

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

開
始

時
間

 

※
２

 

セ
ル

導
出

 

準
備

完
了

 

時
間

 

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

準
備

完
了

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風

機
起

動
開

始

時
間

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

開
始

 

時
間

 

※
２

 

分
離

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
１

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
 

1
5
 

1
2
時

間
2
5
分

 
1
3
時

間
 

２
時

間
 

1
2
時

間
 

6
2
時

間
 

2
5
時

間
2
5
分

 
2
5
時

間
5
5
分

 

２
時

間
3
0
分

 
４

時
間

5
0
分

 
６

時
間

1
0
分

 

７
時

間
1
0

分
 

1
0
時

間
 

分
離

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
２

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

供
給

槽
 

7
2
0
 

3
9
時

間
3
0
分

 
4
0
時

間
1
0
分

 

6
7
9
時

間
5
5
分

 

6
9
時

間
4
0
分

 

2
1
5
1
時

間
 

4
7
時

間
 

4
7
時

間
4
0
分

 

4
9
時

間
1
0

分
 

5
1
時

間
 

第
６

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
3
0
 

2
8
9
時

間
5
0
分

 
9
2
8
時

間
 

分
離

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
３

 

溶
解

液
中

間
貯

槽
 

1
8
0
 

4
5
時

間
1
0
分

 
4
5
時

間
4
5
分

 

1
3
4
時

間
1
5
分

 
5
2
3
時

間
 

6
2
時

間
5
分

 
6
5
時

間
4
5
分

 

溶
解

液
供

給
槽

 
1
8
0
 

1
3
4
時

間
1
5
分

 
5
2
5
時

間
 

抽
出

廃
液

受
槽

 
2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
4
6
時

間
 

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

 
2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
4
3
時

間
 

抽
出

廃
液

供
給

槽
Ａ

 
2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
4
9
時

間
 

抽
出

廃
液

供
給

槽
Ｂ

 
2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
5
0
時

間
 

第
１

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
1
0
 

2
6
4
時

間
1
5
分

 
9
0
5
時

間
 

第
８

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
1
0
 

2
6
4
時

間
1
5
分

 
9
0
6
時

間
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
1
0
 

2
6
4
時

間
1
5
分

 
9
0
6
時

間
 

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
 

2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
5
0
時

間
 

第
４

一
時

貯
留

処
理

槽
 

2
5
0
 

2
0
4
時

間
1
5
分

 
8
5
0
時

間
 

※
１

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
る
ま

で
の

時
間
 

※
２

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

の
時
間
 

※
３

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
初

期
液

量
の

7
0％

に
な

る
ま

で
の
時

間
 

第
7
.
2
－

1
2
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

８－７－247



機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル

排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及

び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対

応
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

8
7（

建
屋
対
策
班

40
，
建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

6
3（

建
屋
対
策
班

16
，

建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１

※
２
 

8
3（

建
屋
対
策
班

36
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

6
9（

建
屋
対
策
班

22
，
建
屋
外
対

応
班

19
，
実
施
責
任
者
等

28
）

※
１
※
２
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
３
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

溶
解
液
供
給
槽
 

抽
出
廃
液
受
槽
 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 ※
１

 
実

施
責

任
者

等
：

実
施

責
任
者

，
建

屋
対

策
班

長
，

現
場
管

理
者

，
建

屋
外

対
応

班
長
，

要
員

管
理

班
，

情
報

管
理
班

，
通

信
班

長
及

び
放

射
線
対

応
班

 
 

※
２
 

初
動

対
応

（
現

場
環

境
確
認

）
に

係
る

要
員

を
含

ま
な
い

 

第
7
.
2
－

1
3
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
要

員
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第
7
.
2
－

1
4
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

沸
点
 

［
℃
］
 

沸
点
と
内
部
ル
ー
プ
 

へ
の
通
水
開
始
時
温
度
 

の
温
度
差
 

［
℃
］
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

約
14
 

約
97
 

約
52
 

約
10
4 

約
7 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

約
8.
8 

約
34
 

約
31
 

約
10
3  

約
69
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
49
 

約
33
 

約
10
3 

約
54
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
３
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

約
10
 

約
50
 

約
33
 

約
10
3  

約
53
 

溶
解
液
供
給
槽
 

約
50
 

約
33
 

約
10
3 

約
53
 

抽
出
廃
液
受
槽
 

約
47
 

約
42
 

約
10
3 

約
56
 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

約
48
 

約
42
 

約
10
3 

約
55
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

約
47
 

約
42
 

約
10
3 

約
56
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ
 

約
47
 

約
42
 

約
10
3 

約
56
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
45
 

約
41
 

約
10
3 

約
58
 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
45
 

約
40
 

約
10
3 

約
58
 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
45
 

約
41
 

約
10
3 

約
58
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
47
 

約
42
 

約
10
3 

約
56
 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
47
 

約
42
 

約
10
3 

約
56
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

蒸
発
速
度
 

（
飽
和
水
）
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

供
給
流
量
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
※
１
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
の
実

施
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
※
４
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

約
7.
9×

1
0－

２
 

約
2.
4×

1
0－

１
 

※
２
 

約
10
5 

約
83
 

約
2.
7 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

約
3.
9×

1
0－

３
 

約
1.
2×

1
0－

２
 

※
３
 

約
35
 

約
57
 

約
8.
1×

1
0－

２
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
5.
6×

1
0－

４
 

約
1.
7×

1
0－

３
 

※
３

 
約

50
 

約
66
 

約
1.
2×

1
0－

２
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
３
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

約
1.
9×

1
0－

２
 

約
5.
6×

1
0－

２
 

※
３

 
約

57
 

約
56
 

約
3.
9×

1
0－

１
 

溶
解
液
供
給
槽
 

約
4.
5×

1
0－

３
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約

57
 

約
65
 

約
9.
3×

1
0－

２
 

抽
出
廃
液
受
槽
 

約
7.
0×

1
0－

３
 

約
2.
1×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
1.
5×

1
0－

１
 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

約
9.
3×

1
0－

３
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
2.
0×

1
0－

１
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

約
8.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
5.
9×

1
0－

１
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

約
8.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
5.
9×

1
0－

１
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
1.
4×

1
0－

３
 

約
4.
2×

1
0－

３
 

※
３

 
約

50
 

約
69
 

約
2.
9×

1
0－

２
 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
1.
7×

1
0－

３
 

約
5.
1×

1
0－

３
 

※
３

 
約

50
 

約
77
 

約
3.
5×

1
0－

２
 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
1.
3×

1
0－

３
 

約
3.
9×

1
0－

３
 

※
３

 
約

50
 

約
71
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
9.
3×

1
0－

３
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
2.
0×

1
0－

１
 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
9.
3×

1
0－

３
 

約
2.
8×

1
0－

２
 

※
３

 
約

53
 

約
57
 

約
2.
0×

1
0－

１
 

※
１
 
蒸
発
速
度
に
対
し
て
３
倍
の
流
量
で
注
水
し
た
場
合
 

※
２
 
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
が
沸
騰
す
る
も
の
の
貯
槽
等
へ
の
注
水
開
始
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
が
完
了
す
る
貯
槽
 

※
３
 
沸
騰
開
始
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
が
完
了
す
る
貯
槽

 
※
４
 
冷
却
コ
イ
ル
等
１
本
に
通
水
し
た
場
合
の
平
衡
温
度
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機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

凝
縮
水
発
生
量
 

［
ｍ

３
］
 

凝
縮
水
回
収
 

セ
ル
容
量
 

［
ｍ

３
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
） 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

機
器
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

約
２
 

2
7 

約
30
 

約
５
×
10

―
７
 

約
５
×
10

―
７
 

約
５
×
10

―
７
 

（
約
４
×
10

－
８
）
※
８
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

－
※
５
 

約
22
 

－
※
６
 

－
※
７

 
－
※
７
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
３
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

－
※
７

 

－
※
７
 

溶
解
液
供
給
槽
 

－
※
７

 
抽
出
廃
液
受
槽
 

－
※
７

 
抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

－
※
７

 
抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
 

－
※
７

 
抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ
 

－
※
７

 
第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 
第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 
第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 
第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 
第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
７

 
※
５
 
沸
騰
に
至
る
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
を
実
施
し
て
事
態
の
収
束
を
図
る
た
め
，
凝
縮
水
は
発
生
し
な
い
。
 

※
６
 
沸
騰
に
至
る
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
を
実
施
し
て
事
態
の
収
束
を
図
る
た
め
，
凝
縮
器
に
通
水
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

※
７
 
沸
騰
に
至
る
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
を
実
施
し
て
事
態
の
収
束
を
図
る
た
め
，
放
出
無
し
。
 

※
８
 
括
弧
内
は
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
沸
騰
前
の
圧
縮
空
気
に
同
伴
す
る
放
射
性
物
質
の
放
出
量
 

（
つ

づ
き

）
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第
7
.
2
－

1
5
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

機
器

 

グ
ル

ー
プ

 

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等
 

時
間

 

余
裕

 

（
ｈ

）
 

※
１

 

発
生

防
止

対
策

 

（
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
）

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
貯

槽
等

へ
の

注
水

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

準

備
完

了
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
 

へ
の

通
水

開

始
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
へ

の
 

通
水

開
始

か
ら

 

沸
騰

に
至

る
ま

で

の
時

間
余

裕
 

貯
槽

等
へ

の
注

水
 

準
備

完
了

 

時
間

※
２

 

貯
槽

等
へ

の
注

水
 

開
始

時
間

 

※
３

 

冷
却

コ
イ

ル

等
へ

の
通

水

準
備

完
了

 

時
間

※
２

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

開
始

時
間

※
２

 

セ
ル

導
出

 

準
備

完
了

 

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

準
備

完
了

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

開
始

時
間

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
通

水
開

始
時

間
 

※
２

 

精
製

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
１

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
 

1
2
 

８
時

間
1
0
分

 
８

時
間

5
0
分

 

３
時

間
1
0
分

 

９
時

間
 

2
6
時

間
 

3
0
時

間
2
0
分

 

3
0
時

間
4
0

分
 

２
時

間
2
5
分

 
５

時
間

4
0
分

 
６

時
間

4
0
分

 
８

時
間

 

８
時

間
3
0

分
 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

 
1
2
 

３
時

間
1
0
分

 
2
6
時

間
 

希
釈

槽
 

1
1
 

２
時

間
1
0
分

 
2
5
時

間
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
一

時
貯

槽
 

1
1
 

２
時

間
1
0
分

 
2
5
時

間
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
計

量
槽

 
1
2
 

３
時

間
1
0
分

 
2
6
時

間
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
 

1
2
 

３
時

間
1
0
分

 
2
6
時

間
 

精
製

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
２

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

 
1
1
0
 

1
0
1
時

間
1
0
分

 
3
0
5
時

間
 

3
7
時

間
 

3
7
時

間
3
0

分
 

油
水

分
離

槽
 

1
1
0
 

1
0
1
時

間
1
0
分

 
3
0
6
時

間
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

 
9
6
 

8
7
時

間
1
0
分

 
2
8
6
時

間
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

 
9
8
 

8
9
時

間
1
0
分

 
2
8
9
時

間
 

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
0
0
 

9
1
時

間
1
0
分

 
2
9
4
時

間
 

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
 

9
6
 

8
7
時

間
1
0
分

 
2
8
6
時

間
 

第
１

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
0
0
 

9
1
時

間
1
0
分

 
2
9
4
時

間
 

※
１

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
る
ま

で
の

時
間
 

※
２

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

の
時
間
 

※
３

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
初

期
液

量
の

7
0％

に
な

る
ま

で
の
時

間
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第
7
.
2
－

1
6
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
要

員
 

機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築

及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構

築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系

に
よ
る
対
応
に
必
要
な
要

員
数
［
人
］
 

精
製
建
屋
内
部
ル
ー
プ

１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

6
3（

建
屋
対
策
班

16
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

6
3（

建
屋
対
策
班

16
，

建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１

※
２
 

6
3（

建
屋
対
策
班

16
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

7
1（

建
屋
対
策
班

24
，
建

屋
外
対
応
班

19
，
実
施
責

任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

希
釈
槽
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

精
製
建
屋
内
部
ル
ー
プ

２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

油
水
分
離
槽
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

※
１

 
実

施
責

任
者

等
：

実
施

責
任
者

，
建

屋
対

策
班

長
，

現
場
管

理
者

，
建

屋
外

対
応

班
長
，

要
員

管
理

班
，

情
報

管
理
班

，
通

信
班

長
及

び
放

射
線
対

応
班

 
 

※
２
 

初
動

対
応

（
現

場
環

境
確
認

）
に

係
る

要
員

を
含

ま
な
い
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第
7
.
2
－

1
7
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

沸
点
 

［
℃
］
 

沸
点
と
内
部
ル
ー
プ
 

へ
の
通
水
開
始
時
温
度
 

の
温
度
差
 

［
℃
］
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

約
2.
9 

約
93
 

約
60
 

約
10
9 

約
16
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

約
93
 

約
60
 

約
10
9 

約
16
 

希
釈
槽
 

約
94
 

約
54
 

約
10
9 

約
15
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

約
96
 

約
59
 

約
10
9 

約
13
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

約
93
 

約
60
 

約
10
9 

約
16
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

約
93
 

約
60
 

約
10
9 

約
16
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

約
1.
2 

約
41
 

約
39
 

約
10
1 

約
60
 

油
水
分
離
槽
 

約
41
 

約
39
 

約
10
1 

約
60
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

約
48
 

約
50
 

約
10
1 

約
53
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

約
47
 

約
49
 

約
10
1 

約
54
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
44
 

約
42
 

約
10
1 

約
57
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
48
 

約
50
 

約
10
1 

約
53
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
44
 

約
42
 

約
10
1 

約
57
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

蒸
発
速
度
 

（
飽
和
水
）
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

供
給
流
量
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
※
１
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
の
実

施
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
※
４
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー

プ
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

約
4.
2×

1
0－

２
 

※
２
 

約
11
2 

約
75
 

約
2.
9×

10
－
１
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

約
4.
2×

1
0－

２
 

※
２

 
約
11
2 

約
73
 

約
2.
9×

10
－
１
 

希
釈
槽
 

約
3.
5×

1
0－

２
 

約
1.
1×

1
0－

１
 

※
２

 
約
11
2 

約
67
 

約
7.
2×

10
－
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

約
2.
1×

1
0－

２
 

約
6.
2×

1
0－

２
 

※
２

 
約
11
2 

約
73
 

約
4.
4×

10
－
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

約
4.
2×

1
0－

２
 

※
２

 
約
11
2 

約
74
 

約
2.
9×

10
－
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

約
4.
2×

1
0－

２
 

※
２

 
約
11
2 

約
74
 

約
2.
9×

10
－
１
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー

プ
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

約
1.
4×

1
0－

３
 

約
4.
1×

1
0－

３
 

※
３
 

約
58
 

約
70
 

約
2.
8×

10
－
２
 

油
水
分
離
槽
 

約
1.
4×

1
0－

３
 

約
4.
1×

1
0－

３
 

※
３

 
約
57
 

約
70
 

約
2.
8×

10
－
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

約
4.
5×

1
0－

３
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約
65
 

約
64
 

約
9.
4×

10
－
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

約
4.
5×

1
0－

３
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約
64
 

約
62
 

約
9.
4×

10
－
２
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
2.
3×

1
0－

３
 

約
6.
7×

1
0－

３
 

※
３

 
約
61
 

約
63
 

約
4.
7×

10
－
２
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
4.
5×

1
0－

３
 

約
1.
4×

1
0－

２
 

※
３

 
約
65
 

約
64
 

約
9.
4×

10
－
２
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

約
2.
3×

1
0－

３
 

約
6.
7×

1
0－

３
 

※
３

 
約
61
 

約
63
 

約
4.
7×

10
－
２
 

※
１

 
蒸

発
速

度
に

対
し

て
３

倍
の

流
量

で
注

水
し

た
場

合
 

※
２

 
貯

槽
等

へ
の

注
水

が
必

要
な

貯
槽

 
※

３
 

沸
騰

開
始

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
が

完
了

す
る

貯
槽

 
※

４
 

冷
却

コ
イ

ル
等

１
本

に
通

水
し

た
場

合
の

平
衡

温
度
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

凝
縮
水
発
生
量
 

［
ｍ

３
］
 

凝
縮
水
回
収
セ
ル
容
量
 

［
ｍ

３
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

機
器
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

約
３
 

約
5.
3 

約
６
 

約
６
×
10

－
７
 

約
５
×
10

－
６
 

約
５
×
10

－
６
 

（
約
４
×
10

―
8 ）

※
６

 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

約
６
×
10

－
７
 

希
釈
槽
 

約
２
×
10

－
６
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

約
９
×
10

－
７
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

約
６
×
10

－
７
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

約
６
×
10

－
７
 

精
製
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

－
※
５

 

－
※
５
 

油
水
分
離
槽
 

－
※
５

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

－
※
５

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

－
※
５

 
第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
５

 
第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
５

 
第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
※
５

 

※
５

 
沸

騰
に

至
る

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
を

実
施

し
て

事
態

の
収

束
を

図
る

た
め

，
放

出
無

し
。

 

※
６

 
括

弧
内

は
，

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

沸
騰

前
の

圧
縮

空
気

に
同

伴
す

る
放

射
性

物
質

の
放

出
量
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第
7
.
2
－

1
8
表

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

機
器

 

グ
ル

ー
プ

 

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等
 

時
間

 

余
裕

 

（
ｈ

）
 

※
１

 

発
生

防
止

対
策

 

（
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
）

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
貯

槽
等

へ
の

注
水

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

内
部

ル
ー

プ
 

へ
の

通
水

準
備

完
了

時
間

 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
 

へ
の

通
水

 

開
始

時
間

 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
へ

の

通
水

開
始

か
ら

沸

騰
に

至
る

ま
で

の

時
間

余
裕

 

貯
槽

等
へ

の

注
水

準
備

 

完
了

 

時
間

※
２

 

貯
槽

等
へ

の

注
水

 

開
始

時
間

 

※
３

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

準
備

完
了

時
間

 

※
２

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

 

開
始

時
間

※
２

 

セ
ル

導
出

 

準
備

完
了

 

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

準
備

完
了

時
間

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

 

起
動

開
始

時
間

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
通

水
開

始
時

間
 

※
２

 

ウ
ラ

ン
・

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

 

混
合

脱
硝

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
 

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

 

貯
槽

 

1
9
 

1
6
時

間
5
0
分

 
1
7
時

間
 

２
時

間
 

1
7
時

間
 

32
時

間
 

2
5
時

間
3
0
分

 
2
6
時

間
2
0
分

 
３

時
間

1
0
分

 
1
4
時

間
 

1
5
時

間
 

1
3
時

間
5
0

分
 

1
4
時

間
1
0

分
 

混
合

槽
Ａ

 
3
0
 

1
3
時

間
 

56
時

間
 

混
合

槽
Ｂ

 
3
0
 

1
3
時

間
 

56
時

間
 

一
時

貯
槽

 
1
9
 

２
時

間
 

32
時

間
 

※
１

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
る
ま

で
の

時
間
 

※
２

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

の
時
間
 

※
３

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
初

期
液

量
の

7
0％

に
な

る
ま

で
の
時

間
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第
7
.
2
－

1
9
表

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
要

員
 

機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築

及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構

築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系

に
よ
る
対
応
に
必
要
な
要

員
数
［
人
］
 

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
 

混
合
脱
硝
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

6
5（

建
屋
対
策
班

18
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

6
1（

建
屋
対
策
班

14
，

建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１

※
２
 

6
9（

建
屋
対
策
班

22
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

7
3（

建
屋
対
策
班

26
，
建

屋
外
対
応
班

19
，
実
施
責

任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

混
合
槽
Ａ
 

混
合
槽
Ｂ
 

一
時
貯
槽
 

※
１

 
実

施
責

任
者

等
：

実
施

責
任
者

，
建

屋
対

策
班

長
，

現
場
管

理
者

，
建

屋
外

対
応

班
長
，

要
員

管
理

班
，

情
報

管
理
班

，
通

信
班

長
及

び
放

射
線
対

応
班

 
※

２
 
初

動
対

応
（

現
場

環
境

確
認
）

に
係

る
要

員
を

含
ま

な
い
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第
7
.
2
－

2
0
表

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
蒸

発
乾

固
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ

の
通
水
実
施
時
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

沸
点
 

［
℃
］
 

沸
点
と
内
部
ル
ー
プ
 

へ
の
通
水
開
始
時
温
度
 

の
温
度
差
 

［
℃
］
 

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
 

混
合
脱
硝
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

約
1.
3 

約
10
2 

約
56
 

約
10
9 

約
７
 

混
合
槽
Ａ
 

約
75
 

約
47
 

約
10
5 

約
30
 

混
合
槽
Ｂ
 

約
75
 

約
47
 

約
10
5 

約
30
 

一
時
貯
槽
 

約
10
2 

約
56
 

約
10
9 

約
７
 

 
 

８－７－259



（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

蒸
発
速
度
 

（
飽
和
水
）
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

供
給
流
量
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

※
１
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
の

実
施
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
※
４
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

ウ
ラ
ン
・
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
 

混
合
脱
硝
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

約
1
.4
×
10

－
２
 

約
4
.2
×
10

－
２
 

※
２
 

約
11
1 

約
64
 

約
2.
9×

10
－
１
 

混
合
槽
Ａ
 

約
8
.5
×
10

－
３
 

約
2
.6
×
10

－
２
 

※
３

 
約
95
 

約
61
 

約
1.
8×

10
－
１
 

混
合
槽
Ｂ
 

約
8
.5
×
10

－
３
 

約
2
.6
×
10

－
２
 

※
３

 
約
95
 

約
61
 

約
1.
8×

10
－
１
 

一
時
貯
槽
 

約
1
.4
×
10

－
２
 

約
4
.2
×
10

－
２
 

※
２

 
約
11
1 

約
64
 

約
2.
9×

10
－
１
 

※
１

 
蒸

発
速

度
に

対
し

て
３

倍
の

流
量

で
注

水
し

た
場

合
 

※
２

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
す

る
も

の
の

貯
槽

等
へ

の
注

水
開

始
前

ま
で

に
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

が
完

了

す
る

貯
槽

 

※
３

 
沸

騰
開

始
前

ま
で

に
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

が
完

了
す

る
貯

槽
 

※
４

 
冷

却
コ

イ
ル

等
１

本
に

通
水

し
た

場
合

の
平

衡
温

度
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（
つ

づ
き

）
 

※
５

 
沸

騰
に

至
る

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
を

実
施

し
て

事
態

の
収

束
を

図
る

た
め

，
放

出
無

し
。

 

※
６

 
平

常
時

は
他

の
貯

槽
等

の
内

包
液

を
受

け
入

れ
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

，
空

き
容

量
を

確
保

し
て

い
る

た
め

放
出

無
し

 

※
７

 
括

弧
内

は
，

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

沸
騰

前
の

圧
縮

空
気

に
同

伴
す

る
放

射
性

物
質

の
放

出
量

 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

凝
縮
水
発
生
量
 

［
ｍ

３
］
 

凝
縮
水
回
収
 

セ
ル
容
量
 

［
ｍ

３
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

機
器
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

ウ
ラ
ン
・
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
 

混
合
脱
硝
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

約
２
×

10
－

１
 

約
1
7 

約
６
 

約
３
×

10
－

７
 

約
３
×

10
－

７
 

約
３
×

10
－

７
 

（
５
×

10
－

８
）
※
７

 

混
合
槽
Ａ
 

－
※
５

 

混
合
槽
Ｂ
 

－
※
５
 

一
時
貯
槽
 

－
※
６
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第
7
.
2
－

2
1
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

時
間

 

機
器

 

グ
ル

ー
プ

 

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等
 

時
間

 

余
裕

 

（
ｈ

）
 

※
１

 

発
生

防
止

対
策

 

（
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
）

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
貯

槽
等

へ
の

注
水

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
準

備
完

了
時

間
 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ
 

へ
の

通
水

 

開
始

時
間

 

※
２

 

内
部

ル
ー

プ

へ
の

通
水

開

始
か

ら
沸

騰

に
至

る
ま

で

の
時

間
余

裕
 

貯
槽

等
へ

の
注

水
準

備
完

了
 

時
間

※
２

 

貯
槽

等

へ
の

注

水
開

始

時
間

 

※
３

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

準
備

完
了

時
間

 

※
２

 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

開
始

時
間

 

※
２

 

セ
ル

導
出

 

準
備

完
了

 

時
間

 

※
２

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

準
備

完
了

時
間

※
２

 

可
搬

型

排
風

機

起
動

開

始
時

間

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

準
備

 

完
了

時
間

 

※
２

 

凝
縮

器
へ

の
 

通
水

開
始

 

時
間

 

※
２

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
１

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
Ａ

 
2
3
 

1
8
時

間
 

2
0
時

間
 

３
時

間
 

2
0
時

間
2
0
分

 

7
1
時

間
 

3
7
時

間
4
5
分

 
3
7
時

間
5
5
分

 

３
時

間
2
0
分

 
1
1
時

間
4
5
分

 
1
3
時

間
 

1
7
時

間
1
0
分

 
1
9
時

間
5
5
分

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
Ｂ

 
2
3
 

３
時

間
 

7
1
時

間
 

供
給

液
槽

Ａ
 

2
4
 

４
時

間
 

7
3
時

間
 

供
給

液
槽

Ｂ
 

2
4
 

４
時

間
 

7
3
時

間
 

供
給

槽
Ａ

 
2
4
 

４
時

間
 

7
3
時

間
 

供
給

槽
Ｂ

 
2
4
 

４
時

間
 

7
3
時

間
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
２

 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

 
2
4
 

４
時

間
 

7
9
時

間
 

3
4
時

間
2
5
分

 
3
4
時

間
3
5
分

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
３

 

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

 
2
4
 

４
時

間
 

7
9
時

間
 

3
5
時

間
5
5
分

 
3
6
時

間
5
分

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
４

 

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

 

2
3
 

３
時

間
 

7
2
時

間
 

3
7
時

間
2
5
分

 
3
7
時

間
3
5
分

 
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液

一
時

貯
槽

 
2
3
 

３
時

間
 

7
2
時

間
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

 

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
５

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

 

2
4
 

４
時

間
 

7
9
時

間
 

3
5
時

間
5
5
分

 
3
6
時

間
5
分

 

※
１

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
る
ま

で
の

時
間
 

※
２

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

の
時
間
 

※
３

 
冷

却
機

能
の

喪
失

か
ら

高
レ
ベ

ル
廃

液
等

が
初

期
液

量
の

7
0％

に
な

る
ま

で
の
時

間
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機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築

及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

貯
槽
等
へ
の
注
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及

び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対

応
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ａ
 

6
7（

建
屋
対
策
班

20
，
建
屋
外
対
応
班

1
9，

実
施
責
任
者
等

28
）
※
１
※
２
 

6
9（

建
屋
対
策
班

22
，

建
屋
外
対
応
班

19
，
実

施
責
任
者
等

28
）
※
１

※
２
 

7
5（

建
屋
対
策
班

28
，
建
屋
外

対
応
班

19
，実

施
責
任
者
等

28
）

※
１
※
２
 

7
5（

建
屋
対
策
班

28
，
建
屋
外
対

応
班

19
，
実
施
責
任
者
等

28
）

※
１
※
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ｂ
 

供
給
液
槽
Ａ
 

供
給
液
槽
Ｂ
 

供
給
槽
Ａ
 

供
給
槽
Ｂ
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
４
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
５
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

※
１

 
実

施
責

任
者

等
：

実
施

責
任
者

，
建

屋
対

策
班

長
，

現
場
管

理
者

，
建

屋
外

対
応

班
長
，

要
員

管
理

班
，

情
報

管
理
班

，
通

信
班

長
及

び
放

射
線
対

応
班

 
※

２
 
初

動
対

応
（

現
場

環
境

確
認
）

に
係

る
要

員
を

含
ま

な
い

 
 

第
7
.
2
－

2
2
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

要
員
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第
7
.
2
－

2
3
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

蒸
発

乾
固

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

発
生
防
止
対
策
 

（
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

内
部
ル
ー
プ
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

沸
点
 

［
℃
］
 

沸
点
と
内
部
ル
ー
プ
 

へ
の
通
水
開
始
時
 

温
度
の
温
度
差
 

［
℃
］
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ａ
 

約
17
 

約
94
 

約
60
 

約
10
2 

約
8 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ｂ
 

約
94
 

約
60
 

約
10
2 

約
8 

供
給
液
槽
Ａ
 

約
91
 

約
60
 

約
10
2 

約
11
 

供
給
液
槽
Ｂ
 

約
91
 

約
60
 

約
10
2 

約
11
 

供
給
槽
Ａ
 

約
91
 

約
59
 

約
10
2 

約
11
 

供
給
槽
Ｂ
 

約
91
 

約
59
 

約
10
2 

約
11
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
14
 

約
91
 

約
60
 

約
10
2 

約
11
 

高
レ

ベ
ル

廃
液
ガ

ラ
ス

固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
13
 

約
91
 

約
60
 

約
10
2 

約
11
 

高
レ

ベ
ル

廃
液
ガ

ラ
ス

固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
４
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
13
 

約
94
 

約
58
 

約
10
2 

約
8 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
94
 

約
58
 

約
10
2 

約
8 

高
レ

ベ
ル

廃
液
ガ

ラ
ス

固

化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
５
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

約
13
 

約
91
 

約
60
 

約
10
2 

約
11
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
貯
槽
等
へ
の
注
水
）
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
）
 

蒸
発
速
度
 

（
飽
和
水
）
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
 

供
給
流
量
 

[ｍ
３
／
ｈ
］
※
１
 

貯
槽
等
へ
の
注
水

の
実
施
 

冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
 

通
水
開
始
時
温
度
 

［
℃
］
 

平
衡
温
度
 

［
℃
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ａ
 

約
1.
2×

10
－
１
 

約
3.
5×

1
0－

１
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
2.
4 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ｂ
 

約
1.
2×

10
－
１
 

約
3.
5×

1
0－

１
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
2.
4 

供
給
液
槽
Ａ
 

約
2.
9×

10
－
２
 

約
8.
7×

1
0－

２
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
6.
1×

1
0－

１
 

供
給
液
槽
Ｂ
 

約
2.
9×

10
－
２
 

約
8.
7×

1
0－

２
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
6.
1×

1
0－

１
 

供
給
槽
Ａ
 

約
1.
2×

10
－
２
 

約
3.
5×

1
0－

２
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
2.
4×

1
0－

１
 

供
給
槽
Ｂ
 

約
1.
2×

10
－
２
 

約
3.
5×

1
0－

２
 

※
２

 
約

10
2 

約
60
 

約
2.
4×

1
0－

１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
6.
2×

10
－
１
 

約
1.
9 

※
２

 
約

10
2 

約
82
 

約
13
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
6.
2×

10
－
１
 

約
1.
9 

※
２

 
約

10
2 

約
82
 

約
13
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
４
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
1.
5×

10
－
１
 

約
4.
4×

1
0－

１
 

※
２

 
約

10
2 

約
62
 

約
3.
0 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
1.
5×

10
－
１
 

約
4.
4×

1
0－

１
 

※
２

 
約

10
2 

約
62
 

約
3.
0 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
５
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

約
6.
2×

10
－
１
 

約
1.
9 

※
２

 
約

10
2 

約
82
 

約
13
 

※
１
 
蒸
発
速
度
に
対
し
て
３
倍
の
流
量
で
注
水
し
た
場
合
 

※
２
 
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
が
沸
騰
す
る
も
の
の
貯
槽
等
へ
の
注
水
開
始
前
ま
で
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
が
完
了
す
る
貯
槽

 
※
３
 
冷
却
コ
イ
ル
等
１
本
に
通
水
し
た
場
合
の
平
衡
温
度
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（
つ

づ
き

）
 

機
器
 

グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

凝
縮
水
発
生
量
 

［
ｍ

３
］
 

凝
縮
水
回
収
 

セ
ル
容
量
 

［
ｍ

３
］
 

必
要
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

機
器
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ａ
 

約
30
 

約
1
,3
00
 

約
4
5 

約
４
×
10

―
７
 

約
９
×
10

―
７
 

約
４
×
10

―
６
 

（
約
４
×
10

―
1
1 ）

※
５

 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
Ｂ
 

約
４
×
10

―
７
 

供
給
液
槽
Ａ
 

約
８
×
10

―
８
 

供
給
液
槽
Ｂ
 

約
８
×
10

―
８
 

供
給
槽
Ａ
 

約
３
×
10

―
８
 

供
給
槽
Ｂ
 

約
３
×
10

―
８
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
２
×
10

―
６
 

約
２
×
10

―
６
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

約
２
×
10

―
６
 

約
２
×
10

―
６
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
４
 

第
１
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
４
×
10

―
７
 

約
８
×
10

―
７
 

第
２
高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

約
４
×
10

―
７
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
 

固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
５
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

－
※
４

 
－
※
４

 

※
４

 
平

常
時

は
他

の
貯

槽
等

の
内

包
液

を
受

け
入

れ
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

，
空

き
容

量
を

確
保

し
て

い
る

た
め

放
出

無
し

 

※
５

 
括

弧
内

は
，

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

沸
騰

前
の

圧
縮

空
気

に
同

伴
す

る
放

射
性

物
質

の
放

出
量
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第
7
.
2
－

2
4
表

 
貯

槽
等

へ
の

注
水

の
手

順
及

び
設

備
の

関
係

 

 
判
断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設

備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

貯
槽

等
へ

の
注

水
の

着
手
判
断
 

  
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
塔
，
外
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
若
し
く
は
内
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
を
循
環
さ

せ
る
た
め
の
ポ
ン
プ
が
多
重
故
障
し
，
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
，
又
は
，
外
部
電
源
が

喪
失
し
，
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
を
運
転
で
き
な
い
場
合
は
，
貯
槽
等
へ
の
注
水
の
実
施
の
た
め
の

準
備
作
業
と
し
て
以
下
の

(２
)及

び
(３

)に
移
行
す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

(２
) 

建
屋

外
の

水
の

給
排

水
経

路
の

構
築
 

・
第
１

貯
水
槽

か
ら

各
建
屋

に
水

を
供
給

す
る

た
め
に

，
可

搬
型
中

型
移

送
ポ
ン

プ
を

第
１
貯

水
槽

近
傍
に

敷

設
す
る
。
 

・
可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン
プ

に
可

搬
型
屋

外
ホ

ー
ス
を

接
続

し
，
第

１
貯

水
槽
か

ら
各

建
屋
ま

で
水

を
供
給

す

る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
冷
却

に
使
用

し
た

水
を
第

１
貯

水
槽
へ

移
送

す
る
た

め
に

，
可
搬

型
排

水
受
槽

及
び

可
搬
型

中
型

移
送
ポ

ン

プ
を
各
建
屋
近
傍
に
敷
設
す
る
。
 

・
可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン
プ

及
び

可
搬
型

排
水

受
槽
に

可
搬

型
建
屋

外
ホ

ー
ス
を

接
続

し
，
各

建
屋

か
ら
第

１

貯
水
槽
ま
で
水
を
移
送
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
外
的
事
象
の
「
火
山
の
影
響
」
を
要
因
と
し
て
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
に
は
，
降
灰
に
よ
り
可
搬
型
中
型

移
送
ポ

ン
プ
が

機
能

喪
失

す
る
こ

と
を
防

止
す

る
た
め

，
給

水
用

及
び
排

水
用
の

可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン

プ

を
保
管
庫
内
に
敷
設
し
，
給
排
水
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン
プ

は
可

搬
型
中

型
移

送
ポ
ン

プ
運

搬
車
，

可
搬

型
建
屋

外
ホ

ー
ス
は

ホ
ー

ス
展
張

車

及
び
運
搬
車
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
は
運
搬
車
に
よ
り
運
搬
す
る
。
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
運
搬
車
 

  
ホ
ー
ス
展
張
車
 

  
運
搬
車
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷

却
水
流
量
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設

備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

貯
槽

等
へ

の
注

水
の

準
備
 

 

・
建
屋

内
の
注

水
経

路
を
構

築
す

る
た
め

に
，

給
水
用

の
可

搬
型
中

型
移

送
ポ
ン

プ
の

下
流
側

に
可

搬
型
建

屋

内
ホ
ー
ス
を
敷
設
し
，
可
搬
型
機
器
注
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
可
搬

型
建
屋

内
ホ

ー
ス
と

機
器

注
水
配

管
を

接
続
し

，
可

搬
型
建

屋
内

ホ
ー
ス

と
可

搬
型
建

屋
外

ホ
ー
ス

を

接
続
す
る
こ
と
で
，
第
１
貯
水
槽
か
ら
貯
槽
等
に
注
水
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
ま
た
，
高
レ
ベ
ル
廃

液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
は
，
水
の
注
水
経
路
と
し
て
冷
却
水
注
水
配
管
・
弁
も
用
い
る
。
 

・
常
設

重
大
事

故
等

対
処
設

備
に

よ
り
貯

槽
等

の
液
位

を
計

測
で
き

な
い

場
合
は

，
貯

槽
等
に

可
搬

型
貯
槽

液

位
計
を
設
置
し
，
貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
液
位
を
計
測
す
る
。
ま
た
，
貯
槽
等
に
内
包
す
る

高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
温
度
の
監
視
を
継
続
す
る
。
 

  
各

建
屋

の
機

器
注

水
配

管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
冷

却
水

注

水
配
管
・
弁
 

  
蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
貯
槽
液
位
計
 

  
可

搬
型

機
器

注
水

流

量
計
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

(４
) 

貯
槽

等
へ

の
注

水
の

実
施
判
断
 

・
高
レ

ベ
ル
廃

液
等

が
沸
騰

に
至

り
，
高

レ
ベ

ル
廃
液

等
の

液
量
が

初
期

液
量
の

70
％

ま
で
減

少
す

る
前
に

貯

槽
等
へ
の
注
水
開
始
を
判
断
し
，
以
下
の

(５
)へ

移
行
す
る
。
 

・
貯
槽

等
へ
の

注
水

の
実
施

を
判

断
す
る

た
め

に
必
要

な
監

視
項
目

は
，

貯
槽
等

の
貯

槽
等
液

位
及

び
貯
槽

等

温
度
で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
液
位
計
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

(５
) 

貯
槽

等
へ

の
注

水
の

実
施
 

・
貯
槽

等
の
可

搬
型

貯
槽
液

位
計

の
指
示

値
か

ら
貯
槽

等
の

液
位
を

算
出

し
，
貯

槽
等

へ
の
注

水
量

を
決
定

し

た
上
で
，
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を
運
転
し
第
１
貯
水
槽
の
水
を
貯
槽
等
に
注
水
す
る
。
注
水
流
量
は
，
可

搬
型
機
器
注
水
流
量
計
の
指
示
値
を
基
に
調
整
す
る
。
 

・
決
定
し
た
注
水
量
の
注
水
が
完
了
し
た
場
合
は
，
注
水
作
業
を
停
止
し
，
貯
槽
等
の
液
位
及
び
温
度
の
監
視
を

継
続
す
る
。
貯
槽
等
の
温
度
の
監
視
に
よ
り
沸
騰
が
継
続
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
，
か
つ
，
貯
槽
等
の
液
位

の
監
視
に
よ
り
，
貯
槽
等
の
液
位
が
低
下
し
て
い
る
場
合
に
は
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
初
期
液
量
の
70
％
に
相

当
す
る
液
位
に
至
る
前
ま
で
に
，
貯
槽
等
へ
の
注
水
を
再
開
す
る
。
 

・
貯
槽
等
へ
の
注
水
時
に
確
認
が
必
要
な
監
視
項
目
は
，
建
屋
給
水
流
量
，
貯
槽
等
注
水
流
量
，
貯
槽
等
の
貯
槽

等
液
位
及
び
貯
槽
等
温
度
で
あ
る
。
 

  
各

建
屋

の
機

器
注

水
配

管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
冷

却
水

注

水
配
管
・
弁
 

  
蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

 

  
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
貯
槽
液
位
計
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷

却
水
流
量
計
 

  
可

搬
型

機
器

注
水

流

量
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設

備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

(６
) 

貯
槽

等
へ

の
注

水
の

成
否
判
断
 

・
貯
槽
等
の
液
位
か
ら
，
貯
槽
等
に
注
水
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
で
，
蒸
発
乾
固
の
進
行
が
防
止
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
判
断
す
る
。
 

・
蒸
発

乾
固
の

進
行

が
防
止

さ
れ

て
い
る

こ
と

を
判
断

す
る

た
め
に

必
要

な
監
視

項
目

は
，
貯

槽
等

の
貯
槽

等

液
位
で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
液
位
計
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第
7
.
2
－

2
5
表

 
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
の

手
順

及
び

設
備

の
関

係
 

 
判
断
及
び
 

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

冷
却

コ
イ

ル

等
へ

の
通

水

に
よ

る
冷

却

の
着
手
判
断
 

・
内

部
ル
ー

プ
へ
の

通
水
が

機
能
し

な
い

こ
と

を
も

っ
て
冷

却
コ
イ

ル
等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却
の

た
め
の

準
備

に
着
手
す
る
こ
と
を
判
断
す
る
。
 

・
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
の
た
め
の
準
備
の
着
手
を
判
断
す
る
た
め
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
貯
槽

等
の
貯
槽
等
温
度
で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

(２
) 

建
屋

外
の

水

の
給

排
水

経

路
の
構
築
 

・
第
１
貯
水
槽
か
ら
各
建
屋
に
水
を
供
給
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を
第
１
貯
水
槽
近
傍
に
敷
設
す

る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
に
可
搬
型
屋
外
ホ
ー
ス
を
接
続
し
，
第
１
貯
水
槽
か
ら
各
建
屋
ま
で
水
を
供
給
す
る
た

め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
冷
却
に
使
用
し
た
水
を
第
１
貯
水
槽
へ
移
送
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を

各
建
屋
近
傍
に
敷
設
す
る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
及
び
可
搬
型
排
水
受
槽
に
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
を
接
続
し
，
各
建
屋
か
ら
第
１
貯
水

槽
ま
で
水
を
移
送
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
外
的
事
象
の
「
火
山
の
影
響
」
を
要
因
と
し
て
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
に
は
，
降
灰
に
よ
り
可
搬
型
中
型
移

送
ポ
ン
プ
が
機
能
喪
失
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
，
給
水
用
及
び
排
水
用
の
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を
保
管

庫
内
に
敷
設
し
，
給
排
水
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
は
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
運
搬
車
，
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
は
ホ
ー
ス
展
張
車
及
び

運
搬
車
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
は
運
搬
車
に
よ
り
運
搬
す
る
。
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー

ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
運
搬
車
 

  
ホ
ー
ス
展
張
車
 

  
運
搬
車
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷

却
水
流
量
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
 

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
の

準
備
 

・
機
器
グ
ル
ー
プ
の
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
が
機
能
し
な
い
場
合
に
は
，
冷
却
コ
イ
ル
等
の
損
傷
の
有
無
を
確
認
す
る

た
め
，
給
水
用
の
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
の
下
流
側
に
，
内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
の
た
め
に
敷
設
し
た
可
搬
型
建

屋
内
ホ
ー
ス
の
他
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
の
た
め
に
必
要
な
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
を
敷
設
し
，
可
搬
型
冷

却
コ
イ
ル
圧
力
計
及
び
可
搬
型
冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
を
冷
却
コ
イ
ル
等
の
給
水
側
の
接
続
口
に
接
続
し
，
冷
却
コ
イ
ル
等
の
排
水
側
の
接
続
口
の

弁
を
閉
め
切
っ
た
状
態
で
，
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
に
よ
り
第
１
貯
水
槽
か
ら
送
水
し
，
通
水
経
路
を
加
圧
す
る

こ
と
で
，
可
搬
型
冷
却
コ
イ
ル
圧
力
計
の
指
示
値
か
ら
冷
却
コ
イ
ル
等
の
健
全
性
を
確
認
す
る
。
 

・
冷
却
に
使
用
し
た
水
を
可
搬
型
排
水
受
槽
へ
移
送
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
を
敷
設
す
る
。
 

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
を
冷
却
コ
イ
ル
等
の
排
水
側
の
接
続
口
に
接
続
し
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
と
可
搬
型
建
屋

外
ホ

ー
ス

を
接
続

す
る

こ
と
で

，
冷

却
に

使
用
し

た
水
を

可
搬

型
排
水

受
槽

に
排

水
す
る

た
め
の

経
路

を
構
築

す

る
。
 

・
ま
た
，
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
は
，
水
の
給
排
水
経
路
と
し
て
冷
却
水
給
排
水
配
管
・
弁
も
用

い
る
。
 

・
本
対
応
は
，
貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
が
沸
騰
に
至
る
ま
で
の
時
間
が
短
い
貯
槽
等
を
優
先
し
て
実
施

す
る
。
 

・
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
の
準
備
は
，
準
備
作
業
及
び
実
施
に
要
す
る
作
業
が
多
く
，
他
の
拡
大
防
止
対
策
と
同
時

に
準
備
作
業
を
実
施
し
た
場
合
，
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
を
抑
制
で
き
る
状
態
を
整
備
す
る
前
に
高
レ
ベ

ル
廃
液
等
が
沸
騰
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
，
貯
槽
等
へ
の
注
水
，
凝
縮
器
に
よ
る
発
生
し
た
蒸
気
及
び
放
射

性
物
質
の
除
去
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
並
び
に
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
及
び
可
搬

型
排
風
機
を
用
い
た
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
を
優
先
し
て
実
施
し
，
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
を
抑

制
で
き
る
状
態
を
整
備
し
て
か
ら
実
施
す
る
。
 

  
各

建
屋

の
冷

却
コ

イ

ル
配
管
・
弁
及
び
冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配
管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ

ス
固

化
建

屋
の

冷
却

水
給
排
水
配
管
・
弁
 

  
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽

等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

  
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル

圧
力
計
 

  
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル

通
水
流
量
計
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷

却
水
流
量
計
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
 

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(４
) 

 
冷

却
コ

イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
の

実
施
判
断
 

・
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
の
準
備
が
完
了
後
直
ち
に
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
の
実
施
を
判
断
し
，
以
下
の

(５
)へ

移
行
す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

(５
) 

 
冷

却
コ

イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
の

実
施
 

 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を
運
転
し
，
第
１
貯
水
槽
の
水
を
健
全
性
が
確
認
さ
れ
た
冷
却
コ
イ
ル
等
に
通
水
す
る
。
 

・
通
水
流
量
は
，
可
搬
型
冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
計
の
指
示
値
を
基
に
調
整
す
る
。
 

・
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
使
用
し
た
水
は
，
可
搬
型
冷
却
水
排
水
線
量
計
を
用
い
て
汚
染
の
有
無
を
監
視
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
排
水
受
槽
に
回
収
し
，
可
搬
型
試
料
分
析
設
備
可
搬
型
放
射
能
測
定
装
置
を
用
い
て
汚
染
の
有
無
を

確
認
し
た
上
で
，
第
１
貯
水
槽
へ
移
送
す
る
。
 

・
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
建
屋
給
水
流
量
，
冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
，
貯
槽
等
の
貯
槽
等

温
度
及
び
排
水
線
量
で
あ
る
。
 

 

  
各

建
屋

の
冷

却
コ

イ

ル
配
管
・
弁
及
び
冷
却

ジ
ャ
ケ
ッ
ト
配
管
・
弁
 

  
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ

ス
固

化
建

屋
の

冷
却

水
給
排
水
配
管
・
弁
 

  
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽

等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ

ン
プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

  
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル

通
水
流
量
計
 

  
可

搬
型

建
屋

供
給

冷

却
水
流
量
計
 

  
可
搬
型
冷
却
水
排
水

線
量
計
 

  
可
搬
型
試
料
分
析
設

備
可
搬
型
放
射
能
測

定
装
置
 

(６
) 

 
冷

却
コ

イ

ル
等

へ
の

通
水

の
成

否
判
断
 

・
貯

槽
等

に
内

包
す
る

高
レ

ベ
ル
廃

液
等

の
温
度

が
沸

点
か
ら

低
下

傾
向
を

示
し

て
い
る

こ
と

を
確
認

す
る

こ
と
に

よ
り
，
冷
却
コ
イ
ル
等
へ
の
通
水
に
よ
る
冷
却
機
能
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
判
断
す
る
。
 

・
冷
却
機
能
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
判
断
す
る
た
め
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
貯
槽
等
の
貯
槽
等
温
度
で
あ
る
。
 

 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
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第
7
.
2
－

2
6
表

 
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

の
手

順
及

び
設

備
の

関
係

 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

 
セ

ル
へ

の
導

出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
の

た
め

の
着

手
判
断
 

・
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
塔
，
外
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
若
し
く
は
内
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
を
循
環

さ
せ
る
た
め
の
ポ
ン
プ
が
多
重
故
障
し
，
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
，
又
は
，
外
部
電

源
が
喪
失
し
，
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
を
運
転
で
き
な
い
場
合
は
，
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築

及
び
代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
の
た
め
の
準
備
作
業
と
し
て
以
下
の

(２
)，

(３
)及

び
(４

)へ
移
行
す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

(２
) 

建
屋

外
の

水
の

給
排

水
経

路
の

構
築
 

・
第
１
貯
水
槽
か
ら
各
建
屋
に
水
を
供
給
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
を
第
１
貯
水
槽
近
傍
に
敷

設
す
る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
に
可
搬
型
屋
外
ホ
ー
ス
を
接
続
し
，
第
１
貯
水
槽
か
ら
各
建
屋
ま
で
水
を
供
給
す

る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
冷
却
に
使
用
し
た
水
を
第
１
貯
水
槽
へ
移
送
す
る
た
め
に
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
を
各
建
屋
近
傍
に
敷
設
す
る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
及
び
可
搬
型
排
水
受
槽
に
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
を
接
続
し
，
各
建
屋
か
ら
第
１

貯
水
槽
ま
で
水
を
移
送
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
外
的
事
象
の
「
火
山
の
影
響
」
を
要
因
と
し
て
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
に
は
，
降
灰
に
よ
り
可
搬
型
中

型
移
送
ポ
ン
プ
が
機
能
喪
失
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
，
給
水
用
及
び
排
水
用
の
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
を
保
管
庫
内
に
敷
設
し
，
給
排
水
経
路
を
構
築
す
る
。
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
は
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
運
搬
車
，
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
は
ホ
ー
ス
展
張
車

及
び
運
搬
車
，
可
搬
型
排
水
受
槽
及
び
可
搬
型
建
屋
供
給
冷
却
水
流
量
計
は
運
搬
車
に
よ
り
運
搬
す
る
。
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン

プ
運
搬
車
 

  
ホ
ー
ス
展
張
車
 

  
運
搬
車
 

  
可

搬
型
建

屋
供
給

冷
却

水
流
量
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
の

た
め

の
準

備
 

・
前
処
理
建
屋
及
び
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
排
風
機
が
停

止
し
て
い
る
場
合
に
は
，
水
素
掃
気
用
の
圧
縮
空
気
の
供
給
継
続
に
よ
る
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出

を
低
減
す
る
た
め
，
貯
槽
等
へ
水
素
掃
気
用
の
圧
縮
空
気
を
供
給
す
る
水
素
掃
気
用
安
全
圧
縮
空
気
系
の
手

動
弁
を
閉
止
す
る
。
 

・
貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
沸
騰
に
伴
い
発
生
す
る
蒸
気
を
凝
縮
し
，
放
射
性
物
質
を
除
去
す

る
た
め
に
，
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
の
下
流
側
に
，
凝
縮
器
へ
通
水
す
る
た
め
の
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス

を
敷
設
し
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
及
び
凝
縮
器
を
接
続
す
る
。
 

・
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
は
，
凝
縮
器
へ
の
水
の
供
給
経
路
と
し
て
凝
縮
器
冷
却
水
給
排

水
配
管
・
弁
を
用
い
る
と
と
も
に
，
凝
縮
器
通
過
後
の
排
気
の
排
気
経
路
と
し
て
気
液
分
離
器
も
用
い
る
。
 

・
前
処
理
建
屋
に
お
い
て
は
，
凝
縮
器
か
ら
の
凝
縮
水
の
排
水
経
路
を
構
築
す
る
た
め
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー

ス
も
用
い
る
。
 

・
可
搬
型
凝
縮
器
通
水
流
量
計
を
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
の
経
路
上
に
設
置
す
る
。
 

・
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
を
用
い
て
凝
縮
水
回
収
セ
ル
等
の
液
位
を
計
測
で
き
な
い
場
合
は
，
凝
縮
水
回

収
セ
ル
等
に
可
搬
型
漏
え
い
液
受
皿
液
位
計
及
び
可
搬
型
凝
縮
水
槽
液
位
計
を
設
置
す
る
。
 

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
及
び
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
を
接
続
す
る
こ
と
に
よ
り
，
第
１
貯
水
槽
か
ら
凝
縮
器

に
水
を
通
水
す
る
た
め
の
経
路
を
構
築
す
る
。
ま
た
，
可
搬
型
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
計
を
塔
槽
類
廃
ガ
ス

処
理
設
備
か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
に
設
置
す
る
。
 

・
セ
ル
排
気
系
，
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
，
可
搬
型
ダ
ク
ト
と
可
搬
型
排
風
機
を
接
続
す
る
。
ま
た
，
可
搬
型
フ
ィ

ル
タ
差
圧
計
を
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
に
設
置
す
る
。
 

  

  
凝
縮
器
 

  
高

レ
ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶

凝
縮
器
 

  
第

１
エ
ジ

ェ
ク

タ
凝

縮

器
 

  
予
備
凝
縮
器
 

  
高

レ
ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス

固
化

建
屋

の
凝

縮
器

冷

却
水
給
排
水
配
管
・
弁
 

  
冷

却
水
配

管
・

弁
（

凝

縮
器
）
 

  
高

レ
ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス

固
化

建
屋

の
気

液
分

離

器
 

  
前

処
理
建

屋
の

主
排

気

筒
へ

排
出

す
る

ユ
ニ

ッ

ト
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

設

備
の
配
管
・
弁
 

  
各

建
屋
の

重
大

事
故

対

処
用

母
線

（
常

設
分

電

  
可

搬
型
中

型
移

送
ポ

ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可
搬
型
配
管
 

  
可
搬
型
ダ
ク
ト
 

  
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
 

  
可
搬
型
デ
ミ
ス
タ
 

  
可
搬
型
排
風
機
 

  
可
搬
型
発
電
機
 

  
可
搬
型
分
電
盤
 

  
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
 

  
運
搬
車
 

  
可

搬
型
建

屋
供
給

冷
却

水
流
量
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
器
通

水
流

量
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
器
出

口
排

気
温
度
計
 

  
可

搬
型
廃

ガ
ス
洗

浄
塔

入
口
圧
力
計
 

  
可

搬
型
導

出
先
セ

ル
圧

力
計
 

  
可

搬
型
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計
 

  
可

搬
型
フ

ィ
ル
タ

差
圧

計
 

  
可

搬
型
漏

え
い
液

受
皿

液
位
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
水
槽

液
位

計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

・
前
処
理
建
屋
に
お
い
て
は
，
排
気
経
路
を
構
築
す
る
た
め
，
主
排
気
筒
へ
排
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
を
用
い
る
。

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
に
お
い
て
は
，
蒸
気
量
が
多
い
た
め
，
排
気
経
路
上
に
可
搬
型
デ
ミ
ス
タ

を
設
置
す
る
。
  

・
可
搬
型
排
風
機
，
各
建
屋
の
重
大
事
故
対
処
用
母
線
（
常
設
分
電
盤
，
常
設
電
源
ケ
ー
ブ
ル
）
，
可
搬
型
分

電
盤
，
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
及
び
各
建
屋
の
可
搬
型
発
電
機
を
接
続
す
る
。
 

・
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
を
用
い
て
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
圧
力
を
計
測
で
き
な
い
場
合
は
，
塔
槽

類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
内
の
圧
力
を
監
視
す
る
た
め
，
可
搬
型
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
計
を
塔
槽
類
廃
ガ
ス

処
理
設
備
に
設
置
す
る
。
 

・
ま
た
，
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
を
用
い
て
導
出
先
セ
ル
の
圧
力
を
計
測
で
き
な
い
場
合
は
，
導
出
先
セ

ル
の
圧

力
を
監

視
す
る

た
め

，
可
搬

型
導

出
先

セ
ル
圧

力
計
を

第
7.
2
－

28
表
に

示
す

導
出
先

セ
ル
に

設
置

す
る
。
 

・
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
の
差
圧
を
監
視
す
る
た
め
，
可
搬
型
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計

を
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
に
設
置
す
る
。
 

・
外
的
事
象
の
「
火
山
の
影
響
」
を
要
因
と
し
て
冷
却
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
に
は
，
降
灰
に
よ
り
可
搬
型
発

電
機
が
機
能
喪
失
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
，
運
搬
車
を
用
い
て
可
搬
型
発
電
機
を
各
建
屋
内
に
敷
設
す

る
。
 

 

盤
，

常
設

電
源

ケ
ー

ブ

ル
）
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

設

備
の
ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ
 

  
各

建
屋
の

代
替

セ
ル

排

気
系

の
ダ

ク
ト

・
ダ

ン

パ
 

  
各

建
屋
の

塔
槽

類
廃

ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル

に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
 

  
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ

ィ
ル
タ
 

  
蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
水

素
掃
気

用
安

全
圧

縮

空
気

系
の

手
動

弁
（

前

処
理

建
屋

，
高

レ
ベ

ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(４
) 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル

に
導

く
た

め
の

作
業

の
実

施
判
断
 

・
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
排
風
機
が
停
止
し
て
い
る
場
合
に
は
，
沸
騰
に
伴
い
気
相
中
へ
移
行
す
る
放
射

性
物

質
又

は
水

素
掃

気
用

の
圧

縮
空

気
の

供
給

継
続

に
よ

り
移

行
す

る
放

射
性

物
質

を
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設
備
か
ら
セ
ル
に
導
く
た
め
の
作
業
の
実
施
を
判
断
し
，
以
下
の

(５
)へ

移
行
す
る
。
 

・
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
排
風
機
が
運
転
状
態
を
維
持
し
て
い
る
場
合
に
は
，
水
素
掃
気
用
の
圧
縮
空
気

の
供
給
継
続
に
よ
り
移
行
す
る
放
射
性
物
質
の
大
気
中
へ
の
放
出
量
を
低
減
す
る
た
め
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処

理
設

備
の

排
風

機
の

運
転

を
継

続
し

，
貯

槽
等

に
内

包
す

る
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
温

度
の

監
視

を
継

続
す

る
。
温
度
の
監
視
の
結
果
，
第
7.
2－

１
表
に
示
す
い
ず
れ
か
の
貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
温

度
が
85
℃
に
至
り
，
か
つ
，
温
度
の
上
昇
傾
向
が
続
く
場
合
に
は
，
そ
の
貯
槽
等
が
設
置
さ
れ
て
い
る
建
屋

に
つ
い
て
，
沸
騰
に
伴
い
気
相
中
へ
移
行
す
る
放
射
性
物
質
又
は
水
素
掃
気
用
の
圧
縮
空
気
の
供
給
継
続
に

よ
り

移
行

す
る

放
射

性
物

質
を

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル

に
導

く
た

め
の

作
業

の
実

施
を

判
断

し
，
以
下
の

(５
)へ

移
行
す
る
。
 

・
こ
れ
ら
の
実
施
を
判
断
す
る
た
め
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
貯
槽
等
の
貯
槽
等
温
度
で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(５
) 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
隔

離
弁

の
閉

止
及

び
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
開
放
 

・
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
導
出
先
セ
ル
に
放
射
性
物
質
を
導
出
す
る
た
め
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備

の
隔
離
弁
を
閉
止
し
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
と
導
出
先
セ
ル
を
接
続
し
て
い
る
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設

備
か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
の
手
動
弁
及
び
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
手
動
弁
を
開
放
す
る
。
 

・
こ
れ
に
よ
り
，
水
素
掃
気
用
の
圧
縮
空
気
に
同
伴
す
る
放
射
性
物
質
が
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
セ
ル

に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
を
経
由
し
て
導
出
先
セ
ル
に
導
出
さ
れ
る
。
 

・
ま
た
，
沸
騰
に
伴
い
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
配
管
内
の
内
圧
が
上
昇
し
た
場
合
，
発
生
し
た
放
射
性
物

質
は
，
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
を
経
由
し
て
導
出
先
セ
ル
に
導
出
さ
れ

る
。
 

 

  
各

建
屋
の

塔
槽

類
廃

ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル

に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

設

備
の
ダ
ク
ト
・
ダ
ン
パ
 

  
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ

ィ
ル
タ
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

設

備
の
配
管
・
弁
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

設

備
の
隔
離
弁
 

－
 

－
 

(６
) 

凝
縮

器
へ

の
冷

却
水

の
通

水
の

実
施
判
断
 

 

・
凝
縮
器
へ
の
通
水
の
準
備
が
完
了
後
直
ち
に
，
凝
縮
器
へ
の
通
水
の
実
施
を
判
断
し
，
以
下
の

(７
)へ

移
行
す

る
。
 

－
 

－
 

－
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(７
) 

凝
縮

器
へ

の
冷

却
水
の
通
水
 

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
に
よ
り
，
第
１
貯
水
槽
か
ら
凝
縮
器
に
通
水
す
る
。
通
水
流
量
は
，
可
搬
型
凝
縮

器
通
水
流
量
計
の
指
示
値
を
基
に
調
整
す
る
。
 

・
凝
縮
器
へ
の
通
水
に
使
用
し
た
水
は
，
可
搬
型
冷
却
水
排
水
線
量
計
を
用
い
て
汚
染
の
有
無
を
監
視
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
排
水
受
槽
に
回
収
し
た
後
，
可
搬
型
試
料
分
析
設
備
可
搬
型
放
射
能
測
定
装
置
を
用
い
て
汚

染
の
有
無
を
確
認
し
た
上
で
，
第
１
貯
水
槽
へ
移
送
す
る
。
 

・
凝
縮
器
か
ら
発
生
す
る
凝
縮
水
は
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
等
に
回
収
し
貯
留
す
る
。
 

・
凝
縮
器
へ
の
通
水
時
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
建
屋
給
水
流
量
，
凝
縮
器
通
水
流
量
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
液

位
，
凝
縮
水
槽
液
位
，
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
及
び
排
水
線
量
で
あ
る
。
 

 

  
凝
縮
器
 

  
高

レ
ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶

凝
縮
器
 

  
第

１
エ
ジ

ェ
ク

タ
凝

縮

器
 

  
予
備
凝
縮
器
 

  
冷

却
水
配

管
・

弁
（

凝

縮
器
）
 

・
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス

固
化

建
屋

の
凝

縮
器

冷
却
水
給
排
水
配
管
・

弁
 

  
高

レ
ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス

固
化

建
屋

の
気

液
分

離

器
 

  
各

建
屋
の

凝
縮

液
回

収

系
 

  
第
１
貯
水
槽
 

  
可

搬
型
中

型
移

送
ポ

ン

プ
 

  
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

  
可
搬
型
配
管
 

  
可
搬
型
排
水
受
槽
 

  
可

搬
型
建

屋
供
給

冷
却

水
流
量
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
器
通

水
流

量
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
器
出

口
排

気
温
度
計
 

  
可

搬
型
漏

え
い
液

受
皿

液
位
計
 

  
可

搬
型
凝

縮
水
槽

液
位

計
 

  
可

搬
型
冷

却
水
排

水
線

量
計
 

  
可

搬
型
試

料
分
析

設
備

可
搬

型
放

射
能
測

定
装

置
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(８
) 

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル
タ

の
隔
離
 

・
貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
が
沸
騰
し
た
後
，
可
搬
型
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計
に

よ
り
，
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
の
差
圧
を
監
視
し
，
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
の
差
圧
が
上
昇

傾
向
を
示
し
た
場
合
，
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
を
隔
離
し
，
バ
イ
パ
ス
ラ
イ
ン
へ
切
り
替
え
る
。
 

・
こ
れ
ら
の
実
施
を
判
断
す
る
た
め
に
必
要
な
監
視
項
目
は
，
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
で
あ
る
。
 

  
各

建
屋
の

塔
槽

類
廃

ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル

に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
 

  
各

建
屋
の

セ
ル

導
出

ユ

ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
 

－
 

  
可
搬
型
貯
槽
温
度
計
 

  
可

搬
型
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計
 

(９
) 

可
搬

型
排

風
機

の
起
動
の
判
断
 

・
可
搬
型
排
風
機
の
運
転
の
準
備
完
了
後
，
可
搬
型
排
風
機
の
起
動
を
判
断
す
る
。
 

  

－
 

－
 

－
 

(1
0)
 

可
搬

型
排

風
機

の
運
転
 

・
可
搬
型
排
風
機
を
運
転
す
る
こ
と
で
，
平
常
運
転
時
の
排
気
経
路
以
外
の
経
路
か
ら
の
大
気
中
へ
の
放
射
性

物
質
の
放
出
を
抑
制
し
，
セ
ル
内
の
圧
力
上
昇
を
緩
和
し
つ
つ
，
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
に
よ
り
放
射
性
エ
ア
ロ

ゾ
ル
を
除
去
し
，
主
排
気
筒
を
介
し
て
，
大
気
中
へ
管
理
し
な
が
ら
放
出
す
る
。
 

・
ま
た
，
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計
に
よ
り
，
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
の
差
圧
を
監
視
す
る
。
 

  
各

建
屋
の

代
替

セ
ル

排

気
系

の
ダ

ク
ト

・
ダ

ン

パ
 

  
各

建
屋
の

重
大

事
故

対

処
用

母
線

（
常

設
分

電

盤
，

常
設

電
源

ケ
ー

ブ

ル
）
 

  
主
排
気
筒
 

  
可
搬
型
ダ
ク
ト
 

  
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
 

  
可
搬
型
デ
ミ
ス
タ
 

  
可
搬
型
排
風
機
 

  
可
搬
型
発
電
機
 

  
可
搬
型
分
電
盤
 

  
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
 

  
可

搬
型
フ

ィ
ル
タ

差
圧

計
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  （
つ

づ
き

）
 

 
判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
施
設
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
 

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(1
1)
 

大
気

中
へ

の
放

射
性

物
質

の
放

出
の
状
態
監
視
 

・
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
り
，
主
排
気
筒
を
介
し
た
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
状
況
を
監
視
す

る
。
 

・
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
が
機
能
喪
失
し
た
場
合
は
，
代
替
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
り
，
主
排
気
筒
を
介

し
た
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
出
状
況
を
監
視
す
る
。
 

  
主
排
気
筒
 

－
 

  
主

排
気
筒

の
排
気

モ
ニ

タ
リ
ン
グ
設
備
 

  
代

替
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
 

  
可

搬
型
排

気
モ
ニ

タ
リ

ン
グ

用
デ

ー
タ
伝

送
装

置
 

  
可

搬
型
デ

ー
タ
表

示
装

置
 

  
可

搬
型
排

気
モ
ニ

タ
リ

ン
グ
用
発
電
機
 

  
放
出
管
理
分
析
設
備
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第 7.2－27 表 凝縮水回収セル等 

 

建屋 凝縮水回収セル等 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 

（高レベル廃液濃縮缶

凝縮器又は第１エジェ

クタ凝縮器） 

第１供給槽及び第２供給槽 

分離建屋 

（凝縮器） 
放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 精製建屋一時貯留処理槽第１セル 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋 

凝縮廃液貯槽セル，凝縮廃液受槽

Ａセル又は凝縮廃液受槽Ｂセル 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 
固化セル 
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第 7.2－28 表 導出先セル 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 放射性配管分岐第１セル 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 硝酸プルトニウム貯槽セル 

高レベル廃液ガラス固化建屋 放射性配管分岐セル 
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第
7
.
2
－

2
9
表

 
貯

槽
等

ご
と

の
設

定
値

（
前

処
理

建
屋

）
 

機
器

グ
ル

ー
プ

 
蒸

発
乾

固
対

象
貯

槽
等

 

時
間

 

余
裕

 

［
時

間
］
 

Ａ
 

冷
却

機
能

の
喪

失

か
ら

事
態

が
収

束

す
る

ま
で

の
時

間
 

［
時

間
］

 

Ｂ
 

沸
騰

を
開

始
し

て
 

か
ら

乾
燥

し
固

化
 

に
至

る
ま

で
の

期
間

 

［
時

間
］

 

Ｃ
 

設
定

値
※

１
 

［
－

］
 

（
Ａ

－
Ｂ

）
／

Ｃ
 

前
処

理
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
１

 

中
継

槽
Ａ

，
Ｂ

 
1
5
0
 

4
5
.
0
 

8
.
6
1
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

Ａ
，

Ｂ
 

1
6
0
 

4
5
.
0

 
9
.
2
3
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

前
処

理
建

屋
 

内
部

ル
ー

プ
２

 

計
量

前
中

間
貯

槽
Ａ

，
Ｂ

 
1
4
0
 

4
6
.
3

 
8
.
6
1
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

計
量

後
中

間
貯

槽
 

1
9
0
 

4
6
.
3

 
1
.
1
2
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

計
量

・
調

整
槽

 
1
8
0
 

4
6
.
3

 
1
.
1
2
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

計
量

補
助

槽
 

1
9
0
 

4
6
.
3

 
1
.
1
2
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

中
間

ポ
ッ

ト
Ａ

，
Ｂ

 
1
6
0
 

4
6
.
3

 
8
.
6
0
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

※
１

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
を

開
始

し
て

か
ら

乾
燥

し
固

化
に

至
る

ま
で

の
期

間
の

う
ち

，
放

射
性

物
質

の
放

出
に

寄
与

す
る

時

間
割

合
 

※
２

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
っ

た
場

合
の

沸
騰

を
開

始
し

て
か

ら
乾

燥
し

固
化

に
至

る
ま

で
の

期
間

 

※
３

 
沸

騰
開

始
前

ま
で

に
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
が

完
了

し
，

事
態

が
収

束
す

る
。
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第
7
.
2
－

3
0
表

 
貯

槽
等

ご
と

の
設

定
値

（
分

離
建

屋
）

 

機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対

象
貯
槽
等
 

時
間
 

余
裕
 

［
時
間
］
 

Ａ
 

冷
却
機
能
の
喪
失
か

ら
事
態
が
収
束
す
る

ま
で
の
時
間
 

［
時
間
］
 

Ｂ
 

沸
騰
を
開
始
し
て
 

か
ら
乾
燥
し
固
化
 

に
至
る
ま
で
の
期
間
 

［
時
間
］
 

Ｃ
 

設
定
値
※
１
 

［
－
］
 

（
Ａ
－
Ｂ
）
／
Ｃ
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
１
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

1
5
 

2
5
.
9
 

9
.
7
0
×
1
0
１
 

1
.
1
2
×
1
0
－

１
 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
２
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

7
2
0
 

4
7
.
7
 

4
.
7
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
3
0
 

4
7
.
7
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 

分
離
建
屋
 

内
部
ル
ー
プ
３
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

1
8
0
 

6
5
.
8
 

1
.
1
2
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
溶
解
液
供
給
槽
 

1
8
0
 

6
5
.
8
 

1
.
1
2
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
抽
出
廃
液
受
槽
 

2
5
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
6
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

2
5
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
6
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ
，
Ｂ
 

2
5
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
1
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
1
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
1
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
5
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
5
0
 

6
5
.
8
 

1
.
9
7
×
1
0
３
※
２
 

0
.
0
※
３

 
※

１
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
が

沸
騰

を
開

始
し

て
か

ら
乾

燥
し

固
化

に
至

る
ま

で
の

期
間

の
う

ち
，
放

射
性

物
質

の
放

出
に

寄
与

す
る

時
間

割
合

 
※

２
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
が

沸
騰

に
至

っ
た

場
合

の
沸

騰
を

開
始

し
て

か
ら

乾
燥

し
固

化
に

至
る

ま
で

の
期

間
 

※
３

 
沸

騰
開

始
前

ま
で

に
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
が

完
了

し
，

事
態

が
収

束
す

る
。
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第
7
.
2
－

3
1
表

 
貯

槽
等

ご
と

の
設

定
値

（
精

製
建

屋
）

 

機
器
グ
ル
ー
プ
 

蒸
発
乾
固
対
象
貯
槽
等
 

時
間
 

余
裕
 

［
時
間
］
 

Ａ
 

冷
却
機
能
の
喪
失
か

ら
事
態
が
収
束
す
る

ま
で
の
時
間
 

［
時
間
］
 

Ｂ
 

沸
騰
を
開
始
し
て
 

か
ら
乾
燥
し
固
化
 

に
至
る
ま
で
の
期

間
 

［
時
間
］
 

Ｃ
 

設
定
値
※
１
 

［
－
］
 

（
Ａ
－
Ｂ
）
／
Ｃ
 

精
製

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
１

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
 

1
2
 

3
0
.
7
 

4
.
7
5
×

1
0
１
 

3
.
9
0
×

1
0
－

１
 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

 
1
2
 

3
0
.
7

 
4
.
7
5
×

1
0
１

 
3
.
9
0
×

1
0
－

１
 

希
釈

槽
 

1
1
 

3
0
.
7

 
4
.
7
5
×

1
0
１

 
3
.
9
9
×

1
0
－

１
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
一

時
貯

槽
 

1
1
 

3
0
.
7

 
4
.
7
5
×

1
0
１

 
4
.
0
3
×

1
0
－

１
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
計

量
槽

 
1
2
 

3
0
.
7

 
4
.
7
5
×

1
0
１

 
3
.
9
0
×

1
0
－

１
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
 

1
2
 

3
0
.
7

 
4
.
7
5
×

1
0
１

 
3
.
9
0
×

1
0
－

１
 

精
製

建
屋

 

内
部

ル
ー

プ
２

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

 
1
1
0
 

3
7
.
5

 
6
.
3
4
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

油
水

分
離

槽
 

1
1
0
 

3
7
.
5

 
6
.
3
4
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

 
9
6
 

3
7
.
5

 
6
.
3
4
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

 
9
8
 

3
7
.
5

 
6
.
3
4
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

第
１

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
0
0
 

3
7
.
5

 
6
.
3
4
×

1
0
２
※

２
 

0
.
0
※

３
 

第
２
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第 7.2－34 表 放射性物質の放出量（分離建屋） 
 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ９×10４ 

Ｃｓ－137 ２×10５ 

Ｅｕ－154 ９×10３ 

Ａｍ－241 ９×10３ 

Ｃｍ－244 ７×10３ 
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第 7.2－35 表 放射性物質の放出量（精製建屋） 
 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 １×10５ 

Ｐｕ－239 １×10４ 

Ｐｕ－240 ２×10４ 

Ｐｕ－241 ３×10６ 

 

８－７－289



 

第 7.2－36 表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 
 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 ６×10３ 

Ｐｕ－239 ６×10２ 

Ｐｕ－240 ９×10２ 

Ｐｕ－241 ２×10５ 

Ａｍ－241 ２×10２ 
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第 7.2－37 表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ９×10５ 

Ｃｓ－137 ２×10６ 

Ｅｕ－154 ８×10４ 

Ａｍ－241 ９×10４ 

Ｃｍ－244 ６×10４ 
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実
線
）

凡
例

接
続
口

Ｐ
圧
力
計
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第
7
.
2
－

５
図

(
４

)
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

に
対

処
す

る
た

め
の

系
統

概
要

図
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
）

本
図
は
，
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
系
統
概
要
で
あ
る
。
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
及
び
可
搬
型
ダ
ク
ト
等
の
敷
設
ル
ー
ト
，
接
続
箇
所
，
個
数
及
び
位
置
に
つ
い
て
は
，

ホ
ー
ス
敷
設
ル
ー
ト
ご
と
に
異
な
る
。

導
出

先
セ

ル

主
排

気
筒

凝
縮

器

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ

可
搬

型
排

風
機

（
建
屋
境
界
）

系
統
構
成
に

つ
い
て
は
同
左

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

凝
縮

水
回

収
先

セ
ル

等

内
部
ル
ー
プ

膨
張
槽

セ
ル

可
搬
型
発
電
機

Ｐ

Ｆ

Ｔ

Ｐ

Ｌ

Ｐ

Ｐ
Ｐ

他
建
屋
の
代
替
安
全

冷
却
水
系
よ
り

可
搬
型
排
水
受
槽

第
１
貯
水
槽

Ｆ

Ｒ

可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
（
水
中
ポ
ン
プ
）

Ｆ Ｔ Ｒ

流
量
計

温
度
計

線
量
計

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

ポ
ン
プ
・
排
風
機

本
対
応
で
使
用
す
る
設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

接
続
口

Ｌ
液
位
計

Ｐ
圧
力
計

８－７－300



貯
槽

等
へ

の
注

水

準
備

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
準

備

状
態

監
視

O
K

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ

ー
ス
敷
設

，
接
続

・
可
搬
型
冷
却
水
流

量
計
設
置

・
可
搬
型
貯
槽
温
度

計
設
置
※

６

・
可
搬
型

建
屋
内
ホ
ー

ス

敷
設
，

接
続

・
可
搬
型

機
器
注
水
流

量
計
設
置

・
可
搬
型

貯
槽
液
位

計
設
置
※
６

監
視

継
続

重
大

事
故

等
へ

の
対

処
の

移
行

・
着

手
判

断
※

１

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー

ス
敷
設
，
接

続
・
可
搬
型
凝
縮
器
通
水

流

量
計
設
置

・
可
搬
型
凝
縮
器
出
口

排
気
温
度
計

設
置

・
可
搬
型
漏
え
い
液
受

皿
液
位
計
設

置
※
６

・
可
搬
型
凝
縮
水
槽
液

位

計
設
置
※

６

屋
外

通
水

準
備

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
準

備
※

５

可
搬

型
排

風
機

起
動

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水

N
G

貯
槽

等
の

液
位

低
下

貯
槽

等
の

温
度

上
昇

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
沸

騰
）

状
態

監
視

状
態

監
視 ・

貯
槽
等
液
位

・
貯

槽
等
温
度

・
凝
縮

器
通
水
流
量

・
凝
縮

水
回
収
セ
ル
液
位

・
凝
縮

水
槽
液
位

・
凝
縮

器
出
口
排
気
温
度

・
建
屋

給
水
流
量

・
排
水

線
量

凝
縮

器
へ

の
通

水

貯
槽

等
へ

の
注

水

【
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

成
否

判
断

】

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

8
5
℃

以
下

で
安

定

【
貯

槽
等

へ
の

注
水

実
施

判
断

】
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
り

，
液

量
が

初
期

液
量

の
7
0
％

ま
で

減
少

す
る

前

【
貯

槽
等

へ
の

注
水

停
止

判
断

】
貯

槽
等

の
液

位
か

ら
算

出
し

た
注

水
量

の
注

水
が

完
了

し
た

場
合

O
K

N
G

①
へ

①

④
冷

却
コ

イ
ル

等
の

健
全

性
確

認
詳

細

冷
却

コ
イ

ル
等

の
健

全
性

確
認

準
備

完
了

通
水

経
路

加
圧

O
K

N
G

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

実
施

判
断

へ

・
可
搬
型
ダ
ク
ト
，
可
搬
型
排
風
機
，

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
設
置
，
接
続

・
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
，
接
続

・
可
搬
型
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
計

設
置
※
６

・
可
搬
型
導
出
先
セ
ル
圧
力
計
設
置

・
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
差
圧
計
設
置

・
可
搬
型
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル

タ
差
圧
計
設
置

【
内

部
ル

ー
プ

漏
え

い
有

無
判

断
】

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
に

よ
る

測
定

で
膨

張

槽
液

位
が

低
下

し
て

い
な

い
こ

と
又

は
通

水
経

路
加

圧
後

，
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル
圧

力
計

の
指

示
値

が
低

下
し

な
い

こ
と

状
態

監
視

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

冷
却

コ
イ

ル
等

の
健

全
性

確
認

（
④

）
※

３

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

着
手

判
断

※
２

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応

準
備

・
内
部
ル
ー
プ
通
水

流
量

・
貯
槽
等
温
度

・
建
屋
給
水
流
量

・
排
水
線

量

・
冷

却
コ
イ
ル

通
水
流
量

・
貯

槽
等
温
度

・
建

屋
給
水
流

量

・
排

水
線
量

状
態

監
視 ・

貯
槽

等
液
位

・
貯
槽

等
温
度

・
貯
槽

等
注
水
流

量
・
建
屋

給
水
流
量

状
態

監
視

・
導
出
先
セ
ル
圧
力

・
セ
ル
導
出
経
路
圧
力

・
代
替
セ
ル
排
気
系
フ
ィ
ル
タ
差
圧

・
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧

・
主
排
気
筒

か
ら
大
気
中
へ
の
放

出
状
況

【
可

搬
型

排
風

機
起

動
実

施
判

断
】

可
搬

型
排

風
機

の
起

動
準

備
完

了

【
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

判
断

】
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

完
了

【
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の

通
水

実
施

判
断

】
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
準

備
完

了

・
可
搬
型

中
型
移
送

ポ
ン
プ
設

置
・
可
搬
型

建
屋
外
ホ

ー
ス
敷
設

，
接
続

・
可
搬
型

建
屋
供
給

冷
却
水
流

量
計
設
置

・
可
搬
型

排
水
受
槽

設
置

貯
槽

等
へ

の
注

水

準
備

完
了

屋
外

通
水

準
備

完
了

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ

ー
ス
敷
設
，

接
続

・
可
搬
型
冷
却
コ
イ
ル
圧
力

計
設

置
・
可
搬
型
冷
却
コ
イ
ル
通
水

流

量
計
設
置

状
態

監
視 ・

貯
槽

等
液
位

・
貯
槽

等
温
度

②
，

③
へ

②
③

貯
槽

等
の

温
度

8
5
℃

到
達

※
４

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

停
止

※
４

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る

対
応

準
備

・
隔
離
弁
の
操
作
，

ダ
ン
パ
閉
止

・
内
部
ル
ー
プ

通
水
流
量

・
貯
槽
等
温
度

・
建
屋
給
水
流

量
・
排

水
線
量

監
視

継
続

【
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
成

功
判

断
】

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

が
8
5
℃

以
下

で
安

定

・
冷
却
コ

イ
ル
通
水
流

量
・
貯
槽
等

温
度

・
建
屋
給

水
流
量

・
排
水
線

量

【
凝

縮
器

通
水

実
施

判
断

】
凝

縮
器

へ
の

通
水

準
備

完
了

【
冷

却
コ

イ
ル

等
の

健
全

性
確

認
】

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
の

指
示

値
が

低
下

し
な

い
こ

と

第
7
.
2
－

６
図

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

に
対

処
す

る
た

め
の

手
順

の
概

要

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

：
発
生
防
止
対
策

：
拡
大
防
止
対
策

凡
例

※
１

重
大
事
故
等
へ
の
対
処
の
移
行
・
着
手
判
断

・
安
全
冷
却
水
系
の
安
全
冷
却
水
系
冷
却
塔
，
外
部
ル
ー
プ
の

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
若
し
く
は
内
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
が
全
台
故
障
し
，
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
機
能
が
喪

失
し
た
場
合

・
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が

運
転
で
き
な
い
場
合

※
３

一
連
の
重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
係
る
作
業
完
了
後
に

着
手
す
る
。

※
２

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
を
実
施
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
，

貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
温
度
が
低
下

し
な
い
場
合
又
は
内
部
ル
ー
プ
が
損
傷
し
て
い
る
場
合

※
４

塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
排
風
機
が
運
転
し
て
い
る

場
合
に
実
施

※
５

本
対
応
を
優
先
的
に
実
施
す
る
。

※
６

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
で
計
測
で
き
な
い
場
合
に

設
置
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-
-

1
-

-
-

5
-

-
-

5
-

-
-

3
-

-
-

3
-

-
-

1
1
:
1
5

-
-

1
-

放
1

1
-

放
2

・
線

量
計

貸
出

，
入

域
管

理
，

現
場

環
境

確
認

（
初

動
対

応
）

を
行

う
各

建
屋

対
策

班
の

対
策

作
業

員
へ

の
着

装
補

助
放

対
2
班

2
0
:
2
0

放
3

・
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

設
置

（
主

排
気

筒
管

理
建

屋
）

放
対

1
班

2
1
:
0
0

放
4

・
放

射
性

希
ガ

ス
の

指
示

値
確

認
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
2
:
1
0

放
5

・
捕

集
し

た
排

気
試

料
の

放
射

能
測

定
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
3
:
1
0

放
7

・
出

入
管

理
区

画
設

営
（

中
央

制
御

室
用

）
放

対
2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
1
:
0
0

放
8

・
出

入
管

理
区

画
運

営
（

中
央

制
御

室
用

）
注

）
放

射
性

物
質

の
放

出
後

は
，

5
の

対
応

を
追

加
す

る
（

1
1
：

0
0

以
降

を
想

定
）

放
対

2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
-

放
1
4

・
中

央
制

御
室

及
び

緊
急

時
対

策
所

へ
の

デ
ー

タ
伝

送
装

置
の

設
置

（
可

搬
型

ガ
ス

モ
ニ

タ
用

）
放

対
1
班

2
1
:
3
0

放
1
6

・
緊

急
時

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（
対

策
成

立
性

に
影

響
し

な
い

項
目

：
放

射
性

物
質

の
放

出
後

に
実

施
（

1
1
：

0
0
以

降
を

想
定

）
）

放
対

1
班

2
-

-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
2
6
班

6
1
:
2
0

A
C

2
0

・
膨

張
槽

液
位

確
認

建
屋

内
2
3
班

2
1
:
0
0

A
C

2
1

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
4
班

，
建

屋
内

1
5
班

4
1
:
3
0

A
C

2
2

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
，

弁
隔

離
）

建
屋

内
1
4
班

，
建

屋
内

1
5
班

4
0
:
5
0

A
C

2
3

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
建

屋
内

1
4
班

2
0
:
3
0

A
C

2
4

・
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
5
班

2
0
:
3
0

A
C

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

測
定

）
建

屋
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班
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・
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計

）
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0
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班
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班
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外

対
応

班
長

放
射

線
対

応

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班

作
業

番
号

作
業

班

・
放

射
線

対
応

班
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※
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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※
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0
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0
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0
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0
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0
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0
0

2
:
0
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0
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0
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0
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0
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防
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防
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防
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防
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防
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蒸
発

乾
固

制
限

時
間

建
屋

内
2
3
班

建
屋

内
14

，
1
5
班

建
屋

内
1
6
，
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防
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班

員
1

-

燃
1

・
軽

油
用

タ
ン
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ロ

ー
リ
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ら
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搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容
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（
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ラ

ム
缶
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）
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燃
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の
補
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軽
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タ
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の
移
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ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
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製
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燃
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燃
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タ
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台
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台
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気
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台
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燃
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燃
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タ
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タ
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タ
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に
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）
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外
1
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軽
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燃
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2
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燃
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・
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油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
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可
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中
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移
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ポ
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容

器
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ラ

ム
缶
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給
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軽
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タ
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ロ
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離
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屋
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ラ
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ル
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ニ
ウ
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排
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用

1
台
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レ
ベ
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液
ガ

ラ
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固
化

建
屋

用
1
台

並
び

に
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処
理

建
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排
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用
1
台

）

燃
料

給
油

2
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外
1
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水
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（
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ル
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す
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ダ

に
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0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
7
:
0
0

燃
料

給
油

3
班

燃
料

給
油

2
班

建
屋

外
1
班

燃
8

燃
8

燃
8

燃
料

給
油

2
班

燃
8

燃
8

燃
料

給
油

2班

外
4（

建
屋

外
8
班

）

外
1
7
－

1
（

建
屋

外
1
班

）

外
3
7

外
4
6
（

建
屋

外
5
班

）

燃
料

給
油

1
，

2
班

建
屋

外
1
，

8
班

建
屋

外
1
，

8
班

燃
7
（

燃
料

給
油

2
班

）

建
屋

外
7
班

外
3
（

建
屋

外
8
班

）

外
5
（

建
屋

外
8
班

）
，

外
2
1
（

建
屋

外
1
班

）

外
4
（

建
屋

外
8
班

）

外
9
（

建
屋

外
2
班

）
外

6
6
（

建
屋

外
2
班

）

建
屋

外
2
，

8班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

） 建
屋

外
4
，

8
班

外
4
7
（

建
屋

外
8班

）

建
屋

外
4
班

外
4
2

外
5
1

外
5
0
（

建
屋

外
4
班

）

外
5
3

外
5
3
（

建
屋

外
5
班

）

外
5
7

外
5
7
（

建
屋

外
6
班

）

外
4
7
（

建
屋

外
8
班

）
外

7
1
（

建
屋

外
6
班

）

外
5
（

建
屋

外
8
班

）

建
屋

外
5
班

建
屋

外
4
班

建
屋

外
6
，

8
班

建
屋

外
5
班

以
降

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
状

態

を
確

認
し

，
建

屋
外

4
，

5
，

6
，

7
，

8
班

に
て

，
対

応
す

る
。

外
1
7
－

1
（

建
屋

外
1
班

）
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外
6

・
使

用
す

る
資

機
材

の
確

認
建

屋
外

2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
2
0

外
7

・
第

1
貯

水
槽

取
水

準
備

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
1
0

外
8

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

2
班

2
0
:
3
0

外
9

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

2
班

2
3
:
3
0

外
1
0

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

3
班

2
0
:
1
0

外
1
1

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

3
班

，
建

屋
外

4
班

建
屋

外
5
班

6
0
:
3
0

外
1
2

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

6
班

2
0
:
3
0

外
1
3

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
1
0

外
1
4

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

建
屋

外
4
班

2
0
:
3
0

外
1
5

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
1
6

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬

車
に

よ
る

運
搬

，
設

置
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
1
:
3
0

外
1
8

・
精

製
建

屋
用

の
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
4
班

2
0
:
1
0

外
1
9

・
分

離
建

屋
用

の
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
3
班

2
0
:
1
0

外
2
0

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
用

の
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
3
班

2
0
:
1
0

外
2
1

・
精

製
建

屋
へ

の
水

の
供

給
流

量
及

び
圧

力
の

調
整

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

4
班

4
0
:
3
0

外
2
2

・
分

離
建

屋
へ

の
水

の
供

給
流

量
及

び
圧

力
の

調
整

（
必

要
に

応
じ

精
製

建
屋

側
も

調
整

）
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

3
班

4
0
:
3
5

外
2
3

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
へ

の
水

の
供

給
流

量
及

び
圧

力
の

調
整

（
必

要
に

応
じ

分
離

建
屋

及
び

精
製

建
屋

側
も

実
施

）
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

2
班

4
1
:
4
0

外
2
4

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

外
2
5

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

6
班

2
0
:
1
0

外
2
6

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

3
班

，
建

屋
外

4
班

建
屋

外
5
班

6
0
:
3
0

外
2
7

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

6
班

2
0
:
3
0

外
2
8

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
1
:
0
0

外
2
9

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
1
:
3
0

外
3
0

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
2
:
0
0

外
3
1

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

建
屋

外
1
班

2
0
:
3
0

外
3
2

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
3
3

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬

車
に

よ
る

運
搬

，
設

置
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
1
:
3
0

外
3
4

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

3
班

2
0
:
1
0

外
3
5

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

3
班

4
0
:
3
0

外
3
6

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

第
7
.
2
－

７
図

　
精

製
建

屋
に

お
け

る
地

震
を

想
定

し
た

場
合

の
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
必

要
な

要
員

及
び

作
業

項
目

（
そ

の
３

）

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
7
:
0
0

外
5

建
屋

外
2
，

3
，

4
，

5
，

6
班

外
1
0
（

建
屋

外
3
班

）

外
1
1
（

建
屋

外
4
，

5
班

）

外
2
5
（

建
屋

外
6
班

）

建
屋

外
2班

外
2
7
（

建
屋

外
6
班

）

外
3
8
（

建
屋

外
4
，

5
，

7
班

）

外
7

（
建

屋
外

4
，

5
班

）

建
屋

外
3
班

建
屋

外
3
，

4
，

5
班

外
2
6

外
2
5

外
2
7 建

屋
外

4
，

5
，

6
，

7
班

建
屋

外
5，

6
，

7
班

建
屋

外
4
班

外
1
8

外
2
1

外
6
4
（

建
屋

外
5
班

）

外
6
5
（

建
屋

外
6
，

7
班

）

外
1
4

外
1
7
－

2
外

2
2

外
2
2

外
4
0

建
屋

外
3
班

建
屋

外
3
班

外
1
4
（

建
屋

外
4
班

）

外
1
5
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）

外
1
3

外
1
3

外
7

建
屋

外
6
班

外
4
（

建
屋

外
1
班

）
，

外
1
8
（

建
屋

外
4班

）

建
屋

外
1
班

建
屋

外
1，

4
班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
24
（

建
屋

外
1
班

）

外
1
9
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）
外

2
0
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4（

建
屋

外
1
班

）

外
6
6
（

建
屋

外
2
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）
外

6
6
（

建
屋

外
2
班

）
，

外
2
4（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

3
班

建
屋

外
1
，

2
班

建
屋

外
6
班

外
7

外
1
2

建
屋

外
3，

4
，

5
班

外
1
1

外
3
8
（

建
屋

外
4
，

5
班

）
，

外
3
9
（

建
屋

外
3
班

）

建
屋

外
6
班

外
1
2

外
1
3

建
屋

外
3
班

外
3
9

外
1
7
－

2

外
2
1
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
65
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）

建
屋

外
4
，

5，
6
，

7
班

建
屋

外
1
班

外
5
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
3
2
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）

外
2
4

外
2
4

外
3
0

建
屋

外
5
，

6，
7
班

建
屋

外
3
班

建
屋

外
1班

外
6
7（

建
屋

外
6
班

）

外
6
8（

建
屋

外
5
，

7班
）

外
4
1

外
3
5

外
3
4
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1班

）
外

6
9
（

建
屋

外
3
班

）

外
2
4
，

36
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
4
班

建
屋

外
1
，

3
班

８－７－304



外
5
0

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
故

障
時

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

用
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
の

運
搬

建
屋

外
4
班

2
0
:
3
0

外
5
1

・
故

障
時

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

用
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
の

設
置

及
び

試
運

転
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
5
2

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

6
班

2
0
:
1
0

外
5
3

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
5
4

・
前

処
理

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

6
班

2
0
:
2
0

外
5
5

・
前

処
理

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

4
班

2
0
:
3
0

外
5
6

・
前

処
理

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

4
班

2
1
:
0
0

外
5
7

・
前

処
理

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
0
0

外
5
8

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

建
屋

外
1
班

2
0
:
3
0

外
5
9

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
6
0

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬

車
に

よ
る

運
搬

，
設

置
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
1
:
3
0

外
6
1

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
と

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

4
班

2
0
:
1
0

外
6
2

・
前

処
理

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

4
班

4
0
:
3
0

外
6
3

・
前

処
理

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

外
6
4

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
）

建
屋

外
5
班

2
0
:
3
0

外
6
5

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
6
6

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

及
び

状
態

監
視

並
び

に
第

1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
2
班

2
-

外
6
7

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

建
屋

外
6
班

2
0
:
3
0

外
6
8

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
6
9

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

及
び

状
態

監
視

並
び

に
第

1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
3
班

2
-

外
7
0

可
搬

型
・

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

前
処

理
建

屋
）

建
屋

外
7
班

2
0
:
3
0

外
7
1

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
前

処
理

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
7
2

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

及
び

状
態

監
視

並
び

に
第

1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

前
処

理
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
2
班

2
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

第
7
.
2
－

７
図

　
精

製
建

屋
に

お
け

る
地

震
を

想
定

し
た

場
合

の
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
必

要
な

要
員

及
び

作
業

項
目

（
そ

の
４

）

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

4
1
:
0
0

4
2
:
0
0

外
5（

建
屋

外
5
班

）

外
5
3
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
4
（

建
屋

外
6
班

）

外
5
6
（

建
屋

外
4
班

）

外
5（

建
屋

外
4班

）

外
5
1（

建
屋

外
5
，

7
班

）

建
屋

外
4
班

外
4
6

外
5

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
5
3
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

外
5
（

建
屋

外
5
班

）

外
4
8（

建
屋

外
6
，

7班
）

建
屋

外
6班

建
屋

外
4
，

5
，

7
班

建
屋

外
6
班

外
5
2

外
5
（

建
屋

外
5
班

）
，

外
5
5
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
5
7
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
7

建
屋

外
4
班

外
5
3

建
屋

外
4，

5
，

6
，

7
班

建
屋

外
1
班

外
5（

建
屋

外
6
班

）
，

外
5
9
（

建
屋

外
4
，

5
班

）
，

外
6
0
（

建
屋

外
7
班

）

外
2
4
，

3
6
，

4
9

建
屋

外
4
，

5
班

外
5
7

建
屋

外
4
，

5，
7
班

外
5
4

外
2
4
，

3
6
，

4
9

外
6
1
（

建
屋

外
4
班

）

外
7
0
（

建
屋

外
7
班

）

外
7
1
（

建
屋

外
5
班

）
外

5
7
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
7

外
2
4
，

3
6
，

4
9
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

4
班

建
屋

外
1
班

建
屋

外
5
班

外
1
6

外
6
0

建
屋

外
4
班

建
屋

外
5，

6
，

7
班

外
1
6
（

建
屋

外
6
，

7
班

）
外

3
0

建
屋

外
2
班

建
屋

外
6
班

外
3
3

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
4
2

外
3
5

建
屋

外
3
班

建
屋

外
7
班

外
6
0

建
屋

外
5
，

6
，

7班
外

5
（

建
屋

外
6
班

）
，

外
6
0
（

建
屋

外
5
班

）
外

5

外
3
3
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

建
屋

外
2
班

外
5
（

建
屋

外
4
班

）

外
2
4，

3
6
，

4
9
，

6
3（

建
屋

外
1
班

）
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-
-

1
-

-
-

5
-

-
-

5
-

-
-

3
-

-
-

3
-

-
-

1
1
:
1
5

-
-

1
-

放
1

・
放

射
線

対
応

班
長

1
-

放
2

・
線

量
計

貸
出

，
入

域
管

理
，

現
場

環
境

確
認

（
初

動
対

応
）

を
行

う
各

建
屋

対
策

班
の

対
策

作
業

員
へ

の
着

装
補

助
放

対
2
班

2
0
:
2
0

放
3

・
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

設
置

（
主

排
気

筒
管

理
建

屋
）

放
対

1
班

2
1
:
0
0

放
4

・
放

射
性

希
ガ

ス
の

指
示

値
確

認
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
2
:
1
0

放
5

・
捕

集
し

た
排

気
試

料
の

放
射

能
測

定
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
3
:
1
0

放
7

・
出

入
管

理
区

画
設

営
（

中
央

制
御

室
用

）
放

対
2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
1
:
0
0

放
8

・
出

入
管

理
区

画
運

営
（

中
央

制
御

室
用

）
注

）
放

射
性

物
質

の
放

出
後

は
，

5
の

対
応

を
追

加
す

る
（

1
1
：

0
0

以
降

を
想

定
）

放
対

2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
-

放
1
4

・
中

央
制

御
室

及
び

緊
急

時
対

策
所

へ
の

デ
ー

タ
伝

送
装

置
の

設
置

（
可

搬
型

ガ
ス

モ
ニ

タ
用

）
放

対
1
班

2
1
:
3
0

放
1
6

・
緊

急
時

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（
対

策
成

立
性

に
影

響
し

な
い

項
目

：
放

射
性

物
質

の
放

出
後

に
実

施
（

1
1
：

0
0
以

降
を

想
定

）
）

放
対

1
班

2
-

・
車

両
寄

付
き

建
屋

内
1
9
班

，
建

屋
内

2
2
班

4
0
:
1
0

・
S
A
設

備
の

固
縛

解
縛

建
屋

内
1
9
班

，
建

屋
内

2
2
班

4
0
:
1
0

・
S
A
設

備
の

玉
が

け
・

地
切

り
建

屋
内

1
9
班

，
建

屋
内

2
2
班

4
0
:
0
5

・
S
A
設

備
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油

2
班

1
2
:
1
0

燃
8

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
排

水
用

1
台

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
1
台

並
び

に
前

処
理

建
屋

排
水

用
1
台

）

燃
料

給
油

2
班

1
-

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確

認
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

8
班

3
0
:
1
0

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
除

灰
）

（
対

応
す

る
作

業
班

の
1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

2
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

建
屋

外
8
班

1
3

-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）
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製
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に
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し
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合

の
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
必

要
な

要
員

及
び

作
業

項
目

（
そ

の
２

）

事
前
対
応
（
時
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分
）

0
:
0
0

1
:
0
0

3
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:
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3
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0
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3
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0
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3
4
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0
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7
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0
0

1
8
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0
0
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0
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0
0
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0
0

2
2
:
0
0
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0
0

2
4
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0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)

経
過

時
間
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時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

燃
料

給
油

3
班

燃
料

給
油

2
班

建
屋

外
1
班

燃
8

燃
8

燃
8

燃
料

給
油
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班

燃
8

燃
8

燃
料

給
油

2
班

外
4
6
（

建
屋

外
5
班

）
建

屋
外

1
，

8
班

外
3
（

建
屋

外
8
班

）
外

9
（

建
屋

外
2
班

）

外
6
6
（

建
屋

外
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班

）

建
屋

外
2
，

8
班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

）
建

屋
外

4
，

8
班

外
4
7
（

建
屋

外
8
班

）

建
屋

外
4
班

外
4
2

外
5
1

建
屋

外
5
班

外
2
1
（

建
屋

外
1
班

）

外
5
（

建
屋

外
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班
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外
1
7
－

1
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

8
班

外
5
3

外
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3
（

建
屋

外
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班

）

外
5
7

外
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7
（

建
屋

外
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班

）

外
4
7
（

建
屋

外
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班
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外
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（
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班

）
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5
（

建
屋

外
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班

）

建
屋

外
4
班

建
屋

外
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，

8
班

建
屋

外
5
班

外
5
0
（

建
屋

外
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以

降
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ク
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ル
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応
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。
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）
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外
6
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す
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資
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認
建
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2
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建

屋
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建
屋
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4
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，
建

屋
外

5
班

建
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外
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班

1
0
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1
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水
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準
備

建
屋

外
2
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，
建

屋
外
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班

建
屋

外
4
班
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建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
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1
0

外
8
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分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備
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具
類
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可

搬
型

流
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計
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搬
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力
計
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建

屋
外

2
班
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3
0

外
9

・
分
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建
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，
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製

建
屋
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び

ウ
ラ

ン
・
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ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合
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建
屋
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の

運
搬

車
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可
搬
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建

屋
外

ホ
ー

ス
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設
置
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具
類
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可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

2
班
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3
:
3
0

外
1
0

・
分

離
建

屋
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製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
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ル

ト
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ウ
ム

混
合
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建
屋
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可
搬
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中
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送
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ン
プ

運
搬

車
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よ
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搬
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中
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移

送
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ン
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運

搬
建
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:
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外
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1
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建
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製

建
屋
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ル

ト
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ウ
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合

脱
硝

建
屋
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の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
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動
確
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建

屋
外

3
班

，
建

屋
外

4
班

建
屋

外
5
班

6
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3
0

外
1
2

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び
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ラ

ン
・
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ル

ト
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ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス
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準

備
建

屋
外

6
班

2
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3
0

外
1
3

・
分

離
建

屋
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精
製

建
屋
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ラ

ン
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ト
ニ

ウ
ム

混
合
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硝

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ
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可

搬
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建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
1
0

外
1
4

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

建
屋

外
4
班

2
0
:
3
0

外
1
5

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
1
6

・
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

用
の

可
搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬

車
に

よ
る

運
搬

，
設

置
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
1
:
3
0

外
1
8

・
精

製
建

屋
用

の
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
可

搬
型

建
屋

内
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ー
ス

と
の

接
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建
屋

外
4
班
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0
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外
1
9
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分

離
建

屋
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の
可

搬
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建
屋

外
ホ

ー
ス
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搬
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屋
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ー
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続

建
屋

外
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班
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0
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ラ
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ル
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ウ
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合
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屋
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可

搬
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ー
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搬
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ー
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製
建

屋
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建
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1
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建

屋
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4
班
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2
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屋
へ
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の
供

給
流

量
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び
圧

力
の

調
整
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応
じ
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側
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調
整
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屋
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班

4
0
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・
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ラ
ン

・
プ

ル
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ウ
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合
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へ
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の
供

給
流

量
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び
圧

力
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調
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製
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屋
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屋
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製
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び
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1
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の
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搬
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送

ポ
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給
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1
班
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-
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ル
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固
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の

可
搬
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中
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移

送
ポ

ン
プ
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搬

車
に

よ
る

可
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中
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移

送
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搬
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レ
ベ
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ス

固
化
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可
搬
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移

送
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プ
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，
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屋
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4
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5
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・
高

レ
ベ
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ホ
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車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

6
班

2
0
:
3
0

外
2
8

・
高

レ
ベ
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車
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可
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計
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建
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外

3
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レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス
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化

建
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の

運
搬

車
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よ
る

可
搬

型
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外

ホ
ー

ス
の

設
置
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金

具
類
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可
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搬
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力
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3
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レ
ベ
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ホ
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ス
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車

に
よ
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搬
型
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外
ホ

ー
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設
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続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班
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2
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外
3
1

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化
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屋
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の

可
搬
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中
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移

送
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プ

の
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運
転
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屋

外
1
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3
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外
3
2

・
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レ
ベ
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液
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固
化
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可
搬

型
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外
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ス
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建
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外
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建
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ベ
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搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬
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搬
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ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
の

可
搬
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搬
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給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

第
7
.
2
－

８
図

　
精

製
建

屋
に

お
け

る
火

山
を

想
定

し
た

場
合

の
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
必

要
な

要
員

及
び

作
業

項
目

（
そ

の
３

）

事
前
対
応
（
時
：
分
）

0
:
0
0

1
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
7
:
0
0

3
2
:
0
0

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

2
5
:
0
0

外
5

建
屋

外
2
，

3
，

4
，

5
，

6
班

外
1
0
（

建
屋

外
3
班

）

外
1
1
（

建
屋

外
4
，

5
班

）

外
2
5
（

建
屋

外
6
班

）

建
屋

外
2
班

外
2
7
（

建
屋

外
6
班

）

外
3
8
（

建
屋

外
4
，

5
，

7
班

）

外
7

（
建

屋
外

4
，

5
班

）

建
屋

外
3
班

建
屋

外
3
，

4
，

5
班

外
2
6

外
2
5

外
2
7 建
屋

外
4
，

5
，

6
，

7
班

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

建
屋

外
4
班

外
1
8

外
2
1

外
6
4
（

建
屋

外
5
班

）

外
6
5
（

建
屋

外
6
，

7
班

）

外
1
4

外
1
7
－

2
外

2
2

外
2
2

外
4
0

建
屋

外
3
班

建
屋

外
3
班

建
屋

外
4
班

外
1
4
（

建
屋

外
4
班

）

外
1
5
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）

外
1
3

外
1
3

外
7

建
屋

外
6
班

建
屋

外
6
班

外
4
（

建
屋

外
1
班

）
，

外
1
8
（

建
屋

外
4
班

）

建
屋

外
1
班

建
屋

外
1
，

4
班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）

外
7

外
1
2

建
屋

外
3
，

4
，

5
班

外
1
1

外
3
8
（

建
屋

外
4
，

5
班

）
，

外
3
9
（

建
屋

外
3
班

）

建
屋

外
6
班

外
1
2

外
1
3

建
屋

外
3
班

外
3
9

外
1
9
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）
外

2
0
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）

外
6
6
（

建
屋

外
2
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）
外

6
6
（

建
屋

外
2
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

3
班

建
屋

外
1
，

2
班

外
1
7
－

2

外
2
1
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
6
5
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）
建

屋
外

4
，

5
，

6
，

7
班

建
屋

外
1
班外
5
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
3
2
（

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

）

外
2
4

外
2
4

外
3
0

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

建
屋

外
3
班

建
屋

外
1
班

外
6
7
（

建
屋

外
6
班

）

外
6
8
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

外
4
1

外
3
5

外
3
4
（

建
屋

外
3
班

）
，

外
2
4
（

建
屋

外
1
班

）
外

6
9
（

建
屋

外
3
班

）

外
2
4
，

3
6
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

3
班
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外
5
0

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
故

障
時

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

用
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
の

運
搬

建
屋

外
4
班

2
0
:
3
0

外
5
1

・
故

障
時

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

用
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
の

設
置

及
び

試
運

転
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
5
2

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

6
班

2
0
:
1
0

外
5
3

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
5
4

・
前

処
理

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

6
班

2
0
:
2
0

外
5
5

・
前

処
理

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

4
班

2
0
:
3
0

外
5
6

・
前

処
理

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

4
班

2
1
:
0
0

外
5
7

・
前

処
理

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
0
0

外
5
8

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

建
屋

外
1
班

2
0
:
3
0

外
5
9

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
6
0

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
排

水
受

槽
の

運
搬

車
に

よ
る

運
搬

，
設

置
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

と
の

接
続

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
1
:
3
0

外
6
1

・
前

処
理

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
と

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

4
班

2
0
:
1
0

外
6
2

・
前

処
理

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

4
班

4
0
:
3
0

外
6
3

・
前

処
理

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

外
6
4

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
）

建
屋

外
5
班

2
0
:
3
0

外
6
5

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
6
6

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

，
状

態
監

視
及

び
除

灰
作

業
並

び
に

第
1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
2
班

2
-

外
6
7

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

建
屋

外
6
班

2
0
:
3
0

外
6
8

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
6
9

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

，
状

態
監

視
及

び
除

灰
作

業
並

び
に

第
1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
3
班

2
-

外
7
0

可
搬

型
・

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車

に
よ

る
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
（

前
処

理
建

屋
）

建
屋

外
7
班

2
0
:
3
0

外
7
1

・
排

水
用

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
試

運
転

（
前

処
理

建
屋

）
建

屋
外

5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
7
2

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

よ
る

排
水

，
状

態
監

視
及

び
除

灰
作

業
並

び
に

第
1
貯

水
槽

の
水

位
確

認
（

前
処

理
建

屋
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
2
班

2
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

第
7
.
2
－

８
図

　
精

製
建

屋
に

お
け

る
火

山
を

想
定

し
た

場
合

の
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
必

要
な

要
員

及
び

作
業

項
目

（
そ

の
４

）

事
前
対
応
（
時
：
分
）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

4
2
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

4
1
:
0
0

外
5
（

建
屋

外
5
班

）

外
5
3
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
4
（

建
屋

外
6
班

）

外
5
6
（

建
屋

外
4
班

）

外
5
（

建
屋

外
4
班

）

外
5
1
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

建
屋

外
4
班

外
4
6

外
5

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
5
3
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

外
5
（

建
屋

外
5
班

）

外
4
8
（

建
屋

外
6
，

7
班

）

建
屋

外
6
班

建
屋

外
4
，

5
，

7
班

建
屋

外
6
班

外
5
2

外
5
（

建
屋

外
5
班

）
，

外
5
5
（

建
屋

外
4
班

）
，

外
5
7
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
7

建
屋

外
4
班

外
5
3

建
屋

外
4
，

5
，

6
，

7
班 建

屋
外

1
班

外
5
（

建
屋

外
6
班

）
，

外
5
9
（

建
屋

外
4
，

5
班

）
，

外
6
0
（

建
屋

外
7
班

）

外
2
4
，

3
6
，

4
9

建
屋

外
4
，

5
班

外
5
7

建
屋

外
4
，

5
，

7
班

外
5
4

外
2
4
，

3
6
，

4
9

外
5
7
（

建
屋

外
7
班

）

外
5
7

外
2
4
，

3
6
，

4
9
（

建
屋

外
1
班

）

建
屋

外
1
，

4
班 建

屋
外

1
班

外
6
0

建
屋

外
4
班

建
屋

外
5
班

外
1
6

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
1
6
（

建
屋

外
6
，

7
班

）
外

3
0

建
屋

外
2
班

建
屋

外
6
班

外
3
3

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
4
2

外
3
5

建
屋

外
3
班

建
屋

外
7
班

外
6
0

建
屋

外
5
，

6
，

7
班

外
5
（

建
屋

外
6
班

）
，

外
6
0
（

建
屋

外
5
班

）
外

5

外
3
3
（

建
屋

外
5
，

7
班

）

建
屋

外
2
班

外
5
（

建
屋

外
4
班

）

外
2
4
，

3
6
，

4
9
，

6
3
（

建
屋

外
1
班

）

外
6
1
（

建
屋

外
4
班

）

外
7
0
（

建
屋
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第 7.2－16 図 内部ループへの通水実施時の計量前中間貯槽に 

内包する高レベル廃液等の温度傾向 
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第 7.2－17 図 内部ループへの通水実施時の高レベル廃液濃縮缶に 

内包する高レベル廃液等の温度傾向 
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第 7.2－18 図 内部ループへの通水実施時のプルトニウム濃縮液一時 

貯槽に内包する高レベル廃液等の温度傾向 
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第 7.2－19 図 内部ループへの通水実施時の硝酸プルトニウム貯槽に 

内包する高レベル廃液等の温度傾向 
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第 7.2－20 図 内部ループへの通水実施時の高レベル廃液混合槽に 

内包する高レベル廃液等の温度傾向 
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※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，沸騰及び貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－22 図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の計

量前中間貯槽に内包する高レベル廃液等の温度及び液

量傾向 
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※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－23 図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の

高レベル廃液濃縮缶に内包する高レベル廃液等の温

度及び液量傾向 

８－７－342



 

 

 
※１ 貯槽等への注水は蒸発速度に対して３倍の流量で実施した場合を想定する 

第 7.2－24 図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時のプ

ルトニウム濃縮液一時貯槽に内包する高レベル廃液

等の温度及び液量傾向 

８－７－343



 

 

 

※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－25 図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の硝

酸プルトニウム貯槽に内包する高レベル廃液等の温度

及び液量傾向 

８－７－344



 

 

 

※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－26 図 冷却コイル等への通水及び貯槽等への注水実施時の

高レベル廃液混合槽に内包する高レベル廃液等の温

度及び液量傾向 

８－７－345
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※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，沸騰及び貯槽等への注水には至らない 

 

第 7.2－28 図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

実施時の前処理建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向 
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※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

 

第 7.2－30 図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

実施時の分離建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向 

８－７－349
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第 7.2－32 図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

実施時の精製建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向 

８－７－351



 

 

※
１

 
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に
よ

り
事

態
の

収
束

を
図

る
た
め

，
貯

槽
等

へ
の

注
水

に
は
至

ら
な

い
 

第
7
.
2
－

3
3

図
 

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
実

施
時

の
硝

酸
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
貯

槽
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

，
液

量
，

放
出

及
び

蒸
気

の
凝

縮
傾

向
 

８－７－352



 

 

 

※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－34 図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

実施時のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋からの放出

及び蒸気の凝縮傾向 

８－７－353
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※１ 冷却コイル等への通水により事態の収束を図るため，貯槽等への注水には至らない 

第 7.2－36 図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

実施時の高レベル廃液ガラス固化建屋からの放出及び蒸

気の凝縮傾向 
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第 7.2－37 図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋） 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至る

までの期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

高レベル廃液濃縮缶に内包する 

高レベル廃液等中の放射性物質量 

 Ｓｒ－90 ： ２×1017Ｂｑ 

 Ｃｓ－137 ： ３×1017Ｂｑ 

    Ｅｕ－154 ： ２×1016Ｂｑ 

 Ａｍ－241 ： ２×1016Ｂｑ 

 Ｃｍ－244 ： ２×1016Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

 Ｓｒ－90  ： ９×10４Ｂｑ 

  Ｃｓ－137    ： ２×10５Ｂｑ 

    Ｅｕ－154    ： ９×10３Ｂｑ 

  Ａｍ－241    ： ９×10３Ｂｑ 

  Ｃｍ－244    ： ７×10３Ｂｑ 

主排気筒放出 
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第 7.2－38 図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋） 

冷却コイル等への通水までに沸騰する貯槽等に 

内包する高レベル廃液等中の放射性物質量 

Ｐｕ－238 ： ６×1016Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ２×1018Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至る

までの期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： １×10５Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： １×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ２×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ３×10６Ｂｑ 

主排気筒放出 
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第 7.2－39 図 放射性物質の大気放出過程 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

冷却コイル等への通水までに沸騰する貯槽等に 

内包する高レベル廃液等中の放射性物質量 

 Ｐｕ－238    ： ２×1016Ｂｑ 

Ｐｕ－239    ： ２×1015Ｂｑ 

       Ｐｕ－240    ： ３×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－241    ： ４×1017Ｂｑ 

 Ａｍ－241 ： ４×1014Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238    ： ６×10３Ｂｑ 

Ｐｕ－239    ： ６×10２Ｂｑ 

      Ｐｕ－240    ： ９×10２Ｂｑ 

Ｐｕ－241    ： ２×10５Ｂｑ 

Ａｍ－241       ： ２×10２Ｂｑ 

 

主排気筒放出 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至る

までの期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 
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第 7.2－40 図 放射性物質の大気放出過程 

（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

冷却コイル等への通水までに沸騰する貯槽等に 

内包する高レベル廃液等中の放射性物質量 

 Ｓｒ－90 ： ３×1018Ｂｑ 

 Ｃｓ－137 ： ４×1018Ｂｑ 

    Ｅｕ－154 ： ３×1017Ｂｑ 

 Ａｍ－241 ： ３×1017Ｂｑ 

 Ｃｍ－244 ： ２×1017Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至る

までの期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90      ： ９×10５Ｂｑ 

Ｃｓ－137     ： ２×10６Ｂｑ 

Ｅｕ－154     ： ８×10４Ｂｑ 

Ａｍ－241     ： ９×10４Ｂｑ 

    Ｃｍ－244     ： ６×10４Ｂｑ 

主排気筒放出 
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7.3 放射線分解により発生する水素による爆発への対処 

(１) 放射線分解により発生する水素による爆発の特徴 

   水素爆発の発生を仮定する水素掃気が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プ

ルトニウム溶液，精製建屋のプルトニウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸

プルトニウム溶液（以下7.3では「プルトニウム濃縮液」という。）及び

高レベル廃液（以下7.3では「高レベル廃液等」という。）を内包する貯

槽及び濃縮缶（以下7.3では「貯槽等」という。）は，高レベル廃液等の

放射線分解により水素が発生するため，平常運転時にはその他再処理設

備の附属施設の圧縮空気設備の安全圧縮空気系（以下7.3では「安全圧縮

空気系」という。）により圧縮空気を供給することで水素掃気を行い，貯

槽等内における水素爆発を防止している。 

   安全圧縮空気系は，貯槽等へ圧縮空気を供給する流路としての水素掃

気配管・弁及び圧縮空気を製造する空気圧縮機で構成する。また，空気圧

縮機は，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系（再処

理設備本体用）（以下 7.3 では「安全冷却水系」という。）により冷却され

ている。 

   貯槽等，貯槽等を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ塔

槽類廃ガス処理設備，建屋換気設備のセルからの排気系（以下7.3では「セ

ル排気系」という。），セル等以外の建屋内の気体を排気する建屋換気設

備により換気され，貯槽等，セル，建屋の順に圧力を低くできる設計とし

ている。 

   安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合には，水素爆発の発生

を仮定する貯槽等の気相部の水素濃度が上昇し，水素濃度に応じて燃焼，

爆燃又は爆ごうが発生するおそれがある。この際の圧力変動による飛ま

つに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行するこ
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とで大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。また，爆発の規模に

よっては，貯槽等や附属する配管等の破損が生じ，内包する放射性物質の

漏えいに至るおそれがある。 

   水素の可燃限界濃度はドライ換算４ｖｏｌ％であるが，当該濃度の水

素を燃焼させるために必要な着火エネルギは約10,000ｍＪのオーダーで

あり，水素－空気の化学量論比（水素濃度はドライ換算約30ｖｏｌ％）の

最小着火エネルギ0.02ｍＪと比較して相当に大きな着火エネルギを与え

ない限り着火することはない
（ １ ）

。さらに，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％

の空気の燃焼温度は水素の発火温度である約580 ℃
（２）

と比較しても低いた

め，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％の空気においては着火後の火炎は

伝播し難い。 

   水素が燃焼し，火炎が伝播する場合の水素濃度と発生圧力の特徴は，以

下の３つにまとめられる。 

   １つ目は，水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％～８ｖｏｌ％の空気混合

気が着火した場合であり，これを水素燃焼という。水素燃焼においては，

燃焼に伴う火炎が上方又は水平方向に伝播する部分燃焼が支配的であり，

この際に発生する圧力は小さい
（ ３ ）

。そのため，放射性エアロゾルの気相中へ

の移行量は少なく塔槽類廃ガス処理設備で除去できる。 

   ２つ目は，水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％～12ｖｏｌ％の空気混合

気が着火し，水素爆発が発生した場合であり，この場合，火炎が上方又は

水平方向のみならず，全方向に伝播し，爆燃するようになり，この際に発

生する圧力は初期圧力の２倍以上となる可能性がある。そのため，放射性

エアロゾルの気相中への移行量は大きくなる。 

   ３つ目は，水素濃度がドライ換算12ｖｏｌ％を超えると，条件によって

は爆燃から爆ごうへ遷移が生じ，火炎の伝播速度が音速を超えて衝撃波
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が発生する。爆ごうが生じた場合には，放射性エアロゾルが大量に気相中

へ大量に移行することのみならず，衝撃波による貯槽等，配管・弁，その

他機器等の損傷や波及的な影響も考えられる。 

   水素爆発の発生防止としては，「放射性物質の放出の観点で爆ごうを生

じさせないこと」，「再処理施設内における爆燃から爆ごうへの遷移に関

する知見が少ないが，排気系統が爆燃から爆ごうへ遷移を発生しやすい

形状であること」を踏まえると，爆燃する領域である水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％～12ｖｏｌ％に対して，この下限値であるドライ

換算８ｖｏｌ％に抑えるということが重要である。 

   重大事故等の対処に必要な作業に使用することができる時間及び爆発

時の影響の観点から検討すると，ドライ換算８ｖｏｌ％では，当該濃度に

至るまでの時間が短くなり，対処に使用することができる時間という観

点で厳しい想定となるが，再処理施設に設置する貯槽等の空間容積は小

さい場合が多いため，貯槽等において発生する圧力は小さく，貯槽等の健

全性は維持される。一方，ドライ換算12ｖｏｌ％では，当該濃度に至るま

での時間はドライ換算８ｖｏｌ％の場合と比較して1.5倍になり，対処が

容易になる想定であるが，爆発時の構造物への影響を考えると，ドライ換

算12ｖｏｌ％における爆発のほうが圧力は高く，一部の貯槽等において

簡易的かつ厳しい結果を与える静的な計算では，健全性を維持できない

可能性がある。 

   以上から，圧力上昇が大きくなるような水素爆発を防止する観点，貯槽

等の健全性を維持する観点から，水素燃焼を防止するための対処の判断

基準をドライ換算８ｖｏｌ％とする。 

   安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，喪失した水素掃気機能を代

替する措置が講じられない場合，貯槽等内の気相部の水素濃度がドラ
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イ換算８ｖｏｌ％に至るまでの最短の時間は，前処理建屋の貯槽等にお

いて約76時間，分離建屋の貯槽等において約７時間35分，精製建屋の貯槽

等において約１時間25分，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等に

おいて約７時間25分及び高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等において

約24時間である。 

   水素爆発は，５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等で発生する。 

 

(２) 水素爆発への対処の基本方針 

   水素爆発への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則の第二十八条及び第三十六条に規定される要求を満足する水素

爆発の発生防止対策及び拡大防止対策を整備する。 

   水素爆発の発生防止対策として，水素爆発の発生を未然に防止するた

め，喪失した水素掃気機能を代替する設備により，重大事故の水素爆発の

発生を仮定する貯槽等の水素濃度が水素燃焼時においても貯槽等に影響

を与えないドライ換算８ｖｏｌ％（以下7.3では「未然防止濃度」という。）

に至る前に圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とし，これを

維持するための対策を整備する。さらに，貯槽等内の水素濃度の上昇速度

が速く，圧縮空気の供給前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等は，

圧縮空気を自動供給するとともに，水素発生量の不確かさが大きくなる

場合には，水素発生量の不確かさを踏まえて未然防止濃度未満に維持で

きる十分な量の圧縮空気を供給する対策を整備する。この対策により未

然防止濃度未満を維持している期間中に，貯槽等へ圧縮空気を供給し，水

素濃度を可燃限界濃度未満とする。 

   水素爆発の発生防止対策が機能せず，水素爆発が発生した場合におい

て水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するため，発生防止
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対策とは別の系統から重大事故の水素爆発の発生を仮定する貯槽等へ圧

縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とし，これを維持するため

の対策を整備する。さらに，貯槽等内の水素濃度の上昇速度が速く，圧縮

空気の供給前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等は，水素発生量

の不確かさを踏まえて未然防止濃度未満に維持できる十分な量の圧縮空

気を，未然防止濃度に至る前に，準備が整い次第供給する対策を整備す

る。この対策により未然防止濃度未満を維持している期間中に，貯槽等へ

圧縮空気を供給し，水素濃度を可燃限界濃度未満とする。 

   水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止対策の実施に当たっ

ては，水素発生量の不確かさ及び作業遅れを考慮し，未然防止濃度未満に

維持できる十分な量の圧縮空気を供給できる対策を整備するとともに，

事態の収束のために可燃限界濃度未満に維持できる対策を整備する。 

   また，水素爆発が発生すると，水素爆発による圧力変動によって発生す

る飛まつに放射性物質が同伴して気相中に放射性エアロゾルとして移行

し，大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。このため，水素爆発

が発生した場合に備え，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，気相中へ

移行した放射性物質をセルに導出する。この際，放射性物質の低減のた

め，セル導出ユニットフィルタの高性能粒子フィルタを経由してセルに

導出する対策を整備する。 

   さらに，代替セル排気系により，放射性物質を低減した上で，主排気筒

を介して，大気中に放出する対策を整備する。 

   水素掃気機能の喪失による水素爆発の発生を仮定する貯槽等を第7.3

－１表に，各対策の概要図を第7.3－１図～第7.3－３図に示す。また，各

対策の基本方針の詳細を以下に示す。 
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ａ．水素爆発の発生防止対策 

   第7.3－１表に示す貯槽等のうち，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の

供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある分離建屋，精製建屋及び

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋においては，未然防止濃度に至るまで

の時間が短いため圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給貯槽又は圧縮

空気自動供給ユニット（以下7.3では「圧縮空気自動供給系」という。）

からの圧縮空気の自動供給による水素掃気を実施することにより，可搬

型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始前までの間，貯槽等内の気相部

の水素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   その際，溶液のかくはん状態により水素発生量が増加する可能性があ

ることから，水素発生量の増加が想定される時間の前に圧縮空気自動供

給系からの圧縮空気の供給を手動で停止し，機器圧縮空気自動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給により圧縮空気の供給量を増加させ，貯槽等

内の気相部の水素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   可搬型空気圧縮機からの圧縮空気供給の準備が整い次第，可搬型空気

圧縮機から平常運転時の安全圧縮空気系の掃気量（以下7.3では「設計掃

気量」という。）相当の圧縮空気を供給することにより，貯槽等内の気相

部の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持し，事態の収束を図る。 

本対策は，貯槽等の水素濃度が未然防止濃度に至る前までに対策を完

了させる。 

ｂ．水素爆発の拡大防止対策 

   発生防止対策が機能しなかった場合を想定し，発生防止対策とは異な

る常設の配管を使用した圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供

給による水素掃気を実施することにより，可搬型空気圧縮機からの圧縮

空気の供給開始前までの間，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃
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度未満に維持する。 

    その際，溶液のかくはん状態により水素発生量が増加する可能性があ

ることから，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給量は，水素

発生量の不確かさを踏まえて十分な量を確保し，貯槽等内の気相部の水

素濃度を未然防止濃度未満に維持する。 

   その後，可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給することにより，貯槽等

内の気相部の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持し，事態の収束を図る。

拡大防止対策の代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん

用配管，計測制御用配管等）は２系統以上とする。 

   代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制

御用配管等）からの圧縮空気の供給に期待できない場合には，上記の代替

安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配

管等）に相当する耐震性を有する機器付配管を必要に応じて加工し，圧縮

空気を供給する。 

   外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失すると

ともに，全交流動力電源も喪失し，安全圧縮空気系の水素掃気機能以外に

も塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。したがっ

て，圧縮空気の供給により貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備内の

圧力が上昇する場合には，塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断し，

放射性物質をセルに導出するための経路を構築することで，塔槽類廃ガ

ス処理設備内の圧力を導出先セルに開放するとともに，放射性物質を導

出先セルに導出する。 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機が動作不能となり，水素掃気機能が喪失

した場合には，その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備の安全圧縮

空気系の水素掃気用の空気貯槽（以下7.3では「空気貯槽（水素掃気用）」
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という。）から圧縮空気が自動で供給され，貯槽等の気相部を介して同伴

する放射性物質がセルを介して平常運転時の排気経路以外の経路から放

出する可能性がある。このため，貯槽等の水素濃度が未然防止濃度に至る

までの時間が十分長い前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋につ

いては，安全圧縮空気系からの圧縮空気の供給を停止し，大気中へ放出さ

れる放射性物質の量を低減する。 

   また，水素掃気用の圧縮空気を継続して供給することに伴い，貯槽等の

気相部の放射性物質が圧縮空気に同伴し，貯槽等に接続する塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管に設置されている水封安全器からセル等へ移行した後，

平常運転時の排気経路以外の経路から放出する可能性がある。このため，

全ての建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導出する経路を速

やかに構築し，放射性物質をセル導出前にセル導出ユニットフィルタで

除去する。 

   放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気経路以外

の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，可搬型排風

機を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去することで

大気中へ放出される放射性物質の量を低減し，主排気筒を介して，大気中

へ管理しながら放出する。 

   本対策は，貯槽等内の気相部の水素濃度が未然防止濃度に至る前まで

に対策を実施する。 
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7.3.1 水素爆発の発生防止対策 

7.3.1.1 水素爆発の発生防止対策の具体的内容 

  安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，発生防止対策として，

屋外に可搬型空気圧縮機を設置し，可搬型建屋外ホースを敷設するととも

に，屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホースを，安全機

能を有する施設の安全圧縮空気系の水素掃気配管の接続口又は機器圧縮空

気供給配管（除染用配管等）に接続する。この際，分離建屋等においては，

機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）の接続口までの系統構成に当たっ

て，可搬型建屋内ホースのほか，常設の建屋内の圧縮空気供給用の配管で

ある建屋内空気中継配管を使用する。その後，可搬型空気圧縮機に附属す

る弁を開放し，水素掃気を実施する。 

  可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可

能性のある貯槽等においては，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃

度未満に維持するため，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋に設置する圧縮空気自動供給系から圧縮空気を自動供給する。

未沸騰状態においては，圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給貯槽，圧

縮空気自動供給ユニットから未然防止濃度未満に維持するために十分な量

の圧縮空気を供給する。その後，分離建屋において沸騰の10時間35分前で

ある事象発生後から４時間25分後に，精製建屋において沸騰の８時間40分

前である事象発生後から２時間20分後に，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋において沸騰の12時間20分前である事象発生後から６時間40分後に，

圧縮空気の供給源を機器圧縮空気自動供給ユニットに切り替えることで，

水素発生量の不確かさを考慮しても未然防止濃度未満に維持するために十

分な量の圧縮空気を供給する。 

  可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給は，設計掃気量相当とし，水素
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濃度の増加を見込んでも，貯槽等内の気相部の水素濃度を可燃限界濃度未

満に維持する。 

  また，水素濃度の推移を把握するために，可搬型水素濃度計を用いて水

素濃度を所定の頻度（１時間30分）で確認するとともに，変動が想定され

る期間において，余裕をもって変動程度を確認する。また，対策の効果を

確認するため，対策実施前後に水素濃度の測定を行う。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，対策の手順の概要を第7.3－５図に，各建屋の対

策における手順及び設備の関係を第7.3－２表に，精製建屋における必要な

要員及び作業項目を第7.3－６図に示す。 

 (１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実施 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機が多重故障し，安全圧縮空気系の水素掃

気機能が喪失した場合又は空気圧縮機を冷却する安全冷却水系の冷却

塔若しくは外部ループの冷却水循環ポンプが多重故障し，安全圧縮空気

系の水素掃気機能が喪失した場合は，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気

の供給の着手を判断し，重大事故等対策として以下の(２) ，(４)及び(６)に移

行する。 

 

 (２) 圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供給 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失し，系統内の圧力が低下した場合

は，圧縮空気自動供給系から第7.3－１表に示す貯槽等のうち分離建屋，

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の貯槽等へ自動で圧縮

空気を供給する。圧縮空気自動供給系の圧力計により，所定の圧力で圧

縮空気が供給されていることを確認する。常設重大事故等対処設備の圧
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縮空気自動供給系の圧力を計測できない場合は，可搬型圧縮空気自動供

給貯槽圧力計又は可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計を設置し，圧

縮空気自動供給系の圧力を計測する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気自動供給貯槽圧力及

び圧縮空気自動供給ユニット圧力である。 

 

 (３) 機器圧縮空気自動供給ユニットへの切替え 

   「(２) 圧縮空気自動供給系からの圧縮空気の自動供給」の後，水素発

生量の増加が想定される時間の前に，圧縮空気自動供給系から機器圧縮

空気自動供給ユニットへの切替えを行い，未然防止濃度に維持するため

に十分な量の圧縮空気を供給するため，機器圧縮空気自動供給ユニット

から第7.3－１表に示す貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋に設置する可搬型空気圧縮機からの空気の供

給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等へ圧縮空気を供給

する。 

   機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力計により，所定の圧力で圧縮空

気が供給されていることを確認する。常設重大事故等対処設備の圧縮空

気自動供給系の圧力を計測できない場合は，可搬型機器圧縮空気自動供

給ユニット圧力計を設置し，機器圧縮空気自動供給ユニットの圧力を計

測する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は機器圧縮空気自動供給ユニッ

ト圧力である。 

 

 (４) 可搬型水素濃度計の設置 

   「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実
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施」の着手判断を受け，水素濃度の測定対象の貯槽等の気相部の水素濃

度の推移を適時把握するため，可搬型水素濃度計を可能な限り速やかに

測定対象の貯槽等に接続している水素掃気配管又は計測制御系統施設

の計測制御設備に設置する。 

 

 (５) 可搬型水素濃度計による水素濃度測定の実施判断及び測定の実施 

   対策の効果を確認するため，対策実施後に水素濃度の測定の判断を実

施し，水素濃度の測定を行う。対策実施前に水素濃度の測定が可能であ

れば水素濃度を測定する。 

   また，水素発生速度の変動が想定される期間において水素濃度を確認

するため，貯槽等内の高レベル廃液等の温度の指示値をもとに測定の実

施を判断し，水素濃度の測定を行う。上記の測定以外に，水素濃度を所

定の頻度（１時間30分）を満たすように測定する。 

   水素濃度の測定対象の貯槽等は，高レベル廃液等の性状ごとに水素掃

気機能喪失から重大事故等対策の準備に使用することができる時間（以

下「許容空白時間」という。）が短い貯槽を候補とし，水素掃気機能の喪

失直前の液位情報を基に選定する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽等温度及び貯槽等水素

濃度である。 

 

 (６) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給準備 

   「(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判断及び実

施」の着手判断を受け，屋外に可搬型空気圧縮機を設置し，可搬型建屋

外ホースを敷設するとともに，屋内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可
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搬型建屋内ホースを，安全機能を有する施設の安全圧縮空気系の水素掃

気配管の接続口又は機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）に接続する。

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計を代替安全圧縮空気系の水素掃気配管，

機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）及び可搬型建屋内ホースに設置

する。 

   また，可搬型セル導出ユニット流量計を，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットに設置する。 

   外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機能が喪失した場合

には，降灰により可搬型空気圧縮機が機能喪失することを防止するため，

運搬車を用いて可搬型空気圧縮機を各建屋内に配置する。 

 

 (７) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の実施判断 

   圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了したこと及び可搬型

排風機が起動したことをもって実施を判断し，以下の(８)へ移行する。 

 

 (８) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の実施 

   可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気を貯槽等へ供給す

る。 

 

 (９) 代替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染

用配管等）からの圧縮空気の供給の成否判断 

   貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，代替安全圧縮空気系の水素掃気

配管，機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）及び可搬型建屋内ホース
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に接続する可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により確認し，水素掃気機能

が維持されていることを判断する。 

   また，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットに設置する

可搬型セル導出ユニット流量計により，貯槽等から塔槽類廃ガス処理設

備へ移行する圧縮空気の流量を確認する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量，水

素掃気系統圧縮空気の圧力，かくはん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユ

ニット流量である。 

   水素掃気機能が維持されていることを判断するために確認が必要な監

視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量である。 
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7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価 

7.3.1.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   水素爆発の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定す

る際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示した

とおり，外的事象の「地震」及び「火山の影響」並びに内的事象の「動

的機器の多重故障」及び「長時間の全交流動力電源の喪失」である。 

これらの要因において，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失の範囲，

重大事故等への対処の種類及び重大事故等への対処時の想定される作

業環境の苛酷さを考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が

も厳しい結果を与えることから,外的事象の「地震」を代表として有効

性評価を実施する。 

外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施するのは，水素爆

発の拡大防止対策も同様である。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

 ａ．安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失の範囲 

   水素爆発の発生の要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件

の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において，フォール

トツリー分析により明らかにした。安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪

失を頂上事象とした場合のフォールトツリー分析を第 7.3－８図に示す。

また，安全圧縮空気系の系統概要図を第 7.3－９図に示す。 

   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，安全圧縮空気系

の水素掃気機能の喪失は，外的事象の「地震」において，空気圧縮機，

冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ，外部電源及び非常用ディーゼ
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ル発電機の動的機器の直接的な機能喪失並びに全交流動力電源の喪失

による動的機器の間接的な機能喪失により発生する。 

   また，外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動

力電源の喪失」において，全交流動力電源の喪失による動的機器の間接

的な機能喪失により，安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失する。内的

事象の「動的機器の多重故障」では，同一機能を有する動的機器のいず

れか１種類の動的機器における直接的な機能喪失により水素掃気機能

が喪失する。 

   以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因と

した場合が，動的機器の機能喪失及び全交流動力電源の喪失が同時に発

生し，機能喪失する機器が多く，その範囲も広い。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，空気圧縮機，冷却塔等の動的機器及び動的機器を

起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応でき，かつ，

複数の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるような対

策を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第 7.3－８図のフォ

ールトツリー分析に示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」を含む全ての要因で

想定される機能喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類の

観点から，外的事象の「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 
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 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設

計とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想

定され，建屋内では，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードが

発生する可能性があり，また，全交流動力電源の喪失により換気空調が

停止し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋外構築物

の倒壊による環境悪化が想定される。 

   外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋内では，全交

流動力電源の喪失に伴う換気空調の停止及び照明の喪失が発生するも

のの，外的事象の「地震」の場合のように溢水，化学薬品漏えい及び内

部火災のハザードの発生は想定されない。一方，建屋外では，降灰によ

る環境悪化が想定される。 

   内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において建屋内の換気

空調の停止及び照明の喪失が発生するものの，外的事象の「地震」の場

合のように溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定

されない。また，内的事象の「動的機器の多重故障」を要因とした場合

には，建屋内の環境条件が有意に悪化することはない。また，これらを

要因とした場合に，建屋外の環境条件が悪化することはない。 

   以上より，外的事象の「地震」が建屋内外の作業環境を も悪化させ

る可能性があるものの，建屋外の環境条件では，外的事象の「地震」及

び外的事象の「火山の影響」において想定される環境悪化要因の特徴が

異なることを考慮し，これらの特徴の違いが重大事故等対策の有効性に

与える影響を不確かさとして分析する。 

   本観点の分析は，水素爆発の拡大防止対策でも同様である。 
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 (３) 有効性評価の考え方 

   発生防止対策に係る有効性については，圧縮空気の供給により貯槽等

内の水素濃度が未然防止濃度に至ることを防止でき，水素濃度が可燃限

界濃度以上の場合は低下傾向を示した後，可燃限界濃度未満で平衡に至

ることについて確認するために，貯槽等内の水素濃度の推移を評価する。

貯槽等内の水素濃度の推移については，解析コードを用いず水素発生Ｇ

値等を用いた簡便な計算で実施する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   発生防止対策の有効性評価は，事故影響が他建屋へ及ぶことがないこ

とを考慮し，未然防止濃度に至るまでの時間及び講ずる対処を建屋単位

で整理するとともに，重大事故等対策ごとに実施する。 

   有効性評価の評価単位の考え方は，水素爆発の拡大防止対策でも同様

である。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

   外的事象の「地震」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定は，基

準地震動を1.2倍にした地震動を考慮した設計においても必要な機能を

損なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失するものとし，ま

た，全ての動的機能の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電源

喪失も想定していることから，さらなる安全機能の喪失は想定しない。 

   機能喪失の条件の設定の考え方は，水素爆発の拡大防止対策でも同様

である。 
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 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   水素掃気機能が喪失した場合，安全冷却水系の冷却機能の喪失も同時

に発生している可能性が高いことから，重大事故等対処設備の設計に当

たっては，水素掃気機能の喪失が単独で発生した場合に加え，貯槽等内

の高レベル廃液等の沸騰が同時に発生する場合を想定する。高レベル廃

液等の沸騰に伴い，水素発生Ｇ値が大きくなり，水素の発生量は相当に

多くなる可能性がある。このため，機器の条件においては，高レベル廃

液等の沸騰を考慮した十分な圧縮空気を供給できる容量とする。 

貯槽等内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間の主要評価条

件を第7.3－３表～第7.3－７表に示す。水素爆発の発生防止対策に使

用する設備を第7.3－８表に示す。また，主要な機器の条件を以下に示

す。 

 ａ．可搬型空気圧縮機 

   可搬型空気圧縮機の水素掃気は，貯槽等内の水素濃度を可燃限界濃度

未満に維持するため，平常運転時の安全圧縮空気系の掃気量相当の流量

とする方針である。これを受け，可搬型空気圧縮機について，大型の可

搬型空気圧縮機は１台当たり約450ｍ３／ｈ[normal]，小型の可搬型空気

圧縮機は１台当たり約220ｍ３／ｈ[normal]の容量を有し，水素爆発を未

然に防止するための空気の供給，水素爆発の再発を防止するための空気

の供給に用いる。水素爆発を未然に防止するための空気の供給及び水素

爆発の再発を防止するための空気の供給において，大型の可搬型空気圧

縮機は，前処理建屋，分離建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋で２台，

小型の可搬型空気圧縮機は，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋で１台を使用する。 

 ｂ．圧縮空気自動供給貯槽 
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   分離建屋の圧縮空気自動供給貯槽は，内圧約0.7ＭＰａ[gage]の

約5.5ｍ３／基の貯槽３基及び安全圧縮空気系への接続配管で構成する。 

精製建屋の圧縮空気自動供給貯槽は，内圧約0.7ＭＰａ[gage]の

約2.5ｍ３／基の貯槽２基，約５ｍ３／基の貯槽３基及び安全圧縮空気 

系への接続配管で構成する。 

   圧縮空気自動供給貯槽からの圧縮空気の供給は，安全圧縮空気系の配

管の内圧が所定の圧力を下回った場合に，自動で開始し，機器圧縮空気

自動供給ユニットに切り変えるまでの間，未然防止濃度未満を維持する

ために必要な量を供給する。 

 ｃ．圧縮空気自動供給ユニット 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の圧縮空気自動供給系の圧縮空気

自動供給ユニットは，空気容量約15ｍ３[normal]とし，減圧弁，空気作動

弁及び安全圧縮空気系への接続配管で構成する。 

   圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，安全圧縮空気系

の配管の内圧が所定の圧力を下回った場合に，自動で開始し，機器圧縮

空気自動供給ユニットに切り変えるまでの間，未然防止濃度未満を維持

するために必要な量を供給する。 

 ｄ．機器圧縮空気自動供給ユニット 

分離建屋の圧縮空気自動供給系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，

空気容量約10ｍ３[normal]とし，空気作動弁，減圧弁及び安全圧縮空気系

への接続配管で構成する。 

精製建屋の圧縮空気自動供給系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，

空気容量約52ｍ３[normal]とし，空気作動弁，減圧弁及び安全圧縮空気系

への接続配管で構成する。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の機器圧縮空気自動供給ユニット
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は，空気容量約20ｍ３[normal]とし，減圧弁，空気作動弁及び安全圧縮

空気系への接続配管で構成する。 

   機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，圧縮空気の

供給源を圧縮空気自動供給系から機器圧縮空気自動供給ユニットに手

動で切り替えることで，可搬型空気圧縮機に切り替えるまでの間，貯槽

等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量の圧縮

空気を供給する。また，機器圧縮空気自動供給ユニットは，可搬型空気

圧縮機からの圧縮空気の供給開始について，２時間の時間遅れを考慮し

た場合でも，十分な量の圧縮空気の供給ができる容量とする。 

  ｅ．高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度 

「6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間」に記載したとおり，高レベル廃液

等の核種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を15年として得られ

る使用済燃料の核種組成を基に設定し，高レベル廃液等の濃度及び崩壊

熱密度は，これを基準として，平常運転時における再処理する使用済燃

料の変動幅を考慮した 大値を設定する。 

 ｆ．高レベル廃液等の保有量 

「6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量」に記載し

たとおり，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は，貯槽等の公称容

量とする。 

 ｇ．水素発生Ｇ値  

   水素発生Ｇ値については，高レベル廃液等の硝酸イオン濃度が低いほ

ど大きくなることを踏まえ，全硝酸イオンのうち遊離硝酸濃度分の硝酸

イオン濃度に対応する水素発生Ｇ値を設計条件として用いることによ

り，現実的な水素発生Ｇ値よりも高い値とする。 

   第7.3－１表の高レベル濃縮廃液貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，高
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レベル廃液混合槽，供給液槽及び供給槽の高レベル廃液の水素発生Ｇ値

については，東海再処理施設の高レベル廃液から発生する水素の

測定実績
（ ４ ） （ ５ ）

を踏まえ，当該貯槽の硝酸濃度と同じ硝酸溶液の水素発生Ｇ値

の1/20とする。 

 

ｈ．事故発生前の水素掃気流量 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失する直前まで，安全圧縮空気系

から第7.3－１表に示す貯槽等への水素掃気流量は水素掃気流量低の警

報設定値相当であったとする。 

 

 (７) 操作の条件 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給は，可搬型空気圧縮機か

らの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等にお

いては，安全圧縮空気系の掃気機能が喪失し，系統内の圧力が低下した

時点で，圧縮空気自動供給系から圧縮空気を自動供給する。 

   代替安全圧縮空気系による圧縮空気の供給において，圧縮空気自動供

給系は，対処の時間が も少ない精製建屋において，安全圧縮空気系の

水素掃気機能の喪失から，２時間 20 分後に圧縮空気を供給する弁を手

動で閉止する。この操作により，圧縮空気自動供給系から，未然防止濃

度に維持するために十分な量の圧縮空気を供給できる機器圧縮空気自動

供給ユニットへ空気の供給を切り替える。本切替操作は，分離建屋にお

いて事象発生後から４時間 25 分後に，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋において事象発生後から６時間 40 分後にそれぞれ実施する。 

   可搬型空気圧縮機による圧縮空気の供給は，準備が整い次第実施する

ものとし，機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給が実施
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できなくなる２時間前までに開始する。精製建屋においては，可搬型空

気圧縮機による圧縮空気の供給を，安全圧縮空気系の機能喪失から７時

間 15 分で開始する。その他の建屋においても，機器圧縮空気自動供給ユ

ニットからの圧縮空気の供給が実施できなくなる２時間前までに開始

する。 

    

 (８) 判断基準 

   発生防止対策については，水素爆発の発生を未然に防止できること。

具体的には，圧縮空気の供給により気相部の水素濃度が未然防止濃度に

至らず，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に維持できること。 

 

7.3.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失により，貯槽等内の水素濃度が

上昇し始める。可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃

度に至る可能性のある貯槽等においては，圧縮空気自動供給系及び機器

圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の自動供給による水素掃気

を実施する。また，貯槽等に対し，水素掃気配管，機器圧縮空気供給配

管（除染用配管等）を用いた，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給

による水素掃気を実施する。 

発生防止対策として継続して実施する圧縮空気自動供給系及び機器圧

縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の自動供給又は拡大防止対策と

して実施する圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により，

塔槽類廃ガス処理設備の圧力が上昇し，排気経路以外の場所から放射性

物質を含む気体が漏えいするおそれがあるが，この時間は， も長い分
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離建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋で約３時間であり，建屋

内の移行経路を踏まえれば，大気中へ放出される放射性物質の量はわず

かである。 

   水素濃度が も高くなる前処理建屋の場合，水素掃気配管，機器圧縮

空気供給配管（除染用配管等）を用いた可搬型空気圧縮機からの圧縮空

気の供給は，安全圧縮空気系の水素掃気機能喪失から 67 人にて 36 時間

35 分で作業を完了するため，安全圧縮空気系の水素掃気機能喪失から貯

槽等内の水素濃度が未然防止濃度に至るまでの時間である 76 時間以内

に実施可能である。 

   水素濃度が も高くなる前処理建屋の計量前中間貯槽の場合，貯槽等

内の水素濃度がドライ換算約 4.4ｖｏｌ％まで上昇するが，未然防止濃

度に至ることはなく，その後，低下傾向を示すことから水素爆発の発生

を防止することができる。 

低下傾向を示した貯槽内の水素濃度は，可燃限界濃度未満に移行し，

その状態が維持される。これ以外の貯槽等においても，貯槽等内の水素

濃度は未然防止濃度に至ることはなく，その後は，低下傾向を示し，可

燃限界濃度未満に移行し，その状態が維持される。 

以上の有効性評価結果を第 7.3－９表～第 7.3－28 表に，対策実施後

の水素濃度の推移を第 7.3－10 図～第 7.3－14 図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   内的事象の「動的機器の多重故障」を要因として安全圧縮空気系の水

素掃気機能が喪失した場合，重大事故等への対処が必要な建屋，設備の
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範囲が限定される。当該有効性評価では，外的事象の「地震」を要因と

して，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失が５つの建屋で同時に発生

することを前提に，各建屋で並行して作業した場合の対策の成立性を確

認していることから，有効性評価の結果は変わらない。 

外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」を要因として安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合，

現場状況確認のための初動対応及びアクセスルート確保のための作業

において，外的事象の「地震」を要因とした場合と比較して，早い段階

で重大事故等対策に着手できることから，実施組織要員の操作の時間余

裕に与える影響はない。 

外的事象の「火山の影響」を想定した場合の準備作業及び実施時に想

定される作業環境を考慮した圧縮空気の供給に必要な作業と所要時間

を，精製建屋を例として第7.3－７図に示す。 

 (ｂ) 実際の水素発生量，空間容量 

   貯槽等内の気相部の水素濃度を算出するに当たって，貯槽等の水素発

生量及び空間容量が必要となる。貯槽等の水素発生量については平常運

転時の 大の崩壊熱密度，平常運転時の 大の公称容量及び水素発生量

が多くなる溶液性状を基に算出し，空間容量については貯槽等が平常

運転時の 大の溶液量を取り扱っているものとして設定している。 

これらのうち，高レベル廃液等の崩壊熱密度の 大値が有する安全余

裕は，高レベル廃液等の崩壊熱密度の中央値に対して1.0倍～約1.2倍と

なる。 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量に着目すると，実際の運転時

には，全ての貯槽等が公称容量の高レベル廃液等を内包しているわけで

はなく，公称容量よりも少ない液量を内包している状態が想定されるが，
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この場合，高レベル廃液等の崩壊熱は小さくなり，水素濃度が低下する

ことになる。 

水素発生Ｇ値は，硝酸溶液については硝酸濃度の変動に伴う不確かさ

がある。放射線分解により硝酸濃度が減少する可能性はあるが，平常運

転時においては設計値を維持するように運用することから，大幅な減少

は想定し難い。また，仮に，プルトニウム濃縮液一時貯槽において硝酸

濃度が10％減少したとしても，遊離硝酸及び硝酸塩の硝酸イオンを合計

した全硝酸イオン濃度は，水素発生Ｇ値を設定するに当たって使用した

遊離硝酸濃度以上であることから，水素発生速度は設定した水素発生速

度を超過することはない。他の貯槽等においても，全硝酸イオン濃度は

水素発生Ｇ値を設定する際に用いた遊離硝酸濃度以上とすることから，

水素発生速度は設定した水素発生速度を超過することはない。 

また，水素発生Ｇ値は，溶液のかくはん状態にも影響を受け，増加す

る不確かさを有する。重大事故等対策においては，溶液のかくはん状態

による水素発生量の不確かさを考慮しても貯槽等内の気相部の水素濃

度を低く維持できるよう，十分な圧縮空気流量を供給する。また，水素

濃度に変化が生じる可能性のあるタイミングで水素濃度を測定し，水素

濃度を適時把握しつつ対処することから，これらを考慮した場合でも判

断基準を満足することに変わりはない。 

高レベル廃液等の組成，濃度，崩壊熱密度，硝酸濃度及びかくはん状

態は水素発生速度に影響を与えるが，貯槽等内の水素濃度の上昇速度が

速くなる厳しい結果を与える条件でそれぞれ評価をしており，安全余裕

を排除したことによる現実的な条件とした場合には，貯槽等内の水素濃

度の上昇速度は評価と比較して遅くなる。このため，対処に用いること

ができる時間は増加することから，実施組織要員の操作の時間余裕に与
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える影響はなく，判断基準を満足することに変わりはない。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響を

考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安全圧縮空気系の

水素掃気機能の喪失をもって着手し，許容空白時間に対して，時間余裕

を確保して完了できるよう計画することで，これら要因による影響を低

減した。 

   可搬型空気圧縮機による水素掃気は，対処の時間余裕が も少ない精

製建屋においても，未然防止濃度に至るまでの時間に対し，２時間の時

間余裕をもって完了できる。 

   各作業の作業項目は，余裕を確保して計画し，必要な時期までに操作

できるよう体制を整えていることから，実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はなく，判断基準を満足していることに変わりはない。 

   可搬型空気圧縮機などの可搬型重大事故等対処設備を用いた対処に時

間を要した場合や予備の可搬型重大事故等対処設備を用いた対処によ

る２時間の作業遅れを想定した場合においても，水素濃度の観点で も

厳しい前処理建屋の計量前中間貯槽の気相部の水素濃度は，水素掃気機

能喪失から 38 時間 35 分後にドライ換算約 4.6ｖｏｌ％である。 

水素爆発を未然に防止するための空気の供給は，水素掃気機能の喪失

をもって着手し，機器圧縮空気自動供給ユニットからの圧縮空気の供給

が継続している期間中に準備が整い次第実施する。機器圧縮空気自動供

給ユニットの容量は十分な余裕を持たせることから，対処の作業遅れを

想定した場合においても，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃度
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未満に維持する期間中に重大事故等対策を再開でき，事態を収束できる。 

 (ｂ) 作業環境 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋について

は，圧縮空気自動供給系及び機器圧縮空気自動供給ユニットにより貯槽

等に圧縮空気を供給する。貯槽等を経由後の放射性物質を含む空気が漏

えいすることによる汚染が考えられるが，汚染を前提とした作業計画と

していることから，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を

与えることはない。 

   また，外的事象の「火山の影響」を想定した場合であっても，建屋外

における重大事故等対策に係る作業は，降灰予報（「やや多量」以上）

を受けて作業に着手することから，降灰の影響を受けることはない。降

灰発生後は，対策の維持に必要な燃料の運搬が継続して実施されるが，

除灰作業を並行して実施することを前提に作業計画を整備しており，重

大事故等対策を維持することが可能である。 
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7.3.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   水素掃気機能喪失による水素爆発の事象進展，事故規模の分析により

明らかとなった平常運転時からの状態の変化等は，水素燃焼による貯槽

等の圧力上昇，高レベル廃液等の温度上昇，線量率の上昇である。 

   発生防止対策の実施時の貯槽等内の水素濃度は，最も高い前処理建屋

の計量前中間貯槽においてドライ換算約4.4ｖｏｌ％であり，仮に水素

燃焼が発生したとしても貯槽等内の圧力の変動及び貯槽等内に内包す

る高レベル廃液等の温度の変動はわずかである。このため，発生防止対

策の実施時の事故時環境及び高レベル廃液等の状態は平常運転時と大

きく変わるものではない。 

 ａ．温度 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等

の温度上昇は１℃未満である。また，貯槽等の構造物の温度上昇は約

１℃である。このため，安全機能を有する機器の材質の強度が有意に低

下することはなく，貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は

機能喪失することはない。 

   水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等の具体的な温度上昇

は，以下のとおりである。 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：約１℃ 

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） ：約１℃ 

溶解液              ：約１℃ 

   抽出廃液             ：約１℃ 

   高レベル廃液           ：約１℃ 
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 ｂ．圧力 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の圧力の上昇は最

大でも約 50ｋＰａであり，安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失

することはない。 

 ｃ．湿度 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において，貯槽等

内の湿度は水素燃焼により発生する水分によってわずかに上昇する。し

かし，貯槽等自体及び貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又

は機能喪失することはなく，また，湿度の影響が貯槽等のバウンダリを

超えて波及することはない。 

 ｄ．放射線 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水素濃度は未然防

止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽

等内の放射性物質の量が増加することはなく，線量率は平常運転時から

変化することはない。 

   一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放射

性物質が水素燃焼に伴い貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の線量率は

上昇する。 

 ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発生 

   新たな物質及びエネルギが発生することはなく，安全機能を有する機

器が損傷又は機能喪失することはない。 

 ｆ．落下又は転倒による荷重 

   高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が有
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意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

 ｇ．腐食環境 

   湿度の上昇が想定されるが，上昇の程度はわずかであり，貯槽等自体

及び貯槽等に接続する安全機能を有する機器の腐食環境が有意に悪化

することはない。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故が同時

に発生する場合，異種の重大事故が同時に発生する場合及びそれらの重

畳が考えられる。 

   水素掃気機能喪失による水素爆発は，５建屋，５機器グループ，合計

49貯槽等で同時に発生する可能性があり，本評価は同時発生するものと

して評価した。 

   水素掃気機能喪失による水素爆発と同時発生する可能性のある異種の

重大事故は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大

事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，外的事象の「地震」

及び「火山の影響」，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」に

より，安全圧縮空気系，安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備

が同時に機能を喪失することから，これらの機能喪失により発生する冷

却機能の喪失による蒸発乾固及び使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷

である。 

   異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性

については，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

にまとめる。 
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 (３) 重大事故等の連鎖 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

発生防止対策実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変わるもので

はなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大きく変わるもの

ではないため，他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

 ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の 

特定 

 (ａ) 臨界事故 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度上昇

は最大でも約１℃であり，一時的な圧力の上昇は最大でも約50ｋＰａで

ある。プルトニウム濃縮液，プルトニウム溶液及び溶解液を内包する貯

槽等は，全濃度安全形状寸法管理により臨界事故の発生を防止しており，

また，貯槽等の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定さ

れる圧力，温度，線量率等の環境条件においても貯槽等のバウンダリの

健全性が維持され，全濃度安全形状寸法が維持されることから，核的制

限値を逸脱することはない。 

   以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても高レベル廃液等の温度変化

は最大でも約１℃であり，平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱

は高レベル廃液等の崩壊熱に対して十分な余力を有していることから

貯槽等内の高レベル廃液等の温度は沸点にいたらず，高レベル廃液等が

沸騰することはない。 
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   また，未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の一時的な圧力の上昇

は，最大でも約 50ｋＰａであり，想定される圧力，温度，線量率等の環

境条件によって安全冷却水系の配管が損傷することはない。 

   以上より，蒸発乾固が発生することはない。 

 (ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の水

素爆発の発生を仮定する貯槽等に混入することはない。 

   また，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽等のバウンダ

リは健全性を維持することから，ＴＢＰ等が誤って混入することはなく，

有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液及び硝酸プルトニウム溶液

において想定される温度は，ｎ－ドデカンの引火点である 74℃及びＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応の発生温度である 135℃に至らない。 

   以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件を踏まえて

も，これらのバウンダリの健全性が維持されることから，放射性物質の

漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発生 

する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によってこれ

らのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，圧力，温度及び放射

線以外の貯槽等内の環境条件が貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外
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へ及ぶことはないことから，圧力，温度及び放射線以外の環境条件の変

化によってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   圧力，温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外

へ及ぶものの，水素燃焼に伴う貯槽等の構造材の温度変化は数℃であり，

一時的な圧力の上昇は最大でも約50ｋＰａである。また，放射線は平常

運転時と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセ

ル外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性を

損なうことはないことから，圧力，温度及び放射線の環境条件の変化に

よってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   貯槽等に接続する配管を通じての貯槽等内の環境の伝播による安全機

能への影響の詳細は次のとおりである。  

 (ａ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニット（以下7.3では「塔槽類廃ガス処理設備等」という。）に波及

する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の環

境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の貯槽等の構造材の温度変化

は数℃であり，一時的な圧力の上昇は最大でも約50ｋＰａであることか

ら，これらの環境条件によって塔槽類廃ガス処理設備等のバウンダリの

健全性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，水素燃焼によ

る機能低下が想定されるものの，本現象は，水素燃焼における想定条件
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そのものである。 

   以上より，水素燃焼により塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 (ｂ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備等） 

   導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス処

理設備等を経由する際に放熱により低下するため，平常運転時の温度と

同程度である。 

   また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，可搬型排

風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転時の圧力と同程度で

ある。 

   以上より，水素燃焼により放射性物質の放出経路（建屋換気設備等）

が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 ｃ．分析結果 

   水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等の

全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施

した。発生防止対策実施時の高レベル廃液等の状態を考慮し，水素燃焼

を評価上見込んだ場合においては，高レベル廃液等の温度が上昇するが，

水素燃焼による高レベル廃液等の崩壊熱に変化はなく，平常運転時の冷

却能力及び貯槽等からの放熱は高レベル廃液等の崩壊熱に対して十分

な余力を有しており，高レベル廃液等が沸騰に至ることがないこと等，

水素爆発の発生によって他の重大事故等が連鎖して発生することがな

いことを確認した。 

 

7.3.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

  水素爆発の発生を未然に防止することを目的として，可搬型空気圧縮機
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により圧縮空気を供給する手段を整備しており，この対策について，外的

事象の「地震」を要因として有効性評価を行った。 

  可搬型空気圧縮機による圧縮空気の供給は，貯槽等内の気相部の水素濃

度が未然防止濃度に至る前に圧縮空気の供給に係る準備作業を完了し，代

替安全圧縮空気系の水素掃気配管又は機器圧縮空気供給配管（除染用配管

等）経由で貯槽等に圧縮空気を供給することで，貯槽等内の気相部の水素

濃度を可燃限界濃度未満に維持し，水素爆発に至ることを防止している。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における水素

爆発を未然に防止するための空気の供給の準備に要する時間に与える影響

及び水素爆発を未然に防止するための空気の供給の維持に与える影響を分

析し，降灰予報（「やや多量」以上）を受けて建屋外作業に着手すること及

び除灰作業を織り込んだ作業計画を整備していることから，水素爆発を未

然に防止するための空気の供給の有効性へ与える影響が排除されているこ

とを確認した。 

  以上の有効性評価は，水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グルー

プ，合計 49 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提

として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確

認した。また，想定される事故時環境において，水素爆発の発生を仮定す

る貯槽等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能喪失すること

はなく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

以上のことから，水素爆発を未然に防止するための空気の供給により水

８－７－395



素爆発の発生を未然に防止できる。 

以上より，「7.3.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。 
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7.3.2 水素爆発の拡大防止対策 

7.3.2.1 水素爆発の拡大防止対策の具体的内容 

7.3.2.1.1 水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

  発生防止対策としての代替安全圧縮空気系による水素掃気が機能しなか

った場合は，拡大防止対策として可搬型建屋内ホースを発生防止対策用の

接続口とは異なる機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配

管等）に接続する。その後，可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，水

素掃気を実施する。 

  可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性

のある貯槽等においては，圧縮空気手動供給ユニットを発生防止対策に用

いる水素掃気配管，機器圧縮空気供給配管（除染用配管等）とは異なる機

器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測制御用配管等）に接続し，圧

縮空気を供給することで貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持す

る。この期間中に，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給を行う。 

  圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自動

供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給に伴い，

圧縮空気に同伴する放射性物質が，貯槽等の気相部，セル及び部屋を介し

て平常運転時の排気経路以外の経路から放出する可能性がある。このため，

放射性物質を可能な限り速やかに塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニットへ導き，放出量を低減する。 

  各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，各建屋の対策における手順及び設備の関係を第

7.3－29表に，精製建屋における必要な要員及び作業項目を第7.3－15図に

示す。 
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 (１) 水素爆発の再発を防止するための空気の供給の着手判断 

   「7.3.1.1(１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判

断及び実施」と同様である。水素爆発の再発を防止するための空気の

供給の準備作業として以下の(２)，(３)及び(４)へ移行する。 

 (２) 圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給 

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合は，第7.3－１表に示す

貯槽等のうち分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋に設置する，許容空白時間が短い貯槽等へ速やかに圧縮空気手動

供給ユニットを可搬型建屋内ホースにより機器圧縮空気供給配管（か

くはん用配管，計測制御用配管等）に接続し，圧縮空気を供給する。 

   圧縮空気の供給に用いる系統は貯槽等に内包する高レベル廃液等に浸

っている系統を選択する。圧縮空気の供給を開始する前に当該系統へ

圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計を設置し，圧縮空気供給圧

力の変動を確認することにより，系統が健全であること及び圧縮空気

が供給されていることを確認する。 

   本対策において確認が必要な監視項目は圧縮空気手動供給ユニット接

続系統圧力である。 

 (３) 水素濃度の確認 

   「7.3.1.1(４) 可搬型水素濃度計の設置」において設置した可搬型水

素濃度計により，測定対象の貯槽等の水素濃度の推移を適時把握する。

水素濃度の測定タイミングは，「7.3.1.1(５) 可搬型水素濃度計による

水素濃度測定の実施判断及び測定の実施」と同様である。 

 (４) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給準備 
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   代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）に，建屋外の可搬型空気圧縮機を，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース及び建屋内空気中継配管を用いて接続する。 

 (５) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給の実施判断 

   圧縮空気の供給は，圧縮空気の供給の準備が完了したこと，可搬型排

風機が起動したことにより実施を判断し，以下の(６)へ移行する。 

 (６) 代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給の成否判断 

   可搬型空気圧縮機に附属する弁を開放し，圧縮空気を貯槽等へ供給す

る。貯槽等に供給する圧縮空気の流量を，可搬型貯槽掃気圧縮空気流

量計により確認し，水素掃気機能が維持されていることを判断する。 

   また，発生防止対策の実施と並行して塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導出するユニットに設置する可搬型セル導出ユニット流量計により，

貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備へ移行する圧縮空気の流量を確認す

る。 

   本対策において確認が必要な監視項目は，貯槽掃気圧縮空気流量，か

くはん系統圧縮空気圧力及びセル導出ユニット流量である。 

   水素掃気機能が維持されていることを判断するために確認が必要な監

視項目は，貯槽等に供給する圧縮空気の流量である。 

 

7.3.2.1.2 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

  圧縮空気の供給により気相中に放射性物質が移行する。また，水素爆発

が発生すると，圧力変動によって発生する飛まつに放射性物質が同伴して

気相中に放射性エアロゾルとして移行する。このため，水素爆発が発生し
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た場合に備え，セル導出設備の隔離弁を閉止することにより，塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管の流路を遮断するとともに，塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニットの隔離弁を開放し，気相中へ移行した放射性物質

をセルに導出する。 

  この際，セル排気系の排風機が機能喪失している場合，導出先セルの圧

力が上昇し，排気系統以外の場所から放射性物質を含む気体の漏えいが生

じるおそれがあるが，水素爆発等に至る前であれば排気に含まれる放射性

物質の濃度は平常運転時と同程度であり，セルへ導出する前に，セル導出

ユニットフィルタで除去する。 

  セルへの放射性物質の導出後においては，セル排気系の高性能粒子フィ

ルタは１段であることから，代替セル排気系として，可搬型排風機，可搬

型発電機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを２段敷設し，主排気筒につ

ながるように可搬型排風機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを接続し，

可搬型ダクトとセル排気系を接続した後，可搬型排風機を運転することで，

放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性能粒子フィルタで除去しつつ主

排気筒を介して，大気中に管理しながら放出する。 

  各建屋の対策の概要を以下に示す。また，精製建屋における対策の系統

概要図を第7.3－４図に，対策の手順の概要を第7.3－５図に，各建屋の対

策における手順及び設備の関係を第7.3－30表に，精製建屋における必要

な要員及び作業項目を第7.3－15図に示す。 

 

 (１) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準

備着手判断 

   「7.3.1.1 (１) 水素爆発を未然に防止するための空気の供給の着手判

断及び実施」と同様である。セルへの導出経路の構築及び代替セル排
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気系による対応のための準備作業として以下の(２)及び(３)へ移行する。 

 (２) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応のための準

備 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の圧縮空気の

供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，貯槽等

へ圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

   セル排気系，可搬型フィルタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機を接続

し，可搬型フィルタ差圧計を可搬型フィルタに設置する。前処理建屋

においては，排気経路を構築するため，主排気筒へ排出するユニット

を用いる。 

   可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源

ケーブル），可搬型分電盤，可搬型電源ケーブル及び各建屋の可搬型

発電機を接続する。 

   前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，常設重大事故

等対処設備を用いて塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計測できない場合

は，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，可搬型廃ガス洗

浄塔入口圧力計を塔槽類廃ガス処理設備に設置する。また，常設重大

事故等対処設備を用いて導出先セルの圧力を計測できない場合は，第7.

3－31表及び第7.3－32表に示す導出先セルの圧力を監視するため，可

搬型導出先セル圧力計を第7.3－31表及び第7.3－32表に示す導出先セ

ルに設置する。 

   セル導出ユニットフィルタの差圧を監視するため，可搬型セル導出ユ

ニットフィルタ差圧計をセル導出ユニットフィルタに設置する。 

   外的事象の「火山の影響」を要因として水素掃気機能が喪失した場合
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には，降灰により可搬型発電機が機能喪失することを防止するため，

運搬車を用いて可搬型発電機を各建屋内に配置する。 

 (３) 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施判断 

   塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用

の圧縮空気の供給継続により気相中へ移行する放射性物質を塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導くための作業の実施を判断し，以下の(４)へ

移行する。 

   塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質の大気中

への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を

停止し，第7.3－１表に示す貯槽等に供給する圧縮空気の流量の監視を

継続する。圧縮空気の流量の監視の結果，第7.3－１表に示すいずれか

の貯槽等に供給する圧縮空気の流量が，貯槽等の水素を可燃限界濃度

未満に希釈できる流量に満たない場合には，その貯槽等が設置されて

いる建屋について，水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する

放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施

を判断し，以下の(４)へ移行する。 

   これらを判断するために必要な監視項目は，第7.3－１表に示す貯槽

掃気圧縮空気流量である。 

 (４) セル導出設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニットの開放 

   塔槽類廃ガス処理設備から第7.3－31表に示す導出先セルに放射性物

質を導出するため，セル導出設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処

理設備と第7.3－31表に示す導出先セルを接続している塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユニットの手動弁及びセル導出設備の手動
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弁を開放する。 

   これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.3－31表に示

す導出先セルに導出される。また，圧縮空気の供給に伴い塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管内の内圧が上昇した場合，放射性物質は，塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.3－31表に示

す導出先セルに導出される。 

   放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを

経由して第7.3－31表に示す導出先セルに導出されない場合は，水封安

全器を経由して第7.3－32表に示す導出先セルに導出される。 

 (５) 可搬型排風機の起動の判断 

   可搬型排風機の運転の準備完了後，可搬型排風機の起動を判断する。 

 (６) 可搬型排風機の運転 

   可搬型排風機を運転することで，大気中への平常運転時の排気経路以

外の経路からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル内の圧力

上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタの高性能粒子フィルタにより放射

性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して，大気中へ管理しながら放

出する。また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧

を監視する。 

   可搬型排風機の運転開始後，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

によりセル導出ユニットフィルタの差圧を監視し，セル導出ユニット

フィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，セル導出ユニットフィルタ

を隔離し，バイパスラインへ切り替える。 

   これらの実施を判断するために必要な監視項目は，セル導出ユニット

フィルタ差圧である。 
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 (７) 大気中への放射性物質の放出の状態監視 

排気モニタリング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性

物質の放出状況を監視する。 

排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリ

ング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出状況

を監視する。 
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7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価 

7.3.2.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   「7.3.1.2.1 (１) 代表事例」に示したとおりである。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

   「7.3.1.2.1 (２) 代表事例の選定理由」に示したとおりである。 

 

 (３) 有効性評価の考え方 

   水素爆発の拡大防止対策の有効性評価は，発生防止対策が有効に機能

しない場合に，圧縮空気の供給により，貯槽等内の水素濃度が未然防

止濃度に至ることを防止でき，水素濃度が可燃限界濃度以上の場合は

低下傾向を示した後，可燃限界濃度未満で平衡に至ることについて確

認するために，貯槽等内の水素濃度の推移を評価する。貯槽等内の水

素濃度の推移については，解析コードを用いず水素発生Ｇ値等を用い

た簡便な計算で実施する。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に係る有効

性評価は，大気中へ放出される放射性物質の量を算出し，これをセシ

ウム－137換算した値（以下7.3では「大気中へ放出される放射性物質

の量（セシウム－137換算）」という。）を評価する。この評価におい

ては，水素爆発を未然に防止するための空気の供給が継続して実施さ

れている状況を想定し，圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する場合

の放射性物質の割合，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾ

ルの除染係数及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除染

係数を考慮して解析コードを用いず，簡便な計算に基づき評価する。 
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   また，水素爆発の拡大防止対策の圧縮空気の供給は，貯槽等の水素濃

度が未然防止濃度に至る前に実施することから水素爆発が発生するこ

とはないが，水素爆発が発生した状況を仮定し，水素爆発時の放射性

物質の移行率，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除

染係数及び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除染係数を

考慮して，塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築並びに

可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いた代替セル排気系による対応

に係る有効性評価においては，解析コードを用いず，簡便な計算に基

づき評価する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   「7.3.1.2.1 (４) 有効性評価の評価単位」に示したとおりである。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

   「7.3.1.2.1 (５) 機能喪失の条件」に示したとおりである。 

 

 (６) 事故の条件及び機器の条件 

   「高レベル廃液等の沸騰を考慮した圧縮空気の容量」，「高レベル廃

液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃液等の保有量」

設定の考え方は，「7.3.1.2.1 (６) 事故の条件及び機器の条件」に記載

したとおりである。 

水素爆発の拡大防止対策に使用する機器を第7.3－８表に示す。また，

主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型空気圧縮機 

   「7.3.1.2.1 (６)  事故の条件及び機器の条件」のａ．と同様であ
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る。 

 ｂ．圧縮空気手動供給ユニット 

   圧縮空気手動供給ユニットは，安全圧縮空気系が機能喪失した後，準

備が整い次第，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋に設置する可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防

止濃度に至る可能性のある貯槽等へ速やかに接続することにより，圧

縮空気を供給する。 

   圧縮空気手動供給ユニットは，可搬型空気圧縮機に切り替えるまでの

間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な

量の圧縮空気を供給する。 

   分離建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，空気容量約10ｍ３[normal]

以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   精製建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，空気容量約62ｍ３[normal]

以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計測

制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の圧縮空気手動供給ユニットは，

空気容量約31ｍ３[normal]以上とし，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管

（かくはん用配管，計測制御用配管等）への接続ホースで構成する。 

   圧縮空気手動供給ユニットは，高レベル廃液等のかくはん状態により

水素発生量が増加する可能性があることを想定し，水素発生量の不確

かさを踏まえて十分な量を確保する。 

 ｃ．セル導出設備の隔離弁 

   セル導出設備に設置されている隔離弁を閉止することにより，塔槽類

廃ガス処理設備の配管の流路を遮断する。 
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ｄ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの隔離弁を開放す

ることにより，塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を塔槽類廃ガス処

理設備からセル導出ユニットフィルタを経由して放射性物質の導出先

セルに導出する。

ｅ．可搬型発電機

可搬型発電機は，１台当たり約80ｋＶＡの容量を有し，前処理建屋の

可搬型排風機の運転に対して１台，分離建屋の可搬型排風機の運転に

対して１台，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の運転に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建屋

の可搬型排風機の運転に対して１台を使用することで，可搬型排風機

を起動し，運転するのに必要な電力を供給できる設計としていること

から，以下に示す必要な電力を供給できる。 

前処理建屋の可搬型排風機 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

分離建屋の可搬型排風機  約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

精製建屋の可搬型排風機  約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機

 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機  

 約5.2ｋＶＡ（起動時 約39ｋＶＡ） 

(７) 操作の条件

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，可搬型空気圧縮

機からの空気の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある貯槽等

においては，安全圧縮空気系の掃気機能が喪失した場合，速やかに圧
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縮空気手動供給ユニットの接続操作を行い，可搬型空気圧縮機からの

圧縮空気の供給開始までの間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未

満に維持する。 

   圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，許容空白時間が

１時間 25 分と も短い精製建屋のプルトニウム濃縮液一時貯槽に対し

準備が整い次第実施し，50 分で完了する。また，可搬型空気圧縮機に

よる圧縮空気の供給は，準備が整い次第実施するものとし，圧縮空気

手動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続している時間の２時間

前までに開始する。精製建屋においては，可搬型空気圧縮機による圧

縮空気の供給を，安全圧縮空気系の機能喪失から，９時間 45 分で開始

する。 

   許容空白時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋を例として，水素

爆発の再発を防止するための空気の供給の準備作業及び実施時に想定

される作業環境を考慮した圧縮空気の供給に必要な作業と所要時間を，

第 7.3－15 図に示す。 

   水素掃気に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ためのセル導出設備の隔離弁の閉止操作は，各建屋の操作完了時間を

包絡可能な時間として，安全圧縮空気系の機能喪失から３時間 20 分後

に完了する。また，セル導出設備のダンパ閉止及び計器の設置は，各

建屋の操作完了時間を包絡可能な時間として，安全圧縮空気系の機能

喪失から６時間 10 分後に完了する。 

   水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ために実施する可搬型ダクトを用いた可搬型フィルタ及び可搬型排風

機の接続並びに可搬型排風機及び可搬型発電機の接続は，圧縮空気手

動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続している期間中に準備が
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整い次第実施し，許容空白時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋

において，安全圧縮空気系の機能喪失から，５時間 40 分で作業を完了

する。また，代替セル排気系による排気は，準備が整い次第実施する

とし，可搬型空気圧縮機による水素掃気を開始する前に実施する。精

製建屋において，可搬型空気圧縮機による水素掃気を開始する時間で

ある７時間 15 分に対して，安全圧縮空気系の機能喪失から６時間 40 分

以内に実施する。 

   精製建屋を例として，これらの対策の準備及び実施時に想定される作

業環境を考慮した必要な作業と所要時間を，第 7.3－15 図に示す。また，

各建屋の許容空白時間を第 7.3－９表，第 7.3－13 表，第 7.3－17 表，

第 7.3－21 表及び第 7.3－25 表に示す。 

 

 (８) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

   「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の保有量」設定の考え方は，「7.3.1.2.1 (６) 事故の条件及び機

器の条件」に記載したとおりである。 

   主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質の量の評価は，安

全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失が発生し，空気貯槽（水素掃気用），

圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自

動供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニット（以下 7.3 では「空気貯

槽等」という）から供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

評価，水素爆発を未然に防止するための空気の供給又は水素爆発の再

発を防止するための空気の供給が成功した場合の主排気筒を介して大

気中へ放出される放射性物質の量の評価並びに水素爆発の発生を仮定
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する場合の主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質の量の評

価に分けられる。 

   有効性評価における，主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物

質の量は，重大事故等が発生する貯槽等に内包する放射性物質の量に

対して，水素掃気用の空気に同伴して気相に移行する割合，水素爆発

に伴い気相に移行する割合及び大気中への放出経路における除染係数

の逆数を乗じて算出する。 

   また，算出した大気中へ放出される放射性物質の量にセシウム－137

への換算係数を乗じて，大気中へ放出される放射性物質の量（セシウ

ム－137 換算）を算出する。セシウム－137 への換算係数は，ＩＡＥＡ

－ＴＥＣＤＯＣ－1162
（ ６ ）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による

内部被ばくに係る実効線量への換算係数
（ ７ ）

を用いて，セシウム－137 と着

目核種との比から算出する。ただし，プルトニウム等の一部の核種は，

化学形態による影響の違いを補正する係 数
（６）（７）

を乗じて算出する。 

 ａ．空気貯槽等から供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評

価 

 (ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

   第7.3－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の放射性物質の

濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷

却期間15年を基に算出した平常運転時の 大値とする。また，貯槽等

に内包する放射性物質の量は，上記において算出した放射性物質の濃

度に，第7.3－１表の貯槽等に内包する高レベル廃液等の体積を乗じて

算出する。 
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 (ｂ) 空気の供給により影響を受ける割合 

   圧縮空気の供給により影響を受ける割合は，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等全てと想定し，１とする。 

 (ｃ) 放射性物質が気相中に移行する割合 

   空気貯槽等から圧縮空気を供給する場合，水素爆発を未然に防止する

ための空気の供給又は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が

成功した際に圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する場合の放射性物

質の割合は，貯槽等ごとに設定し，時間当たり１×10－８～１×10－12の

範囲とする。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

   放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに切り

替える前は，放射性エアロゾルを貯槽等から塔槽類廃ガス処理設備を

介して水封安全器からセルに導出する。セルに導出した放射性物質は，

セル及び部屋により希釈され，建屋内の壁を介して平常運転時の排気

経路以外の経路から放出する。塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造

物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は，10とし，セル及び

部屋における希釈による放射性物質の低減効果を除染係数として考慮

する。また，屋外に放射性物質が到達するまでに経由するセル及び部

屋の壁による除染を考慮し，壁１枚につき除染係数を10とする。 

   放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに切り

替えた後の除染係数は，塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造物への

沈着及びセル並びに部屋による希釈による低減効果に加え，塔槽類廃

ガス処理設備からセルへ導出するユニットに設置するセル導出ユニッ

トフィルタによる除染を考慮する。セル導出ユニットフィルタの除染

係数は，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質に対して１段当
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たり10３以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，１段で構成す

ることから10３である。 

   可搬型排風機が起動し，水素爆発を未然に防止するための空気の供給

又は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が成功した場合の除

染係数は，塔槽類廃ガス処理設備の放出経路構造物への沈着，セル導

出ユニットフィルタによる除染及び可搬型フィルタによる除染を考慮

する。 

 ｂ．水素爆発の発生を仮定する場合の主排気筒を介して大気中へ放出され

る放射性物質の放出量評価 

 (ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

   貯槽等に内包する放射性物質の量は，「7.3.2.2.1 （８）ａ．（ａ）貯槽等

に内包する放射性物質量」と同様である。 

 (ｂ) 水素爆発により影響を受ける割合 

   水素爆発により影響を受ける割合は，貯槽等に内包する高レベル廃液

等全てと想定し，１とする。 

 (ｃ) 水素爆発により放射性物質が気相中に移行する割合 

   第7.3－１表に示す貯槽等のうち，未然防止濃度に至るまでの時間が

１年以内の貯槽等で１回の水素爆発が起こると仮定する。水素爆発に

伴い気相中に移行する放射性物質の割合は0.01％とする。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

   水素爆発の発生を仮定した場合においてセル導出設備の隔離弁の健全

性が維持されることから，気相中に移行した放射性物質は，セル内へ

導出され，可搬型フィルタ２段を経て，主排気筒を介して，大気中へ

管理しながら放出する。放出経路構造物への沈着による放射性エアロ

ゾルの除染係数は，10とする。可搬型フィルタは，１段当たり10３以上
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（0.3μｍＤＯＰ粒子）の除染係数を有し，２段で構成する。また，貯

槽等の水素濃度が未然防止濃度の場合に水素爆発が起こったとしても，

可搬型フィルタの差圧上昇値は0.17～4.2ｋＰａであり，フィルタの健

全性が確認されている圧力（9.3ｋＰａ）を下回ることから可搬型フィ

ルタの高性能粒子フィルタは有意な影響を受けない。以上より可搬型

フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は10５とする。 

 

 (９) 判断基準 

   水素爆発の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりとす

る。 

 ａ．水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

   水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持できること。具体的には，第 7.3－１表に示す貯槽等が，

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失してから，未然防止濃度に至る

までに，水素爆発の再発を防止するための空気を供給できること。 

 ｂ．貯槽等内の水素濃度の推移 

   水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持できること。具体的には，第 7.3－１表に示す貯槽等に圧

縮空気を供給することにより気相部の水素濃度が未然防止濃度に至ら

ず，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に維持できること。 

 ｃ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評価 

   水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の流路を遮断するために

必要な設備及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に

設置された配管の外部へ放射性物質を排出し，放射性物質の放出によ

る影響を緩和できること。具体的には，水素爆発の発生を仮定した場
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合の大気中へ放出される放射性物質の量と，水素爆発の再発を防止す

るための空気の供給により大気中へ放出される放射性物質の量の合計

値がセシウム－137換算で100ＴＢｑを十分下回るものであって，かつ，

実行可能な限り低いこと。 

 

7.3.2.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．水素爆発の再発を防止するための空気の供給 

   圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給は，許容空白時間が

１時間 25 分と も短い精製建屋のプルトニウム濃縮液一時貯槽に対し，

４人にて 50 分で完了できる。また，精製建屋における可搬型空気圧縮

機による圧縮空気の供給は，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空

気の供給が継続している期間中に準備が整い次第実施し，安全圧縮空

気系の機能喪失から，67 人にて９時間 30 分以内に圧縮空気の供給の準

備の完了が可能である。 

   水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質を導出先セルに導出する

ための可搬型ダクトによる可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続並

びに可搬型排風機及び可搬型発電機の接続は，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給が継続している期間中に実施し，許容空白

時間が も短い貯槽等を設置する精製建屋において，安全圧縮空気系

の機能喪失から，65 人にて５時間 40 分で放出経路の構築の完了が可能

である。 

 ｂ．貯槽等内の水素濃度の推移 

   圧縮空気の供給開始時の貯槽等の水素濃度が も高くなる精製建屋の

プルトニウム溶液供給槽の場合，貯槽等内の水素濃度がドライ換算約
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5.8ｖｏｌ％まで上昇するが，未然防止濃度に至ることはなく，その後，

低下傾向を示すことから水素爆発が続けて生じることがない状態を維

持することができる。また，低下傾向を示した貯槽等の水素濃度は，

可燃限界濃度未満に移行し，その状態を維持する。 

   これ以外の貯槽等においても，貯槽等内の水素濃度は未然防止濃度に

至ることはなく，その後は，低下傾向を示し，可燃限界濃度未満に移

行し，その状態を維持する。 

   以上の有効性評価結果を第 7.3－９表～第 7.3－28 表に，対策実施時

の水素濃度の推移を第 7.3－16 図～第 7.3－20 図に示す。 

 ｃ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評価 

   セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応の実施は，許

容空白時間が も短い精製建屋においても，安全圧縮空気系の水素掃

気機能の喪失から65人にて５時間40分で実施できるため，安全圧縮空

気系の水素掃気機能の喪失から圧縮空気手動供給ユニットによる圧縮

空気の供給が継続し，貯槽等内の水素濃度が未然防止濃度未満に維持

されている間に代替セル排気系による排気が可能である。 

   圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気手

動供給ユニットから供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

及び水素爆発を未然に防止するための空気の供給又は水素爆発の再発

を防止するための空気の供給が成功した場合における大気中へ放出さ

れる放射性物質の量を第7.3－33表に示す。 

圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気

手動供給ユニットから供給する圧縮空気に同伴する放射性物質の放出

量（セシウム－137換算）は，放出経路を塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルへ導出するユニットに切り替える前後の合計値としても，約２×10－７
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ＴＢｑである。また，水素爆発を未然に防止するための空気の供給又

は水素爆発の再発を防止するための空気の供給が成功した場合におけ

る大気中へ放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）は，全建

屋の合計で約２×10－８ＴＢｑ／日である。 

   水素爆発の発生を仮定した場合の大気中へ放出される放射性物質の量

を第7.3－34表～第7.3－38表に示す。 

   水素爆発の発生を仮定した場合の大気中へ放出される放射性物質の

量と，水素爆発の再発を防止するための空気の供給により大気中へ放

出される放射性物質の量の合計値（セシウム－137換算）は，前処理建

屋において約８×10－５ＴＢｑ，分離建屋において約２×10－４ＴＢｑ，

精製建屋において約３×10－４ＴＢｑ，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋において約７×10－５ＴＢｑ，高レベル廃液ガラス固化建屋におい

て約２×10－３ＴＢｑとなり，これらを合わせても約２×10－３ＴＢｑで

ある。なお，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋では，継続して実施する圧縮空気の供給により，導出先セルの圧

力が上昇し，排気系統以外の場所から放射性物質を含む気体の漏えい

のおそれがあるものの，その継続時間は， も長い分離建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋で約３時間であり，大気中への放出に

至る建屋内の移行経路を踏まえればその影響はわずかであるが，上記

の放出量は，この寄与分も含めた結果である。 

   以上より，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応は，

水素爆発に伴い気相中へ移行する放射性物質に対して各々十分な除染

係数を確保している。また，放射性物質のセルへの導出に係る準備作

業，可搬型フィルタ，可搬型排風機及び可搬型ダクトのセル排気系へ

の接続並びに，主排気筒を介して，大気中へ放射性物質を管理放出す
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るための準備作業は，未然防止濃度に至る前に実行可能な限り早期に

完了させ，これらを稼動させることで，主排気筒を介して，大気中へ

放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）は，100ＴＢｑを十

分下回るものであって，かつ，実行可能な限り低い。 

   以上の有効性評価結果を第7.3－９表～第7.3－28表に，対策実施後の

水素濃度の推移を第7.3－10図～第7.3－14図及び第7.3－16図～第7.3

－20図に示す。また，対策実施時の放出の傾向を第7.3－21図～第7.3

－25図に示す。 

   各建屋の主排気筒を介して，大気中へ放出される放射性物質の量及び

大気中へ放出される放射性物質の量（セシウム－137換算）の詳細を第

7.3－11表，第7.3－15表，第7.3－19表，第7.3－23表，第7.3－27表に

示す。また，放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第7.3－26

図～第7.3－30図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価」に記載したとお

りである。 

 (ｂ) 実際の水素発生量及び空間容量の影響 

   「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価」に記載したとお

りである。 

 (ｃ) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応に関する評

価に用いるパラメータの不確かさ 

   放射性物質の放出量評価に用いるパラメータは不確かさを有するため，
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大気中へ放出される放射性物質の量に影響を与えるが，その場合でも，

大気中へ放出される放射性物質の量がセシウム－137換算で100ＴＢｑ

を十分下回り，判断基準を満足することに変わりはない。 

不確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す。 

  ⅰ．空気貯槽等からの圧縮空気に放射性物質が同伴する場合又は水素爆

発の発生防止対策若しくは拡大防止対策が成功した場合 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

    再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，放射性物

質の量の 大値は，１桁程度の下振れを有する。また，再処理する使

用済燃料の冷却期間によっては，減衰による放射性物質量のさらなる

低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 事故の影響を受ける割合 

    事故の影響を受ける割合は貯槽等に供給する圧縮空気によるかくは

ん及び掃気の条件に依存するパラメータであり，かくはん及び掃気に

より影響を受けるのは貯槽等内の高レベル廃液等の一部分に限られる

ことから，１桁程度の下振れをする。さらに，貯槽等の液位が高く，

掃気による影響範囲が小さい場合又はかくはんに用いる配管が計装配

管のような場合等の条件によっては１桁程度の下振れを見込める可能

性がある。 

  (ⅲ) 気相に移行する割合 

    圧縮空気の供給時に放射性物質が気相部に移行する割合は，気体廃

棄物の推定放出量の評価における塔槽類からの廃ガスの移行量である

10ｍｇ／ｍ３を用いた。10ｍｇ／ｍ３は 440ｍ３／ｈ～3000ｍ３／ｈの

空気でかくはんした場合や 160ｍ３／ｈ～200ｍ３／ｈの空気で液をエ

アリフトポンプで移送した場合のエアロゾル濃度に相当する。水素掃
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気のために 150ｍ３／ｈの空気を気相部に圧縮空気を吹き込んだ場合，

廃ガスへの高レベル廃液等の移行量は 0.1ｍｇ／ｍ３～１ｍｇ／ｍ３で
（

ある
８ ）

。水素爆発を未然に防止するための空気の供給における再処理施

設全体の設計掃気量は約 310ｍ３／ｈであり，さらに移行量は低下す

ると考えられる。したがって，設定値に対して１桁程度の下振れをす

る可能性がある。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

    第 7.3－１表に示す貯槽等から導出先セルまでの経路上の塔槽類廃

ガス処理設備の配管は，数十ｍ以上の長さがあり，かつ，それが複雑

に曲がっている。さらに，経路は多数の機器で構成しているため放射

性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰や放射性エアロゾルの沈着

による除去が期待できる。実際，水素爆発時における放射性物質移行

率の調査において，塔槽類廃ガス処理設備の配管を模擬した配管の曲

がり部１箇所だけで９割程度の沈着効果がある
（９）

ことが報告されている。

また，放射性物質の導出先セルへの導出後においては，導出先セルに

閉じ込めることによる放射性エアロゾルの重力沈降による除去，導出

先セルから主排気筒までのダクトの曲がり部における慣性沈着及び圧

力損失に伴う放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰により放

射性物質を除去する。 

    塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴による除去並びに導出先セ

ル及び導出先セルから主排気筒までのダクトの構造的な特徴による

除去により，除染係数の設定値は１桁程度の上振れをする。また，

条件によってはさらに１桁程度の上振れを見込める可能性がある。 

    空気貯槽等からの圧縮空気に放射性物質が同伴する場合において

は，セルから部屋を介して平常運転時の排気経路以外の経路から放
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出することも想定されるが，本経路から放射性物質が放出する場合

は，セルの体積による希釈を考慮できる。導出先セルから屋外への

経路上では，建屋内における他の空間での希釈効果及び障害物への

沈着効果が見込めることから，さらなる下振れを有することになる

が，定量的な振れ幅を示すことは困難である。 

ⅱ．水素爆発の発生を仮定した場合 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量

貯槽等に内包する放射性物質の量は，再処理する使用済燃料の燃焼

条件の変動幅を考慮すると，放射性物質量の 大値は，１桁程度の下

振れを有する。また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，

減衰による放射性物質量のさらなる低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 事故の影響を受ける割合 

事故の影響を受ける割合は水素爆発時の貯槽等内の液位に依存する

パラメータであり，水素爆発の影響を受けるのは液面付近の高レベル

廃液等に限られることから，１桁程度の下振れをする。さらに，液位

が高い場合には１桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

  (ⅲ) 水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

水素爆発時に放射性物質が気相に移行する割合は実験値に基づき，

より厳しい結果を与えるように１×10－４と設定する。 

実験値によれば，貯槽等の形状の影響を受けない放射性物質が気

相に移行する割合の幅は１×10－５～6.0×10－４程度と考えられ，設定

した放射性物質が気相に移行する割合との比較により，１桁程度の

下振れと１桁程度の上振れをする。 

ただし，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－６４１０
（ 1 0 ）

における実験では，圧力開

放条件を模擬しているものの水素爆発を模擬しているものではなく，
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放射性物質が気相に移行する割合の上限とした 6.0×10－４が取得され

た実験は，3.5ＭＰａ[gage]の圧力を穏やかに印加した後に破裂板を

用いて急激に減圧したときの移行率である。さらに，水素爆発の条

件に近いと思われる条件である，印加圧力を 0.35ＭＰａ[gage]とし

たときの放射性物質が気相に移行する割合は 4.0×10－５であることか

ら，水素爆発時に放射性物質が気相に移行する割合が 6.0×10－４まで

増加する可能性は低い。 

    さらに，貯槽等の形状の影響を受ける実験値の 小値は１×10－８

であり１×10－５に対し３桁小さいことから，条件によってはさらに

３桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

    塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴による除去として曲がりの数

が多いこと，デミスタのような構造物が経路上に存在することから１

桁程度，導出先セル及び導出先セルから主排気筒までのダクトの構造

的な特徴による除去として曲がりの数が多いことから１桁程度の上振

れをする。貯槽等と，貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の構造

はそれぞれ異なることから，条件によっては，さらに１桁程度の上振

れを見込める可能性がある。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響

を考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安全圧縮空気

系の水素掃気機能の喪失をもって着手し，許容空白時間に対して，時

間余裕を確保して完了できるよう計画することで，これら要因による
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影響を低減した。 

   可搬型空気圧縮機による水素掃気は，対処の時間余裕が も少ない精

製建屋においても，未然防止濃度に至るまでの時間に対し，２時間の

時間余裕をもって完了できる。 

   各作業の作業項目は，余裕を確保して計画し，必要な時期までに操作

できるよう体制を整えていることから，実施組織要員の操作の時間余

裕に与える影響はなく，判断基準を満足していることに変わりはない。 

   可搬型空気圧縮機などの可搬型重大事故等対処設備を用いた対処に時

間を要した場合や予備の可搬型重大事故等対処設備を用いた対処によ

る２時間の作業遅れを想定した場合においても，水素濃度の観点で

も厳しい精製建屋のプルトニウム溶液供給槽の気相部の水素濃度は，

水素掃気機能喪失から11時間45分後にドライ換算約6.9ｖｏｌ％である。 

水素爆発の再発を防止するための空気の供給，セルへの導出経路の

構築及び代替セル排気系による対応は，水素掃気機能の喪失をもって

着手し，圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給が継続して

いる期間中に準備が整い次第実施する。圧縮空気手動供給ユニットの

容量は十分な余裕を持たせることから，対処の作業遅れを想定した場

合においても，貯槽等内の気相部の水素濃度を未然防止濃度未満に維

持する期間中に重大事故等対策を再開でき，事態を収束できる。 

 (ｂ) 作業環境  

   分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋について

は，圧縮空気手動供給ユニットにより貯槽等に圧縮空気を供給する。

貯槽等を経由後の放射性物質を含む空気が漏えいすることによる汚染

が考えられるが，汚染を前提とした作業計画としていることから，作

業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。 
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7.3.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   水素掃気機能喪失による水素爆発の事象進展，事故規模の分析により

明らかとなった平常運転時からの状態の変化等は，水素燃焼による貯

槽等の圧力上昇，高レベル廃液等の温度上昇，線量率の上昇である。 

   拡大防止対策の実施時の貯槽等内の水素濃度は，最も高い精製建屋の

プルトニウム溶液供給槽においてドライ換算約5.8ｖｏｌ％であり，発

生防止対策の実施時と比較して水素燃焼の可能性が高くなるが，仮に

水素燃焼が発生したとしても貯槽等内の圧力の変動及び貯槽等内に内

包する高レベル廃液等の温度の変動はわずかである。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベ

ル廃液等の状態によって生じる事故時環境は以下のとおりである。 

ａ．高レベル廃液等の状態 

   貯槽等に内包されている溶液は，溶解液，抽出廃液，プルトニウム溶

液，プルトニウム濃縮液又は高レベル廃液である。 

   水素爆発は，平常運転時に内包する溶液に対して，異なる溶液が混入

して発生する事象ではなく，水素掃気機能の喪失により発生する事象

であるため，溶液の性状が変化することはない。 

   水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度変

化は約１℃である。また，水素燃焼による溶液の崩壊熱に変化はなく，

平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は溶液の崩壊熱に対して

十分な余力を有していることから，貯槽等内の溶液の温度は沸点に至

らず，溶液が沸騰することはない。 
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ｂ．高レベル廃液等の状態によって生じる事故時環境 

(ａ) 温度 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，「ａ．高レベル廃液等の状態」に記載した

とおり，水素燃焼を評価上見込んだ場合の貯槽等の温度上昇は最大で

も約１℃である。 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：約１℃ 

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） ：約１℃ 

溶解液              ：約１℃ 

    抽出廃液             ：約１℃ 

    高レベル廃液           ：約１℃ 

 (ｂ) 圧力 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合の貯槽等

の一時的な圧力の上昇は，最大でも約 50ｋＰａである。 

(ｃ) 湿度 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合，水の発

生により湿度が増加する。 

(ｄ) 放射線 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，貯槽等内の放射性物質の量が増加することはなく，線量率は平常

運転時から変化することはない。 

    一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放
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射性物質が水素燃焼に伴い貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の線量

率は上昇する。 

(ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発 

生 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，貯槽等の気相部の水素が燃焼するのみであり，臨界の発生は想定

されないことから，新たな放射性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒は，平常運転時においては，分

離設備のＴＢＰ洗浄塔及びＴＢＰ洗浄器並びにプルトニウム精製設備

のＴＢＰ洗浄器において，希釈剤により除去され，溶媒再生系（分

離・分配系）及び溶媒再生系（プルトニウム精製系）の第１洗浄器，

第２洗浄器及び第３洗浄器において，炭酸ナトリウム溶液等により洗

浄及び再生されることから，高レベル廃液等の水素爆発の発生を仮定

する貯槽等には，有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が含

まれることはない。また，有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液

及び硝酸プルトニウム溶液において想定される温度は，ｎ－ドデカン

の引火点である 74℃及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生温度

である 135℃に至らないことから，有機溶媒火災又はＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応の発生は想定されず，これらの反応により生成する煤

煙及びその他の物質が発生することはない。 

(ｆ)  落下・転倒による荷重 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において，

溶液の温度上昇，圧力上昇が生じたとしても，想定される環境におい
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て貯槽等の材質の強度が有意に低下することはなく，貯槽等が落下・

転倒することはない。 

(ｇ) 腐食環境 

圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により水素濃度は

未然防止濃度未満であるが，水素燃焼を評価上見込んだ場合において

も，腐食環境は平常運転時から変化することはない。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   「7.3.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖」に記載したとおりで

ある。 

異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効

性については，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の

対処」にまとめる。 

 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   水素爆発を未然に防止するための空気の供給を実施したにもかかわら

ず水素掃気機能が回復しなかった場合には，拡大防止対策として，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給を実施する。 

   水素爆発の再発を防止するための空気の供給は，貯槽等の水素濃度が

未然防止濃度に至る前に実施する。 

   以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レ

ベル廃液等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，高レベル

廃液等の状態によって新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び

事故時環境が安全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生す

る重大事故等の有無を明らかにする。 
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 ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の

特定 

 (ａ) 臨界事故 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，高レベル廃液等の温度上

昇は最大でも約１℃であり，貯槽等の一時的な圧力の上昇は約50ｋＰ

ａである。プルトニウム濃縮液，プルトニウム溶液及び溶解液を内包

する貯槽等は，全濃度安全形状寸法管理により臨界事故の発生を防止

しており，また，貯槽等の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムで

あり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によって貯槽等の

バウンダリの健全性が損なわれることはなく，貯槽等の胴部の外側に

設置されている全濃度安全形状寸法管理を担う中性子吸収材が損傷す

ることはない。 

   以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

水素燃焼を評価上見込んだ場合の高レベル廃液等の温度変化は最大で

も約１℃であり，平常運転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は，高

レベル廃液等の崩壊熱に対して十分な余力を有していることから貯槽

等内の溶液の温度は沸点に至らず，溶液が沸騰することはない。 

また，未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合，貯槽等の一時的な

圧力の上昇は約 50ｋＰａであるが，想定される圧力，温度，線量率等

の環境条件によって安全冷却水系の配管が損傷することはない。 

   以上より，蒸発乾固が発生することはない。 
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 (ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の

水素爆発の発生を仮定する貯槽等に混入することはない。 

   また，水素燃焼を評価上見込んだ場合においても，貯槽等のバウンダ

リは健全性を維持することから，ＴＢＰ等が誤って混入することはなく，

有機溶媒が混入する可能性のある抽出廃液の想定される温度は，ｎ－ド

デカンの引火点である 74℃及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生温度である 135℃に至らない。 

以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件を踏まえ

ても，これらのバウンダリの健全性が損なわれることがなく，放射性

物質の漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発 

生する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジルコ

ニウムであり，想定される圧力，温度，線量率等の環境条件によって

これらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，圧力，温度及

び放射線以外の貯槽等内の環境条件が，貯槽等外へ及ぶことはないこ

とから，圧力，温度及び放射線以外の貯槽等内の環境条件の変化によ

ってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   圧力，温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外

へ及ぶものの，水素燃焼に伴う貯槽等の一時的な圧力の上昇は約50ｋ
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Ｐａであり，構造材の温度変化は数℃である。また，放射線は平常運

転時と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセ

ル外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，圧力，温度及び放射線の環境条件の変

化によってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。  

 (ａ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備等に波及する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の環

境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   未然防止濃度で水素燃焼が発生した場合の貯槽等の一時的な圧力の上

昇は約50ｋＰａであり，構造材の温度変化は数℃であることから，こ

れらの環境条件によって塔槽類廃ガス処理設備等のバウンダリの健全

性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，水素燃焼によ

る機能低下が想定されるものの，本現象は，水素燃焼における想定条

件そのものである。 

   以上より，水素燃焼により塔槽類廃ガス処理設備等が機能喪失するこ

とはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 (ｂ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備） 

   導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス処

理設備等を経由する際に放熱により低下するため，平常運転時の温度

と同程度である。 

   また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，可搬型排
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風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転時の圧力と同程度

である。 

   以上より，水素燃焼により放射性物質の放出経路（建屋換気設備）が

機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 ｃ．分析結果 

   水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グループ，合計49貯槽等の

全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施

した。拡大防止対策実施時の高レベル廃液等の状態を考慮し，水素燃

焼を評価上見込んだ場合においては，高レベル廃液等の温度が上昇す

るが，水素燃焼による高レベル廃液等の崩壊熱に変化はなく，平常運

転時の冷却能力及び貯槽等からの放熱は高レベル廃液等の崩壊熱に対

して十分な余力を有しており，高レベル廃液等が沸騰に至ることがな

いこと等，水素爆発の発生によって他の重大事故等が連鎖して発生す

ることがないことを確認した。 

 

7.3.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

  水素爆発の拡大防止対策として，水素爆発の再発を防止するために空気

を供給する手段，貯槽等において水素爆発に伴い気相中へ移行した放射性

物質をセルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応により除去

する手段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地震」を

要因として有効性評価を行った。 

  水素爆発の再発を防止するための空気の供給は，圧縮空気手動供給ユニ

ットからの圧縮空気の供給により，実施組織要員の対処時間を確保し，２

系統の代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管（かくはん用配管，計

測制御用配管等）からの圧縮空気の供給を行い，重大事故の水素爆発の発
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生を仮定する貯槽等内の水素濃度を可燃限界濃度未満にすることにより，

水素爆発の事態の収束を図り，水素爆発が続けて生じるおそれがない状態

を維持できる。 

  空気貯槽等による圧縮空気の供給により，水素掃気機能喪失後に放射性

物質を含む気体が一部経路外放出する可能性があるが，その放出量は平常

時程度であることを確認した。しかし，可能な限り放出量を低減するため

に，未然防止濃度に至るまでの時間余裕が長い建屋においては，可能な限

り速やかに圧縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停止する措置を

講じている。また，供給された圧縮空気を，セル導出ユニットフィルタを

備えた塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出するユニットに導くため，可

能な限り速やかに経路を構築し，圧縮空気の放出経路を切り替えて放射性

物質の放出量を低減することとしている。 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応により放射性

物質を除去する手段は，水素爆発に伴い気相部へ移行する放射性物質に対

して各々十分な除染係数を確保し，大気中への放射性物質の放出量を可能

な限り低減している。 

また，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応を貯槽

等の水素濃度が未然防止濃度に至る前で実行可能な限り早期に完了させ，

これらを稼動させることで主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出

量を低減できる。 

水素爆発の発生を仮定した場合の大気中への放射性物質の放出量（セ

シウム－137 換算）と，水素爆発の再発を防止するための空気の供給によ

る大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）は，５建屋合計

で約２×10－３ＴＢｑであり，セルへの導出経路の構築及び代替セル排気

系による対応の評価に用いるパラメータの不確かさの幅を考慮しても，
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100ＴＢｑを十分下回る。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響は無視できる又は小さいことを確認

した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における水素

爆発の拡大防止対策の準備に要する時間に与える影響及び水素爆発の拡大

防止対策の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を

受けて建屋外作業に着手すること及び除灰作業を織り込んだ作業計画を整

備していることから，水素爆発の拡大防止対策の有効性へ与える影響が排

除されていることを確認した。 

  以上の有効性評価にて，水素爆発の発生を仮定する５建屋，５機器グル

ープ，合計49貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提

として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確

認した。また，想定される事故時環境において，貯槽等に接続する安全機

能を有する機器が，損傷又は機能喪失することはなく，他の重大事故等が

連鎖して発生することがないことを確認した。 

  以上のことから，水素爆発を未然に防止するための空気の供給が機能し

なかったとしても水素爆発の再発を防止するための空気の供給により水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持することができ，事態を収束

させることができる。また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放

出量は実行可能な限り低く，大気中への異常な水準の放出を防止すること

ができる。 

以上より，「7.3.2.2.1 (９) 判断基準」を満足する。 
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7.3.3 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源 

  水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下

に示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

   水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は，水素掃気

機能の喪失を受けて，各建屋で並行して対応することとなっており，

外的事象の「地震」を要因とした場合の水素爆発の発生防止対策及び

拡大防止対策に必要な要員は 143 人である。 

外的事象の「火山の影響」を要因とした場合，降灰予報（「やや多量」

以上）を受けて建屋外でのホース敷設等の準備作業に入ることから，

建屋外の作業に要する要員数が外的事象の「地震」の場合を上回るこ

とはなく，外的事象の「地震」と同じ人数で対応できる。 

   また，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機器

の多重故障」を要因とした場合は，外的事象の「地震」を要員とした

場合に想定される環境条件より悪化することが想定されず，重大事故

等対策の内容にも違いがないことから，必要な要員は合計 143 人以内で

ある。 

   以上より，水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は

最大でも 143 人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は 164

人であり，必要な作業が可能である。 

 

 (２) 必要な資源の評価 

水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な燃料及び電源を

以下に示す。 

ａ．燃料 
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全ての建屋の水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策を７日間継

続して実施するのに必要な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約22ｍ３である。また，外的事象の「火山の影響」を想定し

た場合，合計で約22ｍ３である。 

軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を確保していることから，外部支援を

考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

   必要な燃料についての詳細を以下に示す。 

 (ａ) 可搬型空気圧縮機 

   可搬型空気圧縮機は，水素爆発の発生防止対策の水素爆発を未然に防

止するための空気の供給に使用する設備の代替安全圧縮空気系への圧

縮空気の供給及び拡大防止対策の水素爆発の再発を防止するための空

気の供給に使用する設備の代替安全圧縮空気系並びに計装設備への圧

縮空気の供給に使用する可搬型空気圧縮機は，可搬型空気圧縮機の起

動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山の

影響」の想定によらず，運転継続に合計約5.9ｍ３の軽油が必要である。 

 前処理建屋 約1.4ｍ３ 

 分離建屋 約1.7ｍ３ 

 精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

  約1.4ｍ３ 

 高レベル廃液ガラス固化建屋 約1.6ｍ３ 

 全建屋合計 約5.9ｍ３ 

 (ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発電機 

   水素爆発の拡大防止対策に使用する可搬型発電機は，可搬型発電機の

起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山

の影響」の想定によらず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要である。 
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 前処理建屋 約2.8ｍ３ 

 分離建屋 約3.0ｍ３ 

 精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

  約3.0ｍ３ 

 高レベル廃液ガラス固化建屋 約3.0ｍ３ 

 全建屋合計 約12ｍ３ 

 (ｃ) 水素爆発対応時の運搬等に必要な車両 

   燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び設置並びにアクセ

スルートの整備等に使用する軽油用タンクローリ及び運搬車並びにホ

イールローダは，外的事象の「地震」を想定した場合，車両の使用開

始から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合計約3.9ｍ３の軽油が

必要となる。また，外的事象の「火山の影響」を想定した場合，車両

の使用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合計約3.9ｍ３

の軽油が必要となる。 

 ｂ．電源 

   前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における水素爆発

の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであ

り，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶ

Ａである。 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

   分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における水素爆発の拡

大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，

必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡで

ある。 
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   分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷に

対しての電源供給が可能である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精製

建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発の拡大

防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型排

風機の起動は，水素掃気機能の喪失から６時間40分後，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の起動は，水素掃気機能の喪失

から15時間後であり，可搬型排風機の起動タイミングの違いを考慮す

ると，約45ｋＶＡの給電が必要である。 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約80

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル廃

液ガラス固化建屋における水素爆発の拡大防止対策に必要な負荷とし

て，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型排

風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡである。 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡ

であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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第 7.3－１表 水素爆発の発生を仮定する貯槽等 

 

建屋 機器グループ 機器 

前処理建屋 
前処理建屋 

水素爆発 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量・調整槽 

計量補助槽 

計量後中間貯槽 

分離建屋 
分離建屋 

水素爆発 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

プルトニウム溶液受槽 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶※１ 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

プルトニウム溶液供給槽 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム濃縮缶 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

リサイクル槽 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器 

精製建屋 
精製建屋 

水素爆発 

希釈槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋 

水素爆発 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

高レベル廃液ガ

ラス固化建屋 

水素爆発 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

※１ 長期予備を除く。 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容

量を確保している。 
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等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
３

） 
機

器
圧

縮
空

気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

切
替

え
 

・
「

(２
) 

圧
縮

空
気

自
動
供

給
系

か
ら

の
圧

縮
空

気
の
自

動
供

給
」

の
後

，
水

素
発
生

量
の

増
加

が
想

定
さ

れ
る

時
間

の
前

に
，

圧
縮

空
気

自
動
供

給
系

か
ら

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

切
替
え

を
行

い
，

未
然

防
止

濃
度

に
維

持
す

る
た

め
に

十
分

な
量
の

圧
縮

空
気

を
供

給
す

る
た

め
，

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

第
7
.
3
－

１
表

に
示

す

貯
槽

等
の

う
ち

分
離
建

屋
，

精
製

建
屋

及
び

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝
建

屋
に

設
置

す
る

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
空

気
の

供
給
開

始
前

に
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

可
能

性
の
あ
る

貯
槽
等

へ
圧
縮

空
気
を

供
給
す

る
。
 

・
機

器
圧

縮
空

気
自

動
供

給
ユ
ニ

ッ
ト

の
圧

力
計

に
よ
り

，
所

定
の

圧
力

で
圧

縮
空
気

が
供

給
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

常
設

重
大

事
故
等

対
処

設
備

の
圧

縮
空

気
自

動
供

給
系

の
圧

力
を

計
測

で
き
な

い
場

合
は

，
可

搬
型

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト
圧

力
計

を
設

置
し

，
機

器
圧

縮
空

気
自

動
供
給
ユ

ニ
ッ
ト

の
圧
力

を
計
測

す
る
。
 

・
本

対
策

に
お

い
て

確
認

が
必
要

な
監

視
項

目
は

機
器
圧

縮
空

気
自
動
供

給
ユ
ニ

ッ
ト
圧

力
で
あ

る
。
 

  
機

器
圧

縮
空

気
自

動

供
給
ユ
ニ

ッ
ト
 

  
各

建
屋

の
水

素
爆

発

対
象
機
器
 

  
各

建
屋

の
水

素
掃

気

配
管
・
弁
 

－
 

・
可
搬
型

機
器
圧

縮
空
気

自
動
供
給

ユ
ニ
ッ

ト
圧

力
計
 

８－７－444



   
   （

つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
４

） 
可

搬
型

水
素

濃

度
計
の
設

置
 

・
「

(１
) 

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

の
着

手
判

断
及

び
実

施
」

の
着

手
判

断
を

受
け

，
水

素
濃

度

の
測

定
対

象
の

貯
槽

等
の

気
相

部
の

水
素

濃
度

の
推

移
を

適

時
把

握
す

る
た

め
，

可
搬

型
水

素
濃

度
計

を
可

能
な

限
り

速

や
か

に
測

定
対

象
の

貯
槽

等
に

接
続

し
て

い
る

水
素

掃
気

配

管
又

は
計

測
制

御
系

統
施

設
の

計
測

制
御

設
備

に
設

置
す

る
。
 

  
各

建
屋

の
水

素
掃

気

配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
機

器
圧

縮

空
気
供
給

配
管
・

弁
 

－
 

  
計

測
制
御

設
備
 

  
可

搬
型
水

素
濃
度

計
 

             

 
 

 
 

 

８－７－445



   
   （

つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
５

） 
可

搬
型

水
素

濃

度
計

に
よ

る
水

素
濃

度
測

定
の

実
施

判
断

及
び

測
定
の
実

施
 

・
対

策
の

効
果

を
確

認
す

る
た
め

，
対

策
実

施
後

に
水
素

濃
度

の
測

定
の

判
断

を
実
施

し
，

水
素

濃
度

の
測

定
を

行
う

。
対

策
実

施
前

に
水

素
濃
度

の
測

定
が

可
能

で
あ

れ
ば

水
素

濃
度

を
測
定
す

る
。
 

・
ま

た
，

水
素

発
生

速
度

の
変
動

が
想

定
さ

れ
る
期

間
に

お
い

て
水

素
濃

度
を

確
認
す

る
た

め
，

貯
槽

等
内

の
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
温

度
の

指
示
値

を
も

と
に

測
定

の
実

施
を

判
断

し
，

水
素

濃
度

の
測

定
を
行

う
。

上
記

の
測

定
以

外
に

，
水

素
濃

度
を

所
定

の
頻

度
（
１

時
間

3
0分

）
を

満
た

す
よ

う
に

測
定

す
る
。
 

・
水

素
濃

度
の

測
定

対
象

の
貯
槽

等
は

，
高

レ
ベ

ル
廃
液

等
の

性
状

ご
と

に
許

容
空
白

時
間

が
短

い
貯

槽
を

候
補

と
し

，
水

素
掃
気
機

能
の
喪

失
直
前

の
液
位

情
報
を

基
に
選

定
す
る

。
 

・
本

対
策

に
お

い
て

確
認

が
必
要

な
監

視
項

目
は

，
貯
槽

等
温

度
及
び
貯

槽
等
水

素
濃
度

で
あ
る

。
 

  
各

建
屋

の
水

素
掃

気

配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
機

器
圧

縮

空
気
供
給

配
管
・

弁
 

－
 

  
計

測
制
御

設
備
 

  
可

搬
型
水

素
濃
度

計
 

  
可

搬
型
貯

槽
温
度

計
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   （

つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
６

） 
代

替
安
全

圧
縮

空
気
系
の

水
素

掃
気
配
管

又
は

機
器
圧
縮

空
気

供
給
配
管

（
除

染
用
配
管

等
）

か
ら
の
圧

縮
空

気
の
供
給

準
備
 

・
「

(１
) 

水
素

爆
発

を
未
然

に
防

止
す

る
た

め
の

空
気
の

供
給

の
着

手
判

断
」

の
着
手

判
断

を
受

け
，

屋
外

に
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
を

設
置

し
，
及

び
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

を
敷

設
す

る
と

と
も

に
，

屋
内
に

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
を

敷
設

し
，

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー
ス

を
，

安
全

機
能

を
有

す
る

施
設

の
安

全
圧

縮
空

気
系

の
水
素

掃
気

配
管

の
接

続
口

又
は

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

（
除
染

用
配

管
等

）
に

接
続

す
る

。
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気
流

量
計

を
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

の
水

素
掃
気
配

管
，
機
器

圧
縮
空

気
供

給
配
管
（

除
染
用

配
管
等

）

又
は
可
搬

型
建
屋

内
ホ
ー

ス
に
設

置
す
る

。
 

・
ま

た
，

可
搬

型
セ

ル
導

出
ユ
ニ

ッ
ト

流
量

計
を

塔
槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

に
設

置
す

る
。
 

・
外

的
事

象
の

「
火

山
の

影
響
」

を
要

因
と

し
て

水
素
掃

気
機

能
が

喪
失

し
た

場
合
に

は
，

降
灰

に
よ

り
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
が

機
能

喪
失

す
る
こ

と
を

防
止

す
る

た
め

，
運

搬
車

を
用

い
て
可
搬

型
空
気

圧
縮
機

を
各
建

屋
内
に

配
置
す

る
。
 

  
各

建
屋

の
水

素
掃

気

配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
機

器
圧

縮

空
気
供
給

配
管
・

弁
 

  
建

屋
内

空
気

中
継

配

管
 

  
可

搬
型
空

気
圧
縮

機
 

  
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

－
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   （

つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
７

）  

代
替
安
全

圧
縮

空
気
系
の

水
素

掃
気
配
管

又
は

機
器
圧
縮

空
気

供
給
配
管

（
除

染
用
配
管

等
）

か
ら
の
圧

縮
空

気
の
供
給

の
実

施
判
断
 

・
圧

縮
空

気
の
供

給
は

，
圧
縮
空

気
の

供
給

の
準

備
が

完
了
し

た
こ

と
及

び
可

搬
型

排
風

機
が

起
動

し
た

こ
と

を
も

っ
て

実

施
を
判
断

し
，
以

下
の

(８
)へ

移
行

す
る
。
 

－
 

－
 

－
 

（
８

） 
代

替
安
全

圧
縮

空
気
系
の

水
素

掃
気
配
管

又
は

機
器
圧
縮

空
気

供
給
配
管

（
除

染
用
配
管

等
）

か
ら
の
圧

縮
空

気
の
供
給

の
実

施
 

・
可

搬
型

空
気
圧

縮
機

に
附
属
す

る
弁

を
開

放
し

，
圧

縮
空
気

を
貯
槽
等

へ
供
給

す
る
。
 

  
各

建
屋

の
水

素
掃

気

配
管
・
弁
 

  
各

建
屋

の
機

器
圧

縮

空
気
供
給

配
管
・

弁
 

  
建

屋
内

空
気

中
継

配

管
 

  
各

建
屋

の
水

素
爆

発

対
象
機
器
 

  
可

搬
型
空

気
圧
縮

機
 

  
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー

ス
 

  
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー

ス
 

－
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   （

つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対
処
 

設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
 

計
装
設
備
 

（
９

） 
代

替
安
全

圧
縮

空
気
系
の

水
素

掃
気
配
管

又
は

機
器
圧
縮

空
気

供
給
配
管

（
除

染
用
配
管

等
）

か
ら
の
圧

縮
空

気
の
供
給

の
成

否
判
断
 

・
貯

槽
等

に
供

給
す

る
圧

縮
空
気

の
流

量
を

，
代

替
安
全

圧
縮

空
気

系
の

水
素

掃
気
配

管
，

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

（
除

染
用

配
管

等
）

又
は
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

に
接

続
す

る
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮
空

気
流

量
計

に
よ

り
確

認
し

，
水

素
掃

気
機
能
が

維
持
さ

れ
て
い

る
こ
と

を
判
断

す
る
。
 

・
ま

た
，

塔
槽
類

廃
ガ

ス
処
理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る
ユ

ニ
ッ

ト
に

設
置

す
る

可
搬

型
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
流

量
計

に

よ
り

，
貯

槽
等

か
ら

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

へ
移

行
す

る

圧
縮
空
気

の
流
量

を
確
認

す
る
。
 

・
本

対
策

に
お
い

て
確
認

が
必

要
な

監
視

項
目
は

，
貯
槽
掃

気
圧

縮
空
気

流
量

，
水
素

掃
気

系
統

圧
縮

空
気

の
圧
力

，

か
く

は
ん
系

統
圧

縮
空
気

圧
力

及
び

セ
ル

導
出

ユ
ニ
ッ

ト

流
量

で
あ

る
。

 

・
水

素
掃

気
機

能
が

維
持

さ
れ
て

い
る

こ
と

を
判

断
す
る

た
め

に
確

認
が

必
要

な
監
視

項
目

は
，

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

で
あ
る
。
 

－
 

－
 

  
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧

縮
空
気
流

量
計
 

  
可

搬
型

水
素

掃
気

系

統
圧
縮
空

気
圧
力

計
 

  
可

搬
型

か
く

は
ん

系

統
圧
縮
空

気
圧
力

計
 

  
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ

ニ
ッ
ト
流

量
計
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第
7
.
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－

３
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

前
処

理
建

屋
）

 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
相
 

評
価
用
 

空
間
容
量
 

(
ｍ

３
) 

液
量
 

（
ｍ

３
）
 

Ｎ
Ｏ

３
－
 

濃
度
 

（
ｍ
ｏ
ｌ
／
Ｌ
）
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｇ
値
（

70
℃
以
下
）
 

Ｇ
値
（

70
℃
超
過
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ベ
ー
タ
・
 

ガ
ン
マ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
 

／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
 

／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

前
処
理
 

建
屋
 

ハ
ル
洗
浄
槽
 

0
.
02
0 

0
.
0 

1
.
2×

1
0１

 
1
.
1×

1
0２

 
1
.
4 

0
.
45
 

－
 

－
 

0
.
03
8 

水
バ
ッ
フ
ァ
槽
 

5
.
0 

0
.
0 

6
.
2 

1
.
4×

1
0１

 
1
.
4 

0
.
45
 

－
 

－
 

0
.
69
 

中
間
ポ
ッ
ト
 

 
3
.
0 

1
.
7×

1
0２

 
4
.
4×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

0
.
06
0 

中
継
槽
 

7
.
0 

3
.
0 

1
.
7×

1
0２

 
4
.
4×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

2
.
7 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

2
.
0 

3
.
0 

1
.
7×

1
0２

 
4
.
4×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

0
.
47
 

不
溶
解
残
渣
回
収
槽
 

5
.
0 

0
.
17
 

1
.
7×

1
0－

２
 

3
.
3 

0
.
86
 

0
.
24
 

－
 

－
 

2
.
4 

計
量
前
中
間
貯
槽
 

2
5 

3
.
0 

1
.
7×

1
0２

 
4
.
4×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

7
.
8 

計
量
・
調
整
槽
 

2
5 

3
.
0 

1
.
2×

1
0２

 
3
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

7
.
8 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

2
5 

3
.
0 

1
.
2×

1
0２

 
3
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

7
.
8 

計
量
補
助
槽
 

7
.
0 

3
.
0 

1
.
2×

1
0２

 
3
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

1
.
6 

 

８－７－450



第
7
.
3
－

４
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

分
離

建
屋

）
 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
相
 

評
価
用
 

空
間
容
量
 

(
ｍ

３
) 

液
量
 

（
ｍ

３
）
 

Ｎ
Ｏ

３
－
 

濃
度
 

（
ｍ
ｏ
ｌ
／

Ｌ
）
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｇ
値
（

70
℃
以
下
）
 

Ｇ
値
（

70
℃
超
過
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ベ
ー
タ
・
ガ
ン
マ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

分
離
 

建
屋
 

抽
出
塔
 

 
3
.
0 

7
.
9×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

－
 

－
 

0
.
22
 

第
１
洗
浄
塔
 

 
3
.
0 

2
.
9×

1
0１

 
8
.
6×

1
0１

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

－
 

－
 

0
.
22
 

第
２
洗
浄
塔
 

 
4
.
2 

1
.
1×

1
0１

 
1
.
1 

0
.
05
9 

0
.
03
4 

－
 

－
 

0
.
22
 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
洗
浄
塔
 

 
2
.
8 

4
.
1×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
4 

－
 

－
 

0
.
05
8 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

2
5 

3
.
0 

1
.
2×

1
0２

 
3
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

1
1 

溶
解
液
供
給
槽
 

6
.
0 

3
.
0 

1
.
2×

1
0２

 
3
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

2
.
3 

抽
出
廃
液
受
槽
 

1
5 

2
.
8 

4
.
1×

1
0１

 
2
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
4 

0
.
55
 

0
.
22
 

4
.
4 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

2
0 

2
.
8 

4
.
1×

1
0１

 
2
.
5×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
4 

0
.
55
 

0
.
22
 

4
.
1 

抽
出
廃
液
供
給
槽
 

6
0 

2
.
6 

4
.
1×

1
0１

 
2
.
5×

1
0２

 
0
.
12
 

0
.
04
5 

0
.
60
 

0
.
23
 

1
8 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔
 

 
1
.
5 

2
.
9×

1
0２

 
5
.
2×

1
0－

１
 

0
.
22
 

0
.
06
5 

－
 

－
 

0
.
29
 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔
 

 
1
.
5 

2
.
9×

1
0２

 
5
.
2×

1
0－

１
 

0
.
22
 

0
.
06
5 

－
 

－
 

0
.
04
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
洗
浄
器
 

 
0
.
5 

3
.
8 
 

4
.
6×

1
0－

１
 

0
.
63
 

0
.
16
 

－
 

－
 

1
.
1 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

3
.
0 

1
.
7 

2
.
4×

1
0２

 
－
 

0
.
19
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
中
間
貯
槽
 

3
.
0 

1
.
7 

2
.
4×

1
0２

 
－
 

0
.
19
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
3
.
0 

7
.
9×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

0
.
15
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
.
0 

1
.
5 

2
.
9×

1
0２

 
5
.
2×

1
0－

１
 

0
.
22
 

0
.
06
5 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
0 

3
.
0 

8
.
9×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

1
1 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
0 

2
.
8 

4
.
9×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
4 

0
.
55
 

0
.
22
 

1
1 

第
５
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
2
.
8 

2
.
0×

1
0２

 
1
.
3×

1
0３

 
0
.
11
 

0
.
04
4 

0
.
55
 

0
.
22
 

1
.
0 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
3
.
0 

8
.
9×

1
0１

 
3
.
2×

1
0２

 
0
.
11
 

0
.
04
2 

0
.
55
 

0
.
21
 

0
.
02
0 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
1
.
5 

2
.
9×

1
0２

 
5
.
2×

1
0－

１
 

0
.
22
 

0
.
06
5 

1
.
1 

0
.
33
 

0
.
07
0 

第
９
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

3
.
6 

第
1
0
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
0
.
15
 

1
.
2×

1
0－

２
 

3
.
8×

1
0－

１
 

0
.
89
 

0
.
30
 

－
 

－
 

3
.
6 

第
１
洗
浄
器
 

 
0
.
15
 

－
 

5
.
3×

1
0－

１
 

－
 

0
.
30
 

－
 

－
 

1
.
9 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

2
0 

2
.
6 

1
.
7×

1
0１

 
1
.
1×

1
0２

 
0
.
12
 

0
.
04
6 

0
.
60
 

0
.
23
 

4
.
5 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

2
2 

2
.
0 

5
.
0×

1
0２

 
3
.
2×

1
0３

 
0
.
17
 

0
.
05
3 

0
.
85
 

0
.
27
 

3
1 
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（
つ

づ
き

）
 

建
屋
 

機
器
名
 

有
機
相
 

評
価
用
 

空
間
容
量
 

(
ｍ

３
) 

液
量
 

(
ｍ

３
) 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｇ
値
（

70
℃
以
下
）
 

Ｇ
値
（

70
℃
超
過
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ベ
ー
タ
・
ガ
ン
マ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ア
ル
フ

ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
／
1
0
0
ｅ

Ｖ
）
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
e
ｃ
ｕ
ｌ
e
ｓ
／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

分
離
 

建
屋
 

抽
出
塔
 

 
3
.
8×

1
0１

 
1
.
8×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
22
 

第
１
洗
浄
塔
 

 
3
.
8×

1
0１

 
1
.
8×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
22
 

第
２
洗
浄
塔
 

 
3
.
1×

1
0１

 
3
.
5×

1
0－

１
 

3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
22
 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
洗
浄
塔
 

 
－
 

2
.
2 

－
 

7
.
0 

－
 

－
 

0
.
05
8 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
1 

溶
解
液
供
給
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

2
.
3 

抽
出
廃
液
受
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

4
.
4 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

4
.
1 

抽
出
廃
液
供
給
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
8 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
分
配
塔
 

 
3
.
5×

1
0１

 
1
.
7×

1
0－

１
 

3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
29
 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔
 

 
8
.
1×

1
0１

 
1
.
4×

1
0－

１
 

3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
04
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
洗
浄
器
 

 
3
.
5 
 

1
.
6×

1
0－

１
 

3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

1
.
1 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
中
間
貯
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
3
.
8×

1
0１

 
1
.
8×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

1
5 

1
5 

0
.
15
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
1 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
1 

第
５
一
時
貯
留
処
理
槽
 

3
.
0 

4
.
3×

1
0－

１
 

1
.
8×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

0
.
15
 

第
６
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
2
.
6 
 

7
.
1×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

1
5 

1
5 

1
.
0 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

0
.
02
0 

第
８
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
3
.
5×

1
0１

 
1
.
7×

1
0－

１
 

3
.
0 

3
.
0 

1
5 

1
5 

0
.
07
0 

第
９
一
時
貯
留
処
理
槽
 

1
0 

4
.
3×

1
0－

１
 

1
.
8×

1
0１

 
3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

3
.
6 

第
1
0
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
1
.
4×

1
0－

２
 

3
.
5×

1
0－

２
 

3
.
0 

3
.
0 

－
 

－
 

3
.
6 

第
１
洗
浄
器
 

 
－
 

2
.
9×

1
0－

２
 

－
 

3
.
0 

－
 

－
 

1
.
9 

高
レ
ベ
ル
廃
液
供
給
槽
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

4
.
5 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

3
1 
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第
7
.
3
－

５
表

 
有

効
性

評
価

に
係

る
主

要
評

価
条

件
（

精
製

建
屋

）
 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
相
 

評
価
用
 

空
間
容
量
 

(
ｍ

３
) 

液
量

 

（
ｍ

３
）
 

Ｎ
Ｏ

３
－
 

濃
度
 

（
ｍ
ｏ
ｌ
／

Ｌ
）
 

崩
壊
熱
密
度
 

Ｇ
値
（

70
℃
以
下
）
 

Ｇ
値
（

70
℃
超
過
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ベ
ー
タ
・
ガ
ン
マ
 

（
Ｗ
／
ｍ

３
）
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

ア
ル
フ
ァ
 

ベ
ー
タ
・

ガ
ン
マ
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
ｅ
ｃ
ｕ
ｌ
ｅ
ｓ
／
1
0
0
ｅ

Ｖ
）
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
ｅ
ｃ
ｕ
ｌ
ｅ
ｓ
／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

精
製
 

建
屋
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽
 

 
1
.
7 

2
.
4×

1
0２

 
－
 

0
.
19
 

－
 

－
 

－
 

0
.
26
 

抽
出
塔
 

 
4
.
3 

1
.
8×

1
0２

 
－
 

0
.
06
0 

－
 

－
 

－
 

0
.
01
9 

核
分
裂
生
成
物
洗
浄
塔
 

 
1
.
0 

9
.
0×

1
0１

 
－
 

0
.
43
 

－
 

－
 

－
 

0
.
01
9 

逆
抽
出
塔
 

 
0
.
27
 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
77
 

－
 

－
 

－
 

0
.
01
9 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔
 

 
0
.
91
 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
46
 

－
 

－
 

－
 

0
.
00
16
 

補
助
油
水
分
離
槽
 

 
0
.
91
 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
46
 

－
 

－
 

－
 

0
.
00
76
 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
洗
浄
器
 

 
0
.
91
 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
46
 

－
 

－
 

－
 

0
.
05
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

 
1
.
5 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
20
 

－
 

1
.
0 

－
 

0
.
08
8 

油
水
分
離
槽
 

 
1
.
5 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
20
 

－
 

1
.
0 

－
 

0
.
11
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

3
.
0 

1
.
5 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
20
 

－
 

1
.
0 

－
 

0
.
18
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

3
.
0 

1
.
5 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
20
 

－
 

1
.
0 

－
 

0
.
19
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
 

 
7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

－
 

－
 

0
.
24
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

 
7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

0
.
24
 

－
 

0
.
13
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

1
.
5 

7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

0
.
24
 

－
 

0
.
10
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

 
7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

0
.
24
 

－
 

0
.
13
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

 
7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

0
.
24
 

－
 

0
.
13
 

希
釈
槽
 

2
.
5 

1
.
5 

9
.
3×

1
0２

 
－
 

0
.
20
 

－
 

1
.
0 

－
 

0
.
11
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

 
7
.
0 

8
.
6×

1
0３

 
－
 

0
.
04
8 

－
 

0
.
24
 

－
 

0
.
13
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
1
.
5 

4
.
3×

1
0１

 
－
 

0
.
23
 

－
 

1
.
2 

－
 

0
.
12
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

 
1
.
5 

4
.
1×

1
0２

 
－
 

0
.
23
 

－
 

1
.
2 

－
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第
４
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－
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－
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７
一
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1
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（
つ

づ
き

）
 

建
屋
 

機
器
名
 

有
機
相
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空
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(
ｍ

３
) 
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３
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Ｗ
／
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Ｗ
／
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／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

（
Ｍ
ｏ
ｌ
ｅ
ｃ
ｕ
ｌ
ｅ
ｓ
／
1
0
0
ｅ
Ｖ
）
 

精
製
 

建
屋
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽
 

－
 

－
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－
 

－
 

0
.
26
 

抽
出
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－
 

－
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－
 

－
 

－
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第
7
.
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－
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／
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３
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／
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.3
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縮
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2
5 
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3 
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5 
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.3
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7
.
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5
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0 
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.
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3 

0
.
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0
.
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－
 

3
.
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7
0 
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.
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7
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1
.
5 

0
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－
 

－
 

2
0 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

（
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縮
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貯
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2
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2
.
0 

4
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1
0２

 
2
.
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1
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0
.
00
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0
.
00
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－
 

－
 

7
.
3 
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貯
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（
不
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解
残
渣
廃
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貯
蔵
時
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7
0 

0
.
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0 

7
.
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1
0－

３
 

1
.
5 

0
.
97
 

0
.
30
 

－
 

－
 

5
7 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
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2
0 

1
.
0 

5
.
0×

1
0２

 
3
.
2×

1
0３

 
0
.
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4 

0
.
00
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0
.
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0 

(
1
.4
) 

0
.
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5 

(
0
.5
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7
.
9 
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5
.
0 

1
.
0 

5
.
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1
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3
.
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1
0３

 
0
.
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4 

0
.
00
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0
.
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0 

(
1
.4
) 

0
.
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5 

(
0
.5
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3
.
3 

供
給
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2
.
0 

1
.
0 

5
.
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1
0２

 
3
.
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1
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0
.
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4 

0
.
00
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0
.
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0 

(
1
.4
) 

0
.
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5 

(
0
.5
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1
.
1 

 ※
沸

点
を

超
え

た
場

合
は

括
弧

内
の
水

素
発

生
Ｇ
値

と
す
る
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
中継槽 ○ ○ ○
中継槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量前中間貯槽 ○ ○ ○
計量前中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量後中間貯槽 ○ ○ ○
計量後中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量・調整槽 ○ ○ ○
計量・調整槽（水素掃気配管） ○ × ×
計量補助槽 ○ ○ ○
計量補助槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型ダクト × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
主排気筒へ排出するユニット × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 前処理建屋可搬型発電機 × × ○

前処理建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
前処理建屋の可搬型分電盤 × × ○
前処理建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×
貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
貯槽温度計 ○ ○ ×
廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

建屋

前処理建屋

設備

代替安全圧縮空気系

清澄・計量設備

前処理建屋
代替セル排気系

代替モニタリング設備

水素爆発の拡大防止対策

補機駆動用燃料補給設備

代替所内電気設備

前処理建屋
セル導出設備

計装設備

第7.3－８表　水素爆発への対処に使用する設備（１／５）
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽 ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
溶解液中間貯槽 ○ ○ ○
溶解液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
溶解液供給槽 ○ ○ ○
溶解液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液受槽 ○ ○ ○
抽出廃液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液中間貯槽 ○ ○ ○
抽出廃液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
抽出廃液供給槽 ○ ○ ○
抽出廃液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液中間貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第２一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第３一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第４一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第４一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル廃液濃縮缶 ○ ○ ○
高レベル廃液濃縮缶（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 分離建屋可搬型発電機 × × ○

分離建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
分離建屋の可搬型分電盤 × × ○
分離建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

建屋

水素爆発の拡大防止対策

分離建屋

代替安全圧縮空気系

分離設備

分配設備

分離建屋一時貯留処理設備

高レベル廃液濃縮系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

分離建屋
代替セル排気系

分離建屋
セル導出設備

代替モニタリング設備

設備

計装設備

第7.3－８表　水素爆発への対処に使用する設備（２／５）
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽 ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
プルトニウム溶液供給槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
油水分離槽 ○ ○ ○
油水分離槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮缶供給槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮缶供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム溶液一時貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム溶液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮缶 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮缶（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液受槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液受槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液一時貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液計量槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液計量槽（水素掃気配管） ○ × ×
リサイクル槽 ○ ○ ○
リサイクル槽（水素掃気配管） ○ × ×
希釈槽 ○ ○ ○
希釈槽（水素掃気配管） ○ × ×
プルトニウム濃縮液中間貯槽 ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液中間貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第２一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第３一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
第７一時貯留処理槽 ○ ○ ○
第７一時貯留処理槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 × ○ ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×
圧縮空気自動供給貯槽圧力計 ○ × ×
貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
貯槽温度計 ○ ○ ×

代替電源設備 精製建屋可搬型発電機 × × ○
精製建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） × × ○
精製建屋の可搬型分電盤 × × ○
精製建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○

共通電源車 共通電源車 × × ×
放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○

可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

代替モニタリング設備

第7.3－８表　水素爆発への対処に使用する設備（３／５）

建屋

設備 水素爆発の拡大防止対策

精製建屋

代替安全圧縮空気系

プルトニウム精製設備

精製建屋一時貯留処理設
備

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

精製建屋
代替セル排気系

計装設備

精製建屋
セル導出設備
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
機器圧縮空気自動供給ユニット ○ × ×
圧縮空気手動供給ユニット × ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
硝酸プルトニウム貯槽 ○ ○ ○
硝酸プルトニウム貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
混合槽A ○ ○ ○
混合槽A（水素掃気配管） ○ × ×
混合槽B ○ ○ ○
混合槽B（水素掃気配管） ○ × ×
一時貯槽 ○ ○ ○
一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 × × ○

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線（常設分電
盤，常設電源ケーブル）

× × ○

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤 × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 ○ × ×
可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 × ○ ×
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 × ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ ○ ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×
貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

代替モニタリング設備

第7.3－８表　水素爆発への対処に使用する設備（４／５）

計装設備

ウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋
代替セル排気系

ウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋
セル導出設備

ウラン・プ
ルトニウム
混合脱硝建
屋

代替安全圧縮空気系

ウラン・プルトニウム混
合脱硝設備
溶液系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

建屋

設備 水素爆発の拡大防止対策
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水素爆発の発生防止対策

設備名称 構成する機器
水素爆発を未然に防止するた

めの空気の供給
水素爆発の再発を防止するた

めの空気の供給
セルへの導出経路の構築及び
代替セル排気系による対応

水素掃気配管・弁 ○ × ×
可搬型空気圧縮機 ○ ○ ×
可搬型建屋外ホース ○ ○ ×
可搬型建屋内ホース ○ ○ ×
建屋内空気中継配管 ○ ○ ×
機器圧縮空気供給配管・弁 ○ ○ ×
高レベル廃液混合槽 ○ ○ ○
高レベル廃液混合槽（水素掃気配管） ○ × ×
供給液槽 ○ ○ ○
供給液槽（水素掃気配管） ○ × ×
供給槽 ○ ○ ○
供給槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○
高レベル濃縮廃液貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○
高レベル濃縮廃液一時貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
高レベル廃液共用貯槽 ○ ○ ○
高レベル廃液共用貯槽（水素掃気配管） ○ × ×
配管・弁 × × ○
隔離弁 × × ○
水封安全器 × × ○
塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × ○
セル導出ユニットフィルタ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
ダクト・ダンパ × × ○
可搬型フィルタ × × ○
可搬型ダクト × × ○
可搬型排風機 × × ○

主排気筒 主排気筒 × × ○
代替電源設備 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設
電源ケーブル）

× × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤 × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型電源ケーブル × × ○
軽油貯槽 ○ ○ ○
軽油用タンクローリ ○ ○ ○
可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ ○ ×
可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
可搬型セル導出ユニット流量計 ○ ○ ×
可搬型水素濃度計 ○ ○ ○
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × ○
可搬型貯槽温度計 ○ ○ ×
貯槽掃気圧縮空気流量計 ○ ○ ×
水素掃気系統圧縮空気圧力計 ○ × ×
廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○
貯槽温度計 ○ ○ ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング設備 × × ○
可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 × × ○
可搬型データ表示装置 × × ○
可搬型排気モニタリング用発電機 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○
代替試料分析関係設備 可搬型試料分析設備 × × ○

水素爆発の拡大防止対策

高レベル廃
液ガラス固
化建屋

代替安全圧縮空気系

高レベル廃液ガラス固化
設備

高レベル濃縮廃液貯蔵設
備
高レベル濃縮廃液貯蔵系

高レベル濃縮廃液貯蔵設
備

高レベル廃液ガラス固化
建屋
代替セル排気系

代替所内電気設備

補機駆動用燃料補給設備

建屋

設備

代替モニタリング設備

計装設備

高レベル廃液ガラス固化
建屋
セル導出設備

第7.3－８表　水素爆発への対処に使用する設備（５／５）
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［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替

セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
に
必
要
な
要

員
数
［
人
］
 

前
処
理
建
屋
 

中
継
槽
 

6
7（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

13
，

建
屋
対
策
班

26
）

※
１
※

２
 

6
5（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

24
）

※
１

※
２
 

6
3（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応

班
13
，
建
屋
対
策
班

22
）

※
１

※
２
 

計
量
前
中
間
貯
槽
 

計
量
・
調
整
槽
 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

計
量
補
助
槽
 

※
１

 
実
施

責
任
者

等
：
実
施

責
任

者
，

建
屋
対

策
班
長
，

現
場

管
理

者
，
建

屋
外
対
応

班
長

，
要

員
管
理

班
，
情
報

管
理

班
，

通
信
班

長
及
び
放

射
線

対
応

班
 

※
２

 
初
動

対
応
（

現
場
環
境

確
認

）
に

係
る
要

員
を
含
ま

な
い
 

 

 

８－７－463



第
7
.
3
－

1
1
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量
［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
燃
限
界
濃
度
未
満
に
維
持
す
る

た
め
に
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
 

代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

機
器
ご
と
 

建
屋
合
計
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

ハ
ル
洗
浄
槽

 ※
2  

1
.
1×

1
0－

５
 

0
.
02
0 
 

0
.
99
 

－
※

3  

８
×

10
－

５
 

水
バ
ッ
フ
ァ
槽
 

6
.
3×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

3  

中
継
槽

 ※
1
 
※

2  
2
.
2×

1
0－

３
 

0
.
05
3 
 

１
×

10
－

５
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽

 ※
2  

6
.
1×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

3  

不
溶
解
残
渣
回
収
槽

 ※
2  

3
.
4×

1
0－

５
 

0
.
02
0 
 

－
※

3  

計
量
前
中
間
貯
槽

 ※
1
 
※

2  
7
.
6×

1
0－

３
 

0
.
19
  

４
×

10
－

５
 

計
量
・
調
整
槽

 ※
1  

5
.
7×

1
0－

３
 

0
.
15
  

２
×

10
－

５
 

計
量
後
中
間
貯
槽

 ※
1  

5
.
7×

1
0－

３
 

0
.
15
  

２
×

10
－

５
 

計
量
補
助
槽

 ※
1  

1
.
6×

1
0－

３
 

0
.
04
0 
 

２
×

10
－

５
 

中
間
ポ
ッ
ト

 ※
2  

4
.
0×

1
0－

５
 

0
.
02
0 
 

－
※

3  

※
１
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
 

※
２
 
２
基
あ
る
機
器
（
水
素
発
生
量
と
水
素
掃
気
流
量
は
１
機
器
分
を
記
載
し
た
。
た
だ
し
，
建
屋
合
計
に
お
い
て
は
２
基
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
済

。）
 
 

※
３
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
で
は
な
い
た
め
，
放
出
量
を
記
載
し
て
い
な
い
。
 

 
注
）
拡
大
防
止
に
お
け
る
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
は
本
表
と
同
じ
。
た
だ
し
，
対
象
機
器
は
，
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
。
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第
7
.
3
－

1
2
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

（
水

素
濃

度
）

 

  
 

 
 
 

 
注
）
－
 
圧
縮
空
気
供
給
開
始
時
間
に
お
い
て
機
器
内
水
素
濃
度
は
４
ｖ
ｏ
ｌ
％
未
満
の
た
め
，
時
間
の
評
価
を
し
て
い
な
い
 

    

機
器
名
 

水
素
掃
気
流
量
（
可

搬
型
空
気
圧
縮
機
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
平
衡
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

中
継
槽
 

0
.
5 

3
.
4 

－
 

3
.
6 

－
 

2
.
1 

計
量
前
中
間
貯
槽
 

1
.
1 

4
.
4 

4
5
分
 

4
.
6 

１
時
間

1
0
分
 

3
.
4 

計
量
・
調
整
槽
 

0
.
9 

3
.
5 

－
 

3
.
7 

－
 

3
.
1 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

0
.
9 

3
.
5 

－
 

3
.
7 

－
 

3
.
1 

計
量
補
助
槽
 

0
.
5 

4
.
0 

－
 

4
.
3 

2
0
分
 

1
.
6 
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第
7
.
3
－

1
3
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

 

建
屋

 
機

器
名

 

水
素

爆
発

の
発

生
防

止
対

策
 

水
素

爆
発

の
拡

大
防

止
対

策
 

許
容

空
白

 

時
間

※
１
 

機
器

圧
縮

空
気

 

自
動

供
給

 

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

切
替

え
完

了
時

間
※

１
 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら
の

供
給

準
備

完
了

時
間

※
１
 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら

の
供

給
 

開
始

時
間

※
１

 

許
容

空
白

 

時
間

※
１

※
２
 

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

の
供

給
開

始
時

間
※

１
 

可
搬

型
空

気

圧
縮

機
 

か
ら

の
 

供
給

準
備

 

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
供

給
開

始
 

時
間

※
１
 

セ
ル

導
出

設

備
の

隔
離

弁

閉
止

完
了

時

間
※

１
 

ダ
ン

パ
閉

止
及

び

計
器

設
置

完
了

時

間
※

１
 

可
搬

型
排

風

機
起

動
準

備

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
排

風

機
起

動
開

始

時
間

時
間

※
１

 

分
離

建
屋

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

 
５

時
間

3
5
分

※
３
 

４
時

間
2
5
分

 

６
時

間
2
5
分

 
６

時
間

4
0
分

 

1
0
時

間
 

４
時

間
1
0
分

 

９
時

間
 

９
時

間
1
0
分

 
２

時
間

3
0
分

 
３

時
間

1
0
分

 
４

時
間

5
0
分

 
６

時
間

1
0
分

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

中
間

貯
槽

 
５

時
間

3
5
分

※
３
 

４
時

間
2
5
分

 
1
0
時

間
 

４
時

間
1
5
分

 

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
 

５
時

間
3
5
分

※
３
 

４
時

間
2
5
分

 
７

時
間

3
5
分

 
４

時
間

5
分

 

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
4
0
時

間
※

２
 

－
 

1
4
0
時

間
 

－
 

第
４

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
5
0
時

間
※

２
 

－
 

1
5
0
時

間
 

－
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
 

1
4
時

間
※

２
，
※
４
 

－
 

1
4
時

間
 

－
 

溶
解

液
中

間
貯

槽
 

1
0
0
時

間
※

２
 

－
 

1
0
0
時

間
 

－
 

溶
解

液
供

給
槽

 
1
0
0
時

間
※

２
 

－
 

1
0
0
時

間
 

－
 

抽
出

廃
液

受
槽

 
1
4
0
時

間
※

２
 

－
 

1
4
0
時

間
 

－
 

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

 
1
2
0
時

間
※

２
 

－
 

1
2
0
時

間
 

－
 

抽
出

廃
液

供
給

槽
 

1
4
0
時

間
※

２
 

－
 

1
4
0
時

間
 

－
 

※
１

 
水

素
掃

気
機

能
喪

失
か

ら
の
経

過
時

間
 

※
２

 
圧

縮
空

気
の

供
給

が
な

い
場
合

に
機

器
内

の
水

素
濃

度
が
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

ま
で
の

時
間
 

※
３

 
温

度
上

昇
が

最
も

早
い

機
器
の

温
度
が

7
0℃

に
至
る

ま
で
の

時
間
 

※
４

 
分

離
建

屋
の

可
搬

型
空

気
圧
縮

機
か

ら
の

圧
縮

空
気

の
供
給

に
対

す
る

許
容

空
白

時
間
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第
7
.
3
－

1
4
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
の

各
対

策
に

係
る

要
員

 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
 

セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
に 

必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

分
離
建
屋
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

6
5（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

13
，

建
屋
対
策
班

24
）

※
１
※

２
 

6
5（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

24
）

※
１

※
２
 

5
5（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

14
）

※
１

※
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
中
間
貯
槽
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

溶
解
液
供
給
槽
 

抽
出
廃
液
受
槽
 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

抽
出
廃
液
供
給
槽
 

※
１

 
実
施

責
任
者

等
：
実
施

責
任

者
，

建
屋
対

策
班
長
，

現
場

管
理

者
，
建

屋
外
対
応

班
長

，
要

員
管
理

班
，
情
報

管
理

班
，

通
信
班

長
及
び
放

射
線

対
応

班
 

※
２

 
初
動

対
応

（
現

場
環
境

確
認
）

に
係

る
要

員
を

含
ま

な
い
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第
7
.
3
－

1
5
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

機
器

名
 

水
素

発
生

量
 

［
ｍ

３
／

ｈ
］

 

可
燃

限
界

濃
度

未
満

に
維

持
す

る
た

め
に

必

要
な

水
素

掃
気

流
量

 

［
ｍ

３
／

ｈ
］

 

拡
大

防
止

対
策

 

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

 

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

）
 

放
出

量
 

（
セ

シ
ウ

ム
－

1
3
7
換

算
）

 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

建
屋

合
計

放
出

量
 

（
セ

シ
ウ

ム
－

1
3
7
換

算
）

 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

機
器

ご
と

 
建

屋
合

計
 

抽
出

塔
 

5
.
3
×

1
0
－

３
 

0
.
1
4
 
 

3
.
4
 

－
※

３
 

２
×

1
0
－
４
 

第
１

洗
浄

塔
 

3
.
3
×

1
0
－

３
 

0
.
0
8
2
 
 

－
※

３
 

第
２

洗
浄

塔
 

1
.
6
×

1
0
－

３
 

0
.
0
3
9
 
 

－
※

３
 

Ｔ
Ｂ

Ｐ
洗

浄
塔

 
4
.
9
×

1
0
－

３
 

0
.
1
3
 
 

－
※

３
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

分
配

塔
 

2
.
6
×

1
0
－

３
 

0
.
0
6
5
 
 

－
※

３
 

ウ
ラ

ン
洗

浄
塔

 
5
.
4
×

1
0
－

４
 

0
.
0
2
0
 
 

－
※

３
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

洗
浄

器
 

2
.
1
×

1
0
－

４
 

0
.
0
2
0
 
 

－
※

３
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

 
※

１
 

1
.
2
×

1
0
－

３
 

0
.
0
2
9
 
 

２
×

1
0
－

６
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

中
間

貯
槽

 
※

１
 

1
.
2
×

1
0
－

３
 

0
.
0
2
9
 
 

２
×

1
0
－

６
 

第
１

一
時

貯
留

処
理

槽
 

6
.
8
×

1
0
－

３
 

0
.
1
7
 
 

－
※

３
 

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
 
※

１
 

1
.
6
×

1
0
－

３
 

0
.
0
3
9
 
 

３
×

1
0
－
６
 

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
 
※

１
 

3
.
8
×

1
0
－

３
 

0
.
0
9
6
 
 

１
×

1
0
－
５
 

第
４

一
時

貯
留

処
理

槽
 
※

１
 

3
.
2
×

1
0
－

３
 

0
.
0
8
0
 
 

６
×

1
0
－
６
 

第
５

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
.
4
×

1
0
－

３
 

0
.
0
3
4
 
 

－
※

３
 

第
６

一
時

貯
留

処
理

槽
 

1
.
1
×

1
0
－

２
 

0
.
2
6
 
 

－
※

３
 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

5
.
4
×

1
0
－

４
 

0
.
0
2
0
 
 

－
※

３
 

第
８

一
時

貯
留

処
理

槽
 

3
.
0
×

1
0
－

３
 

0
.
0
7
4
 
 

－
※

３
 

第
９

一
時

貯
留

処
理

槽
 

4
.
6
×

1
0
－

３
 

0
.
1
2
 
 

－
※

３
 

第
1
0
一

時
貯

留
処

理
槽

 
3
.
7
×

1
0
－

５
 

0
.
0
2
0
 
 

－
※

３
 

第
１

洗
浄

器
 

4
.
3
×

1
0
－

５
 

0
.
0
2
0
 
 

－
※

３
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

供
給

槽
 
 

1
.
2
×

1
0
－

３
 

0
.
0
2
9
 
 

－
※

３
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
 
※

１
 

4
.
6
×

1
0
－

２
 

1
.
1
5
 
 

８
×

1
0
－

５
 

溶
解

液
中

間
貯

槽
 
※

１
 

5
.
7
×

1
0
－

３
 

0
.
1
5
 
 

２
×

1
0
－

５
 

溶
解

液
供

給
槽

 
※

１
 

1
.
4
×

1
0
－

３
 

0
.
0
3
5
 
 

４
×

1
0
－

６
 

抽
出

廃
液

受
槽

 
※

１
 

2
.
0
×

1
0
－

３
 

0
.
0
4
9
 
 

４
×

1
0
－

６
 

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

 
※

１
 

2
.
6
×

1
0
－

３
 

0
.
0
6
5
 
 

６
×

1
0
－

６
 

抽
出

廃
液

供
給

槽
 
※

１
 ※

2  
8
.
1
×

1
0
－

３
 

0
.
2
1
 

３
×

1
0
－

５
 

※
１
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
 

※
２
 
２
基
あ
る
機
器
（
水
素
発
生
量
と
水
素
掃
気
流
量
は
１
機
器
分
を
記
載
し
た
。
た
だ
し
，
建
屋
合
計
に
お
い
て
は
２
基
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
済

。）
 
 

※
３
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
で
は
な
い
た
め
，
放
出
量
を
記
載
し
て
い
な
い
。
 

 
注
）
拡
大
防
止
に
お
け
る
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
は
本
表
と
同
じ
。
た
だ
し
，
対
象
機
器
は
，
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
。
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7
.
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6
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
（

水
素

濃
度

）
 

   
 

 
 

 
注
）
－
 
圧
縮
空
気
供
給
開
始
時
間
に
お
い
て
機
器
内
水
素
濃
度
は
４
ｖ
ｏ
ｌ
％
未
満
の
た
め
，
時
間
の
評
価
を
し
て
い
な
い
 

    

機
器
名
 

水
素
掃
気
流
量
（
機

器
圧
縮
空
気
自
動
供

給
ユ
ニ
ッ
ト
，
圧
縮

空
気
手
動
供
給
ユ
ニ

ッ
ト
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
掃
気
流
量
（
可

搬
型
空
気
圧
縮
機
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
平
衡
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

0
.
04
0 

0
.
50
 

1
.
9 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
2 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
中
間
貯
槽
 

0
.
04
0 

0
.
50
 

1
.
9 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
2 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

0
.
04
0 

0
.
50
 

2
.
4 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
6 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

0
.
60
 

1
.
2 

－
 

1
.
4 

－
 

3
.
1 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

－
 

0
.
50
 

1
.
1 

－
 

1
.
2 

－
 

3
.
1 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
 

－
 

6
.
5 

1
.
8 

－
 

2
.
4 

－
 

3
.
4 

溶
解
液
中
間
貯
槽
 

－
 

0
.
90
 

1
.
2 

－
 

1
.
5 

－
 

3
.
1 

溶
解
液
供
給
槽
 

－
 

0
.
50
 

0
.
65
 

－
 

0
.
91
 

－
 

1
.
4 

抽
出
廃
液
受
槽
 

－
 

0
.
50
 

0
.
75
 

－
 

0
.
93
 

－
 

1
.
9 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

－
 

0
.
50
 

1
.
2 

－
 

1
.
3 

－
 

2
.
6 

抽
出
廃
液
供
給
槽
 

－
 

1
.
2 

1
.
2 

－
 

1
.
4 

－
 

3
.
3 
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1
7
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

 

建
屋

 
機

器
名

 

水
素

爆
発

の
発

生
防

止
対

策
 

水
素

爆
発

の
拡

大
防

止
対

策
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
２
 

機
器

圧
縮

空
気

 

自
動

供
給

 

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

 

切
替

え
完

了
 

時
間

※
１
 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
供

給
準

備
 

完
了

時
間

 

※
１
 

可
搬

型
空

気

圧
縮

機
か

ら

の
供

給
開

始
 

時
間

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
２
 

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

の
 

供
給

開
始

 

時
間

※
１
 

可
搬

型
空

気

圧
縮

機
か

ら

の
供

給
準

備

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
 

供
給

開
始

 

時
間

※
１
 

セ
ル

導
出

設
備

の
隔

離
弁

閉
止

完
了

時
間

 

※
１
 

ダ
ン

パ
閉

止

及
び

計
器

設

置
完

了
時

間

※
１
 

可
搬

型
排

風

機
起

動
準

備

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

開
始

時
間

 

※
１
 

精
製

建

屋
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

供
給

槽
 

1
3
時

間
※

４
 

－
 

７
時

間
 

７
時

間
1
5

分
 

1
3
時

間
 

－
 

９
時

間
3
0
分

 
９

時
間

4
5
分

 
２

時
間

2
5

分
 

２
時

間
5
0

分
 

５
時

間
4
0

分
 

６
時

間
4
0

分
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

 
４

時
間

※
３
 

２
時

間
2
0
分

 

5
時

間
 

1
時

間
3
0
分

 

油
水

分
離

槽
 

４
時

間
※

３
 

６
時

間
1
5
分

 
1
時

間
4
0
分

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

 
４

時
間

※
３
 

２
時

間
4
5
分

 
１

時
間

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

 
４

時
間

※
３
 

２
時

間
5
0
分

 
1
時

間
５

分
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
 

2
7
時

間
※

２
 

－
 

2
7
時

間
 

－
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
 

４
時

間
※

３
 

２
時

間
2
0
分

 

２
時

間
5
5
分

 
１

時
間

1
0
分

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
一

時
貯

槽
 

４
時

間
※

３
 

１
時

間
2
5
分

 
5
0
分

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
計

量
槽

 
４

時
間

※
３
 

２
時

間
5
5
分

 
１

時
間

1
5
分

 

リ
サ

イ
ク

ル
槽

 
４

時
間

※
３
 

２
時

間
5
5
分

 
１

時
間

2
0
分

 

希
釈

槽
 

４
時

間
※

３
 

２
時

間
1
5
分

 
5
5
分

 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
 

４
時

間
※

３
 

２
時

間
5
5
分

 
１

時
間

2
5
分

 

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
 

４
時

間
※

３
 

７
時

間
4
5
分

 
１

時
間

4
5
分

 

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
 

４
時

間
※

３
 

５
時

間
5
0
分

 
1
時

間
3
5
分

 

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
 

2
8
時

間
※

２
 

－
 

2
8
時

間
 

－
 

   

※
１

 
水

素
掃

気
機

能
喪

失
か

ら
の
経

過
時

間
 

※
２

 
圧

縮
空

気
の

供
給

が
な

い
場
合

に
機

器
内

の
水

素
濃

度
が
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

ま
で
の

時
間
 

※
３

 
温

度
上

昇
が

最
も

早
い

機
器
の

温
度
が

7
0℃

に
至
る

ま
で
の

時
間
 

※
４

 
精

製
建

屋
の

可
搬

型
空

気
圧
縮

機
か

ら
の

圧
縮

空
気

の
供
給

に
対

す
る

許
容

空
白

時
間
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表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
の

各
対

策
に

係
る

要
員

 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替

セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
に
必
要
な
要

員
数
［
人
］
 

精
製
建
屋
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽

 

6
3（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

13
，

建
屋
対
策
班

22
）

※
１
※

２
 

6
7（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

26
）

※
１

※
２
 

6
5（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応

班
13
，
建
屋
対
策
班

24
）

※
１

※
２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽

 
油
水
分
離
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽

 
リ
サ
イ
ク
ル
槽

 
希
釈
槽

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽

 
第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

 
第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

 
第
７
一
時
貯
留
処
理
槽

 

※
１

 
実
施

責
任
者

等
：
実
施

責
任

者
，

建
屋
対

策
班
長
，

現
場

管
理

者
，
建

屋
外
対
応

班
長

，
要

員
管
理

班
，
情
報

管
理

班
，

通
信
班

長
及
び
放

射
線

対
応

班
 

※
２

 
初
動

対
応
（

現
場
環
境

確
認

）
に

係
る
要

員
を
含
ま

な
い
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表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
燃
限
界
濃
度
未
満
に
維
持
す
る

た
め
に
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
 

代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

機
器
ご
と
 

建
屋
合
計
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－

1
37

換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－

1
37

換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽

※
１
 

1
.
5×

1
0－

３
 

0
.
03
7 
 

1
.
5 

３
×

10
－

６
 

３
×

10
－

４
 

抽
出
塔
 

1
.
7×

1
0－

３
 

0
.
04
3 
 

－
※

２
 

核
分
裂
生
成
物
洗
浄
塔
 

1
.
4×

1
0－

３
 

0
.
03
4 
 

－
※

２
 

逆
抽
出
塔
 

2
.
5×

1
0－

３
 

0
.
06
2 
 

－
※

２
 

ウ
ラ
ン
洗
浄
塔
 

6
.
0×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

２
 

補
助
油
水
分
離
槽
 

2
.
8×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

２
 

Ｔ
Ｂ
Ｐ
洗
浄
器
 

1
.
9×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

２
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽

※
１
 

1
.
4×

1
0－

３
 

0
.
03
5 
 

３
×

10
－

６
 

油
水
分
離
槽

※
１
 

1
.
4×

1
0－

３
 

0
.
03
5 
 

３
×

10
－

６
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽

※
１
 

4
.
7×

1
0－

３
 

0
.
12
  

８
×

10
－

６
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽

※
１
 

4
.
7×

1
0－

３
 

0
.
12
  

８
×

10
－

６
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶

※
１
 

7
.
1×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

５
×

10
－

６
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽

※
１
 

3
.
4×

1
0－

３
 

0
.
08
4 
 

３
×

10
－

５
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽

※
１
 

5
.
2×

1
0－

３
 

0
.
13
  

５
×

10
－

５
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽

※
１
 

3
.
4×

1
0－

３
 

0
.
08
4 
 

３
×

10
－

５
 

リ
サ
イ
ク
ル
槽

※
１
 

3
.
4×

1
0－

３
 

0
.
08
5 
 

３
×

10
－

５
 

希
釈
槽

※
１
 

3
.
8×

1
0－

３
 

0
.
09
6 
 

７
×

10
－

５
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽

※
１
 

3
.
4×

1
0－

３
 

0
.
08
5 
 

３
×

10
－

５
 

第
１
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
.
9×

1
0－

３
 

0
.
07
2 
 

－
※

２
 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

※
１
 

1
.
3×

1
0－

３
 

0
.
03
1 
 

４
×

10
－

６
 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

※
１
 

2
.
4×

1
0－

３
 

0
.
05
9 
 

４
×

10
－

６
 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽
 

1
.
7×

1
0－

４
 

0
.
02
0 
 

－
※

２
 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽

※
１
 

6
.
4×

1
0－

３
 

0
.
16
  

１
×

10
－

５
 

 
※

1 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
 

※
2 

重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
で
は
な
い
た
め
，
放
出
量
を
記
載
し
て
い
な
い
。
 

 
注
）
拡
大
防
止
に
お
け
る
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
は
本
表
と
同
じ
。
た
だ
し
，
対
象
機
器
は
，
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
。
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第
7
.
3
－

2
0
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
（

水
素

濃
度

）
 

 

  
 

 
 

 
注
）
－
 
圧
縮
空
気
供
給
開
始
時
間
に
お
い
て
機
器
内
水
素
濃
度
は
４
ｖ
ｏ
ｌ
％
未
満
の
た
め
，
時
間
の
評
価
を
し
て
い
な
い
 

    

機
器
名
 

水
素
掃
気
流
量
（
機

器
圧
縮
空
気
自
動
供

給
ユ
ニ
ッ
ト
，
圧
縮

空
気
手
動
供
給
ユ
ニ

ッ
ト
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
掃
気
流
量
（
可

搬
型
空
気
圧
縮
機
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
圧

縮
空

気
供

給
時

の
平
衡
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽
 

－
 

0
.
50
 

2
.
2 

－
 

5
.
8 

1
5
分
 

1
.
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽

 
0
.
04
0 

0
.
50
 

3
.
5 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
4 

油
水
分
離
槽

 
0
.
04
0 

0
.
50
 

3
.
3 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
4 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽

 
0
.
12
 

0
.
80
 

3
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
8 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽

 
0
.
12
 

0
.
80
 

3
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
9 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶

 
－
 

0
.
50
 

1
.
9 

－
 

3
.
0 

－
 

0
.
14
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽

 
0
.
42
 

0
.
70
 

3
.
9 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
4 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽

 
0
.
65
 

1
.
0 

0
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
6 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽

 
0
.
42
 

0
.
70
 

0
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
4 

リ
サ
イ
ク
ル
槽

 
0
.
42
 

0
.
70
 

3
.
9 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
4 

希
釈
槽

 
0
.
09
6 

1
.
6 

3
.
9 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
2 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽

 
0
.
43
 

0
.
70
 

0
.
80
 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
4 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

 
0
.
04
0 

0
.
50
 

3
.
1 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
3 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

 
0
.
05
8 

0
.
50
 

3
.
4 

－
 

3
.
9 

－
 

2
.
3 

第
７
一
時
貯
留
処
理
槽

 
－
 

0
.
80
 

3
.
0 

－
 

4
.
0 

－
 

0
.
80
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第
7
.
3
－

2
1
表

 
ウ

ラ
ン

･
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
時

間
 

 

建
屋

 
機

器
名

 

水
素

爆
発

の
発

生
防

止
対

策
 

水
素

爆
発

の
拡

大
防

止
対

策
 

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ

ニ
ッ

ト
へ

の
切

替
え

 
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
か

ら
の

圧
縮

空
気

の
供

給
 

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

の
供

給
 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
圧

縮
空

気
の

供
給

 
セ

ル
導

出

設
備

の
隔

離
弁

閉
止

完
了

時
間

 

※
１
 

ダ
ン

パ
閉

止
及

び
計

器
設

置
完

了
時

間
※

１
 

可
搬

型
 

排
風

機
 

起
動

準

備
完

了

時
間

※
１
 

可
搬

型
 

排
風

機
 

起
動

開
始

 

時
間

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
３
 

完
了

時
間

 

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

※
１

※
４
 

準
備

 

完
了

時
間

※
１
 

供
給

開
始

 

時
間

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

※
１

※
２
 

供
給

開
始

時
間

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
５
 

供
給

準
備

完
了

時
間

 

※
１
 

供
給

開
始

時
間

※
１
 

ウ
ラ

ン
･
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

混
合

脱
硝

建

屋
 

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

貯
槽

 

８
時

間
５

分
 

６
時

間
4
0

分
 

2
0
時

間
 

1
5
時

間
2
0

分
 

1
5
時

間
4
0

分
 

７
時

間
2
5
分

 
5
5
分

 

2
0
時

間
 

1
7
時

間
4
0

分
 

1
8
時

間
 

３
時

間
1
0
分

 ３
時

間
1
0
分

1
4
時

間
 

1
5
時

間
 

混
合

槽
 

８
時

間
５

分
 

６
時

間
4
0

分
 

1
0
時

間
 

１
時

間
５

分
 

一
時

貯
槽

 
 

８
時

間
５

分
 

６
時

間
4
0

分
 

７
時

間
2
5
分

 
１

時
間

 

※
１

 
水

素
掃

気
機

能
喪

失
か

ら
の
経

過
時

間
 

※
２

 
圧

縮
空

気
の

供
給

が
な

い
場
合

に
機

器
内

の
水

素
濃

度
が
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

ま
で
の

時
間
 

※
３

 
温

度
上

昇
が

最
も

早
い

貯
槽
の

温
度
が

7
0℃

に
至
る

ま
で
の

時
間
 

※
４

 
機

器
圧

縮
空

気
自

動
供

給
ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

の
空

気
の

供
給
が

継
続

す
る

時
間

で
あ

り
，
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
か

ら
の
圧

縮
空

気
の

供
給

に
対

す
る

 
許

容
空
白

時
間

 
※

５
 
圧

縮
空

気
手

動
供

給
ユ

ニ
ッ
ト

か
ら

の
空

気
の

供
給

が
継
続

す
る

時
間

で
あ

り
，

可
搬
型

空
気

圧
縮

機
か

ら
の

圧
縮
空

気
の

供
給

に
対

す
る

許
容
空

白
時

間
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第
7
.
3
－

2
2
表

 
ウ

ラ
ン

･
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
の

各
対

策
に

係
る

要
員

 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替

セ
ル
排
気
系
対
応
に
必
要
な
要
員
数

［
人
］
 

ウ
ラ
ン
･プ

ル
ト
ニ
ウ
ム

混
合
脱
硝
建
屋
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

7
1（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

13
，

建
屋
対
策
班

30
）

※
１
※

２
 

7
1（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

30
）

※
１

※
２
 

6
1（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応

班
13
，
建
屋
対
策
班

20
）

※
１

※
２
 

混
合
槽
 

一
時
貯
槽
 

※
１

 
実
施

責
任
者

等
：
実
施

責
任

者
，

建
屋
対

策
班
長
，

現
場

管
理

者
，
建

屋
外
対
応

班
長

，
要

員
管
理

班
，
情
報

管
理

班
，

通
信
班

長
及
び
放

射
線

対
応

班
 

※
２

 
初
動

対
応

（
現

場
環
境

確
認
）

に
係

る
要

員
を

含
ま

な
い
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第
7
.
3
－

2
3
表

 
ウ

ラ
ン

･
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
燃
限
界
濃
度
未
満
に
維
持
す
る

た
め
に
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
 

代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

機
器
ご
と
 

建
屋
合
計
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－

13
7

換
算
）
 

（
Ｔ
Ｂ
ｑ
）
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－

13
7

換
算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽

※
１

 
 

3
.
5×

1
0－

３
 

0
.
08
7 

0
.
31
  

３
×

10
－

５
 

７
×

10
－

５
 

混
合
槽

 ※
１

 
※

２
 

2
.
7×

1
0－

３
 

0
.
06
6 

４
×

10
－

５
 

一
時
貯
槽

※
１

 
 

3
.
5×

1
0－

３
 

0
.
08
7 

－
※

３
 

※
１
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
 

※
２
 
２
基
あ
る
機
器
（
水
素
発
生
量
と
水
素
掃
気
流
量
は
１
機
器
分
を
記
載
し
た
。
た
だ
し
，
建
屋
合
計
に
お
い
て
は
２
基
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
済

。）
 

※
３
 
平
常
運
転
時
は
空
運
用
の
た
め
放
出
な
し
。
 

 
注
）
拡
大
防
止
に
お
け
る
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
は
本
表
と
同
じ
。
た
だ
し
，
対
象
機
器
は
，
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
。
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第
7
.
3
－

2
4
表

 
ウ

ラ
ン

･
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
水

素
爆

発
へ

の
各

対
策

に
係

る
評

価
結

果
（

水
素

濃
度

）
 

 

 
 

 
 
 

 
注
）
－
 
圧
縮
空
気
供
給
開
始
時
間
に
お
い
て
機
器
内
水
素
濃
度
は
４
ｖ
ｏ
ｌ
％
未
満
の
た
め
，
時
間
の
評
価
を
し
て
い
な
い
 

    

機
器
名
 

水
素
掃
気
流
量
（
機

器
圧
縮
空
気
自
動
供

給
ユ
ニ
ッ
ト
，
圧
縮

空
気
手
動
供
給
ユ
ニ

ッ
ト
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
掃
気
流
量
（
可

搬
型
空
気
圧
縮
機
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
圧

縮
空

気
供

給
時

の
平
衡
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

0
.
44
 

1
.
0 

0
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
7 

混
合
槽
 

0
.
33
 

1
.
0 

0
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
3 

一
時
貯
槽
 

0
.
44
 

1
.
0 

0
.
8 

－
 

3
.
9 

－
 

1
.
7 
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5
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

へ
の

各
対

策
に

係
る

時
間

 

 

建
屋

 
機

器
名

 

水
素

爆
発

の
発

生
防

止
対

策
 

水
素

爆
発

の
拡

大
防

止
対

策
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
２
 

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

切
替

え
完

了
時

間
※

１
 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら

の
供

給
準

備

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら
の

 

供
給

開
始

時
間

 

※
１
 

許
容

空
白

 

時
間

 

※
１
※
２
 

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

の
供

給
開

始
時

間
※

１
 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら

の
供

給
準

備

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
空

気
 

圧
縮

機
か

ら
の

供
給

開
始

 

時
間

※
１
 

セ
ル

導
出

設

備
の

隔
離

弁

閉
止

完
了

時

間
※

１
 

ダ
ン

パ
閉

止
及

び
計

器
設

置
完

了
時

間
※

１
 

可
搬

型
 

排
風

機
 

起
動

準
備

 

完
了

時
間

※
１

 

可
搬

型
排

風
機

起
動

開
始

時
間

 

※
１
 

高
レ

ベ

ル
廃

液

ガ
ラ

ス

固
化

建

屋
 

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

 
 

2
4
時

間
 

－
 

1
3
時

間
5
5

分
 

1
4
時

間
1
5
分

 

2
4
時

間
 

－
 

1
9
時

間
3
0

分
 

1
9
時

間
4
5
分

 
３

時
間

2
0

分
 

６
時

間
1
0

分
 

1
1
時

間
4
5

分
 

1
3
時

間
 

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

 
 

2
4
時

間
 

－
 

2
4
時

間
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
 
 

2
4
時

間
 

－
 

2
4
時

間
 

供
給

液
槽

 
 

2
6
時

間
 

－
 

2
6
時

間
 

供
給

槽
 

2
6
時

間
 

－
 

2
6
時

間
 

※
１

 
水

素
掃

気
機

能
喪

失
か

ら
の
経

過
時

間
 

※
２

 
圧

縮
空

気
の

供
給

が
な

い
場
合

に
機

器
内

の
水

素
濃

度
が
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

ま
で
の

時
間
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第
7
.
3
－

2
6
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

の
各

対
策

に
係

る
要

員
 

 

建
屋
 

機
器
名
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
 

の
供
給
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替

セ
ル
排
気
系
に
必
要
な
要
員
数
［
人
］
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス

固
化
建
屋
 

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

 
 

7
7（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

13
，

建
屋
対
策
班

36
）

※
１
※

２
 

7
7（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

36
）

※
１

※
２
 

6
9（

実
施
責
任
者
等

28
，
建
屋
外
対
応
班

1
3，

建
屋
対
策
班

28
）

※
１

※
２
 

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

 
 

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
 
 

供
給

液
槽

 
 

供
給

槽
 

※
１

 
実
施

責
任
者

等
：
実
施

責
任

者
，

建
屋
対

策
班
長
，

現
場

管
理

者
，
建

屋
外
対
応

班
長

，
要

員
管
理

班
，
情
報

管
理

班
，

通
信
班

長
及
び
放

射
線

対
応

班
 

※
２

 
初
動

対
応
（

現
場
環
境

確
認

）
に

係
る
要

員
を
含
ま

な
い
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第
7
.
3
－

2
7
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
燃
限
界
濃
度
未
満
に
維
持
す
る

た
め
に
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

拡
大
防
止
対
策
 

（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
 

代
替
セ
ル
排
気
系
に
よ
る
対
応
）
 

機
器
ご
と
 

建
屋
合
計
 

放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

建
屋
合
計
放
出
量
 

（
セ
シ
ウ
ム
－
13
7
換

算
）
 

［
Ｔ
Ｂ
ｑ
］
 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 ※

１
 
※

２
 

1
.2
×
10

－
２
 

0
.3
1
  

1
.
4 

９
×
10

－
４
 

２
×
10

－
３
 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 ※

１
 ※

２
 

2
.9
×
10

－
３
 

0
.0
7
1 
 

２
×
10

－
４
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
 ※

１
 ※

２
 

3
.8
×
10

－
３
 

0
.0
9
4 
 

２
×
10

－
４
 

供
給
液
槽

 ※
１

 ※
２
 

9
.4
×
10

－
４
 

0
.0
2
4 
 

４
×
10

－
５
 

供
給
槽

 
※
１

 
※
２
 

3
.8
×
10

－
４
 

0
.0
2
0 
 

２
×
10

－
５
 

不
溶
解
残
渣
廃
液
一
時
貯
槽
 ※

２
 

3
.4
×
10

－
５
 

0
.0
2
0 
 

－
※

４
 

不
溶
解
残
渣
廃
液
貯
槽
 ※

２
 

2
.7
×
10

－
４
 

0
.0
2
0 
 

－
※

４
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 ※

１
 

1
.2
×
10

－
２
 

0
.3
1
  

－
※

３
 

※
１
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
 

※
２
 
２
基
あ
る
機
器
（
水
素
発
生
量
と
水
素
掃
気
流
量
は
１
機
器
分
を
記
載
し
た
。
た
だ
し
，
建
屋
合
計
に
お
い
て
は
２
基
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
済

。）
 

※
３
 
平
常
運
転
時
は
空
運
用
の
た
め
放
出
な
し
。
 

※
４
 
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
で
は
な
い
た
め
，
放
出
量
を
記
載
し
て
い
な
い
。
 

 
注
）
拡
大
防
止
に
お
け
る
必
要
な
水
素
掃
気
流
量
は
本
表
と
同
じ
。
た
だ
し
，
対
象
機
器
は
，
重
大
事
故
の
水
素
爆
発
を
想
定
す
る
機
器
。
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第
7
.
3
－

2
8
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

水
素

爆
発

へ
の

各
対

策
に

係
る

評
価

結
果

（
水

素
濃

度
）

 

 
   

 
 
 

 
注
）
－
 
圧
縮
空
気
供
給
開
始
時
間
に
お
い
て
機
器
内
水
素
濃
度
は
４
ｖ
ｏ
ｌ
％
未
満
の
た
め
，
時
間
の
評
価
を
し
て
い
な
い
 

    

機
器
名
 

水
素
掃
気
流
量
（
可

搬
型
空
気
圧
縮
機
）
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
 

水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策
 

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
圧

縮
空

気
供

給
時

の
平
衡
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か

ら
の
圧
縮
空
気
供
給
時

の
機
器
内
の
水
素
濃
度
 

（
ｖ
ｏ
ｌ
％
）
 

圧
縮
空
気
の
供
給
後
，

機
器
内
水
素
濃
度
が
４

ｖ
ｏ
ｌ
％
に
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽

  
3
2 

1
.
4 

－
 

1
.
9 

－
 

0
.
19
 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽

  
7
.
3 

0
.
58
 

－
 

0
.
78
 

－
 

0
.
20
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽

  
1
0 

0
.
72
 

－
 

0
.
98
 

－
 

0
.
19
 

供
給
液
槽

  
3
.
0 

0
.
44
 

－
 

0
.
60
 

－
 

0
.
16
 

供
給
槽
 

1
.
0 

0
.
53
 

－
 

0
.
72
 

－
 

0
.
19
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第
7
.
3
－

2
9
表

 
水

素
爆

発
の

再
発

を
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
の

手
順

及
び

設
備

の
関

係
 

 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

水
素
爆
発

の
再

発
を
防
止

す
る

た
め
の
空

気
の

供
給
の
着

手
判

断
 

・
「

7
.3
.
1.
1

(１
) 

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

の
着

手

判
断
及
び

実
施

」
と
同

様
で
あ
る

。
水

素
爆
発

の
再
発

を
防
止
す

る
た
め

の
空

気
の
供
給

の
準
備

作
業
と

し
て
以

下
の

(２
)，

(３
)及

び
(４

)へ
移
行
す

る
。
 

－
 

－
 

－
 

(２
) 

圧
縮
空
気

手
動

供
給
ユ
ニ

ッ
ト

か
ら
の
圧

縮
空

気
の
供
給
 

・
分
離
建

屋
，
精
製

建
屋
及

び
ウ

ラ
ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
混

合
脱

硝
建
屋

に
お
い

て
安

全
圧

縮
空

気
系

の
水

素
掃
気

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
は

，
第

7.
3
－

１
表

に
示
す
貯

槽
等
の

う
ち
分

離
建
屋

，
精
製

建
屋
及

び
ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合
脱
硝

建
屋
に

設
置
す

る
，
許

容
空
白

時
間
が

短
い
貯

槽
等
へ

速
や
か

に
圧

縮
空

気
手

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト
を

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
に

よ
り

機
器

圧
縮

空

気
供
給
配

管
（
か
く

は
ん
用

配
管
，
計
測
制

御
用
配

管
等
）
に
接

続
し
，
圧

縮

空
気
を
供

給
す
る

。
 

・
圧

縮
空

気
の

供
給

に
用

い
る

系
統

は
貯

槽
等

に
内

包
す

る
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

に
浸
っ
て

い
る
系

統
を
選

択
す
る

。
圧

縮
空
気

の
供
給

を
開
始
す

る
前
に

当
該

系
統
へ
圧

縮
空
気

手
動
供

給
ユ
ニ

ッ
ト
接

続
系
統

圧
力
計

を
設
置

し
，
圧
縮
空

気
供
給
圧

力
の
変

動
を
確

認
す
る

こ
と
に

よ
り

，
系
統

が
健
全
で

あ
る
こ

と
及

び
圧
縮
空

気
が
供

給
さ
れ

て
い
る

こ
と
を

確
認
す

る
。
 

・
 圧

縮
空

気
手

動

供
給
ユ
ニ

ッ
ト
 

・
 各

建
屋

の
水

素

爆
発
対
象

機
器
 

・
 機

器
圧

縮
空

気

供
給
配
管

・
弁
 

・
 可

搬
型

建
屋

内

ホ
ー
ス
 

・
圧
縮
空

気
手
動

供
 

給
ユ

ニ
ッ

ト
接

続
系
統
圧

力
計
 

・
本
対
策

に
お
い

て
確
認

が
必
要

な
監
視

項
目
は

圧
縮
空

気
手
動

供
給
ユ

ニ
ッ

ト
接
続
系

統
圧
力

で
あ
る

。
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

水
素

濃
度

の

確
認
 

・「
7.
3
.1
.
1(

４
) 

可
搬
型

水
素
濃

度
計
の

設
置
」
に

お
い
て

設
置

し
た
可

搬
型
水

素
濃
度
計

に
よ
り

，
測
定

対
象
の

貯
槽
等

の
水
素

濃
度
の

推
移
を

適
時
把

握
す

る
。
 

・
水
素
濃

度
の
測

定
タ
イ

ミ
ン
グ

は
，「

7
.3
.
1.
1

(５
) 

可
搬

型
水

素
濃
度

計
に
よ

る
水
素
濃

度
測
定

の
実
施

判
断
及

び
測
定

の
実
施

」
と
同

様
で
あ

る
。
 

・
各
建
屋

の
水
素

掃

気
配
管
・

弁
 

・
各
建
屋

の
機
器

圧

縮
空
気
供

給
配

管
・
弁
 

－
 

・
計
測
制

御
設
備
 

・
可

搬
型

水
素

濃
度

計
 

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
 

(４
) 

代
替
安
全

圧
縮

空
気
系
の

機
器

圧
縮
空
気

供
給

配
管
（
か

く
は

ん
用
配
管

，
計

測
制
御
用

配
管

等
）
か
ら

の
圧

縮
空
気
の

供
給

準
備
 

・
代

替
安
全

圧
縮
空

気
系
の

機
器

圧
縮
空

気
供
給

配
管
（

か
く
は

ん
用
配

管
，
計

測
制
御
用

配
管
等

）
に
，
建

屋
外

の
可
搬

型
空
気

圧
縮
機

を
，
可

搬
型
建

屋
外

ホ
ー
ス

，
可

搬
型
建

屋
内
ホ

ー
ス

及
び
建

屋
内
空

気
中
継

配
管
を

用
い
て

接
続

す
る
。
 

・
各

建
屋

の
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・
弁
 

・
建

屋
内

空
気

中
継

配
管
 

・
可
搬
型

空
気
圧

縮

機
 

・
可
搬
型

建
屋
外

ホ

ー
ス
 

・
可
搬
型

建
屋
内

ホ

ー
ス
 

－
 

 
 

８－７－483



（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(５
) 

代
替

安
全

圧
縮

空
気

系
の

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

（
か

く
は

ん
用

配
管

，
計

測
制

御
用

配
管

等
）

か
ら

の
圧

縮
空

気
の

供
給

の
実
施
判

断
 

・
圧
縮
空

気
の
供

給
は
，
圧

縮
空

気
の
供

給
の
準

備
が
完

了
し
た

こ
と
，
可
搬
型

排
風
機
が

起
動
し

た
こ
と

に
よ
り

実
施
を

判
断
し

，
以
下

の
(６

)へ
移
行
す

る
。
 

－
 

－
 

－
 

(６
) 

代
替

安
全

圧
縮

空
気

系
の

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

（
か

く
は

ん
用

配
管

，
計

測
制

御
用

配
管

等
）

か
ら

の
圧

縮
空

気
の

供
給

の
成
否
判

断
 

・
可
搬

型
空
気

圧
縮
機

に
附
属
す

る
弁
を

開
放
し

，
圧
縮
空

気
を

貯
槽
等

へ
供
給

す
る
。
貯

槽
等
に

供
給
す

る
圧
縮

空
気
の

流
量
を

，
可
搬

型
貯
槽

掃
気
圧

縮
空

気
流
量
計

に
よ
り

確
認
し
，
水
素

掃
気
機

能
が
維

持
さ
れ

て
い
る

こ
と
を

判
断

す
る
。
 

・
ま

た
，
発

生
防
止

対
策
の

実
施

と
並
行

し
て
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備

か
ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

に
設

置
す

る
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

流
量

計

に
よ
り
，
貯
槽
等

か
ら
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備

へ
移
行

す
る
圧

縮
空
気

の
流

量
を
確
認

す
る
。
 

・
本
対

策
に
お

い
て
確

認
が
必
要

な
監
視

項
目
は

，
貯
槽
等

に
供

給
さ
れ

る
圧
縮

空
気
の
流

量
，
圧

力
及
び

セ
ル
導

出
系
統

の
廃
ガ

ス
流
量

で
あ
る

。
 

・
水

素
掃

気
機

能
が

維
持

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

判
断

す
る

た
め

に
確

認
が

必
要

な
監
視
項

目
は
，

貯
槽
掃

気
圧
縮

空
気
流

量
で
あ

る
。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

貯
槽
掃

気

圧
縮
空
気

流
量
計
 

・
可

搬
型

セ
ル
導

出

ユ
ニ
ッ
ト

流
量
計
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第
7
.
3
－

3
0
表

 
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

の
手

順
及

び
設

備
の

関
係

 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(１
) 

セ
ル
へ
の

導
出
経

路
の
構
築

及
び
代

替
セ
ル
排

気
系
に

よ
る
対
応

の
た
め

の
準
備
着

手
判
断
 

・
「

7
.3
.
1.
1

(１
) 

水
素

爆
発
を
未

然
に
防

止
す
る

た
め
の

空
気
の

供
給
の

着
手

判
断
」
と
同

様
で
あ

る
。
セ
ル
へ

の
導
出

経
路
の

構
築
及

び
代
替

セ
ル
排

気

系
に

よ
る

対
応

の
た

め
の

準
備

作
業

と
し

て
以

下
の

(２
)及

び
(３

)へ
移

行
す

る
。
 

－
 

－
 

－
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(２
) 

セ
ル
へ
の

導
出
経

路
の
構
築

及
び
代

替
セ
ル
排

気
系
に

よ
る
対
応

の
た
め

の
準
備
 

・
前
処
理

建
屋
及

び
高
レ

ベ
ル
廃

液
ガ
ラ

ス
固
化

建
屋
に

お
い
て

，
塔
槽

類

廃
ガ
ス
処

理
設
備

の
排
風

機
が
停

止
し
て

い
る
場

合
に
は

，
水
素

掃
気
用

の

圧
縮
空
気

の
供
給

継
続
に

よ
る
大

気
中
へ

の
放
射

性
物
質

の
放
出

を
低
減

す

る
た
め
，

貯
槽
等

へ
圧
縮

空
気
を

供
給
す

る
水
素

掃
気
用

安
全
圧

縮
空
気

系

の
手
動
弁

を
閉
止

す
る
。
 

・
セ
ル
排

気
系
，

可
搬
型

フ
ィ
ル

タ
，
可

搬
型
ダ

ク
ト
及

び
可
搬

型
排
風

機

を
接
続
し

，
可
搬

型
フ
ィ

ル
タ
差

圧
計
を

可
搬
型

フ
ィ
ル

タ
に
設

置
す
る

。

前
処
理
建

屋
に
お

い
て
は

，
排
気

経
路
を

構
築
す

る
た
め

，
主
排

気
筒
へ

排

出
す
る
ユ

ニ
ッ
ト

を
用
い

る
。
 

・
可
搬
型

排
風
機

，
各
建

屋
の
重

大
事
故

対
処
用

母
線
（

常
設
分

電
盤
，

常

設
電
源
ケ

ー
ブ
ル

），
可
搬
型
分

電
盤
，

可
搬
型

電
源
ケ

ー
ブ
ル

及
び
各

建

屋
の
可
搬

型
発
電

機
を
接

続
す
る

。
 

・
前
処
理

建
屋
及

び
高
レ

ベ
ル
廃

液
ガ
ラ

ス
固
化

建
屋
に

お
い
て

，
常
設

重

大
事
故
等

対
処
設

備
を
用

い
て
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備

の
圧
力

を
計
測

で
き
な
い

場
合
は

，
塔
槽

類
廃
ガ

ス
処
理

設
備
内

の
圧
力

を
監
視

す
る
た

め
，
可
搬

型
廃
ガ

ス
洗
浄

塔
入
口

圧
力
計

を
塔
槽

類
廃
ガ

ス
処
理

設
備
に

設
置
す
る

。
ま
た

，
常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

を
用
い

て
導
出

先
セ
ル

の
圧
力
を

計
測
で

き
な
い

場
合
は

，
第

7.
3－

31
表
及
び

第
7
.3
－

32
表

に
示
す
導

出
先
セ

ル
の
圧

力
を
監

視
す
る

た
め
，

可
搬
型

導
出
先

セ
ル
圧

力
計
を
第

7
.3
－
3
1
表
及

び
第

7
.
3－

3
2
表
に

示
す
導

出
先
セ
ル

に
設
置

す
る
。
 

・
前

処
理

建
屋

の
主

排
気

筒
へ

排
出

す
る
ユ
ニ

ッ
ト
 

・
各

建
屋

の
セ

ル
導

出
設
備
の

配
管
 

・
各

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常
設
分

電
盤

，

常
設

電
源

ケ
ー

ブ
ル
）
 

・
各

建
屋

の
代

替
セ

ル
排

気
系

の
ダ

ク
ト
・
ダ

ン
パ
 

・
各

建
屋

の
水

素
爆

発
対
象
機

器
 

・
前

処
理

建
屋

及
び

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

水
素

掃
気

用
安

全
圧

縮
空

気
系
の
手

動
弁
 

・
 可

搬
型
ダ

ク
ト
 

・
 可

搬
型

フ
ィ

ル

タ
 

・
 可

搬
型
排

風
機
 

・
 可

搬
型
発

電
機
 

・
 可

搬
型
分

電
盤
 

・
 可

搬
型

電
源

ケ

ー
ブ
ル
 

・
計
測
制

御
設
備
 

・
可
搬
型

導
出
先

セ
 

ル
圧
力
計
 

・
可
搬
型

フ
ィ
ル

タ
 

差
圧
計
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(２
) 

セ
ル
へ
の

導
出
経

路
の
構
築

及
び
代

替
セ
ル
排

気
系
に

よ
る
対
応

の
た
め

の
準
備
 

・
セ
ル
導

出
ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル
タ

の
差
圧

を
監
視

す
る
た

め
，
可

搬
型
セ

ル

導
出
ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル
タ

差
圧
計

を
セ
ル

導
出
ユ

ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル

タ
に
設

置
す
る
。
 

・
外
的
事

象
の
「

火
山
の

影
響
」

を
要
因

と
し
て

水
素
掃

気
機
能

が
喪
失

し

た
場
合
に

は
，
降

灰
に
よ

り
可
搬

型
発
電

機
が
機

能
喪
失

す
る
こ

と
を
防

止
す
る
た

め
，
運

搬
車
を

用
い
て

可
搬
型

発
電
機

を
各
建

屋
内
に

配
置
す

る
。
 

－
 

－
 

・
可
搬
型

廃
ガ
ス

洗
 

浄
塔
入
口

圧
力
計
 

・
可

搬
型

セ
ル
導

出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル

タ
差
圧
計
 

・
計
測
制

御
設
備
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(３
) 

塔
槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備
か

ら
セ
ル

に
導
く
た

め
の
作

業
の
実
施

判
断
 

・
塔
槽
類

廃
ガ

ス
処
理

設
備
の
排

風
機
が

停
止

し
て
い

る
場
合
に

は
，
水

素
掃

気
用
の
圧

縮
空

気
の
供

給
継
続
に

よ
り
気

相
中

へ
移
行

す
る
放
射

性
物
質

を

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル

に
導

く
た

め
の

作
業

の
実

施
を

判
断

し
，
以
下

の
（

４
）へ

移
行
す
る
。
 

・
塔
槽
類

廃
ガ

ス
処
理

設
備
の
排

風
機
が

運
転

状
態
を

維
持
し
て

い
る
場

合
に

は
，
水
素

掃
気

用
の
圧

縮
空
気
の

供
給
継

続
に

よ
り
移

行
す
る
放

射
性
物

質

の
大
気
中

へ
の

放
出
量

を
低
減
す

る
た
め

，
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処
理

設
備
の

排

風
機
の
運

転
を
停

止
し

，
第

7.
3－

１
表
に

示
す
貯

槽
等
に

供
給
す

る
圧
縮

空

気
の
流
量

の
監
視

を
継
続

す
る
。
圧

縮
空
気

の
流
量

の
監
視

の
結

果
，
第

7.
3

－
１
表
に

示
す

い
ず
れ

か
の
貯
槽

等
に
供

給
す

る
圧
縮

空
気
の
流

量
が
，

貯

槽
等
の
水

素
を

可
燃
限

界
濃
度
未

満
に
希

釈
で

き
る
流

量
に
満
た

な
い
場

合

に
は
，
そ

の
貯

槽
等
が

設
置
さ
れ

て
い
る

建
屋

に
つ
い

て
，
水
素

掃
気
用

の

圧
縮
空
気

の
供

給
継
続

に
よ
り
移

行
す
る

放
射

性
物
質

を
塔
槽
類

廃
ガ
ス

処

理
設
備
か

ら
セ
ル

に
導
く

た
め
の

作
業
の

実
施
を

判
断
し
，
以
下

の
（

４）
へ
移

行
す
る
。
 

・
こ
れ

ら
の
実

施
を
判

断
す
る
た

め
に
必

要
な
監

視
項
目

は
，
第

7
.3
－
１
表

に

示
す
貯
槽

掃
気
圧

縮
空
気

流
量
で

あ
る
。
 

－
 

－
 

・
計
測
制

御
設
備
 

・
可
搬
型

貯
槽
掃

気
 

 
 
圧
縮
空

気
流
量

計
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(４
) 

セ
ル
導
出

設
備
の

隔
離
弁
の

閉
止
及

び
塔
槽
類

廃
ガ
ス

処
理
設
備

か
ら
セ

ル
に
導
出

す
る
ユ

ニ
ッ
ト
の

開
放
 

 

・
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
第

7
.3

－
31

表
に

示
す

導
出

先
セ

ル
に

放
射

性
物
質
を

導
出
す

る
た

め
，
セ
ル

導
出
設

備
の
隔

離
弁

を
閉
止
し

，
塔
槽

類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
と

第
7.
3
－

31
表

に
示

す
導

出
先

セ
ル

を
接

続
し

て
い

る

塔
槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら
セ

ル
に
導

出
す
る

ユ
ニ

ッ
ト
の
手

動
弁
及

び

セ
ル
導
出

設
備
の

手
動
弁

を
開
放

す
る
。
 

・
こ
れ
に

よ
り
，

水
素

掃
気
用
の

圧
縮
空

気
に
同

伴
す

る
放
射
性

物
質
が

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル

に
導

出
す

る
ユ

ニ
ッ

ト
を

経
由

し
て

第
7
.
3

－
3
1表

に
示
す
導

出
先

セ
ル
に
導

出
さ
れ

る
。
ま

た
，

圧
縮
空
気

の
供
給

に

伴
い
塔
槽

類
廃
ガ

ス
処

理
設
備
の

配
管
内

の
内
圧

が
上

昇
し
た
場

合
，
放

射

性
物
質
は

，
塔
槽

類
廃

ガ
ス
処
理

設
備
か

ら
セ
ル

に
導

出
す
る
ユ

ニ
ッ
ト

を

経
由
し
て

第
7
.
3－

31
表
に
示
す

導
出
先

セ
ル
に

導
出
さ

れ
る
。
 

・
放
射
性

物
質
が

，
塔

槽
類
廃
ガ

ス
処
理

設
備
か

ら
セ

ル
に
導
出

す
る
ユ

ニ
ッ

ト
を

経
由

し
て

第
7
.3

－
3
1
表

に
示

す
導

出
先

セ
ル

に
導

出
さ

れ
な

い
場

合

は
，
水
封
安

全
器
を

経
由
し

て
第

7
.3
－
3
2表

に
示
す

導
出
先
セ

ル
に
導

出
さ

れ
る
。
 

  各
建

屋
の

塔
槽

類

廃
ガ

ス
処

理
設

備

か
ら

セ
ル

に
導

出

す
る
ユ
ニ

ッ
ト
 

  各
建

屋
の

セ
ル

導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ

ル
タ
 

  各
建

屋
の

セ
ル

導

出
設
備
の

配
管
 

  各
建

屋
の

セ
ル

導

出
設
備
の

隔
離
弁
 

  各
建

屋
の

水
封

安

全
器
 

－
 

－
 

(５
) 

可
搬
型
排

風
機
の

起
動
の
判

断
 

・
可
搬
型

排
風
機

の
運

転
の
準
備

完
了
後

，
可
搬

型
排

風
機
の
起

動
を
判

断
す

る
。
 

－
 

－
 

－
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(６
) 

可
搬

型
排

風
機

の
運
転
 

・
可

搬
型
排

風
機
を

運
転
す

る
こ

と
で

，
大
気

中
へ
の

平
常
運
転

時
の
排

気
経

路
以
外
の

経
路
か

ら
の
大

気
中
へ

の
放
射

性
物
質

の
放
出

を
抑
制

し
，
セ
ル

内
の
圧
力

上
昇
を

緩
和
し

つ
つ
，
可

搬
型
フ

ィ
ル
タ

の
高
性

能
粒

子
フ
ィ

ル

タ
に
よ
り

放
射
性

エ
ア
ロ

ゾ
ル
を

除
去
し

，
主

排
気
筒

を
介
し
て

，
大

気
中

へ
管
理
し

な
が
ら

放
出
す

る
。
ま

た
，
可

搬
型
フ

ィ
ル
タ

差
圧
計

に
よ
り
，

可
搬
型
フ

ィ
ル
タ

の
差
圧

を
監
視

す
る
。
 

・
可

搬
型
排

風
機
の

運
転
開

始
後

，
可

搬
型
セ

ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル

タ
差

圧
計
に
よ

り
セ
ル

導
出
ユ

ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル

タ
の
差

圧
を
監

視
し
，
セ

ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル

タ
の
差

圧
が
上

昇
傾
向

を
示
し

た
場
合
，
セ
ル

導
出
ユ

ニ

ッ
ト
フ
ィ

ル
タ
を

隔
離
し

，
バ
イ

パ
ス
ラ

イ
ン
へ

切
り
替

え
る
。
 

・
こ

れ
ら
の

実
施
を

判
断
す

る
た

め
に
必

要
な
監

視
項
目

は
，
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ
ィ

ル
タ
差

圧
で
あ

る
。
 

  各
建

屋
の

代
替

セ

ル
排

気
系

の
ダ

ク

ト
・
ダ
ン

パ
 

  各
建

屋
の

重
大

事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，

常
設

電
源

ケ
ー

ブ

ル
）
 

  主
排
気
筒
 

  可
搬
型
ダ

ク
ト
 

  可
搬
型
フ

ィ
ル
タ
 

  可
搬
型
排

風
機
 

  可
搬
型
発

電
機
 

  可
搬

型
フ

ィ
ル

タ

差
圧
計
 

  可
搬

型
セ

ル
導

出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル

タ
差
圧
計
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（
つ
づ
き

）
 

 
判

断
及
び

操
作
 

手
順
 

重
大
事
故

等
対
処

施
設
 

常
設
重
大

事
故
等

対

処
設
備
 

可
搬
型
重

大
事
故

等

対
処
設
備
 

計
装
設
備
 

(７
) 

大
気

中
へ

の
放

射
性

物
質

の
放

出
の
状
態

監
視
 

・
排

気
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設
備

に
よ

り
，
主
排
気

筒
を
介

し
た
大
気

中
へ
の

放
射

性
物
質
の

放
出
状

況
を
監

視
す
る

。
 

・
排

気
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設
備

が
機

能
喪
失

し
た
場

合
は

，
可
搬
型

排
気
モ

ニ
タ

リ
ン
グ
設

備
に
よ

り
，
主
排

気
筒

を
介
し

た
大
気

中
へ
の

放
射
性

物
質
の

放

出
状
況
を

監
視
す

る
。
 

  主
排
気
筒
 

－
 

  主
排

気
筒

の
排

気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設

備
 

  可
搬

型
排

気
モ

ニ

タ
リ
ン
グ

設
備
 

  可
搬

型
排

気
モ

ニ

タ
リ

ン
グ

用
デ

ー

タ
伝
送
装

置
 

  可
搬

型
デ

ー
タ

表

示
装
置
 

  可
搬

型
排

気
モ

ニ

タ
リ

ン
グ

用
発

電

機
 

  放
出

管
理

分
析

設

備
 

  

８－７－491



 

 

第 7.3－31 表 導出先セル 

 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 放射性配管分岐第１セル 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 硝酸プルトニウム貯槽セル 

高レベル廃液ガラス固化建屋 放射性配管分岐セル 
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第 7.3－32 表 水封安全器が設置されている導出先セル 

 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 溶解槽Ａセル 

分離建屋 塔槽類廃ガス洗浄塔セル 

精製建屋 
プルトニウム系塔槽類廃ガス

洗浄塔セル 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 
－※ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 塔槽類廃ガス処理第１セル 

※水封安全器なし 
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第
7
.
3
－

3
3
表

 
放

射
性

物
質

の
放

出
量

（
セ

シ
ウ

ム
－

1
3
7
換

算
）

 

          

※
１

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
い

て
は

，
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

イ
ン

リ
ー

ク
経

由
 

建
屋

 

水
素

掃
気

用
の
圧

縮
空

気
に

同
伴
す

る
放

射
性

物
質

の
放

出
量
 

水
素

爆
発
 

に
よ

る
放

出
量
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

建
屋

 

合
計

放
出

量
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

合
計

 

放
出

量
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

放
出

経
路

以
外
の
 

経
路

か
ら

の
放
出
 

（
水

封
安

全
器
経

由
）

※
１
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

放
出

経
路

以
外
の
 

経
路

か
ら

の
放
出
 

（
セ

ル
導

出
ユ
ニ

ッ
ト

経
由

）
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

］
 

主
排

気
筒

経
由
 

の
放

出
量
 

［
Ｔ

Ｂ
ｑ

／
日
］
 

前
処

理
建

屋
 

６
×

1
0
－

1
3
 

－
 

１
×

1
0
－

1
0
 

８
×

1
0
－

５
 

８
×

1
0
－

５
 

２
×

1
0
－

３
 

分
離

建
屋
 

４
×

1
0
－

８
 

３
×

1
0
－

1
1
 

５
×

1
0
－

1
0
 

２
×

1
0
－

４
 

２
×

1
0
－

４
 

精
製

建
屋
 

４
×

1
0
－

８
 

５
×

1
0
－

1
1
 

３
×

1
0
－

９
 

３
×

1
0
－

４
 

３
×

1
0
－

４
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱
硝

建
屋
 

５
×

1
0
－

８
 

６
×

1
0
－

1
0
 

２
×

1
0
－

９
 

７
×

1
0
－

５
 

７
×

1
0
－

５
 

高
レ

ベ
ル

廃
液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋
 

４
×

1
0
－

1
1
 

－
 

９
×

1
0
－

９
 

２
×

1
0
－

３
 

２
×

1
0
－

３
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第7.3－34表 放射性物質の放出量（前処理建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｓｒ－90 １×10７ 

Ｃｓ－137 ２×10７  

Ｅｕ－154 ６×10５  

Ｐｕ－238 ９×10５  

Ｐｕ－239 ９×10４  

Ｐｕ－240 ２×10５  

Ｐｕ－241 ２×10７ 

Ａｍ－241 １×10６  

Ｃｍ－244 ７×10５  
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第7.3－35表 放射性物質の放出量（分離建屋） 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ３×10７ 

Ｃｓ－137 ４×10７  

Ｅｕ－154 ３×10６ 

Ｐｕ－238 ６×10５  

Ｐｕ－239 ６×10４ 

Ｐｕ－240 ９×10４ 

Ｐｕ－241 ２×10７ 

Ａｍ－241 ３×10６  

Ｃｍ－244 ２×10６  
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第7.3－36表 放射性物質の放出量（精製建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ７×10６ 

Ｐｕ－239 ７×10５ 

Ｐｕ－240 １×10６  

Ｐｕ－241 ２×10８  
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第7.3－37表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ２×10６ 

Ｐｕ－239 ２×10５ 

Ｐｕ－240 ３×10５ 

Ｐｕ－241 ４×10７  

Ａｍ－241 ４×10４  
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第7.3－38表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｓｒ－90 ３×10８ 

Ｃｓ－137 ４×10８  

Ｅｕ－154 ３×10７ 

Ａｍ－241 ３×10７  

Ａｍ－243 ３×10５ 

Ｃｍ－243 ２×10５ 

Ｃｍ－244 ２×10７  
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第
7
.
3
－

１
図

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

の
概

要
図

貯
槽
等

発
生
防
止

接
続
口
１

（
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系

水
素
掃
気
配
管
）

‗

発
生
防
止

接
続
口
２

（
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管

（
除
染
用
配
管
等
）
）

機
器
圧
縮

空
気

自
動
供
給

ユ
ニ
ッ

ト
※
２

圧
縮
空
気

自
動
供
給

貯
槽
※
１

，
２

可
搬
型
空

気
圧
縮

機

前
処
理
建

屋
安

全
圧
縮

空
気
系

よ
り ※

１
分

離
建

屋
，

精
製

建
屋

に
設

置
。

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

は
圧

縮
空

気
自

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト
。

※
２

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

か
ら

の
空

気
の

供
給

開
始

前
に

未
然

防
止

濃
度

に
至

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
に

設
置

。

セ
ル
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第
7
.
3
－

２
図

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

の
概

要
図

※
・

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

設
置

・
可

搬
型

空
気

圧
縮

機
か

ら
の

空
気

の
供

給
開

始
前

に
未

然
防

止
濃

度
に

至
る

可
能

性
の

あ
る

機
器

に
設

置
・

空
気

ボ
ン

ベ
及

び
ホ

ー
ス

を
用

い
て

，
手

動
で

弁
を

操
作

す
る

こ
と

に
よ

り
圧

縮
空

気
を

供
給

す
る

設
備

セ
ル

貯
槽
等

拡
大
防
止

接
続
口
１

（
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管

（
か
く
は
ん
用
配
管
，

計
測
制
御
用
配
管
等
）
）

拡
大
防
止

接
続
口
２

（
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管

（
か
く
は
ん
用
配
管
，

計
測
制
御
用
配
管
等
）
）

圧
縮
空
気

手
動
供

給
ユ

ニ
ッ
ト

※

可
搬
型
空

気
圧
縮

機

可
搬
型
水
素
濃
度
計
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セ
ル

貯
槽

等

セ
ル

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系

主
排

気
筒

導
出

先
セ

ル
建

屋
換

気
設

備

代
替

セ
ル

排
気
系

水
封

安
全

器

第
7
.
3
－

３
図

 
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

の
概

要
図

 

８－７－502



第
7
.
3
－

４
図

水
素

爆
発

に
対

処
す

る
た

め
の

設
備

の
系

統
概

要
図

（
精

製
建

屋
）

（
水

素
爆

発
を

未
然

に
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）

導
出

先
セ

ル

可
搬

型
排

風
機

圧
縮
空
気

手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

機
器
圧
縮

空
気

自
動
供
給
ユ

ニ
ッ
ト

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

前
処

理
建

屋
の

安
全

圧
縮

空
気

系
か

ら

逆
止
弁

導
出

先
セ

ル

排
風

機

圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

水
素

爆
発

対
象

貯
槽

等

水
封

安
全

器

P

P P

F
P

P

F
F

Q T

P

P

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル
タ

F
PP

主
排

気
筒

（
第

2
1
条

廃
棄

施
設

）

（
建
屋
境
界
）

P
P

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ

可
搬

型
発

電
機

（
代

替
電

源
設

備
）

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

接
続
口

本
対
応
で
使
用
す
る
設
備

（
太
い
実
線
）
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第
7
.
3
－

４
図

水
素

爆
発

に
対

処
す

る
た

め
の

設
備

の
系

統
概

要
図

（
精

製
建

屋
）

（
水

素
爆

発
の

再
発

を
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）

導
出

先
セ

ル

可
搬

型
排

風
機

圧
縮
空
気

手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

機
器
圧
縮

空
気

自
動
供
給
ユ

ニ
ッ
ト

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

前
処

理
建

屋
の

安
全

圧
縮

空
気

系
か

ら

逆
止
弁

導
出

先
セ

ル

排
風

機

圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

水
素

爆
発

対
象

貯
槽

等

水
封

安
全

器

P

P P

F
P
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出
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搬
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搬
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搬
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搬
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F
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量
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T
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度
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建
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精
製
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屋

精
製

建
屋

水
素

爆
発

プ
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ト
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溶
液

供
給

槽

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

油
水
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離

槽

プ
ル

ト
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濃
縮
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供

給
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プ
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ト
ニ

ウ
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溶
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濃
縮
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プ
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濃
縮
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濃
縮
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一
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プ
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濃
縮
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計
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リ
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ク

ル
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釈

槽

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
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一
時

貯
留

処
理

槽
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一
時
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処
理

槽

第
７

一
時

貯
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槽
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水
素
掃
気
機
能
の
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に
よ
る
水
素
爆
発
に
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処
す
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た
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手
順
の
概
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（
精
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建
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O
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N
G

重
大
事
故
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へ
の
対
処
の
移
行
・
着
手
判
断
※
１

※
３

事
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生
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２
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搬
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搬
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縮
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搬
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縮
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２
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搬
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縮
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縮
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す
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水
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す
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す
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築
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縮
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縮
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縮
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縮
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縮
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縮
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圧
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圧
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- - 1 -

- - 5 -

- - 5 -

- - 3 -

- - 3 -

- - 1 1:15

- - ・建屋外対応班長 1 -

放 1 ・放射線対応班長 1 -

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2 0:20

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2 1:00

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 2:10

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 3:10

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 1:00

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 -

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2 1:30

放 16
・緊急時環境モニタリング等（対策成立性に影響しない項
目:放射性物質の放出後に実施（11：00以降を想定））

放対1班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.3－６図　精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（１／３）

所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）
0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

放射線
対応

作業番号 作業内容

0:00

15:00 16:00

制御建
屋，各建

屋

1:00 21:0017:00 18:00 19:002:00

経過時間（時：分）

12:00 13:00 14:00 15:007:00 8:00 9:00 10:00 23:00

20:00

作業番号

・要員管理班

・情報管理班

・通信班長

・現場管理者

作業班
22:00

19:00 21:00 22:00
作業班 要員数

17:00 18:00

所要時間※
（時：分）

23:0014:00

20:0011:00
・実施責任者

・建屋対策班長

16:003:00 4:00 5:00 6:00
要員数

要員管理班へ合流

放2（放対2班）

放10（放対3，4，5班）

放対2班

放8放8

放8

放10

放10 放8

放8放10

放10

放6 放18

放8

放8

放10

放8

放対2班 放4，5

放18

放7

放対1班
放6

放対1班
放6

放10

放対3，4班

放対2班

放対5班
放10

放対3，4班

放8 放10

放10 放8
放対3，4班

放対1班

放対3，4班

放8

放対2班

放対5班

放対3，4班
放10

放8

放13
放対1班

放対2，3，4，5班

放対3，4班
放4，5

放7
放対5班

放対3，4班

放16

放対5班放10

放4，5，6

放15

放8（放対5班），放10（放対3，4班）

放10

放4，5
放4，5

放対2班

放対3，4班

放対2班

放対1班
放4，5 放5

放4，5，6

放8放8

放対2班

放13
放対1班

放14

放14

放対3，4班

放5
放対1班
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AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2 0:30

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:45

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2 0:20

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気の
圧力確認

建屋内22班 2 0:15

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:05

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8 0:50

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2 0:10

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4 0:30

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14 2:00

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:30

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:30

AC 31
・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空
気流量，貯槽等水素濃度，貯槽等温度）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4 －

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.3－６図　精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（２／３）

精製
建屋

作業番号
12:006:00 7:00 8:00 9:00

作業内容 作業班
所要時間※
（時：分）

要員数
経過時間（時：分）

20:00 23:0022:0018:0010:00 11:00 13:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 21:0019:0014:00 15:00 16:00 17:00

AC34

（水素爆発拡大防止）
AC16

（拡大防止（放出防止））

AC21

（蒸発乾固発生防止）

AC14

（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC34（建屋内21班）（水素爆発拡大防止）

AC1

（水素爆発拡大防止） AC34（水素爆発拡大防止）

AC17（拡大防止（放出防止））

AC15

建屋内21，22班

AC8（建屋内24班）（水素爆発拡大防止）

AC32（建屋内25班）

AC16（拡大防止（放出防止））

建屋内27班

CA16（拡大防止（放出防止））

建屋内24，25班

AC34（水素爆発拡大防止）

建屋内22班

AC11（水素爆発拡大防止）

建屋内21班

建屋内13班

AC32

AC34（水素爆発拡大防止） AC16（拡大防止（放出防止））

建屋内20班

AC32

AC26（蒸発乾固拡大防止）

建屋内20班 AC25（蒸発乾固拡大防止）

建屋内19班

建屋内25班

AC32 AC34（水素爆発拡大防止）

AC33

建屋内13，27班

AC5（建屋内27班）

建屋内13班

建屋内15班

建屋内19班

建屋内20班
AC33

建屋内26班
AC31

建屋内25班

AC33AC4

建屋内24班
CA31（水素爆発発生防止）

AC9

（水素爆発拡大防止）

建屋内25班

CA30（拡大防止（放出防止））

建屋内26班

建屋内27班

AC32（建屋内26班）
建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班CA31（建屋内27班）（水素爆発発生防止）

AC13（建屋内14班）（拡大防止（放出防止））

AC32（建屋内15班）
AC22（建屋内14，15班）（蒸発乾固発生防止）

建屋内14，15班

建屋内15班
CA14（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC22（建屋内15班）（蒸発乾固発生防止）
CA

現場環境
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- - ・建屋外対応班長の作業の補助 建屋外対応班員 1 -

燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台及び排気監視測定設備用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 3
・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

外 3 ・ホイ-ルローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3 0:10

外 4 ・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班，建屋外8班 3 3:40

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，ガレキ撤去）
（対応する作業班の1人がホイ-ルローダにて作業する。）

建屋外2班，建屋外4班
建屋外5班，建屋外6班
建屋外8班

9 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.3－６図　精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（３／３）

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

建屋外

作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 9:00 10:00 16:007:00 8:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00

外4（建屋外8班）

外9（建屋外2班）

燃料給油3班

外46（建屋外5班）

建屋外1，8班

建屋外1，8班

外5（建屋外8班），外21（建屋外1班）

外66（建屋外2班）

建屋外2，8班
外30（建屋外4班）

建屋外4，8班

外47（建屋外8班）

建屋外4班

外42

外51

建屋外5班

燃3

燃5

燃5

燃5

燃5

外4（建屋外8班）

外17-1（建屋外1班）

外3（建屋外8班）

外17-1（建屋外1班）

燃料給油3班 燃料給油3班
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- - 1 -

- - 5 -

- - 5 -

- - 3 -

- - 3 -

- - 1 1:15

- - 1 -

放 1 1 -

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2 0:20

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2 1:00

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 2:10

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 3:10

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 1:00

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 -

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2 1:30

放 16
・緊急時環境モニタリング等（対策成立性に影響しない項
目:放射性物質の放出後に実施（11：00以降を想定））

放対1班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

・放射線対応班長

・建屋外対応班長

経過時間（時：分）

22:00 23:00

事前対応（時：分）

18:00 19:00 20:00 21:00

8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 23:0014:00 15:00 16:00 17:00 22:0018:00 19:00 20:00 21:00

13:00 14:00 15:00 16:00 17:007:001:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00

6:00 7:00

作業番号 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

・建屋対策班長

・現場管理者

・要員管理班

・情報管理班

0:00

・通信班長

・実施責任者

制御建
屋，各建

屋

8:00 9:00 10:00 11:00 12:00

放射線
対応

作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

事前対応（時：分） 経過時間（時：分）

0:00 1:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00

第7.3－７図　火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（１／３）

要員管理班へ合流

放2（放対2班）

放10（放対3，4，5班）

放対2班

放8放8

放8

放10

放10 放8

放8放10

放10

放6 放18

放8

放8

放10

放8

放対2班 放4，5

放18

放7

放対1班
放6

放対1班
放6

放10

放対3，4班

放対2班

放対5班
放10

放対3，4班

放8 放10

放10 放8
放対3，4班

放対1班

放対3，4班

放8

放対2班

放対5班

放対3，4班
放10

放8

放13
放対1班

放対2，3，4，5班

放対3，4班
放4，5

放7

放対5班

放対3，4班

放16

放対5班放10

放4，5，6

放15

放8（放対5班），放10（放対3，4班）

放10

放4，5

放4，5

放対2班

放対3，4班

放対2班

放対1班
放4，5 放5

放4，5，6

放8放8

放対2班

放13
放対1班

放14

放14

放対3，4班

放5
放対1班
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・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・車両移動 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2 0:30

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:45

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2 0:20

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気の
圧力確認

建屋内22班 2 0:15

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:05

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8 0:50

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2 0:10

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4 0:30

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14 2:00

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:30

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:30

AC 31
・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空
気流量，貯槽等水素濃度，貯槽等温度）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

14:00 15:00 20:00

経過時間（時：分）

8:00 9:00 10:00 11:00

23:00

23:0022:00

17:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 18:00 19:0015:00

0:00 13:00 17:00

21:00 22:00

18:00 19:00 21:0016:0012:003:00 4:00 5:00 6:00 7:00

16:00

精製
建屋

作業番号 作業内容 作業班
12:009:00 10:00 11:008:00

事前対応（時：分）

作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

要員数
所要時間※
（時：分）

事前対応（時：分）

0:00 1:00 1:00 2:00

経過時間（時：分）

20:000:00 1:00 13:00 14:00

第7.3－７図　火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（２／３）

AC22（建屋内15班）（蒸発乾固発生防止）

AC34（水素爆発拡大防止）

AC34

（水素爆発拡大防止）

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC14

（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC34（建屋内21班）（水素爆発拡大防止）

AC1

（水素爆発拡大防止） AC34（水素爆発拡大防止）

AC17（拡大防止（放出防止））

AC15

建屋内21，22班

AC8（建屋内24班）（水素爆発拡大防止）

AC32（建屋内25班）

AC16（拡大防止（放出防止））

建屋内27班

CA16（拡大防止（放出防止））

建屋内24，25班

建屋内22班

AC11（水素爆発拡大防止）

建屋内21班

建屋内13班

AC32

AC34（水素爆発拡大防止） AC16

（拡大防止（放出防止））

建屋内20班

AC32

AC26（蒸発乾固拡大防止）

建屋内20班 AC25（蒸発乾固拡大防止）

建屋内19班

建屋内25班

AC32 AC34（水素爆発拡大防止）

AC33

建屋内13，27班

AC5（建屋内27班）

建屋内13班

建屋内15班

建屋内19班

建屋内20班

AC33

建屋内26班

AC31

建屋内25班

AC33AC4

建屋内24班

CA31（水素爆発発生防止）

AC9

（水素爆発拡大防止）

建屋内25班

CA30（拡大防止（放出防止））

建屋内26班

建屋内27班

AC32（建屋内26班）
建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班CA31（建屋内27班）（水素爆発発生防止）

AC13（建屋内14班）

（拡大防止（放出防止）） AC22（建屋内14，15班）（蒸発乾固発生防止）

建屋内14，15班

建屋内15班
CA14（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））

AC16

（拡大防止（放出防止））
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- - ・建屋外対応班長の作業の補助 建屋外対応班員 1 -

燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台及び排気監視測定設備用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 3
・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

外 3 ・ホイ-ルローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3 0:10

外 5
・アクセスルートの整備（除雪、除灰）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外1班，建屋外2班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外8班

11 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

建屋外

作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

事前対応（時：分） 経過時間（時：分）

0:00 1:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00

第7.3－７図　火山を想定した場合の精製建屋における水素爆発を未然に防止するための空気の供給に必要な要員及び作業項目（３／３）

11:00 12:00 22:00 23:0013:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00

燃料給油3班

建屋外1，8班

燃3

燃5

燃5

燃5

燃5

外46（建屋外5班）

外9（建屋外2班）

外66（建屋外2班）

建屋外2，8班
外30（建屋外4班）

建屋外4，8班

外47（建屋外8班）

建屋外4班

外42

外51

建屋外5班

外21（建屋外1班）

外3（建屋外8

外17-1（建屋外1班）

建屋外1，8班

外5（建屋外8

外17-1（建屋外1班）

燃料給油3班 燃料給油3班
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水
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用
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傷
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開
省
略
)

空
気
圧
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機
A
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能
喪
失
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機
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機
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喪
失
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生
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対
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①
圧
縮
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気
自
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縮
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⑤
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電
源
車

※
1

（
一
部
の
水
素
掃
気
用
配
管
は
，

基
準
地
震
動
を
1.
2倍

に
し
た
地
震

動
を
考
慮
し
た
際
に
機
能
維
持
で

き
る
設
計
で
は
な
い
こ
と
か
ら
，

※
1と

し
て
い
る
。
）

① ② ④

※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1の

要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

空
気
貯
槽
の
損
傷

（
水
素
掃
気
用
）

（
展
開
省
略
）

※
1，

※
2，

※
4，

※
5の

要
因
で

機
能
喪
失

＊ 基
準
地
震
動
の
1.
2倍

の
地
震
動
を
考
慮
し
た
際

に
機
能
維
持
で
き
る
設
計
と
す
る
。

＊
＊

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
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ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
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フ
ァ
ー
記
号

凡
例

第
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－
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図

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策
及
び
拡
大
防
止
対
策
の
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
そ
の
２
）

※
1，

※
2，

※
4，

※
5の

要
因
で

機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5の

要
因
で

機
能
喪
失

１
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空
気
圧
縮
機
A

機
能
喪
失

空
気

圧
縮
機
A

損
傷

電
気
設
備
（
Ａ
系
）

機
能
喪
失

外
部
電
源
，
生
産
系

予
備
電
源
喪
失

電
路
損
傷

動
力
喪
失

遮
断
器

変
圧
器

電
気
盤
類
故
障

（
生
産
系
）

外
部

電
源
喪
失

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ
故
障

非
常
用
Ａ
系

機
能
喪
失

電
路
損
傷

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
安
全
系
Ａ
）

遮
断
器

変
圧
器

電
気
盤
類
故
障

（
安
全
系
Ａ
）

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
安
全
系
Ａ
）

※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

※
1，

※
4 

※
1 

※
1 

※
1，

※
2

※
4，

※
5 

※
1，

※
2

※
4 

※
1 

※
1，

※
4 

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4

※
1，

※
2

※
4，

※
5

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
4の

要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5の

要
因
で
機
能

喪
失

※
1，

※
4の

要
因
で
機
能
喪
失

第
2非

常
用

Ｄ
Ｇ

A故
障

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
生
産
系
）
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発
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空
気
圧
縮
機
B

機
能
喪
失

空
気

圧
縮
機
B

損
傷

電
気
設
備
（
B系

）
機
能
喪
失

外
部
電
源
，
生
産
系

予
備
電
源
喪
失

電
路
損
傷

動
力
喪
失

遮
断
器

変
圧
器

電
気
盤
類
故
障

（
生
産
系
）

外
部

電
源
喪
失

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ
故
障

非
常
用
B系

機
能
喪
失

電
路
損
傷

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
安
全
系
B
）

遮
断
器

変
圧
器

電
気
盤
類
故
障

（
安
全
系
B
）

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
安
全
系
B
）

※
1，

※
4 

※
1 

※
1 

※
1，

※
2

※
4 

※
1 

※
1，

※
4 

※
1，

※
2，

※
4

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
4の

要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
4の

要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

第
2非

常
用

Ｄ
Ｇ

B故
障

電
気

ケ
ー
ブ
ル

損
傷

（
生
産
系
）

⑤

※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

※
1，

※
2

※
4，

※
5 

※
1，

※
2

※
4，

※
5

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5の

要
因
で
機
能

喪
失
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安
全
冷
却
水
系
外
部

ル
ー
プ
A冷

却
水

機
能
喪
失

安
全
冷
却
水
系
外
部

ル
ー
プ
B冷

却
水

機
能
喪
失

安
全
冷
却
水
系
外
部

ル
ー
プ
冷
却
水

機
能
喪
失

空
気
圧
縮
機
C

機
能
喪
失

空
気

圧
縮
機
C

損
傷

電
気
設
備

機
能
喪
失

電
気
設
備
（
Ａ
系
）

機
能
喪
失

電
気
設
備
（
B系

）
機
能
喪
失

冷
却
塔
Ａ

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持
機
能
喪
失

冷
却
塔
B

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
B系

）
冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
B系

）
冷
却
水

保
持
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4 

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1の

要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1の

要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
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※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

冷
却
塔
Ａ

機
能
喪
失

電
気
設
備
（
Ａ
系
）

機
能
喪
失

冷
却
塔

Ａ 損
傷

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
Ａ

機
能
喪
失 電

気
設
備
（
Ａ
系
）

機
能
喪
失

冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
Ａ

損
傷

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
Ｂ

機
能
喪
失

冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

損
傷

電
気
設
備
（
Ａ
系
）

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持
機
能
喪
失

各
建
屋

中
間
熱
交
換
器
損
傷

（
展
開
省
略
）

外
部

ル
ー

プ
（

Ａ
系

）
冷

却
水

配
管

損
傷

※
1，

※
2，

※
4 

※
1 

※
1，

※
4 

※
1，

※
4 

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失 ※

1，
※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1の

要
因
で
機
能

喪
失

＊ 基
準
地
震
動
の
1.
2倍

の
地

震
動
を
考
慮
し
た
際
に
機

能
維
持
で
き
る
設
計
と
す

る
。
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※
1

地
震

※
2

火
山
の
影
響

※
3

配
管
の
全
周
破
断

※
4

動
的
機
器
の
多
重
故
障

※
5

長
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

冷
却
塔
Bの

機
能
喪
失

電
気
設
備
（
B系

）
機
能
喪
失

冷
却
塔

B
損
傷

外
部
ル
ー
プ
（
Ｂ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
Ａ

機
能
喪
失 電

気
設
備
（
Ｂ
系
）

機
能
喪
失

冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
Ａ

損
傷

外
部
ル
ー
プ
（
B系

）
冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
Ｂ
系
）

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
Ｂ

機
能
喪
失

冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

損
傷

電
気
設
備
（
Ｂ
系
）

機
能
喪
失

外
部
ル
ー
プ
（
B系

）
冷
却
水

保
持
機
能
喪
失

各
建
屋

中
間
熱
交
換
器
損
傷

（
展
開
省
略
）

外
部

ル
ー

プ
（

B
系

）
冷

却
水

配
管

損
傷

※
1，

※
2，

※
4 

※
1 

※
1，

※
4 

※
1，

※
4 

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失 ※

1，
※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機

能
喪
失

※
1，

※
2，

※
4，

※
5

の
要
因
で
機
能
喪
失

※
1の

要
因
で
機
能

喪
失

＊ 基
準
地
震
動
の
1.
2倍

の
地

震
動
を
考
慮
し
た
際
に
機

能
維
持
で
き
る
設
計
と
す

る
。
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水
素
爆
発
の
拡
大
防
止
対
策

⑥
圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

⑦
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
を
用
い
た
圧
縮
空
気
の
供
給

⑧
放
射
性
物
質
の
セ
ル
へ
の
導
出

⑨
可
搬
型
フ
ィ
ル
タ
及
び
可
搬
型
排
風
機
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
除
去

水
素
爆
発
の
発
生
防
止
対
策

の
機
能
喪
失

圧
縮
空
気
自
動
供
給

系
の
機
能
喪
失

圧
縮
空
気
の

供
給
機
能
喪
失

オ
リ
フ
ィ
ス

閉
塞

圧
縮
空
気
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Ｂ
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Ａ
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Ａ
か
ら
，
循
環
ポ
ン
プ
Ｂ
は
非
常
用
母
線
Ｂ
か
ら
受
電
）

８－７－524



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.3－10図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の計量前

中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋） 
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36 時間 35 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

時間（ｈ） 
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第7.3－11図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の 

第２一時貯留処理槽の水素濃度の傾向（分離建屋） 
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水
素
濃

度
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ｖ
ｏ

ｌ
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時間（ｈ） 
６時間 40 分 
可搬型空気圧縮機
からの圧縮空気供
給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 

４時間 25 分 
機器圧縮空気自動
供給ユニットから
の圧縮空気供給開
始 
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第7.3－12図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の 

プルトニウム濃縮液一時貯槽の水素濃度の傾向（精製建屋） 
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0 5 10 15 20 25

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

時間（ｈ） ２時間 20 分 
機器圧縮空気自動
供給ユニットから
の圧縮空気供給開
始 

７時間 15 分 
可搬型空気圧縮機から
の圧縮空気供給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 
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第7.3－13図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の硝酸プ

ルトニウム貯槽の水素濃度の傾向（ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋） 
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可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 
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時間（ｈ） 

６時間 40 分 
機器圧縮空気自動 
供給ユニットから 
の圧縮空気供給開 
始 
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第7.3－14図 水素爆発を未然に防止するための空気の供給実施時の高レベ

ル濃縮廃液貯槽の水素濃度の傾向（高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 5 10 15 20 25 30

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

時間（ｈ） 

14 時間 15 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 
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第7.3－16図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の計量前

中間貯槽の水素濃度の傾向（前処理建屋） 
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39 時間５分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給によるかくはんに伴う
水素発生量の増加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 

時間（ｈ） 
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第7.3－17図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の第２一

時貯留処理槽の水素濃度の傾向（分離建屋） 
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９時間 10 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

４時間５分 
圧縮空気手動供給 
ユニットからの圧縮空
気供給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 

時間（ｈ） 

８－７－532



 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.3－18図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時のプルト

ニウム溶液供給槽の水素濃度の傾向（精製建屋） 

水
素
濃

度
（
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）
 

時間（ｈ） 

９時間 45 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供給開始 
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第7.3－19図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の硝酸プ

ルトニウム貯槽の水素濃度の傾向（ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋） 
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時間（ｈ） 
55 分 
機器圧縮空気手動供給 
ユニットからの圧縮空
気供給開始 

18 時間 00 分 
可搬型空気圧縮機から
の圧縮空気供給開始 

水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 
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第7.3－20図 水素爆発の再発を防止するための空気の供給実施時の高レベ

ル濃縮廃液貯槽の水素濃度の傾向（高レベル廃液ガラス固化

建屋） 
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水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がある場合） 
 
水素濃度（液浸配管からの圧縮空気供給による水素発生量の増
加がない場合） 

19 時間 45 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 
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※１ 水素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため， 

水素爆発には至らない。 

 

 

 

第7.3－21図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

          対応実施時の前処理建屋からの放出の傾向 

放
出
量

（
Ｔ

Ｂ
ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０

水素爆発の再発を防止

するための空気の供給
準備完了（可搬型空気

圧縮機からの供給準備
完了）
38時間45分

76時間39時間５分

水素爆発の再発を防

止するための空気の
供給開始

（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

許容空白時間

※１
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※１ 許容空白時間に至る前に圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給を開始し，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため，水素爆発には

至らない。 

 

 

 

第7.3－22図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

           対応実施時の分離建屋からの放出の傾向 

放
出

量
（
Ｔ
Ｂ

ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０

水素爆発の再発を防止する

ための空気の供給準備完了
（可搬型空気圧縮機からの

供給準備完了）
９時間

７時間35分 ９時間10分
水素爆発の再発を防
止するための空気の

供給開始
（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

許容空白時間
※１

４時間５分

圧縮空気手動供

給ユニットから
の供給開始

８－７－537



 

 

 

 

 

 
※１  許容空白時間に至る前に圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給を開始し，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため，水素爆発には

至らない。 

 

 

 

 

第7.3－23図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

  対応実施時の精製建屋からの放出の傾向 

放
出
量

（
Ｔ
Ｂ

ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０ １時間25分 ９時間45分

許容空白時間

※１

50分

圧縮空気手動供

給ユニットから
の供給開始

水素爆発の再発を防

止するための空気の
供給開始

（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

水素爆発の再発を防止する

ための空気の供給準備完了
（可搬型空気圧縮機からの

供給準備完了）
９時間30分

８－７－538



 

 

 

 

 

 

※１  許容空白時間に至る前に圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給を開始し，水

素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため，水素爆発には

至らない。 

 

 

第7.3－24図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

対応実施時のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋から

       の放出の傾向 

放
出

量
（
Ｔ

Ｂ
ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０

水素爆発の再発を防止

するための空気の供給
準備完了（可搬型空気
圧縮機からの供給準備
完了）
17時間40分

18時間55分

圧縮空気手動供

給ユニットから
の供給開始

７時間25分

許容空白時間
※１

水素爆発の再発を防

止するための空気の
供給開始

（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

８－７－539



 

 

 

 

 

 
※１ 水素爆発の再発を防止するための空気の供給により事態の収束を図るため， 

水素爆発には至らない。 

 

 

 

 

第7.3－25図 セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による 

         対応実施時の高レベル廃液ガラス固化建屋からの放 

出の傾向 

放
出

量
（
Ｔ

Ｂ
ｑ
）

時間
水素掃気機能

停止

０

水素爆発の再発を防止

するための空気の供給
準備完了（可搬型空気

圧縮機からの供給準備
完了）
19時間30分

24時間19時間45分

水素爆発の再発を防

止するための空気の
供給開始

（可搬型空気圧縮機
からの供給開始）

許容空白時間

※１
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第7.3－26図 放射性物質の大気放出過程（前処理建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｓｒ－90 ： １×1017 Ｂｑ 
Ｃｓ－137 ： ２×1017 Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ６×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ９×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ９×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： １×1016 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ７×1015 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 

放射性物質放出量 
Ｓｒ－90 ： １×10７ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ６×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ９×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ９×10４ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： １×10６ Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ７×10５ Ｂｑ 

主排気筒放出 

８－７－541



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.3－27図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 

1 年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 
放射性物質量 

Ｓｒ－90 ： ３×1017 Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×1017 Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ６×1015 Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ９×1014 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1017 Ｂｑ 

Ａｍ－241 ： ３×1016 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×1016 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： ３×10７ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×10７ Ｂｑ 

Ｅｕ－154 ： ３×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－238 ： ６×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ６×10４ Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×10４ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×10６ Ｂｑ 

Ｃｍ－244 ： ２×10６ Ｂｑ 

主排気筒放出 

８－７－542



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.3－28図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｐｕ－238 ： ７×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ７×1015 Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： １×1016 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×1018 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ７×10６ Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ７×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： １×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ２×10８ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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第7.3－29図 放射性物質の大気放出過程（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 

１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 
放射性物質量 

Ｐｕ－238 ： ２×1016 Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ３×1015 Ｂｑ 
Ｐｕ－241 ： ４×1017 Ｂｑ 

Ａｍ－241 ： ４×1014 Ｂｑ 
 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ２×10６ Ｂｑ 
Ｐｕ－239 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｐｕ－240 ： ３×10５ Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ４×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ４×10４ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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第7.3－30図 放射性物質の大気放出過程（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

未然防止濃度に到達するまでの時間が 
１年以内の貯槽等内の高レベル廃液等の 

放射性物質量 
Ｓｒ－90 ： ３×1018 Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×1018 Ｂｑ 

Ｅｕ－154 ： ３×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×1017 Ｂｑ 
Ａｍ－243 ： ３×1015 Ｂｑ 

Ｃｍ－243 ： ２×1015 Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×1017 Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.010％ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： ３×10８ Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×10８ Ｂｑ 
Ｅｕ－154 ： ３×10７ Ｂｑ 
Ａｍ－241 ： ３×10７ Ｂｑ 

Ａｍ－243 ： ３×10５ Ｂｑ 
Ｃｍ－243 ： ２×10５ Ｂｑ 
Ｃｍ－244 ： ２×10７ Ｂｑ 

主排気筒放出 

放出経路上のセル換気系統の高性能粒子フィルタの 

放射性エアロゾルの除去効率 ： 99.999％ 

放出経路上の構造物の放射性エアロゾルの除去効率 ： 90％ 
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7.4 有機溶媒等による火災又は爆発への対処 

 (１) 有機溶媒等による火災又は爆発の特徴 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応には，ＴＢＰ等の錯体の存在及びＴ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する温度に達するための加熱源

が必要であるため，ＴＢＰ等の供給源又は加熱源を除去することで，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生は防止できる。 

プルトニウム濃縮缶には，硝酸プルトニウム及び硝酸が既に存在する

ため，プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶供給槽（以下 7.4 で

は「プルトニウム濃縮缶供給槽」という。）からプルトニウム濃縮缶へ

供給される溶液（以下 7.4 では「供給液」という。）に含まれるＴＢＰ

を除去することにより，ＴＢＰ等の錯体の形成を防止することができる。 

プルトニウム精製設備では，供給液にＴＢＰが混入しないよう，供給

液からＴＢＰを除去する設計としている。 

また，加熱源の除去として，プルトニウム濃縮缶を加熱する設備に熱

的制限値を設定するとともに，熱的制限値に達した場合に加熱を停止す

るための設備を有する設計としている。 

これらにより，プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応の発生を防止する設計としている。 

ＴＢＰを除去する設備は，ＴＢＰを含む硝酸プルトニウム溶液に希釈

剤を接触させることで水相中のＴＢＰを除去するミキサセトラ，希釈剤

を供給する試薬設備及びＴＢＰを含む硝酸プルトニウム溶液を供給す

る設備で構成する。 

プルトニウム濃縮缶の加熱を停止するための設備は，加熱蒸気の温度

が熱的制限値に達する場合に一次蒸気，加熱蒸気を遮断するための加熱

停止回路及び遮断弁で構成する。 
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プルトニウム濃縮缶，プルトニウム濃縮缶を収納するセル及びセルを

取り囲む建屋は，それぞれ精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウム系）（以下 7.4 では「塔槽類廃ガス処理設備」

という。），精製建屋換気設備のセルからの排気系（以下 7.4 では「セル

排気系」という。），セル等以外の建屋内の気体を排気する精製建屋換気

設備により換気され，プルトニウム濃縮缶の圧力を も低くし，次いで

セル，建屋の順に圧力を低くできる設計としている。 

技術的な想定を超え，動的機器の多重故障及び誤作動並びに運転員等

の多重誤操作により，希釈剤によるＴＢＰの除去機能が喪失し，供給液

にＴＢＰが多量に含まれる状況で供給液の供給が継続するとともに，プ

ルトニウム濃縮缶への加熱蒸気の制御にも異常が生じ，熱的制限値によ

るプルトニウム濃縮缶を加熱する設備の停止機能が喪失した状態が継

続することで，プルトニウム濃縮缶内の溶液の温度がＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応が発生する温度を超えた場合にＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が継続する。以下 7.4 ではＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

が継続することを「ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発」という。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生に伴い，プルトニウム濃縮缶

内に存在しているＴＢＰ等から二酸化炭素，水，窒素やりん酸といった

分解生成物が生成
（ 1 ）

されるとともに熱が発生するため，プルトニウム濃縮

缶の気相部の圧力が瞬間的に上昇することで，プルトニウム濃縮缶内及

びプルトニウム濃縮缶に接続している塔槽類廃ガス処理設備の機器へ

圧力波が伝播し，圧力及び温度が急激に上昇する。塔槽類廃ガス処理設

備の系統内には塔槽類廃ガス処理設備の廃ガスポット（以下 7.4 では「廃

ガスポット」という。）があるため，一時的に一部の平常運転時に気相

中に移行した放射性物質が廃ガスポットからセルへ導出される可能性
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がある。また，プルトニウム濃縮缶では，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応に伴う圧力波の伝播による溶液の飛散や急激な加圧により発生す

る放射性エアロゾルが，圧力波の伝播後から遅れて機器外に放出される。

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が終わると，プルトニウム濃縮缶内の

圧力及び温度は速やかに低下する。 

仮にＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処を行わないとした場

合には，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生によりＴＢＰ等の錯体が

消費され，プルトニウム濃縮缶へのＴＢＰ等の供給及び加熱が継続され

ることによりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が再発し，放射性物質の

放出量が増加する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は，１建屋１機器において発生を仮

定する。 

 

 (２) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の基本方針 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処として，再処理施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の第二十八条及び第三十七条に規定

される要求を満足するＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対

策を整備する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合には，「(１) ＴＢＰ

等の錯体の急激な分解反応の特徴」に記載したとおり，放射性物質の気

相中への移行量が増加する。プルトニウム濃縮缶への供給液の供給及び

プルトニウム濃縮缶の加熱が継続した場合には，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が再発することで放射性物質の放出量が増加する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するためには，ＴＢＰ

等の供給源又は加熱源を除去する必要がある。ＴＢＰ等の錯体の急激な
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分解反応の拡大防止対策として，ＴＢＰ等の供給源を除去するためにプ

ルトニウム濃縮缶への供給液の供給を停止する対策及び加熱源を除去

するためにプルトニウム濃縮缶の加熱を停止する対策を整備する。 

また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により気相中に移行した放射

性物質の大気中への放出量を低減するため，直ちに自動でＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応が発生した設備に接続される塔槽類廃ガス処理設

備の流路を遮断し，放射性物質を含む気体を貯留する対策を整備する。 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽（以下7.4では「廃ガス貯留槽」とい

う。）が所定の圧力に達した場合，排気経路を塔槽類廃ガス処理設備に

切り替え，プルトニウム濃縮缶気相部に残留している放射性エアロゾル

を塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタで低減し，塔槽類廃ガス

処理設備から主排気筒を介して大気中へ放出する。 

各対策の系統概要図を第7.4－１図及び第7.4－２図に示す。また，各

対策の基本方針の詳細を以下に示す。 

 ａ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策 

内的事象の動的機器の多重故障及び誤作動並びに運転員等の多重誤

操作によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合，ＴＢＰ等

の錯体の急激な分解反応の発生を検知し，プルトニウム濃縮缶への供給

液の供給を自動又は手動で停止する。また，プルトニウム濃縮缶の加熱

の停止のために，一次蒸気停止弁を手動にて閉止する。これらの対応に

より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を検知した場合には，直ちに

自動で塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断するとともに，プルトニウム

濃縮缶から廃ガス貯留槽への流路を確立し，廃ガス貯留設備の空気圧縮

機を用いて廃ガス貯留槽に放射性物質を含む気体を導出する。 
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廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了後，放出経路の切

替えを実施し，プルトニウム濃縮缶気相部に残留している放射性エアロ

ゾルを，高い除染能力を有する塔槽類廃ガス処理設備から主排気筒を介

して大気中へ放出する。その場合でも廃ガス貯留槽前に設けられた逆止

弁により，廃ガス貯留槽内の放射性物質を含む気体が塔槽類廃ガス処理

設備へ逆流することはない。 

その後，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉止し，廃ガス貯留設備の空気圧

縮機を停止する。 
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7.4.1 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策 

7.4.1.1 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策の具体的内容 

7.4.1.1.1 プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプルトニウム濃

縮缶の加熱の停止 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合は，重大事故時供給停

止回路の分解反応検知機器であるプルトニウム濃縮缶液相部温度計，プル

トニウム濃縮缶圧力計及びプルトニウム濃縮缶気相部温度計によりプルト

ニウム濃縮缶の異常を検知し，警報を発する。また，分解反応検知機器で

ある論理回路は，上述の３台の検出器の誤作動を考慮して，同時に２台以

上の検出器においてプルトニウム濃縮缶の異常を検知した場合に，ＴＢＰ

等の錯体の急激な分解反応が発生したと判定する。分解反応検知機器の論

理回路は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生したと判定した場合に

警報を発報する。 

分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生を判定した場合は，プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンにより供給液が

プルトニウム濃縮缶へ連続的に供給され，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応が再発することを防止するため，プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンを

停止するための重大事故時供給液停止弁の閉信号を１分以内に自動で発す

ることにより，供給液の供給を停止する。 

上記操作と並行して，中央制御室からの操作により，重大事故時供給停

止回路の緊急停止系を１分以内に作動させ，同信号を発することによりプ

ルトニウム濃縮缶への供給液の供給を停止する。 

また，プルトニウム濃縮缶の加熱を停止することによりＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応の再発を防止するため，一次蒸気停止弁を手動にて閉止

する。 
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対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.4－１図に，

対策の手順の概要を第7.4－４図に，対策における手順及び設備の関係を第

7.4－１表に，必要な要員及び作業項目を第7.4－５図に示す。 

 (１) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生の検知，ＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応への対処の着手及び実施判断 

   分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生を判定した場合は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の着手

及び実施を判断し，以下の(２)及び(４)に移行する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の着手判断及び実施判断

に必要な監視項目は，プルトニウム濃縮缶気相部圧力，プルトニウム濃

縮缶気相部温度及びプルトニウム濃縮缶液相部温度である。 

 (２) プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及び状態確認 

分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が

発生したと判定した場合は，自動でプルトニウム濃縮缶への供給液の供

給を停止する。 

並行して，中央制御室からの操作により，重大事故時供給停止回路の

緊急停止系を作動させ，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給を停止す

るとともに，プルトニウム濃縮缶圧力，プルトニウム濃縮缶気相部温度

及びプルトニウム濃縮缶液相部温度の指示値を確認する。 

プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止時に確認が必要な監視項

目は，重大事故時供給停止回路の緊急停止系の緊急停止操作スイッチの

状態表示ランプ，プルトニウム濃縮缶圧力，プルトニウム濃縮缶気相部

温度及びプルトニウム濃縮缶液相部温度である。 

 (３) プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止の成否判断 

 プルトニウム濃縮缶供給槽の液位計により，プルトニウム濃縮缶供給
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槽の液位が一定になったことを確認することで，プルトニウム濃縮缶へ

の供給液の供給が停止したことの成否を判断する。 

プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止の成否判断に必要な監視

項目は，プルトニウム濃縮缶供給槽の液位である。 

 (４) プルトニウム濃縮缶の加熱の停止 

プルトニウム濃縮缶の加熱を停止するため，一次蒸気停止弁の閉止操

作を実施する。 

 (５) プルトニウム濃縮缶の加熱の停止の成否判断 

計装設備のプルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計により，加熱蒸気温度

がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する温度未満になったこと

を確認することで，プルトニウム濃縮缶の加熱の停止の成否を判断する。 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停止の成否を判断するために必要な監

視項目は，プルトニウム濃縮缶加熱蒸気の温度である。 

 

7.4.1.1.2 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により気相中に移行した放射性物質

の大気中への放出量を低減するため，廃ガス貯留槽に放射性物質を導出す

る。そのため，廃ガス貯留設備の隔離弁を自動で開とするとともに廃ガス

貯留設備の空気圧縮機を自動で起動し廃ガス貯留槽に放射性物質を導く。

同時に，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断するため，自動で塔槽類廃ガ

ス処理設備の隔離弁を閉止するとともに，自動で塔槽類廃ガス処理設備の

排風機を停止する。廃ガス貯留槽への導出は，分解反応検知機器の論理回

路によるＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生の判定から約１分以内に

開始する。 

廃ガス貯留槽は約 21ｍ３の容量を有し，廃ガス貯留設備の圧力計（精製
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建屋用）により，廃ガス貯留槽が規定圧力に達したことを確認した場合に

は，手動で塔槽類廃ガス処理設備の排風機を起動するとともに，塔槽類廃

ガス処理設備の隔離弁を開とすることで，高い除染能力を有する平常運転

時の放出経路に復旧し，プルトニウム濃縮缶内に残留している放射性エア

ロゾルを塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタにより低減した上で，

放射性物質を管理された状態において主排気筒を介して大気中に放出する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生によって分解生成物及び熱が

発生することから，プルトニウム濃縮缶の気相部の圧力が瞬間的に上昇す

るため，プルトニウム濃縮缶に接続する塔槽類廃ガス処理設備の系統内の

圧力が瞬間的に上昇することにより，平常運転時に気相中に移行した放射

性物質が廃ガスポットからセルへ導出される。その後，塔槽類廃ガス処理

設備の系統内の圧力は速やかに低下する。ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応に伴い発生する放射性エアロゾルは，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の発生後遅れて発生することから，廃ガスポットからセルへ導出される放

射性物質には，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によって発生する放射性

物質は含まれない。 

セルへ導出された放射性エアロゾルは，セル排気系のセル排気フィルタ

ユニットの高性能粒子フィルタにより低減した上で，放射性物質を精製建

屋換気設備から主排気筒を介して大気中へ放出される。 

対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第 7.4－２図に，

対策の手順の概要を第 7.4－４図に，対策における手順及び設備の関係を

第 7.4－２表に，必要な要員及び作業項目を第 7.4－５図に示す。 

 (１) 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の着手及び実施判断 

   「7.4.1.1.1(１)  ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生の検知，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の着手及び実施判断」と同様で
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ある。 

   分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生を判定した場合は，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の着手及

び実施を判断し，以下の(３)へ移行する。 

 (２) 廃ガス貯留槽への導出 

   分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生を判定した場合は，廃ガス貯留設備の隔離弁を自動で開とするととも

に廃ガス貯留設備の空気圧縮機を自動で起動し，廃ガス貯留槽に放射性

物質を導く。同時に，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断するため，自

動で塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止するとともに，自動で塔槽類

廃ガス処理設備の排風機を停止する。 

(３) 廃ガス貯留槽への導出開始の確認 

廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出開始後，廃ガス貯留槽

内の圧力の上昇及び廃ガス貯留設備の流量計（精製建屋用）の指示値の

上昇により，放射性物質を含む気体の廃ガス貯留槽への導出が開始され

たことを確認する。 

 また，廃ガス洗浄塔入口圧力計により，塔槽類廃ガス処理設備の廃ガ

ス洗浄塔入口の圧力が負圧に維持され，廃ガス貯留設備（精製建屋）に

よる圧力の制御が機能していることを確認する。 

 廃ガス貯留槽への放射性物質の導出開始の確認に必要な監視項目は，

廃ガス貯留設備（精製建屋）の圧力，廃ガス貯留設備（精製建屋）の流

量及び塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス洗浄塔入口の圧力である。 

 (４) 塔槽類廃ガス処理設備による換気再開の実施判断 

廃ガス貯留槽内の圧力が規定の圧力（0.4ＭＰａ[gage]）に達した場

合に，廃ガス貯留設備（精製建屋）への導出を完了することとし，塔槽
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類廃ガス処理設備による換気再開の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

廃ガス貯留設備（精製建屋）への導出完了後，塔槽類廃ガス処理設備

による換気再開の実施判断において必要な監視項目は，廃ガス貯留設備

（精製建屋）の圧力である。 

 (５) 塔槽類廃ガス処理設備による換気再開 

塔槽類廃ガス処理設備による換気再開の実施判断後，中央制御室にお

いて塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の開操作を行い，塔槽類廃ガス処理

設備の排風機を再起動して，高い除染能力を有する平常運転時の放出経

路に復旧し，プルトニウム濃縮缶内に残留している放射性物質を管理さ

れた状態において主排気筒を介して大気中へ放出する。 

塔槽類廃ガス処理設備の再起動後，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉止し，

廃ガス貯留設備の空気圧縮機を停止する。 

 (６) 塔槽類廃ガス処理設備による換気再開の成否判断 

塔槽類廃ガス処理設備による換気が再開されたことを，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機の運転表示及び計装設備の廃ガス洗浄塔入口圧力計

の指示値で確認し，成否を判断する。 

塔槽類廃ガス処理設備による換気の再開の成否判断において必要な

監視項目は，安全系監視制御盤における塔槽類廃ガス処理設備の排風機

の運転表示及び廃ガス洗浄塔入口圧力である。 

(７) 大気中への放射性物質の放出の状態監視 

主排気筒の排気モニタリング設備により，主排気筒を介して大気中へ

の放射性物質の放出状況を監視する。 
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7.4.1.2 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策の有効性評価 

7.4.1.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発

生を仮定する機器の特定」で示したとおり，プルトニウム濃縮缶におけ

るＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を代表事例とする。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応については，重大事故等が発生する

機器がプルトニウム濃縮缶のみであることから，プルトニウム濃縮缶を

代表事例として選定した。 

 

 (３) 有効性評価の考え方 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するための対策に係

る有効性評価では，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生後，プルト

ニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウム濃縮缶の加熱の

停止ができること，また，その状態を維持できることを評価する。ＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するための対策の有効性評

価においては，解析コードは用いない。 

廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に係る有効性評価は，大気中

への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）を評価する。大気中へ

の放射性物質の放出量は，廃ガスポットからセルへ導出され，主排気筒

を介して大気中へ放出される放射性物質及び廃ガス貯留設備による放

射性物質の貯留完了時にプルトニウム濃縮缶に残留しており，塔槽類廃

ガス処理設備による換気の再開に伴って大気中に放出される放射性物
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質を評価対象とする。 

この評価においては，機器に内包する溶液の放射性物質量，事故時の

放射性物質の移行率，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及び

放出経路構造物による除染係数並びに廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留の効果により期待される放出低減効果を考慮する。 

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）の算出におい

て用いる塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの除染係数は，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応による塔槽類廃ガス処理設備の高性能

粒子フィルタの圧力及び温度について，汎用熱流体解析ソフトウェアで

あり，航空機の翼周りの流れ，炉内の燃焼，血流及びクリーンルームの

設計等様々な工業用途に対応し，活用されているソフトウェアである解

析コードＦｌｕｅｎｔを用いて解析した結果に基づき設定する。 

廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の有効性評価においては，解

析コードは用いず，簡便な計算に基づき評価する。 

 

 (４) 有効性評価の評価単位 

「(１) 代表事例」で示したとおり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の発生を仮定する機器はプルトニウム濃縮缶のみであることから，機器

グループや建屋単位による整理はない。 

 

 (５) 機能喪失の条件 

内的事象を要因とした安全機能の喪失の想定では，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応の発生の起因となる異常の発生防止に係る安全機能及

び異常の拡大防止に係る安全機能が喪失することを想定し，それ以外の

安全機能の喪失は想定しない。 
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 (６) 事故の条件及び機器の条件 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応における事故の条件として，プルト

ニウム濃縮缶内のＴＢＰ量は，ＴＢＰの水への溶解度
（ 2 ）（ 3 ）

，平常運転時の硝

酸プルトニウム溶液のプルトニウム濃度である 250ｇＰｕ／ＬからＴＢ

Ｐ等の錯体の急激な分解反応が発生する温度を沸点とする硝酸プルト

ニウム溶液の濃度である 800ｇＰｕ／Ｌまで濃縮するのに必要な供給液

量及びプルトニウム濃縮缶運転時におけるＴＢＰの液相中の残留率
（ 3 ）

よ

り算出し，約 208ｇとする。 

分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の

発生を判定し，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知から１分以内に

プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンを自動停止する又はＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応の発生を知らせる警報の発報により，ＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応の検知から１分以内に緊急停止系により手動にて

停止する。ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が１分間継続する際に供給

されるＴＢＰ量は，ＴＢＰの水への溶解度
（ 2 ）（ 3 ）

及び１分間の供給量より算出

し，約１ｇとする。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策に使用する設備を

第 7.4－３表に示す。また，主要な機器の条件を以下に示す。 

 ａ．プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオン 

   プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンは，内部を減圧することで，供給

液を汲み上げ，プルトニウム濃縮缶に一定流量で供給液を供給する設備

である。 

分解反応検知機器の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の

発生を判定した場合及び緊急停止系を作動した場合は，プルトニウム濃
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縮缶供給槽ゲデオンを停止するための重大事故時供給液停止弁を閉止

することでプルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンを停止する。 

 ｂ．一次蒸気停止弁 

   プルトニウム濃縮缶の加熱は，プルトニウム精製設備の蒸気発生器へ

一次蒸気を供給する系統の一次蒸気停止弁を手動にて閉止することに

より停止する。 

 ｃ．緊急停止系 

   緊急停止系は，中央制御室に設置した緊急停止操作スイッチを操作す

ることで，速やかに工程を停止できる。 

ｄ．安全圧縮空気系 

   安全圧縮空気系は，プルトニウム濃縮缶に対して，平常運転時に供給

される圧縮空気流量である約 0.4ｍ３／ｈで空気を供給する。 

 ｅ．一般圧縮空気系 

   一般圧縮空気系は，プルトニウム濃縮缶に対して，平常運転時に供給

される圧縮空気流量である約 0.05ｍ３／ｈで空気を供給する。 

 ｆ．プルトニウム濃縮缶 

   プルトニウム濃縮缶は，プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンにより供

給液を供給され，蒸気発生器の加熱蒸気により加熱されることで，プル

トニウム溶液を濃縮する。 

プルトニウム濃縮缶に内包する硝酸プルトニウム溶液の放射性物質

の濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度 45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度 4.5ｗｔ％，比出力 38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，

冷却期間 15 年を基に算出した平常運転時の 大値に，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応が発生する温度が硝酸プルトニウム溶液の沸点とな

る濃縮倍率を乗じた値とする。 
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プルトニウム濃縮缶に内包する硝酸プルトニウム溶液の液量は，プル

トニウム濃縮缶の公称容量とする。 

 ｇ．セルへ導出される放射性物質を含む気体の体積 

   ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生に伴い，標準状態で約 0.8ｍ３

の気体状の分解生成物や熱が発生することでプルトニウム濃縮缶に接

続する塔槽類廃ガス処理設備の廃ガスの圧力が上昇する。ＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応が発生する前にプルトニウム濃縮缶から廃ガスポ

ットまでの間にある放射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備の廃ガスの圧

力上昇に伴い，廃ガスポットからセルへ導出されるものと塔槽類廃ガス

処理設備の高性能粒子フィルタ及び排風機を介して主排気筒につなが

る流路を流れるものに分けられるが，より厳しい条件として放射性物質

の全量がセルへ導出されるものとして評価する。セルへ導出される放射

性物質の体積は，プルトニウム濃縮缶の気相部体積及びプルトニウム濃

縮缶と廃ガスポットを接続する塔槽類廃ガス処理設備の機器の体積の

合計である約 0.8ｍ３とする。 

 ｈ．電気設備 

   電気設備は，１系列当たり精製建屋で 小約 110ｋＶＡの余裕を有し，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処で１系列を用いる。 

有効性評価においては，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処に

用いる設備が必要な電力を供給できる設計としていることから，以下に

示す必要な電力を供給できる。 

精製建屋のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対処するための設備 

約 40ｋＶＡ（起動時 約 80ｋＶＡ） 

 

 (７) 操作の条件 
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プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止において必要となる重大

事故時供給停止回路の緊急停止系の操作は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応の検知から１分以内で操作を完了する。 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停止において必要となる一次蒸気停止

弁の閉止操作は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を検知してか

ら速やかに開始し，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知から25分以

内で作業を完了する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生した放射性物質の廃ガ

ス貯留槽への導出完了後に実施するプルトニウム濃縮缶からの放出経

路を，廃ガス貯留設備（精製建屋）から平常運転時の塔槽類廃ガス処理

設備に切り替える操作は，中央制御室から行う操作で，廃ガス貯留槽へ

の放射性物質を含む気体の導出完了から，塔槽類廃ガス処理設備の排風

機の再起動完了まで３分で完了し，その後，廃ガス貯留設備の空気圧縮

機を停止する操作を，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の起動操作後，５

分で完了する。 

これらの対策の準備及び実施時に想定される作業環境を考慮した必

要な作業と所要時間を，第7.4－５図に示す。 

 

 (８) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出量の評価は，廃ガスポ

ットからセルへ導出され，セル排気系から主排気筒を介して大気中へ放

出される放射性物質の放出量評価（以下7.4では「セル排気系からの放

射性物質の放出量評価」という。）及びプルトニウム濃縮缶内に残留し，

廃ガス貯留設備への放射性物質の導出完了後に塔槽類廃ガス処理設備

から主排気筒を介して大気中へ放出される放射性物質の放出量評価（以
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下7.4では「塔槽類廃ガス処理設備からの放射性物質の放出量評価」と

いう。）に分けられる。 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量のうち，セル排気

系からの放射性物質の放出量評価は，セルへ導出されるプルトニウム濃

縮缶から廃ガスポットまでの廃ガスの放射性物質量に対して，大気中へ

の放出経路における除染係数の逆数を乗じて算出する。また，塔槽類廃

ガス処理設備からの放射性物質の放出量評価は，プルトニウム濃縮缶に

内包する放射性物質量に対して，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によ

り影響を受ける割合，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴い気相中に

移行する放射性物質の割合，大気中への放出経路における除染係数の逆

数を乗じて算出する。 

算出した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への換算係

数を乗じて，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）を

算出する。セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－

1162
（8）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被

ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばくに係る実

効線量への換算係数
（ 9 ）

を用いて，セシウム－137と着目核種との比から算

出する。ただし，プルトニウム等一部の核種は，化学形態による影響の

違いを補正する係数を乗じて算出する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生する放射性物質を含む

気体の廃ガス貯留槽への導出は，分解反応検知機器の論理回路によって

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生が検知された場合，直ちに自動

で塔槽類廃ガス処理設備から廃ガス貯留設備（精製建屋）へ経路が自動

で切り替わり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によって発生する放射

性物質を含む気体の一部が廃ガス貯留槽に導出される。この経路の切り
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替えは，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生が検知された時点を起

点として約１分以内に完了する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応において気相中に移行した放射性

物質は，プルトニウム濃縮缶に供給される圧縮空気により廃ガス貯留槽

に導かれ，廃ガス貯留槽で貯留されるため，廃ガス貯留槽内の圧力が規

定の圧力である0.4ＭＰａ[gage]に達するまでの期間において，塔槽類

廃ガス処理設備から大気中への放射性物質の放出は生じない。 

廃ガス貯留槽内の圧力が既定の圧力に達した場合には，廃ガス貯留槽

への放射性物質を含む気体の導出を完了し，廃ガス貯留槽への流路から

平常運転時の放出経路に切り替える。 

廃ガス貯留槽の入口に設けた逆止弁により，塔槽類廃ガス処理設備の

排風機を再起動した場合でも廃ガス貯留槽内の放射性物質を含む気体

は塔槽類廃ガス処理設備に逆流しない。 

廃ガス貯留槽は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知を起点とし

て約２時間にわたって放射性物質を含む気体を貯留できる容量として

約21ｍ３を有する。 

ａ．セル排気系からの放射性物質の放出量評価 

 (ａ) プルトニウム濃縮缶から廃ガスポットまでの廃ガスの放射性物質量 

   プルトニウム濃縮缶気相部から廃ガスポットまでの廃ガスの放射性物

質の全量がセルへ導出されたことを想定し，セル排気系から大気中への

放射性物質の放出量を評価する。 

   塔槽類廃ガス処理設備で平常運転時に処理する廃ガス中の放射性物質

の濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷

却期間15年を基に算出した値とする。 
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 (ｂ) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の影響を受ける割合 

セルへ導出される廃ガス中に含まれる放射性物質量のうち，ＴＢＰ等

の錯体の急激な分解反応により影響を受ける割合は１とする。 

 (ｃ) 平常運転時に気相中へ移行する放射性物質の割合 

平常運転時に塔槽類廃ガス処理設備へ移行する放射性物質の割合は，

空気１ｍ３当たり10ｍｇが移行する
（ 1 0 ）

こととし，１×10－８とする。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は10と

する。 

セル排気系のセル排気フィルタユニットの高性能粒子フィルタは１

段で，セル排気系のセル排気フィルタユニットの高性能粒子フィルタの

放射性エアロゾルの除染係数を10３とする。 

ｂ．塔槽類廃ガス処理設備からの放射性物質の放出量評価 

 (ａ) プルトニウム濃縮缶に内包する硝酸プルトニウム溶液の放射性物質

量 

   プルトニウム濃縮缶に内包する硝酸プルトニウム溶液の放射性物質の

組成，濃度，崩壊熱密度及びプルトニウム濃縮缶の液量は，事故の条件

及び機器の条件と同様であるため，硝酸プルトニウム溶液の放射性物質

の濃度とプルトニウム濃縮缶の液量を乗じた値とする。 

 (ｂ) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の影響を受ける割合 

プルトニウム濃縮缶に内包する放射性物質量のうち，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応により影響を受ける割合は１とする。 

 (ｃ) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴い機器の気相中に移行する放

射性物質の割合 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による発熱量は1,400ｋＪ／ｋｇ・
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ＴＢＰ
（ 4 ）

とする。 

プルトニウム濃縮缶内のＴＢＰ量は，「(６) 事故の条件及び機器の条

件」に示すとおり，約208ｇとする。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生時における放射性物質の気相

中への移行率
（ 7 ）

は，爆発事象を想定した実験結果を整理した式のうち も

厳しい結果を与えるｕｐｐｅｒ ｂｏｕｎｄとされる計算式から算出し

た値として，約４×10－３とする。 

この値は，より厳しい条件として，3.5ＭＰａ[gage]を超える圧力を

かけた場合における放射性物質の気相中への移行率の算出式を用いて

評価した結果であり，安全余裕を見込んだ移行率である。 

また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が１分間継続する際に供給さ

れるＴＢＰ量は，「(６) 事故の条件及び機器の条件」に示すとおり，約

１ｇとする。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生後，供給液の供給停止までの１

分間における放射性物質の気相中への移行率
（ 7 ）

は，爆発事象を想定した実

験結果を整理した式の0.35ＭＰａ[gage]未満における値とし，５×10－５

とする。 

プルトニウム濃縮缶内に存在するＴＢＰ等は，供給液の供給分のみで

あり，ＴＢＰ等の錯体の分解反応が発生した場合の発熱量は小さく，分

解生成物の発生量も少ないため，プルトニウム濃縮缶内の圧力の上昇が

小さいことから，この値とした。 

 (ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

廃ガス貯留槽への導出が完了した後に，塔槽類廃ガス処理設備の排風

機を起動することで，プルトニウム濃縮缶内の気相部に残留している放

射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備から主排気筒を介して大気中へ放出
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される。 

放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は10
（5）

と

する。 

塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは２段であり，塔槽類廃

ガス処理設備の高性能粒子フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は，

解析コードＦｌｕｅｎｔにより塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フ

ィルタの健全性を維持できることを確認したため，１段目を10３，２段

目を10２とする。 

廃ガス貯留槽へ貯留されずプルトニウム濃縮缶内に残留する放射性

物質の割合は，機器に供給される安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系の

圧縮空気により機器外に放射性物質が移行する効果を考慮して求めた

割合である約４％とし，残りの約96％が廃ガス貯留槽へ貯留される。 

 

 (９) 判断基準 

   ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策の有効性評価の判断

基準は以下のとおりとする。 

 ａ．プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウム濃縮缶の

加熱の停止 

   プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウム濃縮缶の

加熱の停止により，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を速やかに

防止できること，また，その状態を維持できること。 

 ｂ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   セルへ導出され，セル排気系から放出される放射性物質の放出量及び

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止し，廃ガス貯留槽での貯留

が完了した上で，塔槽類廃ガス処理設備を起動して平常運転時の放出経
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路に復旧した状況下での大気中へ放出される放射性物質の放出量がセ

シウム－137換算で100ＴＢｑを下回るものであって，かつ，実行可能な

限り低いこと。 

 

7.4.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウムの加熱の

停止 

   ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するために必要なプル

トニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウム濃縮缶の加熱

の停止は，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給をＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応発生の判定後１分以内に自動及び手動にて停止できるた

め，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を速やかに防止できる。 

   また，プルトニウム濃縮缶の加熱をＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の発生後25分以内に停止できるため，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の再発を防止できる。プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプ

ルトニウム濃縮缶の加熱の停止の状態を維持することで，ＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応の再発防止は維持できる。 

 ｂ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

   セル排気系からの放射性物質の放出量及び塔槽類廃ガス処理設備から

の放射性物質の放出量（セシウム－137換算）は，約３×10－５ＴＢｑで

あり，100ＴＢｑを十分に下回る。 

   また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応で発生した放射性物質につい

ては，廃ガス貯留設備（精製建屋）により，可能な限り外部に放出され

ないよう措置することから，大気中への放射性物質の放出量（セシウム
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－137換算）は，実行可能な限り低くなっている。 

   具体的な評価結果を第7.4－４表及び第7.4－５表に示す。また，大気

中への放射性物質の放出率の推移の概念図を第7.4－７図に示す。 

   放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第7.4－８図に，プルト

ニウム濃縮缶におけるプルトニウム濃度及びＴＢＰ量の推移を第7.4－

９図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．解析コードの不確かさの影響 

解析コードによる塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの健

全性確認の解析結果においては，系統を断熱とし，蒸気の凝縮，塔槽類

廃ガス処理設備を介した他機器への廃ガスの流出経路並びに機器の内

部構造物を考慮していないことから，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒

子フィルタに対し，圧力及び温度が影響を及ぼしやすいモデルとしてお

り，より厳しい結果を与える条件を設定しているため，解析コードの不

確かさが塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの健全性評価の

結果に与える影響はない。 

 ｂ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の評価に用いるパラメータ

は，不確かさを有するため，大気中への放射性物質の放出量に影響を与

えるが，その場合でも，大気中への放射性物質の放出量がセシウム－137

換算で100ＴＢｑを十分下回り，判断基準を満足することに変わりはな

い。 

不確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す 
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  ⅰ．プルトニウム濃縮缶に内包する放射性物質量 

再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，放射性物

質量の 大値は，１桁程度の下振れを有する。また，再処理する使用

済燃料の冷却期間によっては，減衰による放射性物質量のさらなる低

減効果を見込める可能性がある。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を検知後，プルトニウム濃縮缶供

給槽ゲデオンは自動又は手動にて重大事故時供給液停止弁を閉止する

ことで停止するため，供給液の供給は速やかに停止することから，供

給液の供給が停止するまでの時間には１桁程度の下振れがある。 

以上より，設定値に対して１桁程度の下振れを有する。 

  ⅱ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の影響を受ける割合 

  沸点がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する温度となるプ

ルトニウム濃度は800ｇＰｕ／Ｌであり，プルトニウム溶液の粘性は

高いと考えられることから，気液分離部から加熱部への流動について

は不確かさが存在する。また，800ｇＰｕ／Ｌのプルトニウム溶液と

供給液の混合液が加熱されることによる分解反応の発生についても

不確かさが存在する。それぞれ，ＴＢＰ等の錯体の全量が急激な分解

反応を引き起こすことを前提とした割合であることから，体系に起因

した不確かさとして１桁程度の下振れを有する。 

  ⅲ．ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴い機器の気相中に移行する放

射性物質の割合 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴いプルトニウム濃縮缶の気相

中に移行する放射性物質の割合を算出する際に使用した式は，ＮＵＲ

ＥＧ／ＣＲ－6410における爆発事象を想定した実験結果を整理した式

のうち も厳しい結果を与えるｕｐｐｅｒ ｂｏｕｎｄとされる計算
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式を使用しており，実験結果に対するｂｅｓｔ ｆｉｔの計算式との比

較により，実際には１桁程度の下振れを有する。 

一方，この式ではＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による発生エネ

ルギを算出する必要があり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による

発熱量は，引用する文献によって発生する単位ＴＢＰ量当たりの発熱

量が１桁程度の上振れを有する。また，ＴＢＰの水への溶解度の幅を

考慮すると，条件によっては１桁程度の上振れを有する可能性がある。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生後，供給液の供給停止までの

間における放射性物質の気相中への移行率は，ＴＢＰ量が少なく，発

熱量及び分解生成物のガス量が小さいことから爆発事象を想定した実

験結果を整理した式の0.35ＭＰａ[gage]未満における値を用いている

ため，不確かさは考慮しない。 

以上より，設定値に対して１桁程度の下振れを有し，条件によって

は，設定値に対して１桁程度の上振れを有する可能性がある。 

  ⅳ．大気中への放出経路における除染係数 

プルトニウム濃縮缶から塔槽類廃ガス処理設備の排風機までの経路

上のプルトニウム精製設備及び塔槽類廃ガス処理設備の配管は，曲が

り部が多く，数十ｍ以上の長い配管及び複数の機器で構成されること

から，放射性物質を大気中へ押し出すエネルギの減衰や放射性エアロ

ゾルの沈着による除去が期待できるため，大気中への放射性物質の放

出量は１桁程度の下振れを有する。 

 ｃ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停止操作については，一次蒸気停止弁の

閉止操作が想定よりも時間を要した場合においても，プルトニウム濃縮
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缶への供給液の供給が停止することから，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応の再発に与える影響はない。 

このように不確かさを有するものの，判断基準を満足することに変わ

りはない。 

 (ｂ) 作業環境 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応により発生する放射性物質を内包する機器周辺の線量

率が上昇するが，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処の操作場所

はそれらの線源から離れた位置にあり，セルによる遮蔽を考慮できるこ

と，セルへ導出される放射性物質はセル排気系で換気されるため，アク

セスルート及び作業場所において，有意な作業環境の悪化はないことか

ら，実施組織要員の操作の時間余裕には影響を与えない。 

 

7.4.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を検知した場合には，プルト

ニウム濃縮缶への供給液の供給停止及びプルトニウム濃縮缶の加熱を

停止する。 

プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止は，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応の発生を検知した後，１分以内に実施する。 

プルトニウム濃縮缶の加熱の停止は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応の発生を検知した後，25分以内に実施する。 

以上の拡大防止対策を考慮したときのプルトニウム濃縮缶内の硝酸

プルトニウム溶液等の状態及び硝酸プルトニウム溶液等の状態によっ

て生じる事故時環境は次のとおりである。 
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 ａ．硝酸プルトニウム溶液等の状態 

  ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は，プルトニウム濃縮缶にＴＢＰ等

が多量に混入したことでＴＢＰ等の錯体が形成された状態において，加

熱蒸気温度の制御機能が喪失することで，プルトニウム濃縮缶内の硝酸

プルトニウム溶液の過濃縮が生じ，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が

発生する温度を超えることにより発生する事象である。このときのプル

トニウム濃縮缶内の硝酸プルトニウム溶液の状態は，温度がＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応が発生する温度，硝酸プルトニウム溶液の濃度が

約 800ｇＰｕ／Ｌ，硝酸濃度は 大で約８規定，ＴＢＰ等の混入量は 209

ｇである。ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により，プルトニウム濃縮

缶内のＴＢＰ等は全量消費されることから，これ以上のＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応は発生しないが，プルトニウム濃縮缶への供給液には

溶存しているＴＢＰ等が含まれており，加熱も継続しているため，プル

トニウム濃縮缶への供給液の供給が継続すると，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応は再発すると仮定する。これらのＴＢＰ等の錯体の急激な分

解反応によって二酸化炭素，水，窒素及びりん酸といった分解生成物が

発生する。また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は発熱反応であるた

めエネルギが発生する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴うプルトニウム濃縮液等の状

態変化は，わずかではあるが硝酸量が低下する。ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応については，ＴＢＰに 14 規定の硝酸を作用させた場合に，

ＴＢＰ１モルに対して硝酸 14.4 モルが消費されるという知見があるこ

とから，ＴＢＰ209ｇは約 0.8 モルであり，このＴＢＰ量が分解反応を

した際に消費される硝酸量は約 12 モルとなる。プルトニウム濃縮缶内

の硝酸量は 1,000 モル以上あることを考慮すると，硝酸の減少量による
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影響は極めて小さいことから，硝酸量の減少によるプルトニウムの析出

や酸化プルトニウムの生成はない。 

ｂ．硝酸プルトニウム溶液等の状態によって生じる事故時影響 

(ａ) 温度 

拡大防止対策である加熱の停止が実施されるまではプルトニウム濃

縮缶の加熱が継続するため，プルトニウム濃縮缶内の硝酸プルトニウム

溶液はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する温度に維持されて

いる。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生するエネルギは約0.3 

ＭＪであり，Ｆｌｕｅｎｔ解析の結果より，プルトニウム濃縮缶気相部

は，瞬間的に約370℃まで上昇するが，塔槽類廃ガス処理設備へ廃ガス

が移行することにより温度は速やかに低下し，ＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応が発生する前の温度に戻る。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生するエネルギを全てプ

ルトニウム濃縮缶に与えたとしても，プルトニウム濃縮缶は変形及び損

傷することはない。 

その後，供給液の供給が継続している場合，ＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応が再発しても，ＴＢＰ等の量が少ないため分解反応により発生

するエネルギは小さく，気相部の温度はほぼ一定であり，ＴＢＰ等の錯

体の急激な分解反応が発生する温度に維持される。 

(ｂ) 圧力 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生により分解生成物が生成す

ることを考慮したＦｌｕｅｎｔ解析の結果より，プルトニウム濃縮缶気

相部は平常運転時の圧力に対して瞬間的に約0.9ＭＰａ上昇するが，塔

槽類廃ガス処理設備へ廃ガスが移行することにより圧力は速やかに低
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下し，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生する前の圧力に戻る。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による圧力の上昇を考慮しても，プ

ルトニウム濃縮缶は変形及び損傷することはない。 

その後，供給液の供給が継続している場合，ＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応が再発しても，ＴＢＰ等の量が少ないため分解反応により発生

する分解生成物は少なく，エネルギは小さいため，気相部の圧力はほぼ

一定であり，平常運転時と同程度である。 

(ｃ) 湿度 

プルトニウム濃縮缶は硝酸プルトニウム溶液を蒸発濃縮する設備で

あるため，平常運転時及び事故時においても多湿環境下であり，平常運

転時と同程度である。 

(ｄ) 放射線 

プルトニウム濃縮缶内では，平常運転時（約250ｇＰｕ／Ｌ）よりも

プルトニウム濃度が約３倍高いため，線量率は平常運転時よりも約３倍

高い。放射性物質は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生に伴い気

相中へ移行するため，塔槽類廃ガス処理設備における線量率も上昇する。 

(ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発生 

プルトニウム濃縮缶内では，平常運転時（約250ｇＰｕ／Ｌ）よりも

プルトニウム濃度が約３倍高いため，平常運転時と比較すると水素発生

量や崩壊熱密度が約３倍増加する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応では，二酸化炭素，水，窒素やりん

酸といった分解生成物及びエネルギが発生するが，ＴＢＰ等はＴＢＰ等

の錯体の急激な分解反応により全量が分解してなくなることから，有機

溶媒による火災は発生しないため，煤煙が発生することはない。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合に，プルトニウム濃
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縮缶内の硝酸プルトニウム溶液は約800ｇＰｕ／Ｌと平常運転時（250 

ｇＰｕ／Ｌ）と比べてプルトニウム濃度が高い状態であるが，プルトニ

ウム濃縮缶は全濃度安全形状寸法管理により臨界事故の発生を防止し

ており，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によりプルトニウム濃縮缶は

変形・損傷することはないため，臨界は発生しない。ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応により，硝酸プルトニウム溶液が析出する又は酸化プル

トニウムとして生成することはなく，硝酸プルトニウム溶液の形で存在

しているため，臨界は発生しない。したがって，臨界による新たな放射

性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等以外の有機溶媒として，ｎ－ドデカンは水へ不溶でありプル

トニウム濃縮缶への供給液には含まれないため，火災が発生することは

なく煤煙及びその他の物質が発生することはない。 

(ｆ) 落下又は転倒による荷重 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による発熱量によってプルトニウ

ム濃縮缶の温度が上昇することを考慮したとしても，材質の強度が有意

に低下することはないため，プルトニウム濃縮缶が落下又は転倒するこ

とはない。 

(ｇ) 腐食環境 

プルトニウム濃縮缶内の硝酸濃度は 大約８規定となる。蒸気の硝酸

濃度は１～２規定となる。 

 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応については，「6.1 重大事故の発生

を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」

で示すとおり，動的機器の多重故障及び誤作動並びに運転員等の多重誤
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操作を起因とした複数の発生防止機能の喪失により発生するものであ

り，その具体的な発生の条件は同種の重大事故及び異種の重大事故の要

因となる安全機能の喪失に当たらないことから，重大事故等が同時に発

生することは想定されない。 

 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   プルトニウム濃縮缶においてＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生

した場合には，拡大防止対策として，プルトニウム濃縮缶への供給液の

供給を停止するとともに，プルトニウム濃縮缶の加熱を停止する。 

   プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止は，速やかに自動又は手動

にて実施される。また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知後，現

場にてプルトニウム濃縮缶への加熱を停止する。 

以上の拡大防止対策を考慮した時のプルトニウム濃縮缶内の硝酸プ

ルトニウム溶液等の状態及び硝酸プルトニウム溶液等の状態によって

生じる事故時環境を明らかにし，硝酸プルトニウム溶液等の状態によっ

て新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び事故時環境が安全機

能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重大事故等の有無

を明らかにする。 

 ａ．事故進展によりプルトニウム濃縮缶において発生する重大事故等の特

定 

 (ａ) 臨界事故 

プルトニウム濃縮缶の材質はジルコニウムであり，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応によって想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件

によってプルトニウム濃縮缶のバウンダリが喪失することはなく，プル

トニウム濃縮缶は変形しない。「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模
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の分析」に記載したとおり，プルトニウム濃縮缶内の硝酸プルトニウム

溶液は約 800ｇＰｕ／Ｌと平常運転時（250ｇＰｕ／Ｌ）と比べてプルト

ニウム濃度が高い状態であるが，プルトニウム濃縮缶は全濃度安全形状

寸法管理により臨界事故の発生を防止しており，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応により，硝酸プルトニウム溶液が析出する又は酸化プルトニ

ウムとして生成することはなく，硝酸プルトニウム溶液の形で存在して

いるため，臨界は発生しない。 

以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

プルトニウム濃縮缶は安全冷却水等による冷却はしていない機器で

ある。 

「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

プルトニウム濃縮缶内の硝酸プルトニウム溶液は約 800ｇＰｕ／Ｌと平

常運転時（250ｇＰｕ／Ｌ）と比べて約３倍プルトニウム濃度が高い状

態であり，崩壊熱密度が平常運転時よりも約３倍高いが，セルへの放熱

を考慮すると，崩壊熱のみでは沸騰せず，プルトニウム濃縮缶の加熱の

停止により硝酸プルトニウム溶液の温度は沸点を下回る。 

以上より，蒸発乾固が発生することはない。 

 (ｃ)  放射線分解により発生する水素による爆発 

「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

プルトニウム濃縮缶内の硝酸プルトニウム溶液は約 800ｇＰｕ／Ｌと平

常運転時（250ｇＰｕ／Ｌ）と比べてプルトニウム濃度が高い状態であ

り，水素発生量が平常運転時よりも多い。プルトニウム濃縮缶には，安

全圧縮空気系から圧縮空気が供給されており，安全圧縮空気系からの圧

縮空気の供給量は，十分な余裕が確保されていることから，ドライ換算
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４ｖｏｌ％を超えることはない。 

以上より，放射線分解により発生する水素による爆発が発生すること

はない。 

 (ｄ) 放射性物質の漏えい 

プルトニウム濃縮缶に接続する機器の材質はジルコニウム又はステ

ンレス鋼であり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によっ

て，これらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，放射性物質

の漏えいが発生することはない。 

 ｂ．重大事故が発生した機器以外の安全機能への影響及び連鎖して発生す

る重大事故の特定 

プルトニウム濃縮缶及びプルトニウム濃縮缶に接続する配管の材質

はジルコニウム又はステンレス鋼であり，想定される温度，圧力等の環

境条件によってこれらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，

温度及び放射線以外のプルトニウム濃縮缶内の環境条件が，プルトニウ

ム濃縮缶外へ及ぶことはないことから，温度及び放射線以外の環境条件

の変化によってその他の重大事故が連鎖して発生することはない。 

温度及び放射線の影響は，プルトニウム濃縮缶外へ及ぶものの，塔槽

類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの温度は約50℃であり，放射線

は平常運転時よりは高いものの，これらの影響が十分な厚さを有するセ

ルを超えてセル外へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器も，これらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，温度及び放射線の環境条件の変化によっ

てその他の重大事故が連鎖して発生することはない。 

プルトニウム濃縮缶に接続する配管を通じたプルトニウム濃縮缶内

の環境条件の伝播による安全機能への影響の詳細は次のとおりである。 
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 (ａ) 安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系 

安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系は配管長が長いため，安全圧縮空

気系及び一般圧縮空気系の配管を通じてプルトニウム濃縮缶気相部の

圧力上昇による影響の波及はない。 

以上より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により安全圧縮空気系及

び一般圧縮空気系が機能喪失することはなく，放射線分解により発生す

る水素による爆発が発生することはない。 

 (ｂ) 塔槽類廃ガス処理設備等 

プルトニウム濃縮缶に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じ

て，プルトニウム濃縮缶内の環境が各機器に波及する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生するエネルギは約 0.3 

ＭＪであり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による環境条件が塔槽類

廃ガス処理設備の配管を通じて各機器に波及した場合でも，塔槽類廃ガ

ス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，プルトニウム濃縮缶内の環

境条件によってバウンダリが喪失することはない。 

塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，ＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応による温度及び圧力の上昇を考慮しても，温度は約 50℃，

差圧の上昇は約４ｋＰａであるため，温度上昇及び圧力上昇により健全

性を損なうことはない。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応による瞬間的な圧力上昇により，プ

ルトニウム濃縮缶及び塔槽類廃ガス処理設備の系統内の蒸気を凝縮す

る機能が一時的に喪失し，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ

に水ミストが到達することが想定される。より厳しい条件としてプルト

ニウム濃縮缶から塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタまでの

８－７－580



全ての気体を湿度 100％として，プルトニウム濃縮缶気相部から塔槽類

廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタまでの廃ガス量の容量を約６ｍ３，

平常運転時の塔槽類廃ガス処理設備内の廃ガス温度として 40℃とした

場合に，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタにプルトニウム濃

縮缶から塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタまでの全ての気

体に含まれる水ミストが付着することを想定した場合において，水ミス

ト量は約 300ｇである。水ミストが存在する条件下ではフィルタ差圧が

250ｍｍＡｑを超えたところから高性能粒子フィルタのリークが始まる
（ 6 ）

ことが知られており，試験で用いたフィルタの定格風量と実機における

定格風量の比から，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタのリー

クが始まる水ミスト量を 1,300ｇと評価できるため，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応に伴い高性能粒子フィルタへ付着する水分による除染

機能の低下や喪失はない。 

以上より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により塔槽類廃ガス処理

設備が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することは

ない。 

 (ｃ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備等） 

廃ガスポットから放出される廃ガス量は約 0.8ｍ３であり，廃ガスが有

するエネルギをセルへ放出したとしても，導出先セル及び導出先セル以

降の放出経路の温度，圧力及び湿度は平常運転時と同程度であることか

ら，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により放射性物質の放出経路が機

能喪失することはない。 

一方，廃ガスポットから導出先セル及び導出先セル以降へ放射性物質

が移行するため，その放出経路では放射性物質量が増加するが，放射性

物質の放出経路の材質は鋼製であり，損傷することはない。また，放射
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性物質の放出経路の下流側に設置しているセル排気系のセル排気フィ

ルタユニットの高性能粒子フィルタへの影響が考えられるが，セル排気

系のセル排気フィルタユニットの高性能粒子フィルタのろ材はガラス

繊維であり，放射線によって劣化することはないため，放射性物質の漏

えいが発生することはない。 

以上より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により放射性物質の放出

経路（建屋換気設備）が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えい

が発生することはない。 

 ｄ．分析結果 

プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応につ

いて評価を実施した。安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系は配管長が長

いため，安全圧縮空気系及び一般圧縮空気系の配管を通じたプルトニウ

ム濃縮缶内の環境条件の波及はない。また，プルトニウム濃縮缶への圧

縮空気の供給量は十分な余裕が確保されており，プルトニウム濃縮缶の

気相部の水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％を超えることがないこと等，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生によって他の重大事故等が連

鎖して発生することがないことを確認した。 

 

7.4.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

  ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策として，プルトニウム

濃縮缶においてＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合における

プルトニウム濃縮缶への供給液の供給を停止する手段，プルトニウム濃縮

缶の加熱を停止する手段及び廃ガス貯留設備へ放射性物質を貯留する手段

を整備しており，これらの対策について有効性評価を行った。 

  プルトニウム濃縮缶への供給液の供給は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解
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反応を検知後，自動又は手動により速やかに停止することで，ＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応の再発を防止することができる。 

  プルトニウム濃縮缶の加熱の停止は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

を検知後，一次蒸気停止弁を手動にて閉止することで，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応の再発を防止することができる。 

セルへ導出された放射性エアロゾルをセル排気系のセル排気フィルタ

ユニットの高性能粒子フィルタで除去するとともに，塔槽類廃ガス処理設

備の放射性エアロゾルを廃ガス貯留設備（精製建屋）による貯留及び塔槽

類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタによる除去を講ずることにより，

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）は，約３×10－５Ｔ

Ｂｑとなり，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の評価に用いるパラ

メータの不確かさの幅を考慮しても，100ＴＢｑを十分下回る。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価結果に与える影響は無視できる又はないことを確認した。 

また，想定される事故時環境において，プルトニウム濃縮缶に接続する

安全機能を有する機器が，損傷又は機能喪失することはなく，他の重大事

故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

以上のことから，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合にお

いても，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止又はプルトニウム濃縮

缶の加熱の停止によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止する

ことができる。また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放出量は

実行可能な限り低く，大気中への異常な水準の放出を防止することができ

る。 

  以上より，「7.4.1.2.1(９) 判断基準」を満足する。 

 

８－７－583



7.4.2 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策に必要な要員及び

資源 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策に必要な要員及び資

源を以下に示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対する拡大防止対策として実施

するプルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止，プルトニウム濃縮缶の

加熱の停止及び廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に必要な要員

は８人（実施責任者を含む）である。さらに，重大事故等の発生時に実

施する大気中への放出状況監視等及び電源の確保に必要な要員は 14 人

（実施責任者を除く）である。 

上記より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策に要する

実施組織要員数は 22 人である。 

これに対し実施組織要員は 41 人であるため，実施組織要員の要員数

は，必要な要員数を上回っており，必要な作業が可能である。 

 (２) 必要な資源の評価 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は，動的機器の多重故障及び誤作動

並びに運転員等の多重誤操作を発生の起因とした内的事象により発生

することから，電源，圧縮空気及び冷却水については平常運転時と同様

に使用可能である。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処には，水源を要せず，また，

軽油等の燃料を消費する電気設備を用いない。 

 ａ．電源 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処に必要な負荷は，460ｋＶ

Ａ非常用母線の 小余裕約 110ｋＶＡに対し 大でも廃ガス貯留設備の
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空気圧縮機の約 40ｋＶＡである。また，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の

起動時を考慮しても約 80ｋＶＡであり 小余裕に対して余裕があるこ

とから，必要電源容量を確保できる。 

 ｂ．圧縮空気 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処として水素掃気，圧力及び

液位の監視に圧縮空気が必要になる。これらの圧縮空気は，平常運転時

においても継続的に常設重大事故等対処設備に供給されているもので

あり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処においても平常運転時

と同様に使用可能である。 

 ｃ．冷却水 

冷却水については，平常運転時においても継続的に常設重大事故等対

処設備に供給されているものであり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

への対処においても平常運転時と同様に使用可能である。 
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処
 

設
備
 

可
搬

型
重
大

事
故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

ｄ
．
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃

縮
缶

へ
の

加
熱

の

停
止
 

・
 
一

次
蒸

気
停

止
弁
の

閉
止
操
作

を
実

施
す

る
。
 

・
一

次
蒸
気

停
止
弁
 

－
 

－
 

ｅ
．
 

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃

縮
缶

へ
の

加
熱

の

停
止

の
成
否

判
断
 

・
 
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃
縮

缶
加
熱
蒸

気
温

度
計

に
よ
り

，

加
熱

蒸
気

温
度

が
Ｔ

Ｂ
Ｐ

等
の

錯
体

の
急

激
な

分

解
反

応
が

発
生

す
る

温
度

未
満

に
な

っ
た

こ
と

を

確
認

す
る
こ

と
に
よ

り
，
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮
缶

の

加
熱

の
停
止

の
成
否

を
判
断
す

る
。
 

－
 

－
 

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮

缶
加

熱
蒸
気

温
度
計
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第

7
.
4
－

２
表

 
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留
に

お
け

る
手

順
及

び
設

備
の

関
係

 
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ａ
．
 

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
着

手
及

び
実

施
判

断
 

・
分

解
反

応
検

知
機

器
の
論

理
回

路

が
Ｔ

Ｂ
Ｐ

等
の

錯
体

の
急

激
な

分
解

反
応

の
発

生
を

判
定

し
た

場
合

に
は
，
廃

ガ
ス

貯
留
設
備

に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

の
着

手
及

び
実
施

を
判
断

し
，
以
下

の

ｂ
．

へ
移
行

す
る
。
 

－
 

－
 

・
分

解
反

応
検

知
機

器

の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

圧
力
計
 

・
分

解
反

応
検

知
機

器

の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

気
相
部

温
度
計
 

・
分

解
反

応
検

知
機

器

の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

液
相
部

温
度
計
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    （
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ｂ
．
 

廃
ガ

ス
貯

留
槽

へ
の

導
出

開
始

の
確

認
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
圧
力
計
（

精

製
建

屋
用
）
の

指
示

値
の
上
昇

及

び
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
流

量
計

（
精

製
建
屋

用
）
の

指
示
値
の

上

昇
に

よ
り
，
放

射
性

物
質
を
含

む

気
体

の
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
導

出
が

開
始

さ
れ

た
こ

と
を

確
認

す
る

。
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
隔
離
弁

 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
空
気
圧

縮
機
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
廃
ガ
ス

貯
留

槽
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
配
管
・

弁
 

塔
槽

類
廃
ガ

ス
処
理

設
備
 

・
隔

離
弁
 

・
排

風
機
 

・
主

配
管
・

弁
 

  

－
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の

圧
力

計
（

精
製

建
屋

用
）
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の

流
量

計
（

精
製

建
屋

用
）
 

・
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口

圧
力

計
 

 

・
計

装
設
備

の
廃
ガ

ス
洗
浄
塔

入
口

圧
力

計
に
よ

り
，
塔

槽
類
廃
ガ

ス

処
理

設
備

の
系

統
内

の
圧

力
が

負
圧

に
維
持

さ
れ
，
廃

ガ
ス
貯

留

設
備
（
精

製
建
屋

）
に

よ
る
圧

力

の
制

御
が

機
能

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
す
る

。
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    （
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ｃ
．
 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
再

開
の

実
施

判
断
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
槽
内

の
圧
力
が

規
定

の
圧

力
（

0
.
4Ｍ

Ｐ
ａ

[g
a
g
e]
）
に

達
し

た
場
合

に
，
廃

ガ
ス
貯
留

設

備
（

精
製

建
屋

）
へ

の
導
出
を

完

了
す

る
こ
と

と
し
，
塔

槽
類
廃

ガ

ス
処

理
設

備
に

よ
る

換
気

再
開

の
実

施
を
判

断
す
る

。
 

－
 

－
 

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の

圧
力

計
（

精
製

建
屋

用
）
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    （
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ｄ
．
 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
再
開
 

・
塔

槽
類

廃
ガ
ス

処
理
設

備
に

よ
る

換
気

再
開
の

実
施
判

断
後
，
中

央

制
御

室
に

お
い

て
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

隔
離

弁
の

開
操

作
を

行
い
，
塔
槽

類
廃
ガ

ス
処

理

設
備

の
排
風

機
を
再

起
動
し
て

，

高
い

除
染

能
力

を
有

す
る

平
常

運
転

時
の
放

出
経
路

に
復
旧
し

，

機
器

内
に

残
留

し
て

い
る

放
射

性
物

質
を

管
理

さ
れ

た
状

態
に

お
い

て
主

排
気

筒
を

介
し

て
大

気
中

へ
放
出

す
る
。
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
隔
離
弁

 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
空
気
圧

縮
機
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
逆
止
弁

 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
廃
ガ
ス

貯
留

槽
 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
配
管
・

弁
 

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処
理

設
備
主

配
管
 

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

廃
ガ

ス
処

理
系

主

配
管
 

・
主

排
気
筒
 

塔
槽

類
廃
ガ

ス
処
理

設
備
 

・
隔

離
弁
 

・
排

風
機
 

・
高

性
能
粒

子
フ
ィ

ル
タ
 

・
主

配
管
・

弁
 

 

－
 

－
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    （
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ｄ
．
 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

に
よ

る
換

気
再
開
 

・
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備
の

再
起

動
後

，
廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の
隔

離

弁
を

閉
止
し

，
廃
ガ

ス
貯
留
設

備

の
空

気
圧
縮

機
を
停

止
す
る
。

 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
隔
離
弁

 

・
廃

ガ
ス
貯

留
設
備

の
空
気
圧

縮
機
 

－
 

－
 

ｅ
．
 

換
気

再
開

の
成

否
判

断
 

・
塔

槽
類
廃

ガ
ス
処

理
設
備
に

よ
る

換
気

が
再
開

さ
れ
た

こ
と
を
，
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

排
風

機
の

運
転

表
示

及
び

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
の

指
示

値
に

よ
り

確
認

し
，

成
否

を
判

断
す

る
。
 

－
 

－
 

・
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口

圧
力

計
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    （
つ

づ
き

）
 

 
判

断
及

び
操

作
 

手
順
 

重
大

事
故
等

対
処
施

設
 

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備
 

可
搬

型
重
大

事

故
等

対
処
設

備
 

計
装

設
備
 

ｆ
．
 

大
気

中
へ

の
放

射
性

物
質

の
放

出
の

状
況
監

視
 

・
主

排
気
筒

の
排
気

モ
ニ
タ
リ

ン
グ

設
備

に
よ
り

，
主
排

気
筒
を
介

し

て
大

気
中

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

状
況
を

監
視
す

る
。
 

・
主

排
気
筒
 

－
 

・
主

排
気

筒
の

排
気

モ

ニ
タ

リ
ン
グ

設
備
 

・
放

出
管
理

分
析
設

備
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重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

プルトニウム濃縮缶 ○ ○ ×

一次蒸気停止弁 × ○ ×

プルトニウム濃縮缶供給槽液位計 ○ × ×

供給槽ゲデオン流量計 ○ × ×

プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計 × ○ ×

廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○

廃ガス貯留設備の圧力計（精製建屋用） × × ○

廃ガス貯留設備の流量計（精製建屋用） × × ○

分解反応検知機器のプルトニウム濃縮缶圧力計※１ ○ ○ ○

分解反応検知機器のプルトニウム濃縮缶気相部温度計※１ ○ ○ ○

分解反応検知機器のプルトニウム濃縮缶液相部温度計※１ ○ ○ ○

緊急停止系（精製建屋用，電路含む） ○ × ×

廃ガス貯留設備の隔離弁 × × ○

廃ガス貯留設備の空気圧縮機 × × ○

廃ガス貯留設備の逆止弁 × × ○

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 × × ○

廃ガス貯留設備の配管・弁［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(ウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備)

主配管［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処理設備高レベ
ル濃縮廃液廃ガス処理系)

主配管［流路］ × × ○

高性能粒子フィルタ × × ○

排風機 × × ○

隔離弁 × × ○

廃ガスポット × × ○

主配管・弁［流路］ × × ○

セル排気フィルタユニット × × ○

グローブボックス・セル排風機 × × ○

ダクト・ダンパ［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(ウラン・プルトニウム混
合脱硝建屋換気設備)

ダクト・ダンパ［流路］ × × ○

廃ガス貯留設備(主排気筒) 主排気筒 × × ○

廃ガス貯留設備(低レベル廃液処理設
備)

第１低レベル廃液処理系 × × ○

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○

受電開閉設備 ○ ○ ○

受電変圧器 ○ ○ ○

所内高圧系統 6.9ｋＶ非常用主母線 ○ ○ ○

所内高圧系統 6.9ｋＶ運転予備用主母線 ○ ○ ○

所内高圧系統 6.9ｋＶ非常用母線 ○ ○ ○

所内高圧系統 6.9ｋＶ運転予備用母線 ○ ○ ○

460Ｖ非常用母線 ○ ○ ○

460Ｖ運転予備用母線 ○ ○ ○

第２非常用直流電源設備 ○ ○ ○

直流電源設備 ○ ○ ○

計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 ○ ○ ○

一般圧縮空気系 × × ○

安全圧縮空気系 × × ○

廃ガス貯留設備(冷却水設備) 一般冷却水系 × × ○

※１　計装設備と兼用

第7．4－３表　ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の対処に使用する設備

機器グループ

設備
TBP等の錯体の急激な分解反応の拡大防止対策

プルトニウム濃縮缶へ
の供給液の供給停止

プルトニウム濃縮缶の
加熱の停止

廃ガス貯留設備による
放射性物質の貯留

設備名称 構成する機器

重大事故時供給停止回路

計装設備

受電開閉設備・受電変圧器

廃ガス貯留設備（精製建屋）

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プル
トニウム系））

廃ガス貯留設備（精製建屋換気設備）

直流電源設備

精
製
建
屋
 
Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応

プルトニウム精製設備

所内低圧系統

廃ガス貯留設備(圧縮空気設備)
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第7.4－４表(1) 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃

縮缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性

物質の放出量（セル排気系からの放射性物質の放出

量） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ６×10３ 

 Ｐｕ－239 ６×10２ 

 Ｐｕ－240 ９×10２ 

Ｐｕ－241 ２×10５ 
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第7.4－４表(2) 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃

縮缶のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性

物質の放出量（塔槽類廃ガス処理設備からの放射性物

質の放出量） 

 

核 種 放出量(Ｂｑ) 

Ｐｕ－238 ６×10５ 

 Ｐｕ－239 ６×10４ 

 Ｐｕ－240 ９×10４ 

Ｐｕ－241 ２×10７ 
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第7.4－５表 「精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶

のＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応」時の放射性物質の放

出量（セシウム－137換算値） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

セシウム－137換算値 ３×10－５ 
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1

・分解反応検知機器のプルトニウム濃縮缶液相部温度計，プルトニウム
濃縮缶圧力計及びプルトニウム濃縮缶気相部温度計のうち２つ以上の
計器で同時にプルトニウム濃縮缶の異常を検知し，分解反応検知機器
の論理回路がＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を判定した場合
に発する警報によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を判断

0:01

2 ・対策活動の指揮 1:56

3 ・緊急停止系の作動によるプルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止 0:01

4 ・対策の実施，対策作業の進捗管理 1:56

2

放射線対応班長 5 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 1 ―

6 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 0:15

7
・主排気筒管理建屋ダストろ紙回収及び測定
※初回測定以降，事象継続状況を踏まえ，測定・報告を繰り返す。

―

8 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 0:10

9
・建屋周辺サーベイ
※初回測定以降、事象継続状況を踏まえ，測定・報告を繰り返す。

0:30

10 ・放射能観測車による環境モニタリング（対策成立性に影響しない項目） ―

5

11 ・プルトニウム濃縮缶供給槽液位等の監視 0:20

12 ・加熱蒸気温度等の監視 0:25

13
・塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の操作及び塔槽類廃ガス処理設備の
排風機の起動

0:03

14
・廃ガス貯留設備の隔離弁の操作及び廃ガス貯留設備の空気圧縮機の
停止

0:05

建屋内2班 15 ・蒸気発生器へ一次蒸気を供給する系統の手動弁の閉止 2 0:05

建屋内3班 16 ・廃ガス貯留設備の圧力及び流量の監視 2 1:56

6

17 ・非常用電源建屋の受電状態確認 3 0:10

18 ・制御建屋の受電状態確認 3 0:10

19 ・ユーティリティ建屋の受電状態確認 3 0:10

9

合計 22

実施責任者

建屋対策班長

0:30

1:00 1:10 1:20 1:30 1:40 1:50

小計

班名 作業番号 作業内容

建屋
対策班

2建屋内1班

要員数

放射線
対応班

放管2班

2放管1班

小計

0:00 0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 1:00 1:10
班名 作業番号 作業内容 要員数

所要時間
（時：分）

小計

経過時間（時：分）

2:501:20 1:30 1:40 1:50 2:00 2:10 2:20 2:30 2:40

2:00 2:10 2:20 2:30 2:40

2:30 2:40

経過時間（時：分）

0:00 0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 1:00 1:10 1:20

0:00 0:10 0:20

1

1

班名 作業番号 作業内容 要員数
所要時間
（時：分）

経過時間（時：分）

1:30 1:40 1:50 2:00 2:10 2:20 2:30 2:40 2:50

0:40 0:50 1:00 1:10 1:20 1:30 1:40

第7.4－５図　 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止のための措置の作業及び所要時間

（プルトニウム濃縮缶への供給液の供給停止，プルトニウム濃縮缶の加熱の停止，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留）

実施組織要員

班名 作業番号 作業内容 要員数
所要時間
（時：分）

経過時間（時：分）

1:50 2:00

所要時間
（時：分）

2:10 2:20

0:00 0:10 0:20 0:30 0:40 0:50 2:50

2:50

小計

2
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第 7.4－８図(1) プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応の発生による放射性物質の大気放出

過程（セルからの排気系からの放射性物質の放出量） 
 

精製施設のプルトニウム精製施設及び塔槽類廃ガス処理

設備の気相部（プルトニウム濃縮缶から塔槽類廃ガス処

理設備の廃ガスポットまで）に内包する放射性物質量 

 

Ｐｕ－238 ： ６×10７Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×10６Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×10６Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ２×10９Ｂｑ 

放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除去効率 ： 90％ 

精製建屋換気設備のセルからの排気系の 

高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除去効率 ： 99.9％ 

 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ６×10３Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×10２Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×10２Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ２×10５Ｂｑ 

主排気筒放出 
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第 7.4－８図(2) プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応の発生による放射性物質の大気放出

過程（塔槽類廃ガス処理設備からの放射性物質の放

出量） 

精製施設のプルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶

に内包する溶液中の放射性物質量 

Ｐｕ－238 ： ４×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ４×1014Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ６×1014Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ８×1016Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行割合 ： 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生時     ： 0.4％ 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応発生～供給停止 ： 0.005％ 

放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除去効率 ： 90％ 

塔槽類廃ガス処理設備の高性能フィルタによる放射性

エアロゾルの除去 

除去効率 ： 99.999％ 

廃ガス貯留設備（精製建屋）による放射性物質の貯留

実施時の放出割合：４％ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： ６×10５Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ２×10７Ｂｑ 

主排気筒放出 
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【運転状態及び発生を想定する異常】 
①：プルトニウム濃縮缶への液張り及びプルトニウム濃縮工程の立ち上げ 
②：液位制御運転による所定濃度までの濃縮 
③：液位制御から密度制御への切り替え不能（液位制御の継続）及びＴＢＰ等を

含む供給液の供給開始 
④：過濃縮の進展及びＴＢＰ等の蓄積 
⑤：ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生 
⑥：供給液の供給停止（ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知から１分以内） 
 
第 7.4－９図 プルトニウム濃縮缶の運転概要，プルトニウム濃度及びＴＢＰ

量の推移 
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7.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷への対処 

(１) 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷の特徴

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設では，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ

燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷ

Ｒ燃料及びＰＷＲ燃料用）の合計３基の燃料貯蔵プールを設置している。

この他に，原子力発電所から受け入れた使用済燃料を仮置きする燃料仮

置きピットＡ及び燃料仮置きピットＢ並びに前処理建屋へ使用済燃料を

送り出すための燃料送出しピットを設置している。これらの燃料貯蔵プ

ール等では，合計で 大3,000ｔ・ＵＰｒの使用済燃料を貯蔵することがで

きる。平常運転時は，燃料貯蔵プール等は燃料移送水路を介して全て連

結された状態で使用済燃料の取扱いを行う。 

 万一，燃料貯蔵プール等に異常が発生した場合に備え，燃料仮置きピ

ットを隔離するためのピットゲート及び燃料貯蔵プールを隔離するため

のプールゲートを設置しているが，平常運転時は使用しない。 

 燃料貯蔵プール等の使用済燃料は，使用済燃料集合体の燃焼度及び使

用済燃料集合体平均濃縮度（以下「平均濃縮度」という。）に応じて適

切な燃料間隔をとることにより未臨界を維持している。 

 燃料貯蔵プール等に貯蔵されている使用済燃料の崩壊熱は，プール水

冷却系によって除去され，プール水冷却系によって除去された熱は熱交

換器を介しその他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系

（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）（以下7.5では「安全冷却水

系」という。）に移行し，安全冷却水系の冷却塔により大気中へ放出さ

れる。また，自然蒸発による燃料貯蔵プール等の水位低下に対して，補

給水設備により水位を維持できる設計としている。 

プール水冷却系又は安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，使用済
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燃料が有する崩壊熱により燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，これ

が継続すると燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至る。この状態において，

補給水設備による燃料貯蔵プール等への注水ができない場合には，燃料

貯蔵プール等の水の沸騰及び蒸発が継続し，水位低下に伴う遮蔽機能の

低下により，燃料貯蔵プール等の上部の線量率が上昇する。さらにこの

状態が継続すると，やがて使用済燃料の有効長頂部が露出し，使用済燃

料の損傷に至る。これを想定事故１という。 

   燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破断によるサイ

フォン効果等による使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の燃料取出し

ピット，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール，チャンネルボックス・バ

ーナブルポイズン取扱いピット，燃料移送水路及び燃料送出しピット（以

下「燃料貯蔵プール・ピット等」という。）からの水の小規模な漏えい，

及び地震によるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水の小

規模な漏えいが発生した場合，燃料貯蔵プール等の水位が低下する。こ

の状態において，プール水冷却系又は安全冷却水系の冷却機能及び補給

水設備の注水機能が喪失している場合は，使用済燃料が有する崩壊熱に

より燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，燃料貯蔵プール等の水が沸

騰に至る。また，蒸発により燃料貯蔵プール等の水位が低下することで

遮蔽機能が低下し，燃料貯蔵プール等の上部の線量率が上昇する。さら

にこの状態が継続すると，やがて使用済燃料の有効長頂部が露出し，使

用済燃料の損傷に至る。これを想定事故２という。 

 (２) 想定事故１及び想定事故２への対処の基本方針 

   想定事故１及び想定事故２への対処として，事業指定基準規則の第二

十八条及び第三十八条第１項に規定される要求を満足する想定事故１及

び想定事故２の拡大防止対策を整備する。 
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   「7.5(１) 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷の特徴」に記載したとお

り，燃料貯蔵プール等の水位が低下することによる遮蔽機能の低下及び

使用済燃料の損傷に至る可能性がある。 

   以上を考慮し，想定事故１及び想定事故２の拡大防止対策として，燃

料貯蔵プール等に注水し，水位を維持するための燃料損傷防止対策を整

備する。 

   想定事故１及び想定事故２の発生を仮定する設備を第 7.5－１表に，

対策の系統概要図を第 7.5－１図に示す。 
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7.5.1 想定事故１の燃料損傷防止対策 

7.5.1.1 想定事故１の燃料損傷防止対策の具体的内容 

  燃料貯蔵プール等のプール水冷却系又は安全冷却水系の冷却機能及び補

給水設備の注水機能が喪失した場合には，可搬型中型移送ポンプ，可搬型

建屋外ホース，可搬型建屋内ホース及び可搬型代替注水設備流量計を敷設

し，これらを接続することで，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供

給するための経路を構築する。 

  また，燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備を敷設する。監視

設備を敷設するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態監視は，可搬型燃料貯

蔵プール等水位計（超音波式）又は可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジ

ャー），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ）及び可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ）（以下「携行型の監視設備」

という。）にて行う。 

  水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合に

おいても，線量率の測定及び燃料貯蔵プール等の状態監視を継続して実施

するため，可搬型空冷ユニット，可搬型計測ユニット用空気圧縮機等（以

下「空冷設備」という。）を敷設する。 

  注水による回復の目安とする燃料貯蔵プール等の水位は，燃料貯蔵プー

ル底面から 11.50ｍ（以下「通常水位」という。）とし，通常水位到達後

は，可搬型中型移送ポンプの間欠運転により水位を維持する。 

  想定事故１の燃料損傷防止対策の概要を以下に示す。また，対策の系統

概要図を第 7.5－１図に，対策の手順の概要を第 7.5－２図に示す。ま

た，対策における手順及び設備の関係を第 7.5－２表に，必要な要員及び

作業項目を第 7.5－３図及び第 7.5－４図に示す。 

 (１) 燃料損傷防止対策の着手判断 
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   外部電源が喪失し，第１非常用ディーゼル発電機を運転できない場合

は，燃料損傷防止対策の着手を判断し，以下の(２)及び(３)へ移行する。 

 (２) 建屋外の水供給経路の構築 

   第１貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するために，

可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽近傍に敷設する。可搬型中型移送ポ

ンプに可搬型建屋外ホースを接続し，第１貯水槽から使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋まで水を供給するための経路を構築する。 

   可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車により運搬し，

可搬型建屋外ホースはホース展張車及び運搬車により運搬する。 

   外的事象の「火山の影響」を要因としてプール水冷却系及び安全冷却

水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能が喪失した場合には，降灰

により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬

型中型移送ポンプ運搬車により可搬型中型移送ポンプを保管庫内に敷設

し，注水経路を構築する。 

 (３) 燃料損傷防止対策の準備 

   常設重大事故等対処設備により燃料貯蔵プール等の状態を監視できな

い場合は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機及び監視

設備をけん引車及び運搬車により使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運

搬し，建屋内及び建屋近傍へ敷設する。使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機及び監視設備を敷設するまでの間，燃料貯蔵プール

等の状態について携行型の監視設備にて監視を行う。 

   可搬型建屋内ホース及び可搬型代替注水設備流量計を運搬車により使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型代替注水設備流量計を可搬型

建屋内ホースの経路上に敷設する。また，可搬型建屋内ホースと可搬型
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建屋外ホースを接続し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等に注水するた

めの系統を構築する。 

 (４) 燃料貯蔵プール等への注水の実施判断 

   燃料損傷防止対策の準備が完了したこと及び可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（超音波式）又は可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー）に

よる燃料貯蔵プール等の水位を確認後，燃料貯蔵プール等への注水の実

施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

   燃料貯蔵プール等への注水の実施判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵

プール等の水位である。 

 (５) 燃料貯蔵プール等への注水の実施 

   可搬型中型移送ポンプを起動し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ

通常水位を目安に注水する。可搬型代替注水設備流量計による注水流量

の確認及び可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式）又は可搬型燃料

貯蔵プール等水位計（メジャー）による水位の確認を行い，通常水位到

達後は可搬型中型移送ポンプの間欠運転により水位を維持する。 

   燃料貯蔵プール等への注水時に確認が必要な監視項目は，注水流量，

燃料貯蔵プール等の水位及び燃料貯蔵プール等の水の温度である。 

 (６) 燃料貯蔵プール等への注水の成否判断 

   燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程度であることを確認することに

より，燃料貯蔵プール等への注水によるプール水位が回復し維持されて

いることを判断する。 

   燃料貯蔵プール等への注水による燃料貯蔵プール等の水位が回復し維

持されていることを判断するために必要な監視項目は，燃料貯蔵プール

等の水位である。 

 (７) 監視設備の起動及び空冷設備の敷設 
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   監視設備の敷設完了後，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機を起動して監視設備の起動状態を確認する。 

   また，燃料貯蔵プール等の水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プー

ル等の状態監視が継続できるよう，空冷設備をけん引車及び運搬車によ

り使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，建屋内及び建屋近傍へ敷

設し，監視カメラ等を冷却する。 
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7.5.1.2 想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性評価 

7.5.1.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   想定事故１の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定

する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示し

たとおり，外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流

動力電源の喪失」である。 

   これらの要因において，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能

並びに補給水設備の注水機能の喪失が広範囲であること，重大事故等へ

の対処の種類及び重大事故等への対処時に想定される作業環境の苛酷さ

を考慮すると，外的事象の「火山の影響」を要因とした場合が厳しい結

果を与えることから，外的事象の「火山の影響」を代表として有効性評

価を実施する。 

 (２) 代表事例の選定理由 

 ａ．プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水 

機能の喪失の範囲 

   想定事故１の発生の原因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において，フォー

ルトツリー分析により明らかにした。燃料貯蔵プール等のプール水冷却

系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失を頂

上事象とした場合のフォールトツリー分析を第7.5－５図に示す。また，

プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備の系統概要図を第7.5－６

図に示す。 

   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，プール水冷却系

及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失は，外
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的事象の「火山の影響」において，屋外の冷却塔の動的機器の直接的な

機能喪失及び長時間の全交流動力電源の喪失によるプール水冷却系，安

全冷却水系及び補給水設備のポンプの動的機器の間接的な機能喪失によ

り全ての燃料貯蔵プール等において同時に発生する。 

   内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」の場合は，全交流動力

電源の喪失によるプール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備のポン

プ等の動的機器の間接的な機能喪失により，全ての燃料貯蔵プール等に

おいて同時にプール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水

設備の注水機能が喪失する。 

   以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「火山の影響」及び

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において機能喪失する機

器の範囲に違いはない。 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，冷却塔，プール水冷却系のポンプ，安全冷却水系

の冷却水循環ポンプ，補給水設備のポンプ等の動的機器及び動的機器を

起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応でき，かつ，

複数の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるような対策

を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第7.5－５図のフォー

ルトツリー分析に示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「火山の影響」及び内的事象

の「長時間の全交流動力電源の喪失」で想定される機能喪失をカバーで

きており，重大事故等への対処の種類の観点から，外的事象の「火山の

影響」以外の要因に着目する必要性はない。 

 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 
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   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合には，建屋内では，長時間の全交流動力電源の

喪失に伴う換気空調の停止及び照明の喪失が発生するものの，溢水，化

学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定されない。一方，建

屋外では，降灰による環境悪化が想定される。 

   内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を条件とした場合には，

建屋内の換気空調の停止及び照明の喪失が発生するものの，外的事象の

「火山の影響」の場合のように建屋外の環境条件が悪化することはない。 

   以上より，外的事象の「火山の影響」の方が，内的事象の「長時間の全

交流動力電源の喪失」よりも建屋外の作業環境の悪化が想定される。 

 (３) 有効性評価の考え方 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰により蒸発して水位低下に至った場合に，

燃料貯蔵プール等への注水により，水位を回復し維持できることを確認

するため，燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移を評価する。これら

の評価は，燃料貯蔵プール等からの放熱を考慮せず，断熱評価とし，使

用済燃料及び燃料貯蔵ラックの熱容量を考慮せず，燃料貯蔵プール等の

水の熱容量のみに着目し，１作業当たりの被ばく線量の目安である10ｍ

Ｓｖを確保するために必要な放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位

－5.0ｍ）を確保できることを評価する。なお，放射線の遮蔽が維持され

る水位を確保することで，燃料貯蔵プール等における全ての使用済燃料

の有効長頂部を冠水できる水位（通常水位－7.4ｍ）も確保される。また，

未臨界を維持できることを評価する。 

   燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移の評価は，解析コードを用い

ず，水の定圧比熱等を用いた簡便な計算に基づき算出する。 

   燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移の評価条件を第7.5－３表に
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示す。 

 (４) 有効性評価の評価単位 

   燃料貯蔵プール等における燃料損傷は，燃料貯蔵プール等が燃料移送

水路を介して連結しており，燃料貯蔵プール等における水位低下は全て

の燃料貯蔵プール等において均一に発生することを考慮し，有効性評価

は全ての燃料貯蔵プール等を１つの評価単位として実施する。 

 (５) 機能喪失の条件 

   屋外に設置する安全冷却水系の冷却塔の動的機器の直接的な機能喪失

並びに長時間の全交流動力電源の喪失によるプール水冷却系，安全冷却

水系及び補給水設備のポンプの動的機器の間接的な機能喪失を想定する。 

 (６) 事故の条件及び設備の条件 

   想定事故１への燃料損傷防止対策に使用する設備を第7.5－４表に示

す。また，主要な設備の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

   可搬型中型移送ポンプは，約240ｍ３／ｈの容量を有し，燃料貯蔵プー

ル等への注水に使用する。燃料貯蔵プール等の水位を維持するために必

要な水量として，燃料貯蔵プール等からの蒸発量以上の量を供給する。 

 ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温 

   燃料貯蔵プール等の初期水温は，プール水冷却系１系列運転時の燃料

貯蔵プール等の水の 高温度である65℃とする。 

 ｃ．燃料貯蔵プール等の初期水位 

   燃料貯蔵プール等の初期水位は，平常運転時の管理上の水位の変動範

囲で も厳しい，水位低警報設定値である通常水位－0.05ｍとする。 

 ｄ．燃料貯蔵プール等における使用済燃料の貯蔵量 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋において貯蔵する使用済燃料は 大貯蔵
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量の3,000ｔ・ＵＰｒとする。 

 ｅ．ピットゲート及びプールゲートの状態 

   燃料仮置きピットを隔離するためのピットゲート及び燃料貯蔵プール

を隔離するためのプールゲートは，平常運転時は使用しないことから，

燃料貯蔵プール等は燃料移送水路を介して全て連結された状態とする。 

   ただし，燃料貯蔵プール等が燃料移送水路を介して全て連結された状

態においても，燃料貯蔵プールと燃料移送水路の間における水の出入り

に不確かさがあることから，燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至るまでの

時間の算出においては，燃料貯蔵プールと燃料移送水路の間の水の出入

りがないものとし，個別の燃料貯蔵プールの保有水量のみを考慮する。 

   一方，燃料貯蔵プール等の水の沸騰後の水位低下は，燃料貯蔵プール・

ピット等の水位が均一に低下することから，水位低下量は燃料貯蔵プー

ル・ピット等全体を考慮する。 

 ｆ．燃料貯蔵プールの保有水量 

   燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及

び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有水量は，それ

ぞれ約2,453ｍ３，約2,392ｍ３及び約2,457ｍ３とする。 

 ｇ．燃料貯蔵プールの崩壊熱 

   使用済燃料の核種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を４年及

び12年として得られる核種組成を基に設定し，使用済燃料の崩壊熱は，

これを基準として設定した崩壊熱密度により，各燃料貯蔵プールに貯蔵

しうる 大値を設定する。また，冷却期間４年のＢＷＲ燃料とＰＷＲ燃

料の崩壊熱密度を比較した場合，ＰＷＲ燃料の方が大きくなり，各燃料

貯蔵プールの保有水量を考慮しても，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）

へ冷却期間４年のＰＷＲ燃料を配置することで，燃料貯蔵プール等の水
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が沸騰に至るまでの時間が も短くなり，安全側の評価となる。このた

め，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）の崩壊熱は，崩壊熱が大きい冷却

期間４年のＰＷＲ燃料を 大量600ｔ・ＵＰｒ及び冷却期間12年のＰＷＲ

燃料を400ｔ・ＵＰｒ貯蔵した場合の値として2,450ｋＷを設定する。燃料

貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）の崩壊熱は，冷却期間12年のＢＷＲ燃料を

1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵した場合の値として1,490ｋＷを設定する。燃料貯蔵

プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の崩壊熱は，冷却期間12年のＰ

ＷＲ燃料及びＢＷＲ燃料をそれぞれ500ｔ・ＵＰｒ貯蔵した場合の値とし

て1,480ｋＷを設定する。 

   燃料仮置きピットに使用済燃料を仮置きする場合，原子力発電所から

受け入れた使用済燃料の仮置きを想定するため，冷却期間が４年のＢＷ

Ｒ燃料及びＰＷＲ燃料の仮置きを想定するが，それらの使用済燃料の崩

壊熱は燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）に1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵した場合の

崩壊熱に対して十分小さく，燃料仮置きピットの保有水量を考慮しても，

燃料仮置きピットの水が沸騰に至るまでの時間が燃料貯蔵プール（ＰＷ

Ｒ燃料用）より短くなることはない。また，燃料送出しピットに使用済

燃料を仮置きする場合，前処理建屋でせん断を実施する前の使用済燃料

の仮置きを想定するため，冷却期間が15年のＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

の仮置きを想定するが，それらの使用済燃料の崩壊熱は燃料貯蔵プール

（ＰＷＲ燃料用）に1,000ｔ・ＵＰｒ貯蔵した場合の崩壊熱に対して十分小

さく，燃料送出しピットの保有水量を考慮しても，燃料送出しピットの

水が沸騰に至るまでの時間が燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）より短く

なることはない。 

 (７) 操作の条件 

   燃料貯蔵プール等への注水は，他建屋における蒸発乾固及び水素爆発
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が同時に発生した場合における重大事故等の対処の優先順位を考慮し，

事象発生から21時間30分後までに注水を開始し，通常水位を目安に，可

搬型中型移送ポンプの間欠運転により水位を維持する。想定事故１の作

業と所要時間を第7.5－３図及び第7.5－４図に示す。 

 (８) 判断基準 

   想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとお

りとする。 

   放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位－5.0ｍ）※１を確保できるこ

と。なお，放射線の遮蔽が維持される水位を確保することで，燃料貯蔵

プール等における全ての使用済燃料の有効長頂部を冠水できる水位（通

常水位－7.4ｍ）も確保される。 

   また，未臨界を維持できること。 

   ※１：重大事故等時の対処においては，作業時における被ばく線量と

して，１作業当たり10ｍＳｖを目安として管理することとして

いる。燃料損傷防止対策の対処においては，１作業当たり１時

間30分とし作業を実施する計画である。 

      このため，作業時において放射線の遮蔽が維持される水位とし

て，6.7ｍＳｖ／ｈ（＝10ｍＳｖ／1.5ｈ）以下の線量率となると

きの水位として，通常水位から約5.0ｍ下の位置としている。 
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7.5.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及

び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に

到達する時間は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補

給水設備の注水機能の喪失から約39時間，約63時間及び約65時間である。

これに対し，可搬型中型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等への注水の

準備は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備

の注水機能の喪失から53人にて21時間30分後に完了するため，プール水

冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失

から燃料貯蔵プール等の水の沸騰が開始するまでの時間のうち， も短

い39時間以内に燃料貯蔵プール等への注水の準備の完了が可能である。

また，監視設備による監視及び監視設備の保護は，プール水冷却系及び

安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失から48人に

て30時間40分後から開始が可能となる。 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至ると水位が低下するが，水位を監視

しつつ燃料貯蔵プール等への注水を蒸発速度である約10ｍ３／ｈを上回

る注水流量で適時実施することにより，燃料貯蔵プール等の水位は放射

線の遮蔽が維持される水位（通常水位－5.0ｍ）を下回ることなく維持で

きる。なお，放射線の遮蔽が維持される水位を確保することで，燃料貯

蔵プール等における全ての使用済燃料の有効長頂部を冠水できる水位

（通常水位－7.4ｍ）も確保される。 

   また，使用済燃料はステンレス鋼製の臨界防止設備に仮置き又は貯蔵

されており，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，沸騰により水密度

が低下した場合においても，必要な燃料間距離を確保する等の設計によ

８－７－625



り，燃料貯蔵プール等への注水実施においても未臨界を維持できる。 

   想定事故１における燃料貯蔵プール等のプール水が沸騰に至るまでの

時間を第7.5－５表に，燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移を第7.5

－７図及び第7.5－８図に示す。また，水位と線量率の関係を第7.5－９

図に示す。 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を要因としてプール水

冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能が喪失

した場合，現場状況確認のための初動対応及びアクセスルート確保のた

めの作業において，外的事象の「火山の影響」を要因とした場合と比較

して，可搬型中型移送ポンプの保管庫内敷設等，燃料損傷防止対策の準

備に必要な作業が少なくなることから，実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はない。 

 (ｂ) 初期水温が与える影響 

   初期水温は平常運転時に想定される 大値を設定しているが，現実的

な条件とした場合には，初期水温はこれよりも小さい値となり，燃料貯

蔵プール等の水の温度が100℃に到達するまでの時間は長くなる。このた

め，時間余裕が延びる方向の変動であることから，実施組織要員の操作

の時間余裕に与える影響は無視できる。 

 (ｃ) 初期水位が与える影響 

   初期水位として水位低警報レベル（通常水位－0.05ｍ）を設定してい

るが，通常水位を用いた場合，初期水位が高い側への変動となることか

ら，燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に到達するまでの時間は長くな
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る。このため，時間余裕が延びる方向の変動であることから，実施組織

要員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

 (ｄ) 崩壊熱が与える影響 

   崩壊熱は想定される 大値を設定しているが，再処理する使用済燃料

の冷却期間によっては，減衰による崩壊熱密度のさらなる低減効果を見

込める可能性があることから，燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に到

達するまでの時間は長くなる。このため，時間余裕が延びる方向の変動

であることから，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響は無視で

きる。 

 (ｅ) ピットゲート及びプールゲートの設置状態が与える影響 

   平常運転時はピットゲート及びプールゲートを使用せず，燃料貯蔵プ

ール等は燃料移送水路を介して全て連結された状態であるが，燃料貯蔵

プール等の修理時を想定して，ピットゲート及びプールゲートが設置さ

れている状態において想定事故１が発生した場合，燃料貯蔵プール（Ｂ

ＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（Ｂ

ＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）が独立した状態となるものの，燃料貯蔵プ

ール等の水が沸騰に至るまでの時間の算出においては，各燃料貯蔵プー

ルにおける保有水量と崩壊熱を用いて算出しているため，ピットゲート

及びプールゲートの設置を前提としても沸騰までの時間は変わることは

ない。 

   また，ピットゲート及びプールゲートが設置されることにより，各燃

料貯蔵プールが独立するため，沸騰後の水位低下は燃料貯蔵プールごと

に発生する。その水位低下速度は，ピットゲート及びプールゲートが設

置されていない状態よりも早くなるものの，燃料貯蔵プール等の水が沸

騰に至る前までに燃料貯蔵プール等への注水の準備を完了し，可搬型中
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型移送ポンプによる注水を実施し水位を維持することから，実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

   以上より，競合する作業が生じないことから，手順等への影響はない。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操

作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与え

る影響を考慮し，対処の制限時間である燃料貯蔵プール等の沸騰に至る

までの時間に対して，重大事故等対策の実施に必要な準備作業を，時間

余裕を確保して完了できるよう計画することで，これらの要因による影

響を低減した。 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至るまでの時間である39時間に対し，

事象発生から21時間30分後までに注水が可能であることから，燃料貯蔵

プール等の水が沸騰に至る２時間以上前（想定事故１の場合は17時間30

分前）までに，代替注水設備による注水が実施できる。 

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備してお

り，必要な時期までに操作できるよう体制を整えていることから，実際

の重大事故等への対処は，より早く作業を完了することができる。また，

可搬型中型移送ポンプ等の可搬型重大事故等対処設備の敷設等の対処に

時間を要した場合や，予備の可搬型重大事故等対処設備による対処を想

定したとしても，余裕として確保した２時間（想定事故１の場合は17時

間30分）以内に対処を再開し，事故の収束を図ることができる。 

   ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態を考慮した場合，

燃料貯蔵プール等は燃料移送水路を介して連結していないことから，燃

料仮置きピットＡ，燃料仮置きピットＢ，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料
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用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料及びＰＷＲ燃料用）それぞれに注水し水位を維持する必要がある。な

お，燃料送出しピットは燃料移送水路と連結していることから，ピット

ゲート及びプールゲートを設置することによる影響はない。 

   この場合，可搬型建屋内ホースを燃料仮置きピットＡ，燃料仮置きピ

ットＢ，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）に対して個

別に敷設する必要があることから，敷設に係る作業時間が長くなるもの

の，追加作業に必要な作業時間を考慮して準備作業に着手することから，

これまでと同じ21時間30分後から注水を実施可能である。 

 (ｂ) 作業環境 

   沸騰開始までに室温が上昇するものの，有意な作業環境の悪化はなく，

燃料損傷防止対策は燃料貯蔵プール等が沸騰に至る前までに実施するこ

とから，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えること

はない。 
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7.5.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水

機能が喪失し，燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至った場合には，燃料損

傷防止対策として，燃料貯蔵プール等へ第１貯水槽から注水し，水位を

維持する。 

   以上の燃料損傷防止対策を考慮した時の燃料貯蔵プール等の状態及び

燃料貯蔵プール等の状態によって生じる事故時環境は次のとおりである。 

 ａ．燃料貯蔵プール等の状態 

   燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇した場合，水の温度は 大でも

100℃程度である。また，蒸発により燃料貯蔵プール等の水位が変化す

る。燃料貯蔵プール等への注水は間欠注水にて実施するため，燃料貯蔵

プール等の水位がわずかな上昇及び低下を繰り返す。 

 ｂ．環境条件 

 (ａ) 温度 

   燃料貯蔵プール等の水の沸騰が発生した場合の水の温度は 大でも

100℃程度である。 

 (ｂ) 圧力 

   燃料貯蔵プール等は開放型の構造となっており，燃料貯蔵エリアの有

意な圧力上昇はなく，平常時と同程度である。また，燃料貯蔵プール等

の水位は維持されることから，燃料貯蔵プール等にかかる圧力は静水圧

であり，平常時と同程度である。 

 (ｃ) 湿度 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至った場合，蒸気により多湿環境下と

なる。 
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 (ｄ) 放射線 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至ったとしても，燃料貯蔵プール等の

放射線の遮蔽が維持される水位は確保されていること及び未臨界が維持

されていることから，放射線環境は平常運転時から変化することはな

い。 

 (ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発 

   生 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至った場合，水から気相部への水素の

移行が促され，見かけ上の水素発生のＧ値が上昇することにより，非沸

騰時に比べると水素の発生量が増加する。また，燃料貯蔵プール等の水

の沸騰により，蒸気が発生する。 

   一方，想定事故１は未臨界が維持されていることから，新たな放射性

物質の生成はない。 

   また，燃料貯蔵プール等では有機溶媒を扱わないことから，煤煙及び

その他の物質が発生することはない。 

   以上のとおり，新たなエネルギの発生をもたらす現象が発生しないこ

とから，使用済燃料の崩壊熱以外のエネルギの発生はない。 

 (ｆ) 落下又は転倒による荷重 

   燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇したとしても，機器の材質の強度

が有意に低下することはなく，落下又は転倒することはない。 

 (ｇ) 腐食環境 

   燃料貯蔵プール等の水の温度上昇及び蒸発により，腐食環境下となる

ことはない。 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故が同時
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に発生する場合，異種の重大事故が同時に発生する場合及びそれらの重

畳が考えられる。 

   燃料貯蔵プール等における燃料損傷は，燃料貯蔵プール等において同

時に発生する可能性があり，本評価は同時に発生するものとして評価し

た。 

   燃料貯蔵プール等における燃料損傷と同時発生する可能性のある異種

の重大事故等は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び

重大事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，外的事象の「地

震」及び「火山の影響」，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」

により，その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理

設備本体用の安全冷却水系（再処理設備本体用），安全冷却水系，安全

圧縮空気系，プール水冷却系及び補給水設備が同時に機能を喪失するこ

とから，これらの機能喪失により発生する冷却機能の喪失による蒸発乾

固及び放射線分解により発生する水素による爆発である。 

   異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性

については，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

にまとめる。 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   燃料損傷防止対策を考慮した時の燃料貯蔵プール等の状態及び燃料貯

蔵プール等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，燃料貯蔵プ

ール等の状態によって新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び事

故時環境が安全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重

大事故等の有無を明らかにする。 

 ａ．事故進展により自らの燃料貯蔵プール等において連鎖して発生する重 

大事故等の特定 
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 (ａ) 臨界事故 

   「7.5.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載した

とおり，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇するが，使用済燃料集合体

の平均濃縮度に応じて適切な燃料間隔をとることにより未臨界を維持し

ており，燃料貯蔵プール等の温度，圧力，その他のパラメータ変動を考

慮しても，臨界事故に係る安全機能が喪失することはない。 

   また，燃料貯蔵プール等の水の沸騰による事故影響が，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋のバウンダリを超えて，その他の臨界管理が実施されている

前処理建屋，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

に波及することはないことから，臨界事故への連鎖は想定されない。 

 (ｂ) 蒸発乾固 

   「7.5.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載した

とおり，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇するが，想定事故１及び想

定事故２が発生する燃料貯蔵プール等及び高レベル廃液等の沸騰が発生

する貯槽等は異なる建屋に位置し，燃料貯蔵プール等の水の温度上昇に

よる事故影響が，燃料貯蔵プール等のバウンダリを超えて波及すること

は想定されないことから，冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生するこ

とはない。 

 (ｃ) 放射線分解により発生する水素による爆発 

   「7.5.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載した

とおり，燃料貯蔵プール等の水の沸騰により水素の発生量が増加するも

のの，沸騰により発生する大量の蒸気によって可燃限界濃度以下になる

とともに，可搬型建屋内ホースの敷設に伴う建屋の開口から，蒸気とと

もに水素が排出されることから，建屋内に水素が蓄積することはない。 

   他建屋における水素掃気機能の喪失による水素爆発への連鎖について
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は，想定事故１及び想定事故２が発生する燃料貯蔵プール等及び水素爆

発が発生する貯槽等は異なる建屋に位置し，燃料貯蔵プール等の水の温

度上昇による事故影響が，燃料貯蔵プール等のバウンダリを超えて波及

することは想定されないことから，水素掃気機能の喪失による，放射線

分解により発生する水素による爆発が発生することはない。 

(ｄ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

 「7.5.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載した

とおり，燃料貯蔵プール等では有機溶媒を扱うことはなく，想定事故１

及び想定事故２が発生する燃料貯蔵プール等及びＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が発生する貯槽等は異なる建屋に位置することから，ＴＢＰ

等の錯体の急激な分解反応又は有機溶媒火災が発生することはない。 

 他建屋における有機溶媒等による火災又は爆発への連鎖については，

想定事故１及び想定事故２が発生する燃料貯蔵プール等及び有機溶媒等

による火災又は爆発が発生する貯槽等は異なる建屋に位置し，燃料貯蔵

プール等の水の温度上昇による事故影響が，燃料貯蔵プール等のバウン

ダリを超えて波及することは想定されないことから，有機溶媒等による

火災又は爆発が発生することはない。 

(ｅ) 放射性物質の漏えい 

燃料損傷防止対策実施時の燃料貯蔵プール等の水の状態を考慮しても，

その他の放射性物質の漏えいの発生は想定されないことから，その他の

放射性物質の漏えいが発生することはない。 

ｂ．重大事故等が発生した燃料貯蔵プール等以外の安全機能への影響及び 

連鎖して発生する重大事故等の特定 

 燃料貯蔵プール等のライニングはステンレス鋼であり，想定される温

度，圧力等の環境条件によってこれらのバウンダリの健全性が損なわれ

８－７－634



ることはなく，温度及び放射線以外の影響が燃料貯蔵プール等外へ及ぶ

ことはないことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化によってそ

の他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

   温度及び放射線の影響は燃料貯蔵プール等外へ及ぶものの，温度は

大でも100℃程度であり，線量率は平常運転時と変わらず，これらの影響

が十分な厚さを有する建屋躯体を超えて建屋外へ及ぶことはなく，また，

燃料貯蔵プール等及び燃料貯蔵プール等内の安全機能を有する機器も，

これらの環境条件で健全性を損なうことはないことから，温度及び放射

線の環境条件の変化によってその他の重大事故等が連鎖して発生するこ

とはない。 

 ｃ．分析結果 

   想定事故１の発生を想定する燃料貯蔵プール等において重大事故等が

同時発生することを前提として評価を実施し，想定事故１における燃料

貯蔵プール等の状態変化は，燃料貯蔵プール等の水の温度上昇及びわず

かな水位低下であり，線量率は変化せず，上述のとおり想定される燃料

貯蔵プール等の状態及び事故時環境において，他の重大事故等が連鎖し

て発生することがないことを確認した。 
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7.5.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

  想定事故１への対処として燃料貯蔵プール等への注水手段を整備してお

り，本対策について外的事象の「火山の影響」を要因として有効性評価を

行った。 

  燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵プール等への

注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プール等へ注水することで，

燃料貯蔵プール等の水位を維持できる。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

  また，外的事象の「火山の影響」とは異なる特徴を有する内的事象の「長

時間の全交流動力電源の喪失」を要因とした場合に有効性評価へ与える影

響を分析した。 

  内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を要因とした場合には，

想定事故１の燃料損傷防止対策の準備に要する時間に与える影響及び想定

事故１の燃料損傷防止対策の維持に与える影響を分析し，建屋外の環境悪

化が想定されず，燃料損傷防止対策の準備に必要な作業が少なくなること

から，想定事故１の燃料損傷防止対策の有効性へ与える影響が排除されて

いることを確認した。 

  以上の有効性評価は，燃料貯蔵プール等において同時発生することを前

提として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを

確認した。また，想定される事故環境において，想定事故１の発生を仮定

する燃料貯蔵プール等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能

喪失することはなく，他の重大事故等が連鎖して発生することはないこと

を確認した。 

  以上のことから，燃料貯蔵プール等への注水により，放射線の遮蔽が維
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持される水位（通常水位－5.0ｍ）を確保できる。なお，放射線の遮蔽が維

持される水位を確保することで，燃料貯蔵プール等における全ての使用済

燃料の有効長頂部を冠水できる水位（通常水位－7.4ｍ）も確保される。ま

た，燃料貯蔵プール等の水温が変化した場合やプール水が沸騰し，水密度

が低下した場合においても未臨界を維持できる。 

  以上より，「7.5.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。 
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7.5.2 想定事故２の燃料損傷防止対策 

7.5.2.1 想定事故２の燃料損傷防止対策の具体的内容 

  燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破断によるサイフ

ォン効果等及びスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規

模な漏えいが発生し，プール水冷却系又は安全冷却水系の冷却機能及び補

給水設備の注水機能が喪失した場合には，可搬型中型移送ポンプ，可搬型

建屋外ホース，可搬型建屋内ホース及び可搬型代替注水設備流量計を敷設

し，これらを接続することで，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供

給するための経路を構築する。 

  また，燃料貯蔵プール等の状態監視のため，監視設備を敷設する。監視

設備を敷設するまでの間，燃料貯蔵プール等の状態監視は，携行型の監視

設備にて行う。 

  水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合に

おいても，線量率の測定及び燃料貯蔵プール等の状態監視を継続して実施

するため，空冷設備を敷設する。 

  注水による回復の目安とする燃料貯蔵プール等の水位は，越流せき上端

（通常水位－0.40ｍ）とし，越流せき上端到達後は，可搬型中型移送ポン

プの間欠運転により水位を維持する。 

  想定事故２の燃料損傷防止対策の概要を以下に示す。また，対策の系統

概要図を第 7.5－１図に，対策の手順の概要を第 7.5－10 図に示す。ま

た，対策における手順及び設備の関係を第 7.5－６表に，必要な要員及び

作業項目を第 7.5－11 図及び第 7.5－12 図に示す。 

 (１) 燃料損傷防止対策の着手判断 

   外部電源が喪失し，第１非常用ディーゼル発電機を運転できない場

合，又はプール水冷却系配管の破損に伴う小規模な漏えいその他の要因
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により燃料貯蔵プール等の水位が低下し冷却機能及び注水機能が喪失し

た場合は，燃料損傷防止対策の着手を判断し，以下の(２)及び(３)へ移行す

る。 

 (２) 建屋外の水供給経路の構築 

   第１貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を供給するために，

可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽近傍に敷設する。可搬型中型移送ポ

ンプに可搬型建屋外ホースを接続し，第１貯水槽から使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋まで水を供給するための経路を構築する。 

   可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車により運搬し，

可搬型建屋外ホースはホース展張車及び運搬車により運搬する。 

 (３) 燃料損傷防止対策の準備 

   常設重大事故等対処設備により燃料貯蔵プール等の状態を監視できな

い場合は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機及び監視

設備をけん引車及び運搬車により使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運

搬し，建屋内及び建屋近傍へ敷設する。使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機及び監視設備を敷設するまでの間，燃料貯蔵プール

等の状態について携行型の監視設備にて監視を行う。 

   可搬型建屋内ホース及び可搬型代替注水設備流量計を運搬車により使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型代替注水設備流量計を可搬型

建屋内ホースの経路上に敷設する。また，可搬型建屋内ホースと可搬型

建屋外ホースを接続し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等に注水するた

めの系統を構築する。 

 (４) 燃料貯蔵プール等への注水の実施判断 
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   燃料損傷防止対策の準備が完了したこと及び可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（超音波式）又は可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー）に

よる燃料貯蔵プール等の水位を確認後，燃料貯蔵プール等への注水の実

施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

   燃料貯蔵プール等への注水の実施判断に必要な監視項目は，燃料貯蔵

プール等の水位である。 

 (５) 燃料貯蔵プール等への注水の実施 

   可搬型中型移送ポンプを起動し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ

越流せき上端（通常水位－0.40ｍ）を目安に注水する。可搬型代替注水

設備流量計による注水流量の確認及び可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（超音波式）又は可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー）による水

位の確認を行い，越流せき上端到達後は可搬型中型移送ポンプの間欠運

転により水位を維持する。 

   燃料貯蔵プール等への注水時に確認が必要な監視項目は，注水流量，

燃料貯蔵プール等の水位及び燃料貯蔵プール等の水の温度である。 

 (６) 燃料貯蔵プール等への注水の成否判断 

   燃料貯蔵プール等の水位が越流せき上端（通常水位－0.40ｍ）程度で

あることを確認することにより，燃料貯蔵プール等への注水によるプー

ル水位が回復し維持されていることを判断する。 

   燃料貯蔵プール等への注水による燃料貯蔵プール等の水位が回復し維

持されていることを判断するために必要な監視項目は，燃料貯蔵プール

等の水位である。 

 (７) 監視設備の起動及び空冷設備の敷設 

   監視設備の敷設完了後，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機を起動して監視設備の起動状態を確認する。 
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   また，燃料貯蔵プール等の水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の温度が上昇した場合においても，線量率の測定及び燃料貯蔵プー

ル等の状態監視が継続できるよう，空冷設備をけん引車及び運搬車によ

り使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，建屋内及び建屋近傍へ敷

設し，監視カメラ等を冷却する。 
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7.5.2.2 想定事故２の燃料損傷防止対策の有効性評価 

7.5.2.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   想定事故２の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮

定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示

したとおり，外的事象の「地震」及び内的事象の「配管の全周破断」を

要因とし，さらに厳しい条件として想定する補給水設備等の多重故障で

ある。 

   これらの要因において，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能

並びに補給水設備の注水機能の喪失が広範囲であること，重大事故等へ

の対処の種類及び重大事故等への対処時に想定される作業環境の苛酷さ

を考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が厳しい結果を与

えることから，外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施す

る。 

 (２) 代表事例の選定理由 

 ａ．プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水 

機能の喪失の範囲 

   想定事故２の発生の原因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において，フォー

ルトツリー分析により明らかにした。燃料貯蔵プール等のプール水冷却

系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失を頂

上事象とした場合のフォールトツリー分析を第7.5－５図に示す。また，

プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備の系統概要図を第7.5－６

図に示す。 
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   フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，プール水冷却系

及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪失は，外

的事象の「地震」において，プール水冷却系配管の破断によるサイフォ

ン効果等により燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規模な漏えいが発生

するとともに，プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備のポンプ

並びに屋外に設置する安全冷却水系の冷却塔の動的機器の直接的な機能

喪失が発生する。さらに，長時間の全交流動力電源喪失による間接的な

機能喪失により，全ての燃料貯蔵プール等において同時に発生する。 

   内的事象の「配管の全周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として

補給水設備等の多重故障を想定した場合，プール水冷却系の配管の破断

により，燃料貯蔵プール等からの水の小規模な漏えいが発生するととも

に冷却機能が喪失し，さらに補給水設備等のポンプの動的機器の直接的

な機能喪失により注水機能が喪失する。 

   以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因と

した場合が，内的事象の「配管の全周破断」を要因とし，さらに厳しい

条件として補給水設備等の多重故障を想定した場合よりも，動的機器の

機能喪失及び長時間の全交流動力電源の喪失が同時に発生し，機能喪失

する機器が多く，その範囲も広い。 

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，冷却塔，プール水冷却系のポンプ，安全冷却水系

の冷却水循環ポンプ，補給水設備のポンプ等の動的機器及び動的機器を

起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応でき，かつ，

複数の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるような対策

を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第7.5－５図のフォー
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ルトツリー分析に示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」及び内的事象の「配管

の全周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として補給水設備等の多重

故障を想定した場合で想定される機能喪失をカバーできており，重大事

故等への対処の種類の観点から，外的事象の「地震」以外の要因に着目

する必要性はない。 

 ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

   重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を1.2倍にした地震動を考慮する設計

とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想定さ

れることから，建屋内では，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザ

ードが発生する可能性があり，また，全交流動力電源の喪失により換気

空調が停止し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋外

構築物の倒壊による環境悪化が想定される。 

   内的事象の「配管の全周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として

補給水設備等の多重故障を想定した場合では，建屋内の換気空調及び照

明は健全であり，外的事象の「地震」の場合のように溢水，化学薬品漏

えい及び内部火災のハザードの発生は想定されず，建屋外の環境条件が

悪化することはない。 

   以上より，外的事象の「地震」の方が，内的事象の「配管の全周破断」

を要因とし，さらに厳しい条件として補給水設備等の多重故障を想定し

た場合よりも建屋内外の作業環境の悪化が想定される。 

 (３) 有効性評価の考え方 

   「7.5.1.2.1(３) 有効性評価の考え方」に示したとおりである。評価

条件を第 7.5－７表に示す。 
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 (４) 有効性評価の評価単位 

   「7.5.1.2.1(４) 有効性評価の評価単位」に示したとおりである。 

 (５) 機能喪失の条件 

   プール水冷却系配管の破断によるサイフォン効果等及びスロッシング

により燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規模な漏えいが発生するとと

もに，プール水冷却系，安全冷却水系及び補給水設備のポンプ並びに屋

外に設置する安全冷却水系の冷却塔の動的機器の直接的な機能喪失が発

生する。さらに，長時間の全交流動力電源の喪失による間接的な機能喪

失を想定する。 

 (６) 事故の条件及び設備の条件 

   想定事故２への燃料損傷防止対策に使用する設備を第7.5－４表に示

す。また，主要な設備の条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

   「7.5.1.2.1(６)ａ．可搬型中型移送ポンプ」に記載したとおりである。 

 ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温 

   「7.5.1.2.1(６)ｂ．燃料貯蔵プール等の初期水温」に記載したとおりで

ある。 

 ｃ．燃料貯蔵プール等の初期水位 

   燃料貯蔵プール等の初期水位は，サイフォン効果等及びスロッシング

による燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規模な漏えいの重畳を考慮し

設定する。 

   サイフォン効果等による燃料貯蔵プール等の水位の低下は，プール水

冷却系配管に逆流防止のため設置されている逆止弁が異物の噛みこみに

より開固着し，逆止弁の機能が十分に働かない状態を想定すると，管理

上の水位の変動範囲で も厳しい水位低警報設定値である通常水位－
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0.05ｍを基準とし，サイフォンブレーカ位置（通常水位－0.45ｍ）まで

水位が低下する。 

   その後，スロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水が漏えい

し，水位低下が発生すると想定すると，燃料貯蔵プール・ピット等の周

辺に設置する止水板の高さを越える溢水の燃料貯蔵プール・ピット等へ

の戻りを考慮せず，スロッシングによる溢水を抑制する蓋の効果を考慮

しないとした場合，燃料貯蔵プール等の水位は通常水位－0.80ｍとなる。 

   以上より，通常水位－0.80ｍを燃料貯蔵プール等の初期水位とする。 

 ｄ．燃料貯蔵プール等における使用済燃料の貯蔵量 

   「7.5.1.2.1(６)ｄ．燃料貯蔵プール等における使用済燃料の貯蔵量」に

記載したとおりである。 

 ｅ．ピットゲート及びプールゲートの状態 

   「7.5.1.2.1(６)ｅ．ピットゲート及びプールゲートの状態」に記載した

とおりである。 

 ｆ．燃料貯蔵プールの保有水量 

   燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及

び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有水量は，それ

ぞれ約2,229ｍ３，約2,168ｍ３及び約2,233ｍ３とする。 

 ｇ．燃料貯蔵プールの崩壊熱 

   「7.5.1.2.1(６)ｇ．燃料貯蔵プールの崩壊熱」に記載したとおりである。 

 (７) 操作の条件 

   燃料貯蔵プール等への注水は，他建屋における蒸発乾固及び水素爆発

が同時に発生した場合における重大事故等の対処の優先順位を考慮し，

事象発生から21時間30分後までに注水を開始し，越流せき上端（通常水

位－0.40ｍ）を目安に，可搬型中型移送ポンプの間欠運転により水位を
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維持する。想定事故２の作業と所要時間を第7.5－11図及び第7.5－12図

に示す。 

 (８) 判断基準 

   「7.5.1.2.1(８) 判断基準」に記載したとおりである。  
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7.5.2.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及

び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の水の温度が100℃に

到達する時間は，プール水冷却系の配管の破断によるサイフォン効果等

及び地震によるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水の小

規模な漏えいが発生し，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並

びに補給水設備の注水機能の喪失から約35時間，約57時間及び約59時間

である。これに対し，可搬型中型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等へ

の注水の準備は，プール水冷却系の配管の破断によるサイフォン効果等

及び地震によるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水の小

規模な漏えいが発生し，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並

びに補給水設備の注水機能の喪失から，55人にて21時間30分後に完了す

るため，プール水冷却系の配管の破断によるサイフォン効果等及び地震

によるスロッシングにより燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規模な漏

えいが発生し，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給

水設備の注水機能の喪失から燃料貯蔵プール等の水の沸騰が開始するま

での時間のうち， も短い35時間以内に燃料貯蔵プール等への注水の準

備の完了が可能である。また，監視設備による監視及び監視設備の保護

は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注

水機能の喪失から48人にて30時間40分後から開始が可能となる。 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至ると水位が低下するが，水位を監視

しつつ燃料貯蔵プール等への注水を蒸発速度である約10ｍ３／ｈを上回

る注水流量で適時実施することにより，燃料貯蔵プール等の水位は放射

線の遮蔽が維持される水位（通常水位－5.0ｍ）を下回ることなく維持で
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きる。なお，放射線の遮蔽が維持される水位を確保することで，燃料貯

蔵プール等における全ての使用済燃料の有効長頂部を冠水できる水位

（通常水位－7.4ｍ）も確保される。 

   また，使用済燃料はステンレス鋼製の臨界防止設備に仮置き又は貯蔵

されており，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇し，沸騰により水密度

が低下した場合においても，必要な燃料間距離を確保する等の設計によ

り，燃料貯蔵プール等への注水実施においても未臨界を維持できる。 

   想定事故２における燃料貯蔵プール等のプール水が沸騰に至るまでの

時間を第7.5－８表に，燃料貯蔵プール等の水位及び水温の推移を第7.5

－13図及び第7.5－14図に示す。また，水位と線量率の関係を第7.5－15

図に示す。 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

   内的事象の「配管の全周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として

補給水設備等の多重故障を想定した場合，現場状況確認のための初動対

応及びアクセスルート確保のための作業において，外的事象の「地震」

を要因とした場合と比較して，建屋内環境の悪化が想定されず，アクセ

スルートの確保等の燃料損傷防止対策の準備に必要な作業が少なくなる

ことから，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。 

 (ｂ) 初期水温が与える影響 

   「7.5.1.2.2(２)ａ．(ｂ) 初期水温が与える影響」に記載したとおりであ

る。 

 (ｃ) 初期水位が与える影響 

   初期水位の設定においては，サイフォン効果等による燃料貯蔵プール
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等の水の小規模な漏えいが発生し水位が低下した後，スロッシングによ

る燃料貯蔵プール・ピット等の水の小規模な漏えいによる水位低下を想

定しているが，スロッシングにおける水位低下量の評価においては，燃

料貯蔵プール・ピット等の周辺に設置する止水板の高さを越える溢水は

燃料貯蔵プール・ピット等への戻りを考慮しないこと，また，スロッシ

ングによる溢水を抑制する蓋は，その効果を考慮せずに評価を実施して

いることから，実際の水位低下量は小さくなり，初期水位が高い側への

変動となるため，燃料貯蔵プール等の水の温度が100℃に到達するまでの

時間は長くなる。このため，時間余裕が伸びる方向の変動であることか

ら，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

 (ｄ) 崩壊熱が与える影響 

   「7.5.1.2.2(２)ａ．(ｄ) 崩壊熱が与える影響」に記載したとおりである。 

 (ｅ) ピットゲート及びプールゲートの設置状態が与える影響 

   平常運転時はピットゲート及びプールゲートを使用せず，燃料貯蔵プ

ール等は燃料移送水路を介して全て連結された状態であるが，燃料貯蔵

プール等の修理時を想定して，ピットゲート及びプールゲートが設置さ

れている状態においてサイフォン効果等による燃料貯蔵プール・ピット

等の水の小規模な漏えいが発生し，水位が低下した後，スロッシングが

発生した場合の溢水量は，燃料貯蔵プール等が燃料移送水路を介して連

結された状態と異なり，各燃料貯蔵プールのスロッシング後の水位は，

通常水位－0.96ｍとなる。このときの燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用）

の保有水量は約2,181ｍ３，沸騰までの時間は約34時間となり，燃料貯蔵

プール（ＢＷＲ燃料用）の保有水量は約2,120ｍ３，沸騰までの時間は約

55時間となり，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）の保有

水量は約2,185ｍ３，沸騰までの時間は約57時間となる。このため，ピッ
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トゲート及びプールゲートの設置を前提とした場合，燃料貯蔵プール等

の水の温度が100℃に到達するまでの時間は短くなるものの，燃料貯蔵プ

ール等への注水は21時間30分後から可能であることから，燃料貯蔵プー

ル等の水が100℃に到達する前に注水が可能である。 

   また，ピットゲート及びプールゲートが設置されることにより，各燃

料貯蔵プールが独立するため，沸騰後の水位低下は燃料貯蔵プールごと

に発生する。その水位低下速度は，ピットゲート及びプールゲートが設

置されていない状態よりも早くなるものの，燃料貯蔵プール等の水が沸

騰に至る前までに燃料貯蔵プール等への注水の準備を完了し，可搬型中

型移送ポンプによる注水を実施し水位を維持することから，実施組織要

員の操作の時間余裕に与える影響は無視できる。 

以上より，競合する作業が生じないことから，手順等への影響はない。 

 ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 実施組織要員の操作 

   「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操

作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与え

る影響を考慮し，対処の制限時間である燃料貯蔵プール等の沸騰に至る

までの時間に対して，重大事故等対策の実施に必要な準備作業を，時間

余裕を確保して完了できるよう計画することで，これらの要因による影

響を低減した。 

   燃料貯蔵プール等の水が沸騰に至るまでの時間である35時間に対し，

事象発生から21時間30分後までに注水が可能であることから，燃料貯蔵

プール等の水が沸騰に至る２時間以上前（想定事故２の場合は13時間30

分前）までに，代替注水設備による注水が実施できる。 

   また，作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備してお
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り，必要な時期までに操作できるよう体制を整えていることから，実際

の重大事故等への対処は，より早く作業を完了することができる。また，

可搬型中型移送ポンプ等の可搬型重大事故等対処設備の敷設等の対処に

時間を要した場合や，予備の可搬型重大事故等対処設備による対処を想

定したとしても，余裕として確保した２時間（想定事故２の場合は13時

間30分）以内に対処を再開し，事故の収束を図ることができる。 

   ピットゲート及びプールゲートが設置されている状態を考慮した場合，

燃料貯蔵プール等は燃料移送水路を介して連結していないことから，燃

料仮置きピットＡ，燃料仮置きピットＢ，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料

用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料及びＰＷＲ燃料用）それぞれに注水し水位を維持する必要がある。な

お，燃料送出しピットは燃料移送水路と連結していることから，ピット

ゲート及びプールゲートを設置することによる影響はない。 

   この場合，可搬型建屋内ホースを燃料仮置きピットＡ，燃料仮置きピ

ットＢ，燃料貯蔵プール（ＰＷＲ燃料用），燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃

料用）及び燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用）に対して個

別に敷設する必要があることから，敷設に係る作業時間が長くなるもの

の，追加作業に必要な作業時間を考慮して準備作業に着手することから，

これまでと同じ21時間30分後から注水を実施可能である。 

 (ｂ) 作業環境 

   「7.5.1.2.2(２)ｂ．(ｂ) 作業環境」に記載したとおりである。 
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7.5.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

 (１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   「7.5.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載した

とおりである。 

 (２) 重大事故等の同時発生 

   「7.5.1.2.3(２) 重大事故等の同時発生」に記載したとおりである。 

 (３) 重大事故等の連鎖 

   「7.5.1.2.3(３) 重大事故等の連鎖」に記載したとおりである。 

   想定事故２の発生を想定する燃料貯蔵プール等において重大事故等が

同時発生することを前提として評価を実施し，想定事故２における燃料

貯蔵プール等の状態変化は，燃料貯蔵プール等の水の温度上昇及び水位

低下であり，線量率の上昇はほとんどなく，上述のとおり想定される燃

料貯蔵プール等の状態及び事故時環境において，他の重大事故等が連鎖

して発生することがないことを確認した。 
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7.5.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

  想定事故２への対処として燃料貯蔵プール等への注水手段を整備してお

り，本対策について外的事象の「地震」を要因として有効性評価を行った。 

  燃料貯蔵プール等への注水は，沸騰開始前までに燃料貯蔵プール等への

注水の準備を完了し，沸騰開始前に燃料貯蔵プール等へ注水することで，

燃料貯蔵プール等の水位を維持できる。 

  評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に

与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

  また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する内的事象の「配管の全

周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として補給水設備等の多重故障を

想定した場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

  内的事象の「配管の全周破断」を要因とし，さらに厳しい条件として補

給水設備等の多重故障を想定した場合には，想定事故２の燃料損傷防止対

策の準備に要する時間に与える影響及び想定事故２の燃料損傷防止対策の

維持に与える影響を分析し，建屋外の環境悪化が想定されず，燃料損傷防

止対策の準備に必要な作業が少なくなることから，想定事故２の燃料損傷

防止対策の有効性へ与える影響が排除されていることを確認した。 

  以上の有効性評価は，燃料貯蔵プール等において同時発生することを前

提として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを

確認した。また，想定される事故環境において，想定事故２の発生を仮定

する燃料貯蔵プール等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能

喪失することはなく，他の重大事故等が連鎖して発生することはないこと

を確認した。 

  以上のことから，燃料貯蔵プール等への注水により，放射線の遮蔽が維

持される水位（通常水位－5.0ｍ）を確保できる。なお，放射線の遮蔽が維
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持される水位を確保することで，燃料貯蔵プール等における全ての使用済

燃料の有効長頂部を冠水できる水位（通常水位－7.4ｍ）も確保される。ま

た，燃料貯蔵プール等の水温が変化した場合やプール水が沸騰し，水密度

が低下した場合においても未臨界を維持できる。 

  以上より，「7.5.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。 
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7.5.3 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資

源 

7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源 

  想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源を以下に示す。 

  また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に又は連鎖して

発生する事象の影響を考慮する必要があるため，「7.7 重大事故が同時

に又は連鎖して発生した場合の対処」において示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

   想定事故１の燃料損傷防止対策において，外的事象の「火山の影響」

を要因とした場合の想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員は71人

である。 

   また，内的事象を要因とした場合は，作業環境が外的事象の「火山の

影響」を要因とした場合に想定する環境条件より悪化がすることが想定

されず，対処内容にも違いがないことから，必要な要員は外的事象の「火

山の影響」を要因とした場合に必要な人数以下である。 

   以上より，想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員は 大でも71

人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は164人であり，必要

な作業対応が可能である。 

 (２) 必要な資源の評価 

   想定事故１の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示す。 

 ａ．水  源 

   燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，合計約1,600ｍ３の水が必要となる。水源として，第１貯水槽の貯水

槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約10,000ｍ３の水を保有しており，燃料貯

蔵プール等への注水については，このうち一区画を使用するため，これ
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により必要な水源は確保可能である。他区画については，蒸発乾固への

対処に使用する。 

 ｂ．燃  料 

   想定事故１の燃料損傷防止対策に使用する可搬型中型移送ポンプ，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，可搬型計測ユニット

用空気圧縮機及び燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車両は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ       約7.2ｍ３ 

   ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

                     約5.3ｍ３ 

   ・可搬型計測ユニット用空気圧縮機  約4.6ｍ３ 

   ・燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車両 

                     約4.5ｍ３ 

   合計                約22ｍ３ 

   以上より，想定事故１の燃料損傷防止対策を７日間継続して実施する

のに必要な軽油は合計で約22ｍ３である。軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油

を確保していることから，外部支援を考慮しなくとも７日間の対処の継

続が可能である。 

 ｃ．電  源 

   想定事故１の燃料損傷防止対策において必要な電源負荷として，可搬

型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型空冷

ユニット及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）の合計

は約 99ｋＶＡであり，必要な給電容量は対象負荷の起動時を考慮しても

約 150ｋＶＡである。 
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   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の供給容量は，約

200ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源 

  想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員及び資源を以下に示す。 

  また，要員及び資源の有効性評価については，他の同時に又は連鎖して

発生する事象の影響を考慮する必要があるため，「7.7 重大事故が同時

に又は連鎖して発生した場合の対処」において示す。 

 (１) 必要な要員の評価 

   想定事故２の燃料損傷防止対策において，外的事象の「地震」を要因

とした場合の想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員は73人である。 

   また，内的事象を要因とした場合は，作業環境が外的事象の「地震」を

要因とした場合に想定する環境条件より悪化することが想定されず，対

処内容にも違いがないことから，必要な要員は外的事象の「地震」を要

因とした場合に必要な要員以下である。 

   以上より，想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員は 大でも73

人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は164人であり，必要

な作業対応が可能である。 

 (２) 必要な資源の評価 

   想定事故２の対処に必要な水源，燃料及び電源を以下に示す。 

 ａ．水  源 

   燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，合計約 2,300ｍ３の水が必要となる。水源として，第１貯水槽の貯

水槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約 10,000ｍ３の水を保有しており，燃料

貯蔵プール等への注水については，このうち一区画を使用するため，こ

れにより必要な水源は確保可能である。他区画については，蒸発乾固へ

の対処に使用する。 

 ｂ．燃  料 
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   想定事故２の燃料損傷防止対策に使用する可搬型中型移送ポンプ，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，可搬型計測ユニット

用空気圧縮機及び燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車両は，７日間

の対応を考慮すると，運転継続に以下の軽油が必要である。 

   ・可搬型中型移送ポンプ       約7.2ｍ３ 

   ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

                     約5.3ｍ３ 

   ・可搬型計測ユニット用空気圧縮機  約4.6ｍ３ 

   ・燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車両 

                     約4.5ｍ３ 

   合計                約22ｍ３ 

   以上より，想定事故２の燃料損傷防止対策を７日間継続して実施する

のに必要な軽油は合計で約22ｍ３である。軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油

を確保していることから，外部支援を考慮しなくとも７日間の対処の継

続が可能である。 

 ｃ．電  源 

   想定事故２の燃料損傷防止対策において必要な電源負荷として，可搬

型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型空冷

ユニット及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）の合計

は約 99ｋＶＡであり，必要な給電容量は対象負荷の起動時を考慮しても

約 150ｋＶＡである。 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の供給容量は，約

200ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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へ
通

常
水

位
を
目

安
に

注
水

す
る
。
可

搬
型

代
替

注
水

設
備

流
量

計
に

よ
る
注

水
流

量
の

確
認

及

び
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
超

音
波

式
）
又

は

可
搬

型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
水

位
計
（

メ
ジ

ャ
ー

）
に
よ

る

水
位

の
確

認
を

行
い
，
通
常

水
位

到
達
後

は
可

搬
型

中
型

移

送
ポ

ン
プ

の
間

欠
運

転
に

よ
り

水
位
を

維
持

す
る

。
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

時
に
確

認
が

必
要

な
監

視
項

目
は

，
注

水
流

量
，

燃
料

貯
蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

及

び
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
の

温
度
で

あ
る

。
 

・
第

１
貯

水
槽
 

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
 

・
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス
 

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
超

音
波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
メ

ジ
ャ

ー
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

温
度
計
（
サ

ー
ミ

ス
タ

）
 

・
可

搬
型

代
替

注
水

設
備

流
量

計
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(６
) 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
成

否
判

断
 

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

が
通
常

水
位

程
度

で
あ

る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と
に

よ
り

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
へ

の

注
水

に
よ

る
プ

ー
ル

水
位

が
回

復
し
維

持
さ

れ
て

い
る

こ

と
を

判
断

す
る

。
 

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
へ

の
注

水
に
よ

る
燃

料
貯

蔵
プ

ー

ル
等

の
水

位
が

回
復

し
維

持
さ

れ
て
い

る
こ

と
を

判
断

す

る
た

め
に

必
要

な
監

視
項

目
は

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水

位
で

あ
る

。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
超

音
波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
メ

ジ
ャ

ー
）
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(７
) 

監
視

設
備

の
起

動
及

び
空

冷
設

備
の

敷
設
 

 
監

視
設

備
の

敷
設

完
了

後
，
使

用
済
燃

料
の

受
入

れ
施

設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬

型
発

電
機

を
起
動

し
て

監
視

設
備

の

起
動

状
態

を
確

認
す

る
。
 

 
ま

た
，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
温
上

昇
に

伴
い

使
用

済

燃
料

受
入

れ
・
貯

蔵
建

屋
内

の
温

度
が
上

昇
し

た
場

合
に

お

い
て

も
，
線

量
率

の
測

定
及

び
燃

料
貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
状

態

監
視

が
継

続
で

き
る

よ
う
，
空
冷

設
備
を

け
ん

引
車

及
び

運

搬
車

に
よ

り
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・
貯
蔵

建
屋

近
傍

へ
運

搬

し
，
建
屋

内
及

び
建

屋
近

傍
へ

敷
設
し

，
監

視
カ

メ
ラ

等
を

冷
却

す
る

。
 

－
 

・
運

搬
車
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
可

搬
型

発

電
機
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
の

可
搬

型

電
源

ケ
ー

ブ
ル
 

・
け

ん
引

車
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ａ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｂ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｃ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｄ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｅ
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

空
間
線

量
率

計

（
線

量
率

計
）
（
可

搬
型

燃
料
貯

蔵
プ
ー

ル
等

空
間

線
量

率
計

用
冷

却
ケ

ー
ス

を
含
む

）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

状
態
監

視
カ

メ
 

 
ラ
（

可
搬

型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
状
態

監
視

カ

メ
ラ

用
冷

却
ケ

ー
ス

を
含

む
）

 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト

用
空

気
圧
縮

機
 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト
 

・
可

搬
型

監
視

ユ
ニ

ッ
ト
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第
7
.
5
－

３
表

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

及
び

水
温

の
推

移
評

価
に

係
る

主
要

評
価

条
件

（
想

定
事

故
１

）
 

項
 

目
 

主
要

評
価

条
件

 
条

件
設

定
の

考
え

方
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
初

期
水

温
 

6
5
℃

 
プ

ー
ル

水
冷

却
系

１
系

列
運

転
時

の
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
の

最
高

温
度

を
設

定
。

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
初

期
水

位
 

通
常

水
位

－
0
.
0
5
ｍ

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

初
期

水
位

は
，

平
常

運
転

時
の

管
理

上
の

水
位

の
変

動
範

囲
で

最
も

厳

し
い

，
水

位
低

警
報

設
定

値
を

設
定

。
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

に
お

け
る

 

使
用

済
燃

料
の

貯
蔵

量
 

3
,
0
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
 

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
に

お
い

て
貯

蔵
す

る
最

大
貯

蔵
量

を
設

定
。

 

ピ
ッ

ト
ゲ

ー
ト

及
び

プ
ー

ル
ゲ

ー

ト
の

状
態

 
設

置
し

な
い

 

平
常

運
転

時
は

使
用

し
な

い
こ

と
か

ら
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

は
燃

料
移

送
水

路
を

介
し

て
全

て
連

結
さ

れ
た

状
態

と
設

定
。

 

た
だ

し
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

が
燃

料
移

送
水

路
を

介
し

て
全

て
連

結
さ

れ
た

状
態

に
お

い
て

も
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
と

燃
料

移
送

水
路

の
間

に
お

け
る

水
の

出
入

り
に

不
確

か
さ

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

が
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
の

算
出

に
お

い
て

は
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
と

燃
料

移
送

水
路

の
間

の
水

の
出

入
り

が
な

い
も

の
と

し
，

個
別

の
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

の
保

有
水

量
の

み
を

考
慮

す
る

。
 

一
方

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
の

沸
騰

後
の

水
位

低
下

は
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
・

ピ
ッ

ト
等

の

水
位

が
均

一
に

低
下

す
る

こ
と

か
ら

，
水

位
低

下
量

は
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

・
ピ

ッ
ト

等
全

体
を

考
慮

す
る

。
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

保
有

水
量

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
4
5
3
ｍ

３
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
3
9
2
ｍ

３
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
4
5
7
ｍ

３
 

「
ピ

ッ
ト

ゲ
ー

ト
及

び
プ

ー
ル

ゲ
ー

ト
の

状
態

」
に

記
載

の
と

お
り

，
個

別
の

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

保
有

水
量

の
み

を
考

慮
す

る
。
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 （
つ

づ
き

）
 

項
 

目
 

主
要

評
価

条
件

 
条

件
設

定
の

考
え

方
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

崩
壊

熱
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
2
,
4
5
0
ｋ

Ｗ
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
1
,
4
9
0
ｋ

Ｗ
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
1
,
4
8
0
ｋ

Ｗ
 

使
用

済
燃

料
の

核
種

組
成

は
，

再
処

理
す

る
使

用
済

燃
料

の
冷

却
期

間
を

４
年

及
び

1
2
年

と
し

て
得

ら
れ

る
核

種
組

成
を

基
に

設
定

し
，

使
用

済
燃

料
の

崩
壊

熱
は

，
こ

れ
を

基
準

と
し

て
設

定

し
た

崩
壊

熱
密

度
に

よ
り

，
各

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
に

貯
蔵

し
う

る
最

大
値

を
設

定
。

ま
た

，
燃

料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
の

崩
壊

熱
は

，
崩

壊
熱

が
大

き
い

冷
却

期
間

４
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃

料
を

最
大

量
6
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
及

び
冷

却
期

間
1
2
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

を
4
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

燃
料

用
）

の
崩

壊
熱

は
，

冷
却

期
間

1
2
年

の
Ｂ

Ｗ

Ｒ
燃

料
を

1
,
0
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

燃
料

及

び
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

用
）

の
崩

壊
熱

は
，

冷
却

期
間

1
2
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

及
び

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
を

そ
れ

ぞ

れ
5
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
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可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ

○
×

×
×

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
[流

路
]

○
×

×
×

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
[流

路
]

○
×

×
×

可
搬

型
中

型
移

送
ポ
ン
プ
運

搬
車

○
×

×
×

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

運
搬

車
○

×
×

○
水
供
給
設
備

第
1
貯

水
槽

○
×

×
×

サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
ー

カ
×

○
×

×
止

水
板

及
び

蓋
×

○
×

×
燃

料
仮

置
き
ラ
ッ
ク

×
×

○
×

燃
料

貯
蔵

ラ
ッ
ク

×
×

○
×

バ
ス
ケ
ッ
ト

×
×

○
×

バ
ス
ケ
ッ
ト
仮

置
き
架

台
（
実

入
り
用

）
×

×
○

×

代
替
電
源
設
備

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

○

代
替
所
内
電
気
設
備

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の
可

搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

×
×

×
○

第
１
軽
油
貯
槽

○
×

×
○

第
２
軽
油
貯
槽

○
×

×
○

軽
油

用
タ
ン
ク
ロ
ー

リ
○

×
×

○
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ
ッ
ト
A

×
×

×
○

可
搬

型
空

冷
ユ
ニ
ッ
ト
B

×
×

×
○

可
搬

型
空

冷
ユ
ニ
ッ
ト
C

×
×

×
○

可
搬

型
空

冷
ユ
ニ
ッ
ト
D

×
×

×
○

可
搬

型
空

冷
ユ
ニ
ッ
ト
E

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
超
音
波
式
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
メ
ジ
ャ
ー
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
エ
ア
パ
ー
ジ

式
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
電
波
式
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
温
度
計
（
サ
ー
ミ
ス
タ
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
温
度
計
（
測
温
抵
抗
体
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
計
（
線
量

率
計
）
（
可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
計

用
冷

却
ケ
ー

ス
を
含

む
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
計
（
サ
ー

ベ
イ
メ
ー

タ
）

×
×

×
○

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
監
視
カ
メ
ラ
（
可
搬

型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却

ケ
ー
ス
を
含
む
）

×
×

×
○

可
搬

型
計

測
ユ
ニ
ッ
ト
用

空
気

圧
縮

機
×

×
×

○
可

搬
型

計
測

ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

可
搬

型
監

視
ユ
ニ
ッ
ト

×
×

×
○

可
搬

型
代

替
注

水
設

備
流

量
計

○
×

×
×

け
ん
引

車
×

×
×

○
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計

×
×

×
○

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
温
度
計

×
×

×
○

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
監
視
カ
メ
ラ

×
×

×
○

ガ
ン
マ
線

エ
リ
ア
モ
ニ
タ

×
×

×
○

安
全

系
制

御
盤

×
×

×
○

安
全

系
監

視
制

御
盤

×
×

×
○

プ
ロ
セ
ス
工

程
　
監

視
制

御
盤

×
×

×
○

受
電

開
閉

設
備

×
×

×
○

受
電

変
圧

器
×

×
×

○
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
建

屋
の
6
.9
k
V
常

用
主

母
線

×
×

×
○

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の

6
.9
k
V
非

常
用

母
線

×
×

×
○

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の

6
.9
k
V
常

用
母

線
×

×
×

○

所
内
低
圧
系
統

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の

4
6
0
V
非

常
用

母
線

×
×

×
○

直
流
電
源
設
備

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の
第

1
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
×

×
○

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

×
×

○

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
の
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
×

×
○

重
大
事
故
等
対
処
設
備

第
7
.5
－
４
表
　
燃
料
損
傷
防
止
対
策
に
お
い
て
使
用
す
る
設
備

燃
料
損
傷
防
止
対
策

漏
え
い
抑
制

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の

臨
界
防
止

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の

監
視

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
へ
の
注
水

代
替
注
水
設
備

代
替
安
全
冷
却
水
系

臨
界
防
止
設
備

機
器
グ
ル
ー
プ

設
備
名
称

設
備

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋

使
用

済
燃

料
貯

蔵
槽

の
冷

却
等

補
機
駆
動
用
燃
料
補
給
設
備

漏
え
い
抑
制
設
備

計
装
設
備

構
成

す
る
機

器

受
電
開
閉
設
備

所
内
高
圧
系
統

計
測
制
御
用
交
流
電
源
設
備
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第
7
.
5
－

５
表

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

プ
ー

ル
水

が
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
（

想
定

事
故

１
）

 

建
屋

 
機

器
グ

ル
ー

プ
 

機
器

名
 

沸
騰

に
至

る
ま

で
の

時
間

 

使
用

済
燃

料
受

入
れ

 

・
貯

蔵
建

屋
 

燃
料

仮
置

き
ピ

ッ
ト

 

燃
料

仮
置

き
ピ

ッ
ト

Ａ
 

対
象

外
※
 

燃
料

仮
置

き
ピ

ッ
ト

Ｂ
 

対
象

外
※
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
6
3
時

間
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
3
9
時

間
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び
Ｐ

Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
6
5
時

間
 

燃
料

送
出

し
ピ

ッ
ト

 
燃

料
送

出
し

ピ
ッ

ト
 

対
象

外
※
 

※
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

プ
ー

ル
水

の
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
が

最
も

短
く

な
る

よ
う

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

に
の

み
使

用
済

燃
料

の

配
置

を
想

定
す

る
こ

と
か

ら
，

ピ
ッ

ト
は

対
象

外
。
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第
7
.
5
－

６
表

 
燃

料
損

傷
防

止
対

策
（

想
定

事
故

２
）

の
対

策
の

手
順

及
び

設
備

の
関

係
 

項 番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(１
) 

燃
料

損
傷

防
止

対
策

の
着

手
判

断
 

外
部

電
源

が
喪

失
し

，
第

１
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

を
運

転
で

き
な

い
場

合
，

又
は

プ
ー

ル
水

冷
却

系
配

管
の

破

損
に

伴
う

小
規

模
な

漏
え

い
そ

の
他

の
要

因
に

よ
り

燃
料

貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

が
低

下
し

冷
却

機
能

及
び

注
水

機
能

が

喪
失

し
た

場
合

は
，
燃
料

損
傷

防
止
対

策
の

着
手

を
判

断
し

，

以
下

の
(２

)及
び

(３
)へ

移
行

す
る

。
 

－
 

－
 

－
 

(２
) 

建
屋

外
の

水
供

給
経

路
の

構
築
 

第
１

貯
水

槽
か

ら
使

用
済

燃
料

受
入
れ

・
貯

蔵
建

屋
に

水

を
供

給
す

る
た

め
に

，
可

搬
型

中
型
移

送
ポ

ン
プ

を
第

１
貯

水
槽

近
傍

に
敷

設
す

る
。

可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン

プ
に

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
を

接
続

し
，

第
１
貯

水
槽

か
ら

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
ま

で
水

を
供
給

す
る

た
め

の
経

路
を

構
築

す
る

。
 

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

は
可

搬
型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運

搬
車

に
よ

り
運

搬
し

，
可

搬
型

建
屋
外

ホ
ー

ス
は

ホ
ー

ス
展

張
車

及
び

運
搬

車
に

よ
り

運
搬

す
る
。

 

・
第

１
貯

水
槽
 

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
 

・
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス
 

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
運

搬
車
 

・
ホ

ー
ス

展
張

車
 

・
運

搬
車
 

－
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(３
) 

燃
料

損
傷

防
止

対
策

の
準

備
 

 
常

設
重

大
事

故
等

対
処

設
備

に
よ
り

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル

等
の

状
態

を
監

視
で

き
な

い
場

合
は
，
使

用
済

燃
料

の
受

入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電
機

及
び

監
視

設
備

を

け
ん

引
車

及
び

運
搬

車
に

よ
り

使
用
済

燃
料

受
入

れ
・
貯

蔵

建
屋

近
傍

へ
運

搬
し

，
建

屋
内

及
び
建

屋
近

傍
へ

敷
設

す

る
。
 

 
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発

電
機

及
び

監
視

設
備

を
敷

設
す

る
ま
で

の
間
，
燃
料

貯
蔵

プ

ー
ル

等
の

状
態

に
つ

い
て

携
行

型
の
監

視
設

備
に

て
監

視

を
行

う
。
 

 
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

及
び

可
搬
型

代
替

注
水

設
備

流

量
計

を
運

搬
車

に
よ

り
使

用
済

燃
料
受

入
れ
・
貯
蔵

建
屋

近

傍
へ

運
搬

し
，
使
用

済
燃

料
受

入
れ
・
貯
蔵

建
屋

内
に

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
を

敷
設

し
，
可

搬
型
代

替
注

水
設

備
流

量

計
を

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
の

経
路
上

に
敷

設
す

る
。
 

 
ま

た
，
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

と
可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス

を
接

続
し
，
第
１

貯
水

槽
か

ら
燃

料
貯
蔵

プ
ー

ル
等

に
注

水

す
る

た
め

の
系

統
を

構
築

す
る

。
 

・
第

１
貯

水
槽
 

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
 

・
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス
 

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス
 

・
運

搬
車
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
可

搬
型

発

電
機
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
の

可
搬

型

電
源

ケ
ー

ブ
ル
 

・
け

ん
引

車
 

・
可

搬
型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル
等

水
位
計
（

超
音

波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計
（
メ

ジ
ャ

ー
）
 

・
可
搬

型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
水

位
計
（
電

波
式

） 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

温
度
計
（
サ

ー
ミ

ス
タ

）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

温
度
計
（
測

温
抵

抗
体

）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

空
間
線

量
率

計

（
線

量
率

計
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

空
間
線

量
率

計

（
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

状
態
監

視
カ

メ
 

 
ラ
 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト

用
空

気
圧
縮

機
 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト
 

・
可

搬
型

監
視

ユ
ニ

ッ
ト
 

・
可

搬
型

代
替

注
水

設
備

流
量

計
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故

等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(４
) 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
実

施
判

断
 

燃
料

損
傷

防
止

対
策

の
準

備
が

完
了
し

た
こ

と
及

び
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位

計
（
超

音
波

式
）
又

は
可

搬

型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
水

位
計
（

メ
ジ

ャ
ー

）
に
よ

る
燃

料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

位
を

確
認

後
，
燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ

の
注

水
の

実
施

を
判

断
し

，
以

下
の

(５
)へ

移
行
す

る
。
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
実
施

判
断

に
必

要
な

監
視

項
目

は
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等
の

水
位

で
あ

る
。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
超

音
波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
メ

ジ
ャ

ー
）
 

(５
) 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
実

施
 

 
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
を

起
動
し
，
第
１

貯
水

槽
か

ら

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
越

流
せ

き
上
端
（

通
常

水
位

－
0
.
4
0

ｍ
）
を
目

安
に

注
水

す
る

。
可
搬

型
代
替

注
水

設
備

流
量

計

に
よ

る
注

水
流

量
の

確
認

及
び

可
搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル

等
水

位
計
（
超

音
波

式
）
又

は
可

搬
型
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等

水
位

計
（

メ
ジ

ャ
ー

）
に

よ
る

水
位
の

確
認

を
行

い
，
越
流

せ
き

上
端

到
達

後
は

可
搬

型
中

型
移
送

ポ
ン

プ
の

間
欠

運

転
に

よ
り

水
位

を
維

持
す

る
。

 

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
へ

の
注

水
時
に

確
認

が
必

要
な

監

視
項

目
は

，
注

水
流

量
，
燃

料
貯

蔵
プ
ー

ル
等

の
水

位
及

び

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

の
温

度
で
あ

る
。
 

・
第

１
貯

水
槽
 

・
可
搬

型
中

型
移

送

ポ
ン

プ
 

・
可
搬

型
建

屋
外

ホ

ー
ス
 

・
可
搬

型
建

屋
内

ホ

ー
ス
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
超

音
波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
メ

ジ
ャ

ー
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

温
度
計

（
サ

ー
ミ

ス
タ

）
 

・
可

搬
型

代
替

注
水

設
備

流
量

計
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(６
) 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
成

否
判

断
 

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

が
越
流

せ
き

上
端

（
通

常
水

位
－

0
.4
0
m）

程
度

で
あ

る
こ
と

を
確
認

す
る

こ
と

に
よ

り
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

に
よ
る

プ
ー

ル
水

位
が

回
復

し
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
判

断
す
る

。
 

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
へ

の
注

水
に
よ

る
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

が
回

復
し

維
持

さ
れ

て
い
る

こ
と

を
判

断
す

る
た

め
に

必
要

な
監

視
項

目
は

，
燃

料
貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

位
で

あ
る

。
 

－
 

－
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
超

音
波

式
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

水
位
計

（
メ

ジ
ャ

ー
）
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（
つ

づ
き

）
 

項
 

番
 

判
断

及
び

操
作
 

手
順
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

常
設

重
大

事
故

等
 

対
処

設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
等
 

対
処

設
備
 

計
装

設
備
 

(７
) 

監
視

設
備

の
起

動
及

び
空

冷
設

備
の

敷
設
 

 
監

視
設

備
の

敷
設

完
了

後
，

使
用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬

型
発

電
機

を
起
動

し
て

監
視

設
備

の
起

動
状

態
を

確
認

す
る

。
 

 
ま

た
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水
温

上
昇

に
伴

い
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

内
の

温
度
が

上
昇

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

線
量

率
の

測
定

及
び

燃
料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

状
態

監
視

が
継

続
で

き
る

よ
う

，
空

冷
設
備

を
け

ん
引

車
及

び
運

搬
車

に
よ

り
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・
貯

蔵
建

屋
近

傍
へ

運
搬

し
，

建
屋

内
及

び
建

屋
近

傍
へ

敷
設
し

，
監

視
カ

メ
ラ

等
を

冷
却

す
る

。
 

－
 

・
運

搬
車
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
可

搬
型

発

電
機
 

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯

蔵
施

設
の

可
搬

型

電
源

ケ
ー

ブ
ル
 

・
け

ん
引

車
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ａ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｂ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｃ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｄ
 

・
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

Ｅ
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

空
間
線

量
率

計
（
線

量
率

計
）（

可
搬

型
燃
料

貯
蔵
プ

ー

ル
等

空
間

線
量

率
計

用
冷

却
ケ

ー
ス
を

含

む
）
 

・
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

状
態
監

視
カ

メ
ラ

（
可

搬
型

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等
状

態

監
視

カ
メ

ラ
用

冷
却

ケ
ー

ス
を

含
む
）
 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト

用
空

気
圧
縮

機
 

・
可

搬
型

計
測

ユ
ニ

ッ
ト
 

・
可

搬
型

監
視

ユ
ニ

ッ
ト
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第
7
.
5
－

７
表

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

及
び

水
温

の
推

移
評

価
に

係
る

主
要

評
価

条
件

（
想

定
事

故
２

）
 

項
 

目
 

主
要

評
価

条
件

 
条

件
設

定
の

考
え

方
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
初

期
水

温
 

6
5
℃

 
プ

ー
ル

水
冷

却
系

１
系

列
運

転
時

の
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
の

最
高

温
度

を
設

定
。

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
初

期
水

位
 

通
常

水
位

－
0
.
8
0
ｍ

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
初

期
水

位
は

，
サ

イ
フ

ォ
ン

効
果

等
及

び
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
に

よ
る

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
・

ピ
ッ

ト
等

の
水

の
小

規
模

な
漏

え
い

の
重

畳
を

考
慮

し
設

定
。

 

サ
イ

フ
ォ

ン
効

果
等

に
よ

る
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

の
低

下
は

，
プ

ー
ル

水
冷

却
系

配
管

に
逆

流
防

止
の

た
め

設
置

さ
れ

て
い

る
逆

止
弁

が
異

物
の

噛
み

こ
み

に
よ

り
開

固
着

し
，

逆
止

弁

の
機

能
が

十
分

に
働

か
な

い
状

態
を

想
定

す
る

と
，

管
理

上
の

水
位

の
変

動
範

囲
で

最
も

厳
し

い

水
位

低
警

報
設

定
値

で
あ

る
通

常
水

位
－

0
.
0
5
ｍ

を
基

準
と

し
，

サ
イ

フ
ォ

ン
ブ

レ
ー

カ
位

置

（
通

常
水

位
－

0
.
4
5
ｍ

）
ま

で
水

位
が

低
下

す
る

。
 

そ
の

後
，

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

に
よ

り
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

・
ピ

ッ
ト

等
の

水
が

漏
え

い
し

，
水

位
低

下
が

発
生

す
る

と
想

定
す

る
と

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

・
ピ

ッ
ト

等
の

周
辺

に
設

置
す

る
止

水
板

の

高
さ

を
越

え
る

溢
水

の
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

・
ピ

ッ
ト

等
へ

の
戻

り
を

考
慮

せ
ず

，
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ

に
よ

る
溢

水
を

抑
制

す
る

蓋
の

効
果

を
考

慮
し

な
い

と
し

た
場

合
の

初
期

水
位

を
設

定
。

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

に
お

け
る

 

使
用

済
燃

料
の

貯
蔵

量
 

3
,
0
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
 

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
に

お
い

て
貯

蔵
す

る
最

大
貯

蔵
量

を
設

定
。

 

ピ
ッ

ト
ゲ

ー
ト

及
び

プ
ー

ル
ゲ

ー

ト
の

状
態

 
設

置
し

な
い

 

平
常

運
転

時
は

使
用

し
な

い
こ

と
か

ら
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

は
燃

料
移

送
水

路
を

介
し

て
全

て
連

結
さ

れ
た

状
態

と
設

定
。

 

た
だ

し
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

が
燃

料
移

送
水

路
を

介
し

て
全

て
連

結
さ

れ
た

状
態

に
お

い
て

も
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
と

燃
料

移
送

水
路

の
間

に
お

け
る

水
の

出
入

り
に

不
確

か
さ

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

が
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
の

算
出

に
お

い
て

は
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
と

燃
料

移
送

水
路

の
間

の
水

の
出

入
り

が
な

い
も

の
と

し
，

個
別

の
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

の
保

有
水

量
の

み
を

考
慮

す
る

。
 

一
方

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
の

沸
騰

後
の

水
位

低
下

は
，

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
・

ピ
ッ

ト
等

の

水
位

が
均

一
に

低
下

す
る

こ
と

か
ら

，
水

位
低

下
量

は
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

・
ピ

ッ
ト

等
全

体
を

考
慮

す
る

。
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 （
つ

づ
き

）
 

項
 

目
 

主
要

評
価

条
件

 
条

件
設

定
の

考
え

方
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

保
有

水
量

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
2
2
9
ｍ

３
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
1
6
8
ｍ

３
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
約

2
,
2
3
3
ｍ

３
 

「
ピ

ッ
ト

ゲ
ー

ト
及

び
プ

ー
ル

ゲ
ー

ト
の

状
態

」
に

記
載

の
と

お
り

，
個

別
の

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

保
有

水
量

の
み

を
考

慮
す

る
。

 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
の

崩
壊

熱
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
2
,
4
5
0
ｋ

Ｗ
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
1
,
4
9
0
ｋ

Ｗ
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

 
1
,
4
8
0
ｋ

Ｗ
 

使
用

済
燃

料
の

核
種

組
成

は
，

再
処

理
す

る
使

用
済

燃
料

の
冷

却
期

間
を

４
年

及
び

1
2
年

と
し

て
得

ら
れ

る
核

種
組

成
を

基
に

設
定

し
，

使
用

済
燃

料
の

崩
壊

熱
は

，
こ

れ
を

基
準

と
し

て
設

定

し
た

崩
壊

熱
密

度
に

よ
り

，
各

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
に

貯
蔵

し
う

る
最

大
値

を
設

定
。

ま
た

，
燃

料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
の

崩
壊

熱
は

，
崩

壊
熱

が
大

き
い

冷
却

期
間

４
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃

料
を

最
大

量
6
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
及

び
冷

却
期

間
1
2
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

を
4
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

燃
料

用
）

の
崩

壊
熱

は
，

冷
却

期
間

1
2
年

の
Ｂ

Ｗ

Ｒ
燃

料
を

1
,
0
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

燃
料

及

び
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

用
）

の
崩

壊
熱

は
，

冷
却

期
間

1
2
年

の
Ｐ

Ｗ
Ｒ

燃
料

及
び

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
を

そ
れ

ぞ

れ
5
0
0
ｔ

・
Ｕ

Ｐ
ｒ
貯

蔵
し

た
場

合
の

値
を

設
定

。
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第
7
.
5
－

８
表

 
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

プ
ー

ル
水

が
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
（

想
定

事
故

２
）

 
建

屋
 

機
器

グ
ル

ー
プ

 
機

器
名

 
沸

騰
に

至
る

ま
で

の

時
間

 

使
用

済
燃

料
受

入
れ

 

・
貯

蔵
建

屋
 

燃
料

仮
置

き
ピ

ッ
ト

 
燃

料
仮

置
き

ピ
ッ

ト
Ａ

 
対

象
外

※
 

燃
料

仮
置

き
ピ

ッ
ト

Ｂ
 

対
象

外
※
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
5
7
時

間
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｐ
Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
3
5
時

間
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
燃

料
及

び
Ｐ

Ｗ

Ｒ
燃

料
用

）
 

約
5
9
時

間
 

燃
料

送
出

し
ピ

ッ
ト

 
燃

料
送

出
し

ピ
ッ

ト
 

対
象

外
※
 

※
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

プ
ー

ル
水

の
沸

騰
に

至
る

ま
で

の
時

間
が

最
も

短
く

な
る

よ
う

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

に
の

み
使

用
済

燃
料

の

配
置

を
想

定
す

る
こ

と
か

ら
，

ピ
ッ

ト
は

対
象

外
。
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使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋

（
建

屋
境

界
）

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

第
１

貯
水

槽

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

F

凡
例

ホ
ー

ス
（

可
搬

型
）

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

（
水

中
ポ

ン
プ

）

F
可

搬
型

代
替

注
水

設
備

流
量

計

（
流

量
計

）

本
対

応
で

使
用

す
る

設
備

（
太
い
実

線
）

第
7
.
5
－
１
図
　
燃
料
損
傷
防
止
対
策
系
統
概
要
図
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第
7
.
5
－

２
図

「
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

冷
却

等
の

機
能

喪
失

」
の

対
処

手
順

の
概

要
（

想
定

事
故

１
）

（
対

応
フ

ロ
ー

）

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

凡
例

冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の

喪
失
判
断

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル

等
監
視
継
続

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
の
設
置
及
び
起
動
確
認

・
運
搬
車
に
よ
る
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
運
搬
及
び
敷
設

・
ホ
ー
ス
展
張
車
に
よ
る
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
運
搬
及
び
敷
設

・
可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
の
敷
設

・
可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ
の
試
運
転
及
び
状
態
確
認

・
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
敷
設
，
可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
と
可
搬
型

建
屋
外
ホ
ー
ス
と
の
接
続

・
可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
電
波
式
）
，
可

搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
温
度
計
（
測
温
抵
抗
体
）
，
可

搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
監
視
カ
メ
ラ
，
可
搬
型
燃

料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
計
（
線
量
率
計
）
，
可
搬

型
監
視
ユ
ニ
ッ
ト
等
の
敷
設
及
び
接
続

事
前
敷
設
の
開
始

降
灰
予
報
の
発
表

冷
却
機
能
喪
失
の

確
認

注
水
機
能
喪
失
の

確
認

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の

状
態
確
認

燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

準
備
完
了
及
び
注
水
開
始

（
評

価
上

の
時

刻
）

（
0
秒

）

（
1
0
分

）

（
2
1
時

間
3
0
分

）

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の

水
位
維
持

燃
料
損
傷
防
止
対
策
に
よ
る
注
水
を
継
続
し
，
機

能
喪
失
し
て
い
る
設
備
の
復
旧
に
努
め
る
。
復
旧

後
は
，
プ
ー
ル
水
冷
却
系
及
び
安
全
冷
却
水
系
に

よ
る
冷
却
を
実
施
す
る
。

・
流
量
確
認

・
水
の
供
給
流
量
の
調
整

・
携
行
型
の
監
視
設
備
（
可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
超
音
波
式
）
又
は

可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
計
（
メ
ジ
ャ
ー
）
，
可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等

温
度
計
（
サ
ー
ミ
ス
タ
）
及
び
可
搬
型
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
計
（
サ
ー

ベ
イ
メ
ー
タ
）
）
に
よ
る
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
状
態
監
視
継
続

事
象
発
生

全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

監
視
設
備
に
よ
る

監
視

携
行
型
の
監
視
設
備

に
よ
る
監
視

監
視
設
備
の
敷
設
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-
-

1
-

-
-

1
-

-
-

1
-

-
-

3
-

-
-

3
-

-
-

・
通

信
班

長
1

1
:
1
5

-
-

1
-

放
1

1
-

放
2

・
線

量
計

貸
出

，
入

域
管

理
，

現
場

環
境

確
認

（
初

動
対

応
）

を
行

う
各

建
屋

対
策

班
の

対
策

作
業

員
へ

の
着

装
補

助
放

対
2
班

2
0
:
2
0

放
7

・
出

入
管

理
区

画
設

営
（

中
央

制
御

室
用

）
放

対
2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
1
:
0
0

放
8

・
出

入
管

理
区

画
運

営
（

中
央

制
御

室
用

）
注

）
放

射
性

物
質

の
放

出
後

は
，

5
の

対
応

を
追

加
す

る
（

1
1
：

0
0
以

降
を

想
定

）

放
対

2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
-

F
1

・
保

管
場

所
へ

の
移

動
及

び
運

搬
車

に
よ

る
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
の

運
搬

建
屋

内
7
班

，
建

屋
内

8
班

建
屋

内
9
班

，
建

屋
内

1
0
班

建
屋

内
4
4
班

1
0

7
:
5
0

F
2

・
ホ

ー
ス

敷
設

，
流

量
計

設
置

及
び

建
屋

内
外

ホ
ー

ス
接

続
建

屋
内

2
1
班

，
建

屋
内

2
2
班

建
屋

内
2
4
班

，
建

屋
内

2
5
班

8
0
:
3
0

F
3

・
注

水
開

始
，

流
量

確
認

建
屋

内
2
1
班

，
建

屋
内

2
2
班

建
屋

内
2
4
班

，
建

屋
内

2
5
班

8
0
:
2
0

F
4

・
監

視
設

備
配

置
，

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

及
び

接
続

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

建
屋

内
1
5
班

，
建

屋
内

1
6
班

建
屋

内
1
7
班

，
建

屋
内

2
0
班

1
6

2
:
4
5

F
5

・
監

視
ユ

ニ
ッ

ト
と

計
装

ユ
ニ

ッ
ト

の
接

続

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

建
屋

内
1
5
班

，
建

屋
内

1
6
班

建
屋

内
1
7
班

，
建

屋
内

2
0
班

1
6

0
:
3
5

F
6

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬

型
発

電
機

の
起

動
建

屋
内

1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

8
0
:
2
0

F
7

・
監

視
設

備
の

起
動

確
認

及
び

状
態

確
認

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

8
0
:
2
0

F
8

・
冷

却
ケ

ー
ス

の
設

置
建

屋
内

1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

8
0
:
4
0

F
9

・
空

冷
ユ

ニ
ッ

ト
と

冷
却

ケ
ー

ス
の

接
続

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

建
屋

内
1
5
班

，
建

屋
内

1
6
班

建
屋

内
1
7
班

，
建

屋
内

2
0
班

1
6

2
:
2
0

F
1
0

・
計

測
ユ

ニ
ッ

ト
と

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

の
接

続
建

屋
内

1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

8
0
:
3
0

F
1
1

・
空

冷
ユ

ニ
ッ

ト
系

統
起

動
及

び
起

動
状

態
確

認
建

屋
内

1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
1
3
班

，
建

屋
内

1
4
班

8
0
:
4
0

状
態

監
視

燃
料

の
補

給

・
状

態
監

視
（

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電

機
，

可
搬

型
送

風
機

）
・

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電

機
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
1
班

，
建

屋
内

2
班

※
2

2
-

作
業

番
号

対
策

放
射

線
対

応

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

状
態

監
視

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
1

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

2
3
:
0
0

・
要

員
管

理
班

・
情

報
管

理
班

・
建

屋
外

対
応

班
長

経
過

時
間

（
時

：
分

）

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

対
策

作
業

番
号

要
員

数
所

要
時

間
※

1
(
時

：
分

)
0
:
0
0

作
業

班

・
実

施
責

任
者

・
建

屋
対

策
班

長

・
現

場
管

理
者

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

※
1
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）
※

2
：

建
屋

内
1
班

，
2
班

に
つ

い
て

は
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
の

建
屋

対
策

班
長

又
は

現
場

管
理

者
が

加
わ

り
対

策
を

実
施

す
る

。

・
放

射
線

対
応

班
長

-

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策

建
屋

内
7，

8
，

9
，

1
0
，

4
4班

建
屋
内

21
，
2
2，

24
，
2
5
班

C
A
8
（

建
屋

内
2
1
班

）
，

C
A
9
（

建
屋

内
2
2
班

）
，

C
A2

1（
建

屋
内

2
5班

）
，

C
A
3
0
（

建
屋

内
2
4
班

）

AB
ル

1
1
（

建
屋

内
7，

8
班

）

（
蒸

発
乾

固
発

生
防

止
）

AB
ル

1
3
（

建
屋

内
9班

）

（
蒸

発
乾

固
発

生
防

止
）

AB
コ

2
1
（

建
屋

内
10

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

建
屋

内
1
1
，

1
2
，

1
3，

1
4
班

A
Cコ

1
1（

建
屋

内
20

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

C
Aコ

1
2（

建
屋

内
15

，
16

，
17

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

C
A
コ

1
1

建
屋

内
1
5
，

1
6，

1
7
，

2
0
班

建
屋

内
1
5
，

1
6
，

1
7
，

2
0
班

建
屋

内
1
1
，

1
2
，

1
3，

1
4
班

建
屋

内
1
1，

12
，
1
3
，
1
4班

A
B
2
8
（

建
屋

内
8
，

9
班

）
，

A
B3

4
-
1
（

建
屋

内
7
班

）
，

A
B
35
（

建
屋

内
1
0
班

）
，

A
B
3
9
（

建
屋

内
4
4
班

）

C
A
9
（

建
屋

内
2
0
班

）
，

C
A
2
2
（

建
屋

内
1
5
，

1
6
班

）
，

C
A
2
4
（

建
屋

内
1
1
，

1
2
班

）
，

C
A
2
6
（

建
屋

内
1
3
，

1
4
班

）
，

C
A
3
0
（

建
屋

内
1
7
班

)

要
員

管
理

班
へ

合
流

（
蒸

発
乾

固
発

生
防

止
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

（
水

素
爆

発
拡

大
防

止
）
（

水
素

爆
発

拡
大

防
止

）
（

蒸
発

乾
固

発
生

防
止

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）
A
Cコ

1
1（

建
屋

内
22

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

A
Cコ

1
3（

建
屋

内
21

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

C
Aコ

1
3（

建
屋

内
24

，
25

班
）

（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

（
水

素
爆

発
拡

大
防

止
）
（

蒸
発

乾
固

発
生

防
止

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

（
蒸

発
乾
固

拡
大
防

止
）

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2班

放
2
（

放
対

2
班
）

放
1
0

（
放

対
3，

4
，
5
班

）

放
対

2
班

放
対
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1
:
0
0

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

6
2
:
0
0

6
3
:
0
0

6
4
:
0
0

6
5
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

5
6
:
0
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

5
6
:
0
0

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

※
2
：

建
屋

内
1
班

，
2
班

に
つ

い
て

は
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
の

建
屋

対
策

班
長

又
は

現
場

管
理

者
が

加
わ

り
対

策
を

実
施

す
る

。

7
1
:
0
0

6
2
:
0
0

6
3
:
0
0

6
4
:
0
0

6
5
:
0
0

6
6
:
0
0

6
7
:
0
0

6
8
:
0
0

6
9
:
0
0

7
0
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

放
対

5
班

放
対

2
班

放
対

3
，

4
班

第
7
.
5
－

３
図
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-
-

・
建

屋
外

対
応

班
長

の
作
業

の
補

助
建

屋
外

対
応

班
員

1
-

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
用

1
台

及
び

環
境

監
視

測
定

設
備

用
3
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

可
搬

型
計

測
ユ

ニ
ッ

ト
用

空
気

圧
縮

機
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
6

・
軽

油
貯

槽
か

ら
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
用

容
器

（
ド

ラ
ム

缶
等

）
へ

の
燃

料
の

補
給

及
び

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

の
運

搬
(
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
1
台

)
建

屋
外

1
班

2
-

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確
認

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外
8
班

3
0
:
1
0

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
除

灰
）

（
対

応
す

る
作

業
班

の
1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

2
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

建
屋

外
8
班

1
3

-

外
6

・
使

用
す

る
資

機
材

の
確
認

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
2
0

外
7

・
第

1
貯

水
槽

取
水

準
備

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
1
0

外
3
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

7
班

2
0
:
1
0

外
3
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
3
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

3
班

2
0
:
3
0

外
4
0

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
0
:
3
0

外
4
1

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
1
:
3
0

外
4
2

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
0
:
3
0

外
4
3

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

敷
設

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

ホ
ー

ス
展

張
車

侵
入

不
可

部
分

の
人

手
に

よ
る

運
搬

及
び

敷
設

）

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
0
0

外
4
4

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

1
班

2
0
:
3
0

外
4
5

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
4
6

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
と

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
4
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
け

ん
引

車
に

て
建

屋
外

設
備

(
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

等
）

の
運

搬
建

屋
外

8
班

1
7
:
5
0

外
4
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

6
班

，
建

屋
外

7
班

4
0
:
3
0

外
4
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯
水

槽
の

水
位

）
・

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

へ
の

燃
料

の
補

給
建

屋
外

1
班

2
-

※
：
各
作
業
内
容
の
実
施
に
必
要
な
時
間
を
示
す
。
（
複
数
回
に
分
け
て
実
施
の
場
合
は
，
作
業
時
間
の
合
計
）

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

経
過
時
間
（
時
：
分
）

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

4
:
0
0

建
屋
外

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

作
業
番

号
作

業
内

容
作

業
班

要
員
数

所
要
時
間
※

(
時
：
分
)

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

燃
2

外
4
6（

建
屋

外
5班

）
建

屋
外

1，
8班

外
9（

建
屋

外
2班

）

外
6
6（

建
屋

外
2班

）

建
屋

外
2，

8班
外

3
0（

建
屋

外
4
班

）
建

屋
外

4，
8班

外
4
7（

建
屋

外
8班

）

建
屋

外
4班

外
42

外
5
1

建
屋

外
5班

外
21

（
建

屋
外

1班
）

建
屋

外
1班

建
屋

外
1，

8班

建
屋

外
2，

3，
4，

5，
6班 外
8（

建
屋

外
2班

）

外
1
0（

建
屋

外
3班

）

外
1
1（

建
屋

外
4，

5班
）

外
2
5（

建
屋

外
6班

）

外
2
6（

建
屋
外
4
，
5
班
）

外
3
7（

建
屋
外
7
班
）

外
2

建
屋

外
7班 建

屋
外

4，
5，

7班

建
屋

外
3班

外
2
6

外
28

外
20

建
屋

外
3班

外
34

建
屋

外
4，

5，
6，

7班

外
5（

建
屋

外
4班

）
，

外
68

（
建

屋
外

5，
6，

7班
）

建
屋

外
1班

外
24

，
36

建
屋

外
4，

5班
外

43

外
5（

建
屋

外
5班

）

外
50

（
建

屋
外

4班
）

外
13

建
屋

外
1班

外
43

建
屋

外
6，

7班
外

51

外
3
8

外
2
4，

36

外
43

外
42

建
屋

外
4，

5，
6，

7班

建
屋

外
8班

外
5

外
5

外
45

（
建

屋
外

4，
5班

）

外
48

（
建

屋
外

6，
7班

）

燃
5

燃
2

燃
5

外
5（

建
屋

外
8班

）

外
17

-
1（

建
屋

外
1班

）

外
3（

建
屋

外
8班

）

外
17

-
1（

建
屋

外
1班

）

建
屋

外
3班

建
屋

外
3班

第
7
.
5
－

４
図
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・
建

屋
外

対
応

班
長

の
作
業

の
補

助
建

屋
外

対
応

班
員

1

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
用

1
台

及
び

環
境

監
視

測
定

設
備

用
3
台

）
燃

料
給

油
3
班

1

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

可
搬

型
計

測
ユ

ニ
ッ

ト
用

空
気

圧
縮

機
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1

燃
6

・
軽

油
貯

槽
か

ら
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
用

容
器

（
ド

ラ
ム

缶
等

）
へ

の
燃

料
の

補
給

及
び

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

の
運

搬
(
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
1
台

)
建

屋
外

1
班

2

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確
認

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外
8
班

3

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
除

灰
）

（
対

応
す

る
作

業
班

の
1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

2
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

建
屋

外
8
班

1
3

外
6

・
使

用
す

る
資

機
材

の
確
認

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

外
7

・
第

1
貯

水
槽

取
水

準
備

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

外
3
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

7
班

2

外
3
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6

外
3
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

3
班

2

外
4
0

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2

外
4
1

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2

外
4
2

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス
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敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8

外
4
3

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

敷
設

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵
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屋

ホ
ー

ス
展

張
車
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入
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可

部
分

の
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手
に

よ
る

運
搬

及
び

敷
設

）

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8

外
4
4

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

1
班

2

外
4
5

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵
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屋

用
の

可
搬

型
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屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵
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屋

）
建

屋
外

4
班
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建

屋
外

5
班

4

外
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6

・
使

用
済

燃
料
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入

れ
・
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蔵
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屋
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の

可
搬

型
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外
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ー

ス
と
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搬

型
建
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ー
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と
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接

続
建
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外
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班
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外

5
班

4

外
4
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
け

ん
引

車
に

て
建

屋
外

設
備

(
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

等
）

の
運

搬
建

屋
外

8
班

1

外
4
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

6
班
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建

屋
外

7
班

4

外
4
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視
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量
，

圧
力

，
第

1
貯
水

槽
の

水
位

）
・

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

へ
の

燃
料

の
補

給
建

屋
外

1
班

2

作
業
番

号
要
員
数

経
過
時
間
（
時
：
分
）

4
3
:
0
0

4
4
:
0
0

4
5
:
0
0

4
6
:
0
0

4
7
:
0
0

3
8
:
0
0

3
9
:
0
0

4
0
:
0
0

4
1
:
0
0

4
2
:
0
0

2
4
:
0
0

作
業

内
容

作
業

班

建
屋
外

3
7
:
0
0

2
5
:
0
0

3
0
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

外
53

外
53

（
建

屋
外

5班
）

外
5
7

外
5
7（

建
屋

外
6班

）

外
4
7（

建
屋

外
8班

）

外
71

（
建

屋
外

6班
）

外
5（

建
屋

外
8班

）

建
屋

外
4班

建
屋

外
6，

8班
以

降
，

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
の

状
態

を
確

認
し

，
建

屋
外

4，
5，

6，
7，

8班
に

て
，

対
応

す
る

。
建

屋
外

5班

建
屋

外
1班

外
50

（
建

屋
外

4班
）

建
屋

外
1班

燃
2

燃
5

燃
2

燃
5

燃
2

燃
5

建
屋

外
3班

建
屋

外
3班

建
屋

外
3班

第
7
.
5
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外

対
応

班
長

の
作
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の
補

助
建

屋
外

対
応

班
員

1

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
用

1
台

及
び

環
境

監
視

測
定

設
備

用
3
台

）
燃

料
給

油
3
班

1

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

可
搬

型
計

測
ユ

ニ
ッ

ト
用

空
気

圧
縮

機
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1

燃
6

・
軽

油
貯

槽
か

ら
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
用

容
器

（
ド

ラ
ム

缶
等

）
へ

の
燃

料
の

補
給

及
び

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

の
運

搬
(
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
1
台

)
建

屋
外

1
班

2

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確
認

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外
8
班

3

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
除

灰
）

（
対

応
す

る
作

業
班

の
1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

2
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

建
屋

外
8
班

1
3

外
6

・
使

用
す

る
資

機
材

の
確
認

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

外
7

・
第

1
貯

水
槽

取
水

準
備

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

外
3
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋
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の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外
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班

2

外
3
8

・
使
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済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵
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屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起
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確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6

外
3
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵
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屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型
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屋

外
ホ

ー
ス
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準

備
建

屋
外

3
班

2

外
4
0

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2

外
4
1

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋
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の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2

外
4
2

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8

外
4
3

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

敷
設

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

ホ
ー

ス
展

張
車

侵
入

不
可

部
分

の
人

手
に

よ
る

運
搬

及
び

敷
設

）

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8

外
4
4

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

1
班

2

外
4
5

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4

外
4
6

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
と

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4

外
4
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
け

ん
引

車
に

て
建

屋
外

設
備

(
可

搬
型

空
冷

ユ
ニ

ッ
ト

等
）

の
運

搬
建

屋
外

8
班

1

外
4
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

6
班

，
建

屋
外

7
班

4

外
4
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯
水

槽
の

水
位

）
・

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

へ
の

燃
料

の
補

給
建

屋
外

1
班

2

6
9
:
0
0

7
0
:
0
0

6
4
:
0
0

6
5
:
0
0

6
6
:
0
0

6
7
:
0
0

6
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

6
2
:
0
0

6
3
:
0
0

5
3
:
0
0

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

建
屋
外
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業
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号
作

業
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容
作

業
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員
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過
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（
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：
分
）

7
1
:
0
0

5
6
:
0
0

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

5
2
:
0
0

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
の

状
態

を
確

認
し

，
建

屋
外

4，
5，

6，
7，

8
班

に
て

，
対

応
す

る
。

建
屋

外
1班

建
屋

外
1班

燃
2

燃
5

燃
2

燃
5

燃
2

建
屋

外
3
班

建
屋

外
3班

建
屋

外
3班

第
7
.
5
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系
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１
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３
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第
7
.
5
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５
図

想
定
事
故
１
及
び
想
定
事
故
２
の

燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
１
／
1
6
）

燃
料
貯
蔵

プ
ー
ル

等
の
冷

却
等
の

機
能
喪

失
へ
の

対
処
手

段
①
代
替

注
水
設

備
に
よ

る
注
水

（
S
A
)

②
共
通

電
源
車

を
用
い

た
冷
却

機
能
等

の
回
復

③
サ
イ

フ
ォ
ン

ブ
レ
ー

カ
に
よ

る
漏
え

い
抑
制

（
S
A
)

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

冷
却

機
能

及
び

注
水

機
能

喪
失

（
想

定
事

故
１

）

注
水

機
能

喪
失

①

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
Ｒ
ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
記
号

凡
例

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
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安
全

冷
却

水
系

冷
却

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ｂ

系
）

冷
却

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
保

持
機

能
喪

失

６
７

８

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ｂ

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ｂ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ｂ

系
）

冷
却

水
保

持
機

能
喪

失

９

燃
料
貯
蔵

プ
ー
ル

等
の
冷

却
等
の

機
能
喪

失
へ
の

対
処
手

段
①
代
替

注
水
設

備
に
よ

る
注
水

（
S
A
)

②
共
通

電
源
車

を
用
い

た
冷
却

機
能
等

の
回
復

③
サ
イ

フ
ォ
ン

ブ
レ
ー

カ
に
よ

る
漏
え

い
抑
制

（
S
A
)

第
7
.
5
－
５
図

想
定
事
故
１
及
び
想
定
事
故
２
の

燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
２
／
1
6
）

1
0

1
1

１
２

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
Ｒ
ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
記
号

凡
例

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
の

要
因

で
機

能
喪

失
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プ
ー

ル
水

冷
却

系
冷

却
機

能
喪

失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ｂ
系

）
冷

却
機

能
喪

失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ｂ
系

）
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ｂ
系

）
冷

却
水

保
持

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
冷

却
機

能
喪

失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
冷

却
水

保
持

機
能

喪
失

燃
料
貯
蔵

プ
ー
ル

等
の
冷

却
等
の

機
能
喪

失
へ
の

対
処
手

段
①
代
替

注
水
設

備
に
よ

る
注
水

（
S
A
)

②
共
通

電
源
車

を
用
い

た
冷
却

機
能
等

の
回
復

③
サ
イ

フ
ォ
ン

ブ
レ
ー

カ
に
よ

る
漏
え

い
抑
制

（
S
A
)

第
7
.
5
－
５
図

想
定
事
故
１
及
び
想
定
事
故
２
の

燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
３
／
1
6
）

３
４

1
2

1
3

1
4

1
5

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
Ｒ
ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
記
号

凡
例

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
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安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

電
気

設
備

（
Ａ

系
）

機
能

喪
失

外
部

電
源

，
生

産
系

電
源

喪
失

非
常

用
所

内
電

源
系

統
（

Ａ
系

）
機

能
喪

失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

損
傷

（
安

全
系

Ａ
）

遮
断

器
変

圧
器

電
気

盤
類

故
障

（
安

全
系

Ａ
）

非
常

用
Ｄ

Ｇ
Ａ

故
障

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
Ａ

損
傷

６

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

電
路

損
傷

動
力

喪
失

遮
断

器
変

圧
器

電
気

盤
類

故
障

（
生

産
系

）

外
部

電
源

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

損
傷

（
生

産
系

）

②

第
7
.
5
－
５
図

想
定
事
故
１
及
び
想
定
事
故
２
の

燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
４
／
1
6
）

燃
料
貯
蔵

プ
ー
ル

等
の
冷

却
等
の

機
能
喪

失
へ
の

対
処
手

段
①
代
替

注
水
設

備
に
よ

る
注
水

（
S
A
)

②
共
通

電
源
車

を
用
い

た
冷
却

機
能
等

の
回
復

③
サ
イ

フ
ォ
ン

ブ
レ
ー

カ
に
よ

る
漏
え

い
抑
制

（
S
A
)

1
6

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
Ｒ
ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
記
号

凡
例

※
1
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失
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安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
機

能
喪

失

電
気

設
備

（
Ａ

系
）

機
能

喪
失

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

７

安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｃ
機

能
喪

失

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

電
気

設
備

（
Ｅ

系
）

機
能

喪
失

外
部

電
源

，
生

産
系

予
備

電
源

喪
失

非
常

用
Ｅ

系
機

能
喪

失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

損
傷

（
安

全
系

Ｅ
）

電
気

盤
類

故
障

（
安

全
系

Ｅ
）

非
常

用
Ｄ

Ｇ
Ａ

故
障

電
路

損
傷

動
力

喪
失

遮
断

器
変

圧
器

電
気

盤
類

故
障

（
生

産
系

）

外
部

電
源

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

損
傷

（
生

産
系

）

第
7
.
5
－
５
図

想
定
事
故
１
及
び
想
定
事
故
２
の
燃
料
損
傷
防
止
対
策
の

フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析
（
５
／
1
6
）

燃
料
貯
蔵

プ
ー
ル

等
の
冷

却
等
の

機
能
喪

失
へ
の

対
処
手

段
①
代
替

注
水
設

備
に
よ

る
注
水

（
S
A
)

②
共
通

電
源
車

を
用
い

た
冷
却

機
能
等

の
回
復

③
サ
イ

フ
ォ
ン

ブ
レ
ー

カ
に
よ

る
漏
え

い
抑
制

（
S
A
)

1
6

1
7

Ａ
Ｎ
Ｄ
ゲ
ー
ト

Ｏ
Ｒ
ゲ
ー
ト

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
記
号

凡
例

※
1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
4
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
※

1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失

※
1
，

※
2
，

※
4
，

※
5
の

要
因

で
機

能
喪

失
安

全
冷

却
水

系
（

Ａ
系

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
Ｃ

損
傷
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安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
保

持
機

能
喪

失

８ 安
全

冷
却

水
系

（
Ａ

系
）

冷
却

水
配

管
損

傷

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

Ａ
機

能
喪

失

電
気

設
備

（
Ａ

系
）

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

Ｃ
機

能
喪

失

電
気

設
備

（
Ｅ

系
）

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
冷

却
水

保
持

機
能

喪
失

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
冷

却
水

配
管

損
傷

プ
ー

ル
水

冷
却

系
（

Ａ
系

）
ポ

ン
プ

Ｃ
損

傷

プ
ー

ル
等

冷
却

水
保

持
機

能
喪

失
（

小
規

模
）

※
1

地
震

※
2

火
山

の
影

響
※

3
配

管
の

全
周

破
断

※
4

動
的

機
器

の
多

重
故

障
※

5
長

時
間

の
全

交
流

動
力

電
源

の
喪

失

1
9

プ
ー

ル
水

冷
却
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第 7.5－９図 想定事故１における燃料貯蔵プール等の水位と線量率の関係 
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燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電

機
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
1
班

，
建

屋
内

2
班

※
2

2

・
建

屋
外

対
応

班
長

・
放

射
線

対
応

班
長

-

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策

対
策

作
業

番
号

要
員

数
作

業
班

・
実

施
責

任
者

・
建

屋
対

策
班

長

・
現

場
管

理
者

状
態

監
視

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

・
要

員
管

理
班

・
情

報
管

理
班

・
通

信
班

長

作
業

番
号

対
策

7
1
:
0
0

6
2
:
0
0

6
3
:
0
0

6
4
:
0
0

6
5
:
0
0

6
6
:
0
0

6
7
:
0
0

6
8
:
0
0

6
9
:
0
0

7
0
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

5
6
:
0
0

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

6
2
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

5
6
:
0
0

※
2
：

建
屋

内
1
班

，
2
班

に
つ

い
て

は
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
の

建
屋

対
策

班
長

又
は

現
場

管
理

者
が

加
わ

り
対

策
を

実
施

す
る

。

6
6
:
0
0

6
7
:
0
0

6
8
:
0
0

6
9
:
0
0

7
0
:
0
0

7
1
:
0
0

6
3
:
0
0

6
4
:
0
0

6
5
:
0
0

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

建
屋

内
1
班

建
屋

内
2
班

放
対

5
班

放
対

2
班

放
対

3
，

4
班

第
7
.
5
－

1
1
図
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・
建

屋
外

対
応

班
長

の
作

業
の

補
助

建
屋

外
対

応
班

員
1

-

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
用

1
台

及
び

環
境

監
視

測
定

設
備

用
3
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

可
搬

型
計

測
ユ

ニ
ッ

ト
用

空
気

圧
縮

機
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
6

・
軽

油
貯

槽
か

ら
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
用

容
器

（
ド

ラ
ム

缶
等

）
へ

の
燃

料
の

補
給

及
び

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

の
運

搬
(
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
1
台

)
建

屋
外

1
班

2
-

外
1

・
第

1
貯

水
槽

か
ら

各
建

屋
ま

で
の

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
(
北

ル
ー

ト
)
の

確
認

燃
料

給
油

1
班

燃
料

給
油

2
班

2
0
:
3
5

外
2

・
第

1
貯

水
槽

か
ら

各
建

屋
ま

で
の

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
(
南

ル
ー

ト
)
の

確
認

建
屋

外
7
班

2
0
:
3
5

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確

認
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

8
班

3
0
:
1
0

外
4

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

ガ
レ

キ
撤

去
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

8
班

3
3
:
4
0

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
ガ

レ
キ

撤
去

）
（

対
応

す
る

作
業

班
の

1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

4
班

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

，
建

屋
外

8
班

1
1

-

外
6

・
使

用
す

る
資

機
材

の
確

認
建

屋
外

2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
2
0

外
7

・
第

1
貯

水
槽

取
水

準
備

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

3
班

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

1
0

0
:
1
0

外
3
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
運

搬
建

屋
外

7
班

2
0
:
1
0

外
3
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
設

置
及

び
起

動
確

認
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
7
班

6
0
:
3
0

外
3
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

で
敷

設
す

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
準

備
建

屋
外

3
班

2
0
:
3
0

外
4
0

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
で

運
搬

す
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

準
備

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
0
:
3
0

外
4
1

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

運
搬

車
に

よ
る

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

設
置

（
金

具
類

，
可

搬
型

流
量

計
，

可
搬

型
圧

力
計

）
建

屋
外

3
班

2
1
:
3
0

外
4
2

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

ホ
ー

ス
展

張
車

に
よ

る
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

の
敷

設
及

び
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
0
:
3
0

外
4
3

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

敷
設

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

ホ
ー

ス
展

張
車

侵
入

不
可

部
分

の
人

手
に

よ
る

運
搬

及
び

敷
設

）

建
屋

外
4
班

，
建

屋
外

5
班

建
屋

外
6
班

，
建

屋
外

7
班

8
1
:
0
0

外
4
4

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

の
試

運
転

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

1
班

2
0
:
3
0

外
4
5

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
の

状
態

確
認

（
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

）
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
4
6

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

用
の

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
と

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
と

の
接

続
建

屋
外

4
班

，
建

屋
外

5
班

4
0
:
3
0

外
4
7

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
け

ん
引

車
に

て
建

屋
外

設
備

(
空

冷
ユ

ニ
ッ

ト
等

）
の

運
搬

建
屋

外
8
班

1
7
:
5
0

外
4
8

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

流
量

及
び

圧
力

の
調

整
建

屋
外

6
班

，
建

屋
外

7
班

4
0
:
3
0

外
4
9

・
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

へ
の

水
の

供
給

及
び

状
態

監
視

（
流

量
，

圧
力

，
第

1
貯

水
槽

の
水

位
）

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

外
1
班

2
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

建
屋

外

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

2
3
:
0
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

1
3
:
0
0

2
2
:
0
0

所
要

時
間

※
(
時

：
分

)
1
6
:
0
0

外
3
7

外
4
6
（

建
屋

外
5班

）

燃
料

給
油

1，
2
班

建
屋

外
1
，

8
班

燃
7
（

燃
料

給
油

2
班

）

建
屋

外
7
班

外
5
（

建
屋

外
8班

）
，

外
2
1（

建
屋

外
1
班

）

外
4（

建
屋

外
8
班

）

外
9（

建
屋

外
2
班

）
外

6
6
（

建
屋

外
2
班

）

建
屋

外
2
，

8
班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

）

建
屋

外
4
，

8
班

外
4
7
（

建
屋

外
8
班

）

建
屋

外
4
班

外
4
2

外
5
1

建
屋

外
5
班

建
屋

外
1班

建
屋

外
2
，

3
，

4
，

5，
6
班

外
8（

建
屋

外
2
班

）

外
1
0
（

建
屋

外
3班

）

外
1
1
（

建
屋

外
4，

5
班

）

外
2
5
（

建
屋

外
6班

）

外
2
6（

建
屋

外
4
，
5
班
）

外
3
7（

建
屋

外
7
班
）外
2

建
屋

外
7
班 建

屋
外

4
，

5
，

7
班

建
屋

外
3
班

外
2
6

外
2
8

外
2
0

建
屋

外
3班

外
3
4

建
屋

外
4
，

5
，

6
，

7
班

外
5（

建
屋

外
4
班

）
，

外
6
8
（

建
屋

外
5
，

6
，

7班
）

建
屋

外
1
班

外
2
4
，

3
6

外
4
5
（

建
屋

外
4
，

5
班

）

外
4
8
（

建
屋

外
6
，

7
班

）

建
屋

外
4
，

5
班

外
4
3

外
5
（

建
屋

外
5班

）

外
5
0
（

建
屋

外
4
班

）

外
1
3

建
屋

外
1
班

外
4
3

建
屋

外
6
，

7班
外

5
1

外
3
8

外
2
4，

3
6

外
4
3

外
4
2

建
屋

外
4，

5
，

6
，

7
班

建
屋

外
8
班

外
5

外
5

燃
2

燃
5

燃
2

燃
5

外
4
（

建
屋

外
8
班

）

外
1
7-

1
（

建
屋

外
1
班

）

外
3
（

建
屋

外
8
班

）

外
1
7
-
1
（

建
屋

外
1
班

）建
屋

外
1
，

8
班

燃
料

給
油

3
班

燃
料

給
油

3
班

第
7
.
5
.
－

1
2
図
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・
建

屋
外

対
応

班
長

の
作

業
の

補
助

建
屋

外
対

応
班

員
1

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
用

1
台

及
び

環
境

監
視

測
定

設
備

用
3
台

）
燃

料
給

油
3
班

1

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）
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燃
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搬
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縮
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台
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搬
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燃
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台
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0
0

2
4
:
0
0

作
業

内
容

作
業

班
要

員
数

経
過

時
間

（
時

：
分

）

3
9
:
0
0

4
0
:
0
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0
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0
0

3
8
:
0
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班
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班
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班
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班
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班
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燃
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燃
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燃
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燃
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燃
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燃
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燃
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燃
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第 7.5－15 図 想定事故２における燃料貯蔵プール等の水位と線量率の関係 
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7.6 放射性物質の漏えいへの対処 

放射性物質の漏えいについては，「6.1 重大事故の発生を仮定する際

の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，

液体状，固体状及び気体状の放射性物質の閉じ込め機能の喪失が発生した

場合においても，発生は想定されないことから，放射性物質の漏えいへの

対処に関する有効性評価は不要である。 

 

 

８－７－717



 

7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処 

7.7.1 重大事故等の同時発生 

7.7.1.1 同時発生が想定される重大事故等の種類と想定する条件 

同種の重大事故等の同時発生については，「7.2 冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固への対処」，「7.3 放射線分解により発生する水素による爆発

への対処」及び「7.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷への対処」に，

重大事故等対策の有効性を示す。 

異種の重大事故等の同時発生は，外的事象の「地震」，「火山の影響」

又は内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」による安全機能の喪失

によって，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解により発生

する水素による爆発」及び「使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷（想定事

故２）」が同時に発生する事象であり，また，内的事象の「動的機器の多

重故障」により，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水

系（再処理設備本体用）の冷却塔又は冷却水循環ポンプが機能喪失するこ

とによって，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「放射線分解により

発生する水素による爆発」が同時に発生する事象である。 

重大事故等の同時発生の範囲を考慮すると，外的事象の「地震」，

「火山の影響」又は内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を要因

とした場合が最も多くの重大事故等の発生が想定され，また，外的事象の

「地震」が重大事故等の発生の要因として最も厳しい。 

以上より，重大事故等の同時発生の有効性評価は，外的事象の「地震」

を代表事例として，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」及び「使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷

（想定事故２）」（以下7.7では「蒸発乾固」，「水素爆発」及び「想定

事故２」という。）の同時発生を対象に実施する。 
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重大事故等の同時発生を仮定する機器と重大事故等の種類の関係を第

7.7－１表に示す。 
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7.7.1.2 重大事故等が同時発生した場合の有効性評価の範囲 

各重大事故等へ講じられる対策は，各々違う観点で実施される。蒸発

乾固の場合は，貯槽又は濃縮缶（以下7.7では「貯槽等」という。）に内

包する溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム溶液及び高レベル廃液（以下

7.7では「高レベル廃液等」という。）の温度を沸点未満に維持する又は

貯槽等の液位を維持する観点で実施され，水素爆発の場合は，高レベル廃

液等を内包する貯槽等の気相部の水素濃度を未然防止濃度未満及び可燃限

界濃度未満に維持する観点で実施され，想定事故２の場合は，燃料貯蔵プ

ール等の水位を維持する観点で実施される。各重大事故等対策におけるこ

れらの観点は，重大事故等が同時発生した場合であっても同じであり，各

重大事故等対策が競合することはない。 

各重大事故等対策に使用する重大事故等対処設備は，重大事故等ごと

に専用の設備を整備する又は兼用する場合であっても重大事故等の同時発

生を前提として必要な容量を有する設計としている。 

具体的には，重大事故等対処設備のうち，蒸発乾固及び想定事故２に

対して異なる場所で同時に使用する可搬型中型移送ポンプについては，そ

れぞれ必要な容量及び個数を確保しており，建屋ごとに配置する可搬型発

電機及び可搬型空気圧縮機は，蒸発乾固への対処及び水素爆発への対処で

兼用することを予め考慮して必要な容量を確保している。 

また，重大事故等への対処手順も，重大事故等が同時発生することを

前提に各々の重大事故等の相互影響を考慮し整備している。 

以上より，重大事故等が同時発生した場合であっても，各重大事故等

対策の有効性評価は個別に評価することが可能だが，各重大事故等が発生

した場合の事故時環境が相互に与える影響を考慮する必要がある。 

各重大事故等が発生した場合の事故時環境が相互に与える影響及び有
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効性評価の要否の詳細を以下に示す。 

 (１) 重大事故等の発生防止対策 

蒸発乾固及び水素爆発が同一の機器内で発生する場合には，発生防

止対策の有効性評価において，相互に与える影響を考慮する必要があ

る。 

想定事故２の事故影響は，「7.5.2.2.3 重大事故等の同時発生又は

連鎖」に記載したとおり，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を越

えて蒸発乾固又は水素爆発の発生を仮定する前処理建屋，分離建屋，

精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラ

ス固化建屋に及ぶことはなく，以下の(２)においても同様である。 

 ａ．蒸発乾固の発生防止対策 

水素爆発が蒸発乾固の発生防止対策に与える影響は，水素爆発が発

生すると仮定した場合，水素爆発に伴い生じるエネルギは数十ＭＪ程

度であり，水素爆発により生じたエネルギが全て高レベル廃液等に付

加されることを仮定したとしても，高レベル廃液等の温度上昇は１℃

未満であり，貯槽等からの実際の放熱による除熱効果を考慮すれば，

その影響は無視できる程度であることから，水素爆発の影響によって

蒸発乾固の発生防止対策に影響を与えることはなく，重大事故等が同

時発生した場合の蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価における評価

条件及び評価結果は，「7.2.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評

価」に記載した内容と同じである。 

 ｂ．水素爆発の発生防止対策 

高レベル廃液等の沸騰に伴う気泡の発生は，高レベル廃液等内の水

素を気相部に追い出す効果となるため，沸騰により水素発生Ｇ値が増

加し，水素発生量が増加するという特徴を有する。 
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以上より，重大事故等が同時発生した場合の水素爆発の発生防止対

策の有効性評価は，水素発生量の増加に着目し有効性評価を実施する。 

 

 (２) 重大事故等の拡大防止対策 

蒸発乾固及び水素爆発が同一の機器内で発生する場合には，拡大防

止対策の有効性評価において，相互に与える影響を考慮する必要があ

る。 

 ａ．蒸発乾固の拡大防止対策 

水素爆発が蒸発乾固の拡大防止対策に与える影響は，「7.7.1.2(１) 

ａ．蒸発乾固の発生防止対策」に記載したとおりであり，拡大防止対

策においてもその影響は無視できる程度であることから，水素爆発の

影響によって蒸発乾固の拡大防止対策に影響を与えることはなく，重

大事故等が同時発生した場合の蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価

における評価条件及び評価結果は，「7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防止対

策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 ｂ．水素爆発の拡大防止対策 

蒸発乾固が水素爆発の拡大防止対策に与える影響は，「7.7.1.2(１) 

ｂ．水素爆発の発生防止対策」に記載したとおりであり，水素爆発の

拡大防止対策の有効性評価は，水素発生量の増加に着目し有効性評価

を実施する。 

 ｃ．大気中への放射性物質の放出量 

蒸発乾固及び水素爆発が同時に発生した場合には，大気中への放射

性物質の放出量が増加することから，重大事故等が同時発生した場合

の大気中への放射性物質の放出量を評価する。 
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 ｄ．想定事故２の燃料損傷防止対策 

   「7.2.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖」及び「7.3.2.2.3 重

大事故等の同時発生又は連鎖」に記載したとおり，蒸発乾固及び水素

爆発の事故影響が，貯槽等のバウンダリを越えて波及することは想定

されないことから，重大事故等が同時発生した場合の想定事故２の燃

料損傷防止対策の有効性評価における評価条件及び評価結果は，

「7.5.2.2 想定事故２の燃料損傷防止対策の有効性評価」に記載した

内容と同じである。 
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7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場合の拡大防止対策の有効性評価 

7.7.1.3.1 有効性評価 

 (１) 有効性評価の考え方 

   水素掃気用の圧縮空気の供給は，沸騰による水素発生Ｇ値の上昇に伴

う水素発生量の増加を考慮しても，貯槽等内の水素濃度が未然防止濃

度に至るまでの時間よりも前に，水素爆発の発生を未然に防止する又

は水素爆発が続けて生じることを防止するために必要な貯槽等への圧

縮空気の供給の準備を完了でき，圧縮空気を供給することで，貯槽等

の気相部の水素濃度が未然防止濃度に至らずに低下傾向を示し，可燃

限界濃度未満で平衡に達することを評価する。 

また，大気中への放射性物質の放出量の評価は，重大事故等が同時

発生した影響を考慮して評価する。 

 

 (２) 有効性評価の単位 

   有効性評価の単位は「7.3.1.2.1 (４) 有効性評価の評価単位」に記載

した内容と同じである。 

 

 (３) 機能喪失の条件 

機能喪失の条件は「7.3.1.2.1(５) 機能喪失の条件」に記載した内容

と同じである。 

 

 (４) 事故の条件及び機器の条件 

「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル

廃液等の保有量」設定の考え方は，「7.3.1.2.1 (６) 事故の条件及び

機器の条件」に記載した内容と同じである。 
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沸騰時の水素発生Ｇ値は，沸騰による気泡の発生の影響を考慮し，

設計条件として用いた値の５倍と仮定する。また，高レベル濃縮廃液

貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，高レベル廃液混合槽，供給液槽及

び供給槽の高レベル廃液等の水素発生Ｇ値については，東海再処理施

設の測定実測を踏まえて1/20としているが，沸騰時には本効果は見込

まないこととする。 

 ａ．可搬型空気圧縮機 

「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の有効性評価」に記載した可搬

型空気圧縮機の機器の条件は，沸騰による水素発生Ｇ値の上昇に伴う

水素発生量の増加を見込んで設定された条件であることから，単独発

生の場合も同時発生の場合も，可搬型空気圧縮機の機器の条件に変更

はなく，「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載し

た内容と同じである。 

 ｂ．圧縮空気手動供給ユニット 

圧縮空気手動供給ユニットの機器の条件は，沸騰による水素発生Ｇ

値の上昇に伴う水素発生量の増加を見込んで設定された条件であるこ

とから，単独発生の場合も同時発生の場合も，圧縮空気手動供給ユニ

ットの機器の条件に変更はなく，「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策

の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 

 (５) 操作の条件 

「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載している

重大事故等の操作の条件は，重大事故等が同時発生した場合を前提と

して整備したものであることから，重大事故等が同時発生した場合に

おいても同じである。 
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 (６) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開 

   単独発生を仮定した場合であっても，同時発生を仮定した場合であっ

ても，大気中への放射性物質の放出量の評価条件に変わりはなく，

「7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価」及び「7.3.2.2 

水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載したとおりである。 

 ａ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物

質の放出量評価 

空気貯槽（水素掃気用），圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供

給ユニット，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユ

ニット（以下7.7では「空気貯槽等」という）から供給される圧縮空気

に同伴する放射性物質は，事故影響が顕在化する前の平常運転状態に

おける貯槽等の気相部の放射性物質が対象であり，重大事故等が同時

発生した場合であっても，高レベル廃液等が沸騰する等，事故影響が

顕在化するまでの間の貯槽等の気相部の状態に変化はなく，「7.3.2.2 

水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 ｂ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの主排気筒を介した大気中

への放射性物質の放出量評価 

 (ａ) 重大事故等が同時発生した場合でも，放射性物質の放出量評価の対

象となる貯槽等が保有する放射性物質量に違いはない。 

 (ｂ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，

高レベル廃液等が沸騰している状態において，貯槽等の気相部で水素

爆発が発生することで，貯槽等外への移行量が増大する可能性がある

ものの，高レベル廃液等の沸騰を対象として設定している移行割合は，

試料容器以降で捕集された物質も対象とし，本来，移行率に含まれな

い粗大粒子を含めて設定している。以上より，重大事故等の同時発生
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を仮定した場合であっても，高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移

行する放射性物質の割合に違いはなく，「7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防

止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 (ｃ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，冷却コイル又は冷

却ジャケットへの通水実施までの時間に依存するが，冷却コイル又は

冷却ジャケットへの通水実施のための作業計画は，重大事故等が同時

発生した場合を前提として構築されており，「7.2.2.2 蒸発乾固の拡

大防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 (ｄ) 放射性物質の除染係数は，水素爆発による風量増加が影響する可能

性があるものの，風量増加は瞬時の現象であり，恒常的に除染係数が

悪化することは想定されないことから，「7.2.2.2 蒸発乾固の拡大防

止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 ｃ．水素爆発を未然に防止するための圧縮空気の供給又は水素爆発の再発

を防止するための圧縮空気の供給が成功した場合の主排気筒を介した

大気中への放射性物質の放出量評価 

沸騰開始前までは，貯槽等の気相部の放射性物質の濃度に変化はな

く，「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載した内

容と同じである。また，高レベル廃液等が沸騰した後は，沸騰に伴う

放射性物質の移行に包含され，その影響は上記ｂ．に記載したとおり

である。 

 ｄ．水素爆発を想定する場合の主排気筒を介した大気中への放射性物質の

放出量評価 

 (ａ) 重大事故等が同時発生した場合でも，放射性物質の放出量評価の対

象となる貯槽等が保有する放射性物質量に違いはなく，「7.3.2.2 水
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素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 (ｂ) 気相中に移行する放射性物質の割合は，沸騰している状態では蒸気

により貯槽等の気相部の気体が掃気され水素濃度が低下することによ

り，爆発により発生する圧力が低下するが，設定した気相中に移行す

る割合は厳しい結果を与える設定としているため，「7.3.2.2 水素爆

発の拡大防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じとする。 

 (ｃ) 事故の影響を受ける割合は，水素爆発時の貯槽等内の高レベル廃液

等の深さに依存するパラメータであり，沸騰している状態において注

水するため，液深さが減少するものではないことから，「7.3.2.2 水

素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

 (ｄ) 放射性物質の除染係数は，凝縮器による蒸気の凝縮により，高性能

粒子フィルタが所定の性能を発揮できること，沸騰に伴う水素発生量

の増加を考慮した水素爆発を仮定しても可搬型フィルタの性能に影響

を与えないことから，「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評

価」に記載した内容と同じである。 

 

 (７) 判断基準 

重大事故等が同時発生した場合における水素爆発の発生防止対策及

び拡大防止対策の判断基準は，「7.3.1.2 水素爆発の発生防止対策の

有効性評価」及び「7.3.2.2 水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」

に記載した内容と同じである。 

大気中への放射性物質の放出量評価は，蒸発乾固及び水素爆発の発

生による放射性物質の放出量の合計がセシウム－137換算で100ＴＢｑ

を十分下回るものであって，かつ，実行可能な限り低いこと。 
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7.7.1.3.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策 

   水素掃気用の圧縮空気の供給に関する作業計画は，重大事故等の同時

発生を前提として整備していることから，「7.3.2.2 水素爆発の拡大

防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 

   高レベル廃液等が沸騰に至った場合，水素発生Ｇ値は大きくなり，水

素の発生量は通常時より相当多くなるものの，発生防止対策である機

器圧縮空気自動供給ユニット，拡大防止対策である圧縮空気手動供給

ユニットによる水素掃気量は，水素の発生量に対してそれぞれ十分な

流量を確保しており，水素濃度は最も高くなる精製建屋のプルトニウ

ム濃縮液一時貯槽の場合であっても，貯槽等内の水素濃度は最大でド

ライ換算約4.9ｖｏｌ％まで上昇するが，貯槽等内の水素濃度は未然防

止濃度に至ることはない。その後，可搬型空気圧縮機から圧縮空気を

供給することにより，貯槽等内の水素濃度は低下傾向を示し，貯槽等

内の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持できる。 

   以上の有効性評価結果を第7.7－２表から第7.7－６表に，対策実施時

のパラメータの推移を第7.7－１図に示す。 

 ｂ．大気中への放射性物質の放出量 

   重大事故等ごとの大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等が同

時発生した場合でも単独発生の場合と同じであり，全ての建屋の蒸発

乾固及び水素爆発による放出量を合計した場合，合計で約２×10－３Ｔ

Ｂｑとなり，100ＴＢｑを十分下回るものであって，かつ，実行可能な

限り低い。 

   重大事故等が同時発生した場合の各建屋の主排気筒を介した大気中へ
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の放射性物質の放出量及び大気中への放射性物質の放出量（セシウム

－137換算）の詳細を第7.7－７表に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

 (ａ) 想定事象の違い 

想定事象の違いが有効性評価結果に与える影響は，単独発生，同時

発生の仮定に因らないことから，「7.2.1.2.2 有効性評価の結果」及

び「7.3.1.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

 (ｂ) 実際の水素発生量，空間容量及び空間における混合の観点 

水素発生量は，高レベル廃液等の沸騰に伴い増加するが，これを考

慮した十分な圧縮空気を供給できることから，判断基準を満足するこ

とに変わりはない。 

 (ｃ) 放射性物質の放出量評価に用いるパラメータの不確かさ 

 ⅰ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

貯槽等に内包する放射性物質量は，単独発生，同時発生の仮定に因

らないことから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載したとお

りである。 

  (ⅱ) 空気の供給により影響を受ける割合 

空気の供給により影響を受ける割合は，貯槽等に供給する圧縮空気

によるかくはん，掃気の条件に依存するパラメータであり，高レベル

廃液等の沸騰前の場合，単独発生，同時発生の仮定に因らないことか

ら，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 
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  (ⅲ) 放射性物質が気相中に移行する割合 

放射性物質が気相中に移行する割合は，高レベル廃液等の沸騰前の

場合，単独発生，同時発生の仮定に因らないことから，「7.3.2.2.2 

有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

大気中への放出経路における除染係数は，高レベル廃液等の沸騰前

の場合，単独発生，同時発生の仮定に因らないことから，

「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。  

  ⅱ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの主排気筒を介した大気

中への放射性物質の放出量評価  

(ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

貯槽等に内包する放射性物質量の設定は，単独発生，同時発生の仮

定に因らないことから，「7.2.2.2.2 有効性評価の結果」に記載し

たとおりである。 

(ⅱ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの時間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

水素爆発により生じるエネルギーは数十ＭＪ程度であり，水素爆発

により生じたエネルギーが全て高レベル廃液等に付与されたとしても，

高レベル廃液等の温度上昇は１℃未満と限定的であり，実際の放熱条

件の安全余裕の内数であると判断できることから，高レベル廃液等が

沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの時間のうち，放射性物質

の放出に寄与する時間割合は「7.2.2.2.2 有効性評価の結果」に記

載した内容と同じである。 

  (ⅲ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，
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高レベル廃液等が沸騰している状態において，貯槽等の気相部で水素

爆発が発生することで，貯槽等の外への移行量が増大する可能性があ

るものの，その増加の影響は，水素爆発による放射性物質の移行率に

含まれることから，単独発生の場合に上振れとして参照した臨界に伴

う沸騰時の移行率である0.05％を上回ることは想定し難く，

「7.2.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

大気中への放出経路における除染係数は，水素爆発による風量増加

が影響する可能性があるものの，風量増加は瞬時の現象であり，恒常

的に除染係数が悪化することは想定されないことから，「7.2.2.2.2 

有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

(ⅴ) 貯槽等への注水による高レベル廃液等の温度低下に起因する不確かさ 

貯槽等への注水による高レベル廃液等の温度低下による放出量への

影響は，単独発生，同時発生の仮定に因らないことから，

「7.2.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

ⅲ．水素爆発を未然に防止するための圧縮空気の供給又は水素爆発の

再発を防止するための圧縮空気の供給が成功した場合の主排気筒を

介した大気中への放射性物質の放出量評価 

  (ⅰ) 貯槽等が保有する放射性物質量 

貯槽等が保有する放射性物質量の設定は，単独発生，同時発生の仮

定に因らないことから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載し

たとおりである。 

  (ⅱ) 事故の影響を受ける割合 

貯槽等に供給する圧縮空気によるかくはん，掃気の条件に依存する

パラメータであり，沸騰している状態で液深さが減少するものではな
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いことから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同

じである。 

  (ⅲ) 気相中に移行する放射性物質の割合 

圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，沸騰

により増加する可能性はあるが，高レベル廃液等の沸騰により気相中

へ移行する割合と比較すると十分小さく，沸騰に包含される。 

  (ⅳ) 貯槽等から主排気筒までの放射性物質の除染係数 

放射性物質の除染係数は，高レベル廃液等の沸騰による蒸気発生が

影響する可能性があるものの，凝縮器による蒸気の凝縮により，高性

能粒子フィルタが所定の性能を発揮できることから，「7.3.2.2.2 

有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。   

ⅳ．水素爆発を想定する場合の主排気筒を介した大気中への放射性物

質の放出量評価 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

貯槽等に内包する放射性物質量の設定は，単独発生，同時発生の仮

定に因らないことから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載し

たとおりである。 

  (ⅱ) 水素爆発により影響を受ける割合 

水素爆発により影響を受ける割合は，単独発生，同時発生の仮定に

因らないことから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載したと

おりである。 

  (ⅲ) 放射性物質が気相中に移行する割合 

放射性物質が気相中に移行する割合は，沸騰している状態では蒸気

により貯槽等の気相部の気体が掃気され水素濃度が低下することによ

り，爆発により発生する圧力が低下するが，厳しい結果を与える設定
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であることから，「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容

と同じである。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

大気中への放出経路における除染係数は，高レベル廃液等の沸騰に

よる蒸気発生が影響する可能性があるものの，凝縮器による蒸気の凝

縮により，高性能粒子フィルタが所定の性能を発揮できることから，

「7.3.2.2.2 有効性評価の結果」に記載した内容と同じである。 

ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

(ａ) 実施組織要員の操作 

重大事故等が同時発生することを前提として，対処の制限時間に対

して，重大事故等対策の実施に必要な準備作業を十分な余裕を確保し

て完了できるよう計画しており，実施組織要員の操作が有効性評価に

与える影響は，「7.2.1.2.2 有効性評価の結果」，「7.3.1.2.2 有

効性評価の結果」及び「7.5.2.2 想定事故２の燃料損傷防止対策の有

効性評価」に記載した内容と同じである。 

(ｂ) 作業環境 

作業環境の不確かさが有効性評価に与える影響は，単独発生，同時

発生の仮定に因らないことから，「7.2.1.2.2 有効性評価の結果」，

「7.3.1.2.2 有効性評価の結果」及び「7.5.2.2 想定事故２の燃料

損傷防止対策の有効性評価」に記載した内容と同じである。 
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7.7.1.3.3 判断基準への適合性の検討 

水素掃気用の圧縮空気の供給は，重大事故等が同時発生した場合であ

っても，水素爆発を未然に防止するための圧縮空気の供給と同様，圧縮空

気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自動供給ユニ

ット及び圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気の供給により，実施組

織要員の対処時間を確保し，２系統の代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気

供給配管からの圧縮空気の供給を行い，水素爆発を仮定する貯槽等内の水

素濃度を可燃限界濃度未満にすることにより，水素爆発の事態の収束を図

り，安定状態を維持できることを確認した。 

事態が収束するまでの主排気筒を介した大気中への放射性物質の放出

量（セシウム－137 換算）は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋以外の全ての

建屋で合計約２×10－３ＴＢｑであり，100ＴＢｑを十分下回るものであっ

て，かつ，実行可能な限り低いことを確認した。 

不確かさの影響評価として，「事象，事故の条件及び機器の条件の不

確かさの影響」及び「操作の条件の不確かさの影響」が有効性評価へ与え

る影響を確認し，重大事故等が同時発生した場合であっても，単独で発生

した場合と同様に，影響は小さく，判断基準を満足することに変わりはな

いことを確認した。 
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7.7.1.4 重大事故等が同時発生した場合の必要な要員及び資源 

重大事故等が同時発生した場合に必要な要員及び資源は，「7.2.3 蒸

発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源」，

「7.3.3 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資

源」及び「7.5.3 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防止対策に必要

な要員及び資源」に記載したとおりである。 

要員及び資源の有効性評価については，同時に又は連鎖して発生する

事象の影響の考慮の他，付帯する対処の影響を考慮する必要があるため，

「7.8 必要な要員及び資源の評価」において示す。 
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7.7.2 重大事故等の連鎖 

連鎖して発生する重大事故等の整理は，起因となる重大事故等の事故

影響によって，他の重大事故等の発生を防止している安全機能が喪失する

か否か及び互いの重大事故等対策を阻害せず，有効に機能することを事象

ごとに確認する。また，特定にあたっては，溶液の性状等の変化に伴って

顕在化する可能性のある現象に留意する。想定する事故時の環境条件は，

「温度」，「圧力」，「湿度」，「放射線」，「物質（水素，蒸気，煤煙，

放射性物質，その他）及びエネルギの発生」，「転倒・落下による荷重」

及び「腐食環境」を考慮する。 
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7.7.2.1 臨界事故  

 (１) 事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等

の特定 

臨界事故を起因とした場合に連鎖して発生する重大事故等は，臨界

事故発生の前提となる核燃料物質の集積及び臨界事故発生後の核分裂

生成物の生成を考慮しても，未臨界移行後は，放熱によって溶液の沸

騰が継続することはないこと，臨界事故による放射線分解水素の発生

を考慮しても水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％を超えないこと，有機

溶媒の混入がないこと及び想定される温度，圧力，腐食環境等の環境

条件によってバウンダリが喪失することがないことから，発生するこ

とはない。 

 

 (２) 重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して

発生する重大事故等の特定 

貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジル

コニウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれら

のバウンダリが喪失することはなく，温度及び放射線以外の貯槽等内

の環境条件が，貯槽等外へ及ぶことはない。 

温度及び放射線の影響は，貯槽等外へ及ぶものの，温度は最大でも

110℃程度であり，放射線については躯体による遮蔽によって，これら

の影響が十分な厚さを有するセルを超えてセル外へ及ぶことはない。

また，セル内の安全機能を有する機器は，これらの環境条件で健全性

を損なうことはない。 

以上より，自らの貯槽等以外の安全機能への影響はなく，その他の

重大事故等が連鎖して発生することはない。 
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7.7.2.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固  

 (１) 事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等

の特定 

冷却機能の喪失による蒸発乾固を起因とした場合に連鎖して発生す

る重大事故等は，沸騰による高レベル廃液等の濃縮による放射性物質

及び核燃料物質の濃度の上昇に対しては，想定される変動範囲におい

て核的制限値を逸脱することがないこと，水素発生量の増加に対して

は，安全圧縮空気系の圧縮空気供給量が十分な余力を有していること，

有機溶媒の混入がないこと及び想定される温度，圧力，腐食環境等の

環境条件によってバウンダリが喪失することがないことから，発生す

ることはない。 

 

 (２) 重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して

発生する重大事故等の特定 

   貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジル

コニウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれら

のバウンダリが喪失することはなく，温度及び放射線以外の貯槽等内

の環境条件が，貯槽等外へ及ぶことはない。 

   温度及び放射線の影響は，貯槽等外へ及ぶものの，温度は最大でも

120℃程度であり，放射線は平常運転時と変わらず，これらの影響が十

分な厚さを有するセルを超えてセル外へ及ぶことはない。また，セル

内の安全機能を有する機器は，これらの環境条件で健全性を損なうこ

とはない。 

   以上より，自らの貯槽等以外の安全機能への影響はなく，その他の重

大事故等が連鎖して発生することはない。 
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7.7.2.3 放射線分解により発生する水素による爆発 

 (１) 事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等

の特定 

放射線分解により発生する水素による爆発を起因とした場合に連鎖

して発生する重大事故等は，未然防止濃度で水素爆発が発生した際に

は，高レベル廃液等の温度及び圧力が上昇するものの，想定される変

動範囲において核的制限値を逸脱することがないこと，ｎ－ドデカン

の引火点に至らないこと，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の開始温

度に至らないこと及び想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件

によってバウンダリが喪失することがないことから，発生することは

ない。 

 

 (２) 重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して

発生する重大事故等の特定 

貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質は，ステンレス鋼又はジル

コニウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれら

のバウンダリが喪失することはなく，温度及び放射線以外の貯槽等内

の環境条件が，貯槽等外へ及ぶことはない。 

   温度及び放射線の影響は，貯槽等外へ及ぶものの，水素爆発に伴う貯

槽等の構造材の温度変化は数℃であり，放射線は平常運転時と変わら

ず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセル外へ及ぶこ

とはない。また，セル内の安全機能を有する機器も，これらの環境条

件で健全性を損なうことはない。 

 以上より，自らの貯槽等以外の安全機能への影響はなく，その他の

重大事故等が連鎖して発生することはない。 
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7.7.2.4 有機溶媒等による火災又は爆発（ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応） 

 (１) 事故進展によりプルトニウム濃縮缶において発生する重大事故等の特定 

   有機溶媒等による火災又は爆発（ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応）

を起因とした場合に連鎖して発生する重大事故等は，プルトニウム濃

縮液は約 800ｇＰｕ／Ｌと平常運転時と比べてプルトニウム濃度が高い

状態であるが，プルトニウム濃縮缶は全濃度安全形状寸法管理により

臨界事故の発生を防止していること，セルへの放熱を考慮すると，加

熱蒸気の供給停止によりプルトニウム濃縮液の温度は沸点を下回るこ

と，水素発生量が平常運転時よりも多いものの，安全圧縮空気系の圧

縮空気供給量が水素発生量に対して十分な余力を有していること，有

機溶媒の混入がないこと，プルトニウム濃縮缶内にｎ－ドデカンはな

く，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によりＴＢＰ等は全量が消費さ

れること及び想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によって

バウンダリが喪失することがないことから，発生することはない。 

 

 (２) 重大事故等が発生したプルトニウム濃縮缶以外の安全機能への影響及

び連鎖して発生する重大事故等の特定 

プルトニウム濃縮缶に接続する機器，配管の材質は，ジルコニウム

及びステンレス鋼であり，想定される温度，圧力等の環境条件によっ

てこれらのバウンダリが喪失することはなく，温度及び放射線以外の

プルトニウム濃縮缶内の環境条件が，プルトニウム濃縮缶外へ及ぶこ

とはない。 

温度及び放射線の影響は，プルトニウム濃縮缶外へ及ぶものの，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応に伴う貯槽等の構造材の温度変化は
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数℃であり，放射線は平常運転時と変わらず，これらの影響が十分な

厚さを有するセルを超えてセル外へ及ぶことはない。また，セル内の

安全機能を有する機器も，これらの環境条件で健全性を損なうことは

ない。 

以上より，プルトニウム濃縮缶以外の安全機能への影響はなく，その

他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 
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7.7.2.5 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷 

 (１) 事故進展により自らの燃料貯蔵プール等において発生する重大事故

等の特定 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷を起因とした場合に連鎖して発

生する重大事故等は，燃料貯蔵プール等の水の温度が上昇するが，使

用済燃料は同位体組成管理により相互間隔を適切に維持したラック又

はバスケットに収納することで臨界事故の発生を防止していること，

水の温度上昇により水素の発生量が増加するものの，沸騰により発生

する大量の水蒸気によって可燃限界濃度以下になるとともに，代替補

給水設備（注水）の可搬型建屋内ホースの敷設に伴う建屋の開口から，

水蒸気とともに水素が排出されること及び想定される温度，圧力，腐

食環境等の環境条件によってバウンダリが喪失することがないことか

ら，発生することはない。 

 

 (２) 重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して

発生する重大事故等の特定 

   燃料貯蔵プール等のライニングは，ステンレス鋼であり，想定される

温度，圧力等の環境条件によって損傷することはなく，温度及び放射

線以外の燃料貯蔵プール等内の環境条件が，燃料貯蔵プール等外へ及

ぶことはない。 

 温度及び放射線の影響は，燃料貯蔵プール等外へ及ぶものの，温度

は最大でも100℃程度であり，放射線は平常運転時と変わらず，これら

の影響が十分な厚さを有する建屋躯体を超えて燃料貯蔵プール等外へ

及ぶことはない。 

以上より，燃料貯蔵プール等以外の安全機能への影響はなく，その
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他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

８－７－744



 

7.7.2.6 分析結果 

重大事故等の発生を仮定する貯槽等の全てに対して連鎖の検討を実施

した。上述の通り，何れの重大事故等においても想定される事故時環境に

おいて，貯槽等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能喪失す

ることはなく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認

した。 
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第 7.7－１表 重大事故等の同時発生を仮定する機器と重大事故等の種類の関係 

建屋 機器 

冷却機能の 

喪失による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分

解により 

発生する 

水素によ

る爆発 

未然防止

濃度到達

時間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

使用済燃料

受入れ・貯

蔵建屋 

燃料貯蔵プール － － － － ○ 35 時間 

前処理建屋 

中継槽Ａ ○ 150 時間 ○ 86 時間 － － 

中継槽Ｂ ○ 150 時間 ○ 86 時間 － － 

リサイクル槽Ａ ○ 160 時間 △ － － － 

リサイクル槽Ｂ ○ 160 時間 △ － － － 

計量前 

中間貯槽Ａ 
○ 140 時間 ○ 76 時間 － － 

計量前 

中間貯槽Ｂ 
○ 140 時間 ○ 76 時間 － － 

計量後中間貯槽 ○ 190 時間 ○ 100 時間 － － 

計量・調整槽 ○ 180 時間 ○ 99 時間 － － 

計量補助槽 ○ 190 時間 ○ 79 時間 － － 

中間ポットＡ ○ 160 時間 △ － － － 

中間ポットＢ ○ 160 時間 △ － － － 

不溶解残渣 

回収槽 
－ － △ － － － 

ハル洗浄槽 － － △ － － － 

水バッファ槽 － － △ － － － 

○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器  
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建屋 機器 

冷却機能

の喪失 

による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分

解により 

発生する 

水素によ

る爆発 

未然防止

濃度到達

時間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

分離建屋 

溶解液中間貯槽 ○ 180 時間 ○ 100 時間 － － 

溶解液供給槽 ○ 180 時間 ○ 100 時間 － － 

抽出廃液受槽 ○ 250 時間 ○ 140 時間 － － 

抽出廃液中間貯槽 ○ 250 時間 ○ 120 時間 － － 

抽出廃液供給槽Ａ ○ 250 時間 ○ 140 時間  － － 

抽出廃液供給槽Ｂ ○ 250 時間 ○ 140 時間  － － 

第１一時貯留処理槽 ○ 310 時間 △ － － － 

第８一時貯留処理槽 ○ 310 時間 △ － － － 

第７一時貯留処理槽 ○ 310 時間 △ － － － 

第３一時貯留処理槽 ○ 250 時間 ○ 140 時間  － － 

第４一時貯留処理槽 ○ 250 時間 ○ 150 時間 － － 

第６一時貯留処理槽 ○ 330 時間 △ － － － 

高レベル廃液供給槽Ａ ○ 720 時間 △ － － － 

高レベル廃液濃縮缶Ａ ○ 15 時間 ○ 14 時間  － － 

抽出塔 － － △ － － － 

第１洗浄塔 － － △ － － － 

第２洗浄塔 － － △ － － － 

ＴＢＰ洗浄塔 － － △ － － － 

プルトニウム分配塔 － － △ － － － 

ウラン洗浄塔 － － △ － － － 

プルトニウム洗浄器 － － △ － － － 

プルトニウム溶液受槽 － － ○ 10 時間  － － 

プルトニウム 

溶液中間貯槽 
－ － ○ 10 時間  － － 

第２一時貯留処理槽 － － ○ 
7 時間 

35 分 
－ － 

第５一時貯留処理槽 － － △ － － － 

第９一時貯留処理槽 － － △ － － － 

第 10 一時貯留処理槽 － － △ － － － 

第 1 洗浄器 － － △ － － － 

○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器 

（つづき） 

８－７－747



 

 

建屋 機器 

冷却機能

の喪失 

による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分解 

により 

発生する 

水素による 

爆発 

未然防

止濃度

到達時

間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

精製建屋 

プルトニウム溶液受槽 ○ 110 時間 ○ 5 時間 － － 

油水分離槽 ○ 110 時間 ○ 
6 時間 

15 分 
－ － 

プルトニウム 

濃縮缶供給槽 
○ 96 時間 ○ 

2 時間 

45 分 
－ － 

プルトニウム 

溶液一時貯槽 
○ 98 時間 ○ 

2 時間 

50 分 
－ － 

プルトニウム濃縮液受槽 ○ 12 時間 ○ 
2 時間 

55 分 
－ － 

リサイクル槽 ○ 12 時間 ○ 
2 時間 

55 分 
－ － 

希釈槽 ○ 11 時間 ○ 
2 時間 

15 分 
－ － 

プルトニウム 

濃縮液一時貯槽 
○ 11 時間 ○ 

1 時間 

25 分 
－ － 

プルトニウム 

濃縮液計量槽 
○ 12 時間 ○ 

2 時間 

55 分 
－ － 

プルトニウム 

濃縮液中間貯槽 
○ 12 時間 ○ 

2 時間 

55 分 
－ － 

第１一時貯留処理槽 ○ 100 時間 △ － － － 

第２一時貯留処理槽 ○ 100 時間 ○ 
7 時間 

45 分 
－ － 

第３一時貯留処理槽 ○ 96 時間 ○ 
5 時間 

50 分 
－ － 

プルトニウム溶液供給槽 － － ○ 13 時間 － － 

抽出塔 － － △ － － － 

核分裂生成物洗浄塔 － － △ － － － 

逆抽出塔 － － △ － － － 

 
 
○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器 

（つづき） 
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建屋 機器 

冷却機能

の喪失 

による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分解 

により発生

する水素に

よる爆発 

未然防止

濃度到達

時間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

精製建屋 

ウラン洗浄塔 － － △ － － － 

補助油水分離槽 － － △ － － － 

ＴＢＰ洗浄器 － － △ － － － 

プルトニウム濃縮缶 － － ○ 27 時間 － － 

第４一時貯留処理槽 － － △ － － － 

第７一時貯留処理槽 － － ○ 28 時間 － － 

  ○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器 

（つづき） 

８－７－749



 

 

建屋 機器 

冷却機能 

の喪失 

による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分解 

により発生

する水素に

よる爆発 

未然防止

濃度到達

時間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

ウラン・プル

トニウム混合

脱硝建屋 

硝 酸 プ ル

ト ニ ウ ム

貯槽 

○ 19 時間 ○ 
7 時間 

25 分 
－ － 

混合槽Ａ ○ 30 時間 ○ 10 時間 － － 

混合槽Ｂ ○ 30 時間 ○ 10 時間 － － 

一時貯槽 ○ 19 時間 ○ 
7 時間 

25 分※ 
－ － 

○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器 
※：平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容量を確保している。 
  

（つづき） 
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建屋 機器 

冷却機能 

の喪失 

による 

蒸発乾固 

沸騰 

までの 

時間 

放射線分解 

により発生

する水素に

よる爆発 

未然防止

濃度到達

時間 

燃料貯蔵

プール等

における

使用済燃

料の損傷 

沸騰 

までの 

時間 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

第１高レベル 

濃縮廃液貯槽 
○ 24 時間 ○ 24 時間  － － 

第２高レベル 

濃縮廃液貯槽 
○ 24 時間 ○ 24 時間  － － 

第１高レベル 

濃縮廃液一時貯槽 
○ 23 時間 ○ 24 時間  － － 

第２高レベル 

濃縮廃液一時貯槽 
○ 23 時間 ○ 24 時間  － － 

高レベル廃液 

共用貯槽 
○ 24 時間 ○ 24 時間※ － － 

高レベル廃液 

混合槽Ａ 
○ 23 時間 ○ 24 時間 － － 

高レベル廃液 

混合槽Ｂ 
○ 23 時間 ○ 24 時間 － － 

供給液槽Ａ ○ 24 時間 ○ 26 時間  － － 

供給液槽Ｂ ○ 24 時間 ○ 26 時間  － － 

供給槽Ａ ○ 24 時間 ○ 26 時間 － － 

供給槽Ｂ ○ 24 時間 ○ 26 時間 － － 

第１不溶解残渣 

廃液貯槽 
－ － △ － － － 

第２不溶解残渣 

廃液貯槽 
－ － △ － － － 

第１不溶解残渣 

廃液一時貯槽 
－ － △ － － － 

第２不溶解残渣 

廃液一時貯槽 
－ － △ － － － 

 
○：有効性評価対象機器 
△：有効性評価対象外の機器 
※：平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容量を確保している。 

（つづき） 
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第
7
.
7
－

２
表

 
前

処
理

建
屋

に
お

け
る

同
時

発
生

時
の

水
素

爆
発

に
係

る
評

価
結

果
 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
の
 

有
無
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
 

水
素
発
生
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
可

燃
限
界
濃
度
未
満
に

維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
水
素
掃
気
流
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
の
 

水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
］
 

中
継
槽
 

2
.
2×

1
0－

３
 

有
 

1
.
1×

1
0－

２
 

0
.
27
 

0
.
5 

計
量
前
中
間
貯
槽
 

7
.
6×

1
0－

３
 

有
 

3
.
8×

1
0－

２
 

0
.
95
  

1
.
1 

計
量
・
調
整
槽
 

5
.
7×

1
0－

３
 

有
 

2
.
9×

1
0－

２
 

0
.
71
  

0
.
9 

計
量
後
中
間
貯
槽
 

5
.
7×

1
0－

３
 

有
 

2
.
9×

1
0－

２
 

0
.
71
  

0
.
9 

計
量
補
助
槽
 

1
.
6×

1
0－

３
 

有
 

8
.
0×

1
0－

３
 

0
.
20
  

0
.
5 
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第
7
.
7
－

３
表

 
分

離
建

屋
に

お
け

る
同

時
発

生
時

の
水

素
爆

発
に

係
る

評
価

結
果

 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
の
 

有
無
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
 

水
素
発
生
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
可

燃
限
界
濃
度
未
満
に

維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
水
素
掃
気
流
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
の
 

水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
］
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽

  
1
.
2×

1
0－

３
 

無
 

1
.
2×

1
0－

３
 

0
.
02
9 

0
.
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
中
間
貯
槽

  
1
.
2×

1
0－

３
 

無
 

1
.
2×

1
0－

３
 

0
.
02
9 

0
.
5 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

  
1
.
6×

1
0－

３
 

無
 

1
.
6×

1
0－

３
 

0
.
03
9 

0
.
5 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

  
3
.
8×

1
0－

３
 

有
 

1
.
9×

1
0－

２
 

0
.
48
 

0
.
6 

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽

  
3
.
2×

1
0－

３
 

有
 

1
.
6×

1
0－

２
 

0
.
40
 

0
.
5 

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶

  
4
.
6×

1
0－

２
 

有
 

2
.
3×

1
0－

１
 

5
.
8 

6
.
5 

溶
解
液
中
間
貯
槽

  
5
.
7×

1
0－

３
 

有
 

2
.
9×

1
0－

２
 

0
.
71
 

0
.
9 

溶
解
液
供
給
槽

  
1
.
4×

1
0－

３
 

有
 

6
.
9×

1
0－

３
 

0
.
17
 

0
.
5 

抽
出
廃
液
受
槽

  
2
.
0×

1
0－

３
 

有
 

9
.
7×

1
0－

３
 

0
.
25
 

0
.
5 

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽
 

2
.
6×

1
0－

３
 

有
 

1
.
3×

1
0－

２
 

0
.
33
 

0
.
5 

抽
出
廃
液
供
給
槽

  
8
.
1×

1
0－

３
 

有
 

4
.
1×

1
0－

２
 

1
.
0 

1
.
2 
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第

7
.
7
－

４
表

 
精

製
建

屋
に

お
け

る
同

時
発

生
時

の
水

素
爆

発
に

係
る

評
価

結
果

 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
の
 

有
無
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
 

水
素
発
生
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
可

燃
限
界
濃
度
未
満
に

維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
水
素
掃
気
流
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
の
 

水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
］
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
供
給
槽
 

1
.
5×

1
0－

３
 

無
 

1
.
5×

1
0－

３
 

0
.
03
7 
 

0
.
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
受
槽
 

1
.
4×

1
0－

３
 

有
 

7
.
0×

1
0－

３
 

0
.
18
 

0
.
5 

油
水
分
離
槽
 

1
.
4×

1
0－

３
 

有
 

7
.
0×

1
0－

３
 

0
.
18
 

0
.
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
 

4
.
7×

1
0－

３
 

有
 

2
.
3×

1
0－

２
 

0
.
58
 

0
.
7 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
一
時
貯
槽
 

4
.
7×

1
0－

３
 

有
 

2
.
4×

1
0－

３
 

0
.
58
 

0
.
7 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
 

7
.
1×

1
0－

４
 

無
 

7
.
1×

1
0－

４
 

0
.
01
8 

0
.
5 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
受
槽
 

3
.
4×

1
0－

３
 

有
 

1
.
7×

1
0－

２
 

0
.
42
 

0
.
7 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
一
時
貯
槽
 

5
.
2×

1
0－

３
 

有
 

2
.
6×

1
0－

２
 

0
.
65
 

1
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
計
量
槽
 

3
.
4×

1
0－

３
 

有
 

1
.
7×

1
0－

２
 

0
.
42
 

0
.
7 

リ
サ
イ
ク
ル
槽
 

3
.
4×

1
0－

３
 

有
 

1
.
7×

1
0－

２
 

0
.
43
 

0
.
7 

希
釈
槽
 

3
.
8×

1
0－

３
 

有
 

1
.
9×

1
0－

２
 

0
.
48
 

1
.
6 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
液
中
間
貯
槽
 

3
.
4×

1
0－

３
 

有
 

1
.
7×

1
0－

２
 

0
.
43
 

0
.
7 

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽
 

1
.
3×

1
0－

３
 

有
 

6
.
2×

1
0－

３
 

0
.
16
 

0
.
5 

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽
 

2
.
4×

1
0－

３
 

有
 

1
.
2×

1
0－

２
 

0
.
30
 

0
.
5 
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第
7
.
7
－

５
表

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
け

る
同

時
発

生
時

の
水

素
爆

発
に

係
る

評
価

結
果

 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
の
 

有
無
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
 

水
素
発
生
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
可

燃
限
界
濃
度
未
満
に

維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
水
素
掃
気
流
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
の
 

水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
］
 

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
 

3
.
5×

1
0－

３
 

有
 

1
.
8×

1
0－

２
 

0
.
44
 

1
 

混
合
槽
 

2
.
7×

1
0－

３
 

有
 

1
.
3×

1
0－

２
 

0
.
33
 

1
 

一
時
貯
槽
 

3
.
5×

1
0－

３
 

有
 

1
.
8×

1
0－

２
 

0
.
44
 

1
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第

7
.
7
－

６
表

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

に
お

け
る

同
時

発
生

時
の

水
素

爆
発

に
係

る
評

価
結

果
 

 

機
器
名
 

水
素
発
生
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
の
 

有
無
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
 

水
素
発
生
量
 

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

沸
騰
を
考
慮
し
た
可

燃
限
界
濃
度
未
満
に

維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
水
素
掃
気
流
量

［
ｍ

３
／
ｈ
］
 

可
搬
型
空
気
圧
縮
機
の
 

水
素
掃
気
流
量
 

［
ｍ

３
］
 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
貯
槽
 

1
.
2×

1
0－

２
 

有
 

1
.
2 

3
1 

3
2 

高
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
一
時
貯
槽
 

2
.
9×

1
0－

３
 

有
 

2
.
9×

1
0－

１
 

7
.
1 

7
.
3 

高
レ
ベ
ル
廃
液
混
合
槽
 

3
.
8×

1
0－

３
 

有
 

3
.
8×

1
0－

１
 

9
.
4 

1
0 

供
給
液
槽
 

9
.
4×

1
0－

４
 

有
 

9
.
4×

1
0－

２
 

2
.
4 

3
 

供
給
槽
 

3
.
8×

1
0－

４
 

有
 

3
.
8×

1
0－

２
 

0
.
94
 

1
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
共
用
貯
槽
 

1
.
2×

1
0－

２
 

有
 

1
.
2 

3
1 

3
2 
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 ※
１

 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
に

お
い

て
は

，
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

イ
ン

リ
ー

ク
経

由
 

※
２

 
沸

騰
に

至
る

前
ま

で
に

，
冷

却
コ

イ
ル

通
水

を
実

施
し

て
事

態
の

収
束

を
図

る
た

め
，

放
出

無
し

。
 

※
３

 
事

態
収

束
後

の
放

出
率

の
た

め
，

合
計

放
出

量
に

は
加

算
し

な
い

。
 

建
屋

 

水
素

掃
気

用
の
圧

縮
空

気
に
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第7.7－１図 冷却機能喪失及び水素掃気機能喪失の同時発生時のプルトニ

ウム濃縮液一時貯槽の水素濃度の傾向（精製建屋） 

30

40

50

60

70

80

90

100

110

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 2 4 6 8 10 12 14 16

水素濃度 
（液浸配管からの圧縮空気の供給による水素発生量の増加がある場合） 
水素濃度 
（液浸配管からの圧縮空気の供給による水素発生量の増加がない場合） 
温度 

温
度
（

℃
）

 

時間（ｈ） 

水
素
濃

度
（

ｖ
ｏ

ｌ
％

）
 

沸騰開始 
９時間 45 分 
可搬型空気圧縮機 
からの圧縮空気供 
給開始 

50 分 
機器圧縮空気手動供給 
ユニットからの圧縮空
気供給開始 
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7.8 必要な要員及び資源の評価 

7.8.1 必要な要員及び資源の評価の条件 

 必要な要員及び資源の評価は，対処に必要な要員及び資源が も多くな

る重大事故等の同時発生に対して成立性を確認する。重大事故等の同時発

生の有効性評価は，外的事象の地震を代表事例としているため，必要な要

員及び資源の評価についても外的事象の地震を要因とした場合に同時発生

を仮定する各重大事故等対策及び対策に必要な付帯作業を含めた重大事故

等の同時発生への対処を対象に実施する。 

なお，重大事故等の連鎖は，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発

生した場合の対処」に記載したとおり，発生が想定されない。 

(１) 要員の評価の条件

重大事故等への対処について，事業所内に常駐している実施組織要員の

164人にて，対応期間の７日間の必要な作業対応が可能であることを評

価する。 

また，要員の評価は，必要人数が も多くなる重大事故等の同時発

生に対して成立性を確認する。 

(２) 資源の評価の条件

 ａ．全  般 

 重大事故等対策の有効性評価において，通常系統からの給水及び給電

が不可能となる事象についての水源，燃料及び電源に関する評価を実

施する。 

前提として，有効性評価の条件（各重大事故等への対処特有の評価

の条件）を考慮する。 
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また，資源の評価は，必要量が も多くなる重大事故等の同時発生

に対して成立性を確認する。 

 ｂ．水源  

 (ａ) 冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策にお

いて，水源となる第１貯水槽の一区画の保有水量（約10,000ｍ３）が，

枯渇しないことを評価する。 

 (ｂ) 冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策にお

いて，内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通

水で使用した水を貯水槽へ戻し，再利用する際の温度上昇を想定して

も，冷却の維持が可能なことを評価する。 

 (ｃ) 使用済燃料貯蔵プール等への注水において，水源となる第１貯水槽

の一区画の保有水量（約10,000ｍ３）が，枯渇しないことを評価する。 

 (ｄ)  冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策で使

用する第１貯水槽の区画と使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用す

る第１貯水槽の区画は，異なる区画を使用する。 

 ｃ．燃料 

 (ａ) 可搬型発電機（緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機

は除く），可搬型空気圧縮機，可搬型計測ユニット用空気圧縮機，可

搬型中型移送ポンプ，軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポンプ運

搬車，ホース展張車，運搬車，監視測定用運搬車，ホイールローダ及

びけん引車のうち，対処に必要な設備を考慮し消費する燃料（軽油）

が備蓄している軽油量に対して，対応期間の７日間の運転継続が可能

であることを評価する。 

 (ｂ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機で消費する燃料

（重油）が備蓄している重油量に対して，対応期間の７日間の運転継
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続が可能であることを評価する。 

 (ｃ) 可搬型発電機（緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機

は除く），可搬型空気圧縮機，可搬型計測ユニット用空気圧縮機，可

搬型中型移送ポンプ，軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポンプ運

搬車，ホース展張車，運搬車，監視測定用運搬車，ホイールローダ及

びけん引車の使用を想定する事故の条件については，可搬型発電機，

可搬型空気圧縮機，可搬型計測ユニット用空気圧縮機，可搬型中型移

送ポンプ，軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホー

ス展張車，運搬車，監視測定用運搬車，ホイールローダ及びけん引車

の燃料消費量の評価を行う。 

この場合，燃料（軽油）の備蓄量として，軽油貯槽（約800ｍ３）

の容量を考慮する。 

 (ｄ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機の使用を想定す

る事故の条件については，緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋

用発電機の燃料消費量の評価を行う。 

この場合，燃料（重油）の備蓄量として，重油貯槽（約200ｍ３）

の容量を考慮する。 

 (ｅ) 燃料の必要量は，燃料を使用する設備の燃費（公称値）及び 大稼

働時間に基づき算出する。 

 ｄ．電源 

 (ａ) 前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬

型発電機及び制御建屋可搬型発電機により，有効性評価で考慮する設

備に電源供給を行い，その 大負荷が各可搬型発電機の給電容量（約

80ｋＶＡ）未満となることを評価する。 
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 (ｂ)  可搬型排気モニタリング用発電機，可搬型環境モニタリング用発電

機及び可搬型気象観測用発電機により，有効性評価で考慮する設備に

電源供給を行い，その 大負荷が可搬型発電機の給電容量（約３ｋＶ

Ａ）未満となることを評価する。 

 (ｃ) 環境モニタリング用可搬型発電機により，有効性評価で考慮する設

備に電源供給を行い，その 大負荷が可搬型発電機の給電容量（約５

ｋＶＡ）未満となることを評価する。 

 (ｄ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機により，有効性

評価で考慮する設備に電源供給を行い，その 大負荷が可搬型発電機

の給電容量（約200ｋＶＡ）未満となることを評価する。 

 (ｅ) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機により，有効性評価

で考慮する設備に電源供給を行い，その 大負荷が可搬型発電機の給

電容量（約３ｋＶＡ）未満となることを評価する。 

 (ｆ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機により，有効性

評価で考慮する設備に電源供給を行い，その 大負荷が可搬型発電機

の給電容量（約1,700ｋＶＡ）未満となることを評価する。 

 (ｇ) 電源においては，それぞれ必要な負荷を積み上げるとともに，その

負荷の起動順序並びに動的負荷の起動時を考慮し評価する。 
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7.8.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果 

  重大事故等が同時発生した場合において，重大事故等対策実施時の操作

項目，必要な要員数及び移動時間を含めた各操作の所要時間について確認

した。 

重大事故等対策時に必要な要員数が も多いのは，外的事象の地震を

要因とした場合であって，重大事故等の同時発生の対処に必要な要員は

161人である。 

事業所内に常駐している実施組織要員は164人であり，必要な作業対応

が可能であることを確認した。 

外的事象の地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の必要な

要員及び作業項目を第7.8－１図～第7.8－10図に示す。また，外的事象の

火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の必要な要員及び

作業項目を第7.8－11図～第7.8－20図に示す。 

また，各要因での必要な要員について以下に示す。 

外的事象の地震を要因として重大事故等が同時発生した場合の，重大

事故等の同時発生の対処に必要な要員は161人である。 

外的事象の火山の影響を要因として重大事故等が同時発生した場合の，

重大事故等の同時発生の対処に必要な要員は160人である。 

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」を要因として重大事故

等が同時発生した場合は，外的事象の地震の場合を想定する環境条件より

悪化することを想定せず，対処内容にも違いがないことから，必要な要員

は合計161人以内である。 
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7.8.3 重大事故等対策時に必要な水源，燃料及び電源の評価結果 

  重大事故等が同時発生した場合において，７日間の重大事故等対策の継

続に必要な水源，燃料及び電源を評価し，対応期間の７日間は，外部から

の支援がない場合においても，必要量以上の水源，燃料及び電源が確保さ

れていることを確認した。 

重大事故等の同時発生時の対処に必要な水源，燃料及び電源について

の評価の詳細を以下に示す。 

 

7.8.3.1 水源の評価結果 

  重大事故等の同時発生時に水源を使用する対処は，冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固対策の内部ループへの通水，冷却コイル等への通水，凝縮器へ

の通水及び貯槽等への注水並びに使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定

事故２）である。 

冷却機能の喪失による蒸発乾固対策の内部ループへの通水，冷却コイ

ル等への通水，凝縮器への通水及び貯槽等への注水で使用する第１貯水槽

の区画と使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）で使用する第１

貯水槽の区画は異なるものを使用することを想定し評価する。 

 

 (１) 内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に

よる水の温度影響評価 

   第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱を考慮せず断熱を仮定し

た場合であっても，内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水で使用する第１貯水槽の一区画の水温の上昇は１日当

たり約 3.1℃であり，実際の放熱を考慮すれば冷却を維持することは可

能である。 
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水の温度影響評価の詳細を以下に示す。 

内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に

使用した排水は，第１貯水槽の一区画へ戻し再利用する。この場合，

第１貯水槽の水量は，貯槽等への注水並びに第１貯水槽及び可搬型排

水受槽の開口部からの自然蒸発によって減少するが，第１貯水槽及び

可搬型排水受槽の開口部は小さく，自然蒸発の影響は小さいことから，

貯槽等への注水による減少分を考慮した第１貯水槽の一区画の温度上

昇を算出するとともに，冷却への影響を分析した。 

第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件は，外的事象の地震又

は火山の影響の想定によらず同じである。 

第１貯水槽の一区画の水温の上昇は以下の仮定により算出した。 

    冷却対象貯槽の総熱負荷 ： 1,470ｋＷ 

    第１貯水槽の水量  ：  9,970ｍ３ ※１ 

    第１貯水槽の初期水温 ： 29℃ 

    第１貯水槽の水の密度 ： 996ｋｇ／ｍ３ ※２ 

    第１貯水槽の水の比熱 ： 4,179Ｊ／ｋｇ／Ｋ ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することによって消費する蒸

発量約 26ｍ３を切り上げて 30ｍ３とし，第１貯水槽の一区画

分の容積 10,000ｍ３から減じて設定。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を引用 

 

   貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水槽の水に与えられること

から，第１貯水槽の１日当たりの水温上昇⊿Ｔを次のとおり算出する。 
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    ⊿Ｔ[℃／日] ＝ 1,470,000[Ｊ／ｓ]×86,400[ｓ／日] 

                ／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／ｍ３]×4,179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ]） 

           ＝ 約 3.1℃／日 

   なお，上記に示したとおり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少は，

第１貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有意な

量の水が蒸発することは考え難いが，自然蒸発による第１貯水槽の水

の減少が第１貯水槽の水の温度に与える影響を把握する観点から，現

実的には想定し得ない条件として，冷却対象貯槽等の総熱負荷により

第１貯水槽の水が蒸発する想定を置いた場合の第１貯水槽の水の温度

上昇を評価する。 

本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約310ｍ３となる。これを

考慮し，第１貯水槽の水量を9,690ｍ３と設定した場合，第１貯水槽の

温度上昇は約3.2℃／日であり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少

が第１貯水槽の水の温度に与える影響は小さいと判断できる。 

 

 (２) 水の使用量の評価 

   貯槽等への注水に必要な水量は，冷却コイル等へ通水開始し，高レベ

ル廃液等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮すると，外的事象

の地震又は火山の影響の想定によらず，合計約26ｍ３の水が必要である。

水源として，第１貯水槽の一区画に約10,000m３の水を保有しており，

これにより，必要な水源は確保可能である。 

使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）に必要な水量は，

対応期間である７日間の対応を考慮すると，合計約2,300ｍ３の水が必

要である。水源として，第１貯水槽の一区画に約10,000m３の水を保有

しており，これにより必要な水源は確保可能である。 
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また，重大事故等の同時発生時の水源としては，第１貯水槽のみで

の対処が可能であるが，万が一第１貯水槽で保有する水が不足した場

合，第２貯水槽からの第１貯水槽への供給も可能である。 

水の使用量の評価の詳細を以下に示す。 

 (ａ) 貯槽等への注水 

   貯槽等への注水よって消費する水量は，冷却コイル等へ通水開始し，

高レベル廃液等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮すると，外

的事象の地震又は火山の影響の想定によらず，合計約26ｍ３の水が必要

である。水源として，第１貯水槽の一区画に約10,000m３の水を保有し

ており，これにより，必要な水源は確保可能である。 

貯槽等への注水によって消費する水量についての詳細を以下に示す。 

    前処理建屋                 約０ｍ３ 

    分離建屋                  約1.4ｍ３ 

    精製建屋                  約2.1ｍ３ 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋      約0.2ｍ３ 

    高レベル廃液ガラス固化建屋         約23ｍ３ 

    全建屋合計                 約26ｍ３ 

   また，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環させるために必要な水

量は，約3,000㎥である。 

 (b) 燃料貯蔵プール等への注水 

   燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，以下に示す量の水が必要である。 

外的事象の火山の影響を要因とした場合の想定事故１ 

必要水量               約1,600ｍ３ 
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外的事象の地震を要因とした場合の想定事故２ 

 必要水量               約2,300ｍ３ 

 

7.8.3.2 燃料の評価結果 

  重大事故等の同時発生時に必要な燃料（軽油）は，合計約87ｍ３であり，

軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を確保していることから，外部支援を考慮

しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

重大事故等の同時発生時に必要な燃料（重油）は，合計約69ｍ３であり，

重油貯槽にて約200ｍ３の重油を確保していることから，外部支援を考慮

しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

燃料の評価の詳細を以下に示す。 

 (１) 内部ループへの通水，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水に使用する可搬型中型移送ポンプ 

   冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に使

用する可搬型中型移送ポンプによる各建屋の水の給排水については，

可搬型中型移送ポンプの起動から７日間の対応を考慮すると，外的事

象の地震又は火山の影響の想定によらず，運転継続に合計約40ｍ３の軽

油が必要である。 

   【第１貯水槽から建屋への水供給及び建屋から第１貯水槽への排水】 

前処理建屋        約12ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

           約14ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋     約14ｍ３ 

全建屋合計        約40ｍ３ 
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 (２) 使用済燃料貯蔵プール等への注水に使用する可搬型中型移送ポンプ 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の燃料貯蔵プール等への注水に使用する

可搬型中型移送ポンプによる貯水槽から使用済燃料貯蔵プール等への

水の注水は，可搬型中型移送ポンプの起動から７日目までの運転を想

定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定によらず，運転継続

に合計約7.2ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (３) 各建屋の可搬型排風機の運転等に使用する可搬型発電機 

   冷却機能の喪失による蒸発乾固及び水素掃気機能の喪失による水素爆

発が発生した際に，大気中への放射性物質の放出量を低減するために

使用する前処理建屋の可搬型排風機等は，前処理建屋可搬型発電機か

ら，分離建屋の可搬型排風機等は，分離建屋可搬型発電機から，精製

建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機等は，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機から，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋の可搬型排風機等は，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬

型発電機からそれぞれ必要な電源を供給する。 

可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電機の起動から７日目ま

での運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定によら

ず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要となる。 

前処理建屋         約2.9ｍ３ 

分離建屋         約3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  約3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋      約3.0ｍ３ 

全建屋合計         約12ｍ３ 
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 (４) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

   使用済燃料貯蔵プール等への注水時に使用する使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電機の起動

から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響

の想定によらず，運転継続に合計約5.3ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (５) 制御建屋可搬型発電機 

   制御建屋可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電機の起動から７

日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定

によらず，運転継続に合計約3.0ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (６) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機 

   緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備の可搬

型発電機による電源供給は，重大事故等の発生直後から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定によらず，

運転継続に合計約0.3ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (７) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機 

   緊急時対策建屋用発電機による電源供給は，外部電源の喪失後から７

日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定

によらず，運転継続に合計約69ｍ３の重油が必要となる。 

 

 (８) 可搬型排気モニタリング用発電機 

   可搬型排気モニタリング用発電機による電源供給は，可搬型発電機の

起動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の
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影響の想定によらず，運転継続に合計約0.3ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (９) 可搬型環境モニタリング用発電機 

   可搬型環境モニタリング用発電機による電源供給は，可搬型発電機の

起動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約2.0ｍ３の軽油が必要となる。 

モニタリングポスト及びダストモニタが機能維持している場合は，

モニタリングポスト及びダストモニタにより監視を継続するため，可

搬型環境モニタリング用発電機は使用しない。 

 

 (10) 可搬型気象観測用発電機 

   可搬型気象観測用発電機による電源供給は，可搬型発電機の起動から

７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想

定によらず，運転継続に合計約 0.3ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (11) 環境モニタリング用可搬型発電機 

   環境モニタリング用可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電機の

起動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約 4.0ｍ３の軽油が必要となる。 

モニタリングポスト及びダストモニタが機能喪失した場合は，可搬

型環境モニタリング設備により監視を行うため，環境モニタリング用

可搬型発電機は使用しない。 

 

 (12) 情報把握計装設備の可搬型発電機 

情報把握計装設備の可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電機

８－７－771



 

の起動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山

の影響の想定によらず，運転継続に合計約0.5ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (13) 可搬型空気圧縮機 

   前処理建屋可搬型空気圧縮機，分離建屋可搬型空気圧縮機，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋可搬型空気圧縮機，高レベル廃液ガラス固

化建屋可搬型空気圧縮機による水素掃気用の圧縮空気供給及び計装設

備の可搬型貯槽液位計への圧縮空気の供給は，可搬型空気圧縮機の起

動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影

響の想定によらず，運転継続に合計約5.9ｍ３の軽油が必要となる。 

前処理建屋         約1.4ｍ３ 

分離建屋         約1.7ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  約1.4ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋      約1.6ｍ３ 

全建屋合計         約5.9ｍ３ 

 

 (14) 可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

   可搬型計測ユニット用空気圧縮機による監視設備の保護のため冷却空

気の供給は，可搬型計測ユニット用空気圧縮機の起動から７日目まで

の運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定によらず，

運転継続に合計約4.6ｍ３の軽油が必要となる。 

 

 (15) 冷却機能の喪失による蒸発乾固，水素掃気機能の喪失による水素爆

発及び使用済燃料貯蔵プール等への注水対応時の運搬等に必要な車両 

   軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，
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運搬車，監視測定用運搬車，ホイールローダ及びけん引車による燃料

及び可搬型重大事故等対処設備の運搬及び設置並びにアクセスルート

の整備については，外的事象の地震を想定した場合，７日間の運転継

続に合計約5.0ｍ３の軽油が必要となる。また，外的事象の火山の影響

を想定した場合，７日間の運転継続に合計約5.0ｍ３の軽油が必要とな

る。 

 

7.8.3.3 電源の評価結果 

 (１) 各建屋の可搬型排風機等の運転に使用する可搬型発電機 

 ａ．前処理建屋可搬型発電機 

   前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における冷却機能

の喪失による蒸発乾固及び水素掃気機能の喪失による水素爆発時の大

気中への放射性物質の放出量の低減のために使用する可搬型排風機等

の運転に必要な負荷として約21ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時

を考慮すると約55ｋＶＡの給電が必要である。 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

 ｂ．分離建屋可搬型発電機 

   分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における冷却機能の喪

失による蒸発乾固及び水素掃気機能の喪失による水素爆発時の大気中

への放射性物質の放出量の低減のために使用する可搬型排風機等の運

転に必要な負荷として約22ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考

慮すると約55ｋＶＡの給電が必要である。 

分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。 
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 ｃ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 

   ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精製

建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び水素掃気機能の喪失による水素爆発時の大気中へ

の放射性物質の放出量の低減のために使用する精製建屋及びウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機等の運転に必要な負荷とし

て約39ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約73ｋＶＡ

の給電が必要である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約

80ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

   高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル廃

液ガラス固化建屋における冷却機能の喪失による蒸発乾固及び水素掃

気機能の喪失による水素爆発時の大気中への放射性物質の放出量の低

減のために使用する可搬型排風機等の運転に必要な負荷として約19ｋ

ＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約53ｋＶＡの給電が

必要である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶ

Ａであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 (２) 可搬型排気モニタリング用発電機 

   可搬型排気モニタリング用発電機の電源負荷は，主排気筒を介して，

大気中への放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷として，約1.8ｋ

ＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮しても約1.8ｋＶＡである。 

可搬型排気モニタリング用発電機の供給容量は，約３ｋＶＡであり，
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必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 (３) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の電源負荷は，使

用済燃料貯蔵プール等への注水に必要な負荷として，約109ｋＶＡであ

り，対象負荷の起動時を考慮すると約158ｋＶＡの給電が必要である。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の供給容量は約

200ｋＶＡあり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 (４) 制御建屋可搬型発電機 

   制御建屋可搬型発電機の電源負荷は，制御建屋の中央制御室にとどま

るための換気機能を確保する際に，中央制御室の空気を清浄に保つた

めに使用する制御建屋の可搬型送風機の運転等に必要な負荷として約

24ｋＶＡであり，可搬型送風機の起動時を考慮すると約52ｋＶＡの給

電が必要である。 

制御建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。 

 

 (５) 可搬型環境モニタリング用発電機 

   可搬型環境モニタリング用発電機の電源負荷は，周辺監視区域におけ

る放射性物質の濃度及び線量の測定に必要な負荷として，約0.8ｋＶＡ

であり，対象負荷の起動時を考慮しても約0.8ｋＶＡである。 

可搬型環境モニタリング用発電機の供給容量は，約３ｋＶＡであり，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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 (６) 可搬型気象観測用発電機 

   可搬型気象観測用発電機の電源負荷は，敷地内において風向，風速そ

の他の気象条件の測定に必要な負荷として，約0.8ｋＶＡであり，対象

負荷の起動時を考慮しても約0.8ｋＶＡである。 

可搬型気象観測用発電機の供給容量は，約３ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 (７) 環境モニタリング用可搬型発電機 

   環境モニタリング用可搬型発電機の電源負荷は，周辺監視区域におけ

る放射性物質の濃度及び線量の測定に必要な負荷として，約2.4ｋＶＡ

であり，対象負荷の起動時を考慮しても約2.4ｋＶＡである。 

環境モニタリング用可搬型発電機の供給容量は，約５ｋＶＡであり，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 (８) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機 

   緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機の電源負荷は，重大事

故等に伴う大気中への放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷とし

て，約0.8ｋＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮しても約0.8ｋＶＡ

である。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電機の供給容量は，約３

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

 (９) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機 

   緊急時対策建屋の電源設備は，非常用電源系統とは異なる代替電源と
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して独立した設計としている。 

緊急時対策建屋用発電機の電源負荷は，緊急時対策建屋の居住性を

確保するための設備，重大事故等に対処するために必要な指示及び通

信連絡に関わる設備の機能を維持するために必要な負荷として約1,200

ｋＶＡの給電が必要である。 

緊急時対策建屋用発電機の供給容量は，約1,700ｋＶＡであり，必要

負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

(10) 情報把握計装設備の可搬型発電機 

   情報把握計装設備の可搬型発電機の電源負荷は，パラメータの伝送に

必要な負荷として約1.7ｋＶＡであり，可搬型送風機の起動時を考慮す

ると約1.7ｋＶＡの給電が必要である。 

制御建屋可搬型発電機の供給容量は，約3ｋＶＡであり，必要負荷に

対しての電源供給が可能である。 
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現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班

6 1:20

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4 1:30

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:10

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4 1:00

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2 0:30

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:40

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4 1:35

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4 1:00

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6 1:10

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2 0:30

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2 0:40

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4 1:30

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:35

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2 0:10

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4 0:50

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2 0:10

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4 0:50

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4 0:30

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2 0:40

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2 1:00

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2 0:45

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2 1:20

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:00

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 2:30

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2 0:15

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4 0:15

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4 0:30

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6 3:10

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 1:00

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2 0:50

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4 1:30

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6 1:10

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4 0:15

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2 1:20

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8 1:20

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8 1:30

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2 0:30

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－１図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 17:00 18:00 19:00 20:0010:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

前処理
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班
経過時間（時：分）所要時間※

（時：分）
要員数

9:00 21:00 22:00 23:00

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

KA31（建屋内47班），KA33（建屋内46班）

建屋内33班

建屋内32班

建屋内34班

KA11-2

KA11-2

KA11-2

放11（放対7，8，9班）

放12（放対6班）

放対6，7，8，9班

放19（放対6班），通4（放対7，9班）

建屋内46，47班

KA31（建屋内47班）

KA14

建屋内37，38，39班

建屋内46班
KA33

建屋内43班
KA33

AA18（放対8班）

放10

放10

外電

遮断

AG6（制御室1班）

AG12（制御室2班）

AG13（制御室3班）

制御室1，2，3班
AA16（制御室1班）

AA15-1

通2（制御室2，3班）

制御室1班
通2
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現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班

6

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4

第7.8－１図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その２）
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前処理
建屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

32:00 33:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00

蒸発乾固
発生防止

47:00

経過時間（時：分）
要員数

40:00
作業班

39:00
作業番号 作業内容

建屋内12，13班
F11

AA24

F9（建屋内15班），F11（建屋内14班）
建屋内14，15班

AA21（建屋内14班），AA23（建屋内15班）

AA受皿
建屋内16，17班

AA22
建屋内14班

AA25

AA25（建屋内13班），AA30（建屋内12班）

建屋内15班
AA22 AA25

建屋内16，17班
F9 AA20

AA20 AA28
建屋内16，17班

建屋内13，14，15班
AA19（建屋内13班），AA21（建屋内14班），AA23（建屋内15班） AAコ2 3

ACコ1 4（建屋内22班），ACコ2 2（建屋内23班）
建屋内22，23班

AA6

建屋内24，25班
ACコ2 2

AA1

AA7

放対6班

AA18

建屋内22，23班
AA10

建屋内24，25班
AA4

AAコ2 2（建屋内24班）

建屋内25班
AAコ2 2

建屋内22，23班
AA6 AAコ2 2

建屋内16，17班
AA24 AAコ1 1（建屋内17班）

建屋内16班
AAコ2 3

放対6，7班
AA18

建屋内17班
AA28

建屋内20，21班

ACコ2 3（建屋内21班）

AAコ1 3（建屋内22，23，24班）

AAコ2 4（建屋内25班）

建屋内22，23，24班

AAコ1 2

建屋内20，21班

AAコ2 2

建屋内22，23，24，25班

AAコ1 2

AA8（建屋内24班），AA9（建屋内25班），AA10（建屋内22，23班）

AA25（建屋内13，14，15班），AA29（建屋内16班）

建屋内20班

建屋内13，14，15，16班

AAコ2 2

建屋内25班

AA19（建屋内12班）

F11（建屋内11班） 建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

AAコ1 4

放対6，7，8，9班AA15-2（放対8班），AA17（放対6，7班）
AA5（放対6班）

建屋内43班

AA31（建屋内13班）

放19（放対6班），通5（放対7班）

通5（放対9班）

AAコ2 1（建屋内20班）

ACコ2 4
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現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班

6

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4

第7.8－１図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

64:00 65:00 139:00 140:00 141:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

406:00 407:0056:00

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

前処理
建屋

対策
54:00 55:00 59:00 60:00 61:00 62:0057:00 58:0048:00 49:00 50:00

作業内容 作業班 要員数
51:00 52:00 53:00 405:0063:00

経過時間（時：分）
作業番号

KA23

建屋内28班

建屋内29班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班 建屋内11班 建屋内11班

建屋内12班

前処理建屋

蒸発乾固 制限時間

KA23

建屋内12班

建屋内13班
AAコ2 3

建屋内12班 建屋内12班

８－７－780



AB現管補助 - - ・現場管理者の作業の補助 建屋内3班 2 1:20

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班

6 1:20

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2 1:45

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4 0:45

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:50

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4 0:35

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2 0:30

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内3班，建屋内4班 4 1:00

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4 0:45

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2 0:15

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2 0:45

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2 0:15

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2 1:00

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:50

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内10班 2 1:20

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:40

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:10

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2 0:10

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2 0:25

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気圧力確認

建屋内7班 2 0:15

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内8班，建屋内9班 4 0:50

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4 1:20

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2 0:10

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供
給ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2 0:15

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4 1:00

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2 0:15

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2 0:20

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2 0:20

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2 0:10

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2 0:05

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2 0:05

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2 0:10

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4 0:50

AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4 1:10

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:50

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:20

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2 0:50

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2 0:30

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2 0:20

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4 0:30

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8 2:30

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8 2:20

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2 1:05

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2 1:05

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8 1:30

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2 0:20

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2 1:00

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

分離
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 20:00 21:00 22:00 23:0010:00 11:00 13:00 14:00 15:00 16:00

蒸発乾固
発生防止

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）
対策

18:00 19:0017:005:00 7:00 8:00 9:006:00 12:004:00

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

建屋内5，6，8，9班

AB9（建屋内9班）

建屋内44班

CA13（建屋内46班）

CA30（建屋内45班）

建屋内45班

KA32

建屋内7班

AB受皿

F1

建屋内4班
AB38

建屋内8，9班

AB17

AB37-2
建屋内5，6班

AB33（建屋内6班），AB38（建屋内5班）

AB32 ABコ1 2
建屋内3班

AB26（建屋内4班），AB5（建屋内3班） AB27（建屋内4班），AB32（建屋内3班）

建屋内3，4班

AB15（建屋内7班），AB受皿（建屋内3班）
建屋内3，7班

AB31（建屋内3班）

AB30

建屋内6班

F1

建屋内10班
AB12 F1

建屋内10班

AB

現管補助 AB3

AB22 AB10

建屋内3班
AB44

AB受皿

建屋内7班

AB23

AB13

建屋内3班

AB1

AB4

建屋内10班
AB2

AB35

建屋内7班

AB8

AB32

建屋内8班
AB9

建屋内8，9班
AB28

建屋内5，6班
AB24

AB29

建屋内4班

AB25

AB2

建屋内7班

建屋内5班

AB現場環境

AB9

AB現場環境（建屋内8，9班）

AB39（建屋内5班）

通1（建屋内6班）

建屋内4班

建屋内10班

AB19

AB受皿

分離建屋

蒸発乾固 制限時間

AB23（建屋内7班），AB24（建屋内8，9班）
建屋内7，8，9班

建屋内3班
AB１

建屋内3班

建屋内8，9班
AB39（建屋内8班），AB41（建屋内9班） AB16（建屋内8班），AB17（建屋内9班）

建屋内43班

建屋内8班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

KA33

建屋内45，46班

KA32（建屋内46班）

AB24

AB21

建屋内44班

建屋内43班
建屋内43班

建屋内44班 建屋内44班建屋内44班建屋内9班

KA31

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班 建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

AB39 AB39

CA31 AB41

AB39 AB43 AB41

AB43 AB39

AB41AB43

AB43 AB41

AB43 AB41

AB39 AB41

AB42 AB42

AB39 AB42

AB41 AB42

AB39 AB42

AB39 AB42

建屋内5，44班

AB24

AB41 AB43 AB41 AB43

AB42

建屋内43班
AB43 AB41

AB42 AB42 AB41 AB43 AB41

AB43

AB9AB24

AB39 AB39

AB42AB42

AB43

AB39 AB42 AB39
建屋内45班

AB22

AB42

建屋内10班

AB6

F1

KA31

AB39 AB39

ABコ1 2

AB39
AB42

建屋内43班

AB36（建屋内5，6班），AB39（建屋内8班），AB41（建屋内9班）
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ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6 0:40

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4 1:30

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4 1:45

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4 0:45

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4 0:50

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4 0:35

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2 1:00

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2 2:00

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6 0:40

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4 1:30

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12 6:00

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:45

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:50

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:35

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2 0:30

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12 2:00

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6 0:50

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4 0:35

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4 0:20

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6 0:40

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6 1:40

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:10

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:40

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6 0:40

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12 9:10

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8 6:25

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8 3:40

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4 9:45

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4 1:20

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2 1:00

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2 0:15

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4 1:10

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4 0:50

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4 0:20

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮
空気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
導出先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイ
ル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮
水回収セル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ
差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4 －

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その２）
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対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※

(時：分)

経過時間（時：分）

分離
建屋

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班
AB27（建屋内4班），AB30（建屋内5班）
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AB現管補助 - - ・現場管理者の作業の補助 建屋内3班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班

6

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内3班，建屋内4班 4

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気圧力確認

建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供
給ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その３）
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ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮
空気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
導出先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイ
ル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮
水回収セル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ
差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4 －

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

蒸発乾固
拡大防止
（放出防
止）

31:00 32:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

28:00 29:00 30:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

24:00 25:00 46:00 47:00
対策 作業番号

分離
建屋

41:00 42:00 43:00 44:00 45:0036:00 37:00 38:00 39:00 40:0033:00 34:00 35:0026:00 27:00

ABコ3 2ABコ2 1

KA23

KA23

(建屋内30班)

ABル2 5

AB凝1 1(建屋内36班)
ABル2受皿（建屋内34，35班），ABル1 7（建屋内36班）

ABコ3 1

ABコ3 2(建屋内3班)，ABル1 1(建屋内6班)

AB31（建屋内3班）

AB33（建屋内6班）

建屋内3，6班

KA7(建屋内40班)，KA9(建屋内38，39班)
ABル2 4(建屋内30，31班)

ABコ2 2(建屋内34，35班)

ABコ2 3(建屋内28，29班)

ABル2 3

建屋内32，33，37班

ABル2受皿KAコ5 4

ABル2 3（建屋内40班），ABル2受皿（建屋内30，31班）KAコ2 4（建屋内30，31班)

ABコ1 1

ABコ2 2KAコ1 3

ABコ2 1

ABコ3 2

建屋内6，7班
ABル1 2

建屋内8，9班
ABル1 6

ABル1 4

ABル1 3（建屋内8班）

ABル2 6（建屋内32，33班）

ABル2 7（建屋内37班）

AB凝1 1（建屋内38班）

AB凝1 2（建屋内39，40班）

建屋内6，7，8班

建屋内6，7班

建屋内8，9班

ABコ1 3(建屋内6班)

F1(建屋内7，8班)

ABル1 3

建屋内36班

建屋内40班

建屋内30，31，40班

建屋内38，39，40班

建屋内32，33，37班

建屋内38，39，40班

ABル2 1（建屋内40班）

KAコ1 3（建屋内37班），KAコ1 4（建屋内38，39班），KAコ3 4（建屋内32，33班）

建屋内30，31班
ABル2 受皿

ABコ2 4

建屋内29，30，31班

ABル2 3

建屋内37班

建屋内28，34，35班
建屋内38，39，40班

建屋内8，9，10班ABル1 6(建屋内8，9班)

F1(建屋内10班)

建屋内34，35，36班

建屋内28，29班
ABル2受皿

建屋内30，31班

建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班ABコ1 3（建屋内3班），ABル1 5(建屋内6，7班)

ABコ3 1(建屋内8，9，10班)

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内34，35班

建屋内32，33班

ABル1 1(建屋内8班)

F1(建屋内9班)

ABル2 1（建屋内30，31班），ABル2 2（建屋内34，35班）

KAコ4 4（建屋内28，29班）

ABル1受皿(建屋内40班)

KAコ1 3(建屋内38，39班)

AB機1 1

（建屋内33班）

AB機1 1(建屋内34班)

８－７－784



AB現管補助 - - ・現場管理者の作業の補助 建屋内3班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班

6

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内3班，建屋内4班 4

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気圧力確認

建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供
給ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内10班 2

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計設置

建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その５）
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分離
建屋

対策 作業番号 作業内容

ABコ3 2
建屋内3班
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ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内
部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測
定）（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋
内部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮
空気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
導出先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイ
ル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮
水回収セル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ
差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4 －

第7.8－２図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

48:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

対策 作業番号

蒸発乾固
拡大防止
（放出防
止）

51:00 52:00 53:00 54:00 55:0049:00 50:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

69:00 519:0061:00 62:00 63:00 64:00 65:0056:00 57:00 58:00 59:00 60:00 520:0066:00 67:00 68:00

分離
建屋

AB凝1 1

AB凝1 3

ABコ 2 2（建屋内36班）

ABル2 3（建屋内38班）

AB34-2（建屋内3班）
建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班

建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班

建屋内8，9，10班

建屋内6，7班 建屋内6，7班

建屋内8，9班

建屋内8，9班

建屋内6，7班 建屋内6，7班

建屋内8，9班

AB機1 3（建屋内7班）

建屋内36，38班

建屋内39，40班

建屋内36，38班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

ABル2 3

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内33，34班

建屋内7班

ABコ3 4

ABル2 6（建屋内33班）

ABコ2 2（建屋内34班）

建屋内5班
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AC，CA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内24班 2 1:20

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内26班

6 1:20

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2 1:00

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:30

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4 0:50

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2 0:30

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:30

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6 1:20

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4 0:45

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6 1:30

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2 0:30

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2 0:30

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2 0:30

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:45

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2 0:20

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気
の圧力確認

建屋内22班 2 0:15

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:05

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8 0:50

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2 0:10

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4 1:05

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10 1:00

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4 0:20

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧
縮空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4 0:30

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内23班 2 0:15

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽
掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:30

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気
温度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4 1:00

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4 0:20

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2 0:45

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2 0:15

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2 0:50

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4 0:30

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14 2:00

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12 2:15

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2 0:25

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2 1:00

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4 1:30

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:40

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:40

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4 5:00

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2 0:20

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:40

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:50

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4 6:00

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2 0:30

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導
出先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧
力確認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯
槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器
出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代
替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－３図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

5:00 6:00 7:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:0013:00 14:00 15:00 16:00 17:00 23:00
要員数

所要時間※
(時：分) 0:00 1:00 2:00

経過時間（時：分）

精製
建屋

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
拡大防止

水素爆発
発生防止

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

対策 作業番号 作業内容 作業班
8:00 9:00 10:00 11:00 12:003:00 4:00

AC・CA現管補助

（建屋内24班）

AC現場環境

（建屋内26班）

AC32（建屋内19班）

AC33（建屋内20班）

AC34（建屋内21班）

AC34（建屋内21班）

AC1 AC34

AC17

AC33

AC15

AC33（建屋内19班），AC34（建屋内18班）

AC33（建屋内20班），AC受皿（建屋内16，17班）

CA10（建屋内16班）

CA12（建屋内17，18班）

AC13（建屋内14班）

AC32（建屋内15班）

建屋内23班

建屋内21，22班

AC8（建屋内24班）

AC32（建屋内25班）

AC16

建屋内27班

建屋内15班

建屋内14班

AC8CA16

精製建屋 蒸発乾固 制限時間

CA14

建屋内23班

建屋内16，17，18班

建屋内14，15班

建屋内18，19班

建屋内16，17，20班

CA16

建屋内24，25班

AC34
建屋内22班

AC11

AC4（建屋内24班）

AC20（建屋内23班）

建屋内23，24班

AC7
建屋内21，22班

CA31（建屋内21班），CA受皿（建屋内22班）

建屋内14班

AC21

建屋内15班

建屋内13，27班

建屋内24，25，26班

建屋内19，20，21班

AC33
建屋内13班

CA1

AC現場環境
建屋内11，12班

AC29

建屋内26班

建屋内27班

AC32（建屋内26班）

建屋内11，12班

AC19

建屋内20，21班

CA27

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

AC16（建屋内26班）建屋内11，12，26班

建屋内24班
AC16

AC19（建屋内11，12班）

建屋内21班

AC34（建屋内20班），AC35（建屋内21班）

AC5（建屋内27班）

建屋内13班

建屋内15班
AC21

建屋内13班
AC32

AC34 AC16

建屋内20班
AC32 AC26

建屋内20班
AC16 AC25

建屋内19班

建屋内25班
AC32 AC34

AC33

建屋内20班

AC1

AC16AC35

AC7

建屋内21班

AC16

AC6
建屋内22班

CA16

AC25
建屋内18班

AC受皿

AC32
建屋内25班

AC33

AC32（建屋内24班）

AC14

建屋内19班
AC16

CA

現場環境

建屋内20班
AC33AC16

建屋内26班
AC31AC16

建屋内25班

AC33AC4

建屋内24班
CA31AC9

建屋内25班
CA30AC34

AC3（建屋内24，25班）

AC32（建屋内20班，建屋内26班）

AC33（建屋内19班）

AC34（建屋内21班）

CA31（建屋内27班）

CA14（建屋内16，17班），CA30（建屋内20班）

AC26（建屋内16，17班），AC34（建屋内18班）

CA14

CA14

CA27

AC32

建屋内21班

通1

（建屋内25班）
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AC，CA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内24班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内26班

6

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気
の圧力確認

建屋内22班 2

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧
縮空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内23班 2

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽
掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気
温度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導
出先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧
力確認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯
槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器
出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代
替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4

第7.8－３図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

42:00 43:0024:00

経過時間（時：分）

30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 40:00 41:0025:00 26:00 27:00 28:00 29:00

精製
建屋

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
発生防止

対策 作業班 要員数

水素爆発
発生防止

45:00 46:00 47:0044:0035:00 36:00 37:00 38:00 39:00
作業番号 作業内容

情7

ACコ1 3（建屋内21班）

F9（建屋内20班）

建屋内48班

CA25

F5（建屋内20班）

F3（建屋内22班）

CA30（建屋内23班）

建屋内22班

建屋内20，22，23班

F9（建屋内20班）

F3

（建屋内21班）

AA1

建屋内21班

建屋内22班

建屋内21班

建屋内22班

ACコ1 3（建屋内22班），ACコ2 1（建屋内23班）

ACコ1 2（建屋内23班）

ACコ2 3（建屋内21班）

CAコ1 4（建屋内24，25班） 建屋内23，24，25班

AA1（建屋内23班），AA2（建屋内24，25班）

建屋内20班

建屋内21班

建屋内20班

建屋内21班

AAコ1 2（建屋内21班）

ACコ2 4（建屋内20班）

ACコ2 3

建屋内20班
AAコ2 1

ACコ1 2

（建屋内22班）

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

８－７－788



AC，CA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内24班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内26班

6

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気
の圧力確認

建屋内22班 2

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニッ
ト圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧
縮空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内23班 2

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽
掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気
温度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導
出先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧
力確認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯
槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器
出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代
替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4

第7.8－３図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

68:00 69:00 70:00 71:00

経過時間（時：分）

63:00 64:00 65:00 66:00 67:0058:00 59:00 60:00 61:00 62:0053:00 54:00 55:00 56:00 57:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00
作業番号 作業内容 作業班 要員数

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

精製
建屋

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

対策

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班
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現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6 1:20

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2 1:00

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4 1:10

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4 1:30

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2 0:10

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4 2:00

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4 1:20

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2 0:10

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4 2:00

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2 0:40

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2 0:30

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2 0:20

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2 0:10

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4 0:30

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10 1:20

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2 0:10

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:20

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2 0:20

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2 0:40

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2 0:10

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4 0:30

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10 1:30

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8 3:50

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2 0:10

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2 1:30

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4 0:30

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4 0:10

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18 2:50

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12 2:30

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4 0:50

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6 1:50

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2 0:20

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4 0:10

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2 1:00

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 1:00

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6 0:30

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:50

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4 0:50

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

水素爆発
拡大防止

18:00 20:00 23:0022:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 14:00 19:00

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
拡大防止

7:00 10:00 11:00 12:00 13:00 15:00 16:00 17:00 21:00

第7.8-４図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班
8:00

水素爆発
発生防止

9:00

蒸発乾固
発生防止

要員数
所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

AC23（建屋内14班），AC24（建屋内15班），AC25（建屋内18，19班），AC26（建屋内16，17班）

CA27

CA23CA14CA32

CA24

CA30

CA27

CA31

CA31CA31

CA31CA33CA30

CA17CA30 KA31

CA30

CA30 CA30

CA30

CA32CA31

CA32CA32CA30

CA30 CA32AC32AC31CA30CA32AB42

CA20

CA32CA31

CA32

CA21

建屋内11，12班 建屋内11，12班

CA30

CA27

CA32CA31CA32AB40CA13

CA31 CA32 CA31 CA31 AC26 CA受皿 AC32 CA21 CA21

CA30 AC11

建屋内19，22，23班

CA31

AC18

CA受皿

建屋内13班

建屋内20班

CA27

建屋内20，22班

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

蒸発乾固 制限時間

建屋内23班

建屋内24，25班

CA23

建屋内15，16班

建屋内23班

CA14

建屋内20班

AC11（建屋内22班）
建屋内22班

CA2（建屋内20班），CA5（建屋内22班）

建屋内11，12班
CA28（建屋内11班），CA32（建屋内12班） F4

CA18
建屋内14班

建屋内13班

F4

CA19
建屋内21班

F2

CA5 F2（建屋内22班），F4（建屋内20班）

建屋内13，23班

AC10（建屋内23班），AC30（建屋内11，12班）
CA 3（建屋内13班）

建屋内14，19班

建屋内16班
AC受皿

通1
建屋内17，18班

AC受皿

建屋内14，18，19班

建屋内15，16，17班

CA24

CA22（建屋内15，16班），CA29（建屋内18班），CA30（建屋内17班）

CA現場環境

AC2

建屋内22，23班

建屋内27班

AC34（建屋内22班），AC20（建屋内23班）

CA32

CA26（建屋内14班），CA29（建屋内19班）

CA31
建屋内21班

CA6

CA18（建屋内19班），CA14（建屋内18班）
建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班

F2（建屋内25班）

F4

CA受皿（建屋内22班） CA9

CA20（建屋内23班），CA26（建屋内13班）

CA32（建屋内12班）

CA16（建屋内22，23班）

建屋内20，22班

建屋内11班

CA30

CA30

建屋内43班

建屋内47班

CA33

建屋内27班

CA30

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内24班

建屋内21班

CA19

建屋内47班

建屋内43班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内47班 建屋内12班

建屋内24班

AC32（建屋内19班）

建屋内45，46班
CA30（建屋内45班）
AB40（建屋内46班）

建屋内45班

建屋内43班
CA32

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班 建屋内47班

建屋内20班

建屋内24班

建屋内25班建屋内27班

ACコ1 1
建屋内17班

F2
建屋内24班

建屋内23班

F4

CA30（建屋内20班）

CA30（建屋内24班）

建屋内19，22，23班

AC32（建屋内19班）

CA16（建屋内22，23班）

建屋内18班

８－７－790



現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2
.

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4

水素爆発
拡大防止

24:00 42:00 44:00 45:0033:00 34:00 37:00 38:0031:0027:00 28:0025:00
作業番号 作業内容 作業班

水素爆発
発生防止

35:0029:00 30:00 43:0036:00

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

39:00 40:0032:00
要員数

47:0026:00

拡大防止
（放出防
止）

第7.8-４図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

41:00 46:00

経過時間（時：分）

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

F5

建屋内15，24，25班

F3

（建屋内24，

建屋内25班）

AC28

F7

F8

F9（建屋内16，17班）

F9（建屋内15班）

建屋内24，25班

ACコ2 1

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内48班

建屋内15，16，17班

建屋内11，12，13，14班
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現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4

水素爆発
拡大防止

70:0067:00 71:0057:00 68:00 69:0063:00 64:00 65:00 66:0056:00

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

49:00

水素爆発
発生防止

作業番号 作業内容 作業班 要員数
58:00 59:00 60:00 61:00 62:0052:00 53:00 54:00 55:0051:0050:0048:00

経過時間（時：分）

第7.8-４図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班
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AA，KA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内36班 2 1:20

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内40班，建屋内41班
建屋内42班

6 1:20

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4 3:00

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12 2:30

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 2:30

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 3:00

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 0:30

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4 5:50

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6 1:20

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6 4:15

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 0:30

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10 5:30

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4 1:45

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2 1:10

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2 0:15

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4 0:35

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4 1:05

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2 0:20

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12 2:30

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2 0:15

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8 2:10

KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2 1:10

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2 0:25

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2 0:30

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4 3:10

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2 0:40

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2 0:15

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14 4:25

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6 2:10

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6 2:20

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8 2:20

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8 1:55

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2 1:00

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

対策
22:00 23:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

作業番号 作業内容 作業班 要員数
経過時間（時：分）所要時間

※
（時： 21:00

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

10:00 11:00 12:00 19:00 20:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 17:0013:00 14:00 18:009:00 15:00 16:00

KA11-2（建屋内34班），KA17（建屋内35，36班）

KA3（建屋内35班），KA5-1（建屋内37，38班)，KA16（建屋内36班）

KA11-2

建屋内36班

AA現場環境

(建屋内37，38，39班）

KA30

建屋内46班

AA11（建屋内33班），AA14（建屋内34班）

KA7（建屋内39班），KA8（建屋内38班）

KA7（建屋内35，36班）

KA5-2

AB40（建屋内46班），AB41（建屋内45班）

KA33

高レベル廃液ガラス固化建屋

蒸発乾固 制限時間AA・KA現責補助

通1

建屋内28，29，30班

KA1

建屋内28，29班

建屋内30班

KA20

KA19

建屋内28，29班

建屋内28，29，30班
KA20

KA現場環境
建屋内41，42班

建屋内34，35，36班
KA2（建屋内34班），KA3（建屋内35班），KA16（建屋内36班）

建屋内31，32班

建屋内32，33班

KA1
建屋内31，32，33班

KA2（建屋内33班）

建屋内31班
KAコ2 2

KAコ3 1（建屋内32班）

KAコ3 2（建屋内33班）

KA18

建屋内30班

KA24

KA19

建屋内33，34班
KA18（建屋内33班），KA22（建屋内34班） KA24（建屋内33班），KA25（建屋内34班）

KA22
建屋内35班

KA7

建屋内37班

KA15 KA5-1

建屋内37，38班

KA7

建屋内39，40班

KA15 KA7

建屋内38班

建屋内38班

KA7 KA8

KA6 KA9

建屋内35，36班

建屋内39，40班

建屋内38，39班

ABコ1 1

建屋内34班
KA2

建屋内28班

建屋内29班

建屋内31班

KA10

建屋内29，30班

建屋内33，34班

KA11-2

KA10（建屋内29班）

建屋内28班

KA11-2

AG8（建屋内30班） KA18（建屋内28，29，30，31，32，33班）

KA4（建屋内37班），KA5-1（建屋内38班），KA5-2（建屋内39，40班）

建屋内36班

KA22 KA7

建屋内37，38，39，40班

KAコ5 1

建屋内36班

KA17

KA14（建屋内40班），KA受皿（建屋内41，42班）
建屋内40，41，42班

KA現場環境

(建屋内40班）

KAコ2 1（建屋内30班）

KAコ4 1（建屋内28，29班）

建屋内35，36，37，38班

建屋内45，46班
KA31（建屋内46班）

KA33（建屋内46班）

KA12
建屋内45班

KA32

建屋内46班

建屋内45，46班

KA12

KA12

建屋内45班

KA33

KA31 KA31
建屋内45班

建屋内46班

KA33

KA31

建屋内45班

KA33 KA33

建屋内46班

KA33 KA33

KA31
建屋内45班

KA31

建屋内45班

KA33 AB41

KA31

建屋内45班

AB41

建屋内43班

建屋内46班
KA31

AB39

AA13

建屋内47班

CA32 AA13

建屋内46班

建屋内47班

AA31

AA13

ABコ1 1（建屋内40班）

KA6（建屋内38班），KA9（建屋内35，36班）

KAコ1 1（建屋内37班）

KA9（建屋内39班）

AA31

建屋内35班

KA22

建屋内31，32，33班

建屋内30班

建屋内29班

建屋内31，32班（可搬型空気圧縮機起動含む）

建屋内28班

KA1（建屋内31，32班），KA2（建屋内33班）

KA1

建屋内31，32班
KA11-1（建屋内31班）

KA21

KA22（建屋内34班）

AA12（建屋内32班）

KAコ1 1（建屋内36班）

KAコ5 2（建屋内35班）

KA4（建屋内37班），KA15（建屋内38班）
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KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2 0:30

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:15

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 6:10

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:10

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2 0:30

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:15

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 6:10

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:10

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2 0:30

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 0:15

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 6:10

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 0:10

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:00

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:05

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 6:10

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 0:10

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4 1:30

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4 1:45

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8 10:00

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4 0:10

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

0:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間

※
（時：

経過時間（時：分）

蒸発乾固
拡大防止

1:00 2:00 3:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:009:00 10:00 11:00 12:00 13:004:00 5:00 6:00 7:00 8:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

建屋内41班

建屋内42班
KA受皿

建屋内41班

建屋内42班

建屋内30班

KA21

KA24（建屋内31班）

KA24
建屋内32班

KA24（建屋内33班）

KA27

KA9（建屋内35班）

建屋内28，29班

KA21

KA9（建屋内36班），KA7（建屋内37班）

KAコ2 3

KAコ3 3

KAコ5 3

KAコ4 2

建屋内30，31班

建屋内32，33班

建屋内34班

建屋内34，35班

建屋内36，37班

建屋内41班
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AA，KA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内36班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内40班，建屋内41班
建屋内42班

6

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

作業番号 作業内容 作業班 要員数
経過時間（時：分）

35:0025:00 26:0024:00 27:00 28:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 39:0036:00 37:0029:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策
38:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

41:00 44:00 45:00 46:00 47:0042:00 43:0040:00
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KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策 作業番号 作業内容

蒸発乾固
拡大防止

44:00 45:00 47:0034:00 35:00 36:00 37:00 38:0029:00 30:00
作業班 要員数

経過時間（時：分）

31:00 32:00 33:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 46:00

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

ABル2 1

ABル2 3

ABル2 2

ABル2受皿

KAコ1 2

KAコ1 1

建屋内38，39班

KAコ1 3

建屋内36，37班

建屋内38，39班

建屋内36，37班

建屋内38，39班

建屋内36，37班

建屋内38，39班
ABコ1 1（建屋内38，39班）

KAコ1 2（建屋内36，37班）

建屋内36，37班

建屋内38，39班
ABル2 3

ABル1 7（建屋内36班），ABル2 3（建屋内37班）

KAコ2 3

KAコ3 3

KAコ5 3

KAコ4 2

建屋内30，31班

建屋内32，33班

建屋内34，35班

建屋内28，29班

建屋内41班

建屋内36，37班
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AA，KA
現管補助

- - ・現場管理者の作業の補助 建屋内36班 2

現場環境
確認

- - ・屋内のアクセスルートの確認及び可搬型通話装置の設置
建屋内40班，建屋内41班
建屋内42班

6

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その５）

要員数
経過時間（時：分）

75:0074:0063:00 73:0064:00 72:0071:0049:00 50:00 51:00
作業番号

70:0059:0048:00 52:00 53:00 54:00 55:00 56:00
作業内容 作業班

76:0057:00 58:00 60:00 61:00 62:00

蒸発乾固
発生防止

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

ABコ2 3（建屋内28，29班），ABコ2 4（建屋内30班）

建屋内28，29，30班
AA26（建屋内28班），AA27（建屋内29班）

８－７－797



KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4

第7.8-５図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

要員数
経過時間（時：分）

74:00 75:00 76:0073:0064:00 70:00 71:00 72:0059:00 60:00 61:00 62:00 63:0054:00 55:00 56:00 57:00 58:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策 作業番号

蒸発乾固
拡大防止

49:00 50:00 51:00 52:00 53:0048:00
作業内容 作業班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班 建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班 建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班 建屋内41班
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3 1:00

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3 1:30

F制 1 ・外部電源及び第1非常用ディーゼル発電機の運転状態確認 制御室1班 2 0:05

F制 2
・送風機，ダンパ及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ハザー
ド確認

制御室2班，制御室3班 4 0:40

F制 3 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ケーブルルート確認 制御室1班 2 0:40

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4 0:30

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4 0:25

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4 0:25

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2 0:10

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2 -

現場環境
確認

- - ・建屋内のアクセスルートの確認 建屋内1班 1 1:20

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10 7:50

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8 0:30

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8 0:20

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 2:45

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 0:35

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:20

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:20

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:40

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 2:20

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:30

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:40

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8-６図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設の制御
室の対応判

断

通信手段の
確保

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

状態監視

使用済燃料
損傷対策

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分） 0:00 1:00 2:00 3:00

経過時間（時：分）

19:00 20:00 21:00 22:00 23:0014:00 15:00 16:00 17:00 18:004:00 5:00 6:00 7:00 8:00

ABル1 1（建屋内7，8班）

ABル1 3（建屋内9班）

ABコ2 1（建屋内10班）

現場環境確認

（建屋内1班）

通3
制御室1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

AB28（建屋内8，9班），AB34-1（建屋内7班），AB35（建屋内10班），AB39（建屋内44

建屋内7，8，9，10，44班

建屋内21，22，24，25班

CA8（建屋内21班），CA9（建屋内22班），CA21（建屋内25班），CA30（建屋内24班）

CA9（建屋内20班），CA22（建屋内15，16班），CA24（建屋内11，12班），CA26（建屋内13，14班），CA30（建屋内17班)

建屋内11，12，13，14班
ACコ1 1（建屋内22班)

ACコ1 3（建屋内21班）

CAコ1 3（建屋内24，25班）

CAコ1 1

建屋内1班
状態監視

F制3

通3
制御室2，3班

F制5（制御室2班)，F制4（制御室3班)

F制1
制御室1班

F制5

F制6（制御室2班），F制2（制御室3班）

制御室2，3班

F制3(制御室1班)，F制2（制御室2班）
制御室1，2班

F制7（制御室1班），F制4（制御室2班）

F制6

制御室1班

AA15-2

放対7，9班

通5

建屋内15，16，17，20班

建屋内15，16，17，20班

建屋内11，12，13，14班

建屋内11，12，13，14班

ACコ1 1

（建屋内20班）

CAコ1 2

（建屋内15，16，17班）
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3

F制 1 ・外部電源及び第1非常用ディーゼル発電機の運転状態確認 制御室1班 2

F制 2
・送風機，ダンパ及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ハザー
ド確認

制御室2班，制御室3班 4

F制 3 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ケーブルルート確認 制御室1班 2

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2

現場環境
確認

- - ・建屋内のアクセスルートの確認 建屋内1班 1

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

第7.8-６図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

状態監視

使用済燃料
損傷対策

通信手段の
確保

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設の制御
室の対応判

断

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

24:00 25:00 26:00 27:00

経過時間（時：分）
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

33:00 34:00 35:00 36:00 37:0028:00 29:00 30:00 31:00 32:00 43:00 47:0038:00 39:00 40:00 41:00 42:00 44:00 45:00 46:00

）

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

AA22（建屋内15班），AA受皿（建屋内16，17班），ACコ2 3（建屋内20班）

CAコ1 1

AA19（建屋内12，13班），AA22（建屋内14班），AA30（建屋内11班）

通4

放対7，9班

建屋内11，12，13，14班

建屋内11，12，13，14班

建屋内15，16，17，20班

建屋内11，12，13，14班

ACコ1 2（建屋内20班）

CAコ1 3（建屋内15班）

CAコ1 2（建屋内16，17

班）

AA17（放対7班），AA18（放対9班）

）
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3

F制 1 ・外部電源及び第1非常用ディーゼル発電機の運転状態確認 制御室1班 2

F制 2
・送風機，ダンパ及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ハザー
ド確認

制御室2班，制御室3班 4

F制 3 ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内ケーブルルート確認 制御室1班 2

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2

現場環境
確認

- - ・建屋内のアクセスルートの確認 建屋内1班 1

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

第7.8-６図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

48:00

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

通信手段の
確保

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設の制御
室の対応判

断

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

状態監視

使用済燃料
損傷対策

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
62:00 63:00 64:00 65:00 66:0049:00 50:00 51:00

経過時間（時：分）

61:00 67:00 68:00 69:00 70:00 71:0057:00 58:00 59:00 60:0052:00 53:00 54:00 55:00 56:00

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1 -

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1 -

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2 -

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1 2:10

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1 -

外 1
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(北ルート)の確
認

燃料給油1班
燃料給油2班

2 0:35

外 2
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(南ルート)の確
認

建屋外7班 2 0:35

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3 0:10

外 4 ・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班，建屋外8班 3 3:40

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，ガレキ撤去）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外2班，建屋外4班
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班，建屋外8班

11 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その１）

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

17:00 18:00 19:00 20:008:00 9:00

建屋外

21:00 22:00 23:0010:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

外4（建屋外8班）

外17-1（建屋外1班）

外37

外46（建屋外5班）

燃料給油3班

燃料給油1，2班

建屋外1，8班

建屋外1，8班

燃7（燃料給油2班）

建屋外7班

外17-1（建屋外1班）

外5（建屋外8班），外21（建屋外1班）

外4（建屋外8班）

外9（建屋外2班）
外66（建屋外2班）

建屋外2，8班

外30（建屋外4班）

建屋外4，8班

外47（建屋外8班）

建屋外4班

外42

外51

建屋外5班

燃3

燃料給油2班

外1

建屋外1班

燃8 燃8 燃8

燃料給油2班

外3（建屋外8班）
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10 0:20

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10 0:10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2 0:30

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2 3:30

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2 0:10

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6 0:30

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2 0:30

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:10

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2 0:30

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 1:30

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2 0:30

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2 0:30

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2 0:10

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2 0:10

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2 0:10

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4 0:30

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4 0:35

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4 1:40

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2 0:10

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6 0:30

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2 0:30

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2 1:00

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2 1:30

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 2:00

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2 0:30

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 1:30

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2 0:10

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外1班，建屋外3班 4 0:30

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

建屋外

20:00

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その２）

8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00
作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※

(時：分)
経過時間（時：分）

21:00 22:00 23:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

外27（建屋外6班）

外38（建屋外4，5，7班）

外7

（建屋外4，5班）

外5

建屋外3班

建屋外3，4，5班

建屋外6班

外26

外25 外27

建屋外4，5，6，7班

建屋外5，6，7班

建屋外4班
外18

外5（建屋外1班），外18（建屋外4班）

外21

建屋外1班

建屋外1，4班
外30（建屋外4班），外24（建屋外1班）

外7 外12

建屋外3，4，5班
外11 外38（建屋外4，5班），外39（建屋外3班）

建屋外6班
外12 外13

建屋外3班
外39

外17-2

外21（建屋外4班），外65（建屋外5，6，7班）
建屋外4，5，6，7班

建屋外1班

外5（建屋外4班），外32（建屋外5，6，7班）

外24外24

外30
建屋外5，6，7班

建屋外3班

建屋外1班

外64（建屋外5班）

外65（建屋外6，7班）

外14

外17-2 外22

外22 外40

外19（建屋外3班），外24（建屋外1班） 外20（建屋外3班），外24（建屋外1班）

外66（建屋外2班），外24（建屋外1班） 外66（建屋外2班），外24（建屋外1班）

外67（建屋外6班）

外68（建屋外5，7班）

外41 外35

外34（建屋外3班），外24（建屋外1班）

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班

建屋外1，3班

建屋外1，2班

外69（建屋外3班）

外24，36（建屋外1班）

外14（建屋外4班）

外15（建屋外5，6，7班）

外13

外13

建屋外2，3，4，5，6班

外10（建屋外3班）

外11（建屋外4，5班）

外25（建屋外6班）

外7

建屋外6班

外3
外5

建屋外2班

建屋外3班
外29 外19

建屋外1班
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外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2 0:10

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 0:30

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2 0:30

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2 0:30

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2 1:30

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 0:30

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:00

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2 0:30

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1 7:50

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4 0:30

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2 0:30

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2 0:10

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 0:30

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2 0:20

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2 0:30

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2 1:00

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:00

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2 0:30

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 1:30

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2 0:10

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4 0:30

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2 0:30

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外2班 2 -

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2 0:30

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外3班 2 -

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2 0:30

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外2班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その３）

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

建屋外

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

外26（建屋外4，5班）

外37（建屋外7班）

建屋外7班

建屋外4，5，7班

建屋外3班
外26 外28

外20
建屋外3班

外34

建屋外4，5，6，7班
外5（建屋外4班），外68（建屋外5，6，7班）

建屋外1班
外24，36

外45（建屋外4，5班）

外48（建屋外6，7班）

建屋外4，5班
外43

外5（建屋外5班）

外50（建屋外4班）

建屋外4班
外46

外5

建屋外5班
外16

建屋外5，6，7班

外16（建屋外6，7班） 外30

建屋外2班

建屋外6班
外33

建屋外5，6，7班

外42

外35

建屋外3班

外13

建屋外1班

外43
建屋外6，7班

外51

外33（建屋外5，7班）

外38

外24，36

外43

外42
建屋外4，5，6，7班

建屋外8班
外5

外5
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1

外 1
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(北ルート)の確
認

燃料給油1班
燃料給油2班

2

外 2
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(南ルート)の確
認

建屋外7班 2

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3

外 4 ・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班，建屋外8班 3

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，ガレキ撤去）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外2班，建屋外4班
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班，建屋外8班

11

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その４）

要員数
経過時間（時：分）

38:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0037:0034:00 35:00 36:00 47:00
作業番号

建屋外

24:00
作業内容 作業班

25:00 30:0026:00 27:00 31:00 32:00 33:0028:00 29:00

外50（建屋外4班）

外53

外53（建屋外5班）

外57
外57（建屋外6班）

外47（建屋外8班）

外71（建屋外6班）

外5（建屋外8班）

建屋外4班 建屋外6，8班 以降，アクセスルートの状態を確認し，建屋外4，5，6，7，8班にて，対応する。建屋外5班

燃2

燃1建屋外1班

燃8 燃8

燃料給油2班

燃8 燃8

燃料給油2班
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋用への水の供給流量及び圧力
の調整

建屋外1班，建屋外3班 4

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2

38:00 39:0035:00 36:00 37:0026:00 27:00 28:00 40:00 41:00 42:00 44:00 45:00 46:0043:0031:00

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その５）

32:00 33:00 34:00

経過時間（時：分）

47:0029:00 30:00
作業番号

建屋外

作業班 要員数作業内容
24:00 25:00

建屋外1班

建屋外1班

８－７－806



外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

42:00 43:00 44:00 45:00 46:0026:00

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その６）

34:00 35:00 36:00 37:00 47:00

経過時間（時：分）

38:00 39:00 40:00 41:0031:00 32:00 33:0027:00 28:00 29:00 30:00
作業番号

建屋外

24:00 25:00
作業内容 作業班 要員数

外24，36，49（建屋外1班）

外5（建屋外5班）

外53（建屋外7班）

外54（建屋外6班）

外56（建屋外4班）

外5（建屋外4班）

外51（建屋外5，7班）

建屋外1班

建屋外5，6，7班

外53（建屋外5，7班）

外5（建屋外5班）

外48（建屋外6，7班）

建屋外6班

建屋外4，5，7班

建屋外6班

外52

外5（建屋外5班），外55（建屋外4班），外57（建屋外7班）

外57

建屋外4班
外53

建屋外4，5，6，7班

建屋外1班

外5（建屋外6班），外59（建屋外4，5班），外60（建屋外7班）

外24，36，49

建屋外4，5班
外57

建屋外4，5，7班

建屋外1，4班

建屋外1班

建屋外7班
外60

建屋外5，6，7班

外5（建屋外6班），外60（建屋外5班） 外5

建屋外2班

外54

建屋外3班

建屋外2班

外5（建屋外4班），外24，36，49，63（建屋外1班）

外24，36，49

外61（建屋外4班），外70（建屋外7班），外71（建屋外5班）

外60

建屋外4班

外57（建屋外7班）

外57
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1

外 1
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(北ルート)の確
認

燃料給油1班
燃料給油2班

2

外 2
・第1貯水槽から各建屋までのアクセスルート(南ルート)の確
認

建屋外7班 2

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3

外 4 ・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班，建屋外8班 3

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，ガレキ撤去）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外2班，建屋外4班
建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班，建屋外8班

11

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その７）

66:00 67:00 68:00 69:00 70:0057:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:00 63:00 64:00 65:0048:00
作業番号 作業内容

建屋外

54:00 55:00
作業班 要員数

経過時間（時：分）

71:0056:0049:00 50:00 51:00 52:00 53:00

アクセスルートの状態を確認し，建屋外4，5，6，7，8班にて，対応する。

燃5

建屋外1班

燃8 燃8

燃料給油2班

燃8 燃8

燃料給油2班
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋用への水の供給流量及び圧力
の調整

建屋外1班，建屋外3班 4

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2

要員数

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その８）

作業番号 作業内容 作業班

建屋外

56:00 69:0057:00 58:00 59:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00

経過時間（時：分）

63:00 70:00 71:0060:00 61:00 62:00

建屋外1班

建屋外1班
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外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ
ウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視並びに第1貯
水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

第7.8－７図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その９）

作業班 要員数

建屋外

66:00 67:00 68:00 69:00

経過時間（時：分）

49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 70:00
作業番号 作業内容

64:00 65:0048:00 61:00 62:00 63:00 71:0055:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00

建屋外2班

建屋外3班

建屋外2班

建屋外1班

建屋外1班
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通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12 1:15

通 2 ・電源ケーブルの敷設 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:30

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:00

AG 1
・外部電源及び第2非常用ディーゼル発電機の運転状
態確認

制御室2班 2 0:05

AG 2 ・送風機，ダンパ及び制御建屋内ハザード確認 制御室3班，制御室5班 4 0:50

AG 3 ・制御建屋内ケーブルルート確認 制御室2班 2 0:50

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2 1:00

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2 0:40

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2 0:30

AG 7
・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設
置

制御室1班 2 0:50

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2 0:35

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2 0:30

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4 2:50

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4 2:50

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2 0:10

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2 0:10

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

13:000:00 1:00 2:00 5:00 7:00 8:00 9:006:00 20:00 21:00 22:00 23:003:00

制御
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
17:0010:00 11:00 18:00 19:0014:00 15:00 16:00

第7.8－８図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

中央制御室
の対応判断

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

通信手段の
確保

所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

12:004:00

AG3

（制御室2班）

制御室3，5班

精製建屋 蒸発乾固 制限時制御室2班

制御室2班

制御室4班

制御室5班

対策完了時間

AB24（建屋内6班），AC16（建屋内25班），CA11（建屋内17，18班），KA17(建屋内35班)

建屋内6，17，18，25，30，35班

AG3

AG11

AG10

AG10（制御室4班）

AG11（制御室5班）

制御室1，2，3班

AA15-1（制御室2，3班），AA16（制御室1班）

F制1（制御室1班），F制2（制御室2，3班）

AG1

制御室1班
AG7

制御室1班
AG7 AG6

AG5

制御室1班

AG4 AG5

建屋内30班

AG9 KA11-2

通1 AG8

制御室2班

制御室4班
AG12（制御室2班），AG14（制御室4班）

制御室3班

制御室5班

AG2 AG13（制御室3班），AG14（制御室5班）

制御室2班

AG10

制御室3班

AG11

AG9（建屋内30班）

制御室1班

建屋内30班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班

制御室4班 制御室4班 制御室4班

AA15-1

AA15-1

AA15-1
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通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12

通 2 ・電源ケーブルの敷設 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AG 1
・外部電源及び第2非常用ディーゼル発電機の運転状
態確認

制御室2班 2

AG 2 ・送風機，ダンパ及び制御建屋内ハザード確認 制御室3班，制御室5班 4

AG 3 ・制御建屋内ケーブルルート確認 制御室2班 2

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 7
・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設
置

制御室1班 2

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

26:0024:00 30:00 31:00 32:0029:00 33:00 34:00 36:00 37:00 38:00 42:0028:00 43:00 44:00
要員数

中央制御室
の対応判断

47:0025:00 27:00

第7.8－８図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

45:00 46:0039:00 40:00 41:0035:00

制御
建屋

対策 作業番号

通信手段の
確保

経過時間（時：分）
作業内容 作業班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

８－７－812



通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12

通 2 ・電源ケーブルの敷設 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AG 1
・外部電源及び第2非常用ディーゼル発電機の運転状
態確認

制御室2班 2

AG 2 ・送風機，ダンパ及び制御建屋内ハザード確認 制御室3班，制御室5班 4

AG 3 ・制御建屋内ケーブルルート確認 制御室2班 2

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 7
・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設
置

制御室1班 2

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4

70:0069:0061:00 62:00 63:00 68:0049:00 65:0064:00 66:00 67:0048:00 59:00 60:0054:00 55:00 57:00 58:0050:00
対策 作業番号

経過時間（時：分）
作業内容 作業班 要員数

71:0051:00 52:00 53:00 56:00

制御
建屋

通信手段の
確保

中央制御室
の対応判断

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

第7.8－８図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

８－７－813



放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1 ‐

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2 0:20

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2 1:00

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 2:10

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 3:10

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 0:40

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 1:00

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 -

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8 0:20

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10 2:10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 11:10

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2 1:00

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2 2:00

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2 1:30

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2 2:00

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2 -

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2 0:50

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2 1:00

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2 1:10

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8-９図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その１）

7:00 18:00
所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

15:00 16:00 17:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 8:00

放射線
対応

作業番号 作業内容 作業班 要員数
14:00 22:009:00 10:00 11:00 12:00 13:00 19:00 20:00 23:0021:005:00 6:00

放対1班

放2（放対2班）

放10（放対3，4，5班）

放対2班

AA15-2

放4，5

放4，5

放10 放8

放8放8

放8

放10

放10 放8

放8放10

放10

放6 放18

放8

放8

放10

放8

放13

放4，5，6

放対2班 放4，5

放18

放対3，4班

放射線対応班長

放7

放対1班
放6

放対1班
放6

放10

放対3，4班

放対2班

放対5班
放10

放対3，4班

放8 放10

放10 放8
放対3，4班

放対1班

放対3，4班

放8

放対2班

放対5班

放対3，4班
放10

放8

放13
放対1班

放10

放10

放対2班

放対5班

放10 放8

放対3，4班

放対2，3，4，5班

放対3，4班
放4，5

放7
放対5班

放対3，4，5班

建屋内32，33班

放7（放対3，4，5班)

放対3，4班

放対2班
放4，5，6

放8 放4，5，6

放4，5，6

放8

放4，5

放対5班

放対3，4班

放対6班
放12

AA15-2
放対7班

放対8，9班

放8 放8
放対3，4班

放対3，4班

放16

放対3，4班

放対5班放10

放4，5，6

放15

放8（放対5班），放10（放対3，4班）

放10

放4，5
放4，5

放7

放対2班

放対3，4班

放5
放対1班

放対2班

放17 AA15-2

放11

放18 放4，5

放対1班
放4，5 放5

放対8，9班

放11

放対1班
放4，5

放4，5，6

放8放8

放対2班

放13
放対1班

放14

AA11（建屋内33班），AA12（建屋内32班）

放14

放4，5放3

放対1班

放対6班

放対6班

AA15-2
AA17
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放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2

第7.8-９図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その２）

作業番号 作業内容 作業班 要員数
経過時間（時：分）

30:00

放射線
対応

42:0041:0026:00 39:0029:00 40:0036:00 37:00 38:0031:00 32:00 33:00 34:00 35:0024:00 25:00 44:00 45:0027:00 28:00 43:00 46:00 47:00

放射線対応班長

放対5班

放対2班

放対3，4班

放対1班

８－７－815



放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2

第7.8-９図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その３）

作業番号 作業内容 作業班 要員数

放射線
対応

71:0057:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:0052:00 53:00 54:00 55:00 56:0048:00 70:00

経過時間（時：分）

69:0063:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:0051:0049:00 50:00
放射線対応班長

放対5班

放対2班

放対3，4班

放対1班

８－７－816



情 1 建屋内48班，建屋内49班 3 1:10

情 2 建屋内48班，建屋内49班 3 1:00

情 3 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 4 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 5 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 6 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 7 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

・情報収集装置設置（精製建屋）

作業班
12:00 13:009:00 10:00

・情報表示装置及び情報収集装置設置（中央制御室）

第7.8-10図　地震を要因とした重大事故等が同時発生した場合の情報把握計装設備における必要な要員及び作業項目

19:00 20:0017:00 18:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00

・情報収集装置設置（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・情報収集装置設置（前処理建屋）

・情報収集装置設置（分離建屋）

作業番号
21:00

情報把握
計装設備

要員数

・保管庫から設置場所までの運搬

23:0022:00
作業内容

所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

15:00 16:00

・情報収集装置設置（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

7:00 8:00 14:0011:00

建屋内48班，49班

AC27（建屋内48班）

８－７－817



・車両寄付き 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4 0:05

・車両移動 建屋内37班，建屋内38班 4 0:10

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4 1:30

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:10

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4 1:00

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2 0:30

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:40

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4 1:35

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4 1:00

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6 1:10

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2 0:30

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2 0:40

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4 1:30

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:35

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2 0:10

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4 0:50

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:25

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2 0:10

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4 0:50

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4 0:30

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2 0:40

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2 1:00

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2 0:45

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2 1:20

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:00

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 2:30

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2 0:15

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4 0:15

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4 0:30

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6 3:10

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 1:00

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2 0:50

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4 1:30

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6 1:10

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4 0:15

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2 1:20

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8 1:20

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8 1:30

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2 0:30

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 17:00 18:00 19:00 20:0010:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

事前対応（時：分）

第7.8-11図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

前処理
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班
経過時間（時：分）所要時間※

（時：分)
要員数

9:00 21:00 22:00 23:00

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

屋外設備
移動

- -

0:00 1:00

KA31（建屋内47班），KA33（建屋内46班）

建屋内33班

建屋内32班

建屋内34班

KA11-2

KA11-2

KA11-2

建屋内46，47班

KA31（建屋内47班）

建屋内46班
KA33

建屋内43班

KA33

放10

放10

外電

遮断

建屋内37，38班

放11（放対7，8，9班）

放12（放対6班）

放対6，7，8，9班

AG6（制御室1班）

AG12（制御室2班）

AG13（制御室3班）

制御室1，2，3班
AA16（制御室1班）

AA15-1

通2（制御室2，3班）

制御室1班

通2

放19（放対6班），通4（放対7，9班）
AA18（放対8班）

８－７－818



・車両寄付き 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・車両移動 建屋内37班，建屋内38班 4

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4

作業番号 作業内容

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

屋外設備
移動

- -

36:00

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

32:00 33:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00

蒸発乾固
発生防止

47:0039:00

経過時間（時：分）
要員数

40:00

前処理
建屋

対策 作業班
37:00 38:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0034:00 35:00

第7.8-11図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

AA15-2（放対8班），AA17（放対6，7班）

建屋内12，13班
F11

AA24

F9（建屋内15班），F11（建屋内14班）
建屋内14，15班

AA21（建屋内14班），AA23（建屋内15班）

AA受皿
建屋内16，17班

AA22
建屋内14班

AA25

AA25（建屋内13班），AA30（建屋内12班）

建屋内15班
AA22 AA25

建屋内16，17班
F9 AA20

AA20 AA28
建屋内16，17班

建屋内13，14，15班

AA19（建屋内13班），AA21（建屋内14班），AA23（建屋内15班） AAコ2 3

ACコ1 4（建屋内22班），ACコ2 2（建屋内23班）
建屋内22，23班

AA6

建屋内24，25班
ACコ2 2

AA1

AA7

放対6班

AA18

建屋内22，23班
AA10

建屋内24，25班
AA4

AAコ2 2（建屋内24班）

建屋内25班
AAコ2 2

建屋内22，23班
AA6 AAコ2 2

建屋内16，17班
AA24 AAコ1 1（建屋内17班）

建屋内16班
AAコ2 3

放対6，7班
AA18

建屋内17班
AA28

建屋内20，21班
ACコ2 3（建屋内21班）

AAコ1 3（建屋内22，23，24班）

AAコ2 4（建屋内25班）

建屋内22，23，24班

AAコ1 2

建屋内20，21班

AAコ2 2

建屋内22，23，24，25班

AAコ1 2

AA8（建屋内24班），AA9（建屋内25班），AA10（建屋内22，23班）

AA25（建屋内13，14，15班），AA29（建屋内16班）

建屋内20班

建屋内13，14，15，16班

AAコ2 2

建屋内25班

AA19（建屋内12班）

F11（建屋内11班） 建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

AAコ1 4

放対6，7，8，9班
AA5（放対6班）

建屋内43班

AA31（建屋内13班）

通5（放対9班）

AAコ2 1（建屋内20班）

ACコ2 4

放19（放対6班），通5（放対7班）

８－７－819



・車両寄付き 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内37班，建屋内38班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内37班，建屋内38班 4

・車両移動 建屋内37班，建屋内38班 4

AA 19 ・膨張槽液位確認 建屋内12班，建屋内13班 4

AA 22 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AA 20
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，隔離）

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内14班 2

AA 23 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）建屋内16班，建屋内17班 4

AA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内16班，建屋内17班 4

AA 25 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班

6

AA 26 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認等 建屋内28班 2

AA 27 ・貯槽液位計測 建屋内29班 2

AA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設 建屋内22班，建屋内23班 4

AA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置及び可搬型セル導出ユニット流量計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 4 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 5
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

放対6班 2

AA 6
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 7 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計設置 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 8 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AA 9 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内25班 2

AA 10
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，可搬型セル導出ユニット流量確認

建屋内22班，建屋内23班 4

AA 28
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，隔離，可搬型凝縮器出
口排気温度計設置

建屋内16班，建屋内17班 4

AA 29
・凝縮器への通水実施，漏えい確認及び凝縮器通水流量監
視

建屋内16班 2

AA 11 ・ダンパ閉止 建屋内33班 2

AA 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置,可搬
型凝縮器通水流量計設置

建屋内32班 2

AA 14
・可搬型導出先セル圧力計設置，可搬型廃ガス洗浄塔入口
圧力計設置，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内34班 2

AA 15-1 ・可搬型電源ケーブル敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AA 15-2 ・可搬型ダクト，可搬型フィルタ設置，可搬型排風機設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AA 16 ・可搬型発電機起動 制御室1班 2

AA 17 ・可搬型排風機起動準備 放対6班，放対7班 4

AA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内46班，建屋内47班 4

AA 31 ・貯槽等水素濃度測定
建屋内13班，建屋内43班
建屋内46班

6

AA 18 ・可搬型導出先セル圧力計確認，可搬型排風機起動
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

AAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 1） 建屋内17班 2

AAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 1）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班

6

AAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内21班 4

AAコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（前処理建屋内部ループ 2） 建屋内20班 2

AAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備(可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置)（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内22班，建屋内23班
建屋内24班，建屋内25班

8

AAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（前処理建屋内部ループ 2）

建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班

8

AAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（前処
理建屋内部ループ 2）

建屋内25班 2

計器監視
燃料の補給

AA 30

・計器監視（貯槽等温度，水素掃気用圧縮空気の圧力，水
素掃気系統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，内部
ループ通水流量，排水線量，溶解槽セル圧力，放射性配管
分岐第１セル圧力，貯槽等水素濃度，貯槽等液位，貯槽等
注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気温度，凝
縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気系フィ
ルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内11班，建屋内12班 4

- -

405:0063:00 64:00 65:00 139:00 140:00 141:00
作業番号 作業内容 作業班 要員数

51:00 52:00 53:00 54:00

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

屋外設備
移動

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

406:00 407:0056:00

経過時間（時：分）

前処理
建屋

対策
55:00 59:00 60:00 61:00 62:0057:00 58:0048:00 49:00 50:00

第7.8-11図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の前処理建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

KA23

建屋内28班

建屋内29班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班

建屋内11班 建屋内11班

建屋内12班

前処理建屋

蒸発乾固 制限時間

KA23

建屋内12班

建屋内13班
AAコ2 3

建屋内12班

建屋内11班

建屋内12班
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・車両寄付き 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4 0:05

・車両移動 建屋内7班，建屋内8班 4 0:10

・車両寄付き 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4 0:05

・車両移動 建屋内11班，建屋内12班 4 0:10

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2 1:45

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4 0:45

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:50

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4 0:35

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2 0:30

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内3班，建屋内4班 4 1:00

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4 0:45

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2 0:15

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2 0:45

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2 0:15

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2 1:00

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:50

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内10班 2 1:20

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:40

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2 0:10

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2 0:10

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2 0:25

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気
圧力確認

建屋内7班 2 0:15

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4 0:50

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4 1:20

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2 0:10

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供給
ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2 0:15

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4 1:00

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2 0:15

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2 0:20

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2 0:20

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2 0:10

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2 0:05

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2 0:05

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2 0:10

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，
セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4 0:50

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－12図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

対策
18:000:00 1:00

事前対応（時：分）

屋外設備
移動

水素爆発
拡大防止

分離
建屋

0:00 1:00 2:00 3:00 20:00 21:00 22:00 23:0010:00 11:00 13:00 14:00 15:00 16:00

蒸発乾固
発生防止

作業番号 作業内容 作業班 要員数
19:005:00 7:00 8:00 9:006:00 12:004:00

所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

- -

17:00

水素爆発
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

AB37-2

建屋内7班

AB受皿

F1

建屋内4班
AB38

建屋内8，9班

AB17

建屋内5，6班

AB33（建屋内6班），AB38（建屋内5班）

AB32 ABコ1 2
建屋内3班

AB26（建屋内4班），AB5（建屋内3班） AB27（建屋内4班），AB32（建屋内3班）

建屋内3，4班

AB15（建屋内7班），AB受皿（建屋内3班）
建屋内3，7班

AB31（建屋内3班）

AB30

建屋内6班

F1

建屋内10班
AB12 F1

建屋内10班

AB3

AB22 AB10

建屋内3班
AB44

AB受皿

建屋内7班

AB23

AB13

建屋内3班

AB1

AB4

建屋内10班
AB2

AB35

建屋内7班

AB8

AB32

建屋内8班
AB9

建屋内8，9班

AB9（建屋内9班） AB28

分離建屋

蒸発乾固 制限時間

建屋内3班

建屋内8，9班
AB39（建屋内8班），AB41（建屋内9班） AB16（建屋内8班），AB17（建屋内9班）

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班 建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

AB39 AB39

CA31 AB41

AB39 AB43 AB41

AB43 AB39

AB41AB43

AB43 AB41

AB43 AB41

AB39 AB41

AB42 AB42

AB39 AB42

AB41 AB42

AB39 AB42

AB39 AB42

ABコ1 2

建屋内7，8班

建屋内11，12班
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AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4 1:10

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:50

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4 0:20

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2 0:50

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2 0:30

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2 0:20

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4 0:30

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8 2:30

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8 2:20

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2 1:05

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2 1:05

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8 1:30

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2 0:20

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2 1:00

ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6 0:40

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4 1:30

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4 1:45

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4 0:45

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4 0:50

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4 0:35

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2 1:00

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2 2:00

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6 0:40

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4 1:30

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12 6:00

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:45

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:50

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:35

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2 0:30

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12 2:00

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6 0:50

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4 0:35

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4 0:20

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6 0:40

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6 1:40

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:10

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:40

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6 0:40

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12 9:10

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8 6:25

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8 3:40

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4 9:45

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4 1:20

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2 1:00

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2 0:15

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4 1:10

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4 0:50

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4 0:20

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空
気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，導出
先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セ
ル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

第7.8－12図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

蒸発乾固
拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
発生防止

12:00 13:00 14:000:00 1:00 10:00 21:00 22:00 23:0016:00 17:00 18:00 19:00 20:001:00 2:00 3:00 4:00 5:00 8:00 9:00

拡大防止
（放出防
止）

事前対応（時：分）
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）
0:00 11:00

分離
建屋

15:006:00 7:00

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

AB27（建屋内4班），AB30（建屋内5班）

建屋内44班

建屋内5，6，8，9班

CA13（建屋内46班）

CA30（建屋内45班）

建屋内45班

KA32

建屋内5，6班
AB24

AB29

AB25

AB2

建屋内7班

AB9

AB39（建屋内5班）

AB36（建屋内5,6班），AB39（建屋内8班），AB41（建屋内9班）

建屋内4班

建屋内10班

建屋内43班

建屋内8班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

建屋内44班

建屋内43班

KA33

建屋内45，46班
KA32（建屋内46班）

AB24

AB21

建屋内44班

建屋内43班
建屋内43班

建屋内44班 建屋内44班建屋内44班建屋内9班

KA31

建屋内5，44班

AB24

AB41 AB43 AB41 AB43

AB42

建屋内43班
AB43 AB41

AB42 AB42 AB41 AB43 AB41

AB43

AB9AB24

AB39 AB39

AB42AB42

AB43

AB39 AB42 AB39
建屋内45班

AB22

AB42

建屋内10班

AB6

F1

KA31

AB39 AB39

AB39
AB42

建屋内43班

建屋内4班

通1（建屋内6班）

AB19

AB受皿

建屋内5班
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・車両寄付き 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両移動 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両寄付き 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・車両移動 建屋内11班，建屋内12班 4

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内3班，建屋内4班 4

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気
圧力確認

建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供給
ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，
セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4
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対策

- -
屋外設備
移動

25:00 34:00 37:00 38:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0039:00 40:00 41:0029:00 33:00 47:0035:00 36:00
作業番号 作業内容 作業班

30:00 31:00 32:0024:00
要員数

27:00 28:00

蒸発乾固
発生防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

分離
建屋

経過時間（時：分）

26:00

蒸発乾固
拡大防止
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AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2

ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空
気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，導出
先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セ
ル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4

第7.8－12図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

31:00 32:0028:00 29:00 30:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）
作業番号

24:00 25:00
対策

拡大防止
（放出防
止）

分離
建屋

41:00 42:00 43:00 44:00 45:0036:00 37:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止
（放出防
止）

38:00 39:00 40:0033:00 34:00 35:0026:00 27:00 46:00 47:00

蒸発乾固
拡大防止 ABコ3 2ABコ2 1

KA23

KA23

(建屋内30班)

ABル2 5

AB凝1 1(建屋内36班)ABル2受皿（建屋内34，35班），ABル1 7（建屋内36班）

ABコ3 1

ABコ3 2(建屋内3班)，ABル1 1(建屋内6班)

AB31（建屋内3班）

AB33（建屋内6班）

建屋内3，6班

KA7(建屋内40班)，KA9(建屋内38，39班)
ABル2 4(建屋内30，31班)

ABコ2 2(建屋内34，35班)

ABコ2 3(建屋内28，29班)

ABル2 3

建屋内32，33，37班

ABル2受皿KAコ5 4

ABル2 3（建屋内40班），ABル2受皿（建屋内30，31班）KAコ2 4（建屋内30，31班)

ABコ1 1

ABコ2 2KAコ1 3

ABコ2 1

ABコ3 2

建屋内6，7班
ABル1 2

建屋内8，9班
ABル1 6

ABル1 4

ABル1 3（建屋内8班）

ABル2 6（建屋内32，33班）

ABル2 7（建屋内37班）

AB凝1 1（建屋内38班）

AB凝1 2（建屋内39，40班）

建屋内6，7，8班

建屋内6，7班

建屋内8，9班

ABコ1 3(建屋内6班)

F1(建屋内7，8班)

ABル1 3

建屋内36班

建屋内40班

建屋内30，31，40班

建屋内38，39，40班

建屋内32，33，37班

建屋内38，39，40班

ABル2 1（建屋内40班）

KAコ1 3（建屋内37班），KAコ1 4（建屋内38，39班），KAコ3 4（建屋内32，33班）

建屋内30，31班
ABル2 受皿

ABコ2 4

建屋内29，30，31班

ABル2 3

建屋内37班

建屋内28，34，35班
建屋内38，39，40班

建屋内8，9，10班ABル1 6(建屋内8，9班)

F1(建屋内10班)

建屋内34，35，36班

建屋内28，29班

ABル2受皿
建屋内30，31班

建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班ABコ1 3（建屋内3班），ABル1 5(建屋内6，7班)

ABコ3 1(建屋内8，9，10班)

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内34，35班

建屋内32，33班

ABル1 1(建屋内8班)

F1(建屋内9班)

ABル2 1（建屋内30，31班），ABル2 2（建屋内34，35班）

KAコ4 4（建屋内28，29班）

ABル1受皿(建屋内40班)

KAコ1 3(建屋内38，39班)

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

AB機1 1(建屋内34班)

AB機1 1

（建屋内33班）
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・車両寄付き 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内7班，建屋内8班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両移動 建屋内7班，建屋内8班 4

・車両寄付き 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内11班，建屋内12班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内11班，建屋内12班 4

・車両移動 建屋内11班，建屋内12班 4

AB 27 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内4班 2

AB 28
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設， 接
続）

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 29 ・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 30
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ健全性確認，内部ループ通水流量確認）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 31 ・貯槽等温度計測 建屋内3班 2

AB 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内3班，建屋内4班 4

AB 32 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内3班，建屋内7班 4

AB 33 ・貯槽等温度計測 建屋内6班 2

AB 34-1 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内7班 2

AB 34-2 ・貯槽等への注水実施 建屋内3班 2

AB 35 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内10班 2

AB 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内10班 2

AB 4 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 5 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内3班 2

AB 6 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内7班 2

AB 7 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内7班 2

AB 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空気
圧力確認

建屋内7班 2

AB 9
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

AB 42
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内43班，建屋内44班 4

AB 44 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内3班 2

AB 3
・圧縮空気手動供給ユニットからの供給，圧縮空気手動供給
ユニット接続系統圧力確認

建屋内3班 2

AB 43 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認 建屋内43班，建屋内44班 4

AB 10 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内10班 2

AB 11
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 12
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内10班 2

AB 13
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 14
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 15
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空気
流量計設置

建屋内7班 2

AB 16 ・可搬型空気圧縮機からの供給開始 建屋内8班 2

AB 17
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，
セル導出ユニット流量確認

建屋内8班，建屋内9班 4

第7.8－12図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その５）

蒸発乾固
発生防止

水素爆発
拡大防止

53:00 56:00

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

- -

50:00 54:00 58:0049:0048:00 51:00 52:00
要員数

経過時間（時：分）

69:0059:00 60:00 64:00 66:00 67:0061:00 62:00 63:00 68:0065:0055:00 57:00 71:0070:00

分離
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班

屋外設備
移動

ABコ3 2
建屋内3班
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AB 36
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 1）

建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-1 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 37-2 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 1） 建屋内5班，建屋内6班 4

AB 18
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内4班 2

AB 19 ・ダンパ閉止 建屋内4班 2

AB 21 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内10班 2

AB 20 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内5班，建屋内44班 4

AB 39 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内5班，建屋内8班
建屋内43班，建屋内44班

8

AB 40 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

AB 41 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内9班，建屋内43班
建屋内44班，建屋内45班

8

AB 22 ・可搬型ダクト設置 建屋内10班 2

AB 23 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内7班 2

AB 24 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内5班，建屋内6班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB 25 ・分離建屋可搬型発電機，可搬型排風機起動準備 建屋内4班 2

AB 26 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内4班 2

ABル1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班

6

ABル1 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 2） 建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 2）

建屋内6班，建屋内7班 4

ABル1 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内8班，建屋内9班 4

ABル1 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 2） 建屋内36班 2

ABル1 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ 2）

建屋内40班 2

ABル2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内30班，建屋内31班
建屋内40班

6

ABル2 2 ・膨張槽液位確認（分離建屋内部ループ 3） 建屋内34班，建屋内35班 4

ABル2 3
・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測（分離建屋内部
ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

ABル2 4
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続）（分離建屋内部ループ3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 5
・内部ループへの通水準備（ポンプ隔離，弁隔離）（分離建
屋内部ループ 3）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABル2 6
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

ABル2 7 ・貯槽等温度計測（分離建屋内部ループ 3） 建屋内37班 2

ABル2 受皿
・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
（分離建屋内部ループ3）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内34班，建屋内35班

12

ABコ1 1
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班
建屋内40班

6

ABコ1 2
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ1 3
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 1）

建屋内3班，建屋内6班 4

ABコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 2）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

ABコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 2）

建屋内28班，建屋内29班 4

ABコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

ABコ3 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（分離建屋内部ループ 3）
建屋内8班，建屋内9班
建屋内10班

6

ABコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内3班，建屋内6班
建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班

12

ABコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（分離建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

ABコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（分離
建屋内部ループ 3）

建屋内6班，建屋内7班
建屋内8班，建屋内9班

8

AB機1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 2
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認（分離建屋内
部ループ 2，3）

建屋内33班，建屋内34班 4

AB機1 3
・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位測定（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内7班 2

AB機1 4 ・貯槽等への注水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内7班 2

AB凝1 1
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作（分離建屋内部
ループ 2，3）

建屋内36班，建屋内38班 4

AB凝1 2 ・漏えい確認（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内39班，建屋内40班 4

AB凝1 3 ・凝縮器への通水実施（分離建屋内部ループ 2，3） 建屋内36班，建屋内38班 4

計器監視
燃料の補給

AB 38

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空
気流量，貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，導出
先セル圧力，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セ
ル液位，凝縮水槽液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内4班，建屋内5班 4

第7.8－12図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の分離建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

48:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
拡大防止
（放出防
止）

拡大防止
（放出防
止）

54:00 55:00

経過時間（時：分）

69:00 519:0061:00 62:00 63:00 64:00 65:0056:00 57:00 58:00 59:00 60:00 520:0066:00
作業班 要員数

51:00 52:00 53:00

分離
建屋

68:0067:00
作業番号対策

49:00 50:00
作業内容

AB凝1 1

AB凝1 3

ABコ2 2（建屋内36班）

ABル2 3（建屋内38班）

AB34-2（建屋内3班）

建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班

建屋内8，9，10班

建屋内3，6，7班

建屋内8，9，10班
建屋内6，7班 建屋内6，7班

建屋内8，9班

建屋内8，9班

建屋内6，7班 建屋内6，7班

建屋内8，9班

AB機1 3（建屋内7班）

建屋内36，38班

建屋内39，40班

建屋内36，38班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

ABル2 3

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班

建屋内4班

建屋内5班 建屋内5班

建屋内4班建屋内4班

建屋内5班

建屋内33，34班

建屋内7班

建屋内33，34班

ABコ3 4

ABル2 6（建屋内33班）

ABコ2 2（建屋内34班）

８－７－826



・車両寄付き 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4 0:05

・車両移動 建屋内19班，建屋内22班 4 0:10

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2 1:00

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4 1:30

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4 0:50

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）

建屋内14班 2 0:30

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2 0:30

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6 1:20

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4 0:45

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6 1:30

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2 0:30

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2 0:30

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2 0:30

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4 0:45

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4 0:15

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2 0:20

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気の
圧力確認

建屋内22班 2 0:15

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:05

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8 0:50

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2 0:10

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4 1:05

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10 1:00

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4 0:20

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧縮
空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4 0:30

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空気
圧力確認

建屋内23班 2 0:15

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽掃
気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4 1:30

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気温
度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4 1:00

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4 0:20

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2 0:45

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2 0:15

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2 0:50

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4 0:30

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14 2:00

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12 2:15

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2 0:25

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2 1:00

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4 1:30

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:40

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:40

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4 5:00

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2 0:20

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:40

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:50

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4 6:00

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2 0:30

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出
先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧力確
認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯槽等液
位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気
温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気
系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

作業内容 作業班
8:00 9:00 10:00 11:00 12:003:00 4:00

精製
建屋

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
拡大防止

水素爆発
発生防止

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

対策 作業番号 要員数
所要時間※
(時：分) 0:00 1:00 2:00

経過時間（時：分）

23:005:00 6:00 7:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:0013:00 14:00 15:00 16:00 17:00

第7.8－13図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

0:00 1:00

事前対応（時：分）

屋外設備
移動

- -

AC34（建屋内21班）

AC1 AC34

AC17

AC33

AC15

AC33（建屋内19班），AC34（建屋内18班）

AC33（建屋内20班），AC受皿（建屋内16，17班）

CA10（建屋内16班）

CA12（建屋内17，18班）

AC13（建屋内14班）

AC32（建屋内15班）

建屋内23班

建屋内21，22班

AC8（建屋内24班）

AC32（建屋内25班）

AC16

建屋内27班

建屋内15班

建屋内14班

AC8CA16

精製建屋 蒸発乾固 制限時間

CA14

建屋内23班

建屋内16，17，18班

建屋内14，15班

建屋内18，19班

建屋内16，17，20班

CA16

建屋内24，25班

AC34
建屋内22班

AC11

AC4（建屋内24班）

AC20（建屋内23班）

建屋内23，24班

AC7
建屋内21，22班

CA31（建屋内21班），CA受皿（建屋内22班）

建屋内14班

AC21

建屋内15班

建屋内13，27班

建屋内24，25，26

建屋内19，20，21

AC32（建屋内19班）

AC33（建屋内20班）

AC34（建屋内21班）

AC33
建屋内13班

CA1

建屋内11，12班
AC29

建屋内26班

建屋内27班

AC32（建屋内26班）

建屋内11，12班

AC19

建屋内20，21班

CA27

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内21班

AC34（建屋内20班），AC35（建屋内21班）

AC5（建屋内27班）

建屋内13班

建屋内15班
AC21

建屋内13班
AC32

AC34 AC16

建屋内20班
AC32 AC26

建屋内20班
AC16 AC25

建屋内19班

建屋内25班
AC32 AC34

AC33

建屋内20班
AC1

AC16AC35

AC7

建屋内21班

AC16

AC6

建屋内22班
CA16

AC25
建屋内18班

AC受皿

AC32
建屋内25班

AC33

AC32（建屋内24班）

AC14

建屋内19班
AC16

建屋内20班
AC33AC16

建屋内26班
AC31AC16

建屋内25班

AC33AC4

建屋内24班
CA31AC9

建屋内25班
CA30AC34

AC3（建屋内24，25班）

AC32（建屋内20班，建屋内26班）

AC33（建屋内19班）

AC34（建屋内21班）

CA31（建屋内27班）

CA14（建屋内16，17班），CA30（建屋内20班）

AC26（建屋内16，17班），AC34（建屋内18班）

CA14

CA14

CA27

AC32

建屋内21班

建屋内19，22班

通1

（建屋内25班）
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・車両寄付き 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・車両移動 建屋内19班，建屋内22班 4

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）

建屋内14班 2

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気の
圧力確認

建屋内22班 2

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧縮
空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空気
圧力確認

建屋内23班 2

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽掃
気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気温
度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出
先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧力確
認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯槽等液
位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気
温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気
系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4

対策 作業班 要員数

水素爆発
発生防止

45:00 46:00 47:0044:0035:00 36:00 37:00 38:00 39:00 41:0025:00 26:00 27:00

精製
建屋

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
発生防止

33:00 34:00 40:0028:00 29:00

第7.8－13図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

屋外設備
移動

- -

作業番号 作業内容
42:00 43:0024:00

経過時間（時：分）

30:00 31:00 32:00

ACコ1 3（建屋内21班）

F9（建屋内20班）

建屋内48班

CA25

F5（建屋内20班）

F3（建屋内22班）

CA30（建屋内23班）

建屋内22班

建屋内20，22，23班

F9（建屋内20班）

F3

（建屋内21班）

AA1

建屋内21班

建屋内22班

建屋内21班

建屋内22班

ACコ1 3（建屋内22班），ACコ2 1（建屋内23班）

ACコ1 2（建屋内23班）

ACコ2 3（建屋内21班）

CAコ1 4（建屋内24，25班） 建屋内23，24，25班

AA1（建屋内23班），AA2（建屋内24，25班）

建屋内20班

建屋内21班

建屋内20班

建屋内21班

AAコ1 2（建屋内21班）

ACコ2 4（建屋内20班）

ACコ2 3

建屋内20班
AAコ2 1

ACコ1 2

（建屋内22班）

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

情7
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・車両寄付き 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内19班，建屋内22班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内19班，建屋内22班 4

・車両移動 建屋内19班，建屋内22班 4

AC 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

AC 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

AC 22
・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接
続，弁隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

AC 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部ルー
プ通水流量確認）

建屋内14班 2

AC 24 ・貯槽等温度計測 建屋内15班 2

AC 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

AC 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

AC 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

AC 27 ・貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

AC 28 ・貯槽液位測定 建屋内48班 2

AC 2 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内27班 2

AC 3
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統圧
縮空気圧力計設置

建屋内24班，建屋内25班 4

AC 4 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内24班，建屋内25班 4

AC 5 ・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

AC 6
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気用圧縮空気の
圧力確認

建屋内22班 2

AC 7
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確
認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 33
・圧縮空気自動供給貯槽又は機器圧縮空気自動供給ユニット
圧力確認

建屋内13班，建屋内19班
建屋内20班，建屋内25班

8

AC 35 ・圧縮空気自動供給貯槽圧力確認，弁操作 建屋内21班 2

AC 1 ・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空気供給 建屋内20班，建屋内21班 4

AC 34 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内18班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内22班
建屋内25班

10

AC 8 ・可搬型建屋内ホース接続（建屋入口） 建屋内23班，建屋内24班 4

AC 9
・可搬型建屋内ホース接続（建屋内），可搬型貯槽掃気圧縮
空気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内23班，建屋内24班 4

AC 10
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空気
圧力確認

建屋内23班 2

AC 11
・かくはん系統圧縮空気圧力及び貯槽掃気流量確認，貯槽掃
気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量確認

建屋内21班，建屋内22班 4

AC 29
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型凝縮器出口排気温
度計設置

建屋内11班，建屋内12班 4

AC 30 ・漏えい確認等，凝縮器への通水実施 建屋内11班，建屋内12班 4

AC 12
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可搬
型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内14班 2

AC 13 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

AC 14 ・ダンパ閉止 建屋内15班 2

AC 15 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内13班，建屋内27班 4

AC 32 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内13班，建屋内15班
建屋内19班，建屋内20班
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

14

AC 16 ・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内26班

12

AC 17 ・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

AC 18 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内13班 2

AC 19 ・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

ACコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

ACコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内21班，建屋内22班 4

ACコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

ACコ2 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，可
搬型冷却コイル圧力計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

ACコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コ
イル圧力確認）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班，建屋内21班 4

ACコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認)（精製
建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

計器監視
燃料の補給

AC 31

・計器監視(貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線量，
水素掃気系統圧縮空気の圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出
先セル圧力，プルトニウム系塔槽類廃ガス洗浄塔セル圧力確
認，貯槽等水素濃度，かくはん系統圧縮空気圧力，貯槽等液
位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，凝縮器出口排気
温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，代替セル排気
系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内26班，建屋内27班 4

水素爆発
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

精製
建屋

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

71:00

経過時間（時：分）

63:00 64:00 65:00 66:00 67:0058:00 59:00 60:00 61:00 62:0053:00 54:00 55:00 56:00 57:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00 68:00 69:00 70:00
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

第7.8－13図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の精製建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

屋外設備
移動

- -

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班

建屋内26班

建屋内27班
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・車両寄付き 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4 0:05

・車両移動 建屋内23班，建屋内24班 4 0:10

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2 1:00

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4 1:10

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4 1:30

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2 0:10

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4 2:00

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4 1:20

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2 0:10

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4 2:00

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2 0:40

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2 0:30

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2 0:20

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2 0:10

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4 0:30

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10 1:20

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2 0:10

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給（現場環境確認時実施）

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6 0:20

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2 0:20

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2 0:40

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2 0:10

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4 0:30

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10 1:30

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8 3:50

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2 0:10

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2 1:30

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4 0:30

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4 0:10

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18 2:50

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12 2:30

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4 0:50

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6 1:50

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2 0:20

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4 0:10

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2 1:00

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 1:00

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6 0:30

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6 0:50

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4 0:50

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

屋外設備
移動

- -

21:00

拡大防止
（放出防
止）

蒸発乾固
拡大防止

蒸発乾固
拡大防止

7:00 10:00 11:00 12:00 13:00

水素爆発
拡大防止

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班
8:00

水素爆発
発生防止

9:00

蒸発乾固
発生防止

要員数
所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）事前対応（時：分）

0:00 1:00 20:00 23:0022:00

第7.8－14図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 14:00 19:0015:00 16:00 17:00 18:00

CA20（建屋内23班），CA26（建屋内13班）

CA32（建屋内12班）

AC23（建屋内14班），AC24（建屋内15班），AC25（建屋内18，19班），AC26（建屋内16，17班）

CA30CA33

CA27

CA23CA14CA32

CA24

CA30

CA27

CA31

CA31CA31

CA31CA33CA30

CA17CA30 KA31

CA30

CA30 CA30

CA30

CA32CA31

CA32CA32CA30

CA30 CA32AC32AC31CA30CA32AB42

CA20

CA32CA31

CA32

CA21

建屋内11，12班 建屋内11，12班

CA30

CA27

CA32CA31CA32AB40CA13

CA31 CA32 CA31 CA31 AC26 CA受皿 AC32 CA21 CA21

CA30 AC11

CA31

AC18

CA受皿

建屋内13班

建屋内20班

CA27

建屋内20，22班

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

蒸発乾固 制限時間

建屋内23班

建屋内24，25班

CA23

建屋内15，16班

建屋内23班

CA14

建屋内20班

AC11（建屋内22班）
建屋内22班

CA2（建屋内20班），CA5（建屋内22班）

建屋内11，12班
CA28（建屋内11班），CA32（建屋内12班） F4

CA18
建屋内14班

建屋内13班

F4

CA19
建屋内21班

F2

CA5 F2（建屋内22班），F4（建屋内20班）

建屋内13，23班

AC10（建屋内23班），AC30（建屋内11，12班）
CA 3（建屋内13班）

建屋内14，19班

建屋内16班
AC受皿

通1
建屋内17，18班

AC受皿

建屋内14，18，19班

建屋内15，16，17班

CA24

CA22（建屋内15，16班），CA29（建屋内18班），CA30（建屋内17班）

AC2

建屋内22，23班

建屋内27班

AC34（建屋内22班），AC20（建屋内23班）

CA32

CA26（建屋内14班）

CA29（建屋内19班）

CA31
建屋内21班

CA6

CA18（建屋内19班），CA14（建屋内18班）
建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班

F2（建屋内25班）

F4

CA受皿（建屋内22班） CA9

建屋内20，22班

建屋内11班

CA30

CA30

建屋内43班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内24班

建屋内21班

CA19

建屋内47班

建屋内43班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班

建屋内47班 建屋内12班

建屋内24班

建屋内45，46班
CA30（建屋内45班）

AB40（建屋内46班）
建屋内45班

建屋内43班
CA32

建屋内47班

建屋内27班

建屋内47班 建屋内47班

建屋内20班

建屋内24班

建屋内25班建屋内27班

ACコ1 1
建屋内17班

F2
建屋内24班

建屋内23班

F4

CA30（建屋内20班）

CA30（建屋内24班）

建屋内19，22，23班

AC32（建屋内19班）

CA16（建屋内22，23班）

建屋内18班

建屋内23，24班
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・車両寄付き 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・車両移動 建屋内23班，建屋内24班 4

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2
.

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給（現場環境確認時実施）

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4

屋外設備
移動

- -

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

拡大防止
（放出防
止）

作業番号
41:00 46:00

経過時間（時：分）

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

43:0036:00 37:00 38:00 39:00 40:00 47:0032:00
要員数

26:00 31:0027:00 28:0025:00 34:00
作業内容 作業班

水素爆発
発生防止

35:0029:00 30:00

第7.8－14図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

水素爆発
拡大防止

24:00 42:00 44:00 45:0033:00

F5

建屋内15，24，25班

F3

（建屋内24，

建屋内25班）

AC28

F7

F8

F9（建屋内16，17班）

F9（建屋内15班）

建屋内24，25班

ACコ2 1

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内48班

建屋内15，16，17班

建屋内11，12，13，14班
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・車両寄付き 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内23班，建屋内24班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内23班，建屋内24班 4

・車両移動 建屋内23班，建屋内24班 4

CA 20 ・膨張槽液位確認 建屋内23班 2

CA 21 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測 建屋内24班，建屋内25班 4

CA 22
・内部ループへの通水準備（弁隔離，可搬型建屋内ホース
敷設，接続，弁操作）

建屋内15班，建屋内16班 4

CA 23
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内23班 2

CA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位計測） 建屋内20班，建屋内22班 4

CA 24 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認 建屋内11班，建屋内12班 4

CA 25 ・弁操作，貯槽等への注水実施 建屋内48班 2

CA 26 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測 建屋内13班，建屋内14班 4

CA 1 ・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計設置

建屋内20班 2

CA 3 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続 建屋内13班 2

CA 4
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，水素掃気系統圧縮空
気の圧力確認

建屋内20班 2

CA 5
・水素掃気系統圧縮空気の圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量
確認，貯槽掃気圧縮空気流量調整，セル導出ユニット流量
確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 31
・圧縮空気自動供給ユニット又は機器圧縮空気自動供給ユ
ニット圧力確認

建屋内21班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 33 ・圧縮空気自動供給ユニット圧力確認，弁操作 建屋内47班 2

- -
・圧縮空気手動供給ユニットからかくはん系統への圧縮空
気供給（現場環境確認時実施）

建屋内19班，建屋内22班
建屋内23班

6

CA 6 ・可搬型建屋外ホース接続 建屋内21班 2

CA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，接続，可搬型貯槽掃気圧縮空
気流量計及び可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内21班 2

CA 8
・可搬型空気圧縮機からの供給開始，かくはん系統圧縮空
気圧力確認

建屋内21班 2

CA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内20班，建屋内22班 4

CA 32 ・圧縮空気手動供給ユニット圧力確認
建屋内12班，建屋内24班
建屋内27班，建屋内43班
建屋内47班

10

CA 27 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作，漏えい確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内23班

8

CA 28 ・弁操作，凝縮器への通水実施 建屋内11班 2

CA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニット流量計設置，可
搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計設置

建屋内16班 2

CA 11 ・ダンパ閉止 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 12 ・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内17班，建屋内18班 4

CA 13 ・可搬型水素濃度計設置 建屋内45班，建屋内46班 4

CA 30 ・貯槽等水素濃度測定

建屋内17班，建屋内20班
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班，建屋内27班
建屋内43班，建屋内45班
建屋内47班

18

CA 14 ・可搬型ダクト設置
建屋内14班，建屋内15班
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内19班

12

CA 15 ・可搬型排風機，可搬型フィルタ設置 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 16 ・可搬型電源ケーブル敷設
建屋内22班，建屋内23班
建屋内27班

6

CA 17 ・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機起動 建屋内27班 2

CA 18 ・可搬型排風機起動準備 建屋内14班，建屋内19班 4

CA 19 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内21班 2

CAコ1 1 ・可搬型建屋内ホース等運搬
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

CAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）

建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班

6

CAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）

建屋内15班，建屋内24班
建屋内25班

6

CAコ1 4 ・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認) 建屋内24班，建屋内25班 4

計器監視
燃料の補給

CA 29

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系
統圧縮空気圧力，貯槽掃気圧縮空気流量，導出先セル圧
力，貯槽等水素濃度，貯槽等温度，内部ループ通水流量，
排水線量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水
流量，凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収
セル液位，代替セル排気系フィルタ差圧）
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内18班，建屋内19班 4

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

49:00

水素爆発
発生防止

作業番号 作業内容 作業班 要員数
48:00

経過時間（時：分）

71:0066:0056:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:00 68:00 69:0063:00 64:00 65:00

拡大防止
（放出防
止）

52:00 53:00 54:00 55:00

屋外設備
移動

- -

67:0051:0050:00 57:00

第7.8－14図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合のウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

水素爆発
拡大防止

70:00

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班 建屋内19班

建屋内18班

建屋内19班

建屋内18班 建屋内18班 建屋内18班

建屋内19班 建屋内19班
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・車両寄付き 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4 0:05

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4 0:05

・車両移動 建屋内39班，建屋内40班 4 0:10

・車両寄付き 建屋内41班，建屋内42班 4 0:10

・SA設備の固縛解縛 建屋内41班，建屋内42班 4 0:10

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内41班，建屋内42班 4 0:05

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内41班，建屋内42班 4 0:10

・SA設備の車上固縛 建屋内41班，建屋内42班 4 0:05

・車両移動 建屋内41班，建屋内42班 4 0:10

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4 3:00

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12 2:30

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 2:30

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 3:00

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 0:30

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4 5:50

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6 1:20

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6 4:15

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6 0:30

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10 5:30

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4 1:45

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2 1:10

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2 0:15

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4 0:35

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4 1:05

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2 0:20

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12 2:30

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2 0:15

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8 2:10

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

21:00 22:00 23:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

作業番号 作業内容 作業班 要員数
経過時間（時：分）所要時間

※
（時： 10:00 11:00 12:00 19:00 20:00

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 17:0013:00 14:00 18:009:00 15:00 16:00

事前対応（時：分）

0:00 1:00

屋外設備
移動

- -

水素爆発
拡大防止

対策

第7.8-15図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

KA11-2（建屋内34班），KA17（建屋内35，36班）

KA3（建屋内35班），KA5-1（建屋内37，38班），KA16（建屋内36班）

KAコ3 1（建屋内32班）

KAコ3 2（建屋内33班）

KA30

KA7（建屋内39班），KA8（建屋内38班）

KA7（建屋内35，36班）

KA5-2

高レベル廃液ガラス固化建屋

蒸発乾固 制限時間

通1

建屋内35班

KA1

建屋内28，29班

建屋内30班

KA20

建屋内28，29，30班
KA20

建屋内41，42班

建屋内34，35，36班
KA2（建屋内34班），KA3（建屋内35班），KA16（建屋内36班）

建屋内31，32班

建屋内32，33班

KA1
建屋内31，32，33班

KA2（建屋内33班）

建屋内31班
KAコ2 2

建屋内33，34班
KA18（建屋内33班），KA22（建屋内34班） KA24（建屋内33班），KA25（建屋内34班）

KA22
建屋内35班

KA7

建屋内37班

KA15 KA5-1

建屋内39，40班
KA15 KA7

建屋内38班

建屋内38班

KA7 KA8

KA6 KA9

建屋内35，36班

建屋内39，40班

建屋内38，39班

KAコ1 1（建屋内36班）

KAコ5 2（建屋内35班）

ABコ1 1

KAコ2 1（建屋内30班）

KAコ4 1（建屋内28，29班）

建屋内35，36，37，38班

ABコ1 1（建屋内40班）

KA6（建屋内38班），KA9（建屋内35，36班）

KAコ1 1（建屋内37班）

KA9（建屋内39班）

建屋内39，40班

建屋内41，42班

AA・KA現責補助
建屋内36班 KA22

KA1（建屋内31，32班），KA2（建屋内33班）

KA1

KA11-2

建屋内28，29，30班

建屋内31，32，33班

建屋内30班 KA21KA19

建屋内28，29班

建屋内30班

KA24

KA19

建屋内29班

建屋内31，32班（可搬型空気圧縮機起動含む）

建屋内28班

KA18

建屋内37，38班
KA7KA4（建屋内37班），KA15（建屋内38班）
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KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2 1:10

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2 0:25

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2 0:30

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4 3:10

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2 0:40

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2 0:15

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14 4:25

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6 2:10

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4 0:30

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6 2:20

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8 2:20

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8 1:55

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2 1:00

KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2 0:30

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:15

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 6:10

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4 0:10

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2 0:30

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:15

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 6:10

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4 0:10

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2 0:30

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 0:15

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 6:10

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4 0:10

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:00

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 1:05

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 6:10

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4 0:10

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4 1:30

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4 1:45

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8 10:00

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4 0:10

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間

※
（時：

経過時間（時：分）

蒸発乾固
拡大防止

4:00 5:00 6:00 7:00 8:000:00 1:00 2:00 3:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:009:00 10:00 11:00 12:00 13:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00

事前対応

0:00 1:00

拡大防止
（放出防
止）

第7.8-15図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

建屋内41班

建屋内42班
KA受皿

建屋内41班

建屋内42班

建屋内30班

KA21

KA24（建屋内31班）

KA24
建屋内32班

KA24（建屋内33班）

KA27

KA9（建屋内35班）

建屋内28，29班

KA21

KA9（建屋内36班），KA7（建屋内37班）

KAコ2 3

KAコ3 3

KAコ5 3

KAコ4 2

建屋内30，31班

建屋内32，33班

建屋内34班

建屋内34，35班

建屋内36，37班

建屋内41班

建屋内33，34班

建屋内46班

AB40（建屋内46班），AB41（建屋内45班）

KA33

建屋内34班
KA2

建屋内28班

建屋内29班

建屋内31班

KA11-2

建屋内28班

KA11-2

KA4（建屋内37班），KA5-1（建屋内38班），KA5-2（建屋内39，40班）

建屋内36班

KA22 KA7

建屋内37，38，39，40班

KAコ5 1

建屋内45，46班
KA31（建屋内46班）

KA33（建屋内46班）

KA12
建屋内45班

KA32

建屋内46班

建屋内45，46班

KA12

KA12

建屋内45班

KA33

KA31 KA31
建屋内45班

建屋内46班

KA33

KA31

建屋内45班

KA33 KA33

建屋内46班

KA33 KA33

KA31
建屋内45班

KA31

建屋内45班

KA33 AB41

KA31

建屋内45班

AB41

建屋内43班

建屋内46班
KA31

AB39

AA13

建屋内47班

CA32 AA13

建屋内46班

建屋内47班

AA31 KA33

AA13 KA31 KA31

KA33

建屋内46班

建屋内47班

AA31

建屋内29，30班

KA18（建屋内28，29，30，31，32，33班）
建屋内31，32班

KA22（建屋内34班）AA11（建屋内33班），AA14（建屋内34班）

KA10

KA10（建屋内29班）

AG8（建屋内30班）

KA11-1（建屋内31班）
AA12（建屋内32班）
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・車両寄付き 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両移動 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両寄付き 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・車両移動 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

29:0024:00 27:00 28:00 30:00 31:00
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

屋外設備
移動

- -

41:00 44:00 45:00 46:00 47:0042:00 43:0040:00

経過時間（時：分）

35:0025:00 26:00 34:00 39:0036:00 37:0032:00 33:00 38:00

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

蒸発乾固
発生防止

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止
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KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2

KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策 作業番号 作業内容

蒸発乾固
拡大防止

44:00 45:0039:00 40:00 41:00 42:00 43:00 46:00 47:0034:00 35:00 36:00 37:00

拡大防止
（放出防
止）

第7.8-15図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その４）

38:0029:00 30:00
作業班 要員数

経過時間（時：分）

31:00 32:00 33:0024:00 25:00 26:00 27:00 28:00

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

ABル2 1

ABル2 3

ABル2 2

ABル2受皿

KAコ1 2

KAコ1 1

建屋内38，39班

KAコ1 3

建屋内36，37班

建屋内38，39班

建屋内36，37班

建屋内38，39班

建屋内36，37班

建屋内38，39班ABコ1 1（建屋内38，39班）

KAコ1 2（建屋内36，37班）

建屋内36，37班

建屋内38，39班
ABル2 3

ABル1 7（建屋内36班），ABル2 3（建屋内37班）

KAコ2 3

KAコ3 3

KAコ5 3

KAコ4 2

建屋内30，31班

建屋内32，33班

建屋内34，35班

建屋内28，29班

建屋内41班

建屋内36，37班
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・車両寄付き 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内39班，建屋内40班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両移動 建屋内39班，建屋内40班 4

・車両寄付き 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内41班，建屋内42班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内41班，建屋内42班 4

・車両移動 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 17 ・膨張槽液位確認 建屋内35班，建屋内36班 4

KA 18 ・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽等温度計測
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班

12

KA 19 ・内部ループへの通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続）
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 20 ・内部ループへの通水準備（弁隔離） 建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 21
・内部ループへの通水実施（弁操作，漏えい確認，内部
ループ通水流量確認）

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 受皿 ・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定） 建屋内41班，建屋内42班 4

KA 22 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続
建屋内34班，建屋内35班
建屋内36班

6

KA 24 ・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内31班，建屋内32班
建屋内33班

6

KA 23 ・貯槽等への注水実施，漏えい確認
建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班

6

KA 1
・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース敷設，接
続，可搬型空気圧縮機起動

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班

10

KA 2
・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計及び可搬型水素掃気系統
圧縮空気圧力計又はかくはん系統圧縮空気圧力計設置

建屋内33班，建屋内34班 4

KA 3 ・可搬型建屋内ホース接続 建屋内35班 2

KA 4
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかく
はん系統圧縮空気圧力確認

建屋内37班 2

KA 5-1
・水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空気
圧力及び貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流
量調整

建屋内37班，建屋内38班 4

KA 5-2 ・セル導出ユニット流量確認 建屋内39班，建屋内40班 4

KA 6 ・可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース接続 建屋内38班 2

KA 7
・可搬型建屋内ホース敷設，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量
計設置

建屋内35班，建屋内36班
建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

12

KA 8
・可搬型空気圧縮機からの高レベル廃液ガラス固化建屋へ
の圧縮空気の供給

建屋内38班 2

KA 9
・貯槽掃気圧縮空気流量確認，貯槽掃気圧縮空気流量調
整，セル導出ユニット流量確認

建屋内35班，建屋内36班
建屋内38班，建屋内39班

8

屋外設備
移動

- -

59:0048:00 52:00 53:00 54:00 55:00 56:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

75:0074:0063:00 73:0064:00 72:0071:0049:00 50:00 51:00
作業番号

70:00 76:0057:00 58:00 60:00 61:00 62:00

蒸発乾固
発生防止

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策

蒸発乾固
拡大防止

水素爆発
発生防止

水素爆発
拡大防止

第7.8-15図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その５）

ABコ2 3（建屋内28，29班），ABコ2 4（建屋内30班）

建屋内28，29，30班
AA26（建屋内28班），AA27（建屋内29班）
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KA 25 ・可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁操作 建屋内34班 2

KA 26 ・可搬型凝縮器出口排気温度計設置 建屋内34班 2

KA 27 ・凝縮器への通水実施，漏えい確認等 建屋内34班 2

KA 10
・隔離弁の操作，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計
設置

建屋内28班，建屋内29班 4

KA 13
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び可搬型導出先セル圧
力計の設置

建屋内31班 2

KA 11-1 ・可搬型セル導出ユニット流量計設置 建屋内31班 2

KA 11-2 ・ダンパ閉止

建屋内28班，建屋内29班
建屋内30班，建屋内31班
建屋内32班，建屋内33班
建屋内34班

14

KA 12 ・可搬型水素濃度計設置1 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 31 ・貯槽等水素濃度測定1
建屋内45班，建屋内46班
建屋内47班

6

KA 32 ・可搬型水素濃度計設置2 建屋内45班，建屋内46班 4

KA 33 ・貯槽等水素濃度測定2
建屋内43班，建屋内45班
建屋内46班

6

KA 14
・可搬型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発
電機の接続，可搬型発電機起動

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 15
・可搬型ダクトによる高レベル廃液ガラス固化建屋排気
系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機の接続

建屋内37班，建屋内38班
建屋内39班，建屋内40班

8

KA 16 ・導出先セル圧力確認，可搬型排風機起動 建屋内36班 2

KAコ2 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 2）

建屋内30班 2

KAコ2 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ2 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 2）

建屋内30班，建屋内31班 4

KAコ3 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 3）

建屋内32班 2

KAコ3 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ3 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 3）

建屋内32班，建屋内33班 4

KAコ5 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 5）

建屋内34班 2

KAコ5 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ5 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 5）

建屋内34班，建屋内35班 4

KAコ4 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ4 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 4）

建屋内28班，建屋内29班 4

KAコ1 1
・可搬型建屋内ホース等運搬（高レベル廃液ガラス固化建
屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 2
・冷却コイル等への通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，
可搬型冷却コイル圧力計設置）（高レベル廃液ガラス固化
建屋内部ループ 1）

建屋内36班，建屋内37班 4

KAコ1 3
・冷却コイル等の健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却
コイル圧力確認）（高レベル廃液ガラス固化建屋内部ルー
プ 1）

建屋内36班，建屋内37班
建屋内38班，建屋内39班

8

KAコ1 4
・冷却コイル等への通水実施（弁操作，漏えい確認）（高
レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ 1）

建屋内38班，建屋内39班 4

計器監視
燃料の補給

KA 30

・計器監視（貯槽等温度，内部ループ通水流量，排水線
量，貯槽等液位，貯槽等注水流量，冷却コイル通水流量，
凝縮器出口排気温度，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液
位，代替セル排気系フィルタ差圧，貯槽掃気圧縮空気流
量，水素掃気系統圧縮空気の圧力又はかくはん系統圧縮空
気圧力，導出先セル圧力，貯槽等水素濃度，セル導出経路
圧力)
・可搬型発電機及び可搬型空気圧縮機等への燃料の補給

建屋内41班，建屋内42班 4

54:00 55:00 56:00 57:00 58:0049:00 50:00 51:00 52:00 53:0048:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

74:00 75:00 76:0073:0064:00 70:00 71:00 72:0059:00 60:00 61:00 62:00 63:00

蒸発乾固
拡大防止

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

対策

拡大防止
（放出防
止）

第7.8-15図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の高レベル廃液ガラス固化建屋における必要な要員及び作業項目（その６）

作業番号

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班 建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班 建屋内42班

建屋内41班

建屋内42班

建屋内41班 建屋内41班
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3 1:00

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3 1:30

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4 0:30

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4 0:25

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4 0:25

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2 0:10

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2 -

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10 7:50

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8 0:30

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8 0:20

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 2:45

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 0:35

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:20

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:20

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:40

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16 2:20

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:30

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8 0:40

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

3:00

経過時間（時：分）

19:00 20:00 21:00 22:00 23:0014:00 15:00 16:00 17:00 18:004:00 5:00 6:00 7:00 8:000:00 1:00 2:00

第7.8－16図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

通信手段の
確保

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

状態監視

使用済燃料
損傷対策

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

ACコ1 1（建屋内22班）

ACコ1 3（建屋内21班）

CAコ1 3（建屋内24，25班）

ABル1 1（建屋内7，8班）

ABル1 3（建屋内9班）

ABコ2 1（建屋内10班）

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

AB28（建屋内8，9班），AB34-1（建屋内7班），AB35（建屋内10班），AB39（建屋内44班）

建屋内7，8，9，10，44班

建屋内21，22，24，25班

CA8（建屋内21班），CA9（建屋内22班），CA21（建屋内25班），CA30（建屋内24班）

CA9（建屋内20班），CA22（建屋内15，16班），CA24（建屋内11，12班），CA26（建屋内13，14班），CA30（建屋内17班)

建屋内11，12，13，14班

ACコ1 1

（建屋内20班）

CAコ1 2

（建屋内15，16，17班）

CAコ1 1

F制6（制御室2班）
制御室2，3班

通3

制御室1，2班

F制7（制御室1班），F制4（制御室2班）

F制6

制御室1班

AA15-2

放対7班，9班

通5

建屋内15，16，17，20班

建屋内15，16，17，20班

建屋内11，12，13，14班

建屋内11，12，13，14班

通3（制御室3班）
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

40:00 41:00 42:00 44:00 45:00 46:0024:00 25:00 26:00 27:00

経過時間（時：分）
対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

33:00 34:00 35:00 36:00 37:0028:00 29:00 30:00 31:00 32:00 43:00 47:0038:00 39:00

第7.8－16図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

状態監視

使用済燃料
損傷対策

通信手段の
確保

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

AA22（建屋内15班），AA受皿（建屋内16，17班），ACコ2 3（建屋内20班）

）

CAコ1 1

AA19（建屋内12，13班），AA22（建屋内14班），AA30（建屋内11班）

通4

放対7班，9班

建屋内11，12，13，14班

建屋内11，12，13，14班

建屋内15，16，17，20班

建屋内11，12，13，14班

ACコ1 2（建屋内20班）

CAコ1 3（建屋内15班）

CAコ1 2（建屋内16，17班）

AA17（放対7班），AA18（放対9班）
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通 4 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設 放対7班，放対9班 3

通 5 ・屋内機器と可搬型発電機の接続 放対7班，放対9班 3

可搬型照明
による使用
済燃料の受
入れ施設及
び貯蔵施設
の制御室の
照明確保

F制 4
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への可搬型
代替照明設置

制御室2班，制御室3班 4

F制 5 ・可搬型送風機の起動準備（ケーブル敷設） 制御室1班，制御室2班 4

F制 6 ・可搬型送風機の起動準備 制御室1班，制御室2班 4

F制 7 ・可搬型送風機の起動 制御室1班 2

状態監視
燃料の補給

・状態監視（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発
電機，可搬型送風機）
・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機への燃
料の補給

建屋内1班，建屋内2班 2

F 1
・保管場所への移動及び運搬車による可搬型重大事故等対処
設備の運搬

建屋内7班，建屋内8班
建屋内9班，建屋内10班
建屋内44班

10

F 2 ・ホース敷設，流量計設置及び建屋内外ホース接続
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 3 ・注水開始，流量確認
建屋内21班，建屋内22班
建屋内24班，建屋内25班

8

F 4 ・監視設備配置，ケーブル敷設及び接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 5 ・監視ユニットと計装ユニットの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 6 ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機の起動
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 7 ・監視設備の起動確認及び状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 8 ・冷却ケースの設置
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 9 ・空冷ユニットと冷却ケースの接続

建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班
建屋内15班，建屋内16班
建屋内17班，建屋内20班

16

F 10 ・計測ユニットと空冷ユニットの接続
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

F 11 ・空冷ユニット系統起動及び起動状態確認
建屋内11班，建屋内12班
建屋内13班，建屋内14班

8

62:00 63:00 64:00 65:00 66:0049:00 50:00 51:00

経過時間（時：分）

61:00 67:00 68:00 69:00 70:00 71:0057:00 58:00 59:00 60:0052:00 53:00 54:00 55:00 56:0048:00

使用済
燃料受
入れ・
貯蔵建
屋

通信手段の
確保

代替制御室
送風機によ
る使用済燃
料の受入れ
施設及び貯
蔵施設の制
御室の換気

確保

状態監視

使用済燃料
損傷対策

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

第7.8－16図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班

建屋内1班

建屋内2班
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1 -

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1 -

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1 -

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2 -

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1 2:10

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1 -

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3 0:10

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，除灰）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外1班，建屋外2班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班
建屋外8班

13 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

建屋外

23:0017:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その１）

外46（建屋外5班）
建屋外1，8班

外3（建屋外8班） 外9（建屋外2班）

外66（建屋外2班）

建屋外2，8班 外30（建屋外4班） 建屋外4，8班

外47（建屋外8班）

建屋外4班

外42

外51

建屋外5班

外21（建屋外1班）

燃料給油3班

燃3

燃料給油2班

建屋外1班

燃8 燃8 燃8

燃料給油2班

外5（建屋外8班）

外17-1（建屋外1班）

建屋外1，8班

外17-1（建屋外1班）
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10 0:20

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10 0:10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2 0:30

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2 3:30

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2 0:10

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6 0:30

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2 0:30

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:10

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2 0:30

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 1:30

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2 0:30

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2 0:30

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2 0:10

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2 0:10

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2 0:10

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4 0:30

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4 0:35

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4 1:40

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2 0:10

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6 0:30

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2 0:30

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2 1:00

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2 1:30

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 2:00

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2 0:30

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 1:30

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2 0:10

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外1班，建屋外3班 4 0:30

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

建屋外

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 20:00 21:00 22:00 23:0017:00 18:00 19:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その２）

外5

建屋外2，3，4，5，6班

外10（建屋外3班）

外11（建屋外4，5班）

外25（建屋外6班）

建屋外2班

外27（建屋外6班）

外38（建屋外4，5，7班）

外7

（建屋外4，5班）

建屋外3班

建屋外3，4，5班

外26

外25 外27

建屋外4，5，6，7班

建屋外5，6，7班

建屋外4班
外18

外21

外64（建屋外5班）

外65（建屋外6，7班）

外14

外17-2 外22

外22 外40

建屋外3班

建屋外3班

建屋外4班

外14（建屋外4班）

外15（建屋外5，6，7班）

外13

外13

外7

建屋外6班

建屋外6班

外4（建屋外1班），外18（建屋外4班）

建屋外1班

建屋外1，4班
外30（建屋外4班），外24（建屋外1班）

外7 外12

建屋外3，4，5班
外11 外38（建屋外4，5班），外39（建屋外3班）

建屋外6班
外12 外13

建屋外3班
外39

外17-2

外21（建屋外4班），外65（建屋外5，6，7班）
建屋外4，5，6，7班

建屋外1班

外5（建屋外4班），外32（建屋外5，6，7班）

外24外24

外30
建屋外5，6，7班

建屋外3班

建屋外1班

外19（建屋外3班），外24（建屋外1班） 外20（建屋外3班），外24（建屋外1班）

外66（建屋外2班），外24（建屋外1班） 外66（建屋外2班），外24（建屋外1班）

外67（建屋外6班）

外68（建屋外5，7班）

外41 外35

外34（建屋外3班），外24（建屋外1班）

建屋外1，3班

建屋外1，2班

外69（建屋外3班）

外24，36（建屋外1班）

建屋外1班
外3

外4

建屋外3班
外29 外19

建屋外1，3班
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外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2 0:10

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 0:30

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2 0:30

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2 0:30

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2 1:30

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 0:30

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:00

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2 0:30

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1 7:50

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4 0:30

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2 0:30

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2 0:10

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 0:30

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2 0:20

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2 0:30

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2 1:00

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8 1:00

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2 0:30

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4 0:30

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6 1:30

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2 0:10

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4 0:30

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2 -

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2 0:30

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外2班 2 -

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2 0:30

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外3班 2 -

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2 0:30

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6 0:30

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外2班 2 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

作業番号 作業内容 作業班 要員数 所要時間※
(時：分)

経過時間（時：分）

建屋外

17:00 18:00 19:00 20:00 21:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その３）

22:00 23:008:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

外26（建屋外4，5班）

外37（建屋外7班）

外2

建屋外7班

建屋外4，5，7班

建屋外3班
外26 外28

外20

建屋外3班

外34

建屋外4，5，6，7班

外5（建屋外4班），外68（建屋外5，6，7班）

建屋外1班

外24，36

建屋外4，5班
外43

外5（建屋外5班）

外50（建屋外4班）

建屋外4班

外5

外13

建屋外1班

外43
建屋外6，7班

外51

外38

外24，36

外43

外42

建屋外4，5，6，7班

建屋外8班
外5

建屋外5班
外16

建屋外5，6，7班

外16（建屋外6，7班） 外30

建屋外2班

建屋外6班
外33

建屋外5，6，7班

外42

外35

建屋外3班

外33（建屋外5，7班）

外5

外45（建屋外4，5班）

外48（建屋外6，7班）

外46
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，除灰）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外1班，建屋外2班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班
建屋外8班

13

作業番号

建屋外

47:0038:00 39:00 40:00 41:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0024:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

37:0033:00 34:00 35:00 36:0025:00 30:0026:00 27:00 31:00 32:0028:00 29:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その４）

外53

外53（建屋外5班）

外57
外57（建屋外6班）

外47（建屋外8班）

外71（建屋外6班）

外5（建屋外8班）

建屋外4班 建屋外6，8班 以降，アクセスルートの状態を確認し，建屋外4，5，6，7，8班にて，対応する。建屋外5班

燃2

燃1建屋外1班

燃8 燃8

燃料給油2班

燃8 燃8

燃料給油2班

外50（建屋外4班）
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋用への水の供給流量及び圧力
の調整

建屋外1班，建屋外3班 4

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2

31:00 38:00 39:00 40:00 41:0035:00 36:00 37:0026:00 27:00 28:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:0034:00
作業番号

建屋外

47:0029:00 30:00
作業内容 作業班 要員数

経過時間（時：分）

24:00 25:00 32:00 33:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その５）

建屋外1班

建屋外1班
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外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

38:00 39:00 40:00 41:0034:00 35:00 36:00 37:00 42:00 43:00 44:00 45:00 46:00
作業番号

建屋外

33:0027:00 28:00 29:00 30:0026:00 47:00

経過時間（時：分）
要員数

31:00 32:00

第7.8－17図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の建屋外における必要な要員及び作業項目（その６）

24:00 25:00
作業内容 作業班

外5（建屋外5班）

外53（建屋外7班）

外54（建屋外6班）

外56（建屋外4班）

外5（建屋外4班）

外51（建屋外5，7班）

建屋外1班

建屋外5，6，7班

外53（建屋外5，7班）

外5（建屋外5班）

外48（建屋外6，7班）

建屋外6班

建屋外4，5，7班

建屋外6班

外52

外5（建屋外5班），外55（建屋外4班），外57（建屋外7班）

外57

建屋外4班
外53

建屋外4，5，6，7班

建屋外1班

外5（建屋外6班），外59（建屋外4、5班），外60（建屋外7班）

外24，36，49

建屋外4，5班
外57

建屋外4，5，7班

外54

外24，36，49

外61（建屋外4班），外70（建屋外7班），外71（建屋外5班）外57（建屋外7班）

外57

外24，36，49（建屋外1班）
建屋外1，4班

建屋外1班

建屋外7班
外60

建屋外5，6，7班
外5（建屋外6班），外60（建屋外5班） 外5

建屋外2班

建屋外3班

建屋外2班

外5（建屋外4班），外24，36，49，63（建屋外1班）

外60

建屋外4班
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燃 1

・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離
建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに精製建
屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 2

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（分離建
屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レベ
ル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用1台，環境
監視測定設備用1台及び制御建屋用1台）

燃料給油3班 1

燃 3

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処理
建屋用1台，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台及び環境監視
測定設備用3台）

燃料給油3班 1

燃 4
・軽油用タンクローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（前処
理建屋用1台及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機用1台）

燃料給油3班 1

燃 5

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（気象監
視測定設備用1台，環境監視測定設備用5台，緊急時対策所用1
台及び情報把握計装設備可搬型発電機2台）

燃料給油3班 1

燃 6

・軽油貯槽から可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶等）
への燃料の補給及び可搬型中型移送ポンプ用容器（ドラム缶
等）の運搬(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用1台，分離建屋，
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台，高レ
ベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建屋用1台)

建屋外1班 2

燃 7

・軽油用タンクローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動（排気監
視測定設備用1台，気象監視測定設備用1台，緊急時対策所用1
台，環境監視測定設備用9台及び情報把握計装設備可搬型発電
機2台）

燃料給油2班 1

燃 8

・軽油用タンクローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンクローリの移動(分
離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排
水用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに前処理建
屋排水用1台)

燃料給油2班 1

外 3 ・ホイールローダの確認 建屋外1班，建屋外8班 3

外 5
・アクセスルートの整備（除雪，除灰）
（対応する作業班の1人がホイールローダにて作業する。）

建屋外1班，建屋外2班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班
建屋外8班

13

要員数
経過時間（時：分）

建屋外

71:0056:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:00 63:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:00 70:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00
作業番号 作業内容 作業班
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アクセスルートの状態を確認し，建屋外4，5，6，7，8班にて，対応する。

燃5

建屋外1班

燃8 燃8

燃料給油2班

燃8 燃8

燃料給油2班
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外 6 ・使用する資機材の確認
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 7 ・第1貯水槽取水準備
建屋外2班，建屋外3班
建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班

10

外 8
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準備（金具
類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 9
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置（金具類，可
搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外2班 2

外 10
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポ
ンプの運搬

建屋外3班 2

外 11
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 12
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 13
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの敷設及び接
続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 14
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転

建屋外4班 2

外 15
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 16
・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型
建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 17-1
・第1貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外1班 2

外 17-2
・第2貯水槽可搬型計器，可搬型データ伝送装置及び可搬型発
電機設置

建屋外3班 2

外 18
・精製建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外4班 2

外 19
・分離建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースと
の接続

建屋外3班 2

外 20
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用の可搬型建屋外ホー
スと可搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 21 ・精製建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 22
・分離建屋への水の供給流量及び圧力の調整（必要に応じ精
製建屋側も調整）

建屋外1班，建屋外3班 4

外 23
・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋への水の供給流量及び
圧力の調整（必要に応じ分離建屋及び精製建屋側も実施）

建屋外1班，建屋外2班 4

外 24

・分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯水槽の水
位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 25
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 26
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外3班，建屋外4班
建屋外5班

6

外 27
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外6班 2

外 28
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 29
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 30
・高レベル廃液ガラス固化建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 31
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転

建屋外1班 2

外 32
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 33
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型排水受槽の運搬車
による運搬，設置及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 34
・高レベル廃液ガラス固化建屋用の可搬型建屋外ホースの可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外3班 2

外 35
・高レベル廃液ガラス固化建屋用への水の供給流量及び圧力
の調整

建屋外1班，建屋外3班 4

外 36
・高レベル廃液ガラス固化建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへの燃料の補給

建屋外1班 2

要員数作業番号 作業内容 作業班

建屋外

56:00 69:0057:00 58:00 59:0048:00 49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 55:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00

経過時間（時：分）

63:00 70:00 71:0060:00 61:00 62:00
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建屋外1班

建屋外1班
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外 37
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプ運
搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外7班 2

外 38
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
設置及び起動確認

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 39
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車で敷設する
可搬型建屋外ホースの準備

建屋外3班 2

外 40
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車で運搬する可搬型
建屋外ホースの準備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力
計）

建屋外3班 2

外 41
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の運搬車による可搬型建屋
外ホースの設置（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外3班 2

外 42
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用のホース展張車による可搬
型建屋外ホースの敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 43
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの敷
設（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋ホース展張車侵入不可部分
の人手による運搬及び敷設）

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 44
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型中型移送ポンプの
試運転（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外1班 2

外 45
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースの状
態確認（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）

建屋外4班，建屋外5班 4

外 46
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋用の可搬型建屋外ホースと可
搬型建屋内ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班 4

外 47
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へけん引車にて建屋外設備(可
搬型空冷ユニット等）の運搬

建屋外8班 1

外 48
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給流量及び圧力の
調整

建屋外6班，建屋外7班 4

外 49
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への水の供給及び状態監視
（流量，圧力，第1貯水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 50
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ用
可搬型中型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

外 51
・故障時バックアップ用可搬型中型移送ポンプの設置及び試
運転

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 52
・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプ運搬車による可搬型
中型移送ポンプの運搬

建屋外6班 2

外 53 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認
建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 54
・前処理建屋用のホース展張車で敷設する可搬型建屋外ホー
スの準備

建屋外6班 2

外 55
・前処理建屋用の運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの準
備（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 56
・前処理建屋用の運搬車による可搬型建屋外ホースの設置
（金具類，可搬型流量計，可搬型圧力計）

建屋外4班 2

外 57
・前処理建屋用のホース展張車による可搬型建屋外ホースの
敷設及び接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外6班，建屋外7班

8

外 58 ・前処理建屋用の可搬型中型移送ポンプの試運転 建屋外1班 2

外 59 ・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースの状態確認 建屋外4班，建屋外5班 4

外 60
・前処理建屋用の可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置
及び可搬型建屋外ホースとの接続

建屋外4班，建屋外5班
建屋外7班

6

外 61
・前処理建屋用の可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホース
との接続

建屋外4班 2

外 62 ・前処理建屋への水の供給流量及び圧力の調整 建屋外1班，建屋外4班 4

外 63
・前処理建屋への水の供給及び状態監視（流量，圧力，第1貯
水槽の水位）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

外 64
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋）

建屋外5班 2

外 65
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 66

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（分離建屋，精製建屋及びウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

外 67
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

外 68
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（高レベル
廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 69
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

外 70
・可搬型中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送
ポンプの運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

外 71
・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び試運転（前処理建
屋）

建屋外5班，建屋外6班
建屋外7班

6

外 72
・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
並びに第1貯水槽の水位確認（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

作業番号 作業内容 作業班 要員数

建屋外

64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 69:0048:00

経過時間（時：分）

49:00 50:00 51:00 52:00 53:00 54:00 70:00 71:0055:00 56:00 57:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:00 63:00
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建屋外1班

建屋外2班

建屋外3班

建屋外2班

建屋外1班
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通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12 1:15

通 2 ・電源ケーブルの敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:30

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6 1:00

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2 1:00

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2 0:40

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2 0:30

AG 7 ・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2 0:50

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2 0:35

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2 0:30

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4 2:50

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4 2:50

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2 0:10

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2 0:10

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4 -

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

12:004:00 17:00

制御
建屋

対策 作業番号 作業内容 作業班 要員数

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

通信手段の
確保

10:00 11:00 18:00 19:0014:00 15:00 16:00

第7.8-18図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その１）

13:000:00 1:00 2:00 5:00 7:00 8:00 9:006:00 20:00 21:00 22:00 23:003:00

制御室4班

制御室5班

AB24（建屋内6班），AC16（建屋内25班），CA11（建屋内17，18班），KA17(建屋内35

建屋内6，17，18，25，30，35班

AG10（制御室4班）

AG11（制御室5班）

制御室1，2，3班

F制1（制御室1班），F制2（制御室2，3班）

制御室1班
AG7

制御室1班

AG7 AG6

AG5 AA15-1

制御室1班

AG4 AG5

建屋内30班

AG9 KA11-2

通1 AG8

制御室2班

制御室4班

制御室3班

制御室5班

AG13（制御室3班），AG14（制御室5班）

制御室2班

AG10

制御室3班

AG11

AG9（建屋内30班）

制御室1班

建屋内30班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班

制御室4班 制御室4班 制御室4班

AA15-1（制御室2，3班），AA16（制御室1班）

AG12（制御室2班），AG14（制御室4班）

AA15-1

AA15-1

８－７－851



通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12

通 2 ・電源ケーブルの敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 7 ・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4

制御
建屋

対策 作業番号

通信手段の
確保

経過時間（時：分）

31:00 32:0029:00
要員数

43:0025:00 27:00 33:00 34:00 35:0028:00 39:00 47:0036:00 37:00 38:00 42:0040:00 41:00 44:00 45:00 46:00

第7.8-18図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その２）

26:0024:00 30:00

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

作業内容 作業班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班
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通 1 ・可搬型衛星電話及び可搬型トランシーバの敷設
建屋内6班，建屋内17班
建屋内18班，建屋内25班
建屋内30班，建屋内35班

12

通 2 ・電源ケーブルの敷設
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

通 3 ・屋内機器と可搬型発電機の接続
制御室1班，制御室2班
制御室3班

6

AG 4 ・安全監視室への可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 5 ・第1ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 6 ・第2ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 7 ・第3ブロック及び第4ブロックへの可搬型代替照明設置 制御室1班 2

AG 8 ・第5ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 9 ・第6ブロックへの可搬型代替照明設置 建屋内30班 2

AG 10 ・可搬型発電機の起動準備 制御室2班，制御室4班 4

AG 11 ・可搬型送風機の起動準備 制御室3班，制御室5班 4

AG 12 ・可搬型発電機の起動 制御室2班 2

AG 13 ・可搬型送風機の起動 制御室3班 2

状態監視
燃料の補給

AG 14
・状態監視（可搬型発電機，可搬型送風機）
・可搬型発電機への燃料の補給

制御室4班，制御室5班 4

48:00 59:0054:00 55:00 57:0049:00 51:00 52:00 53:00 56:00 58:0050:00
対策 作業番号

経過時間（時：分）
作業内容 作業班 要員数

制御
建屋

通信手段の
確保

可搬型代替
照明による
中央制御室
の照明確保

代替中央制
御室送風機
による中央
制御室の換
気確保

64:00 66:00 67:00 70:0069:0061:00 62:00 63:00 68:0060:00 65:00 71:00

第7.8-18図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の制御建屋における必要な要員及び作業項目（その３）

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班

制御室5班 制御室5班

制御室4班制御室4班
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放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1 -

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2 0:20

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2 1:00

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 2:10

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 3:10

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8 0:50

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 1:00

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6 -

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8 0:20

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10 2:10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6 11:10

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2 1:00

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2 2:00

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2 1:30

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2 2:00

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2 -

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2 0:50

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2 1:00

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2 1:10

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

6:00 9:00 18:0010:00 11:00 12:00 13:00 19:0014:00 22:003:00 8:005:00 20:00 23:0021:004:00 7:00

放射線
対応

作業番号 作業内容 作業班 要員数
所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

15:00 16:00 17:000:00 1:00 2:00

第7.8-19図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その１）

AA15-2

放4，5

放4，5

放10 放8

放8放8

放8

放10

放10 放8

放8放10

放10

放6 放18

放8

放8

放10

放8

放4，5，6

放対2班 放4，5

放18

放対3，4班

放射線対応班長

放7
放対2班

放対1班
放6

放対1班
放6

放10

放対3，4班

放対2班

放対5班
放10

放対3，4班

放8 放10

放10 放8
放対3，4班

放対1班

放対3，4班

放8

放対2班

放対5班

放対3，4班
放10

放8

放13
放対1班

放10

放10
放対2班

放対5班

放10 放8

放対3，4班

放対2，3，4，5班

放対3，4班
放4，5

放7
放対5班

放対3，4，5班

建屋内32，33班

AA11（建屋内33班），AA12（建屋内32班）

放対3，4班

放対2班
放4，5，6

放8 放4，5，6

放4，5，6

放8

放4，5

放対5班

放対3，4班

放対6班
放12

AA15-2
放対7班

放対8，9班

放8 放8
放対3，4班

放対3，4班

放16

放対3，4班

放対5班放10

放4，5，6

放15

放8（放対5班），放10（放対3，4班）

放10

放4，5
放4，5

放7

放対2班

放対3，4班

放5
放対1班

放対2班

放17 AA15-2

放11

放18
放対1班

放4，5

放対1班
放4，5 放5

放対8，9班

放11

放4，5，

放8放8

放対2班

放13
放対1班

放14

放2（放対2班）

放10（放対3，4，5班）

放7（放対3，4，5班)

放4，5放3
放対1班

放14

放対6班

放13
放対1班

放4，5

放対6班

AA15-2
AA17
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放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

2

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2

44:0027:00 28:00 29:0026:00 39:00 40:0036:00 37:00 41:00 46:0025:00

放射線
対応

38:00 47:0031:00 32:00 45:0042:0034:00 35:00 43:0024:00 33:00

第7.8-19図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その２）

経過時間（時：分）
作業番号 作業内容 作業班 要員数

30:00
放射線対応班長

放対5班

放対2班

放対3，4班

放対1班
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放 1 ・放射線監視盤の状態確認及び監視 放射線対応班長 1

放 2
・線量計貸出，入域管理，現場環境確認（初動対応）を行う
各建屋対策班の対策作業員への着装補助

放対2班 2

放 3 ・可搬型排気モニタリング設備設置（主排気筒管理建屋） 放対1班 2

放 4 ・放射性希ガスの指示値確認
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 5 ・捕集した排気試料の放射能測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 6 ・簡易型風向・風速測定
放対1班，放対2班
放対3班，放対4班
放対5班

8

放 7 ・出入管理区画設営（中央制御室用）
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

2

放 8
・出入管理区画運営（中央制御室用）
注）放射性物質の放出後は，5の対応を追加する（11：00以
降を想定）

放対2班，放対3班
放対4班，放対5班

6

放 9 ・管理区域への入域状況確認，通常退域者の支援
放対3班，放対4班
放対5班
建屋内32班，建屋内33班

8

放 10 ・建屋周辺モニタリング
放対2班，放対3班
放対4班，放対5班
建屋内32班，建屋内33班

10

放 11 ・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置
放対6班，放対7班
放対8班，放対9班

6

放 12
・可搬型環境モニタリング設備及びデータ伝送装置設置（緊
急時対策所用）

放対6班 2

放 13 ・可搬型気象観測設備及びデータ伝送装置の設置 放対1班 2

放 14
・中央制御室及び緊急時対策所へのデータ伝送装置の設置
（可搬型ガスモニタ用）

放対1班 2

放 15
・出入管理区画の設営・運営（使用済燃料の受入れ施設及び
貯蔵施設の制御室用）

放対3班，放対4班 2

放 16
・緊急時環境モニタリング（放射性物質の放出後に実施
（11：00以降を想定））

放対1班 2

放 17
・可搬型排気モニタリング設備運搬（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対8班，放対9班 2

放 18
・可搬型排気モニタリング設備設置（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対1班 2

放 19
・可搬型排気モニタリング設備起動（使用済燃料受入れ・貯
蔵管理建屋）

放対6班 2

49:00 50:00 69:0063:00 64:00 65:00 66:00 67:00 68:00 71:0057:00 58:00 59:00 60:00 61:00 62:0052:00 53:00 54:00 55:0051:00 56:00

放射線
対応

第7.8-19図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の放射線対応における必要な要員及び作業項目（その３）

経過時間（時：分）
作業番号 作業内容 作業班 要員数

70:0048:00
放射線対応班長

放対5班

放対2班

放対3，4班

放対1班
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情 1 建屋内48班，建屋内49班 3 1:10

情 2 建屋内48班，建屋内49班 3 1:00

情 3 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 4 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 5 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 6 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

情 7 建屋内48班，建屋内49班 3 0:35

※：各作業内容の実施に必要な時間を示す。（複数回に分けて実施の場合は，作業時間の合計）

21:00

情報把握
計装設備

要員数

・保管庫から設置場所までの運搬

23:0022:00
作業内容

所要時間※
（時：分）

経過時間（時：分）

15:00 16:00

・情報収集装置設置（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

7:00 8:00 14:0011:00

第7.8-20図　火山の影響を要因とした重大事故等が同時発生した場合の情報把握計装設備における必要な要員及び作業項目

19:00 20:0017:00 18:000:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00

・情報収集装置設置（高レベル廃液ガラス固化建屋）

・情報収集装置設置（前処理建屋）

・情報収集装置設置（分離建屋）

作業番号

・情報収集装置設置（精製建屋）

作業班
12:00 13:009:00 10:00

・情報表示装置及び情報収集装置設置（中央制御室）

建屋内48班，49班

AC27（建屋内48班）
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添付１ 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力



目 次

1. 臨界事故の拡大を防止するための手順等

2. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等

3. 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等

4. 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等

5. 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等

6. 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等

7. 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等

8. 電源の確保に関する手順等

9. 事故時の計装に関する手順等

10. 制御室の居住性等に関する手順等

11. 監視測定等に関する手順等

12. 緊急時対策所の居住性等に関する手順等

13. 通信連絡に関する手順等



1. 臨界事故の拡大を防止するための手順等

【要求事項】 

  再処理事業者において、セル内において核燃料物質が臨界に達すること

を防止するための機能を有する施設において、再処理規則第１条の３第１

号に規定する重大事故の拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。

  一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な手順等 

  二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を遮断す

るために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合

にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するために必要

な手順等 

  三 臨界事故が発生した場合において放射性物質の放出による影響を緩

和するために必要な手順等 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要

な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設備とは異なる

中性子吸収材の貯槽への注入設備、溶液の回収・移送設備を作動させるた

めの手順等をいう。 

２ 第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管

の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態に

なった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するため

に必要な手順等」とは、例えば、換気系統（機器及びセル）の流路を閉止

するための閉止弁、密閉式ダンパ、セル内に設置された配管の外部へ放射

性物質を排出するための設備を作動させるための手順等をいう。 
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３ 第３号に規定する「臨界事故が発生した場合において放射性物質の放出

による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例えば、セル換気系統

の有する機能及び性能のうち、事故に対応するために必要なものを代替す

る設備を作動させるための手順等をいう。 

４ 上記１から３までの手順等には、対策を実施するために必要となる電源、

補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

  臨界事故が発生した場合に対して，未臨界に移行し，及び未臨界を維持

するための対処設備を整備する。 

  また，臨界事故に伴い気相中に移行する放射性物質をセル内に設置され

た配管の外部へ排出するための対処手段及び放射性物質の大気中への放出

による影響を緩和するための対処手段を整備する。 

  ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 
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ａ．対応手段と設備の選定 

(ａ) 対応手段と設備の選定の考え方 

安全機能を有する施設は，通常時に想定される系統及び機器の単一

故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作を想定した場合に

おいて，核燃料物質が臨界に達することがないようにするため，核的

に安全な形状にすること等の適切な措置を講じている。 

臨界事故が発生した場合において拡大を防止するため，未臨界に移

行し，及び未臨界を維持する必要がある。また，臨界事故が発生した

機器の気相部における水素濃度を低下させる必要があること及び臨界

事故による大気中への放射性物質の放出量を低減させる必要がある。 

これらの対処を行うために，フォールトツリー分析上で，想定する

故障等に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備を選定する（第

１－１図）。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手

段及び自主対策設備を選定する。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準だけでなく，

事業指定基準規則第三十四条及び「再処理施設の技術基準に関する規

則」（以下「技術基準規則」という。）第三十八条の要求事項を満足す

る設備が網羅されていることを確認するとともに，自主対策設備との

関係を明確にする。 

(ｂ) 対応手段と設備の選定の結果 

フォールトツリー分析の結果，溶解槽における臨界事故は，燃料せ

ん断片の過装荷，溶解液中の核燃料物質濃度の上昇又は溶解用供給硝

酸の濃度が低下したことで発生し，設計基準において設置する可溶性
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中性子吸収材緊急供給回路の機能喪失により臨界事故が発生したこと

を検知できず，又は可溶性中性子吸収材緊急供給系の機能喪失により

溶解槽へ可溶性中性子吸収材が供給されずに臨界事故が継続すること

を仮定する。 

エンドピース酸洗浄槽における臨界事故では，せん断機からの過剰

な核燃料物質の移行により臨界事故が発生することを仮定する。 

ハル洗浄槽における臨界事故では，溶解用供給硝酸の供給不足，溶

解用供給硝酸の濃度の低下又は溶解槽溶解液温度の低下により使用済

燃料の溶解条件が悪化し，未溶解の使用済燃料がハル洗浄槽に移行さ

れたことで，臨界事故が発生することを仮定する。 

精製建屋の第５一時貯留処理槽における臨界事故は，プルトニウム

濃度の確認等における人為的な過失の重畳により，未臨界濃度を超え

るプルトニウムを含む溶液が第５一時貯留処理槽に移送されたことで，

臨界事故が発生することを仮定する。 

精製建屋の第７一時貯留処理槽における臨界事故は，プルトニウム

濃度の確認等における人為的な過失の重畳により，未臨界濃度を超え

るプルトニウムを含む溶液が第７一時貯留処理槽に移送されたことで，

臨界事故が発生することを仮定する。 

臨界事故が発生した場合においても対処が可能となるように重大事

故等対処設備を選定する。 

安全機能を有する施設に要求される機能の喪失原因から選定した対

応手段及び技術的能力審査基準，事業指定基準規則第三十四条及び技

術基準規則第三十八条からの要求により選定した対応手段と，その対

応に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

また，対応に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備
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する手順の関係を第１－１表に整理する。 

  ⅰ．臨界事故の拡大防止対策の対応手段及び設備 

(ｉ) 可溶性中性子吸収材の自動供給 

第１－１図に示す設備又は手段の機能喪失により，臨界事故の発生

を防止する機能が喪失し，臨界事故が発生した場合に，未臨界に移行

し，及び未臨界を維持するため，臨界検知用放射線検出器により臨界

を検知し，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽，重大事故時可溶性

中性子吸収材供給弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・

弁又は代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給弁及び代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁（以下

「重大事故時可溶性中性子吸収材供給系等」という。）により直ちに

可溶性中性子吸収材を自動で供給する手段がある。 

また，緊急停止系により固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停

止する手段がある。 

臨界事故の発生後，中性子線用サーベイメータ及びガンマ線用サー

ベイメータ（以下「中性子線用サーベイメータ等」という。）により

臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の線量当量率を計測し，

未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認をする手段がある。 

可溶性中性子吸収材の自動供給に使用する設備は以下のとおり。（第

１－２表）。 

溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用）

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用）
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・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

  代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 主配管・弁 

  重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（エンドピース酸洗浄槽

用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（エンドピース酸洗浄槽

用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁（エンドピース

酸洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（ハル洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（ハル洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁（ハル洗浄槽

用） 

    精製建屋一時貯留処理設備 

・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

    重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽

用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第５一時貯留処理槽

用） 
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・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁（第５一時貯留

処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽

用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第７一時貯留処理槽

用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁（第７一時貯留

処理槽用） 

    代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） 

・ 緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） 

・ 緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） 

・ 緊急停止系（精製建屋用，電路含む） 

 

  (ⅱ) 可溶性中性子吸収材の手動供給 

    臨界事故が発生した場合，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系等

による可溶性中性子吸収材の自動供給と並行して，可搬型可溶性中性

子吸収材供給器から可溶性中性子吸収材を手動供給する手段がある。 

    可溶性中性子吸収材の手動供給に使用する設備は以下のとおり（第

１－２表）。 
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    溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 

  分析設備 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

    精製建屋一時貯留処理設備 

・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 

 

  (ⅲ) 可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給 

    溶解槽において臨界事故が発生した場合，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給槽，代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁及び代替可溶性中性

子吸収材緊急供給系主配管・弁（以下「代替可溶性中性子吸収材緊急

供給系」という。）による可溶性中性子吸収材の自動供給と並行して，

中央制御室の安全系監視制御盤から手動による供給弁の開操作により，

設計基準事故に対処するための設備である可溶性中性子吸収材緊急供

給系から溶解槽へ可溶性中性子吸収材を供給する手段がある。 

    可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給に

使用する設備は以下のとおり（第１－２表）。 

 

８－添１－8



 

    溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可溶性中性子吸収材緊急供給系（設計基準対象の施設と兼用） 

 

  (ⅳ) 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

    第１－１図に示す設備又は手段の機能喪失により，臨界事故の発生

を防止する機能が喪失し，臨界事故が発生した場合に，臨界事故が発

生した機器内の放射線分解水素を掃気する手段がある。 

    臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に使用する設備は以

下のとおり（第１－２表）。 

 

    溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

    精製建屋一時貯留処理設備 

・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

    代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） 

    重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） 
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臨界事故時水素掃気系 

・ 可搬型建屋内ホース（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗

浄槽用）

・ 可搬型建屋内ホース（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理

槽用）

・ 機器圧縮空気供給 配管・弁（溶解設備）（設計基準対象の施設

と兼用）

・ 機器圧縮空気供給 配管・弁（計測制御設備）（設計基準対象の

施設と兼用）

・ 機器圧縮空気供給 配管・弁（精製建屋一時貯留処理設備）（設

計基準対象の施設と兼用）

(ⅴ) 廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

第１－１図に示す設備又は手段の機能喪失により，臨界事故の発生

を防止する機能が喪失し，臨界事故が発生した場合に，せん断処理・

溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウム系）（以下１.では「廃ガス処理設備」とい

う。）の流路を自動で遮断するとともに，廃ガス貯留設備の廃ガス貯

留槽（以下１.では「廃ガス貯留槽」という。）への流路を確立し，臨

界事故により気相中に移行した放射性物質を廃ガス貯留槽へ導出する

ことで貯留する手段がある。 

また，放射性物質を廃ガス貯留槽に導出完了後，廃ガス処理設備に

よる換気を再開するため，廃ガス処理設備の流路を遮断している弁の

開操作を行い，排風機を再起動して，高い除染能力が期待できる平常

運転時の放出経路に復旧する手段がある。 
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廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に使用する設備は以下のと

おり（第１－２表）。

廃ガス貯留設備（前処理建屋） 

・ 廃ガス貯留設備の隔離弁

・ 廃ガス貯留設備の空気圧縮機

・ 廃ガス貯留設備の逆止弁

・ 廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽

・ 廃ガス貯留設備の配管・弁

  廃ガス貯留設備（せん断処理・溶解廃ガス処理設備） 

・ 凝縮器（設計基準対象の施設と兼用）

・ 高性能粒子フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）

・ 排風機（設計基準対象の施設と兼用）

・ 隔離弁（設計基準対象の施設と兼用）

・ 主配管・弁（設計基準対象の施設と兼用）

  廃ガス貯留設備（前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備） 

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設

備 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系） 

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用）

  廃ガス貯留設備（精製建屋） 

・ 廃ガス貯留設備の隔離弁

・ 廃ガス貯留設備の空気圧縮機

・ 廃ガス貯留設備の逆止弁

・ 廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽
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・ 廃ガス貯留設備の配管・弁

 廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類廃ガス処

理系（プルトニウム系）） 

・ 凝縮器（設計基準対象の施設と兼用）

・ 高性能粒子フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）

・ 排風機（設計基準対象の施設と兼用）

・ 隔離弁（設計基準対象の施設と兼用）

・ 主配管・弁（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス

処理設備） 

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用）

  廃ガス貯留設備（主排気筒） 

・ 主排気筒（設計基準対象の施設と兼用）

  廃ガス貯留設備（低レベル廃液処理設備） 

・ 第１低レベル廃液処理系

  代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用）

  重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用）

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用）

・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用）

・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用）

(ⅵ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

可溶性中性子吸収材の自動供給のために使用する設備のうち，代替
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可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁及び代替可溶性中性子吸収材緊急

供給系主配管・弁，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大事故

時可溶性中性子吸収材供給槽，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁

及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁，代替可溶性中性

子吸収材緊急供給回路の臨界検知用放射線検出器及び緊急停止系並び

に重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の臨界検知用放射線検出器

及び緊急停止系を常設重大事故等対処設備として設置する。 

    また，溶解設備の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗浄槽並

びに精製建屋一時貯留処理設備の第５一時貯留処理槽及び第７一時貯

留処理槽を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術

的能力審査基準，事業指定基準規則第三十四条及び技術基準規則第三

十八条に要求される設備が全て網羅されている。 

    以上の重大事故等対処設備により，臨界事故が発生した場合に，未

臨界に移行し，及び未臨界を維持することができる。 

    臨界事故が発生した場合，可搬型可溶性中性子吸収材供給器から可

溶性中性子吸収材を手動供給する手段がある。 

    可溶性中性子吸収材の手動供給は，可溶性中性子吸収材の自動供給

に比べて，供給に要する時間が長く，また，作業に複数の作業員を要

するが，作業員の人数に余裕がある場合には有効な手段となる。この

ため，可溶性中性子吸収材の手動供給に使用する設備（1. ａ．(ｂ) 

ⅰ．(ⅱ)参照）を，重大事故等対処設備とは位置付けないが，自主対

策設備として位置付ける。 

    フォールトツリー分析の結果として，溶解槽において臨界事故が発
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生した場合には可溶性中性子吸収材緊急供給系から自動で可溶性中性

子吸収材が供給されることを期待しないが，供給できない理由が可溶

性中性子吸収材緊急供給回路の機能喪失のみである場合には，中央制

御室の安全系監視制御盤から手動により供給弁の開操作を実施するこ

とで未臨界に移行できる可能性がある。 

    この手段は，可溶性中性子吸収材の自動供給に比べて，中央制御室

において操作を要する作業となるため，供給に要する時間が長く，作

業人員に余裕がある場合には有効な手段となる。このため，可溶性中

性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給に使用する設

備（1. ａ．(ｂ) ⅰ．(ⅲ)参照）を，重大事故等対処設備とは位置付

けないが，自主対策設備として位置付ける。 

    臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に使用する設備のう

ち，代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び重大事故時可溶性中性

子吸収材供給回路の臨界検知用放射線検出器を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

    臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースを可搬型重大事故等対

処設備として配備する。 

    また，溶解設備の溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗浄槽，

精製建屋一時貯留処理設備の第５一時貯留処理槽及び第７一時貯留処

理槽並びに臨界事故時水素掃気系の機器圧縮空気供給配管・弁を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術

的能力審査基準，事業指定基準規則第三十四条及び技術基準規則第三

十八条に要求される設備が全て網羅されている。 

    以上の重大事故等対処設備により，機器内の放射線分解水素を掃気
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することができる。 

    廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留に使用する設備のうち，廃

ガス貯留設備の隔離弁，廃ガス貯留設備の空気圧縮機，廃ガス貯留設

備の逆止弁，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽及び廃ガス貯留設備の配

管・弁並びに代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び重大事故時可

溶性中性子吸収材供給回路の臨界検知用放射線検出器を常設重大事故

等対処設備として設置する。 

    また，せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び精製建屋塔槽類廃ガス

処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の凝縮器，高性能粒

子フィルタ，排風機，隔離弁及び主配管・弁，前処理建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備の主配管，高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理

設備高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の主配管，ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の主配管，主排気筒並びに低レベ

ル廃液処理設備の第１低レベル廃液処理系を常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術

的能力審査基準，事業指定基準規則第三十四条及び技術基準規則第三

十八条に要求される設備が全て網羅されている。 

    以上の重大事故等対処設備により，廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留を行うことができる。 

 

  ⅱ．電源，空気，冷却水及び監視 

  (ｉ) 電源，空気，冷却水及び監視 

   １） 電源 

     臨界事故は，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わせに
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より発生し，外部電源の喪失では異常が進展せず臨界事故が発生し

ないことから，事故発生の起因との関連で，外部電源の喪失を想定

しない。したがって，臨界事故への対処においては設計基準対象の

施設の電気設備を常設重大事故等対処設備として使用する。 

     臨界事故に対処するために電源を供給する設備は以下のとおり

（第１－２表）。 

 

    電気設備 

    受電開閉設備・受電変圧器 

・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

    所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

    所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 460Ｖ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

    直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

    計測制御用交流電源設備 

・ 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 
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   ２） 空気 

     臨界事故は，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わせに

より発生し，圧縮空気設備の機能喪失では異常が進展せず臨界事故

が発生しないことから，事故発生の起因との関連で，圧縮空気設備

の機能喪失は想定しない。したがって，臨界事故への対処において

は設計基準対象の施設の圧縮空気設備を常設重大事故等対処設備と

して使用する。 

     臨界事故に対処するために空気を供給する設備は以下のとおり

（第１－２表）。 

 

    代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

    重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

    臨界事故時水素掃気系 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（圧縮空気設備） 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

 

   ３） 冷却水 

     臨界事故は，内的事象の「動的機器の多重故障」の組み合わせに

より発生し，冷却水設備の機能喪失では異常が進展せず臨界事故が
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発生しないことから，事故発生の起因との関連で，冷却水設備の機

能喪失は想定しない。したがって，臨界事故への対処においては設

計基準対象の施設の冷却水設備を常設重大事故等対処設備として使

用する。 

     臨界事故に対処するために冷却水を供給する設備は以下のとおり

（第１－２表）。 

 

    廃ガス貯留設備（冷却水設備） 

    ・ 一般冷却水系（設計基準対象の施設と兼用） 

 

   ４） 監視 

     「1. ａ．(ｂ) ⅰ．(ⅰ) 可溶性中性子吸収材の自動供給」，「1. 

ａ．(ｂ) ⅰ．(ⅳ) 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気」

及び 「1. ａ．(ｂ) ⅰ．(ⅴ) 廃ガス貯留設備による放射性物質の

貯留」により臨界事故の拡大を防止する際には，対策の成否を判断

するための線量当量率等を監視する手段等がある。 

     臨界事故に対処するための監視に使用する設備は以下のとおり

（第１－２表）。 

 

    計装設備 

・ 溶解槽圧力計（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 廃ガス洗浄塔入口圧力計（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ガンマ線用サーベイメータ 

・ 中性子線用サーベイメータ 
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・ 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（溶解槽，エンドピース酸洗浄

槽，ハル洗浄槽用） 

・ 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（第５一時貯留処理槽，第７一

時貯留処理槽用） 

・ 廃ガス貯留設備の圧力計(前処理建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の流量計(前処理建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の放射線モニタ(前処理建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の圧力計(精製建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の流量計(精製建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の放射線モニタ(精製建屋用)  

    放射線監視設備 

・ 主排気筒の排気モニタリング設備（設計基準対象の施設と兼

用） 

    試料分析関係設備 

・ 放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 

  (ⅱ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

    監視に使用する設備のうち，計装設備の廃ガス貯留設備の圧力計，

流量計及び放射線モニタを常設重大事故等対処設備として設置する。 

    計装設備の中性子線用サーベイメータ等及び可搬型貯槽掃気圧縮空

気流量計を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

    また，計装設備の溶解槽圧力計及び廃ガス洗浄塔入口圧力計，放射

線監視設備の主排気筒の排気モニタリング設備並びに試料分析関係設

備の放出管理分析設備を重大事故等対処設備として位置付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術
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的能力審査基準，事業指定基準規則第三十四条及び技術基準規則第三

十八条に要求される設備が全て網羅されている。 

 

  ⅲ．手順等 

    「1. ａ．(ｂ) ⅰ．臨界事故の拡大防止対策の対応手段及び設

備」により選定した対応手段に係る手順を整備する。 

    これらの手順は，重大事故時における実施組織要員による一連の対

応として「重大事故等発生時対応手順書」に定める（第１－１表）。 

    また，重大事故時に監視が必要となる計器についても整備する（第

１－３表）。 

 ｂ．重大事故時の手順 

 (ａ) 臨界事故の拡大防止対策の対応手順 

  ⅰ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

    臨界事故が発生した場合，未臨界に移行するため，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系等により直ちに自動で臨界事故が発生している

機器（第１－４表）に，可溶性中性子吸収材を重力流で供給する。可

溶性中性子吸収材は，臨界事故の発生を判定した時点を起点として10

分以内に，未臨界に移行するために必要な量の供給を完了する。 

    また，未臨界を維持するため，中央制御室における緊急停止系の操

作によって，臨界事故が発生した機器を収納する建屋に応じ速やかに

固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止する。 

  (ｉ) 手順着手の判断基準 

    異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知

用放射線検出器が臨界の核分裂反応に伴って放出されるガンマ線によ

る線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発
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生を仮定する機器において，臨界事故が発生したと判定した場合。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    可溶性中性子吸収材の自動供給の手順の概要は以下のとおり。未臨

界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認は，中性子線用サーベ

イメータ等を用いて臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の線

量当量率を計測し，線量当量率が平常運転時程度まで低下したことに

より判断する。線量当量率の計測は，臨界事故による建屋内の線量率

の上昇を考慮し，可溶性中性子吸収材が自動供給された後に実施する。 

    緊急停止系の操作の成否は，緊急停止操作スイッチの状態表示ラン

プにより判断する。 

    手順の対応フローを第１－２図及び第１－３図，概要図を第１－４

図及び第１－５図，タイムチャートを第１－６図及び第１－７図に示

す。また，対処における各対策の判断方法と判断基準を第１－５表に

示す。 

① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班長に

緊急停止系を作動させるよう指示するとともに，建屋対策班の

班員に重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁又は代替可溶性中

性子吸収材緊急供給弁が開となったことを確認するよう指示す

る。また，未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認

のため，建屋対策班の班員に臨界事故が発生した機器を収納し

たセル周辺の線量当量率を計測するよう指示する。 

② 建屋対策班長は，中央制御室において緊急停止操作スイッチを

押下し，緊急停止系を作動させ，臨界事故が発生した機器を収

納する建屋に応じ固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止
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する。 

③ 建屋対策班長は，中央制御室の緊急停止操作スイッチにおいて，

状態表示ランプが点灯したことを確認し，実施責任者に報告す

る。実施責任者は，固体状又は液体状の核燃料物質の移送停止

の成否を判断する。 

④ 建屋対策班の班員は，中央制御室の監視制御盤において，重大

事故時可溶性中性子吸収材供給弁又は代替可溶性中性子吸収材

緊急供給弁が開となったことを確認することで，臨界事故が発

生した機器に可溶性中性子吸収材の供給が開始されたことを確

認し，実施責任者に報告する。 

⑤ 建屋対策班の班員は，臨界事故が発生した機器を収納する建屋

において，中性子線用サーベイメータ等を用いて臨界事故が発

生した機器を収納したセル周辺の線量当量率を計測し，実施責

任者に報告する。 

⑥ 実施責任者は，臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の

線量当量率が平常運転時程度まで低下したことにより臨界事故

が発生した機器の未臨界への移行の成否を判断し，その後も未

臨界が維持されていることを確認する。未臨界への移行の成否

判断及び未臨界の維持の確認には，臨界事故によって生成する

核分裂生成物からのガンマ線の影響を考慮し，中性子線の線量

当量率の計測結果を主として用いる。 

⑦ 上記の手順に加え，実施責任者は，第１－６表に示す補助パラ

メータを中央制御室の監視制御盤等において確認することによ

り，臨界事故が発生した機器の状態等を確認する。 
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  (ⅲ) 操作の成立性 

    前処理建屋の緊急停止系の操作は，実施責任者１人及び建屋対策班

長１人の合計２人で実施した場合，臨界事故の発生の判定から緊急停

止操作スイッチの操作及び緊急停止操作スイッチの状態表示ランプの

確認まで１分以内で実施可能である。 

    前処理建屋の可溶性中性子吸収材の供給開始の確認は，実施責任者

１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計４人で実施

した場合，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁又は代替可溶性中性

子吸収材緊急供給弁の開動作の確認により，臨界事故の発生の判定か

ら３分以内で実施可能である。 

    前処理建屋の未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認は，

実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計

４人で実施した場合，臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の

線量当量率の計測により，臨界事故の発生の判定から45分以内で実施

可能である。 

    精製建屋の緊急停止系の操作は，実施責任者１人及び建屋対策班長

１人の合計２人で実施した場合，臨界事故の発生の判定から緊急停止

操作スイッチの操作及び緊急停止操作スイッチの状態表示ランプの確

認まで１分以内で実施可能である。 

精製建屋の可溶性中性子吸収材の供給開始の確認は，実施責任者１

人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計４人で実施し

た場合，重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁の開動作の確認により，

臨界事故の発生の判定から３分以内で実施可能である。 

    精製建屋の未臨界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認は，

実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計
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４人で実施した場合，臨界事故が発生した機器を収納したセル周辺の

線量当量率の計測により，臨界事故の発生の判定から45分以内で実施

可能である。 

    本対処においては，臨界事故が発生した機器を収納する建屋の線量

率の上昇による作業への影響を考慮する。 

    臨界事故が発生した機器を収納する建屋で実施する作業は，臨界事

故の発生の判定を起点として20分後から開始するが，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系等から可溶性中性子吸収材が供給されることで，

臨界事故の発生の判定を起点として10分後には未臨界に移行している

ため，上記の作業において臨界事故が発生した機器から直接到達する

放射線を考慮する必要はない。 

    ただし，臨界事故が発生した機器に接続される廃ガス処理設備の配

管内部，廃ガス貯留設備の配管内部及び廃ガス貯留槽に放射性希ガス

等が移行し，それによる配管等の近傍における線量率の上昇の可能性

がある。その場合でも，アクセスルート及び操作場所上に当該配管等

は存在せず，また，建屋躯体等による遮蔽により，臨界事故による線

量率の上昇は一定程度に収まる。 

    重大事故の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環境

や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。 

    線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳｖ

以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 
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    重大事故の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保す

る。 

    夜間においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明を

配備する。 

 

  ⅱ．可溶性中性子吸収材の手動供給 

    臨界事故が発生した場合，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系等

による可溶性中性子吸収材の自動供給と並行して，可搬型可溶性中性

子吸収材供給器から可溶性中性子吸収材を手動供給する。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準 

    異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知

用放射線検出器が臨界の核分裂反応に伴って放出されるガンマ線によ

る線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発

生を仮定する機器において，臨界事故が発生したと判定した場合。 

    本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，

重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

    可溶性中性子吸収材の手動供給は，臨界事故の発生の判定を起点と

して20分後から実施するため，可溶性中性子吸収材の自動供給（臨界

事故の発生の判定を起点として10分）の完了後であり，同一の配管か

ら二つの供給手段により同時に可溶性中性子吸収材が供給されること

はない。また，臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材が最低

必要量を超えて多く供給された場合でも，想定しない経路への溢流が

発生することはないことから，未臨界への移行に影響を及ぼさない。
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したがって，可溶性中性子吸収材の手動供給は，可溶性中性子吸収材

の自動供給と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    可溶性中性子吸収材の手動供給の手順の概要は以下のとおり。未臨

界への移行の成否判断及び未臨界の維持の確認は，可溶性中性子吸収

材の自動供給において実施する，中性子線用サーベイメータ等を用い

た線量当量率の計測と兼ねる。手順の対応フローを第１－２図及び第

１－３図，概要図を第１－８図及び第１－９図，タイムチャートを第

１－10図及び第１－11図に示す。 

① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班

員に可溶性中性子吸収材の手動供給を行うよう指示する。 

② 建屋対策班の班員は，臨界事故が発生した機器を収納する建屋

に移動し，可搬型可溶性中性子吸収材供給器と臨界事故が発生

した機器に接続する配管を，供給ホースを用いて接続する。 

③ 建屋対策班の班員は，可搬型可溶性中性子吸収材供給器の供給

容器に可溶性中性子吸収材を供給し，その後供給ポンプを手動

で操作して臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材を供

給する。 

④ 建屋対策班の班員は，可搬型可溶性中性子吸収材供給器の供給

容器内の可溶性中性子吸収材量の減少を目視で確認することで，

可溶性中性子吸収材が供給されたことを確認し，実施責任者に

報告する。 

⑤ 上記の手順に加え，実施責任者は，第１－６表に示す補助パラ

メータを中央制御室の監視制御盤等において確認することによ
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り，事故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    前処理建屋の可溶性中性子吸収材の手動供給の操作は，実施責任者

１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計４人で実施

した場合，臨界事故の発生の判定から 35 分以内で実施可能である。

また，本対応における実施責任者及び建屋対策班長の要員は「可溶性

中性子吸収材の自動供給」の実施責任者及び建屋対策班長の要員が兼

ねることとする。 

    精製建屋の可溶性中性子吸収材の手動供給の操作は，実施責任者１

人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計４人で実施し

た場合，臨界事故の発生の判定から 35 分以内で実施可能である。ま

た，本対応における実施責任者及び建屋対策班長の要員は「可溶性中

性子吸収材の自動供給」の実施責任者及び建屋対策班長の要員が兼ね

ることとする。 

    本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

    重大事故の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環境

や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。 

    線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳｖ以

下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作
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業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保す

る。 

    夜間においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明を

配備する。 

 

  ⅲ．可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給 

    溶解槽において臨界事故が発生した場合，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給系による可溶性中性子吸収材の自動供給と並行して，中央制

御室の安全系監視制御盤から手動による供給弁の開操作により，設計

基準事故に対処するための設備である可溶性中性子吸収材緊急供給系

から溶解槽へ可溶性中性子吸収材を供給する。 

 

  (ｉ) 手順着手の判断基準 

    異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知

用放射線検出器が臨界の核分裂反応に伴って放出されるガンマ線によ

る線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発

生を仮定する機器において，臨界事故が発生したと判定した場合。 

    本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，

重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

    溶解槽に対して実施する可溶性中性子吸収材緊急供給系を用いた可

溶性中性子吸収材の供給操作については，溶解槽に対して，可溶性中

性子吸収材が最低必要量を超えて多く供給された場合でも，想定しな
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い経路への溢流が発生することはないことから，未臨界に移行し，及

び未臨界を維持するための対策に影響を及ぼさない。したがって，溶

解槽に対して実施する可溶性中性子吸収材緊急供給系を用いた可溶性

中性子吸収材の供給操作は，可溶性中性子吸収材の自動供給及び可溶

性中性子吸収材の手動供給と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給の

手順の概要は以下のとおり。未臨界への移行の成否判断及び未臨界の

維持の確認は，可溶性中性子吸収材の自動供給において実施する，中

性子線用サーベイメータ等を用いた線量当量率の計測と兼ねる。手順

の対応フローを第１－２図，概要図を第１－８図，タイムチャートを

第１－10 図に示す。 

 

① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班

員に可溶性中性子吸収材緊急供給系の供給弁を開とするよう指

示する。 

② 建屋対策班の班員は，中央制御室の安全系監視制御盤から可溶

性中性子吸収材緊急供給系の供給弁を手動で開とする。 

③ 建屋対策班の班員は，中央制御室の安全系監視制御盤において

可溶性中性子吸収材緊急供給系の供給弁の状態表示を確認する

ことで，可溶性中性子吸収材緊急供給系から可溶性中性子吸収

材の供給が開始されたことを確認し，実施責任者に報告する。 

④ 上記の手順に加え，実施責任者は，第１－６表に示す補助パラ

メータを中央制御室の監視制御盤等において確認することによ
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り，事故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    溶解槽に対して実施する可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶

性中性子吸収材の供給は，実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建

屋対策班の班員２人の合計４人で実施した場合，臨界事故の発生の判

定から５分以内で実施可能である。また，本対応における実施責任者

及び建屋対策班長の要員は「可溶性中性子吸収材の自動供給」の実施

責任者及び建屋対策班長の要員が兼ねることとする。 

    本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

 

  ⅳ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

    臨界事故が発生した場合，臨界事故により発生する放射線分解水素

を掃気し，臨界事故が発生した機器内の水素濃度がドライ換算   

８ｖｏｌ％に至ることを防止し，可燃限界濃度（ドライ換算    

４ｖｏｌ％）未満とし，これを維持するため，可搬型建屋内ホースを

用いて一般圧縮空気系と臨界事故が発生した機器を接続することで空

気を供給する。 

 

  (ｉ) 手順着手の判断基準 

    異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知

用放射線検出器が臨界の核分裂反応に伴って放出されるガンマ線によ
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る線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発

生を仮定する機器において，臨界事故が発生したと判定した場合。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気の手順の概要は以下

のとおり。臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気対策の成否

は，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計の指示値が６ｍ３／ｈ[normal]以

上であることにより判断する。手順の対応フローを第１－２図及び第

１－３図，概要図を第１－12図及び第１－13図，タイムチャートを第

１－14図及び第１－15図に示す。また，対処における各対策の判断方

法と判断基準を第１－５表に示す。 

 

① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班

員に臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気対策を実施

するよう指示する。 

② 建屋対策班の班員は，臨界事故が発生した機器を収納する建屋

に移動し，臨界事故が発生した機器に接続する配管である機器

圧縮空気供給配管と一般圧縮空気系を，可搬型建屋内ホースを

用いて接続する。また，可搬型建屋内ホースに可搬型貯槽掃気

圧縮空気流量計を接続する。 

③ 建屋対策班の班員は，一般圧縮空気系の供給弁を操作し，臨界

事故が発生した機器に空気を供給する。この際の空気流量は，

機器によらず６ｍ３／ｈ[normal]以上とし，可搬型建屋内ホー

スに設置している流量調節弁により流量を調整する。調整後，

流量が変動しないよう，流量調節弁の開度を固定する。これに
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より，機器内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を維持し，

ドライ換算４ｖｏｌ％を下回る。 

④ 建屋対策班の班員は，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により，

臨界事故が発生した機器に供給されている空気の流量を計測し，

実施責任者に報告する。 

⑤ 実施責任者は，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計の指示値が  

６ｍ３／ｈ[normal]以上であることを確認し，放射線分解水素

の掃気の成否を判断する。 

⑥ 実施責任者は，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出

完了後，建屋対策班の班員に臨界事故により発生する放射線分

解水素の掃気のための空気供給の停止を指示する。建屋対策班

の班員は，実施責任者からの空気供給の停止の指示により，一

般圧縮空気系の供給弁を操作し，空気の供給を停止する。 

⑦ 上記の手順に加え，実施責任者は，第１－６表に示す補助パラ

メータを中央制御室の監視制御盤等において確認することによ

り，事故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    前処理建屋の臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気操作は，

実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計

４人で実施した場合，臨界事故の発生の判定から臨界事故が発生した

機器への空気供給準備完了まで40分以内で実施可能である。 

    精製建屋の臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気操作は，

実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員２人の合計

８－添１－32



 

４人で実施した場合，臨界事故の発生の判定から臨界事故が発生した

機器への空気供給準備完了まで40分以内で実施可能である。 

    本対処においては，臨界事故が発生した機器を収納する建屋の線量

率の上昇による作業への影響を考慮する。 

    臨界事故が発生した機器を収納する建屋で実施する作業は，臨界事

故の発生の判定を起点として20分後から開始するが，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系等から可溶性中性子吸収材が供給されることで，

臨界事故の発生の判定を起点として10分後には未臨界に移行している

ため，当該作業において臨界事故が発生した機器から直接到達する放

射線を考慮する必要はない。 

    ただし，臨界事故が発生した機器に接続される廃ガス処理設備の配

管内部，廃ガス貯留設備の配管内部及び廃ガス貯留槽に放射性希ガス

等が移行し，それによる配管等の近傍における線量率の上昇の可能性

がある。その場合でも，アクセスルート及び操作場所上に当該配管等

は存在せず，また，建屋躯体等による遮蔽により，臨界事故による線

量率の上昇は一定程度に収まる。 

    重大事故の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環境

や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。 

    線量管理については個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳｖ以

下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保す
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る。 

    夜間においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明を

配備する。 

 

  ⅴ．廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

    臨界事故が発生した場合，臨界事故により気相中に移行した放射性

物質の大気中への放出量を低減するため，廃ガス貯留槽に放射性物質

を含む気体を導出する。そのため，廃ガス貯留設備の隔離弁を自動で

開とするとともに廃ガス貯留設備の空気圧縮機を自動で起動し，廃ガ

ス貯留槽に放射性物質を含む気体を導出する。同時に，廃ガス処理設

備の流路を遮断するため，自動で廃ガス処理設備の隔離弁を閉止する。

精製建屋にあっては廃ガス処理設備の隔離弁の閉止に加え，自動で廃

ガス処理設備の排風機を停止する。 

    放射性物質を含む気体を廃ガス貯留槽に導出完了後，廃ガス処理設

備による換気を再開するため，廃ガス処理設備を再起動し，高い除染

能力が期待できる平常運転時の放出経路に復旧する。 

    廃ガス貯留設備は，廃ガス処理設備内の空気を１時間にわたって貯

留できる設計としている。廃ガス貯留設備による放射性物質を含む気

体の貯留に係る流量及び圧力の変化の概要図を第１－16図(１)及び

(２)に，制御の概念図を第１－16図(３)及び(４)に示す。 

 

  (ｉ) 手順着手の判断基準 

    異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知

用放射線検出器が臨界の核分裂反応に伴って放出されるガンマ線によ

る線量当量率の上昇を同時に検知し，論理回路により，臨界事故の発
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生を仮定する機器において，臨界事故が発生したと判定した場合。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の手順の概要は以下のとお

り。廃ガス貯留槽への導出完了後に実施する廃ガス処理設備への系統

切替は，廃ガス貯留設備の圧力計の指示値が0.4ＭＰａ[gage]に達し

た場合とする。廃ガス処理設備による換気再開の成否は，中央制御室

の安全系監視制御盤の排風機の運転表示及び溶解槽圧力計又は廃ガス

洗浄塔入口圧力計の指示値が負圧を示したことにより確認する。手順

の対応フローを第１－２図及び第１－３図，概要図を第１－17図及び

第１－18図，タイムチャートを第１－14図及び第１－15図に示す。ま

た，本対処における各対策の判断方法と判断基準を第１－５表に示す。 

 

① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班

員に放射性物質を含む気体の廃ガス貯留槽への導出が自動で開

始されたことを確認するよう指示する。 

② 建屋対策班の班員は，中央制御室の監視制御盤において，廃ガ

ス処理設備の隔離弁が閉となったこと，廃ガス貯留設備の隔離

弁が開となったこと及び廃ガス貯留設備の空気圧縮機が起動し

ていることを確認する。さらに，精製建屋にあっては，中央制

御室の安全系監視制御盤において，廃ガス処理設備の排風機が

停止したことを確認し，実施責任者に報告する。 

③ 建屋対策班の班員は，廃ガス貯留槽へ放射性物質を含む気体の

導出が開始されたことを，中央制御室の監視制御盤において，

廃ガス貯留設備の圧力計の指示値の上昇，廃ガス貯留槽入口に
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設置する廃ガス貯留設備の放射線モニタの指示値の上昇及び廃

ガス貯留設備の流量計の指示値の上昇により確認する。また，

建屋対策班の班員は，溶解槽圧力計又は廃ガス洗浄塔入口圧力

計により，廃ガス処理設備の系統内の圧力が水封部の水頭圧に

相当する圧力範囲内に維持され，廃ガス貯留設備による圧力の

制御が機能していることを確認する。その後，確認内容を実施

責任者に報告する。 

④ 実施責任者は，廃ガス貯留槽の圧力が0.4ＭＰａ[gage]に達した

場合に，放射性物質を含む気体の導出完了と判断し，建屋対策

班の班員に廃ガス処理設備により換気を再開するよう指示する。 

⑤ 建屋対策班の班員は，中央制御室において，廃ガス処理設備の

隔離弁を開とするとともに，廃ガス処理設備の排風機を起動し

て，高い除染能力が期待できる平常運転時の放出経路に復旧す

る。この操作により，一時的に廃ガス貯留設備と廃ガス処理設

備両方への流路が構築され，廃ガス処理設備内の圧力が平常運

転時よりも低下するが，その場合でも水封部により圧力は制限

され，系統の健全性は維持される。また，廃ガス貯留設備には

逆止弁が設けられており，廃ガス処理設備の排風機を起動した

場合でも廃ガス貯留槽内の放射性物質を含む気体は廃ガス処理

設備に逆流しない。 

⑥ 建屋対策班の班員は，中央制御室において，廃ガス処理設備の

排風機を起動した後に，廃ガス貯留設備の隔離弁を閉止し，廃

ガス貯留設備の空気圧縮機を停止する。その後，建屋対策班の

班員は，廃ガス処理設備による換気が再開したことを，中央制

御室の安全系監視制御盤の排風機の運転表示及び溶解槽圧力計
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又は廃ガス洗浄塔入口圧力計の指示値が負圧を示したことによ

り確認し，実施責任者に報告する。 

⑦ 放射線対応班長及び放射線対応班の班員は，主排気筒の排気モ

ニタリング設備により，主排気筒を介した大気中への放射性物

質の放出状況を監視する。 

⑧ 上記の手順に加え，実施責任者は，第１－６表に示す補助パラ

メータを中央制御室の監視制御盤等において確認することによ

り，事故が発生した機器の状態等を確認する。 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    せん断処理・溶解廃ガス処理設備を用いて放出経路を復旧するため

の操作は，実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員

４人の合計６人で実施した場合，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む

気体の導出完了から廃ガス処理設備の排風機起動完了まで３分以内で

実施可能である。廃ガス貯留設備の空気圧縮機を停止するための操作

は，廃ガス処理設備の排風機起動操作に続けて，実施責任者１人，建

屋対策班長１人及び建屋対策班の班員４人の合計６人で実施した場合，

廃ガス処理設備の排風機起動操作後，５分以内で実施可能である。 

    精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウ

ム系）を用いて放出経路を復旧するための操作は，実施責任者１人，

建屋対策班長１人及び建屋対策班の班員４人の合計６人で実施した場

合，廃ガス貯留槽への放射性物質を含む気体の導出完了から廃ガス処

理設備の排風機起動完了まで３分以内で実施可能である。廃ガス貯留

設備の空気圧縮機を停止するための操作は，廃ガス処理設備の排風機

起動操作に続けて，実施責任者１人，建屋対策班長１人及び建屋対策

班の班員４人の合計６人で実施した場合，廃ガス処理設備の排風機起
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動操作後，５分以内で実施可能である。 

 

  ⅵ．重大事故時の対応手段の選択 

    重大事故時の対応手段の選択フローチャートを第１－19図に示す。 

    臨界事故が発生した場合には，可溶性中性子吸収材の自動供給の手

順に従い，未臨界に移行し，及び未臨界を維持する。 

    また，臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気対策の手順に

従い，機器の気相部における水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至る

ことを防止する。 

    さらに，廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留の手順に従い，放

射性物質の大気中への放出量を低減する。 

    自主対策設備を用いた対応の要員が確保できた場合には，可溶性中

性子吸収材の自動供給と並行して，自主対策設備を用いた対応を選択

することができる。 

    上記の手順の実施において，計装設備を用いて監視するパラメータ

を第１－３表に示す。また，この監視パラメータのうち，機器等の状

態を直接監視する重要監視パラメータの計測が困難となった場合の代

替方法を第１－７表に示す。 

    また，臨界事故への対処においては，「8. 電源の確保に関する手

順等」，「9. 事故時の計装に関する手順等」及び「11. 監視測定等

に関する手順等」に記載する電気設備，計装設備，放射線監視設備等

をそれぞれ用いる。 

 

 (ｂ) その他の手順項目について考慮する手順 

   電源の状態監視等に関する手順については，「8. 電源の確保に関す
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る手順等」にて整備する。 

重要監視パラメータが計測不能となった場合の代替方法に関する手

順については，「9. 事故時の計装に関する手順等」にて整備する。 

   大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係る監視測定に関する手

順については，「11. 監視測定等に関する手順等」にて整備する。 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（１／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

未
臨
界
に
移
行
し
，
及
び
未
臨
界
を
維
持
す
る
た
め
の
対
応 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
自
動
供
給 

溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁 

・ 代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 主配管・弁 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽 

（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁 

（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁 

（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽  

（ハル洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁 

（ハル洗浄槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁 

（ハル洗浄槽用） 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） 

・ 緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） 

・ 緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 
受電開閉設備・受電変圧器 
・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 
・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（２／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

未
臨
界
に
移
行
し
，
及
び
未
臨
界
を
維
持
す
る
た
め
の
対
応 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
自
動
供
給 

所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 460Ｖ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備 

・ 計測制御用交流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 

精製建屋一時貯留処理設備 

・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽 

（第５一時貯留処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁 

（第５一時貯留処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁 

（第５一時貯留処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽 

  （第７一時貯留処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁 

（第７一時貯留処理槽用） 

・ 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 配管・弁 

（第７一時貯留処理槽用） 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） 

・ 緊急停止系（精製建屋用，電路含む） 

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（３／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

未
臨
界
に
移
行
し
，
及
び
未
臨
界
を
維
持
す
る
た
め
の
対
応 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
自
動
供
給 

受電開閉設備・受電変圧器 

・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 460Ｖ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備 

・ 計測制御用交流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書 

計装設備 

・ ガンマ線用サーベイメータ 

・ 中性子線用サーベイメータ 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
手
動
供
給 

溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 

分析設備 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

自
主
対
策
設
備 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（４／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

未
臨
界
に
移
行
し
，
及
び
未
臨
界
を
維
持
す
る
た
め
の
対
応 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の

手
動
供
給 

精製建屋一時貯留処理設備 

・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 

自
主
対
策
設
備 

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書 

 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
緊
急
供
給
系
か
ら
の 

可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
供
給 

溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 可溶性中性子吸収材緊急供給系 

（設計基準対象の施設と兼用） 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 

 

放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気
へ
の
対
応 

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す
る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気 

溶解設備 

・ 溶解槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ エンドピース酸洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

・ ハル洗浄槽（設計基準対象の施設と兼用） 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） 

計装設備 

・ 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽用） 

受電開閉設備・受電変圧器 

・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（５／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気
へ
の
対
応

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置

・燃料せん断長位置異常

によるせん断停止回路

・溶解槽硝酸ポンプ

・溶解槽供給硝酸流量低

によるせん断停止回路

・溶解槽溶解液密度高に

よるせん断停止回路

・硝酸供給槽硝酸密度低

によるせん断停止回路

・可溶性中性子吸収材緊

急供給回路

・可溶性中性子吸収材緊

急供給系

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計測

制御系（せん断刃位

置）

・エンドピースせん断位

置異常によるせん断停

止回路

・エンドピース酸洗浄槽

洗浄液密度高によるせ

ん断停止回路

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ

・溶解槽供給硝酸流量低

によるせん断停止回路

・硝酸供給槽密度低によ

るせん断停止回路

・溶解槽を加熱する蒸気

供給設備

・溶解槽溶解液温度低に

よるせん断停止回路

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す
る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気

所内高圧系統 
・ 6.9ｋＶ非常用主母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ非常用母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ運転予備用母線

（設計基準対象の施設と兼用）
所内低圧系統 
・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用）
・ 460Ｖ運転予備用母線

（設計基準対象の施設と兼用）
直流電源設備 
・ 第２非常用直流電源設備

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 直流電源設備

（設計基準対象の施設と兼用）
計測制御用交流電源設備 
・ 計測制御用交流電源設備

（設計基準対象の施設と兼用）
臨界事故時水素掃気系 
・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用）
・ 可搬型建屋内ホース

（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽用）
・ 機器圧縮空気供給配管・弁（溶解設備）

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 機器圧縮空気供給配管・弁（計測制御設備）

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書

精製建屋一時貯留処理設備 
・ 第５一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用）
・ 第７一時貯留処理槽（設計基準対象の施設と兼用）
重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路
・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用）
・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用）
計装設備
・ 可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計

（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用）
受電開閉設備・受電変圧器 
・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用）
・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用）
所内高圧系統
・ 6.9ｋＶ非常用主母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ非常用母線

（設計基準対象の施設と兼用）
・ 6.9ｋＶ運転予備用母線

（設計基準対象の施設と兼用）

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（６／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気
へ
の
対
応

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路

・溶解槽硝酸ポンプ

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置）

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す
る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃
気

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用）

・ 460Ｖ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用）

直流電源設備

・ 第２非常用直流電源設備

（設計基準対象の施設と兼用）

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用）

計測制御用交流電源設備

・ 計測制御用交流電源設備

（設計基準対象の施設と兼用）

臨界事故時水素掃気系 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用）

・ 可搬型建屋内ホース

（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用）

・ 機器圧縮空気供給配管・弁

（精製建屋一時貯留処理設備）

（設計基準対象の施設と兼用）

・ 機器圧縮空気供給配管・弁（計測制御設備）

（設計基準対象の施設と兼用）

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用）
重
大
事
故
等
対
処
設
備

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留

廃ガス貯留設備（前処理建屋） 

・ 廃ガス貯留設備の隔離弁

・ 廃ガス貯留設備の空気圧縮機

・ 廃ガス貯留設備の逆止弁

・ 廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽

・ 廃ガス貯留設備の配管・弁

廃ガス貯留設備（せん断処理・溶解廃ガス処理設備）

・ 凝縮器（設計基準対象の施設と兼用）

・ 高性能粒子フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）

・ 排風機（設計基準対象の施設と兼用）

・ 隔離弁（設計基準対象の施設と兼用）

・ 主配管・弁（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備）

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系）

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（主排気筒）

・ 主排気筒（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（冷却水設備）

・ 一般冷却水系（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（圧縮空気設備）

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用）

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用）

廃ガス貯留設備（低レベル廃液処理設備）

・ 第１低レベル廃液処理系

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（７／９） 
分
類 

機能喪失を想定 
する設備 

対応
手段 

対処設備 手順書 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

【前処理建屋】 
溶解槽 
・燃料送り出し装置 
・燃料せん断長位置異
常によるせん断停止
回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 
・溶解槽供給硝酸流量
低によるせん断停止
回路 

・溶解槽溶解液密度高
によるせん断停止回
路 

・硝酸供給槽硝酸密度
低によるせん断停止
回路 

・可溶性中性子吸収材
緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材
緊急供給系 

 
エンドピース酸洗浄槽 
・せん断処理設備の計
測制御系（せん断刃
位置） 

・エンドピースせん断
位置異常によるせん
断停止回路 

・エンドピース酸洗浄
槽洗浄液密度高によ
るせん断停止回路 

 
ハル洗浄槽 
・溶解槽硝酸ポンプ 
・溶解槽供給硝酸流量
低によるせん断停止
回路 

・硝酸供給槽密度低に
よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸
気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低
によるせん断停止回
路 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） 

計装設備 

・ 溶解槽圧力計（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 廃ガス貯留設備の圧力計(前処理建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の流量計(前処理建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の放射線モニタ(前処理建屋用) 

受電開閉設備・受電変圧器 

・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 460Ｖ運転予備用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備 

・ 計測制御用交流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

放射線監視設備 

・ 主排気筒の排気モニタリング設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

試料分析関係設備 

・ 放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・前処理課重

大事故等発

生時対応手

順書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（８／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

廃ガス貯留設備（精製建屋） 

・ 廃ガス貯留設備の隔離弁 

・ 廃ガス貯留設備の空気圧縮機 

・ 廃ガス貯留設備の逆止弁 

・ 廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 

・ 廃ガス貯留設備の配管・弁 

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類

廃ガス処理系（プルトニウム系）） 

・ 凝縮器（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 高性能粒子フィルタ（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 排風機（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 隔離弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 主配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽

類廃ガス処理設備） 

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系） 

・ 主配管（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（主排気筒） 

・ 主排気筒（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（冷却水設備） 

・ 一般冷却水系（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（圧縮空気設備） 

・ 一般圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 安全圧縮空気系（設計基準対象の施設と兼用） 

廃ガス貯留設備（低レベル廃液処理設備） 

・ 第１低レベル廃液処理系 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

・ 臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） 

・ 臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） 

計装設備 

・ 廃ガス洗浄塔入口圧力計 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 廃ガス貯留設備の圧力計(精製建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の流量計(精製建屋用) 

・ 廃ガス貯留設備の放射線モニタ(精製建屋用) 

受電開閉設備・受電変圧器 

・ 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 受電変圧器（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・精製課重大

事故等発生

時対応手順

書 
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第１－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段，対処設備，

手順書一覧（９／９） 
分

類 

機能喪失を想定 

する設備 

対応

手段 
対処設備 手順書 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

【前処理建屋】 

溶解槽 

・燃料送り出し装置 

・燃料せん断長位置異

常によるせん断停止

回路 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・溶解槽溶解液密度高

によるせん断停止回

路 

・硝酸供給槽硝酸密度

低によるせん断停止

回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給回路 

・可溶性中性子吸収材

緊急供給系 

 

エンドピース酸洗浄槽 

・せん断処理設備の計

測制御系（せん断刃

位置） 

・エンドピースせん断

位置異常によるせん

断停止回路 

・エンドピース酸洗浄

槽洗浄液密度高によ

るせん断停止回路 

 

ハル洗浄槽 

・溶解槽硝酸ポンプ 

・溶解槽供給硝酸流量

低によるせん断停止

回路 

・硝酸供給槽密度低に

よるせん断停止回路 

・溶解槽を加熱する蒸

気供給設備 

・溶解槽溶解液温度低

によるせん断停止回

路 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯
留 

所内高圧系統 

・ 6.9ｋＶ非常用主母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ非常用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 6.9ｋＶ運転予備用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統 

・ 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 460Ｖ運転予備用母線 

（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備 

・ 第２非常用直流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

・ 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備 

・ 計測制御用交流電源設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

放射線監視設備 

・ 主排気筒の排気モニタリング設備 

（設計基準対象の施設と兼用） 

試料分析関係設備 

・ 放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

・精製課重大事故

等発生時対応手

順書 
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重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 自主対策設備 自主対策設備

溶解槽 ○ ○ × 〇 ○

エンドピース酸洗浄槽 ○ ○ × 〇 ×

ハル洗浄槽 ○ ○ × 〇 ×

配管・弁［流路］ × × × 〇 ×

可溶性中性子吸収材緊急供給系 × × × × ○

（溶解設備） 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × × ○ ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽 ○ × × × ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給弁 ○ × × × ×

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管・弁［流路］ ○ × × × ×

安全圧縮空気系 ○ × × × ○

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（エンドピース酸洗浄槽用）
［流路］

○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（ハル洗浄槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（ハル洗浄槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（ハル洗浄槽用）［流路］ ○ × × × ×

一般圧縮空気系 ○ × × × ×

廃ガス貯留設備の隔離弁 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の空気圧縮機 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の逆止弁 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の配管・弁［流路］ × × ○ × ×

凝縮器 × × ○ × ×

高性能粒子フィルタ × × ○ × ×

排風機 × × ○ × ×

隔離弁 × × ○ × ×

主配管・弁［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(前処理建屋塔槽類
廃ガス処理設備)

主配管［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(高レベル廃液ガラ
ス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備
高レベル濃縮廃液廃ガス処理系)

主配管［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(主排気筒) 主排気筒 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(冷却水設備） 一般冷却水系 × × ○ × ×

一般圧縮空気系 × × ○ × ×

安全圧縮空気系 × × 〇 × ×

廃ガス貯留設備(低レベル廃液処理
設備)

第１低レベル廃液処理系 × × ○ × ×

分析設備 配管・弁［流路］ × × × 〇 ×

臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） ○ ○ ○ × ×

緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） ○ × × × ×

臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） ○ ○ ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） ○ ○ ○ × ×

緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） ○ × × × ×

計装設備 溶解槽圧力計 × × ○ × ×

ガンマ線用サーベイメータ ○ × × × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × × × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗
浄槽用）

× ○ × × ×

廃ガス貯留設備の圧力計(前処理建屋用) × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の流量計(前処理建屋用) × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の放射線モニタ(前処理建屋用) × × ○ × ×

構成する機器

溶解設備

代替可溶性中性子吸収材緊急供給
回路

重大事故時可溶性中性子吸収材供
給回路

廃ガス貯留設備（せん断処理・溶解
廃ガス処理設備）

（計装設備）

廃ガス貯留設備(圧縮空気設備）

機器グループ

臨界事故の拡大を防止するための設備

可溶性中性子吸収材緊
急供給系からの可溶性
中性子吸収材の供給

廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留

可溶性中性子吸収材の
手動供給

臨界事故により発生する
放射線分解水素の掃気

可溶性中性子吸収材の
自動供給

第１－２表　臨界事故の対処に使用する設備（１／３）

前処理建屋
臨界

設備名称

代替可溶性中性子吸収材緊急供給
系

重大事故時可溶性中性子吸収材供
給系

設備

廃ガス貯留設備（前処理建屋）
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重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 自主対策設備 自主対策設備

受電開閉設備 ○ ○ ○ × ×

受電変圧器 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ非常用主母線 ○ ○ ○ × ○

6.9ｋＶ運転予備用主母線 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ非常用母線 ○ ○ ○ × ○

6.9ｋＶ運転予備用母線 ○ ○ ○ × ×

460Ｖ非常用母線 ○ ○ ○ × ○

460Ｖ運転予備用母線 ○ ○ ○ × ×

第２非常用直流電源設備 ○ ○ ○ × ○

直流電源設備 ○ ○ ○ × ×

計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 ○ ○ ○ × ×

一般圧縮空気系 × ○ × × ×

可搬型建屋内ホース（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽用）[流
路]

× ○ × × ×

機器圧縮空気供給配管・弁（溶解設備）［流路］ × 〇 × × ×

機器圧縮空気供給配管・弁（（本文）主な工程計装設備/（添六）計測制御設
備）［流路］

× 〇 × × ×

安全圧縮空気系 × ○ × × ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○ × ×

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○ × ×

第５一時貯留処理槽 ○ ○ × ○ ×

第７一時貯留処理槽 ○ ○ × ○ ×

配管・弁［流路］ × × × 〇 ×

（精製建屋一時貯留処理設備） 可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × × ○ ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第５一時貯留処理槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第５一時貯留処理槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（第５一時貯留処理槽用）
［流路］

○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽（第７一時貯留処理槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第７一時貯留処理槽用） ○ × × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管・弁（第７一時貯留処理槽用）
［流路］

○ × × × ×

安全圧縮空気系 ○ × × × ×

一般圧縮空気系 ○ × × × ×

廃ガス貯留設備の隔離弁 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の空気圧縮機 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の逆止弁 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の配管・弁［流路］ × × ○ × ×

凝縮器 × × ○ × ×

高性能粒子フィルタ × × ○ × ×

排風機 × × ○ × ×

隔離弁 × × ○ × ×

主配管・弁［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設
備)

主配管［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(高レベル廃液ガラ
ス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備
高レベル濃縮廃液廃ガス処理系)

主配管［流路］ × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(主排気筒) 主排気筒 × × ○ × ×

廃ガス貯留設備(冷却水設備) 一般冷却水系 × × ○ × ×

一般圧縮空気系 × × ○ × ×

安全圧縮空気系 × × 〇 × ×

廃ガス貯留設備(低レベル廃液処理
設備)

第１低レベル廃液処理系 × × ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供
給系

精製建屋一時貯留処理設備

廃ガス貯留設備（精製建屋）

直流電源設備

所内低圧系統

所内高圧系統

受電開閉設備・受電変圧器

廃ガス貯留設備（精製建屋塔槽類
廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理
系（プルトニウム系））

廃ガス貯留設備(圧縮空気設備)

第１－２表　臨界事故の対処に使用する設備（２／３）

臨界事故の拡大を防止するための設備

可溶性中性子吸収材の
自動供給

臨界事故により発生する
放射線分解水素の掃気

廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留

可溶性中性子吸収材の
手動供給

可溶性中性子吸収材緊
急供給系からの可溶性
中性子吸収材の供給

機器グループ

設備

設備名称 構成する機器

前処理建屋
臨界

精製建屋
臨界

臨界事故時水素掃気系
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重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 自主対策設備 自主対策設備

臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽用） ○ ○ ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） ○ ○ ○ × ×

緊急停止系（精製建屋用，電路含む） ○ × × × ×

計装設備 廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × ○ × ×

ガンマ線用サーベイメータ ○ × × × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × × × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理
槽用）

× ○ × × ×

廃ガス貯留設備の圧力計(精製建屋用) × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の流量計(精製建屋用) × × ○ × ×

廃ガス貯留設備の放射線モニタ(精製建屋用) × × ○ × ×

受電開閉設備 ○ ○ ○ × ×

受電変圧器 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ非常用主母線 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ運転予備用主母線 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ非常用母線 ○ ○ ○ × ×

6.9ｋＶ運転予備用母線 ○ ○ ○ × ×

460Ｖ非常用母線 ○ ○ ○ × ×

460Ｖ運転予備用母線 ○ ○ ○ × ×

第２非常用直流電源設備 ○ ○ ○ × ×

直流電源設備 ○ ○ ○ × ×

計測制御用交流電源設備 計測制御用交流電源設備 ○ ○ ○ × ×

一般圧縮空気系 × ○ × × ×

可搬型建屋内ホース（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用）［流路］ × ○ × × ×

機器圧縮空気供給配管・弁（精製建屋一時貯留処理設備）［流路］ × 〇 × × ×

機器圧縮空気供給配管・弁（（本文）主な工程計装設備/（添六）計測制御設
備）［流路］

× 〇 × × ×

安全圧縮空気系 × ○ × × ×

放射線監視設備 主排気筒の排気モニタリング設備 × × ○ × ×

試料分析関係設備 放出管理分析設備 × × ○ × ×

注）設備名称を（）としている設備は,  新たに設置する重大事故等対処設備であって,  代替する機能を有する設計基準設備が存在しない設備を示す。

精製建屋
臨界

臨界事故時水素掃気系

重大事故時可溶性中性子吸収材供
給回路

直流電源設備

受電開閉設備・受電変圧器

所内低圧系統

所内高圧系統

（計装設備）

第１－２表　臨界事故の対処に使用する設備（３／３）

機器グループ

設備
臨界事故の拡大を防止するための設備

可溶性中性子吸収材の
自動供給

臨界事故により発生する
放射線分解水素の掃気

廃ガス貯留設備による放
射性物質の貯留

可溶性中性子吸収材の
手動供給

可溶性中性子吸収材緊
急供給系からの可溶性
中性子吸収材の供給設備名称 構成する機器
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第１－３表 計装設備を用いて監視するパラメータ（１／３） 

対応手段 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

臨界事故の拡大防止対策 

可溶性中性子吸収材の自動供給 

前処理課重大事故等

発生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

放射線レベル 

中性子線用サーベイメータ（可搬型） 

ガンマ線用サーベイメータ（可搬型） 

操
作

－（重大事故時可溶性中

性子吸収材供給弁又は代

替可溶性中性子吸収材緊

急供給弁の開動作の表

示） 

－ 

精製課重大事故等発

生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

放射線レベル 

中性子線用サーベイメータ（可搬型） 

ガンマ線用サーベイメータ（可搬型） 

操
作

－（重大事故時可溶性中

性子吸収材供給弁の開動

作の表示） 

－ 

臨界事故の拡大防止対策 

可溶性中性子吸収材の手動供給 

可溶性中性子吸収材緊急供給系からの可溶性中性子吸収材の供給 

前処理課重大事故等

発生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

放射線レベル 

中性子線用サーベイメータ（可搬型） 

ガンマ線用サーベイメータ（可搬型） 

操
作

－（目視による確認及び

可溶性中性子吸収材緊急

供給系の供給弁の開動作

の表示） 

－ 

精製課重大事故等発

生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

放射線レベル 

中性子線用サーベイメータ（可搬型） 

ガンマ線用サーベイメータ（可搬型） 

操
作

－（目視による確認）  － 
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第１－３表 計装設備を用いて監視するパラメータ（２／３） 

対応手段 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

臨界事故の拡大防止対策 

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

前処理課重大事故等

発生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

貯槽掃気圧縮空気流量 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（可搬

型） 

操
作

該当なし － 

精製課重大事故等発

生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

着手判断と同じ 

着手判断と同じ 

【成否判断】 

貯槽掃気圧縮空気流量 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（可搬

型） 

操
作

該当なし － 
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第１－３表 計装設備を用いて監視するパラメータ（３／３） 

対応手段 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

臨界事故の拡大防止対策 

廃ガス貯留設備による放射性物質の貯留 

前処理課重大事故等

発生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

廃ガス貯留槽圧力 

廃ガス貯留設備の圧力計（常設） 

【成否判断】 

 該当なし 

－ 

操
作

廃ガス貯留槽圧力 

廃ガス貯留槽入口流量 

廃ガス貯留槽放射線レ 

ベル 

溶解槽圧力 

廃ガス貯留設備の圧力計（常設） 

廃ガス貯留設備の流量計（常設） 

廃ガス貯留設備の放射線モニタ（常設） 

溶解槽圧力計（常設） 

精製課重大事故等発

生時対応手順書 

判
断
基
準

【着手判断】 

放射線レベル 

臨界検知用放射線検出器（常設） 

【実施判断】 

廃ガス貯留槽圧力 

廃ガス貯留設備の圧力計（常設） 

【成否判断】 

 該当なし 

－ 

操
作

廃ガス貯留槽圧力 

廃ガス貯留槽入口流量 

廃ガス貯留槽放射線レ 

ベル 

廃ガス洗浄塔入口圧力 

廃ガス貯留設備の圧力計（常設） 

廃ガス貯留設備の流量計（常設） 

廃ガス貯留設備の放射線モニタ（常設） 

廃ガス洗浄塔入口圧力計（常設） 
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第１－４表 臨界事故の発生を仮定する機器 

 

建屋 機器名称 

前処理建屋 

溶解槽Ａ 

溶解槽Ｂ 

エンドピース酸洗浄槽Ａ 

エンドピース酸洗浄槽Ｂ 

ハル洗浄槽Ａ 

ハル洗浄槽Ｂ 

精製建屋 
第５一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 
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第
１

－
５

表
 

臨
界

事
故

へ
の

対
処

に
お

け
る

各
対

策
の

判
断

方
法

と
判

断
基

準
 

 

判
断

項
目

 
判

断
方

法
 

判
断

基
準

 

未
臨

界
へ

の
移

行
の

成
否

判
断

 
中

性
子

線
用

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
等

を
用

い

て
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

機
器

を
収

納
し

た
セ

ル
周

辺
の

線
量

当
量

率
の

計
測

 

線
量

当
量

率
が

平
常

運
転

時
程

度
ま

で
低

下

し
た

こ
と

 

固
体

状
又

は
液

体
状

の
核

燃
料

物
質

の
移

送
停

止
の

成
否

判
断

 

中
央

制
御

室
の

緊
急

停
止

操
作

ス
イ

ッ
チ

に
お

い
て

，
状

態
表

示
ラ

ン
プ

の
点

灯
確

認
 

中
央

制
御

室
の

緊
急

停
止

操
作

ス
イ

ッ
チ

に

お
い

て
，
状

態
表

示
ラ

ン
プ

が
点

灯
し

た
こ

と
 

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

成
否

判
断

 

可
搬

型
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

に
よ

り
，

供
給

さ
れ

て
い

る
空

気
の

流
量

の
計

測
 

可
搬

型
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

の
指

示

値
が

６
ｍ

３
／

ｈ
[
n
o
r
m
a
l
]
以

上
で

あ
る

こ

と
 

廃
ガ

ス
処

理
設

備
へ

の
系

統
切

替
の

実
施

判
断

 

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

圧
力

計
に

よ
り

，
廃

ガ
ス

貯
留

槽
の

圧
力

の
計

測
 

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

圧
力

計
の

指
示

値
が

0
.
4
Ｍ

Ｐ
ａ

[
g
a
g
e
]
に

達
し

た
こ

と
 

換
気

復
旧

の
成

否
判

断
 

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お

い
て

，
排

風
機

の
運

転
表

示
及

び
溶

解
槽

圧
力

計
又

は
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

の
指

示
値

確
認

 

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お

い

て
，
排

風
機

の
運

転
表

示
及

び
溶

解
槽

圧
力

計

又
は

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
の

指
示

値

が
負

圧
を

示
し

た
こ

と
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第１－６表 臨界事故の対処において確認する補助パラメータ 
 

分類 補助パラメータ 可搬型 常設 
再処理施設の状態

を補助的に監視 

自主 

対策 

貯槽の液位 貯槽液位 － ○ 〇 〇 

貯槽の温度 貯槽温度 － ○ 〇 〇 

溶液の密度 溶液密度 － ○ 〇 〇 

溶解槽の放射線のレベル 放射線レベル － ○ 〇 〇 

漏えい液受皿の液位 漏えい液受皿液位 － ○ 〇 〇 

フィルタの差圧 フィルタ差圧 － ○ 〇 － 

圧縮空気貯槽の圧力 圧縮空気受入圧力 － ○ 〇 － 

室の差圧 室差圧 － ○ 〇 〇 

建屋内の放射線のレベル 放射線レベル － ○ 〇 〇 
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第
１

－
７

表
 

重
要

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
の

代
替

方
法

 

 

 ※
１
:重

要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
代

替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
監
視
に
は
常
設
の

計
器
を
使
用
す
る
。
 

※
２
:重

要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下

の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ
を
優
先
順
位
と

す
る
。
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る

推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の

推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 槽 の 放 射 線

レ ベ ル 

放
射
線
レ
ベ
ル

※
1  

ａ
．
放
射
線
レ
ベ
ル
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
臨
界
検
知
用
放
射
線

検
出
器
に
て
貯
槽
の
放
射
線
レ
ベ
ル
を
測

定
す
る
。
 

放
射
線
レ
ベ
ル
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る

た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等

の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の

交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ

ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か

ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な

し
。
 

貯 槽 掃 気

圧 縮 空 気

の 流 量 

貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

廃 ガ ス

貯 留 槽

の 圧 力 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放
射
性
物
質
の

導
出
開
始
及
び
完
了
を
判
断
す
る
た
め
に

計
測
し
，
万

一
，
廃
ガ
ス
貯

留
槽
の
圧
力
が
監
視
で
き
な
く
な
っ
た
場
合

に
は
，
異
な
る
計
測
点
の
圧
力
計
よ
り
パ

ラ
メ
ー
タ
を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 貯

留 槽 の 入

口 流 量 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量
（
他
チ
ャ
ン

ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放
射
性
物
質
の

導
出
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
を
判
断
す
る
た

め
に
計
測
し
，
万

一
，
廃
ガ

ス
貯
留
槽
へ
の
流
量
が
監
視
で
き
な
く
な
っ

た
場
合
に
は
，
異
な
る
計
測
点
の
流
量
計

よ
り
パ
ラ
メ
ー
タ
を
測
定
す

る
。
 

廃 ガ ス 貯 留

槽 の 放 射 線

レ ベ ル 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
放
射
線
レ
ベ
ル

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
放
射
線
レ
ベ
ル
（
他
チ

ャ
ン
ネ
ル
）

※
１
 

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放
射
性
物
質
の

導
出
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
を
判
断
す
る
た

め
に
計
測
し
，
万

一
，
廃
ガ

ス
貯
留
槽
の
放
射
線
レ
ベ
ル
が
監
視
で
き
な

く
な
っ
た
場
合
に
は
，
異
な
る
計
測
点
の

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
放
射
線

モ
ニ
タ
に
よ
り
パ
ラ
メ
ー
タ
を
測
定
す
る
。
 

溶 解 槽 の

圧 力 

溶
解
槽
圧
力

※
1  

ａ
．
溶
解
槽
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て
溶
解
槽

圧
力
を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 洗

浄 塔 の 入

口 圧 力 

廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
（
他
チ
ャ
ン

ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て
廃
ガ
ス

洗
浄
塔
入
口
圧
力
を
測
定
す
る
。
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溶
解

槽
に
お

け
る

臨
界

事
故
の

発
生

③②①
臨

界
事
故
へ

の
対
応

手
段

①
：

可
溶
性
中

性
子
吸

収
材
の

自
動
供
給

②
：

臨
界
事
故

に
よ
り

発
生
す

る
放
射

線
分
解
水

素
の
掃
気

③
：

廃
ガ
ス
貯

留
設
備

に
よ
る

放
射
性

物
質
の
貯
留

④
：

可
溶
性
中

性
子
吸

収
材
の

手
動
供

給
（
自
主

対
策
）

⑤
：

可
溶
性
中

性
子
吸

収
材
緊

急
供
給

系
か
ら
の

可
溶
性

中
性
子

吸
収
材
の
供

給
（
自
主

対
策
）

せ
ん

断
機

の

燃
料

送
り

出

し
長

さ
の

異

常 （
燃

料
送

り

出
し

装
置

）

燃
料

せ
ん

断

長
位

置
異

常

に
よ

る
せ

ん

断
停

止
回

路

の
機

能
喪

失

溶
解

用
硝

酸

供
給

の
機

能

喪
失

（
溶

解
槽

硝

酸
ポ

ン
プ

）

溶
解

槽
供

給

硝
酸

流
量

低

に
よ

る
せ

ん

断
停

止
回

路

の
機

能
喪

失

溶
解

槽
溶

解
液

密
度

高
に

よ
る

せ
ん

断
停

止
回

路
の

機
能

喪
失

酸
濃

度
の

確
認

の
失

敗

硝
酸

調
整

槽
か

ら
硝

酸
供

給
槽

へ
の

移
送

時
の

分
析

に
よ

る
酸

濃
度

確
認

の
失

敗

燃
料

せ
ん
断

片
の
過

装
荷

溶
解

液
中
の

核
燃
料

物
質
濃
度

の
上

昇
溶

解
用

供
給

硝
酸
の

濃
度
の
低

下

可
溶
性

中
性

子
吸

収

材
緊
急

供
給

回
路

の

機
能
喪

失

可
溶
性

中
性

子
吸

収

材
緊
急

供
給

系
の

機

能
喪
失

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー

ト

凡
例

⑤④

第
１

－
１

図
（

１
）

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
の

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

（
溶

解
槽

）

運
転

員
に

よ

る
せ

ん
断

開

始
前

の
燃

料

長
確

認
の

失

敗

運
転

員
に

よ

る
燃

料
せ

ん

断
長

指
示

値

で
の

せ
ん

断

終
了

長
さ

の

確
認

の
失

敗

運
転

員
に

よ
る

硝
酸

調
整

に
お

け
る

溶
解

用
硝

酸
調

整
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

溶
解

硝
酸

密
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

硝
酸

供
給

槽
硝

酸
密

度
低

に
よ

る
せ

ん
断

停
止

回
路

の
機

能
喪

失
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エ
ン

ド
ピ
ー

ス
酸

洗
浄

槽
に
お

け
る

臨
界

事
故
の

発
生

③②①

せ
ん

断
機
の

せ
ん
断

刃
位

置
異
常

（
せ
ん

断
処

理
設
備

の
計
測

制
御

系
（
せ

ん
断
刃

位
置

）
）

エ
ン

ド
ピ
ー

ス
せ

ん
断

位
置
異

常
に

よ
る

せ
ん
断

停
止

回
路

の
機
能

喪
失

エ
ン

ド
ピ
ー

ス
酸

洗
浄

槽
洗
浄

液
密

度
高

に
よ
る

せ
ん

断
停

止
回
路

の
機

能
喪

失

せ
ん

断
機
か

ら
の
過

剰
な
核
燃

料
物

質
の

移
行

④

臨
界

事
故

へ
の

対
応

手
段

①
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
自

動
供

給
②
：

臨
界

事
故

に
よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

③
：

廃
ガ

ス
貯

留
設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留
④
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
手

動
供

給
（

自
主

対
策

）

第
１

－
１

図
（

２
）

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
の

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

（
エ

ン
ド

ピ
ー

ス
酸

洗
浄

槽
）

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー

ト

凡
例

８－添１－60



ハ
ル

洗
浄
槽

に
お
け

る
臨

界
事

故
の

発
生

溶
解

槽
供

給
硝

酸
流

量
低

に
よ

る
せ

ん
断

停
止

回
路

の
機

能
喪

失

運
転

員
に

よ
る

硝
酸

調
整

に
お

け
る

溶
解

用
硝

酸
調

整
の

失
敗

酸
濃

度
の

確
認

の
失

敗

溶
解

槽
溶

解
液

温
度

低
に

よ
る

せ
ん

断
停

止
回

路
の

機
能

喪
失

溶
解

用
供
給

硝
酸
の

供
給
不
足

溶
解

用
供
給

硝
酸
の

濃
度
の
低

下

溶
解

槽
溶
解

液
温
度

の
低
下

③②① ④

第
１

－
１

図
（

３
）

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
の

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

（
ハ

ル
洗

浄
槽

）

臨
界

事
故

へ
の

対
応

手
段

①
：

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

自
動

供
給

②
：

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
③
：

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

④
：

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

手
動

供
給

（
自

主
対

策
）

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー

ト

凡
例

溶
解

用
硝

酸
供

給
の

異
常

（
溶

解
槽

硝
酸

ポ
ン

プ
）

運
転

員
に

よ
る

溶
解

用
硝

酸
流

量
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

溶
解

槽
の

密
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

硝
酸

調
整

槽
か

ら
硝

酸
供

給
槽

へ
の

移
送

時
の

分
析

に
よ

る
酸

濃
度

確
認

の
失

敗

硝
酸
供

給
槽

硝

酸
密
度

低
に

よ

る
せ
ん

断
停

止

回
路
の

機
能

喪

失

溶
解

槽
溶

液
加

熱
の

異
常

（
溶

解
槽

を
加

熱
す

る
蒸

気
供

給
設

備
）

運
転

員
に

よ
る

溶
解

槽
加

熱
蒸

気
流

量
計

の
確

認
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

溶
解

槽
の

温
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

溶
解

槽
の

密
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

硝
酸

供
給

槽
の

密
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗

運
転

員
に

よ
る

溶
解

槽
の

密
度

計
指

示
値

の
確

認
の

失
敗
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溶
液

の
移
送

指
示

に
お

け
る
移

送
先

の
選

択
の
誤

判
断

逐
次

並
行
分

析
に

よ
る

プ
ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

度
の
確

認
の

失
敗

溶
液

中
の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃
度

の
分

析
結

果
の
確

認
の

失
敗

精
製

建
屋

第
５
一

時
貯

留
処

理
槽

に
お
け

る
臨

界
事

故
の

発
生

③②① ④

第
１

－
１

図
（

４
）

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
の

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

（
精

製
建

屋
第

５
一

時
貯

留
処

理
槽

）

臨
界

事
故

へ
の

対
応

手
段

①
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
自

動
供

給
②
：

臨
界

事
故

に
よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

③
：

廃
ガ

ス
貯

留
設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留
④
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
手

動
供

給
（

自
主

対
策

）
Ｏ

Ｒ
ゲ

ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー

ト

凡
例
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精
製

建
屋

第
７
一

時
貯

留
処

理
槽

に
お
け

る
臨

界
事

故
の

発
生

③②① ④

第
１

－
１

図
（

５
）

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
の

フ
ォ

ー
ル

ト
ツ

リ
ー

分
析

（
精

製
建

屋
第

７
一

時
貯

留
処

理
槽

）

臨
界

事
故

へ
の

対
応

手
段

①
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
自

動
供

給
②
：

臨
界

事
故

に
よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

③
：

廃
ガ

ス
貯

留
設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯

留
④
：

可
溶

性
中

性
子
吸

収
材

の
手

動
供

給
（

自
主

対
策

）
Ｏ

Ｒ
ゲ

ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー

ト

凡
例

溶
液

の
移
送

指
示

に
お

け
る
移

送
先

の
選

択
の
誤

判
断

逐
次

並
行
分

析
に

よ
る

プ
ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

度
の
確

認
の

失
敗

溶
液

中
の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃
度

の
分

析
結

果
の
確

認
の

失
敗
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臨
界
検
知
用
放

射
線
検
出
器
に

よ
る
臨
界
事
故

の
発
生
検
知
※

１

未
臨
界
へ
の
移

行
の
成
否
判
断

の
た
め
建
屋
内
へ

移
動

可
搬
型
可
溶
性

中
性
子
吸
収
材

供
給
器
接
続
（

手
動
）

未
臨
界
へ
の
移

行
の
成
否
判
断

・
セ
ル
周
辺
の

線
量
当
量
率
が

平
常
運
転
時

程
度
ま
で
低
下

し
た
こ
と
を

確
認

第
１
－
２
図

前
処
理
建
屋
の
臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策
に
お
け
る
対
応
フ
ロ
ー
（
１
／
２
）

臨
界
事
故
が
発

生
し
た
機
器
を

収
納
し
た
セ
ル
周

辺
の
線
量
当
量

率
を
計
測

線
量
当
量
率

継
続
監
視Ａ
：
廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯

留

重
大
事
故

時
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材
供
給

弁
又

は
代

替
可

溶
性

中
性
子
吸

収
材

緊
急

供
給

弁
「
開
」
（

自
動

）

中
央

制
御

室
に

お
い
て
緊
急
停

止
操

作
ス

イ
ッ

チ
押
下
（
手

動
）

固
体

状
の
核
燃

料
物
質
の
移
送

停
止

の
成
否
判

断
・

中
央

制
御
室

に
お
い
て
緊
急

停
止

操
作
ス

イ
ッ
チ
の
状
態

表
示

ラ
ン
プ

点
灯
確
認

可
溶
性
中
性

子
吸

収
材

の
供

給
開
始
（
自
動

）
確

認
・
中
央
制
御

室
の

監
視

制
御

盤
及
び
安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お
い
て
重

大
事

故
時

可
溶

性
中
性
子
吸

収
材

供
給

弁
又

は
代
替
可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
緊
急
供
給

弁
「

開
」

確
認

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
の
供
給

開
始
確
認

・
供
給
容
器
内

の
可
溶
性
中
性

子
吸
収
材
の
減

少
の
目
視
確
認

※
１

臨
界

検
知

手
段

に
よ

る
臨

界
事

故
の

発
生

検
知

異
な

る
３

台
の

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器
の

う
ち

，
２

台
以

上
の

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器
が

臨
界

に
伴

っ
て

放
出

さ
れ

る
ガ

ン
マ

線
の

線
量

当
量

率
の

上
昇

を
同

時
に

検
知

し
，
論

理
回

路
に

よ
り

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器
に

お
い

て
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

と
判

定
し

た
場

合
。

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
の
手
動

供
給
の
た
め
建
屋

内
へ
移
動

供
給
容
器
へ
の

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
供
給
，
供

給
ポ
ン
プ
操
作

（
手
動
）

着
手
判
断
及
び

実
施
判
断

・
中
央
制
御
室

に
お
い
て
臨
界

検
知
用
放
射
線

検
出
器
か
ら

の
臨
界
警
報
発

報
の
確
認

凡
例

中
央
制
御
室
の

安
全
系
監

視
制
御
盤
に
お

い
て
可
溶

性
中
性
子
吸
収

材
緊
急
供

給
系
の
供
給
弁

「
開
」

（
手
動
）

溶
解
槽
の
場
合

Ｃ
：
臨
界
事
故

に
よ
り
発
生
す

る
放
射

線
分
解
水

素
の
掃
気

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
緊

急
供
給
系
か
ら

の
供
給
確

認 ・
中
央
制
御
室

の
安
全
系

監
視
制
御
盤

に
お
い
て

可
溶
性
中
性

子
吸
収
材

緊
急
供
給
系

の
供
給
弁

「
開
」
確
認

主
排
気
筒
か
ら

大
気
中

へ
の
放
出
状
況

監
視

Ｂ
：
廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯

留

：
操

作
・

確
認

：
判

断

：
監

視

：
可

溶
性

中
性

子
吸
収

材
の

供
給

：
自

主
対

策
設

備
を
用

い
た

対
応
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臨
界
事
故

に
よ

り
発
生

す
る

放
射
線

分
解
水
素

の
掃

気
の
た

め
建

屋
内
へ

移
動

一
般
圧
縮

空
気

系
接
続

（
手

動
）

一
般
圧
縮

空
気

系
の
供

給
弁

操
作

（
手
動
）

せ
ん

断
処

理
・

溶
解
廃

ガ
ス

処
理
設

備
の

隔
離

弁
「

閉
」

（
自

動
）

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の
隔

離
弁

「
開
」

及
び

空
気

圧
縮

機
「

起
動

」
（
自

動
）

廃
ガ

ス
貯

留
槽

へ
の

導
出

開
始

確
認

中
央

制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
，

以
下

を
確

認
す

る
。

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
圧

力
計

の
指

示
値

上
昇

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
放

射
線

モ
ニ

タ
指

示
値

上
昇

・
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
流

量
計

の
指

示
値

上
昇

ま
た

，
中

央
制

御
室

の
安

全
系

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
，

以
下

を
確

認
す

る
。

・
溶

解
槽

の
圧

力
指

示
値

が
水

封
部

の
水

頭
圧

に
相

当
す

る
圧

力
範

囲
内

で
あ

る
こ

と

せ
ん

断
処

理
・

溶
解

廃
ガ

ス
処

理
設

備
へ

の
系

統
切

替
の

実
施

判
断

・
廃

ガ
ス

貯
留

槽
内

の
圧

力
が

0
.
4
Ｍ

Ｐ
ａ

[
ga
g
e]
ま

で
上

昇

せ
ん

断
処

理
・

溶
解

廃
ガ

ス
処

理
設

備
の

隔
離

弁
「

開
」

及
び

排
風

機
「

起
動

」
（

手
動

）

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
の

隔
離

弁
「

閉
」

及
び

空
気

圧
縮

機
「

停
止

」
（

手
動

）

臨
界
事
故

に
よ

り
発
生

す
る

放
射

線
分
解
水

素
の

掃
気
の

成
否

判
断

・
可
搬
型

貯
槽

掃
気
圧

縮
空

気
流

量
計
の

指
示

値
が
６

ｍ
3
／

ｈ
[
no

r
ma

l
]以

上
の

確
認

第
１

－
２

図
前
処

理
建

屋
の

臨
界

事
故

の
拡

大
防

止
対

策
に

お
け

る
対

応
フ

ロ
ー

（
２

／
２

）

中
央

制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い

て
せ

ん
断

処
理

・
溶

解
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
隔

離
弁

「
閉

」
確

認
中

央
制

御
室

の
監

視
制

御
盤

に
お

い
て

廃
ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁

「
開

」
及

び
空

気
圧

縮
機

「
起

動
」

確
認

：
操

作
・
確

認

：
判

断

：
監

視

：
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気

凡
例

可
搬
型
貯

槽
掃

気
圧
縮

空
気
流
量

計
の

指
示
値

継
続
監
視

放
射
線
分

解
に

よ
り
発

生
す

る
水
素

の
掃
気
の

た
め

の
空
気

供
給

停
止

放
出

経
路

復
旧

の
成

否
判

断
・

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お
い

て
排

風
機

の
運

転
表

示
・

中
央

制
御

室
の

安
全

系
監

視
制

御
盤

に
お
い

て
溶

解
槽

圧
力

計
の

指
示

値
が

負
圧

を
示

し
た

こ
と

Ｃ
：
臨
界

事
故

に
よ
り

発
生

す
る
放

射
線

分
解

水
素
の

掃
気

Ｂ
：

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

Ａ
：

廃
ガ

ス
貯

留
設
備

に
よ

る
放
射

性
物
質
の

貯
留
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臨
界
検
知
用
放

射
線
検
出
器
に

よ
る
臨
界
事
故

の
発
生
検
知
※

１

未
臨
界
へ
の
移

行
の
成
否
判
断

の
た

め
建
屋
内
へ
移

動

可
搬
型
可
溶
性

中
性
子
吸
収
材

供
給

器
接
続
（
手
動

）

未
臨
界
へ
の
移

行
の
成
否
判
断

・
セ
ル
周
辺
の

線
量
当
量
率
が

平
常
運
転
時
程

度
ま
で
低
下
し

た
こ
と
を
確
認

第
１
－
３
図

精
製
建
屋
の
臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策
に
お
け
る
対
応
フ
ロ
ー
（
１
／
２
）

臨
界
事
故
が
発

生
し
た
機
器
を

収
納

し
た
セ
ル
周
辺

の
線
量
当
量
率

を
計

測

線
量
当
量
率

継
続
監
視

重
大
事
故
時

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供
給
弁
「
開

」
（

自
動

）

中
央
制
御
室
に

お
い
て
緊
急
停

止
操
作
ス
イ
ッ
チ

押
下
（
手
動
）

液
体
状
の
核
燃

料
物
質
の
移
送

停
止
の
成
否
判
断

・
中
央
制
御
室

に
お
い
て
緊
急

停
止
操
作
ス
イ

ッ
チ
の
状
態
表

示
ラ
ン
プ
点
灯

確
認

着
手
判
断
及
び

実
施
判
断

・
中
央
制
御
室

に
お
い
て
臨
界

検
知
用
放
射
線

検
出
器
か
ら

の
臨
界
警
報
発

報
の
確
認

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
の
供
給

開
始

確
認

・
供
給
容
器
内

の
可
溶
性
中
性

子
吸

収
材
の
減
少

の
目
視
確
認

※
１

臨
界
検
知
手
段
に
よ
る
臨
界
事
故
の
発
生
検
知

異
な
る
３
台
の
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器
の
う
ち
，

２
台
以
上
の
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器
が
臨
界
に

伴
っ
て
放
出
さ
れ
る
ガ
ン
マ
線
の
線
量
当
量
率
の
上
昇

を
同
時
に
検
知
し
，
論
理
回
路
に
よ
り
臨
界
事
故
の
発

生
を
仮
定
す
る
機
器
に
お
い
て
臨
界
事
故
が
発
生
し
た

と
判
定
し
た
場
合
。

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
の
手
動

供
給

の
た
め
建
屋
内

へ
移
動

供
給
容
器
へ
の

可
溶
性
中
性
子

吸
収

材
供
給
，
供
給

ポ
ン
プ
操
作

（
手
動
）

凡
例

可
溶
性
中
性

子
吸

収
材

の
供

給
開

始
（
自
動
）
確

認
・
中
央
制
御

室
の

監
視

制
御

盤
に

お
い
て
重
大

事
故

時
可

溶
性

中
性

子
吸
収
材
供

給
弁

「
開

」
確

認

Ｃ
：
臨
界
事
故

に
よ
り
発
生
す

る
放
射

線
分
解
水

素
の
掃
気

主
排
気
筒
か
ら

大
気
中

へ
の
放
出
状
況

監
視

Ａ
：
廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯

留

Ｂ
：
廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯

留

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

：
可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
供
給

：
自
主
対
策
設
備
を
用
い
た
対
応
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塔
槽

類
廃
ガ
ス

処
理
系
（
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
系

）
へ
の

系
統

切
替
の
実

施
判
断

・
廃

ガ
ス
貯
留

槽
内
の
圧
力
が
0.
4Ｍ

Ｐ
ａ
[
ga
g
e]

ま
で

上
昇

廃
ガ

ス
貯
留
設

備
の
隔
離
弁
「

閉
」

及
び
空

気
圧
縮

機
「

停
止
」
（

手
動
）

第
１

－
３

図
精

製
建

屋
の
臨

界
事

故
の
拡

大
防
止

対
策

に
お
け

る
対
応

フ
ロ

ー
（
２

／
２

）

：
操

作
・

確
認

：
判
断

：
監
視

：
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
貯
留

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃
気

凡
例

塔
槽

類
廃
ガ
ス

処
理
系
（
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
系

）
流
路

「
遮

断
」

廃
ガ

ス
貯
留
設

備
の
隔
離
弁
「

開
」

及
び
空

気
圧
縮

機
「

起
動
」
（

自
動
）

中
央

制
御
室
の

監
視
制
御
盤
に

お
い

て
塔
槽

類
廃
ガ

ス
処

理
系
（
プ

ル
ト
ニ
ウ
ム
系

）
の

隔
離
弁

「
閉
」

確
認

中
央

制
御
室
の

監
視
制
御
盤
に

お
い

て
廃
ガ

ス
貯
留

設
備

の
隔
離
弁

「
開
」
及
び
空

気
圧

縮
機
「

起
動
」

確
認

中
央

制
御
室
の

安
全
系
監
視
制

御
盤

に
お
い

て
塔
槽

類
廃

ガ
ス
処
理

系
（
プ
ル
ト
ニ

ウ
ム

系
）
の

排
風
機

「
停

止
」
確
認

塔
槽

類
廃
ガ
ス

処
理
系
（
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
系

）
の
隔

離
弁

「
開
」
及

び
排
風
機
「
起

動
」

（
手
動
）

廃
ガ

ス
貯
留
槽

へ
の
導
出
開
始

確
認

中
央

制
御
室
の

監
視
制
御
盤
に

お
い

て
，
以

下
を
確

認
す

る
。

・
廃

ガ
ス
貯
留

設
備
の
圧
力
計

の
指

示
値
上
昇

・
廃

ガ
ス
貯
留

設
備
の
放
射
線

モ
ニ

タ
指
示

値
上
昇

・
廃

ガ
ス
貯
留

設
備
の
流
量
計

の
指

示
値
上
昇

ま
た

，
中
央
制

御
室
の
安
全
系

監
視

制
御
盤

に
お
い

て
，

以
下
を
確

認
す
る
。

・
塔

槽
類
ガ
ス

処
理
系
（
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
系

）
の
圧

力
指

示
値
が

水
封
部
の
水
頭

圧
に

相
当
す

る
圧
力

範
囲

内
で
あ

る
こ
と

放
出

経
路
復
旧

の
成
否
判
断

・
中

央
制
御
室

の
安
全
系
監
視

制
御

盤
に
お

い
て
排

風
機

の
運
転

表
示

・
中

央
制
御
室

の
安
全
系
監
視

制
御

盤
に
お

い
て
廃

ガ
ス

洗
浄
塔

入
口
圧
力
計
の

指
示

値
が
負

圧
を
示

し
た

こ
と

臨
界

事
故
に
よ

り
発
生
す
る
放

射
線

分
解

水
素
の
掃

気
の
た
め
建
屋

内
へ

移
動

放
射

線
分
解
に

よ
り
発
生
す
る

水
素

の
掃

気
の
た
め

の
空
気
供
給
停
止

Ｃ
：

臨
界
事
故

に
よ
り
発
生
す

る
放

射
線
分
解

水
素
の
掃
気

Ｂ
：

廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射

性
物

質
の
貯
留

Ａ
：

廃
ガ
ス
貯

留
設
備
に
よ
る

放
射

性
物

質
の
貯
留

一
般

圧
縮
空
気

系
接
続
（
手
動
）

一
般

圧
縮
空
気

系
の
供
給
弁
操
作

（
手

動
）

臨
界

事
故
に
よ

り
発
生
す
る
放
射

線
分

解
水
素
の

掃
気
の
成
否
判
断

・
可

搬
型
貯
槽

掃
気
圧
縮
空
気
流

量
計

の
指
示

値
が
６
ｍ

3 ／
ｈ

[n
or
m
al
]以

上
の
確
認

可
搬

型
貯
槽
掃

気
圧
縮

空
気

流
量
計
の

指
示
値

継
続

監
視
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第
１

－
４

図
前

処
理

建
屋

の
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
自

動
供

給
概

要
図

主
排

気
筒

排
風

機

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①

①

隔
離

弁

① ① ①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

（
建

屋
境

界
）

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

代
替

可
溶
性

中
性
子

吸
収

材
緊

急
供
給

槽
又
は

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
供

給
槽

凝
縮

器

隔
離

弁

廃
ガ

ス
貯

留
槽

逆
止

弁

① ①

① ①

Ｐ

圧
力

計

Ｒ

放
射

線
モ

ニ
タ

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

圧
力

計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計

せ
ん

断
機

緊
急

停
止

操
作

ス
イ

ッ
チ

せ
ん

断
機

を
停

止
す

る
回

路

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

へ

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

以
外
の
設
備
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第
１

－
５

図
精

製
建

屋
の

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

自
動

供
給

概
要

図

主
排

気
筒

排
風

機

隔
離

弁

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①①

① ①

①

①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸
収

材
供
給
槽

凝
縮

器

廃
ガ

ス
貯

留
槽

隔
離

弁

逆
止

弁

① ①

① ① ①

Ｒ
Ｐ

放
射

線
モ

ニ
タ

圧
力

計

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

圧
力

計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計

（
太
い
実
線
）

緊
急

停
止

操
作

ス
イ

ッ
チ

核
燃

料
物

質
を

含
む

溶
液

を
貯

留
す

る
機

器

←

駆
動
源

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

凡
例

信
号

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

エ
ア
リ
フ

ト
ポ
ン

プ
又
は

ス
チ
ー
ム
ジ

ェ
ッ
ト
ポ

ン
プ

←

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

以
外
の
設
備
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1

３

1 ２

要
員
数

Ａ
，
Ｂ

発
生
検
知

１

・
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器
の

警
報
の
発
報
の
確
認
に
よ
る

　
臨
界
事
故
の
拡
大
防
止
対
策
の

作
業
の
着
手
判
断
及
び

　
実
施
判
断

実
施
責
任
者

－

・
対
策
の
実
施
，
対
策
作
業
の
進

捗
管
理

未
臨
界
へ
の
移
行

1 1

経
過
時
間
（
時
：
分
）

備
　
　
考

0
:
0
3

所
要
時
間

（
時
：
分
）

1
:
0
8

1
:
0
8

0
:
0
1

対
策

作
業

建
屋
対
策
班
長

実
施
責
任
者

作
業

番
号

可
溶
性
中
性
子

吸
収
材
の
自
動

供
給

－

－

・
対
策
活
動
の
指
揮

建
屋
対
策
班
長

・
固
体
状
の
核
燃
料
物
質
の
移
送
停
止

Ｃ
，
Ｄ

２

0
:
2
5

0
:
0
1

・
臨
界
事
故
が
発
生
し
た
セ
ル
周
辺
の
線
量
当
量
率
の
計
測
に

　
よ
る
未
臨
界
へ
の
移
行
の
成
否
判
断

４

・
可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の
供
給
開
始
（
自
動
）
確
認

２

0
:
1
0

0
:
20

▽
事

象
発
生

0
:
3
0

0
:4
0

0
:
5
0

1
:
00

第
１
－
６

図
前
処
理
建
屋
の
可
溶
性
中
性
子
吸
収
材
の

自
動
供

給
タ
イ

ム
チ
ャ

ー
ト

第
１
－
1
4
図

作
業
番
号
５

1
:
10
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1 1

発
生

検
知

・
臨

界
検

知
用

放
射

線
検

出
器

の
警

報
の

発
報

の
確

認
に

よ
る

 
 
臨

界
事

故
の

拡
大

防
止

対
策

の
作

業
の

着
手

判
断

及
び

 
 
実

施
判

断

1
:
0
8

1
:
0
8

実
施

責
任

者
1

0
:
0
1

未
臨

界
へ

の
移

行

・
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
供

給
開

始
（

自
動

）
確

認

Ｃ
，

Ｄ
２

0
:
0
1

0
:
2
5

0
:
0
3

対
策

作
業

・
対

策
の

実
施

，
対

策
作

業
の

進
捗

管
理

作
業

番
号

－－

－

・
対

策
活

動
の

指
揮

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

自
動

供
給

４２ ３１

経
過

時
間

（
時

：
分

）

備
　

　
考

・
臨

界
事

故
が

発
生

し
た

セ
ル

周
辺

の
線

量
当

量
率

の
計

測
に

 
 
よ

る
未

臨
界

へ
の

移
行

の
成

否
判

断
２

・
液

体
状

の
核

燃
料

物
質

の
移

送
停

止

1

要
員

数

建
屋

対
策

班
長

Ａ
，

Ｂ

所
要

時
間

（
時

：
分

）

実
施

責
任

者

建
屋

対
策

班
長

第
１

－
７

図
　

精
製

建
屋

の
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
自

動
供

給
　

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト

0
:
1
0

▽
事

象
発

生

0
:
20

0
:
3
0

0
:
4
0

0
:
5
0

1
:
0
0

第
１

－
1
5
図

作
業

番
号

５

1
:1
0
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（
建

屋
境

界
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

第
１

－
８

図
前

処
理

建
屋

の
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
手

動
供

給
及

び
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

緊
急

供
給

系
か

ら
の

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

供
給

概
要

図

可
搬

型
可
溶

性
中
性
子

吸
収

材
供
給
器

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

可
溶

性
中
性

子
吸
収
材

緊
急

供
給
系

※
溶

解
槽
Ａ

／
Ｂ
の
み
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第
１

－
９

図
精

製
建

屋
の

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

手
動

供
給

概
要

図

（
建

屋
境

界
）

可
搬

型
可
溶

性
中
性
子

吸
収

材
供
給
器

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例
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1
1
:
0
8

－

・
対

策
の

実
施

，
対

策
作

業
の

進
捗

管
理

建
屋

対
策

班
長

1
1
:
0
8

　
　

　
　

　
　

　
　

 
第

１
－

1
0
図

　
前

処
理

建
屋

の
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
手

動
供

給
及

び
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

緊
急

供
給

系
か

ら
の

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

の
供

給
　

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト

経
過

時
間

（
時

：
分

）

備
　

　
考

・
可

搬
型

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給
器

に
よ

る
可

溶
性

中
性

　
子

吸
収

材
の

手
動

供
給

0
:
1
5

ｃ
，

ｄ

ａ
，

ｂ
0
:
0
5

要
員

数
所

要
時

間
（

時
：

分
）

２ ２

・
対

策
活

動
の

指
揮

実
施

責
任

者

未
臨

界
へ

の
移

行

対
策

作
業

・
可

溶
性

中
性

子
吸

収
材

緊
急

供
給

系
か

ら
の

可
溶

性
中

性
子

　
吸

収
材

の
供

給
（

溶
解

槽
）

作
業

番
号

１ ２－

－

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

供
給

0
:
1
0

▽
事

象
発
生

0
:
2
0

0
:3
0

0
:
4
0

0
:
5
0

1
:0
0

1
:
10
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第

１
－

1
1
図

　
精

製
建

屋
の

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

手
動

供
給

　
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

経
過

時
間

（
時

：
分

）

備
　

　
考

・
可

搬
型

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
供

給
器

に
よ

る
可

溶
性

中
性

　
子

吸
収

材
の

手
動

供
給

２

要
員

数

ａ
，

ｂ

所
要

時
間

（
時

：
分

）

0
:
1
5

実
施

責
任

者
1

1
:
0
8

建
屋

対
策

班
長

1
1
:
0
8

対
策

作
業

未
臨

界
へ

の
移

行

作
業

番
号

１－

－

・
対

策
活

動
の

指
揮

－

・
対

策
の

実
施

，
対

策
作

業
の

進
捗

管
理

可
溶

性
中

性
子

吸
収

材
の

供
給

0
:
1
0

▽
事

象
発
生

0
:
2
0

0
:3
0

0
:
4
0

0
:
5
0

1
:0
0

1
:
10
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第
１

－
1
2
図

前
処

理
建

屋
の

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
概

要
図

主
排

気
筒

排
風

機

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①

①

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

隔
離

弁

① ① ①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

代
替

可
溶
性

中
性
子

吸
収

材
緊

急
供
給

槽
又
は

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
供

給
槽

凝
縮

器

廃
ガ

ス
貯

留
槽

逆
止

弁

① ①

① ①

Ｐ

圧
力

計

Ｒ

放
射

線
モ

ニ
タ

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

圧
力

計

隔
離

弁

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計

８－添１－76



第
１

－
1
3
図

精
製

建
屋

の
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

概
要

図

主
排

気
筒

排
風

機

隔
離

弁

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①①

① ①

①

①

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸
収

材
供
給
槽

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

凝
縮

器

廃
ガ

ス
貯

留
槽

隔
離

弁

逆
止

弁

① ①

① ① ①

Ｒ
Ｐ

放
射

線
モ

ニ
タ

圧
力

計

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

圧
力

計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
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１ ２

対
策

作
業

経
過
時
間
（
時
：
分
）

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す

る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃

気

作
業

番
号

３

所
要
時
間

（
時
：
分
）

２ ２

・
一
般
圧
縮
空
気
系
か
ら
の
空
気
供
給
準
備

0
:
2
0

水
素
掃
気
対
策

・
せ
ん
断
処
理
・
溶
解
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
隔
離
弁
の

　
操
作
及
び
排
風
機
の
起
動

Ｅ
，
Ｆ

0
:
2
0

・
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
圧
力
計
，
放
射
線
モ
ニ
タ
及
び

　
流
量
計
並
び
に
溶
解
槽
圧
力
計
監
視

導
出
状
況
確
認

２ ２ ２

・
計
器
監
視
（
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
）

0
:
2
0

・
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
隔
離
弁
の
操
作
及
び
空
気
圧
縮
機

　
の
停
止

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯
留

４ ５ ６

備
　
　
考

本
作
業
は
，
廃
ガ
ス
貯
留
槽
へ
の

導
出
完
了
に
よ
り
実
施
を
判
断
す

る
。

要
員
数

放
出
経
路
復
旧

Ｅ
，
Ｆ

Ｅ
，
Ｆ

Ｃ
，
Ｄ

1
:
0
8

Ｇ
，
Ｈ

0
:
0
3

Ｃ
，
Ｄ

0
:
0
5

・
一
般
圧
縮
空
気
系
か
ら
の
空
気
供
給

２

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す

る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃

気
及
び
廃
ガ
ス
貯
留
設
備

に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯

留

1
1
:
0
8

－

・
対
策
の
実
施
，
対
策
作
業
の
進
捗
管
理

建
屋
対
策
班
長

1
1
:
0
8

－

－

・
対
策
活
動
の
指
揮

実
施
責
任
者

0
:
1
0

0
:
20

▽
事

象
発
生

0
:
3
0

0
:4
0

0
:
5
0

▽
廃
ガ

ス
貯
留

槽
へ
の

導
出
完

了

第
１

－
14

図
前

処
理

建
屋

の
臨

界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る

放
射

線
分

解
水

素
の

掃
気

及
び

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト

1
:0
0

1
:1
0

第
１

－
６
図

作
業

番
号
４
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実
施
責
任
者

1
1
:
0
8

－

・
対
策
の
実
施
，
対
策
作
業
の
進
捗
管
理

建
屋
対
策
班
長

1
1
:
0
8

２

・
一
般
圧
縮
空
気
系
か
ら
の
空
気
供
給

0
:
2
0

・
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
圧
力
計
，
放
射
線
モ
ニ
タ
及
び

 
 
流
量
計
並
び
に
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
計
監
視

1
:
0
8

0
:
2
0

備
　
　
考

0
:
0
3

本
作
業
は
，
廃
ガ
ス
貯
留
槽
へ
の

導
出
完
了
に
よ
り
実
施
を
判
断
す

る
。

0
:
2
0

要
員
数

Ｅ
，
Ｆ

Ｅ
，
Ｆ

Ｃ
，
Ｄ

２
Ｇ
，
Ｈ

２

経
過
時
間
（
時
：
分
）

所
要
時
間

（
時
：
分
）

・
計
器
監
視
（
貯
槽
掃
気

圧
縮
空
気
流
量
）

２

・
一
般
圧
縮
空
気
系
か
ら
の
空
気
供
給
準
備

２

水
素
掃
気
対
策

・
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
系
（
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
系
）
の

 
 
隔
離
弁
の
操
作
及
び
排
風
機
の
起
動

・
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
隔
離
弁
の
操
作
及
び
空
気
圧
縮
機

 
 
の
停
止

Ｅ
，
Ｆ

２

0
:
0
5

放
出
経
路
復
旧

Ｃ
，
Ｄ

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す

る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃

気

導
出
状
況
確
認

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る

放
射
性
物
質
の
貯
留

作
業

番
号

１ ２ ３ ４ ５ ６

対
策

作
業

臨
界
事
故
に
よ
り
発
生
す

る
放
射
線
分
解
水
素
の
掃

気
及
び
廃
ガ
ス
貯
留
設
備

に
よ
る
放
射
性
物
質
の
貯

留

－

－

・
対
策
活
動
の
指
揮

0
:
1
0

0
:
20

▽
事

象
発
生

0
:
3
0

0
:4
0

0
:
5
0

▽
廃
ガ

ス
貯
留

槽
へ
の

導
出
完

了

第
１

－
15

図
精

製
建

屋
の

臨
界

事
故

に
よ

り
発

生
す

る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
及

び

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

タ
イ

ム
チ

ャ
ー

ト

1
:0
0

1
:1
0

第
１
－
７
図

作
業
番
号
４

８－添１－79



▽
臨

界
検

知
用
放

射
線

検
出
器

に
よ
る

臨
界
検

知

０
秒

５
秒

６
０
秒

１
０
分

４
０
分

６
０
分

７
０
分

▽
空

気
圧

縮
機
『

定
格
』

空
気

圧
縮

機
『
停

止
』
▽

▽
廃

ガ
ス

貯
留
設

備
の
隔

離
弁
『

開
」

▽
空

気
圧

縮
機
『

起
動
』

約
2
kP

a
[g

a
ge
]

約
-
2k

P
a[

g
ag

e
]

0
k
Pa
[
g
ag

e
]

水
封

部
の

水
頭
圧

0
.
5M
P
a
[g

a
ge
]

廃
ガ

ス
処

理
設
備

排
風

機
『
起

動
』
▽

▽
水

素
掃

気
開
始

▽
工

程
停

止
操
作

に
よ
る

供
給
空

気
流
量

の
減
少

気体流量

０
秒

５
秒

６
０
秒

１
０
分

４
０
分

６
０
分

７
０
分

０
秒

５
秒

６
０
秒

１
０
分

４
０
分

６
０
分

７
０
分

０
秒

５
秒

６
０
秒

１
０
分

４
０
分

６
０
分

７
０
分

廃
ガ

ス
貯
留

槽
へ
の

気
体
流
量

変
化

廃
ガ

ス
処
理

設
備

系
統
内
圧

力
変

化

▽
廃

ガ
ス

処
理
設

備
『
経

路
遮
断

』

廃
ガ

ス
貯
留

槽
内
圧

力
変
化

廃ガス処理設備
系統内圧力

廃ガス貯留槽
内圧力

0
.
4M
P
a
[g

a
ge
]

廃ガス処理設備
空気流量

廃
ガ

ス
処
理

設
備
系

統
内
空
気

流
量

変
化

▽
水

素
掃

気
完
了

第
１

－
1
6図

(
１

)
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
に

よ
る
放

射
性
物
質

の
貯

留
に

係
る
流

量
及
び
圧

力
の

変
化

概
要

図

区
間
１

区
間
２

区
間
３

区
間
４

区
間
５

区
間
６

▽
平

常
時

圧
力
制

御
用
空

気
の
停

止

▽
排

風
機

『
停
止

』
▽

圧
力
制

御
『
開

始
』

廃
ガ

ス
処

理
設
備

へ
の
経

路
切
替

え
▽

廃
ガ

ス
貯

留
設
備

隔
離
弁

『
閉
』

▽

0
k
Pa
[
g
ag

e
]
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区 間
説

明
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
気

体
流

量
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
系

統
内

圧
力

廃
ガ
ス

貯
留

槽
内

圧
力

廃
ガ
ス

処
理

設
備

の
系

統
内

空
気

流
量

区 間 １

臨
界
検

知
用

放
射

線
検

出
器
に

よ
る

臨
界

検
知

を
起

点
と

し
て

，
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
の

起
動

信
号

が
発

出
す

る
。

廃
ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
経

路
確

立
前
で

あ
り

，
流

量
は

ゼ
ロ

と
な
る

。

平
常
運

転
ど

お
り

。
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
経

路
確

立
前

で
あ

り
，

大
気
圧

相
当

で
あ

る
。

平
常
運

転
ど

お
り

。

区 間 ２

廃
ガ
ス

貯
留

設
備

の
隔

離
弁
が

自
動

で
開

と
な

り
，

空
気

圧
縮

機
が

自
動
で

起
動

す
る

。
ま

た
，

平
常

時
の

廃
ガ

ス
処
理

設
備

の
圧

力
制

御
用

空
気

が
自

動
で

停
止
す

る
。

そ
の
後

，
廃

ガ
ス

処
理

設
備
の

隔
離

弁
が

自
動

で
「

閉
止

」
及

び
排

風
機
が

自
動

で
「

停
止

」
す

る
。

空
気
圧

縮
機

の
起

動
に

伴
い
，

徐
々
に

空
気

流
量

が
増

加
す

る
。

廃
ガ
ス

処
理

設
備

の
圧

力
制

御
用

空
気

が
停

止
す

る
こ

と
で

，
圧

力
が

平
常

時
よ

り
も

低
下

す
る

。
そ

の
後

，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
排

風
機

が
停

止
す

る
こ

と
で

徐
々

に
圧

力
が

上
昇

す
る

。

空
気
圧

縮
機

の
起

動
に

伴
い

，
徐

々
に

圧
力

が
増

加
す

る
。

廃
ガ
ス

処
理

設
備

の
圧

力
制

御
用

空
気

が
停

止
す

る
こ

と
で

，
流

量
が

低
下

す
る

。

区 間 ３

空
気
圧

縮
機

の
流

量
が

定
格
に

到
達

す
る

。
ま

た
，

緊
急

停
止

系
に

よ
る
工

程
停

止
操

作
に

よ
り

，
工

程
内

に
供

給
さ
れ

て
い

た
圧

縮
空

気
が

停
止

す
る

。

空
気
圧

縮
機

定
格

到
達

に
よ

り
，
一

定
流

量
と

な
る

。
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
圧

力
制

御
に

よ
り

，
系

統
内

の
圧

力
が

一
定

と
な

る
よ

う
制

御
さ

れ
る

。

空
気
圧

縮
機

の
起

動
に

伴
い

，
徐

々
に

圧
力

が
増

加
す

る
。

緊
急
停

止
系

に
よ

る
工

程
停

止
操

作
に

よ
り

，
流

量
が

低
下

す
る

。

区 間 ４

区
間
３

と
同

様
。

区
間
３

と
同

様
。

区
間
３

と
同

様
。

区
間
３

と
同

様
。

区
間
３

と
同

様
。

区 間 ５

臨
界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
の

た
め

一
般

圧
縮
空

気
系

か
ら

手
動

に
て

空
気

を
供

給
す

る
。

追
加
で

供
給

さ
れ

る
空

気
に

よ
り
流

量
が

増
加

す
る

。
系

統
内

流
量

が
増

加
す

る
も

の
の

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

に
よ

る
圧

力
制

御
に

よ
り

，
系

統
内

の
圧

力
は

一
定

に
制

御
さ

れ
る

。

流
量
増

加
に

よ
り

圧
力

上
昇

の
傾

き
が

微
増

と
な

る
。

追
加
で

供
給

さ
れ

る
空

気
に

よ
り

流
量

が
増

加
す

る
。

区 間 ６

臨
界
事

故
に

よ
り

発
生

す
る
放

射
線

分
解

水
素

の
掃

気
終

了
に

よ
り

，
一
般

圧
縮

空
気

系
か

ら
の

空
気

の
供

給
を

停
止
す

る
。

ま
た
，

廃
ガ

ス
貯

留
槽

の
圧
力

が
0.
4
Ｍ
Ｐ

a
[
g
a
g
e]
に
達

す
る

こ
と

で
，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
隔

離
弁

を
開

放
し

，
排
風

機
を

起
動

す
る

。

追
加
供

給
空

気
の

停
止

に
よ

り
流
量

が
低

下
す

る
。

そ
の
後

，
廃

ガ
ス

貯
留

設
備

の
空
気

圧
縮

機
の

停
止

に
よ

り
ゼ
ロ

と
な

る
。

一
時
的

に
廃

ガ
ス

貯
留

槽
へ

の
経

路
と

排
風

機
へ

の
経

路
が

構
築

さ
れ

，
系

統
内

圧
力

は
低

く
な

る
。

そ
の
後

，
廃

ガ
ス

処
理

設
備

の
圧

力
制

御
用

空
気

の
供

給
が

再
開

し
て

い
な

い
た

め
，

平
常

時
の

圧
力

よ
り

も
低

下
し

て
整

定
す

る
。

空
気
圧

縮
機

の
停

止
ま

で
圧

力
は

増
加

す
る

が
，

空
気

圧
縮

機
の

吐
出

圧
力

に
達

す
る

前
に

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
の

経
路

に
復

旧
す

る
た

め
，

吐
出

圧
力

よ
り

も
低

い
圧

力
で

整
定

す
る

。

廃
ガ
ス

処
理

設
備

の
圧

力
制

御
用

空
気

の
供

給
が

再
開

し
て

い
な

い
た

め
，

平
常

時
の

流
量

よ
り

も
低

下
し

て
整

定
す

る
。

第
１

－
1
6図

(
２

)
廃

ガ
ス
貯

留
設

備
に

よ
る
放

射
性
物
質

の
貯

留
に

係
る
流

量
及
び
圧

力
の

変
化

概
要

図
の
解
説
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圧
力

制
御
用

調
整
弁

圧
力
計

第
１

－
1
6図

(
３

)
前

処
理
建

屋
の

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
に
よ

る
放

射
性

物
質
の

貯
留
に
係

る
流

量
及

び
圧
力

の
制
御

概
念

図

主
排

気
筒

排
風

機

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①

①

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

隔
離

弁

① ① ①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

代
替

可
溶
性

中
性
子

吸
収

材
緊

急
供
給

槽
又
は

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
供

給
槽

廃
ガ

ス
貯

留
槽

逆
止

弁

① ①

① ①

Ｐ

圧
力

計

Ｒ

放
射

線
モ

ニ
タ

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

隔
離

弁
Ｐ

圧
力

計

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計

Ｐ
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第
１

－
1
6図

(
４

)
精

製
建
屋

の
廃

ガ
ス

貯
留
設

備
に
よ
る

放
射

性
物

質
の
貯

留
に
係
る

流
量

及
び

圧
力
の

制
御

概
念

図

主
排

気
筒

排
風

機

隔
離

弁

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①①

① ①

①

①

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸
収

材
供
給
槽

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

圧
力

制
御
用

調
整
弁

廃
ガ

ス
貯

留
槽

隔
離

弁

逆
止

弁

① ①

① ① ①

Ｒ
Ｐ

放
射

線
モ

ニ
タ

圧
力

計

Ｆ

流
量

計

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

廃
ガ

ス
貯
留

設
備
の

空
気

圧
縮
機

Ｐ

Ｐ

圧
力

計

臨
界

事
故

の
発

生
を

仮
定

す
る

機
器

Ｆ
可

搬
型

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計

圧
力
計
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第
１

－
1
7
図

前
処

理
建

屋
の

廃
ガ

ス
貯

留
設

備
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

貯
留

概
要

図

主
排

気
筒

排
風

機

Ｒ

論
理

回
路

論
理

回
路

Ｒ Ｒ

一
般

圧
縮
空

気
系
よ
り

（
建

屋
境

界
）

供
給

弁

臨
界

検
知

用
放

射
線

検
出

器

①

①

①

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

ポ
ン

プ
・
排

風
機

本
対

応
で
使

用
す
る

設
備

（
太
い
実
線
）

凡
例

信
号

隔
離

弁

① ① ①

高
性

能
粒

子
フ

ィ
ル

タ

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設

備
（
可
搬
型

ホ
ー
ス
等
）

代
替

可
溶
性

中
性
子

吸
収

材
緊

急
供
給

槽
又
は

重
大

事
故
時

可
溶
性

中
性

子
吸

収
材
供

給
槽

凝
縮

器

廃
ガ
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 2. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

【要求事項】 

  再処理事業者において、セル内において使用済燃料から分離された物で

あって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機能を有する施

設において、再処理規則第１条の３第２号に規定する重大事故の発生又は

拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

  一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な手順等 

  二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発生を抑制し、及

び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等 

  三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を遮断す

るために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合

にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するために必要

な手順等 

  四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出による影響を緩

和するために必要な手順等 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な手順

等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設備とは異なる冷却設

備や回収・移送設備を作動するための手順、冷却管を用いた直接注水を実

施するための手順等をいう。 
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２ 第２号に規定する「蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発

生を抑制し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等」とは、

例えば、ルテニウムの気相への大量移行を抑制するためのショ糖等の注入、

希釈材の注入を行うための手順等をいう。 

３ 第３号に規定する「蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管

の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態に

なった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するため

に必要な手順等」とは、例えば、換気系統（機器及びセル）の流路を閉止

するための閉止弁、密閉式ダンパ、セル内に設置された配管の外部へ放射

性物質を排出するための設備を作動させるための手順等をいう。 

４ 第４号に規定する「蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出

による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例えば、セル換気系統

の有する機能及び性能のうち、事故に対応するために必要なものを代替す

る設備を作動させるための手順等をいう。 

５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要となる電源、

補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 
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その他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本体用

の安全冷却水系（以下 2.では「安全冷却水系」という。）の冷却機能の喪失

に対して，貯槽及び濃縮缶（以下 2.では「貯槽等」という。）に内包する蒸

発乾固の発生を仮定する冷却が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウム

溶液及び高レベル廃液（以下 2.では「高レベル廃液等」という。）が沸騰に

至ることなく，蒸発乾固の発生を未然に防止するための対処設備を整備する。 

また，蒸発乾固の発生を未然に防止するための対策が機能しなかった場合

に，貯槽等に内包する高レベル廃液等の蒸発乾固の進行の防止，高レベル廃

液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質をセル内に設置された配管の

外部への排出及び大気中への放射性物質の放出による影響を緩和するための

対処設備を整備する。 

 ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 

 

ａ．対応手段と設備の選定 

 (ａ) 対応手段と設備の選定の考え方 

高レベル廃液等を内包する貯槽等は，冷却コイル等を備えており，

設計基準対象の施設は，安全冷却水系から冷却水を供給し，高レベル

廃液等の崩壊熱を除去する設計としている。当該冷却水の供給が停止

し，冷却機能が喪失した場合は，高レベル廃液等の温度が崩壊熱によ

り上昇し，沸騰に至る。沸騰に至った場合には，液相中の気泡が液面

で消失する際に発生する飛まつが放射性エアロゾルとして蒸気ととも

に気相中に移行することで，大気中への放射性物質の放出量が増加す

る。さらに，高レベル濃縮廃液については，沸騰の継続により硝酸濃

度が約６規定以上で，かつ，温度が 120℃以上に至った場合には，ルテ

ニウムが揮発性の化学形態となり気相中に移行する。さらに，高レベ
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ル廃液等の沸騰が継続した場合には，乾燥し固化に至る。 

安全冷却水系の冷却機能が喪失することにより，高レベル廃液等の

温度が上昇した場合には，高レベル廃液等が沸騰するまでに冷却する

ことで崩壊熱を除去する必要がある。また，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等が沸騰した場合において，貯槽等に内包する高レベル廃液等

が乾燥し固化に至ることを防止するとともに，沸騰により発生した廃

ガス中の放射性物質の濃度を低下させる必要がある。これらの対処を

行うために，フォールトツリー分析上で，想定する故障に対応できる

対応手段及び重大事故等対処設備を選定する（第２－１図及び第２－

２図）。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手

段及び自主対策設備を選定する。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準だけでな

く，事業指定基準規則第三十五条及び技術基準規則第三十九条の要求

事項を満足する設備が網羅されていることを確認するとともに，自主

対策設備との関係を明確にする。 

 

 (ｂ) 対応手段と設備の選定の結果 

フォールトツリー分析の結果，蒸発乾固に至るおそれのある事象と

して安全冷却水系の冷却機能の喪失を想定する。安全冷却水系を構成

する設備のうち，冷却塔，ポンプなどの動的機器及びこれら機器の起

動に必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応でき，かつ，複数の設

備故障が発生した場合においても対処が可能となるように重大事故等

対処設備を選定する。「共通電源車を用いた冷却機能の回復」などの個

別機器の故障への対処については，全てのプラント状況において使用
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することが困難ではあるものの，個別機器の故障に対しては有効な手

段であることから，自主対策設備を選定する。なお，偶発的に発生す

る配管等の静的機器の破損に対しては，設計基準対象の施設の設計で

想定している修理の対応を行うことが可能である。 

設計基準対象の施設に要求される機能の喪失原因から選定した対応

手段及び技術的能力審査基準，事業指定基準規則第三十五条及び技術

基準規則第三十九条からの要求により選定した対応手段と，その対応

に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

また，対応に使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備

する手順の関係を第２－１表に整理する。 

 

  ⅰ．蒸発乾固の発生防止対策の対応手段及び設備 

  (ⅰ) 内部ループへの通水による冷却 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，貯槽等に内包する高

レベル廃液等が沸騰することを防止するため，可搬型中型移送ポンプ，

可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，内部ループ配管等を用い

て代替安全冷却水系を構成することにより，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等の温度を低下させる手段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

 

代替安全冷却水系 

     ・内部ループ配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・冷却コイル配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・冷却ジャケット配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水給排水配管・弁 
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     ・蒸発乾固対象貯槽等（設計基準対象の施設と兼用）（第２－ 

      ３表） 

     ・可搬型建屋外ホース 

     ・可搬型中型移送ポンプ 

     ・可搬型建屋内ホース 

     ・可搬型排水受槽 

     ・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

     ・ホース展張車 

     ・運搬車 

 

  (ⅱ) 共通電源車を用いた冷却機能の回復 

    全交流動力電源喪失において，電源復旧により設計基準対象の施設

の機能維持が可能である場合，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸

騰することを防止するため，共通電源車，可搬型電源ケーブル，非常

用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線等を用いて系統を構成し，電源を

供給することにより，安全冷却水系の冷却機能を回復し，貯槽等に内

包する高レベル廃液等の温度を低下させる手段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。また，本対

応で電源を回復した後に起動する負荷は「8. 電源の確保に関する手

順等」に示す。 

 

    ・共通電源車 

・可搬型電源ケーブル 

・燃料供給ポンプ 

・燃料供給ポンプ用電源ケーブル 
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・可搬型燃料供給ホース 

・第２非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク 

・非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 

・前処理建屋の6.9ｋＶ非常用母線 

・制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の6.9ｋＶ非常用母線 

・非常用電源建屋の460Ⅴ非常用母線 

・前処理建屋の460Ⅴ非常用母線 

・分離建屋の460Ⅴ非常用母線 

・精製建屋の460Ⅴ非常用母線 

・制御建屋の460Ⅴ非常用母線 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の460Ⅴ非常用母線 

・高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ⅴ非常用母線 

・非常用電源建屋の第２非常用直流電源設備 

・前処理建屋の第２非常用直流電源設備 

・分離建屋の第２非常用直流電源設備 

・精製建屋の第２非常用直流電源設備 

・制御建屋の第２非常用直流電源設備 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第２非常用直流電源設備 

・高レベル廃液ガラス固化建屋の第２非常用直流電源設備 

・前処理建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

・分離建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

・精製建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

・制御建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用計測制御用交流電源 
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設備 

・高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

 

  (ⅲ) 安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却 

    安全冷却水系の内部ループの冷却機能が喪失した場合であって，外

部ループの冷却機能が正常な場合においては，貯槽等に内包する高レ

ベル廃液等が沸騰することを防止するため，安全冷却水系の安全冷却

水循環ポンプを用いて，外部ループの冷却水を内部ループへ供給する

ことにより，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる手

段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

 

    安全冷却水系の内部ループ 

    安全冷却水系の外部ループ 

・安全冷却水循環ポンプ 

     ・安全冷却水系冷却塔 

    蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表） 

 

  (ⅳ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却 

    安全冷却水系の外部ループの冷却機能が喪失した場合であって，内

部ループの循環機能が正常な場合においては，貯槽等に内包する高レ

ベル廃液等が沸騰することを防止するため，その他再処理設備の附属

施設の冷却水設備の安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設用）（以下 2.では「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安

全冷却水系」という。）の安全冷却水系冷却水循環ポンプを用いて，
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使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水を安全冷却水系

の外部ループへ供給することにより，貯槽等に内包する高レベル廃液

等の温度を低下させる手段がある。本対応では再処理設備本体用の外

部ループへ供給する手段と高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る外部ル

ープへ供給する手段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

 

    使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系 

・安全冷却水系冷却水循環ポンプ 

     ・安全冷却水系冷却塔 

    安全冷却水系の外部ループ 

    安全冷却水系の内部ループ 

     ・内部ループの冷却水を循環するためのポンプ（以下「内部ルー

プ冷却水循環ポンプ」という。） 

    蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表） 

  

  (ⅴ) 運転予備負荷用一般冷却水系による冷却 

    安全冷却水系の外部ループの冷却機能が喪失した場合であって，内

部ループの循環機能が正常な場合，かつ，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水が使用不能な場合においては，高レベル廃

液貯蔵設備の貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰することを防止

するため，運転予備負荷用一般冷却水系の冷却水循環ポンプを用いて，

運転予備負荷用一般冷却水系の冷却水を高レベル廃液貯蔵設備の冷却

に係る安全冷却水系の外部ループへ供給することにより，内部ループ

の冷却水を除熱し，高レベル廃液貯蔵設備の貯槽等に内包する高レベ
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ル廃液等の温度を低下させる手段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

 

    再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系 

     ・一般冷却水系冷却塔 

     ・冷却水循環ポンプ 

    安全冷却水系の外部ループ 

    安全冷却水系の内部ループ 

     ・内部ループ冷却水循環ポンプ 

    蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表） 

  

  (ⅵ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

「内部ループへの通水による冷却」に使用する設備のうち，代替安

全冷却水系の高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水給排水配管・弁を

重大事故等対処設備として設置する。 

    「内部ループへの通水による冷却」に使用する設備のうち，代替安

全冷却水系の可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建

屋内ホース，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース

展張車及び運搬車を重大事故等対処設備として配備する。 

    「内部ループへの通水による冷却」に使用する設備のうち，代替安

全冷却水系の内部ループ配管・弁，冷却コイル配管・弁，冷却ジャケ

ット配管・弁及び蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）を重大事故等対

処設備として位置付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術

的能力審査基準，事業指定基準規則第三十五条及び技術基準規則第三
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十九条に要求される設備が全て網羅されている。 

    以上の重大事故等対処設備により，安全冷却水系の冷却機能の喪失

が発生した場合に，蒸発乾固の発生を防止することができる。 

「共通電源車を用いた冷却機能の回復」に使用する設備（ａ．(ｂ) 

ⅰ．（ⅱ）参照）は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能を維

持できる設計としておらず，外的事象の「地震」により機能喪失する

おそれがあるため，重大事故等対処設備とは位置付けないが，プラン

ト状況によっては事故対応に有効な設備であることから，自主対策設

備として位置付ける。本対応を実施するための具体的な条件は，外部

電源が喪失し，かつ，第２非常用ディーゼル発電機が全台故障し，そ

の他機器が健全であることが明らかな場合に対応手段として選択する

ことができる。 

    「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却」に使用す

る設備（ａ．(ｂ) ⅰ．（ⅲ）参照）は，基準地震動の 1.2 倍の地震力を考

慮しても機能を維持できる設計としておらず，外的事象の「地震」に

より機能喪失するおそれがあること，及び本対応はウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋を除く蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）に通水可

能で，効果が限定的であるため，重大事故等対処設備とは位置付けな

いが，プラント状況によっては事故対応に有効な設備であることから，

自主対策設備として位置付ける。本対応を実施するための具体的な条

件は，内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，その他機器が健

全であることが明らかな場合に対応手段として選択することができる。 

    「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷

却」に使用する設備（ａ．(ｂ) ⅰ．（ⅳ）参照）は，基準地震動の 1.2 倍

の地震力を考慮しても機能を維持できる設計としておらず，外的事象
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の「地震」により機能喪失するおそれがあるため，重大事故等対処設

備とは位置付けないが，プラント状況によっては事故対応に有効な設

備であることから，自主対策設備として位置付ける。 

    「運転予備負荷用一般冷却水系による冷却」に使用する設備（ａ．

(ｂ) ⅰ．（ⅴ）参照）は，基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能

を維持できる設計としておらず，外的事象の「地震」により機能喪失

するおそれがあること，及び本対応では高レベル廃液貯蔵設備の冷却

に係る外部ループのみに通水可能であり，効果が限定的であるため，

重大事故等対処設備とは位置付けないが，プラント状況によっては事

故対応に有効な設備であることから，自主対策設備として位置付ける。 

 

  ⅱ．蒸発乾固の拡大防止対策の対応手段及び設備 

  (ⅰ) 貯槽等への注水 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，貯槽等に内包する高

レベル廃液等が沸騰により乾燥し固化に至ることを防止するため，可

搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース，機

器注水配管等を用いて代替安全冷却水系を構成することにより，貯槽

等に内包する高レベル廃液等の液位を一定範囲に維持する手段がある。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。なお，可搬

型の機器については，故障時バックアップ用の可搬型重大事故等対処

設備を外部保管エリア等に保管しており，故障が発生した場合におい

ても，外部保管エリア等から運搬し対処することが可能である。 

 

 

    代替安全冷却水系 
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     ・機器注水配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水注水配管・弁 

     ・蒸発乾固対象貯槽等（設計基準対象の施設と兼用） 

（第２－３表） 

     ・可搬型建屋外ホース 

     ・可搬型中型移送ポンプ 

     ・可搬型建屋内ホース 

     ・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

     ・ホース展張車 

     ・運搬車 

 

  (ⅱ) 冷却コイル等への通水による冷却 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，事態を収束させるた

め，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー

ス，冷却コイル配管等を用いて代替安全冷却水系を構成することによ

り，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる手段がある。 

    冷却コイル等への通水による冷却に使用する設備は以下のとおり

（第２－２表）。 

 

    代替安全冷却水系 

     ・冷却コイル配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・冷却ジャケット配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水給排水配管・弁 

     ・蒸発乾固対象貯槽等（設計基準対象の施設と兼用） 

（第２－３表） 
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     ・可搬型建屋外ホース 

     ・可搬型中型移送ポンプ 

     ・可搬型建屋内ホース 

     ・可搬型排水受槽 

     ・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

     ・ホース展張車 

     ・運搬車 

 

  (ⅲ) 給水処理設備等から貯槽等への注水 

    発生防止対策が機能せず貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰し

た場合，かつ，交流動力電源が健全な場合においては，貯槽等に内包

する高レベル廃液等が乾燥し固化に至ることを防止するため，給水処

理設備及び化学薬品貯蔵供給系のポンプを用いて貯槽等へ注水するこ

とにより，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液位を一定範囲に維持

する手段がある。本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２

表）。 

 

    給水処理設備 

     ・純水ポンプ 

     ・純水移送ポンプ 

     ・純水供給ポンプ 

    化学薬品貯蔵供給系 

     ・硝酸供給ポンプ 

     ・硝酸溶液供給ポンプ 

     ・酸除染液調整槽ポンプ 
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    清澄・計量設備 

    溶解設備 

    前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

    高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮系 

    分離建屋一時貯留処理設備 

    分離設備 

    分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系 

    プルトニウム精製設備 

    精製建屋一時貯留処理設備 

    精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウ

ム系） 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系 

    高レベル廃液ガラス固化設備 

    高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系 

    高レベル廃液貯蔵設備の共用貯蔵系 

    蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表） 

 

  (ⅳ) セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，凝縮器，塔槽類廃ガ

ス処理設備からセルに導出するユニット，セル導出ユニットフィルタ

等でセルへの導出経路を構築し，貯槽等からの排気をセルに導出する。

また，可搬型排風機，可搬型フィルタ，可搬型ダクト等により，建屋

換気設備のセルからの排気系（以下 2.では「セル排気系」という。）

を代替する排気系（以下 2.では「代替セル排気系」という。）を構成

し，沸騰により発生した廃ガス中の放射性物質濃度を低下させる手段
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がある。 

    外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失す

るとともに，全交流動力電源も喪失し，安全冷却水系の冷却機能以外

にも塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。した

がって，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，蒸気の影響

によって塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタの処理能力が低

下する可能性があることから，気相中に移行した放射性物質の大気中

への放出を防止するため，放射性物質をセルに導出する必要がある。

セルに導出された放射性物質は可搬型のフィルタにより放射性エアロ

ゾルを除去することで放射性物質濃度を低下させ，主排気筒を介して

大気中へ管理しながら放出することができる。 

    本対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

 

セル導出設備 

     ・配管・弁（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・隔離弁（設計基準対象の施設と兼用） 

・ダクト・ダンパ（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

     ・セル導出ユニットフィルタ 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の気液分離器 

     ・凝縮器 

     ・予備凝縮器 

     ・凝縮液回収系 

     ・分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器（設計基準対象の施設と

兼用） 
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     ・分離建屋の第 1 エジェクタ凝縮器（設計基準対象の施設と兼 

用） 

     ・蒸発乾固対象貯槽等（設計基準対象の施設と兼用）（第２－ 

３表） 

     ・可搬型建屋内ホース 

     ・前処理建屋の可搬型ダクト 

     ・分離建屋の可搬型配管 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管 

代替安全冷却水系 

     ・冷却水配管・弁（凝縮器） 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の凝縮器冷却水給排水配管・弁 

     ・可搬型建屋外ホース 

     ・可搬型中型移送ポンプ 

     ・可搬型建屋内ホース 

     ・可搬型排水受槽 

     ・高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管 

     ・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

     ・ホース展張車 

     ・運搬車 

 

    代替セル排気系 

     ・ダクト・ダンパ（設計基準対象の施設と兼用） 

     ・前処理建屋の主排気筒へ排出するユニット 

・蒸発乾固対象貯槽等（設計基準対象の施設と兼用）（第２－ 

３表） 
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     ・可搬型ダクト 

     ・可搬型フィルタ 

     ・可搬型排風機 

・高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型デミスタ 

   主排気筒（設計基準対象の施設と兼用） 

 

  (ⅴ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

    「貯槽等への注水」に使用する設備のうち，代替安全冷却水系の高

レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水注水配管・弁を重大事故等対処設

備として設置する。 

    「貯槽等への注水」に使用する設備のうち，代替安全冷却水系の可

搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車を重大事故等対

処設備として配備する。 

    「貯槽等への注水」に使用する設備のうち，代替安全冷却水系の機

器注水配管・弁及び蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）を重大事故等

対処設備として位置付ける。 

    「冷却コイル等への通水による冷却」に使用する設備のうち，代替

安全冷却水系の高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却水給排水配管・弁

を重大事故等対処設備として設置する。 

    「冷却コイル等への通水による冷却」に使用する設備のうち，代替

安全冷却水系の可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，可搬型

建屋内ホース，可搬型排水受槽，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホー

ス展張車及び運搬車を重大事故等対処設備として配備する。 

    「冷却コイル等への通水による冷却」に使用する設備のうち，代替
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安全冷却水系の冷却コイル配管・弁，冷却ジャケット配管・弁及び蒸

発乾固対象貯槽等（第２－３表）を重大事故等対処設備として位置付

ける。 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使用

する設備のうち，セル導出設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，高レベル廃液ガラス固

化建屋の気液分離器，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，代替安全

冷却水系の冷却水配管・弁（凝縮器），高レベル廃液ガラス固化建屋

の凝縮器冷却水給排水配管・弁及び代替セル排気系の前処理建屋の主

排気筒へ排出するユニットを重大事故等対処設備として設置する。 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使用

する設備のうち，セル導出設備の可搬型建屋内ホース，前処理建屋の

可搬型ダクト，分離建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配

管，代替安全冷却水系の可搬型建屋外ホース，可搬型中型移送ポンプ，

可搬型建屋内ホース，可搬型排水受槽，高レベル廃液ガラス固化建屋

の可搬型配管，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，

代替セル排気系の可搬型ダクト，可搬型フィルタ，可搬型排風機及び

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型デミスタを重大事故等対処設備

として配備する。 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使用

する設備のうち，セル導出設備の配管・弁，隔離弁，ダクト・ダンパ，

分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器，分離建屋の第 1 エジェクタ凝

縮器，蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表），並びに代替セル排気系の

ダクト・ダンパ，蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）及び主排気筒を

重大事故等対処設備として位置付ける。 
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    これらのフォールトツリー分析により選定した設備は，技術的能力

審査基準，事業指定基準規則第三十五条及び技術基準規則第三十九条

に要求される設備が全て網羅されている。 

    以上の重大事故等対処設備により，蒸発乾固の発生を未然に防止す

るための対策が機能しなかった場合においても，蒸発乾固の拡大を防

止することができる。 

    「給水処理設備等から貯槽等への注水」に使用する設備（ａ．(ｂ) 

ⅱ．（ⅲ）参照）は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能を維

持できる設計としておらず，外的事象の「地震」により機能喪失する

おそれがあることから，重大事故等対処設備とは位置付けないが，プ

ラント状況によっては事故対応に有効な設備であるため，自主対策設

備として位置付ける。本対応を実施するための具体的な条件は，安全

冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの安全冷却水循環ポンプ

若しくは内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障により安全冷却水

系の冷却機能が喪失し，かつ，電気設備等のその他機器が健全である

ことが明らかな場合に対応手段として選択することができる。 

 

  ⅲ．電源，補給水及び監視 

  (ⅰ) 電源，補給水及び監視 

   １） 電源 

     「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」で使

用する可搬型排風機に電源を供給する手段並びに可搬型発電機及び

可搬型中型移送ポンプへ燃料を供給する手段がある。 

また，「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」及

び「冷却コイル等への通水による冷却」で使用する可搬型中型移送

８－添１－108



 

ポンプに燃料を供給する手段がある。 

     さらに，「共通電源車を用いた冷却機能の回復」で使用する冷却

水設備の安全冷却水系（再処理設備本体用）のポンプ等に電源を供

給する手段がある。電源の供給に使用する設備は以下のとおり（第

２－２表）。 

     なお，「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却」，

「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷

却」，「運転予備負荷用一般冷却水系による冷却」及び「給水処理設

備等から貯槽等への注水」の対応は，交流動力電源が健全な場合に

実施することから，特別な電源の確保は不要で，設計基準対象の施

設の電気設備を使用する。 

 

   ａ） 「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使

用する電源 

 

代替電源設備 

・前処理建屋可搬型発電機 

・分離建屋可搬型発電機 

・ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 

・高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

    代替所内電気設備 

・重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブル） 

・可搬型電源ケーブル 

・可搬型分電盤 

    補機駆動用燃料補給設備 
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・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

 

   ｂ） 「共通電源車を用いた冷却機能の回復」に使用する電源 

     「共通電源車を用いた冷却機能の回復」に記載のとおり（ａ．(ｂ) 

ⅰ．（ⅱ）参照）。 

 

   ｃ） 「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」及び「冷

却コイル等への通水による冷却」に使用する電源 

 

    補機駆動用燃料補給設備 

・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

 

   ２） 補給水 

     「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」，「冷却コ

イル等への通水による冷却」及び「セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応」で使用する水を供給する手段がある。本

対応で使用する設備は以下のとおり（第２－２表）。 

     なお，「給水処理設備等から貯槽等への注水」の対応の際は，設

計基準対象の施設の給水処理設備等を使用する。 

 

水供給設備 

・第１貯水槽 

なお，第２貯水槽を水源とした場合でも，対処が可能である。 
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   ３） 監視 

     「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」，「冷却コ

イル等への通水による冷却」及び「セルへの導出経路の構築及び代

替セル排気系による対応」により対処を行う際には，貯槽等に内包

する高レベル廃液等の温度や液位，冷却水流量等を監視する手段が

ある。 

     内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合においては，常

設重大事故等対処設備にて監視を行う。また，常設重大事故等対処

設備で計測できない場合は可搬型重大事故等対処設備を設置し監視

を行う（第２－２表）。 

 

計装設備 

  ・可搬型膨張槽液位計 

  ・可搬型貯槽温度計 

  ・可搬型冷却水流量計 

  ・可搬型漏えい液受皿液位計 

  ・可搬型建屋供給冷却水流量計 

  ・可搬型冷却水排水線量計 

  ・可搬型貯槽液位計 

  ・可搬型機器注水流量計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型冷却コイル通水流量計 

  ・可搬型凝縮器出口排気温度計 

  ・可搬型凝縮器通水流量計 
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  ・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

  ・可搬型導出先セル圧力計 

  ・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

  ・可搬型フィルタ差圧計 

  ・可搬型凝縮水槽液位計 

  ・貯槽温度計 

  ・貯槽液位計 

  ・漏えい液受皿液位計 

  ・廃ガス洗浄塔入口圧力計 

  ・混合廃ガス凝縮器入口圧力計 

    放射線監視設備 

  ・主排気筒の排気モニタリング設備 

    代替モニタリング設備 

  ・可搬型排気モニタリング設備 

  ・可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 

  ・可搬型データ表示装置 

  ・可搬型排気モニタリング用発電機 

    試料分析関係設備 

  ・放出管理分析設備 

    代替試料分析関係設備 

  ・可搬型試料分析設備 

    可搬型放射能測定装置 

 

  (ⅱ) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使用
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する電源のうち，代替所内電気設備の重大事故対処用母線（常設分電

盤，常設電源ケーブル）を重大事故等対処設備として設置する。 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に使用

する電源のうち，代替電源設備の前処理建屋可搬型発電機，分離建屋

可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，高

レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機，代替所内電気設備の可搬型

電源ケーブル及び可搬型分電盤を重大事故等対処設備として配備する。 

    「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」「冷却コイ

ル等への通水による冷却」及び「セルへの導出経路の構築及び代替セ

ル排気系による対応」に使用する電源のうち，補機駆動用燃料補給設

備の軽油貯槽を重大事故等対処設備として設置する。 

    「内部ループへの通水による冷却」，「貯槽等への注水」，「冷却コイ

ル等への通水による冷却」及び「セルへの導出経路の構築及び代替セ

ル排気系による対応」に使用する電源のうち，補機駆動用燃料補給設

備の軽油用タンクローリを重大事故等対処設備として配備する。 

    補給水の供給に使用する設備のうち，水供給設備の第１貯水槽を重

大事故等対処設備として設置する。 

    監視にて使用する設備のうち，計装設備の可搬型膨張槽液位計，可

搬型貯槽温度計，可搬型冷却水流量計，可搬型漏えい液受皿液位計，

可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型冷却水排水線量計，可搬型貯槽

液位計，可搬型機器注水流量計，可搬型冷却コイル圧力計，可搬型冷

却コイル通水流量計，可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型凝縮器通

水流量計，可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計，可搬型導出先セル圧力計，

可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計，可搬型フィルタ差圧計，可

搬型凝縮水槽液位計，代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリン
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グ設備，可搬型排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表

示装置，可搬型排気モニタリング用発電機及び代替試料分析関係設備

の可搬型試料分析設備の可搬型放射能測定装置を重大事故等対処設備

として配備する。 

    監視にて使用する設備のうち，計装設備の貯槽温度計，貯槽液位計，

漏えい液受皿液位計，廃ガス洗浄塔入口圧力計，混合廃ガス凝縮器入

口圧力計，放射線監視設備の主排気筒の排気モニタリング設備及び試

料分析関係設備の放出管理分析設備を重大事故等対処設備として位置

付ける。 

    これらのフォールトツリー分析の結果により選定した設備は，技術

的能力審査基準，事業指定基準規則及び技術基準規則に要求される設

備が全て網羅されている。 

    「共通電源車を用いた冷却機能の回復」に使用する設備（ａ．(ｂ) 

ⅰ．（ⅱ）参照）は基準地震動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能を維

持できる設計としておらず，外的事象の「地震」により機能喪失する

おそれがあるため，重大事故等対処設備とは位置付けないが，プラン

ト状況によっては事故対応に有効な設備であることから，自主対策設

備として位置付ける。本対応を実施するための具体的な条件は，外部

電源が喪失し，かつ，第２非常用ディーゼル発電機が全台故障し，そ

の他機器が健全であることが明らかな場合に対応手段として選択する

ことができる。 

 

  ⅳ．手順等 

８－添１－114



 

    「蒸発乾固の発生防止対策の対応手段及び設備」及び「蒸発乾固の

拡大防止対策の対応手段及び設備」により選定した対応手段に係る手

順を整備する。 

    これらの手順は，重大事故時における実施組織要員による一連の対

応として「重大事故等発生時対応手順書」に定める（第２－１表）。 

    また，重大事故等時に監視が必要となる計器についても整備する

（第２－４表）。 

 

 ｂ．重大事故等時の手順 

 (ａ) 蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

  ⅰ．内部ループへの通水による冷却 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，代替安全冷却水系の

可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホースを

敷設，接続し，可搬型建屋内ホースと代替安全冷却水系の内部ループ

配管を接続した後，第１貯水槽の水を内部ループに通水することによ

り，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる手段がある。

なお，第２貯水槽を水源とした場合でも，対処が可能である。 

    外的事象の「地震」による冷却機能喪失の場合は，現場環境確認を

行った後に対処を開始するとともに，機器の損傷による漏えいの発生

の有無を確認する。外的事象の「火山の影響」により，降灰予報

（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，可

搬型中型移送ポンプの建屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。

また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準  
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    安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの安全冷却水循環

ポンプ若しくは内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，かつ，

第２非常用ディーゼル発電機を運転できない場合（第２－５表）。 

 

  (ⅱ) 操作手順  

    「内部ループへの通水による冷却」の手順の概要は以下のとおり。

本手順の成否は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃以

下で安定していることにより確認する。手順の対応フローを第２－３

図，概要図を第２－４図，タイムチャートを第２－５図に示す。降灰

予報（「やや多量」以上）を確認した場合のタイムチャートを第２－

６図に示す。 

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき建屋対策班の班員及

び建屋外対応班の班員に「内部ループへの通水による冷却」のため

の準備の実施を指示する。準備は第２－６表に示すとおり，貯槽等

に内包する高レベル廃液等の沸騰までの時間余裕が短いものを優先

に行う。なお，手順着手の判断基準のうち，外的事象の「地震」に

より外部電源が喪失し，かつ，第２非常用ディーゼル発電機が運転

できない場合には，建屋対策班の班員に現場環境確認の実施を指示

し，以下の②へ移行する。外的事象の「地震」以外の場合は以下の

⑤へ移行する。 

   ②  建屋対策班の班員は，現場環境確認を実施し，確認結果を実施責

任者に報告する。 

   ③  実施責任者は，現場環境確認結果に基づき対処を行うアクセスル

ートを判断する。 
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   ④  建屋対策班の班員は，セルに可搬型漏えい液受皿液位計を設置し，

セル内における貯槽等の損傷による漏えいの発生有無を，液位測定

を行い確認する。 

   ⑤  建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽近傍

へ敷設し，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型建屋外ホースを接続す

ることで，第１貯水槽から各建屋への水を供給するための経路を構

築する。また，可搬型建屋供給冷却水流量計を可搬型建屋外ホース

の経路上に設置する。さらに，可搬型排水受槽及び可搬型中型移送

ポンプを建屋近傍に敷設し，可搬型建屋外ホースで接続し，冷却に

使用した水を第１貯水槽へ移送するための経路を構築する。なお，

可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車，可搬型建屋

外ホースはホース展張車及び運搬車，可搬型排水受槽は運搬車によ

り運搬するとともに，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失

するおそれがある場合には，運搬車により可搬型中型移送ポンプを

各建屋内及び保管庫内に敷設する。 

   ⑥  建屋対策班の班員は，常設重大事故等対処設備で貯槽等の温度を

計測できない場合は，貯槽等へ可搬型貯槽温度計を設置し，高レベ

ル廃液等の温度を計測する。 

   ⑦ 建屋対策班の班員は，膨張槽の液位を監視するため，膨張槽に可

搬型膨張槽液位計を設置する。 

   ⑧  建屋対策班の班員は，代替安全冷却水系の内部ループ配管等の漏

えいの有無を，可搬型膨張槽液位計にて，当該系統に設置している

膨張槽の液位が低下していないことにより確認する。ただし，分離

建屋の高レベル廃液濃縮缶の内部ループの漏えいの有無については，

第１貯水槽から代替安全冷却水系の内部ループ配管へ水を供給する
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ための経路を構築後，可搬型冷却コイル圧力計を可搬型建屋内ホー

スの経路上に設置し，可搬型中型移送ポンプにより代替安全冷却水

系の内部ループ配管を加圧することで，可搬型冷却コイル圧力計の

指示値から冷却コイル等の健全性を確認する。なお，分離建屋の高

レベル廃液濃縮缶の内部ループは，高レベル廃液濃縮缶の加熱運転

時の加熱蒸気の供給経路を兼ねており，当該内部ループには膨張槽

がないことから，本操作で内部ループの健全性を確認する。 

   ⑨ 実施責任者は，内部ループの漏えい確認結果に基づき，建屋対策

班の班員に可搬型建屋内ホースの接続先を指示し，以下⑩へ移行す

る。また，内部ループの漏えい確認結果から，内部ループが損傷し

ていると判断した場合には，「冷却コイル等への通水による冷却」

に着手する。 

   ⑩ 建屋対策班の班員は，建屋内の通水経路を構築するため，可搬型

建屋内ホースを敷設し，可搬型冷却水流量計を可搬型建屋内ホース

の経路上に設置する。ただし，高レベル廃液ガラス固化建屋におい

ては，水の供給経路として冷却水給排水配管も用いる。 

   ⑪ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部

ループの給水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建

屋外ホースを接続することで，第１貯水槽から各建屋の内部ループ

に通水するための経路を構築する。 

   ⑫ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部

ループの排水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建

屋外ホースを接続することで，冷却に使用した水を可搬型排水受槽

に排水するための経路を構築する。 

   ⑬ 実施責任者は，内部ループへの通水の準備が完了したことを確認
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し，建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員に重大事故等の発生

防止対策としての「内部ループへの通水による冷却」の実施を指示

する。 

   ⑭ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポ

ンプにより第１貯水槽から代替安全冷却水系の内部ループ配管等を

経由し，蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）に通水する。通水流量

は，可搬型冷却水流量計及び可搬型建屋内ホースに設置している流

量調節弁により調整する。 

   ⑮ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，可搬型冷却水排水

線量計を用いて内部ループへの通水に使用した水の汚染の有無を監

視する。また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を

用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。「内部

ループへの通水による冷却」時に必要な監視項目は，内部ループ通

水流量，貯槽等温度，建屋給水流量及び排水線量である。 

   ⑯ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，内部ループへの通

水により冷却機能が維持されていると判断する。冷却機能が維持さ

れていることを判断するために必要な監視項目は，貯槽等温度であ

る。また，「内部ループへの通水による冷却」を実施したにもかか

わらず，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が低下しない場合

には，「冷却コイル等への通水による冷却」に着手する。 

⑰ 内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合においては，上

記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメータ

を中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事故が

発生した機器の状態等を確認する。 
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  (ⅲ) 操作の成立性 

    前処理建屋の「内部ループへの通水による冷却」の操作は，実施責

任者，建屋対策班長，現場管理者，建屋外対応班長，要員管理班，情

報管理班，通信班長及び放射線対応班（以下 2.では「実施責任者

等」という。）の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策

班の班員 14 人の合計 61 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間

（高レベル廃液等の沸騰開始時間）140 時間に対し，事象発生から安

全冷却水系の内部ループへの通水開始まで 35 時間 40 分以内で可能で

ある。 

    分離建屋の「内部ループへの通水による冷却」の操作は，分離建屋

内部ループ１の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 12 人の合計

59 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の

沸騰開始時間）15 時間に対し，事象発生から安全冷却水系の内部ル

ープへの通水開始まで 13 時間以内で可能である。分離建屋内部ルー

プ２の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員 28 人，

建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 16 人の合計 63 人に

て作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始

時間）330 時間に対し，事象発生から安全冷却水系の内部ループへの

通水開始まで 40 時間 10 分以内で可能である。分離建屋内部ループ３

の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員 28 人，建屋

外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 28 人の合計 75 人にて作

業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時

間）180 時間に対し，事象発生から安全冷却水系の内部ループへの通
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水開始まで 45 時間 45 分以内で可能である。 

    精製建屋の「内部ループへの通水による冷却」の操作は，実施責任

者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員

16 人の合計 63 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベ

ル廃液等の沸騰開始時間）11 時間に対し，事象発生から安全冷却水

系の内部ループへの通水開始まで 8 時間 50 分以内で可能である。 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の「内部ループへの通水による

冷却」の操作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19

人及び建屋対策班の班員 18 人の合計 65 人にて作業を実施した場合，

対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）19 時間に対し，

事象発生から安全冷却水系の内部ループへの通水開始まで 17 時間以

内で可能である。 

    高レベル廃液ガラス固化建屋の「内部ループへの通水による冷却」

の操作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び

建屋対策班の班員 20 人の合計 67 人にて作業を実施した場合，対策の

制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）23 時間に対し，事象発

生から安全冷却水系の内部ループへの通水開始まで 20 時間以内で可

能である。 

    対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）と各対策に係る

時間を第２－８表に示す。 

    実施責任者等の要員 28 人及び建屋外対応班の班員 19 人は全ての建

屋の対応において，共通の要員である。 

    外的事象の「地震」による冷却機能喪失時における現場環境確認は，

30 人にて作業を実施した場合, １時間 30 分以内で実施可能である。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環
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境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。 

    線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10ｍ 

Ｓｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故等の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保

する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

 

  ⅱ．共通電源車を用いた冷却機能の回復 

全交流動力電源喪失において，電源復旧により設計基準対象の施設

の機能維持が可能である場合，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸

騰することを防止するため，共通電源車，可搬型電源ケーブル，非常

用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線等を接続した後，共通電源車から

再処理施設へ電源を供給することで，安全冷却水系の冷却機能を回復

し，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる。本対応で

用いる手順等については，「8. 電源の確保に関する手順等」に示す。 

 非常用電源建屋の 6.9kＶ非常用主母線へ給電するための電源隔離

から共通電源車の起動及び運転状態の確認までは，実施責任者等の要

員９人，建屋対策班の班員 14 人にて 1 時間以内で実施する。 

 要員の確保，本対策の実施判断後，電源隔離（前処理建屋，分離建

屋，精製建屋，制御建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レ

ベル廃液ガラス固化建屋），電源隔離（引きロック）及び非常用電源
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建屋の 6.9kＶ非常用主母線の復電を実施責任者等の要員 23 人，建屋

対策班の班員 24 人にて 1 時間 15 分以内で実施する。 

 要員の確保，本対策の実施判断後，各建屋の負荷起動までは，実施

責任者等 23 人，建屋対策班の班員 26 人にて５時間以内で実施する。 

 以上より，５建屋（前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋）を対象と

した共通電源車を用いた冷却機能を回復するための手順に必要となる

合計の要員数は，実施責任者等の要員 23 人，建屋対策班の班員 36 人

の合計 59 人，想定時間は実施判断後から 6 時間 35 分以内で実施する。 

 共通電源車を用いたタイムチャートは，第８－５表に示す。 

 

  ⅲ．安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却 

    安全冷却水系の内部ループの冷却機能が喪失した場合であって，外

部ループの循環機能が正常に動作する場合においては，貯槽等に内包

する高レベル廃液等が沸騰することを防止するため，内部ループで取

り除かれた熱を外部ループに伝達する中間熱交換器をバイパスし安全

冷却水系の外部ループの冷却水を貯槽等の冷却コイルに通水すること

により，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準 

    安全冷却水系の内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，安全

冷却水系の冷却機能が喪失した場合，かつ，安全冷却水系の外部ルー

プが運転中の場合（第２－５表）。 

    本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，
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重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却」の手順の

概要は以下のとおり。本手順の成否は，貯槽等に内包する高レベル廃

液等の温度が 85℃以下で安定していることにより確認する。手順の

対応フローを第２－７図，概要図を第２－８図，タイムチャートを第

２－９図～第２－12 図に示す。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班員

に「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却」の実施

を指示する。 

   ② 建屋対策班の班員は，安全冷却水系の外部ループの膨張槽液位に

より，当該系統が健全であることを確認する。 

   ③ 建屋対策班の班員は，安全冷却水系の中間熱交換器をバイパスす

るための手動弁を開放し，安全冷却水循環ポンプにて外部ループの

安全冷却水を安全冷却水系の内部ループへ通水する。 

④ 建屋対策班の班員は，安全冷却水系の流量調節弁により，通水流

量を調整する。安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷

却に必要な監視項目は，貯槽等温度，安全冷却水系流量（外部ルー

プ）及び安全冷却水系流量（内部ループ）である。 

   ⑤ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，「安全冷却水系の

中間熱交換器バイパス操作による冷却」によって冷却機能が維持さ

れていると判断する。冷却機能が維持されていることを判断するた

めに必要な監視項目は，貯槽等温度である。また，冷却機能が回復
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しなかった場合は，実施責任者及び建屋対策班の班員は，内部ルー

プの別の系統に対し②～⑤の中間熱交換器バイパス操作を行う。 

⑥ 上記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメ

ータを中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事

故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    本対応は，内的事象を要因として発生することから，実施責任者等

の要員のうち，実施責任者１人及び建屋対策班長１人が対策の指揮を

行う。 

    前処理建屋の「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷

却」は実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員８人の合計 10

人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰

開始時間）140 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実

施が可能と判断してから操作完了まで１時間以内で可能である。 

分離建屋の「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷

却」は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員 10 人の合計

12 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の

沸騰開始時間）15 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策

の実施が可能と判断してから操作完了まで１時間 25 分以内で可能で

ある。 

精製建屋の「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷

却」は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員 10 人の合計

12 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の

沸騰開始時間）11 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策
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の実施が可能と判断してから操作完了まで１時間 20 分以内で可能で

ある。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の「安全冷却水系の中間熱交換器バイ

パス操作による冷却」は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の

班員 14 人の合計 16 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高

レベル廃液等の沸騰開始時間）23 時間に対し，事象発生後，要員が

確保でき，対策の実施が可能と判断してから操作完了まで１時間 10

分以内で可能である。 

本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

 

  ⅳ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却 

    安全冷却水系の外部ループの冷却機能が喪失した場合であって，内

部ループの循環機能が正常な場合においては，貯槽等に内包する高レ

ベル廃液等が沸騰することを防止するため，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水を安全冷却水系の外部ループ
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へ供給することで，内部ループの冷却水を除熱し，貯槽等に内包する

高レベル廃液等の温度を低下させる。本対応では再処理設備本体用の

外部ループへ供給する手段と高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る外部

ループへ供給する手段がある。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準 

    再処理施設の安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔又は外部ループの

安全冷却水循環ポンプが全台故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失

した場合，かつ，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却

水系が運転中の場合（第２－５表）。 

    本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，

重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順  

    「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷

却」の手順の概要は以下のとおり。本手順の成否は，貯槽等に内包す

る高レベル廃液等の温度が 85℃以下で安定していることにより確認

する。手順の対応フローを第２－13 図，概要図を第２－14 図，タイ

ムチャートを第２－15 図に示す。 

１）  再処理設備本体へ供給する場合 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班員

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水

を再処理設備本体用の外部ループへ供給することを指示する。 

   ② 建屋対策班の班員は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の
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安全冷却水系の膨張槽液位により，当該系統が健全であることを確

認する。 

   ③ 建屋対策班の班員は，前処理建屋に設置されている使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系とその他再処理設備の附

属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本体用の安全冷却水系

を接続する手動弁を開放する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置されて

いるプール水冷却系熱交換器へ冷却水を通水する配管上の手動弁を

閉止し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系の

安全冷却水系冷却水循環ポンプにより，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水をその他再処理設備の附属施

設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本体用の安全冷却水系の外

部ループへ通水する。 

   ⑤ 建屋対策班の班員は，その他再処理設備の附属施設の給水施設の

冷却水設備の再処理設備本体用の安全冷却水系の流量調節弁により

通水流量を調整する。本操作に必要な監視項目は，貯槽等温度，安

全冷却水系流量（内部ループ）及び安全冷却水系流量（使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系）である。 

   ⑥ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却によって冷却機能

が維持されていると判断する。冷却機能が維持されていることを判

断するために必要な監視項目は，貯槽等温度である。また，冷却機

能が回復しなかった場合は，実施責任者及び建屋対策班の班員は，

安全冷却水系の別の系統に対し②～⑥の使用済燃料の受入れ施設及
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び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却の操作を行う。 

⑦ 上記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメ

ータを中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事

故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

２）  高レベル廃液貯蔵設備へ供給する場合 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班員

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水

を高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る外部ループへ供給することを

指示する。 

   ② 建屋対策班の班員は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の

安全冷却水系の膨張槽液位により，当該系統が健全であることを確

認する。 

   ③ 建屋対策班の班員は，高レベル廃液ガラス固化建屋に設置されて

いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系とその

他再処理設備の附属施設の給水施設の冷却水設備の再処理設備本体

用の安全冷却水系を接続する手動弁を開放する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置されて

いるプール水冷却系熱交換器へ冷却水を通水する配管上の手動弁を

閉止し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系の

安全冷却水系冷却水循環ポンプにより，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水系の冷却水を，高レベル廃液貯蔵設備に

係る安全冷却水系へ通水する。 

   ⑤ 建屋対策班の班員は,高レベル廃液貯蔵設備に係る安全冷却水系

の流量調節弁により通水流量を調整する。本操作に必要な監視項目

８－添１－129



 

は，貯槽等温度，安全冷却水系流量（内部ループ）及び安全冷却水

系流量（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系）で

ある。 

   ⑥ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却によって冷却機能

が維持されていると判断する。冷却機能が維持されていることを判

断するために必要な監視項目は，貯槽等温度である。また，冷却機

能が回復しなかった場合は，実施責任者及び建屋対策班の班員は，

安全冷却水系の別の系統に対し②～⑥の使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却の操作を行う。 

⑦ 上記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメ

ータを中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事

故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性  

「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷

却」のうち，再処理設備本体へ供給する場合の操作は，内的事象を要

因として発生することから，実施責任者等の要員のうち，実施責任者

１人，建屋対策班長６人及び建屋対策班の班員 12 人の合計 19 人にて

作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時

間）として，沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建屋の 11 時間に

対し，事象発生から後，要員が確保でき，対策の実施が可能と判断し

て冷却開始まで１時間 20 分以内で可能である。 

    「使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷
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却」のうち，高レベル廃液貯蔵設備へ供給する場合の操作は，内的事

象を要因として発生することから，実施責任者等の要員のうち，実施

責任者１人，建屋対策班長２人及び建屋対策班の班員 12 人の合計 15

人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰

開始時間）23 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実

施が可能と判断してから冷却開始まで１時間 10 分以内で可能である。 

    本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

 

  ⅴ．運転予備負荷用一般冷却水系による冷却 

    安全冷却水系の外部ループの冷却機能が喪失した場合であって，内

部ループの循環機能が正常な場合，かつ，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設用の安全冷却水が使用不能な場合においては，高レベル廃

液貯蔵設備の貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰することを防止

するため，再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系の冷却水を

高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る安全冷却水系の外部ループへ供給
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することにより，内部ループの冷却水を除熱し，高レベル廃液貯蔵設

備の貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる手段がある。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準 

    安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔又は外部ループの安全冷却水循

環ポンプが全台故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合であ

って，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系が停止

中の場合，かつ，再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系が運

転中の場合（第２－５表）。 

本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，

重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順  

    「運転予備負荷用一般冷却水系による冷却」の手順の概要は以下の

とおり。本手順の成否は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が

85℃以下で安定していることにより確認する。手順の対応フローを第

２－16 図，概要図を第２－17 図，タイムチャートを第２－18 図に示

す。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき，建屋対策班の班員

に「運転予備負荷用一般冷却水系による冷却」の実施を指示する。 

   ② 建屋対策班の班員は，運転予備負荷用一般冷却水系の膨張槽液位

により，当該系統が健全であることを確認する。 

   ③ 建屋対策班の班員は，高レベル廃液ガラス固化建屋に設置されて

いる運転予備負荷用一般冷却水系と高レベル廃液貯蔵設備の冷却に
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係る安全冷却水系の外部ループを接続する手動弁を開放する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，運転予備負荷用一般冷却水系に設置されて

いる冷却水を通水する配管上の手動弁を閉止し，運転予備負荷用一

般冷却水系の冷却水循環ポンプにて，運転予備負荷用一般冷却水を，

高レベル廃液貯蔵設備に係る安全冷却水系の外部ループへ通水する。 

⑤ 建屋対策班の班員は, 高レベル廃液貯蔵設備に係る安全冷却水系

の流量調節弁により通水流量を調整する。本操作に必要な監視項目

は，貯槽等温度，安全冷却水系流量（内部ループ）及び運転予備負

荷用一般冷却水系流量である。 

⑥ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，運転予備負荷用一

般冷却水系による冷却によって冷却機能が維持されていると判断す

る。冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項

目は，貯槽等温度である。また，冷却機能が回復しなかった場合は，

実施責任者及び建屋対策班の班員は，安全冷却水系の別の系統に対

し②～⑥の運転予備負荷用一般冷却水系による冷却の操作を行う。 

⑦ 上記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメ

ータを中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事

故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

    高レベル廃液ガラス固化建屋における再処理設備本体の「運転予備

負荷用一般冷却水系による冷却」の操作は，内的事象を要因として発

生することから，実施責任者等の要員のうち，実施責任者１人，建屋

対策班長２人及び建屋対策班の班員 12 人の合計 15 人にて作業を実施
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した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）23 時

間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実施が可能と判断し

てから冷却開始まで１時間 20 分以内で可能である。 

    本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

 

  ⅵ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選

択フローチャートを第２－19 図に示す。 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，「内部ループへの通

水による冷却」の対応手順に従い，代替安全冷却水系の内部ループ配

管等を経由し，蒸発乾固対象貯槽等（第２－３表）に通水することに

より，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる。また，

重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，自主対策設備

を用いた対応の要員が確保できた場合には，冷却機能喪失の要因に応

じて，内部ループへの通水による冷却と並行で，以下の対応を行う。 
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冷却機能の喪失の要因が外部電源の喪失などの機器の損傷が伴わな

い場合には，「内部ループへの通水による冷却」と並行して「共通電

源車を用いた冷却機能の回復」の対応手順に従い，電源を復旧するこ

とにより，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる。 

冷却機能の喪失の要因が安全冷却水系の内部ループに設置する冷却

水循環ポンプの全台故障の場合には，「内部ループへの通水による冷

却」と並行して「安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷

却」の対応手順に従い，中間熱交換器バイパス操作による冷却を実施

することにより，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させ

る。 

冷却機能の喪失の要因が安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔及び外

部ループの安全冷却水循環ポンプの全台故障の場合には，「内部ルー

プへの通水による冷却」と並行して「使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設用の安全冷却水系による冷却」の対応手順に従い，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水を再処理設備本体用の安全

冷却水系の外部ループ又は高レベル廃液貯蔵設備の冷却に係る安全冷

却水系の外部ループへ供給することにより，内部ループの冷却水を除

熱し，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度を低下させる。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系が使用不能

な場合には，「運転予備負荷用一般冷却水系による冷却」の対応手順

に従い，運転予備負荷用一般冷却水系の冷却水を高レベル廃液貯蔵設

備の冷却に係る安全冷却水系の外部ループへ供給することにより，内

部ループの冷却水を除熱し，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度

を低下させる。 

上記の手順の実施において，計装設備を用いて監視するパラメータ
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を第２－４表に示す。この監視パラメータのうち，機器等の状態を直

接監視する重要監視パラメータの計測が困難となった場合の代替方法

を第２－９表に示す。 

また，内的事象により発生する重大事故等への対処においては，「8. 

電源の確保に関する手順」，「9. 事故時の計装に関する手順等」及び

「11. 監視測定等に関する手順等」に記載する設計基準対象の施設

の電気設備，計測制御設備及び放射線監視設備をそれぞれ用いる。 

 

 (ｂ) 蒸発乾固の拡大防止対策の対応手順 

  ⅰ．貯槽等への注水 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，発生防止対策が機能

しなかった場合に備え，「内部ループへの通水による冷却」で敷設す

る可搬型中型移送ポンプの下流側に，貯槽等内に注水するための可搬

型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホースと機器注水配管の接続

口を接続する。貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至った場合

には，液位低下，及びこれによる濃縮の進行を防止するため，液位を

一定範囲に維持するよう，第１貯水槽の水を貯槽等内へ注水すること

により，貯槽等に内包する高レベル廃液等が乾燥し固化に至ることを

防止する。なお，第２貯水槽を水源とした場合でも，対処が可能であ

る。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準  

    安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの安全冷却水循環

ポンプ若しくは内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，かつ，
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第２非常用ディーゼル発電機を運転できない場合（第２－５表）。 

 

  (ⅱ) 操作手順 

    「貯槽等への注水」の手順の概要は以下のとおり。本手順の成否は，

貯槽等液位から，貯槽等に注水されていることにより確認する。手順

の対応フローを第２－３図，概要図を第２－20 図，タイムチャート

を第２－21 図に示す。外的事象の「火山の影響」により，降灰予報

（「やや多量」以上）を確認した場合は，事前の対応作業として，可

搬型中型移送ポンプの建屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。

また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき建屋対策班の班員及

び建屋外対応班の班員に貯槽等への注水のための準備の実施を指示

する。 

   ② 建屋対策班の班員は，建屋内の注水経路を構築するため，「内部

ループへの通水による冷却」で敷設する可搬型中型移送ポンプの下

流側に，貯槽等への注水のための可搬型建屋内ホースを敷設し，可

搬型機器注水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。た

だし，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の注水経路とし

て冷却水注水配管も用いる。 

   ③ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを機器注水配管の接続

口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続する

ことで，第１貯水槽から各建屋の貯槽等に注水するための経路を構

築する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，貯槽等内の液位と貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等の温度の監視を継続する。常設重大事故等対処設備で液位
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を計測できない場合には，貯槽等の液位を確認するため貯槽等に可

搬型貯槽液位計を設置し，計測値から算出する貯槽等内の液位と貯

槽等に内包する高レベル廃液等の温度の監視を継続する。 

   ⑤ 建屋対策班の班員は，監視の結果，高レベル廃液等が沸騰温度に

至ったことを実施責任者へ報告する。 

   ⑥ 実施責任者は，高レベル廃液等が沸騰に至り，高レベル廃液等の

液量が初期液量の 70％（高レベル廃液等の濃縮を考慮しても揮発

性ルテニウムが発生する 120℃に至らない液量）まで減少する前に

貯槽等への注水開始を判断し，以下の⑦へ移行する。貯槽等への注

水の実施を判断するために必要な監視項目は，貯槽等温度及び貯槽

等液位である。 

   ⑦ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，貯槽等の可搬型貯

槽液位計の指示値から貯槽等の液位を算出し，注水停止液位（貯槽

等への注水量）を決定した上で，可搬型中型移送ポンプにより，第

１貯水槽から貯槽等に注水する。注水流量は，可搬型機器注水流量

計及び可搬型建屋内ホースに設置している流量調節弁により調整す

る。 

   ⑧ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，注水停止液位に到

達したことにより，注水作業を停止し，貯槽等温度及び貯槽等液位

の監視を継続する。 

   ⑨  建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，貯槽等の液位の監

視の結果，予め定めた液位に低下した場合には，貯槽等への注水を

再開する。貯槽等への注水時に必要な監視項目は，貯槽等注水流量，

貯槽等温度，貯槽等液位及び建屋給水流量である。 

   ⑩ 実施責任者は，貯槽等の液位から，貯槽等に注水されていること
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を確認することで，蒸発乾固の進行が防止されていると判断する。

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視

項目は，貯槽等液位である。 

   ⑪ 建屋対策班の班員は，機器注水配管から貯槽等への注水ができな

い場合には，必要に応じて貯槽等に接続しているその他の配管を加

工し，貯槽等へ注水する。 

   ⑫ 実施責任者は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホース等の

可搬型重大事故等対処設備が使用できない場合，建屋対策班の班員

及び建屋外対応班の班員に故障時バックアップ用の可搬型重大事故

等対処設備との交換，又は資機材による故障箇所の復旧を指示する。 

   ⑬ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，故障時バックアッ

プ用の可搬型重大事故等対処設備との交換が必要な場合，屋外保管

場所等から故障時バックアップ用の可搬型重大事故等対処設備を運

搬し，故障箇所の交換を行う。交換が不要な場合は，資機材により

故障箇所の復旧を行う。 

   ⑭ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，故障箇所の復旧完

了後，外観確認により設備の状態を確認し，実施責任者に報告する。 

   ⑮ 実施責任者は，建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員からの

報告を基に，故障が復旧したことを判断する。 

⑯ 内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合においては，上

記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメータ

を中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事故が

発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性  
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    前処理建屋の「貯槽等への注水」の操作は，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 26 人の合計

73 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の

沸騰開始時間）140 時間に対し，事象発生から貯槽等への注水準備完

了まで 39 時間以内で可能である。 

    分離建屋の「貯槽等への注水」の操作は，分離建屋内部ループ１の

貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員 28 人，建屋外

対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 12 人の合計 59 人にて作業

を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）

15 時間に対し，事象発生から貯槽等への注水準備完了まで 12 時間以

内で可能である。分離建屋内部ループ２，３の貯槽等（第２－３表）

に対して，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び

建屋対策班の班員 10 人の合計 57 人にて作業を実施した場合，対策の

制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）180 時間に対し，事象発

生から貯槽等への注水準備完了まで 69 時間 40 分以内で可能である。 

    精製建屋の「貯槽等への注水」の操作は，実施責任者等の要員 28

人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 16 人の合計 63

人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰

開始時間）11 時間に対し，事象発生から貯槽等への注水準備完了ま

で 9 時間以内で可能である。 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の「貯槽等への注水」の操作は，

実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班

の班員 14 人の合計 61 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間

（高レベル廃液等の沸騰開始時間）19 時間に対し，事象発生から貯

槽等への注水準備完了まで 17 時間以内で可能である。 
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    高レベル廃液ガラス固化建屋の「貯槽等への注水」の操作は，実施

責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班

員 22 人の合計 69 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レ

ベル廃液等の沸騰開始時間）23 時間に対し，事象発生から貯槽等へ

の注水準備完了まで 20 時間 20 分以内で可能である。 

    対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）と各対策に係る

時間を第２－８表に示す。 

    実施責任者等の要員 28 人及び建屋外対応班の班員 19 人は全ての建

屋の対応において共通の要員である。 

    可搬型中型移送ポンプ等が使用できない場合の故障時バックアップ

との交換等の対応は，２時間以内で可能である。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故等の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保

する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

     

  ⅱ．冷却コイル等への通水による冷却 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，事態を収束させるた

め，「内部ループへの通水による冷却」で敷設する可搬型中型移送ポ
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ンプの下流側に，可搬型建屋内ホースを敷設して，可搬型建屋内ホー

スと各貯槽等の冷却コイル等の接続口を接続した後，第１貯水槽の水

を冷却コイル等へ通水することにより，貯槽等に内包する高レベル廃

液等の温度を低下させる。なお，第２貯水槽を水源とした場合でも，

対処が可能である。 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準  

    内部ループが損傷している場合，又は「内部ループへの通水による

冷却」を実施したにもかかわらず，貯槽等に内包する高レベル廃液等

の温度が低下しない場合（第２－５表）。 

 

  (ⅱ) 操作手順  

    「冷却コイル等への通水による冷却」の手順の概要は以下のとおり。

本手順の成否は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃以

下で安定していることにより確認する。手順の対応フローを第２－３

図，概要図を第２－22 図，タイムチャートを第２－21 図に示す。外

的事象の「火山の影響」により，降灰予報（「やや多量」以上）を確

認した場合は，事前の対応作業として，可搬型中型移送ポンプの建屋

内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき建屋対策班の班員及

び建屋外対応班の班員に冷却コイル等への通水による冷却のための

準備の実施を指示する。準備は第２－６表に示すとおり，貯槽等に

内包する高レベル廃液等の沸騰までの時間余裕が短いものを優先に

行う。 

   ② 建屋対策班の班員は，建屋内の通水経路を構築するため，「内部
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ループへの通水による冷却」で敷設する可搬型建屋内ホースの下流

側に，冷却コイル等への通水のための可搬型建屋内ホースを敷設し，

可搬型冷却コイル圧力計及び可搬型冷却コイル通水流量計を可搬型

建屋内ホースの経路上に設置する。必要に応じて屋外に保管してい

る可搬型建屋内ホースを用いる。 

   ③ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の給水

側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを

接続することで，第１貯水槽から各建屋の冷却コイル等に通水する

ための経路を構築する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の排水

側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを

接続することで，冷却に使用した水を可搬型排水受槽に排水するた

めの経路を構築する。 

   ⑤ 建屋対策班の班員は，冷却コイル等の損傷の有無を確認するため，

冷却コイル等の冷却水出口弁を閉め切った状態で，可搬型中型移送

ポンプにより第１貯水槽から送水し，通水経路を加圧した後，冷却

水入口側の弁を閉止し，一定時間保持する。一定時間経過後，冷却

水出入口弁の間に設置した可搬型冷却コイル圧力計の指示値の低下

の有無から冷却コイル等の健全性を確認し,実施責任者に結果を報

告する。冷却コイル等への通水は，冷却コイル等への通水に係る準

備作業及び実施に要する作業が多いことから，「貯槽等への注水」

及び「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」に

示す重大事故等対策を優先して実施し，高レベル廃液等の水位の維

持，温度の上昇抑制及び大気中への放射性物質の放出を抑制できる

状態を整備してから実施する。 
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   ⑥ 実施責任者は，冷却コイル等の健全性確認結果をもって,冷却コ

イル等への通水による冷却の準備が完了したことを確認し，建屋対

策班の班員及び建屋外対応班の班員に冷却コイル等への通水の実施

を指示する。 

   ⑦ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，健全性が確認され

た冷却コイル等に可搬型中型移送ポンプを用いて第１貯水槽から通

水することにより，貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却する。

通水流量は，可搬型冷却コイル通水流量計及び可搬型建屋内ホース

の流量調節弁により調整する。 

   ⑧ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，可搬型冷却水排水

線量計を用いて，冷却コイル等への通水に使用した水の汚染の有無

を監視する。また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装

置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。冷

却コイル等への通水時に必要な監視項目は，冷却コイル通水流量，

貯槽等温度，建屋給水流量及び排水線量である。 

   ⑨ 実施責任者は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃

以下で安定していることを確認することにより，冷却コイル等への

通水による冷却機能が維持されていると判断する。冷却機能が維持

されていることを判断するために必要な監視項目は，貯槽等温度で

ある。 

⑩ 内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合においては，上

記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメータ

を中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事故が

発生した機器の状態等を確認する。 
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  (ⅲ) 操作の成立性  

    前処理建屋の「冷却コイル等への通水による冷却」の操作は，前処

理建屋内部ループ１の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等

の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 16 人

の合計 63 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の

冷却コイル等への通水開始まで 46 時間 20 分以内で可能である。前処

理建屋内部ループ２の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等

の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 22 人

の合計 69 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の

冷却コイル等への通水開始まで 45 時間以内で可能である。 

    分離建屋の「冷却コイル等への通水による冷却」の操作は，分離建

屋内部ループ１の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要

員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 14 人の合

計 61 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却

コイル等への通水開始まで 25 時間 55 分以内で可能である。分離建屋

内部ループ２の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 24 人の合計

71 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却コ

イル等への通水開始まで 47 時間 40 分以内で可能である。分離建屋内

部ループ３の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 16 人の合計

63 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却コ

イル等への通水開始まで 65 時間 45 分以内で可能である。 

    精製建屋の「冷却コイル等への通水による冷却」の操作は，精製建

屋内部ループ１の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要
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員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 12 人の合

計 59 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却

コイルへの通水開始まで 30 時間 40 分以内で可能である。精製建屋内

部ループ２の貯槽等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 14 人の合計

61 人にて作業を実施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却コ

イルへの通水開始まで 37 時間 30 分以内で可能である。 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の「冷却コイル等への通水によ

る冷却」の操作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員

19 人及び建屋対策班の班員 22 人の合計 69 人にて作業を実施した場

合，事象発生から安全冷却水系の冷却ジャケットへの通水開始まで

26 時間 20 分以内で可能である。 

    高レベル廃液ガラス固化建屋の「冷却コイル等への通水による冷

却」の操作は，高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ１～５の貯槽

等（第２－３表）に対して，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応

班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 28 人の合計 75 人にて作業を実

施した場合，事象発生から安全冷却水系の冷却コイルへの通水開始ま

で 37 時間 55 分以内で可能である。 

    対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）と各対策に係る

時間を第２－８表に示す。 

    実施責任者等の要員 28 人及び建屋外対応班の班員 19 人は全ての建

屋の対応において共通の要員である。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着
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用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故等の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保

する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

 

  ⅲ．給水処理設備等から貯槽等への注水 

    発生防止対策が機能せず貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰し

た場合，かつ，交流動力電源が健全な場合においては，貯槽等に内包

する高レベル廃液等の沸騰による液位の低下，及びこれによる濃縮を

防止するため給水処理設備等を用いた貯槽等への注水を実施すること

により，貯槽等に内包する高レベル廃液等が乾燥し固化に至ることを

防止する。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準 

安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの安全冷却水循環

ポンプ若しくは内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合（第２－５表）。 

本対応は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対応を実施するための要員を確保可能な場合に着手することとし，

重大事故等対処設備を用いた対応と並行して実施する。 

 

  (ⅱ) 操作手順 
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    「給水処理設備等から貯槽等への注水」の手順の概要は以下のとお

り。本手順の成否は，貯槽等液位から，貯槽等に注水されていること

により確認する。手順の対応フローを第２－23 図，概要図を第２－

24 図，タイムチャートを第２－25 図～第２－29 図に示す。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき建屋対策班の班員に

「給水処理設備等から貯槽等への注水」のための準備の実施を指示

する。 

   ② 建屋対策班の班員は，注水に使用するポンプが起動していること

を確認する。また，化学薬品貯蔵供給系から注水を実施する場合に

は，供給する試薬を受入れ，試薬の濃度調整を行う。 

   ③ 建屋対策班の班員は，給水処理設備等から貯槽等へ注水するため

の系統を構築する。また，貯槽等内の液位と貯槽等に内包する高レ

ベル廃液等の温度の監視を継続する。 

   ④ 建屋対策班の班員は，監視の結果，高レベル廃液等が沸騰温度に

至ったことを実施責任者へ報告する。 

   ⑤ 実施責任者は，高レベル廃液等が沸騰に至り，高レベル廃液等の

液量が初期液量の 70％（高レベル廃液等の濃縮を考慮しても揮発

性ルテニウムが発生する 120℃に至らない液量）まで減少する前に

貯槽等への注水開始を判断し，以下の⑥へ移行する。貯槽等への注

水の実施を判断するために必要な監視項目は，貯槽等温度及び貯槽

等液位である。 

   ⑥ 建屋対策班の班員は，貯槽等の液位計の指示値から貯槽等の液位

を算出し，注水停止液位（貯槽等への注水量）を決定した上で，給

水処理設備等から貯槽等に注水する。 

   ⑦ 建屋対策班の班員は，注水停止液位に到達したことにより，注水
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作業を停止し，貯槽等の温度及び貯槽等の液位の監視を継続する。 

   ⑧ 建屋対策班の班員は，貯槽等の液位の監視の結果，予め定めた液

位に低下した場合には，貯槽等への注水を再開する。貯槽等への注

水時に必要な監視項目は，貯槽等温度及び貯槽等液位である。 

   ⑨ 実施責任者は，貯槽等の液位から，貯槽等に注水されていること

を確認することで，蒸発乾固の進行が防止されていると判断する。

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視

項目は，貯槽等液位である。 

⑩ 上記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメ

ータを中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事

故が発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性  

本対応は，内的事象を要因として発生することから，実施責任者等

の要員のうち，実施責任者１人及び建屋対策班長１人が対策の指揮を

行う。 

    前処理建屋における「給水処理設備等から貯槽等への注水」の操作

は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員８人の合計 10 人

にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開

始時間）140 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実施

が可能と判断してから注水準備完了まで５時間以内で実施可能である。 

    分離建屋における「給水処理設備等から貯槽等への注水」の操作は，

実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員８人の合計 10 人にて

作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時

間）15 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実施が可
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能と判断してから注水準備完了まで７時間 30 分以内で実施可能であ

る。 

    精製建屋における「給水処理設備等から貯槽等への注水」の操作は，

実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員８人の合計 10 人にて

作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時

間）11 時間に対し，事象発生後，要員が確保でき，対策の実施が可

能と判断してから注水準備完了まで４時間以内で実施可能である。 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における「給水処理設備等から

貯槽等への注水」の操作は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班

の班員 12 人の合計 14 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間

（高レベル廃液等の沸騰開始時間）19 時間に対し，事象発生後，要

員が確保でき，対策の実施が可能と判断してから注水準備完了まで２

時間 30 分以内で実施可能である。 

    高レベル廃液ガラス固化建屋における「給水処理設備等から貯槽等

への注水」の操作は，実施責任者等の要員２人及び建屋対策班の班員

８人の合計 10 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベ

ル廃液等の沸騰開始時間）23 時間に対し，事象発生後，要員が確保

でき，対策の実施が可能と判断してから注水準備完了まで６時間 30

分以内で実施可能である。 

    本対策は，重大事故等対処設備を用いた対応に係る要員とは別に，

本対策を実施するための要員を確保可能な場合に着手を行うこととし

ているため，重大事故等対処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすこと

はない。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況
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に応じて着用することとする。 

    線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10ｍ 

Ｓｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

 

  ⅳ．セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，高レベル廃液等が沸

騰に至る場合に備え，セル導出設備の流路を遮断し，貯槽等からの排

気をセルに導出するとともに，第１貯水槽の水を当該排気系統に設置

した凝縮器へ通水する。さらに，セル排気系の高性能粒子フィルタは

一段であることから，代替セル排気系の可搬型排風機，可搬型フィル

タ等を敷設し，放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高性能粒子フィ

ルタで除去しつつ主排気筒を介して，大気中に放出することにより，

沸騰により発生した廃ガス中の放射性物質濃度を低下させる。なお，

凝縮器への通水は，第２貯水槽を水源とした場合でも，対処が可能で

ある。 

 

  (ⅰ) 手順着手の判断基準  

    安全冷却水系の安全冷却水系冷却塔，外部ループの安全冷却水循環

ポンプ若しくは内部ループの冷却水循環ポンプが全台故障し，安全冷

却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失，かつ，第

２非常用ディーゼル発電機を運転できない場合（第２－５表）。 
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  (ⅱ) 操作手順 

    「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」の手順

の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第２－３図，概要図を第

２－30 図，タイムチャートを第２－21 図に示す。外的事象の「火山

の影響」により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，

事前の対応作業として，可搬型中型移送ポンプ及び可搬型発電機の建

屋内への移動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認した

のち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

   ① 実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき建屋対策班の班員及

び建屋外対応班の班員に「セルへの導出経路の構築及び代替セル排

気系による対応」の準備の実施を指示する。 

   ② 建屋対策班の班員は，前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建

屋において，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合に

は，水素掃気用の圧縮空気の供給継続による大気中への放射性物質

の放出を低減するため，貯槽等へ圧縮空気を供給する水素掃気用安

全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

   ③ 建屋対策班の班員は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰に

伴い発生する蒸気を凝縮し，放射性物質を除去するために「内部ル

ープへの通水による冷却」で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流

側に，凝縮器への通水のための可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬

型凝縮器通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。た

だし，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，凝縮器への水の供

給経路として凝縮器冷却水給排水配管を用いるとともに，凝縮器の

排気経路として気液分離器も用いる。前処理建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋においては，凝縮器からの凝縮水の系統を構
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築するため，セル導出設備の可搬型建屋内ホースも用いる。 

   ④ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを冷却水配管（凝縮

器）の給水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋

外ホースを接続することで，第１貯水槽から各建屋の凝縮器に通水

するための経路を構築する。 

   ⑤ 建屋対策班の班員は，可搬型建屋内ホースを冷却水配管（凝縮

器）の排水側の接続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋

外ホースを接続することで，冷却に使用した水を可搬型排水受槽に

排水するための経路を構築する。 

   ⑥ 建屋対策班の班員は，予備凝縮器を使用する場合，系統を構築す

るため，予備凝縮器とセル導出設備の可搬型ダクト，可搬型建屋内

ホース，可搬型配管，代替安全冷却水系の可搬型配管及び可搬型建

屋内ホースを接続する。 

   ⑦ 建屋対策班の班員は，凝縮器及び予備凝縮器（以下 2.では「凝

縮器」という。）の運転状態を確認するため，凝縮器の排気系統に

可搬型凝縮器出口排気温度計を設置する。常設重大事故等対処設備

で凝縮水回収先のセルの液位を計測できない場合は，凝縮器の運転

状態を確認するため，凝縮水回収セルに可搬型漏えい液受皿液位計

を設置する。分離建屋においては，常設重大事故等対処設備で凝縮

水回収先の液位を計測できない場合は，セル導出設備の高レベル廃

液濃縮缶凝縮器等の運転状態を確認するため，凝縮水回収貯槽に可

搬型凝縮水槽液位計を設置する。 

   ⑧ 建屋対策班の班員は，排気経路を構築するためセル排気系，可搬

型フィルタ，可搬型ダクト及び可搬型排風機を接続する。また，可

搬型フィルタの圧力を監視するため，可搬型フィルタに可搬型フィ
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ルタ差圧計を設置する。ただし，前処理建屋においては，排気経路

を構築するため，主排気筒へ排出するユニットも用いる。高レベル

廃液ガラス固化建屋においては，沸騰蒸気量が多いため，排気経路

上に可搬型デミスタを設置する。 

   ⑨ 建屋対策班の班員は，可搬型排風機への電源系統を構築するため，

可搬型排風機と代替電源設備の各建屋の可搬型発電機，代替所内電

気設備の各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケー

ブル），可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルを接続する。なお，

降灰により可搬型発電機が機能喪失するおそれがある場合には，運

搬車により可搬型発電機を各建屋内に敷設する。 

   ⑩ 建屋対策班の班員は，導出先セルの圧力を監視するため，導出先

セルに可搬型導出先セル圧力計を設置する。また，セル導出ユニッ

トフィルタの圧力を監視するため，セル導出ユニットフィルタに，

可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計を設置する。常設重大事故

等対処設備で塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計測できない場合は，

セル導出経路の圧力を監視するため，塔槽類廃ガス処理設備に可搬

型廃ガス洗浄塔入口圧力計を設置する。 

⑪ 実施責任者は，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場

合には，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の

圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理

設備からセルに導くための作業の実施を判断し，以下の⑫へ移行す

る。また，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転している場合であ

って，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が 85℃に至り，か

つ，温度の上昇傾向が続く場合には，沸騰に伴い気相中へ移行する

放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放
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射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築作

業の実施を判断し，以下の⑫へ移行する。実施を判断するために必

要な監視項目は，貯槽等温度である。 

   ⑫ 建屋対策班の班員は，塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに放

射性物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が起動し

ている場合は停止するとともに，セル導出設備の隔離弁及びダンパ

を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備と導出先セルを接続している各建

屋の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの手動弁及

びセル導出設備の手動弁を開放する。これにより，水素掃気用の圧

縮空気に同伴する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニットを経由して導出先セルに導出する。また，沸騰に伴

い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇した場合には，発生

した放射性物質を，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニ

ットを経由して導出先セルに導出する。導出先セル圧力は，可搬型

導出先セル圧力計により監視する。 

   ⑬ 実施責任者は，凝縮器への通水の準備完了後直ちに，凝縮器への

通水の実施を判断し，以下の⑭へ移行する。 

   ⑭ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポ

ンプにより，第１貯水槽から凝縮器に通水する。通水流量は，可搬

型凝縮器通水流量計及び可搬型建屋内ホースに設置している流量調

節弁により調整する。 

   ⑮ 建屋対策班の班員及び建屋外対応班の班員は，凝縮器への通水に

使用した水を，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視

する。また，可搬型排水受槽に回収，可搬型放射能測定装置を用い

て汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。凝縮器から
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発生する凝縮水は，凝縮水回収セル等に回収する。凝縮器への通水

時に必要な監視項目は，凝縮器通水流量，凝縮水回収セル液位，凝

縮水槽液位，凝縮器出口排気温度，建屋給水流量及び排水線量であ

る。 

   ⑯ 建屋対策班の班員は，高レベル廃液等が沸騰した後，可搬型セル

導出ユニットフィルタ差圧計により，セル導出ユニットフィルタの

差圧を監視し，高性能粒子フィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，

セル導出ユニットフィルタを隔離し，バイパスラインへ切り替える。

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，セル導出ユニッ

トフィルタ差圧である。 

   ⑰ 実施責任者は，可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排風

機の起動を判断する。 

   ⑱ 建屋対策班の班員は，可搬型排風機を運転することで，排気経路

以外の経路からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル内の

圧力上昇を緩和しつつ，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを

除去し，主排気筒を介して大気中へ管理しながら放出する。また，

可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視する。

並びに，可搬型導出先セル圧力計により，導出先セル圧力を監視す

る。 

   ⑲ 放射線対応班の班員は，排気モニタリング設備により，主排気筒

を介して，大気中への放射性物質の放出状況を監視する。排気モニ

タリング設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリング設備

により，主排気筒を介して，大気中への放射性物質の放出状況を監

視する。 

⑳ 内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合においては，上
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記の手順に加え，実施責任者は，第２－７表に示す補助パラメータ

を中央制御室の監視制御盤等において確認することにより，事故が

発生した機器の状態等を確認する。 

 

  (ⅲ) 操作の成立性 

前処理建屋の「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による

対応」のうち，セルへの導出経路の構築の操作は，実施責任者等の要

員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 14 人の合

計 61 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等

の沸騰開始時間）140 時間に対し，事象発生から凝縮器への通水完了

まで 41 時間 10 分以内で可能である。代替セル排気系による対応の操

作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋

対策班の班員 16 人の合計 63 人にて作業を実施した場合，対策の制限

時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）140 時間に対し，事象発生か

ら可搬型排風機の起動完了まで 33 時間 10 分以内で可能である。 

    分離建屋の「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対

応」のうち，セルへの導出経路の構築の操作は，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 16 人の合計

63 人にて作業を実施した場合，分離建屋内部ループ１（第２－３

表）は，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）15 時間

に対し，事象発生から凝縮器への通水完了まで 10 時間以内，分離建

屋内部ループ２，３（第２－３表）は，対策の制限時間（高レベル廃

液等の沸騰開始時間）180 時間に対し，事象発生から凝縮器への通水

完了まで 51 時間以内で可能である。代替セル排気系による対応の操

作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋
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対策班の班員 14 人の合計 61 人にて作業を実施した場合，対策の制限

時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）15 時間に対し，事象発生か

ら可搬型排風機の起動完了まで６時間 10 分以内で可能である。 

    精製建屋の「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対

応」のうち，セルへの導出経路の構築の操作は，実施責任者等の要員

28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 12 人の合計

59 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の

沸騰開始時間）11 時間に対し，事象発生から凝縮器への通水完了ま

で 8 時間 30 分以内で可能である。代替セル排気系による対応の操作

は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対

策班の班員 20 人の合計 67 人にて作業を実施した場合，対策の制限時

間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）11 時間に対し，事象発生から

可搬型排風機の起動完了まで６時間 40 分以内で可能である。 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の「セルへの導出経路の構築及

び代替セル排気系による対応」のうち，セルへの導出経路の構築の操

作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋

対策班の班員 16 人の合計 63 人にて作業を実施した場合，対策の制限

時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）19 時間に対し，事象発生か

ら凝縮器への通水完了まで 14 時間 10 分以内で可能である。代替セル

排気系による対応の操作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応

班の班員 19 人及び建屋対策班の班員 20 人の合計 67 人にて作業を実

施した場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）19

時間に対し，事象発生から可搬型排風機の起動完了まで 15 時間以内

で可能である。 

    高レベル廃液ガラス固化建屋の「セルへの導出経路の構築及び代替
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セル排気系による対応」のうち，セルへの導出経路の構築の操作は，

実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の班員 19 人及び建屋対策班

の班員 18 人の合計 65 人にて作業を実施した場合，対策の制限時間

（高レベル廃液等の沸騰開始時間）23 時間に対し，事象発生から凝

縮器への通水完了まで 19 時間 55 分以内で可能である。代替セル排気

系による対応の操作は，実施責任者等の要員 28 人，建屋外対応班の

班員 19 人及び建屋対策班の班員 14 人の合計 61 人にて作業を実施し

た場合，対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）23 時間

に対し，事象発生から可搬型排風機の起動完了まで 13 時間以内で可

能である。 

    対策の制限時間（高レベル廃液等の沸騰開始時間）と各対策に係る

時間を第２－８表に示す。 

    実施責任者等の要員 28 人及び建屋外対応班の班員 19 人は全ての建

屋の対応において共通の要員である。 

    重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

    さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

    重大事故等の対処時においては，中央制御室等との連絡手段を確保

する。夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 
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  ⅴ．重大事故等時の対応手段の選択 

    重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選

択フローチャートを第２－19 図に示す。 

    安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，「貯槽等への注水」

の対応手順に従い，第１貯水槽の水を貯槽等内へ注水することにより，

貯槽等に内包する高レベル廃液等が乾燥し固化に至ることを防止する。

また，「セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応」の

手順に従い，沸騰により発生した廃ガス中の放射性物質濃度を低下さ

せる。さらに，事態を収束させるため，「冷却コイル等への通水によ

る冷却」の対応手順に従い，貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度

を低下させる。 

    これらの対応手段の他に交流動力電源が健全な場合であって，自主

対策設備を用いた対応の要員が確保できた場合には，貯槽等に内包す

る高レベル廃液等が乾燥し固化に至ることを防止するために，「給水

処理設備等から貯槽等への注水」の対応手順を選択することができる。 

    上記の手順の実施において，計装設備を用いて監視するパラメータ

を第２－４表に示す。この監視パラメータのうち，機器等の状態を直

接監視する重要監視パラメータの計測が困難となった場合の代替方法

を第２－９表に示す。 

    また，内的事象により発生する重大事故等への対処においては，「8. 

電源の確保に関する手順」，「9. 事故時の計装に関する手順等」及び

「11. 監視測定等に関する手順等」に記載する設計基準対象の施設

の電気設備，計測制御設備及び放射線監視設備をそれぞれ用いる。 

 

 (ｃ) その他の手順項目について考慮する手順  
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   安全冷却水系の内部ループへの通水等で使用する水を第１貯水槽へ供

給する手順については，「7. 重大事故等への対処に必要となる水の供

給手順等」にて整備する。 

   可搬型排風機に使用する可搬型発電機の接続，可搬型発電機等への燃

料補給等，電源の確保及び燃料補給の手順については，「8. 電源の確

保に関する手順等」にて整備する。 

   貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度等の監視及び重要監視パラメ

ータが計測不能となった場合の代替方法に関する手順については，「9. 

事故時の計装に関する手順等」にて整備する。 

   大気中への放射性物質の放出の状態監視等に係る監視測定に関する手

順については，「11. 監視測定等に関する手順等」にて整備する。 
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（１／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対

応

手

段  

対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

内

部

ル

ー

プ

へ

の

通

水

に

よ

る

冷

却 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 内 部 ル ー プ 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 内 部 ル ー プ 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 内 部 ル ー プ 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 内 部 ル ー プ 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 内 部 ル ー プ 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

冷 却 水 給 排 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  

・ 可 搬 型 排 水 受 槽  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  

・ ホ ー ス 展 張 車  

・ 運 搬 車  

防 災 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（２／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対

応

手

段  

対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 内 部 ル ー プ  
冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

安

全

冷

却

水

系

の

中

間

熱

交

換

器

バ

イ

パ

ス

操

作

に

よ

る

冷

却 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）， 清 澄 ・ 計 量 設 備 ，

溶 解 設 備 ］  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

自

主

対

策

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）， 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮

設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 ， 分 離 建

屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 ， 分 離 設 備 ］  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， プ ル ト ニ ウ ム 精 製  
設 備 ， 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 ］  

・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系  
（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）］  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ  
ス 固 化 設 備 ， 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備  
の 高 レ ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系 ， 高 レ ベ  
ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用 貯 蔵 系 ］  

・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系  
（ 再 処 理 設 備 本 体 用 ）］  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
安 全 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔  

ユ ー テ ィ リ  

テ ィ 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

注 ）「 対 処 設 備 」 欄 の 括 弧 内 は 設 計 基 準 対 象 の 施 設 の 名 称 を 示 す 。  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（３／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対

応

手

段  

対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  

使

用

済

燃

料

の

受

入

れ

施

設

及

び

貯

蔵

施

設

用

の

安

全

冷

却

水

系

に

よ

る

冷

却 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）， 清 澄 ・ 計 量 設 備 ，

溶 解 設 備 ］  
内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  

・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

自

主

対

策

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）， 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮

設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 系 ， 分 離 建

屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 ， 分 離 設 備 ］  
内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  

・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， プ ル ト ニ ウ ム 精 製  
設 備 ， 精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備 ］  

内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ  
ウ ム 混 合 脱 硝 設 備 の 溶 液 系 ］  

内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

注 ）「 対 処 設 備 」 欄 の 括 弧 内 は 設 計 基 準 対 象 の 施 設 の 名 称 を 示 す 。  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（４／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

発

生

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  

使

用

済

燃

料

の

受

入

れ

施

設

及

び

貯

蔵

施

設

用

の

安

全

冷

却

水

系

に

よ

る

冷

却 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ  
ス 固 化 設 備 ， 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備  
の 高 レ ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系 ， 高 レ ベ  
ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用 貯 蔵 系 ］  

内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

自

主

対

策

設

備 

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

・ 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵  
施 設 用 の 安 全 冷 却 水 系  

  安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
  安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔  

燃 料 管 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

運

転

予

備

負

荷

用

一

般

冷

却

水

系

に

よ

る

冷

却 

・ 安 全 冷 却 水 系 の 内 部 ル ー プ  
［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処  
理 設 備 本 体 用 ）， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ  
ス 固 化 設 備 ， 高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備  
の 高 レ ベ ル 濃 縮 廃 液 貯 蔵 系 ， 高 レ ベ  
ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用 貯 蔵 系 ］  

内 部 ル ー プ 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  
・ 安 全 冷 却 水 系 の 外 部 ル ー プ  

［ 冷 却 水 設 備 の 安 全 冷 却 水 系 （ 再 処

理 設 備 本 体 用 ）］  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

・ 再 処 理 設 備 本 体 の 運 転 予 備  

負 荷 用 一 般 冷 却 水 系  

  一 般 冷 却 水 系 冷 却 塔  

  冷 却 水 循 環 ポ ン プ  

ユ ー テ ィ リ テ

ィ 施 設 課 重 大

事 故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

注 ）「 対 処 設 備 」 欄 の 括 弧 内 は 設 計 基 準 対 象 の 施 設 の 名 称 を 示 す 。  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（５／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

貯

槽

等

へ

の

注

水 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 機 器 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 機 器 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 機 器 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 機 器 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 機 器 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

冷 却 水 注 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  

・ ホ ー ス 展 張 車  

・ 運 搬 車  

防 災 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（６／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

冷

却

コ

イ

ル

等

へ

の

通

水

に

よ

る

冷

却 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 ジ ャ ケ ッ ト 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 コ イ ル 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  
冷 却 水 給 排 水 配 管 ・ 弁  

・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  

・ 可 搬 型 排 水 受 槽  

・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  

・ ホ ー ス 展 張 車  

・ 運 搬 車  

防 災 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（７／11）  

 

 

 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

給

水

処

理

設

備

等

か

ら

貯

槽

等

へ

の

注

水 

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
清 澄 ・ 計 量 設 備  
溶 解 設 備  
前 処 理 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備  
蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

自

主

対

策

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 設 備 の 高 レ ベ ル 廃 液  
濃 縮 系  
分 離 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  
分 離 設 備  
分 離 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の  
塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 系  
蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
 ・ 酸 除 染 液 調 整 槽 ポ ン プ  
プ ル ト ニ ウ ム 精 製 設 備  
精 製 建 屋 一 時 貯 留 処 理 設 備  
精 製 建 屋 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の  
塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 系 （ プ ル ト ニ ウ ム  
系 ）  
蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 移 送 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
 ・ 硝 酸 溶 液 供 給 ポ ン プ  
ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 設 備  
の 溶 液 系  
蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（８／11）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

給

水

処

理

設

備

等

か

ら

貯

槽

等

へ

の

注

水 

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 供 給 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 高 レ ベ ル  
濃 縮 廃 液 貯 蔵 系  
高 レ ベ ル 廃 液 貯 蔵 設 備 の 共 用 貯 蔵 系  
高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 設 備  
蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  

自

主

対

策

設

備 
ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

給 水 処 理 設 備  
・ 純 水 供 給 ポ ン プ  

化 学 薬 品 貯 蔵 供 給 系  
・ 硝 酸 供 給 ポ ン プ  

ユ ー テ ィ リ  

テ ィ 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（９／11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

セ

ル

へ

の

導

出

経

路

の

構

築

及

び

代

替

セ

ル

排

気

系

に

よ

る

対

応 

セ ル 導 出 設 備  
・ 配 管 ・ 弁  
・ 隔 離 弁  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 か ら セ ル に  

導 出 す る ユ ニ ッ ト  
・ セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト フ ィ ル タ  
・ 凝 縮 器  
・ 予 備 凝 縮 器  
・ 凝 縮 液 回 収 系  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 前 処 理 建 屋 の 可 搬 型 ダ ク ト  

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 冷 却 水 配 管 ・ 弁 （ 凝 縮 器 ）  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

代 替 セ ル 排 気 系  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 前 処 理 建 屋 の 主 排 気 筒 へ 排 出 す る  

ユ ニ ッ ト  
・ 可 搬 型 フ ィ ル タ  
・ 可 搬 型 ダ ク ト  
・ 可 搬 型 排 風 機  

主 排 気 筒  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

前 処 理 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

セ ル 導 出 設 備  
・ 配 管 ・ 弁  
・ 隔 離 弁  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 か ら セ ル に  
 導 出 す る ユ ニ ッ ト  
・ セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト フ ィ ル タ  
・ 凝 縮 器  
・ 凝 縮 液 回 収 系  
・ 分 離 建 屋 の 高 レ ベ ル 廃 液 濃 縮 缶  

凝 縮 器  
・ 分 離 建 屋 の 第 1 エ ジ ェ ク タ 凝 縮 器  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 分 離 建 屋 の 可 搬 型 配 管  

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 冷 却 水 配 管 ・ 弁 （ 凝 縮 器 ）  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

代 替 セ ル 排 気 系  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 可 搬 型 フ ィ ル タ  
・ 可 搬 型 ダ ク ト  
・ 可 搬 型 排 風 機  

主 排 気 筒  

分 離 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（10／ 11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

セ

ル

へ

の

導

出

経

路

の

構

築

及

び

代

替

セ

ル

排

気

系

に

よ

る

対

応 

セ ル 導 出 設 備  
・ 配 管 ・ 弁  
・ 隔 離 弁  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 か ら  

セ ル に 導 出 す る ユ ニ ッ ト  
・ セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト フ ィ ル タ  
・ 凝 縮 器  
・ 予 備 凝 縮 器  
・ 凝 縮 液 回 収 系  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 冷 却 水 配 管 ・ 弁 （ 凝 縮 器 ）  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

代 替 セ ル 排 気 系  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 可 搬 型 フ ィ ル タ  
・ 可 搬 型 ダ ク ト  
・ 可 搬 型 排 風 機  

主 排 気 筒  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

精 製 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

セ ル 導 出 設 備  
・ 配 管 ・ 弁  
・ 隔 離 弁  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 か ら  

セ ル に 導 出 す る ユ ニ ッ ト  
・ セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト フ ィ ル タ  
・ 凝 縮 器  
・ 予 備 凝 縮 器  
・ 凝 縮 液 回 収 系  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 冷 却 水 配 管 ・ 弁 （ 凝 縮 器 ）  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

代 替 セ ル 排 気 系  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等 （ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 可 搬 型 フ ィ ル タ  
・ 可 搬 型 ダ ク ト  
・ 可 搬 型 排 風 機  

主 排 気 筒  

脱 硝 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第２－１表 機能喪失を想定する設備と整備する対応手段， 

対処設備，手順書一覧（11／ 11）  

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定  

す る 設 備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

蒸

発

乾

固

の

拡

大

防

止

対

策

の

対

応

手

段 

・ 安 全 冷 却 水 系

冷 却 塔  
・ 安 全 冷 却 水  

循 環 ポ ン プ  
・ 外 部 ル ー プ の

配 管  
・ 内 部 ル ー プ  

冷 却 水 循 環  
ポ ン プ  

・ 外 部 電 源  
・ 第 ２ 非 常 用  

デ ィ ー ゼ ル  
発 電 機  

セ

ル

へ

の

導

出

経

路

の

構

築

及

び

代

替

セ

ル

排

気

系

に

よ

る

対

応 

セ ル 導 出 設 備  
・ 配 管 ・ 弁  
・ 隔 離 弁  
・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 か ら  

セ ル に 導 出 す る ユ ニ ッ ト  
・ セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト フ ィ ル タ  
・ 凝 縮 器  
・ 予 備 凝 縮 器  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

気 液 分 離 器  
・ 凝 縮 液 回 収 系  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

可 搬 型 配 管  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  

（ 第 ２ － ３ 表 ）  
代 替 安 全 冷 却 水 系  

・ 冷 却 水 配 管 ・ 弁 （ 凝 縮 器 ）  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

凝 縮 器 冷 却 水 給 排 水 配 管 ・ 弁  
・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

可 搬 型 配 管  
代 替 セ ル 排 気 系  

・ ダ ク ト ・ ダ ン パ  
・ 蒸 発 乾 固 対 象 貯 槽 等  
（ 第 ２ － ３ 表 ）  
・ 可 搬 型 フ ィ ル タ  
・ 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 の  

可 搬 型 デ ミ ス タ  
・ 可 搬 型 ダ ク ト  
・ 可 搬 型 排 風 機  

主 排 気 筒  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

ガ ラ ス 固 化 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  

 

代 替 安 全 冷 却 水 系  
・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  
・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  
・ 可 搬 型 排 水 受 槽  
・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  
・ ホ ー ス 展 張 車  
・ 運 搬 車  

防 災 施 設 課  

重 大 事 故 等  

発 生 時 対 応  

手 順 書  
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第

２
－

２
表

 
冷

却
機

能
の

喪
失

に
よ

る
蒸

発
乾

固
の

対
処

に
使

用
す

る
設

備
（

１
／

2
6
）

 

 

 
  

 
   

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
ジ

ャ
ケ

ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
中

継
槽

A
○

○
○

○
×

○
○

○
○

中
継

槽
B

○
○

○
○

×
○

○
○

○
リ
サ

イ
ク

ル
槽

A
○

○
○

○
×

○
○

○
○

リ
サ

イ
ク

ル
槽

B
○

○
○

○
×

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
ダ

ク
ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
へ

排
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

１

代
替

安
全

冷
却

水
系

清
澄

・
計

量
設

備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
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第
２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
２

／
2
6
）

 

 

 
 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

主
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

前
処

理
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×
非

常
用

電
源

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

前
処

理
建

屋
の

4
6
0
V

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
V

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
前

処
理

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
前

処
理

建
屋

の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

代
替

電
源

設
備

前
処

理
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

前
処

理
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○
軽

油
貯

槽
○

×
×

×
×

○
○

×
○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

１

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
３

／
2
6
）

 

 

 
    

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
ジ

ャ
ケ

ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
計

量
前

中
間

貯
槽

A
○

○
○

○
×

○
○

○
○

計
量

前
中

間
貯

槽
B

○
○

○
○

×
○

○
○

○
計

量
後

中
間

貯
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
計

量
・
調

整
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
計

量
補

助
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
中

間
ポ

ッ
ト
A

○
○

○
○

×
○

○
○

○
中

間
ポ

ッ
ト
B

○
○

○
○

×
○

○
○

○
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
ダ

ク
ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
へ

排
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

２

代
替

安
全

冷
却

水
系

清
澄

・
計

量
設

備

溶
解

設
備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
４

／
2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

主
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

前
処

理
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

6
.9

kV
非

常
用

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×
非

常
用

電
源

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

前
処

理
建

屋
の

4
6
0
V

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
V

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
前

処
理

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
前

処
理

建
屋

の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

代
替

電
源

設
備

前
処

理
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

前
処

理
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

前
処

理
建

屋
内

部
ル

ー
プ

２

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
５

／
2
6
）

 

 

 
       

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
缶

○
○

○
○

×
○

○
○

○
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
凝

縮
器

×
×

×
×

×
×

×
×

○
第

１
エ

ジ
ェ

ク
タ

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
６

／
2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

分
離

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
分

離
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
○

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
水

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
貯

槽
温

度
計

○
○

○
○

○
○

○
○

○
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
○

×
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

○
×

×
×

×
×

×
×

○
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
放

射
線

監
視

設
備

主
排

気
筒

の
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
７

／
2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
ジ

ャ
ケ

ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
供

給
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
第

6
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

分
離

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

系

分
離

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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２
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
８

／
2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

分
離

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
分

離
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
９

／
2
6
）

 

 

 
   

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
第

1
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

3
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

4
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

7
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

8
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
溶

解
液

中
間

貯
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
溶

解
液

供
給

槽
○

○
○

○
×

○
○

○
○

抽
出

廃
液

受
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
抽

出
廃

液
中

間
貯

槽
○

○
○

○
×

○
○

○
○

抽
出

廃
液

供
給

槽
A

○
○

○
○

×
○

○
○

○
抽

出
廃

液
供

給
槽

B
○

○
○

○
×

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

分
離

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
３

代
替

安
全

冷
却

水
系

分
離

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

分
離

設
備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
0
／

2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

分
離

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
分

離
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
分

離
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

分
離

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
３

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
1
／

2
6
）

 

 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
○

○
○

○
×

○
○

○
○

リ
サ

イ
ク

ル
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
希

釈
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○
×

○
○

○
○

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
計

量
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
○

○
○

○
×

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
硝

酸
供

給
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
酸

除
染

液
調

整
槽

ポ
ン

プ
×

×
×

×
×

×
×

○
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×

精
製

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

系
）

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

代
替

安
全

冷
却

水
系

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
2
／

2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

精
製

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
精

製
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
精

製
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○

精
製

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
3
／

2
6
）

 

 

 
    

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
油

水
分

離
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
第

１
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

２
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

○
○

○
○

×
○

○
○

○
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
○

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

○
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
硝

酸
供

給
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
酸

除
染

液
調

整
槽

ポ
ン

プ
×

×
×

×
×

×
×

○
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×

精
製

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

系
）

機
器

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

代
替

安
全

冷
却

水
系

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

精
製

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
4
／

2
6
）

 

 

 
      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

精
製

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
精

製
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
精

製
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○

精
製

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

精
製

建
屋

内
部

ル
ー

プ
２

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
5
／

2
6
）

 

 

 

      

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
ジ

ャ
ケ

ッ
ト
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

×
○

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
硝

酸
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

貯
槽

○
○

×
○

×
○

○
○

○
混

合
槽

A
○

○
×

○
×

○
○

○
○

混
合

槽
B

○
○

×
○

×
○

○
○

○
一

時
貯

槽
○

○
×

○
×

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

ダ
ク

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

風
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○
主

排
気

筒
主

排
気

筒
×

×
×

×
×

×
×

×
○

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
×

○
×

×
×

×
×

×
×

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
×

×
×

×
×

×
外

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

×
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
硝

酸
供

給
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
硝

酸
溶

液
供

給
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

内
部

ル
ー

プ

代
替

安
全

冷
却

水
系

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

設
備

溶
液

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系

給
水

処
理

設
備
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２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
6
／

2
6
）

 

 

 
    

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
非

常
用

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

非
常

用
直

流
電

源
設

備
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
直

流
主

分
電

盤
×

○
×

×
×

×
×

×
×

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
非

常
用

直
流

主
分

電
盤

×
○

×
×

×
×

×
×

×
代

替
電

源
設

備
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

可
搬

型
発

電
機

×
×

×
×

×
×

×
×

○

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

の
重

大
事

故
対

処
用

母
線

（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

混
合

廃
ガ

ス
凝

縮
器

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

内
部

ル
ー

プ

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

直
流

電
源

設
備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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第
２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
7
／

2
6
）

 

 

 
   

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
水

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
凝

縮
器

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

配
管

×
×

×
×

×
×

×
×

○
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
×

×
×

×
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ａ
○

○
○

○
○

○
○

○
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
Ｂ

○
○

○
○

○
○

○
○

○
供

給
液

槽
Ａ

○
○

○
○

○
○

○
○

○
供

給
液

槽
Ｂ

○
○

○
○

○
○

○
○

○
供

給
槽

Ａ
○

○
○

○
○

○
○

○
○

供
給

槽
Ｂ

○
○

○
○

○
○

○
○

○
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

気
液

分
離

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

デ
ミ
ス

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

排
風

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
×

×
×

×
×

○
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
○

○
×

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

○
○

×
×

×
×

×
×

外
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
一

般
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
×

○
×

×
×

×
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

×
○

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

○
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

１

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
設

備

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

再
処

理
設

備
本

体
の

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備

８－添１－189



第
２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
8
／

2
6
）

 

 

 

     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

代
替

電
源

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

１

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
1
9
／

2
6
）

 

 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
水

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
凝

縮
器

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

配
管

×
×

×
×

×
×

×
×

○
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
第

１
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
○

○
○

○
○

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

気
液

分
離

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

デ
ミ
ス

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

排
風

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
×

×
×

×
×

○
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
○

○
×

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

○
○

×
×

×
×

×
×

外
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
一

般
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
×

○
×

×
×

×
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

×
○

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

○
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

２

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

貯
蔵

設
備

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

再
処

理
設

備
本

体
の

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
0
／

2
6
）

 

 

 

     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

代
替

電
源

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

２

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
1
／

2
6
）

 

 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
水

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
凝

縮
器

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

配
管

×
×

×
×

×
×

×
×

○
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
○

○
○

○
○

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

気
液

分
離

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

デ
ミ
ス

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

排
風

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
×

×
×

×
×

○
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
○

○
×

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

○
○

×
×

×
×

×
×

外
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
一

般
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
×

○
×

×
×

×
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

×
○

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

○
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

３

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

貯
蔵

設
備

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

再
処

理
設

備
本

体
の

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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第
２
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
2
／

2
6
）

 

 

 

     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

代
替

電
源

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

３

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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第
２

－
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
3
／

2
6
）

 

 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
水

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
凝

縮
器

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

配
管

×
×

×
×

×
×

×
×

○
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
第

１
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○
○

○
○

○
○

第
２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
○

○
○

○
○

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

気
液

分
離

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

デ
ミ
ス

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

排
風

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
×

×
×

×
×

○
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
○

○
×

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

○
○

×
×

×
×

×
×

外
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
一

般
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
×

○
×

×
×

×
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

×
○

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

○
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

４

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

貯
蔵

設
備

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

再
処

理
設

備
本

体
の

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
4
／

2
6
）

 

 

 

     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

代
替

電
源

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

４

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
5
／

2
6
）

 

 

 
     

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

水
供

給
設

備
第

１
貯

水
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
外

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
○

×
×

×
×

○
○

×
○

内
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

×
×

×
冷

却
コ

イ
ル

配
管

・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
冷

却
水

給
排

水
配

管
・
弁

○
×

×
×

×
×

○
×

×
冷

却
水

注
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
○

×
×

×
凝

縮
器

冷
却

水
給

排
水

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

配
管

×
×

×
×

×
×

×
×

○
冷

却
水

配
管

・
弁

（
凝

縮
器

）
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
排

水
受

槽
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

運
搬

車
○

×
×

×
×

○
○

×
○

ホ
ー

ス
展

張
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
運

搬
車

○
×

×
×

×
○

○
×

○
機

器
注

水
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
共

用
貯

槽
○

○
○

○
○

○
○

○
○

配
管

・
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
隔

離
弁

×
×

×
×

×
×

×
×

○
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

予
備

凝
縮

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
配

管
×

×
×

×
×

×
×

×
○

気
液

分
離

器
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
凝

縮
液

回
収

系
×

×
×

×
×

×
×

×
○

ダ
ク

ト
・
ダ

ン
パ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

デ
ミ
ス

タ
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
ダ

ク
ト

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

排
風

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

主
排

気
筒

主
排

気
筒

×
×

×
×

×
×

×
×

○
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
○

○
×

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

○
○

×
×

×
×

×
×

外
部

ル
ー

プ
配

管
・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

×
○

×
○

○
×

×
×

×
内

部
ル

ー
プ

配
管

・
弁

×
○

○
○

○
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
○

×
×

×
×

×
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

○
×

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
○

×
×

×
×

×
一

般
冷

却
水

系
冷

却
塔

×
×

×
×

○
×

×
×

×
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
×

×
×

×
○

×
×

×
×

配
管

・
弁

×
×

×
×

○
×

×
×

×
純

水
ポ

ン
プ

×
×

×
×

×
×

×
○

×
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

化
学

薬
品

貯
蔵

設
備

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
配

管
・
弁

×
×

×
×

×
×

×
○

×

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
給

水
処

理
設

備
等

か
ら

貯
槽

等
へ

の
注

水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

５

代
替

安
全

冷
却

水
系

高
レ

ベ
ル

廃
液

貯
蔵

設
備

共
用

貯
蔵

系

セ
ル

導
出

設
備

代
替

セ
ル

排
気

系

冷
却

水
設

備
安

全
冷

却
水

系
（
再

処
理

設
備

本
体

用
）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系

再
処

理
設

備
本

体
の

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系

給
水

処
理

設
備
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第
２

－
２

表
 

冷
却

機
能

の
喪

失
に

よ
る

蒸
発

乾
固

の
対

処
に

使
用

す
る

設
備

（
2
6
／

2
6
）

 

 

 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

重
大

事
故

等
対

処
設

備
自

主
対

策
設

備
重

大
事

故
等

対
処

設
備

非
常

用
電

源
建

屋
の

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

×
○

×
×

×
×

×
×

×

制
御

建
屋

の
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

制
御

建
屋

の
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
×

○
×

×
×

×
×

×
×

非
常

用
電

源
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

第
２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

の
第

２
非

常
用

直
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×
制

御
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

非
常

用
計

測
制

御
用

交
流

電
源

設
備

×
○

×
×

×
×

×
×

×

代
替

電
源

設
備

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
可

搬
型

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
○

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

重
大

事
故

対
処

用
母

線
（
常

設
分

電
盤

，
常

設
電

源
ケ

ー
ブ

ル
）

×
×

×
×

×
×

×
×

○

可
搬

型
電

源
ケ

ー
ブ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
分

電
盤

×
×

×
×

×
×

×
×

○

軽
油

貯
槽

○
×

×
×

×
○

○
×

○

軽
油

用
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
×

可
搬

型
貯

槽
温

度
計

○
×

×
×

×
○

○
×

○
可

搬
型

冷
却

水
流

量
計

○
×

×
×

×
×

×
×

×
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
建

屋
供

給
冷

却
水

流
量

計
○

×
×

×
×

○
○

×
○

可
搬

型
冷

却
水

排
水

線
量

計
○

×
×

×
×

×
○

×
○

可
搬

型
貯

槽
液

位
計

×
×

×
×

×
○

×
×

×
可

搬
型

機
器

注
水

流
量

計
×

×
×

×
×

○
×

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
○

×
×

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
〇

×
×

可
搬

型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流
量

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

可
搬

型
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
計

×
×

×
×

×
×

×
×

○
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

貯
槽

温
度

計
○

○
○

○
○

○
○

○
○

貯
槽

液
位

計
×

×
×

×
×

○
×

○
×

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
○

×
×

×
×

×
×

×
○

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
×

×
×

×
×

×
×

×
○

放
射

線
監

視
設

備
主

排
気

筒
の

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
排

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
用

デ
ー

タ
伝

送
装

置
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

可
搬

型
デ

ー
タ

表
示

装
置

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
用

発
電

機
×

×
×

×
×

×
×

×
〇

試
料

分
析

関
係

設
備

放
出

管
理

分
析

設
備

×
×

×
×

×
×

×
×

〇
代

替
試

料
分

析
関

係
設

備
可

搬
型

試
料

分
析

設
備

〇
×

×
×

×
×

〇
×

〇

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
内

部
ル

ー
プ

５

所
内

高
圧

系
統

所
内

低
圧

系
統

直
流

電
源

設
備

計
測

制
御

用
交

流
電

源
設

備

代
替

所
内

電
気

設
備

補
機

駆
動

用
燃

料
補

給
設

備

計
装

設
備

代
替

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備

機
器

グ
ル

ー
プ

設
備

蒸
発

乾
固

の
発

生
防

止
対

策
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却
機

能
の

回
復

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交
換

器
バ

イ
パ

ス
操

作
に

よ
る

冷
却

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

貯
槽

等
へ

の
注

水
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽
等

へ
の

注
水

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
設

備
名

称
構

成
す

る
機

器
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第２－３表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

発生を仮定する対象貯槽等（１／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 

前処理建屋 

前処理建屋 

内部ループ１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋 

内部ループ２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋内部ループ１ 高レベル廃液濃縮缶※１ 

分離建屋内部ループ２ 
高レベル廃液供給槽※１ 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

※１ 長期予備は除く 

 

 

 

 

８－添１－199



 

 

第２－３表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

発生を仮定する対象貯槽等（２／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 

精製建屋 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第２－３表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

発生を仮定する対象貯槽等（３／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ２ 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ３ 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ５ 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（１／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

内部ループへの通水による冷却 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

膨張槽液位 可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

内部ループ通水流量 可搬型冷却水流量計（可搬型） 

漏えい液受皿液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

 

８－添１－202



 

第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（２／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

膨張槽液位 可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

内部ループ圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

内部ループ通水流量 可搬型冷却水流量計（可搬型） 

漏えい液受皿液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

 

８－添１－203



 

第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（３／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

膨張槽液位 可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

内部ループ通水流量 可搬型冷却水流量計（可搬型） 

漏えい液受皿液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（４／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

膨張槽液位 可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

内部ループ通水流量 可搬型冷却水流量計（可搬型） 

漏えい液受皿液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

膨張槽液位 可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

内部ループ通水流量 可搬型冷却水流量計（可搬型） 

漏えい液受皿液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（５／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

安全冷却水系の中間熱交換器バイパス操作による冷却 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 

安全冷却水系流量（外部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（外部ループ） 膨張槽液位計（常設） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 

安全冷却水系流量（外部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（外部ループ） 膨張槽液位計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（６／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 

安全冷却水系流量（外部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（外部ループ） 膨張槽液位計（常設） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 

安全冷却水系流量（外部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（外部ループ） 膨張槽液位計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（７／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却（再処理設備本体） 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（８／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（９／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（10／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系による冷却（高レベル廃液貯蔵設備） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 ※１ 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 ※１ 貯槽温度計（常設） 

 安全冷却水系流量（使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

冷却水系流量計（常設） 

膨張槽液位（使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設用安全冷却水系） 

膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

※１：高レベル廃液貯蔵設備のうちの高レベル濃縮廃液貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，高レベル

廃液共用貯槽が対象 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（11／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の発生防止対策の対応手順 

運転予備負荷用一般冷却水系による冷却 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 ※１ 

 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

貯槽等温度 ※１ 貯槽温度計（常設） 

運転予備負荷用一般冷却水系流量 冷却水系流量計（常設） 

運転予備負荷用膨張槽液位 膨張槽液位計（常設） 

安全冷却水系流量（内部ループ） 冷却水系流量計（常設） 

※１：高レベル廃液貯蔵設備のうちの高レベル濃縮廃液貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，高レベル

廃液共用貯槽が対象 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（12／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の拡大防止対策の対応手順 

貯槽等への注水 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 貯槽等液位 

 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等注水流量 

 

可搬型機器注水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

貯槽等液位 可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（13／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 貯槽等液位 

 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等注水流量 

 

可搬型機器注水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

貯槽等液位 可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（14／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 貯槽等液位 

 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等注水流量 可搬型機器注水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

貯槽等液位 可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（15／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 貯槽等液位 

 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等注水流量 可搬型機器注水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

貯槽等液位 可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（16／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 貯槽等液位 

 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

 

可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等注水流量 可搬型機器注水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

貯槽等液位 可搬型貯槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（17／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の拡大防止対策の対応手順 

冷却コイル等への通水による冷却 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

膨張槽液位 

 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操

作 

冷却コイル圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

冷却コイル通水流量 可搬型冷却コイル通水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（18／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

膨張槽液位 

 

 内部ループ圧力 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

冷却コイル圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

冷却コイル通水流量 可搬型冷却コイル通水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

 

８－添１－219



 

第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（19／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

膨張槽液位 

 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

冷却コイル圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

冷却コイル通水流量 可搬型冷却コイル通水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（20／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

膨張槽液位 

 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

冷却コイル圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

冷却コイル通水流量 可搬型冷却コイル通水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

 

８－添１－221



 

第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（21／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

膨張槽液位 

 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型膨張槽液位計（可搬型） 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等温度 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

操
作 

冷却コイル圧力 可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

冷却コイル通水流量 可搬型冷却コイル通水流量計（可搬型） 

貯槽等温度 可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（22／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の拡大防止対策の対応手順 

給水処理設備等から貯槽等への注水 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等液位 貯槽液位計（常設） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

 内部ループ圧力 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型冷却コイル圧力計（可搬型） 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等液位 貯槽液位計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（23／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等液位 貯槽液位計（常設） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等液位 貯槽液位計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（24／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

貯槽等温度 

 

内部ループ通水流量 

 

可搬型貯槽温度計（可搬型） 

貯槽温度計（常設） 

可搬型冷却水流量計（可搬型） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

貯槽等液位 

 

貯槽液位計（常設） 

操
作 

貯槽等液位 貯槽液位計（常設） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（25／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

蒸発乾固の拡大防止対策の対応手順 

セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応 

前処理

課重大

事故等

発生時

対応手

順書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

− 

 

− 

操
作 

セル導出経路圧力 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（可搬型） 

廃ガス洗浄塔入口圧力計（常設） 

導出先セル圧力 可搬型導出先セル圧力計（可搬型） 

 

代替セル排気系フィルタ差圧 可搬型フィルタ差圧計（可搬型） 

セル導出ユニットフィルタ差圧 可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

凝縮水回収セル液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

漏えい液受皿液位計（常設） 

凝縮器出口排気温度 可搬型凝縮器出口排気温度計（可搬型） 

凝縮器通水流量 可搬型凝縮器通水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（26／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

分離課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

− 

 

− 

操
作 

セル導出経路圧力 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（可搬型） 

廃ガス洗浄塔入口圧力計（常設） 

導出先セル圧力 可搬型導出先セル圧力計（可搬型） 

 

代替セル排気系フィルタ差圧 可搬型フィルタ差圧計（可搬型） 

セル導出ユニットフィルタ差圧 可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

凝縮水槽液位 可搬型凝縮水槽液位計（可搬型） 

貯槽液位計（常設） 

凝縮水回収セル液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

漏えい液受皿計（常設） 

凝縮器出口排気温度 可搬型凝縮器出口排気温度計（可搬型） 

凝縮器通水流量 可搬型凝縮器通水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（27／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

精製課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

− 

 

− 

操
作 

セル導出経路圧力 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（可搬型） 

廃ガス洗浄塔入口圧力計（常設） 

導出先セル圧力 可搬型導出先セル圧力計（可搬型） 

 

代替セル排気系フィルタ差圧 可搬型フィルタ差圧計（可搬型） 

セル導出ユニットフィルタ差圧 可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

凝縮水回収セル液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

漏えい液受皿液位計（常設） 

凝縮器出口排気温度 可搬型凝縮器出口排気温度計（可搬型） 

凝縮器通水流量 可搬型凝縮器通水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（28／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

脱硝課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

− 

 

− 

操
作 

セル導出経路圧力 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（可搬型） 

混合廃ガス凝縮器入口圧力計（常設） 

導出先セル圧力 可搬型導出先セル圧力計（可搬型） 

 

代替セル排気系フィルタ差圧 可搬型フィルタ差圧計（可搬型） 

セル導出ユニットフィルタ差圧 可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

凝縮水回収セル液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

漏えい液受皿液位計（常設） 

凝縮器出口排気温度 可搬型凝縮器出口排気温度計（可搬型） 

凝縮器通水流量 可搬型凝縮器通水流量計（可搬型） 
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第２－４表 計装設備を用いて監視するパラメータ（29／29） 

 

対応 

手段 

重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

ガラス

固化課

重大事

故等発

生時対

応手順

書 

判
断
基
準 

【着手判断】 

安全冷却水系の運転状態 

 

（第 5.1.4－１表参照） 

【実施判断】 

 －（対策準備の進捗） 

 

－（対策の準備完了） 

【成否判断】 

− 

 

− 

操
作 

セル導出経路圧力 可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計（可搬型） 

廃ガス洗浄塔入口圧力計（常設） 

導出先セル圧力 可搬型導出先セル圧力計（可搬型） 

 

代替セル排気系フィルタ差圧 可搬型フィルタ差圧計（可搬型） 

セル導出ユニットフィルタ差圧 可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計

（可搬型） 

排水線量 可搬型冷却水排水線量計（可搬型） 

建屋給水流量 可搬型建屋供給冷却水流量計（可搬型） 

凝縮水回収セル液位 可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型） 

漏えい液受皿液位計（常設） 

凝縮器出口排気温度 可搬型凝縮器出口排気温度計（可搬型） 

凝縮器通水流量 可搬型凝縮器通水流量計（可搬型） 
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第

２
－

５
表

 
各

対
策

で
の

判
断

基
準

（
１

／
４

）

  
 

安
全

冷
却

水
系

の
中

間
熱

交

換
器

バ
イ

パ
ス

操
作

に
よ

る
冷

却

同
一

の
内

部
ル

ー
プ

に
設

置
さ

れ
た

内
部

ル
ー

プ
冷

却
水

循

環
ポ

ン
プ

全
台

故
障

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

※
１

※
６

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

―
内

部
ル

ー
プ

通
水

の
系

統
と

は
異

な
る

系
統

を
選

択
す

る
。

―

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
に

よ
り

確
認

す
る

。

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

―
内

部
ル

ー
プ

通
水

の
系

統
と

は
異

な
る

系
統

を
選

択
す

る
。

―

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧
（
常

設
）

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
貯

槽
温

度
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

非
常

用
電

源
建

屋
の

母
線

電
圧

が
約

6
,6

0
0
V

 で
あ

る
こ

と
，

母
線

電
圧

低
警

報
が

回
復

す
る

こ
と

に
よ

り
確

認
す

る

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

重
油

貯
蔵

タ
ン

ク
液

位
（
常

設
）

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

（
常

設
）

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非

常
用

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧
（
常

設
）

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧
（
常

設
）

・
貯

槽
温

度
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
外

部
ル

ー
プ

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

蒸 発 乾 固 の 発 生 防 止 対 策 の 対 応

自 主 対 策

共
通

電
源

車
を

用
い

た
冷

却

機
能

の
回

復

外
部

電
源

喪
失

か
つ

第
２

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

全

台
故

障
に

よ
り

冷
却

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
。

た
だ

し
、

機
器

損
傷

の
恐

れ
が

疑
わ

れ
る

場
合

は
除

く
。

※
６

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

故
障

警
報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

用
重

油
貯

蔵
タ

ン
ク

液
位

低
警

報

・
受

電
開

閉
設

備
1
5
4
ｋ
Ｖ

受
電

電
圧

・
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
主

母
線

電

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
分

離
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

分
類

区
分

手
順

手
順

着
手

判
断

―
準

備
完

了
後

，
直

ち
に

実
施

す
る

。

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ

る
冷

却

重 大 事 故 等 対 策

手
順

着
手

の
判

断
に

関
連

す
る

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ

（
安

全
機

能
喪

失
判

断
）

実
施

の
判

断
基

準

以
下

の
①

～
⑤

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

①
外

部
ル

ー
プ

の
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

②
安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

③
同

一
の

内
部

ル
ー

プ
に

設
置

さ
れ

た
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

④
外

部
電

源
喪

失
か

つ
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の

全
台

故
障

⑤
上

記
①

～
④

の
複

数
同

時
発

生
の

場
合

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

故
障

警
報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

用
重

油
貯

蔵
タ

ン
ク

液
位

低
警

報

・
受

電
開

閉
設

備
1
5
4
ｋ
Ｖ

受
電

電
圧

・
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
主

母
線

電
圧

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
分

離
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
安

全
冷

却
水

放
射

線
レ

ベ
ル

（
常

設
）

〇
漏

え
い

液
受

皿
液

位
（

可
搬

型
重

大
事

故
対

処
設

備
）

セ
ル

内
に

お
け

る
機

器
の

損
傷

に
よ

る
漏

え
い

の
発

生
の

有
無

を
確

認
す

る
。

〇
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

〇
建

屋
給

水
流

量
（

可
搬

型
重

大
事

故
対

処
設

備
）

通
水

流
量

を
調

整
す

る
。

通
水

時
の

監
視

項
目

。

〇
貯

槽
等

温
度

（
重

大
事

故
対

処
設

備
可

搬
型

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

に
よ

り
，

安
全

冷
却

水
系

の
内

部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

機
能

が
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

通
水

時
の

監
視

項
目

。

〇
排

水
線

量
（

可
搬

型
重

大
事

故
対

処
設

備
）

内
部

ル
ー

プ
に

通
水

し
た

冷
却

水
の

汚
染

の
有

無
を

監
視

す

る
。

〇
膨

張
槽

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

膨
張

槽
の

液
位

を
確

認
し

，
健

全
な

系
統

（
膨

張
槽

液
位

が
低

下
し

て
い

な
い

系
統

）
を

選
択

す
る

。

〇
内

部
ル

ー
プ

通
水

圧
力

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

※
分

離
建

屋
の

内
部

ル
ー

プ
通

水
圧

力
は

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
１

の
内

部
ル

ー
プ

の
み

内
部

ル
ー

プ
圧

力
を

確
認

し
，

健
全

な
系

統
（

内
部

ル
ー

プ
の

圧
力

が
低

下
し

て
な

い
系

統
）

を
選

択
す

る
。

〇
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

に
よ

り
，

安
全

冷
却

水
系

の
内

部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

が
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

・
膨

張
槽

液
位

　
　

0
～

1
0
ｍ

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

　
　

2
.
3
～

1
0
7
m
3
/
h

・
貯

槽
等

温
度

　
　

0
～

1
5
0
℃

・
貯

槽
等

液
位

　
　

液
位

：
0
～

8
0
k
P
a

　
　

密
度

：
0
～

3
0
k
P
a

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

圧
力

　
　

0
～

1
.
6
M
P
a

・
膨

張
槽

液
位

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

・
貯

槽
等

温
度

・
貯

槽
等

液
位

膨
張

槽
の

液
位

を
確

認
し

，
健

全
な

系
統

（
膨

張
槽

液
位

が

低
下

し
て

い
な

い
系

統
）
を

選

択
す

る
。

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

圧
力

※
分

離
建

屋
の

内
部

ル
ー

プ

通
水

圧
力

は
分

離
建

屋
蒸

発

乾
固

１
の

内
部

ル
ー

プ
の

み

内
部

ル
ー

プ
圧

力
を

確
認

し
，

健
全

な
系

統
（
内

部
ル

ー
プ

の
圧

力
が

低
下

し
て

な
い

系

統
）
を

選
択

す
る

。

―

実
施

判
断

パ
ラ

メ
ー

タ
　

※
５

備
考

判
断

基
準

計
測

範
囲

判
断

基
準

計
測

範
囲

対
策

の
成

功
判

断
に

用
い

る
パ

ラ
メ

ー
タ

操
作

手
順

に
用

い
る

パ
ラ

メ
ー

タ

そ
の

他
の

判
断

　
（

系
統

選
択

の
判

断
）

停
止

の
判

断
基

準
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第
２

－
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表
 

各
対

策
で

の
判

断
基

準
（

２
／

４
）

  
  

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設

及
び

貯
蔵

施
設

用
の

安
全

冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

（
再

処
理

設
備

本
体

）

外
部

ル
ー

プ
の

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

全
台

故
障

又
は

安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

に
よ

り

冷
却

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
※

１
※

６

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

フ
ァ

ン
起

動

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

起
動

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

吐
出

圧
力

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
膨

張
槽

水
位

低
警

報

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

―
内

部
ル

ー
プ

通
水

の
系

統
と

は
異

な
る

系
統

を
選

択
す

る
。

―

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
に

よ
り

確
認

す
る

。

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用

安
全

冷
却

水
系

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

安
全

冷
却

水
系

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
施

設

及
び

貯
蔵

施
設

用
の

安
全

冷

却
水

系
に

よ
る

冷
却

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
）

外
部

ル
ー

プ
の

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

全
台

故
障

又
は

安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

に
よ

り

冷
却

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
※

１
※

６

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

フ
ァ

ン
起

動

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

起
動

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

吐
出

圧
力

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

流
量

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
膨

張
槽

水
位

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

―
内

部
ル

ー
プ

通
水

の
系

統
と

は
異

な
る

系
統

を
選

択
す

る
。

―

・
貯

槽
温

度
（
常

設
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
に

よ
り

確
認

す
る

。

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
貯

槽
温

度
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用

安
全

冷
却

水
系

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
貯

槽
温

度
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
）

・
膨

張
槽

液
位

（
常

設
：
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

安
全

冷
却

水
系

）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

運
転

予
備

負
荷

用
一

般
冷

却

水
系

に
よ

る
冷

却

外
部

ル
ー

プ
の

安
全

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

全
台

故
障

又
は

安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

に
よ

り

冷
却

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
，

且
つ

，
使

用
済

燃
料

の
受

入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
用

の
安

全
冷

却
水

系
が

使
用

不
能

の
場

合
※

１
※

６

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
塔

フ
ァ

ン
停

止

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

停
止

状
態

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ

吐
出

圧
力

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

及
び

貯
蔵

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
膨

張
槽

水
位

低
警

報

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

―
内

部
ル

ー
プ

通
水

の
系

統
と

は
異

な
る

系
統

を
選

択
す

る
。

―

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

溶
液

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
に

よ
り

確
認

す
る

。

・
運

転
予

備
負

荷
用

一
般

冷
却

水
系

流
量

（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
運

転
予

備
負

荷
用

一
般

冷
却

水
系

流
量

（
常

設
）

・
運

転
予

備
負

荷
用

膨
張

槽
液

位
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
貯

槽
等

温
度

（
常

設
）

・
運

転
予

備
負

荷
用

一
般

冷
却

水
系

流
量

（
常

設
）

・
運

転
予

備
負

荷
用

膨
張

槽
液

位
（
常

設
）

・
安

全
冷

却
水

系
流

量
（
常

設
：
内

部
ル

ー
プ

）

自 主 対 策

蒸 発 乾 固 の 発 生 防 止 対 策 の 対 応

分
類

区
分

手
順

手
順

着
手

判
断

手
順

着
手

の
判

断
に

関
連

す
る

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ

（
安

全
機

能
喪

失
判

断
）

実
施

の
判

断
基

準

判
断

基
準

計
測

範
囲

停
止

の
判

断
基

準

そ
の

他
の

判
断

　
（

系
統

選
択

の
判

断
）

実
施

判
断

パ
ラ

メ
ー

タ
　

※
５

備
考

判
断

基
準

計
測

範
囲

対
策

の
成

功
判

断
に

用
い

る
パ

ラ
メ

ー
タ

操
作

手
順

に
用

い
る

パ
ラ

メ
ー

タ

８－添１－232



 

第
２

－
５

表
 

各
対

策
で

の
判

断
基

準
（

３
／

４
）

  
 

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却

以
下

の
①

，
②

に
よ

り
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

を
実

施
し

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

，
安

全
冷

却
水

系
の

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
が

機
能

し
な

い
場

合

①
内

部
ル

ー
プ

通
水

を
実

施
し

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

，
貯

槽
等

に
内

包
す

る
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
温

度
が

8
5
℃

以
下

で
安

定

し
な

い
場

合

②
代

替
安

全
冷

却
水

系
の

内
部

ル
ー

プ
配

管
等

の
漏

え
い

確

認
の

結
果

，
健

全
な

内
部

ル
ー

プ
配

管
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

場
合

・
貯

槽
等

温
度

・
安

全
冷

却
水

流
量

・
貯

槽
等

温
度

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

・
貯

槽
等

液
位

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

の

上
昇

率
に

変
動

が
な

い
場

合

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

計
画

し
た

流
量

以
上

で
内

部

ル
ー

プ
へ

通
水

で
き

な
い

場

合 準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。

・
貯

槽
等

温
度

　
　

0
～

1
5
0
℃

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

　
　

0
～

1
3
m

3
/
h

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

　
　

2
.3

～
1
0
7
m

3
/
h

・
貯

槽
等

液
位

　
　

液
位

：
0
～

8
0
kP

a

　
　

密
度

：
0
～

3
0
kP

a

―

・
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

冷
却

コ
イ

ル
を

加
圧

し
，

冷
却

コ
イ

ル
圧

力
計

で
指

示
値

が

低
下

し
て

い
な

い
コ

イ
ル

を
選

択
す

る
。

・
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

　
　

0
～

1
.6

M
P
a

〇
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

が
8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

に
よ

り
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
が

維
持

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

判
断

す
る

。

〇
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

冷
却

コ
イ

ル
を

加
圧

し
，

冷
却

コ
イ

ル
圧

力
計

で
指

示
値

が
低

下
し

て
い

な

い
コ

イ
ル

を
選

択
す

る
。

〇
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
の

実
施

に
も

か
か

わ
ら

ず
，

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

上
昇

率
に

変
化

が
な

い
場

合
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

の
実

施
を

判
断

す
る

。

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

が
8
5
℃

以
下

で
安

定
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

に
よ

り
，

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
が

維
持

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

判
断

す
る

。

〇
排

水
線

量
（
S
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

に
使

用
し

た
冷

却
水

は
，

可
搬

型
冷

却
水

排

水
線

量
計

を
用

い
て

汚
染

の
有

無
を

監
視

す
る

。

〇
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
流

量
が

計
画

し
た

流
量

以
上

を
確

保
で

き
な

い

場
合

，
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
の

実
施

を
判

断
す

る
。

〇
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

〇
建

屋
給

水
流

量
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

通
水

流
量

を
調

整
す

る
。

通
水

時
の

監
視

項
目

。

―

自 主 対 策

給
水

処
理

設
備

等
か

ら
貯

槽

等
へ

の
注

水

以
下

の
①

～
④

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

※
１

※
６

①
外

部
ル

ー
プ

の
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

②
安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

③
同

一
の

内
部

ル
ー

プ
に

設
置

さ
れ

た
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

④
上

記
①

～
③

の
複

数
同

時
発

生
の

場
合

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
貯

槽
温

度

・
安

全
冷

却
水

流
量

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
が

沸
騰

に

至
り

，
液

量
が

初
期

液
量

の

7
0
%
ま

で
減

少
す

る
前

に
実

施

す
る

。
※

２

機
器

毎
に

異
な

る
が

，
公

称

容
量

を
カ

バ
ー

で
き

る
範

囲

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

算
出

し

た
機

器
注

水
停

止
液

位
に

到

達
し

た
場

合

―
―

・
貯

槽
等

液
位

（
常

設
）

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

，
貯

槽
等

に
注

水
さ

れ
て

い
る

こ
と

に
よ

り
確

認
す

る
。

蒸
発

乾
固

の
進

行
が

緩
和

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

確
認

。

・
貯

槽
等

液
位

（
常

設
）

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

，
貯

槽
等

に
注

水
さ

れ
て

い
る

こ
と

に
よ

り
確

認
す

る
。

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
貯

槽
等

液
位

（
常

設
）

重 大 事 故 等 対 策

手
順

蒸 発 乾 固 の 拡 大 防 止 対 策 の 対 応

貯
槽

等
へ

の
注

水

分
類

区
分

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

故
障

警
報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

用
重

油
貯

蔵
タ

ン
ク

液
位

低
警

報

・
受

電
開

閉
設

備
1
5
4
ｋ
Ｖ

受
電

電
圧

・
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
主

母
線

電
圧

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
分

離
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
貯

槽
等

液
位

・
貯

槽
等

温
度

・
貯

槽
等

注
水

流
量

・
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

・
凝

縮
水

槽
液

位

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
が

沸
騰

に

至
り

，
液

量
が

初
期

液
量

の

7
0
%
ま

で
減

少
す

る
前

に
実

施

す
る

。
※

２

以
下

の
①

～
⑤

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

①
外

部
ル

ー
プ

の
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

②
安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

③
同

一
の

内
部

ル
ー

プ
に

設
置

さ
れ

た
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

④
外

部
電

源
喪

失
か

つ
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の

全
台

故
障

⑤
上

記
①

～
④

の
複

数
同

時
発

生
の

場
合

・
貯

槽
等

液
位

　
　

液
位

：
0
～

8
0
kP

a

　
　

密
度

：
0
～

3
0
kP

a

・
貯

槽
等

温
度

　
　

0
～

1
5
0
℃

・
貯

槽
等

注
水

流
量

　
　

0
.0

4
～

1
0
7
m

3
/
h

・
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

　
　

0
～

2
0
kP

a

・
凝

縮
水

槽
液

位

　
　

液
位

：
0
～

8
0
kP

a

　
　

密
度

：
0
～

5
kP

a

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

算
出

し

た
機

器
注

水
停

止
液

位
に

到

達
し

た
場

合

―
―

〇
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
貯

槽
等

注
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大

事
故

対
処

設
備

※
4
）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

，
貯

槽
等

に
注

水
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と

で
，

蒸
発

乾
固

の
進

行
が

防
止

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

〇
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
貯

槽
等

注
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大

事
故

対
処

設
備

※
4
）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

溶
液

が
沸

騰
に

至
り

，
溶

液
量

が
初

期
液

量
の

7
0
%
ま

で
減

少
す

る
前

に

実
施

す
る

。

貯
槽

等
の

液
位

か
ら

，
貯

槽
等

に
注

水
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と

で
，

蒸
発

乾
固

の
進

行
が

防
止

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

。

注
水

時
の

監
視

項
目

。

〇
貯

槽
等

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

●
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

，
常

設
重

大
事

故
対

処

設
備

※
4
）

注
水

時
の

監
視

項
目

。

〇
貯

槽
等

注
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

注
水

流
量

を
調

整
す

る
。

注
水

時
の

監
視

項
目

。

―

対
策

の
成

功
判

断
に

用
い

る
パ

ラ
メ

ー
タ

手
順

着
手

判
断

手
順

着
手

の
判

断
に

関
連

す
る

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ

（
安

全
機

能
喪

失
判

断
）

実
施

の
判

断
基

準

停
止

の
判

断
基

準

そ
の

他
の

判
断

　
（

系
統

選
択

の
判

断
）

実
施

判
断

パ
ラ

メ
ー

タ
　

※
５

操
作

手
順

に
用

い
る

パ
ラ

メ
ー

タ

備
考

判
断

基
準

計
測

範
囲

判
断

基
準

計
測

範
囲
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第
２

－
５

表
 

各
対

策
で

の
判

断
基

準
（

４
／

４
）

  

 

※
１

　
供

給
元

の
系

統
が

運
転

中
の

場
合

に
実

施
す

る
。

※
２

　
初

期
液

量
の

7
0
%
は

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
濃

縮
に

よ
る

沸
点

上
昇

を
考

慮
し

て
も

揮
発

性
ル

テ
ニ

ウ
ム

が
発

生
す

る
1
2
0
℃

に
至

ら
な

い
液

量
を

設
定

す
る

。

※
３

　
沸

騰
温

度
に

余
裕

を
考

慮
し

て
，

8
5
℃

を
超

え
る

場
合

に
は

，
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

を
実

施
す

る
。

※
４

　
外

的
起

因
時

は
自

主
対

策
設

備
と

す
る

。

※
５

　
パ

ラ
メ

ー
タ

の
う
ち

「
〇

」
は

重
要

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
，

「
●

」
は

重
大

代
替

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
を

示
す

。

※
６

　
重

大
事

故
等

対
処

設
備

を
用

い
た

対
応

に
係

る
要

員
に

加
え

て
，

本
対

応
を

実
施

す
る

た
め

の
要

員
を

確
保

可
能

な
場

合
に

着
手

す
る

。

重 大 事 故 等 対 策

蒸 発 乾 固 の 拡 大 防 止 対 策 の 対 応

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ

る
対

応
（
交

流
動

力
電

源
が

健
全

で
あ

る
場

合
の

対
応

）

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ

る
対

応
（
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

時
の

対
応

）

以
下

の
①

～
④

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

①
外

部
ル

ー
プ

の
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

②
安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

③
同

一
の

内
部

ル
ー

プ
に

設
置

さ
れ

た
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

④
上

記
①

～
③

の
複

数
同

時
発

生
の

場
合

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

―

以
下

の
①

～
⑤

に
よ

り
冷

却
機

能
が

喪
失

し
た

場
合

①
外

部
ル

ー
プ

の
安

全
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

②
安

全
冷

却
水

系
の

安
全

冷
却

水
系

冷
却

塔
の

全
台

故
障

③
同

一
の

内
部

ル
ー

プ
に

設
置

さ
れ

た
内

部
ル

ー
プ

冷
却

水

循
環

ポ
ン

プ
全

台
故

障

④
外

部
電

源
喪

失
か

つ
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の

全
台

故
障

⑤
上

記
①

～
④

の
複

数
同

時
発

生
の

場
合

準
備

完
了

後
，

直
ち

に
実

施

す
る

。
―

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
塔

フ
ァ

ン
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
外

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
故

障
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

ポ
ン

プ
吐

出
圧

力

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
冷

却
水

循
環

流
量

低
警

報

・
再

処
理

施
設

用
安

全
冷

却
水

系
（
内

部
ル

ー
プ

）
膨

張
槽

水
位

低
警

報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

故
障

警
報

・
第

２
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

用
重

油
貯

蔵
タ

ン
ク

液
位

低
警

報

・
受

電
開

閉
設

備
1
5
4
ｋ
Ｖ

受
電

電
圧

・
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
主

母
線

電
圧

・
非

常
用

電
源

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
主

母
線

Ａ
，

Ｂ
電

圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
制

御
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
前

処
理

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
分

離
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
分

離
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
精

製
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

常
用

母
線

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

4
6
0
Ｖ

非
常

用
母

線
Ａ

，
Ｂ

電
圧

・
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

6
.9

ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
母

線
電

圧

〇
凝

縮
器

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
通

水
流

量
の

調
整

。

凝
縮

器
通

水
時

の
監

視
項

目
。

〇
排

水
線

量
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
へ

の
通

水
に

使
用

し
た

冷
却

水
の

汚
染

の
有

無
の

確
認

。

〇
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

凝
縮

器
出

口
排

気
温

度
が

5
0
℃

以
下

と
な

っ
て

い
る

こ
と

で
，

凝
縮

器
が

所
定

の
性

能
を

発
揮

し
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

凝
縮

器
へ

の
通

水
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
代

替
セ

ル
排

気
系

フ
ィ

ル
タ

差
圧

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

予
備

系
列

へ
の

切
り

替
え

の
判

断
。

可
搬

型
排

風
機

に
よ

る
管

理
放

出
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
差

圧
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

バ
イ

パ
ス

ラ
イ

ン
へ

の
切

り
替

え
の

判
断

。

セ
ル

導
出

時
の

監
視

項
目

。

〇
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

〇
凝

縮
水

槽
液

位
（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
貯

槽
等

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
へ

の
通

水
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
セ

ル
導

出
経

路
圧

力
（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

セ
ル

導
出

時
の

監
視

項
目

。

〇
導

出
先

セ
ル

圧
力

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

可
搬

型
排

風
機

に
よ

る
管

理
放

出
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
凝

縮
器

通
水

流
量

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
通

水
流

量
の

調
整

。

凝
縮

器
通

水
時

の
監

視
項

目
。

〇
排

水
線

量
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
へ

の
通

水
に

使
用

し
た

冷
却

水
の

汚
染

の
有

無
の

確
認

。

〇
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
出

口
排

気
温

度
が

5
0
℃

以
下

と
な

っ
て

い
る

こ
と

で
，

凝
縮

器
が

所
定

の
性

能
を

発
揮

し
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

凝
縮

器
へ

の
通

水
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
代

替
セ

ル
排

気
系

フ
ィ

ル
タ

差
圧

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

予
備

系
列

へ
の

切
り

替
え

の
判

断
。

可
搬

型
排

風
機

に
よ

る
管

理
放

出
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
 フ

ィ
ル

タ
差

圧
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

バ
イ

パ
ス

ラ
イ

ン
へ

の
切

り
替

え
の

判
断

。

セ
ル

導
出

時
の

監
視

項
目

。

〇
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

〇
凝

縮
水

槽
液

位
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
へ

の
通

水
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
セ

ル
導

出
経

路
圧

力
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

セ
ル

導
出

時
の

監
視

項
目

。

〇
導

出
先

セ
ル

圧
力

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

可
搬

型
排

風
機

に
よ

る
管

理
放

出
時

に
お

け
る

監
視

項
目

。

〇
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
常

設
重

大
事

故
対

処
設

備
※

4
）

凝
縮

器
出

口
排

気
温

度
が

5
0
℃

以
下

と
な

っ
て

い
る

こ
と

で
，

凝
縮

器
が

所
定

の
性

能
を

発
揮

し
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

〇
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
 フ

ィ
ル

タ
差

圧
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

〇
代

替
セ

ル
排

気
系

フ
ィ

ル
タ

差
圧

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

―

―

バ
イ

パ
ス

ラ
イ

ン
へ

の
切

り
替

え
の

判
断

予
備

系
列

へ
の

切
り

替
え

の

判
断

―

〇
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
貯

槽
等

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

回
収

セ
ル

液
位

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

●
凝

縮
水

槽
液

位
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

凝
縮

器
出

口
排

気
温

度
が

5
0
℃

以
下

と
な

っ
て

い
る

こ
と

で
，

凝
縮

器
が

所
定

の
性

能
を

発
揮

し
て

い
る

こ
と

を
判

断
す

る
。

〇
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
 フ

ィ
ル

タ
差

圧
（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

〇
代

替
セ

ル
排

気
系

フ
ィ

ル
タ

差
圧

（
可

搬
型

重
大

事
故

対
処

設
備

）

バ
イ

パ
ス

ラ
イ

ン
へ

の
切

り
替

え
の

判
断

予
備

系
列

へ
の

切
り

替
え

の

判
断

―

対
策

の
成

功
判

断
に

用
い

る
パ

ラ
メ

ー
タ

・
貯

槽
等

温
度

　
　

0
～

1
5
0
℃

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

　
　

0
～

1
3
m

3
/
h

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

　
　

2
.3

～
1
0
7
m

3
/
h

・
貯

槽
等

液
位

　
　

液
位

：
0
～

8
0
kP

a

　
　

密
度

：
0
～

3
0
kP

a

・
貯

槽
等

温
度

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

・
貯

槽
等

液
位

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等

の
温

度
が

8
5
℃

に
至

り
，

か
つ

温
度

の
上

昇
傾

向
が

続
く

場

合
に

実
施

す
る

。
※

３

【
補

助
パ

ラ
メ

ー
タ

】

・
室

差
圧

（
常

設
）

操
作

手
順

に
用

い
る

パ
ラ

メ
ー

タ

備
考

分
類

区
分

手
順

手
順

着
手

判
断

手
順

着
手

の
判

断
に

関
連

す
る

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ

（
安

全
機

能
喪

失
判

断
）

実
施

の
判

断
基

準

停
止

の
判

断
基

準

そ
の

他
の

判
断

　
（

系
統

選
択

の
判

断
）

実
施

判
断

パ
ラ

メ
ー

タ
　

※
５

判
断

基
準

計
測

範
囲

判
断

基
準

計
測

範
囲
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第２－６表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する 

貯槽等の沸騰までの時間余裕（１／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 
時間余裕 

（時間） 

前処理建屋 

前処理建屋 

内部ループ１ 

中継槽Ａ 
150 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 
160 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋 

内部ループ２ 

中間ポットＡ 
160 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 
140 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 190 

計量・調整槽 180 

計量補助槽 190 

分離建屋 

分離建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液濃縮缶 

※１ 
15 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 

※１ 
720 

第６一時貯留処理槽 330 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 180 

溶解液供給槽 180 

抽出廃液受槽 250 

抽出廃液中間貯槽 250 

抽出廃液供給槽Ａ 
250 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 310 

第８一時貯留処理槽 310 

第７一時貯留処理槽 310 

第３一時貯留処理槽 250 

第４一時貯留処理槽 250 

※１ 長期予備は除く 
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第２－６表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する 

貯槽等の沸騰までの時間余裕（２／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 
時間余裕 

（時間） 

精製建屋 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 

リサイクル槽 12 

希釈槽 11 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 

プルトニウム濃縮液計量槽 12 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 110 

油水分離槽 110 

プルトニウム濃縮缶供給槽 96 

プルトニウム溶液一時貯槽 98 

第１一時貯留処理槽 100 

第２一時貯留処理槽 100 

第３一時貯留処理槽 96 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・ 

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 19 

混合槽Ａ 
30 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 19 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第２－６表 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定する 

貯槽等の沸騰までの時間余裕（３／３） 

 

建屋 機器グループ 機器名 
時間余裕 

（時間） 

高レベル廃

液ガラス固

化建屋 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 
23 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 
24 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 
24 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

内部ループ２ 

第１高レベル濃縮廃液

貯槽 
24 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

内部ループ３ 

第２高レベル濃縮廃液

貯槽 
24 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液

一時貯槽 
23 

第２高レベル濃縮廃液

一時貯槽 

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋 

内部ループ５ 

高レベル廃液共用貯槽

※２ 
24 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第２－７表 蒸発乾固の対処において確認する補助パラメータ 
 

分類 補助パラメータ 可搬 常設 

再処理

施設の

状態を

補助的

に監視 

自主 

対策 
※１ 

室の差圧 室差圧 － ○ 〇 － 

安全冷却水の放射線レベル 安全冷却水放射線レベル － ○ 〇 － 

安全冷却水系の流量 

安全冷却水系流量（外部ル

ープ） 
－ ○ － 〇 

安全冷却水系流量（内部ル

ープ） 
－ ○ － 〇 

安全冷却水系流量（使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設用安全冷却水系） 

－ ○ － 〇 

膨張槽の液位 

膨張槽液位（外部ループ） － ○ － 〇 

膨張槽液位（使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設用

安全冷却水系） 

－ ○ － 〇 

運転予備負荷用一般冷却水

系流量 

運転予備負荷用一般冷却水

系流量 
－ ○ － 〇 

運転予備負荷用膨張槽の液

位 
運転予備負荷用膨張槽液位 － ○ － 〇 

※１ 自主対策で用いる主要監視パラメータは，補助パラメータとする。 
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第２－８表 制限時間と各対策に係る時間（１／４） 
対策 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

発
生
防
止
対
策 

内部ループへの通水による冷却 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

35 時間 40分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

40 時間 10分 

以内 
330 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

内部ループへの通水による冷却 

（分離建屋内部ループ３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

45 時間 45分 

以内 
180 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
28 人 

内部ループへの通水による冷却 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

８時間 50分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

内部ループへの通水による冷却 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
18 人 

内部ループへの通水による冷却 

（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

20 時間 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

拡
大
防
止
対
策 

貯槽等への注水 

（前処理建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

39 時間 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
26 人 

貯槽等への注水 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

12 時間 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 
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第２－８表 制限時間と各対策に係る時間（２／４） 
対策 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

拡
大
防
止
対
策 

貯槽等への注水 

（分離建屋内部ループ２,３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

69 時間 40分 

以内 
180 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
10 人 

貯槽等への注水 

（精製建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

9 時間 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

貯槽等への注水 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

17 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

貯槽等への注水 

（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

20 時間 20分 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（前処理建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

46 時間 20分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（前処理建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

45 時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（分離建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

25 時間 55分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（分離建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

47 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
24 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（分離建屋内部ループ３の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

65 時間 45分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 
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第２－８表 制限時間と各対策に係る時間（３／４） 
対策 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

拡
大
防
止
対
策 

冷却コイル等への通水による冷却 

（精製建屋内部ループ１の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

30 時間 40分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（精製建屋内部ループ２の貯槽

等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

37 時間 30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

26 時間 20分 

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
22 人 

冷却コイル等への通水による冷却 

（高レベル廃液ガラス固化建屋内

部ループ１～５の貯槽等） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

37 時間 55分  

以内 
※１ 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
28 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（前処理建屋のセルへの導出経路

の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

41 時間 10分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（前処理建屋の代替セル排気系に

よる対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

33 時間 10分 

以内 
140 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（分離建屋内部ループ１のセルへ

の導出経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

10 時間  

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（分離建屋内部ループ２,３のセル

への導出経路の構築の操作） 

セルへの導出経路の構築及び

代替セル排気系による対応

（分離建屋内部ループ１のセ

ルへの導出経路の構築の操

作）の要員で実施 

51 時間 

以内 
180 時間 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（分離建屋の代替セル排気系によ

る対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 10分 

以内 
15 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 
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第２－８表 制限時間と各対策に係る時間（４／４） 
対策 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

拡
大
防
止
対
策 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（精製建屋のセルへの導出経路の

構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

８時間 30分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
12 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（精製建屋の代替セル排気系によ

る対応の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

６時間 40分 

以内 
11 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋のセルへの導出経路の構築の

操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

14 時間 10分 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
16 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋の代替セル排気系による対応

の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

15 時間 

以内 
19 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
20 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の

セルへの導出経路の構築の操作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

19 時間 55分  

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
18 人 

セルへの導出経路の構築及び代替

セル排気系による対応 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の

代替セル排気系による対応の操

作） 

実施責任者等 

の要員 
28 人 

13 時間 

以内 
23 時間 

建屋外対応班 

の班員 
19 人 

建屋対策班 

の班員 
14 人 

※１：貯槽等への注水により，高レベル廃液等の濃縮を防止している期間に，速やかに対処

を行う。 
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第
２

－
９

表
 

重
要

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
の

代
替

方
法

（
１

／
３

）
 

 

 ※
1
:重

要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の

と
お
り
分
類
し
，
こ
れ
を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る

推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の

推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 槽 等 の 温 度 

貯
槽
等
温
度
 

ａ
．
貯
槽
等
温
度
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
．
内
部
ル
ー
プ
通
水
流
量
又
は
冷
却
コ
イ

ル
通
水
流

量
 

ｃ
．
貯
槽
等
液
位
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
温
度
計
ガ
イ
ド
管
を

使
用
し
,貯

槽
等
温
度
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
．
貯
槽
の
冷
却
に
必
要
な
冷
却
水
が
供
給

さ
れ
て
い
る
こ
と
を
内
部
ル
ー
プ
通
水
の

流
量
又
は
冷
却
コ
イ
ル
通

水
の
流
量
に
よ
り
把
握
し
，
貯
槽
が
沸
点
未

満
に
冷
却
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

ｃ
．
貯
槽
等
の
液
位
が
低
下
し
て
い
な
い
こ

と
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
，
貯
槽
が
冷

却
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推

測
す
る
。
 

貯 槽 等 の 液 位 

貯
槽
等
液
位
 

ａ
．
貯
槽
等
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
1．

貯
槽
等
温
度
及
び
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又

は
凝
縮
水

槽
液
位
 

ｂ
2．

貯
槽
等
温
度
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は

凝
縮
水
槽

液
位
及
び
貯
槽
等
注
水
流
量
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
を
使

用
し
,貯

槽
等
液
位
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
1．

貯
槽
等
の
温
度
を
確
認
す
る
こ
と
に

よ
り
,貯

槽
等
の
液
位
が
低
下
し
て
い
な

い
こ
と
を
推
定
す
る
。
ま

た
，
貯
槽
等
の
温
度
が
沸
点
に
至
っ
て
い
る

場
合
に
は
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮

水
槽
液
位
の
上
昇
率
か
ら

貯
槽
等
液
位
を
推
定
す
る
。
 

ｂ
2．

貯
槽
等
の
温
度
が
沸
点
に
至
っ
て
い

る
場
合
に
は
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝

縮
水
槽
液
位
の
上
昇
率
及
び

貯
槽
等
注
水
流
量
か
ら
貯
槽
等
液
位
を
推
定

す
る
。
 

凝 縮 器 出

口 の 排 気

温 度 

凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
 

ｂ
．
貯
槽
等
液
位
及
び
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又

は
凝
縮
水

槽
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
液
位

か
ら
推
定
さ
れ
る
凝
縮
水
の
発
生
率
及
び

貯
槽
等
液
位
か
ら
推
定
さ

れ
る
蒸
発
率
が
一
致
し
て
い
る
こ
と
を
確
認

す
る
こ
と
に
よ
り
，
沸
騰
蒸
気
が
凝
縮
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す

る
。
 

セ ル 導 出 ユ ニ

ッ ト フ ィ ル タ

の 差 圧 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

並
列
に
設
置
さ
れ
た
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ
ト
ご

と
に
差
圧
計
を
設
置
し
，
片
系
列
運
用
と

す
る
。
一
方
の
系
列
の
差
圧

の
計
測
が
で
き
な
い
場
合
に
は
，
他
方
の
系

列
に
切
り
替
え
る
た
め
，
対
象
パ
ラ
メ
ー

タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

代 替 セ ル 排

気 系 フ ィ ル

タ の 差 圧 

代
替
セ
ル
排
気
系
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
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表
 

重
要

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
の

代
替

方
法

（
２

／
３

）
 

 

 ※
1
:重

要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の

と
お
り
分
類
し
，
こ
れ
を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る

推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の

推
測
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

凝 縮 水 回 収 セ ル 又 は

凝 縮 水 槽 の 液 位 

凝
縮
水
回
収
セ
ル
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
及
び
貯
槽
等
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
か
ら
凝
縮
器
が

所
定
の
性
能
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
を
確

認
し
，
貯
槽
等
液
位
の
低

下
量
か
ら
凝
縮
水
の
発
生
量
を
推
定
す
る
こ

と
で
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
の
液
位
を
推
定

す
る
。
 

凝
縮
水
槽
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
及
び
貯
槽
等
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
か
ら
凝
縮
器
が

所
定
の
性
能
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
を
確

認
し
，
貯
槽
等
液
位
の
低

下
量
か
ら
凝
縮
水
の
発
生
量
を
推
定
す
る
こ

と
で
，
凝
縮
水
槽
の
液
位
を
推
定
す
る
。
 

膨 張 槽 の 液 位 

膨
張
槽
液
位
 

―
 

直
接
的
な
計
測
方
法
で
あ
る
た

め
，
可
搬
型

の
計
器
以
外
に
故
障
等
が
発
生
す
る
箇
所

が
な
く
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ

の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

内 部 ル ー プ 通

水 及 び 冷 却 コ

イ ル の 圧 力 

内
部
ル
ー
プ
通
水
圧
力
 

冷
却
コ
イ
ル
圧
力
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

セ ル 導 出 経 路

の 圧 力 

セ
ル
導
出
経
路
圧
力
 

ａ
．
セ
ル
導
出
経
路
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
（
気

相
部
）
を
使
用
し
，
セ
ル
導
出
経
路
圧
力

を
測
定
す
る
。
 

導 出 先 セ ル

の 圧 力 

導
出
先
セ
ル
圧
力
 

ａ
．
導
出
先
セ
ル
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧

配
管
（
気

相
部
）
に
可
搬
型
圧
力
計

を
接
続
し
，
導

出
先
セ
ル
圧
力
を
測
定
す
る
。
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表
 

重
要

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
の

代
替

方
法

（
３

／
３

）
 

 

 ※
1
:重

要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の

と
お
り
分
類
し
，
こ
れ
を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る

推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の

推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

漏 え い 液 受

皿 の 液 位 

漏
え
い
液
受
皿
液
位
 

ａ
．
漏
え
い
液
受
皿
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
漏
え
い
液
受
皿
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
に
可
搬
型
漏
え
い
液
受
皿
液
位
計
を
接

続
し
,漏

え
い
液
受
皿
液
位
を

測
定
す
る
。
 

排 水 の 線 量 

排
水
線
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

凝 縮 器 通 水 の

流 量 

凝
縮
器
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

冷 却 コ イ ル 通

水 の 流 量 

冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

内 部 ル ー プ 通

水 の 流 量 

内
部
ル
ー
プ
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

貯 槽 等 注 水 の

流 量 

貯
槽
等
注
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

建 屋 給 水 の 流

量 

建
屋
給
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大

事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が

低
い
こ

と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が

可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測

が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
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蒸
発
乾
固
の
発
生
防
止
対
策
の
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析

前
処
理
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１

分
離
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１

分
離
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２

精
製
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
内
部
ル
ー
プ

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
１

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
４

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
内
部
ル
ー
プ
５

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（１
／

１
5）
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安
全

冷
却
水

Ａ
系

冷
却

機
能
喪
失

安
全

冷
却
水

Ｂ
系

冷
却

機
能
喪
失

安
全

冷
却
水
系

冷
却

機
能
喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

蒸
発

乾
固
の

発
生
防

止
対
策

①
内

部
ル
ー

プ
へ
の

通
水
に

よ
る
冷
却

②
共

通
電
源

車
を
用

い
た
冷

却
機
能
の
回
復

③
安

全
冷
却

水
系
の

中
間
熱

交
換
器
バ
イ

パ
ス
操
作

に
よ
る

冷
却

④
使

用
済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及
び
貯
蔵

施
設
用
の

安
全
冷

却
水
系

に
よ
る
冷
却

⑤
運

転
予
備

負
荷
用

一
般
冷

却
水
系
に
よ

る
冷
却
（

高
レ
ベ

ル
廃
液

ガ
ラ
ス
固
化

建
屋
の
み
）

溶
液

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

冷
却

対
象
貯

槽
損
傷

（
展

開
省
略
）

①
①

※
６

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（２
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

１
２

３
４

５

６
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冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

電
気

設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

外
部

電
源
，

生
産
系

予
備

電
源
喪
失

電
路

損
傷

動
力

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
生

産
系
）

電
気

盤
類

（
生

産
系
）

外
部

電
源

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ

非
常

用
Ａ
系

機
能

喪
失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ａ
）

電
気

盤
類

（
安

全
系

Ａ
）

非
常
用

Ｄ
Ｇ

Ａ

冷
却
塔

Ａ 損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ａ
）

②

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

※
１

※
４

※
１

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

④ ⑤

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（３
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

１

７
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外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ａ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

機
能

喪
失

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｂ
損

傷

電
気

設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

外
部

電
源
，

生
産
系

予
備

電
源
喪
失

電
路

損
傷

動
力

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
生

産
系

）

電
気

盤
類

（
生

産
系

）

外
部

電
源

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ

非
常

用
Ｂ
系

機
能

喪
失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ｂ
）

電
気

盤
類

（
安

全
系

Ｂ
）

非
常
用

Ｄ
Ｇ

Ｂ

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ｂ
）

②

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
１

※
１

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
２

※
４

※
５

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

外
部
ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

配
管

※
１

※
６

④ ⑤ 第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（４
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

２

８

７

３
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内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ａ

機
能

喪
失

電
気

設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ｂ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

内
部
ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水
配
管

③
③

※
１

※
４

※
１

※
４

※
６

※
６

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（５
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

４
５

７
８
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安
全

冷
却
水

Ｂ
系

冷
却

機
能
喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

冷
却

塔
Ｂ

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（６
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

６

９
1
0

1
1

1
2

1
3
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冷
却

塔
Ｂ

機
能

喪
失

電
気

設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

冷
却
塔

Ｂ 損
傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｃ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｃ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｄ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｄ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

外
部
ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水
配
管

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
６

④ ⑤ ④ ⑤

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（７
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

９

８

1
0

７
８

1
1
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内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｃ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ｃ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｄ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ｄ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

内
部
ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水
配
管

③
③

※
６

※
６

※
１

※
４

※
１

※
４

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（８
／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

７
８

1
2

1
3
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蒸
発
乾
固
の
発
生
防
止
対
策
の
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析

前
処
理
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２

分
離
建
屋
内
部
ル
ー
プ
３

精
製
建
屋
内
部
ル
ー
プ
２

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（９
／

１
5）
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安
全

冷
却
水

Ａ
系

冷
却

機
能
喪
失

安
全

冷
却
水

Ｂ
系

冷
却

機
能
喪
失

安
全

冷
却
水
系

冷
却

機
能
喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却

機
能
喪
失

冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

溶
液

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

冷
却

対
象
貯

槽
損
傷

（
展

開
省
略
）

①

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

※
６

①

蒸
発

乾
固
の

発
生
防

止
対
策

①
内

部
ル
ー

プ
へ
の

通
水
に

よ
る
冷
却

②
共

通
電
源

車
を
用

い
た
冷

却
機
能
の
回
復

③
安

全
冷
却

水
系
の

中
間
熱

交
換
器
バ
イ

パ
ス
操
作

に
よ
る

冷
却

④
使

用
済
燃

料
の
受

入
れ
施

設
及
び
貯
蔵

施
設
用
の

安
全
冷

却
水
系

に
よ
る
冷
却

⑤
運

転
予
備

負
荷
用

一
般
冷

却
水
系
に
よ

る
冷
却
（

高
レ
ベ

ル
廃
液

ガ
ラ
ス
固
化

建
屋
の
み
）

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
0／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

６

１
２

３
４

５

８－添１－255



冷
却

塔
Ａ

機
能

喪
失

電
気

設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

外
部

電
源
，

生
産
系

予
備

電
源
喪
失

電
路

損
傷

動
力

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
生

産
系

）

電
気

盤
類

（
生

産
系
）

外
部

電
源

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ

非
常

用
Ａ
系

機
能

喪
失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ａ
）

電
気

盤
類

（
安

全
系

Ａ
）

非
常
用

Ｄ
Ｇ

Ａ

冷
却
塔

Ａ 損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ａ
）

②

※
１

※
４

※
１

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

④ ⑤

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
1／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

１

７

８－添１－256



外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ａ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ａ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

機
能

喪
失

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｂ
損

傷

電
気

設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

外
部

電
源
，

生
産
系

予
備

電
源
喪
失

電
路

損
傷

動
力

喪
失

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
生

産
系

）

電
気

盤
類

（
生

産
系
）

外
部

電
源

運
転

予
備
用

Ｄ
Ｇ

非
常

用
Ｂ
系

機
能

喪
失

電
路

損
傷

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ｂ
）

電
気

盤
類

（
安

全
系

Ｂ
）

非
常
用

Ｄ
Ｇ

Ｂ

電
気

ケ
ー

ブ
ル

（
安

全
系

Ｂ
）

②

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
２

※
４

※
５

※
１

※
１

※
４

※
１

※
２

※
４

※
５

外
部

ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

外
部
ル
ー
プ

（
Ａ
系
）

冷
却
水
配
管

※
１

※
６

④ ⑤ 第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
2／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

２

７

８

３

８－添１－257



内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ａ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ａ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｂ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

内
部

ル
ー

プ
ポ

ン
プ

Ｂ
損

傷

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

内
部

ル
ー

プ
冷

却
水

配
管

③
③

※
１

※
４

※
１

※
４

※
６

※
６

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
3／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

４
５

７
８

８－添１－258



安
全

冷
却
水

Ｂ
系

冷
却

機
能
喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却

機
能
喪
失

冷
却

塔
Ｂ

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

機
能

喪
失

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

①

第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
4／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

６

９
1
0

1
1

４
５

８－添１－259



冷
却

塔
Ｂ

機
能

喪
失

電
気

設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

冷
却
塔

Ｂ 損
傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｃ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ａ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｃ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ

（
Ｂ
系
）

機
能

喪
失

外
部

ル
ー
プ

冷
却
水

循
環

ポ
ン
プ
Ｄ

機
能

喪
失 電

気
設
備
（

Ｂ
系
）

損
傷

冷
却

水
循

環
ポ

ン
プ

Ｄ
損

傷

外
部

ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

中
間

熱
交
換

器
損
傷

（
展

開
省
略
）

外
部
ル
ー
プ

（
Ｂ
系
）

冷
却
水
配
管

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
４

※
１

※
６

④ ⑤

④ ⑤ 第
２

－
１

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（1
5／

１
5）

凡
例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

※
１

地
震

※
２

火
山

の
影
響

※
３

配
管

の
全
周

破
断

※
４

動
的

機
器
の

多
重
故
障

※
５

長
時

間
の
全

交
流
動

力
電
源
の
喪
失

※
６

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

９

８

1
1

７
８

1
0

８－添１－260



蒸
発
乾
固
の
拡
大
防
止
対
策
の
フ
ォ
ー
ル
ト
ツ
リ
ー
分
析

第
２

－
２

図
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（１
／

２
）

８－添１－261



蒸
発

乾
固
の

拡
大
防

止
対
策

⑥
冷

却
コ
イ

ル
等
へ

の
通
水

に
よ
る
冷
却

⑦
貯

槽
等
へ

の
注
水

⑧
セ

ル
へ
の

導
出
経

路
の
構

築
及
び
代
替

セ
ル
排
気

系
に
よ

る
対
応

蒸
発

乾
固
の

発
生
防

止
対
策

の
機

能
喪
失

溶
液

保
持

機
能
喪
失

各
建
屋

冷
却

対
象
貯

槽
損
傷

（
展

開
省
略
）

⑥ ⑦ ⑧

※
１

※
１

基
準

地
震
動

を
1
.
2倍

に
し
た
地

震
動
を
考

慮
す
る

設
計

の
た
め

，
損
傷

は
想
定
し
な

い
。

第
１

貯
水
槽

損
傷

※
１

貯
水
槽

機
能

喪
失

第
２

貯
水
槽

損
傷

※
１

可
搬
型

建
屋
外

ホ
ー
ス

可
搬
型

建
屋
内

ホ
ー
ス

可
搬
型

排
水

受
槽

水
の

給
排
水

機
能

喪
失

可
搬

型
中
型

移
送

ポ
ン

プ
の
機

能
喪
失

可
搬
型

中
型

移
送

ポ
ン
プ

燃
料

補
給

水
の

給
排
水

経
路

機
能

喪
失

内
部

ル
ー

プ
配

管
（

母
管

）

※
１

内
部

ル
ー
プ

冷
却
水

保
持

機
能
喪
失

冷
却

コ
イ

ル
等

※
１

第
２

－
２

図
蒸

発
乾

固
の

拡
大

防
止

対
策

の
フ

ォ
ー

ル
ト
ツ

リ
ー

分
析

（２
／

２
）凡

例

Ｏ
Ｒ

ゲ
ー
ト

Ａ
Ｎ

Ｄ
ゲ
ー
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

ァ
ー
記
号

８－添１－262



貯
槽

等
へ

の
注

水

準
備

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
準

備

状
態

監
視

O
K

・
可
搬

型
建

屋
内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接
続

・
可
搬

型
冷

却
水
流

量
計

設
置

・
可
搬

型
貯

槽
温
度

計
設

置
※

６

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ
ー

ス

敷
設
，

接
続

・
可

搬
型

機
器

注
水
流

量
計

設
置

・
可

搬
型

貯
槽

液
位

計
設

置
※
６

監
視

継
続

重
大

事
故

等
へ

の
対

処
の

移
行

・
着

手
判

断
※

１

・
可

搬
型
建

屋
内

ホ
ー

ス

敷
設

，
接

続
・

可
搬

型
凝

縮
器

通
水

流

量
計

設
置

・
可

搬
型
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度
計

設
置

・
可

搬
型
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計
設

置
※
６

・
可

搬
型
凝

縮
水

槽
液

位

計
設

置
※

６

屋
外

通
水

準
備

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
準

備
※

５

可
搬

型
排

風
機

起
動

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水

N
G

貯
槽

等
の

液
位

低
下

貯
槽

等
の

温
度

上
昇

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

の
沸

騰
）

状
態

監
視

状
態

監
視 ・

貯
槽

等
液
位

・
貯

槽
等

温
度

・
凝
縮

器
通

水
流

量

・
凝
縮

水
回

収
セ

ル
液
位

・
凝
縮

水
槽

液
位

・
凝
縮

器
出

口
排

気
温
度

・
建
屋

給
水

流
量

・
排
水

線
量

凝
縮

器
へ

の
通

水

貯
槽

等
へ

の
注

水

【
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

成
否

判
断

】

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

8
5
℃

以
下

で
安

定

【
貯

槽
等

へ
の

注
水

実
施

判
断

】
高

レ
ベ

ル
廃

液
等

が
沸

騰
に

至
り

，
液

量
が

初
期

液
量

の
7
0
％

ま
で

減
少

す
る

前

【
貯

槽
等

へ
の

注
水

停
止

判
断

】
貯

槽
等

の
液

位
か

ら
算

出
し

た
注

水
量

の
注

水
が

完
了

し
た

場
合

O
K

N
G

①
へ

①

④
冷

却
コ

イ
ル

等
の

健
全

性
確

認
詳

細

冷
却

コ
イ

ル
等

の
健

全
性

確
認

準
備

完
了

通
水

経
路

加
圧

O
K

N
G

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

実
施

判
断

へ

・
可

搬
型

ダ
ク

ト
，

可
搬

型
排

風
機
，

可
搬
型

フ
ィ

ル
タ

設
置

，
接

続
・

可
搬
型

電
源

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

，
接
続

・
可

搬
型

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力
計

設
置
※

６
・

可
搬
型

導
出

先
セ

ル
圧

力
計

設
置

・
可

搬
型

フ
ィ

ル
タ

差
圧

計
設

置
・

可
搬
型

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ
ル

タ
差
圧

計
設
置

【
内

部
ル

ー
プ

漏
え

い
有

無
判

断
】

可
搬

型
膨

張
槽

液
位

計
に

よ
る

測
定

で
膨

張

槽
液

位
が

低
下

し
て

い
な

い
こ

と
又

は
通

水
経

路
加

圧
後

，
可

搬
型

冷
却

コ
イ

ル
圧

力
計

の
指

示
値

が
低

下
し

な
い

こ
と

状
態

監
視

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

冷
却

コ
イ

ル
等

の
健

全
性

確
認

（
④

）
※

３

冷
却

コ
イ

ル
等

へ
の

通
水

着
手

判
断

※
２

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応

準
備

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

・
貯

槽
等

温
度

・
建

屋
給

水
流
量

・
排

水
線

量

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流
量

・
貯

槽
等

温
度

・
建

屋
給

水
流

量

・
排

水
線
量

状
態

監
視 ・

貯
槽

等
液
位

・
貯
槽

等
温
度

・
貯
槽

等
注

水
流

量

・
建
屋

給
水

流
量

状
態

監
視

・
導

出
先
セ

ル
圧
力

・
セ

ル
導
出

経
路

圧
力

・
代

替
セ
ル

排
気

系
フ

ィ
ル

タ
差
圧

・
セ

ル
導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル
タ
差

圧

・
主

排
気
筒

か
ら

大
気

中
へ
の
放

出
状
況

【
可

搬
型

排
風

機
起

動
実

施
判

断
】

可
搬

型
排

風
機

の
起

動
準

備
完

了

【
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

判
断

】
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

完
了

【
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の

通
水

実
施

判
断

】
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
準

備
完

了

・
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
設

置

・
可

搬
型

建
屋

外
ホ

ー
ス

敷
設

，
接
続

・
可

搬
型

建
屋

供
給

冷
却

水
流

量
計

設
置

・
可

搬
型

排
水

受
槽

設
置

貯
槽

等
へ

の
注

水

準
備

完
了

屋
外

通
水

準
備

完
了

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設
，

接
続

・
可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計

設
置

・
可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

通
水

流

量
計

設
置

状
態

監
視 ・

貯
槽

等
液
位

・
貯
槽

等
温
度

②
，

③
へ

②
③

貯
槽

等
の

温
度

8
5
℃

到
達

※
４

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

停
止

※
４

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る

対
応

準
備

・
隔
離

弁
の

操
作
，

ダ
ン

パ
閉
止

・
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

・
貯

槽
等

温
度

・
建

屋
給

水
流

量

・
排

水
線
量

監
視

継
続

【
冷

却
コ

イ
ル

等
へ

の
通

水
成

功
判

断
】

貯
槽

等
に

内
包

す
る

高
レ

ベ
ル

廃
液

等
の

温
度

が
8
5
℃

以
下

で
安

定

・
冷

却
コ

イ
ル

通
水
流

量

・
貯

槽
等

温
度

・
建

屋
給

水
流
量

・
排

水
線

量

【
凝

縮
器

通
水

実
施

判
断

】
凝

縮
器

へ
の

通
水

準
備

完
了

【
冷

却
コ

イ
ル

等
の

健
全

性
確

認
】

可
搬

型
冷

却
コ

イ
ル

圧
力

計
の

指
示

値
が

低
下

し
な

い
こ

と

第
２

－
３

図
蒸

発
乾

固
の

発
生

及
び

拡
大

防
止

対
策

に
お

け
る

対
応

フ
ロ

ー

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
監
視

：
発
生
防
止
対
策

：
拡
大
防
止
対
策

凡
例

※
１

重
大
事
故
等
へ
の
対
処
の
移
行
・
着
手
判
断

・
安
全
冷
却
水
系
の
安
全
冷
却
水
系
冷
却
塔
，
外
部
ル
ー
プ
の

冷
却
水
循
環
ポ
ン
プ
若
し
く
は
内
部
ル
ー
プ
の
冷
却
水
循
環

ポ
ン
プ
が
全
台
故
障
し
，
安
全
冷
却
水
系
の
冷
却
機
能
が
喪

失
し
た
場
合

・
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
第
２
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が

運
転
で
き
な
い
場
合

※
３

一
連
の
重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
係
る
作
業
完
了
後
に

着
手
す
る
。

※
２

内
部
ル
ー
プ
へ
の
通
水
を
実
施
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
，

貯
槽
等
に
内
包
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
液
等
の
温
度
が
低
下

し
な
い
場
合
又
は
内
部
ル
ー
プ
が
損
傷
し
て
い
る
場
合

※
４

塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
の
排
風
機
が
運
転
し
て
い
る

場
合
に
実
施

※
５

本
対
応
を
優
先
的
に
実
施
す
る
。

※
６

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
で
計
測
で
き
な
い
場
合
に

設
置
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第
２

－
４

図
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

に
よ

る
冷

却
概

要
図

本
図

は
，

蒸
発

乾
固

に
対

処
す

る
た

め
の

系
統

概
要

で
あ

る
。

可
搬

型
ホ

ー
ス

等
及

び
可

搬
型

ダ
ク

ト
等

の
敷

設
ル

ー
ト

，
接

続
箇

所
，

個
数

及
び

位
置

に
つ

い
て

は
，

ホ
ー

ス
敷

設
ル

ー
ト

ご
と

に
異

な
る

。

（
建

屋
境

界
）

①
’
に
接
続
す
る

①
に
接
続
す
る

導
出

先
セ

ル

可
搬

型
排

風
機

他
建

屋
の
代

替
安
全

冷
却

水
系
よ
り

可
搬

型
排
水

受
槽

系
統
構
成
に

つ
い
て
は
同
左

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等

①
①
’

セ
ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

凝
縮

水
回

収
先

セ
ル

等

内
部
ル
ー
プ

膨
張
槽

セ
ル

第
１

貯
水
槽

可
搬

型
発
電
機

弁
・

ダ
ン
パ

（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

接
続
口

可
搬

型
中
型

移
送
ポ

ン
プ

（
水

中
ポ
ン

プ
）

主
排

気
筒

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ

常
設

重
大
事

故
等
対

処
設
備

F
流

量
計

可
搬

型
重
大

事
故
等

対
処
設
備

（
可

搬
型
ホ

ー
ス
等
）

T
温

度
計

本
対

策
に
使

用
す
る

設
備

（
太
線
）

L
液

位
計

P
圧

力
計

弁
・

ダ
ン
パ

（
開
）

R
モ

ニ
タ

（
線

量
計
含

む
）

② ②
’

T L

L

P

P

T

L

R

R

F

F

F

F

P
P

P P

R

L

P

F

凝
縮

器

（
破
線
）

本
対

策
以
外

の
設
備
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-
-

1
-

-
-

5
-

-
-

5
-

-
-

3
-

-
-

3
-

-
-

1
1
:
1
5

-
-

1
-

放
1

1
-

放
2

-
-

・
線

量
計

貸
出

，
入

域
管

理
，

現
場

環
境

確
認

（
初

動
対

応
）

を
行

う
各

建
屋

対
策

班
の

対
策

作
業

員
へ

の
着

装
補

助
放

対
2
班

2
0
:
2
0

放
3

-
-

・
可

搬
型

排
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

設
置

（
主

排
気

筒
管

理
建

屋
）

放
対

1
班

2
1
:
0
0

放
4

-
-

・
放

射
性

希
ガ

ス
の

指
示

値
確

認
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
2
:
1
0

放
5

-
-

・
捕

集
し

た
排

気
試

料
の

放
射

能
測

定
放

対
1
班

，
放

対
2
班

放
対

3
班

，
放

対
4
班

放
対

5
班

8
3
:
1
0

放
7

-
-

・
出

入
管

理
区

画
設

営
（

中
央

制
御

室
用

）
放

対
2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
1
:
0
0

放
8

-
-

・
出

入
管

理
区

画
運

営
（

中
央

制
御

室
用

）
注

）
放

射
性

物
質

の
放

出
後

は
，

5
の

対
応

を
追

加
す

る
（

1
1
：

0
0
以

降
を

想
定

）

放
対

2
班

，
放

対
3
班

放
対

4
班

，
放

対
5
班

6
-

放
1
4

-
-

・
中

央
制

御
室

及
び

緊
急

時
対

策
所

へ
の

デ
ー

タ
伝

送
装

置
の

設
置

（
可

搬
型

ガ
ス

モ
ニ

タ
用

）
放

対
1
班

2
1
:
3
0

放
1
6

-
-

・
緊

急
時

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（
対

策
成

立
性

に
影

響
し

な
い

項
目

：
放

射
性

物
質

の
放

出
後

に
実

施
（

1
1
：

0
0
以

降
を

想
定

）
）

放
対

1
班

2
-

-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
3
7
班

，
建

屋
内

3
8
班

建
屋

内
3
9
班

6
1
:
2
0

A
A

1
9

・
膨

張
槽

液
位

確
認

建
屋

内
1
2
班

，
建

屋
内

1
3
班

4
1
:
3
0

A
A

2
2

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
4
班

，
建

屋
内

1
5
班

4
1
:
1
0

A
A

2
0

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
，

隔
離

）
建

屋
内

1
6
班

，
建

屋
内

1
7
班

4
1
:
0
0

A
A

2
1

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
建

屋
内

1
4
班

2
0
:
3
0

A
A

2
3

・
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
5
班

2
0
:
4
0

A
A

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

測
定

）
建

屋
内

1
6
班

，
建

屋
内

1
7
班

4
1
:
3
5

A
A

3
0

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

4
-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

制
御

建
屋

，
各

建
屋

作
業

班

・
実

施
責

任
者

・
建

屋
対

策
班

長

・
現

場
管

理
者

・
要

員
管

理
班

・
情

報
管

理
班

・
通

信
班

長

作
業

内
容

作
業

班

放
射

線
対

応

作
業

番
号

作
業

内
容

作
業

班

・
建

屋
外

対
応

班
長

-

・
放

射
線

対
応

班
長

共 通

要
員

数

要
員

数

作
業

番
号

所
要

時
間

※
（

時
：

分
）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

前 処 理 建 屋 内 部 ル ー プ １ 及 び ２

内 部 ル ー プ へ の 通 水 に よ る 冷 却

作
業

番
号

所
要

時
間

※
（

時
：

分
）

前
処

理
建

屋

経
過

時
間

（
時

：
分

）

3
5
:
0
0

5
7
:
0
0

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

4
7
:
0
0

4
8
:
0
0

1
4
0
:
0
0

4
3
:
0
0

4
4
:
0
0

4
5
:
0
0

4
6
:
0
0

4
1
:
0
0

4
2
:
0
0

5
8
:
0
0

5
5
:
0
0

5
6
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

3
6
:
0
0

3
7
:
0
0

3
8
:
0
0

3
9
:
0
0

第
２

－
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図
　

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

　
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

(
１

/
６

)

4
0
:
0
0

5
4
:
0
0

6
1
:
0
0

1
3
9
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

3
6
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

3
7
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

要
員

数
所

要
時

間
※

（
時

：
分

）
経

過
時

間
（

時
：

分
）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
7
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

前
処

理
建

屋

蒸
発

乾
固

制
限

時
間

建
屋

内
1
2
，

1
3
班

F
1
1

A
A
2
5
（

建
屋

内
1
3
班

）
，

A
A
3
0
（

建
屋

内
1
2
班

）

建
屋

内
1
4
，

1
5
班

A
A
2
1
（

建
屋

内
1
4
班

）
，

A
A
2
3
（

建
屋

内
1
5
班

）

F
9
（

建
屋

内
1
5
班

）

A
A
2
4

A
A
受

皿
建

屋
内

1
6
，

1
7
班

建
屋

内
1
5
班

A
A
2
2

A
A
2
5

建
屋

内
1
6
，

1
7
班

F
9

A
A
2
0

A
A
1
9
（

建
屋

内
1
2
班

）

F
1
1
（

建
屋

内
1
1
班

）
建

屋
内

1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
1
班

A
A
2
2

建
屋

内
1
4
班

A
A
2
5

（
使

用
済

燃
料

損
傷

対
策

）

F
1
1
（

建
屋

内
1
4
班

）
（

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策
）

（
使

用
済

燃
料

損
傷

対
策

）

（
使
用

済
燃

料
損

傷
対

策
）

（
使

用
済
燃

料
損

傷
対

策
）

（
計

器
監

視
燃

料
の

補
給

）
（
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

（
蒸
発

乾
固

拡
大

防
止
）

（
蒸
発

乾
固

拡
大

防
止
）

（
蒸
発

乾
固

拡
大

防
止
）

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

建
屋

内
1
1
班

建
屋

内
1
2
班

要
員

管
理

班
へ

合
流

K
A
1
4

建
屋

内
3
7
，

3
8
，

3
9
班

（
拡

大
防
止

（
放

出
防

止
）
）

放
2
（

放
対

2班
）

放
1
0
（

放
対
3
，

4，
5
班
）

放
対

2
班

放
8

放
8

放
8

放
1
0

放
1
0

放
8

放
8

放
1
0

放
1
0

放
6

放
1
8

放
8

放
8

放
1
0

放
8

放
対

2
班

放
4，

5

放
1
8

放
7

放
対

1
班

放
6

放
対

1
班

放
6

放
1
0

放
対

3
，

4
班

放
対

2
班

放
対

5
班

放
1
0

放
対

3
，

4
班

放
8

放
1
0

放
1
0

放
8

放
対

3
，

4
班

放
対

1
班

放
対

3
，

4
班

放
8

放
対

2
班

放
対

5
班

放
対

3
，

4
班

放
1
0

放
8

放
1
3

放
対

1
班

放
対

2
，

3
，

4
，

5
班

放
対

3
，

4
班

放
4
，

5

放
7

放
対

5
班

放
対

3
，

4
班

放
1
6

放
対

5
班

放
1
0

放
4
，

5
，

6

放
1
5

放
8
（

放
対

5
班

）
，

放
1
0
（

放
対

3
，

4
班

）

放
1
0

放
4
，

5
放

4
，

5

放
対

2
班

放
対

3
，

4
班

放
5

放
対

1
班

放
対

2
班

放
対

1
班

放
4
，

5
放

5

放
4
，

5
，

6

放
8

放
8

放
対

2
班

放
1
3

放
対

1
班

放
1
4

放
1
4

建
屋

内
1
2
班

放
対

3
，

4
班
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-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
7
班

，
建

屋
内

8
班

建
屋

内
9
班

6
1
:
2
0

A
B

2
7

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
4
班

2
1
:
4
5

A
B

2
8

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
 
接

続
）

建
屋

内
8
班

，
建

屋
内

9
班

4
0
:
4
5

A
B

2
9

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
ポ

ン
プ

隔
離

，
弁

隔
離

）
建

屋
内

5
班

，
建

屋
内

6
班

4
0
:
5
0

A
B

3
0

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

健
全

性
確

認
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
確

認
）

建
屋

内
5
班

，
建

屋
内

6
班

4
0
:
3
5

A
B

3
1

・
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
3
班

2
0
:
3
0

A
B

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

測
定

）
建

屋
内

3
班

，
建

屋
内

4
班

4
1
:
0
0

A
B

3
8

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
4
班

，
建

屋
内

5
班

4
‐

A
B
ル

1
1

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

等
運

搬
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
2
）

建
屋

内
6
班

，
建

屋
内

7
班

建
屋

内
8
班

6
0
:
4
0

A
B
ル

1
2

・
膨

張
槽

液
位

確
認

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
2
）

建
屋

内
6
班

，
建

屋
内

7
班

4
1
:
3
0

A
B
ル

1
3

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
2
）

建
屋

内
8
班

，
建

屋
内

9
班

4
1
:
4
5

A
B
ル

1
4

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
）

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
2
）

建
屋

内
6
班

，
建

屋
内

7
班

4
0
:
4
5

A
B
ル

1
5

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
ポ

ン
プ

隔
離

，
弁

隔
離

）
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
2
）

建
屋

内
6
班

，
建

屋
内

7
班

4
0
:
5
0

A
B
ル

1
6

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
2
）

建
屋

内
8
班

，
建

屋
内

9
班

4
0
:
3
5

A
B
ル

1
7

・
貯

槽
等

温
度

計
測

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
2
）

建
屋

内
3
6
班

2
1
:
0
0

A
B
ル

1
受

皿
・

可
搬

型
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

設
置

（
漏

え
い

液
受

皿
液

位
測

定
）

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
2
）

建
屋

内
4
0
班

2
2
:
0
0

A
B
ル

2
1

・
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

等
運

搬
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
3
）

建
屋

内
3
0
班

，
建

屋
内

3
1
班

建
屋

内
4
0
班

6
0
:
4
0

A
B
ル

2
2

・
膨

張
槽

液
位

確
認

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
3
）

建
屋

内
3
4
班

，
建

屋
内

3
5
班

4
1
:
3
0

A
B
ル

2
3

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
3
）

建
屋

内
3
2
班

，
建

屋
内

3
3
班

建
屋

内
3
7
班

，
建

屋
内

3
8
班

建
屋

内
3
9
班

，
建

屋
内

4
0
班

1
2

6
:
0
0

A
B
ル

2
4

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
）

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

3
）

建
屋

内
3
0
班

，
建

屋
内

3
1
班

4
0
:
4
5

A
B
ル

2
5

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
ポ

ン
プ

隔
離

，
弁

隔
離

）
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
3
）

建
屋

内
3
0
班

，
建

屋
内

3
1
班

4
0
:
5
0

A
B
ル

2
6

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
（

分
離

建
屋

内
部

ル
ー

プ
 
3
）

建
屋

内
3
2
班

，
建

屋
内

3
3
班

4
0
:
3
5

A
B
ル

2
7

・
貯

槽
等

温
度

計
測

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

 
3
）

建
屋

内
3
7
班

2
0
:
3
0

A
B
ル

2
受

皿
・

可
搬

型
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

設
置

（
漏

え
い

液
受

皿
液

位
測

定
）

（
分

離
建

屋
内

部
ル

ー
プ

3
）

建
屋

内
2
8
班

，
建

屋
内

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

，
建

屋
内

3
1
班

建
屋

内
3
4
班

，
建

屋
内

3
5
班

1
2

2
:
0
0

A
B

3
8

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
4
班

，
建

屋
内

5
班

4
-

-

内 部 ル ー プ へ の 通 水

に よ る 冷 却

分 離 建 屋 内 部 ル ー プ １

共
通

内 部 ル ー プ へ の 通 水 に よ る 冷 却

分 離 建 屋 内 部 ル ー プ ２ 分 離 建 屋 内 部 ル ー プ ３

共
通

1
8
:
0
0

0
:
0
0

分
離

建
屋

作
業

内
容

第
２

－
５

図
　

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

　
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

(
２

/
６

)

5
4
:
0
0

5
5
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

2
1
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
7
:
0
0

7
:
0
0

作
業

番
号

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
2

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

2
2
:
0
0

3
7
:
0
0

4
:
0
0

2
0
:
0
0

作
業

内
容

4
4
:
0
0

4
5
:
0
0

4
6
:
0
0

作
業

番
号

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
2

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

1
9
:
0
0

4
7
:
0
0

6
2
:
0
0

3
1
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

3
7
:
0
0

3
8
:
0
0

3
9
:
0
0

4
0
:
0
0

4
1
:
0
0

4
2
:
0
0

4
3
:
0
0

4
8
:
0
0

4
9
:
0
0

5
0
:
0
0

5
1
:
0
0

5
2
:
0
0

5
3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

6
:
0
0

3
0
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
6
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

5
6
:
0
0

5
7
:
0
0

5
8
:
0
0

5
9
:
0
0

6
0
:
0
0

6
1
:
0
0

3
1
:
0
0

A
B
2
7
（

建
屋

内
4
班

）
，

A
B
3
2
（

建
屋

内
3
班

）
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

A
B
2
6
（

建
屋

内
4
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
B
5
（

建
屋

内
3
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

）

A
B
3
2
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
B
3
7
-
2
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
B
1
7
（

水
素

爆
発

拡
大

防
止

）

分
離

建
屋

蒸
発

乾
固

制
限
時

間

建
屋

内
8
，

9
班

建
屋

内
5
，

6
班

A
B
3
3
（

建
屋

内
6
班

）
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

，
A
B
3
8
（

建
屋

内
5
班

）

A
B
コ

1
2

建
屋

内
3
班

建
屋

内
3
，

4
班

F
1
（

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策
）

A
B
コ

1
 
1

(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

A
B
コ

2
1
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

K
A
コ

2
4
（

建
屋

内
3
0
，

3
1
班

)
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

K
A
コ

1
3
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

A
B
ル

1
3
（

建
屋

内
8
班

）

建
屋

内
6
，

7
，

8
班

A
B
コ

1
 
3
(
建

屋
内

6
班

)
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

F
1
(
建

屋
内

7
，

8
班

)
(
使

用
済

燃
料

損
傷

対
策

)

A
B
ル

1
4

建
屋

内
6
，

7
班

建
屋

内
8
，

9
班

A
B
ル

1
6

A
B
ル

1
1
(
建

屋
内

8
班

)

F
1
(
建

屋
内

9
班

)
(
使

用
済

燃
料

損
傷

対
策

)

A
B
コ

3
2
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

建
屋

内
6
，

7
班

A
B
ル

1
2

A
B
コ

2
2
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

建
屋

内
8
，

9
班

A
B
ル

1
3

建
屋

内
3
6
班

建
屋

内
4
0
班

建
屋

内
4
0
班

A
B
ル

2
3
（

建
屋

内
4
0
班

）
，

A
B
ル

2
受

皿
（

建
屋

内
3
0
，

3
1
班

）

建
屋

内
3
0
，

3
1
，

4
0
班

建
屋

内
3
2
，

3
3
，

3
7
班

建
屋

内
3
8
，

3
9
，

4
0
班

建
屋

内
3
2
，

3
3
，

3
7
班

建
屋

内
3
8
，

3
9
，

4
0
班

K
A
コ

1
4
（

建
屋

内
3
8
，

3
9
班

）
，

K
A
コ

1
3
（

建
屋

内
3
7
班

）
，

K
A
コ

3
4
（

建
屋

内
3
2
，

3
3
班

）

(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
）

A
B
ル

2
6
（

建
屋

内
3
2
，

3
3
班

）

A
B
ル

2
7
（

建
屋

内
3
7
班

）

A
B
凝

1
1
（

建
屋

内
3
8
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
B
凝

1
2
（

建
屋

内
3
9
，

4
0
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
B
ル

2
1
（

建
屋

内
4
0
班

）

A
B
ル

2
3

建
屋

内
3
0
，

3
1
班

A
B
ル

2
受

皿

A
B
コ

2
 
4
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

A
B
ル

2
3

建
屋

内
3
7
班

建
屋

内
3
2
，

3
3
班

A
B
ル

2
4
(
建

屋
内

3
0
，

3
1
班

)

A
B
コ

2
2
(
建

屋
内

3
4
，

3
5
班

)
，

A
B
コ

2
3
(
建

屋
内

2
8
，

2
9
班

)
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

建
屋

内
2
9
，

3
0
，

3
1
班

建
屋

内
2
8
，

3
4
，

3
5
班

A
B
ル

2
1
（

建
屋

内
3
0
，

3
1
班

）
，

A
B
ル

2
2
（

建
屋

内
3
4
，

3
5
班

）

K
A
コ

4
4
（

建
屋

内
2
8
，

2
9
班

）
(
蒸

発
乾

固
拡

大
防

止
)

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
5
班

A
B
受

皿

建
屋

内
4
班

A
B
3
8

A
B
ル

2
受

皿
K
A
コ

5
4
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

建
屋

内
3
4
，

3
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

※
1

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

A
B
2
7
（

建
屋

内
4
班

）
，

A
B
3
0
（

建
屋

内
5
班

）

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

建
屋

内
5
班

建
屋

内
4
班

A
B
2
3
（

建
屋

内
7
班

）
，

A
B
2
4
（

建
屋

内
8
，

9
班

）

（
拡

大
防

止
（

放
出

防
止

）
）

建
屋

内
7
，

8
，

9
班

A
B
機

1
1
（

建
屋

内
3
3
班

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

※
1：

他
建

屋
で
の

内
部
ル

ー
プ
通

水
開

始
に

合
わ

せ
，

自
建

屋
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

を
調

整
す

る
。

※
2：

各
作

業
内
容

の
実
施

に
必
要

な
時

間
を

示
す

。
（

複
数

回
に

分
け

て
実

施
の

場
合

は
，

作
業

時
間

の
合

計
）

建
屋

内
5
班
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-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
1
1
班

，
建

屋
内

1
2
班

建
屋

内
2
6
班

6
1
:
2
0

A
C

2
0

・
膨

張
槽

液
位

確
認

建
屋

内
2
3
班

2
1
:
0
0

A
C

2
1

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
4
班

，
建

屋
内

1
5
班

4
1
:
3
0

A
C

2
2

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
，

弁
隔

離
）

建
屋

内
1
4
班

，
建

屋
内

1
5
班

4
0
:
5
0

A
C

2
3

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
建

屋
内

1
4
班

2
0
:
3
0

A
C

2
4

・
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
1
5
班

2
0
:
3
0

A
C

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

測
定

）
建

屋
内

1
6
班

，
建

屋
内

1
7
班

建
屋

内
1
8
班

6
1
:
2
0

A
C

3
1

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
2
6
班

，
建

屋
内

2
7
班

4
‐

-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
1
9
班

，
建

屋
内

2
2
班

建
屋

内
2
3
班

6
1
:
2
0

C
A

2
0

・
膨

張
槽

液
位

確
認

建
屋

内
2
3
班

2
1
:
0
0

C
A

2
1

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
2
4
班

，
建

屋
内

2
5
班

4
1
:
1
0

C
A

2
2

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
弁

隔
離

，
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
，

弁
操

作
）

建
屋

内
1
5
班

，
建

屋
内

1
6
班

4
1
:
3
0

C
A

2
3

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
建

屋
内

2
3
班

2
0
:
1
0

C
A

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
測

）
建

屋
内

2
0
班

，
建

屋
内

2
2
班

4
2
:
0
0

C
A

2
9

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
1
8
班

，
建

屋
内

1
9
班

4
-

-
-

・
現

場
環

境
確

認
（

屋
内

の
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
確

認
及

び
可

搬
型

通
話

装
置

の
設

置
）

建
屋

内
4
0
班

，
建

屋
内

4
1
班

建
屋

内
4
2
班

6
1
:
2
0

K
A

1
7

・
膨

張
槽

液
位

確
認

建
屋

内
3
5
班

，
建

屋
内

3
6
班

4
3
:
0
0

K
A

1
8

・
可

搬
型

貯
槽

温
度

計
設

置
及

び
貯

槽
等

温
度

計
測

建
屋

内
2
8
班

，
建

屋
内

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

，
建

屋
内

3
1
班

建
屋

内
3
2
班

，
建

屋
内

3
3
班

1
2

2
:
3
0

K
A

1
9

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

敷
設

，
接

続
）

建
屋

内
2
8
班

，
建

屋
内

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

6
2
:
3
0

K
A

2
0

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

準
備

（
弁

隔
離

）
建

屋
内

2
8
班

，
建

屋
内

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

6
3
:
0
0

K
A

2
1

・
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

実
施

（
弁

操
作

，
漏

え
い

確
認

，
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

確
認

）
建

屋
内

2
8
班

，
建

屋
内

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

6
0
:
3
0

K
A

受
皿

・
可

搬
型

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
設

置
（

漏
え

い
液

受
皿

液
位

測
定

）
建

屋
内

4
1
班

，
建

屋
内

4
2
班

4
5
:
5
0

K
A

3
0

・
計

器
監

視
（

貯
槽

等
温

度
，

内
部

ル
ー

プ
通

水
流

量
，

排
水

線
量

）
・

可
搬

型
発

電
機

及
び

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

等
へ

の
燃

料
の

補
給

建
屋

内
4
1
班

，
建

屋
内

4
2
班

4
-

作
業

内
容

作
業

内
容

1
9
:
0
0

1
4
:
0
0

作
業

内
容

内 部 ル ー プ へ の 通 水 に よ る 冷 却

精 製 建 屋 内 部 ル ー プ １ 及 び ２

共
通

1
6
:
0
0

1
8
:
0
0

1
:
0
0

- -

共
通

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋

作
業

番
号

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
2

（
時

：
分

）
1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
0
0

1
8
:
0
0

1
2
:
0
0

共
通

内 部 ル ー プ へ の 通 水 に よ る 冷 却

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 内 部 ル ー プ １ か ら ５

-

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

作
業

番
号

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
2

（
時

：
分

）

経
過

時
間

（
時

：
分

）

作
業

番
号

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
2

（
時

：
分

）

精
製

建
屋

経
過

時
間

（
時

：
分

）

1
0
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

8
:
0
0

2
2
:
0
0

0
:
0
0

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建

屋 内 部 ル ー プ

内 部 ル ー プ へ の 通 水 に よ る 冷 却

2
0
:
0
0

1
7
:
0
0

2
9
:
0
0

2
2
:
0
0

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

第
２

－
５

図
　

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

　
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

(
３

/
６

)

0
:
0
0

1
7
:
0
0

1
3
:
0
0

1
5
:
0
0

2
1
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

3
0
:
0
0

3
0
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
5
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
9
:
0
0

2
6
:
0
0

2
:
0
0

5
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

1
2
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
2
:
0
0

1
4
:
0
0

9
:
0
0

1
1
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
3
:
0
0

1
1
:
0
0

7
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
6
:
0
0

3
0
:
0
0

3
7
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
7
:
0
0

3
7
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

3
6
:
0
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
:
0
0

建
屋

内
3
0
班

K
A
1
1
-
2
（

拡
大

防
止

放
出

防
止

）

A
A
・

K
A
現

管
補

助

通
1
(
通

信
手

段
の

確
保

）

CA
10

（
建

屋
内

1
6班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A1

2
（

建
屋

内
17

，
1
8班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
C1

3
（

建
屋

内
14

班
）

（
拡

大
防

止
（

放
出

防
止

）
）

A
C3

2
（

建
屋

内
15

班
）

（
拡

大
防

止
（

放
出

防
止

）
）

建
屋

内
1
5
班

建
屋

内
1
4
班

A
C
8
（

水
素

爆
発

拡
大

防
止

）
C
A
1
6
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

精
製
建

屋
蒸

発
乾

固
制

限
時
間

建
屋

内
2
3
班

建
屋

内
1
4
，

1
5
班

建
屋

内
1
6
，

1
7
，

1
8
班

A
C
2
2

A
C
2
1

建
屋

内
1
4
，

1
5
班

C
A
1
4
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A
1
4
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

A
C
26
（

建
屋

内
1
6
，

1
7班

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

A
C
34
（

建
屋

内
1
8
班

）
（

水
素

爆
発

拡
大

防
止

）

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋

蒸
発

乾
固

制
限

時
間

建
屋

内
2
3
班

C
A
2
7
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

建
屋

内
2
4
，

2
5
班

C
A
2
3

建
屋

内
1
5
，

1
6
班

建
屋

内
2
3
班

C
A
1
4
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A
2
0

建
屋

内
2
0
班

A
C
1
1
（

建
屋

内
2
2
班

）
（

水
素

爆
発

拡
大

防
止

）
建

屋
内

2
2
班

C
A
2
（

建
屋

内
2
0
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

）

C
A
5
（

建
屋

内
2
2
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

）

F
2
（

建
屋

内
2
5
班

）
（

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策
）

F
4
（

使
用

済
燃

料
損

傷
対

策
）

C
A
3
0
（

拡
大

防
止

（
発

生
防

止
）

）

C
A
30
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A3
0
（

建
屋

内
2
0班

）
（
拡

大
防
止

（
発

生
防

止
）

）

C
A
3
0
（

建
屋

内
2
4
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A
1
8
（

建
屋

内
1
9
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A
1
4
（

建
屋

内
1
8
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
9
班

建
屋

内
1
8
班

建
屋

内
1
9
班

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ
ス

固
化

建
屋

蒸
発
乾

固
制

限
時

間

建
屋

内
3
5
班

K
A
2
2
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

建
屋

内
2
8
，

2
9
，

3
0
班

K
A
1
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

）

建
屋

内
2
8
，

2
9
班

建
屋

内
3
0
班

K
A
2
0

K
A
1
9

建
屋

内
2
8
，

2
9
班

K
A
2
1

建
屋

内
2
8
，

2
9
，

3
0
班

K
A
2
0

K
A
コ

2
1
（

建
屋

内
3
0
班

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

K
A
コ

4
1
（

建
屋

内
2
8
，

2
9
班

）
（

蒸
発

乾
固

拡
大

防
止

）

K
A
現

場
環

境

建
屋

内
4
1
，

4
2
班

K
A
3
0 建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
2
班

K
A
受

皿
（

蒸
発

乾
固

発
生

防
止

）
建

屋
内

4
1
班

建
屋

内
4
2
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
2
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
1
班

建
屋

内
4
2
班

建
屋

内
4
2
班

建
屋

内
4
2
班

建
屋

内
4
2
班

※
1

※
1

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

A
C
3
2
（

建
屋

内
2
6
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）
建

屋
内

2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

C
A
3
1
（

建
屋

内
2
7
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

）

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
2
7
班

建
屋

内
2
6
班

建
屋

内
3
6
班

建
屋

内
3
1
，

3
2
，

3
3
班

K
A
1

K
A
1
（

建
屋

内
3
1
，

3
2
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

)
，

K
A
2
（

建
屋

内
3
3
班

）
（

水
素

爆
発

発
生

防
止

)

A
C
1
6
（

建
屋

内
26
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）
建

屋
内

1
1
，

1
2
，

2
6
班

A
C
1
9
（

建
屋

内
11
，

1
2
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

C
A
1
6
（

建
屋

内
22
，

2
3
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）
）

建
屋

内
1
9，

22
，
2
3班

A
C
3
2
（

建
屋

内
1
9
班

）
（

拡
大

防
止

（
放

出
防

止
）

）

建
屋

内
4
0
，

4
1
，

4
2
班

K
A1
4（

建
屋

内
4
0班

）
(拡

大
防

止
放

出
防

止
)

K
A受

皿
（

建
屋

内
4
1
，
4
2班

）
(蒸

発
乾

固
発
生

防
止
)

※
1：

他
建

屋
で
の

内
部
ル

ー
プ
通

水
開

始
に

合
わ

せ
，

自
建

屋
内

部
ル

ー
プ

通
水

流
量

を
調

整
す

る
。

※
2：

各
作

業
内
容

の
実
施

に
必
要

な
時

間
を

示
す

。
（

複
数

回
に

分
け

て
実

施
の

場
合

は
，

作
業

時
間

の
合

計
）

建
屋

内
1
8
班

８－添１－267



-
-

・
建

屋
外

対
応

班
長

の
作

業
の

補
助

建
屋

外
対

応
班

員
1

-

燃
1

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

分
離

建
屋

用
1
台

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
1
台

並
び

に
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
用

1
台

）

燃
料

給
油

3
班

1
-

燃
2

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

分
離

建
屋

用
1
台

，
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
用

1
台

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
1
台

及
び

排
気

監
視

測
定

設
備

用
1
台

）

燃
料

給
油

3
班

1
-

燃
3

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

前
処

理
建

屋
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
4

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

前
処

理
建

屋
用

1
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
5

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

情
報

把
握

計
装

設
備

可
搬

型
発

電
機

2
台

）
燃

料
給

油
3
班

1
-

燃
6

・
軽

油
貯

槽
か

ら
可

搬
型

中
型

移
送

ポ
ン

プ
用

容
器

（
ド

ラ
ム

缶
等

）
へ

の
燃

料
の

補
給

及
び

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

の
運

搬
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
用

1
台

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
1
台

並
び

に
前

処
理

建
屋

用
1
台

）

建
屋

外
1
班

2
-

燃
7

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
発

電
機

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

排
気

監
視

測
定

設
備

用
1
台

及
び

情
報

把
握

計
装

設
備

可
搬

型
発

電
機

2
台

）
燃

料
給

油
2
班

1
2
:
1
0

燃
8

・
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

か
ら

可
搬

型
中

型
移

送
ポ

ン
プ

用
容

器
（

ド
ラ

ム
缶

等
）

へ
の

燃
料

の
補

給
及

び
軽

油
用

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

の
移

動
（

分
離

建
屋

，
精

製
建

屋
及

び
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
排

水
用

1
台

，
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

用
1
台

並
び

に
前

処
理

建
屋

排
水

用
1
台

）

燃
料

給
油

2
班

1
-

外
1

・
第

1
貯

水
槽

か
ら

各
建

屋
ま

で
の

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
（

北
ル

ー
ト

）
の

確
認

燃
料

給
油

1
班

燃
料

給
油

2
班

2
0
:
3
5

外
2

・
第

1
貯

水
槽

か
ら

各
建

屋
ま

で
の

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
（

南
ル

ー
ト

）
の

確
認

建
屋

外
7
班

2
0
:
3
5

外
3

・
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

の
確

認
建

屋
外

1
班

，
建

屋
外

8
班

3
0
:
1
0

外
4

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

ガ
レ

キ
撤

去
）

建
屋

外
1
班

，
建

屋
外

8
班

3
3
:
4
0

外
5

・
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
整

備
（

除
雪

，
ガ

レ
キ

撤
去

）
（

対
応

す
る

作
業

班
の

1
人

が
ホ

イ
ー

ル
ロ

ー
ダ

に
て

作
業

す
る

。
）

建
屋

外
2
班

，
建

屋
外

4
班

建
屋

外
5
班

，
建

屋
外

6
班

建
屋

外
7
班

，
建

屋
外

8
班

1
1

-

※
：

各
作

業
内

容
の

実
施

に
必

要
な

時
間

を
示

す
。

（
複

数
回

に
分

け
て

実
施

の
場

合
は

，
作

業
時

間
の

合
計

）

- - - - -

第
２

－
５

図
　

内
部

ル
ー

プ
へ

の
通

水
に

よ
る

冷
却

　
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

(
４

/
６

)

建
屋

外

作
業

番
号

作
業

班
要

員
数

所
要

時
間

※
（

時
：

分
）

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

作
業

内
容

- - - - - - - --

1
7
:
0
0

1
8
:
0
0

2
3
:
0
0

2
4
:
0
0

2
5
:
0
0

3
7
:
0
0

1
9
:
0
0

2
0
:
0
0

2
1
:
0
0

2
2
:
0
0

2
6
:
0
0

2
7
:
0
0

2
8
:
0
0

2
9
:
0
0

3
0
:
0
0

3
1
:
0
0

3
2
:
0
0

3
3
:
0
0

3
4
:
0
0

3
5
:
0
0

経
過

時
間

（
時

：
分

）

0
:
0
0

1
0
:
0
0

1
1
:
0
0

1
2
:
0
0

1
3
:
0
0

1
4
:
0
0

1
5
:
0
0

1
6
:
0
0

3
6
:
0
0

燃
料

給
油

3
班

燃
料

給
油

2
班

建
屋

外
1
班

燃
8

燃
8

燃
8

燃
料

給
油

2
班

燃
8

燃
8

燃
料

給
油

2
班

外
4
（

建
屋

外
8
班

）

外
1
7
-
1
（

建
屋

外
1
班

）

外
3
7

外
4
6
（

建
屋

外
5
班

）

燃
料

給
油

1
，

2
班

建
屋

外
1
，

8
班

建
屋

外
1
，

8
班

燃
7
（

燃
料

給
油

2
班

）

建
屋

外
7
班

外
3
（

建
屋

外
8
班

）

外
5
（

建
屋

外
8
班

）
，

外
2
1
（

建
屋

外
1
班

）

外
4
（

建
屋

外
8
班

）

外
9
（

建
屋

外
2
班

）
外

6
6
（

建
屋

外
2
班

）

建
屋

外
2
，

8
班

外
3
0
（

建
屋

外
4
班

）
建

屋
外

4
，

8
班

外
4
7
（

建
屋

外
8
班

）

建
屋

外
4
班

外
4
2

外
5
1

外
5
0
（

建
屋

外
4
班

）

外
5
3

外
5
3
（

建
屋

外
5
班

）

外
5
7

外
57
（

建
屋

外
6
班

）

外
47
（

建
屋

外
8
班

）

外
7
1
（

建
屋

外
6班

）

外
5
（

建
屋

外
8
班

）

建
屋

外
5
班

建
屋

外
4
班

建
屋

外
6
，

8
班

以
降

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
状

態
を

確
認

し
，

建
屋

外
4
，

5
，

6
，

7
，

8
班

に
て

，
対

応
す

る
。

建
屋

外
5
班

外
1
7
-
1
（

建
屋

外
1
班

）
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